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Ⅰ．総   説 

  





産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1) 

Ⅰ．総   説 
 

1. 概  要 
 任 務：  

 国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という。）は、2001年4月の発足以来、基礎的研究の成果

を「製品化」に繋ぐ役割を担い、基礎的研究から実用化研究まで一体的かつ連続的に取り組んできた。同時に、研究

分野や研究拠点の枠にとらわれることなく全産総研の視点から人材、施設・設備、予算等の研究資源を最適化し、社

会的・政策的課題に応じて研究実施体制を見直すなど、イノベーション創出と業務の効率化を進めてきた。結果とし

て、産総研の技術シーズに基づいた社会インパクトのあるいくつかの実用化事例も創出してきているが、数多くの革

新的技術シーズを事業化にまでつなげるため、更なる強化を図る必要がある。 

 現下の産業技術・イノベーションを巡る状況を見ると、これまで我が国企業は世界最高水準の品質の製品を製造・

販売することで世界をリードしてきたが、近年、大企業においても基礎研究から応用研究・開発、事業化の全てを自

前で対応することは一層難しくなってきている。さらに、技術の複雑化、高度化、短サイクル化が加わるなど、産業

技術・イノベーションを取り巻く世界的潮流は大きく変化している。他方で、我が国にはまだ事業化に至っていない

優れた技術シーズが数多くある。イノベーションは、技術シーズが企業や研究機関など様々な主体の取り組みにより、

事業化に「橋渡し」されることで、初めて生み出されるものである。その意味で、革新的な技術シーズを迅速に事業

化につなげていくための「橋渡し」機能の強化によるイノベーション・ナショナルシステムの構築が、我が国の産業

競争力を決定づける非常に重要な要素となっている。 

 こうした中、我が国としても「橋渡し」機能の抜本的強化が必要との認識の下、経済産業省の産業構造審議会 産

業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会の「中間とりまとめ」（2014年6月）において我が国のイノベーションシ

ステム構築に向けての提言がなされ、「日本再興戦略」改訂2014（2014年6月24日）、「科学技術イノベーション総合

戦略2014」（2014年6月24日）、および「科学技術イノベーション総合戦略2015」（2015年6月19日）においては、産

総研および新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）において「橋渡し」機能強化に先行的に取り組み、こ

れらの先行的な取り組みについて、適切に進捗状況の把握・評価を行い、その結果を受け、「橋渡し」機能を担うべ

き他の研究開発法人に対し、対象分野や各機関等の業務の特性等を踏まえ展開することとされている。 

加えて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2014年12月27日閣議決定）においては、地域イノベーションの推

進に向けて、公設試験研究機関（公設試）と産総研の連携による全国レベルでの「橋渡し」機能の強化を行うこと等

を通じて中堅・中小企業が先端技術活用による製品や生産方法の革新等を実現する仕組みを構築することとされてい

る。 

 さらに、2016年10月に産総研が特定国立研究開発法人に指定されたことにより、厳しい国際競争の中で科学技術

イノベーションの基盤となる世界最高水準の研究開発成果を生み出し、我が国のイノベーションシステムを強力に牽

引する中核機関となることが期待されている。 

また、地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生活・社会経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、国の

公共財として国民生活の安全・安心の確保やイノベーション促進、中堅・中小企業のものづくり基盤等、国民生活や

社会経済活動を幅広く支えており、社会資本と同様に国の責務として整備すべきソフトインフラである。 

中でも地質情報については、東日本大震災以降レジリエントな防災・減災機能の強化の必要性が高まる中、その重

要性が再認識されているところである。また、計量標準については、イノベーション創出の基盤であり、昨今の高度

化する利用者ニーズへの対応を図ることが求められている。 

 こうしたイノベーションを巡る世界的潮流や国家戦略などを踏まえ、産総研の平成27年度から令和元年度までの

新たな中長期目標期間においては、以下の通り取り組む。 

 

第一に、産業技術政策の中核的実施機関として、革新的な技術シーズを事業化に繋ぐ「橋渡し」の役割を果たすこ

とを目指す。このため、技術シーズを目的に応じて骨太にする「橋渡し」研究前期および実用化や社会での活用のた

めの「橋渡し」研究後期に取り組むとともに、「橋渡し」研究の中で必要となった基礎研究および将来の「橋渡し」

の芽を生み出す基礎研究を目的基礎研究として推進する。この「橋渡し」については、これまでの産総研における取

り組み方法の変革が求められること、我が国のイノベーションシステムの帰趨にも影響を与えうること、所内でも多

くのリソースを投入し取り組むことが不可欠であることから、最重要の経営課題と位置づけて取り組む。また、地域

イノベーションの推進に向けて、公設試等とも連携し、全国レベルでの「橋渡し」を行うものとする。さらに、産総

研が長期的に「橋渡し」の役割を果たしていくため、将来の橋渡しの基となる革新的な技術シーズを生み出す目的基
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礎研究にも取り組む。 

第二に、地質調査および計量標準に関する我が国における責任機関として、今時の多様な利用者ニーズに応えるべ

く、当該分野における知的基盤の整備と高度化を国の知的基盤整備計画に沿って実施する。また、新規技術の性能・

安全性の評価技術や標準化等、民間の技術開発を補完する基盤的な研究開発等を実施する。 

 第三に、これらのミッションの達成に当たって、新たな人事制度の導入と積極的な活用等を通じて研究人材の拡充

と流動化、育成に努めるとともに、技術経営力の強化に資する人材の養成を図る。 

 

組 織：  

 産業技術総合研究所は、2015年度に非公務員型の独立行政法人へ移行したことに伴い、柔軟な人材交流制度を構

築するなど、そのメリットを最大限活用することにより組織のパフォーマンス向上を図っているところである。

2015年からの産総研第4期中長期計画の開始に伴い、研究推進組織・事業組織・本部組織の再編を行った。 

 現在、研究推進組織としては、2015年度から新たに組織を再編し、「領域」、「地質調査基盤センター」、「計量標準

普及センター」を設置している。このうち、「領域」の下に領域の研究開発に関する総合調整を行う「研究戦略部」、

企業への「橋渡し」に繋がる目的基礎研究から「橋渡し」研究（技術シーズを目的に応じて骨太にする研究（「橋渡

し」前期研究）および実用化や社会での活用のための研究（「橋渡し」後期研究））まで一体的に取り組むとともに、

中長期的キャリアパスを踏まえて研究人材を育成する「研究部門」、領域や研究部門を超えて必要な人材を結集し企

業との連携研究を中心に推進する時限組織の「研究センター」の3つを設置している。 

事業組織としては、再編・統合を経て現在では「東京本部」、「北海道センター」、「東北センター」、「つくば中央第

一事業所」、「つくば中央第二事業所」、「つくば中央第三事業所」、「つくば中央第五事業所」（2015年10月に統合した

旧「つくば中央第四事業所」を含む）、「つくば中央第六事業所」、「つくば中央第七事業所」、「つくば西事業所」、「つ

くば東事業所」、「柏センター」、「臨海副都心センター」、「中部センター」、「関西センター」、「中国センター」、「四国

センター」、「九州センター」、「福島再生可能エネルギー研究所」を設置している。 

本部組織としては、第4期中長期計画においては「企画本部」、「コンプライアンス推進本部」、「イノベーション推

進本部」、「環境安全本部」、「総務本部」、「評価部」、「監査室」、「情報セキュリティ部」を設置している。 

また、特別の組織として「TIA 推進センター」を設置している。（いずれも2017年3月31日現在の情報） 

さらに、2016年度から新たな組織として「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」および「連携研究室・連

携研究ラボ（冠ラボ）」の設置を行った。 

大学内に産総研の研究拠点を設置する OIL 事業を推進することで、これまで以上にきめ細かな連携と協力関係の

構築を目指し、基礎研究、応用研究、開発・実証研究をシームレスに実施し、クロスアポイントメント制度の活用に

よる研究の加速化、リサーチアシスタント制度の活用による若手研究者の育成を行った。OIL は、名古屋大学、東

京大学、東北大学、早稲田大学、大阪大学、東京工業大学、京都大学、九州大学の8大学に設置した。 

「連携研究室・連携研究ラボ（冠ラボ）」は企業の戦略に、より密着した研究開発の実施を目指し設置するもので、

6件の連携研究室および5件の連携研究ラボを設置し、「橋渡し」研究を加速した。 

 

2019年3月31日現在、常勤役員13名、研究職員2,326名、事務職員697名の合計3,036名である。 

 

沿 革： 

① 2001年1月 

 中央省庁等改革に伴い、「通商産業省」が「経済産業省」に改組。これにより工業技術院の本院各課は産業技術

環境局の一部として、また工業技術院の各研究所は産業技術総合研究所内の各研究所として再編された。 

② 2001年4月 

 一部の政府組織の独立行政法人化に伴い、旧工業技術院15研究所と計量教習所が統合され、独立行政法人産業

技術総合研究所となった。 

③ 2005年4月 

 効率的・効果的な業務運営を目的とし、特定独立行政法人から非公務員型の非特定独立行政法人へと移行した。 

④ 2015年4月 

  独立行政法人通則法の改正に伴い、独立行政法人産業技術総合研究所から国立研究開発法人産業技術総合研究所

へ名称を変更した。 

⑤ 2016年10月 

  特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法の制定に伴い、特定国立研究開発法人に指定
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された。 

 

産業技術総合研究所の業務の根拠法： 

① 独立行政法人通則法 （平成11年7月16日法律第103号） 

 （最終改正：平成30年7月6日（平成30年法律第71号）） 

② 国立研究開発法人産業技術総合研究所法 （平成11年12月22日法律第203号） 

 （最終改正：平成30年12月14日（平成30年法律第94号）） 

③ 特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法（平成28年5月18日法律第43号） 

④ 独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政令の整備および経過措置に関する政令 

 （平成12年6月7日政令第326号） 

⑤ 国立研究開発法人産業技術総合研究所の業務運営並びに財務および会計に関する省令 

 （平成13年3月29日経済産業省令第108号） 

（最終改正：平成31年3月329日経済産業省令第26号） 

 

 主務大臣： 

  経済産業大臣 

 

 主管課： 

  経済産業省産業技術環境局研究開発課 

 

  産業技術総合研究所の事業所の所在地（2019年3月31日現在）： 

① 東京本部                      〒100-8921 東京都千代田区霞が関1-3-1 

② つくばセンター                〒305-8560 茨城県つくば市梅園1-1-1（代表） 

③ 福島再生可能エネルギー研究所  〒963-0298 福島県郡山市待池台2-2-9 

④ 柏センター 〒277-0882 千葉県柏市柏の葉6-2-3 

⑤ 臨海副都心センター            〒135-0064 東京都江東区青海2-3-26 

⑥ 北海道センター                〒062-8517 北海道札幌市豊平区月寒東2条17-2-1 

⑦ 東北センター                  〒983-8551 宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

⑧ 中部センター                  〒463-8560 愛知県名古屋市守山区下志段味穴ケ洞2266-98 

⑨ 関西センター                  〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

⑩ 中国センター                  〒739-0046 広島県東広島市鏡山3-11-32 

⑪ 四国センター                  〒761-0395 香川県高松市林町2217-14 

⑫ 九州センター                  〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1 
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２．動  向 

産総研の領域別年間研究動向の要約 

 

Ⅰ．エネルギー・環境領域 

1. 領域の目標 

 世界的規模で拡大しているエネルギー・環境問題の解決に向けたグリーン・イノベーションの推進のため、再生

可能エネルギーなどの新エネルギー導入促進や省エネルギー、高効率なエネルギー貯蔵、資源の有効利用、環境リ

スクの評価・低減などを目指した技術の開発を進めている。エネルギー・環境領域（以下、「エネ環領域」）ではエ

ネルギー・環境問題の解決に取り組み、持続可能な社会の構築に向けて、以下の5項目の重点戦略を策定し、これ

に沿った研究開発を実施している。 

（1）新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

 太陽光発電についてはコスト低減と信頼性向上を実現するとともに、多接合化や新概念に基づく革新的な太陽

電池の創出を図る。また、再生可能エネルギー大量導入のためのエネルギーネットワーク技術、さらには大規模

地熱利用技術等にも取り組む。 

（2）エネルギーを高密度で蓄蔵する技術の開発 

 再生可能エネルギー等を効率良く水素等の化学エネルギー源に変換し貯蔵・利用する技術を開発するとともに、

電源の多様化にむけた車載用、住宅用、産業用の蓄電技術を開発する。 

（3）エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発 

 省エネルギー社会を実現するために、ワイドギャップ半導体パワーエレクトロニクス技術、熱エネルギーの有

効利用技術、自動車用エンジンの高効率燃焼技術、高温超電導技術等を開発する。 

（4）エネルギー資源を有効利用する技術の開発 

 メタンハイドレート等のエネルギー資源の有効利用にかかわる技術を開発する。 

（5）環境リスクを評価・低減する技術の開発 

 産業と環境が共生する社会の実現に向けて、ナノ材料等の環境リスクを分析、評価する技術、レアメタル等の

資源循環を進める技術並びに、産業保安を確保するための技術を開発する。 

 
2. 領域の組織構成 

 当領域では、3つの研究センター（太陽光発電研究センター、再生可能エネルギー研究センター、先進パワーエ

レクトロニクス研究センター）、5つの研究部門（創エネルギー研究部門、電池技術研究部門、省エネルギー研究

部門、環境管理研究部門、安全科学研究部門）を中心に研究開発を行っている。なお、他の研究領域とも強く連携

を取りつつ、上記重点戦略目標達成に向け、研究開発を進めている。 

 
3. 主な研究動向 

 2018年度の主な研究動向は以下のとおりである。 

（1）新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

・太陽光発電では、Ⅲ－Ⅴ族トップセル用のハイドライド気相成長（H-VPE）装置の改良を行い、GaAs、InGaP

それぞれで50 µm/h 以上の超高速成長を達成するとともに世界最高レベルの変換効率を達成した。 

・酸化タングステン半導体光電極を用いて、太陽光エネルギーを利用したシクロヘキサンの直接酸化によりナイロ

ンなどの原料である KA オイルを常温・常圧下で高い選択性（約99 %）で合成する技術を開発した。 

・自動車開発をモデルベースで行う際などに使われる試験方式の一種であるハードウェアインザループ（HIL）方

式を用いて、次世代型 PCS であるスマートインバータを開発し、国内で初めてスマートインバータの大型機に

対する試験に用いた。 

・風力発電については、レーザー光を空中に向けてスキャンすることで広範囲の3次元風況を計測できるスキャニ

ングライダーを活用した風力アセスメント技術を開発した。 

（2）エネルギーを高密度で蓄蔵する技術の開発 

・コンパクトで高安全が期待できる硫化物全固体電池の量産化のために鍵となるシート型電池の製造プロセス技術

の改善をすすめ、従来と比べ容量低下がほとんど見られない固体電池用シート型負極の作製に成功した。 

・水素キャリアとして期待されるギ酸およびメタノールについて、再生可能エネルギーからの直接ギ酸合成につな

がる低電位での CO2電解還元、および低温反応条件下（70 ℃以下）での CO2からのメタノール合成に成功した。 

・水素エネルギーの貯蔵源として期待されるアンモニアについて、国内初の再エネ水素を原料とするアンモニア合
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成および難燃性であるアンモニアを直接燃焼利用するガスタービン発電の燃焼器の低NOx化（20 ppm未満）を

実証した。 

・清水建設株式会社と冠ラボを開始し、再生可能エネルギーを用いた水素製造、貯蔵、利用を含むエネルギーマネ

ジメントシステムにおいて、本格運転および発電需要予測機能を有した完全自動運転を実証した。 

（3）エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発 

・未利用熱エネルギーを電力に変換できる熱電変換技術において、既存技術では7%程度であった変換効率を電荷

キャリア濃度の制御などを加えることで12%に向上させた。 

・パワーエレクトロニクスに関して、信頼性に加え、更なる低損失化に向けた抵抗低減の方策としてスーパージャ

ンクション技術を取り込み、同耐圧クラスで世界最小の特性通電時抵抗0.63 mΩ cm2を量産レベルで実現した。 

・ダイヤモンドを用いた次世代パワー半導体の開発において、ガスからクラックのない1立方センチ級の体積を持

った単結晶ダイヤモンドの作製に成功した。 

（4）エネルギー資源を有効利用する技術の開発 

・メタンハイドレートからのガス生産において、海洋産出試験で得られた産出速度の変動要因を検証するために、

新たに採取された圧力コアの分析を行い、浸透性や圧縮強度などの精緻な貯留層パラメータを追加した。 

・ゼロエミッション火力発電技術の基盤技術として、100 kW級の循環流動層燃焼装置を用いた長時間連続試験を

達成し、燃焼排ガス中のCO2を濃縮して排出する化学ループ燃焼技術の原理実証を行った。 

・水素とCO2を触媒上で反応させメタンに転換するメタネーションプロセスにおける反応熱による触媒の急激な温

度上昇を回避し、触媒活性の低下も抑制する手法を見出した。 

（5）環境リスクを評価・低減する技術の開発 

・都市鉱山開発では、NEDOプロの開発拠点となる集中研究施設を産総研内に設置し、世界初となる廃製品の無

人選別プラント構築に向け、手解体・手選別・製錬原料化の自律制御を可能とする、融合型ソータと複数選別機

の制御機構開発を進めた。 

・膜を利用した水処理再生技術において、逆浸透膜（RO膜）閉塞の解析に適用し、RO膜上でのバイオフィルムの

構造と、閉塞原因物質・原因微生物の特定に成功した。 

・新技術・製品のグローバルサプライチェーンにおける環境性能評価の精度向上を目指し、日本版の環境負荷排出

量データベース（IDEA）に対して、アジア地域の製品・資源等のサプライチェーンを中心に環境負荷排出量デ

ータベースを整備し、海外版 IDEA を構築した。 

 

Ⅱ．生命工学領域 

1. 領域の目標 

  健康で安心して暮らせる健康長寿社会や、環境負荷を抑えた持続可能な社会の実現が求められている。そのため、

生命工学領域では、新たな健康評価技術や創薬推進技術の開発、あるいは個人の状態に合わせて健康維持・増進・

回復を推進する技術の開発により、ライフ・イノベーションに貢献する。また、バイオプロセスを用いた環境負荷

低減技術の開発によりグリーン・イノベーションに貢献する。 

 

2. 領域の組織構成 

  当領域は1つの研究センター（創薬分子プロファイリング研究センター）と、4つの研究部門（健康工学研究部

門、バイオメディカル研究部門、生物プロセス研究部門、創薬基盤研究部門）、および大学内産学官連携研究拠点

である2つのオープンイノベーションラボラトリ（産総研・早大 生体システムビッグデータ解析オープンイノベ

ーションラボラトリ、産総研・阪大 先端フォトニクス・バイオセンシングオープンイノベーションラボラトリ）

から構成され、バイオテクノロジーから医工学までの幅広い研究分野の研究開発を実施している。また、バイオ技

術と情報技術を融合させた研究など、分野融合研究を推進することにより、新領域の技術開発にも積極的に取り組

んでいる。 

 

3. 主な研究動向 

 2018年度の主な研究動向は以下のとおりである。 

（1）創薬基盤技術の開発 

 これまでの古典的創薬プロセスから脱却し、創薬開発を加速させるために、新薬探索や医薬リード化合物の最適

化を効率よく進めて、創薬開発を加速できる技術の開発を目指す。そのために、ロボットやナノテクノロジー、数

理解析技術を駆使した創薬最適化技術、新しい分子標的の探索・発見を可能にする電子顕微鏡などのバイオイメー
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ジング技術、糖鎖などのバイオマーカーによる疾病の定量評価技術など、新しい創薬の基盤となる技術を開発する。 
以下に代表的研究成果を示す。 

・リン酸化パスウェイを構成するタンパク質を搭載したアレイを設計すると同時に、その計測結果から活性化パス

ウェイおよび試料内のキナーゼ強度を推定するシステムを開発した。キナーゼ阻害による抗がん剤の開発におけ

る強力なパッケージツールであり、計測に関する試作機を完成し、オミックス解析の一層を担うリン酸化解析に

おいて世界標準を目指す基礎が固まった。 

・新規に開発した走査電子誘電率顕微鏡により、培養液中の培養細胞の膜蛋白質をそのままの状態で観察し分析す

ることに成功した。さらに各種の界面活性剤や油改質剤を10 nm 以下の分解能で観察することに成功した。 

・ラボドロイド「まほろ」を用い、細胞培養および細胞の明視野画像取得を自動化し、さらには AI 技術による細

胞の状態評価を行う技術の開発に成功した。 

・医薬品創製に資する実用技術として、医薬候補化合物の設計と合成を自動化する装置の開発を進めた。公開論文

の頻度解析に基づく新規自動設計アルゴリズムならびに専用データベースを新たに開発し、複数の企業との連携

を進めた。 

・精神的ストレスは消化管の機能に悪影響をもたらすとともに、腸内細菌叢（そう）を変動させることが知られて

いる。逆に、腹痛などの腸管の不快な感覚や、特定の腸内細菌の産生する代謝産物の刺激は脳に伝達され、スト

レスの症状をさらに悪化させる（腸内細菌−腸−脳相関）。今回の研究では、精神的ストレスの指標として、腸管

上皮細胞の糖鎖に着目した。腸管上皮細胞は表面にさまざまな糖鎖を発現している。この糖鎖は腸内細菌や食品

成分が腸管上皮細胞に付着する部位を提供している。糖鎖を網羅的に解析するレクチンマイクロアレイ技術を用

い、マウスの腸管上皮細胞の糖鎖を解析した結果、精神的ストレスのマウスモデルである社会的敗北ストレスの

負荷により、末端にフコースが付加された糖鎖（フコシル化糖鎖）が減少することを明らかにした。腸内細菌−

腸−脳相関のメカニズムの解明につながると期待される。 

・蛋白質、ペプチドなどの構造的なしなやかさ（運動性）を、創薬標的タンパク質の機能の理解や斬新な創薬デザ

インに活かす NMR 基盤技術の確立を行うとともに、その応用展開を行った。その結果、βストランドを模倣す

るような新たなペプチドミメティクスの設計に成功するとともに、Hsp27がアルツハイマー原因因子タウの不溶

化を阻害する機構を明らかにした。 

・我々が構築したHuPEXクローンリソースを利用することによって、心臓の線維芽細胞を心筋細胞と血管細胞を

高効率で誘導できるTbx6遺伝子を発見した。Tbx6遺伝子を梗塞患部で発現調節することによって直接リプログ

ラミングによって心筋梗塞の治療が可能になる。 

 

（2）医療基盤・ヘルスケア技術の開発 

 豊かで健康的なライフスタイル実現のために、医療基盤・ヘルスケア技術の開発を行う。そのために、損傷を受

けた生体機能を、幹細胞などを用いて復元させる再生医療などの基盤となる幹細胞の標準化と細胞操作技術の開発、

健康状態を簡便に評価できる技術や感染症などの検知デバイスの開発、さらに、生体適合性や安全性の高い医療材

料や医療機器の開発を行う。 

以下に代表的研究成果を示す。 

・毒性評価発光細胞や病理切片の発光イメージング化が進行しつつある。従来、発光量は相対値で表わされていた

が、微弱発光光源を用いることで絶対発光量で表示することが可能になった。その結果、ルシフェラーゼ遺伝子

導入された一細胞の発光量がアトワットレベルであることが世界で初めて明らかになった。 

・従来の歯科製造（歯科鋳造および切削加工）技術では困難とされていた複雑な立体構造を有する人工歯（金属フ

レームなど）の製造・臨床使用について、革新的製造技術である3Dプリンティング（三次元積層造形）技術を

導入し、歯科材料製造メーカである株式会社アイディエスとの共同研究、歯科技工所、積層造形機メーカおよび

歯科大学とも連携し、「デジタルものづくり」による人工歯（義歯）の製造および歯科治療を実現した。 

・在宅医療の入れ歯治療で良く使用される粘膜調整材は、口腔内での使用中に細菌が増殖し、誤嚥性肺炎発症のリ

スク要因となっている。複数の大学や企業と共同で、材料表面においてカンジダ菌などの増殖を2週間持続的に

抑制する粘膜調整材を開発し、クラスⅡの医療機器として PMDA 承認された。日本で初めての口腔に薬剤が徐

放するコンビネーション製品（薬物・機器組み合わせ製品）となる。 

・医薬品等化学物質の人体に対する薬理・薬効、毒性・安全性、体内動態を、マイクロチップ上で培養したヒト細

胞によって予測する技術である microphysiological system に世界中の注目が集まっている。我々は既に開発済

みの圧力駆動型マイクロチップ上にヒト細胞から誘導した小腸および肝臓機能を実装し、それらを生理的に連結

することにより、小腸－肝臓の体内連関を再現し、医薬品の吸収、代謝の評価が可能であることを確認した。 
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・2017年度に開発、確立したマイクロバイオーム（複合微生物相）解析用人工核酸標準物質を利用し、マイクロ

バイオーム試料のトレーサビリティ確保のための精度管理技術を開発、その結果を Scientific Reports に公表し

た。 

・肝臓がんの画像診断に用いられる MRI 造影剤である超常磁性酸化鉄ナノ粒子に、遺伝子組換えタンパク質をハ

イブリッドさせた従来にはないデザインの MRI プローブを開発し、生きたラット脳内の神経活動を秒レベルで

イメージングすることに初めて成功した。 

 

（3）生物機能活用による医薬原材料などの物質生産技術の開発 

 化石燃料代替物質、化成品原料、医薬品原料、有用タンパク質、生物資材など、物質循環型社会の実現のために、

遺伝子組み換え技術を用いて微生物や植物の物質生産機能を高度化し、バイオプロセスを用いた医薬原材料などの

有用物質を効率的に生産する技術の開発を行う。 
以下に代表的研究成果を示す。 

・ゲノム編集により卵の中に6000万円から3億円相当分のヒトインターフェロンβを分泌するニワトリを作製し、

繁殖が可能なことや数世代に渡って安定してヒトインターフェロンβを生産することなどを明らかにし、論文発

表した。 

・モデル植物シロイヌナズナにおいて、新しく同定した一次細胞壁形成を制御する遺伝子を使い、従来の木質（二

次細胞壁）のかわりにリグニンがなく極めて酵素糖化性の高い細胞壁を高蓄積させることに成功した。 

・多くの日本産セミ類で本来の共生細菌が共生真菌に置換していることを発見し、それらがセミ寄生性冬虫夏草を

起源として繰り返し進化してきたことを解明した。寄生と相利共生の間の生態的・進化的な連続性を実証した重

要な研究成果である。今後は、セミ類の多様性が日本で最も高いことで知られる南西諸島を中心に共生微生物の

多様性調査を継続する。  

・従来不可能と考えられてきた、天然化合物の巨大生合成遺伝子の人工的改変技術の開発に成功し、新規骨格を有

する化合物をホスト微生物にて生産する技術を確立した。 

・2016年に上市して高付加価値技術の開発を進めている抗凍結タンパク質（不凍タンパク質、AFP）の分子設計

図、熱化学的性質、進化、至適濃度などに関する新しい知見を得て高インパクトの国際誌やプレスリリースとし

て発表した。また国内初となる AFP の専門書を約40名の AFP 研究者と共に出版した。 

 

Ⅲ．情報・人間工学領域 

1. 領域の目標 

  情報・人間工学領域においては、人と共栄する情報技術の分野横断的活用と深化により社会課題へ取り組み、産

業競争力の強化と豊かで快適な社会の実現を目指して人間に配慮した情報技術の研究開発を行っている。さらに、

柱である情報学と人間工学のインタラクションによって健全な社会の発展に貢献していくことを目指す。 

 このミッションを実現するために以下の4つを分野の戦略目標として定めている。 

（1）ビッグデータから価値を創造する人工知能技術の開発 

（2）サイバーフィジカルシステム技術の開発 

（3）快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価技術の開発 

（4）生活の質と豊かさの向上を実現するロボット技術の開発 

  また、第4期中長期計画期間中において国際的に最高水準の研究機関を目指した組織体質の改革を実施し研究開

発アセットとして第5期中長期計画に継承する。 

 

2. 領域の組織構成 

  当領域の研究組織は、5つの研究センター（自動車ヒューマンファクター研究センター、ロボットイノベーショ

ン研究センター、人工知能研究センター、人間拡張研究センター、サイバーフィジカルセキュリティ研究センタ

ー）、3つの研究部門（情報技術研究部門、人間情報研究部門、知能システム研究部門）で構成されている。 

 

3. 主な研究動向 

  2018年度の主な研究動向は以下のとおりである。 

（1）ビッグデータから価値を創造する人工知能技術の開発 

 実世界で生成されるデータに基づいて学習し、困難な社会的課題を解決するための人工知能モジュール群の研究

開発を行っている。2018年度の代表的な成果を3つ示す。1）新薬や機能素材向けの有用物質を短時間で発見、合
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成するための人工知能モジュールを開発し、従来の20倍以上の効率で、従来よりも明るく鮮やかな蛍光タンパク

質の合成に成功した。2）人工知能処理向けの大規模・省電力クラウド基盤として、世界トップレベルの性能を持

つ AI 橋渡しクラウド（ABCI）を構築し、運用を開始した。ABCI を活用し、企業と共同で深層学習モデルの学

習速度の世界記録を更新した。3）インフラ構造物の点検における打音検査とひび割れ検出において、それぞれ熟

練者に近い性能を発揮しつつ検査の人日コストを半減する人工知能モジュールを開発した。 

（2）サイバーフィジカルシステム技術の開発 

 生産現場、生活場面での人間行動センシング技術と、それを通じて得られる実世界ビッグデータを集約、分析し、

製品の価値向上、サービスの生産性向上に繋げる統合クラウド技術を開発している。2018年度は人間モデルを含

むサービス現場シミュレータを開発し、物流倉庫におけるピッキング時間、商品補充時間やその時の歩行距離とい

った現場生産性に関する業務スキルレベルの評価指標を5 %の誤差で推定することに成功した。 

 安全なサイバーフィジカルシステムの実現を目指し、演算性能や電力に制約のある大量のエッジデバイス上でも

実用的な速度で処理が可能な暗号技術と、それを用いたプライバシー保護や認証技術に関する研究開発を実施して

いる。2018年度は高機能暗号における安全性と効率性を両立するパラメータの厳密な評価を行った。特に、暗号

化状態のままデータ処理を実行可能な秘匿計算技術およびその要素技術となる準同型暗号について理論設計の高度

化を進めた。 

（3）快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価技術の開発 

 高齢者や障害者が自らの残存機能を維持、増進して自立移動ができるようにするために、装着型センサで歩行・

走行機能を計測、評価して可視化する技術を開発している。2018年度は、現場でのデータ計測から独自評価指標

を計算して提示する一連の技術を4カ所の現場に適用し、歩行評価技術の実証を行った。これらの実証実験から得

られた視覚や触覚刺激に対する運動の変化データから、人の運動を変容させるメカニズムを明らかにし、運動変容

を誘発するシステムを試作した。企業との共同研究を通じて、下肢切断者用の義足の適合評価方法を開発した。大

学、医療機関などとの連携により、新しいランニング義足デザインを行った。 

 脳卒中は要介護となる原因の第一位を占めており、発症後に行われるリハビリテーションの高度化は高齢化社会

における緊急の課題である。そこで脳を変えることでより根本的な機能回復を目指すニューロリハビリテーション

技術を開発している。2018年度はリハビリ中の脳活動変化を計測できる近赤外脳機能計測法を脳損傷モデル動物

に適用し、数ヶ月にわたる脳活動変化を評価した。その結果、脳卒中後の回復過程で運動前野腹側部の活動が上昇

することを確認した。 

 健康起因事故撲滅に向けて、ドライバーの体調急変検出を目指した研究開発を行っている。2018年度は筑波大

学附属病院・東京大学・コンソーシアム参加企業と協力して、運転中の脳卒中、てんかん、心疾患発症検出に役立

つデータ収集を行った。これらの結果を用いて重篤な不整脈発生を検出できる可能性を得た。 

（4）生活の質と豊かさの向上を実現するロボット技術の開発 

 高齢者の機能と活動を向上させるため、高齢者の運動・コミュニケーション機能を支援するロボット技術、介護

者を支援するロボット技術と生活機能モデルに基づく介入効果の定量評価技術などを行っている。2018年度は、

装着型および屋外型歩行支援と排泄動作支援機器の安全試験装置を新たに開発した。コミュニケーションロボット

の評価モデルを開発した。 

 画像センシングおよびパターン認識に関する技術をコアコンピタンスとし、高度な空間情報取得・理解技術を構

築している。2018年度は、車載カメラで撮影した動画像からのニアミス検出を行う新手法を開発した。 

 ドライバー不足やコスト抑制、過疎地域をはじめとする交通弱者への移動手段として期待されている自動走行技

術を活用した、新たな移動サービスである端末交通システムの社会実装を目指し、必要な技術開発、社会受容性や

事業面の検討などを行っている。2018年度は、遠隔ドライバー1名が2台の自動運転小型電動カートを運用する遠

隔型自動運転の公道実証を世界で初めて実施した。またバス専用道路および一般道での自動運転小型バスの社会受

容性検証を10日間実施した。 

 大型構造物の生産現場などの過酷環境での作業に対応するロボットシステム実現のために必要なロボット技術を

CNRS、AIRBUS と共同で開発している。2018年度は、人間と同じ重労働が可能な人間型ロボットの試作機

HRP-5P を開発し、建築現場で代表的な重労働作業である石膏ボード施工の自律的な遂行を実現した。 

 

 

 

 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(9) 

Ⅳ．材料・化学領域 

1. 領域の目標 

  材料・化学領域では、材料技術と化学技術の融合による、部素材のバリューチェーン強化の実現を念頭に、機能

性化学品の付加価値を高めるための技術開発、および新素材を実用化するための技術開発を通じて、素材産業や化

学産業への技術的貢献を目指す。第4期における研究開発においては、最終製品の競争力の源となる革新的部材・

素材を提供することを目指し、材料の研究と化学の研究との統合によって、「グリーンサステイナブルケミストリ

ーの推進」および「化学プロセスイノベーションの推進」に取り組むとともに、「ナノカーボンをはじめとするナ

ノ材料の開発とその応用技術の開発」、「新たなものづくり技術を牽引する無機機能材料の開発」、および「省エネ

ルギー社会構築に貢献する先進構造材料と部材の開発」の5つの戦略課題に取り組む。 

 

2. 領域の組織構成 

  当領域は2018年度末において、5つの研究部門（機能化学研究部門、化学プロセス研究部門、ナノ材料研究部門、

無機機能材料研究部門、構造材料研究部門）と4つの研究センター（触媒化学融合研究センター、ナノチューブ実

用化研究センター、機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター、磁性粉末冶金研究センター）の計9つ

の研究ユニットで構成されている。さらに、大学のキャンパス内に設置する産学官連携研究拠点「オープンイノベ

ーションラボラトリ」、通称「OIL（オー・アイ・エル）」として、産総研・東大 先端オペランド計測技術オープ

ンイノベーションラボラトリ（OPERANDO-OIL）と、産総研・東北大 数理先端材料モデリングオープンイノ

ベーションラボラトリ（MathAM-OIL）が活動中である。また、産総研内に設置した企業名を冠したラボ、すな

わち「連携研究室・連携研究ラボ」（通称「冠ラボ」）は、2016年度以前に設立した3つ（「日本ゼオン-産総研 カ

ーボンナノチューブ実用化連携研究ラボ」、「日本ゼオン・サンアロー・産総研 CNT 複合材料研究拠点」、「DIC－

産総研東北センター 化学ものづくり連携研究室」）に加え、2017年度は、「日本特殊陶業－産総研 ヘルスケア・

マテリアル連携研究ラボ」、「矢崎総業－産総研 次世代つなぐ技術 連携研究ラボ」の2つがスタートした。2018年

度には「UACJ－産総研アルミニウム先端技術連携研究ラボ」の1つがスタートした。 

 

3. 主な研究動向 

  2018年度の主な研究動向は以下のとおりである。 

 国家プロジェクトの新規獲得に関しては、NEDO 事業「未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発、ワイ

ヤレスセンサネットワーク用電源用高性能有機系熱電材料・素子の研究開発」、「未利用熱エネルギーの革新的活用

技術研究開発、高密度化学蓄熱材探索を目的とした蓄熱機構の計算科学に係る研究開発」、「未利用熱エネルギーの

革新的活用技術研究開発、低温排熱の有効活用に向けたパターニング熱電デバイス」、「省エネ化・低温室効果を達

成できる次世代冷凍空調技術の最適化および評価手法の開発、次世代冷媒の基本特性に関するデータ取得および評

価／低 GWP 低燃焼性混合冷媒の安全性評価」、「次世代ヒートポンプ実現のための高感度メタ磁性材料の研究開

発」、NEDO エネルギー・環境新技術先導プログラムにおける「SILP 触媒を用いた流通型 CO2直接利用ヒドロホ

ルミル化反応の開発」の6件の採択が主要なプロジェクトとして特筆すべきものである。 

 
2018年度の主な研究成果を戦略課題ごとに示す。 
① グリーンサステイナブルケミストリーの推進 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「樹脂・ゴム材料の劣化状態を的確に表す化学構造指標の構築」において、ポリプロピレンの熱酸化劣化に

影響する各種因子を2017年度に引き続き検証し、一次酸化防止剤の濃度がポリプロピレンの物性（引張伸

びなど）の低下に対して最も高い相関を示すことを明らかにした。 

・「配列制御シロキサンのワンポット合成法」において、従来のシロキサン合成法では困難であった配列構造

を精密に制御したシロキサン化合物の簡便な合成法を開発することに成功した。一つの反応容器内で連続す

る複数のシロキサン結合を逐次的に形成することができ、シロキサンの配列や鎖長を任意に、かつ精密に制

御することが可能となった。 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「CO2からの有用化学品製造技術の開発」において、チタンテトラメトキシドまたはシリケートと適切な触

媒を用いることで、CO2とアミンから芳香族・脂肪族ウレタンを高収率で得る新しい反応プロセスの開発に

成功した。さらに、これらの手法が、工業的に重要な主要ポリウレタン原料に転換可能な芳香族ジウレタン

にも適用可能であることも明らかにした。 



総 説 

(10) 

・「セルロースナノファイバー（CNF）の製造・材料利用技術の開発」では、樹種によるリグノ CNF の表面

状態の違いを精密に解析し、さらに、柑橘由来リグノ CNF が有する生理活性物質に対する特徴的な吸着機

能も明らかにした。 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「砂からテトラアルコキシシランを製造する方法」において、砂や燃焼灰などの安価なケイ素源（シリカ）

からケイ素化学産業の基幹物質の一つであるテトラアルコキシシランを直接製造する技術の開発を目指し、

反応条件の最適化を行い、原料シリカ基準で70%を超える高い変換率を実現した。さらに、プロセスシミュ

レーターを用いて製造コストやエネルギー収支の評価を行うことで、開発した新製造方法が現状の工業的プ

ロセスに対してコスト優位性を持ち、二酸化炭素排出量を半減できる可能性があることを実証した。 

 

② 化学プロセスイノベーションの推進 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「階層構造を持つナノコンポジットに関する研究（キトサンエアロゲル）」において、スイス連邦材料試験研

究所との国際共同研究により、キトサン分子から成る数 nm のナノファイバーが三次元網目状のナノ構造を

形成する過程の解析を行い、二酸化炭素による超臨界乾燥過程で三次元網目構造が形成することを確認した。

このことにより、製造プロセスを制御することで光透過性と断熱性能を更に向上させることが可能であるこ

とが示された。 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「階層構造を持つナノコンポジットに関する研究（ナノ発泡ポリマー）」において、発泡ポリマーの平均発泡

径の微細化に取り組み、5  m の平均発泡径で連続製造可能なプロセスの開発に成功した。また、計算化学

の活用により、従来とは異なる添加剤“アンチ核材”による発泡微細化の概念を提案し、実際の発泡ポリマ

ーでその妥当性を実証した。 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「耐熱性ガスバリアフィルムに関する研究」において、市販のガスバリアフィルムよりも10倍程度高いガス

バリア性を有する、粘土鉱物と樹脂からなるナノコンポジットフィルムを開発した。加えて、銅箔と同フィ

ルムを積層した連続フィルムの生産技術を開発した。さらに、当該積層連続フィルムを用いた電子回路用模

擬基板の試作と評価を行い、本フィルムが電子基板用途としての基本性能を具備していることを確認した。 

・「ナノ空孔材料を利用した分離システム」において、規則性ナノ細孔を有し、熱的・化学的に安定な高シリ

カチャバザイト型ゼオライトの薄膜形成に成功し、二酸化炭素分離膜として機能することを確認した。また、

企業との共同研究により、実際の分離プロセスで使用可能な長さ1メートルの長尺膜を束ねた膜モジュール

の開発に成功した。 

 

③ ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発とその応用技術の開発 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「多種多様な単原子膜の合成技術開発」では、低加速電子顕微鏡により遷移金属源に塩（NaCl、KI）を添

加して溶融させ、キャリアガスでカルコゲン源を供給すると、シリコン基板上に多種多様な単原子膜が形成

されることを原子レベルで明らかにし、新しい二次元単原子膜合成法の開発につながった。 

・「材料機能シミュレーション技術開発」において、磁石の磁気モーメントを最大化する物質の構造をシミュ

レーションによって見つけ出す技術を開発した。2017年度に開発した軌道場行列（Orbital Filed Matrix、

OFM）の改良を行い（OFM1）、磁気モーメントの第一原理計算値と OFM1による予測値の間の重相関値

0.97を達成した。本技術は JST「情報統合型物質・材料開発イニシアティブ」プロジェクトと、文科省

「元素戦略プロジェクト（磁石材料拠点）」で、当領域主導の下、国立研究開発法人物質・材料研究機構

（NIMS）との共同研究実施により開発した。 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「物質吸蔵・変換用ナノ粒子の開発」において、アンモニアおよびアンモニウムイオンを選択的に吸着する

吸着材の開発を進めた。企業と共同して、マイクロ～ミリスケールでサイズが最適化された造粒体を開発し、

養豚場（アンモニア）および下水処理場（アンモニウムイオン）での実証試験を実施し、それぞれ実環境下

で対象物質を吸着回収することに成功した。 

・「接着・界面現象の研究」では、接着技術の信頼性向上のために、難接着性樹脂であるポリプロピレンや軽

量金属であるアルミ材を対象に表面処理による接着強度への影響を明らかにするとともに、表面処理法によ
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る接着接合メカニズムの違いを接着接合界面の分析から明らかにした。また、接着接合部の力学特性を表す

破壊靱性値の正確な評価手法を確立した。加えて、新たな接合部の評価法に関する国際規格案を提案した。 

・「材料機能シミュレーション技術開発（ナノ発泡ポリマー）」において、高分子発泡材料の断熱機能や色合い

と密接に関連している発泡サイズやその分散などの、発泡構造の予測を可能にする材料シミュレーション

技術を開発した。粗視化ポテンシャルの構築と発泡プロセスのモデリングに成功し、小泡が均一分散する

望ましい発泡構造を実現するための核材の材料予測に成功した。その後、先端素材高速開発技術研究組合

（ADMAT）と連携してシミュレーション結果の実証実験を行い、モデルの妥当性を確認した。 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「スーパーグロース法単層カーボンナノチューブ（SGCNT）を用いた長寿命・高耐熱・高耐圧Oリングの開

発」では、高温下（230 ℃）でも市販品より優れた強度かつ長寿命を示す耐熱Oリング「SGOINT®（スゴ

イン）」を、SGCNTを用いた世界初の応用製品として開発した。2018年10月から技術移転先企業より販売

を開始し、CNTアライアンス・コンソーシアムおよび日本ゼオン・サンアロー・産総研CNT複合材料研究

拠点初の技術移転成功事例を創出した。 

 

④ 新たなものづくり技術を牽引する無機機能材料の開発 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「ガラス複合化技術の開発」において、太陽電池の高効率化につながる材料として、ガラスに発光などの機

能をもたせるために内部にナノ結晶を有する特殊構造のガラスを開発した。さらに、オキシフッ化物ガラス

の新たな組成設計に基づいて Er ドープ量を向上させ、良好なアップコンバージョン特性を示す透明なガラ

スを作製することができた。 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「セラミックス電解質シート製造技術開発」では、電動化が進む自動車などの蓄電池で必要とされる急速充

電が可能で安全性の高い酸化物系全固体蓄電池材料として、リチウム伝導性セラミック電解質のシートと電

極材料との接点を数 m 以下で形成する技術や、その構造を保持したまま電解質シートを800 ℃以下で製

造するプロセス技術を開発し、数 cm 角のシート部材の試作に成功した。 

・「磁気冷凍材料の開発とシステム化」の研究では、従来の代替フロンガスを利用した冷凍システムに代わり、

固体材料による冷凍システムを構築することを目的として、固体材料における材料設計の最適化とシステム

化を行った。その結果、これまでより短時間で磁気冷凍部材を製造できるプロセス開発に成功するとともに、

課題となっていた水素スプリット問題とそれにともなう特性低下を解決する手法を見出した。これにより、

高性能な磁気冷凍部材の開発が可能となった。この技術をもとに、民間企業との共同研究などによる外部資

金を獲得することに成功し、橋渡し研究前期として大きな成果を上げることができた。 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「コアシェルナノ粒子の開発と構造色の発現」の研究では、企業と共同で開発した量産技術を利用して、粒

径が均一かつ屈折率が大きいことを特徴とするコアシェル粒子（金属酸化物ナノ粒子表面をポリマーで覆っ

た粒子）を製造した。これらのコアシェル粒子を規則配列させることで、角度依存性を有し、かつ発色性が

高い青色および緑色の構造色（例えば、モルフォチョウやタマムシの色彩に類似した色）を呈する塗膜を実

現した。 

 

⑤ 省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材料と部材の開発 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・「リサイクル炭素繊維の高付加価値マテリアルリサイクル材料の開発」の研究において、「強化繊維としては

使用できないミルド状の ReCF（リサイクル炭素繊維）を高付加価値フィラーとして変換させる技術開発」

と、「短繊維の ReCF を機械特性に優れた CFRP に再生するための技術開発」のテーマに取り組んだ。前者

テーマにおいては、電気炉を用いることで、ミルド状の ReCF が Si3N4や SiC などの高熱伝導性の高付加

価値フィラーに変換可能であることを確認した。さらに窒素あるいは真空下での反応雰囲気や繊維表面状態

に依存して、生成物および生成形態が異なることを見出した。後者テーマにおいては、短繊維の ReCF を

実用の押出機で一軸配向させるための口金治具を開発した。開発した口金冶具によって、繊維がランダムな

配向体と比較して2倍の機械特性と高い耐疲労特性を持った再生 CFRP を実現した。 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

・「難燃性Mg合金による高速鉄道車両部分構体の試作・信頼性データベース（DB）の構築」の研究において、
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「革新的新構造材料等研究開発」プロジェクトで開発した新たな難燃性Mg合金を使用して、オールMg製の

高速車両構体の1/1断面（長さ1 m）の簡易モックアップの作製を完了させた。また、難燃性Mg合金を用い

て構体を設計するために必要となる各種信頼性（疲労特性・耐食性）DBを構築中である。 

・「電磁攪拌を用いたアルミニウム合金の組織微細化」の研究では、矩形断面のスラブにおいて諸因子が微細

化能へ与える影響を調査し、材料全体を均一微細とするための条件を明らかにした。さらに、2019年度に

は円形断面における電磁撹拌の諸因子が微細化能へ与える影響を明らかとし、大型のビレットに対し効率よ

く電磁撹拌を与えるための条件を明確化する見込みである。 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

・「パワーモジュール用窒化ケイ素メタライズ基板の信頼性評価技術開発」の研究において、温度サイクル試

験における構成部材の損傷機構の解明と加速劣化試験法としての動的疲労試験法の開発を進め、損傷評価

時間を約1/100に短縮できる手法を実現した。動的疲労試験時の治具形状、最大荷重、周波数などのパラメ

ータを系統的に検討し、耐温度サイクル性と高い相関性を示す加速劣化試験法の開発に結びつけた。本手

法では、例えば、従来の方法で約3ヶ月の期間を要した3,000回の温度サイクル試験（産業機器等の信頼性

評価として一般に求められているサイクル数）を1日で終わらせることができ、メタライズ基板の信頼性評

価、および、それに基づく部品開発の期間を大幅に短縮することが可能となった。 

 

Ⅴ．エレクトロニクス・製造領域 

1．領域の目標 

 エレクトロニクス・製造領域においては、わが国の産業競争力強化への貢献を目的とし、IT 機器の大幅な省エ

ネ化と高性能化の両立を可能とする世界トップ性能のデバイスの開発と、省エネ、省資源、低コストな先端加工

技術の開発、さらに、先端エレクトロニクスを基礎としたセンシング技術と革新的製造技術を結びつけることに

よる超高効率な生産システムの構築を目指している。当該研究開発を推進するにあたり、以下の4つの研究を重点

研究課題として定めている。 

（1）情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技術の開発 

（2）もののインターネット化に対応する製造およびセンシング技術の開発 

（3）ものづくりにおける産業競争力強化のための設計・製造技術の開発 

（4）多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与技術の開発 

 

2．領域の組織構成 

 当領域の研究組織は、4つの研究センター【スピントロニクス研究センター、フレキシブルエレクトロニクス研

究センター、先進コーティング技術研究センター、集積マイクロシステム研究センター】と、3つの研究部門【ナ

ノエレクトロニクス研究部門、電子光技術研究部門、製造技術研究部門】と、1つのオープンイノベーションラボ

ラトリ【産総研・名大 窒化物半導体先進デバイスオープンイノベーションラボラトリ】で構成されている。 

 

3．主な研究動向 

（1）情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技術の開発 

・データセンターの省エネ化と、蓄積されたビッグデータの高速解析を可能にする不揮発性メモリの開発に向けて

超格子型相変化メモリ（interface Phase Change Memory: iPCM）の1 V 以下の低電圧スイッチング、および

バイポーラ動作と呼ばれる電圧極性によるスイッチングの実現を進めている。大手企業との共同研究において、

産総研のスーパークリーンルームを用いて、300 mm スケールでの iPCM デバイス製造に成功した。超伝導量

子アニーリングマシン関連では、日本初、かつ先行する D-Wave Systems 社（2000量子ビット）に次ぐ世界2

位の集積度（50量子ビット）を有するチップの作製に成功した。また、シリコン量子コンピュータの TFET

（Tunnel Field-Effect Transistor）量子ビットを構成する2つの量子ドットの独立制御に成功し、量子計算技術

の将来の大規模化を見込んだ要素技術の開発を推進した。 

・スピン素子を応用した超省エネルギーデバイスに関して、産総研が開発した Ir 希薄ドープ Fe 電極の磁気トン

ネル接合（Magnetic Tunnel Junction: MTJ）素子向けに、量産に適したスパッタ成膜法で Ir 希薄ドープ Fe 合

金電極を作製するプロセスを開発し、さらに10-6以下の低い書き込みエラー率を達成するとともに、書き込み可

能な電圧パルス幅の領域を倍増することに成功した。また、シリコン基板の常温ウェハ接合と基板剥離技術を用

いた MTJ 素子の3次元積層プロセスを開発し、大口径 Si ウェハ上に作製した全エピタキシャル MTJ 素子の

CMOS 回路上への3次元積層に世界で初めて成功した。ニューロモルフィックコンピューティングの基盤技術開
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発では、スピントルク発振素子（Spin-Torque Oscillator: STO）のショートタームメモリ（短時間記憶）特性

の評価に世界で初めて成功し、単一の発振素子で短時間記憶容量3.6を実現した。さらに、4個の STO からなる

ニューラルネットワークを用いて7つの母音の音声認識を行い、90 %という高い認識率を実現した。 

・情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技術の構築に向け、電力消費量を抑えつつ大容量情報を快適

に送受信できる革新的光ネットワーク技術の開発に取り組んでいる。その基本エンジンであり、ネットワーク全

体の電力消費の律速となる光スイッチの作製プロセス条件および構造の最適化を実施した。その結果、8ポート

光スイッチにおいて、世界で初めてサブシステムレベルで35.2 Tbit/s のスループットをわずか0.51 pJ/bit の低

消費電力で完全動作させることに成功した。これは、同スループットの電気スイッチ（ルータ）の電力の

1/1000程度である。また、格段に単純化した光回路構造を開発し、実用化の目途となる32ポートで、入力光の

偏波に依存せずにサブシステムレベルで動作可能な光スイッチの試作に成功した。 

・窒化物半導体を用いた LED の研究では、中性粒子ビームエッチングという超低損傷エッチング加工技術を取り

入れることにより、サイズを6 µm に小さくしても発光効率低下のない GaN マイクロ LED の作製に世界で初め

て成功した。また、指向性マイクロ LED の実現に向けて、中性粒子ビームエッチング法による微小発光領域の

作製を進めた。その結果、直径150 nm の微小発光領域（GaN による埋め込み再成長後）の内部量子効率が未

加工平面試料に近い値を維持していることを確認し、指向性マイクロ LED の実現に大きく前進した。 

 

（2）もののインターネット化に対応する製造およびセンシング技術の開発 

・広範囲に分散した製造設備や労働力を柔軟かつ効率的に活用し、製造設備ネットワーク全体として高い付加価値

を創出することが可能となる製造網（Web of Manufacturing）の実現を目指している。次世代製造の接合技術

として期待されている接着において、接着内部の剥離発生、さらに民間航空機認定炭素繊維強化プラスチック

（Carbon Fiber Reinforced Plastics: CFRP）実構造部材の初期損傷発生を、応力発光技術を用いることでリア

ルタイムにモニタリングすることに成功した。また、多様な情報を活用する生産システムの開発に関しては、現

場から得られたデータをディープラーニングやベイズ推定などにより解析することで、勘に頼る作業のうち2割

程度の「予測できる無駄」を発見し、収益性向上や労働者の負担軽減を生産現場にもたらす可能性を示した。 

・MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）センサネットワークの開発では、NEDO 事業「フレキシブル面

パターンセンサによる橋梁センシングシステムの開発」（2014－2018年度）において、これまでに開発したフレ

キシブル面パターンセンサによる太陽光発電のみでシステム全体を動作させることのできる橋梁センシングシス

テムを、8カ月以上の長期にわたって実際の高速道路橋で実証試験を行った。さらに、コンクリートのクラック

や鋼橋の亀裂周辺のひずみ異常分布の変化から亀裂の進展をモニタリングすることに成功した。 

・超伝導アレイ検出器を利用した超高感度構造分析システムの実現を目指している。走査電子顕微鏡に超伝導アレ

イ検出器を導入し、10 nm を切る空間分解能および100 ppm 程度の元素を検知可能な高感度化を実現した。こ

れによりナノスケールでの3次元的な元素分布情報の取得を可能にした。開発した分析機器により複数の企業の

実試料の有償分析を実施した。 

 

（3）ものづくりにおける産業競争力強化のための設計・製造技術の開発 

・ものづくりにおける産業競争力強化のための製造技術として、鋳造、塑性加工、切削、プレス、電解加工などの

加工技術の深化と複合化により、加工物に合わせた高効率な加工を行うことが可能な複合加工プロセス技術の開

発を進めている。複合加工技術に関しては、レーザー加工と電解加工の異なる原理の加工方法を同一機上で複合

することで､金属に対して小径の穴や､狭い溝など高アスペクト比の形状を､デブリをほとんど発生させずに加工

でき､斜めの穴や溝の加工もできる加工技術を開発した。また､複合加工の特徴である低エネルギー消費化ととも

に、幅430 mm、高さ400 mm、奥行き300 mm､重量16 kg の小型軽量化を実現した。 

・フレキシブルエレクトロニクスでは、スポンジなどの柔軟基板上でも下地に損傷を与えることなく配線回路を形

成できる低損傷印刷形成技術と、新規開発した伸縮性電子材料を組み合わせるストレッチャブルハイブリッド化

技術を確立し、触覚により物流の効率的管理を実現させる触覚ディスプレイ、筋音計測により筋肉疲労を評価す

るウェアラブルセンサ、音が鳴る生地という独創的な特徴を有するファブリックスピーカー、輸血や点滴時の不

具合の早期発見のためのウェアラブルシート漏血センサ、車両の運転制御に用いる気流センサシートなど、フレ

キシブルセンサを中心とした多様な実用フェーズにあるデバイスの製造を実現した。これらは、製品化に向け企

業への橋渡しを進めている。 

・産総研が提案し、開発を進めている半導体デバイスの多品種少量生産システム・ミニマルファブを具現化し、社

会実装する活動を展開した。0.5 µm の微細寸法（ゲート長は3 µm 以上）で、集積回路を実用化するために必須
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の基本演算素子（NAND ゲート）動作と基本演算回路（SOI（Silicon On Insulator）-CMOS で加算器動作）

を実現した。さらに、多地点に分散した生産システムを実現するために、ミニマルファブの遠隔操作の際にウイ

ルスの侵入を防ぐために必須となる装置セキュリティ機能を有する遠隔操作可能な「世界最先端装置駆動システ

ム µFIX」を開発し、µFIX を実機搭載した。さらに、九州センターにミニマル IoT 実証ラボ、臨海副都心セン

ターには試作拠点を設立し、多地点に分散した試作拠点を活用した低コストで高速な多品種少量 IoT デバイス

開発のテストベッドを築いた。 

・高性能、高付加価値製品の製造のため、複雑形状・薄肉軽量鋳造部材の製造を可能にする3D プリンタ精密砂型

造形技術の開発およびその高速化を行っている。国家プロジェクト事業「超精密3次元造形システム技術開発プ

ロジェクト」の中で鋳造用の砂型積層造形装置の開発に取り組み、これまでに開発した大容量かつ世界最速の造

形装置を、より高融点の金属、より薄肉複雑形状の鋳造品作製、鋳造現場への低環境負荷へ対応させるための造

形バインダの開発を行い、耐熱性向上、造形鋳型の高強度化、無機材料化をそれぞれ実現した。 

 

（4）多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与技術の開発 

・IoT デバイス用全固体電池の開発では、エアロゾルデポジション法（Aerozol Deposition Method: AD 法）や光

有機金属分解法（Photo-Metal Organic Decomposition Method: 光 MOD 法）を多用途に適用するために一般

社団法人日本ファインセラミックス協会と連携して設立した先進コーティングアライアンス（ADCAL）を活用

した企業連携により、固体電解質、負極を主とした材料開発から、加工技術開発、新しい電極形成技術の開発、

実用化に向けた電極の大型化技術、デバイス実装技術の開発を行っている。材料開発では、AD 法を用いて電解

質と活物質の複合層からなる電極形成に成功し、実効容量の90 %程度の容量で安定した電池動作を可能にした。

液体電解質並みのイオン伝導率の単結晶固体電解質については、単結晶を用いた固体電解質中のデンドライト成

長のメカニズム解明のための評価・解析を行った。電極面積の拡大技術の開発では、工業的に単結晶の大型化が

容易な引き上げ法での単結晶育成に成功した。新規 SiO 電極構造の開発では、従来の黒鉛電極と比べて5倍以上

の高容量を達成した。 

・先進コーティング技術の開発では、第4期中長期目標期間において、AD 法や、光 MOD 法などの産総研が世界

を先導するコーティング技術を核に、橋渡しを進め、さらに多事業分野での民間企業への展開を目指した材料開

発や成膜メカニズム解明に基づいたプロセスの高度化を行っている。AD 法については、樹脂基材上へセラミッ

クスハードコートに取り組み、実用商品が検討できるレベルの透光性（HAZE 値：2以下）、表面硬度（300～

800 Hv）を実現した。光 MOD 法の蛍光体コーティングでは、ADCAL を活用して出口企業とのバリューチェ

ーンを構築することにより産総研が主体となって共同開発した、室外応用に対応した高輝度・長残光材料の量産

化技術の確立とともに、蛍光体部材の信頼性評価を行い、耐久性を確認した（高温高湿環境下1,000時間の加速

劣化評価にて輝度変化率が1.7 %）。 

 

Ⅵ．地質調査総合センター 

1．領域の目標 

 地質調査総合センター（GSJ）は、国の知的基盤整備計画に基づく地質情報の整備に加えて、「地質の調査」に

関するナショナルセンターとして、レジリエントな国づくりのための地質の評価、資源の安定確保、地圏の利用と

保全にかかる技術の開発、地質情報の管理と成果の普及、そしてこれを実施するための人材の育成を重要な任務と

している。そのための主な活動は、1）国土とその周辺海域の地質図などの地球科学図の整備、2）地震・津波や

火山噴火などの自然災害のリスク評価技術の高度化、3）地下資源のポテンシャル評価技術、地下利用技術、地質

汚染の評価技術の開発、4）整備した地質情報を国のオープンデータ政策に対応した形で配信し、社会での利用拡

大を進めていくことである。 

 

2．領域の組織構成 

  地質調査総合センターは、3つの研究部門（地質情報研究部門、活断層・火山研究部門、地圏資源環境研究部

門）、地質情報基盤センター、再生可能エネルギー研究センター（地熱チーム、地中熱チーム）から構成される連

携体制を構築している。また、国際的にもこの体制の下で、東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）な

どの国際機関や世界地質調査所会議（ICOGS）、世界地質図委員会（CGMW）などに対して、我が国の地質調査

機関の代表として対応している。 
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3．主な研究動向 

 2018年度の主な研究動向は以下のとおりである。 

（1）地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の整備 

・知的基盤整備計画に沿って、地質図幅などの地球科学図の系統的調査研究を実施している。2018年度は、5万分

の1地質図幅4図幅（4区画）、20万分の1地質図1図幅（1区画）を出版した。 

・NASA の地球観測衛星 TERRA に搭載した光学センサーASTER での観測に関して、ASTER の運用の効率化、

公開データの品質管理に関する研究を継続して行った。 

・南西諸島周辺海域の調査を実施し、海洋地質図作成のための基礎データを取得した。また、海洋地質図1枚を出

版した。 

・深海曳航探査装置を用いた海底鉱物資源の広域ポテンシャル評価に関して、ストリーマケーブルのテスト航海に

供し、水深1,000 m を超える実海域で深海曳航による音波データの取得に成功した。データは、従来の海面曳航

式のケーブルと比較して、より詳細な地質構造が取得できることを確認できた。 

・都市・沿岸域における地質災害の軽減を目指して、伊勢湾沿岸域の調査を実施した。また、海陸シームレス地質

情報集「房総半島東部沿岸域」を出版し、静岡と千葉で都市・沿岸域に関するシンポジウムを開催した。 

・都市域の地盤リスク軽減のため、東京都23区域において3次元地質地盤図作成に向けた新規ボーリング調査と既

存ボーリングコア解析を実施した。この地質調査では常時微動観測も実施し、地下の地質構成により地盤震動

特性にどのような差異が生じるかを検討した。その結果、一般に良好な地盤とされる台地の地下に軟らかい泥

層が谷埋め状に分布し、地盤振動特性に大きな影響を与えていることが明らかになった。 

（2）レジリエントな社会基盤の構築に資する地質の評価 

・陸域・沿岸海域4断層帯の基盤的な調査を実施した。また、2016年熊本地震を引き起こした布田川断層帯および

近接しながら熊本地震で動かなかった日奈久断層帯の活断層調査を行い、詳細な年代測定結果から、これまで

の想定より高頻度で地震を起こしてきたことを明らかにした。活断層データベースは、調査データの追加や表

示検索機能など各種改修を行った。また中国地域のテクトニックマップを試作した。 

・海溝型地震履歴調査については、津波履歴が残る千島、相模、南海の3地域にて調査を実施するとともに、これ

までに得た津波堆積物の情報のうち、青森県と高知県のそれぞれ一部地域について津波堆積物 DB で公表した。 

・東海・東南海・南海地域の地下水観測データを、地震調査研究推進本部、気象庁などへ提供し、国の地震評価に

貢献した。また、ひずみ計の小型化・低廉化および既存井戸を活用する手法の開発に着手し、コスト・工期の

大幅縮減を可能にした。 

・八丈島火山の地質図を出版し、火山 DB で公開した。また、雌阿寒岳、恵山、秋田焼山、日光白根山、御嶽山の

調査を継続した。2018年1月草津白根山噴火後の現地調査を複数回実施するとともに、口永良部、桜島、霧島

（新燃岳・硫黄島）の噴火に対し、火山噴出物の観測・分析を実施し、噴火推移などの予測にかかる情報を火

山噴火予知連絡会へ提供した。 

・火山活動の長期評価と巨大噴火に関する研究に関して、観測された地殻変動量から粘弾性モデルを使ってカルデ

ラ地下のマグマ蓄積量を推定する手法を開発した。 

・地層処分技術と規制支援に関しては、国が整備すべき基盤技術の開発、ならびに安全規制に必要となる地質環境

の評価技術の確立に向けた研究を継続した。日本列島全域の深層地下水データ約24,000件をコンパイルした深

層地下水データベース第2版を公表、年代精度の向上に向けたカリ長石 OSL 年代測定法の改良などを行った。 

（3）地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発 

・南アフリカ共和国産レアアース鉱石の選鉱における前処理や浮選条件を改善することで、レアアース酸化物濃度

を前年度よりもさらに向上させた。また、瀬戸地方に広く賦存する低品位窯業原料「青サバ」について、前年

度までに青サバに含まれる雲母の除去技術を開発したことにより、タイル原料としての青サバ利用を開始した。

改良型ハスクレイ GI を用いた蓄熱材用造粒体の量産製造技術を確立し、従来の蓄熱材の約4.3倍の蓄熱密度を

有する造粒体の製造に成功した。さらに農業用熱供給および除湿システムへの展開を図り、ビニールハウスで

の熱供給システムの良好な動作確認とともに、除湿による病害の抑制や光合成の促進を確認した。 

・表層型メタンハイドレートに関する基礎データを補完するため、オホーツク海網走沖海域において自律型無人潜

水機を用いた詳細な地形・地質調査を実施した。その結果、地殻変動や堆積物の急激な堆積が海底下での流体

移動に影響している可能性があることを発見した。 

・メタン生成菌によるメタンの生成に関する調査・研究に関しては、東北地方の油田の地層水を用いた高圧培養実

験により、メタン生成菌の安定培養法を確立した。また、遺伝子解析からメタン変換メカニズムを解明すると

ともに、独自に開発した「微生物メタン変換促進剤」によりメタン生成活性の賦活化に成功した。 
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・CO2長期モニタリング技術開発に関して、苫小牧サイトにおいて地下水位データの取得を開始し、3カ月間の地

下水位変化の重力データへの影響を補正することにより、±1 µGal 程度までのノイズレベルの低減を達成した。

さらに、苫小牧サイトの観測配置と3次元 CO2プルームを仮定し、CO2の貯留に伴う重力変化を試算した。その

結果、陸域側浅層への CO2プルームの漏洩検知に対して、高精度重力観測が有効であることを示した。 

・微生物を利用した複合汚染の完全浄化を目指した研究開発に関して、クロロエチレンの分解を促進および阻害す

る要因を解明するとともに、親物質およびその他の物質が共存した複合汚染条件下での分解特性を評価した。

土壌・地下水汚染の評価と対策技術の開発では、四国地方の表層土壌評価基本図の整備と公開に向けて調査と

解析を進めた。 

・水道管腐食リスク評価として、路面を傷つけないローラー電極式高周波電気探査システムを開発してきたが、静

岡県企業局の協力の下、当該技術を径の大きな工業用水配管に適用する実証試験を実施し、その適用性を確認

した。さらに知的財産関連の産総研内部署と連携し、当該技術の民間移転に関する活動を推進した。ドローン

を利用した空中電磁探査技術に関しては、地盤・土壌調査への適用性を検証するために、農業・食品産業技術

総合研究機構の実験圃場で計測実験を実施し、水田と畑の水分の違いによる比抵抗分布の差異を明瞭に把握で

きることを確認した。 

・超臨界地熱発電技術の研究開発に関して、試掘へ向けた事前調査を開始し、有望地の選出および発電量の詳細評

価などを実施した。地中熱ポテンシャル評価に関しては、地下水を直接利用するオープンループシステムや帯

水層蓄熱システムのポテンシャル評価手法を開発した。 

・掘削ビットの高性能化に関して、耐久性の向上を目指し PDC ビット中央部のデザイン改良、改良されたビット

先端の刃先材の耐久性に係る室内掘削試験および開発した PDC ビットの現場実証試験を通して、特に軟弱な地

層における PDC ビットの有用性を明らかにした。 

（4）地質情報の管理と社会利用促進 

・知的基盤整備計画および政府の IT 戦略に沿って、地質情報の普及と活用のための情報管理と成果発信を継続し、

地質の調査業務の成果を機関成果物として出版・発信した。地球科学図類、報告書類を出版し、データベース

などの電子配信を継続した。 

・地質情報の発信に関わる信頼性保証のため、印刷校正データも含め、「機関アーカイブ」に定常的に登録・保管

を進めた。 

・地質図表示システム「地質図 Navi」の定常的な更新を継続的に行った。また、他機関データとの連携として、

指定緊急避難場所（国土地理院）を追加した。鉄道路線データ（国土交通省）と20万分の1日本シームレス地質

図 V2を組み合わせたアプリ「鉄道地質」が LOD チャレンジ Japan2018最優秀賞を受賞した。 

・地質標本館での成果普及活動（企画・特別展5件、体験イベント2件、企業向けイベント2件など）を例年同様に

開催した。地質標本館の展示改修を進め、最新の地質情報が得られるようにした。博物館実習生、技術研修生

の受け入れも継続して行い、人材育成に貢献した。 

（5）国際連携活動 

・海外の研究機関との共同研究として、南アフリカでのレアアース調査を継続し、選鉱プロセスや基礎的データの

取りまとめを行うとともに、選鉱試験により精鉱中のレアアース酸化物品位を向上させることができた。ミャ

ンマーでの金属鉱床調査も継続し、ミャンマー全土での金属鉱物資源データベース作成において、470以上の銅、

鉛-亜鉛の鉱床・鉱徴地を特定した。また、海外の2機関について研究協力覚書を更新した。 

・東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）の活動では、CCOP 地質情報総合共有システムに11カ国の

570以上の地質情報データを登録し、正式にウェブ公開した。さらに、ASTER 衛星データの登録システムを開

発した。 

・熱帯地域における地中熱利用可能性評価の基礎研究として、タイ・チャオプラヤ平野南部における地中熱ポテン

シャルマップを作成した。 

・アジア太平洋地域大規模地震・火山噴火リスクマネージメント（G-EVER）に参加する各国と連携して出版した

「東アジア地域地震火山災害情報図」に関し、情報図に掲載されている大規模災害をもたらした要因情報（津

波被災域や降灰域など）は、研究・防災行政・教育機関などから利用を望まれていることから、二次利用可能

な電子データとして公開した。 

・延べ37カ国から83名の研修生を受け入れ、地質調査技術、鉱物資源、地熱資源、海洋地質、WebGIS などに関

する講習を実施した。 

・ジオバンク事業として、アジア地域における地質情報の利用支援のため GSJ 国際人材研修を開始した。 

（6）国内連携活動 
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・ナショナルセンターとして全国の博物館などが行う「地質の日」事業のとりまとめを行うとともに、経済産業省

ロビーで地質の日特別展示「近代日本の鉱工業発展を支えた地質図たち」を行った。さらに「地質情報展2018

北海道」の開催、地球惑星科学連合2018年大会などへのブース出展、つくばセンターおよび地域センターの一

般公開などへの出展、霞ヶ関子どもデーへの出展、映画・テレビ番組などへの協力などのアウトリーチ活動を

行った。 

・くつろいだ雰囲気で先端地質研究者と語り合う機会を提供するジオ・サロンを3回実施し、計94名の参加があっ

た。 

・「テクノブリッジフェア 2018 in つくば」、地域センターが開催するテクノブリッジフェアおよび類似の催しに

出展し、企業関係者との交流および GSJ の技術の宣伝に努めた。 

・連携大学院へ教員を8名派遣した（東京大学、千葉大学、東北大学、広島大学、東邦大学、お茶の水女子大学）。 

・国内の技術者・行政職員の育成では、地震・津波・火山に関する自治体職員用研修プログラムで、ジオパーク関

係者を含む11名を受け入れ、野外巡検を含む講習を実施した。この他、地質調査研修（2回実施、11名参加）、

地形判読研修（1回実施、6名参加）などを実施した。 

・地学オリンピック支援として、国内最終選抜（第11回日本地学オリンピック本選｢グランプリ地球にわくわく

2019｣）において、トップレクチャーおよび研修に講師を派遣し、日本代表高校生6名の指導を行った。 

・リサーチアシスタント制度では、21名を採用・育成した。 

・地質図幅に興味を持った地方自治体と交流し、講演会を行うとともに、GSJ 監修による自治体の動画配信やジ

オツーリズムなど地質情報を使った地域振興に貢献した。 

 

Ⅶ．計量標準総合センター 

 計量標準総合センター（NMIJ）は、2001年4月の独法産総研の発足以来、それまで欧米に比べ不十分とされた計

量標準の整備と供給（産総研法に定める第3号業務）を主要課題として活動してきた。この間、2010年までに欧米諸

国に比肩しうる計量標準を整備するという、知的基盤整備計画（2000年度～2010年度）を達成し、2010年度～2014

年度の産総研第3期中期目標期間では、それまでに確立した計量標準の維持・高度化を継続しつつ、環境、エネルギ

ー、医療、健康に寄与する計量標準を中心とした60を越える計量標準を立ち上げた。一方、貿易の技術的障害に関

する協定（WTO/TBT）を契機として国際的な基準認証の同等性・整合性が求められる中、国際的には国際比較を通

じた計量標準の同等性評価、国内的には国家標準への校正ルート（いわゆるトレーサビリティ制度）の確立が求めら

れた。このため、NMIJ は国家標準の整備にとどまらず、国際比較の立案遂行など国際同等性確保のスキーム作り、

タイ国家計量標準機関の設立などの途上国支援、国内校正ラボの整備のための標準供給体制の整備も同時並行的に行

った。また、法定業務である特定計量器の型式承認、基準器検査、計量人材の育成を着実に執行してきた。これらの

活動を通じて、国家計量標準機関としての国際的プレゼンスは2,000人以上の職員を擁する米国立標準技術研究所

（NIST）、ドイツ物理工学研究所（PTB）などに次ぐ地位を占めるに至った。（2019年3月31日現在の研究職員数：

306人） 

 このように NMIJ 設立当初の目標が順調に達成される一方、産業構造審議会および日本工業標準調査会の合同会

議である「知的基盤整備特別委員会」の中間報告（－知的基盤整備・利用促進プログラム－2012年8月）では、中小

企業なども含むユーザーサイドでの計量標準の活用状況はまだ不十分であると指摘されている。また基本的な標準が

整備される一方で計量標準への個別ニーズは量目・範囲ともますます多岐に渡り、特に標準物質では組成や濃度など

無限とも言える組み合わせが求められている。このような背景を踏まえ経済産業省が中心となって策定した計量標準

整備計画（2013年度から2022年度まで）では、整備状況の進捗をチェックするとともに、ユーザーニーズを調査し、

その結果を整備計画に反映させる機動的な計量標準の整備が求められている。 

 さらに、2010年までの整備計画達成にともない市場の目が最新の計測課題の解決に向けられ、計量標準に加えて

計測技術の開発も不可欠であることを指摘する声も聞かれるようになった。同時に、計量標準について卓越した実力

を有する NMIJ に対し、標準と技術的に近接する計測技術についても研究開発を期待し、発展的に製品化や事業化

を意図するユーザーも少なくない。このような計量標準を取り巻く事業環境の変化とほぼ時を同じくして、産総研第

4期中長期目標期間では、橋渡し機能の強化が最大の目標となり、技術シーズから事業化まで切れ目なくつなぐ機能

が強化されている。NMIJ においても上述した計量標準の的確な整備と普及に加えて、計量標準に関連した計測技術

の開発を行い、目的基礎研究の成果創出や技術シーズの産業界への橋渡しを行うことが求められている。以上を踏ま

え、第4期ではこれまで通り以下を中核となるミッションとして位置づけ、 

（中核となるミッション） 

・確立した計量標準の着実な維持と供給 
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・ユーザーニーズ調査に基づいた計量標準の開発と供給 

・国際的な枠組みでの計量標準確立への貢献 

・計量法業務の的確な遂行 

これに加えて新たな挑戦として、 

（新たな挑戦） 

・計量標準の整備によって築かれた高精度計測技術およびその派生技術を生かした橋渡し機能強化 

・長期的な観点から、将来の科学や産業で必要とされる計量標準や知的基盤の整備に向けた目的基礎研究の推進 

に注力することとした。 

 

上記の目標を効率的に遂行するため、第3期までは全ての量目について計量標準を担っていた計測標準研究部門を技

術分野ごとに分割し、以下の4研究部門、1支援センター体制とした。これにより、各研究部門の長を関連技術分野

の市場ニーズ（標準・計測）を把握する司令塔として明確化して、これまで以上に市場との連携を緊密化した。さら

に、研究部門ごとに標準と計測のバランスを勘案して、部門の事業効率を最適化する役割を付与した。 

・工学計測標準研究部門：質量、力学、長さ・幾何学、流体の各標準および法定計量 

・物理計測標準研究部門：時間周波数、温度、電磁気、放射測光の各標準 

・物質計測標準研究部門：化学・材料系の物質量や幾何学量などに係わる標準物質および標準 

・分析計測標準研究部門：音響、量子放射の各標準および将来の計量標準を目指した先端的分析機器の開発 

・計量標準普及センター： 計量標準の品質管理、計量法に係る計量技術に関する関係機関との調整、国内の計量技

術者の計量技術レベルの向上のための計量教習など 

 

2018年度の主な研究動向は以下の通りである。 

1. 計量標準の整備と利活用促進 

 2013年度ら2022年度までの計量標準整備計画に基づき、新たな計量標準を開発すると共に、イノベーションの

創出や利活用の観点から、これまでの計量標準の精度向上、普及技術の開発にも取り組んだ。その代表的成果を

以下に示す。 

 物理標準にいて、高温熱電対、パワーアナライザなどの標準技術を確立し、供給範囲拡張などの整備を達成し

た。 

 化学・材料価のための標準整備として、1件の新規標準物質、水道法などの規制対応として、2件の新規標準物

質の供給を開始するとともに、指定校正機関への技術移転を実施した。 

 特定計量器の準器検査と型式承認試験を実施した。自動はかり技術基準と型式承認試験設備の整備を行った。

自動捕捉式はかりの JIS を発行した。次世代計量標準の開発として、光格子時計について長期連続運転を実施し、

UTC（NMIJ）のモニターを行った。 

 

2. 計量標準業務の実施と人材の育成 

 産総研は国家計量標準機関として、計量法に基づき計量標準を社会に供給する責務を担っている。また、一般

の測定器より強い法規制を受ける特定計量器の試験も産総研の役割とされている。2018年度の標準供給サービス

の実施個数は、特定二次標準器の校正557個、特定副標準器の校正9個、依頼試験（一般）199個、依頼試験（特殊）

60個、OIML 適合性試験2個であった。研究開発品の頒布が3個、標準物質の頒布数は2,224であった。特定計量器

の型式承認試験は89件、基準器検査は2,780個、比較検査3個、検定0個であった。また、計量士などへの教習や講

習、幅広い計量人材に向けた研修を行い、延べ608人が受講した。 

 

3. 計量標準の普及活動 

 計量標準の効率的な利用と利用者の拡大を目指し、標準整備や供給に関する PDCA サイクルの実施、産総研内

での供給体制の整備と外部への技術支援、国内外の関連機関との連携強化を図った。具体的成果として、最新の

ニーズに基づいて整備計画を見直し、また標準供給に関して産総研内のマネジメントシステムの維持・管理、計

量法校正事業者登録制度（JCSS）への技術支援を実施した。さらに、共同研究などの実施により国内校正事業者

の能力向上や競争力強化を支援した。国際連携では、アジア太平洋計量計画（APMP）など国際的な団体での議

長ポストを獲得するなど、産総研のプレゼンスを向上させた。 
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4. 計量標準に関連した計測技術の開発 

 計量標準と計測技術は不可分の関係にあり、特に正確な目盛を必要とする計測技術の開発は計量標準と表裏一体

である。また計量標準と計測技術は高感度センサの開発に結びつくなど、標準・校正という枠を超えて「橋渡し」

研究へとつながる可能性を持っている。このような認識の元、計量標準と計測技術の一体的開発を行うと同時に、

計量標準の供給を通して構築した校正に関わる人材との緊密な関係をベースに、製品の開発・設計レベルでの連携

を強める仕組みを構築してきた。このような方針の下で、当領域が行う研究開発の方向性は、大きく以下の3つに

分けられる。 

・これまでにない定量化、分析技術など「測定評価方法の開発」 

・測定評価方法を計測器・測定器に一般化させる「装置化」 

・計量計測技術により品質向上、製品開発を支援する「ソリューション」の提供 

これら技術的課題を解決するための研究開発に取り組んだ結果、以下のような具体的成果を得た。 

目的基礎研究では、これまで築いてきた精密計測技術における強みを生かし、量子化による高分解能化・高精度化、

新たな計測技術の開発、計量標準供給の効率化、新たな現象を評価する技術の開発に取り組んだ。独自の単一電子

ポンプによる量子任意波形電流の発生、および機械振動子と量子電荷センサを用いた核磁気共鳴の観測を世界で初

めて実現したほか、断熱法を用いた比熱容量測定システムの試作機を開発し、室温での性能を確認するなどの成果

を挙げた。 

 橋渡し前期研究では、紫外～中赤外域の光を99.5%以上吸収し（反射率0.5%以下）、耐久性にも優れた極低反射

光吸収材料を世界で初めて開発したほか、産総研独自の後方散乱 X 線イメージング手法によってレールの腐食部

や工業製品内部の可視化に成功し、従来比約5倍の高速撮影を実現した。 

 橋渡し後期研究では、計測技術の民間への技術移転に重点を置きつつ、製品開発における性能評価など計量計測

技術によるソリューションの提供にも取り組んだ。民間企業と連携し、食品に混入した骨などの異物を非破壊で検

出する電磁波センシング技術を実現し、食品中の2%以下の微小な含有水分量の計測を実証した。高速道路料金所

の縁石に設置したマーカーの撮影画像を使ったモアレ式車両重量測定法を開発した他、モアレによる変位計測技術

を台湾の橋梁のたわみ測定に適用し、有効性を実証した。 
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３．幹部名簿 

役職（本務） 役  職（兼務） 氏  名 就任期間 就任年月日 備   考 

理事長 コンプライアンス推進本部長 中鉢 良治 6年 2013年4月1日   
副理事長 コンプライアンス推進本部副本部

長、つくばセンター所長 
三木 幸信 2年 2017年4月1日 ※2012/4/1～

2017/3/31までは理

事 
理事 環境安全本部長 

情報化統括責任者 
島田 広道 6年 2013年4月1日  

理事（非常勤）  藤川 淳一 4年 2015年4月1日  

理事 生命工学領域長 松岡 克典 4年 2015年4月1日  

理事 エネルギー・環境領域長 小林 哲彦 4年 2015年4月1日  

理事 エレクトロニクス・製造領域長 TIA
推進センター長、TIA 推進センター

戦略ユニット長 

金丸 正剛 2年 2017年4月1日  

理事 情報・人間工学領域長 関口 智嗣 2年 2017年4月1日  

理事 材料・化学領域長 村山 宣光 2年 2017年4月1日  

理事 評価部長、総務本部イノベーション

スクール長 
加藤 一実 2年 2017年4月1日  

理事 総務本部長 白石 重明 2年 2017年4月1日  

理事 企画本部長 岡田 武 2年 2017年4月1日  

監事  風間 澄之 3年 2015年4月1日  
監事  渡邉 修治 1年8ヶ月 2017年8月1日  
（2019年3月31日現在） 
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４．組織図
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５．組織編成 
年月日 組 織 規 程 組 織 規 則 

2018年6月1日  ・「材料・化学領域 研究戦略部」に「UACJ－産総研ア

ルミニウム先端技術連携研究ラボ」を設置 
2018年8月1日 ・東京本部「小金井支所」を廃止 ・「エネルギー・環境領域研究戦略部」下にある「窒化物

半導体先進デバイスオープンイノベーションラボラト

リ」を、「エレクトロニクス・製造領域研究戦略部」下

に移管 
2018年10月1日  ・「総務本部 業務推進支援部」下にある「法務室」を

「法務部」に改編し、「総務本部」下に設置 
2018年10月12日 ・第二事業所「苅間サイト」を廃止  
2018年11月1日 ・環境安全本部情報基盤部を廃止し、

情報セキュリティ部を設置 
・「柏センター」を設置 

・「環境安全本部 環境安全企画部」に「情報システム

室」を設置 
・「柏センター」に「研究業務推進室」、「産学官連携推進

室」および「デザインスクール準備室」を設置 
・第一事業所 研究業務推進室 会計グループを廃止し、

経理部調達室に統合。これに伴い、経理部調達室に調

達グループ A、調達グループ B を設置 
・情報・人間工学領域に「サイバーフィジカルセキュリ

ティ研究センター」および「人間拡張研究センター」

を設置 
2019年3月1日 ・「研究戦略委員会」の名称を「研究・

運営戦略委員会」に変更 
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Ⅱ．業   務 
 

１．研  究 
国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）は、鉱工業の科学技術に関する研究開発などの

業務を総合的に行う国立研究開発法人として、経済産業省がその所掌事務である「民間における技術の開発に係る環

境の整備に関すること」、「鉱工業の科学技術の進歩及び改良並びにこれらに関する事業の発達、改善及び調整に関

すること」、「地質の調査及びこれに関連する業務を行うこと」、「計量の標準の整備及び適正な計量の実施の確保

に関すること」を遂行する上で、中核的な役割を担っている。 

 産総研は、この役割を果たすため、①鉱工業の科学技術に関する研究開発、②地質の調査、③計量の標準の設定並

びに計量器の検定、検査、研究開発、計量に関する教習、④これらに係る技術指導及び成果普及、⑤技術経営力の強

化に資する人材の養成などの業務を行うこととされている。 

 

 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上のため、以下のとおり、「橋渡し」機能の強化および地質調査、

計量標準などの知的基盤の整備を推進するとともに、これらの実現のため業務横断的に研究人材の拡充、流動化、育

成及び組織の見直しに取り組んでいる。 

 

１．「橋渡し」機能の強化 

 「橋渡し」機能については、将来の産業ニーズを踏まえた目的基礎研究を通じて革新的な技術シーズを次々と生み

だし、これを磨き上げ、さらに橋渡し先として最適な企業と連携して、コミットメントを得た上で共に研究開発を進

めて事業化にまで繋げることが求められるものであり、当該機能は、広範な産業技術の各分野に関して深い専門的知

見と基礎研究から製品化に至る幅広いリソース、産業界をはじめとした関係者との広範なネットワーク、さらに大規

模な先端設備などを有するわが国を代表する総合的な国立研究開発法人である産総研が、わが国の中核機関となって

果たすべき役割である。 

 産総研は、これまでも、基礎研究段階の技術シーズを民間企業などによる事業化が可能な段階にまで発展させる

「橋渡し」の役割を、さまざまな分野で行っている。 

 

２．地質調査、計量標準などの知的基盤の整備 

 わが国の経済活動の知的基盤である地質調査や計量標準などは、資源確保に資する探査・情報提供や産業立地に際

しての地質情報の提供、より正確な計測基盤を産業活動に提供するなどの重要な役割を担っており、わが国における

当該分野の責任機関として、これらの整備と高度化を通じてわが国の産業基盤を引き続き強化するものとする。 

 

３．業務横断的な取組 

（1）研究人材の拡充、流動化、育成 

 上記１．および２．に掲げる事項を実現するとともに、技術経営力の強化に資する人材の養成を図るため、以下の

取り組みにより、研究人材の拡充と流動化、育成をしている。 

 第一に、橋渡し研究の実施はもとより、目的基礎研究の強化の観点からも、優秀かつ多様な若手研究者の確保・活

用は極めて重要であり、クロスアポイントメント制度や大学院生を研究者として雇用するリサーチアシスタント

（RA）制度の積極的かつ効果的な活用を図っている。 

 さらに、産総研における研究活動の活性化に資するだけでなく、民間企業などへの人材供給を目指し、実践的な博

士人材などの育成に積極的に取組んでいる。具体的には、産総研イノベーションスクールの実施やリサーチアシスタ

ント（RA）制度の積極活用などを通して、産業界が関与するプロジェクトなどの実践的な研究開発現場を経験させ

るとともに、事業化に係る人材育成プログラムなどを活用することによって、イノベーションマインドを有する実践

的で高度な博士研究人材などの育成を進めている。 

 第二に、特に、「橋渡し」機能の強化に向けたマーケティング機能強化に当たっては、内部人材の育成に加え、企

業など外部人材を積極的に登用している。 

 第三に、「橋渡し」研究能力やマーケティング能力を有する職員の重要性が増大する中、こうした職員の将来のキ

ャリアパス構築も重要であり、優れた「橋渡し」研究能力やマーケティング能力を有する職員については、60歳を

超えても大学教員になる場合と比べ遜色なく、その能力と役割を正当に評価した上で処遇を確保する人事制度などの

環境整備を進めている。 
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 第四に、ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女がともに育児や家事負担と研究を両立するための具体的な方策、

女性の登用目標や必要に応じた託児施設などの整備などを含む具体的なプログラムの策定などを行い、女性のロール

モデルの確立と活用を飛躍的に増大させるための環境整備に取り組んでいる。 

 

（2）組織の見直し 

 上記に掲げる事項を実現するため、本部組織と各領域などとの役割・責任関係のあり方も含め、現在の組織・制度

をゼロベースで見直し、目的基礎研究から実用化までの「橋渡し」を円滑かつ切れ目無く実施するため、領域を中心

とした最適な研究組織を構築する。 

 「橋渡し」機能を強化するには、中核となる研究者を中心に、チームとして取り組む体制づくりも重要であり、支

援体制の拡充を図るとともに的確なマネジメントが発揮できる環境を整備する。 

また、産学官連携や知財管理などに係るイノベーション推進本部などの本部組織についても、領域との適切な分担を

し、産総研全体として「橋渡し」機能の強化に適した体制を整備している。「橋渡し」の一環で実施する産学官連携

などについては、産業界のニーズ把握と大学などの有する技術シーズの分析を行い、それらのマッチングにより課題

解決方策の検討と研究推進組織に対して、研究計画の設計まで関与できる専門人材を強化する。 

また、2016年度から新たな組織として「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」および「連携研究室・連携

研究ラボ（冠ラボ）」の設置を行っている。 

大学など内に産総研の研究拠点を設置する OIL 事業を推進することで、これまで以上にきめ細かな連携と協力関

係の構築を目指し、基礎研究、応用研究、開発・実証研究をシームレスに実施し、クロスアポイントメント制度の

活用による研究の加速化、リサーチアシスタント制度の活用による若手研究者の育成を行う。 

「連携研究室・連携研究ラボ(冠ラボ)」は企業の戦略に、より密着した研究開発の実施を目指し設置している。 
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1) 研究推進組織 
 研究推進組織としては、2015年度から新たに組織を再編し、「領域」、「地質調査基盤センター」、「計量標準普及セ

ンター」を設置している。このうち、「領域」の下に領域の研究開発に関する総合調整を行う「研究戦略部」、企業へ

の「橋渡し」に繋がる目的基礎研究から「橋渡し」研究（技術シーズを目的に応じて骨太にする研究（「橋渡し」前

期研究）および実用化や社会での活用のための研究（「橋渡し」後期研究））まで一体的に取り組むとともに、中長期

的キャリアパスを踏まえて研究人材を育成する「研究部門」、領域や研究部門を超えて必要な人材を結集し企業との

連携研究を中心に推進する時限組織の「研究センター」の3つを設置している。 

また、2016年度から新たな研究推進組織として、研究戦略部の下に「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」

および「連携研究ラボ」の設置を、研究部門、研究センターの下に「連携研究室」を、それぞれ設置できるようにし

ている。 
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１）エネルギー・環境領域 
（Department of Energy and Environment） 

--------------------------------------------------------------------------- 

領域長：小林 哲彦 

 

概 要： 

領域は、世界的規模で拡大しているエネルギー・環

境問題の解決に向けたグリーン・イノベーションの推

進のため、再生可能エネルギーなどの新エネルギー導

入促進や省エネルギー、高効率なエネルギー貯蔵、資

源の有効利用、環境リスクの評価・低減などを目指し

た技術の開発を進めている。領域長は、理事長の命を

受けて、研究領域内における研究推進・関連業務の統

括管理を行っている。研究ユニット間の研究連携を推

進し、関連業務を総括している。 

 

① エネルギー・環境領域研究戦略部 
（Research Promotion Division of Energy and 

 Environment） 

 

研究戦略部長：児玉 昌也 

研究企画室長：松岡 浩一 

 

所在地：つくば中央第1 

人 員：14名（13名） 

 

概 要： 

 研究戦略部は中長期目標の具現化に向け、領域にお

ける目的基礎研究の育成と橋渡し研究の推進、および

これらに関連する業務に係る基本方針の企画と立案、

総合調整を行っている。研究戦略部長は、領域長の命

を受けて、領域における業務の管理および研究戦略部

の業務（人事マネジメントおよび人材育成；ただし企

画本部および総務本部の所掌に属するものを除く）を

統括管理する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

エネルギー・環境領域研究企画室 

（Research Planning Office of Energy and 

 Environment） 

概 要： 

 エネルギー・環境領域研究企画室は、エネルギー・

環境領域（以下、エネ環領域とする）における研究の

推進に向けた業務を行っている。 

具体的な業務は以下のとおり。 

（1）エネ環領域における研究の推進に向けた研究方

針､研究戦略の策定、予算編成および資産運営など 

（2）エネ環領域における大型プロジェクトの立案や

調整 

（3）複数の研究領域間の連携や領域融合プロジェク

トの立案や調整 

（4）エネ環領域に関連した経済産業省などの関係団

体などとの調整 

（5）領域長および研究戦略部長が行う業務の支援 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［エネルギー・環境領域研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長  松岡 浩一 他 

-------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・京大 エネルギー化学材料オープンイノベー

ションラボラトリ 

（ Chemical Energy Materials Open Innovation 

Laboratory） 

 
概 要： 

 化学エネルギーと電気エネルギーの常温・常圧での

相互変換やエネルギー貯蔵が可能な電気化学デバイス

は、社会の低炭素化に大きく貢献することが期待され

ている。近年、エネルギーデバイスに対する要求性能

が急速に高まり、理論限界に迫る性能を出すことが不

可避となりつつある。このためには、電子・イオン伝

導性、触媒活性、耐食性などを高度で確保しながら、

機能界面としてのサブナノ空間を理想に近いかたちで

設計・構築することが不可欠となっている。 

 産総研・京大 エネルギー化学材料オープンイノベ

ーションラボラトリは、経済産業省の進めるオープン

イノベーションアリーナ構想を背景に、大学のキャン

パス内に設置する産学官連携研究拠点のひとつとして

2017年4月1日に京都大学との共同で京都大学吉田キ

ャンパス内に設置した。 

 京都大学がもつ世界トップレベルの金属配位高分子、

溶融塩やナノ触媒などのサブナノ材料に関する研究実

績と、産総研がもつ機能界面構築や電気化学デバイス

化技術を融合させ、従来にないエネルギー変換、エネ

ルギー貯蔵技術の開発を目指す。「橋渡し」につなが

る目的基礎研究を強化し、革新的エネルギー化学材料

技術の実用化のために必要な基盤技術・材料から、電

解質材料、触媒材料・電極設計およびデバイス化技術

に至る一貫した基礎・応用研究を推進している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

［産総研・京大 エネルギー化学材料オープンイノベー

ションラボラトリ］ 

ラボ長   徐 強 

副ラボ長  松原 英一郎 

副ラボ長  山田 理 

--------------------------------------------------------------------------- 

経 費：283,854千円（282,663千円） 

--------------------------------------------------------------------------- 
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外部資金：国受託予算など 

科学研究費助成事業 特別研究員奨励費 

「高機能性エネルギー貯蔵材料の研究」 

-------------------------------------------------------------------------- 

ラボラトリ 

 産総研・九大 水素材料強度ラボラトリ 

（Hydrogen Materials Laboratory） 

 

概 要： 

 水素は利用段階では CO2を排出しない究極のクリ

ーンエネルギーと言われており、再生可能エネルギー

などを用いて製造することで大幅に CO2排出量を削

減することができる。また、気象によって変動する再

生可能エネルギーを水素に変換して蓄えることで、エ

ネルギーの輸送や貯蔵が可能となり、地域を超えてエ

ネルギーを有効活用することができる。一方で、水素

をエネルギーとして活用する「水素社会」の実現には、

水素を安全に製造・貯蔵・輸送できるインフラの整備

とその低コスト化が必要であり、安全性とバランスの

取れた規制の確立や、信頼性が高く低コストの水素イ

ンフラ用材料の開発が不可欠となる。 

 産総研・九大水素材料強度ラボラトリは「まち・ひ

と・しごと創生本部」決定に基づく政府関係機関移転

基本方針を踏まえ、2017年1月11日に九州大学と共同

で九州大学伊都キャンパス内に設置された。九州大学

がもつ世界トップレベルの高圧水素ガス中でのマクロ

レベルの材料強度評価技術に基づく機械工学的な視点

と、産総研がもつ水素環境中でのナノレベルの材料組

織評価技術に基づく材料工学的な視点を融合し、水素

の安全で経済的な利用のため、水素脆化のメカニズム

解明とそれに基づく新規材料の開発を目指した基礎的

研究を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

［産総研・九大 水素材料強度ラボラトリ］ 
ラボ長  杉村 丈一  
副ラボ長 山辺 純一郎 
副ラボ長 飯島 高志 
--------------------------------------------------------------------------- 

経 費：63,559千円（63,559千円） 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

②【創エネルギー研究部門】 

（Research Institute Energy Frontier） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究ユニット長：羽鳥 浩章 

副研究部門長：天満 則夫、中村 優美子 

総括研究主幹：長尾 二郎、吉澤 徳子 

 

所在地：つくば中央第5、つくば西、北海道 

人 員：53名（53名） 

経 費：1,444,890千円（384,200千円） 

 

概 要： 

１．ミッションと目標 

 持続可能な社会を構築し、産業競争力の強化に資

するグリーンイノベーションの実現を大目標に掲げ

つつ、エネルギー資源に乏しいわが国においては、

新たな資源を開発し、その利用によりエネルギーセ

キュリティを確保していくことも同時に求められて

いる。創エネルギー研究部門では、非在来型の国産

資源を始めとしたエネルギー資源の有効利用にかか

わる技術の開発を行う。特に未利用エネルギー資源

であるメタンハイドレートや褐炭などの低品位石炭

の活用に対し、技術的かつ経済的なリアリティを与

える観点から研究開発を推進し、国産エネルギーの

夢の具現化と新たなエネルギー産業の創出に貢献す

る。 

２．主要研究項目と研究推進手段 

 創エネルギー研究部門では、産総研第4期中長期

計画における下記の項目について研究開発を進めて

いる。 

○第4期中長期計画 

「エネルギー資源を有効活用する技術の開発」 

 未利用エネルギー資源の開発・利用を目指して、

メタンハイドレート資源から天然ガス商用生産に必

要な基盤技術や、流動層燃焼プロセスを基盤とする

褐炭など低品位炭や非在来型資源などの環境調和型

利用技術を開発する。 

具体的には、経済産業省「メタンハイドレート開発

促進事業」において、独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構（JOGMEC）との連携研究によ

り、海洋産出試験などを通して技術の検証・整備を

行い、コア解析技術、シミュレータ技術などの信頼

性向上に努めるとともに、新たに表層型メタンハイ

ドレートに関する研究開発も行う。これと並行して、

メタンハイドレート資源開発を基礎研究面から支え

ると共に、その経済性と多様性を高めるためハイド

レートの物理特性を応用する機能活用技術の共同研

究開発を推進する。 

 また、公的資金による研究プロジェクトや、橋渡

し技術の展開を軸にした民間企業との共同研究など

を通して、現在未利用の褐炭などや非在来型炭化水

素資源の転換利用技術におけるニーズを見極め、新

規転換プロセス開発に必要となる概念を提案し、こ

れを実証する。加えて、低炭素社会の実現に向け、

炭素資源の高度利用技術の開発を進め、民間企業と

の共同研究などへの展開を図る。 

○中長期計画を達成するための方策 
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「中長期目標・計画」の達成は、研究所の存立にお

ける第一義であることから、これを自らに課せられ

た最大の使命であるという認識を研究部門全体で共

有する。 

①研究者のマインドセットの再構築 

研究者自身が公的研究機関に在籍することの意義

を見つめ直し、自らの使命を再確認することで、

「目的基礎研究」や「橋渡し」における役割を明

確化し、業務を遂行する。 

②研究テーマの選択と集中 

「メタンハイドレート資源開発技術」、「未利用

炭素資源を活用する技術開発」、「水素エネルギ

ー社会実現に資する技術開発」ならびに「領域内

連携課題（自動車関連技術）」の4つの研究テー

マを部門の柱として選択と集中を進める。個別テ

ーマにおいて作成したロードマップを間断なく見

直し、来し方行く末を強く意識して研究を展開す

る。また、運営費交付金を始めとするリソースを

合目的的に最適化して投入することで、効率的な

部門運営を目指す。 

③外部連携への取り組み強化 

目的基礎研究から橋渡し研究に至る各段階にお

いて、“voice of industry”を常に意識し、産業で

必要とされる技術との大きな乖離を招くことの

ないよう、自らの研究の位置づけについて検証

を怠らない。産業構造の変化を常に意識しつつ、

従来積み重ねてきた産業界からの期待と信頼を

維持・深化していく。 

○2018年度の重点化方針 

①ユニット戦略課題の推進 

メタンハイドレート資源開発では、第2回海洋産

出試験結果の検証などを通して、保圧コア分析や

貯留層モデルの構築技術の整備に注力する。未利

用炭素資源の活用では、CO2分離型発電技術の高

度化や CO2有効利用技術としてのメタネーショ

ン技術開発などに取り組む。また、水素エネルギ

ー社会の実現に資する技術開発として、メタンか

らの CO2フリー水素製造技術や、水素材料の評

価技術と性能の向上、ならびにエネルギーキャリ

ア用触媒プロセス開発などを行う。加えて領域内

連携課題（自動車関連技術）では、主として燃焼

技術および省エネ指向性材料の研究に主眼を置く。 

②創エネ SIP の実施 

2015年度に創設した運営費交付金による創エネ

SIP （ Seeds, Intellectual properties & 

Promotion）を、引き続き部門内のシーズなど育

成予算と位置づけ、戦略的・効率的な研究資金

投入ツールとして活用する。 

③部門内協奏の強化 

研究者の協働と研究テーマの融合をさらに推し

進め、研究シーズを骨太化することで、グルー

プ横断的な大型プロジェクトの実施を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

経済産業省 

平成29年度国内石油天然ガスに係る地質調査・メタン

ハイドレートの研究開発など事業（メタンハイドレート

の研究開発） 

 

平成30年度国内石油天然ガスに係る地質調査・メタン

ハイドレートの研究開発など事業（メタンハイドレート

の研究開発） 

 

平成30年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究開

発事業（クリーンエネルギー技術開発） 

「「研究テーマ④「CO2を利用した水素製造・貯蔵技術

－二酸化炭素の再資源化技術によるクリーン水素キャリ

アシステム－」」 

 

「「研究テーマ⑧「CO2フリー水素社会を見据えた高効

率・安価な水素貯蔵・利用技術開発」」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「高性能・高機能なギ酸脱水素化触媒の開発」 

 

戦略的創造研究推進事業（ALCA） 

「分画成分の詳細構造解析法の確立および水相中の糖の

濃縮法の確立」 

 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 

「アンモニア合成触媒の開発・評価」 

 

一般財団法人電力中央研究所 

ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／

CCS 対応高効率システム開発／CO2回収型次世代

IGCC 技術開発 

「水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証（タール

改質促進技術の開発）」 

 

一般財団法人日本自動車研究所 

超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業／国際展

開、国際標準化などに関する研究開発／燃料電池自動車

の国際基準調和・国際標準化に関する研究開発 

「自動車用圧縮水素容器の基準整備・国際基準調和に関

する研究開発」 

 

山梨県 

水素社会構築技術開発事業／水素エネルギーシステム技

術開発／CO2フリーの水素社会構築を目指した P2G シ
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ステム技術開発「水素吸蔵合金材料開発」 

独立行政法人日本学術振興会 

平成30度科学研究費助成事業（科研費） 

「水素化誘起自己組織化構造を利用した高容量低コスト

水素貯蔵材料の開発」（基盤研究（C）） 

「ガス化ガス中のタール全体像の詳細解析による高性能

タール改質塔の開発支援」（基盤研究（C）） 

「黒鉛のボールミル粉砕によるキャパシタ用炭素電極の

開発と容量発現メカニズムの解明」（若手研究） 

「準包接水和物の特異なガス分離特性の解明と発現する

熱力学条件の探索」（若手研究） 

「3D プリンターを用いた多相系地盤の浸透特性評価手

法の開発」（若手研究） 

「水素貯蔵サイクルに効果的な固定化触媒の開発」（若

手研究） 

「山を動かすバイオマス利活用による地域環境創生に関

する研究」（基盤研究（B）） 

 

平成30年度外国人特別研究員 

「ナノ構造を活用したニッケル水素電池用高容量水素吸

蔵電極材料の開発」 

 

発 表：誌上発表109件、口頭発表163件、その他11件 

--------------------------------------------------------------------------- 

メタンハイドレート生産技術グループ 

（Methane Hydrate Production Technology Research 

Group） 

研究グループ長：神 裕介 

（北海道センター） 

概 要： 

 メタンハイドレート資源からの天然ガス生産におい

て、高い生産性および長期間の継続的なガス生産を確

保するための新しい生産手法や生産増進法の開発に向

けた研究を実施している。具体的には、海洋産出試験

地からサンプリングされた海洋天然コアを用い、貯留

層モデル構築に資する圧力コアの水理・力学特性の測

定およびガス組成や鉱物組成分析を行っている。また

天然ガス生産性評価の一環として、新たに開発した生

産増進法である強減圧法について、生産性評価シミュ

レータを用いて、さまざまな条件・フィールドでの増

進効果の定性評価を実施している。一方、ガスハイド

レートの持つ高密度ガス包蔵性や高い生成分解潜熱特

性などの機能を活用したガスハイドレートの産業利用

促進を目的に、自己保存性などガスハイドレート特有

の現象の発現機構の解明や新たな蓄冷熱媒体の開発、

メタンハイドレート貯留層障害対策技術や分解制御技

術開発などの研究開発を行っている。 

 

メタンハイドレート生産システムグループ 

（Methane Hydrate Production System Research 

 Group） 

研究グループ長：天満 則夫 

（つくば西） 

概 要： 

 メタンハイドレート（MH）資源開発における生産

障害対策・抑制技術として、MH 被覆気泡の生成過

程、MH 固体粒子濃度と流動抵抗の関係など管内流

動障害の発生条件と閉塞過程の解析、MH 再生成過

程における各種物性の変化の解明、坑井内流動解析シ

ミュレータの開発などを行う。また、生産性増進技術

として、生産時熱伝導モデルの開発、海洋産出試験地

などのコア試料の熱物性率測定を実施するとともに、

メタンハイドレートプロジェクトユニット各グルー

プ・委託企業などと連携して技術開発を推進する。さ

らに、MH 再生成条件コントロール技術として、熱

力学的および動的インヒビタの開発を行う。流動障害

対策・生産効率化のため、ハイドレートスラリーの流

動性質測定などを行う。ガスハイドレートの機能活用

技術として、各種ハイドレートの高圧相の解明、効率

的生成による炭酸ガス分離、農業分野への利用などに

取り組む。新規共同研究・受託研究相手先の探索、新

規分野開拓や技術コンサルタントなどによる技術の橋

渡しに努めている。 

 

未利用炭素資源グループ 

（Non-conventional Carbon Resources Group） 

研究グループ長：Sharma Atul 

（つくば西） 

概 要： 

未利用炭素資源グループでは、高効率かつ有効利用

のための反応プロセス技術、触媒技術および分析技術

の研究開発を推進している。また、埋蔵量が豊富で安

価な褐炭などの未利用低品位炭の改質・ガス化技術開

発、非在来型重質油資源のアップグレーディング技術

開発、原料多様化に対応するバイオマスガス化・熱分

解技術の開発を行っている。技術開発に欠かせない重

質油の詳細構造解析技術、バイオ燃料の組成分析技術、

自動車の EGR デポジット生成機構解明のための分析

評価技術の研究も実施している。さらに、炭素資源の

低環境負荷利用に資するものである化学ループ技術を

用いた低炭素排出発電・水素製造技術の開発にも取り

組んでいる。 

 

炭素資源転換プロセスグループ 

（Hydrocarbon Conversion Process Group） 

研究グループ長：倉本 浩司 

（つくば西） 

概 要： 

 炭化水素資源から水素などのガスや化学基幹原料を

製造する高効率プロセスの構築を目的に、石炭ガス化
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などの熱化学変換、高濃度回収 CO2を利用したメタ

ン合成プロセス開発、メタン分解による CO2フリー

水素やベンゼンなどを製造する触媒転換プロセスの要

素技術開発を行う。具体的には、現在未利用の低品位

な褐炭などを、流動層などの気固反応装置を用いて、

水素や合成ガスなどの化学エネルギーあるいは熱エネ

ルギーへ変換するための熱分解、ガス化プロセスの高

度化を行う。また、ガス化により生成した合成ガスあ

るいはシェールガスのメタンを化学基幹原料や水素へ

転換する触媒転換技術の開発などを実施する。さらに、

低炭素社会実現に資する研究開発の必要性が高まって

おり、発電所から分離・回収された高濃度炭酸ガスの

メタン化プロセスの開発といった炭酸ガス回収・利用

技術開発（CCU）も推進する。 

 

エネルギー変換材料グループ  

（Energy Conversion Materials Group） 

研究グループ長：曽根田 靖 

（つくば西） 

概 要： 

 エネルギー回生や、再生可能エネルギーの利用促進、

化学エネルギーからのエネルギー変換・創出などエネ

ルギー利用の多様化と高効率化のために、電力貯蔵技

術の高度化が鍵となっている。二次電池とキャパシタ

は、定置型用途から自動車・モバイル機器への搭載用

途まで、社会に必要不可欠な電力貯蔵デバイスとなっ

ており、さらなる高容量化、高出力化の要求も持続し

ている。炭素材料は、導電性や化学的安定性などの優

れた基礎的物性に加え、結晶からアモルファスにわた

る構造多様性と、紛体から繊維、薄膜といった加工性

を有することから、さまざまな電力貯蔵デバイスの電

極用部材として利用されている。さらに最近脚光を浴

びる一連のナノカーボン材料の登場により、構造的要

素の精密な制御が可能になりつつあり、ナノカーボン

材料が持つ種々の特性を必要に応じて、いわばテーラ

ーメードで引き出すことで、蓄電デバイスの性能をよ

り高いステージへと引き上げることが期待できる。当

グループでは、長年培ってきた炭素材料のナノ構造制

御・解析技術を活かして、電気化学キャパシタ用高性

能電極の研究開発を進めている。また、革新炭素繊維

製造プロセスの開発や、燃焼の関与するエネルギー変

換、ハロゲン化合物、窒素化合物の挙動に関する研究

も実施している。 

 

エネルギー触媒技術グループ 

（Energy Catalyst Technology Group） 

研究グループ長：高木 英行 

（つくば西、つくば中央第5） 

概 要： 

 低炭素化および未利用エネルギー拡大のための技術

の開発に向けて、触媒、材料工学および反応工学をベ

ースとした研究開発を実施している。特に、水素・エ

ネルギーキャリア（アンモニア、ギ酸・メタノールな

ど）・メタンの高効率製造・利用技術のための新規触

媒や材料およびこれらを用いた新しいシステムの開発、

バイオマス利用のための技術の開発、水素・エネルギ

ーキャリア・メタンを中心としたエネルギー関連技術

の技術開発課題明確化のための調査・シナリオ検討な

どに関する研究に取り組んでいる。 

エネルギーキャリアとして期待されているアンモニ

アについて、製造のための触媒およびこれらを用いた

システムの開発に関する研究を実施している。また、

ギ酸・CO2を利用したエネルギー貯蔵技術について、

二酸化炭素を還元して得られるギ酸・メタノールをエ

ネルギーキャリアや化学原料として利用することを目

的に、高効率な触媒の開発やギ酸から高圧水素の連続

供給を可能とする技術に関する研究に取り組んでいる。 

水素と二酸化炭素からメタンを製造するための触媒

システム開発やメタン分解を利用した新たな水素製造

技術開発に関する研究に取り組んでいる。また、高品

質バイオディーゼル製造技術の実証化に向け、高耐久

性部分水素化触媒の開発および安価な不純物除去材料

の開発を行っている。 

 

水素材料グループ 

（Hydrogen Industrial Use and Storage Group） 

研究グループ長：榊 浩司 

（つくば西） 

概 要： 

 エネルギーとして水素が活用される水素エネルギー

社会実現には、水素ステーション、燃料電池自動車、

水電解装置、燃料電池などの機器で利用される構成材

料の高性能化および低コスト化が必須である。しかし

ながら、水素ガスは一般的に材料表面で解離・吸着し、

材料内部へ拡散し、材料物性に悪影響を及ぼす。その

ため、これら材料の特性向上を目指した新規材料探索

も重要であるが、水素と材料の相互作用を理解し材料

物性に与える影響を把握し、材料開発へフィードバッ

クする研究も不可欠である。そこで、当グループでは

水素ガス環境下での材料評価技術の確立と、それらを

活用した燃料電池自動車や水素ステーション用途の金

属材料の水素脆化およびエネルギー貯蔵用途としての

水素吸蔵合金の基礎研究を実施し、得られる結果を踏

まえて新規材料開発を実施する。また、燃料電池自動

車用材料の水素適合性試験法を確立し、国連基準

（GTR）策定に貢献することを目指す。 

 

③【電池技術研究部門】 
（Research Institute of Electrochemical Energy） 

（存続期間：2015.4.1～） 
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研究部門長：谷本 一美 

副研究部門長：安田 和明 

首席研究員：徐 強 

総括研究主幹：小林 弘典、秋田 知樹 

 

所在地：関西センター 

人 員：44名（44名） 

経 費：961,940千円（285,153千円） 

 

概 要：  

 地球温暖化対策と経済成長を両立させる持続的社会

の実現に向けた取り組みはこれまで以上に求められて

いる。さらに、グローバル経済を構成する国々の中で、

これまで新興国とされていた国々が経済成長の進展に

より存在感を増加させる中で、持続的社会の実現に向

けた取り組みは、わが国の産業競争力強化を図るため

に必要になっている。地球温暖化の対応として2015

年12月のパリ協定は、採択後各国で批准され翌年11

月に発効された。わが国でも気候変動による人的およ

び経済的なリスクとされていたものが、2018年の集

中豪雨や台風での甚大な被害が発生し現実のものとな

りつつある。そのため、企業活動での温暖化対策とな

る ESG 投資も社会貢献にとどまらず、長期的視点か

らの企業価値の向上に繋がるとの意味付けとの認識も

拡がっている。さらに、豊かで活力ある未来を創るこ

とを目的として国連で採択された持続可能な世界の実

現のための開発目標である SDGs もこの方向として

一致しており、長期的視野で世界規模の社会・経済シ

ステムの変革を通して、目的達成に繋げることが必要

であろう。産業界でもこの方向性に関心を示しており、

再生可能エネルギー利用を進める企業も増えつつある。

一方で、急速な経済発展を遂げた東アジアの国々での

経済成長の鈍化が見え始め、特に大きな市場である中

国の状況は世界経済動向を左右しかねず、今後わが国

への影響を軽視しえない状態とも考えられる。このよ

うな各国での不安定要因は、それぞれの国内で意見対

立を招き、人材、資金ならびに技術のグローバル化を

停滞もしくは縮小の方向に向かわせることにもなり、

先進国でも意見対立による発展阻害の悪循環に陥る危

険性が懸念されている。このような状況下では、長期

的には各国での経済発展の阻害につながり、SDGs の

目的である豊かで活力ある未来の到達を困難にすると

も危惧される。 

地球温暖化対策としての再生可能エネルギーは大きな

柱であり、パリ協定に示された温暖化ガスを2 %内に

抑えるとの目標達成には不可欠の技術である。一方で、

わが国の再生可能エネルギーの大部分を占める太陽光

発電システムに関して、2009年からの10年間での太

陽光発電余剰電力の固定買取の期限2019年が近づい

ている。これらの太陽光発電システムの継続のために、

余剰発電電力を一時的に貯蔵する二次電池への期待も

大きい。また、将来的には余剰電力を水素などのエネ

ルギー貯蔵媒体とする技術開発も必要とされるであろ

う。鈍化傾向とはいえ、世界的な経済成長により、各

国の自動車需要の高まりの中で、環境に配慮した次世

代自動車としての電気自動車への期待も増大している。

電気自動車普及のために、高容量、長寿命、高安全で

低コストな二次電池が欠かせない。そのために、新た

なシーズを目指すとともに現在の課題解決のためのイ

ノベーションの推進は、従来にも増して必要性が高ま

っている。 

 上記のような社会背景とグリーン・イノベーション

推進の重要性の認識の下で、2018年度は第4中長期期

間の5年間の4年目となった。第4期に産総研として主

要な位置づけとなるグリーン・イノベーション推進に

関しては、エネルギー・環境領域が主導的に推進する

組織で、創エネ、蓄エネ、省エネのエネルギー開発を

担っている。エネルギー環境領域の中で、電池技術研

究部門は、エネルギーを高密度に貯蔵する技術として

の蓄エネルギー技術の中で、二次電池、燃料電池など

材料開発、デバイス化技術およびそれらを支える材料

基礎研究を進め、産業界への技術の橋渡しともにその

ベースとなる革新的なシーズ創出を進めている。 

・エネルギーを高密度で貯蔵する技術開発 

・化学エネルギー貯蔵技術 

・国際競争力のある電池技術 

 

具体的には、家電や自動車などエネルギー需要者側に

おける省エネルギーと環境保全を目指し、蓄電池、燃

料電池などの新しい小型・移動型電源技術の研究開発

を行い、材料基礎からシステム化まで通した研究に取

り組んでいる。その中の研究開発では、構成要素であ

る電極材料、電解質材料、触媒、エネルギー貯蔵材料

などの材料開発を重視するとともに、材料開発の基礎

となる材料科学や材料開発方法論などを部門のコア・

コンピタンスと位置付ける。さらに、社会、特に産業

界を「顧客」として位置付け、未来産業の創出は未来

社会に貢献する新産業技術シーズの提案やハイリスク

技術の実証などの「先導的産業技術の提案」および、

国際標準や評価技術、寿命予測技術などの国際競争力

のバックアップとなる「産業基盤技術の提供」を進め

ることを方針としてきた。そして、これらの研究開発

をバランスよくマネージメントすることで、産業界へ

の橋渡し研究とその革新的シーズの基となる目的基礎

研究を並行して進めて、社会・産業界の発展に貢献を

目指している。 

 関西地域は、製造業生産高が関東の約半分であり、

家電、繊維、医薬品などの産業が関西からの移転で、

わが国の経済規模の占める割合が十数 %程度と従来

に比べて低くなっている。しかしながら、関西地域は、
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情報家電・電機、住宅などを支える素材産業やものづ

くり産業が高いポテンシャルを持っている。さらに、

京都大学、大阪大学、神戸大学のほかに大阪府立大学、

同志社大学、立命館大学、関西大学などのレベルの高

いアカデミアでの当該分野の集積は、関西地域の特徴

であり、産総研における電池技術の産学官連携の戦略

拠点として、関西地域での活動が重要といえる。大阪

大学、神戸大学とはクロスアポントメント制度の基で、

大学教員と産総研の研究者が相互の役職をもつことで

連携機能を強化し、これによる成果も出てきている。

このような特徴ある研究開発の集積のもとに、近畿経

済局、大阪科学技術センターなどの公的なコーディネ

ータ機関とのネットワークを活用して、当研究部門で

はナショナル・プロジェクトや研究コンソーシアムな

どを通した研究連携拠点としての役割を果たしてきた。

特に蓄電池などの蓄エネルギー技術分野では、技術研

究組合リチウムイオン電池材料評価研究センター

（LIBTEC）と連携して、全固体電池に係る NEDO

プロジェクトを共同で提案して硫化物電解質を適用し

た全固体電池のプロジェクト SOLiD-EV を2018年4

月から開始した。さらに、2016年度から京都大学と

産総研の二拠点で推進してきた革新型蓄電池実用化促

進基盤技術開発については、2018年度に中間評価目

標値の達成が確認され計画どおりにプロジェクト後期

に移行した。これらの活動を通して、蓄電池の開発拠

点の強化を図り、関西地域の産業競争力の向上に貢献

するとともに、わが国の産業競争力強化に貢献する役

割も担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金 

戦略「酸化物系全固体電池研究加速化のためのアライア

ンス構築」 

 

外部資金： 

国立大学法人東京大学 

「次世代の産業を支える新機能デバイス・高性能材料の

創成（サブ課題 E 高信頼性構造材料）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「固体高分子形燃料電池利用高度化技術開発事業／普及

拡大化基盤技術開発／先進低白金化技術開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「水素利用など先導研究開発事業／水電解水素製造技術

高度化のための基盤技術研究開発／アルカリ水電解及び

固体高分子形水電解の高度化」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「先進・革新蓄電池材料評価技術開発（第2期）」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「粉末焼結プロセスを用いた酸化物バルク型全固体電池

の創成」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「①シート型フルセルの作製における多層化検討」 

「②蓄電池基盤プラットフォーム」 

  

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「Mg 電池用新規電解質の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「①金属リチウム表面の充放電初期過程解析②Li デン

ドライト基礎学術構築分析（その場 AFM による基礎解

析）」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「①ミクロ孔炭素を用いた電池の高性能化②Li2S／グ

ラフェン系 C の複合体の量産方法の確立」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「グラフェンライクグラファイトの界面反応の解明と制

御」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA） 

「Mg 金属電池用新規電解液の開発に向けた溶媒の合成」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 

産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム 

「有機材料の極限機能創出と社会システム化をする基盤

技術の構築及びソフトマターロボティクスへの展開に関

する国立研究開発法人産業技術総合研究所による研究開

発」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 基盤研究（A） 

「ポリオキソメタレートをメディエーターとする Pt フ

リー燃料電池の開発」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研
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究費補助金 基盤研究（C） 

「非水系溶媒中および電極表面での多価イオンの動的挙

動の実測と理論的理解」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 若手研究（B） 

「リチウムの化学状態を評価する電子分光手法の研究」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 特別研究員奨励費 

「高機能性エネルギー貯蔵材料としての多孔質炭素の研

究」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 研究活動スタート支援 

「表面化学現象の第一原理計算におけるスピン混入誤差

の補正技術確立とその影響の解明」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 基盤研究（A） 

「放射線によるナノ粒子材料創成のその場観察と機能材

料の実用化」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 科学研

究費補助金 基盤研究（B） 

「真空電気化学 AFM によるリチウムイオン蓄電池電極

界面の原子レベルオペランド計測」 

 

文部科学省および独立行政法人日本学術振興会 国際共

同研究加速基金（国際共同研究強化（B）） 

「人工光合成の学理：タンタル酸ナトリウム光触媒をプ

ラットフォームとする多国間協働」 

 

発 表：誌上発表67件、口頭発表163件、その他28件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ナノ材料科学研究グループ 

（Materials Science Research Group） 

研究グループ長：田中 真悟 

（関西センター） 

概 要： 

 持続可能社会を支える高効率でクリーンなエネルギ

ー貯蔵・利用技術として、高性能な蓄電池、燃料電池

などの開発が求められている。そのためには、ナノ界

面機能（電極や電解質、触媒など）を活用した優れた

機能材料の開発が不可欠である。微視的な構造や現象

を原子・電子レベルから解明し、そのメカニズムを明

らかにすることは、機能材料の飛躍的な高性能化や優

れた新規材料の開発を可能にする。当研究グループで

は、「電子顕微鏡」や「走査プローブ顕微鏡」などナ

ノ・ミクロ解析技術と「第一原理計算」や「分子動力

学計算」「モンテカルロ計算」など計算科学との連

携・融合による「ナノ材料科学」の立場から、こうし

た課題に取り組み、ユニットの研究開発の基盤を支え

るとともに、ナノ材料科学のフロンティアを切り拓い

ていく。材料開発においては、当研究グループの精密

構造解析技術とコンビケムを例とする迅速評価技術と

の連携・融合による新しい材料開発方法論「マテリオ

ミクス」の確立を図る。また、近年活発に研究開発や

実装化が試みられているデータ科学などにも展開する

試みを行なっている。以上から、当研究部門の目的基

礎研究の一翼を担い、コア技術の醸成を図っている。

2018年度の主な成果としては、以下の通り。 

1）走査型電子顕微鏡（SEM）－反射電子エネルギー

損失分光（EELS）技術を用いて、複数の酸化物が

混合した材料における Li 分析から、それぞれの酸

化物を特定することに成功 

2）環境 AFM を用いて、金属 Li 上の Li 析出をオペ

ランド観察することで、析出が促進の有無を推定す

ることに成功 

3）計算科学における新規手法（スピン混入誤差の補

正）を用いて、触媒粒子の反応素過程を解明。 

 

エネルギー材料研究グループ 

（Research Group of Functional Materials for Energy） 

研究グループ長：秋田 知樹 

（関西センター） 

概 要： 

 当研究グループでは、公的資金プロジェクトや企業

の資金提供型共同研究のなかで、電池材料やデバイス

に関する基礎から応用に至る研究開発を実施している。

リチウム電池・新型電池やキャパシタの新規電極・電

解質材料の開発と電解質やセパレータなどの物性評価、

電池デバイスの性能評価を行っており、具体的な成果

は次のとおりである。 

1）高エネルギー密度を実現するため金属負極を用い

た二次電池系に着目し、電解質として、溶媒を含まな

いイオンのみからなる電解質系であるゼロソルベント

に集中して研究を推進した。ある種のアンモニウム構

造において、マグネシウム、亜鉛、アルミニウムとい

った負極に期待される多価金属の塩化物と常温で溶融

する組成を見出した。これらの塩中で多価金属上で円

滑なレドックスを起こすことができ、多価金属負極用

の電解液としての検討を行った。高電位モデル正極と

してグラファイトを用い、正極側電解液負極側電解液

をセパレートするためにそれぞれ擬固体化することで、

いずれの金属を用いても良好な充放電を確認すること

ができた。 

2）電池内のイオン移動マネジメントを目的として、

サイズの異なるポリエチレン（PE）粒子の電解液ペ

ーストや延伸率の異なる PE 多孔膜を用いて、空隙経
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路構造とイオン移動挙動との関係を調べた。空隙サイ

ズが1  m 以下の場合や、経路断面が真円から外れ異

方性が増大するほど、イオンと経路壁間の相互作用が

増大しイオン易動度が低下することが分かった。 

3）高性能化学的水素貯蔵技術の研究では、化学水素

キャリアとして高い可能性を持つギ酸の優れた性質に

着目し、研究を進め、配位高分子を前駆体として用い

て窒素ドープ階層型多孔質炭素を合成し、その細孔内

に固定化された超微細 Pd ナノ粒子触媒は、ギ酸分

解・水素発生反応において優れた触媒活性を有するこ

とを見出した。 

 

新エネルギー媒体研究グループ 

（New Energy Carrier Research Group） 

研究グループ長：竹市 信彦 

（関西センター） 

概 要：  

 携帯電話から電気自動車に至るまで、二次電池など

に対する要求は、エネルギー密度や安全性、高寿命、

低コスト、資源・環境に対する配慮など、多岐にわた

り今後も増加する傾向にある。当グループでは、これ

ら要求を満たすべく、鍵となる材料・物質の探索・開

発を行っている。例えば、現行のリチウムイオン電池

に多用されているコバルトなどの希少遷移金属を含む

無機材料を、有機物に置き換えることができれば、省

資源や低コスト化に繋がりうる。また、リチウムも資

源の偏在などの問題があり、ナトリウムで代替できれ

ば資源量の制約からは逃れられる。二価のイオンであ

るマグネシウムなどを上手く利用できれば電池の高エ

ネルギー密度化が図れると考えている。当研究グルー

プでは、既存の電池材料に代わる新しい材料系の可能

性を追究しており、2018年度の成果は、以下の通り

である。 

（1）希少資源を含まない有機物による二次電池開発

をすすめ、無機酸化物の容量を超える低分子量の材料

開発に成功するとともに、オリゴマー化などにサイク

ル特性を向上させることに成功した。（2）有機物電

池において、電極構成要素を最適化することで電極あ

たりのエネルギー密度が向上することを見出した。

（3）新しい電気化学デバイス開発に向け、他分野で

用いられている技術を応用し電極作製に取り組んだ。 

 

蓄電デバイス研究グループ 

（Advanced Electrochemical Device Research Group） 

研究グループ長：小林 弘典 

（関西センター） 

概 要： 

 電動クリーンエネルギー自動車の利便性向上による

さらなる普及のため、また、高効率でのエネルギーマ

ネージメントが可能となるスマートシティ／スマート

コミュニティ実現のためには、十分な信頼性・安全性

を兼ね備えた高エネルギー密度の蓄電池が必須である

ことから、当研究グループでは、「（1）次世代型二次

電池のデバイス化に向けた技術開発」、「（2）高性能

電極活物質・固体電解質材料の研究開発」ならびに

「（3）リチウムイオン電池（LIB）の評価技術開発」

に取り組んでいる。（1）に関しては、正極にバナジ

ウム系および鉄系多硫化物、負極に Li 金属を用いた

15～20層の積層ラミネートセル（8 Ah 級）を試作し、

300 Wh/kg のエネルギー密度を示すことを実証した。

（2）に関しては、鉄系多硫化物にハロゲン添加する

ことで、サイクル特性が大幅に向上することを見出し

た。（3）に関しては、車載用途以外の複数のアプリ

ケーションを対象にした各種性能評価を実施し、劣化

メカニズム解明に取り組むことで、各アプリケーショ

ンにおける利用時における課題を抽出した。 

 

次世代蓄電池研究グループ 

（Advanced Battery Research Group） 

研究グループ長：鹿野 昌弘 

（関西センター） 

概 要： 

 ハイブリッド自動車や電気自動車などの電動車両の

動力源、出力変動の大きな再生可能エネルギーの安定

化電源などさまざまな用途で蓄電池への期待が高まっ

ている中、次世代蓄電池の開発が重要となっている。

当研究グループでは、「信頼性・安全性の向上」「高エ

ネルギー密度」「高出力密度」「低コスト」などさまざ

まな課題に応えた次世代蓄電池を実現するため、金属

系負極、電解液、多電子反応正極材料などの開発に加

え、電極と電解質界面の制御技術に関する研究を進め

てきた。金属系負極については、デンドライト状金属

の析出抑制が確認できた種々の系において、通常では

困難なリチウム元素の化学状態を含んだマッピング分

析を表面皮膜に適用し、その抑制要因の検討を進めた。

高エネルギー密度を有する革新的な二次電池の開発も

進めており、コンバージョン型のフッ化物材料や金属

多硫化物を正極材料に用いた電池系で300 Wh/kg を

超えるエネルギー密度を検証し、さらなる高性能化を

目指した課題抽出を行った。さらに、資源的に豊富な

カリウムを用いたカリウムイオン電池について、4 V

級正極材料の一群を見出した。 

 

電池システム研究グループ 

（Battery System Research Group） 

研究グループ長：安田 和明 

（関西センター） 

概 要： 

 当グループでは、企業との資金提供型共同研究と公

的資金プロジェクト研究を主体として、電池材料やデ
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バイスに関する基礎から応用に至る研究開発を実施し

ている。 

 リチウムイオン電池をはじめ新型蓄電池の新規活物

質などの開発とその物性評価、電池デバイスとしての

性能実証と安全性評価を企業との共同研究において実

施した。主な成果として、1）高容量・長寿命が期待

される硫黄系活物質 SPAN が、サンプル提供段階に

入ったこと、2）イオン伝導性および安全性が高い結

晶化ガラスを正極に採用した室温駆動が可能な全固体

ナトリウムイオン電池を開発したことが挙げられる。 

 また、ニッケル・マンガン・コバルト（NMC）正

極に代替可能な正極材料として Co を含まないニッケ

ルマンガン系正極を共沈―焼成法により開発した。ニ

ッケルマンガンモル比を3：7に設定し、最終焼成時

の雰囲気制御を行うことにより、250 mAh/g 近い初

期充放電容量と高いサイクル特性を有することを見出

した。 

 さらに、燃料電池・水素・蓄電技術の円滑な社会へ

の普及を目指して、それら各技術に関わる材料および

応用システムの標準化・規制整備・安全性確保に資す

る基礎データの取得を推進している。燃料電池技術に

関しては、日本電機工業会と連携し、標準化に関与し

た。 

 蓄電池技術に関して、TIA 推進室と連携し、蓄電

池基盤プラットフォームとして電池材料および電池構

造評価に資する研究基盤を整備し、運営に参画してい

る。 

 

次世代燃料電池研究グループ 

（Advanced Fuel Cell Research Group） 

研究グループ長：五百蔵 勉 

（関西センター） 

概 要： 

 次世代の燃料電池に資する新技術やその派生技術に

関する基礎技術研究を進めるとともに、新たなコンセ

プトの萌芽的研究テーマに取り組んでいる。（1）固

体高分子型燃料電池（PEFC）用のカソード白金触媒

表面に吸着させることにより酸素還元活性を向上させ

る有機材料として、これまで見出していたテトラアザ

ポルフィリンに加え、より汎用的で安価なメラミンや

そのポリマーが高い効果を有していることを新たに見

出した。（2）高い耐酸化性を有する Pt/Ti4O7触媒に

酸素発生触媒活性を有するイリジウム触媒を微量混合

した耐転極アノード（RTA）触媒が、従来の Pt/C 触

媒をベースとした RTA に比べ極少量のイリジウム触

媒で高い転極劣化耐性を有することがわかった。（3）

亜鉛－空気電池の可逆空気極に関して、触媒層、ガス

拡散層ともに Sb ドープ SnO2をベースとした非炭素

系空気極を構成し、従来のカーボン系触媒に迫る充放

電特性が得られることを確認した。 

 その他、PEM 形水電解セルの評価技術の開発、固

体高分子形燃料電池－水電解可逆セルの開発、金属錯

体系耐 CO 触媒材料の開発、非白金錯体系酸素触媒材

料の開発、間接型燃料電池の開発、多孔質電極のイン

ピーダンス理論解析などを行った。 

 

④【省エネルギー研究部門】 

（Research Institute for Energy Conservation） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：竹村 文男 

副研究部門長：堀田 照久 

首席研究員：周 豪慎 

総括研究主幹：丸山 茂夫、嘉藤 徹 

 

所在地：つくば東、つくば中央第2、つくば中央第5、 

    つくば西 

人 員：43名（43名） 

経 費：1,056,324千円（316,965千円） 

 

概 要：  

1．ミッションと目標 

 省エネルギー研究部門は、限りある地球のエネル

ギー資源の持続的有効利用と温室効果ガス排出量削

減を目標に、省エネルギー技術、高効率エネルギー

変換技術などの研究開発を通して持続発展可能な社

会の実現、産業競争力の強化に資するグリーンイノ

ベーションの実現を目指す。目的基礎から橋渡し研

究まで精力的に取り組み、技術研究組合やコンソー

シアム、各種共同研究などを通して企業への橋渡し

を図る。 

 

2．主要研究項目と研究推進手段 

 「乾いた雑巾」に例えられるくらい日本の省エネ

は進み、省エネ大国とも言われているが、新規の材

料、装置、システムなどを組み合わせることで、更

なる省エネが可能であると考え、特にエネルギー消

費の伸びが著しい民生部門や運輸部門での燃料や熱

の効率的な利用を中心に、熱エネルギー・電気エネ

ルギー・化学エネルギーの省エネのための研究開発

を幅広く実施する。 

  省エネルギー研究部門では、下記3つの研究開発

課題を中心に、8研究グループ・3研究ラボの体制

で、大学や民間企業との共同研究も含め進める。 

（1）燃料および燃焼の基盤技術の研究開発 

 クリーンディーゼル車向け高効率エンジン燃焼の

ための基盤技術の研究開発を中心に、次世代エンジ

ンシステムの実用化に資する研究、CO2排出削減を

目指し、福島再生可能エネルギー研究所と連携し、

アンモニア混焼技術の実証実験や機能デバイスの開
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発を行う。内部連携研究ラボ「次世代自動車エンジ

ン研究ラボ」を立ち上げ、エネルギー・環境領域内

外の連携を図りつつ研究開発を推進する。 

 本研究項目を主に担当する研究グループはエンジ

ン燃焼排気制御グループとターボマシングループで

ある。 

（2）未利用熱を有効活用する技術の研究開発 

未利用熱を有効活用する熱電変換などによる排

熱利用技術および革新的な熱マネジメント技術の研

究開発を中心に、工場や自動車からの排熱回収発電

技術としての熱電材料の材料開発・モジュール化か

ら評価技術までの開発、電力・水素の高効率変換・

貯蔵・利用技術の開発、蓄熱・熱輸送などの要素技

術と熱の需給のミスマッチを解消するトータルシス

テム技術の開発などを行う。 

本研究項目を主に担当する研究グループは熱電

変換グループ、熱流体システムグループと熱利用グ

ループである。 

（3）革新的エネルギー技術の研究開発 

 一次エネルギーからの高効率電力変換技術の開発、

電力・水素など二次エネルギー間の変換技術・貯

蔵・利用技術の開発、および物理化学現象の解明を

通した高効率なエネルギー貯蔵・変換デバイスの開

発、などを行う。内部連携研究ラボ「固体酸化物エ

ネルギー変換先端技術ラボ」を立ち上げ、エネルギ

ー・環境領域内外の連携を図りつつ、研究開発を推

進する。 

 本研究項目を主に担当する研究グループはエネル

ギー界面技術グループ、エネルギー変換技術グルー

プ、エネルギー貯蔵技術グループである。 

 また、上記（1）～（3）の他、東京大学とのク

ロスアポイントメント制度を活用した外部連携研究

ラボ「エネルギーナノ工学研究ラボ」を設立し、ナ

ノ材料合成技術と微細加工による表面創製技術など

を融合し、革新的なエネルギーデバイスの技術領域

を確立するなど、新たな展開やブレークスルーをも

たらす革新的・萌芽的エネルギー技術の研究にも積

極的に取り組み、若手人材の育成を行うとともに次

世代プロジェクトの芽を育てる。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

「領域を超越したエンジンシステム研究拠点整備」 

 

外部資金： 

経済産業省 国際室 

平成30年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究開発

事業 

「クリーンエネルギー技術開発／低毒性・超高効率熱電

変換デバイスの開発」 

「過酷温度環境作動リチウムイオン二次電池の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 先導研究プログラム 

エネルギー・環境新技術先導研究プログラム 

「エクセルギー損失削減のための熱交換・熱制御技術」 

「革新的航空機用電気推進システムの研究開発」 

NEDO 先導研究プログラム 

水素利用など先導研究開発事業 

水電解水素製造技術高度化のための基盤技術研究開発 

「アルカリ性アニオン交換膜を用いた低コスト高性能水

電解装置の開発」 

NEDO 先導研究プログラム 

超高効率発電システム基盤技術研究開発 

「酸素水素燃焼タービン発電システムの研究開発」 

NEDO 先導研究プログラム 

新産業創出新技術先導研究プログラム 

「ドローン運用高度化のための革新的熱電発電システム

の開発」 

 

環境省 水・大気環境局 

総務課 環境管理技術室 

「平成30年度尿素 SCR システム搭載車の排出ガス性能

評価調査及び排出ガス後処理装置の性能低下メカニズム

に関する原因究明並びに触媒活性評価試験委託業務」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

JST 契約部契約室（環境エネルギー開発推進部） 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）「革新的燃

焼技術」 

「ディーゼル噴霧におけるノズル内部・近傍流動の先進

光学計測」 

「誘電体バリア放電を用いた予混合気の燃焼促進法の開

発」 

JST 国際科学技術部 

国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プ

ログラム）（SICORP） 

「燃料電池内水分バランスの最適化」 

JST 戦略研究推進部 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「「海洋生態系の酸性化応答評価のための微量連続炭酸

系計測システムの開発」にかかる、性能評価・微量計測

システム開発」 

「自己組織化ナノ液晶高分子の精密構造評価と二次電池

電解質への応用」 

「平面配位を有する物質の結晶構造解析及びフォノンの

研究」 

JST 環境エネルギー研究開発推進部 

戦略的創造研究推進事業 (先端的低炭素化技術開発 )

（ALCA） 

「50 kW 級全超伝導モータ用希土類系高温超伝導固定子
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巻線の開発」 

「リチウム金属－電解質界面の制御」 

独立行政法人日本学術振興会 

「1000 ℃の高温ガス流動の温度速度同時可視化法」（基

盤研究（B）） 

「結晶化抑制分子の選択的吸着による臭化リチウム水和

物結晶の粗大化及び成長抑制」（基盤研究（B）） 

「アニオン交換膜水電解におけるイオン置換メカニズム

の解明」（基盤研究（C）） 

「自己修復可能な絶縁層を有するプラズマアクチュエー

タ」（挑戦的研究（萌芽）） 

「空気中の二次元圧力分布可視化を実現する機能性中空

マイクロカプセル」（挑戦的研究（萌芽）） 

「新材料・新界面統合設計戦略に基づく革新的エネルギ

ー貯蔵システムの構築」（特別推進研究） 

「CO2湧出口における造礁サンゴからソフトコーラルへ

の群集シフト」（基盤研究（A）） 

「ナノスケール制御によるナノワイヤー熱電変換素子の

巨大ゼーベック効果発現と機構解明」（基盤研究（B）） 

「ナノ加工を用いた1次元量子ナノワイヤー熱電変換素

子の巨大ゼーベック効果機構解明」（基盤研究（B）） 

「電圧印加型プロトン充填材料の探索による水素貯蔵イ

ノベーション」（挑戦的研究（萌芽）） 

「ビスマスナノワイヤーにおける特異な輸送現象の解明」

（国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（B））） 

 

株式会社三菱総合研究所  

平成30年度工業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準

化加速事業：政府戦略分野に係る国際標準開発活動） 

「燃料電池の性能評価方法などに関する国際標準化」 

 

東京大学理学系研究科 

「BCG－Argo 搭載自動連続炭酸系計測システムの開発」 

 

自動車用内燃機関技術研究組合 

平成30年度次世代自動車などの開発加速化に係るシミュ

レーション基盤構築事業費補助金 

「EGR 凝縮水挙動解明及びデポジット堆積予測技術研

究におけるディーゼル EGR デポジット堆積モデル構築、

凝縮水挙動数値モデル構築、凝縮水による腐食ストレス

検討、および、ガソリン EGR デポジットメカニズム解

明」 

「アッシュ堆積原理解明におけるアッシュ輸送因子の影

響感度検証および DPG での実機アッシュ堆積状態の再

現」 

「排気システム内における尿素水からのアンモニア生成

モデル研究における尿素からの NH3生成を考慮した高

精度 NOx 浄化予測」 

 

発 表：誌上発表155件、口頭発表298件、その他22件 

--------------------------------------------------------------------------- 

熱流体システムグループ 

（Thermofluid System Group） 

研究グループ長：高橋 栄一 

（つくば東） 

概 要： 

持続発展可能な社会の実現、および産業力強化に資

するグリーンイノベーションの実現のため、熱工学、

流体工学、燃焼工学などを駆使した省エネルギーに寄

与する研究開発、および要素技術開発を推進している。

部門ポリシーステートメントの革新的な熱マネジメン

ト技術、および萌芽的な研究開発を念頭に、液体水素

利用技術開発、低コスト・高効率水電解装置の開発、

プラズマによる流体制御を駆使した省エネルギー技術

開発、およびプラズマ支援燃焼による革新的燃焼促進

技術などを推進している。また、民間企業との共同研

究を積極的に展開して技術の橋渡しを図るとともに、

研究人材・技術者の育成に貢献している。 

 

熱利用グループ 

（Thermal Energy Applications Group） 

研究グループ長：稲田 孝明 

（つくば東・西） 

概 要：  

再生可能エネルギー、人工排熱などの未利用エネル

ギーの活用を促進し、高効率のエネルギー供給とエネ

ルギー利用効率の向上を図った豊かで環境に優しい低

炭素社会の実現を目指して、伝熱促進、蓄熱、熱輸送

などの要素技術や計測制御技術、およびそれらを活用

した熱利用システム、熱マネジメント技術を研究開発

し、社会・産業界への橋渡しに資することをグループ

の目標とする。 

具体的なテーマとして、未利用熱調査、熱駆動冷凍

機、氷スラリー、相変化伝熱、ヒートパイプ、熱交換

器、ヒートポンプ・発電サイクル、地中熱利用、固体

酸化物形燃料電池（SOFC）などの要素技術や、可視

化計測などの計測制御技術の研究を実施している。ま

た、国内外の研究機関や、産業界、行政機関との交流

や連携も積極的に進めている。 

 

熱電変換グループ 

（Thermoelectric Energy Conversion Group） 

研究グループ長：山本 淳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 熱電変換は特殊な半導体や金属（熱電材料）を用い

て熱エネルギーと電気エネルギーを直接変換する技術

である。熱電材料に温度差を与えると起電力が発生す

る効果（ゼーベック効果）を用いた温度差発電応用や、

逆に熱電材料に電流を流すことで生じる吸熱効果（ペ
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ルチェ効果）を用いた冷却技術・熱マネジメント技術

応用が期待されている。 

 熱電変換においてエネルギー変換効率は、熱源の温

度と熱電材料の性能に大きく依存する。またシステム

の成立性は熱源や冷熱源との熱交換効率や、熱電モジ

ュールの設計に影響される。このため実用化のために

は熱電材料から熱電モジュールの試作とその正確な性

能評価、高温と低温の熱源との熱交換方法など幅広い

研究開発が必要である。 

 当グループでは、未利用熱を効率よく電気エネルギ

ーとして回収するための高性能熱電材料と熱電モジュ

ールの開発を進めている。基礎物性解明と新原理を用

いた革新的高性能熱電材料の開発、発電システムの経

済性改善のため高効率かつ安価な元素から構成される

熱電モジュールの開発、耐久性をもつ熱電モジュール

構造、発電ユニット構造の開発、長時間使用したとき

の劣化モードの調査や加速試験の方法も含め、熱電モ

ジュールの性能評価技術の開発を実施している。 

 

エネルギー界面技術グループ 

（Energy Interface Technology Group） 

研究グループ長：松田 弘文 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 二次電池デバイスは、電気自動車などへの搭載によ

る運輸部門の低炭素化、定置用途による再生可能エネ

ルギー発電電力の平準化などによる電力エネルギーの

有効利用と高効率化にむけ、利用場面の飛躍的な拡大

と、それに伴う二酸化炭素排出量の大幅な削減が期待

されている。 

当グループでは、放射光などの先端計測技術を用い、

結晶構造、電子状態、電気化学的挙動などに注目した

基礎的な電池材料評価を行い、貯蔵機構や劣化機構解

明を目指した研究を実施している。また、高度な材料

合成技術を活用し、新たな界面構造やナノ構造の付与

により高効率な界面現象の発現を実現するナノ構造の

構築と材料開発指針の獲得を目指している。 

 当グループでは、用途や使用環境の拡大の要請に適

応する、高容量と高出力特性を併せ持ち、特性劣化を

克服した、革新的な高性能二次電池の開発を目標とし

ている。これらの研究開発を効率的かつ効果的に遂行

するため、国内外の機関との連携を推進している。 

 

エネルギー変換技術グループ 

（Energy Conversion Technology Group） 

研究グループ長：山地 克彦 

（つくば中央第2・つくば中央第5） 

概 要： 

 エネルギーの電力化が加速する中、高効率なエネル

ギー変換技術の開発が求められている。当グループで

は、高温作動の高効率エネルギー変換デバイスに注目

し、化石燃料やバイオマスなど種々の燃料を高効率に

電力に変換する固体酸化物形燃料電池（SOFC）、再

生可能エネルギーなどの余剰電力を高効率かつ高付加

価値な燃料に変換する固体酸化物形電解セル（SOEC）

を中心に研究開発に取り組んでいる。 

 これまで同様、2018年度も SOFC の高効率・強靭

化を意図して、耐久性・信頼性向上や金属支持型

SOFC の研究開発、プロトン伝導型の中高温作動燃

料電池の研究開発に取り組んでいる。また、SOEC

の劣化要因の解明や性能試験法の開発、関連国際標準

化などの調査などに取り組み、民間企業の研究開発を

支援している。 

 さらに、SOEC による水蒸気と二酸化炭素の電解

（共電解）を用いたメタンなどの燃料合成システムに

ついても研究開発を進めている。 

 

エネルギー貯蔵技術グループ 

（Storage Technology Group） 

研究グループ長：古瀬 充穂 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 省エネルギー低炭素化と利便性の向上を目的として、

モビリティをはじめとする動力源や熱源の電化が進ん

でいる。一方、再生可能エネルギー由来電力の拡大に

伴い、これをいかに無駄にすることなく有効に利用す

るかが将来的な課題となっている。 

 当グループでは、電力貯蔵技術としてレドックスフ

ロー電池やリチウムイオン電池などの電気化学デバイ

スの性能向上に関する要素技術開発、および、安全

性・信頼性評価技術の開発を実施している。また超電

導を利用した電気機器の開発も行い、電力の発生・貯

蔵・輸送・利用あらゆる過程での高効率化と有効利用

を目指している。 

 

ターボマシングループ 

（Turbomachinery Group） 

研究グループ長：壹岐 典彦 

（つくば東・西） 

概 要： 

 分散エネルギーネットワークを支える重要な要素技

術として（1）各種タービンシステム、（2）デバイ

ス・制御技術、（3）プロセス技術などの研究開発を

行っている。これらの課題に取り組みながら化石資源

依存度を抑制しつつ自然エネルギーを取り込んでいく

最適な方法を模索している。（1）各種タービンシス

テムとしては、再生可能エネルギーが大量に導入され

ることを想定して、水素やアンモニアを燃料とするな

ど、その際に適したターボ機械のシステムについて研

究開発に取り組んでいる。（2）デバイス・制御技術
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としては、ターボ機械を出口として想定して取り組ん

でいる。流れの能動的制御に関して、誘電体バリア放

電プラズマアクチュエータ（DBD-PA）の開発を進め

ており、減速領域にできる剥離の抑制について研究し

ている。さらにターボ機械の漏れ流れを減らす新しい

プラズマアクチュエータを考案し、開発を進めている。

無人飛翔体の空力技術についても取り組んでいる。

（3）ターボ機械に関わる材料・プロセス技術に取り

組んでおり、サスペンションプラズマ溶射技術を始め、

セラミック基複合材料（CMC）などについて研究開

発を進めている。 

 

エンジン燃焼排気制御グループ 

（Engine Combustion and Emission Control Group） 

研究グループ長：内澤 潤子 

（つくば東） 

概 要： 

  競争前領域の共通課題など、自動車業界のニーズを

正確に捉え、エンジン燃焼と排出ガス浄化に関する先

進技術の開発に向けた基礎的および先導的研究を行う。

この延長として、当グループならびに産総研内関連ユ

ニットの技術ノウハウを集約・発展させ、自動車メー

カと協力してエンジンシステムの高効率化および環境

適合技術のスピードアップを図る。また、次世代エン

ジンシステムの実用化に資する研究開発を実施し、運

輸部門の石油依存度や CO2低減に貢献する。さらに、

自動車燃料に係わる国内外標準化を継続的に推進する。

具体的には、（1）産業ニーズ対応型エンジンシステ

ムの基盤研究 ① エンジン排気物生成メカニズムの

解明、② X 線技法による燃料噴霧詳細解析、③ 排出

ガス浄化システムの動作および劣化挙動予測技術の研

究開発、④触媒の貴金属使用量大幅低減化に関する研

究、（2）次世代エンジンの実用化に資する研究開発、

①新燃料を用いた高効率圧縮自己着火燃焼に関する研

究、② 革新的噴霧・着火・燃焼技術、（3）自動車燃

料の標準化研究、に携わっている。 

 

次世代自動車エンジン研究ラボ 

（Collaborative Engine Research Laboratory for Next 

 Generation Vehicles ） 

研究ラボ長：小熊 光晴 

（つくば東・西・つくば中央第3・中央第5） 

概 要： 

 自動車用エンジンは、燃料、燃焼、動力の発生、気

体の流動、排気ガスの処理、温度・濃度の計測、全体

システムの制御といった多岐にわたる分野が集積した

システムである。当研究ラボは、自動車技術に関する

競争前領域の研究課題に対し、オール産総研として英

知を結集して積極的に取り組み、日本の産業競争力強

化に貢献する。具体的には、国内自動車メーカが直面

している「競争前領域」の「共通課題」について、産

総研の技術ノウハウを集約・発展させて解決を目指し、

自動車メーカと協力してエンジンシステムの環境適合

技術のスピードアップを図る。また、自動車燃料に係

わる国内外標準化を継続的に推進する。これらを通じ、

技術者の育成に貢献し、エンジンシステム研究に関す

るイノベーションハブとして機能することを目指す。 

 

エネルギーナノ工学研究ラボ 

（Energy NanoEngineering Research Laboratory） 

研究ラボ長：丸山 茂夫 

（つくば東・つくば中央第2） 

概 要： 

 第4期の産総研の取り組みとして、企業への橋渡し

の実現が強く求められている一方、企業への橋渡しを

継続的に実施するためには、常に新しいアイデアを生

み出し、アカデミックな視点においても光る基礎研究

に対しても十分な力を注ぐ必要がある。東京大学大学

院工学系研究科機械工学専攻の丸山茂夫教授を産総研

クロスアポイントメントフェローとして招聘するにあ

たり、新たな研究の場を醸成するためのエネルギーナ

ノ工学ラボを東京大学と共同で設立した。 

 本研究ラボでは、若手人材育成を重要課題として取

り組むとともに、領域内外の他部門や他センター、外

部機関との連携も図る。研究課題としては、単層カー

ボンナノチューブ薄膜などのナノ材料創成技術によっ

て、ナノチューブ薄膜を正極透明電極かつキャリア輸

送層としたペロブスカイト型太陽電池や有機薄膜太陽

電池などの開発を実施している。また、ナノ材料合成

技術と微細加工による表面創製技術、熱電発電技術、

マイクロ流動可視化技術、ミクロ結晶制御技術を融合

することで、革新的なエネルギーデバイスの技術領域

を確立する。 

 

固体酸化物エネルギー変換先端技術ラボ 

（Advanced Technology Laboratory for Solid-State 

Energy Conversion） 

研究ラボ長：堀田 照久 

（つくば中央第2、第5、つくば西、中部センター） 

概 要： 

 化学・熱・電気エネルギーを高効率にフレキシブル

に変換できる電気化学デバイスとして、イオンを透過

させる固体電解質を使った固体酸化物形燃料電池

（SOFC）や高温水蒸気電解（SOEC）があげられる。

本ラボでは、このような固体電解質を使った革新的な

電気化学デバイスを創製する研究開発を推進するため、

領域や部門の垣根を超えて、つくばセンターと中部セ

ンターの研究者をバーチャルに結集させて課題解決に

取り組んでいる。企業・大学10機関以上と産総研と

で設立した、「固体酸化物エネルギー変換先端技術コ
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ンソーシアム（ASEC）」において、中心的に研究活

動をおこなっており、従来の SOFC より10倍高い発

電出力や電極反応速度を目指す部材・材料開発を行っ

ている。また、ASEC コンソーシアムでの研究より

も広範囲な、萌芽的・革新的な研究にも取り組んでお

り、将来の当該技術の普及・拡大のための重要研究を

推進している。 

 

⑤【環境管理研究部門】 
（Environmental Management Research 

 Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：尾形 敦 

副研究部門長：鳥村 政基 

総括研究主幹：大木 達也、村山 昌平 

 

所在地：つくば西 

人 員：55名（55名） 

経 費：797,316千円（301,351千円） 

 

概 要： 

1．部門のミッション 

環境管理研究部門では、大切な資源を有効に利活

用するための物質循環技術、産業起源の環境負荷の

管理・低減に関する科学技術研究開発を行ない、環

境技術産業の振興・創出を図るとともに環境関連政

策の立案・実効に寄与することで持続可能な社会の

構築に貢献することをミッションとする。 

2．研究開発の方針 

 中長期目標である「レアメタルなどの資源循環を

進める技術の開発」に対応した中長期計画として、

「環境の変化を検出するための分析・モニタリング

技術を開発するとともに、環境負荷を低減するため

の水処理監視・制御技術や都市鉱山技術によるレア

メタルリサイクルなど、資源循環など対策技術の開

発を行う。」が掲げられている。これを達成するた

めに、水処理に関連する分析・モニタリング技術や

都市鉱山関連技術の開発に重点的に取り組む。また

環境負荷低減や大気・海域における環境動態評価研

究もしっかりと継続し、標準化や政策立案にも貢献

しつつ、産業と密接に関連した環境管理技術の研究

拠点としての地位を確立する。 

3．重点研究課題 

［重点課題 1］水処理監視・制御技術の開発 

  21世紀の水不足では、アジア・アフリカを中心

に約10億人が安全な水を確保できないと言われて

おり、今後の水市場拡大を見越し、国際競争が激し

くなっている。我々は特にアジア地域への展開を目

指す企業への技術支援を推進するべく、「水質評価

技術」、「水処理技術」と「情報技術」の各分野の代

表的研究者を集結し、技術融合による産総研独自の

スマート水技術の開発を進めている。 

 具体的に、水質評価では、TOC や重金属、内分

泌攪乱物質とその生物影響、微生物などを対象とし

て、「メンテナンスフリー」、「ポータブル」、「リア

ル 

タイム」をキーワードとする技術開発を行っていく。

水処理として、MBR 関係では微生物群集の変遷、

バイオファウリングのメカニズム解析と対策技術な

どの基盤的研究を行う。また、光触媒や吸着剤との

複合材料を利用した滅菌、医薬品や化成品など

（PPCPs）の吸着分解の体系的評価を進めていく。 

こうした技術開発に併行して、アジアへの水ビジ

ネス展開を図る国内企業の技術サポートを行いつつ、

アジア地域の国研との連携を介した現地への技術適

用をはかる。一方で、国内技術の国際標準化の推進

を図るため、ISO/TC282への情報提供、TC147に

て分析法の標準化などを行い、標準化による再生水

利用ビジネスの拡大を目指す。 

［重点課題2］フェムトリアクター設計技術開発 

液体の体積を極限まで小さくすることにより、混

合速度の向上や精密な温度制御が可能になり、バル

クでは達成できない化学反応や化学プロセスの制御

が期待できる。本課題では、気中および液中のエレ

クトロスプレー法によって、試料液体を直径マイク

ロメーターサイズ（体積フェムトリットルレベル）

の極微小液滴に微細化し、それらの移動を電場で制

御することにより、フェムトリットルレベルの極微

小液滴内で化学反応を制御するフェムトリアクター

技術を開発し、低環境負荷・省エネルギー化学プロ

セスの設計に適用することを目指す。 

当部門では、フェムトリアクター技術を排ガス処

理触媒として機能する金属ナノ粒子のサイズ制御、

発光材料に適用される半導体量子ドットのサイズ制

御、および導電加工に適用できる金属ナノ粒子のサ

イズ制御量産化技術に応用する研究開発を進めると

ともに、高分子重合反応制御に関する他領域の研究

者とも連携し本法の適用範囲拡大を目指す。 

［重点課題3］都市鉱山技術によるレアメタルなどの

リサイクル推進 

 レアメタルなどの有用な材料資源の安定供給に資

するため、集中研 CEDEST を核に、廃電気・電子

製品など、未利用資源の高度利用を実現する物理選

別技術ならびに化学分離・電解採取技術などを開発

する。さらに、コンソーシアムの活動などを通じ、

各種の製品や素材の資源循環促進に向けて、国内の

静脈関連企業（リサイクル業・製錬業など）、動脈

関連企業（家電製造・自動車製造業など）との連携、

ならびに政府機関との連携の強化を図る。このよう
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な活動を通じて、産総研が開発した技術の普及や動

静脈産業が一体となった産総研発の「戦略的都市鉱

山」思想の展開を図り、物質循環型社会の構築を目

指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

標準基盤研究 

「大気中粒子、ガスに含まれるペルフルオロアルキル化

合物（PFASs）捕集・測定技術の国際標準規格化」 

 

外部資金： 

経済産業省 平成30年度試験研究調査委託費 

「南鳥島における多成分連続観測によるバックグラウン

ド大気組成変動の高精度モニタリング」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「高効率な資源循環システムを構築するためのリサイク

ル技術の研究開発事業」 

「エネルギー・環境新技術先導プログラム／極微小液滴

が形成する反応場を用いたナノ材料の構造・機能制御技

術の研究開発」 

 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「時間分解スペクトル法を用いた CO2還元光触媒反応

の機構解明」 

「自己組織化ナノ液晶高分子によるイオン・分子の輸

送・分離の計算機シミュレーション」 

 

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 試験研

究タイプ 

「新しい化粧品素材開発を指向したバイオベース化学品

製造法の高度化」 

 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構  

「平成30年度銅原料中の不純物低減技術開発事業／銅

鉱石脱砒素選鉱のための選鉱性総合評価装置の開発」 

「平成30年度海底熱水鉱床採鉱技術開発など調査に係

る選鉱・製錬技術調査研究（選鉱支援試験）」 

「平成30年度休廃止鉱山における坑廃水処理の高度化

調査研究事業に係るパッシブトリートメント導入検討に

向けたデータ収集・解析業務」 

「アンチモンに選択性を発現する吸着分離剤の開発」 

 

独立行政法人環境再生保全機構 環境研究総合推進費 

「水銀を利用する環境とその周辺における水銀ばく露測

定システムの開発」 

「二段低温ガス化法による CFRP からの炭素繊維の回

収」 

 

静岡県  

「光乾燥技術を応用した製茶機械の開発」 

静岡県先端企業育成プロジェクト推進事業 

「最先端遺伝子情報解析技術の活用による環境保全・地

域資源循環型の有機農産物安定生産システムの開発」 

「医療器具用消毒剤の最適管理システムの開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 

「第三の極における強太陽光照射が有害物質長距離輸送

に与える影響評価研究」 

「高感度同位体追跡と分離培養で拓く地下圏炭素・エネ

ルギー動態の基軸をなす新生物機能」 

「単一生細胞での細胞内遺伝子センシング技術の開発と

チップデバイス化」 

「ネットワークポリマーの可溶化反応の動力学検討」 

「有機分子立体配座コードプログラムの開発」 

「安定同位体プローブ法と次世代シークエンスの融合で

拓くレアバイオスフィアの生理生態」 

「白金族元素吸着ポリマーの特性の解明及び高レベル廃

液からの分離回収への適用研究」 

「発光性細胞株アレイを用いた高速 PM2.5評価系の構

築（国際共同研究強化）」 

「多色人工生物発光を用いた低分子化学物質の生理活性

評価プラットフォームの創製」 

「有機相における錯体の凝集化現象の解明及び新規白金

族抽出溶媒の開発」 

「活性汚泥というブラックボックスの解剖と再構築：遺

伝子発現から群中の個の挙動を見る」 

「振動エネルギー活用によるラジカル生成エネルギー高

効率化とその機構解明」 

「ヒト iPS 細胞由来の分化細胞を用いた次世代環境診

断システムの開発」 

「粒子群の基礎物性に関する2D-3D 変換技術の開発」 

「低炭素水素社会に向けたプラズマ触媒の気固境界面反

応場の基盤技術」 

「大気化学と先進的遺伝子解析の融合による森林生態系

の温室効果気体動態評価の高精化」 

「飛行時間型質量分析計を用いたペルフルオロアルキル

化合物群の光分解反応の解析」 

「福島事故起源放射性核種の地表面沈着に関する研究」 

「安定同位体追跡と分離培養で読み解く地下圏の炭素・

エネルギー循環を担う微生物動態」 

「硫化カルボニルの動態に関与する土壌微生物の分布及

び系統的特徴の解明」 

「氷成長抑制ポリペプチドと温度応答性物質を用いた

水・氷・霜の付着しない機能面の研究」 

「タイ低地熱帯季節林の森林タイプの成立要因と降水量

シフトによる森林機能への影響評価」 

「西太平洋～インド洋海域洋上エアロゾルの光学特性と

変質」 

「ヒ素可溶化細菌群とヒ素高蓄積植物を用いたハイブリ
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ッド土壌浄化システムの開発」 

「都市気候と空調エネルギー需要の相互作用感度

（PFB 感度）の定量化とその国際比較」 

「熱帯乾燥季節林の水分ストレスと火災が炭素循環に与

える影響評価と森林再生への対策」 

「バイオフィルム内の N2O 生成・消費機構の解明と排

出削減が可能な排水処理技術の開発」 

「微細構造化高硬度接点による革新的アークレスハイブ

リッドしゃ断技術」 

「火山・地熱由来水銀の放出量及び拡散量の推計を目的

とした安価な長期観測手法の開発」 

「都市の二酸化炭素は何からどれぐらい出ているのか？」 

 

環境省  

平成28年度環境研究総合推進費補助金 

「硝酸性窒素などの有害物を排出しない白金族リサイク

ルプロセスの開発」 

平成30年度環境配慮型 CCS 実証事業委託業務 

「海底下に貯留した二酸化炭素の漏洩抑制・修復手法に

関する検討に係る業務」 

 

発 表：誌上発表94件、口頭発表277件、その他32件 

--------------------------------------------------------------------------- 

資源選別プロセス研究グループ 

（Resources Separation Process Research Group） 

研究グループ長：古屋仲 茂樹 

（つくば西） 

概 要： 

 資源選別プロセス研究グループでは、廃製品などの

未利用資源を対象に効率的にレアメタルなどを濃縮す

るための技術開発を推進している。2018年度は以下

の成果を得た。（1）2D および3D 画像を融合した加

工画像データに基づく廃製品自動認識アルゴリズムを

開発し、従来の2D 画像を用いた深層学習による認識

方法よりも優れた識別性能を有することを確認した。

（2）廃製品の自動解体について、端部切断方式によ

る筐体解体装置を試作するとともに、前年度構築した

製品構造特徴 DB を拡充し、データサーバによる管理

を可能とした。（3）縦カラム型空圧多段選別装置の

開発では、篩による後処理の効果や、モデルサンプル

実験による形状の影響を明らかにした。（4）DEM 解

析を用いた最適化シミュレーションにより、廃製品を

個別に排出するための供給機トレイを設計・試作した。

（5）天然鉱石の単体分離状態評価技術の研究では、

①測定粒子数－片刃分布信頼区間関係の統計モデルに

ついて人工鉱石粒子の X 線 CT 解析による計161ケー

スの実験検証、②鉱物表面露出状態のステレオロジカ

ルバイアスについて110種のボロノイ構造粒子解析に

よる解明などを実施した。 

 

資源精製化学研究グループ 

（Resources Refining Chemistry Research Group） 

研究グループ長：成田 弘一 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループでは、化学的手法をベースとした資源精

製技術を駆使し、金属およびプラスチックに対するリ

サイクル率の向上および再資源化の促進を目指してい

る。2018年度は、以下の成果を得た。（1）希土類元

素の吸着分離・回収研究において、隣接元素間の相互

分離性の向上に有望な添加剤を見出した。（2）白金

族金属の沈殿分離について検討を行い、ジアミノベン

ジジンがロジウムの分離に有効であることを見出した。

（3）溶融塩と合金隔膜を用いた希土類の相互分離試

験を行い、ネオジムに対してジスプロシウム7倍程度

の選択性で透過させることに成功した。（4）CFRP

のリサイクルでは、空気あるいは水蒸気雰囲気下

500 ℃で処理すると回収された炭素繊維の劣化が最

小となった。含臭素エポキシ基板の熱分解では、鉄粉

を添加すると臭化フェノール類の分解が促進された。

（5）木質ガス化発電商業システムについて、エネル

ギー収支の向上の取り組みとして、排ガスの熱含量の

利用を提案した。具体例として、ロータリーキルンの

加熱炉の空燃比の調整と排熱利用による熱収支の改善

を解析し、加熱バーナーの燃料消費量の低減の関係式

を導出し、経済性向上や CO2排出量低減に有効であ

ることを定量的に示した。また、廃棄物資源化のため

の前処理および熱分解に関わる調査および技術開発に

おいては、高効率集光加熱炉の実用化に不可欠な均一

加熱技術のモデルとして、比較的実現が容易な、

200 ℃程度の低温における光乾燥技術開発の共同研

究を、公的資金を獲得し開始できた。 

 

環境計測技術研究グループ 

（Environmental Measurement Technology Research 

Group） 

研究グループ長：中里 哲也 

（つくば西） 

概 要： 

 環境リスクを評価・低減する技術の開発を達成する

ための環境診断技術の開発を目的とし、基盤となる計

測・分析法の開発および分析法の標準化活動を実施し

ている。2018年度は、「水中有害化学物質を対象とす

る分析技術の開発」については、水俣条約関連の水銀

分析法の整備のために、2017年度までに開発したフ

ェニル化トルエン抽出同時処理法とガスクロマトグラ

フ質量分析法を組み合わせたアルキル水銀分析法につ

いて、ISO TC147の国際標準規格化に向けた国際共

同試験を実施し、標準規格案のための分析条件および

手順を最適化した。また、高毒性の六価クロムを正
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確・高感度・簡便に分析するために、キレート処理法

と液体クロマトグラフ誘導結合プラズマ質量分析法を

組み合わせた分析法を開発した。「生体応答に基づく

化学物質などの生体影響評価技術の開発」については、

マウス ES 細胞から分化させた神経細胞に対するベン

ゼンやクロロホルムなど有害有機化学物質の曝露に応

答するノンコーディング RNA を同定し、上記の有機

化学物質の生体影響評価における有用なバイオマーカ

ーである事を見出した。 

 

環境微生物研究グループ 

（Environmental Microbiology Research Group） 

研究グループ長：羽部 浩 

（つくば西） 

概 要： 

 「環境負荷を低減するための水処理監視・制御技術

開発」を推進するため、（1）水環境保全および廃棄

物低減に貢献する水処理再生技術の開発、（2）生物

機能の解明ならびに高度な解析技術に裏打ちされた基

礎的知見の集積、（3）新規環境対策技術の提案や各

種環境汚染対策への提言を目標に活動を行った。 

 （1）膜分離活性汚泥法（MBR）、逆浸透（RO）膜

ろ過法による高濃度廃水の高効率処理や再生に関わる

科学的知見を得るため、膜閉塞をはじめ処理効率に影

響を与える化学物質や微生物の解析を行った。MBR

処理水をろ過した RO 膜上の閉塞を誘引する構造体に

ついて、共焦点顕微鏡により可視化するとともに、そ

こに存在する微生物を次世代シークエンサーにより同

定した。スペクトル解析の結果、主な閉塞物質は、フ

ミン酸様物質やタンパク様物質であり、存在する微生

物として、独立栄養の水素酸化細菌などが見出された。 

 （2）活性汚泥は数千種以上で構成される複雑な微

生物群であるため、生物学的な水処理メカニズムは未

だ謎が多い。遺伝子多様性を評価する新しい手法と遺

伝子網羅的発現解析を組み合わせ、重油含有廃水処理

を行う活性汚泥リアクターについて解析を行ったとこ

ろ、重油分解の鍵となる反応の抽出に成功した。その

結果、重油分解の性能を左右しているのは、存在量が

ごくわずかの硝化細菌であることを見出した。 

 （3）社会ニーズ、企業ニーズに対応した環境汚染

対策について、複数の企業に対し共同研究、受託研究

を通して技術的な貢献を行った。 

 

反応場設計研究グループ 

（Reaction Field Design Research Group） 

研究グループ長：脇坂 昭弘 

（つくば西） 

概 要： 

 化学反応効率・選択性を高め環境負荷低減に資する

ため、（1）－（5）の反応場に関する研究開発を行っ

た。（1）極微小液滴反応場（フェムトリアクター）：

エレクトロスプレー法により生成した極微小液滴を反

応場に用いることにより、白金族排ガス触媒のサイズ

制御、半導体量子ドットのサイズ制御、高分子化合物

の分子量制御と乳化剤フリー合成、導電加工用銀ナノ

インクの量産化を可能にした。（2）プラズマ反応

場：プラズマトーチ中の原子発光スペクトルの時間・

空間分解変化を計測し、粒子状物質のサイズ・組成同

時計測を可能にして、触媒評価へ適用した。（3）光

化学的反応場：複核金属錯体系光化学反応場の励起状

態の挙動を時間分解測定により解析し、人工光合成系

の高効率化に貢献した。また、光触媒機能評価国際標

準化に貢献した。（4）機能性分子反応場：タンパク

質などの複雑な分子の立体配座をコード化する技術を

開発し、分子構造と機能の関係を解析する技術へ発展

させた。（5）液中クラスター反応場：液中のクラス

ターレベルの構造を質量分析法により解析し、凍結温

度との関係を明らかにして、冷却剤の高効率化に貢献

した。 

 

水環境技術研究グループ 

（Water Environment Technology Research Group） 

研究グループ長：日比野 俊行 

（つくば西） 

概 要： 

実用に資する新規技術創出を目標として、当グルー

プでは水の高度利用に係る物理化学的処理および解析

に関して検討を行っている。2018年度の検討および

成果は以下の通りである。（1）「吸着剤の開発・改良」

では、ゲル-層状複水酸化物複合体による新規陰イオ

ン吸着剤の検討を行い、通常の粉体で得られる層状複

水酸化物と同様に、ゲル内で生成させた層状複水酸化

物でもホスト層の電荷密度をコントロールして合成す

ることによって、硝酸イオンに対する選択性が変化す

ることが確認された。（2）「有害物の分解触媒の開

発・改良ならびにシステム構築」では、天然水中成分

と光触媒作用の関係を明らかにした。大腸菌含有模擬

環境水を用いた光触媒による殺菌効果の改良検討では、

よりよい殺菌効果を持つ光触媒を得ることができた。

また、可視光触媒のさらなる改良、フィルタ材への組

み込み検討、触媒活性向上のメカニズム理論計算も行

い、階層型ゼオライト合成の検討も引き続き行った。

（3）「水処理技術に係る現象のメカニズムの分析・

解析」では、機械学習を利用した水中ミネラル凝集体

構造の新しい解析手法の開発に成功した。 

 

大気環境動態評価研究グループ 

（Atmospheric Environment Study Group） 

研究グループ長：兼保 直樹 

 （つくば西） 
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概 要： 

大気環境の動態を解析し、環境の変化を検出するた

めの分析・モニタリング技術の開発を行い、産業活動

による環境影響の評価、および地球温暖化対策技術の

提言に繋げることを目標に活動を行った。今年度は、

（1）国内外3箇所の森林生態系において大気との

CO2交換量と環境因子の観測を継続し、さらに国内外

7箇所で海洋貯熱量変動の指標となる大気中アルゴン

濃度の測定および発生源の情報を含む CO2と O2濃度

の同時観測を実施した。（2）気候変動に伴う空調使

用増加が都市の高温化と電力需要に及ぼす正のフィー

ドバックを、スーパーコンピューターを用いた計算に

より定量化し、さらに都市域での熱および CO2発生

量（フラックス）の現場観測を実施した。（3）微量

化学物質の大気からの除去速度の推定に必要な物性取

得のための予備実験を行った。また、光化学大気汚染

の原因ともなるイソプレンがオゾンと反応する過程を

低温赤外スペクトルの観測により検討した。（4）福

島事故により放出された放射性核種の山岳域への沈着

メカニズムの一部として想定される雲水沈着に関して、

花粉計測機器のデータを用いた雲粒判定の手法を開発

した。 

 

海洋環境動態評価研究グループ 

（Marine Environment Research Group） 

研究グループ長：鈴村 昌弘 

（つくば西） 

概 要： 

 海洋環境評価研究グループは、陸上での人間活動や

海洋を直接利用する産業活動が環境に及ぼす影響の監

視と評価を行なう手法を開発し、産業の持続的発展お

よび環境政策の策定の根拠としうる知見の提供を研究

活動の目的としている。2018年度は、温室効果ガス

排出抑制技術として期待される二酸化炭素の回収貯留

（CCS）技術に関連して、海水中の CO2モニタリン

グセンサーの開発を進めるとともに CCS における海

洋環境モニタリングシステムの全体像について検討を

実施した。また、わが国において重要な金属鉱物資源

として期待されるコバルトリッチクラストや熱水鉱床

などの海底鉱物資源開発に関連した環境影響評価およ

び環境ベースラインモニタリング手法の開発を行なっ

た。さらに、人工有機汚染物質（POPs）を化学トレ

ーサーとして地球規模環境変動・長距離輸送現象を解

析する研究を展開し、インド・中国・韓国から日本ま

でのアジア地域での国際共同研究体制を基に、モニタ

リングを行った。また、政策レベルの議論に適用可能

な信頼性の高い測定値を与えるために、水試料中のペ

ルフルオロアルキル化合物（PFAS）について、

ISO/DIS 21675（国際標準規格案）を策定した。また、

大気試料中の PFAS 測定技術を開発した。本測定方

法を国際規格として新規提案するため国外エキスパー

トと議論し、サポートチームを結成した。 

⑥【安全科学研究部門】 

（Research Institute of Science for Safety and 

  Sustainability） 

（存続期間：2008.4.1～） 

 

研究部門長：緒方 雄二 

副研究部門長：玄地 裕 

 

所在地：つくば西、つくば中央第5、つくば北、 

    つくば中央第1 

人 員：40名（40名） 

経 費：701,956千円（220,937千円） 

 

概 要： 

 当研究部門は、事故や災害の被害予測、技術や製品

の健康・環境・経済への影響評価など、幅広い分野に

わたる評価技術に関して、科学的な評価のみならず社

会的な評価も同時に行う、総合的なリスク評価・管理

手法を開発することを通じて、安全で持続的発展可能

な社会の実現に貢献することを目標として、産業と環

境が共生する社会を目指している。このため、これま

でに高い評価を受けてきた化学物質リスク評価、フィ

ジカルハザード評価、ライフサイクルアセスメント、

エネルギー技術評価など、個別の評価手法を融合させ、

学際的な融合研究を推進して、安全と持続可能性を同

時に追求する「安全科学」の確立を目指している。 

 2018年度は、リスク評価戦略、環境暴露モデリン

グ、排出暴露解析、爆発安全研究、爆発利用・産業保

安研究、社会と LCA 研究およびエネルギーシステム

戦略の7グループと IDEA ラボで研究開発を行った。

豊かで環境に優しい社会を実現するグリーン・テクノ

ロジーを推進する産総研エネルギー・環境領域の一員

として、領域ミッションである環境・安全技術「リス

ク評価からリスクトレードオフ、リスクコミュニケー

ションへ」を担当し、化学物質や材料、エネルギーを

適切に利用するためのリスク評価・管理手法を開発す

るとともに、産業事故の防止および被害低減化に向け

た技術開発を行うことを目的として、以下の2つのミ

ッションを挙げている。 

 ミッション①「化学物質や材料、エネルギーを適切

に利用するためのリスク評価・管理手法の開発」：行

政・企業などの社会ニーズおよび国際化に対応するた

め、新規材料や化学物質複合影響のリスク評価手法の

開発を進め、これらの成果を行政や国際機関における

安全管理枠組みへ反映させる。また、産業のイノベー

ションを支援するために地球規模のリスク評価・管理

手法やエネルギー評価手法を開発する。 

 ミッション②「産業事故の防止及び被害低減化に向
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けた技術開発」：化学物質の爆発影響を評価技術、お

よび有効利用技術を開発するとともに、産業の安全及

びリスク低減化に向けた評価技術の開発を行う。 

 これらのミッションに対応して、2018年度は、当

研究部門のプレゼンスを示す部門重点課題（ユニット

戦略課題）として1）安全管理政策に資するリスク評

価研究、及び2）鉱工業のイノベーションを支える評

価技術の開発を選定し、融合研究を実施した。また、

IDEA ラボでは、他のユニットと連携して、LCA 評

価手法によるエネルギー・環境評価研究を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

受託研究費「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術

開発／研究開発項目（2）木質系バイオマスから化学品

までの一貫製造プロセスの開発／木質バイオマスから各

種化学品原料の一貫製造プロセスの開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

受託研究費「非可食性植物由来化学品製造プロセス技術

開発／CNF 安全性評価手法の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

受託研究費「省エネ化・低温室効果を達成できる次世代

冷凍空調技術の最適化及び評価手法の開発／次世代冷媒

の安全性・リスク評価手法の開発／次世代冷媒の安全

性・リスク評価手法の開発」 

 

経済産業省 受託研究費「平成30年度 水素導管供給シ

ステムの安全性評価事業（水素導管の大規模損傷リスク

評価）」 

 

環境省 受託研究費「平成30年度 新たな燃料蒸発ガス

対策の検討のための調査委託業務」 

 

国立大学法人京都大学 受託研究費「平成30年度 セル

ロースナノファイバー活用製品の性能評価事業委託業務

（社会実装に向けた CNF 材料の導入実証・評価・検証

～自動車分野～）」 

 

公益財団法人原子力安全研究協会 受託研究費「効果的

な個人被ばく線量管理に資する線量の測定と評価に関す

る実践的研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 受託研究費「エネ

ルギーキャリアに関するステーションとその周辺に対す

るリスク評価手法開発と社会受容性調査」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 受託研究費「アン

モニア直接利用におけるリスク評価のための予備調査」 

 

静岡県 受託研究費「アルミニウムを反応媒体とした

SBH（Sodium Borohydride）の工業的製造技術開発と

SBH 製造に伴う副生アルミナのアルミニウムへの再生

および副生アルミナの品質制御条件の確立」 

 

静岡県 受託研究費「環境に優しいローエミッション花

火の製造技術の開発」 

 

国立大学法人横浜国立大学 受託研究費「2050年の社

会像を見据えた再生可能エネルギー利用拡大への道筋」 

 

株式会社三菱総合研究所 受託研究費「エネファームの

リモート運転に関する国際標準化」 

 

独立行政法人環境再生保全機構 受託研究費「化学物質

の複合曝露による野外生態リスク評価方法の開発：水質

及び底生動物調査と環境水を用いた生物応答試験の活用」 

 

静岡県公立大学法人静岡県立大学 受託研究費「平成

30年度 省エネ型電子デバイス材料の評価技術の開発事

業（機能性材料の社会実装を支える高速・高効率な安全

性評価技術の開発（インビボ毒性の予測を指向した生体

分子反応性のインビトロ評価 －毒性関連ビッグデータ

を用いた人工知能による次世代型安全性予測手法の開発

－））」 

 

一般社団法人日本化学工業協会 受託研究費「PNEC

導出における種の感受性分布の役割とその簡易推定方法

の探索」 

 

国立大学法人東北大学 受託研究費「住宅室内における

放射性物質による被ばく線量評価」 

 

一般財団法人エネルギー総合工学研究所＜変更契約あり

＞ 受託研究費「ミッション・イノベーションを通じた

国際連携に関する取組など調査「LCA 評価業務」」 

 

経済産業省 受託研究費「平成30年度 石油・ガス供給

などに係る保安対策調査など事業（プラント内における

非防爆機器の安全な使用方法に関する調査）」 

 

損害保険料率算出機構 請負研究費「作業工程における

火災・爆発危険要因の整理（2018）」 

 

高圧ガス保安協会 請負研究費「過去の事故事例の活用

による保安確保技術向上の検討における教師データの作

成」 

 

高圧ガス保安協会 請負研究費「過去の事故事例の活用
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による保安確保技術向上の検討における辞書の作成」 

 

株式会社三菱総合研究所 請負研究費「平成30年度 事

故情報活用のあり方検討に関する事業者支援試行業務」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

平成30年度科学研究費助成事業（科研費） 

「室内環境における SVOC 類の挙動解析及び統合的暴

露評価／リスク評価」（基盤研究（B）） 

「複雑混合物のリスク評価に向けた暴露評価手法開発」

（若手研究（A）） 

「化学物質の有害性推論手法の確立に資する統計的手法

の深化とその適用」（若手研究（B）） 

「放射線被ばくなどへの効果的なリスク対策に資するリ

スク評価手法・過程に関する研究」（国際共同研究加速

基金（国際共同研究強化）） 

「HEMS データに基づく共創的社会システム形成のた

めの消費者インセンティブの解明」（基盤研究（A）） 

「高繰り返し型衝撃波管を活用した燃焼反応の分光学的

追跡」（若手研究） 

「生活行動パターン・高解像度気象予報による住宅電力

需要・PV 出力予測手法の開発」（若手研究） 

「リレーショナル化学災害データベース」（研究成果公

開促進費） 

「将来変化を考慮した世界の水資源利用の持続可能性へ

の日本の責任フットプリント分析」（国際共同研究加速

基金（国際共同研究強化（B）） 

「システム改革の下での地域分散型エネルギーシステム

への移行戦略に関する政策研究」（基盤研究（A）） 

「化学物質の包括的モニタリングを可能にする質量分析

法の応用に関する研究」（基盤研究（A）） 

「住宅における Dampness の室内環境の解明と健康リ

スクマネジメント」（基盤研究（B）） 

「ミジンコ類の表現型可塑性と化学物質による攪乱影響

の評価」（基盤研究（C）） 

「太陽光・風力発電の大量連系と電力需給バランスを考

慮した CO2削減効果の推計」（基盤研究（C）） 

「トンネル内での爆薬爆発時にトンネル壁面が吸収する

爆発エネルギーの定量的な理解」（基盤研究（C）） 

 

発 表：誌上発表92件、口頭発表253件、その他23件 

--------------------------------------------------------------------------- 

リスク評価戦略グループ 

（Risk Assessment Strategy Group） 

研究グループ長：内藤 航 

（つくば西） 

概 要： 

化学物質、ナノ材料および放射性物質のリスクに関

連する具体的な課題について評価を実施しながら、適

切なリスク評価・管理手法の開発や考え方とその適用

に関する研究を推進する。2018年度の研究概要は以

下の通り。 

① 化学物質のリスク 

 休廃止鉱山地域における現実的な生態リスク評

価・管理の確立に向けて、某休廃止鉱山において水

質・生物調査を実施し、影響評価を行なった。金属

類の生物利用性を考慮した生態リスク評価に資する

データを得るために、ニッケルなどを対象として試

験生物を用いた生態影響試験を実施した。人工知能

による有害性推論手法開発では、プロジェクトの基

盤となるインビボ毒性試験データの整備と解析を行

った。種の感受性分布（SSD）の推定手法の確立

に向けて、既存物質の生態毒性データと物化特性に

関する情報を収集・整理して、SSD のパラメータ

との関係を解析した。 

② 工業ナノ材料のリスク 

 セルロースナノファイバー（CNF）安全性評価

手法開発プロジェクトにおいて、CNF 試料調製条

件と分散液中の物理化学的特性との関係性を取得し、

気管内投与試験や皮膚透過性試験の手法開発を行っ

た。ナノ炭素材料の有害性評価を行い、事業者によ

る自主安全性評価の取り組みを支援した。 

③ 放射性物質のリスク 

 福島県を対象とした被災地の実態に合う個人被ば

く線量の推定のための手法の検証に資するデータを

取得した。ノルウェーやフランスの研究者と協力し

て、リスク対策・基準値などの国際比較に資する情

報を体系的に整理した。帰還時の清掃や生活におけ

るリスク評価およびリスク低減策を検討するために、

帰宅困難区域の住宅を対象として、ハウスダストお

よびエアロゾル中の放射能を計測した。 

 

環境暴露モデリンググループ 

（Environmental Exposure Modeling Group） 

研究グループ長：梶原 秀夫 

（つくば西） 

概 要： 

 化学物質リスクについて実効性の高いリスク削減対

策を講じるには、発生源および発生源から受け手（レ

セプター）への暴露までの物質動態を解明することが

重要である。そのような発生源解析と動態解析のため

に、モデリング（シミュレーション）技術とモニタリ

ング（測定）技術について、相補的な開発を行ってい

る。2018年度の研究概要は以下のとおり。 

① 大気環境 

産総研－曝露・リスク評価大気拡散モデル

（AIST-ADMER）を改変し、世界の任意地域で適

用可能な ADMER 国際版を開発した。2次生成対応

大気モデル（ADMER-PRO）を用いて、前駆物質

排出削減による地表オゾン濃度の低減効果が衛星デ
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ータに基づいて推定または精緻化できる可能性を示

した。オゾンと PM2.5の濃度低減効果を入力して、

ヒト健康影響や農作物減収量の低減効果、さらには

それらの金銭価値（便益）までを簡易に推計可能な

ツールの開発に着手した。 

② 水環境 

産総研－水系暴露解析モデル（AIST-SHANEL）

と東京湾リスク評価モデル（AIST-RAMTB）との

連携を図るため、多摩川水系を対象とした河川水・

河川底泥の化学物質濃度調査およびモデル検証を行

った。災害・事故時の河川流域における化学物質拡

散予測シミュレーションモデルを開発するため、

AIST-SHANEL を集中豪雨時にも対応可能とする

よう改良し、集中豪雨発生時の流出解析および化学

物質拡散予測の事例解析を行った。 

③ 消費者製品 

セルロースナノファイバー（CNF）が消費者製

品に用いられた場合の排出・暴露評価のための検討

を行った。各種 CNF の生分解性試験を行い、消費

者製品に含有する CNF が環境に排出された後の分

解性について評価した。CNF を含有する化粧品を

使用した場合の消費者への暴露評価を暴露評価モデ

ルを用いて行った。 

④ 人への暴露 

短半減期化学物質の慢性生体暴露指標として、ヒ

ト爪中化学物質濃度が適用可能か検討を行った。国

立環境研究所との共同研究体制の構築を行い、両機

関において医学系研究に関する倫理審査委員会の承

認を得た。短半減期化学物質として無機ヒ素に着目

し、分析法の検討を行った。 

 

排出暴露解析グループ 

（Emission and Exposure Analysis Group） 

研究グループ長：恒見 清孝 

（つくば西） 

概 要： 

 新規物質、代替物質や混合物のヒト健康や生態への

排出・暴露解析やリスク評価を通じて、行政ニーズお

よび国際化対応や新技術のイノベーションを支援する

ことを目標として、排出解析、暴露解析を実施し、物

性解析手法、環境中への排出量推定手法、発生源同定

手法、環境中動態推定手法、ヒト・生物の暴露量推定

手法などの手法の開発を行っている。2018年度は、

以下の研究を実施した。 

① 混合物の物性推定手法・発生源同定手法の開発 

・環境中や製品中の複雑な化合物組成を有する混合物

に対する物性推定手法の開発を行い、新たに環境試

料である道路塵埃に対して、非極性成分を分画する

ことで適用可能であることを確認した。 

・混合物のリスク評価のためのプラットフォーム構築

に取り組み、二次元分析装置データに容易にアクセ

スし、リスク解析ツールを利用可能とするよう検討

を進め、課題について整理した。 

② 生態リスク評価ツールの開発 

・毒性データエクスポート機能、環境省の生態毒性推

定システム（KATE）の推定値を用いたリスク評価

機能、複数物質を化審法で一括評価する機能の更新

など、多くの新しい機能をツールに追加した。 

・米国環境保護庁（EPA）の農薬データをツールに

追加搭載し、ユーザーの意見に基づく改善を行った。 

・Ver. 3.0の公開版（日本語・英語版）を作成した。 

③ ナノセルロースの検出および排出・暴露評価 

・微量ナノセルロースの検出・定量手法として、酵素

分解及び熱分解による手法の開発を進めた。0.1 µg

レベルのナノセルロースが検出可能となった。 

・ナノセルロースの製造工場において、ナノセルロー

スの飛散状況を調査した。また、ナノセルロース複

合材料の摩耗試験を実施し、摩耗に伴うナノセルロ

ースの飛散性を評価した。 

④ エネルギーキャリアとしての水素活用における先

進的リスク評価 

・水素ステーションのディスペンサー、蓄圧器、圧縮

機周辺からの水素漏洩によるリスク評価を行い、現

行法による十分なリスク低減状況を定量的に示した。 

・水素ステーション建設に関する社会受容性調査を実

施し、リスク情報提供で近隣住民の受容性向上を明

らかにし、因子分析によって情報提供とリスク認知

の関連性を示した。 

・水素ステーションとその周辺のリスク評価書を完成

させ、公開した。 

・アンモニア直接利用のリスク評価のための予備調査

を実施し、評価における課題を整理した。 

・アンモニアをエネルギーキャリアとした場合の炭

素・窒素フットプリントを評価し、国内でアンモニ

アを生成してエネルギー利用することが、両フット

プリントを向上させることを明らかにした。 

⑤ 原発事故に起因するリスクの定量化手法開発 

・被災地におけるデータを元に、震災前後のリスクの

変化量を損失余命の尺度で示した。 

⑥ 事故のリスク認知、リスク対応に関する評価 

・事故・災害起因の化学物質漏洩によるリスク評価の

アプローチと、事前・直後・事後の事故対応の流れ

を整理した。 

・化学物質の大気中濃度予測モデルを漏洩事故時に用

いることを想定し、4種類の大気拡散モデルについ

て適用可能性を比較した。 

 

爆発安全研究グループ 

（Explosion Safety Research Group） 

研究グループ長：若林 邦彦 
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（つくば中央第5、つくば北） 

概 要： 

 当研究グループでは、爆薬に代表される高エネルギ

ー物質などの発火・爆発現象の解明、爆発安全性評価

手法や安全化技術、爆発影響の評価と低減化技術、高

エネルギー物質を有効に利用する技術などの研究を実

施している。爆発影響低減化技術の開発に関する研究

では野外爆発実験を実施し、地中式火薬庫模型周囲の

爆風圧分布などを明らかにした。また、爆風圧に関す

るスケール則に加えて、薬室と庫口の断面積比を考慮

した庫口方向に対する角度に応じた爆発影響を評価し

た。10号煙火玉の殉爆試験においては、煙火玉周囲

に設置した緩衝材の違いによる殉爆度のデータを取得

し、殉爆リスクを低減できる条件を見出した。薬室と

トンネルから構成される模型を用いた地中式火薬庫に

関する室内実験においては、爆風パラメータを検討し

た結果、トンネル内径の減少にしたがって最大過圧お

よび正圧相インパルスが全体的に小さくなることを確

認した。その結果、トンネル部で管径を絞ることによ

り庫外での爆風が軽減されることが分かった。化学物

質の爆発性評価および保安技術に関する研究において

は、主として外部の依頼による発火・爆発性の評価を

実施した。 

 

爆発利用・産業保安研究グループ 

（Industrial Safety and Physical Risk Analysis Group） 

研究グループ長：久保田 士郎 

（つくば西） 

概 要： 

 当研究グループでは、火薬類などの高エネルギー物

質および高圧ガス、可燃性ガスなどの安全利用技術に

関する基盤的な研究と産業保安の研究を実施している。

火薬類の安全利用に関する研究では、火薬類の爆発に

よる亀裂発生過程を再現するシミュレーション手法の

確立を目指し、妥当性検証のための小規模爆破実験と

数値解析を実施した。実験では画像相関（Digital 

Image Correlation）法を適用して岩石材料の衝撃荷

重下での材料の変形挙動を可視化する評価技術を向上

させた。また、地中式火薬庫の爆発影響低減化効果の

検証のため、野外実験において地盤振動計測を担当し、

技術基準作成に資するデータを提供した。高圧ガスお

よび可燃性ガスの安全性に関する研究では、水素導管

供給システムの安全性評価研究として、他工事などに

よる掘削坑を模擬したモデル坑中において埋設導管が

損傷することを想定し、着火影響を低減させるための

措置として、大規模漏えい発生時の遮断による爆風圧

抑制の効果を、実験的に把握、整理した。また水素ス

テーションにおける被害・リスク評価手法を確立する

ため、漏洩頻度の推定、発災事象確率の推定、漏洩シ

ナリオをもとにした爆風や火炎影響などのフィジカル

ハザード解析を実施してリスク評価書を作成した。さ

らに、中小型規模の冷凍空調機器に使用する次世代冷

媒の安全性・リスク評価手法を確立するための調査研

究を実施した。産業保安の研究では、中小企業を対象

として高圧ガスの過去事故分析によるチェックポイン

ト（CP）について説明するセミナーを開催した。CP

の社会実装に向けて解決すべき課題や企業ニーズを明

らかにした。リレーショナル化学災害データベースに

約180件の事故概要を新規登録した。石油精製・石油

化学プラントなどにおける設備の高経年化や熟練作業

員の減少などの安全上の課題などへの対策として、プ

ラント内での IoT 機器などの電子機器を活用するた

めに必要となる危険区域の精緻な設定方法に関するガ

イドラインを取りまとめた。 

 

社会と LCA 研究グループ 
（Advanced LCA Research Group） 

研究グループ長：工藤 祐揮 

（つくば西） 

概 要： 

 当研究グループでは、新規技術の社会実装や、その

普及を促進するための施策の実施によって生じうる環

境や社会経済への影響や波及効果を把握するために、

ライフサイクルアセスメント、資源リスク分析、エネ

ルギーシステム分析などに基づいた評価手法の開発と、

それらを用いた技術評価や持続可能な社会を実現する

ための社会制度設計に関する研究を実施している。ラ

イフサイクルインベントリデータベースとして、世界

スケールでの水消費に関わるリスク評価に対応したデ

ータベースを構築し、日本の家計消費に付随する流域

レベルでの水消費とその環境容量超過リスクの分析を

行った。また、産業影響評価用データベースを整備し、

バイオマス利活用に関するケーススタディーを実施し

た。ライフサイクル影響評価手法では、プラネタリー

バウンダリーを地域スケールに発展させた指標を開発

し、また環境影響評価手法の世界標準化を実施してい

る UNEP/SETAC Life Cycle Initiative のフラッグシ

ッププロジェクトで、資源消費に関する影響評価モデ

ルのコンセンサス・ビルディングを進めた。資源クリ

ティカリティ評価では、供給障害事例の要因分析を行

うとともに、製品を対象としたクリティカリティ評価

手法開発を行った。エネルギーシステム分析では、産

業電化・産業熱利用による CO2排出量削減、各種水

素サプライチェーンからのライフサイクル CO2排出

量の分析を実施するとともに、エネルギーシステムモ

デルを用いてエネルギー技術普及を加速／阻害する要

因の分析や、自動車の電動化、軽量化、IT 化に関す

る将来予測を進めた。また、HEMS（Home Energy 

Management System）データを用いた深層学習によ

るライフスタイル判別手法の開発や、省エネ型ライフ
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スタイルへの変容を促すためのインセンティブ制度設

計を行った。 

エネルギーシステム戦略グループ 

（Energy Systems Analysis and Policy Study Group） 

グループ長：近藤 康彦 

（つくば西、つくば中央第5、つくば中央第1） 

概 要： 

 当研究グループは、安定供給、経済効率、環境適合、

安全性（3E+S）という4つの評価軸から見て最適な

エネルギーシステムはどうあるべきか、という課題に

エネルギー技術評価というアプローチで取り組んでい

る。 

 グローバル領域では、世界全体のエネルギー、鉱産

物、バイオマス・食料の資源需給、ライフサイクル影

響評価モデル（LIME）、経済モデルを統合したグロ

ーバルな統合評価モデルの開発を引き続き行っている。

2018年度は、昨年度に引き続き、研究成果確保に向

けた作業を実施した。 

 国内領域では、技術開発、経済性、CO2排出削減な

どの観点から再生可能エネルギーの大量導入などに関

する分析を実施し、また新技術による社会への影響・

効果を考慮したわが国のエネルギー需給構造を分析・

評価を実施している。 

 2018年度は、わが国や世界全体における再生可能

エネルギーの発電電力量、導入可能量を推計する手法

の開発を実施した。また気象モデルに用いる気象デー

タベースの活用の一環として、農業分野での農産物収

穫量の推定なども行い、生産者への技術支援も実施し

た。 

 さらに省エネルギーに関する分析と評価の研究では、

2018年度は事業所や業務用建築物1棟規模のエネルギ

ー消費量および CO2排出量の実態把握に関する研究

および指標の検討を引き続き実施した。また省エネル

ギーと温暖化対策に資する典型技術を中心に対策の導

入可能性評価ならびに費用対効果の検討を実施し、行

政の施策への協力、民間への省エネルギー対策の情報

提供を実施した。さらに2018年度には対策技術群を

横断的に俯瞰する省エネルギー導入評価手法の開発に

着手した。 

 

IDEA ラボ 
（Research Laboratory for IDEA） 

ラボ長：田原 聖隆 

（つくば西） 

概 要： 

 IDEA ラボは2017年4月に設立した。ラボは呼称で

あり、研究プロジェクトメンバーを中心に構成され、

他部門、他領域を含む組織横断的な組織である。ラボ

のミッションは、日本国内のほぼ全ての事業における

経済活動を網羅的にカバーした3,800以上の製品やサ

ービスのプロセスからなる IDEA （ Inventory 

Database for Environmental Analysis）の開発を基

礎として、国内外の研究機関との連携、各種新技術の

評価の実施と方法論の確立である。 

2018年度の主な成果として、最新の電源構成デー

タの反映やデータの更新、PRTR（Pollutant Release 

and Transfer Register）を活用した化学物質の排出

データや電離放射線量などの新たな基本フローの拡充

などを実施し、IDEA ver.2.3 のリリースの準備を行

った。また、IDEA 海外版の作成では、アメリカ、イ

ギリス、トルコ、フランス、ブラジルの国々を追加し

海外版データの充実を図った。インベントリデータベ

ースの国際連携として、2017年度に引き続き、UN 

Environment のライフサイクルイニシアチブが進め

ている GLAD（“Global LCA Data Access”network）

へ参加し、データ流通ツールへのデータの登録などを

実施した。加えて、NEDO、JST、環境省、科研費な

どの研究プロジェクトに参画し、非鉄金属データの拡

充や、再エネルギー発電のインベントリデータの収集、

材料代替効果の定評方法に関する検討、各種技術の評

価などを実施した。 

 

⑦【太陽光発電研究センター】 
（Research Center for Photovoltaics） 

（存続期間：2015.4.1～2020.3.31） 

 

研究センター長：松原 浩司 

副研究センター長：増田 淳 

副研究センター長：吉田 郵司 

首 席 研 究 員：佐山 和弘 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、 

九州センター 

人 員：42名（42名） 

経 費：996,906千円（268,293千円） 

 

概 要： 

 地球上にあまねく降り注ぎ、枯渇の心配もない太陽

のエネルギーを利用する太陽光発電は人類の持続的発

展のために重要な技術である。産総研では太陽光発電

研究に戦略的に取り組むために2004年から研究セン

ターを設置して研究を続けてきた。エネルギー・環境

領域のミッションである“豊かで環境に優しい社会の

実現”のために、太陽光発電に関連する技術開発など

に取り組み、太陽光発電の持続的な普及と発展を通し

て低炭素社会の実現、エネルギー安全保障の確保、経

済発展、雇用創出などに貢献することをミッションと

する。そのために、民間企業との共同研究などを通し

た材料、デバイス、システムの技術開発や、従来技術

の延長線上にない革新的な太陽光発電技術の開発、太
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陽光発電産業の共通基盤技術である基準セル校正技術

やデバイスの高精度性能評価技術の高度化などを推進

している。また新たな太陽光エネルギーの有効利用技

術として、人工光合成や太陽光エネルギー変換による

有用化成品製造などにも取り組んでいる。 

 現在、8つの研究チームで構成され、産総研つくば

センターと九州センターの2拠点で研究開発を展開し

ている。福島再生可能エネルギー研究所（FREA）の

再生可能エネルギー研究センターの太陽光チームなど

とも連携して研究を実施している。一方、海外の研究

機関との交流、協力関係構築も図っており、特に米国

国立再生可能エネルギー研究所（NREL）、フラウン

ホーファー研究機構太陽エネルギーシステム研究所

（FhG-ISE）とは、人材交流をはじめテラワットワ

ークショップの開催などさまざまな形で研究協力を進

めている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

経済産業省「平成30年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（クリーンエネルギー技術開発）／

太陽光による有用化学品製造」 

 

経済産業省「平成30年度革新的なエネルギー技術の国

際共同研究開発事業（クリーンエネルギー技術開発）／

単結晶化・積層化による太陽電池の高効率化技術の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性

評価技術など）／太陽電池性能高度評価技術の開発（新

型太陽電池評価・屋外高精度評価技術の開発）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発／

CIS 太陽電池高性能化技術の研究開発（光吸収層の高

品質化による CIS 太陽電池の高効率化）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性

評価技術など）／太陽光発電システムの高精度発電量評

価技術の開発（経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電

量評価技術の開発）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性

評価技術など）／太陽光発電の寿命予測ならびに試験法

の開発（太陽電池モジュールの劣化現象の解明、加速試

験法の開発）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／革新的新構造太陽電池の研究開発／超高効率・低コ

ストⅢ-Ⅴ化合物太陽電池モジュールの研究開発（低コ

スト化技術・量子ドット成長技術）」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「太陽光発電システム効率向上・維持管理技術開発プロ

ジェクト／太陽光発電システムの安全確保のための実証

／太陽光発電設備の安全化に関する実証試験および研究」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発／太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発／高

性能キャリア選択性パッシベーティングコンタクトの開

発」 

 

国立大学法人東京大学「高性能・高信頼性太陽光発電の

発電コスト低減技術開発／革新的新構造太陽電池の研究

開発／ペロブスカイト系革新的低製造コスト太陽電池の

研究開発（新素材と新構造による高性能化技術の開発）」

のうち「界面制御技術」 

 

発 表：誌上発表135件、口頭発表316件、その他19件 

--------------------------------------------------------------------------- 

評価・標準チーム 

（Calibration, Standards and Measurement Team） 

研究チーム長：吉田 正裕 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 太陽電池の評価・標準に関わる基盤技術である校正

技術・性能評価技術の開発を行い、わが国太陽電池産

業の国際競争力強化・大量導入に貢献することを目的

とする。太陽電池の価値に直結する（1）基準太陽電

池校正技術、（2）各種新型太陽電池性能評価技術、

（3）高精度屋外評価技術、の研究開発を実施し、太

陽電池の評価・標準の高精度化およびトレーサビリテ

ィ体系の維持を図るとともに、欧米やアジア各国の太

陽電池評価・試験機関と連携して技能試験・国際比較

などを実施し、開発した技術の国際的整合性の検証・

確立・維持・普及を推進する。また、開発技術の

JIS・IEC 規格への標準化にも積極的に貢献する。研

究開発の実施においては、最新のニーズを把握し効率

的に推進するとともに、得られた研究成果を積極的に

対外発信し、その普及・活用に努める。また、鉱工業

分野の依頼試験（校正）として一次基準太陽電池セル

の校正サービスを実施し、太陽光発電の普及に寄与す

る。 
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システムチーム 

（PV System and Application Team） 

研究チーム長：大関 崇 

（つくば中央第2） 

概 要： 

太陽光発電設備の健全な普及に資することを目的と

して、太陽電池モジュールや各種太陽光発電設備の性

能評価・不具合事例分析を通じた太陽光発電設備の長

期信頼性や安全性に関する研究開発、および、太陽光

発電技術が将来におけるわが国の主力電源となるため

に必要な発電予測や把握手法の技術開発などを実施し

ている。また、太陽光発電の導入ポテンシャルや付加

価値を高めるための電力配分回路などの新しい制御技

術の提案や太陽光発電技術の健全な導入を側面的に支

援するための社会制度や政策に関する提言も行ってい

る。 

 

モジュール信頼性チーム 

（Module Reliability Research Team） 

研究チーム長：千葉 恭男 

（つくば中央第2、九州センター） 

概 要： 

 当研究チームでは、太陽電池モジュールの信頼性に

関する研究ならびに屋外に設置した太陽電池モジュー

ルの実環境性能評価の研究を実施している。 

 前者は、太陽電池モジュールの信頼性を正確に判定

可能な試験法の開発を通じて、信頼性を可視化し、付

加価値の向上に資することを目標に研究を実施してい

る。長期屋外曝露を経た太陽電池モジュールの劣化機

構を解明するために、劣化事例の収集・解析に基づき、

テストモジュールを用いて劣化モデルを証明する。こ

れらの知見から、信頼性を正確に評価できる試験法、

そして、複数の劣化要因を組み合わせた試験法や試験

時間の短縮に繋がる高加速試験法を開発する。これら

の試験法開発を通じて、屋外曝露と加速試験を関連付

ける科学的指標を見出す。 

後者は、新型太陽電池モジュールの長期屋外曝露試

験を実施し、太陽電池特性、日射量、気温などのデー

タを系統的に収集し、発電量を含む実環境性能評価な

らびに長期信頼性評価を実施するものである。得られ

たデータをもとに、新型太陽電池モジュールを含む各

種太陽電池モジュールの劣化を考慮した生涯発電量を、

日射量・気象データから算出する発電量推定技術を開

発する。 

 

化合物薄膜チーム 

（Compound Semiconductor Thin Film Team） 

研究チーム長：柴田 肇【2018.4.1-2018.9.30】 

石塚 尚吾【2018.10.1-2019.3.31】 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 化合物薄膜系太陽電池で発電コスト7円 /kWh

（NEDO PV Challenges 目標）を実現するための要

素技術を開発するとともに、化合物薄膜系太陽電池の

適用範囲を拡大することを目的とする。カルコゲナイ

ド系化合物薄膜太陽電池の高効率化技術を開発するた

めに、光吸収層の高品質化、表面・界面の欠陥制御、

デバイスの高性能化に必要な透明導電膜材料およびバ

ッファー層材料の研究開発を行う。また、新規な半導

体物性評価技術や太陽電池特性評価技術を開発すると

ともに、企業との共同研究を積極的に行い、研究成果

の産業界への橋渡しを実践する。具体的には、CIGS

系太陽電池の変換効率向上技術の研究開発、タンデム

構造型太陽電池への応用展開を見据えたワイドギャッ

プカルコゲナイド薄膜およびデバイスの研究開発、従

来の酸化亜鉛系や硫化カドミウム系材料以上に高効率

が得られる新しい透明導電膜材料およびバッファー層

材料の研究開発、これらの研究開発に要求される新規

で有用な太陽電池特性評価技術の研究開発を実施する。 

 

先進プロセスチーム 

（Advanced Processing Team） 

研究チーム長：松原 浩司【2018.4.1-2018.10.31】 

       松井 卓矢【2018.11.1-2019.3.31】 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 シリコン太陽電池（結晶系、薄膜系）に広く用いら

れる薄膜シリコン各種材料（アモルファスシリコン、

ナノ結晶シリコン、およびそれらの合金薄膜）の高品

質化や製膜時における下地・界面に与えるダメージを

低減するプロセス開発とその診断技術の開発を行って

いる。また、これらの薄膜シリコン系材料よりも高い

温度プロセスで作製可能な太陽電池や、非シリコン系

のパッシベーティングコンタクトを用いた新規デバイ

スの開発も行っている。これらの技術開発により、特

に高効率結晶シリコン太陽電池の薄型化（50-100 

 m 厚）や両面受光型太陽電池への応用を目指してい

る。さらに、光吸収係数が小さいシリコン系太陽電池

に不可欠な光閉じ込め構造の高度化や、太陽電池の革

新的な低コスト化・高効率化を狙った有機－無機ハイ

ブリッド材料などの開発を進めている。 

 

先進多接合デバイスチーム 

（Smart Stack Device Team） 

研究チーム長：菅谷 武芳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 太陽電池の変換効率の大幅な向上（40 %超）や発

電コストの大幅な低減（7円/kWh 以下）の達成に向

けて、新しい概念や原理に基づく太陽電池技術を開発
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している。既存の材料や技術にとらわれない新しい概

念や原理を用いることで、太陽電池の飛躍的な効率向

上、低コスト化を目指す。このために新原理の検証の

ような基礎的な研究から、材料開発、新しい作製方法

の開発など広い範囲にわたって取り組む。 

 高い変換効率を有する多接合型太陽電池の実現のた

め、さまざまな太陽電池を低コストで簡便な半導体接

合法により接続する技術（スマートスタック技術）の

開発を行っている。スマートスタック技術は、導電性

ナノ粒子配列を接合界面に介在させた簡便な直接接合

技術である。InGaP/GaAs//Si 多接合セルにおいて、

非集光として変換効率29.1 %を達成している。 

一方、多接合セルを低コストで作製するためには、

Ⅲ－Ⅴ族トップセルの成膜コスト低減が必須である。

従来技術の1/10のコストで成膜可能な、ハイドライド

気相成長（HVPE）法の開発を行っている。これまで

に、140  m/h 以上の超高速成長を GaAs、InGaP で

実現した。InGaP の成長速度としては世界最高であ

る。変換効率においても、GaAs セルで22.1 %、

InGaP セルで12.4 %を達成し、HVPE として世界最

高レベルである。 

 

有機系薄膜チーム 

（Functional Thin Films Team） 

研究チーム長：近松 真之 

（つくば中央第5） 

概 要： 
太陽電池産業に資する有機系太陽電池の高効率化・

高耐久化・低コスト化技術開発を行う。ペロブスカイ

ト太陽電池および有機薄膜太陽電池の実用化に向けて、

材料開発からモジュール化まで要素技術の開発と、そ

れらの産業界への橋渡しに取り組む。ペロブスカイト

太陽電池に関しては、基幹電源並みの発電コストを目

指した研究開発を中心に行い、有機薄膜太陽電池に関

しては、軽量・フレキシブル・シースルー・波長選択

性（カラフル）といった特徴を活かした用途開拓を中

心とした研究開発を行う。有機系太陽電池の研究開発

には、幅広い分野の知識・実験技術の結集と融合が必

要不可欠である。そのためにも、各研究者の得意分野

を活かしたチーム内連携だけではなく、チーム外の所

内の研究者や所外の企業・大学とも幅広く連携を深め

る。 

 

機能性材料チーム 

（Advanced Functional Materials Team） 

研究チーム長：佐山 和弘 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 太陽光エネルギーの革新的な利用のために、色素増

感太陽電池および太陽光エネルギーを化学エネルギー

に変換する人工光合成に関して研究を行っている。色

素増感太陽電池に関しては、p 型 Ru 錯体および有機

色素において、ヨウ素系およびスルフィド系酸化還元

電解質による3つの異なる色素再還元機構を初めて提

案した。また、クロロフィル誘導体にインドリン骨格

を導入した色素増感剤でクロロフィル誘導体単体より

も約3倍の効率で水分解水素製造を実現した実験とタ

イアップした理論的研究を行った。人工光合成による

有用化学品製造については、シクロヘキサンから選択

的にナイロン原料を生成する光電極系を開発した。ま

た、過酸化水素生成のための複合酸化物の電極触媒を

探索し、アンチモン系複合酸化物では過電圧が低下す

ると同時に電流効率が著しく向上することを見出した。

さらに、Pt 担持 WO3光触媒粒子を硫酸水溶液中に懸

濁させて疑似太陽光を照射すると、硫酸イオンが選択

的に酸化され、高付加価値を有する過硫酸を生成でき

ることを見出した。また、光触媒を用いた水分解水素

製造に関して、同時に貯蔵電力を獲得可能な新規なシ

ステムを提案・実証することに成功した。 

 

⑧【再生可能エネルギー研究センター】 
（Renewable Energy Research Center） 

存続期間：2015.4.1～2022.3.31 

 

研究センター長：古谷 博秀 

副研究センター長：安川 香澄 

         栗山 信宏（兼務） 

         吉田 郵司（兼務） 

 

所在地：福島再生可能エネルギー研究所 

人 員：39名（39名） 

経 費：1,917,189千円（1,218,354千円） 

 

概 要： 

1. ミッションと目標 

 再生可能エネルギー研究センターは、政府の「東日

本大震災からの復興の基本方針」および「福島復興

再生基本方針」を受けて設立された、福島再生可能

エネルギー研究所における唯一の研究ユニットであ

り、そのミッションは、「世界に開かれた再生可能

エネルギー研究開発の推進」および「産業集積と復

興への貢献」としている。 

 また、当研究センターでは、第4期中長期計画に

基づく「第4期中長期目標期間において重点的に推

進する研究開発など」の「1－（1）新エネルギー

の導入を促進する技術の開発」および「1－（2）

エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発」の研究

開発を担当する。 

 

2. 研究開発の方針 
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  上記目標と中期計画を実現するために、主力電源

化を目指すと位置づけられた再生可能エネルギーの

大量導入に関わる以下の技術課題を解決すべく、企

業、大学などとも共同して研究開発を進めていく。 

・再生可能エネルギーの導入制約解消のためのシステ

ム技術開発 

・一層のコスト低減と性能向上 

・適切な技術普及のための研究開発、情報発信 

 「再生可能エネルギーの導入制約解消のためのシス

テム技術開発」に関しては、時間的に大きく変動する

太陽光発電や風力発電の出力をエネルギーネットワー

クと電池や水素などの貯蔵技術も利用して需要とマッ

チングさせるとともに、商用電力系統との円滑な連系

を可能とする。 

 「一層のコスト低減と性能向上」に関しては、高性

能風車の要素技術開発およびアセスメント技術、薄型

結晶シリコン太陽電池モジュール開発を推進する。 

 「適切な技術普及のための研究開発、情報発信」に

関しては、地熱の適正利用のための技術や、地中熱ポ

テンシャル評価とシステム最適化技術の開発を進める。 

 以上3つの研究課題を、国内および世界の主要な研

究所・拠点と連携し、世界最先端の再生エネルギーの

研究開発を行うとともに、福島県などの東北被災県の

企業、大学、公設試などとも連携することにより、再

生可能エネルギー産業集積を促進し復興に貢献する。 

 これら3つの研究課題を解決するため、具体的に次

の7つの研究開発を重点的に進める。 

（1）再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 

  時間的に大きく変動する再生可能エネルギーの高

密度で大量な導入に必要な、エネルギーネットワー

クを構築し、エネルギー需要とのマッチングや電力

系統との円滑な連系を可能とする技術を開発・実証

する。最終的には、福島再生可能エネルギー研究所

において、期間を限定して再生可能エネルギーによ

る100 %のエネルギー自給を実証する。また、電力

変換器や電力貯蔵などの新技術の性能評価および国

際標準化、ICT 技術を活用した高精度広域発電量

予測技術の開発も行う。 

（2）水素キャリア製造・利用技術 

  太陽光・風力発電などの変動電源から水素キャリ

ア（有機ハイドライド、アンモニアなど）を製造す

ることにより、変動する再生可能エネルギーを大量

貯蔵・輸送可能とし、高効率で利用するシステム技

術を開発・実証している。有機ハイドライドについ

て、実証データをもとに150 kW 級アルカリ水電解

シミュレータの開発と有効熱利用法の提案などを行

う。また水素キャリア利用技術として、環境負荷の

少ない燃焼技術を見出す。アンモニア合成技術につ

いて、合成触媒の探索および高活性化を行い、パイ

ロットプラントへ実装してスケールアップ性能を実

証する。  

（3）水素エネルギーシステム・熱利用技術 

  再生可能エネルギーの大量導入のため、長期、大

量の蓄エネルギーが可能な水素や熱を利活用するエ

ネルギーシステムの開発を行う。街区利用可能な安

全な水素貯蔵技術を発展させ、電力・熱の需要にあ

わせて使いこなすエネルギーシステムを開発する。

また、安全な水素昇圧・精製技術に取り組む。 

（4）高性能風車要素技術およびアセスメント技術 

  ナセル搭載 LIDAR による発電電力量向上と長寿

化技術を確立し、年間発電電力量を現在の1 MW

あたり1.75 GWh から5 %以上増加させるとともに、

風車寿命を現在の約20年から5～10 %程度延ばすこ

とを目指す。また、数値シミュレーションモデルと

各種計測技術を統合した高精度サイトアセスメント

技術を開発し、風力発電の年間発電電力量を高精度

（誤差±5 %以下）に推定可能とし、アセスメント

にかかる計測費用を現状の約5,000万円（数十 MW

程度のウィンドファームを想定）から2、3割削減

を目指す。 

（5）薄型結晶シリコン太陽電池モジュール技術 

  結晶シリコンインゴットのスライスから太陽電池

モジュールまでの一貫製造ラインを用いて、高効

率・低コスト・高信頼性を兼ね備えた薄型結晶シリ

コン太陽電池モジュールの量産化技術を結晶シリコ

ン基盤技術コンソーシアム構成企業などと連携して

実現する。厚さ80  m の太陽電池セルと薄型ガラ

スを用いた軽量モジュールで、変換効率22 %、寿

命30年を目指す。また、次世代の高効率太陽電池

として、バンドギャップの異なる材料の太陽電池を、

金属ナノ粒子を用いて積層化するスマートスタック

技術の開発を行う。特に、下部セルとして結晶シリ

コンセルを用いた結晶シリコンスマートスタックセ

ルの高効率化（＞30 %）を重点に開発を進める。

さらに“熱回収型太陽電池”の実証を進める。 

（6）地熱の適正利用のための技術 

  2050年以降の実用化を目指す超臨界地熱発電の

実現可能性を探求するとともに、地熱発電所の持続

的な運転や周辺温泉への影響監視・評価に必要なモ

ニタリング技術、地熱発電可能地域・開発可能なエ

ネルギー量を拡大する技術などを開発する。また、

地熱利用の社会的受容性を高めるため、地熱モニタ

リング技術開発の成果、および地熱情報データベー

スなどを利用し、地域社会との合意形成支援手法を

開発する。 

（7）地中熱ポテンシャル評価とシステム最適化技術 

  地下水流動・熱交換量予測シミュレーションに基

づく高分解能（＜1 km メッシュ）地中熱ポテンシ

ャルマップを作成し、それを活用して地中熱利用シ

ステムの最適化・高精度設計技術の開発を行う。地
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中熱ポテンシャルマップと最適設計手法により、

1,000万 kW の地中熱利用システムの導入を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略「次世代電力機器評価施設の拡充による地元企業な

どとの連携強化」 

 

外部資金：  

経済産業省 

「平成30年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究

開発事業（クリーンエネルギー技術開発） 

「系統協調型の分散電源大量導入技術の開発」 

「超臨界地熱資源による革新的発電のための坑内機器基

礎技術・素材の開発」 

「EGS 設計技術による地熱発電可能地域の飛躍的拡大」 

「（3D ライダーと AI による風況フルスキャニング手法

の開発）」 

NEDO 

「地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発

とその普及を目的としたポテンシャルマップの高度化」 

「未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発（在来

型地熱資源における未利用酸性熱水活用技術の開発）」 

「地熱資源適正利用のための AI-IoT 温泉モニタリング

システムの開発」 

「東日本・九州地域における超臨界地熱資源有望地域の

調査と抽熱可能量の推定」 

「水圧・減圧破砕による人工超臨界地熱貯留層造成に関

する研究」 

「AI による超臨界地熱資源評価・掘削技術」 

「人工知能技術の風車への社会実装に関する研究開発」 

「薄型セルを用いた高信頼性・高効率モジュール製造技

術開発」 

「ケーシング材料開発方針の提案」 

 

科学技術振興機構 

「アンモニア内燃機関の技術開発」 

 

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

地熱発電技術に関する委託研究「地熱貯留層評価・管理

技術」 

平成30年度地熱発電技術研究開発事業「坑井近傍探査

技術」 

 

自動車用内燃機関技術研究組合 

「ポスト噴射によるオイル希釈の高精度予測モデル構築

の研究」 

 

株式会社三菱総合研究所 

「分散型電源の系統連系に関する要求事項の国際標準化」 

「分散型電源を活用した電力エネルギーサービスにおけ

るインターフェースの国際標準化」 

「スマートグリッドの国際標準化と開発・試験・認証基

盤構築の FS（実現可能性調査）」 

科学研究費補助金 

「スマートスタックによるペロブスカイト／結晶 Si タ

ンデム太陽電池の実現」 

「都市インフラを利用した高効率・低コスト型地中熱用

システムの実用化による温暖化対策」 

「バンカビリティ評価に使用可能な信頼できる洋上風況

精査手法の確立」 

 

文部科学省補助金 

「卓越研究員事業」 

 

発 表：誌上発表122件、口頭発表204件、その他19件 

--------------------------------------------------------------------------- 

エネルギーネットワークチーム 

（Energy Network Team） 

研究チーム長：大谷 謙仁 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 再生可能エネルギーは自然とともに変化するため、

それによる電力供給を安定化するためには、電力貯蔵

や利用者側の調整が必要となる。また、再生可能エネ

ルギーは場所による偏在もあるため、それぞれの場所

に適した再生可能エネルギーを選択し、さまざまな組

み合わせを検討する必要がある。当チームでは、大規

模な太陽光発電と風力発電に、水素と蓄電池による電

力貯蔵を組み合わせた再生可能エネルギーネットワー

ク（マイクログリッド）を構築し、柔軟な設備更新と

オープンな試験環境によって、電気利用者の目線に立

つ新しいエネルギー供給モデルの提案を進める。 

 具体的には、再生可能エネルギーの導入拡大を進め

るため、特に太陽電池に関する各技術の性能を検証、

再生可能エネルギーによる電源価値を向上するため、

太陽光発電および蓄電池用パワーコンディショナの高

機能化を行う。パワーコンディショナの高機能化とは、

再生可能エネルギーの変動に伴う影響を電力システム

に及ぼさないために、電力システムに対して電圧変動

および周波数変動の抑制のための制御を行う機能の追

加などである。これら電力システムの安定化支援機能

を持つ次世代型のパワーコンディショナは、スマート

インバータと呼ばれている。このスマートインバータ

の開発と導入の促進のため、分散電源の系統連系要件

の更新および国際標準化と、評価試験基盤を構築する。

評価試験基盤においては、自動試験方式とハードウェ

アインザループ（HIL）技術の導入を行っている。 

自動試験方式は、分散電源の相互運用性を確保出来

るよう、世界中の国立研究所などで同などの試験結果

が得られるべく、SunSpec SVP と言う共通プラット
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フォームを採用した。これの導入により、以前は約1

ヶ月を要した分散電源の試験が数日間で済むように、

大幅に時間短縮された。HIL 技術は、アナログ電源

（ハードウェア）と電力シミュレータ（デジタル）の

組み合わせによって分散電源の性能試験を行う方式で

あり、国内で初めて大型パワーコンディショナの

HIL 試験に成功した。 

これらの技術開発により、再生可能エネルギーの導

入可能量を大幅に引き上げ、再生可能エネルギー

100 %による電力自立などのさまざまな利用シーンの

実証を目標とし、米 NREL、独フラウンホーファ、

オーストリアの AIT といった国内外の研究機関や、

IEA スマートグリッド行動計画（ISGAN）のスマー

トグリッド研究施設ネットワーク（SIRFN）などの

国際的枠組みと連携した共同研究と国際標準化を推進

する。 

 

水素キャリアチーム 

（Hydrogen Energy Carrier Team） 

研究チーム長：辻村 拓 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 太陽光・風力などの再生可能エネルギーは自然状況

に左右されることが大量導入の妨げとなっている。本

研究では、再生可能エネルギー発電電力を利用して水

電解により水素製造を行い、その水素を効率的に水素

キャリアへ化学変換し、安全かつ環境負荷が少なく利

用する技術を開発することで、再生可能エネルギーの

大規模導入に貢献する。 

 水素キャリアとして有機ハイドライドの一種である

メチルシクロヘキサン（MCH）、窒化物のアンモニア

などに着目し、再生可能エネルギー由来水素を使った

MCH 製造や MCH から脱水素する反応器の動的特性

などを評価する。水素キャリアの製造から利用までを

統合化した『水素キャリア製造・利用統合実証システ

ム』を稼働し、実証データの取得およびそれをもとに

したシステムシミュレータの開発を進めている。また、

水素化反応器の動的制御を行うことで、変動電力、水

素製造、水素化反応（MCH 製造）を直結し、高い水

素利用率を得られることを実証している。 

アンモニアについて、ハーバーボッシュ法

（500 ℃、200気圧）よりも低温・低圧の下で高効率

化、プラント起動の短時間化などに資する触媒開発を

行い、パイロットプラントへの実装および性能実証を

行っている。また、アンモニアを火力発電などの熱機

関において直接燃焼利用するためのアンモニア専焼お

よび天然ガス混焼技術を開発している。その他、液体

水素などの純水素を発電利用するため、大型発電向け

エンジン燃焼技術などの要素技術の開発も実施してい

る。 

水素・熱システムチーム 

（H2 and Heat Utilization System Team） 

研究チーム長：前田 哲彦 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 再生可能エネルギーの大量導入のために、長期、大

量の蓄エネルギーが可能な水素を用いたエネルギーシ

ステムを開発する。エネルギーシステムで発生する熱

のマネジメント及び電力や熱需要に合わせた統合制御

技術を高度化する。具体的には、街区内の建物で水素

を活用する安全な水素エネルギーシステムのために、

水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵装置を開発し、水素・

熱エネルギーを使いこなすエネルギーシステムを企業

と共同で実証した。2017年度に構築した水素製造装

置、水素貯蔵装置、燃料電池や蓄電池からなるエネル

ギーシステムを、需要や再エネ発電量予測を考慮し、

統合制御技術を開発し、実証運転を行って、最適化を

図るだけでなく、信頼性を向上させた。またこのシス

テムを実際のビジネスの現場における実証を行うため

に、その候補地を選定し、2018年度に設備を移築し

て本格実証へ向け、試運転調整を進めている。 

 さらに、再生可能エネルギーからの水素製造技術を

社会に普及するために、福島県企業と連携して、日本

初となる、再生可能エネルギー由来水素を利用した商

業ベースの70 MPa 級水素ステーション事業化を検討

した。当チームで保有する水素製造および圧縮設備の

施設貸契約や、技術研修を通した高圧ガスに関する実

務経験を付与などの貢献によって、2018年3月末に、

福島再生可能エネルギー研究所内において、福島県企

業が、再生可能エネルギー起源の水素ステーションを

開業する事業に貢献することができ、2018年度には、

250回の FCV への水素供給を実施した。 

 水素ステーション用の圧縮機とその運用コストを低

減するために、水素吸蔵合金を用いた水素の昇圧技術

について、危険物非該当の合金を用いて、150 ℃の

熱源を利用して、20 MPa 以上の昇圧性能を有する合

金を特定し、さらに、これまで困難であった10 MPa

以上での合金の正確な温度圧力特性を測定することに

成功した。これらの手法を用いてさらなる合金の最適

化とそのシステムの最適化を図りつつ、安価材料の性

能評価を行った。水素システムに関する周辺技術とし

て、金属水素透過膜による水素精製について、シーズ

支援事業を通じた共同研究により、大型の膜の作成と

その評価を行って実用化サイズ作成の目途を得た。さ

らには、同様にシーズ支援事業において、イオン液体

を用いた水素除湿システムの試験を行って、電解水素

をマイナス60 ℃程度の露点まで連続的低下させる能

力を確認し、さらなる高性能化の指針を得た。 

 

風力エネルギーチーム 
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（Wind Power Team） 

研究チーム長：小垣 哲也 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 風力発電の更なる本格普及のためには、発電コスト

の更なる低減を目指し、風車の高出力化・長寿命化や

低騒音化による設備利用率の向上、事前の設置予定場

所・配置の選定や年間発電電力量評価のためのアセス

メント技術の高精度化が大きな課題となる。こうした

課題に対して、ナセル搭載 LIDAR を活用することに

より、風向急変や突風などを事前に察知し、風車の予

見制御を実現するとともに、プラズマ気流制御技術を

風車翼に応用することにより、発電出力の向上、寿命

向上、故障の低減といった事が期待される。本研究で

は、ナセル搭載 LIDAR プロトタイプ機およびプラズ

マ電極を試験研究用風車に搭載し、風車の予見制御技

術の先導研究として予見制御アルゴリズムの開発を行

うと共に、設備利用率、性能評価、荷重低減効果に関

する実証研究を実施する。アセスメント技術の高度化

については、気象シミュレーション技術と鉛直照射型

LIDAR やスキャニング LIDAR といった最先端の風

況計測技術に加え、衛星画像データによる風速推定技

術を統合することにより手法の高精度化、高解像度化

だけでなく低コスト化に寄与する研究を行う。さらに

は、風車の振動・騒音特性の計測を通じた風車の低騒

音化技術や、無人航空機を活用した風車の点検・メン

テナンス技術についても開発・実証を進める。 

 

太陽光チーム 

（Photovoltaic Power Team） 

研究チーム長：高遠 秀尚 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 太陽光発電の将来にわたる持続的な普及・発展には、

その中心となる結晶シリコン太陽電池セル・モジュー

ルの一層の高効率化・低コスト化が必要となる。太陽

光チームでは、一貫製造ラインを活用し、ウェハ・セ

ル・モジュールを一体とした研究開発を進める。 

 また、量産に対応した先端的な製造技術の開発を民

間企業と共同で行うことにより、太陽電池関連産業の

技術力向上と国際競争力の強化とを図る。 

 具体的には、高効率・低コストの結晶シリコンセル

の実現を目指した両面受光―裏面電極型セルの開発、

イオン注入技術といった量産に対応した先端的なプロ

セス技術の開発、結晶シリコン太陽電地モジュールの

劣化機構の解明と長寿命モジュール実現のための新構

造モジュールの開発、バンドギャップの異なる複数の

太陽電池を金属ナノ粒子の利用により積層化するスマ

ートスタック技術の開発、超高効率化を目指した新概

念の非平衡太陽電池“熱回収型太陽電池”の開発、実

証を進める。 

地熱チーム 

（Geothermal Energy Team） 

研究チーム長：浅沼 宏 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要： 

 わが国の地下に存在する地熱エネルギーの量は世界

第三位とされているが、さまざまな理由によりそれを

十分に利用できていないのが現状である。当チームで

は、次世代の地熱資源探査・評価手法の開発とそれに

基づく地熱資源量マップの提示、高度モニタリング技

術の開発による資源の不確定性や温泉との共生などの

導入阻害要因の克服、社会・地下状況に合わせた最適

開発手法の提示、工学的手法による地熱エネルギー利

用可能地域の増大・持続性の維持を目指した研究など

を行いわが国における地熱発電量増大に早急に寄与す

る。 

 これに加え、2050年以降の大規模な発電の実現を

目指し、海洋プレートの沈み込みにより生じ、大量の

熱エネルギーを有していると考えられている超臨界地

熱資源開発の可能性を国内研究者のリーダーシップを

執って探求するとともに、シミュレーション技術、機

器開発など、リードタイムが長い課題について欧米国

研などと連携して研究開発を実施する。 

 

地中熱チーム 

（Shallow Geothermal and Hydrogeology Team） 

研究チーム長：内田 洋平 

（福島再生可能エネルギー研究所） 

概 要：  

 「地中熱ポテンシャル評価」では、各地域において

現地地質調査・地下水調査を実施し、地下水流動・熱

交換量予測シミュレーションに基づく地中熱ポテンシ

ャルマップを作成する。その一環として、福島県を中

心とした東北主要地域におけるクローズドループシス

テムおよびオープンループシステム両者の地中熱ポテ

ンシャルを評価するとともに、設計の高精度化とシス

テムの低コスト化により、地中熱利用の促進と拡大を

目指している。また、「地中熱システムの最適化技術

開発」では、地域の地質的特性・地下水流動特性に合

った地中熱システムの最適化、および総合的な地中熱

システム技術開発を行っている。 

具体的には、地中熱利用の対象となる地下数 m～

100 m 付近には、地下水が豊富に存在しており、そ

れらの地下水を保全しつつ、有効に利用することを目

的としている。また，従来の標準的な熱応答試験方法

に対して，地盤調査手法を応用することにより低コス

トで実施可能な新たな熱応答試験法を開発している。

当チームでは、適切な地中熱利用の普及促進ため、地

質・地下水環境や地下熱環境に関する研究を進める。 
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⑨【先進パワーエレクトロニクス研究センター】 

（Advanced Power Electronics Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～2020.3.31） 

研究センター長：奥村 元 

副研究センター長：山口 浩、坂本 邦博 

 

所在地：つくば中央第2、つくば西、関西センター 

人 員：36名（36名） 

経 費：3,338,200千円（1,213,120千円） 

 

概 要：  

 21世紀社会におけるエネルギー流、情報流、物流

における電力エネルギーの重要性は今後ますます増大

していく。電力エネルギーの有効利用は、省エネルギ

ー、新産業創出によるトリレンマ解決のキーである。

産総研発足時から一貫して行われてきたパワーエレク

トロニクスに関する革新的な技術開発をミッションと

する当研究センターは、エネルギーの最も合理的な利

用形態である電力エネルギーにおける省エネルギー技

術および新エネルギーの大量導入のための高効率電力

変換技術など、大容量から小容量までの電力エネルギ

ー制御・有効利用のための半導体エレクトロニクス

（デバイス／機器応用）の実証と確立を目指す。 

 特に、過負荷耐性などの極限仕様への対応が期待さ

れる SiC、GaN、ダイヤモンドといったワイドギャ

ップ半導体デバイス／システムの電力エネルギー制御

への活用を中心課題に据えるとともに、それらによる

パワーエレクトロニクス技術の革新、大／中／小の各

容量における電力エネルギーのネットワーク化運用・

制御の実現を念頭に、エネルギーエレクトロニクス領

域への展開を図る。その目標の達成のために、ウェハ

プロセス、エピタキシャル成長、SiC パワーデバイス、

SiC デバイスプロセス、SiC デバイス設計、GaN パ

ワーデバイス、ダイヤモンド材料、ダイヤモンドデバ

イス、パワーデバイス基礎、パワー回路集積、パワー

エレクトロニクス応用の11の研究チームを組織し、

有機的な協同体制で上記の新規半導体のデバイス化に

は不可欠な「結晶－デバイスプロセス－デバイス実証

－パワーモジュール化－機器応用」の各段階の技術に

関する一環本格研究を強力に推進する。 

 2018年度の研究内容としては、前年度と同様上記3

種のワイドギャップ半導体を包含する内閣府の戦略的

イノベーション創造プログラム（SIP）「次世代パワ

ーエレクトロニクス」と SiC 低損失スイッチングデ

バイス／電力変換器実証に関する企業との大型共同研

究連合体「つくばパワーエレクトロニクスコンステレ

ーション（TPEC）」を「橋渡し研究」の両輪として

進めた。これら、SIP「SiC に関する拠点型共通基盤

技術開発」や TPEC における集中研究拠点としての

活動では、企業研究者を特定集中研究専門員として積

極的に受入れるなど、各種企業と密接な連携のもとに

研究開発を遂行するため、常勤研究員だけでなく、外

来共同研究員、併任研究員、ポスドク／補助員などの

契約職員、各種フェロー、連携大学院生などを積極的

に活用して研究活動を行い、総勢約240名の組織とな

っている。中でも SIP プログラムでは、プログラム

の最終年度にあたり、それぞれの最終目標を達成して

将来のアウトカムに繋がる実用的成果を創出できた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：  

次世代パワー半導体材料デバイス評価拠点の構築 

 

外部資金： 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世代

パワーエレクトロニクス／SiC に関する拠点型共通基盤

技術開発／SiC 次世代パワーエレクトロニクスの統合的

研究開発 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世代

パワーエレクトロニクス／将来のパワーエレクトロニク

スを支える基盤研究開発／ダイヤモンドパワーエレクト

ロニクス基盤技術開発 

平成30年度省エネルギーなどに関する国際標準の獲

得・普及促進事業委託費（省エネルギーなど国際標準共

同研究開発・普及基盤構築：SiC エピ欠陥非破壊検査方

法に関する国際標準化及び認証事業化検討による普及基

盤構築） 

原子力エレクトロニクス技術を活用した耐放射線半導体

イメージセンサの開発 

センサデバイス性能向上及びプロセス基盤技術 

ダイヤモンド素子化技術 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世代

パワーエレクトロニクス／将来のパワーエレクトロニク

スを支える基盤研究開発／ダイヤモンドパワーエレクト

ロニクス基盤技術開発 

ダイヤモンド MESFET 作製技術の確立とダイヤモンド

IC の要素技術開発 

低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプ

ロジェクト／GaN パワーデバイスなどの実用化加速技

術開発／窒化ガリウムパワーデバイス高出力化のための

高放熱構造の研究開発    

Mg 金属電池用新規電解液の開発に向けた溶媒の合成  

活性サイト解析による導電性ダイヤモンドの合成プロセ

ス最適化 

ダイヤモンド表面核スピン格子を用いた室温量子シミュ

レータの基盤構築 

CVD 法を用いた SiC バルク結晶成長 

選択成長法を用いた GaN 系立体チャネル型トランジス

タの研究 

ダイヤモンド半導体を用いたパッシブな宇宙用電子放出

源の実現可能性評価 
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ワイドギャップ半導体（SiC および GaN）MOS 界面欠

陥の電子スピン共鳴分光同定 

低損失縦型ダイヤモンドパワーMOSFET 

固体量子センサの高度制御による革新的センサシステム

の創出    

 

発 表：誌上発表68件、口頭発表181件、その他16件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ウェハプロセスチーム 

（Wafer Process Team） 

研究チーム長：加藤 智久 

（つくば西） 

概 要： 

 当研究チームでは、SiC バルク単結晶の伝導度制御

技術および溶液法による高品質成長技術、高速高品質

ウェハ加工技術の開発を行っている。 

 ドナーとアクセプターを同時にドーピング（コドー

ピング）するバルク成長技術によって、低抵抗かつ低

欠陥の結晶成長が可能であることを見出し、従来の市

販ウェハ（n 型15-20 mΩcm、p 型2,000-2,500 mΩ

cm）を上回る低抵抗化（n 型3.7 mΩcm［昇華法］、

p 型35 mΩcm［溶液法］）を達成した。また、種結晶

界面の歪み制御を温度分布、ドーピング濃度分布の制

御範囲を調整することで行い低転位密度化を達成した。

特に高濃度コドーピングでは界面での刃状転位

（TED）の発生が顕著となる現象を確認したが、こ

の現象も上述の歪み制御を実施することで大きく低減

できた。これらの技術を用いて低抵抗 n 型・p 型ウェ

ハ（φ3～3.5インチ）を試作したが、市販の欠陥密度

（n 型:約5,000 cm-2、p 型: 30,000 cm-2）を超える低

転位密度（n 型（N-B コドープ):約2,570 cm-2、p 型

（N-Al コドープ）: 9700 cm-2）を併せて達成した。 

 

エピタキシャル成長チーム 

（Epitaxial Growth Team） 

研究チーム長：児島 一聡 

（つくば中央第2、つくば西） 

概 要： 

 当研究チームでは、SiC エピタキシャル薄膜成長技

術とその材料評価を中軸に、超高耐圧 SiC バイポー

ラデバイス用厚膜成長技術と材料評価ならびに埋め込

みエピ技術を用いた PN カラム（SJ）構造形成とい

った SiC デバイスの高機能化に資する新規 SiC 薄膜

成長技術の開発を推進継続した。Si 面成長では基底

面転位を貫通刃状転位へ変換する技術においてエピ／

基板界面の成長速度そのものおよびその成長速度に達

するまでのランピングレートがキーであることを見出

しその結果4インチウエハで再現性良く面内貫通基底

面転位を0～2個／ウェハに低減することができた。

埋め込みエピ技術を用いた SJ 構造形成では、深さ～

50  m、幅～5  m、アスペクト比～10のトレンチを

成長レートを成長モードを従来の疑似選択成長から高

速成長モードにすることで6  m/h の速度で完全に埋

め戻すことのできる技術を開発した。高純度 SiC バ

ルク成長では3C インクルージョン密度を従来の7個

/cm2から2個/cm2まで低減しながら on-axis 基板上に

40  m/h の成長速度で200  m 厚まで成長させること

ができた。一方、評価においては BPD の SSF や

DSSF への拡張の起点評価を継続、特に P 型基板を

用いた時の基底面転位の拡張ならびにその構造解析を

行うとともに、X 線 CTR 散乱を用いた SiO2/SiC 界

面評価や Ga2O3に関して結晶欠陥構造解析を継続し

た。また、今年度は SiC を用いたショットキーPN 接

合（SPIND）を試作し、耐圧300 V で on 抵抗が基板

抵抗のみとなりドリフト抵抗が寄与していないことを

確認、新たなデバイスを提案した。 

 また今年度から TIA パワエレステーションのエピ

の底上げとして品質管理（QC）の手法を導入し、歩

留まりの向上を目指した支援を開始した。 

 
SiC パワーデバイスチーム  
（SiC Power Device Team） 

研究チーム長：田中 保宣 

（つくば中央第2） 

概 要： 

当研究チームでは、これまで主たる研究開発テーマ

であった新規の SiC パワーデバイス、およびプロセ

ス技術開発は勿論のこと、それらの性能を最大限生か

すための回路制御技術にまでその研究範囲を広げるこ

とで、翻ってデバイス設計の最適化・高性能化に資す

る研究開発を推進する事を目標とする。また、耐環境

性など、パワーデバイスだけでは無い SiC の優位性

を生かした新規 SiC デバイスの開発を推進し、SiC

デバイスの応用拡大を目指す。 

急激に進んできた SiC パワーデバイスの低オン抵

抗化のトレンドに対して、更なる低オン抵抗化を進め

るための有力な手段として SiC-SJ 構造を取り上げ、

耐圧7.8 kV、特性オン抵抗17.8 mΩ·cm2という世界

最高性能の SiC パワーMOSFET の試作に成功した。

また、アバランシェ現象を利用した SiC サージ吸収

素子の開発に取り組み、メサ型 PiN ダイオードにお

いて最大10 kA/cm2という高電流密度に耐えるサージ

吸収素子の開発に成功するとともに、DC-DC コンバ

ータに実装することで実際にサージ電圧を抑制する効

果を確認した。耐放射線性、耐高温性という SiC の

特徴を生かすパワーデバイス以外の用途として原子力

エレクトロニクス技術を取り上げ、主に福島第一原子

力発電所の廃炉作業に必要とされる耐放射線半導体イ

メージセンサの要素技術開発に取り組み、2 MGy と

いう高積算放射線量においても安定して動作する
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SiC-JFET の作製に成功した。 

 

SiC デバイスプロセスチーム  

（SiC Device Process Team） 

研究チーム長：原田 信介 

（つくば西） 

概 要： 

 当研究チームでは、産業界への橋渡し後期にあたる

企業共同研究をベースとした SiC デバイスの研究開

発と量産化試作実証を進めること、更には実用上の共

通基盤技術である MOS ゲート酸化膜の性能向上、ダ

イオードの順方向電流劣化の対策を目的とする。

2018年度は、デバイス開発では、トレンチ MOSFET

のオン抵抗―短絡耐量トレードオフの改善、SBD 内

蔵 MOSFET である SWITCH-MOS の量産プロセス

高度化、マルチエピを用いた1.2 kV クラス SJ-

MOSFET の新規開発に取り組んだ。その成果として、

VMOS 型 SJ-MOSFET で世界最小オン抵抗となる

0.63 mΩcm2を達成し、IE-UMOS 型 SJ-MOSFET

で優れた温度特性、スイッチング特性を示し、その有

用性を実証した。また、ゲート酸化膜では、チャネル

移動度、しきい値変動の解析を進め、異種元素導入効

果を検証した。その結果、チャネル移動度の制限要因

として従来説の界面トラップによる可動キャリア減少

に加え、散乱の効果が支配的であることを明らかにし

た。順方向劣化対策では、2000 A/cm2の高電流スク

リーニングを実施すれば、実使用想定の通電条件下の

劣化発生率を0.001 ppm まで抑えられることを明ら

かにした。 

 

SiC デバイス設計チーム  
（SiC Device Design Team） 

研究チーム長：坂本 邦博  

（つくば西） 

概 要： 

 西 SCR 棟クリーンルーム SiC 6インチ試作ライン

において、短リードタイム運用に向けた量産試作技術

ノウハウの蓄積を進めた。2018年度は、プロセス開

発実験ウエファ199枚、V 溝形 MOSFET などデバイ

ス試作ウエファ 261枚を投入した。年度末には

VMOSFET で最短45日のリードタイムを実証した。

低損失 VMOSFET の量産試作技術開発においては、

特性の安定した耐圧1.2 kV 素子を高歩留りで製造す

る技術開発に加え、新たに耐圧1.7 kV と3.3 kV の素

子試作を行った。試作した素子は TPEC 共同研究相

手先で、電源機器に組み込まれ実機評価に供された。

西5D 棟4インチ試作ラインから SCR 6インチ試作ラ

インにショットキー接合形成プロセスを移植し、耐圧

1.2 kV と3.3 kV の SBD を6インチウエファで試作す

ることに成功した。その成果を標準レシピ2件に登録

し、6インチラインで試作可能な素子の品揃えを充実

した。西5D 棟4インチ試作ラインでは、低損失と高

耐量を両立する第2世代の VMOSFET の開発と、耐

圧13 kV の超高耐圧 DMOSFET の量産試作技術開発

を進めた。 

 
パワーデバイス基礎チーム  
（Power Device Fundamentals Team） 

研究チーム長：米澤 喜幸 

（つくば西） 

概 要： 

当研究チームでは、パワーエレクトロニクス応用

に向けて、次世代高圧、超高耐圧パワーデバイスに

おけるさまざまな問題の解決を目指し、メカニズム

解析を念頭に置いた、基礎検討からのアプローチを

行った。具体的には、バイポーラデバイス要素技術、

ゲート酸化膜技術を行うとともに、デバイス開発で

は、特にスマートグリッドや直流送電システムのパ

ワーエレクトロニクス機器応用を目指した、20 kV 以

上の超高耐圧 SiC デバイスに関する研究開発を SIP

（戦略的イノベーション創造プログラム）にて進め

た。 

バイポーラ要素技術としてバイポーラシミュレー

ション技術向上、順方向劣化対策検討、高温ゲート

酸化技術を行った。順方向劣化対策に関しては、基

板に存在する基底面転位（BPD）に到達するホール

量を制御する再結合促進層の有効性検証を行い、n 基

板、p 基板ともに1,000 A/cm2の高電流密度でも、帯

状積層欠陥の発生が抑制され、順方向劣化が防止で

きることを示した。高温ゲート酸化では、界面散乱

の影響を低減することでバルク移動度に近い、ホー

ル効果移動度が得られることを確認できた。 

またバイポーラシミュレーション技術の向上によ

り、静特性および SW 特性を把握できるようになっ

た。 

デバイス試作においては、耐圧構造の検討と低濃

度ドリフト層エピ適用により、PiN ダイオードでは、

世界最高の半導体耐圧である29.6 kV、SiC-IGBT に

おいても耐圧26.8 kV を達成することができた。また

ライフタイム伸長技術の適用、キャリア注入技術の

工夫により、オン抵抗においても PiN、IGBT ともに

世界トップの性能を示すことができた。さらに試作

した IGBT と PiN ダイオードを組み合わせた、スイ

ッチング試験を行い、Si-IGBT に対する優位性を示

した。 

 

GaN パワーデバイスチーム  
（GaN Power Device Team） 

研究チーム長：沈 旭強 

（つくば中央第2） 
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概 要： 

 当研究チームでは、GaN 半導体を用いた低損失電

力素子の実用化を図ることを目的としており、GaN

単結晶基板を用いた縦型デバイスの量産技術の確立と

環境整備、そして新規高温 AlN エピ成長技術の開発

などについて研究開発を行なっている。 

 GaN 単結晶を用いた縦型デバイス開発においては、

現在、基礎的物性が曖昧でデバイス化要素プロセスが

確立していない。そのため、デバイス作製の各要素技

術の確立や問題の抽出と解決が重要である。また、高

品質 AlN エピ膜を得るには高温成長が必要であり、

現行の有機金属気相成長法では難しい。従って、新し

い高温成長法の開発が求められている。 

 そこで2018年度は、GaN 縦型デバイス量産技術の

確立に向け、まず4インチ GaN プロセスラインの立

上げを進めた。そして、GaN 特有のプロセス制約が

課題となる pn 終端構造を TCAD シミュレーション

で検討し、pn ダイオードを含む各種電気特性評価用

TEG を統合したレチクルを設計した。さらに、プロ

セス／デバイス設計を統合し、ダイオードのチップ試

作を進め、pn ダイオードの基本動作を実証すると共

に、耐圧450 V を確認した。また、新たなシーズとな

る新しい高温 AlN エピ成長技術を開発し、それに基

づき、高品質な AlN 結晶成長に成功した。以上の研

究開発より、新規デバイス構造の性能検証、量産技術

の確立と環境整備および新規結晶成長技術の開発など

を精力的に行なっている。 

 

パワー回路集積チーム  

（Power Circuit Integration Team） 

研究チーム長：山口 浩 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 SiC などワイドギャップ半導体パワーデバイスが持

つ高性能かつ超低損失な特長を活かした、高機能・小

型・低消費電力の電力変換装置実用化のための基盤技

術研究開発を目的とする。具体的には、主に SIP（戦

略的イノベーション創造プログラム）プロジェクトの

もと、大電流密度・高発熱密度に対応した1.2 kV 級

SiC モジュールの研究開発を進めている。 

前年度は、基本モジュール（ワイヤーボンド型構造

と ZnAl ハンダ接合で実装したモジュール）の組立工

程の改善を通じた性能ばらつき抑制に取り組み、組立

製造技術の向上を通じた性能ばらつき抑制を確認した。

これにより性能の揃ったモジュールを作製できるよう

になった。そこで、2018年度は開発の最終段階とし

て、モジュールの劣化機構解明・加速試験条件明確化

に取り組むとともに、モジュ－ル性能の検証を行った。

具体的には、－40 ℃～＋250 ℃の温度サイクル

1,000回、最大＋250 ℃のパワーサイクル30,000回な

どの試験を実施し、所望の耐久性が確保されているこ

とを確認するとともに、劣化の主要因がモジュールを

構成する部材の線膨張率差であることを確認し、線膨

張率差や接触面積の条件で加速劣化評価が可能である

点を明らかにした。加えて、20 ns 以下のスイッチン

グ時間での高速動作、並列接続時の高速動作性能の維

持と電流分担の不均一防止の両立も確認した。 

 また、SIP プロジェクト内の他テーマとの連携でイ

ンホイールモータ駆動用の5相インバータを製作し、

モジュール性能を実負荷により確認した。 

 上記に加え、高速動作するパワーデバイスの保護回

路やゲートドライブ回路の改善、実装状態の熱的性能

の評価法である過渡熱測定法に関する技術指導などを

実施した。 

 

パワーエレクトロニクス応用チーム 

（Power Electronics Application Team） 

研究チーム長：坂本 邦博 

（つくば西） 

概 要： 

 幅広い電力変換分野での SiC パワーエレクトロニ

クスの応用開拓を目指し、SiC パワーデバイスの特長

を発揮する高性能モジュール実装技術の開発と、その

モジュールをパワーエレクトロニクス機器開発者に提

供して、応用に向けての共同研究を進めた。 

 高温対応高速スイッチング大電流モジュール（150 

A、接合温度200 ℃）では、熱サイクル印加時の線膨

張係数差に起因する疲労を抑制する構造改良を進め、

パワーサイクル寿命49千回を達成した。共同研究で

開発した低吸湿・高柔軟性のエポキシ樹脂を使用した

15 kV 耐圧 TO-268パッケージに実装した耐圧13kV 

DMOSFET に対し、H3TRB-HV 試験（85 ℃、85 % 

RH、11 kV バイアス）を1千時間実施し、リーク電

流増加率30 %未満を確認した。 

 耐圧10 kV を越える超高耐圧 SBD と MOSFET を、

産業用や理科学機器用電源を開発する共同研究相手先

に提供した。これらの素子は、高エネルギー粒子加速

器用のサイラトロン代替20 kV－200 A スイッチや、

負水素イオン源高速パルス電源に組み込まれ、動作試

験が行われ、大幅な電源小型化が実証された。 

 

ダイヤモンドデバイスチーム  

（Diamond Device Team） 

研究チーム長：牧野 俊晴 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当研究チームでは、次々世代のパワーエレクトロニ

クス材料として期待されるダイヤモンドのデバイス化

を念頭に研究開発を行っている。また、ダイヤモンド

中の窒素－空孔複合欠陥（NV センター）を用いた磁
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気デバイス応用に関する研究を進めている。 

 2018年度は、ダイヤモンドの高い絶縁破壊電界を

実証するために、電界集中緩和構造を有する pin ダイ

オードを作製し、衝突イオン化係数を測定した。その

結果、他材料よりも高い6.7 MV/cm 以上の絶縁破壊

電界を有することを実証した。また、ダイヤモンドの

n 型ドーピング技術を低濃度側へ拡張し、従来より1

桁低い1015 cm-3台を実現した。この技術をダイヤモ

ンド MOSFET のチャネル層に適用し、移動度を1桁

高くすることに成功した。当チームで開発している大

電流密度動作が可能なショットキーpn ダイオードに

おいて、高温領域でのキャリア伝導メカニズムの解析

を進めるとともに、低濃度 n 型ドーピング技術を適

用した耐圧向上のための新規構造の設計に着手した。 

 NV センターを用いた磁気デバイス応用では、nin

接合を利用したバンドエンジニアリングにより、NV

センターのアンサンブル系と単一系の両方で、磁気セ

ンサーの感度向上につながる NVー状態の安定化と長

いスピン緩和寿命を同時に実現した。また、NVー状

態を安定化させる新規構造として MOS 構造の試作に

着手した。さらに NV センターの持つスピン状態を

高効率で検出する構造としてレンズ形状を試作した。 

 

ダイヤモンド材料チーム  

（Diamond Materials Team） 

研究チーム長：竹内 大輔 

（関西センター） 

概 要： 

 当研究チームでは、次々世代のパワーエレクトロニ

クス材料として期待されるダイヤモンドにとり必要不

可欠である大口径単結晶ウエハの実現を目指し、ダイ

ヤモンドのバルク結晶成長技術、ウエハ化加工技術、

結晶評価技術などの開発を行っている。その他、耐環

境デバイスなどのダイヤモンドの優れた材料物性を生

かしたアプリケーションの開拓を進めている。 

 2018年度は、前年度の成果である「ミリ単位での

厚膜合成」を成長界面の導入無しに、途切れることな

く達成できる技術を基に、10 mm 角高温高圧合成基

板を用いた10 mm 厚以上のクラックフリー長尺成長

に成功した。得られたバルク結晶をレーザーカットな

らびに機械的研磨を施してもクラックが入らないこと

を確認し、1立方センチ級結晶合成に成功として、プ

レスリリースした。加えて、転位密度低減に繋がる側

面成長を実施出来、20 mm 程度の結晶を得た。 

 低抵抗ウエハ実現に向けた基盤技術として、熱フィ

ラメント法による高濃度ボロンドープ膜の合成技術の

高度化を進めた中で、転位低減効果があることを確実

に捉えた。そのメカニズム探索について、マイクロ波

プラズマ CVD 成長法との比較や、各種評価技術によ

る解析を開始した。 

 2016年度に、パワーデバイスの基本素子であるシ

ョットキーバリアダイオードを試作し、ドリフト層中

にかかる高い電界が走行する少数キャリア数を増倍さ

せる現象を利用した観測手法を確立したことを踏まえ、

つくばデバイスチームと協働し、新規 pin 接合など

で衝突イオン化係数を測定する電子線とアルファ線を

励起源とした衝突イオン化係数の測定系を立ち上げ、

評価を行った。その結果、従来の報告よりも物理的に

より確からしい数値を確認出来た。より精度の高い実

測に向けては、pin 素子の耐圧構造に改善の余地があ

ることが分かったため、つくばデバイスチームととも

に、今後の課題として明確化出来た。  
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２）生命工学領域 
(Department of Life Science and Biotechnology) 

--------------------------------------------------------------------------- 
領 域 長：松岡 克典  
 

概 要： 

 領域は、中長期計画に基づき、研究および開発なら

びにこれらに関連する業務を行っている。生命工学領

域は、健康で安心して暮らせる健康長寿社会や環境負

荷を抑えた持続可能な社会の実現に貢献することを目

指す。また、優秀な人材が集まる研究所づくりを目指

す。そのために、（1）世界最高水準の研究開発の推進、

（2）研究成果の産業界への橋渡し、（3）産業界に役

立つ人材の育成、（4）国際的プレゼンスの向上の4項

目を領域のミッションとする。領域長は、理事長の命

を受けて、各研究分野における研究の推進に係る業務

の統括管理を行っている。 

 

① 生命工学領域研究戦略部 
（Research Promotion Division of Life Science and 

Biotechnology） 

 

研究戦略部長：鎌形 洋一 

研究企画室長：小松 康雄 

 

所在地：つくば中央第1 

人 員：21名（19名） 

概 要： 

研究戦略部は、領域における研究および開発ならびに

これらに関連する業務に係る基本方針の企画および立

案ならびに総合調整を行っている。研究戦略部長は、

領域長の命を受けて領域の運営（研究戦略、予算、人

事、自己評価など）を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

生命工学領域研究戦略部研究企画室 

（ Research Planning Office of Life Science and 

Biotechnology） 

概 要： 

 産総研として特色ある研究の方向性や、開発技術を

社会に還元することを意識し、生命工学領域の人材資

源の最適配置を行いつつ以下のような研究管理を行っ

ている。 

 すなわち、当該領域における研究方針、研究戦略、

予算編成および資産運営に係る基本方針、プロジェク

トの企画および立案や調整、領域間の連携の推進、経

済産業省その他関係団体などとの調整、当該領域に関

する技術組合に関する業務、領域における研究ユニッ

トの評価に関する業務を行っている。また、BioJapan、

科学技術振興機構新技術説明会や LS-BT を始めとす

る各種イベント出展に対する立案や出展テーマの調整、

見学・視察対応、新規採用・任期付研究員のパーマネ

ント審査に関する業務などを行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［生命工学領域研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長   小松 康雄 他 

［生物資源管理グループ］ 

 グループ長       海老原 達彦 他 

-------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・早大 生体システムビッグデータ解析オープ

ンイノベーションラボラトリ 

（ Computational Bio Big-Data Open Innovation 

Laboratory） 

概 要： 

 生体で測定された各種ビッグデータと情報解析を融

合することによってライフ・イノベーションを達成す

る。特に、早大が有するメタゲノムデータ・医療系メ

タデータと産総研の解析技術を合わせることで、疾病

メカニズムや医薬品原料の探索・生産に寄与する生命

現象のシステム的理解を目指す。また、最先端のアル

ゴリズム・数理解析手法の開発を行い、世界標準とな

る生命情報解析技術の開発を行う。さらに、産学官ネ

ットワークの構築により、民間企業の参画による「橋

渡し」を強化した組織運営、欧米を中心とした各種研

究機関との人的交流を中心とした国際連携の強化を図

っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

ラボ長   竹山 春子 （早稲田大学教授） 

副ラボ長  油谷 幸代 

--------------------------------------------------------------------------- 

経 費：305,064千円（287,414千円） 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

NEDO 

「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発／スマ

ートセル関連技術の社会実装推進に向けて解決すべき新

規課題の検討／バイオ合成可能な有用モノマー化合物の

探索技術の開発」 

 

国立研究開発法人国立国際医療研究センター 

「唾液の細菌メタゲノム解析とメタボローム解析から膵

癌予測マーカーを明らかにする研究」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

「システム構造化手法を用いた細胞分化メカニズムの解

明」 
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日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究 

「シングルセル解析技術を用いた腸内ファージの生態系

解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（B） 

「選択的な piRNA 生合成経路の包括的解析」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（S） 

「新規生理活性物質生産株の超ハイスループットスクリ

ーニングプラットフォーム構築」 

 

産総研・阪大 先端フォトニクス・バイオセンシングオ

ープンイノベーションラボラトリ 

(Advanced Photonics and Biosensing Open 

Innovation Laboratory) 

概 要： 

 産総研の有するニーズ対応型のバイオ分析制御技術

を具体的な対象として、大阪大学が有するフォトニク

ス分析の高度基盤技術を実装し、多彩な生体分子を計

測する高感度バイオセンシングシステムの開発を行っ

ている。具体的には革新的な細胞機能操作・イメージ

ング技術の開発、次世代フォトニクスバイオセンサー

の開発、バイオセンシングの超高感度 IoT プラットフ

ォームの構築を推進している。また産総研の橋渡し技

術により大阪大学の基礎研究成果の社会実装を加速す

ることを目標とした、産学官連携体制の構築を進めて

いるところである。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

ラボ長   民谷 栄一 （大阪大学教授） 

副ラボ長  脇田 慎一 

--------------------------------------------------------------------------- 

経 費：257,308千円（253,442千円） 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

研究成果展開事業センター・オブ・イノベーション（COI）

プログラム COI 拠点「フロンティア有機システムイノ

ベーョン拠点」 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

②【創薬基盤研究部門】 
（Biotechnology Research Institute for Drug 

 Discovery） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究ユニット長：亀山 仁彦  

副研究部門長：萩原 義久 

首 席 研 究 員：平林 淳 

総括研究主幹：鈴木 理 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、 

    臨海副都心センター 

人 員：36名（36名）  

経 費：1,064,060千円（278,817千円） 

 

概 要： 

 わが国では急速に少子高齢化が進んでおり、迅速な

社会復帰を可能とする疾患の早期診断・早期治療など、

適切な個の医療の実現・充実が課題となっている。ま

た、医療・介護・予防分野での ICT 利活用を加速し、

世界で最も便利で効率的なシステムを作り上げること、

さらに、健康・医療分野においては、世界最高水準の

技術を維持し、医薬品・医療機器産業の国際競争力を

向上させ、わが国のリーディングインダストリーへと

発展させることが求められている。これら課題につい

て、その解決に必要な技術の開発が不可欠となってい

る。 

 わが国の課題解決に求められている創薬基盤技術の

開発および医療基盤・ヘルスケア技術の開発を担うた

め、2015年4月1日に創薬基盤研究部門が設立され、つ

くばセンターと臨海副都心センターの2つの拠点で研

究開発・技術開発を展開している。 

当部門が強みとする糖鎖解析技術、幹細胞工学技術、

天然化合物生産技術を基に研究開発を進展させるため、

3つの重点課題を設け、基盤研究の推進、基盤技術を

利用し産業化を目指した技術の開発、企業連携による

製品化を目指した技術開発を実施している。  

また、我々が強みとするこれらの技術を融合させる

ことで新たな技術の開発も積極的に行っている。さら

に、他の専門分野の技術を取り入れることで分野を超

えた融合技術の開発も積極的に実施したいと考えてい

る。 

3つの重点課題の概要は以下の通りである。 

 

重点課題１：糖鎖／ペプチド分析・製造技術に基づく

診断薬、治療薬の探索と実用化 

 糖鎖の差異を用いて、がんや自己免疫疾患、生活習

慣病などに対する診断薬、治療薬を効率的に開発する

ことを目指し、疾患に関連する糖鎖、糖タンパク質、

ペプチドなどの構造と機能を解析し、疾患特異的なバ

イオマーカーや標的因子を探索、究明する。またこれ

らの因子を標的化する分子、あるいはそれを高機能化

した分子を開発、製造し、疾患の診断薬、治療薬の開

発を行う。 

 

重点課題２：細胞を利用した再生医療技術と創薬支援

技術の開発 

 現在、高度な知識集約型産業である再生医療産業や

創薬産業が、次の成長分野として期待されている。し

かし、国内の関連企業の競争力はまだ強いとは言えず、
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これらの産業を後押しする技術を開発し、産業界へ橋

渡しを行うことが産総研に課せられた課題となってい

る。先進医療基盤技術を確立するための再生医療技術

と創薬支援技術などの開発を進める。さらにガイドラ

イン策定と標準化による幹細胞ならびに医療機器など

の実用化を支援する。成果を民間企業に橋渡しして実

用化を目指す。 

 

重点課題３：ケミカルバイオロジーに基づく創薬基盤

技術の開発 

 微生物などが生産する天然化合物の創薬への利用を

目指し、放線菌やカビなどが生産する天然化合物の生

理活性評価と天然化合物生産に関わる遺伝子や未利用

生合成遺伝子の機能解析と、異種ホストとこれら生合

成遺伝子を用いた生産技術の高度化を実施する。また

バイオインフォマティクスを用い、遺伝子の組み合わ

せなどによる新規天然化合物生産や有用生体物質の高

生産技術の開発を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：  

戦略予算「臨床用ヒト iPS 細胞作製技術の確立と産総研

発ベンチャーによる実用化」 

 

戦略予算「徐放システムを駆使した細胞／組織製造技術

の高度化」 

 

外部資金：  

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「レクチン工学を基盤としたエクソソ

ーム糖鎖解析技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（さきがけ）「超高感度・非破壊1細胞グライコー

ム解析技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 ライフサイエンス

データベース統合推進事業「ACGG-DB の機能拡張と

GlyCosmos portal との連携およびアジア地域との連携」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 次世代がん医

療創生研究事業「D-型ペプチドによる血液-脳腫瘍関門突

破と脳腫瘍治療」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 医療分野国際

科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プログ

ラム）「メコン川流域における肝吸虫患者の QOL 維持と

がん予防に資する革新的診断システムの開発と普及」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 医療分野研究

成果展開事業 先端計測分析技術・機器開発プログラム

「腫瘍内不均一性を考慮した癌生細胞検査法の開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 次世代治療･

診断実現のための創薬基盤技術開発事業「糖鎖利用によ

る革新的創薬技術開発事業」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 再生医療の産

業化に向けた評価基盤技術開発事業 再生医療技術を応

用した創薬支援基盤技術の開発「In-vitro 安全性試験・

薬 物 動 態 試 験 の 高 度 化 を 実 現 す る organ/ 

multi-organs-on-a-chip の開発とその製造技術基盤の確

立」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 再生医療の産

業化に向けた評価基盤技術開発事業 再生医療技術を応

用した創薬支援基盤技術の開発「デバイスに搭載するヒ

ト自律神経細胞と標的臓器の安定的製造に関する研究開

発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 再生医療の産

業化に向けた評価基盤技術開発事業 再生医療技術を応

用した創薬支援基盤技術の開発「薬物動態・安全性試験

用 organ(s)-on-a-chipに搭載可能な臓器細胞/組織の基準

作成」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 革新的がん医

療実用化研究事業 「防御シールドを形成し、免疫監視

を回避するがん微小環境の理解と医療シーズへの展開」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 革新的先端研

究開発支援事業 ソロタイプ「微生物叢と宿主の相互作

用・共生の理解と、それに基づく疾患発症のメカニズム

解明」研究開発領域 「シングルセルグライコミクスに

よる微生物叢の一斉解析」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 再生医療の産

業化に向けた評価基盤技術開発事業 再生医療の産業化

に向けた細胞製造・加工システムの開発「ヒト多能性幹

細胞由来の再生医療製品製造システムの開発（網膜色素

上皮・肝細胞）」 

 

国立大学法人筑波大学 平成30年度医療研究開発推進

事業費補助金（橋渡し研究戦略的推進プログラム） 

「オープンイノベーションの推進により世界のつくばか

ら医療の未来を加速開拓する事業」「糖タンパク質を標

的とした膵がん早期診断・治療効果判定技術の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発／高生

産性微生物創製に資する情報解析システムの開発」 
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国立研究開発法人日本医療研究開発機構 医療分野研究

成果展開事業 先端計測分析技術・機器開発プログラム

「マルチモーダル内視鏡システムによる生体機能診断」 

 

経済産業省 中小企業庁 公益財団法人千葉県産業振興

センター 戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）

「カイコによる機能性スクリーニング技術を用いた健康

食品の効率的開発方法の確立」 

 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター SIP（戦略的イノ

ベーション創造プログラム）「次世代農林水産業創造技

術」 「ホメオスタシス維持機能をもつ農林水産物・食

品中の機能性成分評価手法の開発と作用機序の解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「しなやかでウェットな半立体マイクロ構造体の露光作

製及び新規バイオチップへの応用」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「がん幹細胞糖鎖の構造と機能」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「酸素感受性 tRNA 修飾酵素の反応メカニズム」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「グライコミクスを革新する新たな分析基盤の構築」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（B）

「組織再生における有核血球細胞の動態解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（B）

「心肥大の分子メカニズム解明を目指した比較グライコ

プロテオミクス」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌

芽）「ムチンプロファイル解析による粘液線維肉腫の悪性

形質発現機能の解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「アクロソーム中心に発現する新規糖鎖分解酵素による

糖鎖修飾の生物学的意義の解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「SDA モデルに基づき設計した部分フッ素化人工脂質

／膜タンパク質複合体の開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「運動効果が、独立した器官の成体幹細胞の維持と環境

制御に与える影響」 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「高再生能を持つ両生類における、体性幹細胞カタログ

の作成」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究 

「200 kb を越す超巨大生合成遺伝子クラスターを利用

した化合物生産法の確立」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究「ウイ

ルス感染における糖鎖リモデリングの意義解明に向けた

技術基盤の構築」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究「複数

の三次元臓器モデルを接続・灌流するためのプラットフ

ォームの構築」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（B）

「新規 C 型糖転移酵素の探索と同定」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 若手研究（B）

「抗ウイルス免疫応答における新規細胞間接触依存シグ

ナル伝達経路の解析」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌

芽）「ヒト心筋の自律性獲得による次世代創薬技術の開

発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

（特設分野研究）「オミクスデータを統合する数理的手法

による免疫系モデル構築」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（S）

「天然化合物の革新的標的分子同定法の確立とケミカル

エピジェネティクス」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（A）

「バイオインフォマティクスを用いた Nav1．7阻害剤の

創薬による新たな鎮痛戦略」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（A）

「ヒトミニ胃組織を用いた胃がん病態の究明と創薬応

用」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「痛みの慢性化のきっかけとなる脳への細胞分子伝達メ

カニズムの解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（B）

「カニクイザルを用いた子宮内膜症標的ペプチド治療薬

の最適化」 
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日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「FTICRMS を用いた水圏中微量金属元素－溶存有機物

錯体の分子構造解析」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「動脈硬化性大動脈瘤の網羅的糖鎖解析による新たな疾

患関連指標の探索」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「関節軟骨組織の発生・再生機序における転写因子

KLF4の機能解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「糖鎖アレイを利用した ABO 不適合腎移植における抗

体関連型拒絶反応予測検査法の開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究（C）

「分子進化工学的手法を用いた Nav1．7阻害薬の開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌

芽）「培養基質の膨潤力を活用した空間自由度の高い細胞

力学刺激法の開発」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌

芽）「遺伝子操作情報トレーシングのための細胞スケール

非接触磁気タグの研究」 

 

日本学術振興会 科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌

芽）「後生動物で異質倍数化は如何にして起こるか？：そ

の実証向けて」 

 

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター  長寿医療

研究開発費「高齢者ドライマウスの原因究明とその克服

に向けた基礎研究」 

 

国立研究開発法人  農業・食品産業技術総合研究機構  

生物系特定産業技術研究支援センター 革新的技術開

発・緊急展開事業（うち地域戦略プロジェクト）「牛の放

牧管理の効率化・生産性向上のための小型ピロプラズマ

病ワクチンの実証研究」 

 

株式会社三菱総合研究所「戦86 近赤外波長域を利用し

た医療用画像システムに関する国際標準化」 

 

沖縄県「再生医療産業活性化推進事業」 

 

発 表：誌上発表87件、口頭発表133件、その他16件 

--------------------------------------------------------------------------- 

糖鎖技術研究グループ 

（Glycoscience and Glycotechnology Research Group） 

研究グループ長：梶 裕之 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 研究目的： 糖鎖付加はタンパク質翻訳後修飾の一

つで、タンパク質の局在、活性、相互作用など、機能

の調節に深く関わっている。糖鎖の構造は多様かつ不

均一であり、構造と機能の関係を解明することは困難

となっている。当研究グループでは、糖鎖機能を解明

するための解析・合成技術の開発、および糖鎖の特性

を活用したバイオマーカーや治療薬を開発するための

基盤技術の開発と産業応用を目的として研究を進めて

いる。 

 研究手段・方法論： 糖鎖機能の解明に向け、質量

分析による糖鎖構造解析、レクチンアレイを用いた糖

鎖プロファイリング、レクチンや糖鎖抗体を利用した

FACS や組織染色などにより糖鎖構造の実態やその変

化を解析した。並行して転写物(mRNA)の解析から糖

鎖生合成に関わる糖鎖関連遺伝子の発現情報を収集し

た。また機能解明のために、糖鎖生合成関連遺伝子を

改変したモデル生物（酵母、マウス、培養細胞）を作

製し、構造と表現型の相関解析を進めた。さらに糖鎖

の産業応用として、疾患に伴う糖鎖変化を指標とした

バイオマーカーの探索や検出系の構築、疾患特異的な

糖タンパク質を創薬標的とした分子探索、およびこれ

を標的化する抗体作製に関する技術開発を実施した。 

 

幹細胞工学研究グループ 

（Stem Cell Engineering Research Group） 

研究グループ長：伊藤 弓弦 

（つくば中央第5） 

概 要：  

 ヒト間葉系幹細胞、多能性幹細胞、そして各種臓器

細胞は、再生医療や創薬の分野において移植用／アッ

セイ用細胞の原材料として注目を集めている。しかし

ながらそれら細胞の品質はさまざまなバラツキを有す

るばかりでなく、その特性解析技術、大量培養技術も

発展途上であることから、産業化を進めてゆく上で大

きな障壁となっている。そこで幹細胞工学研究グルー

プでは、（1）再生医療用幹細胞の品質管理技術開発、

安定供給技術開発および標準化（2）創薬用幹細胞／

臓器細胞の安定供給技術開発および規格化を重点課題

とし、関連要素技術とともに研究開発を推進している。

具体的には、（1）として、間葉系幹細胞の培養安定化、

品質を迅速に判断可能なバイオマーカー開発などを行

う。（2）として、薬物動態試験や毒性試験などでの使

用に耐えうる臓器細胞の規格作りをその測定法の標準

化とともに推進する。また、外因性のバラツキ要因を

極力最小化するためのプロセス管理に関しても検討す

る。 
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ステムセルバイオテクノロジー研究グループ 

（Stem Cell Biotechnology Research Group） 

研究グループ長：木田 泰之 

（つくば中央第5） 

概 要：  

 再生医療や創薬支援のための技術体系構築には幹細

胞が有用である。分化万能性を有するヒト多能性幹細

胞や組織の修復などに働く体性幹細胞に加えて、人工

多能性幹細胞（iPS 細胞）は倫理上の制約をクリアす

るため大変有用な細胞である。そこでステムセルバイ

オテクノロジー研究グループでは、iPS 細胞などの多

能性幹細胞や体性幹細胞の分化・改変技術、培養デバ

イス、培養方法の開発を進めることで基礎研究を進め、

生命科学や生命工学への貢献を目指している。具体的

には、幹細胞の特性や分化誘導法の開発、3次元組織

への応用、がんの本態を明らかにすることから創薬支

援技術の開発を行っている。またそれらを活かす微細

加工技術やバイオインフォマティクス、フォトニクス

の技術開発を進めている。このような幹細胞技術と生

体工学、評価技術の融合によって、生命現象に関わる

さまざまな課題を解決することに貢献している。 

 

医薬品アッセイデバイス研究グル―プ 

（Drug Assay Device Research Group） 

研究グループ長：金森 敏幸 

（つくば中央第5） 

概 要：  

1）次世代細胞アッセイ技術 

 主に microfluidics と機能性材料を駆使して、従来

のディッシュなどによる培養では発現し得なかった

in vivo 機能をヒト細胞から誘導し、医薬品候補化合

物など、化学物質の生理活性や毒性などを評価する

技術を開発する。 

2）光による細胞操作技術 

 光応答性材料と精密光照射技術、画像認識・判定技

術を組み合わせ、培養ヒト細胞を光によって操作する

技術を開発している。光によって可能な操作は、接着

細胞の低侵襲回収、細胞接着性の亢進と阻害、細胞の

殺傷などである。 

3）光分解性ゲルの応用 

 独自に開発した、光照射によって分解し、可溶化す

るゲルをヒト細胞の3次元培養に応用し、3次元培養下

での形態によるがん細胞の選別、および、微小血管用

構造の形成に応用している。 

4）細胞膜脂質アナログの開発と創薬ツールとしての

人工脂質／機能性膜タンパク質複合体の研究開発 

 脂質膜構造などを形成可能な古細菌脂質アナログや

フッ素鎖型などの人工脂質合成およびそれらの界面物

性評価を行っている。 

 

最先端バイオ技術探求グループ 

（Leading-edge Biotechnology Research Group） 

研究グループ長：新家 一男 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

天然化合物は人智を超えた構造を有し、天然化合物

あるいはその構造を模倣して開発した薬剤は、全臨床

薬の約6割を占める重要な創薬開発リソースである。

当研究グループでは、国内の製薬系企業から提供を受

けた天然物ライブラリーを含む世界最大級の天然物ラ

イブラリーを保有し、製薬企業あるいはアカデミア発

の創薬ターゲットを対象に大規模天然物スクリーニン

グを実施している。2018年度は、次世代がん医療創生

研究事業（P-CREATE）および、製薬企業3社提案の

スクリーニングを実施した。 

現在、抗体などの高分子生物医薬と低分子医薬の間

を埋める新しいモダリティーとして、分子量500～

2,000程度の中分子化合物が注目されている。しかし

ながら、中分子化合物に関しては、活性を示す化合物

を創製する指針が存在しないのが現状である。一方で、

エロスロマイシンや FK-506などの臨床薬として上市

されている天然化合物には、大きな分子量を持つもの

が多く、中分子化合物ライブラリー構築のための優良

な化合物ソースになると考えられている。そこで、

2018年度は分子量の大きな天然化合物の生合成遺伝

子を改変することにより、意図的に母骨格を改変でき

る技術の開発を行った。本技術を応用して創製した化

合物に関しては、既に製薬企業へ導出しており、今後

の開発が期待されている。 

 

細胞グライコーム標的技術グループ 

（Cellular Glycome-Targeted Technology Group） 

研究グループ長：舘野 浩章 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 糖鎖は細胞の最外層を覆い、細胞の種類や状態（癌

化、分化）により、糖鎖の構造が劇的に変化すること

が知られている。そのため糖鎖は細胞を見分けるため

のマーカー（指標）として有用であり、再生医療に用

いる細胞の品質管理や癌などの疾病の創薬標的として

期待されている。また抗体などのバイオ医薬品は糖鎖

で修飾されており、糖鎖の構造がバイオ医薬品の薬効

や動態と密接な関係があることも明らかにされている。

そこで細胞グライコーム標的技術グループでは、国家

プロジェクトや企業との共同研究により、（1）細胞や

タンパク質に修飾された糖鎖を迅速・高感度且つ定量

的に解析するための新たな技術の開発、（2）再生医療

に用いる細胞を評価選別する技術の開発、（3）癌や糖

尿病などの疾病に対する診断薬・治療薬の開発、（4）

抗体などのバイオ医薬品の品質管理技術の開発、（5）
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エクソソーム表層糖鎖の解析と応用技術の開発、を行

う。糖鎖・レクチンをキーワードとして、創薬や再生

医療をはじめとした広くライフサイエンス分野に貢献

する実用的な技術を開発して、産業界に橋渡しするこ

とを目的としている。2018年度は糖タンパク質から O

型糖鎖を切り出し、構造解析するための新たな技術の

開発に成功した。また膵がんの新たな糖鎖マーカーを

同定し、それを標的としたレクチン-薬剤複合体を開発

した。各種膵がん移植マウスモデルにレクチン-薬剤複

合体を投与すると、劇的な抗がん作用を示すことがわ

かった。現在、医療応用を目指して非臨床試験を進め

ている。 

 

③【バイオメディカル研究部門】 
（Biomedical Research Institute） 

（存続期間：発足日～終了日） 

 

研究ユニット長：近江谷 克裕 

副研究部門長：本田 真也、大西 芳秋 

首 席 研 究 員：ワダワ レヌ― 

総括研究主幹：岡田 知子、関口 勇地 

 

所在地：つくば中央第6、つくば中央第5、 

関西センター 

人 員：105名（105名） 

経 費：1,011,248千円（374,841千円） 

 

概 要： 

 産総研の第4期中長期目標である「創薬基盤研究を

推進する」ために設定された第4期中長期計画「生体

分子の構造、機能を理解するとともに、得られた知見

を活用し、新しい創薬技術基盤、医療技術基盤を開発

する」を推進するため、当部門は以下の2つのミッシ

ョンを中心に研究を推進することとする。①「生体分

子の構造・機能を理解・解明し、それらの知見に基づ

いた創薬基盤技術・医療基盤技術を確立する」、②「創

薬・医療に関わる基礎・基盤技術の動向を把握し、将

来に向けた技術の芽を発掘し育成する」、中でも特に、

創薬のリードタイムを短縮するために、古典的新薬探

索から脱却し、短時間に低コストで成功率の高い創薬

プロセスを実現する創薬最適化技術、ゲノム情報解析

技術、バイオマーカーによる疾病の定量評価技術など

の新しい創薬の基盤となる技術の開発に注力する。こ

のため部門内においては、それぞれの研究課題を以下

の4つの部門重点課題に位置付け、研究推進していく

事とする。 

重点課題1．生体分子の構造機能解析と分子技術の高

度化 

 タンパク質などの生体高分子の結晶構造解析や高分

解能電子顕微鏡による高次構造解析を行い、対象分子

の構造と機能の相関関係を明らかにするとともに、臨

床薬のターゲットとなる膜タンパク質の迅速構造解析

法などの開発を行う。また、タンパク質、機能ペプチ

ド設計技術、改良技術の開発を行うとともに、これら

を抗体親和性タンパク質などに適用して、抗体医薬品

開発における生産工程および品質管理分析工程の高度

化に貢献する。さらには創薬候補化合物構造情報をベ

ースとした AI を活用したミドルスループット化学合

成法の開発、および化合物と標的タンパク質の複合体

の高次構造解析を通じて、創薬研究に貢献する。 

 

重点課題2．生体恒常性機能を利用した疾患予防技術

の開発 

 生体リズムの変動や加齢に伴う生体分子の変化など

を個体・細胞・遺伝子レベルで解析し、これらの現象

を引き起こす生体分子メカニズムの解明を目指す。ま

た得られた解析成果を利用して生体機能の細胞・動物

レベルの評価系を開発し、これを制御する生理活性物

質を生物資源などから探索・同定するとともに、その

作用メカニズムを分子レベルで明らかにする。さらに、

さまざまな環境要因や遺伝的要因により引き起こされ

る疾病、特に睡眠障害などの生体リズム障害および体

内時計に関連する精神疾患、高血圧、血栓症、がんな

どの生活習慣病をターゲットとして、健康状態をモニ

タリングするためのバイオマーカー開発やこれら疾患

の予防や健康増進を目的とした天然物由来生理活性物

質の発見を目指す。 

 

重点課題3．疾患モデル動物の創出と疾患関連分子の

認識・計測による生体評価系の開発 

 老化、脳神経疾患や生活習慣病を初めとする種々の

疾患などのモデル細胞・モデル動物の作製を通して、

各疾患のバイオマーカーや原因因子を探索する。また、

健康や病気の生体や組織において、その機能を調節す

る核酸やタンパク質、細胞間シグナル伝達に働く種々

のシグナル分子などを解析し、これら生体分子による

細胞制御メカニズムの解明を目指す。さらには疾患に

おける標的分子を検出する核酸やペプチド分子の高機

能化技術、細胞の機能異常を捉える可視化技術開発を

行い、健康の増進や疾患の予防・診断・治療に貢献す

ることを目指す。 

 

重点課題4．生体分子等の計測解析技術開発と標準基

盤整備 

 微細加工技術、表面加工技術と言ったナノテク技術、

薄膜材料や自己組織化膜材料などの材料技術、バイオ

分野の技術を融合したバイオ診断計測解析技術やデバ

イスなどの開発を行う。具体的には、生体分子と強く

相互作用し信号変換する分子認識材料や発光・蛍光分

子プローブの合成、および一細胞ごとの計測が可能な
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ナノ針アレイなどのデバイス技術の開発を行う。また、

それら要素技術を融合し、薬剤管理や代謝評価センサ、

タンパク質や遺伝子を高感度に認識できるバイオセン

サやマイクロ流路型デバイスなどの実現をめざす。併

せて遺伝子定量法、イメージング法や核酸標準品の開

発を行いバイオ計測の標準化に資するプラットフォー

ムを整備、特に ISO/TC276バイオテクノロジーの標準

化や腸内細菌叢解析の標準化に関して先導的な役割を

担う。 

 

特別課題．「アジアのバイオテクノロジーハブを目指

した日印融合研究の推進」 

 産総研・インド DBT 間共同研究契約をベースとし

て設立された DBT-AIST ジョイントラボ（DAILAB）

の運営を通じてアジア地域との広い連携を可能とする

集中研究機能、人材育成機能および国内バイオ技術の

普及機能を持った研究ハブの強化・拡充を目標とする。

特に、本ジョイントラボでは AIST と DBT の健康・

医療分野における更なる研究協力の推進と人材育成を

含めた研究者交流を実施、目標としてはがんや老化を

ターゲットとした創薬スクリーニングと選択された候

補物質の細胞内イメージングを利用した作用機序の解

明を通じた創薬開発を目指す。 

 

 上記研究推進のほか、所属研究員の人材育成を以下

の観点で進めている。産総研のミッションや仕組みを

十分理解し、産総研職員として自ら考え的確に行動で

きる職員の育成を行う。産総研のミッションである「若

手研究者のキャリアパス支援および研究人材の交流推

進」を実施するため、当部門はミッション③「自ら考

え着実に行動・実践・対話できる国際的視野に立った

人材を育成する」を設定し、人材育成を実施する。 

さらには、産総研職員の育成とともに、産総研イノベ

ーションスクール生、ポスドクや博士課程の学生、企

業などからの外部研究員などを受け入れ、研究現場に

て研究開発を行いながら人材育成を行う。併せて、イ

ンド、タイなどのアジアの各国とバイオ研究分野にお

ける国際連携を推進するため、当部門はミッション④

「アジアのバイオテクノロジーハブを目指した国際連

携を推進する」を設定している。上記特別課題などを

中心に、アジアのバイオテクノロジーのハブ拠点とし

て国際融合研究を推進、さらにはイメージングなどの

コア技術をベースとした国際ワークショップを開催す

るなど国際的に活躍できる研究員としてのキャリアを

育成する。 

 

 当部門は、質の高い論文として研究成果を発信する

ことおよび開発技術の工業所有権（特許）の取得を行

うことで成果の普及を行っている。研究論文において

は国際的に評価の高い論文誌への投稿を重視し、特許

においてはその具体的技術移転を想定した戦略的出願

を重視している。また、企業などとの共同研究を積極

的に行うとともに、産総研テクノブリッジフェア、技

術相談、学会・研究会などを通して成果の発信や普及

を進めている。最後に、第4期から当研究部門はつく

ば地域と関西地域の両拠点を持つことから、東西融

合・連携を進め、2つの拠点を持つ強みを生かす方向

でミッションを遂行する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

・戦略予算「日印融合を基幹としたバイオ研究の戦略的

アジア展開（DAICENTER-PJ）」 

・戦略予算「マイクロバイオーム創薬支援に向けた計測

基盤・標準整備（MICROBIOME-PJ）」 

・標準予算「測定および保存に用いる容器等の生体分子

適合性評価技術および品質管理に関する国際標準化」 

 

外部資金： 

・国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生

物系特定産業技術研究支援センター SIP「次世代農

林水産業創造技術」費「食シグナルの認知科学の新展

開と脳を活性化する次世代機能性食品開発へのグラン

ドデザイン」 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 受託研究費「植物等の生物を用いた高機能品生産

技術の開発／植物の生産性制御に係る共通基盤技術開

発／ゲノム編集の国産技術基盤プラットフォームの確

立」 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 受託研究費「NEDO 先導研究プログラム／新産業

創出新技術先導研究プログラム／日本人の体質を反映

するヒトフローラマウスの開発と実証」 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 受託研究費「NEDO 先導研究プログラム／新産業

創出新技術先導研究プログラム／ヒトマイクロバイオ

ームの産業利用に向けた、解析技術及び革新的制御技

術」 

・文部科学省 科学技術人材育成費補助金「科学技術人

材育成のコンソーシアムの構築事業（未来価値創造実

践人材育成コンソーシアム）」 

・文部科学省 科学技術人材育成費補助金「卓越研究員

事業」 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事

業 研究成果最適展開支援プログラム 実証研究タイ

プ「高感度蛍光測定に応用可能なプログラミング相関

解析装置開発」 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（CREST）「走査電子誘電率顕微鏡に最適な

細胞外微粒子及び生物試料の調査研究」 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 プログラム・マ
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ネージャー（PM）の育成・活躍推進プログラム「化

合物毒性評価に利用できるヒト粘膜マスト細胞培養系

の樹立」 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 橋渡し研究

戦略的推進プログラム「5－アミノレブリン酸塩酸塩

を用いた放射線増感療法の研究開発」 

・大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 難治

性疾患実用化研究事業「モデル動物等研究コーディネ

ーティングネットワークによる希少・未診断疾患の病

因遺伝子変異候補の機能解析研究」 

・国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構生

物系特定産業技術研究支援センター SIP 戦略的イノ

ベーション創造プログラム（次世代農林水産業創造技

術）「（1）農業のスマート化を実現する革新的な生産

システム②収量や成分を自在にコントロールできる太

陽光型植物工場」 

・独立行政法人日本学術振興会 受託研究費「ナノ粒子

の秘密を探ろう！ 色・発光・センサへの応用」 

・沖縄県 受託研究費「おきなわ型グリーンマテリアル

生産技術の開発（用途開発研究）」 

・京都高度技術研究所 平成30年度戦略的基盤技術高度

化支援事業（サポイン）「独自紡糸法による高容量・長

寿命の電気自動車向けリチウムイオン電池用シリコン

負極材料の 研究開発」 

・琉球大学 沖縄科学技術イノベーションシステム構築

事業「抗カビ活性酵素の安定性強化のための分子デザ

インおよび酵素機能解析」 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 受託研究費「植物等の生物を用いた高機能品生産

技術の開発／植物の生産性制御に係る共通基盤技術開

発／日本発新規ゲノム編集技術の研究開発」 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 革新的がん

医療実用化研究「アンメットメディカルニーズへの迅

速対応を可能にする遺伝子治療法に関する研究」 

・公益財団法人石川県産業創出支援機構 平成30年度戦

略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）「独自紡糸法

による高容量・長寿命の電気自動車向けリチウムイオ

ン電池用シリコン負極材料の 研究開発」 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 国際科学技術共

同研究推進事業（戦略的国際共同研究プログラム）

（SICORP）「遺伝物質の構造および初期感染過程のナ

ノ可視化法の開発によるバイオナノテクノロジーの新

たな展開」 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果最適展

開支援プログラム（A-STEP)「Mg 金属電池用新規電

解液の開発に向けた溶媒の合成」 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成30年度

肝炎等克服実用化研究事業（肝炎等克服緊急対策研究

事業）「NASH／NAFLD に対する炎症性免疫細胞標的

化ナノメディシンの開発」 

・次世代治療・診断実現のための創薬基盤技術開発事業

「miRNA 検出用基準物質の構築における定量評価技

術の開発」 

・科研費 基盤研究（B）「CRISPR-Cas エフェクター複

合体の構造機能解析」 

・科研費 若手研究（A）「生細胞における超高解像度

DNA 多色イメージングによる分裂期染色体構造の解

明」 

・科研費 基盤研究（C）「加齢に伴う睡眠障害性代謝異

常のメカニズムの解明と時間栄養学的予防・改善方法

の開発」 

・科研費 基盤研究（C）「金属依存性デアセチラーゼの

触媒反応メカニズムの解明と阻害剤の開発」 

・科研費 基盤研究（C）「セルフアセンブリスマートス

キン層を持つ生分解性ポリマーの研究」 

・科研費 基盤研究（C）「ダイニン・微小管・DNA 折

り紙複合体の構築による軸糸ダイニンの力発生機構の

研究」 

・科研費 基盤研究（C）「セルロース繊維に蛋白質機能

を付与する基盤技術開発」 

・科研費 基盤研究（C）「ゲノム編集ニワトリを用いた

ヒト抗体医薬大量生産技術の開発」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「神経の微細観察系を新たに

構築し、アンジェルマン症候群の病理解明を目指す研

究」 

・科研費 挑戦的萌芽研究「アミロイドβオリゴマーに

よる認知機能障害に対する習慣的な運動の効果の解

析」 

・科研費 若手研究（B）「ヒト翻訳制御因子の RNA に

よる活性化機構の構造基盤」 

・科研費 若手研究（B）「膜内化学反応と膜ダイナミク

スが協同した人工細胞システムの創製と機能創出」 

・科研費 国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）

「原核生物に特異的な遺伝子発現調節機構の解明（国

際共同研究強化）」 

・科研費 基盤研究（B）「レーザー誘起細胞内分子秩序

化による神経活動ダイナミクスの制御」 

・科研費 基盤研究（B）「単一細胞・ゲノムアレイによ

るエピゲノム解析」 

・科研費 基盤研究（B）「細胞骨格の構造と機能のメカ

ノセンシング」 

・科研費 基盤研究（B）「機能分子を導入する細胞マイ

クロアレイ技術の創成」 

・科研費 若手研究（A）「細胞刺激応答の非破壊的モニ

タリングを実現するクルードタンパク質メトリクス法

の創製」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「ウイルス

と宿主の感染・増殖・共生過程の誘電率顕微鏡による

構造組成解析」 

・科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「ダイニ
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ン・微小管系の振動運動機構－運動中の姿を捉える電

子顕微鏡解析－」 

・科研費 基盤研究（C）「抗炎症作用を有する機能性タ

ンパク質フィルムの創製と炎症性疾患治療への応用」 

・科研費 基盤研究（C）「表面高機能化ナノ複合蛍光体

による生体影響ガスセンサに関する研究」 

・科研費  基盤研究（ C ）「新規神経栄養因子

BDNFpro-peptide の作用機序と脳疾患関連の研究」 

・科研費 若手研究（B）「癌転移能抑制に向けたヒトネ

スチン遺伝子高効率破壊ツールの開発」 

・科研費 若手研究（B）「split intein を利用した細胞

膜透過性ペプチドスクリーニング法の開発」 

・科研費 若手研究（B）「ユビキチンリガーゼによる

NASH 発症抑制機構の解明」 

・科研費 基盤研究（C）「ゲノムでの遺伝子出現機構の

パスウエイ解析」 

・科研費 挑戦的研究（開拓）「細胞間生命情報伝達を担

う新規膜小胞の生物物理化学特性の解明」 

・科研費 挑戦的研究（萌芽）「疾患発症・進行予測に向

けた有機薄膜 FET によるヒストン化学修飾解析」 

・科研費 基盤研究（B）「新規糖鎖標的プローブの創生

による医療応用技術の開発」 

・科研費 基盤研究（B）「5－アミノレブリン酸による

放射線力学的がん治療法の臨床応用のための基盤研

究」 

・科研費 基盤研究（B）「空間的顕著性に基づくサウン

ドデザインに関する研究」 

・科研費 基盤研究（C）「立体構造情報にもとづく制限

酵素 FokI の DNA 切断反応機構の解明」 

・科研費 基盤研究（C）「抗体医薬品の変性構造を特異

的に認識する人工タンパク質を用いた高次構造分析技

術」 

・科研費 基盤研究（C）「グアニンと脱塩基サイトに着

目したターゲットリシーケンス法の確立」 

・科研費 基盤研究（C）「高次倍数体育種の基盤を為す

DNA 修復制御法の探求」 

・科研費 基盤研究（C）「ウイルス RNA 応答性の自然

免疫機構の構造基盤解析」 

・科研費 基盤研究（C）「抗体の RNA 高次構造特異的

な認識を利用したエピトランスクリプトーム解析技術

の開発」 

・科研費 基盤研究（C）「マクロファージを活用した組

織再生技術の創製」 

・科研費 若手研究「薬剤耐性菌の発生リスク軽減を目

指した高速かつ正確な DNA シーケンス技術の開発」 

・科研費 若手研究「シトシンバリアントの網羅的解析

法の開発と細胞評価への応用」 

・科研費 若手研究「ペリセントロメア特異的エピゲノ

ム編集技術の開発と新規ヒト大脳発生モデルへの応

用」 

・科研費 若手研究「シャーガス病の創薬標的探索に資

する遺伝子改変手法の開発」 

・科研費 若手研究「Development of a high-throughout 

drug recovery assay of stress for natural 

compounds screening」 

・科研費 若手研究「人工細胞型微小インキュベーター

の開発とその応用」 

・科研費 基盤研究（C）「タンパク質凝集初期過程解析

のための蛍光偏光相関分光装置の開発」 

・科研費 若手研究（B）「分子認識能を有するポリチオ

フェンを活用した有機トランジスタ型化学センサの創

製」 

・科研費 若手研究（B）「ブルガダ症候群に対する肺動

脈周囲自律神経アブレーションによる新規治療法の開

発」 

・科研費 特別研究員奨励費「タンパク質の細胞内局在

に基づく糖鎖修飾糖種分布の作成」 

・科研費 研究活動スタート支援「超好熱性古細菌由来

ペルオキシレドキシンを基盤とする新規人工金属酵素

の開発」 

・科研費 国際共同研究加速基金（国際共同研究強化

（A））「神経疾患創薬を志向した大脳オルガノイドの

開発とそれを利用した多検体解析技術の構築」 

・科研費分担 新学術領域研究（研究領域提案型）「革新

的イメージング技術とがんモデルメダカを駆使したが

ん転移研究」 

・科研費分担 新学術領域研究（研究領域提案型）「光圧

を識る：光圧の理論と計測・観測技術開発による基礎

の確立」 

・科研費分担 新学術領域研究（研究領域提案型）「細胞

機能を司るオルガネラ・ゾーンの解読」 

・科研費分担 新学術領域研究（研究領域提案型）「小胞

体膜連携ゾーンを介した脂質輸送」 

・科研費分担 基盤研究（S）「組織幹細胞におけるゲノ

ム安定性の制御」 

・科研費分担 基盤研究（A）「Bull’s eye パターン化

プラズモニックチップによる神経細胞ネットワーク解

析」 

・科研費分担 基盤研究（A）「新規光受容タンパク質に

よる鞭毛繊毛機能の光制御」 

・科研費分担 基盤研究（A）「軟骨魚類の自然抗体を応

用した魚類感染症の新規防除法の開発」 

・科研費分担 基盤研究（B）「イネにおけるセロトニン

蓄積の抑制機構の解明：アブラムシによる抵抗性の抑

制と利用」 

・科研費分担 基盤研究（B）「被損傷前十字靭帯被覆下

における移植腱再構築過程促進の分子機序の統合的解

明」 

・科研費分担 基盤研究（B）「畜産環境における耐性菌

出現防止のための抗生物質の磁気分離」 
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・科研費分担 基盤研究（B）「筋線維芽細胞と血管内皮

前駆細胞の創傷治癒作用に着目した難治性顎骨壊死の

治療法開発」 

・科研費分担 基盤研究（B）「共スパッタ法と電析法に

よる糖類分析用半コアシェルナノ粒子埋め込み炭素電

極の開発」 

・科研費分担 基盤研究（B）「タンパク質液-液相分離

の低分子コントロール」 

・科研費分担 基盤研究（B）「水圏の食物網における動

物プランクトンを介したマイクロプラスチックスの経

路」 

・科研費分担 基盤研究（B）（特設分野研究）「手話の

オラリティとアジアろうコミュニティでの社会貢献へ

の応用」 

・科研費分担 基盤研究（C）「現代の生活習慣が引き起

こす血栓症を予防する新規食品機能成分の探索と応

用」 

・科研費分担 基盤研究（C）「緊急時に対応可能な血中

自己抗体の簡易除去システムの創製」 

・科研費分担 基盤研究（C）「モリアオガエル泡巣（卵

塊）の精密解析：泡立ち機能成分の同定・最適化」 

・科研費分担 挑戦的研究（萌芽）「骨格筋への糖取り込

みをリアルタイム観察可能な蛍光プローブの開発」 

・国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

生物系特定産業技術研究支援センター 戦略的イノベ

ーション創造プログラム（スマートバイオ産業・農業

基盤技術）「健康寿命の延伸を図る「食」を通じた新た

な健康システムの確立」 

・生物系特定産業技術研究支援センター 戦略的イノベ

ーション創造プログラム（スマートバイオ産業・農業

基盤技術）「微生物探索：未利用微生物活用のためのミ

リオンスクリーニングプラットフォーム開発」 

・公益財団法人名古屋産業科学研究所 平成30年度戦略

的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）「クライオ電

子顕微鏡を用いたタンパク単粒子解析法のための定膜

厚試料自動作製装置の開発」 

・国立大学法人琉球大学 沖縄科学技術イノベーション

システム構築事業「慢性腎臓病重症化予防のための多

職種連携ビジュアルツールの開発」 

 

発 表：誌上発表195件、口頭発表346件、その他55件 

--------------------------------------------------------------------------- 

分子細胞育種研究グループ 

（Molecular and Cellular Breeding Research Group） 

研究グループ長：本田 真也 

（つくば中央第6） 

概 要：  

 「タンパク質の分子育種技術の開発」においては、

バイオ医薬品の製造管理基盤技術開発を目的として、

抗体医薬品の高次構造変性を認識する人工タンパク質

の進化分子工学的機能改良を実施した。既存品の親和

性を46倍増強した人工タンパク質 AF.ab920を作出し、

これが Fab 領域の天然型と非天然型の立体構造を厳

密に識別すること、Fab 領域と Fc 領域の非天然型立

体構造を識別することを明らかにした。また、産総研

で開発された誘電率顕微鏡を用いて、抗体医薬品の凝

集体の液中観察を行った。その結果、別途光散乱法で

求めたフラクタル次元の値とほぼ一致し、異なるサイ

ズ領域間で凝集メカニズムに一貫性があることが明ら

かになった。さらに、超生体高分子構築機構の解明を

目的として、多種の塩の生体高分子会合における役割

を調べ、構成イオン内の電荷密度と分布によって変化

する溶媒効果と粒子会合との関係を明らかにした。「微

生物等の細胞育種技術の開発」においては、高次倍数

体育種を目的として、一倍体酵母を接合することによ

り、二倍体、三倍体および四倍体酵母を作製した。こ

れらの酵母を用いて、染色体の複製異常を検知する手

法を開発した。「多糖の分子育種技術の開発」において

は、ユーグレナ由来多糖の材料化を目的として、アシ

ル化を行った。その結果、一定鎖長のアシル基を一定

量導入することにより、熱可塑性と機械特性の両者に

優れた熱可塑性樹脂を開発した。 

 

蛋白質デザイン研究グループ 

（Protein Design Research Group） 

研究グループ長：広田 潔憲 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 欲しい機能を有するタンパク質をデザインし有用な

タンパク質を創製することを目指して、酵素の効率的

な機能改変を行う技術の開発や、アフィニティ・リガ

ンドタンパク質の開発、医療応用を目指したタンパク

質の改変などに取り組んでいる。具体的には、新機能

芳香族化合物の産生における変異タンパク質の利用を

はかるべく、個々の変異効果について曖昧な加算性を

仮定したタンパク質デザイン法（準加算性歩行法）の

開発を行っている。また、抗体医薬品製造プロセスの

プラットホーム技術の高度化を目指して、抗体の精製

を効率的に行うことが可能な新規精製方法の開発を進

めている。医療応用を目指したタンパク質の改変にお

いては、例えば、白血球減少症の治療などに用いられ

る顆粒球コロニー刺激因子（G-CSF）は、血中安定性

の低さが課題となっているため、安定性の向上をはか

るべく、ポリペプチド鎖の末端をペプチド結合で連結

させた環状化改変体の研究開発を進めている。また、

Fas リガンドは、疾病の発症原因となる異常細胞のア

ポトーシス誘導に直接関与する重要なタンパク質なの

で、その細胞外ドメインを標的として、治療薬や診断

用ツールの創製を目指した研究開発を行っている。 
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構造生理研究グループ 

（Structure Physiology Research Group） 

研究グループ長：佐藤 主税

（つくば中央第6） 

概 要：

 当研究グループは、生物内の微細な構造の決定に基

づいた、生理機構の解明からの研究展開と応用に主眼

を置いている。生物の体は、組織から細胞・分子・原

子に至るさまざまな階層構造を形成し、それらの間で

の相互作用により成立している。これら組織、細胞、

微生物を対象に、さまざまな顕微鏡技術・生化学技術

などを駆使して、分子・細胞・複合体レベルで研究展

開している。光学顕微鏡は生きた細胞などの観察に優

れている。これに対して、電子顕微鏡は、電子線を十

分に照射できるサンプルであれば0.2 nm にも達する

高い分解能を得ることができる。しかし、生体物質は

電子線にあまり強くなく、照射線量が限られ微かに薄

い像になる。薄い像でも膨大な数の電顕像を組み合わ

せれば、高分解能な3次元構造を計算できる。当研究

グループは、この単粒子解析技術を、情報学を駆使し

て開発し、神経のシグナル機構、細胞内輸送、抗がん

剤に関係するさまざまな膜タンパク質・複合体・さら

には糖鎖の構造を解析している。さらに、生体組織の

分泌腺・骨や骨芽細胞などの細胞内の微細構造と微小

なリン酸カルシウム結晶成長を、水中において高い分

解能で観察するために、超薄膜越しに液中の細胞を電

子ビームを応用して見る方法、電子線走査後のさまざ

まなチャージを利用した新顕微鏡法・光電子相関顕微

鏡法などを開発した。また、赤外光を利用した新顕微

鏡開発も行った。分子動力学法を複数の方法により開

発し、免疫機構と癌の転移などもさまざまな方法を駆

使して研究している。これら研究を相互に組み合わせ

ながら、生物の構造機能相関を中心に幅広く研究して

おり、将来的に疾病予防や新治療法開発と関連技術へ

の貢献を目指している。

先端ゲノムデザイン研究グループ 

（Advanced Genome Design Research Group） 

研究グループ長：大石 勲

（関西センター） 

概 要：

先端ゲノムデザイン研究グループでは、ゲノムデザ

インの理解とその利用に向けた研究を行っている。微

生物を用いた研究では、細菌細胞を用いた自己ゲノム

編集機構の解明研究やこの知見に基づく、植物・動物

でも利用可能な国産のゲノム編集技術の開発研究を行

っている。また、ゲノム中のメチルシトシンからシト

シンへの脱メチル化反応中間体の解析を進め、遺伝子

転写活性のスイッチの探索を行っている。さらに、メ

タン酸化共生細菌群のゲノム解析とこれに基づく共生

機構の解明に取り組んでいる。加えて、ハロモナス菌

を用いた有機酸製造を目指し、菌体増殖促進を主観点

に、代謝物の分析、他の好塩菌との比較検討などを行

った。多細胞生物を用いた研究では、ゲノム編集ニワ

トリ個体の卵にヒトインターフェロンβを産生させ、

高い活性を得る技術を開発した。またメダカ個体のゲ

ノムを複数改変し、これを利用したがん細胞の転移機

構の可視化技術などの開発を行っている。

生体分子創製研究グループ 

（Biomolecule Design Research Group） 

研究グループ長：中村 努

（関西センター）

概 要：

タンパク質やその他の生体分子を創製するという観

点から、酵素や疾患マーカータンパク質の作用機序と

立体構造およびそれらの相関の解明、天然タンパク質

と金属錯体を利用した人工酵素の創製、生物発光シス

テムを応用した高効率自己励起蛍光タンパク質 BAF

の開発および融合タンパク質のデザインによる新規分

子の創製、生体適合性を持つ生体模倣材料の開発、脳

疾患をターゲットとした創薬支援やモデル系の構築を

行う。そのために、タンパク質の X 線結晶構造解析、

変異解析、ドメインマッピング、生分解性を有する高

分子の利用、成長因子分子群の相互作用解析の手法を

用いる。このように、当グループでは、人工タンパク

質や高分子材料など多彩な材料を用いた研究から、創

薬基盤・医療基盤技術開発を目指している。

生物時計研究グループ 

（Biological Clock Research Group） 

研究グループ長：大石 勝隆

（つくば中央第6） 

概 要：

健康長寿社会の実現を目指し、睡眠障害やうつ病、

ストレス性腸炎などの脳神経関連疾患や、メタボリッ

クシンドロームをはじめとした高血圧、肥満、糖尿病、

肝炎などの生活習慣病、ロコモティブシンドロームを

はじめとした加齢に伴う身体機能の低下などの発症メ

カニズムの解明に向けた研究を行うと同時に、これら

の疾患の未病状態やその複合した状態を検出するため

の診断・支援技術の開発を行った。また、上記疾患の

発症を予防するために、食の機能性を評価・利用し、

宿主免疫機能を積極的に利用した先進的な疾患予防技

術の開発を行った。具体的には、体内時計に関連する

睡眠障害や生活習慣病、ロコモティブシンドロームな

どの予防・改善を目指した時間栄養学研究や時間運動

学的研究、日常における健康状態の迅速・簡便なモニ

タリングを可能とし、疾患を早期に予測・診断するた

めの技術開発、高血圧の改善に役立つ食品成分を中心
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とした機能性を発揮する因子の解析と活性な天然化合

物などの探索およびその利用法の開発、腸管から全身

への免疫活性化メカニズムの解明と、個人の変化に即

した機能性成分の開発 （食品免疫効果）、自然免疫・

経口免疫寛容・脳腸相関を増強する粘膜アジュバント

の開発と、それらを「臨床面における免疫修飾創薬」

に活用する研究を行った。

健康維持機能物質開発研究グループ 

（Physiologically Active Substances Research Group） 

研究グループ長：宮崎 歴

（つくば中央第6） 

概 要：

 健康維持機能物質開発研究グループではこころとか

らだの健康維持のための予防および軽度な疾病段階で

の改善に寄与するため、天然資源より天然化合物を単

離精製して構造決定するとともに、生理活性をバイオ

アッセイで検出している。2018年度は、アレルギー応

答を評価するための生物発光を用いた新規 in vitro ア

ッセイ法の開発を行い、天然化合物の機能性評価に使

用できることも検証した。さらにこのアッセイ系をハ

イスループット化するために、レポーター遺伝子を安

定的に発現する安定細胞株を樹立することに成功した。

また、キクイモ葉に含まれる抗炎症作用、脂肪細胞分

化抑制活性を持つ物質を同定し、これまでイヌリンが

重要な活性成分であるという概念を変える成果となっ

た。沖縄産植物より機能性を持つ天然化合物を探索す

ることを目的に、各植物抽出液のスクリーニングを行

い、抗炎症効果を持つ植物を数種同定した。さらに新

規機能性評価の基盤技術のため、発光生物から新規に

単離されたルシフェラーゼについてそのイオン応答性

や塩濃度応答性を評価した。

次世代メディカルデバイス研究グループ 

（Advanced Medical Device Research Group） 

研究グループ長：永井 秀典

（関西センター）

概 要：

健康状態の可視化を目指し、次世代メディカルデバ

イス研究グループでは、さまざまな環境に対して生命

が対応する中で表れるシグナルとしてのバイオマーカ

ーの研究とその計測技術の開発を行う。生命機能は複

数のパスウェイやフィードバックが働く複雑なもので

あり、その機構の根源的理解に基づく工学的研究を展

開するためには、分子、細胞、個体レベルの実験を進

めるとともに、変化として表れるバイオマーカーを計

測評価し、さらにはこれを利用する技術を開発する必

要がある。当該グループには、高機能性の新規バイオ

マテリアルの開発に関する基礎研究の推進とともに、

これらライフサイエンス実験技術および材料や、機器

開発技術についての高度な技術蓄積があり、これらの

強みを複合的に組み合わせ、バイオマーカー計測につ

いての本格研究を展開する。さらに、その研究成果に

より健康な生活の実現に寄与する新たなヘルスケア産

業創出に貢献することを目標とする。

脳遺伝子研究グループ 

（Molecular Neurobiology Research Group） 

研究グループ長：戸井 基道

（つくば中央第6） 

概 要：

 超高齢社会に伴い増加の一途をたどる神経・精神疾

患において、その発症予測や治療、機能回復に関わる

技術に対しての社会的要請が強まりつつある。しかし

ながら、神経細胞の分化・維持機構、脳におけるネッ

トワーク形成やその可塑的変化を分子レベルで計測し、

その詳細を理解することは依然として十分ではなく、

そのことが疾患発症の予測や、有効な創薬開発が進ま

ない原因の一つとなっている。そこで当研究グループ

では、主にモデル動物を用いた遺伝子解析と光学的イ

メージング解析に基づいて、神経細胞の維持・再生・

移植技術に関する基礎技術の提供を研究目標とする。

特に、モデル動物を用いた遺伝子操作や培養細胞への

遺伝子導入手法により、神経細胞の基本特性の制御に

関与するキー遺伝子の機能や神経疾患に関連した遺伝

子産物機能、さらには脳内神経ネットワークの形成・

維持制御機構を解明する。また、各種の神経疾患モデ

ル細胞・モデル動物を作製し、疾患発症に関与するキ

ータンパク質群の生体内での動態解析技術、疾患変異

型モデル生物を用いた新規のスクリーニング技術の開

発を進める。並行して、これらの生体機能解析に必須

である、新たな顕微鏡システムや観察基盤技術の開発

も進める。これらの解析により、in vitro での分子動

態レベルから個体レベルでの生体現象の可視化を可能

にし、生体脳内や神経細胞内のイベントを詳細かつ鮮

明に解析しながら、個々の疾患状態の把握や治療効率

の向上に繋げる新たな知見を創出する。

脳機能調節因子研究グループ 

（Molecular Neurobiology Research Group） 

研究グループ長：波平 昌一

（つくば中央第6） 

概 要：

生物の細胞間・細胞内の情報伝達、また、ゲノム

DNA からの遺伝情報の読み取りは、生体分子の相互

作用により制御されている。これら生体分子が本来持

っている機能を解析しそれを利用した技術開発を遂行

している。具体的には、生理活性ペプチド、タンパク

質、核酸などが結合する標的分子の認識機構を主に分

子生物学的手法により解析し、分子間相互作用機構を
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利用し、中枢神経系疾患の創薬に資する技術開発を行

う。また、ゲノム DNA やクロマチン構成因子を修飾

するエピジェネティクス制御タンパク質についても、

その神経系細胞における機能解析を行い、標的領域制

御機構を解明する。さらに、それらのエピジェネティ

クス制御タンパク質の機能を利用し、新規神経疾患モ

デル動物やモデル細胞を開発する。 

 

分子複合医薬研究グループ 

（Molecular Composite Medicine Research Group） 

研究グループ長：宮岸 真 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 分子複合医薬研究グループでは、多様な機能分子と

さまざまな技術要素を複合的に組み合わせた医薬技術

の開発、および、健康な社会の実現を目指し、タンパ

ク質構造から、細胞・個体レベルに及ぶ、多面的なテ

ーマに取り組んでいる。ポスト抗体医薬として注目さ

れている核酸医薬に関しては、次世代アプタマーの取

得法の開発、核酸デリバリー法の開発、核酸触媒など

の開発を行っている。構造生物学的アプローチとして

は、疾患関連因子などを対象とし、X 線結晶構造解析

法により、分子認識機構を解明すると共に、その情報

に基づいたリサーチツール開発・創薬開発を行った。

細胞外膜小胞の研究では、ナノサイズでヘテロな分子

機構に迫るイメージングを可能とする電子顕微鏡要素

技術の開発を進めると共に、新たに考案したクライオ

電顕法・技術などの実施検証を行った。個体レベルの

研究としては、モルヒネ長期作用関連因子 Addicsin

の生理機能の解明を目的に、てんかんや損傷治癒との

関連を調べ、医療技術や医薬品の開発へと展開してい

る。また、次世代がん治療薬として、X 線増感剤の開

発を進め、臨床研究に向けた取り組みを進めている。 

 

構造創薬研究グループ 

（Structure-Based Drug Discovery Research Group） 

研究グループ長：加藤 義雄（つくば中央第6） 

概 要： 

 医薬品の創薬に資する基盤技術開発および実用技術

開発を行う。その実施においては、標的の構造、候補

分子の構造、複合体の構造、構造作用機序などの情報

を活用した構造化学的医薬品開発（構造創薬）を基本

のアプローチとする。また、これらに関連した萌芽的

研究および目的基礎研究にも積極的に取り組む。技術

開発課題の立案においては、医療診断分野における技

術ニーズを把握し、現実的な社会還元が期待される適

切な対象と方法論を選択することに努める。2018年度

は主に、がんや分化のマーカーとなる糖鎖を認識する

レクチンの立体構造と糖鎖認識機構のX線結晶回折お

よび分子動力学計算による解析、網羅的遺伝子破壊に

よるシャーガス病（寄生虫の媒介する熱帯病）治療薬

創製の標的分子探索、シャーガス病治療薬開発の標的

分子の感染ステージ別探索技術の構築、植物における

遺伝子改変に向けたタンパク質導入法の開発、を進め

た。 

 

細胞分子機能研究グループ 

（Functional Biomolecular Research Group） 

研究グループ長：清末 和之 

（関西センター） 

概 要： 

 生体システムおよび構成する分子の機能を、基本的

動作原理から理解し、そのシステムの活用および生体

分子の活用によって、第4期中期目標である「創薬基

盤研究を推進する」に資する研究・開発を推進してい

る。具体的には、疾患における生体の異常を再現する

疾患モデル動物および細胞の作成を行っている。また、

マウスなどの小型哺乳類の疾患モデル動物では利用が

困難な点を補うべく小型魚類を用いた疾患モデルの開

発を行っている。疾患としては神経疾患やがんなどを

ターゲットにし、また、技術的には、修復などを目指

した幹細胞の培養技術、ゲノム編集技術を応用した手

法の開発を行っている。一方、素材としての機能性タ

ンパク質の安定化によって産業利用可能な高機能化タ

ンパク質の創造を試みている。 

 

先進バイオ計測研究グループ 

（Advanced Biomeasurements Research Group） 

研究グループ長：関口 勇地 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 核酸、タンパク質や細胞などの生体由来物質の計測

（バイオ計測：biomeasurement）は、バイオメディ

カル分野の研究において欠くことのできない分析項目

であるとともに、バイオテクノロジー産業・メディカ

ル分野の基盤である。また、その技術の発展は、生命

現象をよりありのままに観察することや、バイオテク

ノロジー関連分野の進歩を促進する。先進バイオ計測

研究グループは、バイオ計測の科学や先進的なバイオ

計測技術開発とその基盤整備に軸足を置きながら、関

連する基礎および応用研究を実施することを目的に研

究を実施している。特に、次世代 DNA シークエンシ

ング技術を利用したマルチプレックス計測を中心に、

病原性微生物定量技術、マイクロバイオームなど複合

微生物生態系評価技術などの先進バイオ計測技術開発

（実験技術およびバイオインフォマティクス）を実施

している。また、次世代 DNA シークエンシング技術

を利用したマルチプレックス計測など先進バイオ計測

の精度、バイアスの評価、およびそれらの精度管理方

法を開発し、そのために必要な標準物質の開発を行な
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っている。さらに、開発した先進バイオ計測技術を利

用し、微生物学などにおいて重要な基礎研究課題に対

しその解明に取り組んでいる。 

 

バイオアナリティカル研究グループ 

（Bioanalytical Research Group） 

研究グループ長：野田 尚宏 

（つくば中央第6） 

概 要： 

（1）国内・国際的連携体制構築を通したバイオテクノ

ロジーの標準化推進 

  医療・環境・食品などの幅広い分野で核酸、タンパ

ク質、糖鎖、さらには細胞そのものの計測を含む生体

分子解析技術が広く利用されている。一方で、生体分

子もしくは細胞そのものは生物特有のゆらぎの中でそ

の進化を遂げた産物であり、従来からの物理化学的な

標準の考え方とは異なる部分がある。そのような状況

を踏まえ、生体分子の計測に関わる技術の標準化に資

する研究を推進した。具体的には網羅的遺伝子解析手

法における定性的・定量的データの品質を管理するた

めの標準物質の作製や利用方法について、業界団体や

大学などと連携して進めた。また、ISO/TC276バイオ

テクノロジーにおいて細胞計測に関する標準化の推進

に貢献した。 

（2）生体分子解析技術の開発と応用 

  Water-in-oil（w/o）ドロップレットやリポソームを

活用したナノ反応場における微生物培養技術の開発を

行った。リポソーム内部での微生物増殖のリアルタイ

ム観察技術の開発および w/o ドロップレットを用いた

ハイスループット微生物培養技術の実用化を目指して

研究を行った。 

 

ナノバイオデバイス研究グループ 

（Bioanalytical Research Group） 

研究グループ長：栗田 僚二 

（つくば中央第6） 

概 要：  

 「創薬基盤技術の開発」や「医療基盤・ヘルスケア

技術の開発」を達成するには、既存の分析手法では成

し得なかった新規生体分子計測法の開発が必須である。

これまで不可能とされてきた時空間分解能で、タンパ

ク質や核酸を精緻に検出することにより、新規創薬基

盤ツールや高度医療診断を可能にしていく。主たる研

究戦略として、ナノ材料とバイオ分析を融合させた独

創的な生体分子計測技術にかかる目的基礎研究を行い、

さらにそれらのデバイス開発、実試料計測までを一貫

して行うことを目標とする。従来、大型分析装置でし

か成し得なかった精緻なバイオ分析を、材料科学、表

面科学、微細加工技術、多変量解析技術など多彩なア

プローチを駆使することで、生体および有機分子機能

の高度化を進め、さまざまな生体分子計測を実現する。

エピゲノム変化や細胞分化等の生命現象、医薬、毒素

などの創薬基盤技術に有用な分子を簡便かつ迅速に計

測可能にすることで、医療、創薬、生命科学の発展に

資することを目的とする。 

 

セルメカニクス研究グループ 

（Bioanalytical Research Group） 

研究グループ長：中村 史 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当研究グループは、生物の有する機械的な運動機能、

関連する生体分子の構造と機能を明らかにする、ある

いはそのための装置・技術の開発を行う。明らかにし

た生物の情報、開発された技術により、学術研究、医

療、創薬、診断技術などに貢献することを目指す。特

に細胞の骨格、運動、接着など、生物の機械的因子に

関連する新規機能を解明することで、ライフサイエン

スにおける基盤情報の確立に貢献する。2018年度の研

究では、鞭毛軸糸ダイニン・微小管複合体を DNA 折

り紙で架橋したモデル系が振動的運動を起こすことを

示し、精子の鞭毛運動のメカニズムの解明に貢献した。

また、容易にノックアウト細胞を樹立することが可能

な高性能ゲノム編集ベクターを開発し、細胞骨格ネス

チンが、がん細胞の柔軟性獲得に深く関わることを明

らかにした。さらに、お椀形状の曲面電極を作製し、

がん細胞表面分子を電気化学発光法により高感度検出

する新規技術や、ミリメートルサイズのプランクトン

の現存量計測高速化のための自動撮像装置の開発など

を行っている。これらの研究は、ナノテクノロジーな

どの分野融合によって生み出される新しい生物工学の

技術体系の構築とこれを利用した産業の創出に資する

ものである。 

 

細胞マイクロシステム研究グループ 

（Cell Microsystem Research Group） 

研究グループ長：藤田 聡史 

（関西センター） 

概 要： 

 細胞マイクロシステム研究グループでは、バイオマ

イクロデバイス・細胞マイクロアレイ・細胞センシン

グ・細胞分子操作技術・各種顕微鏡技術・免疫制御技

術など、細胞組織の機能評価や制御を行う技術開発に

多面的に取り組んでいる。これらの技術を用いて生体

組織の包括的な理解を進めるとともに、これらの技術

を応用したドラックデリバリーシステムの開発、創薬

や予防医療支援ツール、免疫制御による新規治療法な

ど、有用なプラットフォームの整備を進め、産業界へ

の橋渡しを行っていく。 

 2018年度は、（1）機能分子をチップ上から細胞内に
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導入する技術実証、これを応用した細胞マイクロチッ

プ、組織チップの開発、（2）フェムト秒レーザーを応

用した神経細胞刺激技術の実証、（3）プラズモニック

チップを用いた光ピンセットによる細胞表面受容体分

子の光捕捉技術の開発、（4）マクロファージ標的型ナ

ノメディシンによる炎症性疾患モデルに対する治療効

果の実証、（5）細胞・生体高分子と相互作用する官能

基を有する生分解性ポリマー「4－ヒドロキシ安息香

酸またはイソニコチン酸が末端に結合したポリアミド

4」の開発を進めた。 

 

細胞・生体医工学研究グループ 

（ Medical and Biological Engineering Research 

Group） 

研究グループ長：七里 元督 

（関西センター） 

概 要： 

 細胞から個体レベルのヒトを対象とした医工学研究

として以下の基礎研究と応用研究に取り組んでいる。 

1）生活習慣病をはじめとした各種疾患の早期診断に

有用なバイオマーカーの探索 

 特に、脂質酸化物のバイオマーカーとしての有用

性検証、抗酸化物質制御による治療への応用に関す

る研究を進めている。 

2）細胞機能を決定する遺伝子動態を可視化・測定す

る技術の開発 

 遺伝子の動態の詳細な解析技術を開発し、医療や

細胞工学技術への展開を試みている。 

新たな疾患診断技術の創生を目指して基盤技術の開

発に取り組んでいる。 

3）蛋白質工学に基づいたアルパカ由来の新規抗体の

開発 

 新規抗体を活用したバイオマーカー計測や抗体医

薬品へ応用展開を進めている。 

4）脳機能に立脚した聴覚メカニズムの解明と、音質

の心理・生理評価に関する技術開発 

 非侵襲計測技術を駆使した聴覚認知メカニズムの

高精度な理解に基づき、ヒトにとって快適な居住空

間の設計技術などへ応用している。 

5）分子の動態やヒトなどの生物群集の動態をコンピ

ュータ解析 

 上記にて測定されたデータなどを元に生命現象を

予想し、新たな問題解決手法として産業展開を図っ

ている。 

 

④【健康工学研究部門】 
（Health Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：達 吉郎 

副研究部門長：鎮西 清行、大家 利彦 

総括研究主幹：黒澤 茂 

 

所在地：四国センター、つくばセンター 

人 員：45名（45名） 

経 費：539,737千円（198,146千円） 

 

概 要： 

 ライフイノベーションと地域産業競争力強化への貢

献をミッションとし、「医療基盤・ヘルスケア技術の開

発」の研究課題を担う。 

 健康工学研究部門では、持続可能な社会の中で健康

かつ安全・安心で質の高い生活の実現を目指し、生体

工学、生物学、材料化学、物理学、などの知識や知見

を結集・融合することによって人間や生活環境につい

ての科学的理解を深め、それに基づいて、人と適合性

の高い製品や生活環境を創出するための研究開発を行

う。 

 具体的には、医療基盤・ヘルスケア技術の開発のう

ち、1）医療機器の高度化とレギュラトリーサイエン

ス、2）健康状態の可視化、3）生活環境における健康

増進、を研究開発の柱とする。大学や産業界とも連携

し、基礎研究から橋渡し研究を進め、健康工学研究領

域の確立、ならびに21世紀における新たな健康関連産

業創出に貢献することを目指す。 

 また、当研究部門は、四国、つくばに研究開発拠点

を置き、地域の健康関連産業の活性化への貢献を着実

に推進することも任務とする。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略 

「福祉・介護関連ヘルスケア産業事業化拠点の形成」 

戦略 

「オンチップ PCR 搭載型マラリア診断装置開発」 

 

外部資金： 

経済産業省 

省エネ型電子デバイス材料の評価技術の開発事業 

「リアルタイム発光測定による細胞内シグナル伝達動的

変化の定量化及び毒性発現メカニズムの解析」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工

知能技術分野／熟練スキルを搭載した知能ロボットの研

究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「細胞チップ MS システムを用いた1細胞マルチ分子フ

ェノタイピング」 
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国立研究開発法人科学技術振興機構 

革新的研究開発推進プログラム（ImPACT） 

「バイオニックヒューマノイド評価法の標準化」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（さきがけ） 

「磁場照射で脳機能を観察・操作する磁性ナノツールの

開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

A-STEP 機能検証フェーズ   

「ナノピンセットを用いた単一細胞ハンドリング技術の

開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 

「未来医療を実現する医療機器・システム研究開発事業 

医療機器等に関する開発ガイドライン（手引き）策定事

業」 

 

静岡県 

先端企業育成プロジェクト推進事業 

「国産技術による高齢者大腿骨骨折治療用インプラント

の製品化」 

 

佐賀県産業労働部ものづくり産業課   

佐賀県リーディング企業創出支援事業 

「九州シンクロトロン光研究センターでの高精度 LIGA

プロセスによる X 線格子デバイスの開発」 

 

埼玉県    

埼玉県産学連携研究開発プロジェクト補助金 

「シリコーンゴム（PDMS）親水性化表面修飾法の開発」 

 

公益財団法人滋賀県産業支援プラザ 

中小企業経営支援等対策費補助金（戦略的基盤技術高度

化支援事業）    

「骨格構造に最適な大腿骨骨折治療用 BHA 人工股関節

システムの開発および実用化」 

 

公益財団法人とくしま産業振興機構 

中小企業経営支援等対策費補助金（戦略的基盤技術高度

化支援事業）  

「疾患モデル動物の多品種生産・大量生産のための自動

装置の開発」 

 

公益財団法人えひめ産業振興財団 

中小企業経営支援等対策費補助金（戦略的基盤技術高度

化支援事業）    

「柑橘由来セルロースナノファイバーの革新的製造プロ

セス及び用途開発」 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 A） 

「非アルコール性肝障害の発症機序解明および早期診断

法の確立と予防法の提案」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B） 

「マイクロ RNA 機能のダイナミズム可視化システムの

開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B） 

「脂肪血管のアポトーシスを起点とする生体反応の機序

と制御」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「異構造光トラップ場を用いた非接触3次元マイクロ操

作の高機能化と汎用化の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「多種の脳内神経伝達物質を同時検出するための蛍光プ

ローブの創製と医療診断への展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「トリパノソーマにおける Ca2+シグナリングの分子基

盤の解明と創薬への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「生体組織のマルチモダリティ音速分布画像化法の開

発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「多波長光イメージングによる3次元血流情報の獲得と

循環器系デバイス定量評価への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「仮像形成相転移を利用したエナメル質類似組織の構

築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「超高感度・簡便・迅速な診断を目指した紙・フィルム・

テープで作る分析チップ」 
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独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「高付加価値放射線治療を実現する金ナノ粒子増感剤の

開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「再石灰化促進作用を有する高機能性フィラーの開発と

歯科材料への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「アレルギー疾患対策に資する浮遊病原体モニタリング

法の確立と住環境評価への展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「ワクチンアジュバントとしての糖鎖改変酵母の粘膜免

疫増強効果とその作用機序の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「AI を用いた革新的実験計画法による動圧浮上遠心血

液ポンプの最適設計に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「無機イオン交換体を用いた有害物質拡散防止材料の開

発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「分子輪投げによる環状DNA1分子の直接リアルタイム

解析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「小型遠心ポンプを応用した可搬型血液濾過装置開発の

レギュラトリーサイエンス研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「プラズモニックホットスポットおけるプラズモンと分

子の強結合評価モデルの創出と実証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C） 

「がん抗原特異的抗腫瘍免疫の増強と免疫抑制の是正を

同時に実現するがんワクチンの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究） 

「癌組織中に含まれる遺伝子変異細胞の高感度検出法の

構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究） 

「新規脂質酸化ストレスマーカーを指標とした生活習慣

病を伴う緑内障の病態評価と予防法」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B（海外学術調査）） 

「マラリア高度流行地における独自開発デバイスを用い

た無症候感染者の診断法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「糖尿病発症時の膵β細胞に発現するグルタミン酸受容

体活性化シグナルの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「胎児期低栄養による骨形成不良と2型糖尿病発症の関

連性の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「止血・骨再建を一挙に可能にする炭酸アパタイト系骨

セメントの創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（若手研究 B） 

「超音波治療における生体の3次元変動追従型治療領域

検出システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（特別研究員奨励費） 

「マイクロ二次流れ指標を用いた新たな抗血栓性評価用

CFD 解析手法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（挑戦的萌芽研究） 

「メカニカルストレスによる血液凝固反応抑制メカニズ

ムの粘弾性学的定量評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（研究活動スタート支援） 

「分子レベルで神経活動を可視化する MRI プローブの

開発」 
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独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 S）研究分担 

「高分解能原子間力顕微鏡・分光法による生体分子間認

識・相互作用力の直接可視化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 A）研究分担 

「光・超音波の統合及び光の位相空間制御による高機能

光音響イメージングシステムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 A）研究分担 

「マイクロ波プロセス・トモグラフィー法による血流内

微小血栓モニタリング法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B）研究分担 

「低電圧高出力な半球殻状超音波トランスデューサの開

発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B）研究分担 

「DNA 損傷と細胞死応答に基づく「がん陽子線・複合

免疫療法」の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B）研究分担 

「造影剤投与後の心臓に対する音響放射力インパルスの

安全性評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 B）研究分担 

「脳腫瘍のレーザー治療を確立するための脳光温熱生体

数値シミュレーションモデルの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「アピオスの潜在的機能の活用とその可能性の検索」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「音響放射力インパルスが肺およびその周囲組織に及ぼ

す影響」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（基盤研究 C）研究分担 

「難治性潰瘍手術ナビゲーションのための下肢末端血流

動態画像解析・投影システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費助成事業（挑戦的萌芽研究）研究分担 

「陽子線照射でがん免疫も賦活する「がん陽子線・在所

ワクチン療法」の開発」 

 

厚生労働省 

厚生労働科学研究費補助金  研究分担 

「化学物質の動物個体レベルの免疫毒性データ集積とそ

れに基づく Multi－ImmunoTox assay（MITA）による

予測性試験法の確立と国際標準化」 

 

公益財団法人光科学技術研究振興財団 

平成30年度研究助成 

「神経伝達を経路特異的に可視化する磁性ナノプローブ

の開発」 

 

経済産業省 

平成30年度戦略的国際標準化加速事業（政府戦略分野に

係る国際標準開発活動） 

「手術ロボットに関する国際標準化」 

 

経済産業省 

工業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準化加速事

業：政府戦略分野に係る国際標準開発活動） 

「発光株化培養細胞の保存管理法に関する国際標準化」 

 

発 表：誌上発表79件、口頭発表155件、その他33件 

--------------------------------------------------------------------------- 

セラノスティックデバイス研究グループ 

（Theranostic Device Research Group） 

研究グループ長：小関 義彦 

（つくば東） 

概 要： 

 診断と治療を融合する次世代の医療機器＝セラノス

ティックデバイスの技術開発と、それを迅速に社会に

普及させるための評価体系＝レギュラトリーサイエン

スを創出する事を目標とする。 

 超音波を応用する診断治療機器技術に関しては、マ

ルチフェーズの集束超音波機器のコア技術としてアン

プ一体型モジュール型超音波トランスデューサーの試

作を進めた。エネルギー効率の高いダイレクトドライ

ブ型のトランスデューサーの制御ファームウェアを開

発した。 

 金ナノ粒子による放射線治療増感技術として、難治

性がんの放射線治療に高い効果が期待される金ナノ粒

子内包リポソームによる標的型放射線増感剤の開発を

進めた。昨年度の in Vitro での実験結果に基づき in 

vivo における増感効果の亢進の確認に向けて予備実

験を行った。 

 

人工臓器研究グループ 
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（Artificial Organ Research Group） 

研究グループ長：西田 正浩 

（つくば東） 

概 要： 

 生体適合性の高い医療材料や医療機器の開発につい

ては、中長期使用可能な遠心血液ポンプ、血栓形成モ

ニタリングシステム、可搬型の透析システム、手術操

作スキルの計測・評価方法の標準化を目指した模擬生

体組織の開発を重点的に進めた。 

 中長期使用可能な遠心血液ポンプの信頼性を確認す

るために、in silico 評価となる数値流体力学解析、お

よび流体性能および血液適合性の評価のための3D プ

リンタ造形と切削加工を融合した実機作製の方法を確

立した。動圧浮上遠心血液ポンプについては、動圧軸

受の最小軸受隙間と溶血特性の関係性を実験的に確認

した。また、動圧軸受内のプラズマスキミング現象を

ヒト全血で定量的に評価した。さらに、製品化に向け

て企業と連携し、動圧軸受の形状を最適化することで、

市販ポンプと比べて溶血特性を改善することができた。

血液適合性の基礎的なメカニズムの解明のために、血

液に過度に高いせん断応力を負荷すると、血小板の凝

集能が上昇することを in vitro において明らかにした。

また、表面粗さの増加により溶血量が増加することを

明らかにした。直管のカニューラを用いた血流量計の

開発に関して、流量に対する歪量の校正式を2次近似

とすることで、市販流量計に対して平均誤差10 %まで

改善させることができた。血液凝固インピーダンス計

測により体外補助循環回路部の血栓を高精度に検出す

ることができた。可搬型の透析システムについては、

血液適合性を確認するための5日間の動物実験を実施

した。模擬患者開発においては、医師らの官能評価の

高い模擬骨・模擬粘膜素材を開発し、力学特性を計測

した。また、模擬海綿骨用形状生成プログラムの開発

に着手した。 

 

生体材料研究グループ 

（Biomaterials Research Group） 

研究グループ長：伊藤 敦夫 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 組織再生を促進するシグナル物質を担持した整形外

科用インプラント材料の開発・臨床橋渡し研究を行う。

がん免疫療法に用いるための高機能免疫賦活剤を開発

し、in vitro・in vivo 安全性、有効性試験、メカニズ

ム解明を行う。 

 幹細胞を利用した再生医療の実用化研究、細胞培養

加工システムの最適化研究、再生医療など製品の開発

促進に資する開発ガイドライン策定業務において、再

生医療産業化・普及化に資する研究開発ならびに国際

標準化活動を実施する。 

 高生体適合性 Ti 合金等の製品の耐久性と素材特性

の関係の検討、人工膝関節摺動部の摩耗特性と超高分

子量ポリエチレンの酸化劣化に関する評価方法の検討

などを実施する。レーザ積層造形技術等を中心に、患

者個々の骨格構造および症例に最適な脊椎インプラン

トを開発する際に必要となる工学的・力学的評価の考

え方、必要となる評価項目の検討、試験方法、推奨項

目などに関してガイドライン案の取り纏めを行う。 

 

界面・材料研究グループ 

（Interface Material Research Group） 

研究グループ長：黒澤 茂 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 さまざまな知見や社会的ニーズに立脚した有機機能

性材料開発について研究を展開する。分子レベルでの

構造・機能解析を実施し、これら材料が目的とする機

能を発揮するように分子設計や分子集合体構造設計に

反映させることによって、目的とする有機機能性材料

の開発を行う。特に界面や生体機能に関する一連の基

盤研究を統合的に展開し、センシング素子、分子プロ

ーブ、脂質などの機能性有機材料設計・合成技術の確

立､さらには実用化を目指した応用技術の確立を目標

とする。以上の概念に基づきさまざまな材料の設計・

合成を行い、その機能や構造を検討した結果、バイオ

センシング界面構築に用いる表面修飾材料、生体内に

存在する増殖因子などを可視化できる分子プローブ、

機能性脂質の合成法、プローブ顕微鏡を用いた界面解

析や親水性化表面修飾技術などの成果を得ることがで

きた。。 

 

生体ナノ計測研究グループ 

（Nano-bioanalysis Research Group） 

研究グループ長：山村 昌平 

（四国センター） 

概 要： 

 当研究グループでは、健康状態を可視化するバイオ

センシング技術の産業技術化を目指して、高感度生体

分子検出、バイオチップ、1細胞解析技術などを中心

に、基礎から応用まで幅広い研究開発を進めている。

これらの研究、技術開発を極めつつ、分子や細胞など

を対象とした簡易、迅速、高精度、高感度な分析、診

断技術の研究開発を深化させ、目的基礎研究と産業界

への橋渡しを推進する。 

 高感度生体分子検出の開発としては、高度光技術や

ナノテクノロジーなどを用いた1分子計測技術を目指

し、表面増強ラマン散乱（SERS）の発現機構解明と

その実証研究を行った。また SERS の高感度生体分子

計測への応用展開も進めている。バイオチップの開発

としては、紙、フィルム、テープを用いたマイクロ流
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体チップの設計作製を行い、周辺部分も含めた検出系

も構築した。また食品、美容関連などの複数企業と資

金提供型共同研究にて連携し、実用化研究も進めてい

る。1細胞解析技術の開発としては、細胞内外の生体

分子認識プローブ、高性能な光ピンセット技術、およ

び細胞チップの開発を推進している。生体分子認識プ

ローブ開発では、EGFR 遺伝子変異を持つ抗がん剤耐

性がん細胞の検出に成功した。細胞チップの開発は、

大学、企業とともに CREST 研究を産学官連携し、細

胞チップを用いた1細胞の分離、特性評価、回収など

が可能な新規システムの開発を実施した。将来的には、

1細胞の質量分析系の構築を目標に細胞チップ MS シ

ステムの開発を目指している。 

 

バイオマーカー診断研究グループ 

（Biomarker Analysis Research Group） 

研究グループ長：片岡 正俊 

（四国センター） 

概 要： 

 マイクロ化学チップを中心としたバイオナノデバイ

スを用いて、感染症や生活習慣病を対象に発症前診断

が可能なデバイス開発を行っている。細胞チップを基

盤技術とするマラリア診断チップおよび循環がん細胞

診断チップを開発している。診断デバイスの製品化に

向けて、企業との共同研究を進めるとともにマラリア

診断ではアフリカをはじめとする流行域でのフィール

ドテストを進めており、さらに循環がん細胞検出系の

構築ではがん患者血液を用いて高感度かつ正確な標的

細胞の検出系の構築と一細胞レベルでのがん細胞機能

解析を進めている。さらに糖尿病など生活習慣病の早

期診断実現に向けた各種マーカー検出、さらには脂肪

細胞を標的とするリポソームを応用した疾患関連細胞

検出法などの構築を進める。 

 

生活環境制御研究グループ 

（Health Environment Control Research Group） 

研究グループ長：槇田 洋二 

（四国センター） 

概 要： 

 食品や水、身の回りの物質のリスクと機能性を評

価・制御することは、人々が健康な生活を営む上で重

要である。当グループでは、無機系吸着剤の細孔制御

技術や抗菌成分の徐放技術を活用し、身の回りの微量

でも有害なイオンや微生物を低減するための技術開発

を行う。有害性が疑われるナノサイズの物質について

は、現在、信頼性のある生体影響評価技術が確立して

いないため、汎用的かつ信頼性の高い細胞評価系の構

築を目指す。また、全国各地の特産物や加工食品に含

まれる成分の機能性を評価するとともに、産総研四国

センターが事務局を務める「食品分析フォーラム」の

活動に協力し、機能性成分の標準定量分析法を確立す

る。 

 2018年度は、抗菌性生体材料の開発、廃水中リン除

去技術の開発、炭酸カルシウムおよび多層カーボンナ

ノチューブの細胞影響評価、発酵茶の発酵中の微生物

動態の解明、緑藻類スジアオノリからのベータカロテ

ンの分析法のプロトコールの改良を行った。 

 

細胞光シグナル研究グループ 

（Cellular Imaging Research Group） 

研究グループ長：中島 芳浩 

（四国センター） 

概 要：  

 ストレス応答や免疫応答などの細胞応答を独自に開

発した発光レポーター技術を用いて可視化し、応答機

序の解析を行うとともに、セルベースアッセイシステ

ムとして活用し、毒性および機能性評価を実施してい

る。また、疾病モデルマウスなどを用い、機能性食品

などによる疾病発症予防効果の検証とその機序の解析

を実施している。 

 具体的には、以下の4つの主要テーマを推進してい

る。①生物発光技術を活用した細胞機能の可視化・検

出システムの基盤技術開発、②発光レポーター導入細

胞を用いたセルベースアッセイシステムの構築、およ

び化学物質毒性評価システム開発、③細胞および動物

を用いた食品成分の機能性および疾病抑制効果の解析、

④ナノ・マイクロソーティング技術を活用したナノ・

マイクロ流体チップおよび装置開発。 

 

⑤【生物プロセス研究部門】 

（Bioproduction Research Institute） 

（存続期間：2010.4～） 

 

研究部門長：田村 具博 

副研究部門長：鈴木 馨  

副研究部門長：佐々木 正秀  

首席研究員：深津 武馬 

総括研究主幹：森田 直樹  

 

所在地：北海道センター、つくば中央第6 

人 員：45名（45名） 

経 費：1,059,349千円（323,854千円） 

 

概 要： 

１．ミッション 

○微生物による物質生産技術開発：1）微生物によ

る物質生産技術開発については、新規有用遺伝子

資源探索とその利用技術の開発、微生物間相互作

用の機構解明やシグナル物質の発見・同定・機能

解明を行う。加えて微生物－動物（昆虫など）間
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共生に関する基礎的知見を得る。2）微生物の生

理的変化をゲノム科学的解析手法により解析し、

物質生産に結び付ける手法の開発を進める。3）

物質生産プラットフォーム開発による有用物質生

産技術開発を行う。以上を踏まえ生体分子の構造

的特徴、他の機能性物質との相互作用などを勘案

し、生産物の高機能化を目指す。 

○植物による物質生産技術開発：1）植物による物

質生産技術開発では、実用植物における医薬品な

ど有用物質生産技術をさらに展開するために、新

育種技術に分類されているような植物ウイルスベ

クター、エピゲノム技術、ゲノム編集などを実用

作物において利用可能とするための基礎・基盤技

術の開発を行う。2）植物工場およびグリーンケ

ミカル研究所を活用した植物による医薬品などの

生産に加え、薬用植物などの栽培環境制御による

有用物質高効率生産技術の開発を目指す。以上に

より事業現場のニーズに即した資源植物や商業作

物の改良のための技術開発を進める。 

２．研究の概要 

1）環境バクテリアの16S リボソーマル RNA（16S 

rRNA）遺伝子ライブラリーの中から、抗生物質

に対して耐性を示す16S rRNA 遺伝子を複数発見

した。この方法をさまざまな抗生物質の耐性変異

の検証に適用することで、耐性菌の発見・診断に

有用な、耐性変異のデータベース構築が期待され

る。 

2）氷結晶に似た水分子のネットワークが不凍タン

パク質（AFP）の表面に形成されていること、ま

た、このネットワークが正四面体型構造の水分子

クラスタを含むときに、氷に結びつく力が最も強

くなることを明らかにした。今後、分子表面に氷

結晶に似た水分子ネットワークが形成される物質

を人工的に作製できれば、細胞や組織を0 ℃より

少し低い温度で凍結保存できる新たな省エネ技術

につながると期待される。  

3）新しく同定した一次細胞壁形成を制御する遺伝

子を使い、従来の木質（二次細胞壁）のかわりに

リグニンがなく極めて酵素糖化性の高い細胞壁を

高蓄積させることに成功した。この技術の利用に

より、木質バイオマスを利用する工程で必要なエ

ネルギーや化学薬品を減らすことができ、二酸化

炭素排出削減への貢献が期待される。 

4）アリにおいて、神経ペプチドの一つであるイノ

トシンが、体表面の炭化水素の合成を制御し、労

働アリの乾燥環境への耐性向上に寄与することを

明らかにした。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

・国土交通省「下水処理微生物の遺伝子ビッグデータの

構築と迅速・簡便な微生物モニタリングシステムの開

発」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 革新的研究開発

推進プログラム（ImPACT）「人工細胞デバイスを活用

した高速進化実験系の開発と臨床診断用スーパー酵素

の創成」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（ERATO）「一細胞解析と生物・遺伝子資源

情報解析による環境微生物集団の構造と機能動態の統

合的理解」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（ERATO）「昆虫―大腸菌共生進化実験の大

規模化に関する調査検討および共生細菌ゲノムの酵母

細胞を用いたクローニング技術の確立に向けた調査検

討」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（先端的低炭素化技術開発）（ALCA）「ゼロ

から創製する新しい木質の開発」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（先端的低炭素化技術開発）（ALCA）「新規

水生植物共生微生物ライブラリの構築」 

 

・国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究

推進事業（先端的低炭素化技術開発）（ALCA）「イネ

における技術検証：実用作物での検証・最適化」 

 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 革新的先端

研究開発支援事業 ソロタイプ「微生物叢と宿主の相

互作用・共生の理解と、それに基づく疾患発症のメカ

ニズム解明」研究開発領域「生活習慣病に関わる「未

知腸内細菌－ウィルス-宿主」間相互作用メカニズムの

解明 

 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構 革新的先端

研究開発支援事業 ソロタイプ「全ライフコースを対

象とした個体の機能低下機構の解明」研究開発領域「社

会環境が個体の機能低下に及ぼす影響とそのメカニズ

ムの解明 

 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発

「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発／植

物の生産性制御に係る共通基盤技術開発／遺伝子発現

制御および栽培環境制御の融合による代謝化合物高生

産基盤技術開発」 
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・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発

「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発／高

生産性微生物創製に資する情報解析システムの開発」 

 

・国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生

物系特定産業技術研究支援センター（国立研究開発法

人農業・食品産業技術総合研究機構果樹研究所） 革

新的技術開発・緊急展開事業（うち先導プロジェクト）

「国産果実の供給期間拡大を目指した鮮度保持・栽培

技術の開発」 

 

・国立大学法人熊本大学 感染症実用化研究事業（肝炎

等克服実用化研究事業 B 型肝炎創薬実用化等研究事

業）「HBV 逆転写酵素の構造情報取得および薬剤阻害

メカニズムの解析」 

 

・国立研究開発法人理化学研究所 感染症実用化研究事

業（肝炎等克服実用化研究事業 Ｂ型肝炎創薬実用化等

研究事業）「薬剤候補化合物の実薬化に向けた化合物物

性の検証と改善研究」 

 

・国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生

物系特定産業技術研究支援センター 戦略的イノベー

ション創造プログラム（スマートバイオ産業・農業基

盤技術）「スマートバイオ社会を実現するバイオプロセ

ス全体最適化技術の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「冥王代類似環境微生物」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「ケト

ン食摂取による脳内の糖脂質発現動態に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「核酸

分子の構造制御を基盤とした microRNA 阻害薬の開

発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「昆虫

内部共生の成立に関わる共生細菌の遺伝的基盤」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「ダイ

ナミックなヒストン複合体形成による植物転写制御メ

カニズムの解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「導電

性鉱物を介した電気共生型メタン生成の分子機構およ

び実環境における寄与の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「ハムシ類の水生植物利用への進化における腸内微生

物群集の役割」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「発光

ゴカイにおける新規分泌型発光分子機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「糸状

菌二次代謝プロモーターの応用による有用物質生産系

の構築と改良」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「藍染

発酵液の染色強度と微生物叢相関の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「高感

度な核酸-蛋白質相互作用評価法の開発と核酸医薬へ

の展開」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「カ

ビの増殖をトリガーとした抗カビ活性物質オートリリ

ースシステムの開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「高

効率物質生産植物体の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「植

物ウイルスの複製機構を利用した新規酵母タンパク質

発現系の開発に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究「自

然環境下でゆらぐ遺伝子発現の網羅的同定」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B）「逆方

向 RNA 伸長酵素の RNA 選択機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「全ゲ

ノム操作が拓く難培養細菌の遺伝子工学」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「アカ

トンボの体色と色覚の進化」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 国際共同研究加速基

金（国際共同研究強化）「全ゲノム操作が拓く難培養細

菌の遺伝子工学（国際共同研究強化）」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「エネルギー保存システムの分子進化で

辿る原始生命の機能解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「硫化金属-ペプチド複合体が初期生命
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の代謝構築に果たした役割の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「カビ新規 RiPPs ライブラリ構築と非

天然環状ペプチド創製」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「逆進化ゲノム株と構造遺伝子内発現調

節を用いた生合成リデザイン」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「DNA

を利用した一細胞代謝解析のための酵素固定化電極の

開発と心筋細胞評価への応用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B）「磁硫

化鉄（グライガイト）がメタン菌の代謝を促進する機

構の分子生物学的解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（B）「昆虫

の体色形成を担う共生細菌の機能解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（A）「濾過

性細菌が持つ新生物機能を理解する」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「アリの社会性行動を制御する神経メカ

ニズムの解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「昆虫－微生物共生可能性の探索と分子

基盤の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的研究（萌芽）

「細菌における細胞内共生の人工再構築と初期生命研

究への応用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「バイ

オフィルムでの遺伝子水平伝播と生物進化」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「マル

チオミクスデータと機械学習に基づく廃水処理プロセ

スの新規制御技術の創成」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「微生

物のオリゴ糖を介した環境認識」 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「新し

い細胞壁再構成系を用いたリグノセルロースの様態と

細胞壁形質の連関解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「環境

ゲノム情報と培養技術で紐解く陸域地下圏未知アーキ

アの新機能」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「ミニ

マムゲノム細菌を用いた遺伝子機能の網羅的同定によ

る生命の基幹システムの理解」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「トン

ボにおける色覚・体色進化の分子基盤の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）

「 Microbiome mining: machine learning for 

discovery of genetic dark matter, metabolic 

pathways, and ecological processes from 

metagenomes」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「トンボで幅広く見られる性スペクトラ

ムの分子基盤」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「クチ

クラ強化による種子の長寿命化メカニズムの解明と応

用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「兵隊

アブラムシのゴール修復行動に伴い進化したチロシン

合成・蓄積メカニズムの解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究 「大気水

素が紡ぐ植物と放線菌の未知の共生関係の解明と病害

防除能力に与える影響」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究 「社会環

境に依存した生体恒常性維持の制御基盤解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 若手研究 「被食ー

捕食ー超捕食系における進化的軍拡競争の微生物実験

進化系による解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）（特設

分野研究）「動物細胞における複数人工遺伝子回路の組

み合わせのシステム理論の確立と実践」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費「環

境ゲノム情報から紐解く大水深淡水湖の「細菌-ウイル

ス-真核微生物」生態系」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費「表

現型のばらつきを利用した環境適応機構の解明」 
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・文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費「植

物免疫応答におけるアクチン機能および細菌性エフェ

クターHopW1の作用機構解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（S）「深部

地下圏における根源有機物からの生物的メタン生成機

構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 国際共同研究加速基

金（国際共同研究強化（B））「発光メカニズム解明に

よる全地球規模での発光生物フロンティア開拓」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 国際共同研究加速基

金（国際共同研究強化（B））「全地球規模で解き明か

すカメムシ共生細菌の多様性と進化」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「冥王代生命学の創成」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研

究領域提案型）「進化の制約と方向性 ～微生物から多

細胞生物までを貫く表現型進化原理の解明～」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A）「生物

界の暗黒物質「未知アーキア」の解明－分離培養で開

拓する多様な新生物機能－」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A）「三次

元多様性を分子設計上の鍵概念とする論理的創薬方法

論の確立」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（A）「水田

土壌の自律的な窒素肥沃度維持を担う微生物メカニズ

ムの解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「遠隔

作用変異の生成・抑制の分子機構」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「地衣

類の共生コンビネーションの可塑性と多様性－北極か

ら南極までの系統理地学」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「加工

適性の高い木材を産生し、かつ潜在的な高成長性を秘

めた赤材桑の研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（B）「ブラ

シノステロイド情報伝達ネットワークによる植物成長

制御機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「シリ

ンギルリグニン生合成を制御する転写因子の網羅的探

索と機能解析」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「成人

期 ASD 者の就労支援を目的としたメタ認知訓練の新

規開発と効果検証」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C）「共生

細菌が駆動する宿主害虫イモゾウムシの繁殖形質の進

化の解明と防除技術への展開」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 国際共同研究加速基

金（国際活動支援班）「冥王代生命学の国際研究ネット

ワーク展開」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的研究（萌芽）

「ミバエ類の腸内細菌が土壌環境の改変により寄主植

物に与える影響の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的研究（萌芽）

「陸域環境の窒素固定を担う微生物基盤の刷新」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的研究（開拓）

「大腸菌はどこまで速く増殖可能か？－増殖システム

の効率限界の探索」 

 

・九州大学先導物質化学研究所 戦略的イノベーション

創造プログラム（スマートバイオ産業・農業基盤技術）

「アグリバイオ・スマート化アグリバイオ・スマート

化学生産システムの開発学生産システムの開発 」 

 

・独立行政法人日本学術振興会 平成30年度二国間交流

事業協同研究「ホソヘリカメムシ共生器官に特異的な

抗菌ペプチドの機能解明」 

 

発 表：誌上発表148件、口頭発表245件、その他44件 

--------------------------------------------------------------------------- 

植物分子工学研究グループ 

（Plant Molecular Technology Research Group） 

研究グループ長：松村 健 

（北海道センター） 

概 要： 

 当研究グループでは、植物の遺伝子組換え技術を主

に利用して、有用物質、すなわち、他生物種由来の医

薬品原材料となるタンパク質遺伝子、および植物が生

産する二次代謝産物などを植物で高発現・高生産可能

な技術開発を行っている。また、これと並行して完全

な人工環境下で栽培・育成から製剤化までの一貫した

工程を実施可能な植物工場システムの確立・実用化を
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目標に研究を進めている。 

 植物において外来・内在性を問わず目的遺伝子を高

発現させるためには、遺伝子サイレンシングなどの植

物自身が有する発現制御メカニズムを回避・利用する

必要がある。当研究グループは、クロマチンリモデリ

ング遺伝子を発現する遺伝子組換え体を作出し、これ

に目的遺伝子プロモーター領域断片を挿入したキュウ

リモザイクウイルスなどの植物ウイルスベクターを接

種し、経時的に解析した結果、野生株に接種した場合

に比較して DNA のメチル化誘導率が増加し、目的遺

伝子の転写がより抑制されていることを見出した。 

 

分子生物工学研究グループ 

（ Molecular and Biological Technology Research 

Group） 

研究グループ長：佐々木 正秀 

（北海道センター） 

概 要： 

 当研究グループは有用タンパク質、脂質および糖質

の新たな生産・利用システムの開発、生物材料の化学

原料化に関しての研究を進めている。 

有用タンパク質の新たな生産・利用システムの開発

においては、ルシフェラーゼタンパク質を利用した核

内受容体レポーターアッセイ系を用い、種々の試料に

ついての核内受容体活性化評価を実施した。低分子化

合物や野菜由来の抽出物についてさまざまな核内受容

体活性化の相違を明らかにした。 

 生物材料の化学原料化については木質系バイオマス

の超臨界二酸化炭素共存下での反応を行い、加水分解

過程における酸触媒としての超臨界二酸化炭素の効果

（加水分解効率の向上）を連続反応装置により実証す

るとともに、具体的な触媒効果を明らかにした。 

 

生体分子工学研究グループ 

（Biomolecular Engineering Research Group） 

研究グループ長：三重 安弘 

（北海道センター） 

概 要： 

当研究グループでは、核酸、タンパク質、細胞の活

性等を、有機化学ならびに工学的手法によって解析し、

さらにそれらの性質を改良することで物質生産の効

率化、医薬品開発、物質検出の高感度化を目標とした

開発を行っている。 

昨年度までに、独自に開発した2’-O-methyl RNA

（MeRNA）の鎖内をクロスリンク（CL）した2本鎖

を 有 す る マイ ク ロ RNA （ miRNA ） 阻 害 核 酸

（anti-miRNA oligonucleotide; AMO）が細胞内の

miRNA の効果を強力に阻害できることを見出した。

2018年度においては、AMO の細胞内動態の解析を行

い、CL-AMO の構造がその細胞内局在に大きく影響す

ることを明らかにした。生物の遺伝子発現制御の効率

化の新たな指針になると考えている。 

再生エネルギーを利用可能な電気化学法を用いて、

酵素などの生体関連分子を検出あるいは物質変換反

応に活用するために、電極界面構造の機能化技術開発

を進めている。2018年度においては昨年度までに開発

したナノ孔金電極が、補酵素分子（ニコチンアミドア

デニンジヌクレオチド）の検出および再生に極めて有

効であることを明らかにした。今後、関連酵素を用い

た物質検出・生産において有効な基盤技術になり得る

と期待している。 

 

応用分子微生物学研究グループ 

（Applied Molecular Microbiology Research Group） 

研究グループ長：田村 具博 

（北海道センター） 

概 要： 

 当研究グループでは、有用微生物の探索、微生物間

相互作用、物質生産宿主の開発、有用タンパク質の構

造・機能解析など、微生物を活用した包括的な研究開

発を行っている。 

 新たなバイオリソースを探索するため、新規微生物

の生理・生化学的性状やゲノム情報に関するデータを

取得した。その結果、D-アミノ酸を効率よく利用して

生育できる新規微生物1株を選抜した。微生物相互作

用に関する研究については、引き続き異種微生物間の

関係性が菌の生理学的特性や進化の方向・速度におよ

ぼす影響を解析し、2種の日和見菌が共存するときに

はそれぞれの菌の環境適応進化過程（バイオフィルム

形成能、抗生物質耐性など）が変化することを示した。 

 物質生産については、ロドコッカス属細菌や麹菌を

物質生産のための優れた微生物宿主として利用するた

め、引き続き遺伝子工学技術を駆使し発現システムの

改良などを行った。ロドコッカス属細菌では配列設計

による発現量の調節手法をさらに発展させ、mRNA の二

次構造やレアコドンなどを考慮に入れた設計により非

常に効果的な発現量増大が可能である事を実証した。

また麹菌では、プロモーターの配列改変によりタンパ

ク質の生産効率を3倍まで高めることに成功した。有

用物質生産という点では、大腸菌に対して外来遺伝子

の導入やアンチセンス RNA を使用した遺伝子サイレ

ンシングにより、グルコースから有用物質（イソプレ

ン）生産が可能であることを証明した。麹菌において

も、遊離脂肪酸を多量に生産するように代謝を改良し

た株への外来遺伝子の導入により、医薬品原料として

期待される遊離型の高度不飽和脂肪酸であるジホモ-

γ-リノレン酸を多量に生産する株を構築することが

できた。 

 有用タンパク質に関する研究として、創薬ターゲッ

トとなる逆転写酵素について構造生物学的情報を基盤
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とした解析を昨年度に引き続き展開した。具体的には、

B 型肝炎治療薬の作用機序と薬剤耐性ウイルス出現機

構をより詳細に理解するため、薬剤結合ポケットのア

ミノ酸を B 型肝炎ウイルス（HBV）型に徹底的に置換

したエイズウイルス（HIV）逆転写酵素多重変異体を

作成し、現在抗ウイルス治療薬として使用されている

核酸アナログ阻害剤を結合させた状態で立体構造を解

析した。これにより、特定の飾核酸アナログに対する

HIV/HBV 間での薬剤感受性の違いが生じる構造的要

因が明らかになった。 

 

環境生物機能開発研究グループ 

（Environmental Biofunction Research Group） 

研究グループ長：三谷 恭雄 

（北海道センター） 

概 要： 

 多様な環境中には多様な生物が棲息し、多様な機能

を発現している。我々は、こうした機能に独自の視点

で取組み、有用性の高い技術開発を行うべく研究を進

めている。具体的には、腸内や表皮などの極めて限定

された環境に棲息する微生物と宿主の相互作用に関す

る研究、導電性固体表層などで電気を生産・消費する

微生物に関する研究、難培養微生物を培養可能にする

研究、薄暗い海中や闇夜で光を放つ生物に関する研究

などを行っている。 

 2018年度は、農業害虫カメムシとその腸内細菌の共

生系を解析し、腸内細菌がこれまでに報告のない特殊

な運動形態を示すことを発見した。また、殺虫剤を数

回使用しただけで土壌中の殺虫剤分解菌が増殖し、こ

れをカメムシが体内に取り込むことで、急速に害虫の

殺虫剤抵抗性が発達しうることを明らかにした。微生

物と導電性金属や活性炭との相互作用についての研究

では、微生物－固体間電子移動にもとづく新規微生物

代謝として金属鉄腐食性の酢酸生成微生物を新たに発

見するとともに、活性炭などの安価な導電性粒子の添

加により廃水処理時のメタン生成効率が上昇すること

を見出した。さらに、発光ゴカイから新規発光分子機

構を明らかにした。 

 

生物共生進化機構研究グループ 

（Symbiotic Evolution and Biological Functions 

 Research Group） 

研究グループ長：古賀 隆一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 非常に多くの生物が、恒常的もしくは半恒常的に他

の生物（ほとんどの場合は微生物）を体内にすまわせ

ている。このような現象を「内部共生」といい、これ

以上にない空間的な近接性で成立する共生関係のため、

極めて高度な相互作用や依存関係が見られる。このよ

うな関係からは、しばしば新規な生物機能が創出され

る。共生微生物と宿主生物がほとんど一体化して、あ

たかも1つの生物のような複合体を構築することも少

なくない。 

 我々は昆虫類におけるさまざまな内部共生現象を主

要なターゲットに設定し、さらには関連した寄生、生

殖操作、形態操作、体色制御メカニズム、ホルモンと

社会性の関係などの高度な生物間相互作用を伴う興味

深い生物現象について、進化多様性から生態的相互作

用、生理機能から分子機構にまで至る研究を多角的な

アプローチから進めている。 

 当研究グループの基本的なスタンスは、高度な生物

間相互作用を伴うおもしろい独自の生物現象について、

分子レベルから生態レベル、進化レベルまで徹底的に

解明し、理解しようというものである。 

 

生物資源情報基盤研究グループ 

（Microbial and Genetic Resources Research Group） 

研究グループ長：鈴木 馨 

（つくば中央第6） 

概 要： 

当研究グループでは、自然界に広く存在する未知・未

培養の生物・遺伝子資源を探索・拡充する技術を開発

するとともに、生物機能を活用した新しい物質生産技

術環境制御技術の創成に資する生物資源・解析情報の

提供を目的とした技術開発を行っている。 

 具体的には、（1）未知・未培養微生物の探索技術開

発および稀少微生物のライブラリー化、（2）有用遺伝

子資源の探索と機能解明、（3）環境ゲノム解析技術の

開発と利用、（4）全ゲノム操作技術の開発と利用、

（5）クローン細胞集団における不均一性の包括的解

明とその応用研究、（6）環境浄化などに資する微生物

の生理生体機能の解明に関する研究に取り組んだ。特

に、高効率な分離培養技術を開発するとともに、新た

な植物成長促進微生物や微生物間コミュニケーション

を遮断する新規多剤耐性菌の発見、無酸素環境下に生

息する新規微生物の純粋分離に成功するなど成果を挙

げた。また、深部地下圏や嫌気性排水プロセスの環境

ゲノム解析を精力的に実施し、未知微生物遺伝子情報

の資源化に取り組むとともに、環境浄化や次世代エネ

ルギー生産に資する重要な未知微生物の生理生態機能

の解明を鋭意進めた。 

  

合成生物工学研究グループ 

（Synthetic Bioengineering Research Group） 

研究グループ長：宮崎 健太郎 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 当研究グループでは、微生物機能を産業利用するた

めの各種基盤技術開発ならびに機能性物質の新規合成
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法の開発研究を行う。具体的には、微生物宿主デザイ

ン、環境ゲノムなどからの有用遺伝子の探索、進化分

子工学による生体分子・細胞の機能改変、ドライ解析

によるバイオビッグデータからの有用生物資源探索を

行う。機能性物質の新規合成法の開発については、マ

イクロ波を利用した化学反応制御技術研究を進め、多

官能基性の機能性物質の効率合成法の開発、合成化合

物の創薬展開を指向する。 

 微生物宿主デザインでは、大腸菌に薬剤耐性を付与

する16S rRNA 遺伝子を環境メタゲノムより単離し、

変異解析により新規耐性変異を同定した。また好熱菌

Thermus thermophilus の16S rRNA 遺伝子置換によ

り、野生株の生育下限温度を下回る低温適応株を分離

した。有用遺伝子の探索では、ゲノム編集に有効な好

熱菌遺伝子の発見に成功した。蛋白質の機能改変では、

進化分子工学によりサリチル酸依存的な遺伝子誘導発

現スイッチの改良に成功した。糸状菌による機能性環

状ペプチド生産では、麹菌を用いた異種発現株のデザ

イン、ゲノムデータベースからの新規化合物生合成遺

伝子シーズの探索などにより、新規環状ペプチドの生

合成遺伝子同定と異種発現に成功した。機能性物質の

新規合成法に関して、マイクロ波特有効果の利用が期

待できる新型マイクロ波利用合成装置の国際市販化を

進めた。そして、該当装置を基盤とした糖ペプチド合

成装置の開発に取り組み、プロトタイプ機の開発をお

こなった。また、B 型肝炎の創薬研究では、マイクロ

波を利用した候補化合物の CMC 研究を展開させた。 

 

植物機能制御研究グループ 

（Plant Gene Regulation Research Group） 

研究グループ長：光田 展隆 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 持続可能な人類、地球の発展のために化石燃料の消

費を抑制したり、食料の増産を実現したりする技術の

開発は全人類に共通する重要な課題である。石油の使

用用途の多くは植物バイオマスを出発材料として代替

可能であるほか、人類の主要な活動エネルギーは植物

である穀物に由来する。したがって、当研究グループ

は植物を改良し植物の持つ顕在的および潜在的な力を

十二分に発揮させることで上記の課題を解決し「バイ

オエコノミー」の推進に貢献するための研究開発を行

っている。また、最先端の技術を駆使し、産業界と協

働してよりよい社会の実現に貢献すべく研究開発を行

っている。具体的には（1）持続可能な食糧生産に資

する植物の開発、（2）石油代替資源としての植物の開

発、（3）植物のもつヒーリングパワーの開発、（4）そ

れらを支える基盤技術開発、を主要な研究開発項目と

している。2018年度は（1）各種植物機能を制御する

遺伝子の同定と機能解明については、種子に形成され

るクチクラについて研究を進めた。（2）細胞壁形成制

御メカニズムの解明とその応用利用に関する研究にお

いては、これまでに同定していた一次細胞壁様細胞壁

を形成する転写因子群 groupIIId/IIIe ERF について

論文にまとめて発表した。（3）生殖制御メカニズムの

解明とその応用利用に関する研究においてはシロイヌ

ナズナで出ている成果をイネに適用してその再現性を

確認する実験を継続した。（4）遺伝子発現制御メカニ

ズムの解明とその応用利用に関する研究では、転写抑

制メカニズムについて研究を続け、特定の DNA 結合

タンパク質とその就職が転写抑制に重要であることを

明らかにしたほか、酵母を用いた転写因子同定システ

ムに結果の自動判定機能を導入する研究開発などを進

めた。そのほか、民間企業と共同して複数の植物種で

実用的な研究開発を行い、それぞれに成果をあげた。 

 

バイオデザイン研究グループ 

（Bio-Design Research Group） 

研究グループ長：矢追 克郎 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 当研究グループでは、ゲノム情報、遺伝子発現情報、

生体分子の構造・機能相関などの解析技術を基盤とし

て、生物プロセスによる有用物質生産基盤技術の開発

を行っている。具体的には（1）産業的に有用または

学術的に重要な糖質関連酵素の探索と解析を行った。

特に、産業上重要な微生物である麹菌が」産生する植

物細胞壁分解酵素の単離や詳細な解析を進めた。また、

酵母や糸状菌を用いた高付加価値物質生産のための基

礎研究およびその利用に向けた取り組みを進めた。

（2）微生物を用いた有用物質生産技術開発を行った。

具体的には、出芽酵母による希少価値の高いカロテノ

イド生産、油脂酵母によるω3脂肪酸生産、紅麹菌に

よる天然色素の生産などについて、オミックス解析や

代謝工学の手法を用いた生産株開発を行った。（3）ス

フィンゴ糖脂質の利活用に関して、免疫誘導活性を有

する人工スフィンゴ糖脂質の開発を進め、獲得免疫系

を強く刺激する構造的特徴を新たに発見した。他方、

神経組織に存在する天然のスフィンゴ糖脂質の解析を

進めたところ、抗てんかん食により発現誘導される分

子であり、神経保護効果を有する可能性があることを

見出した。 

 

⑥【創薬分子プロファイリング研究センター】 

（Molecular Profiling Research Center for Drug 

  Discovery） 

（存続期間：2013.4.1～） 

研究センター長        ：夏目 徹 

副研究センター長：堀本 勝久 

副研究センター長：久保 泰 
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所在地：臨海副都心センター 

人 員：17名（17名） 

経 費：480,293千円（運営交付金237,382千円） 

 

概 要： 

 現在、世界的に製薬業界は収益性が激減し、開発研

究費は増加の一途をたどり、10年後には製薬が産業と

して成り立たないという悲観的な予測が拡がっている。

この問題の真因は、開発が長期化し且つ成功率が低い

からであるとともに、日本においては国民皆保険制度

を維持するための薬価伸び悩みが挙げられる。そのた

めには産官学が一体となってこの問題に取り組まなけ

ればならない。 

 新薬開発上のボトルネックは、ヒット化合物をリー

ド化するうえでの、化合物プロファイリング（化合物

の作用・副作用について、標的、ネットワーク上での

位置づけ、原子論的な作用機構などを知り尽くすこ

と。）の非効率性・曖昧性である。またドロップ薬を

合理的にレスキューするドラッグリポジショニングの

技術の未成熟さである。さらに、臨床治験における層

別化マーカーの体系的な探索技術の開発も行われてい

ない。 

これらの問題が解決されれば、新薬開発の成功率は

大幅にアップし、且つ開発期間も劇的に短縮し、その

結果開発費の削減効果のみならず、上市前倒しによる

収益性の向上が見込まれる。しかし、これらに各企業

が単独で取り組むことは出来ず、またアカデミアにお

いて、この問題に特化して取り組んでいる研究機関は

ない。 

そこで当研究センターでは、産総研内に構築された

世界屈指の研究リソース計測・解析技術やデータベー

ス構築技術を発展させるとともに、近年急速に進歩し

た人工知能技術も融合し、これらを活用し化合物プロ

ファイリング、リポジショニング、マーカー探索を体

系的且つ合理化する技術開発に取り組む。さらに開発

された技術をプラットフォーム化し、産業界に広く提

供し、創薬開発プロセスの効率化・高度化を実証し、

生命科学における新パラダイム創出を目指すことを当

研究センターのミッションとする。 

 

重要研究課題としては、下記項目を掲げている。 

（1）in vitro proteome を活用した定量プロテオミク

スの高度化、およびタンパク質アレイによる創薬支

援 

（2）オミックスデータ解析による創薬支援 

（3）計測と理論計算の融合による分子設計 

（4）分子シミュレーションによる創薬支援 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算「非競争領域オープンイノベーションによる創

薬支援センター設立を目指すベースラインプロジェク

ト」 

 

外部資金： 

文部科学省「卓越研究員事業」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「肝毒性予測の

ためのインフォマティクスシステム構築に関する研究」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「自己抗体マー

カー探索システムの開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「TLR7を標的

にした SLE 治療薬の開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「プロスタグラ

ンジン受容体の立体構造を基盤とした創薬開発を目指す

革新的技術の創出」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「コラーゲン分

泌阻害低分子による抗線維化薬」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「ヒト iPS 細胞

と生体臓器骨格の融合による新たな再生臓器移植療法の

開発」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構「分子モデリン

グおよびシミュレーションを活用したインシリコ創薬支

援」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構「高品質な培養細胞

を実現する培養液かけ流し細胞培養システムの開発」 

 

一般社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム「エクソ

ソームを補足するための抗体及び抗原に関する調査」 

 

一般社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム「免疫シ

ステムに関する新たな疾患マーカーの探索」 

 

国立研究開発法人理化学研究所「生体分子システムの機

能制御による革新的創薬基盤の構築」（サブ課題 C②機

能制御部位データベース） 

 

一般財団法人大阪科学技術センター「生きた細胞内へ導

入可能な細胞膜透過性 VHH 型タグ抗体の開発・実用化」 

 

国立大学法人東京大学「プロテインアレイによる自己抗

体の網羅的探索、同一検体での検証と他検体での追試」 

 

国立大学法人筑波大学「GTP 検知機構を標的とした p53
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変異がんに対する新規抗がん剤の構築」 

 

日本大学「カエル幼生を用いた表現型の可塑性に関する

研究」 

 

岡山大学病院「「ホルモン受容体陽性乳がんにおける腫瘍

内 heterogeneity の検討」に係る統計解析業務」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「ミトコンドリア内膜

プロテアーゼにより調節をうける新規ストレス応答因子

の探索」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「質量分析を用いた

ncRNA 結合タンパク質同定技術の高度化とその利用」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「機能的構造平衡に基

づく刺激に適合したキナーゼシグナル選別機構の解明」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「X 染色体不活性化を

制御する新規 non－codingRNA の解析」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「表現型が雌雄差を示

す長鎖ノンコーディング RNA ノックアウトマウスの解

析」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「性ホルモン依存しな

い性差を示す疾患モデルマウスの解析」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「受容体チャネルの分

子動態遷移を識別するアロステリック創薬に関する研

究」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「細胞内局在変化を起

こすアイソフォームの網羅的探索と機能解析」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「酸化還元・リン酸化

状態定量技術の融合に基づく生体応答プロファイリング

技術の構築」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「製剤条件でバイオ医

薬の立体構造を非侵襲的に評価する新規 NMR 技術の開

発」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「生物分子マシンの作

動原理を理解する：共振現象による計測と制御」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「核磁気共鳴法による

膜タンパク質の in situ 機能解明」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「次世代タンパク性医

薬品開発に向けた反応システム系の開発と展開」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「気道上皮細胞特異的

なインフルエンザ感染に対する炎症応答」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「高機能型バイオスー

パーの合理的デザインと疾患モデルによる治療評価シス

テム開発」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「Connectivity Map

解析に基づいた新しい大腸癌予防薬の開発」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「新規心臓前駆細胞リ

プログラミング因子の同定と分子基盤の解明」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「膜環境変化に伴う膜

タンパク質の機能－ダイナミクス相関の解析」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「NAFLD／NASH 肝

組織リン酸化活性プロファイリングと新規治療標的分子

の同定」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「新規生体素材による

自己再生能を利用した新しい腎臓再生技術の開発」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「新規生体素材による

自己再生能を利用した新しい腎臓再生技術の開発」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「NAFLD/NASH 肝組

織リン酸化活性プロファイリングと新規治療標的分子の

同定」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「試験管内分子進化技

術を用いた癌免疫療法のための中分子創薬研究」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「試験管内分子進化技

術を用いた癌免疫療法のための中分子創薬研究」 

 

日本学術振興会科学研究費補助金「先天性腎尿路異常に

合併する膜性腎症の臨床病理学的検討及び原因抗原の探

索」 

 

発 表：誌上発表46件、口頭発表48件、その他8件 

--------------------------------------------------------------------------- 

機能プロテオミクスチーム 

（Functional Proteomics Team） 

研究チーム長：五島 直樹 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 創薬を支援するために定量プロテオミクスの技術基
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盤開発を行っている。細胞の構成タンパク質を定量的

に計測することにより、細胞の状態、パスウェイの変

化をプロファイリングすることが出来る。超々高感度

な質量分析システムを構築し、化合物のターゲットお

よびオフターゲットの決定、薬理薬効メカニズム解明

に利用する。 

 また、質量分析による網羅的絶対定量を実現するた

めに、プロテオームワイドな内標準タンパク質の合成

システム（in vitro proteome）を構築している。 

in vitro proteome は、プロテインアレイとしても活

用されており、細胞内酵素活性プロファイリングとパ

スウェイ解析、血清中の自己抗体プロファイリングに

よって疾患の診断やバイオマーカー探索にも応用され

ている。また、in vitro proteome を用いた低分子－タ

ンパク質結合プロファイリングにより、創薬候補化合

物のターゲット探索技術開発を行っている。 

 

システム数理統合チーム 

（Integrative Systems Biology Team） 

研究チーム長：福井 一彦 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 パブリックやプライベート・クラウドコンピューテ

ィングなどの IT 技術を利用し、実験データ、データ

ベース、ソフトウェア、解析ツールを選択・組み合わ

せ可能とする環境整備を行い、利用目的に合った創薬

に向けた情報解析システムを開発している。特に核酸

医薬品の構造解析やその複合体構造解析プラットファ

ームの構築を実施している。 

また、さまざまなデータの収集・集約を行い、デー

タの統一化を実施することで、効率的な解析や研究上

の意思決定に活用可能となるデータ駆動型知的インテ

グレーション・システムの構築を目指している。この

データサイエンスへ向けた取り組みでは、多層オミッ

クスに向けた計測やクロスリンカーによるタンパク質

間相互作用、および大規模発現データからの毒性予測

に取り組んでいる。 

 

3D 分子設計チーム 

（3D Drug Design Team） 

研究チーム長：福西 快文 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

主に計算によりタンパク質－タンパク質間、タンパ

ク質－薬剤間相互作用の立体構造的解析を行っている。

構造モダリティ研究チームと共同で、新規モダリティ

への取り組みとして、製薬産業界の共通課題、特に中

分子医薬の物性計測・予測・構造解析に取り組み、高

速で中分子の配座を発生する手法、中分子を含む膜透

過速度の予測手法を開発している。一般化学物質を対

象に化学工業全般で毒性評価に必要な脂溶性・溶解度

等の物性予測にも取り組んだ。また、溶液 NMR の情

報の利用、電子顕微鏡による、ウイルス粒子など通常

の観察対象に加え、薬物結合を観察する手法も開発し

ている。 

さらに、市販化合物など天然物・中分子を含む化合

物データベースを作成、システム数理統合チームと共

同で情報システム整備を行っている。。 

 

分子シミュレーションチーム 

（Molecular Simulation Team） 

研究チーム長：広川 貴次 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 分子シミュレーションを活用した創薬標的タンパク

質分子モデリング法、タンパク質立体構造に基づくリ

ガンド結合予測やケモインフォマティクス技術を融合

したバーチャルスクリーニング法の技術開発を行う。 

 また、分子進化工学と有機合成化学を用いて、創薬

およびプロテオミクス研究に資する新規人工ペプチド

ツールの創製システムを構築し、細胞内タンパク質蛍

光ラベリング用の人工ペプチドタグや、疾患関連生体

分子を標的とする中分子バイオ医薬品の創製を目指す。 

 産学官および実験系研究グループとの連携を意識し

た、タンパク質立体構造に関する理論的基礎研究およ

びインシリコ創薬、中分子創薬などへの応用研究を実

施する。 

 

構造モダリティ研究チーム 

（Structural Modarity Research Team） 

研究チーム長：竹内 恒 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 独自の NMR 解析技術を活用し、新たな創薬技術（創

薬モダリティ）を開発している。特に、近年、発展の

著しい高分子バイオ創薬や中分子創薬など、新たな創

薬モダリティに着目し、それらの立体構造的な評価と

高度化を行う技術を確立することで、創薬の可能性を

広げる研究を行っている。手法としては主に溶液

NMR 法を用いて、立体構造および運動性の観点から、

高分子バイオ医薬の立体構造的同一性の検証、中分子

医薬の高機能化、リード最適化などに取り組み、新た

な創薬の仕組みを確立している。その際、15N 直接観

測技術や FCT 法などの独自に開発した NMR 測定技

術を駆使し、他にはない新しい切り口での研究を推進

するとともに、開発した技術による創薬支援を行って

きた。また3D 分子設計チームなどとも連携し、NMR

の実験結果を満たすような3次元的な構造モデル構築

を行うことで、薬物の作用様式を視覚的にかつ高い精

度で解明している。 
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３）情報・人間工学領域 
（Information Technology and Human Factors） 

領 域 長：関口 智嗣 

領域長補佐：田中 純 

 

概 要： 

 情報・人間工学領域は、中長期計画に基づき、当該

領域における研究および開発ならびにこれらに関連す

る業務を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

① 情報・人間工学領域研究戦略部 
（Research Promotion Division of Information 

 Technology and Human Factors） 

 

研究戦略部長：横井 一仁 

研究企画室長：吉田 英一 

 

所在地：つくば中央第1 

人 員：17名（16名） 

 

概 要： 

 研究戦略部は、領域の人事マネジメントおよび人材

育成に係る業務（企画本部および総務本部の所掌に属

するものを除く。）を所掌するとともに、領域の広報活

動業務や領域間の融合を推進する業務を実施している。

また、領域における技術を社会への橋渡しするための

企業連携に取り組む体制として、イノベーションコー

ディネーターを中心とし、技術に関して深い知識を持

ったメンバーが専属で企業連携に関わることで、技術

相談、技術コンサルティングによる民間企業連携にお

ける技術的指導・助言を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

情報・人間工学領域研究戦略部研究企画室 

（Research Planning Office of Information Technology 

and Human Factors） 

概 要： 

研究企画室は、研究戦略部に置かれ、研究所の業務の

うち、当該研究領域における研究の推進に関する業務

を実施している。具体的には、研究戦略の策定と研究

計画のとりまとめ、研究戦略予算テーマの立案、領域

内公募課題研究テーマの選定・評価、交付金予算の配

分、領域内・領域間のスペース利用の調整、プロジェ

クトの企画・立案・総合調整、経済産業省その他関係

団体などとの調整、領域長および研究戦略部長が行う

業務の支援、オープンプラットフォーム推進に係る企

画・調整、技術研究組合の窓口業務、見学・視察対応

などの業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［情報・人間工学領域研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長  吉田 英一 他 

-------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・東工大 実社会ビッグデータ活用オープンイノ

ベーションラボラトリ 

（Real World Big-Data Computation Open Innovation 

Laboratory） 

 

概 要： 

 実社会ビッグデータ活用オープンイノベーションラ

ボラトリでは、産総研と東工大がそれぞれ有する計算

プラットフォーム構築技術と、ビッグデータ処理技術

を融合し、さまざまな分野に適用でき、新たな価値創

造を行うためのビッグデータ処理・解析技術を提供す

るオープンプラットフォームの構築にむけて研究を進

めた。2018年度は、「研究課題1 ビッグデータ処理オ

ープンプラットフォームの確立」では、大規模スーパ

ーコンピュータ技術を最大限に活用したビッグデータ

処理・機械学習技術を開発し、産総研 ABCI や東工大

TSUBAME3.0上に実装・運用することを通じて、ビ

ッグデータ処理プラットフォームの確立に向けた研究

開発を推進した。具体的には、効率的かつ簡便なビッ

グデータ処理を支援するツールの開発を実施し、コン

テナ技術を活用したソフトウェアスタックの研究開発

を行い ABCI 上に実装した。本ツールは、第2回 ABCI

グランドチャレンジにおいてソニーが ImageNet 学習

を3.7分で完了し、当時世界最速の記録を樹立した際に

も利用されており、環境構築の効率化・実験の再現性

に貢献した。「研究課題2 ビッグデータを活用するデ

ータ処理技術の開発」の一部では、成果の産業化や社

会実装を目指した民間企業との共同研究を実施した。

ラボ全体では20件を超える査読付き論文（プロシーデ

ィングス含む）をはじめ、各研究成果を学会などで発

表した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

［産総研・東工大 実社会ビッグデータ活用オープンイノ

ベーションラボラトリ］ 

ラボ長   藤澤 克樹 

副ラボ長  小川 宏高、遠藤 敏夫 

--------------------------------------------------------------------------- 

経 費：165,605,270円 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携研究ラボ 

 パナソニック－産総研先進型 AI 連携研究ラボ 

（Panasonic-AIST Advanced AI Cooperative Research 

Laboratory） 
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概 要： 

 先進型 AI 連携研究ラボ（2017年2月1日設立）では、

産総研の情報・人間工学領域が持つ先進的な人工知能

技術と、パナソニックの事業領域で今後想定される社

会課題・顧客課題とを掛け合わせ、より良いくらしの

実現に貢献する先進型AI技術の研究開発を開始した。

2018年度は、これまで取り組んできた、人工知能技術

の医療応用、ロボットへの応用、画像処理分野への応

用など、2018年6月に開催された第32回人工知能学会

全国大会（鹿児島）で12件の発表を実施した。また、

2018年11月に北米で開催された放射線に関する著名

な国際会議（RSNA2018）で、深層学習を用いた胸部

X 線画像の読影の自動化に関して発表し、高評を得ている。

さらに、これまでの研究活動に関して、連携研究ラボの公

式ホームページ（https://unit.aist.go.jp/pana-aaicrl/）  

として、成果の発信を開始した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2018/3/31現在） 

 

 連携研究ラボ長      小澤 順 

 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

人工知能研究戦略部 

（ Research Promotion Division of Artificial 

Intelligence） 

 

研究戦略部長：市川 類 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：12名（招聘4名、常勤7名、客員1名） 

 

概 要： 

人工知能研究戦略部は、情報・人間工学領域の研究戦

略部が行う業務のうち人工知能分野に関するものを所

掌する。具体的には、領域における人工知能分野に関

する研究戦略策定などの企画立案および総合調整を行

う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

人工知能研究企画室 

（Research Planning Office of Artificial Intelligence） 

概 要： 

 当室は、人工知能研究戦略部に置かれ、人工知能に

係る研究の推進に関する業務を実施している。具体的

には、人工知能に係る研究戦略の策定と研究計画のと

りまとめ、人工知能研究に関するプロジェクトの企

画・立案・総合調整、経済産業省その他関係団体など

との調整、人工知能研究戦略部長が行う業務の支援、

見学・視察対応などの業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［人工知能研究戦略部研究企画室］ 

 研究企画室長：妹尾  義樹 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

②【情報技術研究部門】 
（Information Technology Research Institute） 

（存続期間：2005.7.15～） 

 

研究部門長：田中 良夫 

副研究部門長：錦見 美貴子 

首席研究員：後藤 真孝 

 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第2 

人 員：15名（15名）  

経 費：734,580千円（353,075千円） 

 

概 要： 

 ビッグデータから意味のある情報を引き出して活用

することが産業競争力強化や人々の生活の質の向上の

鍵となっている。例えば実世界（フィジカル空間）と

計算機の世界（サイバー空間）を密接に連携させ、実

世界で得られるデータを分析し、その結果を実世界に

還元するサイバーフィジカルシステムは、あらゆる産

業や社会システムを飛躍的に高度化する技術として期

待されている。サイバーフィジカルシステムによるイ

ノベーション創出のためには、数億、あるいは数兆個

にもなると言われている大量のセンサから得られるデ

ータを高速に処理し、新たな価値を創造する技術が求

められる。 

 情報技術研究部門では、サイバーフィジカルシステ

ムの基盤技術と応用技術の研究として、現在の計算機

では現実的に扱うことのできないビッグデータを高速

に処理する基盤技術の研究と、人とコンテンツのイン

タラクションにより価値ある情報コンテンツの創出と

利活用を促進するコンテンツ技術（クリエイティビテ

ィ・イネーブリング技術）の研究を進めた。 

 「ビッグデータを高速に処理する基盤技術」につい

ては、NEDO「IoT 推進のための横断技術開発プロジ

ェクト」採択課題「省電力 AI エンジンと異種エンジ

ン統合クラウドによる人工知能プラットフォーム」に

おいて、異種・複数の AI エンジンノードを自在に結

合して、アプリケーションに最適化した実行環境を構

築して提供するクラウド FiC（Flow in Cloud）の研究

を進めた。具体的には、FiC を実現するためのシステ

ムソフトウェア FlowOS を中心に、ハードウェア研究

者と密に連携を取りつつ、アプリケーションからシス

テムソフトウェアに跨がった研究開発にあたった。（1）

FlowOS Job は、AI エンジンや処理内容に応じて
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Python、C/C++、CUDA、OpenCL で記述された処理

の流れを有向非循環グラフとして定義し、実行できる

プログラミングフレームワークである。2018年度は

FlowOS Job のマルチノード対応や状態保持機能を整

備し、処理系の完成度を高めた。機能性と性能の検証

を行うために、ニューラルネットワークモデル

LeNet5の学習部を FlowOS Job を用いて実装した。そ

の結果、既存の深層学習フレームワーク Chainer と比

較して、CPU 実装では同程度の精度を保ちつつ、18 %

の高速化を達成した。（2）FlowOS-RM は、クラスタ

管理ミドルウェア Apache Mesos と連携し、ユーザが

要求するアクセラレータを有する計算ノード群（スラ

イス）を動的に構築し、提供する資源管理機構である。

2018年度は FlowOS-RM がオンデマンドで構築した

スライス上で、ChainerMN を用いた分散深層学習の

動作を実証し、その機能性が実用レベルに達している

ことを確認した。（3）FlowOS-RM の応用として、ミ

ドルレンジクラスの FPGA を高速シリアルリンクで

密結合することで、仮想的に巨大な FPGA を構築する

ためのシステムソフトウェア FiC-RM を開発し、東

大・慶應大と連携して原理実証を行った。（4）敵対型

生成ネットワーク（GAN）において、畳み込み層の代

わりに摂動層を用いることでモデルの軽量化と学習の

高速化を実現する手法を提案した。また、畳み込みネ

ットワークに最適化した数値表現を実現する可変便サ

イズ量子化を提案した。 

 「価値ある情報コンテンツの創出と利活用を促進す

るコンテンツ技術」については、創作や鑑賞などのコ

ンテンツインタラクションをより創造的にすることを

目的とし、計算機がコンテンツを自動的に処理可能に

するためのコンテンツ分析・分解・合成技術、ユーザ

が思い通りに操作できる UI/UX 設計からなるコンテ

ンツ自在化技術、個人のコンテンツインタラクション

の集積や複数人のコンテンツインタラクションの集合

から新しいコンテンツ体験を創出するコンテンツ体験

創出技術の研究開発を進めた。2018年度は、コンテン

ツ分析・分解・合成技術として、姿勢の類似度に基づ

くダンス音楽検索や音楽的典型性と作者内一貫性に基

づくコード進行の可視化を実現した。コンテンツ自在

化技術としては、色混合の逆操作に基づく画像のレイ

ヤー分解手法を実現した。本手法によって元画像を再

構成可能な半透明レイヤー群への分解が可能となり、

画像の編集可能性を向上できた。これにより、例えば、

完成品の絵画・イラストなどからその設計図にあたる

情報を擬似的に構築することで、レイヤー構造なしで

は困難な高度な画像加工が可能になった。本手法を誰

でも体験できる Web アプリケーションも開発し、公開

する実証実験を開始した。また、コンテンツ体験創出

技術としては、音楽再生ログにおいてユーザ属性を匿

名化できる手法を実現した。これは音楽再生ログから

国籍・年齢・性別のようなユーザ属性が推定されてし

まうのを防ぐ手法、つまり音楽再生ログをカモフラー

ジュすることで匿名性を守るための手法である。従来

はいかにユーザ属性を高精度に推定するかが研究され

ていたのに対し、音楽再生時の匿名性保護という新た

なテーマを開拓した。さらに、JST ACCEL 採択課題

「次世代メディアコンテンツ生態系技術に関する研究

開発と全体統括」において、音楽の再生に同期して多

数の機器を制御することで一体感のある演出ができる

大規模音楽連動制御プラットフォームの同期精度など

を改良した。その実証実験として、イベント来場者と

インターネット経由の参加者が音楽に同期した映像演

出を同時に楽しめる新たな試みに成功した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「IoT 推進のための横断技術開発プロジェクト／省電力

AI エンジンと異種エンジン統合クラウドによる人工知

能プラットフォーム」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ACCEL） 

「次世代メディアコンテンツ生態系技術に関する研究開

発と全体統括」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（C） 

「次世代メモリのソフトウェア・エミュレーション技術

の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

「N次創作支援のための創作予測モデルを用いた派生誘

発要因推定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

「歌声ビッグデータを活用した歌声の多様性を考慮する

歌声情報処理」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

「超広帯域 I／O を想定したアーキテクチャの検討」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（C） 

「多種センサとクラウドを活用した分散リアルタイム機

械学習処理基盤」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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「光電ハイブリッドスイッチ制御アルゴリズムの研究開

発 高効率・高速処理を可能とする AI チップ・次世代コ

ンピューティングの技術開発／研究開発項目②：「次世代

コンピューティング技術の開発」／ディスアグリゲーシ

ョン型次世代データセンタに適用する光電ハイブリッド

スイッチを用いた高速低電力データ伝送システムの研究

開発」 

 

発 表：誌上発表124件、口頭発表152件、その他7件 

--------------------------------------------------------------------------- 

メディアインタラクション研究グループ 

（Media Interaction Group） 

研究グループ長：濱崎 雅弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 メディアインタラクション研究グループでは、さま

ざまなメディアコンテンツ（音楽、動画、テキスト、

ユーザ活動、実世界デバイスなど）を対象に、人々の

生活の豊かさの向上に資するメディアインタラクショ

ン技術を研究開発している。具体的には、コンテンツ

の創出と利活用を促進し、生産者と消費者をつないで

社会の創造性を高めることを目的とし、生産者の知

識・経験・技術を補いながらコンテンツの創出を容易

にして価値創出を支援する技術と、消費者の鑑賞・検

索・推薦・ブラウジングなどを多様化してコンテンツ

の価値向上を支援する技術を開発している。そのため

のメディア処理技術やインタラクション技術などを研

究開発し、音楽情報処理、歌声情報処理、ヒューマン

コンピュータインタラクション、ウェブサービス、信

号処理、機械学習、検索・推薦、コンピュータグラフ

ィックス・アニメーション、視覚化・聴覚化、クラウ

ドソーシング、コミュニティ分析・支援、大規模デー

タ処理などに関して、基礎研究から応用研究まで幅広

く取り組んでいる。 

 

サイバーフィジカルクラウド研究グループ 

（Cyber Physical Cloud Research Group） 

研究グループ長：高野 了成 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 人工知能（AI）技術革新による産業の変革や、高齢

化社会、災害、テロなどの社会不安に伴う安心安全な

社会の要求を受けて、AI・IoT（Internet of Things）・

ロボット技術を活用した超スマート社会の実現が期待

される一方で、増大する一途のデータをデータセンタ

にて処理する際の効率化、高性能化が喫緊の課題とな

っている。研究グループでは、上記の課題の解決を目

指し、不揮発メモリや光通信など先端的なデバイス技

術を効果的に利用してビッグデータを高効率に処理す

るための計算機アーキテクチャ、およびシステムソフ

トウェアを研究開発している。具体的には、高性能だ

が信頼性の低いハードウェアを有効に利用して超低消

費電力を実現する approximate computing 技術、大規

模データ処理を高性能かつ低消費電力で実現するため

に、処理内容に応じて、CPU、GPU、FPGA などを

用途に応じて最適に組み合わせて仮想的な計算基盤を

構築するアクセラレータクラウドシステムなどの研究

開発に取り組んでいる。さらに、国内外の研究機関と

の連携を積極的に進め、ポストムーア時代に向けたシ

ステムソフトウェア研究を先導する研究ハブとなるこ

とを目指す。 

 

③【人間情報研究部門】 
（Human Informatics Research Institute） 

（存続期間：2015.4～） 

 

研究部門長：持丸 正明（～2018.10）、佐藤 洋 
副研究部門長：兵藤 行志（～2018.5）、 

佐藤 洋（～2018.10）、井野 秀一 

 

所在地：つくば中央第1、第2、第6、東事業所、 

人 員：51名（51名） 

経 費：878,211千円（452,216千円） 

 

概 要：  

人間情報研究部門では、人間の脳から感覚、身体、

行動、社会参加に至るまでの人間機能を理解し、その

個人差を把握した上で、製品・サービス・社会を人間

中心視点で構成するための研究を推進している。特に、

日常生活のさまざまな製品にセンサが内蔵され、イン

ターネットに接続される IoT（Internet of Things）の

時代を見据え、生活における人間の状態や特性を身の

回りのセンサで観測し、個人の特性や状況に応じたサ

ービス提供によって、製品の使用価値を高めるための

研究を行う。これは、平均的な人間特性に合わせた画

一的な製品を提供するのではなく、観測した特性デー

タに応じたカスタマイズを可能とする製品とサービス

の融合ソリューションを提供することを指向する。こ

のような製品とサービスの融合は、製品の付加価値を

高めるだけでなく、従来の画一的な製品では十分に配

慮しきれなかった子どもや高齢者、障がい者など多様

な特性を持つ人々の生活を支えるものとなる。 

このような研究の推進のために、人間情報研究部門

では3つの特徴のある研究アプローチをとる。（1）第

一は、人間機能の研究と情報技術の統合である。人間

機能を深く理解することは重要であるが、それをセン

サやクラウド技術と統合し、製品とサービスの融合ソ

リューションに繋げることを指向したアプローチをと

る。（2）このために、ディープデータとビッグデータ

の連携を意識した研究を推進する。ディープデータと
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は、人間機能の精密で詳細なデータであり、実験室や

実験的環境で専門的に収集されるものである。質は高

い一方、被験者数や条件数などは限られることになる。

このディープデータを数理・統計モデル化し、それを

IoT で蓄積される人間特性のビッグデータと連携させ

る。ビッグデータは膨大な被験者数と条件数を網羅で

きる一方で、測定できる特性の種類やデータの質には

限界がある。ディープデータとビッグデータを連携さ

せることで、それぞれの不足を補い、ビッグデータ解

析だけでは得られない人間機能の推定と応用を目指す。

（3）このような製品とサービスの融合ソリューショ

ンが社会の中で持続的に提供されるために、これらの

研究を企業や医療機関、自治体などとの共同研究とし

て実施し、経済的・環境的・人的な継続性を念頭に置

いて研究を進める。すなわち、人間情報研究の要素技

術研究とは、人間と社会を研究対象とし、それらを「観

測」する技術、観測したデータを「分析・モデル化」

する技術、その結果を再び人間と社会に「提示」する

インタフェースの開発を意味する。ここで、観測・分

析によって得られた人間と社会に対する新しい知識そ

のものも重要な成果物である。当研究部門は、実験室

で得られたディープデータと、観測技術を実社会サー

ビス展開して蓄積されるビッグデータを連携させて、

製品とサービスの融合ソリューション提供を実現する。

そのソリューションとは、幅広いユーザに対して安全

で快適な生活を実現すること、さらに、その健康を維

持し、身体機能などを支えて生活機能を守ること、そ

して、人々が社会に貢献し、社会から認知される喜び

を享受できるようにすることである。 

このような人間情報研究を支えるために、人間情報

研究部門には7の研究グループを設置している。その

研究グループは、大きく3つの研究分野として位置付

けられている。すべての技術のベースとしての情報技

術、それと人間生活工学および脳科学である。人間生

活工学と脳科学にまたがる研究を所掌するグループと

して、身体・感覚系と製品・環境のインタフェースを

研究する「人間環境インタラクション研究グループ」、

障がい者の生活支援を主として身体機能的観点で研究

する「身体適応支援工学研究グループ」と感覚機能的

観点で研究する「感覚知覚情報デザイン研究グループ」

を設置している。脳科学と情報技術にまたがる研究は、

目的基礎研究として脳機能の解明を進める「システム

脳科学研究グループ」、脳科学をリハビリテーション技

術へ展開する「ニューロリハビリテーション研究グル

ープ」、脳機能計測と情報技術を統合した BMI（Brain 

Machine Interface）技術などを研究する「ニューロテ

クノロジー研究グループ」、さらに、人間の脳の機能的

構造を参考としながら人間機能ビッグデータのモデル

化技術としての機械学習技術を研究する「情報数理研

究グループ」を置く。 

2018年度では、これらのグループがグループ間、さ

らには、部門を越えて内外と連携しながら、以下の研

究を重点課題として推進した。 

a）食べる楽しみの回復技術：健康は、休養（睡眠）、

食事、運動のバランスで形成される。人間情報研究部

門では、食事にも焦点を当て、嚥下・摂食機能の評価

と支援、さらに食べる楽しみを回復させるための技術

を研究する。 

b）アクセシブルデザイン：高齢者や障がい者の視

覚、聴覚機能の多様性を示すデータベースと、これら

に配慮して製品・環境を設計するための研究を推進す

る。特に、国内外の標準を活用しながら社会実装を推

進するアプローチに特徴がある。 

c）ニューロコミュニケーター：発話や身体運動での

意思伝達が困難な患者に対して、脳波で意思伝達でき

る技術開発と実証研究を推進する。同装置を用いて、

消費者の潜在的な注意状況を評価できる可能性があり、

市場調査への適用も研究する。 

d）ニューロリハビリテーション：脳卒中などで脳

機能が損傷した場合、脳の可塑性を活かして新しい神

経回路網を構成することで、身体機能を回復させるニ

ューロリハビリテーション研究を推進する。このため

に動物実験などで回復目標となる神経回路網を明らか

にする研究、脳機能計測により回復過程を可視化する

研究、さらに、目標に向けた回復を加速する介入技術

の研究を総合的に行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

交付金 標準基盤 

Cerebral tissue oximeter の性能と安全に関する国際標

準化 

 

交付金 標準基盤 

光学的応力イメージング技術の標準化－応力発光法 

 

交付金 戦略予算 

ニューロコミュニケーターの臨床応用に向けた簡便化と

高度化 

 

交付金 戦略予算 

神経伝達物質のリアルタイム計測技術の開発と実践 

 

交付金 標準化戦略 FS 

高齢者・視覚障害者の視認性を高める適正コントラスト

の標準化 

 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／（革新的ロボ

ット要素技術分野）ブレイン・マシン・インターフェー
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ス／脳波によるヒト型ロボット高速制御技術の実現可能

性に関する検討 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期／ビ

ッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術／認知

的インタラクション支援技術／人工知能と融合する認知

的インタラクション支援技術による業務訓練・支援シス

テムの研究開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（RISTEX） 

B.訓練雛形改良とマニュアル改訂 C.HP メンテナンス

と広報活動 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

顔の質感情報の時間的コーディングの研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

重度肢体不自由者支援のための適応的ジェスチャインタ

フェースの研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

側頭葉顔ニューロンにみられる時間的情報コーディング

の神経機構の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

移動距離で切り替る作業記憶システム間の海馬―前頭前

野路内相互作用機構の研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

ニューラルネットワークの特異点の解消 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

脳損傷後に生じる運動出力経路の再編成 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

電気刺激が認知機能に関わる神経機構に与える影響 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

生活習慣病予防の健康セルフチェックのための触覚ヘル

スメータの開発 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

視覚・言語統合型人工知能システムに基づく脳情報イン

タフェース技術の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

An adjoint functors approach to models of cognition 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

脳梗塞サルモデルを用いた機能回復メカニズムの統合的

理解 

 

科学研究費助成事業 国際共同研究加速基金（国際共同

研究強化） 

動脈硬化の加齢変化の個人差を生むメカニズムの解明－

10年間の追跡に基づく検討－（国際共同研究強化） 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

フレイル予防のための人間支援デバイスに関する医歯看

工の連携研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

情報幾何学に基づく分布データに対する機械学習手法の

開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

感性・意欲・情動系神経ネットワークを駆動する運動プ

ライミングの神経基盤の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

近位大動脈ウインドケッセル機能-脳循環動態連関の解

明：脳疾患発症予防の基礎研究 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

サル内包梗塞モデルを用いた身体表現適応機構の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

高齢者・視覚障害者（ロービジョン）のためのダイナミ

ック・サインの研究 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

痛み感覚の客観的な評価を目指した触覚刺激呈示装置の

研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

視覚情報の眼球運動を超越えた時空間統合機構の研究 

 

科学研究費助成事業 特別研究員奨励費 

多様な心の性をかたちづくる神経基盤の解明 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

ヘッドマウント式輻輳計測装置による眼球運動計測から

わかる視覚情報処理 

 

科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽） 

認知症を防ぐオン・ベッド・リハビリテーションシステ

ムの開発 
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科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽） 

運動習慣のない高齢者への工学・心理学的アプローチに

よる運動支援手法に関する研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

リアル脳と人工知能の融合による重度運動機能障がい者

向け意思伝達支援技術の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

公平性配慮型データ変換技術の開発とそのクラウドソー

シングによる効果検証 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

時間情報処理における脳内並列システムの解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

スペクトル情報に基づく高齢者など色弱者の知覚色予測

と視認性評価 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

深層学習による顔・身体画像表現の異文化差の解明 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

深層ニューラルネットを用いた質感的不協和の神経情報

表現の解明 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

側頭葉前部における顔の質感知覚を支える神経メカニズ

ムの解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

作業記憶の相対位置－自己中心位置への時空特性を切替

える海馬－前頭前野神経機構 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

脳梗塞片麻痺ラットのタスク学習におけるロボティック

リハビリ効果の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

生体のやわらかさを模擬した NIRS 装置用ファントムの

開発 

 

科学研究費助成事業 若手研究（A） 

身体獲得の生起と維持メカニズムの数理モデルによる解

明 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

脳と主観的感情反応及び物理特性に基づいて標準化され

た触覚刺激の作成 

 

科学研究費助成事業 特別研究員奨励費 

脳損傷後に痛みを誘発する神経ネットワークの大規模改

編：サルモデルによる統合的解析 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

潜在的運動における学習適応メカニズムの解明と計算モ

デル構築 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

おいしさを形成する多感覚統合の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

立体視的3次元知覚に及ぼす背景面の効果－奥行き、方

向、数量知覚について 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

機械学習における統計的安全性の理論 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

3次元機能回復モデル規範型リハビリシステムの開発に

よる麻痺手使用機会の向上 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

ランダム化比較試験による認知症等を有する高齢者に対

するロボットパロの効果 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

行動決定における報酬価値の脳内分散表現メカニズム 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

白杖・車いす・義手義足の身体化モデルの実験的検討を

通した身体知覚に関する考察 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

フェムト秒レーザーを用いた時間分解計測による生体光

学特性値の推定 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

多言語一斉通知による言語バリアフリーと時間短縮を両

立する緊急避難放送の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）（特設分野研究） 

「懐かしい匂い」と創造活動による認知症の人の安心で

きる居場所作りとその効果検証 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）（特設分野研究） 

始原的オラリティ研究：においを用いた新生児主体の「共

在感・ケア情動発現」の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 
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運動視覚におけるマルチスケール神経情報処理機構の解

明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

嗅覚における注意の機能に関する心理学的研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

生体材料インターフェイスにおける末梢概日リズムの可

逆性分子機構の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

緩徐な脳圧排技術を基とした脳深部手術研究と新規脳レ

トラクタの開発 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究 

音の移動感を利用した視覚障がい者のための移動支援シ

ステム「音響矢印」の開発 

 

科学研究費助成事業 挑戦的研究（開拓） 

生涯に渡り変化するアクティブ・ラーニングの脳認知科

学アプローチによる学習理論研究 

 

科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽） 

視覚障害者が能動的に白杖で叩くことによる音情報の作

製と利用に関する基礎的研究 

 

科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽） 

バーチャルリアリティとロボティクスを応用した心拍駆

動型身体認知変容システムの開発 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型） 

「個性」創発の神経基盤解明にむけた網羅的な神経回路

イメージング解析技術の開発 

 

株式会社三菱総合研究所 平成30年度戦略的国際標準

化加速事業（政府戦略分野に係る国際標準開発活動） 

「ヘッドマウントディスプレイの人間工学的要求事項に

関する国際標準化」 

 

経済産業省／一般財団法人日本規格協会 省エネルギー

に関する国際標準の獲得・普及促進事業委託費 

ダイナミック・サイニングに関する国際標準化 

 

経済産業省／一般財団法人日本規格協会 戦略的国際標

準化加速事業（産業基盤分野に係る国際標準開発活動） 

社会のユニバーサルデザイン化に向けたアクセシブルデ

ザイン（AD）製品の国際標準化等 

 

経済産業省／公益財団法人京都高度技術研究所 平成

30年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金） 

高精度な人間センシングを低コストで実現するためのウ

ェアラブル IoH センサの開発 

 

経済産業省／公益財団法人宮崎県産業振興機構 平成

30年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金） 

内視鏡外科医師の早期養成、及び手術時間短縮のため、

眼電位・筋電位等の生体信号による空間画像処理技術を

開発し、透過型ヘッドマウントディスプレイを用いたハ

ンズフリーコミュニケーション支援システムの製品化 

 

総務省 国際戦略局技術政策課 

アクセシビリティ向上のための適応的ジェスチャインタ

フェースの研究開発 

 

企業からの資金提供型共同研究：51件 

 

発 表：誌上発表169件、口頭発表233件、その他27件 

--------------------------------------------------------------------------- 

情報数理研究グループ 

（Mathematical Neuroinformatics Group） 

研究グループ長：赤穗 昭太郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

脳の神経回路は、従来の情報処理技術では不可能な

柔軟で複雑な情報処理を行っている。当研究グループ

では、脳の情報表現や学習・適応のアルゴリズムがど

うなっているか、なぜ神経回路のような構造が情報処

理をする上で有用なのか、といった問題を通じて、脳

の計算原理を数理的に理解することを目指す。具体的

には、情報幾何学や関数解析学、圏論などといった数

学的な道具を使って、データ駆動科学や機械学習、パ

ターン認識などの応用分野にも適用可能な学術的な知

見を積み重ねている。 

 

身体適応支援工学研究グループ 

（Physical Fitness Technology Group） 

研究グループ長：井野 秀一（～2018.10）、 

遠藤 博史 

（つくば中央第6） 

概 要： 

少子高齢社会において安全・安心で質の高い生活

（Quality of Life: QOL）の実現を後押しする多様な人

間支援技術の構築を目指し、人間の生理機能・感覚運

動機能・スキルなどを計測・評価する手法を開発する

と共に、それらを基盤とする下記の研究テーマに取り

組む。 

（A）心身適応力向上のためのリハビリテーションに

関する研究：脳神経系情報処理や循環系機能などを調

べる生理計測・評価および刺激制御に関する新しい手

法を構築し、これらを応用したニューロリハビリテー
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ションやヘルスケア技術の社会実装に向けた基盤創成

を目指す。 

（B）心身親和性と残存機能に着目した生活支援技術

に関する研究：運動機能や感覚機能を QOL 向上の視

点を交えて評価する人間計測技術を開発し、高齢者や

障害のある人たちの楽しく活動的な日常生活や機能訓

練を支えるヒューマンインタフェースに関する福祉技

術の構築を現場連携で目指す。 

 

人間環境インタラクショングループ 

（Human Environment Interaction Research Group） 

研究グループ長：小早川 達 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 当研究グループでは、主に以下の2大研究分野を担

う。 

 1. 健康増進と安全に資する人間計測技術および情

報提示に関する研究：ヒトの心身・精神の健康と環境

との関係性を導き出す計測を人間および環境側の双方

から実施する研究を行う。環境とは物理環境のみなら

ず社会環境、労働環境、対人環境、経済環境などを包

含する。さらに計測だけではなく、計測結果を計測対

象にフィードバックする介入を行った時の計測対象の

変化をとらえ、人の内部に存在するメカニズムを解明

し、それらを基に介入を含めたダイナミックな系を対

象とした計測技術の開発に挑戦する。 

2. サイバーフィジカルシステム技術の開発：人と環

境の関係性をセンシングする技術またはデバイスによ

り、人の感覚またはアクティビティをセンシングする

研究、および得られたデータをサービスや人の活動に

フィードバックすることにより人にとっての環境をよ

り良くする研究開発を実施する。 

より具体的な例として： 

1）インタフェースおよび環境デザインに関する研究 

 視覚・聴覚・触覚・味覚・嗅覚の各特性を利用した

感覚再現インタフェースおよび質感の再構成や環境デ

ザインに関する研究を実施する。それぞれの感覚の特

性の理解を進めつつ、視覚および触覚による感覚ディ

スプレイ、音による感覚情報提示環境デザイン、社会

実装段階として感覚ディスプレイデバイスによる社会

実装研究を推進する。 

2）快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価技

術の開発 

健康増進に取り組む個人またはコミュニティを増加

させるために循環器機能、継時的な楽しさやモチベー

ションの変化などの人間計測・脳機能技術を開発し、

計測結果を計測対象群にフィードバックすることによ

り健康増進活動を加速させるための研究開発を実施す

る。 

 

感覚知覚情報デザイン研究グループ 

（Sensory and Perceptual Information Design Group） 

研究グループ長：伊藤 納奈 

（つくば中央第6） 

概 要： 

人間の視覚、聴覚、体性感覚、平衡覚などに関する

基礎研究を通じて、これら感覚・知覚特性に適合した

人間中心の製品設計技術（感覚知覚情報デザイン技術）

の開発を遂行することで、高齢者・障害者への配慮を

包含する人間工学の実践や生体安全で利便性の高い視

聴覚環境の整備を目標として、以下の主要課題を実施

する。 

（1）アクセシブルデザイン技術の開発と普及活動： 

さまざまな年代や障害者に対して蓄積してきた感覚

知覚特性に関するデータベースの公開や、これらに基

づく高齢者・障害者配慮の設計（アクセシブルデザイ

ン）指針の国内外での規格化を推進するとともに、製

品開発の現場で求められるアクセシブルデザイン技術

の開発・普及とその基盤となる感覚知覚認知特性につ

いての解明を進める。 

（2）映像の生体安全性技術の開発と普及活動： 

映像酔いなど映像情報による生体影響の低減に配慮

した映像情報提示環境の普及をめざして、生体影響特

性を基盤とする映像ガイドラインの規格化や近年注目

されつつある HMD の人間工学的指針の規格化を推進

するとともに、これら映像の生体安全性の普及展開に

資する映像情報評価技術の開発を進める。 

（3）製品･環境等のパフォーマンス適合性技術開発： 

複合感覚（視覚、聴覚、体性感覚など）情報に関す

る諸特性やこれらの感覚情報フィードバックに基づく

動作特性の解明を基盤として、インタラクティブなマ

ルチメディア情報提示環境の設計技術開発を進める。 

 

ニューロテクノロジー研究グループ 

（Neurotechnology Research Group） 

研究グループ長：長谷川 良平 

（つくば中央第１） 

概 要： 

神経科学研究で得た知見に基づき、人々の「生活の

質（QOL）」向上や、新産業の創出を視野に入れたさ

まざまな研究開発を行う。そのため、人や動物の脳・

神経系の構造・機能を調べる基礎研究と先端医工学技

術を融合させることによって、身体および精神機能を

補償・拡張するブレイン-マシン インターフェース

（BMI）などの開発・実用化を目指している。特に精

力的に開発を行っているのは以下のテーマ： 

1）脳波による意思伝達装置「ニューロコミュニケー

ター」、2）セラピー効果のある動物型ロボット「パロ」、

3）障がい者・高齢者等配慮視覚支援技術と標準化、4）

デジタル触覚・体感技術、5）ユビキタスステレオビ
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ジョン、6）AI およびビッグデータを活用したサイバ

ー市場、7）車輪型移動体向け自律航法技術、など

である。 

具体例として1）に関する詳細を紹介する。本テー

マでは、脳と機械を繋ぐ BMI 技術として、頭皮上で

非侵襲的に計測した脳波のリアルタイム解読によって

脳内意思を解読し、CG やロボットのアバターを介し

て外部に伝達する装置「ニューロコミュニケーター」

の開発を行っている。 

 

システム脳科学研究グループ 

（Systems Neuroscience Group） 

研究グループ長：高島 一郎（～2018.10）、竹村 文 

（つくば中央第2） 

概 要： 

未来にむかって豊かな生活を営むことのできる社会

を実現するためには、深く人間を理解し、それに基づ

く技術基盤を確立する必要がある。人間の行動や感情

を制御しているのは脳であり、特にその高次機能の研

究は不可欠である。当研究グループでは、高次脳機能

の神経科学的研究を行い、脳で行われている知覚・認

知や運動制御・行動様式の基礎となっている情報処理

の仕組みの解明を目指す。 

顔・表情など複雑な視覚刺激の認識、感覚情報の統

合、選択的注意、運動指令の構築、時間・空間表現な

どの脳内メカニズムの解明を進めることにより、脳が

持つ高い適応能力を備えた人工知能技術や、脳の潜在

能力を引き出し支援する情報システム技術の実現に向

けた基盤的研究を展開する。また、疾病診断の生理的

指標として有用な視線・瞳孔計測装置などの開発を進

める。さらに、脳内化学的信号伝達の可視化など、新

しい脳機能計測技術の開発にも挑戦する。 

尚、当研究グループの一部は、11月から新体制のニ

ューロリハビリテーション研究グループとなった。 

 

ニューロリハビリテーション研究グループ 

（Neurorehabilitation Research Group） 

研究グループ長：肥後 範行  

（つくば中央第2） 

概 要： 

脳卒中や疾患などにより脳機能が損なわれた患者に

対するリハビリテーション技術は、臨床での経験則に

基づく技術がほとんどで、十分な科学的エビデンスが

あるとは言い難い。当研究グループでは、脳の健常時

の機能ならびに損傷後の回復メカニズムを理解すると

ともに、脳内変化をモニタリングしながら適切な介入

処置により機能回復を促進するニューロリハビリテー

ション技術の開発を行う。 

実験動物を用いた生理学的、組織学的研究の他、ヒ

トを対象とした心理学実験や脳機能測定実験により、

脳機能に関する基礎的なメカニズムを解明しつつ、脳

損傷モデル動物を用いた機能回復メカニズムの解明研

究を進める。それらの基礎的研究の知見を活かして、

損傷後に脳の状態をモニタリングする評価技術、望ま

しい変化を誘導する介入技術および失われた機能を補

綴する技術の開発を進めるなど、基礎研究と技術開発

研究を一体となって進める。 

なお、当研究グループは、旧脳機能計測研究グルー

プ、身体適応支援工学研究グループ、そして、システ

ム脳科学研究グループから研究員が集まり、11月から

新体制となった。 

 

【組織改編に係る2018年10月31日付廃止グループ】 

 

サービス観測・モデル化研究グループ 

（Service Sensing, Assimilation, and Modeling 

 Research Group） 

研究グループ長：大隈 隆史 

（つくば中央第1、第2） 

 

サービス設計学研究グループ 

（Service Design and Implementation Research 

 Group） 

研究グループ長：竹中 毅 

（臨海副都心センター） 

 

デジタルヒューマン研究グループ 

（Digital Human Research Group） 

研究グループ長：多田 充徳 

（臨海副都心センター） 

 

脳機能計測研究グループ 

（Brain Function Measurement Research Group） 

研究グループ長：谷川 ゆかり 

（つくば中央第6、第2） 

 

④【知能システム研究部門】 
（Intelligent Systems Research Institute） 

存続期間：2001.4.1～ 

研究ユニット長：河井 良浩 

副研究部門長：佐藤 雄隆 

首 席 研 究 員：加藤 晋 

研 究 主 幹：安達 弘典 

 

所在地：つくば中央第1、2、臨海副都心センター 

人 員：43名（43名） 

経 費：1,655,415千円（運営交付金 327,615千円） 

 

概 要： 

 知能システム研究部門では、情報・人間工学領域の
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方針に従い、産総研が長期的に「橋渡し」の役割を果

たしていくため、将来の橋渡しの基となる革新的な技

術シーズを生み出す目的基礎研究に取り組むことを第

1のミッションとしている。第3期までに確立した技術

シーズ、第4期で確立する技術シーズは、民間企業ば

かりでなく、公設試などとも連携し、順次全国レベル

での「橋渡し」研究に繋いでいくことを第2のミッシ

ョンとしている。 

 第4期中長期目標期間においては、情報・人間工学

領域の重点研究課題の一つである「産業と生活に革命

的変革を実現するロボット技術の開発」を達成するた

めに、「環境変化に強く自律的な作業を実現するロボッ

ト中核基盤技術」の研究開発を重点的に推進している。

また、ロボットイノベーション研究センターと協力し、

介護サービス、屋内外の移動支援サービス、製造業な

どさまざまな産業においてロボットによるイノベーシ

ョンの実現をめざし、人間共存型産業用などのロボッ

トや評価基準・評価技術などの関連技術を開発してい

る。さらに、「ビッグデータから価値を創造する人工知

能技術」「産業や社会システムの高度化に資するサイバ

ーフィジカルシステム技術」「快適で安全な社会生活を

実現する人間計測評価技術」についても、人工知能研

究センター、情報技術研究部門、サイバーフィジカル

セキュリティ研究センター、人間情報研究部門、人間

拡張研究センター、自動車ヒューマンファクター研究

センターと協力しながら研究開発を推進している。 

 第4期中長期計画期間中に、国際的に最高水準の研

究機関を目指した組織体質の改革を実施し、第5期中

長期計画に継承させる。 

 2018年度の重点化方針は、第4期中長期計画に対応

した、目的基礎研究、「橋渡し」研究前期における研究

開発を重点に実施するとともに、「橋渡し」研究後期に

ついても、直接・間接の両者により民間資金を獲得し

実施することとした。 

 この方針に基づき、知能システム研究部門で実施す

る代表的な目的基礎研究としては、大型構造物の生産

現場における過酷環境での作業に対応するロボットシ

ステム実現のために、これに必要なロボット知能と身

体を開発している。2018年度は、接触の動的変化や摩

擦を考慮した多点接触動作生成・制御アルゴリズムを

開発し、狭隘な建設足場の手摺を用いた移動において、

移動速度を30 %向上できることを確認するとともに、

航空機内キャビンエリアの高さが低くアクセスしにく

い場所のボルトを、フロアパネルを外した部分からカ

ーゴエリアに降りて締める作業を実現した。これらロ

ボット知能の機能に加えて、身体として、サイズが大

きく重量のある石膏ボード（0.91×1.82 m、約11 kg）

の持ち上げ、運搬が可能な身体能力を持つ人間型ロボ

ットの試作機 HRP-5P を開発し、視覚や力覚情報を用

いて、モデル化誤差やセンサ情報の誤差に対する信頼

性を向上させる取り組みを行い、石膏ボード壁面施工

の自律的実行を実現した。 

 当研究部門で実施する代表的な「橋渡し」研究前期

における研究開発としては、ドライバー不足やコスト

抑制に対応し、過疎地域や交通弱者への移動手段とし

て期待されている自動走行技術を活用した新たな移動

サービスである端末交通システムの社会実装を目指し、

必要な技術開発、社会受容性や事業面の検討などを行

っている。2018年度は、地域の特性を活かした自動走

行の社会受容性などの実証評価を実施した。特に、小

型電動カートを用いた自動走行システムの実証では、

永平寺町において10月から複数台の自動運転車両と

管制システムを用いた地域事業者の運用による約1カ

月の長期実証を国内初で行った。また、11月には遠隔

ドライバー1名が2台の自動運転車両を運用する遠隔

型自動運転の公道実証を世界初で行った。さらに北谷

町では地域事業者の運用による実証を1月から約1か

月の長期実証を実施し、輪島市でも延べ2週間の実証

を実施した。また、小型バスを用いた自動走行システ

ムでは、日立市において10月に廃線敷利用のバス専用

道路および一般道での自動運転バスの社会受容性検証

を10日間実施し、BRT 路線を利用した国内初の実証と

なった。各地域での安全性、適応性などの技術的な検

証と共に、事業性について各地域事業者の運用によっ

てサービスと採算性を含めた現実的な検討評価を実施

した。 

 そして、当研究部門で実施する「橋渡し」研究後期

における代表的な研究開発として、先進的な産業車

両・物流システム実現を目指し、必要な技術基盤の研

究開発を行っている。2018年度は、フォークリフトの

自動運転において重要な、カメラ映像を使い自己位置

推定と環境地図作成を同時に行うビジュアル SLAM

技 術 （ SLAM : Simultaneous Localization and 

Mapping）として、周囲環境変化に対しても頑健性を

向上させるアルゴリズムを開発し、フォークリフトの

自動運転を行うために必要な自己位置推定精度100 

mm 以内を実現した。また、物流現場を想定した高精

度 AR マーカの位置精度評価手法およびそのための測

定手法を構築した。国際物流展を通じて、これらの研

究成果を企業・一般へ PR した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：  

戦略予算「産総研ロボット戦略に基づく大型構造物組立

分野の課題解決に向けたロボットシステムの研究開発」 

 

外部資金：  

経済産業省 

「平成30年度省エネルギー等に関する国際標準の獲

得・普及促進事業委託費（省エネルギー等国際標準共

同研究開発：IoT 社会実現に向けた住宅設備連携にお
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ける機能安全に関する国際標準化）」 

「平成30年度「高度な自動走行システムの社会実装に

向けた研究開発・実証事業：専用空間における自動走

行等を活用した端末交通システムの社会実装に向けた

実証」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の

実現プロジェクト／ロボット・ドローンに関する国際

標準化の推進／デファクト・スタンダード」 

「ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の

実現プロジェクト／性能評価基準等の研究開発／目視

外及び第三者上空での飛行に向けた無人航空機の性能

評価基準」 

「ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の

実現プロジェクト／無人航空機の運航管理システム及

び衝突回避技術の開発／運航管理システムの全体設計

に関する研究開発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／人工知能技術を用いた植物フェノミ

クスとその応用に関する先導研究」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／AI×ロボティクスによる高度マテ

リアルハンドリング・システムの研究開発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／（革新的

ロボット要素技術分野）自律型ヒューマノイドロボッ

ト／非整備環境対応型高信頼ヒューマノイドロボット

システムの開発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／グローバ

ル研究開発分野／サイバー・フィジカル研究拠点間連

携による革新的ドローン AI 技術の研究開発」 

「インフラ維持管理･更新等の社会課題対応システム

開発プロジェクト／イメージング技術を用いたインフ

ラ状態モニタリングシステム開発／道路構造物ひび割

れモニタリングシステムの研究開発」 

「SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）イン

フラ維持管理・更新・マネジメント技術／維持管理ロ

ボット・災害対応ロボットの開発／橋梁・トンネル点

検用打音検査飛行ロボットシステムの研究開発」 

 

農林水産省（国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合

研究機構） 

「平成30年度栽培・労務管理の最適化を加速するオー

プンプラットフォームの整備委託事業」 

 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター 

「自律移動ロボット技術を用いた半自走式草刈機の開

発」 

「果実生産の大幅な省力化に向けた作業用機械の自動

化・ロボット化と機械化樹形の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

革新的研究開発推進プログラム（ImPACT） 

「タフ・ロボティクスのためのタフ・ワイヤレス技術

の研究開発」 

「極限環境シミュレーションプラットフォーム

Choreonoid の開発」 

「音響センシングに基づく索状ロボットの姿勢推定・

音源探索・自己位置推定」 

 

研究成果展開事業（センター・オブ・イノベーション（COI）

プログラム） 

「感性とデジタル製造を直結し、生活者の創造性を拡

張するファブ地球社会創造拠点」 

 

研究成果展開事業（戦略的イノベーション創出推進プロ

グラム）（S イノベ） 

「高齢者の記憶と認知機能低下に対する生活支援ロボ

ットシステムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科研費補助金 基盤研究（A） 

「人型システム力学理論の新展開とインタラクション

指向モーションシンセシスの創成」 

「運動の獲得と学習に介入するスポーツ・シミュレー

ション科学」 

「身体性共有と神経情報処理マッピングによる臨機応

変な物体操作実現法」 

「脳の予測機能を応用した新しいブレインマシンイン

タフェースの開発」 

「パターン投影と深層学習を利用した頑健で高精度な

3次元内視鏡システム」 

「脳の予測機能を応用した新しいブレインマシンイン

タフェースの開発」 

 

科研費補助金 基盤研究（B） 

「Cutting-edge multi-contact behaviors」 

「多視点3次元観測画像を用いた衣類の仮想展開に関

する研究」 

「次世代協働ロボット：行動神経学に基づく「安心で

きる」ロボットの動きの解明」 

「オブジェクトピッキングの観点に基づく物品配列パ

ターンと把持動作計画」 

「運動最適化と深層学習の融合理論による力学コンシ

ステントな人の運動生成」 

「一般化差分部分空間に基づく特徴抽出の完全解明と

機能強化」 

 

科研費補助金 基盤研究（C） 
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「パターン認識のための特徴量変換に関する研究」 

「喉頭全摘出者の代替発声を対象とした声質改善装置 

の研究開発」 

「ロボットの力制御を統合的に扱う拡散パラメータ型

マルチスケール・マルチラテラル制御」 

「方言音声のビデオアーカイブ化と方言音声理解のた

めの情報処理技術の確立」 

 

研究活動スタート支援 

「環境モデル獲得に基づくヒューマノイドロボットの

未知環境適応全身移動計画法の実現」 

「視触覚情報による in－hand 物体の姿勢推定技術の

研究」 

 

若手研究（B） 

「アシスト装具と身体能力に応じた動作戦略の変化に

関する研究」 

「深層学習を用いたアクション指向物体認識」 

 

特別研究員奨励費 

「環境変動を予測したヒューマノイドロボットの動作

計画」 

「人間とヒューマノイドとの物理的インタラクション

の最適化」 

 

発 表：誌上発表111件、口頭発表170件、その他20件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ヒューマノイド研究グループ 

（Humanoid Research Group） 

研究グループ長：金広 文男 

（つくば中央第1） 

概 要：  

 人間工学的に不適切な姿勢での作業や重負荷作業、

単純繰り返し作業、有害・危険な環境での作業などが

求められる過酷環境で働く人間の活動を代替できるヒ

ューマノイドロボットを目指し、ヒューマノイドロボ

ティクスに関する基盤研究・工学的研究を行っている。 

転倒にも対応可能な強靭な身体能力に加え、手足の区

別なく全身を利用でき、環境との密なインタラクショ

ンを可能とするセンシング能力を持つヘビーデューテ

ィーヒューマノイドロボットのハードウェアおよびシ

ミュレータなどの基盤ソフトウェア、過酷環境内を2

足歩行に限らず全身を用いて環境に適した方法で移動

し、 手先のみならず全身を使って作業するための全身

運動計画・制御機能、容易な作業の教示手法を実現す

べく活動している。 

 

フィールドロボティクス研究グループ 

（Field Robotics Research Group） 

研究グループ長：神村 明哉 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 少子高齢化社会における重労働・危険作業従事者の

減少、頻発する自然災害、老朽化が深刻なインフラ設

備などへの対策として、人の代わりに点検や作業を行

うロボットシステムの実現を目指し、「災害対応」、「社

会／産業インフラの維持・整備」、「空中物流システム」

など、持続可能な社会の実現に資するロボティクス技

術の研究・開発を推進している。具体的には、災害調

査用ロボット、インフラ点検用ロボット、物流用ドロ

ーン、自律分散システム、モビリティシステム、情報

収集・管理システムなどを対象に、移動機構、環境・

物体認識、ナビゲーション、遠隔作業支援、ヒューマ

ンインターフェース、無線通信、AI データ解析など、

屋外環境で使えるシステム技術や要素技術、性能評価

手法に関する研究開発を実施している。 

 

シグナルプロセッシング研究チーム 

（Signal Processing Research Group） 

研究グループ長：佐宗 晃 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産業における生産の効率化や省人化、そして快適で

安全な社会生活を実現するためのロボットシステムの

実現を目的として、音響・音声、電磁波（電磁場）お

よび触覚などを利用した人間や環境のセンシングデー

タに基づく①行動認識技術、②異常検知技術、③生活

支援技術の研究開発を行っている。具体的には、製造

現場におけるロボットとの協働や生産の効率化などの

実現に資する、音響・電磁波・触覚などさまざまなセ

ンシングデータを利用した作業員の作業行動認識技術、

産業機器の動作音や振動などのセンシングデータに基

づく故障予兆・異常検知技術、そして認知症を含む高

齢者の生活支援を目的とした音声対話ロボットや情報

アシスタントシステムなどが、話者の言語情報だけで

なく発話意図や感情を理解できるようにすることを目

的に、先端人工知能技術を利用した新しい音声認識技

術の研究開発を行っている。 

 

コンピュータビジョン研究グループ 

（Computer Vision Research Group） 

研究グループ長：佐藤 雄隆 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 近年のAI技術の発達は目覚ましく､実環境を的確に

センシングするためのいわゆる「機械の目」に相当す

るコンピュータビジョン技術への産業界のニーズが急

速に高まっている。このような技術は、自動運転、製

造、安全安心、社会インフラ検査などさまざまな分野

において広く重要とされており、その高度化が望まれ
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ている。このような背景のもと、多眼カメラアレイシ

ステムや広視野3次元計測システムなど視覚情報のセ

ンシング能力を大きく向上させるための研究を行うと

同時に、AI 橋渡しクラウド基盤を活用した動画像の認

識など、センシングした情報を的確に解析するための

技術に関する研究開発を行っている。また、要素技術

の高度化に関する研究のみならず、開発した技術を産

業界はもちろんのこと、社会インフラ維持管理といっ

た社会的に重要な課題の解決に活用していくための取

り組みも行っている。 

 

インタラクティブロボティクス研究グループ 

（Interactive Robotics Research Group） 

研究グループ長：佐川 立昌 

（つくば中央第1） 

概 要：  

 製品設計や生活支援に役立つ人間工学・ロボット融

合技術としてインタラクティブロボティクスを位置づ

け、目的基礎研究として、人型システム運動の力学的

基盤と時空間最適化手法の構築、深層学習に基づくア

クション指向の物体認識手法の構築を実施し、これら

を発展させて運動最適化理論と深層学習の融合による

運動の学習・生成に関する新理論の創出を目指してい

る。これらの研究で得られた知見に基づき、画像デー

タに基づいた身体姿勢、動作や力推定を行う研究、異

種動物間における身体モデル・運動のリターゲッティ

ングに関する挑戦的な課題にも取り組んでいる。さら

に、人・機械協働生産のための作業者モデル構築に関

する研究開発、店舗内作業を対象とした高度マテリア

ルハンドリング・システムの研究開発に展開し、将来

的な社会実装を想定した研究開発を実施する。また、

人型システム動作最適化技術を、アシスト装具と身体

能力に応じた人間の動作戦略の変化の研究、および内

骨格型の柔軟な運動アシストスーツの開発、生活支援

製品群や育児支援機器に対する人間中心設計のための

統合的なシステムの開発に展開する。 

 

豊田自動織機－産総研アドバンスト・ロジスティクス連

携研究室 

（TICO-AIST Cooperative Research Laboratory for 

Advanced Logistics） 

連携研究室長：加藤 紀彦 

（つくば中央第1、臨海副都心センター） 

概 要： 

 近年、少子高齢化に伴う労働力人口の減少、e－コマ

ース（電子商取引）の拡大による多頻度・小口配送、

効率・迅速性への対応など、物流を取り巻く環境や改

善ニーズの急激な変化に対応するため、知能化・自動

化された機器による省人化や、効率的で効果的なオペ

レーションの実現など、新たなソリューションによっ

て、物流コスト低減など、お客さまの幅広い改善ニー

ズに応えることが求められている。豊田自動織機の保

有する高品質・高性能で環境にやさしい多様な製品の

開発力、IoT 技術や多くのお客様への導入実績に基づ

く豊富なデータやノウハウに、産総研の高度なロボッ

ト技術、AI、データ・アナリティクスなどを適用する

ことで、車両・機器の自律作業を可能とする知能化・

自動化や高度なシステムインテグレーションの技術開

発を加速し、先進的なロジスティクス・ソリューショ

ンの早期実現につなげ、物流現場の課題解決を図る。 

 

⑤【自動車ヒューマンファクター研究センター】 
（Automotive Human Factors Research Center） 

（存続期間：2015.4～2022.3） 

 

研究センター長：北﨑 智之 
副研究センター長：岩木 直、吉川 正（～2018.9）、

長山 信一（2018.10～） 

首 席 研 究 員：赤松 幹之 

 

所在地：つくば中央第6 

人 員：20名（19名） 

経 費：489,879千円（135,438千円） 

 

概 要：  

 近年、自動車は、急速に発達したコンピューター技

術により、機械の目や知能を備え、ドライバーを支援

することが可能となった。 

しかし、高度に情報化された自動車は、運転中の情

報機器操作などドライバーに対する新たな負担をもた

らしている。高齢ドライバーを含めたすべてのドライ

バーにとって、自動車を安全で使いやすく、運転して

いて楽しいものにするためには、さまざまなドライバ

ーの認知特性や運転行動特性を解明して、自動車を人

間に適合させることが重要である。 

当研究センターでは、人の認知機能の計測・評価、

行動特性の計測・評価および生理的状態の計測・評価

技術の研究開発を基にして、1. 超高齢社会に対応し

た高齢ドライバーの認知特性の理解と支援技術、2. 

開発が進められている自動運転車の安全性のためのイ

ンターフェイス技術、3. 自動車のある快適で豊かな

生活を実現するための運転意欲・運転スキル・感性技

術の開発を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

交付金 戦略予算「人とクルマの新たな関係性を構築す

る協調型自動運転技術の研究」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）自動走行

システム／大規模実証実験／HMI 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「動脈血圧反射による脳血管および心臓調節メ

カニズムの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「小脳を中心とした脳内ネットワークによる認

知制御機構の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「認知課題訓練効果の汎化と自動車運転能力向

上の脳活動データにもとづく予測」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「移動に随伴する注意の神経メカニズム」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「神経伝達物質の直接計測に基づく視覚的注意

の脳機能モデル構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦

的研究（萌芽）「脳波ハイパースキャン技術を用いた非言

語的意思疎通の評価と操作」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 研究

活動スタート支援「中脳ドーパミン細胞は見込み的に循

環系を制御するか？」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「時間予測による報酬刺激処理の調節メカニズ

ム－脳機能計測と計算論的手法による検討－」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究「パフォーマンス不安の形成メカニズムの解明とそ

の応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究「視線検出に関わる神経基盤の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「『認知空間の歪み』を定量し運動パフォーマ

ンスの向上に活かす」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A）「過敏性を通じた発達障害や認知症の連続的理

解」 

 

国立水俣病総合研究センター「平成30年度水俣病患者の

感覚障害定量評価技術に係る研究支援業務」 

 

発 表：誌上発表47件、口頭発表73件、その他7件 

--------------------------------------------------------------------------- 

認知システム研究チーム 

（Cognitive System Research Team） 

研究チーム長：武田 裕司 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 安全かつ快適な自動車の運転には、ドライバーが外

界情報や車両情報を適切に知覚・認知し、適切に行動

する必要がある。また、他車のドライバーや歩行者と

のコミュニケーション、ドライバーの適切な感情状態

なども快適な運転環境の構築における重要なファクタ

ーである。 

 そこで、脳機能計測、眼球運動計測、行動計測によ

る知覚・認知・感情・コミュニケーションの評価技術

を開発する。既存の評価技術を高度化し、実車および

ドライビングシミュレータにおいて評価の基盤となる

データの蓄積を進めるとともに、新しい評価技術の開

発を行う。また、ドライバーの認知情報処理メカニズ

ムの解明に関する研究開発を行う。外界情報の知覚か

ら行動や感情喚起に至る過程を一つのシステムとして

捉え、それらを総合的に理解するための実験的研究を

推進し、安全かつ快適な自動車運転に資する科学的知

見を蓄積する。さらに、自動運転車両に乗車している

時の認知・感情状態に関する研究、ドライビングプレ

ジャーを決定する要因に関する研究、車載機器の新し

いインターフェイスの研究など、当該研究分野の次の

展開を視野に入れた研究テーマに取り組む。 

 

行動モデリング研究チーム 

（Behavioral Modeling Research Team） 

研究チーム長：佐藤 稔久 

（つくば中央第6） 

概 要： 

当研究チームでは、ドライバーならびに新しい社会

に適合したモビリティ・高度運転支援システムの開発

に寄与することを目的とし、高齢ドライバー支援、自

動運転・運転支援のヒューマンインタフェース、ドラ

イビングプレジャーに関して、以下の研究開発を行う。 

（1）交通参加者（ドライバー、同乗者、他車両、歩

行者など）の状態・行動データの計測とモデリング

技術の研究 

（2）ヒトの状態や行動メカニズムの解明に関する研

究開発 

（3）ヒトの状態・行動の計測および評価の新たなシ

ーズ技術の創出に資する萌芽的研究 

研究開発にあたって、個別企業、センター内のメン

バー、他ユニット、大学、地域試験場などとのコミュ
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ニケーションをこれまで以上に密にし、論文・学会を

中心にさまざまなチャンネルを活用した研究成果発信

を積極的に行う。 

 

生理機能研究チーム 

（Physiology Function Research Team） 

研究チーム長：小峰 秀彦 

（つくば中央第6） 

概 要： 

高齢ドライバー支援、ヒューマンマシンインターフ

ェース、およびドライビングプレジャーに資する技術

の構築を目指し、主に以下の点に重点を置いた研究開

発を実施する。 

（1）生体・生理計測技術を活用した自動車運転支援

技術の研究開発： 

 脳波、心拍数、血圧、筋電図、バイオマーカーな

どの生体・生理計測技術を用いて、ドライビングシ

ミュレータや実路で生体・生理データを収集・解析

し、ドライバーの特性や状態を把握する手法の開発

や、ドライバーを支援する技術の開発を目指す。具

体的には、安全に運転するために必要な生体モニタ

リング技術や運転支援技術、自動運転を含めた運転

支援に役立つインターフェイス技術、およびドライ

バーの意図・感情推定技術などの研究開発を行う。

また、運転時におけるドライバーの疾患発症や体調

急変を検出するための研究開発を行う。 

（2）自動車運転支援技術の基盤となるヒトの生体・

生理メカニズムの解明および評価手法の開発： 

 自動車運転に関わるヒューマンファクターの理解

と、基盤的な技術・知見の蓄積を目的として、ヒト

の生体・生理メカニズムの解明、および生体・生理

状態を評価するための研究開発を行う。これら基盤

的研究開発の推進によって、自動車関連の新たな研

究開発シーズを生み出すとともに、他分野の研究や

技術と自動車との融合を目指す。 

 

⑥【ロボットイノベーション研究センター】 
（Robot Innovation Research Center） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究ユニット長：比留川 博久 

副研究部門長：大場 光太郎 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：17名（17名） 

経 費：455,270千円（80,161千円） 

 

概 要： 

1. 研究目的 

 人と共栄する情報技術の分野横断的活用と深化に

より社会課題へ取り組み、産業競争力の強化と豊か

で快適な社会の実現を目指して人間に配慮した情報

技術の研究開発を行う情報・人間工学領域のミッシ

ョンを実現するため、ロボット技術の適用対象業務

の分析や投資効率の算定方法、ロボットの仕様設計

を支援するための効果・安全評価プロトコル、運用

効果を評価するためのログデータの取得・解析技術

を確立し、ロボットによるイノベーションを実現す

ることを研究目的とする。 

2. 研究手段・方法 

 ロボット介護機器、マイクロモビリティ、RaaS 

(Robot as a Service)、安全・高信頼技術、ロボット

ソフトウェアプラットフォームを重点課題とする。 

 ロボット介護機器については、2018年度から経済

産業省ロボット介護機器開発・標準化事業が3年計

画で開始され、新規重点分野に対応した効果指標の

開発、性能評価指標の開発（浴室におけるセンサ性

能、コミュニケーションロボットの評価モデル）、性

能評価試験手法・装置の開発（接触面圧分布試験手

法・装置）、モデルに基づく開発支援プロセスの開発、

標準化活動を実施する。 

 マイクロモビリティについては、SIP 第2期フィ

ジカル空間デジタルデータ処理基盤事業において、

高齢者の近距離移動を安全・安価でかつ利便性高く

実現することを目標として、座り乗り型パーソナル

モビリティの実証試験、関連基盤技術の開発を行う。

具体的には、物体認識・位置姿勢・モデリングの同

時推定、危険回避および周りに受容される行動生成、

複数ロボットのための全体最適化技術を開発する。

RasS については、AI×健康の研究課題として、サ

ービスロボットを実フィールドに導入して大規模デ

ータを蓄積し、AI 技術による解析によりサービスの

最適化を目指す。安全については、人工知能の安全

の研究を引き続き実施。ロボットソフトウェアプラ

ットフォームについては、NEDO ロボット活用型市

場化適用技術開発を継続する。以上の技術を統合し

て、ロボットサービスプラットフォームの実現を研

究センターの目標とする。 

 以上の重点課題に加えて、装着型のパワースーツ

の制御技術の開発を実施する。具体的には、受動歩

行理論に基づいて、定常歩行に対応するリミットサ

イクルへの収束速度を高める技術を開発する。また、

主としてフレイル状態にある高齢者の自立支援を目

的として、転倒しない歩行器の開発を民間企業と共

同で実施する。これらの成果と、マイクロモビリテ

ィの開発成果により、高齢者の大部分が適用となる

モビリティ支援技術の確立を目指す。 

 次の3つの考え方を運営方針とする。 

・Change the world.－研究開発成果により、社会の

変革を目指す。 
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・Eat your dog food.－研究センターの成果物である

開発ツールを使う。 

・Two heads are better than one.－個人研究よりグ

ループ研究を推奨。 

  運営体制としては、研究センター長、副研究セン

ター長、研究チームリーダー、ユニット支援マネー

ジャーから成る研究センター幹事会を月に2回、研

究センター常勤職員全員からなる研究センター会議

を月に１回開催し、運営方針・研究進捗状況・外部

予算獲得状況、最新の研究トピックなどについて議

論し、情報共有を行う。 

 知的財産としては、特許性のあるものについては

特許、ノウハウについてはこれを実装したソフトウ

ェアの著作権で確保し、普及を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：なし 

 

外部資金：  

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト／

ロボットのプラットフォーム化技術開発（ソフトウェ

ア）／オープンソースロボットソフトウェアのプラッ

トフォーム化技術開発」 

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／空間

の移動分野／AI 活用による安全性向上を目指したス

マートモビリティ技術の開発」 

「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期

／フィジカル空間デジタルデータ処理基盤／サブテー

マⅢ：Society 5.0実現のための社会実装技術／移動空

間デジタルデータのエッジ処理とクラウド連携による

安心・安全・安価な複数台自動走行パーソナルモビリ

ティの社会実装」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

革新的研究開発推進プログラム（ImPACT） 

「サイバニックシステムに対する安全検証手法の開発」 

  

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 

 ロボット介護機器開発・標準化事業 

「ロボット介護機器開発・標準化のための安全評価基

準、効果性能基準、実証試験基準策定、開発補助事業

支援、国際標準化および国際事業展開に関する研究開

発」 

 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター   

SIP「次世代農林水産業創造技術」 

「情報・通信・制御の連携機能を活用した農作業シス

テムの自動化・知能化による省力・高品質生産技術の

開発」 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

食品総合研究所 

「生産管理を自動で行う知能化機械・作業システムの

開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科研費補助金 基盤研究（C） 

「片側前腕切断者の断端部筋電信号特性と筋電義手操

作能力に関する研究」 

 

若手研究（B） 

「人と共生するパートナーモビリティの開発」 

「任意運動単眼カメラを用いた幾何プリミティブ近似

による3次元構造復元」 

 

発 表：誌上発表48件、口頭発表51件、その他5件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ディペンダブルシステム研究チーム 

（Dependable Systems Research Team） 

研究チーム長：中坊 嘉宏 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ディペンダブルシステム研究チームでは、人と共存

する次世代ロボット普及のため、システムを高信頼か

つ安全（ディペンダブル）に構成するための技術につ

いての体系化を図っている。人と機械の協調をシステ

ムオブシステムズとして捉え、モデルベース開発、コ

ンポーネント型ソフトウェア基盤、リスクアセスメン

ト、安全センサ、システム安全、規格認証などの技術

により、機能安全、人との協調、目的志向開発、AI

の安全に関わる研究開発を行い、技術の普及と国際標

準化活動を推進する。 

 また具体的な研究開発事例として、高信頼車椅子、

SafeML/SysML、ロボット介護機器開発、3D センサ

開発とその外乱試験、人体モデル、機械学習などの研

究開発を行い、サービスロボットの国際安全規格

ISO13482、IEC61496などの標準化、企業による規格

認証の支援に貢献している。 

 

スマートモビリティ研究チーム 

（Smart Mobility Research Team） 

研究チーム長：阪野 貴彦 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 世界に類を見ないペースで超高齢化が進んでいるわ

が国において、都市部や過疎地などにおいて、高齢者

ら交通弱者とされる人々への日常的な移動手段の確保

が課題となっている日常的な移動手段の提供が確保と

なっている。スマートモビリティ研究チームでは、安

心安全な個人の近距離移動手段として、搭乗移動支援



研 究 

(110) 

型のパーソナルモビリティに関して、自律走行のため

のコア技術開発から社会実装までをターゲットに技術

開発を行っている。これまでに蓄積してきた3次元環

境情報構築技術や移動ロボット技術の開発、さらに AI

を活用した関連技術との統合化を図ることにより、高

信頼でかつ安全性の高いパーソナルモビリティ技術と

その運用手法の先行研究開発を行っている。また、パ

ーソナルモビリティの公道走行実験に関して、つくば

モビリティロボット実証実験推進協議会と連携し、開

発した技術の検証実験を行い、実運用データを取得・

解析・蓄積することにより、要素技術の確認や熟成、

シミュレータによる交通予測や充電インフラの最適配

置、搭乗者の操作支援などを行い、パーソナルモビリ

ティを活用した社会実装事業などを通じて、効率的な

交通計画を支援するための研究開発も実施している。 

 

ロボットソフトウェアプラットフォーム研究チーム 

（Robot Software Platform Research Team） 

研究チーム長：安藤 慶昭 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 未活用領域へのロボット普及や次世代ロボットの実

用化には、導入コストを削減し開発・運用効率を向上

させる開発プロセスの確立やソフトウェア基盤が不可

欠となる。 

 ロボットソフトウェアプラットフォーム研究チーム

では、ロボットシステムの開発効率向上、安全かつ効

率的なシステム運用を支援する技術として、安全設計

を含めたロボットシステム開発プロセスの確立や、効

率的なロボットのソフトウェア・ハードウェアテスト

手法の研究手間のかかるロボットの教示を効率化する

技術の研究、モデルベース開発を支援する分散コンポ

ーネント指向ソフトウェア基盤の研究など、ロボット

システムインテグレーションの手法の体系化のための

研究・開発を行っている。研究・開発された基盤技術

や手法を活用するため、これら技術をソフトウェアや

ツールとして実装するとともに、オープンソースソフ

トウェアとして配布、教育・普及活動や標準化活動を

通じて、研究成果の社会実装や実用化に貢献し、ロボ

ット技術によるイノベーションを目指している。 

 

⑦【人工知能研究センター】 

（Artificial Intelligence Research Center） 

（存続期間：2016.5.1～終了日） 

 

研究センター長：辻井 潤一 

副研究センター長：市川 類、麻生 英樹、 

         谷川 民生、金田 孝雄 

首 席 研 究 員：西田 佳史、本村 陽一、 

Horton Paul 

総 括 研 究 主 幹：野田 五十樹 

 

所在地：臨海副都心センター、つくば中央第1 

人 員：82名（81名） 

経 費：8,758,728千円（409,280千円） 

 

概 要： 

 人工知能の研究では、実世界問題への先端技術の適

用が新たな先端技術を生み出すという、応用研究と基

礎研究の密接な連関が不可欠になっている。また、応

用分野の急速な拡大により、人工知能の研究は、ます

ますその学際性を強めており、多様な分野の専門家の

共同研究が不可欠となっている。 

 当研究センターは、（a）人工知能とその隣接分野の

国内外のトップ研究者、新進気鋭の研究者が共同して

大規模な研究を推進するための核となること、また、

（b）研究成果の実世界への応用を行うための産業界

と学界との連携を促進する核となること、を目的とし

て設立された。当研究センターの研究面からの大きな

目標は、「人間の知能と親和性の高い」人工知能を実現

することである。急速な発展を遂げてきた人工知能技

術は、大きな期待とともに、人間とは異質な知性体を

作り出してしまうのではないかという不安も引き起こ

している。この不安感は、人工知能への不信感という、

人工知能技術のユーザビリティを限定する主要な要因

ともなっている。膨大な記憶と計算の能力を使う機械

学習技術は、膨大なデータから隠れた規則性を学習す

るという、個々の人間には不可能な能力を実現した。

しかし、その反面、たとえば、文脈や場面によってさ

まざまに変わる言葉の意味を汲み取るといった、人間

にとっては自然で簡単なことが、人工知能には難問と

なるという逆説的な状況も多く残っている。人間と人

工知能という2つの異質な知性体が共同して挑戦的な

課題を解決していくためには、人工知能を人間の知能

との親和性が高いものにし、不安感や不信感を払拭す

ることが必要である。 

 当研究センターは、次の2つの研究の柱を設定し、

人間の知能との親和性が高い人工知能の実現を目指す。 

（1）人工知能研究プラットフォームの形成 

 電子的なデータの量はあらゆる科学・業分野にお

いて指数関数的に増大しており、人手での利活用が

困難になっていることから、そうした大量のデータ

を解析することで新たな価値を生み出す人工知能技

術へのニーズと期待が高まっている。海外ではイン

ターネット企業を中心として、人工知能の研究開発

のために優れた基礎研究者が世界中から集められ、

その結果完成した人工知能技術が実世界で使われ、

豊富な知見が蓄積し、実世界から基礎研究へのフィ

ードバックが得られる、という好循環が生まれてい

る。しかし、わが国では、研究者が個別に基礎研究
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を行っており、優れた研究も多いが、これらを統合

的して社会的インパクトの大きい人工知能技術を開

発する動きは少なく、海外で見られるような好循環

が十分に生まれていない。こうした状況を打破する

ために、当研究センターは、魅力ある研究拠点とし

て、国内外の多様な人工知能研究のトップ・新進気

鋭の研究者や優れた技術を集結し、先進的な人工知

能の開発・実用化と基礎研究の進展の好循環を生む

プラットフォームを形成することを通じて、日本の

技術・人材の拡大再生産と産業競争力の維持・強化

に貢献する。 

（2）人間との親和性の高い人工知能技術の確立 

 現在の主流であるデータ駆動型人工知能は、大量

のデータから学習を行い、高度な予測・識別・分類

を実現しているが、その理由の説明などはできない。

そうしたブラックボックス性が、人工知能に対する

不安や脅威に結びついている。そこで、神経科学の

知見に学ぶ脳型人工知能や、データ駆動型人工知能

と記号的な知識駆動型の人工知能を融合するデー

タ・知識融合型人工知能の研究を通じて、人工知能

に人間との共通言語、共通表現を持たせ、従来のブ

ラックボックス的な人工知能の気持ち悪さを解消し、

人間にとって理解・制御・協働しやすい人間協調型

の人工知能技術を確立することにより、人工知能技

術の幅広い分野での利用を促進する。 

 この2つの研究テーマは野心的で、長期間の継続的

な努力が必要である。当研究センターは、国内外の研

究者の集積と交流の核として、また、学界と産業界の

連携の核として、具体的で明確な応用を設定すること

で、その研究を推進していく。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算「スポーツ用義足の研究開発を通じた障害者ス

ポーツ市場開拓への挑戦」 

 

外部資金：  

経済産業省 

「平成30年度産業保安等技術基準策定研究開発等事業

（人生100年社会における製品安全基盤構築に向けた高

齢者等行動データ取得事業）」 

 

総務省 

「完全自動リアルタイムフルデマンド交通システム

SAV 向けプラットフォームの研究開発」 

 

厚生労働省 

「体系的な子ども虐待データベースの構築及びデータに

基づくリスクアセスメントの効果に関する調査研究」 

「里親担当児童福祉司、一時保護所の児童指導員等及び

市区町村要保護児童 対策調整機関職員の勤務実態に関

する横断的全国調査と一都道府県に対する縦断的 IoT セ

ンサーを用いたタイムスタディ」 

「人工知能を活用した副作用症例報告の評価支援の基盤

整備と試行的評価」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレー

ト技術開発／人工知能技術の社会実装に向けた研究開

発・実証及び人工知能技術の適用領域を広げる研究開発

／サイバーフィジカルバリューチェーンの構築及び AI

導入加速技術の研究開発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／グローバル

研究開発分野／ 機械学習AIの品質保証に関する研究開

発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／グローバル

研究開発分野／生産工程の見える化・生産価値向上にお

ける AI を活用した知識構造化の研究開発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工

知能技術分野／AI×ロボットによる高品質細胞培養の

自動化とオミックスデータの大規模取得」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人工

知能技術分野／人間と相互理解できる次世代人工知能技

術の研究開発」 

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／空間の

移動分野／安全・安心の移動のための三次元マップ等の

構築」 

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／空間の

移動分野／地理空間情報プラットフォーム構築と空間移

動のスマート化」 

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／健康、

医療・介護分野／ 生活現象モデリングタスク（介護現場）」 

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／生産性

分野／農作物におけるスマートフードチェーンの研究開

発」 

「高効率・高速処理を可能とする AI チップ・次世代コ

ンピューティングの技術開発／次世代コンピューティン

グ技術の開発／深層確率コンピューティング技術の研究

開発」 

「次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレー

ト技術開発／人工知能技術の社会実装に向けた研究開

発・実証／人工知能技術を用いた便利・快適で効率的な

オンデマンド乗合型交通の実現」 

「次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレー

ト技術開発／人工知能技術の社会実装に向けた研究開

発・実証／人工知能技術の風車への社会実装に関する研

究開発」 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／グローバル

研究開発分野／人工知能を活用した交通信号制御の高度

化に関する研究開発」 

「風力発電等技術研究開発／風力発電高度実用化研究開
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発／風車運用高度化技術研究開発」 

「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

「①基礎アルゴリズム開発（担当：山崎啓介）②計算性

能評価・プラットフォーム開発（担当：小森雄斗）」 

「エピジェネティクス解析及び医療画像データ解析を中

心とした機械学習全般の解析手法を用いた統合的解析」 

「プロテオミクス解析をモデルとしたバイオ実験自動化

システムオペレーション言語の汎用化」 

「マルチモーダル画像融合による極限センシング」 

「レジリエントな最適化技術の開発」 

「位置姿勢変化に頑健な3次元地図作成および3次元空

間内音源探索」 

「過信と不信のプロセス分析に基づく見守り AI と介護

現場との共進化支援に関する研究」 

「寄り添う AI を用いた発達障害児のためのプレシジョ

ン・ケア」 

「機械学習を用いた倍数体オミクス解析とモデリング技

術の開発」 

「計算論的代数幾何学によるデータ駆動科学の発展」 

「統計的検定手法構築，高速化・大規模化及び手法の普

及」 

「肺がん統合データベースの構築及び機械学習技術全般

を用いたデータ解析」 

「分子動力学計算による変異体開発支援」 

「予防安全分野の多機関分散データの統合的利活用技術

のテストヘッド開発」 

「様々な形式のデータを言語で柔軟に記述する汎用的技

術の開発 －数値データの言語化技術等の開発－」 

「次世代計測・デジタル身体モデル」 

「装着型センサと身体モデルを用いた運動機能解析技術

の確立」 

「データ駆動的アプローチに基づく逆問題 M1基盤の深

化と応用」 

「音響センシングに基づく索状ロボットの姿勢推定・音

源探索・自己位置推定」 

「大規模並列計算に適した高速な格子基底簡約アルゴリ

ズムの開発」 

 

国立研究開発法人理化学研究所 

「「複数の社会経済現象の相互作用のモデル構築とその

応用研究（多層マルチ時空間スケール社会・経済シミュ

レーション技術の研究・開発）」（④サブ課題 D 交通・人

流シミュレーション、④-1網羅的交通・人流シミュレー

ションとその解析）」 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 

「タンパク質の高次構造情報を利用した創薬等研究加速

に向けたバイオインフォマティクス研究」 

 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

「科学技術文献からの疾患ネットワークの自動構築とそ

れを用いた推論技術の開発」 

 

国立研究開発法人国立がん研究センター 

「がんゲノム・エピゲノムや免疫ゲノム・メタゲノム等

のオミックスデータの高精度な分析・解釈・知識抽出手

法の研究・開発」 

 

国立研究開発法人国立国際医療研究センター 

「IoT 活用による糖尿病重症化予防法の開発を目指した

研究／交換規約・データベース構築、アルゴリズム・AI

開発研究」 

 

国立大学法人東京工業大学 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／（革新的ロ

ボット要素技術分野）生体分子ロボット／分子人工筋肉

の研究開発」 

 

国立大学法人鳥取大学 

「未発生事故リスクの評価技術の開発」 

 

国立大学法人東北大学 

「計算化学的手法による足場タンパク質選定と機械学習

による情報解析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「4D Visual SLAM」 

「Compressive sensing with analysis modeling for 

processing life－logging large data」 

「Framework for context－sensitive fact extraction 

over web data」 

「GPCR と G タンパク質の選択的共役メカニズムの理

解とモデル化」 

「 Recognizing Phrasal Entailments using Image 

Groundings」 

「 Studies on Belief and Opinion Propagation in 

Multi-Agent Systems」 

「 Tree Transducers for Question-Answering over 

Large Databases」 

「あかつき・地上観測と数値モデリングの連携による金

星大気力学の研究」 

「アンケートの問い方を変える：ネットワーク科学を活

用した自由記述式の統計分類法」 

「エピトランスクリプトーム解析のための RNA インフ

ォマティクス基盤技術」 

「ケアリングの実践知を日常的に共有するための支援モ

デルの構築」 

「コミュニティ検出における3部グラフ制約緩和の統計

物理学的研究」 
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「ソーシャルビッグデータにおけるデータ分析とデータ

管理の統合理論の構築と実践」 

「ディープラーニングのホワイトボックス化に関する研

究」 

「ハイブリッド新種ゲノムが有するオミクス適応能の包

括的な解析」 

「マーケットデザインの実践的理論の構築」 

「ミッシングヘリタビリティを埋める複合因子解析手法

の開発」 

「家政学と人間工学を融合した家事労働の解析ーケイパ

ビリティ・アプローチを用いてー」 

「階層モデルの幾何学に基づく深層学習の理論構築と制

御」 

「確率伝搬法を用いた深層学習実現方式の開発」 

「救急医療現場での動線分析と会話分析の融合によるチ

ーム医療の評価と教育効果の向上」 

「共有型社会のためのヒューマンセントリックメカニズ

ム設計理論の構築」 

「協調型シェアリングサービスにおける社会的受容性・

持続性に基づく価格設定手法」 

「語学学習支援システムにおける能力測定のための自動

作問技術に関する研究」 

「交通流映像とセルオートマトンに基づく新たなドライ

バモデリング手法の確立」 

「裁判過程における人工知能による高次推論支援」 

「使うほど医師の知識と経験を蓄積する育成型内視鏡画

像診断支援プラットフォームの研究」 

「糸状菌由来リボソーム・ペプチド合成遺伝子のバイオ

インフォマティクス解析による探索」 

「児童の安全知識共創を可能とする「繋げる AI」援用型

ピアエデュケーション」 

「児童相談所の通告内容分析と優先順位に基づくケース

対応シミュレーション」 

「自己組織化クラウドソーシングのためのメカニズム設

計」 

「実環境下での単極脳波信号を入力としたアーチファク

トフリーシステムの実現」 

「状態遷移列からの関係ダイナミクス学習」 

「植物新種誕生の原理－国際的研究中心形成に向けた国

際活動支援センター－」 

「植物新種誕生の原理－生殖過程の鍵と鍵穴の分子実体

解明を通じて－」 

「深層ベイズ学習に基づく雑踏環境下でも頑健に動作す

る音源分離の教師なし学習」 

「深層学習を用いた化合物とタンパク質の表現学習と創

薬への応用」 

「人工知能を用いた化学コミュニケーション空間の多様

性と共通性の解明」 

「正確な看護業務時間測定と評価に基づく看護業務改善

システムの構築と検証に関する研究」 

「先進ゲノム解析研究推進プラットフォーム」 

「組織幹細胞におけるゲノム安定性の制御」 

「多階層共分散ネットワークによるオミクス間制御ファ

クターの解明 」 

「多種センサとクラウドを活用した分散リアルタイム機

械学習処理基盤」 

「大規模機械学習のための並列計算基盤の研究」 

「大自由度モデルに基づくデータ同化のための革新的5

次元変分法の開発」 

「知識表現付き高精度4次元地図を用いた自律協調型自

動運転システムに関する研究」 

「地上望遠鏡および「あかつき」相補連続観測による金

星大気超回転メカニズムの解明」 

「超混雑環境における群集ナビゲーションに関する研究」 

「天然変性領域の動態を考慮したヒト STING の新規リ

ガンド探索と活性化機構の解明」 

「表現学習による語彙的変異の通言語的研究」 

「物体の分かりやすい説明表現のための絵描き歌自動生

成に関する研究」 

「分散深層学習の I／O 性能最適化と次世代の人工知能

クラウドへ向けた展開」 

「卓越研究員事業（UrbanBrain：A Deep Learning 

Platform for Next Generation Urban Management）」 

「Mining for explanations to claims published on the 

Web」 

「永久磁石の磁気力を用いた力触覚フィードバック機構

の設計手法」 

「関節圧に基づく新しい人工膝関節手技の確立」 

「疑似制約による上肢機能の変容・適応過程の解明」 

「手内筋麻痺指に対する指機能再建法の生体工学的検討」 

「MAFFT 多重アラインメントプログラムの大量配列デ

ータへの対応と機能拡張」 

 

一般財団法人日本特許情報機構 

「言語横断検索手法の検討」 

 

徳島県 

「人流シミュレーション技術による避難計画評価・分析

に関する研究」 

「大規模津波災害時の効率的な避難のあり方に関する研

究」 

 

埼玉県 

「AI（人工知能）による内視鏡画像診断支援（病変拾い

上げ）システムの研究開発」 

 

兵庫県 

「AI を活用した児童相談記録の解析事業」 

アメリカ海軍研究局 

「Practical Tensor Network Methods for Real Data 
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Analysis」 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社（東京

都再委託） 

「電気ポットに起因する子供の事故に関する検証実験」 

 

社会福祉法人 伸こう福祉会（経済産業省再委託） 

「「未来の教室」実証事業 類型 b．「現実の社会課題」

を題材とした実践的能力開発プログラムを通じた実証事

業（川崎リビングラボ）」 

 

湯野浜100年株式会社（経済産業省再委託） 

「「未来の教室」実証事業 類型 b．「現実の社会課題」

を題材とした実践的能力開発プログラムを通じた実証事

業（鶴岡リビングラボ）」 

 

発 表：誌上発表335件、口頭発表395件、その他45件 

--------------------------------------------------------------------------- 

知識情報研究チーム 

（Knowledge and Information Research Team） 

研究チーム長：高村 大也 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 情報と知識は互いに作用しながら、言語や画像など

さまざまな形で表現され、伝えられ、理解される。こ

のように情報や知識を表現すること、理解することを

コンピュータにより実現することが、当研究チームの

研究テーマである。言語理解においては、自然言語で

書かれた文章を解析することで自動的に知識にアクセ

スする技術、あるいは逆に文章から知識を獲得する技

術、特に論文などの技術文書からの知識獲得などの開

発を進めている。また、言語生成においては、株価の

ような時系列数値データや、スポーツのスタッツのよ

うな表形式のデータ、また画像や動画などのマルチモ

ーダルなデータから、それらを説明するテキストを生

成する技術の開発を進めている。また、さらなる発展

に向けて、言語の性質について研究を進めると同時に、

人と人工知能のインタラクションや、形式意味論など

隣接分野と連携を進めている。 

 

確率モデリング研究チーム 

（Probabilistic Modeling Research Team） 

研究チーム長：本村 陽一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 現実社会の中で行われるサービスや生活における現

象の観測・分析・予測・制御を可能にするために、サ

ービスや生活を通じて得られる大規模データから、現

実社会の現象を予測可能な計算モデルである確率モデ

ルとして構築し、それを活用して新たな現象の生成や

制御を可能にする技術を開発する。実際の生活現場や

サービス現場の中でデータを観測するためにはアクシ

ョンリサーチが必要になる。すなわち実際の生活やサ

ービス活動を改善しながら、現場で日常的に行われて

いるサービスの活動や生活者の行動を、主観的な領域

も含めて観測可能な大規模データとして観測・分析し、

計算モデル化を行う確率データモデリングの技術開発

を現場で利用可能な状態で提供することが重要である。

具体的には、人間行動を観測する情報工学的技術、心

理学的特性を推定する認知・行動科学的技術、大規模

データから潜在的な意味カテゴリを抽出する数理的手

法や計算技術、計算モデルを構築する確率的情報処理

技術、計算モデルを用いた予測・制御・シミュレーシ

ョン技術、これらの技術をサービス現場に実装し、社

会化を促進する応用開発技術の研究を行う。 

 

機械学習研究チーム 

（Machine Learning Research Team） 

研究チーム長：永田 賢二 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 第4期中期計画3－（1）「ビッグデータから価値を創

造する人工知能技術の開発」に貢献することを目的と

する。そのために、人工知能の基盤技術の一つである

機械学習技術に関して、基礎理論から応用まで幅広く

研究開発を実施する。機械学習の理論およびアルゴリ

ズムに関しては、大規模データにも適用可能なスケー

ラブルな機械学習・確率モデリング技術、複雑な構造

を持つデータに適用可能な超複雑な機械学習・確率モ

デリング技術の研究開発、深層ニューラルネットワー

クの学習過程の理論的解析と効率化などの研究開発を

進める。機械学習の応用に関しては、医療データ、農

業データ、物質科学データなどの解析への応用、ビデ

オや生体計測センサーデータに基づいた人間の行動の

解析と理解などに関する研究開発を中心として実施す

る。 

 

人工知能クラウド研究チーム 

（Artificial Intelligence Cloud Research Team） 

研究チーム長：小川 宏高 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 計算機・ネットワーク技術の普及と各種センサ技術

の発展に伴い、多種多様なモノがネットワークに接続

され、実世界のさまざまな事象を「データ」として情

報技術の世界から捉えることが可能になってきた。特

に人工知能・IoT 技術の最先端の研究開発、産業分野

等への社会実装を加速するには、機械学習技術をはじ

めとするアルゴリズム、実社会から取得される多種多

様大量のビッグデータ、両者の組み合わせを可能とす

る膨大な計算能力の供給が不可欠である。当研究チー
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ムでは、世界最高水準の機械学習処理能力、高性能計

算能力、省電力性能を備えた大規模 AI クラウド基盤

（ABCI）を開発・整備している。併せて、本クラウ

ド基盤の効率的利用に資するコンテナベースの AI モ

ジュールフレームワーク、次世代アーキテクチャを見

据えた I/O 最適化ミドルウェア技術・システムソフト

ウェア技術などを研究開発している。開発した技術は

基盤に早期に統合してサービスとして提供している。

これらの活動を通じてオープンイノベーションプラッ

トフォームの構築、最先端の AI 技術の早期橋渡しを

推進する。 

 

人工知能応用研究チーム 

（Artificial Intelligence Applications Research Team） 

研究チーム長：坂無 英徳 

（つくば中央第1） 

概 要：  

 社会課題を解決することを目的とした人工知能技術

の活用方法について研究を行う。特に、機械学習に基

づく画像解析や音響データ解析による異常検知などを

コア技術とし、社会インフラ診断および医療診断・創

薬などの支援に資する技術の実用化に向けて研究開発

を行う。取り組む課題それぞれのステークホルダーと

密接に連携し、PDCA サイクルを短期間に回していく

ことで、早期の橋渡しを目指すとともに、人工知能技

術を実社会で活用するために必要なノウハウや知見を

蓄積し、共通部分を抽出することで横展開のフレーム

ワーク化を目指す。また、橋渡しの過程で必要性が浮

き彫りになる基盤技術については、他のチームにもフ

ィードバックし連携することで、目的基礎研究の推進

にも貢献する。 

 

サービスインテリジェンス研究チーム 

（Service Intelligence Research Team） 

研究チーム長：西村 拓一 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 人々が主体的・共創的にインテリジェンス（観察、

判断、行動力）を高める方法論とそれを効率的に実現

する人工知能技術を研究する。そのために、モノだけ

でなく人々の活動とその意味、感情、知識を「コト」

としてデータベース化、モデル化し、新たなコトとモ

ノを設計することを支援する技術を開発する。具体的

には、介護、看護、健康増進、保育、教育などの現場

に知識工学、設計工学、認知科学、バイオメカニクス、

対話技術などを適用し、横展開可能な人間行動モデリ

ング技術を開発する。これにより、サービス現場だけ

でなく製造現場も含めた人々の暗黙知と体験の共有を

AI が支援し人々のインテリジェンスとパフォーマン

スを高める社会を目指す。熟練者の暗黙知をオントロ

ジー技術を用いて目的指向で知識を構造化することで、

AI に取り込み新人教育や知識共有を支援している。こ

の知識と、動画や加速度、位置などのデータをリンク

することで、知識のグランディングを実現している。 

 

社会知能研究チーム 

（Computational Social Intelligence Research Team） 

研究チーム長：大西 正輝 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 さまざまな社会現象を社会サービスシステムとみな

し、人々の知的なふるまいを中心とした計算機モデル

を構築し、センシングとシミュレーションにより現象

を多方面から評価し、システム設計を支援する技術を

構築する。対象とする社会現象としては、地域におけ

る公共交通サービスや地域防災施策、イベントや施設

における人流制御などの人の移動の効率化を取り上げ

る。これらを対象に、人の動きや判断を継続的かつ非

接触型でモニタリングする技術とともに、社会現象の

データ化と、それらのデータに基づく計算機モデルの

構築、さらには、その社会現象に関係する多様な状況・

要素を網羅して大規模にシミュレーションし分析する

技術の開発を進める。これを基に、社会システムやサ

ービスの改善施策の効果を見える化する手法を構成し

て、人工知能技術を用いた効果的な社会制度設計の支

援手法を探求し、地域活性化・付加価値向上のための

基盤情報技術を確立する 

 

地理情報科学研究チーム 

（Geoinformation Science Research Team） 

研究チーム長：中村 良介 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 あらゆる情報は、「いつ」「どこで」という時空間情

報にタグ付けされている。工場の内部などの限定され

た環境では、その内部に存在するあらゆる物体やイベ

ントが精密に管理されており、生産の最適化や安全性

確保に大きな役割を果たしている。一方で、自動運転

の進展により、道路の近辺では全世界的に精密な三次

元モデルがつくられるようになってきた。また今後新

たに建設されるビルや建設現場でも、BIM/CIM とい

った三次元モデルの利用が前提となっている。当研究

チームの目的は、Digital Twin を世界全体へと拡張す

るための基盤技術の開発によって、精度の高い予測や

環境制御をサポートすることである。 

現実のフィジカルな時空は、大きく遠隔域・市街地・

屋内の3つのレイヤーに分割でき、生成されるデータ

も点群・画像・ベクトルデータなど多岐にわたる。こ

うした多種多様かつ膨大な地理空間情報を知的に処理

できる基盤を開発し、科学研究だけでなく環境管理・
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資源開発・防災といった具体的な応用に結びつけるこ

とを目指す。直近の課題は、宇宙から地球・惑星を観

測する衛星群をセンサーネットとみなし、そこから得

られる画像や点群データをの意味付けを高精度かつ高

速に実行できる人工知能フレームワークの構築である。 

 

生活知能研究チーム 

（Living Intelligence Research Team） 

研究チーム長：西田 佳史 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 多様な生活機能変化者に適合した安全な生活、自立

した生活、高度な社会参加のある生活の実現といった

社会的インパクトのある具体的課題をいくつか設定し、

IoT 技術、画像処理技術、生活データベース技術、ロ

ボット技術などの技術を垂直統合する研究を推進する

ことで、人工知能技術創出と社会インパクトの相乗効

果を狙う。また、地域生活が営まれる現実のコミュニ

ティや産業界と連携することで、大規模生活データか

らニューノーマル化した生活課題をいち早く見つけ、

そのソリューションを開発可能にする生活知識循環エ

コシステムの創造、および国が推進しているビンテー

ジ・ソサエティ（生活機能変化者が活躍できる社会）

への貢献も長期的な狙いとする。 

 2018年度は、介護施設や一般住宅などをセンサ化し

たサテライトリビングラボで収集してきた大規模な

RGBD データを元に、アノテーションを付与し、プラ

イバシー保護処理をした上で構築した高齢者行動ライ

ブラリを公開し、企業へと提供を開始した。同ライブ

ラリを用いた企業連携についても進め、課題発見や製

品企画・開発へと活用したり、リビングラボを用いた

製品の検証や効果評価の連携を進めている。 

 

オーミクス情報研究チーム 

（Computational Omics Research Team） 

研究チーム長：光山 統泰 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 近年、ライフサイエンス分野では、測定技術の進歩

によって、大量のデータが産生されるようになった。

疾病の予防や、再生医療、新薬開発といった健康と医

療の諸問題を解決するためには、このようなライフサ

イエンスのビッグデータを活用することが不可欠であ

る。ライフサイエンスのビッグデータのなかでも、細

胞内の分子の様子を観測したデータ、すなわちゲノム

データ、遺伝子発現データ、エピゲノムデータなど、

多種のデータがある。これらの総称をオーミクス情報

という。がん抑制や治療をはじめさまざまな疾病を緩

和させたり治療したりするための方法を考えるには、

オーミクス情報を解読する必要があるが、人間が直接

見ても理解は難しいため、オーミクス情報から有用な

知識を抽出する技術が必要である。我々は、人工知能

技術を生かして、オーミクス情報を解読する技術、お

よびオーミクス情報を自動で取得する実験自動化技術、

オーミクス情報を利用して、生体内で働く機能性分子

を設計する技術を開発している。 

 

インテリジェントバイオインフォマティクス研究チーム

（Intelligent Bioinformatics Research Team） 

研究チーム長：富井 健太郎 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 ゲノム情報をはじめとする多様かつ膨大な生命情報

に関するデータから生命科学に資する知識発見を行う

ためのバイオインフォマティクス技術の開発およびそ

れらを用いた応用研究を実施した。生体分子の有する

生物機能活用に向け、膨大な科学技術論文からの知識

の再構築を目指し、酵素の機能分類に必要となる文献

情報解析技術やデータベースなどの開発を進めた。ま

た生体分子の配列・構造データを利用した疾患関連遺

伝子の推定や創薬支援などへの応用に向け、バイオイ

ンフォマティクス技術や機械学習などに基づくゲノム

関連データの情報解析技術およびデータベースなどの

技術開発を推進するとともに、開発技術を利用した生

体分子の機能・構造解析などを行った。 

 

データプラットフォーム研究チーム 

（Data Platform Research Team） 

研究チーム長：金 京淑 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 IoT（Internet of Things）、ビッグデータ、人工知

能（AI）などの情報技術の革新により、さまざまな社

会問題を解決し、より豊かにかつ効率的な日常生活と

安全・安心で持続可能な社会を実現するためには、実

世界のモノ・ヒト・コトから多種多様なビッグデータ

をサイバー空間でリアルタイムに収集・解析し、私た

ちの生活の中で必要な情報を身近に提供することが不

可欠である。当研究チームでは、さまざまな IoT 生成

データを効率的に収集・格納し、利活用促進をはかる

ためのデータガバナンス基盤技術を研究開発している。

具体的には（a）多種多様大量のデータを対象とした

スケーラブルなデータ処理を可能にする分散データ基

盤技術、（b）オープンデータなどの高度利活用を可能

にする AI 強化形データ前処理・検索・融合技術、（c）

高頻度な時空間データと高精度3次元空間データを効

率的に扱う時空間データ管理技術、などの開発を進め

ている。 

 

デジタルヒューマン研究チーム 
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（Digital Human Research Team） 

研究グループ長：多田 充徳 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

デジタルヒューマン研究グループでは、多様な特性

を持つ人々の「生活の質」を向上させるために、（1）

人の形状、感覚、運動、行動、生活を数値化し、計算

機上での取り扱いを可能にする計測技術、（2）計測し

たデータを統計学的、運動学的、または動力学的に解

釈し、再利用に向けたデータベースの構築や、計算機

上でのシミュレーションを可能にする数理モデル、（3）

構築した数理モデルを活用し、身体に適合した製品、

運動パフォーマンスを向上させる製品、そして生活機

能を向上させる環境・サポートなどを可能にする介入

技術を研究している。 

2018年度は、デプスセンサや IMU センサを併用し

たリアルタイム運動計測システムを、生活環境、リハ

ビリ環境、そして就労環境を模擬したさまざまな現場

において運用し、その精度と頑健性が必要十分である

ことを実証した。また、歩行中の歩幅やつま先クリア

ランスの変化、清掃運動中の清掃具の軌跡など、計測

した情報をさまざまな感覚モダリティを用いてフィー

ドバックすることで、製品の身体適合性、運動のパフ

ォーマンス、 そして生活の楽しみを向上させるなど、

介入技術に関する研究も継続して実施した。特に、音

声フィードバックを用いた引き込みの誘発や、人工筋

肉を用いた股関節の振り上げ支援については、歩行速

度の向上や股関節の可動域の拡大が確認されるなど、

運動の誘発技術として十分な性能を有することを確認

した。計測から 解析までがリアルタイムに行える場合

には、即時的な 介入によるゲーミフィケーションを、

リアルタイムな計測と介入が困難な場合には長期的な

介入によるサービタイゼーションを実現することで、

計測と介入のループが持続するような枠組みを構築す

る。 

 

オートメーション研究チーム 

（Automation Research Team） 

研究グループ長：堂前 幸康 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

機械によるオートメーションの効率性と、人との親

和性を高めるための基盤技術を研究開発する。3次元

視覚情報処理、力覚・触覚情報処理、把持・作業計画

など、知能システムに要求される作業知能に関する要

素技術の高度化を進める。また、産官学と協力して模

擬環境による技術実証を進めることで、産業界への技

術展開を推進する。具体的には、小規模店舗における

マテリアルハンドリングや、工場環境での組み立て作

業の自動化実証などのテーマで、技術展開を進めてい

る。 

 
NEC-産総研人工知能連携研究室 

（NEC-AIST AI Cooperative Research Laboratory） 

連携研究室長：鷲尾 隆 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 シミュレーション技術と人工知能（AI）技術を融合

することで、これまで困難であった課題を説く AI を

研究開発する。次の3つのプロジェクトにフォーカス

する。まず、シミュレーションの制御に AI を用いる

研究として、システム設計で問題となる、希少ながら

大きな不具合を発生させる特殊条件や極限状況を発見

する技術を研究開発する。第二に、AI の意思決定をシ

ミュレーションによって支援する研究として、複雑シ

ステムの自動制御における、過去の成功事例がない場

合でも制御戦略を立案する技術を研究開発する。第三

に、AI の決定の評価にシミュレーションを用いる研究

として、複数の AI エージェント同士の利害と挙動を

調整する技術を研究開発する。連携研究室という制度

の利点を生かし、基礎原理研究を進めつつも、具体的

な産業応用に迅速に展開する体制で取り組む。 

 

⑧【サイバーフィジカルセキュリティ研究センター】 
（Cyber Physical Security Research Center） 

（存続期間：2018.11.1～） 

 

研究センター長：松本 勉 

副研究センター長：渡邊 創、川村 信一 

 

所在地：つくば中央第1、臨海副都心センター、関西セ 

ンター 

人 員：35名（35名）  

経 費：370,050千円（95,081千円） 

 

概 要： 

 あらゆるものがつながる IoT、データがインテリジ

ェンスを生み出す AI などによって実現される

Society5.0では、サイバー空間（仮想空間）とフィジ

カル空間（現実空間）が高度に融合することによる経

済発展と社会的課題の解決が期待されている。しかし

ながら、そのような社会には、サイバー空間における

攻撃、フィジカル空間における攻撃、両者の境界にお

ける攻撃が絡み合う高度化・複雑化された脅威が存在

する。サイバーフィジカルセキュリティ研究センター

は、サイバー空間とフィジカル空間に跨り価値を創造

する産業基盤のセキュリティ強化に貢献することを目

指す。 

  サイバーフィジカルセキュリティ研究センターは

2018年度の11月に設立され、セキュリティの基礎とな
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る暗号などの理論研究、ハードウェアとソフトウェア

のセキュリティ強化技術、セキュリティ評価技術やセ

キュリティ保証スキームの研究を進めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）／重要イ

ンフラ等におけるサイバーセキュリティの確保／（b1） 

研究開発技術の社会実装を促す適合性確認のあり方 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

IoT 推進のための横断技術開発プロジェクト／次世代産

業用ネットワークを守る IoT セキュリティ基盤技術の研

究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期／IoT

社会に対応したサイバー・フィジカル・セキュリティ／

（A1）IoT サプライチェーンの信頼の創出技術基盤の研

究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期／IoT

社会に対応したサイバー・フィジカル・セキュリティ／

（A1）IoT サプライチェーンの信頼の創出技術基盤の研

究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

高効率・高速処理を可能とする AI チップ・次世代コン

ピューティングの技術開発／革新的 AI エッジコンピョ

ーティング技術の開発／セキュアオープンアーキテクチ

ャ基盤技術とその AI エッジ応用研究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

高効率・高速処理を可能とする AI チップ・次世代コン

ピューティングの技術開発／革新的 AI エッジコンピュ

ーティング技術の開発／AI エッジデバイスの横断的な

セキュリティ評価に必要な基盤技術の研究開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST） 

汎用秘匿化依頼計算アルゴリズムの理論設計 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ACT-I） 

大規模並列計算に適した高速な格子基底簡約アルゴリズ

ムの開発 

 

独立行政法人日本学術振興会 2018年度 二国間交流事

業 共同研究・セミナー 

IoT の安全性のための形式検証ツール 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

短い秘密情報に基づいた認証技術と鍵管理技術に関する

研究開発 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 挑戦的

萌芽研究 

Test Mining：リポジトリマイニングによる組合わせテ

スト品質最適化 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

多ユーザ関数型準同型署名の研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

信頼できる機関を仮定しない空間統計データ構築技術の

開発 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

第三者による安全性検証が容易な暗号技術の包括的設計

手法に関する研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

統計手法と形式手法の融合によるサイバーフィジカルシ

ステムの定量的検証 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究（B） 

継続・派生開発のための組合せテストの研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

機械学習における統計的安全性の理論 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（C） 

次世代暗号の実用化を支える新たな高度鍵更新手法の設

計と安全性評価 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研

究 

ネットワーク上のプライバシ保護に適する匿名認証付匿

名ルーティングの研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 若手研
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究 

確率的性能評価に基づく超高速な格子基底簡約アルゴリ

ズム設計法の構築 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（B） 

確率的グラフィカルモデルの形式検証とその人工知能へ

の応用 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究補助金 基盤研

究（A） 

オープンな評価コンテストによる匿名加工アルゴリズム

とリスク評価の研究 

 

発 表：誌上発表35件、口頭発表46件、その他1件 

--------------------------------------------------------------------------- 

高機能暗号研究チーム 

（Advanced Cryptography Research Team） 

研究チーム長：花岡 悟一郎 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 領域が研究開発を推進する、安心して利用できるサ

イバーフィジカルシステムの実現に向けた暗号技術と

して、関数暗号、準同型暗号などに代表されるような、

新機能をもつ暗号技術に関する研究を行う。また、量

子計算機を有する攻撃者など、現在想定されているも

のより一段と高度な攻撃モデルにおける安全性につい

て、その実現に向けた目的基礎研究を推し進める。さ

らに、既存技術の安全性評価を行い、それらの厳密な

安全性レベルを明らかにする。たとえば、安全性が未

証明なものについて、厳密な数学的安全性証明を与え

たり、もしくは、具体的な攻撃方法を提示したりする。

これらの研究を主に理論研究の立場から行い、次世代

セキュリティ技術を実現していくための盤石な基盤作

りを行うことを大きな目的とする。 

 

ハードウェアセキュリティ研究チーム 

（Hardware Security Research Team） 

研究チーム長：川村 信一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 交通、通信、情報、ライフラインなど私たちの生活

に欠かせないさまざまなシステムは、実社会と情報技

術が高度に連携するサイバーフィジカルシステム

（CPS）を構成している。それらのシステムにひとた

び不具合が生じるとその影響は計り知れず、意図的に

不具合を生じさせようとする試みも多数発生している。

CPS に対する脅威への対策はさまざまなレベルでと

られているが、最終的に情報を処理しているのは常に

物理層（ハードウェア）であり、そうした対策の起点

として必ず信頼のおけるハードウェアが存在しなけれ

ばならない。ハードウェアセキュリティ研究チームは、

信頼の起点足りうるハードウェアの研究を行なうため

に、サイバーフィジカルセキュリティ研究センターの

発足と共に新設されたチームである。具体的研究課題

として、物理的に偽造や複製が困難なデバイス、半導

体上に実装される回路のセキュリティ強化技術、ハー

ドウェアのセキュリティを評価する技術などに取り組

む。大学や産業界とも連携して、ハードウェアセキュ

リティ研究の日本における拠点として認知されること

を目指して研究を推進している。 

 

暗号プラットフォーム研究チーム 

（Cryptography Platform Research Team） 

研究チーム長：Nuttapong Attrapadung 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 サイバーフィジカルシステムをはじめとするさまざ

まなプラットフォームにおけるプライバシーおよびセ

キュリティを保護するため、新しい暗号技術及びその

応用の研究を行っている。Big Data の利活用により一

層高度な情報サービスの創出が期待されているが、

Big Data を得るにはさまざまなデータを集める必要

があり、その際にボトルネックとなるのは個々のデー

タのプライバシー侵害である。この問題を解決するた

めに、プユーザーのデータなどのプライバシーを保護

したままデータ解析可能なプラットフォームに向けて、

新しい秘匿計算プロトコルおよびパーソナルデータの

加工技術の研究開発を行っている。スマートフォンや

IoT デバイスで指紋認証処理やデジタル課金処理など

が行われるようになってきた。これらの処理を安全に

行うため、CPU 内に安全性の高い処理を実行できる環

境(TEE: Trusted Execution Environment)を構築す

ることが進められている。セキュリティ保護の研究で

は、オープンな CPU アーキテクチャで TEE を実現し

て誰もがその環境を活用とする研究開発を行っている。 

 

ソフトウェアアナリティクス研究チーム 

（Software Analytics Research Team） 

研究グループ長：森 彰 

（関西センター） 

概 要： 

 サイバーフィジカルシステム（CPS）を司るソフト

ウェアの信頼性とセキュリティを向上させる技術の研

究を行う。具体的には、1）複雑システムを形式的に

モデル化してその品質を保証する技術、2）モデルに

基づき効率よくテストを設計・実施するモデルベース

テストの技術、3）ソフトウェアのソースコードおよ

びバイナリーコード解析し、不具合を同定・予測する

コード解析の技術、の開発に取り組み、多様な側面か
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ら CPS の信頼性とセキュリティを高める研究を行う。

研究にあたっては、具体的な問題を取り上げ、大規模

システムに対しても適用可能なスケーラブルな技術の

確立を目指す。 既存の技術の高度化に止まらず、ディ

ープラーニングに代表される統計的機械学習の手法を

ソフトウェアの信頼性とセキュリティの向上に応用す

ることや、機械学習ベースのシステムの信頼性向上に

ソフトウェア開発技術を適用していくことも試み、ソ

フトウェアに関する新技術の創出にも貢献していく。 

 

インフラ防護セキュリティ研究チーム 

（Infrastructure Protection Security Research Team） 

研究チーム長：大崎 人士 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 システムの端末やセンサーに用いられているマイコ

ンが暴走や異常停止する問題は、マイコンに搭載され

ているマイクロプロセッサ（CPU）の動作原理に由来

するため、完全解決は不可能である。インフラ防護セ

キュリティ研究チームでは、既存のマイコンの欠点を

補う技術として、マイコンが暴走などの異常状態に陥

った時に、系全体に影響を与えない極短時間でマイコ

ンを正常な状態に回復させる技術の応用化研究を行う。

また、IT システムの急速な進化と IT サービスの多様

化に伴い、多くの情報セキュリティ関連規定が改訂も

しくは新規策定されている状況に対して、情報セキュ

リティの規定文書の比較分析を支援するソフトウェア

ツールを開発する。事業者らの規定類が情報セキュリ

ティ規定に対応しているかという、規定文書どうしの

比較分析の需要が固まっていること、一方で、比較分

析には高度な専門知識と膨大な手間がかかることの問

題へのソフトウェア・ソリューションの提供を目的と

する。 

 

ソフトウェア品質保証研究チーム 

（Software Quality Assurance Research Team） 

研究チーム長：大岩 寛 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 自動車や航空機、工場や生活支援ロボットなど、日

常生活のあらゆる場所にソフトウェアが遍在する時代

において、現実世界の安全性を担うサイバーフィジカ

ルシステム（CPS）の品質を保証し、信頼性を向上さ

せる技術の研究開発に取り組んでいる。特に、データ

主導で構築され従来のソフトウェアと大きく構造の異

なる機械学習 AI システムなどの品質を担保するため

の新しいソフトウェア工学技術や開発プロセス管理手

法、物理世界の計測情報に基づいて動作する IoT シス

テムなどの安全性を、物理と情報の世界を一体のもの

として解析し確実に保証するための検証基盤技術など

の開発に注力する。 

セキュリティ保証スキーム研究チーム 

（Security Assurance Scheme Research Team） 

研究グループ長：吉田 博隆 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 サイバーセキュリティのスコープは、IoT システ

ム・サービスおよびサプライチェーンのリスク分析と

対策立案に拡大している。セキュリティ保証スキーム

研究チームは、セキュリティ保証の技術基盤を整備し、

評価認証と国際標準化につなげることにより、新セキ

ュリティ技術を迅速かつ確実に製品・システムに搭載

するために、サイバーフィジカルセキュリティ研究セ

ンターの発足と共に新設されたチームである。当研究

チームにおいては、セキュリティの基準を定め、対策

を策定し、製品・システムに搭載されたセキュリティ

を確認可能にするための技術開発と手続きなど運用面

の検討を進めることにより、対象機器・システムのセ

キュリティ保証スキームを確立することを目指す。こ

のためには、要素技術からシステム技術に渡る広範囲

の技術検討を行う一方で、IoT／組込み機器などの保

証対象に関係する、複数の組織から成るコミュニティ

において、セキュリティ課題に関する問題意識の醸成

とセキュリティ対策に関するコンセンサス形成に向け

た連携活動を行う。具体的研究課題として、IoT／組

込み機器のセキュリティ保証を実現するための各種要

素（暗号基盤技術、暗号実装技術、セキュリティ要件

分析技術、認証制度・情報法制など）を対象とし、革

新的技術や技術の社会実装に必要な手続きの整備など

に関する研究を推進している。 

 

住友電工－産総研サイバーセキュリティ連携研究室 

（SEI-AIST Cyber Security Collaborative Research 

Laboratory） 

連携研究室長：森 彰 

（関西センター） 

概 要： 

 近年、サイバー攻撃の増加・巧妙化は激しくなる一

方であり、ネットワークにつながる製品に要求される

セキュリティ技術・品質の確立やサイバーセキュリテ

ィに通じた専門技術者・開発者の育成が急務となって

いる。当連携研究室では、住友電工の各事業領域（情

報通信、自動車、環境エネルギー、エレクトロニクス、

産業素材）におけるネットワークに接続される電子製

品群を対象に、サイバー攻撃への対策技術について研

究を行う。特に、産総研の保有する暗号技術、組込み

システム高信頼化技術などを適用した IoT セキュリテ

ィ技術を中心的な技術と位置付け、住友電工の主力製

品である自動車・交通関連のセキュリティや、自社の

工場生産設備のセキュリティを対象に実証実験を行い、
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技術課題を抽出し、実用化に向けた開発を進めていく。 

 

⑨【人間拡張研究センター】 

（Human Augmentation Research Center） 

（存続期間：2018.11～） 

 

研究センター長：持丸 正明 

副研究センター長：牛島 洋史 

研 究 主 幹：車谷 浩一 

上級主任研究員：蔵田 武志 

 

所在地：柏センター 

人 員：32名（32名） 

経 費：133,390千円（51,518千円） 

 

概 要：  

 人間拡張とは、人に寄り添い人の能力を高める技術

である。人間拡張研究センターでは、情報技術やロボ

ット技術を活用したウェアラブル（装着できる）ある

いはインビジブルな（意識されない）技術を研究対象

とする。これらの技術を組み込んだシステムの装着・

利用によって、人間単独の時よりも能力を拡張するこ

とはもとより、その継続使用によって人間自身の能力

も維持・増進できるようにする。そして、それらが社

会で継続的に使用され、新しい産業基盤になるような

状況を産み出すことを研究センターのミッションとす

る。すなわち、人間拡張研究センターは、人間拡張と

いう新しい技術によって、人間が本来持つ能力の維

持・向上（体力、共感力、伝達力など）、生活の質の向

上（満足度、意欲などの向上）、社会コストの低減（医

療費、エネルギー、未使用製品などの低減）、産業の拡

大（製造業のサービス化の推進、IoT を用いて生活デ

ータを蓄積し、AI で価値ある知識とする知識集約型産

業の創出）を目指す研究センターである。このために、

人間拡張研究センターは、人に寄り添えるセンサ・ア

クチュエータデバイスの研究者、ロボット技術の研究

者から、人の身体力学や感覚・認知科学の研究者、産

業化に必要なサービス工学や統合デザインの研究者を

集約し、分野を超えた技術統合によって研究開発を推

進する。人間拡張研究センターは、産総研・柏センタ

ー（東京大学・柏 II キャンパス内）に拠点を構える。

東京大学や隣接する千葉大学、あるいは、国立がんセ

ンターとの連携を活かして研究を推進する。また、こ

の柏の葉地区は、大型のショッピングモールや住宅地

が密集する新興地区である。この地の利を活かし、開

発に関わった不動産業者をはじめ、地域住民の協力を

得て、人間拡張技術を中核とした新しいサービスビジ

ネスの社会実装研究を進める。 

 人間拡張研究センターには、7つの研究チームを設

置した。 

・スマートセンシング研究チーム 

・生活機能ロボティクス研究チーム 

・スマートワーク IoH 研究チーム 

・運動機能拡張研究チーム 

・認知環境コミュニケーション研究チーム 

・サービス価値拡張研究チーム 

・共創場デザイン研究チーム 

 人間拡張技術の研究開発は、人から表出されるさま

ざまな信号や環境情報をセンシングする技術、それを

人間機能（健康度、疲労度、共感度など）に変換する

技術、その結果と状況に応じて人に介入することで人

間の行動を変容する VR・AR・ロボット技術によって

構成される。7つの研究チームは、これらの要素技術

開発を担うとともに、互いに連携・補完して人間拡張

技術全体を構成する。さらに、行動変容を人間が本来

持つ能力の維持・向上や生活の質の向上に繋げ、それ

を持続可能なビジネスや社会システムとして実装して

いく研究を推進する。人間拡張技術を活用した新ビジ

ネスは、拡張体験や能力維持向上、生活の質向上のよ

うな無形の価値を訴求する「サービスビジネス」にな

ると考え、人間拡張技術を使用するユーザを巻き込ん

で価値を共創するための方法論を研究するサービス工

学の研究を進める。人間拡張研究センターでは、介護

支援、健康支援、労働支援の3つのサービスを主たる

出口に据え、人間拡張技術を基盤とした新しいサービ

ス産業の創出を目指す。このような新しいサービスは、

デバイス、製品、IT の単一の企業で開発・運営できる

ものではない。複数の企業が連携するだけでなく、ユ

ーザや地域社会を巻き込んで価値を共創していくため

の場（エコシステム）のデザインが重要な課題となる。

特に、人間拡張という新しい技術を用いるにおいては、

倫理などのさまざまな側面での検討が不可欠である。

共創場デザイン研究は、これらの包括的デザイン方法

論の研究を担う。 

 2018年度は、研究センター、ならびに、柏センター

での研究拠点の開始にあたり、研究施設の整備、並び

に、異なる分野にまたがる要素技術の連携を図る萌芽

的研究を重点的に推進した。また、個々の要素技術開

発においても、人間拡張という概念を明確に打ち出す

ような方向性をもって研究を進めた。研究施設の整備

としては、柏センター1階、2階にフレキシブルデバイ

ス開発のための印刷技術によるデバイス製造ライン

（クリーンルーム）、デバイスの評価・検査装置などを

導入、稼働させた。また、同センター3階に、介護機

器評価用の模擬家庭環境実験室、モーションキャプチ

ャカメラと床反力計内蔵の左右独立可動トレッドミル

を備えた運動機能計測実験室、気流や温湿度を調整可

能な人工気候室、4 K ディスプレイ16枚を8角柱に配

置して全方位トレッドミルと組み合わせた VR による

サービスフィールドシミュレータを設置、稼働させた。
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要素技術の連携を図る萌芽的研究としては、フレキシ

ブル電極と組み合わせた布状の圧力センサをイスのシ

ートカバーに加工し、柏センター3階の会議室に導入

して、会議中の座面圧を計測する技術を開発した。今

後、会議の集中度などを計測する計画である。また、

フレキシブルの起毛電極と生体信号センサを組み合わ

せたサポーター状のウェアラブルセンシングデバイス

を開発し、AD 変換器などのシステムと統合すること

で、簡易に装着できる筋電計測ウェアを開発した。今

後、半身型・全身型の生体信号スーツに展開する計画

である。個々の要素技術研究のうち、ロボット技術に

よる生活機能拡張（介護サービス）としては、ロボッ

ト介護機器の適切な使用によって一時的な身体機能の

補完のみならず、長期的な身体機能の維持回復に貢献

できることを、1000万件を超える医療レセプトデータ

から明らかにしたとともに、これを実現するために既

存のロボット介護機器の IoT 化モジュール（ロボット

介護機器のセンサ/制御情報をネットワーク共有する

小型装置）の開発を行った。健康支援サービスのため

の研究としては、ウェアラブルセンサによる歩行機能

（全身歩容、姿勢の美しさ、転倒リスクなど）の推定

技術とこの基盤となる歩行データベースの拡充の研究、

誰でも容易に参加できるエクササイズを対象に、参加

者の表情から共感度を推定・増強する技術の研究を行

い柏の葉地区での小規模実証研究を実施した。労働支

援サービスでは、物流倉庫内や和食レストラン配膳な

どの場面で機械と労働者が協働するシーンに焦点を当

て、加速度計などの慣性センサに基づく屋内測位技術

（PDR/VDR）による従業員行動計測と可視化を行い、

生産性向上と従業員モティベーション向上に役立てる

研究を進めた。このほか、サービス工学研究では、飲

食・生活支援サービスを具体例として従業員、顧客、

企業の間で形成される共創価値の指標化と、それを増

強する制度設計の研究を進めた。共創場デザインでは、

2018年度に発足したデザインスクール準備室と連携

し、柏の葉地区での実証を見据えたデザイン方法論の

研究を推進した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

交付金 戦略予算「超多様化社会に対応する革新的 IoT

デバイスと AI クラウドを組み合わせたサービス技術の

開発（柏拠点戦略）」 

交付金 標準基盤研究「日常生活歩行速度によるフレイ

ルテイ測定方法と関連機器に関する国際標準化」	

	

外部資金：  

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／革新

的設計生産技術 リアクティブ3D プリンタによるテー

ラーメイドラバー製品の設計生産と社会経済的な価値共

創に関する研究開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／健康、

医療・介護分野／健康増進行動を誘発させる実社会埋込

型 AI による行動インタラクション技術の研究開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／健康、

医療・介護分野／ロボットをプローブとした高齢者の生

活機能の計測・分析・介入技術の研究開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／空間の

移動分野／物流サービスの労働環境改善と付加価値向上

のためのサービス工学×AIⅠ関する研究開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「人工知能技術適用によるスマート社会の実現／健康、

医療・介護分野／IoT・AI 支援型健康・介護サービスシ

ステムの開発と社会実装研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

（COI プログラム）「精神的価値が成長する感性イノベ

ーション拠点」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「音環境理解による教育現場活性化支

援に関する研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

（産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム）

（OPERA）「人と知能機械との協奏メカニズム解明と協

奏価値に基づく新しい社会システムを構築するための基

盤技術の創出に関する国立研究開発法人産業技術総合研

究所による研究開発」 

 

静岡県 平成30年度先端企業育成プロジェクト推進事

業「次世代介護カルテシステムの開発」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A）「超人スポーツのた

めの個人別環境身体ダイナミクス同定技術と身体能力拡

張技術の研究」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「音環境理解に基づ

く音響計測環境の活性化支援の仕組みづくりに関する研

究」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「映像コンテンツの

バリアフリー化のための認知特性を考慮した字幕設計評

価ツールの開発」 
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科学研究費助成事業 基盤研究（B）「身体感覚と環境認

知の統合モデルを用いた「食事の楽しさ」の評価手法の

開発」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「寝具－人体熱収支

モデルの構築による寝床内温熱環境評価手法の開発」 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B）「脳波と末梢神経系

指標による感情状態の解読―コミュニケーションにおけ

る感情伝染―」 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B）「歩行寿命の延伸を

目指した足部支援システムの開発」 

 

科学研究費助成事業 若手研究（A）「運動制御メカニズ

ムのパラメトリック表現とその変容によるアクシデント

の推定と予防」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C）「モバイル生体セン

シング基盤における分散複合イベント処理に関する研究」 

 

科学研究費助成事業 若手研究「イノベーション創発を

促進するプラットフォームエコシステムの機能・要件の

研究」 

 

科学研究費助成事業 若手研究「足部・歩行機能指標に

基づく変形性膝関節症のリスク評価手法の開発と縦断研

究」 

 

科学研究費助成事業 新学術領域研究（研究領域提案型）

「視覚障害者・盲ろう者に固有な聴覚・触覚での質感の

メカニズム解明と提示方法開発」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「体重移動による姿

勢制御メカニズムに基づく機能的バランストレーニング

の開発」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A）「サービスイノベー

ションにおける科学的・工学的手法の役割と価値に関す

る基礎的研究」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「アパレルの国際競

争力の強化を目指した3D バーチャル工業用ボディの開

発と性能評価」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「視覚障害学生教育

のための直接かつ直感的情報アクセス基盤の構築と評価」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「盲ろう者の歌唱支

援のための触覚フィードバック音声ピッチ制御システム

の教育への応用」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「未来予測情報を起

点とするサービスシステムの設計・運用手法に関する研

究」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「白杖・車いす・義

手義足の身体化モデルの実験的検討を通した身体知覚に

関する考察」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「自閉スペクトラム

症者へのアンドロイドを用いた面接訓練法の確立」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「車いす利用者の上

肢運動が皮膚へのせん断荷重に与える影響のモデル化」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）「角膜表面上のディ

スプレイ反射像を用いた可視光視線計測技術」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）（特設分野研究）「情

報空間による都市空間強化のためのワイヤレス神経網の

実証的研究」 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B）（特設分野研究）「人

工物ジレンマの解決のための情報設計方法論の構築」 

 

科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽）「視覚障害者の

スポーツ競技支援のための音響学的研究と訓練用アプリ

ケーションの開発」 

 

科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽）「バイオメカニ

クス×機械学習×映像解析による歩行分析・転倒リスク

評価システムの開発」 

 

科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽）「高齢者の自立

生活を維持する統合的なサービス選択支援システムとそ

の導入方法論」 

 

科学研究費助成事業 挑戦的萌芽研究「「空気を読む」為

の発達障害者向け視線誘導訓練の研究開発」 

 

みずほ情報総研株式会社「スポーツ人口拡大に向けた官

民連携プロジェクト・新たなアプローチ開発」 

 

一般財団法人日本規格協会「高齢社会対応標準化『フレ

イルの測定方法と測定データ交換基準に関する調査』」 

 

発 表：誌上発表33件、口頭発表74件、その他5件 

--------------------------------------------------------------------------- 

スマートセンシング研究チーム 
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（Smart Sensing Research Team） 

研究チーム長：牛島 洋史 

（柏センター） 

概 要： 

 スマートセンシング研究チームでは、ユーザが安

心・安全に利用でき、センシングされていることを自

覚せずに済む、自然な感覚でサービスを享受できるた

めの小型軽量で形状自由度が高く、低消費電力なシス

テムによって人間情報や環境情報をセンシングするた

めに必要な材料・製造プロセス・デバイス設計・シス

テム実装に関する技術を開発することを目指す。機能

性材料のインク化技術や薄膜化技術の研究、樹脂フィ

ルムや布帛、紙などを基材とするデバイスを作製する

ための配線や電極の印刷形成技術と実装技術の研究、

バイタルシグナルや人間の運動を観測するためにセン

サに可搬性や可撓性を賦与する技術と検出感度や測定

精度の他、装着感を向上させるためのデバイス構造に

関する研究などを推進し、センサの試作によってセン

シングシステムの構築と、取得したデータの評価によ

って人間拡張に資するセンシング技術開発を行ってい

る。 

 

生活機能ロボティクス研究チーム 

（Assistive Robotics Research Team） 

研究チーム長：松本 吉央 

（柏センター） 

概 要：  

 生活機能ロボティクス研究チームでは、超高齢社会

における高齢者や障害者の自立支援、介護負担軽減、

サービスの効率化を目指して、介護現場や日常生活に

おいて人の支援（生活機能の拡張）を実現するロボッ

ト技術（Assistive Robotics, Assistive Technology）の

研究開発を行っている。具体的には、カメラを用いた

高精度な位置計測・人の行動計測などの技術開発に加

え、歩行支援用ロボットスーツや、アンドロイドロボ

ットを用いた発達障害児へのコミュニケーション支援

システムなど、応用システムの開発を行っている。ま

た、システムの安全性評価、生活機能の分析に基づく

システム設計のための技術開発、IoT 技術を用いた機

器利用データの収集、および介護保険レセプトデータ

を用いた機器利用データの分析にも取り組んでいる。

最終的には、企業との連携を通じて実用化による社会

への成果還元を目指す。 

 

スマートワーク IoH 研究チーム 

（Smart Work IoH Research Team） 

研究チーム長：大隈 隆史 

（柏センター） 

概 要：  

 SDGs（持続可能な開発目標）の「8．働きがいも経

済成長も」の達成に貢献すべく、人の「はたらく」活

動を賢く支援する IoH（Internet of Humans）技術の

社会実装を目指し、研究開発と実証に取り組む。計測

対象の移動時の運動モデルに基づく慣性航法 xDR

（Dead-Reckoning for X）による移動体の屋内測位を

中核とした屋内広域統合測位技術、四肢と体幹の運動

計測に基づく作業内容推定技術、環境モデリング技術

を用いた「はたらく」現場のデジタル化と可視化によ

る改善支援、デジタル化された人と環境のモデルに基

づくシミュレーションを用いた改善施策の事前評価な

どの各種要素技術の研究および開発を推進する。また、

VR 環境を用いたスキル訓練のための人間拡張技術、

AR 技術を用いた現場運営支援技術など「はたらく」

活動を多面的かつ総合的に支援するスマートワーク技

術群の構築を推進する。また、すべての人のための、

サステナブルでインクルーシブな労働環境の実現とい

う理念に基づき、高齢者や障害者を含むすべての人が

ディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）

に従事できる社会の構築に向け、高齢者・障害者の

QoW（Quality of Working）向上を支援する技術の構

築にも取り組む。 

 

運動機能拡張研究チーム 

（ Exercise motivation and Physical function 

Augmentation Research Team） 

研究チーム長：持丸 正明 

（柏センター） 

概 要：  

 運動機能拡張研究チームでは、多様な価値観がある

現代社会において、日常生活中にその人が自然に行う

行動と、その人にとっての価値に応じた意欲と運動機

能の拡張を通じて、社会的な価値である個人の健康を

最大化する研究を行っている。具体的には、（1）健康

増進に関する人の運動機能や心理行動特性を理解する

ための基礎研究、（2）得られた知見に基づいた介入技

術を確立するための応用研究、および（3）これらの

研究から得られた運動機能拡張の「知と技術」を国内

外の機関と連携しながら、柏の葉地区を中心に、社会

で広く活用するための知的基盤の整備、の3点を行う。 

2018年度は、①実験室で計測した地域在住の高齢者の

歩行動作から、転倒に関連する指標の分析、②日頃あ

まり運動しない、「非アクティブパーソン」の心理セグ

メントに応じたサービス要素についての調査、および

③日常生活中の歩行動作から身体機能特性をリアルタ

イムに評価し、その結果をフィードバックできる技術

の開発を行った。これらの研究の成果は、国内外の学

会などで発表するとともに、運動機能拡張研究チーム

が中心となって運営する企業コンソーシアムで情報共

有した。 
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認知環境コミュニケーション研究チーム 

（ Cognition, Environment and Communication 

Research Team） 

研究チーム長：梅村 浩之 

（柏センター） 

概 要：  

 認知環境コミュニケーション研究チームでは、人と

人のコミュニケーションに纏わる知覚認知能力、伝達

力、理解力を、機序の理解と外部からの制御を通して

拡張することを目的としている。その目的のために、

（1）人間の知覚認知から感情まで含めた心的能力・

心的機序の理解を通して視覚・聴覚・触覚・味覚・嗅

覚・温熱感覚の各特性を利用した感覚再現～感覚拡張

インターフェイスや環境デザインへとつなげる研究開

発、（2）個人の感情、他者との関係性、複数の人間が

作り出す場のムード、これらを調整制御する人のスキ

ルなどを画像計測、生理計測、運動計測を通して可視

化する技術の開発、（3）生活環境空間の制御や情報提

示を介してこれらの心的能力やコミュニケーションの

質の向上させるための研究開発を行っている。 

 

サービス価値拡張研究チーム 

（Service Value Augmentation Research Team） 

研究チーム長：竹中 毅 

（柏センター） 

概 要：  

 現在、多くのサービス産業では、人口減少に伴う人

手不足が深刻課題となっており、そのためには、単に

効率化による生産性向上だけでなく、労働者一人当た

りの付加価値を高めるようなサービスシステムを再設

計することが重要である。一方、製造業では、IoT の

発展により、ユーザの製品使用や行動に関するビッグ

データが蓄積されつつあり、製造とサービスの融合に

よる新たな製品サービスシステムの創出が期待されて

いる。また、地域におけるさまざまな問題の解決に向

けてもサービスは重要な要素であり、さまざまなステ

ークホルダのインタラクションを通した共創的なサー

ビスデザインの方法論を確立してくことが求められて

いる。 

 サービス価値拡張研究チームでは、客観的データに

基づくサービスの観測、分析、設計、適用を通して、

優れた価値を生み出すサービスエコシステムの実現を

目標とする。サービスの価値は、品質、顧客満足、従

業員満足、効率性、収益性、社会的側面などさまざま

な視点から評価されなければならない。そこで、当研

究チームは工学、心理学、経済学、デザイン学などの

方法論を融合し、サービス業の生産性向上、製造とサ

ービスの融合、サービスプラットフォームの制度設計、

地域全体のサービスエコシステムの実現などを推進す

るための研究開発を行う。 

共創場デザイン研究チーム 

（Co-Creative Platform Research Team） 

研究チーム長：小島 一浩 

（柏センター） 

概 要：  

 共創場デザイン研究チームは、人間の創造能力を拡

張する人間の状態・行動を計測・介入・変容・評価す

る手法の確立を目指している。計算機の発明は、アー

トにおける作品製作活動、産業における製品作成活動

などの人間の生産能力を劇的に向上させる一方で、オ

フィスワークの定型化とこれに伴う創造性の低下を生

んだ。現在、AI の実用化によるパラダイムシフトを迎

え、創造性の向上と低下が新たに生まれようとしてい

る。当研究チームは、より多くの人が創造性を向上さ

せ能力を発揮する場を創造する技術を開発する。人間

の能力は自己と対象（他者や環境）の間のインタラク

ションにより決まり、インタラクションの中から創造

性が生まれる。そして、そのインタラクションをデザ

インすることで人間の能力を拡張することができる。

そこで、新たなモノ・コトを共創するインタラクショ

ン環境（プラットフォーム）のデザイン（計測・介入・

変容・評価のサイクル手法）、システム実装に関する技

術開発を行う。2018年度は、 創造性の要素として共

創に着目し、実際に共創の場に参加・観測・介入する

ことにより、行動変容のモデル化、介入効果を測定・

評価する手法を検討する。共創場の事例として、産総

研デザインスクール、スポーツ、ヘルスケア、ワーク

ショップを対象とする。 

 

 



研 究 

(126) 

４）材料・化学領域 
(Department of Materials and Chemistry) 

 

領 域 長：村山 宣光 

領域長補佐：小林 勝則、原市 聡、本田 一匡、 

松田 宏雄、淡野 正信、角口 勝彦、 

田澤 真人 

 

概 要： 

 領域長は、理事長の命を受けて、材料・化学領域に

おける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究領域間の融合を推進し、業務を実施している。 

 

① 材料・化学領領域研究戦略部 
（ Research Promotion Division of Materials and 

Chemistry） 

 

研究戦略部長：濱川 聡 

研究企画室長：遠藤 明 

 

所在地：つくば中央第1 

人 員：14名（11名） 

 

概 要： 

 材料・化学領域における研究方針、研究戦略、予算

編成および資産運営に係る基本方針の企画および立案

ならびに総合調整に関する業務、研究領域間の連携の

推進、プロジェクトの企画および立案ならびに総合調

整に関する業務、経済産業省その他関係団体などとの

調整に関する業務、領域長が行う業務の支援に関する

業務などを研究企画室と協力して行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

材料・化学領域研究戦略部研究企画室 

（ Research Planning Office of Materials and 

Chemistry） 

概 要： 

 材料・化学領域における研究方針、研究戦略、予算

編成および資産運営に係る基本方針の企画および立案

ならびに総合調整に関する業務、研究分野間の連携の

推進、プロジェクトの企画および立案ならびに総合調

整に関する業務、経済産業省その他関係団体などとの

調整に関する業務、領域長が行う業務の支援に関する

業務などを研究戦略部と協力して行っている。 

・材料・化学領域ビジョンと予算案の策定 

・国プロの立案に向けた総合調整 

・領域推進プロジェクト、萌芽的研究推進、産総研フ

ェローシップ等の選定・調整 

・領域運営や橋渡し状況の PDCA 管理 

・企業などとの外部連携の推進 

・ナノセルロースフォーラム事務局の運営 

・nano tech 2019への出展の取り纏め 

・化学フェスタなどの出展補助 

・技術研究組合との各種調整 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［材料・化学領域研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長  遠藤 明 

-------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・東大 先端オペランド計測技術オープンイノ

ベーションラボラトリ 

（ Advanced Operando-Measurement Technology 

Open Innovation Laboratory） 

概 要： 

 産総研と東大の連携研究拠点として、2016年6月1

日に東大柏キャンパスに設置した。相互のシーズ技術

や研究人材を融合し、素材やデバイス開発分野での新

産業創出を目指した研究開発を連携して行い、技術の

実用化と社会実装を推進させていく。さらに、RA

（リサーチアシスタント）制度を活用した研究人材育

成、産学官ネットワークの構築による「橋渡し」につ

ながる目的基礎研究の強化や、先端オペランド計測技

術を活用した新素材、革新デバイスなどの産業化・実

用化のための研究開発を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［産総研・東大 先端オペランド計測技術オープンイノ

ベーションラボラトリ］ 

ラボ長   雨宮 慶幸（東大特任教授） 

副ラボ長  石井 順太郎 

--------------------------------------------------------------------------- 

経 費：367,496,850円（353,355,353円）  

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

 戦略的創造研究推進事業（CREST）計測試料作製と

データ収集・統合アルゴリズム開発、基盤研究（B）タ

ンパク質機能発現メカニズム解明のための高強度 THz

オペランド計測システムの開発、新学術領域研究（研究

領域提案型）1分子運動解析によるレドックス感受性

TRP の分子運動基盤、基盤研究（C）シャコー・マリ

ー・トゥース病の解明に向けた PMP22と MPZ の構造

生物学解析 

--------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

 産総研・東北大 数理先端材料モデリングオープンイ

ノベーションラボラトリ 

（ Mathematics for Advanced Materials Open 

Innovation Laboratory） 
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概 要： 

 産総研と東北大の連携研究拠点として、2016年6月

30日に東北大片平キャンパスに設置した。相互のシ

ーズ技術を合わせ、材料の構造・機能・プロセスの相

関原理の明確化を目指した研究開発を連携して実施す

る。それにより、機能性材料開発のスピードアップに

つながる産業化・実用化のための研究開発を進めてい

く。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［産総研・東北大 数理先端材料モデリングオープンイ

ノベーションラボラトリ］ 

ラボ長   中西 毅（産総研） 

--------------------------------------------------------------------------- 

経 費：192,054,313円（190,947,157円） 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金：基盤研究（C）新規原子層物質における層間

相互作用と電子輸送現象 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携研究ラボ 

 日本ゼオン－産総研 カーボンナノチューブ実用化連

携研究ラボ 

（Zeon-AIST Nanotube Industrialization Cooperative 

Research Laboratory） 

概 要： 

 2016年7月1日に日本ゼオン株式会社（以下 日本ゼ

オン）と共同で設立した。当連携研究ラボでは、組織

間の垣根を取り払い、産総研が開発したカーボンナノ

チューブ（CNT）の合成法「スーパーグロース法

（SG 法）」の実証プラントなどの基盤研究設備と研

究員を活用して、SG 法をベースとした高効率合成法、

ならびに次世代合成法による CNT の量産化に係る研

究開発を推進し、CNT の各種工業材料としての展開

を見据えた、より一層のコストダウンおよび生産量向

上を目指す。これにより、産総研が推進する評価技

術・リスク評価・新規用途開発などの広く CNT 産業

の振興に努める研究の促進も期待される。これらを通

して、世界一の CNT 産業の構築を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［日本ゼオン－産総研 カーボンナノチューブ実用化連

携研究ラボ］ 

ラボ長   上島 貢（日本ゼオン） 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携研究ラボ 

日本特殊陶業-産総研 ヘルスケア・マテリアル連携研

究ラボ 

（ NGK SPARK PLUG –  AIST Healthcare ・

Materials Cooperative Research Laboratory） 

概 要： 

 2017年4月1日に日本特殊陶業株式会社（以下 日本

特殊陶業）と共同で設立した。当連携研究ラボでは、

ニューセラミックスを素材とした製品開発に強みを持

ち、医療分野を新規事業の重点領域としている日本特

殊陶業と、医療材料や先進セラミックスの合成・デバ

イス化・評価に対して高い技術ポテンシャルを持つ産

総研が連携し、革新的なヘルスケア製品の実現を目指

す。また、創薬、健康評価、健康維持などの医療／ヘ

ルスケア分野においてトップレベルの技術蓄積を持つ、

産総研の生命工学研究との連携促進など、オール産総

研を視野に入れた研究分野横断型の連携研究ラボを目

指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［日本特殊陶業-産総研 ヘルスケア・マテリアル連携研

究ラボ］ 

ラボ長   加藤 且也（産総研） 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携研究ラボ 

矢崎総業－産総研 次世代つなぐ技術 連携研究ラボ 

（ YAZAKI-AIST Next-generation Connecting 

Technology Cooperative Research Laboratory） 

概 要： 

 2017年10月26日に矢崎総業株式会社（以下、矢崎

総業）と共同で設立した。当連携研究ラボでは、自動

車部品事業を重点領域とし、自動車用ワイヤーハーネ

スの世界トップクラスのサプライヤーとして接続技術

をコアとした製品開発に豊富な実績がある矢崎総業と、

新規ナノ材料の合成・デバイス化・評価・理論解析に

関して技術蓄積がある産総研が連携し、新規ナノ材料

を活用し、未来のクルマに対応可能な高性能かつ高信

頼な「つなぐ」技術の研究開発を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［矢崎総業－産総研 次世代つなぐ技術 連携研究ラボ］ 

ラボ長   清水 哲夫（産総研） 

副ラボ長  白須 賢治（矢崎総業） 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携研究ラボ 

UACJ-産総研アルミニウム先端技術連携研究ラボ 

（Cooperative Research Laboratory） 

概 要： 

 2018年6月1日に UACJ と共同で設立した。当連携

研究ラボでは、業界最大手の UACJ の研究開発ポテ

ンシャルと新材料や材料プロセス技術で高度な技術シ

ーズ有する産総研が連携し、アルミの先端技術開発を
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推進する。また既存技術課題に対する新たなアプロー

チや新規技術探索を通じ、研究開発力の強化につなげ

る。自動車の軽量化につながる材料開発をはじめとし

た幅広い分野で成果を追求していく。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［UACJ-産総研アルミニウム先端技術連携研究ラボ］ 

ラボ長   尾村 直紀（産総研） 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

②【機能化学研究部門】 
（Research Institute for Sustainable Chemistry） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：北本 大 

副研究部門長：榊 啓二、吉田 勝 

首席研究員：新納 弘之 

総括研究主幹：須田 洋幸 

 

所在地：つくば中央第5、中国センター 

人 員：61名（61名） 

経 費：626,031千円（324,912千円） 

 

概 要：  

1. ミッション 

 近年、地球温暖化防止などの視点から、石油から

バイオマスなどの再生可能資源への原材料転換に関

わる技術の確立が急務の課題となっている。当研究

部門では、再生可能資源などから、高効率かつ低環

境負荷な反応・プロセスで、各種の基幹・機能性化

学品を製造し、高度利用するための基盤技術開発を

目指す。化学品の製造面からは、バイオマス処理技

術、微生物や酵素などを用いた変換技術、有機合成

を基軸とする材料創製技術などに取り組む。また、

化学品の高度利用面からは、分子や界面の精密制御、

素材の形成・加工・機能化、光化学反応、材料特性

評価・標準化などに関わる研究開発を進める。 

 環境と経済の両立を指向するグリーン・サステイ

ナブルケミストリーの理念のもと、当研究部門が母

体である触媒化学融合研究センターと連携を図りな

がら、これらの技術開発を一体的に押し進め、化学

品の多様な産業分野への展開や、機能性化学品産業

の国際競争力強化に貢献する。 

2. 研究開発の方針 

 当研究部門は、第4期中期計画が筆頭に掲げる

「橋渡し」機能の強化を念頭に、化学・バイオ系分

野の研究者の集団力をベースに、下記の4つの戦略

課題に取り組む。 

1）再生可能資源を利用する反応・プロセス技術 

2）化学材料の創製・高機能化技術 

3）光化学利用技術 

4）先端化学材料の評価技術 

  課題1）では、バイオマスなどから高効率かつ環

境低負荷で、基幹・機能性化学品を製造し、高度利

用するための基盤技術を開発する。課題2）では、

日用品、機械および電子デバイス、分析機器などの

高度化や省資源化に向けて、動的・感覚・診断知能

を有する新材料・システムを開発する。課題3）で

は、光機能材料を的確に改良し、スマート接着剤や

光制御分散剤などに関わる基盤技術を開発する。課

題4）では、機能性化学品の高付加価値化に向け、

特に有機・高分子材料や複合材料に関して、「耐久

性・劣化評価」、「界面・高次構造評価」を可能とす

る独自の材料診断技術を構築する。これらの課題推

進にあたっては、技術の出口を、より一般消費者に

近い位置（健康増進新素材：スポーツ・ヘルスケ

ア・農業系素材など）にフォーカスし、連携すべき

事業・企業の幅を広げていくことを目指す。また、

バイオマス資源からの機能性化学品製造を第一の目

標としていることから、原料供給や製造拠点、製品

市場に密接に関わるアジア地域との連携開拓も視野

に入れる。 

  産総研は産業技術の向上を担う公的研究機関であ

ることを踏まえ、自ら革新的なシーズ技術の創出に

努めるとともに、大学や企業などとの連携のもと、

社会に点在する優れたシーズ技術を汲み上げ、着実

に実用化フェーズへと「見える化」することにも注

力する。特に、競争力のある新技術の創出には、

個々の研究員の強みを生かした持続的なコア技術の

醸成・深化が不可欠であり、そのための研究環境整

備や、リソース配分を優先的に実施する。当研究部

門がつくばと中国センターに跨がることから、地域

センター間での技術融合にも積極的に取り組み、多

様な視点から地域創成へも貢献する。 

知財は、「技術移転の必需品、かつ事業を守り育

てる手段」との認識を持ち、成果の特許出願などに

おいては、開発技術の立ち位置、連携すべき企業、

想定される事業内容、最終的な市場や顧客などを、

多角的な視点から精査する。「広く強い」知財に向

けて、ポートフォリオ分析に従い、質と量の拡充を

目指す。特許出願後は、可能な限り公開までの間に、

的確なスケジューリングで成果発信（学会・論文・

プレス発表、展示会など）を行い、技術マーケティ

ングと相補して、最適な連携企業の選定、資金提供

型共同研究に繋げる。 

3. 運営方針と体制 

当研究部門は、グループ長を一次管理者、部門長

を二次管理者とする二階層による部門運営を基本と

する。部門長は、ライン上にあるグループ長の一次
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判断を尊重しつつ、部門スタッフ（副部門長・首席

研究員・総括研究主幹・ユニット支援）や、研究業

務推進部などの意見を参考に、運営の最終決定を行

う。部門スタッフは、部門長とグループ長のライン

とは別に位置づけ、部門運営全般に関して部門長を

補佐しつつ、必要に応じて各グループの研究活動を

先導・支援する。当部門の研究のキーワードである

「グリーン・サステイナブルケミストリーの推進」

には、化学、バイオに加え、多様な技術の集積・融

合が不可欠である。個人、あるいはグループの「独

創力」をベースとして、領域内外のユニットは勿論、

所外組織との実効的な連携を強く奨励し、集団力を

生かした研究展開を図る。 

産総研の社会的立場・責務を常に認識し、「分か

りやすく、明快に」を念頭に、広く産業界や一般社

会に対する、積極的なアウトリーチ活動にも力点を

置く。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算 樹脂材料化への材料革命を先導する最先端材

料診断拠点の構築 

 

外部資金： 

国立研究開発法人科学技術振興機構 ImPACT リチウ

ムイオン電池向けレーザクリーニング（テーブルトップ

レーザによる一括ビーム照射） 

 

独立行政法人環境再生保全機構 環境研究総合推進費 

ナノセルロース系廃材を利用したリサイクル樹脂の改質 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

省エネ化・低温室効果を達成できる次世代冷凍空調技術

の最適化及び評価手法の開発／次世代冷媒の基本特性に

関するデータ取得及び評価／低 GWP 低燃焼性混合冷媒

の安全性評価 

 

農研機構 生物系特定産業技術研究支援センター（国立

研究開発法人農業環境技術研究所） 【生プラコンソ】

畑作の省力化に資する生分解性マルチフィルム分解酵素

の製造技術と利用技術の高度化 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発／木質系

バイオマスの効果的利用に向けた特性評価 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 再生可能エネルギ

ーを活用した有用物質高生産微生物デザイン 

文部科学省 科学研究費補助金 高分子のガラス転移温

度を光により巨大変化させることが可能な分子システム

の構築 

文部科学省 科学研究費補助金 安全でしなやかな酵素

燃料電池実現のための酵素‐電極界面材料開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 並行複発酵に最適なキ

シロース発酵性酵母創製に向けた基盤研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 レーザー合成技術を駆

使した鋳型フリーの自励振動マイクロゲルアクチュエー

タの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 自己集積性の低分子有

機物を吸着剤として使用する含油排水処理技術の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 超弾性レジリンモデル

ハイブリッドポリペプチドの創製 

 

文部科学省 科学研究費補助金 末端官能基化ポリカチ

オンの微生物合成とこれを用いた既存材料のポリカチオ

ン化 

 

文部科学省 科学研究費補助金 ゲルの接着性制御技術

を駆使したマイクロゲルアクチュエータの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 界面活性剤ゲル中での

ナノ粒子成長メカニズムの解明と銀ナノロッド合成 

 

文部科学省 科学研究費補助金 高分子鎖の動的変形を

検出するレオ・オプティカル近赤外分光イメージング装

置 

 

文部科学省 科学研究費補助金 表面偏析を利用した光

応答性材料の開発と可逆接着機構の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 バルジ試験によるナノ

からマイクロメートル厚薄膜の機械的特性評価手法の確

立 

 

文部科学省 科学研究費補助金 電気を食べる微生物で

バイオものづくりの新地平を拓く 

 

公益財団法人ひろしま産業振興機構 サポイン 平成

29年戦略的基盤技術高度化支援事業 航空機用繊維強

化樹脂材料の高効率曲面仕上げを可能とするフレキシブ

ルメタルシートの実用化開発 

 

発 表：誌上発表82件、口頭発表180件、その他20件 

--------------------------------------------------------------------------- 

バイオベース材料化学グループ 

（Bio-based Materials Chemistry Group） 

研究グループ長：木原 秀元 
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（中国） 

概 要： 

 当グループでは、バイオマスを原料とした、生物的

もしくは化学的な変換を利用する機能性化学品製造に

おいて、その反応効率や生成物収率に大きく影響する、

木質の主要3成分（セルロース、ヘミセルロース、リ

グニン）の高効率分離技術について、高温高圧下での

水熱反応を中心に、さまざまな研究開発を行っている。

さらに、特に分離したリグニン成分に着目し、これを

原料とした機能化学品への変換技術の研究も行ってい

る。加えて、天然由来の素材や材料の機能に着目し、

その機能性発現の機構を科学的に解き明かすと共に、

有機合成の手法により、機能性高分子の調製に反映さ

せることで、これまでにない高機能性・多機能性新材

料の創製にも取り組んでいる。また高分子材料の評価

技術の構築にも、並行して取り組んでいる。 

 

バイオ変換グループ 

（Bioconversion group） 

研究グループ長：松鹿 昭則 

（中国） 

概 要： 

当グループでは、バイオマスなどの再生可能資源から、

微生物や酵素などを用いて、各種の基幹・機能性化学

品を効率的に製造するための基盤技術の開発を行って

いる。主なテーマは、「産業用酵素の高機能化および

生産性の向上」、および「発酵法による機能性化学品

製造技術の開発」である。具体的には、オリゴ糖など

の合成に向けた酵素の機能改変（耐熱性・基質特異性

の改変などの高機能化）、遺伝子組換え技術による新

規代謝経路の構築および代謝系経路を最適化した宿主

微生物の開発、ヘルスケア製品などの生産において需

要が近年高まっている D-アミノ酸などの機能性化学

品の合成手法の高効率化などを進めている。特に、非

可食バイオマスから生産されるキシロオリゴ糖の生産

性向上を図る目的で、立体構造と機能の相関解析を駆

使した、キシランを特異的に分解する新規な酵素（キ

シラナーゼ）の開発や、D-アミノ酸の新規酵素合成法

の開発に向け、タンパク質工学的手法による D-アミ

ノ酸を効率良く合成する酵素（D-アミノ酸脱水素酵素）

の開発ななどについて、重点的に取り組んでいる。 

 

バイオケミカルグループ 

（Biochemical Group） 

研究グループ長：森田 友岳 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、機能性化学品の普及・拡大を目指

して、各種生物・化学プロセスを活用した製造技術の

開発に取り組むとともに、構造・物性解析および機能

付与による高機能化などを進めている。具体的には、

環境適合性と機能性を併せ持つ機能性バイオ化学品を

ターゲットとして、1）微生物スクリーニング、ゲノ

ム情報の活用、遺伝子組換えによる育種・改良、培養

技術などを駆使した製造プロセスの高度化、2）質量

分析、クロマトグラフィーなどの各種分析手法による

構造解析、引っ張り強度、接触角、熱力学的特性など

の物性評価による機能付与、3）素材の特性を生かし

た複合化技術の開発による、新たなバイオ材料の創製

に取り組んでいる。 

 

高分子化学グループ 

（Polymer Chemistry Group） 

研究グループ長：佐藤 浩昭 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループは、持続可能な社会の構築を目指し、機

能性高分子材料の種々の評価手法の開発を行う。高分

子材料評価は物理的な手法による解析に留まる場合が

多い現状に対し、当グループでは高分子材料の機能や

信頼性を化学構造に基づいて評価する技術の開発を進

める。具体的には、（1）質量分析法、クロマトグラ

フィー、分光分析法、陽電子消滅法など各種機器分析

手法を用いた高分子の分子構造やナノ構造などを解析

する手法を開発する。（2）化学構造情報にもとづく

解析結果と機能物性との相関を明らかにし、高分子複

合材料の性能や耐久性の評価技術を開発する。開発し

た技術を社会還元するために、高分子評価法の国際標

準規格化や、企業との共同研究および技術コンサルテ

ィングを積極的に進めている。 

 

スマート材料グループ 

（Smart Materials Group） 

研究グループ長：松澤 洋子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、有機分子の相変化や分子間相互作

用に関わる材料技術をベースに、高度な機能を発現す

る化学品「スマート材料」の開発を目指している。併

せて、その材料開発に必要な新しい分子組織体や分子

複合体の探索と、それらと光、熱、溶媒などの外部環

境に係る相互作用について基礎的研究を行っているが、

特に利便性、環境調和性の高い「光」の利用に注力し

ている。具体的には、可逆接着剤や自己修復塗料など

に応用可能な、刺激により可逆的に相変化する有機材

料の開発、およびカーボンナノチューブやグラフェン

などの炭素材料の分散性を制御できる分散剤の開発、

ならびに炭素材料の薄膜化・パターン化技術の開発を

目指す。グループの研究スタンスの特徴は、各種の機

能性有機化合物の設計・合成から、基礎物性測定、組
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織体構築、機能評価までを一貫して行うことである。 

 

セルロース材料グループ 

（Cellulose Materials Group） 

研究グループ長：遠藤 貴士 

（中国） 

概 要：  

当研究グループが開発した、水熱・メカノケミカル

処理技術を基盤としたリグノセルロースナノファイバ

ー・バイオマスフィラー製造技術、特性評価技術およ

び樹脂複合化技術に関する研究開発を行った。 

 リグノセルロースナノファイバー・バイオマスフィ

ラー製造技術開発では、蓄積したナノ解繊技術および

特性評価技術を基盤として、樹種や部位がナノ解繊効

率へ与える影響について評価を実施した。針葉樹と比

較して、広葉樹はナノ解繊効率が低下したが、水熱処

理を併用した機械処理により、効果的にナノファイバ

ーが製造できることを明らかにした。また、リグノセ

ルロースナノファイバーの表面特性を、バイオ技術を

活用して精密解析することで、木質成分の積層構造が

針葉樹と広葉樹で異なることを明らかにした。さらに、

樹脂やゴムの補強効果が高い部分的ナノ解繊物の特性

評価方法として、沈降特性解析の有効性を明らかにし

た。セルロース誘導体の精密構造解析では、分光学的

手法を改良し、従来法では困難であった分子内の反応

部位について精密特定を行った。ナノファイバー系複

合材料のリサイクル技術開発では、ナノファイバー複

合樹脂廃材をリサイクル樹脂補強材として活用するた

め、接着性分子の導入条件を構築した。 

 

知能材料グループ 

（Clever-Material Engineering Group） 

研究グループ長：原 雄介 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、日々の生活を豊かにする知能材料

の開発を目指して、3つのカテゴリー（【動的知能】・

【感覚知能】・【診断知能】）に関連する素材や分析技

術、即時分析装置の開発などを目指している。【動的

知能】のカテゴリーにおいては、生物模倣型アクチュ

エータや電場応答型ソフトアクチュエータ、有機デバ

イスなどの研究開発を通して、日々の生活やスポーツ

をアシストする素材やシステムの開発を目指している。

【感覚知能】のカテゴリーおいては、日々の生活を快

適にする機能性ゲルの開発や、体の動きを感知・計測

するウェアラブルセンサーなどの開発を目指している。

またそれらの研究開発を支援する X 線構造解析技術

や、有機デバイスのインピーダンス分光技術の向上を

目指している。また、【診断知能】のカテゴリーにお

いては、人の健康に関わる口腔、肌、美容、食品の診

断・分析を支援する素材や即時分析装置などの研究開

発を行っている。 

 

化学材料評価グループ 

（Chemical Materials Evaluation Group） 

研究グループ長：水門 潤治 

（つくば中央第5） 

概 要： 

新素材の実用化には、機能に加えて信頼性の向上が

必要不可欠であり、機能と信頼性を両立する材料の開

発が求められている。当グループでは、化学材料の信

頼性を正しく評価し、さらにその向上に資する評価技

術の構築を目的とする。具体的には、①化学材料の劣

化構造や劣化メカニズムを解析する技術、②熱や光な

どの刺激に伴う構造変化を in-situ で解析する技術、

③新型冷媒の燃焼性や環境影響を評価する技術の3本

柱を中心とする研究開発に取り組む。これらの評価技

術を活用して先端化学材料の信頼性向上に必要な材料

設計指針を提案することにより、民間企業などによる

製品開発を支援する。 

 

③【化学プロセス研究部門】 
（Research Institute for Chemical Process Technology） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：古屋 武 

副研究部門長：角田 達朗、宮沢 哲 

首席研究員：蛯名 武雄 

 

所在地：東北センター、つくば中央第5事業所 

人 員：45名（45名） 

経 費：599,043千円（235,849千円） 

 

概 要：  

1. ミッション 

 化学プロセス研究部門は、低環境負荷で高効率な

機能性化学品の製造プロセス実現に向け、特異な空

間・反応場を利用した高温・高圧技術やマイクロフ

ロー技術、さらに、これらを支える流体や物性制御

技術などの研究開発を通じ、化学反応プロセスの基

盤技術の構築を目指す。基礎・機能性化学品の製造

時に発生する二酸化炭素の排出量低減に貢献するた

めには、高性能の膜分離や吸着吸収分離などに係る

材料・プロセスの研究開発を行い、化学プロセスに

おける分離技術の基盤構築を目指す。また、コンソ

ーシアム活動などを活用した地域中核企業との連携

による「技術の橋渡し」を通じて、わが国の化学プ

ロセスイノベーションの推進を目指す。 

2. 研究の方向性 

 化学プロセスのイノベーション推進を先導するた
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めには、産業界から見て「キラリと光る」化学プロ

セス技術が不可欠である。当該研究部門は、100社

の企業が参加するコンソーシアムから得られる技術

マーケティング情報をもとに、強みを伸ばす技術の

精鋭化とさまざまなニーズに応えるための技術の総

合化をそれぞれ推進し、わが国の化学ものづくり産

業の競争力の強化を図る。上記を実現するため、

（1）化学プロセスの高効率化に向けた反応制御技

術の開発、（2）化学プロセスの省エネ化に向けた

分離技術の開発、（3）化学プロセスの革新に向け

た新機能材料の開発、の3つの戦略課題を設定し、

「技術の橋渡し」のスピードアップを図る。以下に

戦略課題の内容をまとめる。 

3．戦略課題 

（1）化学プロセスの高効率化に向けた反応制御技術

の開発 

 高温・高圧、マイクロ流体などの特異反応場を制

御することにより、従来にない高い反応効率を有す

る化学プロセス技術の開発を行う。具体的には、グ

リーン溶媒（高温・高圧 CO2、イオン流体など）、

マイクロ波、マイクロリアクター、触媒（固体、酵

素）、などを利用した研究開発を実施した。さらに、

プロセス開発の基盤となる、各種のデバイスとエン

ジニアリングに関わる研究開発を実施した。 

（2）化学プロセスの省エネ化に向けた分離技術の開

発 

 新概念、新材料を用いた分離プロセスの提案と評

価により、従来にない省エネな化学プロセス技術の

開発を行う。具体的には、ナノ多孔材料（カーボン、

ゼオライト、MOF）、界面制御（サーファクチン）

などの開発とそれらの利用に関わる研究開発を実施

した。さらに、化学プロセスの省エネ化に関わる評

価の手法などについても研究開発を実施した。 

（3）化学プロセスの革新に向けた新機能材料の開発 

 分離や反応の目的に応じた最適な化学プロセスの

提案を目指して、無機・複合材料のナノ構造制御と

量産化に資する製造技術の研究開発を行う。具体的

には、クレースト、コアシェルナノ粒子などの材料

に関わるナノ構造の制御技術ならびにその量産化技

術に関わる研究開発を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

標準基盤研究 「ガスバリアフィルム用ナノクレイ規格」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「珪素系ナノ空間材料に内包された水

の吸着・移動の熱制御」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「ギ酸脱水素化触媒による高圧水素供

給プロセスの構築」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム（SIP）「「メタンの低温改質」、

「膜分離を利用した基礎化学品分離精製」、「合成ガス

からの基礎化学品製造」、「プロセスシミュレーション

と LCA を統合した評価手法の開発」」 

 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物

系特定産業技術研究支援センター 戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（次世代農林水産業創造技術）（SIP）

「地域のリグニン資源が先導するバイオマス利用システ

ムの技術革新」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA）「高純度同時糖化リグニンベース機能

素材の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 平成29年度地域

産学バリュープログラム 「食品中発がん性物質処理用

酵素のマイクロカプセル固定化技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

（シーズ育成 FS）「ステンレス表面を電気絶縁化し薄

膜電子デバイス基板として使用可能にする粘土ペースト

の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ALCA）「相分離液高圧物性測定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「アゾベンゼン修飾膜の光照射水透過・海水

淡水化に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「連続的なバイオマス変換を可能にする流通

式触媒反応システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「多量体膜タンパク質の in situ 機能解析を

実現する新規ナノディスク創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「1分子からの DNA 増幅を可能にする酵素の

ナノ空間への精密配置」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「有機ケイ素を層間に持つ層状ペロブスカイ

トの機能強化」 
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独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「有機半導体の板状ナノ粒子の生成機構解明

に基づく連続製造プロセスの最適化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「収差補正電子顕微鏡を用いたヘテロポリ酸

触媒のキャラクタリゼーションと設計」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「食品廃棄物を循環利用するエネルギー・物

質の製造技術の開発と導入効果の検討」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「ナノ粒子規則配列と空隙構造制御を可能と

する超低密度ナノコンポジットの創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「イオン液体の水和制御に基づくインテリジ

ェント高分子電解質の開発と機能開拓」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A）「バイオマスの全構成成分有効利用を目指し

た化成品原料への逐次的変換」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「ファインケミカルを指向するゼオライト単

結晶の創成とその全合成プロセスの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「分離膜の性能設計に向けた多孔質材料の物

性評価法開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「有機構造規定剤及びゲルマニウムフリー合

成法による超大細孔ゼオライトの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）「高アスペクト有機修飾ベーマイトアルミナ

の連続合成技術開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦

的研究（萌芽）「AFI 型多孔質単結晶とアントラセンの

複合物質における協奏的光学機能の創成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「新規バイオマスカスケード利用技術開発に

よる統合的プロセスモデルの構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「無機ナノチューブ分子秩序の刺激応答に立

脚した環境応答性機能素材の創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究 「糖型両親媒性分子を原料とした規則性多孔質カ

ーボンのテンプレートフリー水熱合成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究 「溶液のメゾスコピック構造を考慮した Eyring

理論による粘度推算法の構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 新学

術領域研究（研究領域提案型）「界面活性剤を用いた多

連続多孔質構造の形成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「メソ細孔空間における酵素構造の理解と機

能集積酵素センサーの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「新規固体電解質の開発を目指した高 Li イオ

ン伝導性カーボネート型共重合体の創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）「親／疎水性ナノ空間を併せ持つ有機－無機

ハイブリッド型多孔体の開発と触媒への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「酸素の高回収率を目指した二酸化炭素電解

を用いた空気再生の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）「魚由来線維芽細胞のコラーゲン産生を促進

するオリーブ葉成分の同定と作用機構の解明」 

 

発 表：誌上発表96件、口頭発表230件、その他27件 

--------------------------------------------------------------------------- 

コンパクトシステムエンジニアリンググループ 

（Compact System Engineering Group） 

研究グループ長：金久保 光央 

（東北センター） 

概 要： 

  コンパクトシステムエンジニアリンググループは、

高温高圧の水や二酸化炭素およびイオン液体などのグ

リーン溶媒を用いたコンパクトで高効率な低環境負荷

型プロセスの開発を目的として、高圧マイクロデバイ

ス技術の開発や特殊反応場の測定・評価技術の高度化

などを幅広く進めている。また、当グループは産総研

における関連分野のエンジニアリング拠点として機能

することを目指している。 

  高温高圧エンジニアリング技術として、二酸化炭素
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を用いた粘度低減・霧化技術による革新的な塗装プロ

セスや最先端ものづくり技術の開発、高温高圧流体に

よる有機修飾無機微粒子合成の体系化ならびに材料化

技術への展開などを進めている。また、マイクロ混合

器を適用した高圧二酸化炭素などによる高速連続液液

抽出分離技術の開発を進めている。さらに、イオン液

体などを用いた高効率な分離・反応プロセスの開発と

その特性評価および新規分野の開拓や機能材料への展

開を図っている。実験的な検証と併せて、計算機シミ

ュレーションを利用した予測や解明研究を進める。 

 

化学システムグループ 

（Energy-efficient Chemical Systems Group） 

研究グループ長：井村 知弘 

（つくば中央第5） 

概 要： 

化学システムグループでは、化学プロセスの省エネ

ルギー化や環境負荷低減の分野において、化学工学、

界面化学および材料科学の観点から材料技術とシステ

ム技術を一体化して捉えた研究を展開し、得られた成

果を積極的に社会・産業界に還元していくことを通じ

て、持続発展可能な社会の構築に資することを目標と

している。 

 具体的には、ナノ界面および空間での物質移動・吸

着現象・化学反応に注目し、計算化学を利用した材料

の設計から、その合成－構造－機能の関係を意識しつ

つ、化学プロセスイノベーションの推進を目指した高

性能な材料合成技術・構造評価手法の開発を行ってい

る。さらに、ナノ空孔材料の特性を活かした反応・分

離場の構築およびその部材化、これを利用したプロセ

スの解析とプロセス強化に関する研究を進めている。 

 

マイクロ化学グループ 

（Micro Flow Chemistry Group） 

研究グループ長：宮沢 哲 

（東北センター） 

概 要： 

資源・エネルギー・環境規制の厳しい社会制約の中、

持続可能な社会の実現に向けた化学プロセスイノベー

ションが強く求められている。マイクロ化学グループ

は、化学プロセス研究部門の戦略課題（1）化学プロ

セスの高効率化に向けた反応制御技術の開発に取り組

むため、1）機能性化学品の合成から分離精製までを

連続して実施するフロー精密合成に適用可能なマイク

ロ空間を活用したフロー化学プロセス技術の開発、2）

エネルギーを集中させることにより高速加熱を可能と

するマイクロ波化学プロセス技術の開発、3）水、二

酸化炭素などのグリーンな溶媒を高温高圧で扱う超臨

界流体技術の開発を実施している。 

  

有機物質変換グループ 

（Organic Material Conversion Group） 

研究グループ長：山口 有朋 

（東北センター） 

概 要： 

 有機物質変換グループでは、化学プロセスの高効率

化に向けた反応制御技術開発として、クリーンな反応

場と触媒や酵素を組み合わせた有機物質の効率的な変

換技術の開発に取り組んでいる。特に、高温高圧の水

や二酸化炭素と触媒や酵素を利用する有機物質変換反

応の開発、炭素資源変換技術の開発、多孔質材料に集

積した酵素や機能分子による機能性化学品製造プロセ

ス開発を重点的に進めている。 

 具体的には、1）水や二酸化炭素と触媒・酵素を利

用する有機物質変換反応の開発により、医農薬中間体

や化成品原料の製造プロセスを開拓した。2）触媒に

よる炭素資源変換技術の開発では、炭素資源の多様化

のために、バイオマス、有機廃棄物などを汎用高分子

や機能性化学品の原料に変換する高効率かつ省エネな

触媒反応技術を開発した。3）多孔質材料に集積した

酵素や機能分子による機能性化学品製造プロセス開発

では、多孔質材料への酵素および機能性分子の精密配

置とそれによる活性制御を実現し、機能性化学品の高

効率な製造プロセス、海水淡水化技術、センサーの開

発を行った。 

 

膜分離プロセスグループ 

（Membrane Separation Processes Group） 

研究グループ長：根岸 秀之 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 膜分離プロセスグループでは、安全な業務や情報セ

キュリティに心掛け、省エネ性の高い膜分離技術の社

会への実装化を究極の目的として、高機能分離膜の開

発と省エネ型膜分離プロセスの設計・評価手法の開発

およびその要素技術である多孔体素材の合成や、マイ

クロ波を用いた高効率な化学品製造プロセス技術まで、

基礎から応用にわたる基盤技術を一貫して推進してい

る。中空糸カーボン膜は、モジュール化のための製造

法の改良を進めるとともに、脱水反応系での分離膜の

適用可能性を明らかにした。疎水性ゼオライトへの有

機酸の付着の影響や、金属有機構造体と高分子の複合

膜の水蒸気吸着に着目し、膜性能の向上に向けた膜作

製法の開発を行っている。膜分離と蒸留の最適な複合

化プロセス構成を見出すため、計算機シミュレーショ

ンを活用した省エネ分離プロセス技術の開発を進め、

膜分離の特徴を活かすプロセス構成があることを明ら

かにした。さらに、要素技術開発として、大きなゼオ

ライト単結晶の合成が着実な進捗を見せるとともに、

マイクロ波加熱を用いた高効率な化学品製造プロセス
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についても開発を行っている。また、各種の委員活動

に参加するとともに、卒研生、大学院生に対して、学

会や論文発表できるように技術指導を行った。 

 

ナノ空間設計グループ 

（Nanopore Design Group）  

研究グループ長：佐藤 剛一 

（東北センター） 

概 要： 

  ナノ空間設計グループでは、化学プロセスの従来に

ない省エネ化に向けた分離技術、シンプルで新しい化

学反応プロセスの提案を目指して、ナノメートルサイ

ズの空孔を有するゼオライトなどの材料開発や部材化

を図り、分離、触媒反応への適用に関する研究を実施

している。 

  材料の創成においては、多孔質材料のミクロ・ナノ

構造をはじめとした物性や機能の詳細な解析結果をフ

ィードバックして、高性能なナノ空間材料の設計と合

成法開発を進めている。材料部材化では膜化に関する

研究に注力し、特に高耐久性の緻密 CHA 型ゼオライ

ト薄膜を開発し、成果の橋渡しを推進している。また、

ゼオライトと機能性有機高分子などとの複合膜を開発

し、応用展開を実施している。さらに、多孔質構造を

活用した化学反応用触媒、分離と触媒反応を融合した

膜反応プロセスなどの用途開発を進めている。 

 

階層的構造材料プロセスグループ 

（Panoscopic Materials Processing Group） 

研究グループ長：依田 智 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  階層的構造材料プロセスグループでは、ナノ粒子・

ナノ構造材料を幅広い産業分野へ応用していくための

オンデマンド連続製造、階層化および関連するプロセ

ス技術の研究開発を目標とする。ナノ粒子・ナノ構造

を作り出し、それらを階層的に構築して、デバイス、

材料、製品へと結びつけるプロセスの技術は、新機能、

高機能の創出、製品開発速度の向上、ナノリスクの低

減などに貢献できる。 

  連続的な製造および階層化においては、溶媒、流体

をベースとしたプロセスを構築し、流体の特性、物質

の溶解度や相状態の把握、化学反応の精密制御を行う

ことが不可欠となる。これらの物性・反応を緻密に制

御するパラメータとして、“圧力”を導入し、さらに

マイクロ流路、マイクロミキサーなどのプロセス技術

を組み合わせることによって、さまざまな新規ナノ粒

子・ナノ構造材料に対応したプロセスを構築すること

が可能となる。 

  各種ナノ粒子、ナノ構造材料の連続製造および階層

化プロセスの開発と断熱材など実用材料への応用に取

り組むとともに、高圧下での諸物性測定・化学反応な

ど必要な基盤技術の開発を行う。 

 

機能素材プロセッシンググループ 

（Functional Materials Processing Group） 

研究グループ長：石井 亮 

（東北センター） 

概 要： 

 機能素材プロセッシンググループでは、さまざまな

素材から機能性材料を効率的に作製する材料プロセス

技術ならびに材料機能の応用開発に取り組んでいる。 

  具体的には、粘土鉱物や植物バイオマスなどの天然

資源や生物由来資源、炭素固体、有機高分子などの各

種素材を用い、当グループの独自技術である、高温水

利用合成技術やマイクロ波・高周波加熱技術、有機・

無機ハイブリッド化技術、印刷技術、圧縮ガスを用い

たナノ加工技術、化学修飾技術などをさらに深化させ

ることにより、耐熱ガスバリア膜などの膜材料、ナノ

粒子やナノシートなどの新規無機ナノ材料、光学特性

や電気特性、特異的イオン吸着能を有する材料を開発

する。 

 材料機能の応用例として、1）粘土素材などを利用

したガスバリア性や耐熱性を有する機能化膜の開発、

2）二酸化炭素ガスを用いた繊維の接着による多孔性

材料の開発、3）植物バイオマス由来抽出物を利用し

た耐熱用有機フィラーや繊維強化プラスチック用複合

樹脂の開発などがある。 

 また、民間企業との連携により、電気絶縁性フィル

ム用途の無機酸化物フィラーのスクリーニング検討や

ガスバリア性を有する粘土鉱物材料の性能評価を実施

し、その成果を基に同材料の実用化について取り組ん

だ。加えて、産学官コンソーシアムを通じて、国内、

特に東北地域の企業との連携に努めた。 

 

④【ナノ材料研究部門】 

（Nanomaterials Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：佐々木 毅 

副研究部門長：井上 貴仁 

首席研究員：片浦 弘道、末永 和知 

総括研究主幹：原 重樹 

 

所在地：つくば中央第第五 

人 員：47名（47名） 

経 費：810,723千円（301,453千円） 

 

概 要： 

1. 研究ユニットのミッション 

 新素材を実用化するための技術開発を通じて、素
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材産業や化学産業への技術的貢献を目指すために、

当部門では、ナノ材料の実用化へ向けて、カーボン

ナノチューブやグラフェンといったナノカーボン材

料、ナノ粒子やナノ薄膜などのナノ材料の開発とそ

の用途開拓を推進すると共に、高度な計測・加工技

術を利用した材料開発を進めナノ材料の産業化へ大

きく貢献することをミッションとする。 

2. 研究ユニットの研究開発の方針 

 ナノ材料研究部門では、以下の4つの戦略課題を

設定して、実用化へ向けた TRL を意識したマイル

ストーンを設けて次の研究を推進する。 

1）ナノカーボン・デバイス材料の製造および応用技

術の開発 

 ナノカーボン・デバイスを実現させるために、高

品質グラフェン合成のためのプラズマ CVD 技術の

開発ならびに透明導電フィルム作製技術の開発を進

めると共に、eDIPS 法による CNT 製造技術、カラ

ムクロマト法や ELF 法など種々の金属半導体分離

およびカイラル分離技術などの高度化を進める。ま

た、開発したナノカーボン・デバイス材料のデバイ

ス実証および用途探索を行う。 

2）低次元ナノ複合体による物質・エネルギー有効利

用技術の開発 

 配位高分子をはじめとする複合ナノ粒子と、有機

材料複合膜をコア材料と位置づけ、物質・熱・光な

どを吸収し、必要な時期に、必要に応じて形態を変

換し、放出する材料の開発を進める。ここでは特に

エネルギーキャリアおよび有用／有害物質を適切に

回収することのできる材料および高効率熱電変換薄

膜材料や、ナノ粒子の効果的な利用技術を開発する。 

3）高度計測およびナノ加工・界面制御技術の開発 

 ナノレベルの構造・元素解析のための電子顕微鏡

をはじめとする各種の高度計測技術を用い、材料に

おける界面状態や物性を評価し、ナノ材料に必要と

される物性・構造・高機能化に資する知見を得る。

さらに、プラズマやマイクロ波を用いて、材料のナ

ノ加工技術を開発し、異分野融合型の安心・安全・

快適な社会に必要とされるデバイス開発を目指す。 

4）ナノバイオ材料の健康増進に向けた応用技術の開

発、 

ナノチューブやナノ粒子をはじめ、酵素、糖鎖な

どのナノバイオ材料を活用して、生体機能の改善や

計測などに応用するために必要となるナノバイオ材

料の構造や表面・界面の制御技術の高度化を図ると

共に、生理活性物質などを検知、輸送することが可

能なセンサデバイス、デリバリーシステム等を開発

する。 

3. 中長期目標・計画を達成するための方策 

 これまでの成果を基に、企業との連携を進めて橋

渡し研究を推進するとともに次の研究シーズを創出

するための目的基礎研究についても、これらを研究

開発駆動の両輪として推進・展開していく。 

 特に、企業との連携を模索するために、研究グル

ープや接着・界面現象研究ラボ、研究部門で運営し

ているグラフェンコンソーシアムなどの産総研コン

ソーシアムなどの組織を活用して連携研究のマーケ

ティングを行う。また、積極的に大型プロジェクト

の立案に関わるとともにプロジェクトへの参画を通

じて研究拠点の構築を進めるなどして、目的基礎研

究から企業への橋渡し研究にシームレスにつなぐこ

とができるように組織的な研究マネージメントを強

化する。 

 また、研究領域が行う、萌芽研究プロジェクトの

みならず、科学研究費補助金や科学技術振興機構が

実施する研究助成制度へも積極的に応募して、研究

シーズを開拓するとともに、インパクトファクター

付論文発表などの成果発信にも努める。 

4. 平成30年度の重点化方針 

 領域において、設定された2018年度に重点的に

取り組む課題に積極的に貢献するとともに、高機能

二次元材料の創製とその応用技術の開発を継続して

進める。産総研・東大 先端オペランド計測技術オ

ープンイノベーションラボラトリとの連携や企業冠

連携ラボなどを活用して目的基礎から橋渡しへ向け

た研究展開を図る。 

さらに、マルチマテリアル化の研究に関連して、

接着・界面現象研究ラボと連携して運営する接着・

接合技術コンソーシアムを活用し、接着接合基盤技

術共同研究体の中で企業が参画する研究プロジェク

トを通じて、接着・接合技術に関する基盤技術の研

究開発を展開する。 

ユニットの組織力を強化するために研究グルー

プ長の強いリーダーシップのもと研究グループ内で

の連携の強化を図ると共に、研究部門内のグループ

間での連携研究についても促進する。さらに、アジ

アとの研究機関の連携を強化するためにタイ国の

NANOTECH 研究所とのワークショップを開催す

るとともに人事交流を進めて更なる連携の進化を図

る。 

また、ユニット内の知財について分析を行うな

どして企業との連携研究に繋がるよう知財活用の強

化を図るとともに、部門全体の研究ポテンシャルを

生かした包括的な連携研究に向けた企業との意見交

換を進めて、民間資金獲得へもつなげていく。 

 

発 表：誌上発表115件、口頭発表201件、その他28件 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 
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エネルギー・環境新技術先導プログラム／ナノ半導体

材料の高度構造制御と革新低コスト半導体デバイスの

研究開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構 

未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発／小規

模研究開発／ワイヤレスセンサネットワーク用電源用

高性能有機系熱電材料・素子の研究開発 

 

文部科学省 科学技術人材育成費補助金 

卓越研究員事業 

 

経済産業省再委託 

熱可塑性複合材料の接合特性評価方法に関する国際標

準化 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

未来社会創造事業 

電子顕微鏡による接着メカニズムの解明 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

高移動度超薄膜材料の創出と化学ポテンシャル制御 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

新規メタン酸化反応用触媒の精密構造解析 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（さきがけ） 

伝導性ポリマーによる熱充電可能な電気化学セルの創

成 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（先端的低炭素化技術開発）

（ALCA） 

グラフェンライクグラファイトの構造解析 

 

国立大学法人筑波大学 

“平成30年度医療研究開発推進事業費補助金（橋渡し

研究戦略的推進プログラム） 

「オープンイノベーションの推進により世界のつくば

から医療の未来を加速開拓する事業」 

シーズ A“ 

脳虚血疾患治療のためのサイトカイン徐放性ナノ粒子

の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（S） 

単原子スペクトロスコピーの高度化研究 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

カーボンナノチューブによる褐色脂肪組織の近赤外光

造影 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

低次元材料の原子レベル物性評価手法の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

低次元材料の原子レベル物性評価手法の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

スマートナノバイオマテリアルの開発と口腔領域にお

ける臨床応用への展開 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

含ホウ素ナノ粒子による薬物送達と中性子捕捉療法を

組み合わせたがん治療法の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

3次元 Power supply on chip 用プラットフォームの構

築 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

カーボンナノチューブデバイスの高性能化とばらつき

低減技術の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

アパタイトナノ複合膜のレーザー迅速成膜による高機

能化歯面の構築と歯周治療応用 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

分子膜ナノチャンネル垂直配向集積化フィルターの創

製とタンパク質分離精製への応用 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

超高純度カーボンナノチューブを用いたタンパク質コ

ロナ形成機構の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

ナノシートを用いた新規二酸化炭素分離膜の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

有機太陽電池の電荷分離・再結合の統計理論 による

究明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

低加速電子線が誘起するナノ物質の局所構造変化の実

験的検証 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 
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切削工具への耐摩耗性膜成膜のための卓上型プラズマ

CVD 装置とプロセスの研究開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

気相中で形態制御された酸化物半導体ナノ粒子のガス

センサ応答の研究 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

クロストリジウム細菌生産毒素の分子認識機構の解明 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

Novel nanomaterials and hybrid soft contact lens 

for removing fluorouracil from the tear of cancer 

patients 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（C） 

無秩序化した有機ヘテロ界面を導く電子的および構造

的要因の解明 

 

科学研究費助成事業 特別研究員奨励費 

新規二次元物質複合体の微細構造と物性を関連付ける

その場測定の研究 

 

科学研究費助成事業 特別研究員奨励費 

電子線分光による二次元材料の光学特性測定 

 

科学研究費助成事業 特別研究員奨励費 

アパタイト成膜3次元足場材による場所特異的遺伝子

導入と血管を含む筋肉再生 

 

科学研究費助成事業 国際共同研究加速基金（国際共

同研究強化） 

機能性ナノ複合体を用いた生体内多次元細胞操作の創

製（国際共同研究強化） 

 

科学研究費助成事業 若手研究（A） 

低次元材料の原子レベル物性評価手法の開発 

 

科学研究費助成事業 若手研究（B） 

巨大分子の孤立化と精密制御による電子構造調和を活

かした光活性技術 

 

科学研究費助成事業 若手研究 

高感度単原子磁性検出法の開発 

 

科学研究費助成事業 挑戦的研究（萌芽） 

カーボンナノチューブを活用したタンパク質の高効率

リフォールディング 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（A） 

癌転移骨環境を空間的・時間的に制御する生体活性付

加カーボンの開発と安全性評価 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

スマートナノバイオマテリアルの開発と口腔領域にお

ける臨床応用への展開 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

含ホウ素ナノ粒子による薬物送達と中性子捕捉療法を

組み合わせたがん治療法の開発 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

3次元 Power supply on chip 用プラットフォームの構

築 

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

グラフェンを用いた硬／軟ハイブリッド基質によるヒ

ト間葉系幹細胞の分化誘導  

 

科学研究費助成事業 基盤研究（B） 

グラフェンを用いた硬／軟ハイブリッド基質によるヒ

ト間葉系幹細胞の分化誘導  

 

公益財団法人 日立地区産業支援センター    

平成30年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助

金）   

IoT デバイス故障解析用プラズマ精密深堀り装置の開

発    

 

一般社団法人つくばグローバル・イノベーション推進

機構     

イノベーション・エコシステム形成プログラム 

グラフェンの頭抜けた特性を実用製品として引き出し、

社会へ提供する    

--------------------------------------------------------------------------- 

CNT 機能制御研究グループ 

（CNT Function Control Group） 

研究グループ長：斎藤 毅 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 カーボンナノチューブ（CNT）は、1次元材料とし

て知られているものの中でも極めて微細で且つ化学的

に安定な、いわゆる“究極材料”である。優れた電気

的・半導体的・熱的な特性を有し、さらにクラーク数

が大きい元素（ユビキタス元素）である炭素から構成

されるため環境調和性も高い。CNT は現行材料では

実現困難な屈曲性や可撓性を有する透明導電膜や半導

体材料などとして、フレキシブルデバイスなどの幅広

い応用分野における実用化が期待されている。 そこ

で当グループでは、CNT の優れた特性を生かした各
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種デバイス応用の開発を目指して、①合成技術、分離

技術などの CNT 材料製造技術、②CNT を利用した

素材（薄膜、線材、複合材料など）を加工・製造する

ための種々の技術を開発し、CNT 産業応用の基礎的

基盤を確立するとともに、③各種 CNT デバイス応用

に関する技術開発など応用展開のための探索的研究開

発も併せて行う。得られた成果の学会発表や論文発

表・広報活動を行い、さらに技術移転などの橋渡し活

動をはじめとする産学官での連携・共同研究推進を通

じて、社会的ニーズが高い省資源・低コスト製造プロ

セスなどに資する研究開発を行い、最終的に CNT の

実用化達成を目指す。 

 

炭素系薄膜材料グループ 

（Carbon-Based Thin Film Materials Group） 

研究グループ長：長谷川 雅考 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 グラフェンおよびナノ結晶ダイヤモンド薄膜（ナノ

ダイヤ薄膜）を中心とした新しい炭素系材料の薄膜形

成技術を開発する。さらに構造、物性、機能などの評

価技術を合わせて開発し、真に工業的に魅力ある特性

を利用可能な形で引き出すための研究開発を実施する。

これらにより、機械的、化学的、電気的、熱的、光学

的な機能に優れ、環境に適合する炭素系薄膜材料を用

いた用途開発に貢献することを目的としている。独自

開発のプラズマを利用した気相化学蒸着法（CVD）

をベースに、高品質なグラフェンの大面積・高速形成

技術を開発するとともに、ロールツーロール合成法な

どの実用化に必須となる量産技術へと発展させる。さ

らに転写法など原子層膜のハンドリング技術を確立す

ることにより材料本来の魅力ある特性を存分に引き出

し、特徴ある用途へと結びつける。 

 

ナノ粒子機能設計グループ 

（Nanoparticle Functional Design Group） 

研究グループ長：川本 徹 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、多孔性配位高分子をはじめとする

機能材料をナノ粒子化し、材料の有する機能の改良お

よび新機能の発現を実現することで、有害・有用物質

回収などの資源・エネルギー技術を確立することを目

的としている。その目的のため、（1）多孔性配位高

分子などのナノ粒子化技術の研究開発、（2）ナノ粒

子を利用した有害・有用物質回収技術の研究開発、

（3）ナノ粒子を用いた電気化学素子による資源・エ

ネルギー技術の研究開発を進めている。（1）は、プ

ルシアンブルー型錯体や金属有機構造体のナノ粒子を

マイクロミキサーなどの手法を用いナノ粒子化を行う

とともに、組成制御なども行う。（2）は特に放射性

セシウム、アンモニアなどの回収技術の開発を進め、

農業用途への展開を進めている。（3）はエレクトロ

クロミック素子を利用した調光ガラス技術の研究開発

を行っている。 

 

ナノ粒子構造設計グループ 

（Nanoparticle Structural Design Group） 

研究グループ長：清水 禎樹 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループは、形態・寸法・結晶性に代表される構

造が精密に制御されたナノ粒子やナノシートの合成を

目指し、急激気相酸化、液中レーザー照射、マイクロ

波照射、超臨界、プラズマ照射、液中酸化などで創出

される特殊な反応場を利用した合成プロセス技術を開

発している。各技術の強みを活かして合成される、金

属―酸化物ハイブリッドナノ粒子、サブミクロン球状

粒子、立方体状ナノ粒子、二次元単層シートなどの実

用化に向けて、精密に構造制御するためのプロセス技

術高度化に取り組んでいる。さらに、合成粒子のデバ

イス応用に向けた検証や、実用化で求められる多量の

粒子合成実現に向けたプロセス技術の革新に取り組ん

でいる。 

 

ナノ薄膜デバイスグループ 

（Nanofilm Devices Group） 

研究グループ長：佐々木 毅 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、有機材料において世界最高レベル

の熱電変換性能を達成してきた技術ポテンシャルを基

に、省エネルギーに資する熱電変換材料など、エネル

ギー変換薄膜デバイスの応用をめざし、分子性薄膜や

高分子薄膜のナノスケールの構造制御や CNT などと

のハイブリッド化により、高性能な薄膜デバイスおよ

びデバイス材料の創出を目指している。具体的には1）

ナノ高分子薄膜の熱電変換デバイス、熱化学電池、ク

ロミックデバイスなど、機能性デバイスへの応用研

究；2）分子性薄膜の太陽電池など機能性デバイス応

用研究；3）省エネルギーに資するナノ薄膜デバイス

設計指針の理論的な提案と解析に取り組んでいる。 

 

ナノバイオ材料応用グループ 

（Nanobio Materials and Devices Group） 

研究グループ長：平塚 淳典 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ナノスケールの無機、有機、バイオ材料の、単独あ

るいは複合、コンポジットによるナノバイオ材料の開
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発とその応用技術を開発する。具体的には有機・無機

ナノチューブやナノ粒子、酵素や糖鎖などの基盤技術

を開発し、これらナノ材料とバイオ材料を組み合わせ

た、またはこれらを高度化したシステム、デバイス開

発を行う。 

 基盤技術開発として、再生医療用素材、DDS 用ナ

ノ薄膜・粒子の開発を目的とした、リン酸カルシウム

のナノコンポジットを開発する。また機能性化粧品、

貼付・装着型薬剤徐放デバイスなどの開発を目的とし

た、刺激応答性ナノカプセルを開発する。さらに生

体・食品・環境・災害対策用バイオセンサ、バイオ燃

料電池の開発を目的とした、生体素子・ナノ材料複合

素子を開発する。 

 応用技術開発として、美容・健康・医療での診断や

機能改善、食品衛生・環境保全・安全社会実現のため

のツールなど応用技術開発を目的とした、薬物輸送な

どデリバリーシステム、高度医用材料、高機能化成品、

生体・環境計測用センサデバイスなどを開発する。 

 

ナノ界面計測研究グループ 

（Nanoscale Interface Characterization Group） 

研究グループ長：久保 利隆 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ナノ材料の開発において、その構造・物性・機能を

明らかにするための高度計測技術の重要性は高い。今

日、材料開発だけでなく、そのデバイス応用に向けた

複合化・システム化の各段階においては、ナノ加工技

術や異種界面制御技術の確立も必要不可欠となってい

る。これらの要素技術を積み上げ、先端計測技術開発、

ナノ材料の精密加工制御をおこない、社会に必要とさ

れるデバイス開発を目指す。具体的には、産総研の目

指す橋渡し事業を進めるため、計測・加工・界面制御

の分野から貢献をする。そのためには、我々の持つポ

テンシャルをさらに高め、「（1）高度計測技術開発と

その材料評価への適応」を進める。ナノレベルの構

造・元素解析のための電子顕微鏡をはじめとする各種

顕微鏡や和周波発生分光法などの各種分光装置を用い、

材料における界面状態や物性を評価し、そこから得ら

れるデータから、ナノ材料に必要とされる物性・構

造・高機能化に資する知見を得る。また出口実用を見

据えたナノ材料のシステム化・デバイス化を行うため、

同時進行で、「（2）ナノ加工技術・異種界面制御技術

開発」を進める。（1）の項目と密接に連携をし、ナ

ノ材料の持つ機能性発現メカニズムを解明しながら、

プラズマやマイクロ波を用いて、材料の持つ物性や構

造を制御し、目標とする材料になるよう作り込みを行

う。また一部にスマートセンシング技術を融合させる

事により、異分野融合型の安心・安全・快適な社会に

必要とされるデバイス開発を目指す。 

電子顕微鏡グループ 

（Electron Microscopy Group） 

研究グループ長：越野 雅至 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、電子顕微鏡技術を用いた計測技術

のさらなる高機能化・高性能化の実現を目指すととも

に、計測評価技術によって社会のニーズに応える情報

をフィードバックする。界面での原子レベル解析が求

められる接着の原理や剥離の化学機構の本質を微細構

造評価技術により解明し、素材および製品開発に反映

する研究を進める。一方、計測技術の開発においては、

低次元物質、原子や分子などの挙動を高速・高感度で

捉えるための最先端計測評価技術を開発する。特に、

従来の電子顕微鏡よりも低加速、高分解能、高感度な

イメージングとその電子状態解析技術を生かし、形態、

界面、欠陥などの構造情報や組成、元素分布、化学結

合情報を原子レベルで解析し、物質の機能や科学現象

の解明に貢献する。これら評価技術を駆使したナノス

ペース科学の構築とそれを制御した新機能発現とその

応用を目指した研究開発を行う。また電子顕微鏡内で

の化学反応の素過程の観察や単分子の構造解析など、

化学・生物分野への電子顕微鏡解析手法の展開を図る。

新しい収差補正技術の確立、単色化技術の応用および

新規電子顕微鏡法を開発するとともに、試料作製技術

などの発展にも貢献する。 

 

⑤【無機機能材料研究部門】 

（Inorganic Functional Materials Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：松原 一郎 

副研究部門長：藤代 芳伸、赤井 智子 

総括研究主幹：加藤 且也 

 

所在地：中部センター、関西センター 

人 員：54名（54名） 

経 費：650,288千円（259,607千円） 

 

概 要： 

 わが国の製造産業は、二酸化炭素排出量の削減、資

源制約の緩和、高付加価値製品の開発、製品開発のス

ピードアップ、エネルギー・環境関連製品の製造力強

化、メンテナンス・アフターサービスの強化、少子高

齢化の中での技術技能の継承などの課題に直面してい

る。 

当研究部門では、領域ミッションにおける、新素材を

実用化するための技術開発として、新たなものづくり

技術を牽引する、無機系機能材料の高度化と橋渡し研

究の積極的な推進に注力する。そのために、無機系新
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素材の創製とスケールアップ製造技術および部材化技

術を開発し、耐環境性および信頼性に優れた各種の産

業部材を提供する。 

 具体的には、第4期の研究開発の方向として、＜1

＞新機能粉体の創成およびそのスケールアップ製造技

術を開発する。それにより、新機能粉体の実用化を実

現する。また、＜2＞新素材のバルク組織化技術を開

発する。それにより、耐環境性および信頼性に優れた

エネルギー・環境部材やヘルスケア部材を提供する。 

これらの中長期目標・計画を達成するために、以下の

3つの戦略課題を設定し推進する。 

① 無機系新機能粉体合成と高効率製造技術の開発 

 セラミックスや金属などの無機系新素材（機能粉体

など）を主対象とし、新機能を発現・付与するための

メカニズムの実証、合成技術の確立、量産化技術の開

発により、実用化を図る。 

② 高次機能部材化および集積技術の開発 

 セラミックス粒子材料による構造制御や高機能集積

化を行い、無機材料の特徴である高温対応の機能性部

材を創製し、エネルギー・環境関連のデバイスの耐環

境性と信頼性を向上させ、光エネルギーを利用した高

次機能化のための基盤技術を開発する。 

③ 機能融合部材化技術の開発 

 ガラス材料やハイブリッド材料を主対象とし、部材

化に必要な精密成型、高度加工による形状賦与技術の

確立、最適材料の組み合わせ技術、材料界面の制御技

術、材料複合化プロセスの構築により、実用化レベル

の部材創成と高度利用のための基盤技術を開発する。 

新たなものづくり技術を牽引する無機機能材料に関し

て、2018年度は以下の研究開発を重点的に推進した。

特に、新たな無機機能材料技術の開発を最重点課題と

して、その展開を強力に推進するために、材料関連の

民間企業との連携での集中研究体制や公的資金研究で

のプロジェクト推進体制の構築を図った。 

 

橋渡し研究（前期）として、リン酸カルシウムとの複

合化粒子を用い、セルロースナノファイバー上へのシ

ェル形成の確認と、シェル形成が及ぼす耐熱性向上へ

の効果などを確認した。カチオン移動型電池（硫化物

系全固体電池）の新たな原料作製技術を試み、放電容

量が既存材料より高く（70 %UP）、ワンバッチ当た

りの合成収量が30 g となる合成技術を開発した。燃

料利用率の向上などにより発電効率の向上（>70 %）

が見込める、新規プロトン伝導型固体酸化物形燃料電

池（PCFC）のセル作製技術として、産総研で開発し

た拡散焼結法を用いた難焼結性のペロブスカイト型

BaZrO3系材料の低温域での焼結技術に成功し、50 

cm 角程度の大型かつそりが少ないスタッキング可能

な実用セルの開発が可能となった。また、セルの強度

も発電性能としても理論的な電位に近い開回路電位と

なり、700 ℃において、16 cm2のセルで10 W/枚の出

力（世界最高性能）のセル化技術を開発した。超高表

面積化による触媒性能向上を実証するため、両親媒性

有機分子を利用した多孔化技術を駆使した触媒担体な

どの精密合成を進め、アルミナに関しては、世界最高

レベルの高表面積（540 m2/g 程度）を示す多孔質ア

ルミナ粉体の合成に加え、反応ガスの拡散性向上に有

利になる大孔径化も実現した。さらに、両親媒性有機

分子を利用したメソスケールでの精密な構造制御と有

機助剤の適度な可溶化による繊細な孔径制御を融合し、

高表面積化が実現できることを明らかにした。 

 

橋渡し研究（後期）へ向けた取り組みとして、チタン

酸バリウムナノキューブの量産化技術については、企

業連携により、パイロットスケールでの製造技術の開

発に取り組み、50 L 大容量合成の実施ならびにその

再現性を確認した。リモデリング生体材料の開発（冠

ラボ研究課題）では、候補材料を用いた緻密膜の調製

に係わる研究開発を行い、湿潤状態でヒト組織と同等

程度の機械的強度を有する材料の開発に成功した。ま

た、電界紡織法による多孔質シートの開発を並行して

進め、多孔質膜シートの強度を大幅に向上する手法を

確立した。モバイル型呼吸代謝モニタリングシステム

の製品化に向けて、小型高温センサを用いたセンサア

レイ計測および解析技術の開発を実施し、白金電極の

表面凹凸を増加させることで、センサ抵抗変化量を

4.6 %から8.6 %へと87 %向上させた。また、車内空

気質モニタリングシステムの製品化に向けて、ニオイ

ガスセンサシステムの開発を実施し、ワイヤレス制御

ポータブルセンシングシステムで食品のニオイ検知を

実現した。さらに、CNT の紡糸技術を検討し、従来

の7倍の速度で連続紡糸する技術を見出した。 

 

目的基礎研究の推進として、立方体形状をしたサイズ

と形状の分布の小さなチタン酸バリウムナノキューブ

からなる配列集積膜が単結晶よりも大きな誘電率を示

し、その特異な誘電特性が高品質単結晶のナノキュー

ブ自体とナノキューブ間の界面で生じた歪に起因する

ことを実験的および計算科学的に明らかにし、飛躍的

性能を発現する誘電デバイスの基本的原理を確認して

きた。高 Li イオン伝導性金属酸化物材料として知ら

れるガーネット型リチウムランタンジルコネート

（LLZ）の低温合成技術の検討と、自己フラックス法

での低温焼結技術を検討し、焼成雰囲気制御による結

晶粒子表面付近の液相化を制御し750 ℃域での比較

的緻密なシート電解質の製造に成功した。二酸化炭素

と水を同時に電気分解する共電解技術として、メタン

合成でのメタン合成比率が高く、廃熱有効利用が可能

（90 %）のエネルギー効率のシステムを提案し、外

部電位制御によるセルの三相界面の反応過電圧を制御
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することによりメタン転換制御が可能な新規電気化学

触媒とその反応メカニズム（非ファラデー電気化学的

活性効果：NEMCA）での反応場を、高温でのガス流

通可能な走査型プローブ顕微鏡での直接計測に成功し

た。ガラス中に蛍光、蓄光機能を有する組成を導入し

た新規なガラスの開発として、太陽電池波長コンバー

ターや屋外常夜灯としての実用化を目指した。蓄光―

ガラス複合体については、複合するガラス組成と焼成

プロセスを改善することで透過率向上を図ることがで

き、複数枚重ねあわせることで、1時間後の残光輝度

が250 mcd/m2まで向上させることができた。また、

アップコンバージョン用ガラスについては、オキシフ

ッ化物ガラスを組成設計することで、その内部に Er

をドープしたナノ結晶を析出した透明ガラスを作製す

ることができ、良好なアップコンバージョン特性を有

することを見出した。 

 

戦略課題：  

・「無機系新機能粉体合成と高効率製造技術の開発」 

・「高次機能部材化及び集積技術の開発」 

・「機能融合部材化技術の開発」 

萌芽研究： 

・「アモルファス状態を経由した固溶限界を超えた新

規な無機機能材料の低温合成」 

・「混合伝導パスを内包した全固体電池用電極材料の

開発」 

 ・「自発的に形成されるガラスの局所構造の設計に

よるアップコンバージョンガラスの開発」 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

・「材料焼結技術の基盤拡充による企業連携の拠点機能

強化」 

・「陶磁器製洋食器の食器洗浄に対する耐久性試験法」 

外部資金： 

経済産業省中小企業庁 

戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業） 

・「単一の測定装置による熱電3物性値の同時計測可

能な方法の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO） 

エネルギー・環境新技術先導プログラム 

・「ナノクリスタルエンジニアリングによる材料・デ

バイス革新」 

・「超高変換効率新規プロトン導電デバイスの開発」 

未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発 

・「低温排熱の有効活用に向けたパターニング熱電デ

バイス」 

次世代ロボット中核技術開発 

・「革新的ロボット要素技術分野／可塑化 PVC ゲル

を用いたウエアラブルロボット用ソフトアクチュエ

ータの研究開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会（JSPS） 

科学研究費助成事業（科研費） 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

・「イオン交換膜が実現するソフトロボットのモーシ

ョンコントロール」 

・「理論と実験の協奏的アプローチによる複合スピン

励起子変換制御」 

基盤研究（B） 

・「全固体電池における力学・電気・化学的因子相互

作用機構の解明とその応用」 

・「リチウムの循環利用による環境調和型白金族回収

システムの構築」 

・「呼気ガスセンシングによる病状診断と予測アルゴ

リズム開発」 

・「自己センシング高分子人工筋肉の開発と物理原理

に基づく制御指向モデリング」 

・「酸化物ガラスにおける弾性特性とガラス構造との

相関」 

・「一重項・三重項エキシトンの生成・輸送・変換に

基づく開殻非線形光学分子系の創成」 

基盤研究（C） 

・「空中駆動する透明導電性高分子・ナノカーボンハ

イブリッドアクチュエータの研究」 

若手研究 

・「イオン導電性アクチュエータ駆動型調節可能眼内

レンズの開発」 

若手研究（B） 

・「次世代圧電デバイスに向けた単結晶ナノキューブ

コンポジット三次元配列集積体の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST） 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

・「新規固体酸化物形共電解反応セルを用いた革新的

エネルギーキャリア合成技術（キャリアファーム共

電解技術）の開発」 

先端的低炭素化研究開発（ALCA） 

・「カルノー効率の60 %に達する廃熱回生熱音響シス

テム／熱音響機関の音場制御とエネルギー変換の実

測」 

・「リチウム空気二次電池の基盤技術開発／セラミッ

クスセパレータ技術の開発」 

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 

シーズ育成タイプ 

・「耐熱性-アルミナを用いた高性能 Ni 触媒の開発

応用」 

産業ニーズ対応タイプ 

・「ナノブロック高次秩序化による配向性ナノ構造体
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の開発と表面ドーピングによる高機能化」 

・「単結晶ナノキューブの自己組織化を利用した新成

形技術の開発」 

・「レイヤード結晶シェルによる“単一結晶面粒子”

の創製とその超精密機能化」 

試験研究タイプ 

・「呼気酸素をリアルタイムに計測する半導体式酸素

センサの開発」 

 

静岡県 先端企業育成プロジェクト推進事業 

・「ポイントオブケア診断用呼気アルコール検知ユニ

ットの開発」 

佐賀県 リーディング企業創出支援事業 

・「次世代蓄電池用セラミック電解質基板の量産プロ

セス適合技術の開発」 

自動車用内燃機関技術研究組合    

・「SCR／DPF 触媒の現象（反応／劣化）解明とモデ

ル改良研究における SCR 触媒劣化モデル研究」 

 

国立大学法人筑波大学 

平成30年度医療研究開発推進事業費補助金（橋渡し研

究戦略的推進プログラム） 

・「高分子アクチュエータ駆動による調節可能眼内レ

ンズのためのオートフォーカスシステム」 

 

発 表：誌上発表113件、口頭発表282件、その他44件 

--------------------------------------------------------------------------- 

テーラードリキッド集積グループ 

（Tailored Liquid Integration Group） 

研究グループ長：松原 一郎 

（中部センター） 

概 要：  

今後の高度情報化社会の進展、環境調和型社会の持

続的発展のためには、電子機器や医療用機器に対して

極めて高性能な電子部材・機能部材が必要となる。当

グループでは、これら部材開発に資する無機系新機能

粉体合成、高効率製造技術開発などの無機系機能材料

の高度化に関する研究、およびこれら粉体などの評価

技術の高度化に関する研究を担当する。特に、溶液化

学をベースとし、機能発現ユニットの合成技術、溶液

反応を経由したナノ～マイクロ領域の構造形成技術、

さらに原子～ナノレベルでの高度な構造評価技術に関

する研究開発を実施し、産業技術基盤と国際競争力の

強化を図る。具体的には、金属酸化物ナノクリスタル

の合成・集積化・接合に関する基盤技術の開発、誘電

／蓄電デバイスの高性能化、高分散性酸化物微粒子を

使った構造発色技術の開発、高分解能 TEM およびチ

ップ増強ラマン散乱によるナノ材料の高度評価技術の

開発などを実施した。また、多様な外部機関との連携

を通して、開発した材料のバリューチェーン強化や産

業応用の可能性を検討した。 

 

粒子機能化技術グループ 

（Particle Functionalization Group） 

研究グループ長：永田 夫久江 

（中部センター） 

概 要： 

当グループでは、セラミックスを始めとする無機系

粒子の合成・機能化・デバイス化技術を確立し、安心

安全や生活環境改善に資する機能性部材を提案するこ

とをミッションとしている。2018年度は、「テーマ1 

多孔性無機粒子の合成技術と機能化技術の開発」およ

び、「テーマ2 ヘルスケア部材用無機有機ハイブリ

ッド粒子の開発と機能解析」に重点を置いて研究を展

開した。テーマ1では、多孔質セラミックス粒子の表

面処理を行い、タンパク質の吸着特性について評価を

行った。その結果、特定のタンパク質のみを吸着し、

分離・精製することが可能な新規セラミックス粒子の

開発に成功した。テーマ2では、新規な無機有機ハイ

ブリッド粒子として、ペクチンとリン酸カルシウム粒

子を混合することで、タンパク質を選択的に吸着する

複合粒子を開発することに成功した。またペクチンの

量を制御することで、タンパク質の吸着特性を大きく

コントロールすることができる材料であることが分か

った。 

 

電子セラミックスグループ 

（Electroceramics Group） 

研究グループ長：増田 佳丈 

（中部センター） 

概 要：  

電子セラミックスを中心として、新規セラミックス

ナノ材料の創製・機能開拓からガスセンサなどのデバ

イス開発までを行っている。具体的には、セラミック

スナノ材料の形態制御、白金代替高温導電性酸化物の

開発、バルク応答型ガスセンサ材料の開発、VOC・

呼気・皮膚ガス・室内ガスなどを対象としたガスセン

サの開発、センサアレーおよび機会学習を用いたニオ

イなどの識別技術の開発、熱電発電モジュールの開

発・実用化などを進めている。 

ガスセンサ開発においては、生活空間のニオイモニ

タリング技術についてプレス発表を実施した。開発し

たセンサアレーは、これまでに産総研が開発したバル

ク応答型センサと一般的な半導体式センサとを組み合

わせた小型のセラミックスセンサアレー素子である。

原理的に湿度の影響を受けにくいバルク応答型センサ

を加えたため、これまで難しかった高湿度下でのニオ

イの識別能力が飛躍的に向上した。センサアレーの信

号を機械学習の一種である主成分分析（PCA）で解

析して、多湿環境下で複数のニオイを識別できた。空
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間の環境に依存せずニオイを識別できる技術として、

閉鎖空間の快適性向上に資すると期待できる。 

熱電変換技術においては、Fe2VAl 系について、導

電性異種材料とのナノ複合化が熱伝導率の優先的な低

減に有効であることを実証した。厚膜印刷熱電素子の

作製に向けて SrTiO3の熱電性能の検証を行い、バル

ク焼結体において元素置換や酸素量制御により従来の

報告値を上回るパワーファクタ2 mW/mK2を得た。 

 

機能集積化技術グループ 

（Functional Integration Technology Group） 

研究グループ長：藤代 芳伸 

（中部センター） 

概 要： 

全固体電池の部材技術の開発では、研究目的基礎研

究の推進として、酸化物全固体シート・プロセス技術

の開発にて、高 Li イオン伝導性金属酸化物材料とし

て知られるガーネット型リチウムランタンジルコネー

ト（LLZ）の低温合成技術の検討と、自己フラックス

法での低温焼結技術を検討し、焼成雰囲気制御による

結晶粒子表面付近の液相化を制御することにより、

750 ℃域での比較的緻密なシート電解質の製造に成

功した。また、領域間連携での AIST 金属酸化物全固

体電池アライアンスの下、常温付近で作動する産総研

全固体シート電池の具体化を目指し、セラミックスシ

ート電解質の800 ℃以下での低温焼成と波型の電解

質シートや界面制御などの試作に成功した。また、橋

渡し前期として、カチオン移動型電池（硫化物系全固

体電池）の新たな原料作製技術を試み、放電容量が既

存材料より高く（70 %UP）、ワンバッチ当たりの合

成収量が30 g となる合成技術を開発した。  

電解・物質合成電気化学セルの開発では、橋渡し前

期として、再生可能エネルギーを活用し、セラミクス

電気化学セルを用い、二酸化炭素と水を同時に電気分

解する共電解技術として、メタン合成でのメタン合成

比率が高く、廃熱有効利用が可能（90 %）のエネル

ギー効率のシステムを提案し、外部電位制御によるセ

ルの三相界面の反応過電圧を制御することによりメタ

ン転換制御が可能な新規電気化学触媒とその反応メカ

ニズム（非ファラデー電気化学的活性効果：NEMCA）

での反応場を、高温でのガス流通可能な走査型プロー

ブ顕微鏡での直接計測に成功した。次世代燃料電池の

開発において、橋渡し前期として、燃料利用率の向上

などにより発電効率の向上（＞70 %）が見込める、

新規プロトン伝導型固体酸化物形燃料電池（PCFC）

のセル作製技術として、産総研で開発した拡散焼結法

を用いた難焼結性のペロブスカイト型 BaZrO3系材料

の低温域での焼結技術に成功し、50 cm 角程度の大型

かつそりが少ないスタッキング可能な実用セルの開発

が可能となった。また、セルの強度も発電性能として

も理論的な電位に近い開回路電位となり、700 ℃に

おいて、16 cm2のセルで10 W/枚の出力（世界最高性

能）のセル化技術を開発した。 

 

物質変換材料グループ 

（Materials for Chemical Transformation Group） 

研究グループ長：木村 辰雄 

（中部センター） 

概 要： 

当研究グループでは、革新的な機能発現と耐環境性

や信頼性を両立させた産業部材の製造技術開発に向け

て、ナノ粒子設計、界面設計、ナノ複合化、精密多孔

化などの各種ナノ構造制御技術を駆使した触媒材料或

いはその利用技術の高度化を推進している。研究テー

マの方向性や目標は、企業ニーズを意識するとともに、

資源制約や需給ギャップなどの社会情勢の変化を反映

させながら、適切かつ柔軟に設定し、触媒作用や吸着

現象を原子・分子レベルで理解、更にはその場観察技

術を組み合わせることで、効果的な機能設計や触媒性

能の最大化を目指している。具体的には、排ガス浄化

などに用いられる触媒材料の高機能化、資源回収に資

する材料など技術開発に関する研究を推進している。 

 

高機能ガラスグループ 

（Advanced Glass Group） 

研究グループ長：赤井 智子 

（関西センター） 

概 要：  

当グループでは、機能性ガラスおよびその先端加工

技術を開発し、電子・情報、エネルギー関連の新規デ

バイスの開発や高性能化を目指している。具体的には、

ガラスの精密プレス成型による新規な光学素子、太陽

電池の高効率化を目指した蛍光ガラス材料、屋外での

夜間光源を目指した高輝度蓄光ガラスなどの各種の機

能性ガラスの開発に取り組んでいる。 

2018年度は、ガラス先端加工技術については、安

全検知、セキュリティー、産業計測などで今後ニーズ

の高まると考えられる赤外線透過ガラスの成型加工に

注力し、反射防止構造を表面に加工することに成功し

た。また、蛍光ガラス材料については、ガラスの組成

設計を行うことで、Er を高濃度に含むオキシフッ化

物ナノ結晶化ガラスを開発し、アップコンバージョン

発光を確認した。 

 

機能調和材料グループ 

（Integrated Functional Materials Group) 

研究グループ長：舟橋 良次 

（関西センター） 

概 要： 

当グループでは、製膜技術、接合技術を駆使し、光
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－エネルギー変換ならびに熱電変換機能を有する高次

構造材料の集積化を行い、電気や水素などの高品位エ

ネルギーを産生する部材の創製を行っている。 

2018年度は光－エネルギー変換材料として、有機

色素を粒状 Pt/TiO2上に吸着させた増感型光触媒を用

いて水中犠牲剤共存下、可視光域で溶存酸素に妨害さ

れない水素生成に成功した。応用展開として、排水中

の難反応成分の分解にも粒状光触媒が有効であること

を見出した。アップコンバージョン材料の開発として、

迅速乾燥キャスト法を適用して得られた近赤外励起の

固体試料のアップコンバージョン過程のメカニズムに

ついて、各種時間分解分光法を用いて調べ、その発光

量子収率を支配している過程を明らかにすることに成

功した。熱電発電装置の開発では、700 ℃で10,000

時間連続発電に成功した。空冷式発電ユニットを実際

の工業炉に取り付け、一年以上にわたって発電試験を

行った。体熱発電に向け、フレキシブルモジュールを

試作し、20 mV の発電を実証した。 

 

ハイブリッドアクチュエータグループ 

（Hybrid Actuator Group） 

研究グループ長：安積 欣志 

（関西センター） 

概 要：  

当グループでは、金属あるいは炭素系ナノ粒子と高

分子の制御されたハイブリッド構造による高性能なア

クチュエータ材料を研究開発し、医療福祉機器を中心

としたさまざまな分野への応用を行う。すなわち、高

分子の軽量性、加工性にナノ材料の高機能性を兼ね備

えた、従来にないソフトでフレキシブルな高性能アク

チュエータあるいはセンサーの開発を行うことにより、

携帯性がありウェアラブルなデバイスを開発し、さま

ざまな分野への応用を目指す。2018 年度は、ナノカ

ーボンとイオン液体の複合電極による電気駆動高分子

アクチュエータに関する材料の最適化開発と駆動メカ

ニズムの解明、および、印刷法などによる大面積化お

よび積層法のプロセス開発を進めた。また、金属ナノ

粒子と高分子が複合化されたイオン導電性高分子を用

いたソフトアクチュエータによる白内障治療用の医療

デバイスの開発とアクチュエータの逆応答を利用した

ソフトメカニカルセンサーの開発を行った。また、ナ

ノカーボンを用いた軽量電線の開発を企業と共同研究

し、より高い導電率を示すナノカーボン糸を開発する

ことに成功した。これらの開発をもとに、今後、マイ

クロポンプや能動カテーテルなどの医療デバイスや触

覚センサーなどの新しい情報機器への応用展開を進め

ていく。また、これらデバイスの制御回路や構造材料

との一体化技術の開発などにより、ウェアラブルロボ

ットによるアシスト技術の開発などを進めることで高

福祉社会に貢献する。 

⑥【構造材料研究部門】 
（Structural Materials Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：吉澤 友一 

副研究部門長：重松 一典 

 

所在地：中部センター 

人 員：48名（48名） 

経 費：535,783千円（279,292千円） 

 

概 要： 

構造材料研究部門では、省エネルギー社会の構築に

貢献するため、輸送機器の軽量化による輸送エネルギ

ーの削減、住宅やオフィスといった生活環境などにお

ける比較的低い温度領域での熱制御、あるいは、工場

やデバイスなど産業分野で使われる比較的高い温度領

域での熱制御のための材料の研究開発を中心として行

っている。すなわち、1）軽量構造材料などの設計技

術やプロセス技術を活用した輸送機器の軽量化に貢献

する構造部材の開発、ならびに2）さまざまな利用環

境に適した熱制御構造部材の開発を行う。第1の課題

においては、材料創成・加工・評価技術を活用した信

頼性の高い軽量構造部材の開発を行うとともに、実用

化に向けた部材化技術、プロセス技術の開発、信頼性

評価を行い、第2の課題においては、生活環境から工

場までのそれぞれの温度領域で熱エネルギーを制御す

る材料を組織や構造を制御することによって開発する

とともに、実用化に向けた部材化技術、高信頼化技術、

プロセス技術の開発を行う。 

 2018年度において、重点的に推進したテーマは下

の通り。 

① マグネシウム合金やアルミニウム合金などの軽

量金属、および無機／樹脂複合材料の設計やプロセス

の開発、信頼性技術に関する研究開発を行った。特に

アルミニウム合金並みの特性を有するマグネシウム合

金の開発、アルミニウム合金の凍結鋳造型の高度化、

電析技術によるバルクナノメタル技術、マイクロ波を

利用したリサイクル炭素繊維の利用技術の研究を推進

した。部材のマルチマテリアル化に伴う信頼性評価手

法の開発を行った。 

② 日射や熱の透過性を制御する窓材料において、

調光ミラーやサーモクロミックシートなどの研究開発

を推進するとともに、液晶を使った調光材料に関する

研究を行った。また、高温での熱伝導性や断熱性など

熱制御性に優れたセラミックスの製造・評価に関する

研究開発を進め、セラミックスの3D 造形技術、セラ

ミックス・金属の接合技術、高気孔率と強度を両立す

るセラミックス、高熱伝導率を有するセラミックスの

開発を進めた。 
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また、材料研究の基礎をなす表面改質技術、再生可

能資源の代表である木質材料の成形加工法の研究、材

料評価に関するさまざまな技術の研究開発を進めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「革新的

設計生産技術 高付加価値セラミックス造形技術の開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト」 

 

株式会社野村総合研究所 

エネルギー使用合理化国際標準化推進事業（省エネルギ

ー等国際標準開発（国際標準分野））「ファインバブル技

術に関する国際標準化・普及基盤構築」 

 

静岡県 

「水素可視化シートの低コスト製造技術の開発と高機能

化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「種々の改質剤を導入した木質素材への電磁波照射・分

子振動励起による変形能向上と応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「双晶形成に基づく集合組織変化を活用した易成形性マ

グネシウム合金の創出」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「コレステリック液晶材料の螺旋構造制御による温度駆

動型調光フィルムの開発」 

独立行政法人日本学術振興会 

「生体材料インターフェイスにおける末梢概日リズムの

可逆性分子機構の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「ミリ波帯における超低損失コンポジット誘電体の材料

設計指針の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「時効析出を活用したマグネシウム合金板材の深絞り成

形性向上」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「セラミックスと高エントロピー合金の複合化による新

規高温硬質材料の創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「共晶融解溶媒によるアルミニウム合金電析技術の開

発：不活性ガス雰囲気からの脱却」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「機械振動付与による非平衡初晶晶出メカニズムの解明

とリサイクルプロセスへの応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「CVD 技術による傾斜機能性ダイヤモンド粉体の創製

と焼結原理の構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「木材の化学処理と熱処理のツーステップ処理による寸

法・物性安定化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「超高圧合成法と量子ビームによる材料評価を活用した

新奇酸窒化物の創成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「高強度レーザー反応場を利用した高次ナノ構造の高速

化学気相析出」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

「炭素系薄膜を用いた高効率・高耐久性の高速横滑り型

摩擦発電システムの開発」 

 

公益財団法人名古屋産業振興公社 

戦略的基盤技術高度化支援事業「ロボット摩擦重ね接合

法（FLJ）による金属／CFRP の直接異材接合の製品化

に向けた最適制御を伴う高機能ロボット FLJ システム

の研究開発」 

 

公益財団法人中部科学技術センター 

戦略的基盤技術高度化支援事業「潤滑性、耐久性に優れ

たメカニカルシール用部材の開発」 

 

公益財団法人三重県産業支援センター 

戦略的基盤技術高度化支援事業「3次元立体・複雑形状

と傾斜機能を具備する木質複合部材の開発とイス座面へ

の適用」 

 

発 表：誌上発表92件、口頭発表174件、その他49件 

--------------------------------------------------------------------------- 

軽量金属設計グループ 

（Light Metal Design Group） 

研究グループ長：吉澤 友一 

（中部センター） 

概 要： 

 軽量金属材料の一次成形プロセスに関する研究とし

て、マグネシウム合金の加工熱処理プロセスに関する
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研究、マグネシウム合金の信頼性（疲労特性・耐食性）

評価に関する研究を主に実施した。 

 マグネシウム合金の加工熱処理プロセスに関する研

究では、産総研で開発した優れた強度と延性のバラン

ス有する難燃性マグネシウム合金（Mg-Al-Ca 系合金）

を用いて複雑構造部材を作製することを企業と共同で

検討した。その結果、開発した合金を用いてオールマ

グネシウム性鉄道車両部分構体（1/1スケール、長さ1 

m）を製造することに成功した。 

難燃性マグネシウム合金の疲労特性評価に関する研

究では、各種合金（FSW 継手など）の疲労特性を平

面曲げ疲労試験などで評価し、組織（第2相粒子や集

合組織の形成）や継手形状が疲労特性に及ぼす影響を

明らかにした。また、腐食特性評価に関する研究では、

難燃性マグネシウム合金の主要添加元素（アルミニウ

ム）の濃度が耐食性に及ぼす影響を明らかにした。 

 

軽量部材鋳造技術グループ 

（Light metal casting process Group） 

研究グループ長：尾村 直紀 

（中部センター） 

概 要： 

 アルミニウム合金を中心とした軽量金属材料の高性

能化に資する技術開発として電磁撹拌プロセスによる

鋳造組織微細化技術の高度化に取り組んだ。2017年

度、角型断面を有するいわゆるスラブへの適用可能性

について検討を行い、角部に未微細化領域が存在する

ものの、大部分の領域において円形断面のビレット同

様微細化可能であることを明らかとした。2018年度

は、断面のアスペクト比・角部半径が未微細化領域サ

イズに及ぼす影響について検討を行った。角部半径0

の場合、断面のアスペクト比が2以下であれば、未微

細化領域はほぼ見られないが、それ以上になると角部

において微細化の不十分な領域が発生し、その領域は

アスペクト比が大きくなるほど大きくなることを明ら

かとした。一方、角部に半径を設けることで未微細化

領域を減らすことが可能であり、角部半径がスラブ厚

さの半分となる場合には、断面アスペクト比4であっ

ても、未微細化領域の無い健全な試料を得ることが可

能であった。 

新しい産業を創出するための萌芽研究として、電析

プロセスの高度化に取り組み、電析ニッケル合金の耐

熱性向上においてタングステンの添加が有効であるこ

とを明らかとした。さらに、部門の戦略課題を支える

共通基盤技術として、顕微インデンテーション計測シ

ステムの更なる高度化について取り組んだ。 

 

無機複合プラスチックグループ 

（Inorganic-based plastics Group） 

研究グループ長：今井 祐介 

（中部センター） 

概 要： 

 次世代の輸送機器などにおいて、軽量性・高機械特

性、高機能性に優れた軽量構造材料が注目されている。

当研究グループは、機能性に優れたセラミックス、カ

ーボンなどの無機材料と軽量性・成形性に優れた樹

脂・プラスチックの異種材料を複合化するためのプロ

セス技術および先進複合材料の創製に関して研究開発

を遂行し、無機材料の特性を最大限に引出した軽量複

合材料の開発および新規な製造プロセス技術の構築に

取り組んでいる。2018年度は、軽量複合材料として

注目されている炭素繊維強化プラスチック（CFRP）

の高速成形へのマイクロ波プロセスの適用に向けて、

マイクロ波チャンバの導波管形状に対する電界分布の

シミュレーションを行った。導波管とチャンバの形状

の適切な組み合せにより、角板状 CFRP 試験片の端

部の局所過熱を回避し、サンプル中央部からの均一加

熱が可能であることを確認した。得られた知見を元に、

引き続き、半波長よりも大型の CFRP の均一加熱を

行うための装置設計上の課題抽出を進めている。また、

普及が進む CFRP のリサイクルへ向けた技術開発の

一環として、短く破断された状態で回収される CF を

機械特性に優れた CFRP に再生するためのプロセス

の検討を行った。短い CF が一軸配向された CFRP

を混練押出機により製造するための口金冶具を開発し

た。開発した口金冶具で繊維を配向させることによっ

て、繊維を配向していない CFRP と比較して2倍の機

械特性と1,000倍の耐疲労特性を有する再生 CFRP を

実現した。また、リサイクル炭素繊維の評価技術の開

発を進めている。 

 

光熱制御材料グループ 

（Light and heat control material Group） 

研究グループ長：山田 保誠 

（中部センター） 

概 要： 

 省エネルギー効果の大きい窓ガラス材料として、ガ

スクロミック調光シート・ガラス、ナノ粒子を用いた

サーモクロミックシート、液晶を用いた新規調光ガラ

スの研究を行なった。調光ミラーの研究においては、

企業と共同で実用サイズの調光ミラーシートをスイッ

チングするための水素・空気の導入システムの開発を

進めている。また、湿式法で作製する WO3系調光ガ

ラスに関しては、開発した良好なガスクロミック特性

を示す調光膜を常温・大気中で作製できる前駆体液を

用い、大面積化への研究開発を進めた。さらに、ポリ

マーや金属錯体などを用いた新規なクロミック材料に

関して研究を行い、2段階変化の材料の開発や大面積

化を進めた。サーモクロミックガラスについては、ナ

ノ粒子の高速合成法の開発と特性の更なる向上を行っ
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た。液晶を用いた新規な調光ガラスの研究では、液晶

の相転移を用いた熱応答型光制御素子の調光幅の向上

を行った。 

  

材料表界面グループ 

（Advanced Surface and Interface Chemistry Group） 

研究グループ長：穂積 篤 

（中部センター） 

概 要： 

 当グループは、部門の重要課題の一つである「基盤

的技術開発」の中で、二酸化炭素排出量の削減に貢献

する、物質の流動性を制御する表面改質技術の開発に

取り組んでいる。主として、ウエット／ドライプロセ

スによる各種高機能材料（ハイブリッド材料、層状化

合物、多孔質材料、ポリマーブラシ、有機単分子膜、

オルガノ／ヒドロゲルなど）創製技術と、それらを利

用した動的濡れ性制御技術に積極的に取り組んでいる。

2018年度は、最近開発した自己修復機能と防曇性を

兼ね備えた透明ハイブリッド材料（ヒドロゲル）の防

汚性の改善について取り組んだ。フッ素系界面活性剤

を添加することで、透明性、自己修復機能、防曇性を

維持したまま、表面に撥油性を付与することが可能と

なった 。ま た、付 着抑 制材料 、 SLUG （ Self-

Lubricating Gel）表面にナノ構造を鋳型を用いた転

写法により導入することで、着氷防止効果に加え、モ

スアイ（反射防止）効果を得ることが可能となり、こ

れまでにない画期的な着氷雪防止/反射防止材料を開

発することに成功した（Adv. Mater. Interfaces 2019, 

6, 1801358）。 

 

循環材料グループ 

（Eco-renewable materials Group） 

研究グループ長：重松 一典 

（中部センター） 

概 要： 

 木材や竹などの天然由来素材の、機械的・化学的機

能向上を目的とした各種プロセス技術開発を進めてい

る。例えば、バルク状の素材に塑性流動性を付与する

ことで3次元複雑形状加工を可能にするなど、天然由

来素材を「工業材料」として利活用するための基礎・

応用研究を行っている。 

 2018年度は、木材や竹の流動成形技術を中心に、

強度や音響特性、耐久性の向上およびそれらの評価・

保証技術の高度化、バラツキを低減する前処理方法の

開発に継続して取り組んだ。また、添加剤を加えずに

木質自体の成形性を向上させる化学修飾技術の開発を

継続して実施した。 

 

セラミック機構部材グループ 

（Ceramic structural components Group） 

研究グループ長：近藤 直樹 

（中部センター） 

概 要： 

 構造用セラミックスを、各種産業の製造装置用部材、

あるいは熱消費型製造業や熱エネルギー分野でのサー

マルマネジメント部材として用いるための製造技術開

発を行っている。セラミック多孔体の開発では、セラ

ミック／樹脂混合原料の樹脂中に含まれるガスによる

発泡を利用して作製する表層部のみが高密度化された

セラミック多孔体について、発泡前成形体の熱伝導率

が発泡後の多孔質構造に大きく影響することを見出し、

さまざまな原料を用いて、多孔質構造を制御した多孔

体の作製を可能とした。セラミックスと金属の接合技

術の開発では、セラミック－アルミニウム接合体の信

頼性向上を図るとともに、アルミ以外の金属との接合

について基礎的知見を得た。CVD 法を用いたコーテ

ィング技術の開発では、超高融点非酸化物セラミック

スおよびこれら複合材料に対して、有機物原料からの

CVD コーティングが可能であることを明らかとし、

高付加価値な耐環境性セラミックスコーティング技術

の基盤を構築した。その他、粉末積層法によるセラミ

ックスの3次元造形技術の開発、新規な炭化ケイ素セ

ラミック繊維開発のための基礎的検討にも取り組んだ。 

 

セラミック組織制御グループ 

（Ceramic microstructure control Group） 

研究グループ長：日向 秀樹 

（中部センター） 

概 要： 

 2018年度は高熱伝導窒化ケイ素では、微細組織と

色彩との関係の評価を開始した。またモジュールかし

た際の熱抵抗測定を実施した。高気孔率多孔体では、

高温で使用可能かつ高強度化の指針構築を行った。新

規高硬質材料の開発では不純物の少ない常圧焼結

ZrB2や耐酸化性高熱伝導硬質材の開発に取り組んだ。

また、これらの材料の評価技術開発や標準化にも取り

組んでいる。 

 

マルチスケール部材評価グループ 

（Multi-Scale Material Evaluation Group） 

研究グループ長：早川 由夫 

（中部センター） 

概 要： 

 軽量金属材料を対象に、その組織に見られる結晶粒

の分散形態と材料特性との関係を定量評価する手法に

ついて検討した。具体的には、難燃性 Mg 合金の

SEM 画像に対し、輝度の異なる粗大・微細結晶粒の

セグメンテーション、結晶粒子中心座標をもとにした

最近接粒子間距離の算出を自動計算するアルゴリズム

を開発した。一方、金属接合界面に生成する Mg-Al
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合金クラスターに対して、酸化反応性を量子化学計算

により検討し、構造による反応性の違いについて考察

した。 

 高効率熱制御を実現する複合材料に対する計算科学

的解析法に関し、ランダムウォーク描像に基づく熱伝

導・熱拡散現象に関する研究に取り組み、材料のマル

チスケールな不均質構造が熱伝導特性に及ぼす影響を

明らかにする解析手法を考案した。 

 核磁気共鳴法による材料物性や機能の発現機構の解

明に関する研究において、木質系材料についてヒノキ

のアセチル化と樹脂含浸、その後の熱処理による分子

レベルの挙動を明らかにした。また、バイオプラスチ

ックであるポリヒドロキシアルカン酸（PHA）アロ

イについて、PHA の形態変化が機械特性に及ぼす影

響を明らかにした。 

 微細気泡水に関する基盤技術開発の一環として、静

的加圧下の微細気泡水に於いては比較的小粒径の気泡

が選択的に溶解することを明らかにするとともに、静

的加圧から常圧に戻した際の気泡径の変化に関する知

見を得た。また、粒子トラッキング法による植物工場

養液中の気泡数密度の計測に取り組んだ。 

 

⑦【触媒化学融合研究センター】 
（Interdisciplinary Research Center for Catalytic 

 Chemistry） 

（存続期間：2015.4.1～2022.3.31） 

研究センター長：佐藤 一彦 

副研究センター長：浅川 真澄 

総 括 研 究 主 幹：田村 正則 

総 括 研 究 主 幹：藤谷 忠博 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：37名（37名） 

経 費：667,396千円（222,245千円） 

 

概 要： 

1. ミッション 

  触媒は化学品製造技術の要であり、持続可能な開

発目標（SDGs）を達成するためのキーテクノロジ

ーである。当研究センターでは、SDGs 達成に貢献

する革新的触媒を開発し、基礎化学品ならびに機能

性化学品に関する新規製造法の提案をミッションと

する。 

2. 研究開発の方針 

  当研究センターでは、第4期中長期計画が掲げる

「橋渡し」機能の強化ならびにグリーンサステイナ

ブルケミストリーの推進に資する、触媒およびプロ

セス技術の開発に取り組む。これらの研究開発を進

めるために、4つの戦略課題「ケイ素化学技術」、

「革新的酸化技術」、「官能基変換技術」、「製造プロ

セス技術」を推進する。 

（1）ケイ素化学技術 

 砂からの有機ケイ素原料製造プロセス、および

有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造

プロセス技術開発を行い、有機ケイ素材料の性能

向上・新機能発現、大幅なコストダウンの達成を

目指す。主要課題として、砂などの安価なシリカ

原料からのアルコキシシラン合成の高効率化、ア

ルコキシシランからの各種有機ケイ素化合物への

変換、シロキサン化合物類の素材分野での用途開

発を行う。 

（2）革新的酸化技術 

 「空気を資源化」するクリーン酸化技術開発に

向け、高反応活性および高選択性を備えた新規触

媒反応の開発を行う。主要課題として、人工知能

研究と連携した触媒設計手法の提案、分子および

固体触媒の協調による高難度酸化反応、企業連携

による高機能化学品製造、触媒や材料開発を促進

する分析手法の開発、に取り組む。 

（3）官能基変換技術 

 触媒反応による官能基変換・制御・付加技術を

駆使して、各種生物由来原料や二酸化炭素に代表

される難反応性原料および含ヘテロ元素化合物か

らの有用化学品合成反応の開発、および官能基変

換技術を応用した高機能部材開発に取り組む。加

えて、粘度－温度特性に優れた省エネ潤滑油の開

発も行う。また、含フッ素精密洗浄剤・溶剤化合

物製造に関わる触媒反応を効率化する。 

（4）製造プロセス技術 

 固体触媒技術と触媒固定化技術の研究開発を通

じて、CO2排出量大幅削減やエネルギー消費量削減

を目指した基幹化学品ならびに機能性化学品の革

新的な製造プロセスの構築に取り組む。特に、化

学品の自在合成を可能にするフローリアクタープ

ロセスや、連続精密合成に関する基盤技術を開発

する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

エネルギー・環境新技術先導プログラム ファインケミ

カルズ製造のためのフロー精密合成の開発 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 先導研究プログラム エネルギー・環境新技術

先導研究プログラム SILP 触媒を用いた流通型 CO2直

接利用ヒドロホルミル化反応の開発 
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国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

NEDO 先導研究プログラム 未踏チャレンジ2050 排

気ガス由来低濃度 CO2の有用化製品への直接変換 

 

文部科学省 科学技術人材育成費補助金 卓越研究員事

業 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

（産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム）

（OPERA）低 CO2と低環境負荷を実現する微細藻バイ

オリファイナリーの創出に関する国立研究開発法人産業

技術総合研究所による研究開発 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 プログラム・マネ

ージャー（PM）の育成・活躍推進プログラム 機能性

化学品の連続フロー製造システム技術開発プロジェクト

の高度化 

 

国立大学法人東京大学 受託研究 フロー反応と触媒技

術を融合したグリーン化学品等の精密合成装置開発 

 

国立大学法人東京大学 受託研究 フロー反応と触媒技

術を融合した化成品等の精密合成反応モニタリングおよ

び解析技術 

 

文科省補助金「国立大学法人機能強化促進補助金」平成

30年度「ロバスト農林水産工学国際連携研究教育拠点

構想」国立大学法人北海道大学からの受託研究 酪農廃

棄物の資源利用に関する先導研究 

 

独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

カルボニル化合物やアミン化合物の sp3炭素－水素結合

を官能基化する新戦略の実践 

 

独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

ケイ素－ケイ素三重結合化合物を基盤とする新規なケイ

素不飽和結合化合物の創製 

 

独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（B）

Si-Cl 結合切断を鍵とするクロロシラン類の触媒的分子

変換技術の確立 

 

独立行政法人日本学術振興会 科研費 新学術領域研究

（研究領域提案型）高度に電子豊富な低スピン鉄反応場

の構築と不活性結合の切断 

 

独立行政法人日本学術振興会 科研費 基盤研究（C）

クロロシランの酸化的付加を活用する炭素－ケイ素クロ

スカップリング反応の実践 

 

独立行政法人日本学術振興会 科研費 若手研究（B）

反応活性なゲルミレンを反応場とする分子変換反応の開

発 

 

独立行政法人日本学術振興会 科研費 若手研究（B）

PNP ピンサー型ホスファアルケン錯体をルイス酸とし

た FLP 型酸・塩基触媒の開発 

 

内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 

「スマートバイオ産業・農業基盤技術／革新的バイオ素

材・高機能品等の開発を加速するインフォマティクス基

盤技術の開発 

 

文科省補助金「国立大学法人機能強化促進補助金」平成

30年度「ロバスト農林水産工学国際連携研究教育拠点

構想」国立大学法人北海道大学からの受託研究 乳製品

副産物の新たな機能発現に関する研究 

 

文科省補助金「国立大学法人機能強化促進補助金」平成

30年度「ロバスト農林水産工学国際連携研究教育拠点

構想」国立大学法人北海道大学からの受託研究 タマネ

ギ非可食部の高度利用に関する先導研究 

 

発 表：誌上発表76件、口頭発表151件、その他14件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ケイ素化学チーム 

（Silicon Chemistry Team） 

研究チーム長：中島 裕美子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当チームは、有機合成化学、触媒化学、有機金属化

学、錯体化学、ヘテロ元素化学などの有機・無機合成

化学技術を中心とした諸分野のポテンシャルを併せて、

当研究センターの4つの戦略課題の1つである「ケイ

素化学技術」の開発を中心に推進している。具体的に

は、1）有機ケイ素機能性化学品のための触媒技術開

発、2）触媒関連基盤技術開発の2つの課題に取り組

んでいる。1つ目の課題については、①有機ケイ素原

料を現状より格段に低エネルギー・低コストで製造す

る革新的な触媒技術の開発、②高機能有機ケイ素材料

開発に繋がる高度構造制御触媒技術や白金代替触媒技

術などに取り組んでいる。2つ目の課題「触媒関連基

盤技術開発」については、将来の種になるような触媒

開発に関連する有機金属、錯体、ヘテロ元素、材料技

術などにおける挑戦的なテーマや産総研の独自性の高

いテーマに取り組んでいる。 

 

革新的酸化チーム 

（Innovative Oxidation Team） 

研究チーム長：今 喜裕 
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（つくば中央第5） 

概 要： 

 当チームでは、触媒化学・錯体化学・計算化学・分

析化学・有機合成化学を、チームの保有するコア技術

として、当センターの中核的研究課題の一つである

「革新的酸化技術」を実現するべく研究開発を進めて

いる。すなわち、環境負荷の高い重金属類が排出され

ず有機溶媒の使用量を極小化する反応・プロセス技術

を目指し、従来にない高効率且つ高選択的な触媒を創

製し、高機能な化学品を製造でき且つ環境にやさしい

酸化反応をはじめとする有用反応を開発している。具

体的には、過酸化水素または酸素を用いることで、電

子材料に用いる新規機能性材料を、副生物が水のみで

クリーンに合成し、実用化可能なレベルで製造できる

技術を実施している。また、最新の分析技術や計算科

学を取り入れ、革新的な触媒反応を開発している。酸

化技術と官能基変換技術とを組み合わせた、新規高機

能化学品製造技術を実施している。 

 

官能基変換チーム 

（Functional Group Transformation Team） 

研究チーム長：富永 健一 

（つくば中央第5） 

概 要：  

 物質が持つさまざまな特性や機能は、その物質を構

成する分子の骨格と官能基により発現する。それらの

骨格や官能基を変換したり、新たな官能基を付加する

ことにより、物質に新たな機能を与え、有用な化学品

を合成することが可能になる。 

 当チームは、触媒反応による官能基変換・制御・付

加技術を駆使して、当センターの中核的課題の一つで

ある「官能基変換技術」の開発に取り組んでいる。具

体的には、（1）生物由来原料からの有用化学品合成、

（2）二酸化炭素などの小分子の付加による機能性化

学品合成、および（3）官能基変換技術を応用した高

機能部材開発を進めている。また、（1）に関する社

会実装を推進するため、「生物資源と触媒技術に基づ

く食・薬・材創生コンソーシアム」を運営している。 

 

ヘテロ原子化学研究チーム 

（Heteroatom Chemistry Team） 

研究チーム長：深谷 訓久 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 機能性化学品は、多様な産業分野で活用される高付

加価値材料である。当チームでは、ヘテロ元素資源を

有効利用し、さらなる高機能材料の創出を目指してリ

ン・ケイ素・ホウ素などの各種ヘテロ原子化合物の省

エネルギー・省資源・環境調和型製造法の開発から、

含ヘテロ原子機能性材料の試作までの一貫した研究を

行っている。具体的には、機能性リン化合物の触媒プ

ロセスを用いた効率合成法開発、機能性ケイ素化合物

の省エネルギー製造プロセス開発および分子構造を精

密に制御した新材料の創出を行う。またサーキュラー

エコノミー実現の観点から、リン・ケイ素などのヘテ

ロ元素から炭素までを含む物質循環社会構築に向けた

新しい化学プロセスの開発を行う。 

 

触媒固定化設計チーム 

（Catalyst Design Team） 

研究チーム長：崔 準哲 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当チームでは、化学プロセスにおける廃棄物の更な

る低減、エネルギー効率の一層の向上、循環型資源へ

の原材料転換を目指し、その実現のためのキーテクノ

ロジーである触媒の分子・原子レベルでの設計・開発

を行っている。当センターの4つの戦略課題の中の

「官能基変換技術」において、二酸化炭素からの触媒

反応による有用化学品製造技術の開発に取り組んでい

る。また「ケイ素化学技術」に関連して、有機ケイ素

化学品の高効率製造技術の開発を行っている。さらに

「製造プロセス技術」として、分子触媒の固定化技術

や、省資源のための貴金属代替・小量化技術の開発に

取り組んでいる。研究開発のキーワードは、高効率

（高活性、高選択性）、高品質（残留金属低減、ノン

ハロゲン）、低環境負荷（E-ファクター低減）、再生

可能資源（ケイ砂、二酸化炭素）利用などである。 

 

固体触媒チーム 

（Advanced Heterogeneous Catalysis Team） 

研究チーム長：中村 功 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 資源循環型社会を実現するためには、炭素やケイ素

などの資源に対する物質循環技術の開発が不可欠であ

る。当チームでは、戦略課題の一つである「製造プロ

セス技術」の構築を目指し、メタンや二酸化炭素など

の炭素資源、産業廃棄物や籾殻などに含まれるケイ素

資源およびバイオマスなどの再生可能資源から、高効

率かつ低環境負荷で、各種の基礎および機能性化学品

を製造するための固体触媒による物質変換技術の創出

を行っている。さらに、機能性化学品の効率的な合成

法の開拓を目的として、フローリアクターの開発を行

っている。具体的には、1）炭素資源や再生可能資源

の有効利用法の開拓、2）自在合成を可能とするフロ

ーリアクターに関する基盤技術開発、3）有機ケイ素

機能性化学品製造のための触媒技術開発、の3つの課

題に絞った集中的な研究を進めている。 
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フロー化学チーム 

（Flow Chemistry Team） 

研究チーム長：甲村 長利 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当チームは、有機合成化学、触媒化学、錯体化学な

どの有機・無機合成化学技術を中心とした諸分野のポ

テンシャルを併せて、当研究センターの戦略課題の1

つである「製造プロセス技術」を中心に研究開発を推

進している。機能性化学品の製造は多段階反応が必要

であり、それゆえバッチ法が主流となっているが、固

体触媒および固定化触媒を用いたフロー精密合成法に

置き換えることにより、廃棄物の大幅削減、エネルギ

ー消費削減などの達成を目指している。具体的には、

機能性化学品製造に頻出する有機反応（C-C 結合生

成反応、酸化反応、水素化反応、エステル化・アミド

化反応、クロスカップリング反応）を中心に、フロー

法に適した高効率・高選択的・長寿命な固体触媒・固

定化触媒の開発に取り組んでいる。また、フロー精密

合成を連結した多段連続製造プロセスの開発にも取り

組み、機能性化学品の実生産に向けた基盤技術の蓄積

を行っている。 

 

⑧【ナノチューブ実用化研究センター】 
（CNT-Application Research Center） 

(存続期間：2015.4.1～） 

研究センター長：畠  賢 治 

副研究センター長：岡崎 俊也 

総 括 研 究 主 幹：小久保 研 

首 席 研 究 員：湯村 守雄 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：15名（15名） 

経 費：539,426千円（203,196千円） 

 

概 要： 

 当研究センターではナノテクノロジーを代表する新

素材であるカーボンナノチューブを実用化するための

研究開発および研究支援業務を行う。民間に技術を橋

渡しすることを前提とした、CNT の低コスト量産技

術の開発、CNT の分散・成形加工・複合化などの共

通基盤技術開発や CNT の用途開発技術を行う。これ

らを通じて、わが国の新たな産業創出に貢献すると共

に、世界をリードするナノカーボン材料の総合研究セ

ンターとして、日本の産業を支える科学技術の開発を

強力に推進する。 

具体的には、以下の研究開発を実施する。 

1) カーボンナノチューブの低コストおよび高品質

化量産技術の開発 

 スーパーグロース法をもとに、産業応用を実現す

る上で重要な低コスト大量生産技術を開発する。さ

らに、次世代カーボンナノチューブ合成技術として、

超長尺・高結晶なカーボンナノチューブの合成技術

開発を行う。 

2) カーボンナノチューブの用途開発 

 スーパーグロース法で合成された単層カーボンナ

ノチューブを中心に、ゴム・樹脂などとの複合材や

軽量線材などの用途開発を進める。さらに、これら

を企業と共同連携し、製造メーカーと用途開発メー

カーの間で BtoB の流れの形成を促進し、カーボン

ナノチューブ実用化・産業化の達成を目指す。 

3) カーボンナノチューブの品質管理評価技術の開

発 

カーボンナノチューブ実用化のための品質管理評価

技術の開発を行う。特に、分散液ならびに複合材中

のカーボンナノチューブの分散状態や品質を評価す

る手法を開発する。また、カーボンナノチューブ産

業の国際競争力強化の点から、開発した評価法の国

際標準化を進める。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

独立行政法人日本学術振興会 

科研費補助金 

「カーボンナノチューブの生分解性の解明と制御」 

「貴金属合金化鉄触媒ナノ粒子による過酷な条件下での

長尺 CNT フォレスト成長」 

「触媒で改質した炭素源ガスを用いた単層カーボンナノ

チューブ合成技術の開発」 

「CNT をモデル物質としたナノ材料吸着標準等温線の

解明」 

「銅を凌駕する電気特性を有する軽量 CNT 銅複合材配

線の開発」 

「メタン菌の付着機構解明による先端的コーティング配

置技術の開発と高性能電極の試作」 

 

発 表：誌上発表20件、口頭発表69件、その他10件 

--------------------------------------------------------------------------- 

CNT 合成チーム 

（CNT Synthesis Team） 

研究チーム長：Futaba Don 

(つくば中央第5） 

概 要： 

 画期的なカーボンナノチューブの合成法、スーパー

グロース法（水添加化学気相成長法）を開発し、基板

から垂直配向した単層カーボンナノチューブを高効率

に高純度で成長させることに成功している。 

 このスーパーグロース法に基づく量産基盤技術開発

を行い、「かつてない規模・価格での単層カーボンナ

ノチューブの工業的量産」を目指している。より具体

的にはカーボンナノチューブ成長効率を高める炭素
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源・温度・触媒賦活剤の開発、大面積合成技術や連続

合成技術開発などである。さらに、カーボンナノチュ

ーブには直径・長さ・結晶性・密度・カイラリティな

ど、さまざまな構造の多様性を有するが、これらの構

造が各用途に適したものに調整されたカーボンナノチ

ューブの成長技術を開発する。さらにはこれらの合成

技術の量産化検討を進める。 

 
CNT 用途チーム 

（CNT Application Development Team） 

研究チーム長：山田 健郎 

(つくば中央第5） 

概 要： 

 カーボンナノチューブを用途で活用するためには、

その優れた性能を損なうことなく、分散･成形加工･複

合化する技術を開発して、部材・部品などに作り、デ

バイスに組み込む必要がある。特に当チームでは長尺

配向のスーパーグロース法で作製した単層カーボンナ

ノチューブを中心に、その特長を活かした、分散手

法・複合化・成形加工の開発を行う。 

 これらの技術を活用して、カーボンナノチューブの

ポテンシャルを十分に引き出し、従来にない革新的な

機能を有する部材や複合材料の開発を行い、カーボン

ナノチューブの実用化研究に取り組んでいる。 

 

CNT 評価チーム 

（CNT Characterization Team） 

研究チーム長：岡崎 俊也 

(つくば中央第5） 

概 要： 

  新規材料開発において材料特性を的確に評価する手

法開発は、組成、形状あるいは合成条件を最適化して

いく上でなくてはならないものである。CNT 開発に

おいても、それは例外ではない。当研究チームでは、

各用途に必要十分な CNT 分散液および複合材、ある

いは CNT 自身の特性を可視化する評価技術の開発を

行う。また、CNT 実用化によって重要である、ナノ

安全性に資する評価法の開発を行う。そして、わが国

の生産する CNT の差別化をはかるため、開発した手

法の国際標準規格化を目指した研究も行う。 

 

⑨【機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センタ

ー】 
（Research Center for Computational Design of 

  Advanced Functional Materials） 

（存続期間：2015.11.1～2022.10.31） 

 

研究ユニット長 ：浅井 美博 

副研究センター長：宮崎 剛英 

総 括 研 究 主 幹：青柳 岳司 

所在地：つくば中央第2 

人 員：32名（32名） 

経 費：625,867千円（141,521千円） 

 

概 要： 

1. 研究ユニットのミッション 

 高機能性産業材料開発に要する研究期間を大幅に

短縮する事を目指し、従来の経験と勘に依存する研

究開発現場に計算シミュレーションを活用した非経

験的な材料設計技術を導入する。そのために最も有

効な計算材料設計手法を産業界や大学・研究機関と

協力して開拓すると同時にその研究開発ハブとして

活動する。材料の相反する現象・機能を直接的に計

算シミュレーションで予測する技術（マルチフィジ

ックスシミュレーション技術）を構築すると同時に

それを高速に実施する計算シミュレーション技術

（マルチスケールシミュレーション技術）を確立す

る事により、材料の組成・構造情報からその機能を

予測する順方向予測技術の性能と信頼性を飛躍的に

高める。同時にそれらで得た多数の順方向予測解に

対して人工知能やデータ科学などの情報技術を適

用・活用する事により、所望の機能を得るために必

要な材料の組成・構造を逆方向に予測する材料設計

技術を開拓する。それらを束ねる事により機能性部

材・デバイスの開発効率を格段に高めるための設計

インフラを構築し産業界に普及する。 

2. 研究ユニットの研究開発の方針 

 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セン

ターには6つの研究チームを設置する。これらを横

断する以下4つの戦略課題を設定し、計算シミュレ

ーションの産業普及の観点から整理作成する TRL

を意識したマイルストーンを設けた研究を推進する。 

1）材料機能シミュレーション技術開発 

 材料インフォマティクス研究やフェーズフィール

ド法を用いたマルチスケールシミュレーション研究

に関して先行実績が多い金属・合金などの機能性固

体化合物（有機・無機）や、高分子・レオロジー材

料などを含めた広範な材料の機能を対象とした信頼

性の高い順方向予測技術を確立・実証する。電子レ

ベルから始める第一原理計算・ab initio 計算、そ

の結果から原子・分子の力場を得て行う分子動力学

計算・粗視化分子動力学計算、更にはそれらの長波

長極限と繋がる連続体シミュレーションまで、多階

層な計算シミュレーション技術の各々を、その長

さ・時間で分類される各階層で大規模化するために

必要な階層内のスケールアップ技術と、階層間を紡

ぐマルチスケール化技術を重点的に開発し、マクロ

な材料機能の組成依存性やマイクロ構造依存性に関

する化学的な予見性を飛躍的に高め、計算シミュレ

ーションの実用材料開発に対する有用性ポテンシャ
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ルを飛躍的に向上する。 

2）デバイス材料シミュレーション技術の開発 

 材料をデバイス・モジュール環境で用いた時の動

作性能を電子・原子・分子・イオンレベルから第一

原理的に予測する計算シミュレーション技術を開発

する。材料が示す複数の現象・機能を計算シミュレ

ーション内で再現できるような、高度に物理的・化

学的な現実性を持ったマルチフィジックス計算シミ

ュレーション技術を開発する事により、デバイス・

モジュール環境下での動作性能を最大化する為に必

要な材料設計条件を導きだす。これらの技術開発を

1）で開発するマルチスケール計算技術と組み合わ

せる事により、世界に類を見ない高い順方向予測性

能を持った計算シミュレーション技術を開発し、こ

れをもって産業界のデバイス研究を牽引する。 

3）反応プロセスシミュレーション技術の開発 

 触媒反応、レーザー反応などの内、産業界で有用

な反応プロセスにつき、それを非経験的に予測する

為の反応路探索技術を確立する。多孔性材料を用い

た触媒反応、分離・吸着反応などを含め、拡散律速

の反応や、多数の素反応過程からなる複合的な反応

などの実空間的な取り扱いが必要な反応につき、そ

れを取り扱う為の計算シミュレーション技術を開発

し、反応プロセスに対するコンピュテーショナルデ

ザインを実用化すべく研究開発を行う。 

4）連続体シミュレーション技術の開発 

 有限要素法を用いた流体解析および固体解析にお

けるミクロ－マクロを繋ぐメゾスケール解法、マル

チスケール解法による大規模並列連成解析技術の開

発を行う。ミクロ－マクロを繋ぐフェーズ・フィー

ル法、格子ボルツマン法や、例えば触媒などの多孔

質構造を想定したメゾスケール解析技術の開発研究

を行う。 

（1）中長期目標・計画を達成するための方策 

 アメリカでの「マテリアルズ・ゲノム」プロジェ

クト、ヨーロッパ各国やアジア諸国での「マテリア

ルズ・インフォマテイクス」プロジェクトなど、世

界各国で計算科学、データベースと情報技術を活用

した新たな材料開発研究スキームに関する開拓プロ

ジェクトが急増している。この影響が各国の特許審

査のあり方に変化を与え、計算シミュレーション結

果のみで成立する特許が増加する可能性が高い。産

業界においても、この動きに取り残される事に対す

る危機感が強い。一方、機能性材料に関してはビッ

クデータが殆ど存在せず、従来型の「データ駆動型」

のみでは困難が生じる場合が多い事も予想される。

際立って性能の高い機能性材料に対する高速材料探

索に関して、その基盤技術を高める必要が広く認識

されており、高機能性材料の開発期間を飛躍的に短

縮する事ができるような計算材料設計手法・解析手

法に関わる基盤技術の開発を目指す当研究センター

はその開発推進主体として最適な研究組織である。

当研究センターで開発を目指す計算材料設計システ

ムは材料・化学領域で目指す「最終製品の競争力の

源となる革新的部材・素材の提供」の開発・支援に

必要な研究インフラストラクチャーであり、機能材

料の高速探索を目指すためには必須の資源である。

計算材料設計の活用は企業において未だ充分に進ん

でおらず、企業が苦手としている分野である。これ

に関わる飛躍的な研究開発とその普及活動を行う当

研究センターの設置は、産総研第4期中長期計画に

おいて最も重要な「橋渡し機能の強化」に有用であ

る。 

（2）2018年度の重点化方針 

 2017年度にはマルチフィジックス計算シミュレ

ーション技術の研究開発を重点的に行ったが、

2018年度においてはそれらを用いて得た計算シミ

ュレーションデータに対して、人工知能技術、デー

タ科学的手法や、情報科学的手法的を適用すること

により、機能を最大化するための材料設計（逆予測）

指針を得るための基盤技術を構築する。これを活用

する事により新機能材料のコンピュテーショナルデ

ザイン例を創出し、材料・化学領域の重点化方針で

あげられている材料と化学のシナジー効果の発揮に

おいて中核的な役割を果たしていく。 

--------------------------------------------------------------------------- 

独立行政法人日本学術振興会平成30年度科学研究費助

成事業（科研費） 

 

「陽電子消滅による結晶特異構造のキャリア捕獲・散乱

ダイナミックスの評価」（新学術領域研究（研究領域提

案型）） 

「高分子高次構造の階層的シミュレーション」（新学術

領域研究（研究領域提案型）） 

「次世代材料探索のための離散幾何解析推進」（新学術

領域研究（研究領域提案型）） 

 

「電気二重層の異常誘電応答を利用した高密度電荷貯蔵」

（基盤研究（A）） 

「高速なアルカリ金属イオンホッピング伝導と高速電気

化学反応を実現する電解液設計」（基盤研究（A）） 

「界面原子・分子層における局所高電界効果の理論計算」

（基盤研究（B）） 

「分子論的に予言するガラス転移の劇的スローダウン：

遷移状態と輸送特性」（基盤研究（B）） 

「凝集系の構造変化を誘起する短パルスレーザーの理論

的研究とレーザー装置の調査」（基盤研究（C）） 

「溶液内化学反応やアモルファス材料のダイナミクスへ

向けた大規模量子化学計算法の開発」（基盤研究（C）） 

「平均力ダイナミクスの拡張による生体分子のレア・イ
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ベント予測」（基盤研究（C）） 

「複合シミュレーション技術によるバイオマス分解酵素

の反応機構解明と機能改変」（基盤研究（C）） 

「帯電系のための新規分子動力学法の開発と有機熱電変

換材料への応用」（若手研究（A）） 

「第一原理計算による全固体リチウムイオン電池の正極

/電解質界面の研究」（若手研究（B）） 

「溶融凝固を伴う複雑自由表面流れ解析手法の構築」

（若手研究（B）） 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 先端的低炭素化技

術開発（ALCA） 

「Li－S 電池用電解質の ab initio 計算による構造、エ

ネルギー振動計算」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST） 

「粗視化シミュレーションを用いたエラストマー材料の

動的解析」 

「熱マネージメント有機材料の物性理論」 

「計算科学による塗布型電子材料の精密電子構造解析」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（さきがけ） 

「トポロジカルデータ解析に基づくアモルファス構造の

包括的記述と特徴抽出」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 未来社会創造事業 

「接着界面マルチスケール解析のための理論・シミュレ

ーション・数理インフォマティクス研究」 

 

文部科学省科学技術試験研究委託事業「元素戦略磁性材

料研究拠点」 

「第一原理計算に基づいた磁石物質探索と磁性解明」 

 

文部科学省科学技術試験研究委託事業「省エネルギー社

会の実現に資する次世代半導体研究開発」 

「省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開

発③評価基盤領域実施機関 陽電子状態・消滅パラメー

ターの理論計算」 

 

文部科学省科学技術試験研究委託事業「ポスト「京」」 

「次世代の産業を支える新機能デバイス・高性能材料の

創成サブ課題 D：高性能永久磁石・磁性材料」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

受託研究 

「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト」 

「未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発／小規

模研究開発／高密度化学蓄熱材探索を目的とした蓄熱機

構の計算科学に係る研究開発」 

 

文部科学省科学技術人材育成費補助金 

「卓越研究員事業」 

 

日本原子力研究開発機構「平成30年度 英知を結集し

た原子力科学技術・人材育成事業」 

「燃料デブリ取出し時における放射性核種飛散防止技術

の開発」より「被覆材流動解析」 

 

発 表：誌上発表71件、口頭発表175件、その他17件 

--------------------------------------------------------------------------- 

多階層第一原理計算手法開発チーム 

（First-principles multi-scale simulation Team） 

研究チーム長：三宅 隆 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームでは、第一原理計算手法・プログラムの開

発・高度化、および、多階層化に向けた整備を行なっ

ている。現実の問題の解決に際して、最善のスキーム

の確立を図り、必要に応じてデータ科学的手法を活用

している。2018年度の研究成果の例を以下に示す。

機械学習を活用して、構造や化学組成を変えた材料探

索を効率的に行うための基盤技術として、汎用的な記

述子である軌道場行列（OFM）を高度化し、遷移金

属化合物を対象としてその有効性を検証した。毒性を

有する鉛や希少元素を含まない強誘電体開発を目的と

して、有機強誘電体四角酸に対する第一原理計算を実

行し、電場印加による反強誘電－強誘電転移のシミュ

レーションに成功した。高分子型燃料電池の電解質と

して重要な役割を果たすナフィオンと水が混在する系

の第一原理分子動力学計算を行い、新たに開発したス

ペクトル分解手法を用いて水の結合状態による振動数

のシフトや強度の変化を議論した。フラグメント分子

軌道法と密度汎関数強束縛法（DFTB）を組み合わせ

た高速計算法により100万原子からなる窒化ホウ素の

熱揺らぎによる変形のシミュレーションに成功した。 

 

物性機能数理設計手法開発チーム 

（Functional mathematical modeling Team） 

研究チーム長：中村 恒夫 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームでは、材料の構造や機能を理解し予測する

ための数理モデル、材料データ解析手法、シミュレー

ション基礎理論を構築する。また、モデルを第一原理

計算に組み込むことで、実環境下におけるデバイス材

料特性の予測と設計指針の提示を行っている。 

（1）電気・スピン・熱などの第一原理伝導シミュレ

ーション、ナノ粒子光学応答シミュレーション手法の
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改良と拡張を行った。開発手法を相変化メモリ材料へ

適用し、その性能評価や外場駆動型による相変化ダイ

ナミクス機構の提案などを行った。 

（2）2017年度までに開発した多面体コードを用いて

球形原子からなる液体やガラスの局所構造を調べ、エ

ネルギー的に安定な二十面体構造ではなく、エントロ

ピー的に安定な二十二面体構造が多く含まれているこ

とを明らかにした。 

（3）機械学習技術の適切な拡張と適用手法の最適化

により、先端材料開発においても、実験およびシミュ

レーションデータと機械学習による統合解析が有効で

あることを実証した。具体的検証例として、高分子の

ガラス転移について、所望の転移温度を持つ物質を探

索し、ベイズ最適化などを組み合わせた手法で要求特

性を満たす高分子構造を高速に発見できた。 

 

多階層分子シミュレーション手法開発チーム 

（Multi-scale molecular simulation Team） 

研究チーム長：下位 幸弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

高い信頼性で材料機能を予測するマルチスケール計

算材料設計技術の確立・実証ならびに触媒反応・電気

化学反応などの産業界で有用な反応プロセスを非経験

的に予測するための反応路探索技術の確立を最終目標

に、2017年度に引き続き、量子化学計算法や分子動力

学法などの分子シミュレーション技術とそれを用いた

材料研究について研究開発を行った。また、数学と計

算材料科学の連携により研究領域の開拓を進めた。よ

り具体的には、生体分子機能における酵素反応のモデ

リング・反応機構解析、量子化学計算を用いた触媒な

どの化合物の特性や反応性の解明、分子間相互作用や

イオンの相互作用の精密解析、ならびに、機能材料の

構造－物性相関ならびに材料設計技術、分子動力学計

算の新しい手法開発や自由エネルギー計算に関する理

論構築などに取り組んだ。特に、固体高分子型燃料電

池で使われるナフィオンの化学的劣化機構を密度汎関

数法を用いて研究し、分子内の劣化部位を計算科学的

に特定し、劣化を抑える分子デザインを提案した。 

 

多階層ソフトマテリアル解析手法開発チーム 

（Multi-scale soft matter simulation Team） 

研究チーム長：森田 裕史 

（つくば中央第2） 

 

概 要： 

 接着、ゴム・エラストマー、複合材料などの高分子

材料に対して、効率のよい材料設計手法の開発が望ま

れている。当チームでは、粗視化モデルと多階層化技

術を駆使しながら、材料設計に繋げるためのソフトマ

テリアル材料の階層的構造・物性・機能についての解

析研究を進めている。2018年度も引き続き、粗視化

モデルに関わる研究、ゴム材料の研究、接着技術に関

する研究、荷電材料に関する研究を進めた。 

 具体的には、荷電系 MD 計算において従来法に比

べて高速かつ正確に電荷に関わる項を計算できる

LIPS/FFT 法の開発に関する研究、接着時に用いられ

る被着体のナノ細孔をモデル化しその接着能の検証を

行うための力学物性解析シミュレーション研究、およ

び純ゴムの力学物性の基礎となる理想架橋ゴムモデル

におけるゴム弾性の解析シミュレーションの研究を行

った。さらに2012年から進めているコンソーシアム

「ゴム・エラストマーにおける理論・シミュレーショ

ン基礎研究会」では、フィラー充填ゴムのレオロジー

特性を表すことができるモデルについて、メンバー企

業と連携しながら研究をすすめ、成果の橋渡しを進め

られた。 

 

統合マクロ計算手法開発チーム 

（Integrated macroscopic simulation Team） 

研究チーム長：松本 純一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームでは、連続体モデルにもとづくマクロ計算

における流体や固体、この中間である半固体、熱など

のマルチフィジックス解析、ミクロ計算との親和性を

考慮したメゾ、マルチ、ブリッジングスケールにおけ

る方法を取り入れたシミュレーション技術、これらの

順解析および逆解析を可能とする統合的なマクロ計算

手法の開発を目指している。反応性流体シミュレーシ

ョンの基盤となる有限要素法を用いた非定常熱流体

（圧縮性粘性流体）解析について、保存形式の偏微分

方程式による手法へと改良した。また、計算手法の高

速化へ向け、有限要素法による連立一次方程式の反復

ソルバについて、GPU による高速化を進め、定常非

圧縮流れにおける複数の GPU を用いたマルチ GPU

計算の開発を行った。今年度より、幅広いレオロジー

特性を有する流体のための粒子法に関する技術開発を

開始した。自由表面に働く表面張力を効率的かつ安定

に計算可能な粒子法に基づく計算手法を開発し、基礎

的な検証を行った。 

 

統合シミュレーション実験検証チーム 

（Multi-simulations Verification Team） 

研究チーム長：大谷 実 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当チームはマルチスケールシミュレーションの手法

の実験結果への適用性を検証することを目標としてい

る。そのために、時間と空間それぞれの軸において異



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(157) 

なる次元の現象を連結するスキームの確立を目指し、

産業用シミュレーション技術の開発に貢献する。2018

年度は、マルチスケールシミュレーション技術を用い

て、実験で得られている、水の負の誘電率発現機構を

明らかにすることに成功した。また、レーザーアブレ

ーションの熱的/非熱的現象を調べレーザーパルスの

短い方が同じフルエンス（1ショット当たりの光エネ

ルギー密度）でも効率よくアブレーションを起こすこ

とを示した。さらに、古典分子動力学法を用いて、シ

リコンクラスターをグラフェン上へ降らせた時の挙動

について調べた。グラフェン上に残存している酸素が

クラスターの吸着に大きく関与している可能性が計算

により得られ、実験における成膜条件に対する新たな

ファクターを提示した。 

 

⑩【磁性粉末冶金研究センター】 

（Magnetic Powder Metallurgy Research Center） 

（存続期間：2016.4.1～） 

 

研究センター長：尾崎 公洋 

副研究センター長：多田 周二 

 

所在地：中部センター 

人 員：22名（22名） 

経 費：276,210千円（104,373千円） 

 

概 要： 

 磁性材料は、機能性材料として従来からさまざまな

産業用途に利用されてきたが、近年、環境意識の高ま

りにともなってその需要は大幅に増加している。その

ため、社会の持続性を担保し、産業の発展を実現する

観点から、より高い性能を可能とする新たな磁性材料

およびその応用技術の開発が強く要求されている。特

に、ハード磁性材料（永久磁石）やソフト磁性材料は、

低炭素社会の実現に貢献する次世代自動車や電化製品

などに用いられる高性能モータを構成する重要な材料

である。また、磁気熱量材料は地球温暖化ガスを全く

使用しない次世代の冷凍システム（磁気冷凍システム）

の構成材料として期待されている。 

 当研究センターでは、わが国における磁性材料技術

が世界を牽引し、関連産業の市場拡大に向けた礎を築

くことを大命題と掲げる。限りある資源のなかで省エ

ネルギーや環境に対応した高性能の磁性材料を実現す

るために、実用化に向けたコア技術や周辺プロセス技

術などモジュール化ならびにシステム化を含めて実験

レベルから実用化レベルまでの一貫した技術開発を行

っている。すなわち、資源リスクに対応できる磁石材

料、省エネルギーに寄与できるソフト磁性材料、環境

問題に対応できる磁気熱量材料などの実用化を出口と

して、それぞれに必要なプロセス技術の開発を進める

ため、1）高性能磁石およびソフト磁性材料の開発、

2）フロン類フリーを実現する冷凍システムと磁性材

料開発、ならびに3）バルク磁性材料創製のためのプ

ロセス技術の開発を3本柱のテーマとして掲げ、その

解決に取り組んでいる。 

 磁性粉末冶金研究センターは、産総研として上述の

ミッションを強力に推進するため、2016年4月に新ユ

ニットとして設立された。ハード磁性材料チーム、エ

ントロピクス材料チーム、ソフト磁性材料チーム、磁

性材料プロセスチームおよび焼結プロセスチームの5

チームから構成され、それぞれのチームの特徴を活か

しながら磁性材料にかかる研究開発を包括的に進めて

いる。 

 センター設立から3年目にあたる2018年度は、それ

までの研究を継続する形で以下4つの戦略課題をユニ

ット内に設定し、研究を推進した。 

戦略課題1：耐熱性・耐環境性に優れた永久磁石材料

の開発 

 ハイブリッド自動車用モータに使われる高性能磁石

など、資源・環境・エネルギー問題に対応した永久磁

石材料を開発する。これまでに培った粉末合成技術や

粉体・粉末冶金技術を駆使して新しい磁石製造プロセ

スを開発し、優れた特性を有する磁石の創製を行う。

特に、サマリウム－鉄－窒素磁性材料に着目し、ネオ

ジム磁石より高い保磁力と耐熱性を持つ焼結磁石の実

現を目指す。 

戦略課題2：フロン類フリーを実現する冷凍システム

と磁性材料開発 

 環境負荷が小さくエネルギー効率の高い固体冷凍の

実現を目指して、磁場や電場などの印加により熱量効

果を生じる材料の特性解明・制御方策と作製技術を構

築する。具体的には La-Fe-Si-H 磁気熱量材料の合成

技術および相安定化技術の開発や、そのシステム応用

技術の開発に加え、新規エントロピクス材料の探索を

行う。 

戦略課題3：高性能軟磁性材料の開発 

 高効率モータを実現するために、高飽和磁化と低鉄

損を両立するソフト磁性材料の実現が求められている。

化学的粉末合成技術と粉末修飾技術を駆使して、自動

車用モータのコア材料としてのソフト磁性材料や、高

周波に対応したソフト磁性材料など、用途に応じた特

性を有する高性能ソフト磁性材料の開発を目指すとと

もに、その実用化のための基盤技術の構築を行う。 

戦略課題4：バルク磁性材料創製のためのプロセス技

術の開発 

 金属の凝固プロセス、電磁振動プロセス、マイクロ

波プロセスなどさまざまなプロセスおよび組織評価技

術を駆使して、バルク磁性材料の開発ならびにその周

辺技術を開発し、さらに実用化に向けたプロセス技術

を目指す。これらのプロセスにより、組織が高度に制
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御された磁性材料や磁性粉末を開発する。同時に、磁

気特性を十分に発揮したバルク磁性材料を作製可能な

焼結プロセスを開発し、特に、高い耐熱性を有するサ

マリウム－鉄－窒素磁性材料の高密度固化成形を目指

して、焼結プロセスの高度化を推進する。具体的には、

粉末性状、焼結圧力、焼結温度などの最適化、および

高温高加圧焼結に耐えうる金型材料の開発を進める。 

 これらの共通プラットフォームとして、材料設計に

おける計算科学的アプローチも協力体制として整備し、

研究開発の効率化も図っている。 

磁性粉末冶金研究センターでは、開発した技術の早

期事業化も重要な使命と位置づけている。橋渡し研究

として、資金提供を受けながら民間企業との研究交流

を幅広く実施し、磁性材料産業の牽引にも注力してい

る。橋渡し研究として、高性能耐熱磁石の創製や磁気

冷凍技術の実現に向けた材料開発を実施し、産業とし

ての展開を見据えながら企業と共同で事業化に向けた

経済的プロセス技術の確立に取り組んでいる。 

 一方、磁性材料分野における目的基礎の研究にも力

を入れている。磁性材料の新しい用途や応用分野を開

拓する目的で、磁性金属ナノ粒子の合成技術ならびに

電磁振動やマイクロ波を用いた熱処理プロセス技術な

ど関連技術も含め研究開発を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算 

 ・「固体 PCM 材料の熱システムデザイン」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

エネルギー・環境新技術先導研究プログラム 

・「次世代ヒートポンプ実現のための高感度メタ磁性

材料の研究開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

基盤研究（B） 

・「Fe 系磁気冷凍材料における水素再分配現象の解明

と抑制」 

基盤研究（C） 

・「粒界の精密制御による Sm-Fe-N 焼結磁石の高保

磁力化」 

・「結合相制御による高温高強度 TiCN 系サーメット

の創製と摩擦攪拌接合ツールへの応用」 

・「金属鉄／窒化鉄ナノ複合軟磁性粉体の創製」 

・「形状記憶合金を結合相に用いた高靭性硬質材料の

開発とそのメカニズムの解明」 

若手研究 

・「低温還元拡散プロセスによる針状希土類磁石粉末

の創製」 

・「「良い界面」の面積率を高めた異方性ナノコンポジ

ット磁石の創製」 

・「電子顕微鏡と放射光分光解析から探る有機無機ハ

イブリッド製剤の最適な設計法」 

若手研究（B） 

・「高分子ナノ粒子キャリアの病原体との相互作用の

可視化のための電子顕微鏡評価法の開発」 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化） 

・「製剤－病原体間相互作用評価に基づく分子標的指

向型有機無機複合製剤の設計」 

 

発 表：誌上発表17件、口頭発表47件、その他4件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ハード磁性材料研究チーム 

（Hard Magnetic Materials Research Team） 

研究チーム長：高木 健太 

（中部センター） 

概 要：  

 エネルギー問題や環境問題の解決に寄与する高効率

モータの主要部材となる高性能永久磁石材料の研究開

発を行った。特に、電気自動車の駆動モータ用永久磁

石を対象とし、耐熱性や耐候性に優れ、かつ資源枯渇

が危惧される重希土類元素を使用しない磁石の開発に

注力した。当チームでは、高温で Nd-Fe-B 磁石を超

える潜在力をもつ Sm-Fe-N 磁石に着目しており、本

磁粉の難焼結性を克服する研究開発を実施している。

その取り組みの一つが低酸素環境下による焼結磁石製

造法の開発であり、残留磁化低下の抑制を目指した研

究を行った。結晶構造に関する取り組みにおいて残留

磁化低下を抑える因子を見出し、速やかに知財化した。

また、異なるアプローチとして、保磁力低下分を見込

んだ巨大保磁力をもつ超微粉を合成する研究も行い、

独自の還元拡散法を開発することによって保磁力3T

を超える Sm-Fe-N 磁粉の合成に成功した。さらに、

焼結法とは異なる成形法として強化加工法を利用した

研究も実施し、化学反応を伴う新たな緻密化プロセス

を見出した。一方で、次世代磁性材料として熱プラズ

マ法による新規鉄リッチ希土類磁性化合物の探索を行

い、希土類鉄の準安定相ナノ粉末の合成に成功した。 

 

エントロピクス材料チーム 

（Entropics Materials Team） 

研究チーム長：藤田 麻哉 

（中部センター） 

概 要： 

 磁気冷凍や固体蓄熱など、磁性体内の電子自由度

（電荷・スピン・軌道）に関わるエントロピー現象を

利用して、環境・エネルギー問題解決への貢献するこ

とを目指して提唱した“エントロピクス”工学の概念

を指導原理として、材料の特性解明・制御方策と作製

技術を構築する。特に橋渡し前期テーマとして La-
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Fe-Si-H 磁気熱量材料の合成技術は、民間企業との共

同研究を交え、水素の安定性を調整した材料について、

より熱特性が向上する合金設計を行った。また、磁場

以外の外場で駆動するエントロピクス材料の探索を継

続的に行った。特にヴァナジウム系酸化物に見られる

金属-絶縁体転移に付随する熱量効果を保持してバル

ク部材化できる焼結法を探索し、実用に向けた部材化

と加工成形につなげる方策を検討した。また、大学研

究者との共同により、材料とシステムが協調できるベ

ッド（冷凍機内の磁性体格納部）の成形性に関する研

究を開始した。 

 

ソフト磁性材料チーム 

（Soft Magnetic Material Team） 

研究チーム長：多田 周二 

（中部センター） 

概 要：  

高効率モータの実現に向けたコア材料としてのソフ

ト磁性材料や、高周波に対応したソフト磁性材料など、

用途に応じた特性を有する高性能ソフト磁性材料を開

発するとともに、その実用化のための基盤技術整備を

図った。2018年度は、これまでに開発した Fe-X 系高

性能ソフト磁性粉体材料にかかる生産プロセス効率化

や磁性ナノ粒子の合成を中心に研究開発を行った。そ

の結果、水素還元が熱力学的に極めて困難である X

成分を添加し、湿式合成法により得たフェライトナノ

粒子を水素ガス中で熱処理するという独自プロセスに

よって、2T 以上の飽和磁化と10 A/m レベルの保磁力

をあわせもつ粉体の作製に成功した。一方、メタンの

酸化カップリング反応触媒への展開を目的としてその

合成条件と触媒特性との関係を調べた結果、特定の酸

化物は微量成分を複合化することにより反応性が向上

することを確認した。さらに、水素化カルシウムによ

るフェライトの還元により、膜厚を制御したシリカ被

覆 Fe ナノ粒子の低温合成にも成功し、得られた粒子

が耐酸化性に優れ飽和磁化として116 emu/g を維持で

きることを確認した。 

 

磁性材料プロセスチーム 

（Magnetic Material Processing Team） 

研究チーム長：田村 卓也 

（中部センター） 

概 要： 

資源や環境を考慮した高性能磁性材料開発のための

プロセス技術、ならびに磁気特性を活用した材料プロ

セス技術の開発を行っている。これまで液体急冷法に

て作製が不可能であった高鉄含有の鉄-希土類2元系ア

モルファス合金において、アモルファスが形成される

温度領域での冷却曲線・冷却速度を算出することがで

きた。さらにこれまで存在していなかった組織が高度

に制御された Nd 系異方性鋳造磁石を電磁振動プロセ

スによって作製できることを見出した。また、フェラ

イト系異方性磁石作製のため、湿式成形とマイクロ波

乾燥による成形体の作製を試みた。成形型に吸水性・

非吸水性の型を用いて比較検討を行った結果、成形性

では吸水型のほうが良く、非吸水型では配向性が非常

に高くなることがわかった。 

 

焼結プロセスチーム 

（Sintering Process Team） 

研究チーム長：細川 裕之 

（中部センター） 

概 要： 

高効率モータ用高性能磁石を目指した材料・プロセ

ス技術、およびその周辺技術の開発を行った。まず高

速に材料・プロセス条件を導出することを目指した機

械学習技術の開発を行った。材料・プロセス条件と磁

気特性の関係を検討した結果、一定の誤差精度で磁気

特性の予測が可能であることを見出した。また新たな

高性能磁性材料作製技術の確立を目指して、湿式法に

よる超微細粉末作製技術開発を行い、ナノオーダーの

磁性微粒子作製に成功した。さらに、難焼結性磁石の

緻密な焼結の実現を目指し、高温高負荷に耐えうる金

型・工具用材料の開発を行い、800 ℃においても室

温強度よりも高強度を示す材料を作製することに成功

した。該技術の幅広い展開を図るため、難接合材料の

摩擦攪拌接合ツールへの応用をターゲットとし、ツー

ルの耐久性を評価する技術を確立、開発材料における

耐久性評価を実施し、従来工具材料よりも耐久性に優

れることを確認した。 
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５）エレクトロニクス・製造領域 
（Department of Electronics and Manufacturing） 

 

領域長：金丸 正剛 

 

概 要： 

 領域長は、エレクトロニクス・製造領域における研

究の推進に係る業務の統括管理を行うとともに、領域

間の融合を推進する業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

① エレクトロニクス・製造領域研究戦略部 
（Research Promotion Division of Electronics and 

Manufacturing） 

 

研究戦略部長：安田 哲二 

研究企画室長：芦田 極 

 

所在地：つくば中央第1 

人員：16名（15名） 

 

概 要： 

 研究戦略部は、領域内企業連携強化に向けたマーケ

ティングおよび知財関連業務、各領域の人事マネジメ

ントおよび人材育成に係る業務（企画本部および総務

本部の所掌に属するものを除く。）を統括するととも

に、領域間の融合を推進する業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

エレクトロニクス・製造領域研究戦略部研究企画室 

（Research Planning Office of Electronics and 

 Manufacturing） 

 

概 要： 

 当室は、エレクトロニクス・製造領域研究戦略部に

置かれ、研究所の業務のうち、当該領域における研究

の推進に関する業務を実施している。 

 具体的には、研究戦略の策定と研究計画のとりまと

め、研究戦略予算テーマの立案、領域重点化課題研究

テーマの選定・評価、研究ユニットへの交付金予算の

配分、領域内・領域間のスペース利用の調整、プロジ

ェクトの企画・立案・総合調整、経済産業省その他関

係団体などとの調整、領域長および研究戦略部長が行

う業務の支援、オープンプラットフォーム推進に係る

企画・調整、技術研究組合の窓口業務、見学・視察対

応などの業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［エレクトロニクス・製造領域研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長：芦田 極 他 

 

--------------------------------------------------------------------------- 

オープンイノベーションラボラトリ 

産総研・名大 窒化物半導体先進デバイスオープンイ 

ノベーションラボラトリ 

（GaN Advanced Device Open Innovation Laboratory） 

概 要： 

エネルギー問題解決や高度情報化社会の実現には、半

導体機器が省エネルギー性に優れ、高速に動作すること

が重要である。従来よりも高性能な半導体の素材として

注目されるガリウム（Ga）系の窒化物を使った半導体

技術の開発とその発展は、グリーン・イノベーションの

達成に大きな役割を担うと考えられており、その中でも、

窒化ガリウム（GaN）材料をもちいた発光デバイスや

パワーデバイスの開発は、エネルギー利用の高度化・高

効率化を支える重要な技術として期待されている。 

産総研・名大 窒化物半導体先進デバイスオープンイ

ノベーションラボラトリは「まち・ひと・しごと創生本

部」決定に基づく政府関係機関移転基本方針を踏まえ、

2016年4月1日に名古屋大学と共同で名古屋大学東山キ

ャンパス内に設置し、3年が経過した。 

名古屋大学がもつ世界トップレベルの窒化ガリウムの

材料物性や基礎プロセスに関する研究実績と、産総研が

もつデバイス化技術や評価・解析技術、企業などとの共

同開発の実績とを融合させることで、パワーエレクトロ

ニクス技術や発光デバイス技術の実現を目指し、実用化

に向けた「橋渡し」研究として、材料から応用に至る一

貫した研究を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

［産総研・名大 窒化物半導体先進デバイスオープンイ 

ノベーションラボラトリ］ 

ラ ボ 長 清水 三聡 

副ラボ長 宇治原 徹 

副ラボ長 澤田 真和 

--------------------------------------------------------------------------- 

経 費：367,720千円（307,314千円） 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金 

日本学術振興会 

科学研究費助成事業 

「High brightness yellow and red LEDs with p-side 

down structure by using polarization-induced 

tunneling junction」（若手研究（B）） 

「高品位三原色光源実現に向けた青・緑色面発光レーザ」

（基盤研究（A）） 

「選択成長法を用いた GaN 系立体チャネル型トランジ

スタの研究」（基盤研究（B）） 

「テラヘルツ LED の研究」（基盤研究（B）） 

「超高速キャリア緩和を有する InAs 量子ドットのテラ

ヘルツ波検出素子への応用」（基盤研究（C）） 
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国立研究開発法人科学技術振興機構 

SIP 第2期（戦略的イノベーション創造プログラム）／

脱炭素社会実現のためのエネルギーシステム／持続可能

スマート社会実現のための WPT システム基盤技術 

「回路寄生容量評価・ノイズ評価および回路設計・シミ

ュレーション技術の開発」 

 

文部科学省 

省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発 

（パワーデバイス・システム領域） 

「イオン注入技術の確立と革新的スマートパワーデバイ

ス構造作成技術への応用」（国立大学法人名古屋大学） 

（レーザーデバイス・システム領域） 

「トンネル接合形成と低損失共振器実現（b-2.トンネル

接合レーザー）」（学校法人名城大学） 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）／次世代

パワーエレクトロニクス／GaN に関する拠点型共通基

盤技術開発 

「GaN 縦型パワーデバイスの基盤技術開発」 

 

低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプ

ロジェクト／GaN パワーデバイス等の実用化加速技術

開発 

「低不純物・高成長速度の次世代 HVPE 法による低価

格・大電力 GaN パワーデバイス製造プロセスの研究開

発」 

「GaN 物性を最大限に発揮させる最適なパワーデバイ

ス構造の確立とその工業的な製造プロセスに繋がる絶縁

膜形成技術の研究開発」 

 

②【ナノエレクトロニクス研究部門】 
（Nanoelectronics Research Institute） 

（存続期間：2011.4.1～） 

 

研 究 部 門 長：中野 隆志 

副研究部門長：昌原 明植 

首 席 研 究 員：富永 淳二、Kolobov Alexander、 

       原 史朗 

総括研究主幹：安藤 淳、秋永 広幸、高橋 健司、 

       神代 暁 

 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第2 

つくば中央第5 

人 員：67名（67名） 

経 費 ：3,641,671千円（656,417千円） 

 

概 要 ： 

1. 社会的・技術的背景と研究ユニットのミッション 

  データの生成・蓄積・流通の量は、10年で10倍

以上の指数関数的な速度で増加している。この大規

模データの利活用はビジネスの成功や公共サービス

の向上のために益々重要となっている。増加を続け

るデータを効率的に収集・解析・活用していくため

には、さまざまな IT 機器やセンサを多様なニーズ

に応じて実現し、その性能を向上させ低消費電力化

していくことが必要である。しかし、IT 機器など

の高性能化・低消費電力化を支えてきたシリコン集

積回路の微細化は、技術的な限界のために従来の所

謂ムーアの法則に沿った進展が困難になっている。

また、最先端半導体の開発や製造に要する投資規模

の巨大化という経済的理由も加わって、微細化が終

焉しつつあることが広く認識され、2020年代後半

に訪れると予想されるポストスケーリング時代に向

けてさまざまな技術オプションが提案されるなど、

技術開発の潮流が変化している。 

 上述の認識に基づき、ナノエレクトロニクス研究

部門では第4期中長期計画期間のミッションを以下

のように設定している。すなわち、集積回路に用い

られる材料、デバイス、作製プロセス、設計、およ

び、解析評価に関する革新技術を創出し、大規模

化・多様化するデータ利活用を高速化・超低消費電

力化するハードウェア開発を先導する。また、超伝

導、ミニマルファブ、FPGA などの技術を応用し

て、社会や市場の多様なニーズに対応する高性能セ

ンシングや変量多品種デバイス製造・回路設計を実

現する。研究成果を企業との共同研究・受託研究や

地域センターとの連携を通じて橋渡しするとともに、

そのプロセスを通じて研究人材や技術経営人材を育

成する。これらの取り組みにより、急速な変化を続

ける半導体関連分野におけるわが国の産業競争力を

強化し、イノベーション創出の基盤である情報通信

プラットフォームの高度化と高効率化に貢献する。 

2. 重点的に取り組む課題 

ナノエレクトロニクス研究部門は主に以下の4項

目について重点的に研究を進めている。 

（1）半導体集積化技術の追求による情報通信シス

テムの高性能化および超低消費電力化 

大規模化するデータに対応して高性能な情報処

理を高エネルギー効率で行うための技術として、

ギガバイトクラスの集積度を持つ相変化メモリ技

術、シリコン MOSFET の駆動力省エネ性を超え

るロジックデバイス技術、これらを三次元集積す

る技術を開発する。 

（2）新規情報処理技術による情報通信システムの

高性能化および超低消費電力化 

通常の CMOS 集積回路では実現できない新規

の情報処理技術を創出するために必要となる新材

料技術および新原理デバイス技術を開発する。 
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（3）もののインターネット化に対応する製造およ

びセンシング技術 

社会インフラや産業インフラの保守や点検など

に資するため、高エネルギー分解能の超伝導検出

器の多画素・多重化技術を開発する。 

（4）ものづくりにおける産業競争力強化のための

設計・製造技術 

エレクトロニクス・MEMS の変量多品種オン

デマンド生産技術として、ミニマルファブ技術の

開発を行う。 

 2018年度は、上記（1）については、前年度ま

でに TIA 推進センターと協力してスーパークリー

ンルームなどの共用施設に NEDO「IoT 技術開発

加速のためのオープンイノベーション推進事業」

で整備した装置群を用いて、3次元実装・集積に関

する研究開発を精力的に推進した。また、3次元実

装関連のコンソーシアムの設立に向けた活動を開

始した。また、超低消費電力の相変化メモリとし

て期待されている、Sb2Te3と GeTe を交互積層し

て作製した「超格子型相変化メモリ」において、

微細化（＜100 nm）、低電圧動作化(<1 V)、量産

化に必須な300 mm ウェハでの作製などに成功し

た。上記（2）に関しては、受託していた NEDO

「IoT 推進のための横断技術開発プロジェクト」

に加えて、NEDO「イジングマシン共通ソフトウ

ェア基盤の研究開発、超電導パラメトロン素子を

用いた量子アニーリング技術の研究開発」、文部科

学省 Q-LEAP「超伝導量子コンピュータの研究開

発、シリコン量子ビットによる量子計算機向け大

規模集積回路の実現」などに参画し、量子アニー

リングマシン、量子コンピューターに関する研究

開発を精力的に開始した。量子コンピュータに関

しては、シリコン量子コンピュータに向けた量子

ビットの産総研のトンネル FET 技術による開発を

進め、10 K の温度での動作、読み出しに成功した。

また超伝導量子アニーリングチップの新規アーキ

テクチャを開発し、大規模集積チップを具現化し

た。また、東大 VDEC と連携して、AI チップ開

発を加速するための「AI チップ設計拠点」を構築

し、中小・ベンチャー企業などに公開し、集積回

路設計資産やノウハウの集約と人材育成にも着手

した。上記（3）については、世界最高レベルであ

る超伝導アレイ検出器などの高精度化を進めた。

また、高品質グラフェンの低温成膜とデバイス機

能の開発を進め、従来の金属／SiO2／Si（MOS）

型素子の電子放出源に比して、一万倍の性能（電

子放出効率と放出電流密度）を持つデバイスを実

現した。上記（4）に関しては、九州センターや臨

海副都心センターへのミニマルファブラインの設

置を進め、外部公開に着手した。また、共用ライ

ンでの変量多品種デバイス製造技術開発を加速さ

せるため、引き続きミニマルファブ装置群の実用

レベルへの仕上げや、CMOS NAND ゲートや

MEMS センサーの開発、動作実証を進めた。 

3. 研究の実施体制 

ナノエレクトロニクス研究部門では、「半導体デ

バイス集積技術」、「超伝導体デバイス集積技術」、

「新材料・新デバイス・ナノスケール計測技術」、

「変量多品種製造技術」の4つを研究部門としてカ

バーすべき分野として設定している。2018年度も、

「半導体デバイス集積技術」についてはナノ

CMOS 集積グループ、新材料デバイス集積グルー

プ、3D 集積システムグループ、エレクトロインフ

ォマティクスグループの4グループ、「超伝導体デ

バイス集積技術」については超伝導計測信号処理グ

ループと超伝導分光エレクトロニクスグループの2

グループ、「新材料・新デバイス・ナノ計測技術」

については、システマティックマテリアルズデザイ

ングループとエマージングデバイスグループの2グ

ループ、「変量多品種製造技術」についてはミニマ

ルシステムグループとカスタムデバイスグループの

2グループを置いて研究を実施した。2019年3月1日

には、NEC とナノエレ部門内の各グループとの強

固な連携を図り、量子アニーリングの研究開発の加

速だけでなく、量子性に基づいた先端技術領域の研

究開発を進めるため、NEC－産総研 量子活用テク

ノロジー連携研究室を設立した。また、クロスアポ

イントメント制度で招聘している東北大学の寒川誠

二教授を中心に、中性粒子ビーム加工による微細加

工プロセスの適用例拡大を進めた。 

4. 研究部門の運営 

 ナノエレクトロニクス研究部門の成果の主たる橋

渡し先は半導体関連企業（デバイスメーカー、半導

体ユーザー企業、装置・計測器メーカー、材料メー

カー、ファブレス、ファウンドリなど）である。半

導体産業では、微細化が限界に近づく中で、多様化

が著しい技術オプションについて、技術や市場の急

速な変化に対応しつつ研究開発を行うことが求めら

れている。この状況の中で半導体関連企業が求めて

いるのは、ナノエレクトロニクスに関する科学的・

技術的な蓄積を有する当部門をパートナーとして研

究開発を進めることにより、技術潮流を見通した研

究開発を先導し世界市場の中での競争力を維持・向

上していくことである。この認識に基づき、当研究

部門の軸足は、橋渡し前期の研究および、目的基礎

研究に置いた。ただし、製品や製造技術の実用化に

向けた個別具体的な問題解決にも一定のエフォート

を振り分け、この橋渡し後期の研究開発の中で、目

的基礎や橋渡し前期の研究の課題設定を研ぎ澄まし

ていくことを狙った。すなわち、目的基礎研究と橋
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渡し研究とをリニアモデルの枠組みで捉えるのでは

なく、両者の間で好循環を回していくことをユニッ

ト運営の基本とした。 

 研究資金に関しては、戦略予算と外部資金（公的

資金、企業との共同研究など）を用いて、上記2.の

4つの研究項目についての代表的な成果を創出した。

領域から配分された重点化課題予算は、これら代表

的成果創出の基盤となる各研究グループの要素技術

を磨くとともに、シーズ技術を育てるために用いた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

補助金／経済産業省／平成29年度一般会計補正（繰越）

／産業技術実用化開発事業費補助金（AI チップ開発加

速のための検証環境整備事業） 

 

補助金／文部科学省／科学技術人材育成費補助金／卓越

研究員事業 

 

補助金／一般社団法人研究産業・産業技術振興協会／平

成30年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）

／マスクレス超低損傷加工を実現するミニマル・バイオ

テンプレート形成装置とミニマル中性粒子ビームエッチ

ング装置の開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／超低消費電力データ収集システムの研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／組合せ最適化処理に向けた革新的アニーリングマシ

ンの研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／超高速・低消費電力ビッグデータ処理を実現・利活

用する脳型推論集積システムの研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／IoT 推進のための横断技術開発プロジェクト／

SensortoCloud Security～ビッグデータを守る革新的

IoT セキュリティ基盤技術の研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト／複製不可能デバイスを活用した IoT ハードウェア

セキュリティ基盤の研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／AI チップ開発加速のためのイノベーショ

ン推進事業／研究開発項目②：AI チップ開発を加速す

る共通基盤技術の開発 

 

受託研究／国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構／高効率・高速処理を可能とする AI チッ

プ・次世代コンピューティングの技術開発／次世代コン

ピューティング技術の開発／イジングマシン共通ソフト

ウェア基盤の研究開発 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／SIP

（戦略的イノベーション創造プログラム）「革新的構造

材料」／微細加工施設及び陽電子施設を中心とした先端

計測技術開発と拠点形成、構造材料の未活用情報を取得

する先端計測技術開発  

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的

創造研究推進事業（CREST）／極薄強誘電体膜の形成

と機能デバイスの開発 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的

創造研究推進事業（CREST）／カルコゲン超格子によ

るトポロジカル機能発現とマルチフェロイック機能デバ

イスの創製 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的

創造研究推進事業（CREST）／テラヘルツ検知用半導

体ナノ素材・素子の研究 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的

創造研究推進事業（CREST）／長期保管メモリの材料

設計および評価 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的

創造研究推進事業（CREST）／超伝導集積化プロセス 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的

創造研究推進事業（CREST）／原子層ヘテロ構造デバ

イスの実証と3次元集積 LSI のための原子層成膜プロセ

スの開発 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的

創造研究推進事業（CREST）／低雑音・広帯域超伝導

信号読出技術の開発 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的

創造研究推進事業（CREST）／単一スピン素子の設計

（シミュレーション）・作製・基礎評価 

 

受託研究／国立研究開発法人科学技術振興機構／戦略的
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創造研究推進事業（さきがけ）／量子プロセッサーの大

規模化へ向けた量子インターコネクションの基盤技術の

創成 

 

受託研究／公益財団法人 原子力安全研究協会／原子力

システム研究開発事業／超伝導量子計測技術を駆使した

TRU 核種迅速線量評価システムの開発    

 

受託研究／株式会社三菱総合研究所／平成30年度省エ

ネルギー等国際標準開発（国際電気標準分野）「酸化物

デバイスと電極界面の電気的特性評価方法に関する国際

標準化」    

 

受託研究／国立大学法人横浜国立大学／FEA プロセス

によるイオン源の高密度実装ならびにグラフェン電子源

の高効率化   

 

受託研究／国立研究開発法人理化学研究所／シリコン量

子ビットによる量子計算機向け大規模集積回路の実現  

 

受託研究／国立研究開発法人理化学研究所／超電導量子

コンピュータの研究開発    

 

科研費／文部科学省／基盤研究（C）／糖脂質 GM3の

ネフリン・リン酸化制御機構を利用した巣状糸球体硬化

症の治療法の確立 

 

科研費／文部科学省／若手研究（B）／悪条件連立一次

方程式対する高精度な精度保証付き数値計算技術の開発 

 

科研費／文部科学省／若手研究／対称性を持つ部分多様

体の安定性解析 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（A）／多層界面ダイポ

ール変調不揮発メモリの酸化膜界面構造最適化とアナロ

グ動作モデリング 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（A）／【H29からの繰

越】多層界面ダイポール変調不揮発メモリの酸化膜界面

構造最適化とアナログ動作モデリング 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／革新的な超伝導

分子検出技術の開拓と宇宙における分子進化の精密評価

への展開 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／超低消費電力ト

ランジスタ SOTB における IC チップ偽造防止技術

PUF の有効性検証 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／【H29からの繰

越】超低消費電力トランジスタ SOTB における IC チッ

プ偽造防止技術 PUF の有効性検証 

 

科研費／文部科学省／若手研究（A）／単一細胞内タン

パク質のイメージング質量分析を実現する撮像型分子検

出器 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（C）／閾値電圧制御に

よる低消費電力 FPGA の設計・評価環境の開発 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（C）／Ab-initio study 

of topological chalcogenide van-der-Waals 

heterostructures and superlattices 

 

科研費／文部科学省／挑戦的萌芽研究／絶縁基板上グラ

ファイト層間化合物集積化技術の開発とデバイス応用 

 

科研費／文部科学省／若手研究（B）／真贋判定技術

PUF のチップ出荷前の効率的な認証情報取得技術 

 

科研費／文部科学省／若手研究（B）／ナノワイヤにお

けるフォノン熱輸送とひずみの関係の原子論的解析 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（A）／シリコン量子ビ

ット集積化に向けたスピン結合基本技術の創製 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（C）／100 V 量子交流

標準素子の開発 

 

科研費／文部科学省／若手研究（B）／超伝導トンネル

接合－超伝導コイル一体構造型 X 線検出器の開発 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／原子層物質積層

構造を用いた超高効率平面型電子放出デバイスの創出 

 

科研費／文部科学省／若手研究／遷移金属内包シリコン

クラスター薄膜における銅の拡散防止機構解明と拡散係

数制御 

 

科研費／文部科学省／若手研究／相変化材料によるテラ

ヘルツ波変調デバイス開発 

 

科研費／文部科学省／若手研究／層状カルコゲナイド

pn 接合セレクタを用いた大容量不揮発性メモリ素子の

実現 

 

科研費／文部科学省／若手研究（A）／脳神経電位の網

羅的超多チャネル計測に向けた次世代アナログ圧縮セン

シングチップ 
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科研費／文部科学省／研究活動スタート支援／高精度歪

み制御による直接遷移型 IV 族混晶半導体の創出と発光

特性評価 

 

科研費／文部科学省／特別推進研究／パルスを情報伝達

担体とする超低電力100 GHz 級超伝導量子デジタルシ

ステムの探求 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（S）／熱力学的極限に

挑む断熱モード磁束量子プロセッサの研究 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（S）／layer transfer

による高移動度材料3次元集積 CMOS の精密構造制御 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（S）／layer transfer

による高移動度材料3次元集積 CMOS の精密構造制御 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（S）／超伝導シングル

フォトンカメラによる革新的イメージング技術の創出 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（A）／超並列アナログ

脳型 LSI に向けたナノ構造メモリ素子とその集積回路

化の研究 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（A）／シングルナノス

ケール・グラフェン NEMS 技術を基盤とする熱フォノ

ン制御技術の創製 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（A）／粒子線マイクロ

ドジメトリを目指した高精度超伝導粒子線検出技術の開

拓 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（A）／粒子線マイクロ

ドジメトリを目指した高精度超伝導粒子線検出技術の開

拓 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／革新的グラフェ

ンフラット電極の開発による単分子デバイスの機能計測 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／300 ℃・10 

MGy の耐熱耐放射線性能を持つ電子・撮像デバイス用

微小電子源の開発 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／トポロジカル絶

縁体におけるコヒーレント表面フォノン誘起量子相転移

の研究 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／世界最小の神経

プローブが可能とする超低侵襲脳計測エレクトロニクス 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／銀河間プラズマ

の集中と循環を探る X 線カロリメータ大型アレイの開

発 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／次世代不揮発性

メモリに向けた d 電子系相変化カルコゲナイドの開拓 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（B）／推力密度の飛躍

的な増加と冗長系の確保が可能な超小型エレクトロスプ

レー宇宙推進機 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（C）／1次元超伝導ー

絶縁体転移と自己双対量子デバイスの研究 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（C）／2次元超伝導相

転移から見た超伝導デバイスの革新的評価方法の開発 

 

科研費／文部科学省／基盤研究（C）／」磁気力顕微鏡

を用いたナノ領域の金属探知機の研究 

 

科研費／文部科学省／挑戦的研究（開拓）／光子計数技

術を応用した新しい精密宇宙物理観測手法の開拓 

 

科研費／文部科学省／挑戦的研究（開拓）／超高解像度

観測を実現するテラヘルツ強度干渉計の開発 

 

科研費／文部科学省／挑戦的研究（萌芽）／電子放出面

の電位構造が従来と逆になる電子源を用いた新規超小型

イオン推進機の実現 

 

科研費／文部科学省／新学術領域／ハイブリッド量子科

学の理論的研究 

 

内部資金： 

戦略予算／半導体製造装置への新規シリサイド薄膜プロ

セスの展開 

 

発 表：誌上発表188件、口頭発表363件、その他21件 

--------------------------------------------------------------------------- 

ナノ CMOS 集積グループ 

（Nano-CMOS Integration Group） 

研究グループ長：松川 貴 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 IoT や AI など今後さらに発展する IT 技術は、ハ

ードウェアの面でシリコン集積回路の進化に支えられ

ている。当グループはシリコン集積回路・ハードウェ

アのさらなる高性能化・低消費電力化を推し進めるた

めの基盤技術を開発し、わが国の IT 社会と半導体関

連産業に貢献することを目指している。近年、半導体
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の単純な寸法縮小ではハードウェア性能向上が困難に

なってきている中、シリコン CMOS プラットフォー

ムに適用可能な新規デバイス技術として、MOSFET

の限界を超える省電力性を有する新原理トランジスタ、

新規記憶機能デバイスの研究を行っている。加えて、

新規デバイスを活用する回路技術、機械学習や新原理

コンピューティングに対応する回路・ハードウェア技

術の研究開発を行っている。上記研究テーマの推進に

あたり、ナノエレクトロニクス研究部門で管理するナ

ノ棟 CMOS 試作設備や設計環境を整備・活用し、新

規デバイス・回路・ハードウェアの開発、評価を行っ

ている。また、上記研究開発によるシーズ技術を元に、

産学との積極的な連携を進めている。 

 

新材料デバイス集積グループ 

（Advanced Materials and Devices Integration Group） 

研究グループ長：遠藤 和彦 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 情報イノベーションで日々増大する大容量データを

効率的に処理するには、半導体集積回路の集積度や性

能を更に向上させる必要がある。これまでは、スケー

リングと呼ばれる半導体集積回路の微細化によりその

性能が向上し、飛躍的な情報処理技術の発展に寄与し

ていた。しかしながら、半導体集積回路の微細化が、

近年はいよいよその物理的限界に近付きつつあり、微

細化による性能向上に限界が見え始めている。そこで

当グループは、微細化に頼らない集積回路高性能化の

ために、ポストシリコン材料と呼ばれるシリコンを凌

駕する特性を持つ半導体材料の導入を積極的に進め、

主として（1）化合物半導体や、ゲルマニウム、遷移

金属ダイカルコゲナイドなどの高移動度チャネルを用

いた高性能トランジスタ技術、（2）上記異種材料の

シリコンウエハー上への集積化技術、（3）複数の異

種材料トランジスタ層をシリコンウエハー上に3次元

に積層化するための基盤技術、（3）磁性やスピンを

利用した新構造メモリや新原理トランジスタ、（4）

負性容量をゲートスタックに持つ新規トランジスタや、

ゲートスタックの信頼性評価、（5）物理モデルの搭

載が容易で、大規模並列計算により幅広いデバイス開

発に貢献するテクノロジーCAD（TCAD）の開発を

進めている。 

 

3D 集積システムグループ 

（3D Integration System Group） 

研究グループ長：菊地 克弥 

（つくば中央第1 本部・情報棟） 

概 要： 

 3次元集積実装技術を活用した超低消費電力 LSI 集

積システムの研究開発に取り組んでいる。センシング

デバイスやスーパーコンピュータなど IoT 社会の実

現に向けて IoT エッジデバイスから IoT クラウドシ

ステムまで応用可能な3次元集積実装システムの設

計・プロセス技術・プロセス評価技術に関する研究開

発を進めている。特に、3次元積層構造の構築に向け

て、シリコン貫通電極（TSV）技術において、熱応

力の解析技術およびその評価技術の構築を含め、3次

元積層構造の高信頼性に向けた研究開発を進めている。

また、3次元積層構造の構築に向けた、チップ積層技

術やウェハ積層技術の研究開発を行っている。また、

3次元集積実装システムにおける、シグナルインテグ

リティ（SI）・パワーインテグリティ（PI）に向けて、

設計・解析評価技術の研究開発を進めている。さらに

超伝導量子コンピュータ技術や超伝導量子アニーリン

グ技術における3次元集積実装技術の研究開発にも取

り組んでいる。 

 

エレクトロインフォマティクスグループ 

（Electroinformatics Group） 

研究グループ長：川畑 史郎 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 当グループでは、ナノ・量子エレクトロニクス技術

が生み出すシーズと情報技術からの多様なニーズとを

垂直統合的に分野融合させ、市場開拓が見込まれる未

知の新しい電子・量子情報技術の創出を目指して以下

の研究を進めている。（1）FlexPowerFPGA の開

発：新型デバイスの応用例として、しきい値電圧をプ

ロ グ ラ ム 可 能 な 超 低 消 費 電 力 FPGA で あ る

FlexPowerFPGA および関技術を開発する。（2）IC

チップの偽造防止および認証手法の開発：IC チップ

の 偽 造 防 止 技 術 で あ る Physically Unclonable 

Function（PUF）の特性評価 を行なう。（3）非ノイ

マン型計算機に関する研究：近年期待の高まる新しい

コンピューティング技術について、産総研でチップ開

発可能な超伝導量子アニーリングを中心として検討す

る。（4）新型デバイス回路応用技術などの研究：エ

レクトロニクス技術の提供するシーズと情報処理技術

からのニーズとを一元的に融合させた、新たな付加価

値を生む情報システム技術について、デバイスの特性

を巧みに利用した新しい回路技術に重点を置きつつ、

新たな応用技術の模索、関連技術の調査、基本特許の

出願、論文発表、新規プロジェクトの提案を行なう。

（5）トポロジカル・原子層材料フォトニクスの研

究：近年新機能材料として注目を集めているトポロジ

カル物質および原子層材料の光物性に関して理論的に

研究を行う。 

 

ミニマルシステムグループ 

（Minimal System Group） 
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研究グループ長：原 史朗 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 低コスト集積回路製造の究極の姿は、ルームサイズ

のファクトリーである。それぞれの製造装置は1フィ

ート立方 程度の大きさとなる。この新しい産業シス

テム構築構想を「ミニマルファブ構想」と名付け、

2010年1月にファブシステム研究会（設立時：企業16

社2大学、本報告執筆時点：119社14大学4特許事務所

7公的機関）を立ち上げ、構想実現のための技術開発

を進めている。ミニマルファブは、現行300 mm ウェ

ハと比較しておおよそ面積が1/1,000のハーフインチ

ウェハ（正確には直径12.5 mm）を用いることで、

装置サイズを幅30 cm まで縮小し、これによって設備

投資額も1/1,000の5億円程度まで抑える最小単位の半

導体デバイス生産システムである。 

 研究会企業、そして2017年に設立した一般社団法

人ミニマルファブ推進機構とともに産総研を中核とし

てミニマルファブの開発を進めている。当グループの

ミッションは、その開発全体を統括し開発をリードす

ること、ミニマルファブの共通コア技術であるウェハ

搬送系の開発を行うこと、ミニマルファブに関するさ

まざまな要素の仕様決定を推進すること、開発装置群

を用いたデバイスを試作することなどである。2018

年度は、開発した前工程装置群を用いて、実用

CMOS のプロセス技術開発を行い2入力 NAND ゲー

トの動作に成功した。また、ミニマル装置の制御系を

一新しセキュリティ対策を万全にした新型システムを

実用化した。今後は、集積回路へ向けた実用 CMOS

技術の開発と、実用 MEMS 技術開発に注力してゆく。 

 

カスタムデバイスグループ 

（Custom Device Group） 

研究グループ長：長尾 昌善 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループは、社会や市場の多様なニーズに応える

新機能・集積デバイス技術を提供することをめざして、

多様で特徴のあるデバイスの基盤技術・プロセス技術

を開発することを目標としている。特に多様化が求め

られるセンサーデバイスやメモリデバイスなどへの応

用が可能な、産総研独自の基盤要素技術の開発に注力

するとともに、各デバイス開発の共通基盤インフラと

なるミニマル装置群と既存ファブのハイブリッドプロ

セスの開発を進めている。産総研独自の基盤技術開発

として、以下の課題を推進している。不揮発メモリへ

の応用が有望な強誘電体トランジスタのデバイス構造

やプロセスの最適化。耐放射線撮像素子や大電力高周

波デバイスなど半導体では実現できないデバイス応用

が可能な産総研独自の電子源技術の開発。多様なセン

サへの展開が期待できる、CMOS-MEMS 融合デバイ

スの開発。また、絶縁基板上へダイレクトにグラフェ

ンを成膜できる技術を活用して、ガス中や溶液中で動

作する新規な MOS 型電子源の開発や、透明導電膜へ

の応用を目指している。以上のデバイス技術開発に加

え、デバイス開発を下支えする計測技術として、走査

プローブ顕微鏡を用いた不純物分布の計測・評価技術

にも取り組んでいる。 

 

超伝導計測信号処理グループ 

（Superconducting Sensors and Circuits Group） 

研究グループ長：山森 弘毅 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 科学技術・産業技術に関わるあらゆる分野で重要性

が認識される計測と、その信頼性を保証する計量標準

の発展に資するため、半導体や磁性体など、他の素材

では実現不可能な高精度計測・低雑音計測を実現する

超伝導デバイス、およびそれを中核とする計測器を開

発し、産業発展に不可欠な基盤技術と分析評価技術や、

国民の健康や安全・安心な生活に資する技術の拡充を

目指した研究を行っている。現在の主流であるノイマ

ン型コンピュータの欠点を補完する計算手法として近

年注目を集めている、超伝導デバイスに基づく量子ア

ニーリングの研究開発と、万能型量子コンピュータを

実現するために、空間的に離れた複数の超伝導量子ビ

ット間や量子チップ間をマイクロ波光子によって量子

的に接続する“量子インターコネクション”の基盤技

術開発を行っている。また、超伝導検出器の性能向上

に必要な多重読出し技術の研究開発や、量子電圧標準

素子の研究開発を行っている。標記をはじめとした広

汎な応用において、日本の超伝導エレクトロニクス研

究の土台を支えるため、共同研究機関に頒布できる超

伝導デバイス・集積回路を CRAVITY（Clean Room 

for Analog digital superconductiVITY）で作製する

ための技術の維持・発展に必要な研究を行っている。 

 

超伝導分光エレクトロニクスグループ 

（Superconducting Spectronics Group） 

研究グループ長：浮辺 雅宏  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 超伝導エレクトロニクスを利用して、従来技術の限

界を超える分光、計算性能を実現する。このために、

ナノテクノロジー微細加工技術と超伝導理論の双方を

活用したアレイセンシングデバイスの開発とそれを活

用した先端計測分析機器や、非ノイマン型情報処理の

ための革新的コンピューティングデバイスの開発を推

し進め、計測分析機器のユーザーへの公開や、情報処

理能力の飛躍的向上の実現による社会貢献をなすこと
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をミッションとする。具体的には、軟 X 線蛍光収量

X 線吸収分光および蛍光 X 線分光にて微量軽元素な

どの分析を可能にする、放射光ビームラインに設置の

分析ステーション（SC-XAFS）および SEM-EDX シ

ステム（SC-SEM）にて、SIP などの国プロ、企業な

どからのニーズに対して有効性をアピールする他、セ

ンシングデバイスが検出可能な X 線エネルギーの拡

大にも努め、国内外の放射光施設などへの超伝導軟 X

線検出器の新規導入やラボベースの同検出器システム

の商用化を推進する。質量分析では、新原理に基づく

粒子検出器の性能向上による分析能力の向上を実現、

ファージなどの分析へと展開する。量子計算機では、

開発する量子演算チップの基本演算性能を検証し、将

来の量子アニーリング機械実現への道筋を作る。運営

する超伝導アナログ・デジタルデバイス開発施設

（CRAVITY）では、商用も含めた超伝導デバイスの

外部供給を実現する。 

 

エマージングデバイスグループ 

（Emerging Device Group） 

研究グループ長：秋永 広幸  

（つくば中央第5） 

概 要： 

 「新しい研究分野あるいは研究概念を創造し、将来

のナノエレクトロニクス技術の発展方向を明確な科学

的根拠を以て社会に提示すること」、「研究及び開発の

成果を社会に実装する駆動力となること」が当グルー

プの長期目標である。機能性酸化物を主たる研究対象

とし、それらの物質をナノ構造化、あるいは異種材料

の界面を原子レベルで精密に接合することによって、

合目的的に設計されたデバイス機能の発現と制御を可

能としたナノデバイスの開発成功例を積み上げていく

ことを当グループの活動指針としている。具体的には、

不揮発性メモリ、非ノイマン型情報処理用デバイス・

回路、センサを含むインテリジェントエッジシステム

などの研究開発を推進している。また、目標達成に向

けて、「新機能・高機能」、「省エネ・省資源」、そして

「高生産性・低コスト」の3つの性能指標を相反させ

ないこと、「材料」、「デバイス」、「回路」、「アーキテ

クチャ」、「システム」の5つのレイヤーにおける研究

開発を連携・最適化することをガイドラインとしてい

る。さらに、研究開発成果の社会実装を効率的に推進

するため、開発技術のオープンプラットフォーム化と

国際標準化を実施している。 

 

システマティックマテリアルズデザイングループ 

（Systematic Materials Design Group） 

研究グループ長：宮田 典幸 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 情報通信機器に組み込むハードウエアの性能向上や

新機能追加などを目的として、従来とは異なる半導体

材料や新原理デバイスの研究開発が進められている。

その中でも、当グループが主体となって進めているカ

ルコゲン化合物超格子材料は、不揮発性メモリやテラ

ヘルツ検出器など、広い応用が見込める材料である。

不揮発メモリとしては、従来のカルコゲン化合物合金

を用いた相変化型メモリ比べて格段にエネルギー効率

や信頼性の向上が可能であり、将来の大規模データ処

理・管理に向けたストレージ技術として期待されてい

る。2018年度は、企業が進める実用化研究に参加し、

GeTe/Sb2Te3系超格子膜の形成および材料設計で貢献

した。一方、カルコゲン化合物超格子は、トポロジカ

ル絶縁体とよばれる新しい量子物理現象を発現する材

料でもある。当グループでは、超格子膜のトポ絶縁性

を応用したマルチフェロイックデバイスや室温テラヘ

ルツ検出器の研究開発を進めている。また、SiGeSn

半導体、原子層カルコゲナイド薄膜や酸化物超格子な

どの新しい電子材料の研究も行なっており、それらの

研究では、走査プローブ顕微鏡やヘリウムイオン顕微

鏡などの分析手法、さらに第一原理計算による材料設

計を積極的に取り入れている。 

 

NEC-産総研 量子活用テクノロジー連携研究室 

（ NEC-AIST Quantum Technology Cooperative 

Research Laboratory） 

連携研究室長：白根 昌之 

副連携研究室長：川畑 史郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 1999年に世界で初めて超電導固体素子を用いた量

子ビットの動作実証に成功して以来、継続して進めて

きた、量子ビットや量子状態を制御するデバイス・回

路の研究といった NEC の保有する先端量子関連技術

と、産総研の持つ超電導デバイス開発や量子物理学な

どの豊富な知見、人材との連携の拡大・融合を図り、

共用施設として運営されている超電導アナログ・デジ

タル開発施設（CRAVITY）を活用して、超電導量子

アニーリングマシンの開発を中心に、基礎研究に留ま

らない、産業分野での量子活用のための研究開発のさ

らなる加速を図っている。 

 

③【電子光技術研究部門】 
（Electronics and Photonics Research Institute） 

（存続期間：2011.4～） 

 

研 究 部 門 長：森 雅彦 

副研究部門長：並木 周 

副研究部門長：阿澄 玲子 

副研究部門長：澤 彰仁 
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首 席 研 究 員：永崎 洋 

総括研究主幹：榊原 陽一 

総括研究主幹：河島 整 

研 究 主 幹：鍬塚 治彦 

 

所在地：つくば中央第2、 

    つくば中央第5、つくば西 

人 員：91名（91名） 

経 費：1,202,186千円（594.698千円） 

 

概 要： 

（1）当研究部門のミッション 

  安全・安心で持続可能な社会の実現に向けて、電

子と光の特性を最大限に活かした情報処理・通信技

術の高度化および超低消費電力化に加えて、新たな

電子と光の可能性を追求していく。具体的には、光

ネットワーク、光インターコネクションなどの電子

と光が融合する領域の新技術や、量子情報処理や強

相関電子系、超伝導、化合物半導体、有機材料など、

新しい電子・光技術の応用の拡がりを目指した理論

や材料、デバイスの研究開発を進め、情報通信シス

テムの高性能化や超低消費電力化を実現する。また

プラズマやレーザー基盤研究に基づく加工プロセス

による新しい製造技術の開発を進める。さらに、

光・電子による新しい計測技術や生体情報センシン

グを実現するシステムまで、幅広い課題解決手段に

よるイノベーションを推進する。 

（2）世界規模の社会システムの急激な変化がもたら

しつつある環境・エネルギー問題を初めとして、超

高齢化社会の課題、社会基盤インフラ老朽化、大規

模災害対策などの問題を解決して、安全安心で持続

的な人類の発展に貢献するために、電子と光という

従来は個別に発展してきた技術を統合的に捉え、さ

まざまな社会課題に対する解決の方向性を探る。電

子・光技術の新しい応用の拡がりを目指すとともに

電子と光が融合する領域の新技術について研究開発

を推進するために、当研究部門が有するコア技術を

軸に、以下の3つの重点研究課題を設定する。 
 

a）光情報技術 

 高度な光伝送技術、光・量子エレクトロニクス、シ

リコンフォトニクス技術などを駆使して、光・電子融

合領域における革新的情報通信技術の研究開発を推進

する。また、その成果を生かした光デバイスに関する

エコシステムの創成もめざす。 

a-1）次世代光ネットワーク技術を、デジタルコヒー

レント、非線形信号処理、量子光学技術、資源管理

などを用いて開発する。また、次世代シリコンフォ

トニクスデバイスを実現するために重要な3次元構

造、光インターコネクション応用に向けたポリマー

フォトニクス技術、ダイナミック光パスネットワー

クを構成する小型低電力光スイッチ技術などを開発

する。さらに、コンソーシアムを運営しながら、次

世代コンピューティングを実現する光ネットワーク

技術やその自動化などの検討を行う。 

a-2）高集積光トランシーバなどに幅広く適用可能な

汎用シリコンフォトニクス技術を開発する。具体的

には、光変調器をはじめとする要素デバイスの設計、

製造技術の開発を行う。また汎用シリコンフォトニ

クスファブの実現にむけて、上記開発技術のプロセ

スデザインキット（PDK）化を行い、コンソーシ

アムを運営しながら、マルチプロジェクトウエハ試

作サービスを進める。 

 

b）光応用技術 

 光を用いた微量物質検出技術を核とした生活安全に

向けたウイルスや細菌、環境物質などに対する実用的

な光センサシステムの開発を行うとともに、分光技術

を核とした生体機能イメージング技術を確立する。ま

た次世代プロセスや極限計測技術への応用を目指して、

超短パルスレーザー研究、短パルス光プロセス、プラ

ズマプロセスの医療応用を含めた加工応用研究を推進

する。 

b-1）先進プラズマ技術の高度制御による革新的な省

エネルギー・低環境負荷エレクトロニクスデバイス

の開発と成果の社会還元、および、安心・安全な超

高齢化社会実現への貢献を目指す。 

b-2）高出力かつパルス幅などパラメータ変更が可能

なレーザー光源開発と加工プロセスなどへの応用の

超高速フォトニクス研究を重点的に進めるとともに、

新たなプロセスや高度計測の開拓に係る研究開発を

行う。特にレーザー加工プロセスについては、内外

との連携研究により、医療用材料、難加工材料など

の次世代高速高品位加工プロセス開発を進める。 

b-3）独自に開発した光を用いたセンシング技術や計

測技術をコアとして、健康な暮らしを誰もが享受で

きる社会、安全安心な住環境、より高い国際競争力

を持つ工業・農業生産技術の実現に資するセンシン

グシステムを開発する。具体的には、ウイルスや細

菌、汚染物質などに対するセンサシステム、生体内

物質の低侵襲・無侵襲センシング技術、インフラの

安全を見守る分光技術、工業・農業生産プロセスを

管理するセンサシステムの開発を進めている。 

b-4）各種材料（有機・無機・微粒子など）の精密な

構造制御や集積化による機能発現を利用した高性能

光／電子デバイスの開発、および関連する基盤技術

の開発を行う。具体的には、有機材料の設計・合成、

マイクロ・ナノパターン形成技術、デバイス作製技

術、計測評価技術の開発を行う。 
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c）新原理エレクトロニクス 

 高温超伝導体、強相関酸化物などの機能性酸化物や、

化合物半導体、有機半導体を中心に、省エネルギーに

貢献する機能性材料の探索を行うとともに、従来技術

の延長では達成できない極限的な省エネルギーデバイ

スの研究開発を推進する。 

c-1）分子線エピタキシー、有機金属気相エピタキシ

ーなどの高度な結晶成長技術、ナノレベルの微細構

造設計・作製技術を駆使して、IoT 時代における低

環境負荷社会に貢献しうる化合物半導体・有機半導

体先端光デバイスを開発する。 

c-2）情報通信・エレクトロニクス技術の革新にむけ、

卓越した機能を有する超伝導材料の開発、理論・実

験両面からのアプローチによる高温超伝導発現機構

解明、および産業利用に向けた超伝導技術の応用の

提案とその実現に向けた技術開発を推進する。 

c-3）低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立をめ

ざして、既存の電子材料にない新機能を示す酸化物

半導体、鉛フリー圧電体、酸化物発光材料などの酸

化物材料を探索し、デバイス化へむけた可能性を検

証する。加えて、これら酸化物材料の機能発現機構

の解明、機能制御手法の技術開発を推進する。 

c-4）情報通信技術のイノベーション創出を目的に、

強相関電子材料の特長である電気的、磁気的、光学

的な特性が劇的に変化する電子相転移を、電場、磁

場、光などの外場で制御する技術、ダイヤモンド

NV センターを利用した量子センシング技術などを

開発し、それらの技術を利用した革新的な先端デバ

イスの研究開発を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

「近赤外波長域を利用した医療用画像システムの国際標

準化研究」 

「超情報接続フォトニクス」 

「次世代メデイカルデバイス技術創製」 

 

外部資金： 

経済産業省 

平成30年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究開

発事業（革新的省エネルギー技術開発） 

「第3世代パワー半導体β-Ga2O3の高品質化・高性能化

技術」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／（革新的ロ

ボット要素技術分野）自律型ヒューマノイドロボット／

広角・多波長レーザレーダーによる超高感度コグニティ

ブ視覚システム」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「高温超電導実用化促進技術開発／高磁場マグネットシ

ステム開発／高温超電導高磁場コイル用線材の実用化技

術開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「高輝度・高効率次世代レーザー技術開発」 

 

総務省 

高度通信・放送研究開発委託研究 

採択番号20401「超並列型光ネットワーク基盤技術の研

究開発」 

 

総務省 

戦略的情報通信研究開発推進事業 

「Si 系光渦合分波器を用いた光通信帯における光渦多

重伝送技術の構築に関する研究開発」 

 

文部科学省 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「待機電力ゼロ型フォトニックルータに向けた集積チッ

プ実装モジュールと制御システムの開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「トポロジカル量子計算に向けたデバイス技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「シリコン低遅延光ゲート集積化技術の研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（ACCEL） 

「光レーダー用シリコンフォトニクス基板開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

研究成果展開事業（戦略的イノベーション創出推進プロ

グラム）（S イノベ） 

「テラバイト時代に向けたポリマーによる三次元ベクト

ル波メモリ技術の実用化研究」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的イノベーション創造プログラム 

「回路寄生素子評価・ノイズ評価および回路設計・シミ

ュレーション技術の開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

研究成果展開事業（先端計測分析技術・機器開発プログ

ラム） 

「量子センシング方式を用いたポータブル NMR 装置の
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開発」 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

「新規複合アニオン化合物の創製：物質合成と設計指針

の確立」 

 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

「複合アニオン化合物の創製と新機能に関する研究の総

括」 

 

新学術領域研究（公募研究）    

「分子協調作用に基づく光応答固液相転移システムの構

築」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（S） 

「ダイヤモンド量子センシング」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「金属絶縁体転移周辺の異常な物理現象の理解とニュー

ロモルフィック素子開発の協奏」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「実環境中ウイルス検出用外力支援近接場照明バイオセ

ンサシステム」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「ナノチューブファイバレーザーを用いた超広帯域デュ

アルコム光源の開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「アルケノン生産性藻類の物質生産性向上のための基盤

技術の研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「ハフニア系強誘電トンネル接合による人工シナプスの

実現に向けた素子技術基盤の構築」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「蛍石型ヘテロ構造の成長・界面制御に基づく強誘電抵

抗スイッチングの研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「超100K 級銅酸化物高温超伝導体の単結晶育成技術の

開発とデバイス応用の検討」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「光誘起結晶移動現象の機構解明と高度制御」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「銅酸化物における Tc 向上のための超伝導圧力相図の

決定とその理論的解明」 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「ワイドバンド・ナローバンド共存電子系の精密制御に

よる新規高温超伝導体の設計と実証」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「立体湾曲シリコン導波路を用いた革新的空間光学の開

拓」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「サブ10フェムト秒位相制御光による非熱的原子レベ

ルレーザーカーヴィング技術の開発」 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「局所的ナノ構造配列を用いた液晶装荷シリコンフォト

ニクス技術の開拓」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「スライドボート法による有機半導体ダブルへテロ積層

構造と微小共振器レーザーの開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「量子ドット超格子による高信頼性黄色半導体レーザー

の実現」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「異方場に配されたアトリットル空間への電場集中と2

波長高感度モバイルセンサへの応用」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「2次元無機有機ペロブスカイト材料によるハイブリッ

ド特有の光学応答」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「ダイヤモンド電子スピン多周波数量子制御による超高

感度ベクトル磁場センサ」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「超広帯域 I／O を想定したアーキテクチャの検討」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「Approximate Computing ネットワークの研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「圧力波フォーカシングを利用した高純度シリコンクラ

スタービーム生成技術の高度化」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「外力支援近接場照明バイオセンサを用いた革新的疾病

マーカー検査技術の開発」 
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科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「大規模光ネットワーク構成に向けた相変化型省電力光

スイッチの研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「ホモ・ヘテロ・ナノギャップ構造を持つ周期ナノドッ

ト転写法の開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「最適化量子モンテカルロ法に基づく高温超伝導機構の

研究」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「分子リソグラフィーに向けた分子集積技術の開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「構造制御した固体光アップコンバージョン材料の三重

項励起子拡散異方性の解明」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「GaN 系共鳴トンネルダイオードでのサブバンド間遷

移を用いた高速不揮発メモリの開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「ナノサイズ光学窓の形成による超解像効果発現の最適

条件の理論的探索」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「多バンド超伝導体において生成するトポロジカルソリ

トンの観測」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「単原子層薄膜を用いた無機有機超格子膜の開発」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「低温大気圧プラズマ処理溶液中の活性種制御」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「s 軌道性の価電子帯をもつ透明 p 型半導体におけるキ

ャリア生成と薄膜化」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「ディラック電子系アンチペロブスカイト酸化物薄膜の

作製と電子状態評価」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「金属‐絶縁体転移を利用した光スイッチ機能の創出」 

 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「超高速キャリア緩和を有する InAs 量子ドットのテラ

ヘルツ波検出素子への応用」 

 

科学研究費補助金 挑戦的研究（萌芽） 

「可変シワ構造による表面摩擦機能の拡張」 

 

科学研究費補助金 挑戦的研究（萌芽） 

「同位体ダイヤモンド超格子薄膜の弾道熱輸送を利用し

た革新的バイオセンサーの開拓」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「液相剥離法の高度化による原子層薄膜の作製とデバイ

ス化」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「フェムト秒レーザーによる医療用セラミックスの表面

微細構造形成技術の開発」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「“Interconnected”カーボンナノチューブ合成と応力

センサ材料の開発」 

 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「量子限界に挑む新原理の超伝導単一光子検出器の実証」 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「ダイヤモンド表面近傍の NV 中心と外部核スピン集

団との量子コヒーレント結合」 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「オンチップ型フーリエ変換赤外分光（FT-IR）システ

ムの実証」 

 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「光刺激でガラス転移温度が変化する高分子を用いた高

速フォトメカニカル材料の創製」 

 

科学研究費補助金 研究活動スタート支援 

「光誘起移動を示す有機結晶によるナノ材料運搬および

集積化に関する研究」 

 

科学研究費補助金 研究活動スタート支援 

「Development of Human-timescale Neural Circuits 

using Emerging Neuromorphic Devices」 

 

国際共同研究加速基金（国際活動支援班） 

「複合アニオン化合物の創製と新機能に関する研究の国

際活動支援」 

 

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（B） 

「金属ポルフィリンを基盤とする高機能触媒およびデバ
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イスの創製」 

 

特別研究員奨励費 

「層状複合アニオン化合物を用いた超高速シンチレータ

材料探索」 

 

特別研究員奨励費 

「電気分極効果で発現する強誘電体の特異なバンド構造

の解明」 

 

特別研究員奨励費 

「遷移金属触媒を用いないクロスカップリング反応にお

けるマイクロ波加熱連続フロー合成」 

 

科学技術人材育成費補助金 

「卓越研究員事業」 

 

独立行政法人日本学術振興会    

平成30年度二国間交流事業共同研究 

「金属非金属転移周辺の物理現象を理解し、新しい脳型

電子素子を開発する」 

 

独立行政法人日本学術振興会    

平成30年度二国間交流事業共同研究 

「相転移脳型素子による脳型アーキテクチャの構築 ー

真の脳型計算機開発への挑戦」 

 

一般社団法人 研究産業・産業技術振興協会 

平成30年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助

金） 

「非接触ポータブルフーリエ赤外線分光器の開発」 

 

静岡県 

静岡県先端企業育成プロジェクト推進事業 

「赤外分光光度計による農作物栽培技術の高度化」 

 

国立大学法人筑波大学 

平成30年度医療研究開発推進事業費補助金（橋渡し研

究戦略的推進プログラム）   

 

「高い信頼性と骨固着力を有するジルコニア人工関節実

現のための新しい表面修飾技術」 

 

発 表：誌上発表250件、口頭発表414件、その他58件 

--------------------------------------------------------------------------- 

フォトニクスシステムグループ 

（Photonics Systems Group） 

研究グループ長：池田 和浩 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・研究目的：将来の高機能かつ持続発展可能な通信ネ

ットワーク、コンピューティングなどの応用側の視

点に立ち、新しい光デバイスおよびその実装技術、

光伝送技術を研究し、幅広いフォトニクスシステム

のイノベーション創出に貢献する。 

・研究手段：シリコンフォトニクスを基盤とした大規

模光集積回路、垂直曲げシリコン光導波路による表

面実装技術、機械学習などを用いた高度な光信号処

理技術、量子アニーリングなどの量子光技術につい

て独創的な研究開発を行うとともに、これら異なる

技術レイヤーの有機的連携による新しいフォトニク

スシステムの実証に取り組む。 

・方法論：産総研の独自技術の深化により世界的にイ

ンパクトのある成果を創出すると共に、社会へ橋渡

しするための官民のプロジェクトを代表または共同

で獲得し推進する。 

 

シリコンフォトニクスグループ 

（Silicon Photonics Group） 

研究グループ長：山田 浩治 

（つくば西） 

概 要： 

・研究目的：爆発的な情報流通量の増大に対して、情

報伝送能力および消費電力の現状技術での限界を打

破すべく、将来の情報伝送用光デバイス技術として、

集積性、経済性およびエネルギー効率に優れるシリ

コンフォトニクスの研究開発を総合的に推進し、持

続成長可能な情報ネットワークシステムの実現と日

本の産業競争力向上に資する。 

・研究手段：世界最高精度の 300 mm ウエハーシリコ

ンフォトニクスプロセス技術、窒化物導波路やトラ

ンスファープリンティングなどの特徴ある異種デバ

イス集積技術、および、これまでの研究開発経験を

活かした世界最高水準のデバイス設計・評価技術を

用い、競争力ある標準デバイス技術、革新的デバイ

ス技術、革新的応用技術の開発を進め、求心力ある

R&D 拠点を形成し、産業応用技術開発やシリコン

フォトニクス産業エコシステムの構築を進める。 

・方法論：低損失導波路、低損失ファイバ結合、高効

率高速変調器、低雑音高速受光器、偏波無依存スイ

ッチ、窒化珪素導波路、光源集積などのデバイス開

発を通じ、標準および革新的デバイス技術の開発を

進める。また、超低遅延光演算やセンサ応用などに

むけた革新的応用技術開発を進める。さらに、国内

外の幅広い産学官連携を通じ通信モジュール用デバ

イス開発や公開試作サービス体制、実装・評価技術

開発体制の構築を進める。 

 

先進プラズマプロセスグループ 

（Innovative Plasma Processing Group） 
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研究グループ長：榊田 創 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：プラズマ現象は太陽など宇宙において普遍的

であり、地球上においても様々な科学・産業分野に

おいて利用され、人類の発展に貢献してきている。

そこで、プラズマなどに関する技術を核としてさら

に発展させることで、エレクトロニクス、製造、エ

ネルギー・環境、医療などさまざまな分野への融

合・展開を図り、新産業創出を目指して研究開発を

行っている。 

・意義、当該分野での位置づけ：1）高 In 組成

InGaN 素子を実現する CVD 装置を開発し、窒化

物系材料として緑色 LED・赤色 LED を提供する

ことで、LED の利用拡大に資する。高品質な h-

BN 成膜を実現するプラズマ源を開発し、シリコン

酸化膜上に接合させることで、グラフェンなどの半

導体利用促進に資する。高平均出力な緑色レーザー

を実現するために、数値解析モデルを開発しレーザ

ー波長変換結晶の破壊回避法を明らかにすることで、

実用化に資する。2）生命工学系研究開発として、

外科手術用の低侵襲なプラズマ止血装置を開発し、

さらに新規に成立した国際標準を参照し、機器の早

期実用化に資する。また、近赤外イメージング素子

の開発として、窒素パッシベーションの研究を行い

高感度化に資する。3）大面積・高速・低温プロセ

スを同時実現する大気圧プラズマ表面処理装置を開

発し、被処理物を提供することで、産業ニーズに資

する。また、カーボン系材料として高熱伝導率を有

した低価格で高品質なグラフェンなどを提供するこ

とで、産業競争力強化に資する。 

・国際的な研究レベル：低侵襲プラズマ止血医療機器

の国際標準規格化は世界を先導している。高品質な

カーボン系材料を低温合成する技術は世界をリード

している。固体元素由来の定常プラズマ生成技術は

世界をリードしている。結晶破壊を回避する数値解

析モデルは世界を先導している。 

 

先進レーザープロセスグループ 

（Innovative Laser Processing Group） 

研究グループ長：佐藤 正健 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：レーザーパラメータ制御技術に基づいた先端

加工システムを開発し、網羅的加工条件探などに基

づいた効率的なプロセス開発手法を開拓するととも

に、先進的光源を新しい加工、計測プロセスなどへ

応用することで、先端レーザー技術を先導する。 

・意義、当該分野での位置づけ：先端レーザー技術を

利用した加工や物質プロセス制御、計測に資する技

術である。主な研究内容は、（1）パルス幅などの

パラメータを制御した網羅的な加工試験を実施可能

なシステムを構築し、精密加工のための効率的な条

件探索や計測に応用する技術を開発する。（2）超

短パルスレーザーの特性を生かした表面加工などの

技術開発。特に、熱負荷に弱く、精密なプロセス制

御が求められる医療用材料などの新しいレーザー加

工プロセスの開発に他領域の研究者とも連携して取

り組む。 

・国際的な研究レベル：超短光パルスの関連技術を持

ち、特に、異波長パルス光間の位相制御およびタイ

ミング制御は当所が先導して開拓してきた技術で、

世界最高の時間精度を有する。パルス内光波位相

（CEP）制御光の増幅を、再生増幅器と回折格子

ストレッチャーを組合せた高出力化が可能な方式で

実現した。また、難加工材の精密レーザー加工プロ

セスの独自開発やレーザー転写などのレーザープロ

セス技術を世界を先導しつつ開発してきた。これら

の基盤技術に基づいて超短パルスレーザーの医療用

材料加工への応用技術、ファイバーレーザーによる

コンパクトで高効率な超短パルス発生とレーザーパ

ラメータ制御技術の開発を実施する。 

 

光センシンググループ 

（Optical Sensing Group） 

研究グループ長：藤巻 真 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：健康な暮らしを誰もが享受できる社会、安全

安心な住環境、より高い国際競争力を持つ工業・農

業、の実現に資する光学的センシングシステムの開

発を行う。より具体的には、生活安全に向けたウイ

ルス、細菌、環境汚染物質などを迅速かつ高感度に

検出可能な光センサシステム、生体組織内の機能や

形態の低侵襲、無侵襲センシング技術、インフラの

劣化診断用システム、工業用材料の管理用センサシ

ステム、高付加価値農産物の品質管理システムの開

発を推進する。 

・研究手段：専門性の高い光学的知識の上に立脚した

独自の光学的検出・計測技術をベースとした微量微

小物質検出技術、高機能分光技術、イメージセンシ

ング技術をコア技術とし、これらの技術を微細加工

技術や各種高度計測手法によってサポートすること

により、各技術を高度化するための研究開発を実施

するとともに、実用化および技術移転に向けた研究

を実施する。菌、ウイルス、汚染物質などの検出に

おいては、当グループが開発した、光ディスク型セ

ンサ、導波モードセンサ、外力支援近接場照明バイ

オセンサなどをベース技術として用い、検出対象物

質に最適化した検出手法の確立を行っていく。人の
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無侵襲な健康診断技術や、コンクリート構造物の非

破壊診断技術、各種工業プロセスのモニタリング技

術、農産物の管理技術には、当グループが得意とし

世界的にも高いレベルにあるマルチスペクトルイメ

ージング技術、高感度フーリエ分光技術、小型分光

システム、高 OD 分光システム、などの個々の技

術をより高度化させながら、また、各技術の長所を

生かしながら組み合わせることによって、その課題

解決に資する技術開発を実施する。 

 

分子集積デバイスグループ 

（Molecular Assembly Group） 

研究グループ長：則包 恭央 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：各種材料（有機・無機・微粒子など）の精密

な構造制御や集積化による機能発現を利用した高性

能光／電子デバイスの開発、および関連する基盤技

術の開発を行う。 

・研究手段、方法論：有機分子の設計、有機合成、分

子パッキングの予測、粒子分散技術、各種薄膜作製

技術、微粒子の自己組織化、薄膜の計測・観察技術、

光化学／マイクロ波化学などの技術を駆使して、エ

レクトロニクス・フォトニクスに有用な部材・プロ

セスの開発を行っている。 

 

光半導体デバイスグループ 

（Optical Semiconductor Device Group） 

研究グループ長：高田 徳幸 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：分子線エピタキシー、有機金属気相エピタキ

シー、スライドボード法などの高度な結晶成長技術、

ナノレベルの微細構造設計・作製技術を駆使して、

IoT 時代における低環境負荷社会に貢献しうる化合

物半導体および有機半導体先端光デバイスの開発を

目的としている。具体的に、高効率・高指向性マイ

クロ LED、安定駆動黄色半導体レーザー、超小型

テラヘルツ光源、有機半導体レーザー、高性能赤外

線センザ、高速ワイヤレス電力伝送（WPT）技術

などの開発に取り組んでいる。 

・意義、当該分野での位置づけ：可視～赤外～テラヘ

ルツ波までの広い波長帯域の革新的発光・受光デバ

イスを開発すること、車載・ウェアラブル情報機器

や計測・医療機器、セキュリティ認証・センシング

システムなどの超低消費電力化・高機能化・新機能

化の推進、および、高速 WPT システム・高周波電

力変換器の開発を通じて、広く IoT 社会の実現に

貢献する。 

・国際的なレベル：エバネッセント光の結合効果に基

づく高指向性マイクロ LED や II-VI 族化合物半導

体黄色レーザーは、世界初の成果であり、高い独自

性と優位性を有している。また、化合物半導体・有

機半導体結晶成長技術や微細加工技術において、世

界最高水準の技術を保有している。 

 

超伝導エレクトロニクスグループ 

（Superconducting Electronics Group） 

研究グループ長：吉田 良行 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：情報通信・エレクトロニクス技術の革新に向

けた、新奇超伝導材料の物質開発、理論・実験両面

からのアプローチによる高温超伝導機構解明、およ

び、産業利用を見据えた超伝導線材の開発、新機能

超伝導デバイスの提案と技術開発を推進する。 

・研究手段、方法論：高圧合成法をはじめとする物質

合成手法と理論予測、さらには高圧下物性測定を組

み合わせることにより、より高い性能を有する超伝

導体、従来にない性質を示す超伝導体の開発を行う。

また、高品質単結晶試料を用いた系統的物性評価を

通して、銅酸化物、鉄ヒ素系に代表される高温超伝

導体の超伝導発現機構を明らかにする。産業利用を

見据えた高温超伝導線材をシミュレーションと実験

的評価の組合せにより開発するとともに、新機能超

伝導デバイスの提案と技術開発を行う。 

 

酸化物デバイスグループ 

（Oxide Electronics Group） 

研究グループ長：相浦 義弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立に

向けて、酸化物半導体、鉛フリー圧電体、酸化物発

光材料など材料開発および機能開拓を行う。 

・研究手段、方法論：半導体、圧電体、誘電体、磁性

体から超伝導まで広範な物性を示す金属酸化物につ

いて、革新的な省エネルギーに貢献する材料を探索

する。機能性酸化物材料の物性発現の機構解明を行

い、機能向上、材料設計の新たな指針および機能制

御手法を確立する。さらに、酸化物材料がもたらす

革新的な電子デバイスの実現を目指して、酸化物材

料を用いた電子デバイスの可能性を検証する。 

 

強相関エレクトロニクスグループ 

（Correlated Electronics Group） 

研究グループ長：澤 彰仁 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：新しい電子デバイス動作原理である強相関電
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子系の電子相制御技術、ダイヤモンド NV センタ

ーを利用した量子センシング技術などの開発と、そ

れに基づく低消費電力不揮発性メモリ、高感度磁気

センサなどの革新的な先端デバイスの開発を行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：原理的にサイズ効果

のない強相関電子系の電子相転移を外場により制御

する技術や量子現象を利用したセンシング技術など

の研究開発により、半導体デバイスの限界を超える

超高密度・低消費電力不揮発性メモリや、半導体デ

バイスでは実現できない超高感度磁気センサなどを

開発し、情報通信技術を活用したグリーンイノベー

ションに貢献する。 

・国際的な研究レベル：強相関酸化物など金属酸化物

の大型・良質単結晶を作製可能なレーザー加熱単結

晶作製技術、金属酸化物デバイス開発に不可欠な最

先端の計測解析技術と微細加工技術・設備を有して

いる。 

 

④【製造技術研究部門】 

（Advanced Manufacturing Research Institute） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：市川 直樹 

副研究部門長：加納 誠介、秋山 守人 

総括研究主幹：手塚 明、岡根 利光、澤田 浩之、 

徐 超男 

 

所在地：つくば東、九州センター 

人 員：68名（68名） 

経 費：801,934千円（429,686千円） 

 

概 要： 

日本の強みと言われていた製造業は、少子高齢化や

産業の空洞化という社会構造の問題だけでなく、デジ

タルマニュファクチャリングや Internet of Things 

（IoT）、Industrie4.0などをはじめとするセンサ・情

報技術の急速な進展などにより、新しい局面を迎えて

いる。従来の消費者への安価・高性能・高機能な製品

の供給のための大量生産・大量消費を是とした製造技

術から、消費者の個々のニーズの取り込みとオンサイ

トでの供給、限りある地球上の資源・エネルギーを将

来の人類にできるだけ長く引き継ぐことへの考慮、さ

らには自然災害などへの対応のためのレジリエンス

（柔軟性）強化などへの転換が求められてきている。 

当研究部門では、国立の研究開発機関として、こう

した長期的な視点での製造技術の方向性を見据え、革

新的な加工プロセス・システムの開発、先端センシン

グデバイスを用いた測定・評価技術の開発、顧客価値

や物流・製品リサイクルなども含めた設計・情報技術

の開発に統合的に取り組んでいる。 

具体的には、この第4期（2015-2019年度）におい

て、下記の4つの重点化課題を定めて、製造技術の新

たな潮流への取り組みを進める。 

 

①付加加工技術の開発：自由な形状創成が可能な

3D 積層造形技術の特徴を生かした応用と3D 複層化

や3D 造形技術と加工・成膜技術の複合化による新た

な機能発現部材の実現 

②複合加工技術の開発：加工現象の解明をもとにし

た加工プロセスを最適に複合化する製造プロセスを開

発し、プロセスチェーンの短縮化のみならず、従来の

手法では困難な形状や精度の加工と高機能を付与した

部材デバイスの製造 

③製造網および情報と製造の融合に関する技術の開

発：情報技術との融合により、工場・生産設備のム

ダ・ムリ・ムラや不具合・診断を行うモニタリングシ

ステム・データモデルの構築、社会的要素も含めたシ

ナリオ分析による生産レジリエンス強化、つながる工

場、つながる生産設備など、全体最適を指向した生産

システムの実証 

④構想設計・超上流設計に関する技術の開発：顧客

価値の高い製品・システムの開発を可能にするために、

複数業種の製造企業における共通問題の抽出、設計プ

ロセス効率を下げずにデライト設計の質向上を実現 

 

新たに開発される特性の高い素材・材料やこれまで

利用されてこなかった高付加価値素材・材料に対して、

さまざまな加工プロセスの最適化、異なる加工プロセ

スの複合化、加工プロセスやプロダクトのその場計

測・評価技術とその設計や加工へのフィードバック、

そして機能設計や加工プロセスを上流から考慮する設

計情報技術の開発に加え、2017年度から、つながる

工場・スマートマニュファクチャリングとして、つな

がることによる全体最適を指向した生産システムに関

する新しい展開を③製造網および情報と製造の融合に

関する技術の開発における課題として加えている。さ

らに、2018年度は、臨海副都心センターに新しくで

きたサイバーフィジカルシステム研究棟における「つ

ながる工場モデルラボ」の準備を進める。 

これらの各研究課題に対して、それぞれ将来を見据

えた先端技術の開発とその実現のための基礎的知見の

集約、技術同士の統合・融合化をはかっていく。また、

これらの成果は、地域産業の活性化を念頭においた公

設研や地域企業の技術との連携により、新しいものづ

くりのコンセプトとして、産業界への提案・実証や展

開などを行っていく。 

 

当研究部門の研究拠点は、機械・加工・設計技術に

関する研究ポテンシャルを有するつくばセンター（7

研究グループ）と計測モニタリングに関する研究ポテ
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ンシャルを持つ九州センター（4研究グループ）の2

カ所にあり、計11研究グループで研究を進めている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

「スマート製造ツールキットの開発 -MZ Platform 

EX -」 

「複合ナイトライド薄膜を核とした事業展開への知財

アセットの強化」 

「光学的応力イメージング技術の標準化－応力発光法」 

 

外部資金： 

経済産業省 

 エネルギー需給構造高度化対策費 

「スマートマニュファクチャリングに関する国際標準

化・普及基盤構築」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

戦略的基盤技術高度化支援事業（プロジェクト委託型）

／国家戦略上重要なフロンティア開拓に資する技術 

  「難加工材料の組織微細化と超塑性鍛造による最先

端ターボ部品の新量産工法開発」 

NEDO 先導研究プログラム／エネルギー・環境新技

術先導研究プログラム 

「積層造形プロセスに応用可能なリアルタイム CAE

の開発」 

 

中小企業庁 

戦略的基盤技術高度化支援事業 

「A－LFT バレットを用いたトランスファーフォージン

グ成形による CFRTP ボルト・ナットの開発」 

「高崩壊性無機バインダ鋳型の再生の実現と廃棄物の無

害化資源化による自動車向けアルミニウム合金鋳造にお

けるゼロエミッション化技術の開発」 

「燃料電池車向け超高純度水素を石油化学コンビナート

由来の副生ガスから精製するためのバナジウム膜を用い

た水素精製デバイスの開発」 

「高荷重下摺動部品に適用可能な優れた潤滑性と耐摩耗

性を発揮する機能性粒子担持融合めっき技術の開発」 

「イリジウムの温・熱間伸線加工技術による、半導体ウ

エハテスト不良率低減を目的としたプローブピンの開発」 

「自動車用クリアランスソナーケースなどのアルミニウ

ム合金複雑形状品の高効率生産を実現する革新的精密イ

ンパクト成形技術の開発」 

「自己洗浄能力を有する高機能次世代グローブボックス

の開発」 

「次世代自動車向け Si／SiC パワーモジュール用超高

効率スーパーファインピッチダイカスト冷却器の研究開

発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「表面3次元ナノ構造による自己修復性固体潤滑膜の形

成と境界潤滑性能の向上」 

「非定常3次元渦流れの計測融合シミュレーション法の

開発」 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「流体操作技術による新たな精子選別技術の開発と実証

試験」 

「革新的3D トリリオンセンサ作製技術の開発」 

「体内で分解し残存異物とならない新規マグネシウムデ

バイス開発と各種疾患治療への応用」 

「機能分子組織化 DNA・金ナノ粒子複合薄膜による革

新的高効率光アップコンバージョン」 

「非定常空力設計のための統合的可視化ツールの研究開

発」 

「超高圧縮応力を内包した金属基圧電複合材料の機能発

現メカニズム解明」 

「近赤外応力発光微粒子による生体内力学情報のセンシ

ング」 

「現地主義ものづくりを指向したサステナブルデザイン

方法論の提案」 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「電磁非破壊検査技術向上に向けた高度磁場解析技術の

構築」 

「常磁性低融点金属スパッタリングに用いる新規プラズ

マ源の研究開発」 

「金属積層造形技術の化学分析システムへの応用」 

「ナノ組織を有する機能材料の水素脆化メカニズム解明

とその抑制方法の開発」 

「元素添加で著しく圧電性能が高くなる AlN のナノフ

ァブリケーションと表面物性の研究」 

「次世代型生体吸収性ハイドロキシアパタイト表面被覆

Mg 合金の骨内変化に関する研究」 

「付加製造技術を用いた人工物の適応的アップグレード

に関する実証研究」 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「プラズマ中の微粒子が及ぼすプラズマインピーダンス

変化のモニタリングと現象解明」 

「微小金属材料の両振応力条件における疲労挙動の評価」 

「Modelica と機能モデリングを統合したシステム全体

構成自動合成の研究開発」 

「微小観察下での温度負荷による潜傷先端の光散乱強度

変化の実験的解明」 

「自律飛行ドローンを用いた計測データ駆動型の非定常

環境流動計測システムに関する研究」 

科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「電子ビーム積層造形法を利用した革新的な高靭性タン

グステン材料の研究」 

新学術領域研究（研究領域提案型） 

「ソフトクリスタルの界面制御による光物性開拓」 
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国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 

「構造材料開発に利用する計算熱力学に関する技術基盤

構築」 

研究成果展開事業 

「ヘテロ凝固機構により高造形性・高強度を実現する積

層造形用金属粉末の開発」 

戦略的創造研究推進事業 

「真空プロセス装置における酸化・窒化影響評価」 

未来社会創造事業 

「リマンを柱とする広域マルチバリュー循環の研究推進

と体制構築」 

 

文部科学省 地域イノベーション・エコシステム形成プ

ログラム事業 

「車載用着座姿勢センサの開発に関する研究」 

 

農林水産省農林水産技術会議事務局 繁殖性の改善によ

る家畜生涯生産性向上技術の開発委託事業 

「繁殖性の改善による家畜生涯生産性向上技術の開発」 

 

国立大学法人東京大学 

環境総合研究推進費 

「全体の統括と消費と生産の関連性を強化した政策デザ

インによる温室効果ガス排出抑制と資源循環方策 サブ

テーマ リマニュファクチャリングを中心とした持続可

能な生産」 

 

一般社団法人製造科学技術センター 

「エネルギー・資源効率評価実験」 

 

佐賀県リーディング企業創出支援事業 

「ウルトラファインバブル（UFB）及び溶存ガスの測

定評価法確立並びに UFB 発生装置の性能評価」 

 

発 表：誌上発表117件、口頭発表292件、その他31件 

--------------------------------------------------------------------------- 

素形材加工研究グループ 

（Material Processing Group） 

研究グループ長：中野 禅 

（つくば東） 

概 要： 

素形材加工技術として、鋳造、塑性加工、積層造形

（Additive Maufacturing）を用いた金属加工を中心

に研究開発を進めている。製品の多様化に伴い、各種

の部品に求められる品質・性能も年々高まっていて、

加工の難易度は高まる一方である。当研究グループで

は製造業の求める高度化に対応するべく、形状の創成

だけではなく、必要な特性を得られるような材料や材

料組織・構造に着目した研究開発を進めている。併せ

て溶融・凝固過程という大きく変化を伴う鋳造や積層

造形ではそのプロセス過程における細かな現象を把握

し制御できるような研究を実施している。鋳造におけ

る粒子法を用いた高度なシミュレーション技術の開発、

積層造形における微小な溶融凝固過程の観察装置の開

発などを行い、最終的に高品位な製品製造を実現する

ことを目指している。塑性加工分野では CAD データ

から自由度の高い形状を自在に作り上げる3D スピニ

ング法を開発し、高速で安価に複雑形状の部品を実現

した。生分解性のマグネシウム材料を用いた医療デバ

イスの開発も、当研究グループから立ち上がった産総

研ベンチャーとともに推進している。 

 

積層加工システム研究グループ 

（Additive Processes and Systems Group） 

研究グループ長：廣瀬 伸吾 

（つくば東） 

概 要： 

当研究グループでは、表面処理／積層造形技術の高

度化を目指して、新規表面処理／新規造形方法の発

見・確立や、加工現象の計測と解明、プロセス・イン

フォマティクスの実践検証に取り組んでいる。特に、

積層造形プロセス技術開発に関しては、2014年度か

ら開始されている経産省／NEDO 大型プロジェクト

「次世代型産業用3D プリンタ技術開発」に参画し、

指向性エネルギー堆積法（DED 法）の造形装置開発

に取り組み、DED プロセスの細書造形、異種材造形

を行っている。この成果は、技術研究組合 TRAFAM

を通し、展示会などで発信している。そのほかにも新

たな方法であるワイヤ DED 技術の基礎研究も実施し

ている。積層造形物の評価技術としては、付加製造

（AM）造形物の内部欠陥をインプロセスでモニタリ

ングする技術の開発をめざし、レーザ超音波法を用い、

非接触、非破壊で、AM 造形物内部の欠陥を検出し、

その構造を推測する研究を行なっている。さらに AM

を実製品に展開するときに不可欠な AM 部材の前/後

処理を念頭に、プラズマ球状化やめっき修飾による粉

末処理や電解砥粒研磨による鏡面化・発色技術などに

も取り組んでいる。 

 

機械加工情報研究グループ 

（Cyber Machining Group） 

研究グループ長：古川 慈之 

（つくば東） 

概 要： 

数値制御による機械加工の自動化はすでに一般的だ

が、IoT と AI の時代においては加工状態の高度な理

解に基づく適応的な制御が求められている。一方で、

実加工中の現象計測には多くの制約があり、取得でき

る情報は限られる。当研究グループは、機械加工を対
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象に複数の現象計測と物理シミュレーションを組み合

わせることで、実加工中の状態を高度に理解して適応

的に制御する技術の研究開発を実施している。具体的

には、複数の現象計測を組み合わせた機械加工の統合

モニタリング装置、データ同化による現象計測と切削

シミュレーションの融合、3軸回転駆動制御を実現す

る球面モータ、精密微細切削加工、それらを連携させ

るシステム統合技術の研究開発に取り組んでいる。ま

た、システム統合技術の一つとして、企業が自社の生

産管理などの業務プロセスの情報化に取り組むための

IT システム構築ツール MZ Platform の研究開発を実

施し、さらにその拡張として企業が自社の機械や設備

を独自に IoT 化するためのスマート製造ツールキット

の研究開発を進めている。 

 

モデルベース設計製造研究グループ 

（Model-based Design and Manufacturing Research 

Group） 

研究グループ長：近藤 伸亮 

（つくば東） 

概 要： 

 当研究グループでは設計工学技術、情報技術をライ

フサイクル全体を通じて生起するさまざまなエンジニ

アリング課題に効果的に適用する体系的な手法を開発

することを目標とする。このため、エンジニアリング

課題をモデルとして明示的に表現し、これらを効率的

に生成、管理、実行、評価、保守、活用することを計

算機を用いて支援する手法の開発を進めている。

2018年度は、重点課題「スマート製造システム設計

技術に関する研究」および NEDO プロジェクト「生

産工程の見える化・生産価値向上における AI を活用

した知識構造化の研究開発」、企業共同研究において、

スマート製造におけるアプリケーション構築のための

モデル作成技術開発に注力した。NEDO プロジェク

ト「高効率な資源循環システムを構築するためのリサ

イクル技術の研究開発事業」、環境省プロジェクト

「リマニュファクチャリングを中心とした持続可能な

生産」、JST プロジェクト「リマンを柱とする広域マ

ルチバリュー循環の構築」、ノルウェーとの INMAN

プロジェクトでは、製品ライフサイクル全体にわたる

知識、情報を抽出・表現し、策を含むさまざまな意思

決定のために利用可能なモデル作成技術の開発に注力

した。その他にもモデルベース開発を支援するための

設計操作の形式化などの基盤技術整備を進めた。 

 

トライボロジー研究グループ 

（Tribology Group） 

研究グループ長：大花 継頼 

（つくば東） 

概 要： 

当研究グループでは摩擦摩耗（トライボロジー）に

係わる諸問題についての研究開発を行っている。社会

的な課題解決に向けた基盤的トライボロジーと摩擦摩

耗現象解明による新しいトライボシステムの開発を目

指した先端的トライボロジーの二つの取り組みを有機

的に連携させながら、課題に取り組んでいる。2018

年度は、摺動面に生成するトライボフィルムをその場

観察法により解析を行い、摺動特性とトライボフィル

ムの相関を検討した。また、焼結含油軸受の騒動特性

および油の流れを評価し、表面テクスチャリングによ

る摩擦低減効果から、新規軸受の提案を行った。メン

テナンス・トライボロジー技術の一環として AE セン

シング技術の展開や、硬質炭素系薄膜のはく離の評価

技術の開発を行った。シミュレーション技術では、摩

擦摩耗の予測技術の開発に取り組んだ。また、高温摺

動材料の研究として、高温での耐摩耗、高靭性に優れ

た材料を開発し、工具への展開を図っている。さらに、

トライボロジーを軸とした共同研究を通じて実用化を

目指した応用研究および標準化に取り組み、産業界の

根幹技術であるトライボロジー技術の向上と普及に努

めた 

 

表面機能デザイン研究グループ 

（Surface Interaction Design Group） 

研究グループ長：三宅 晃司 

（つくば東） 

概 要： 

 当研究グループでは、表面という場を利用した材料

の高機能化を目指した研究を行っている。企業からの

要望に応え、目的に応じた機能を発揮する表面創製技

術を確立すべく、「表面構造形成（加工）」と「表面修

飾」とが一体となって取り組むことのできる体制を構

築し、基礎現象解明のための「評価技術の高度化」と

併せ、表面機能創製技術を構築するための基礎データ

を取得する。これらを通し得られた知見をもとに、基

礎現象解明に基づいた「表面機能設計技術」の開発と

その応用展開に取り組んでいる。「表面構造形成」で

は表面（微細）加工による形状形成と機能（摩擦摩耗

特性、吸着特性、物質移動など）との相関についての

指針を得る為の研究を推進している。「表面修飾」で

は抗菌表面を例として、抗菌作用の基礎原理解明を行

うことにより、表面形状と表面の化学的物性制御を利

用した機能性表面創製技術の開発を行っている。「評

価技術の高度化」では複雑現象であるトライボロジー

や加工の基礎原理解明に向けて、圧力下、しゅう動環

境下での固液界面のその場観察技術の開発を行ってい

る。 

 

構造・加工信頼性研究グループ 

（Structural and Processing Reliability Group） 
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研究グループ長：原田 祥久 

（つくば東） 

概 要： 

産業機器や輸送機器などの構造部材や加工後の部材

において「安全・信頼性」を確保することが要求され

ている。その要求に応えるためには、製造時や加工時

の初期欠陥や箇所の検出技術や供用過程中における劣

化・損傷評価が必要となる。当研究グループでは、輸

送機器、産業機器、社会インフラなどのさまざまな構

造部材や付加加工を施した加工部材を対象に、材料の

耐久性評価、微小試験、き裂解析、欠陥検出などを行

い、その劣化損傷メカニズムを解明するとともに、寿

命・余寿命予測が可能となる評価技術の開発を行って

いる。また、実用部材で見られる複雑な形状欠陥につ

いても評価が可能な非破壊損傷評価技術の開発を行う。

さらには、これらの知見をもとに「先進加工技術の開

発」へ反映させるような要素技術の提示に取り組んで

いる。 

 

センサシステム技術研究グループ 

（Sensor System Engineering Group） 

研究グループ長：田原 竜夫 

（九州センター） 

概 要： 

ものづくりの現場では、製造工程や製品に対する信

頼性を高め、かつスループットの向上を図るために、

製造プロセスをその場で監視できるオンサイトモニタ

リング技術への期待が高い。一方で、監視対象となる

設備や工程の変更には、通常、消極的である。そこで、

工程の変更を前提とせずに、軽微な機器の導入程度で

従来以上の精度でのプロセス診断ができるセンサシス

テム技術の開発を進めている。2018年度は3つの要素

技術開発を進めた。①薄膜圧電体を利用したセンサシ

ステムの開発では、センサ素子として利用する薄膜圧

電体の成膜時にかかる応力状態を制御するためのプロ

セス技術を開発した。②半導体プロセスの効率改善技

術に関しては、プラズマ処理装置内で使用されるセラ

ミクスの材料組織の違いがエッチング特性に与える影

響に着目し、プラズマ環境下にある部材のエッチング

レートは材料組織にはほとんど依存しないものの、表

面粗さは材料組織の違いに強く左右されることを明ら

かにした。③センシングデータの信号処理技術の研究

開発では、確定的な教師データが少量しかない状況下

においても検査精度を向上させるためのアルゴリズム

を含む手法の開発を行った。 

 

センシング材料研究グループ 

（Functional Material and Sensor Group） 

研究グループ長：山田 浩志 

（九州センター） 

概 要： 

 複雑化する社会問題や環境問題の解決手法として、

また経済的価値を付与するツールとして、ICT とビ

ッグデータの活用（CPS）が注目されている。その

中で、センサや高周波フィルタなどは情報の「フロン

トエンド」となるキーデバイスとして必要不可欠のも

のである。センシング材料研究グループは、生産技

術・製造技術への技術貢献を念頭に置きながら、下記

に列挙するような3つの課題に取り組む。①新しい機

能性材料の開発と性能向上： 市場における IoT に係

るデバイスニーズを把握しながら、圧電材料を主とす

る機能性材料の開発と性能向上に取り組む。また機能

性材料の学術的な側面についても目的基礎研究として

積極的に取り組む。②センサ素子の開発： 機能性材

料をセンサ素子やその他デバイスとして機能させるた

めの成膜技術、デバイスの開発に取り組む。開発した

デバイスの社会実装に向けた研究開発にも注力する。

③素材・製品、ならびに製造プロセスの解析・評価技

術の開発：多元系材料開発の指針や熱力学に係わる諸

現象の解明の基盤となる計算熱力学ソフトウェアとデ

ータベースの開発に取り組む。また素材・製品の非破

壊評価技術の開発にも注力する。 

 

トリリオンセンサ研究グループ 

（Trillion sensing Group） 

研究グループ長：寺崎 正 

（九州センター） 

概 要：  

 トリリオンセンサ研究グループでは、非連続的で膨

大なセンサ・プローブを用いたトリリオン（1兆個）

センサ時代、すなわち情報オリエンテッドな社会の到

来を見据え、「見えないものの可視化」、「価値分布の

可視化」、更には可視化技術を活用した「拡張可視化」、

「価値分布の判断」、「シミュレーション高度化」につ

いて技術開発を行う。 

具体的に「見えないものの可視化」に関して、①業

界の諦め（例えば、潜傷、静電気など）の可視化、②

見えている筈（応力分布の様に経験やシミュレーショ

ンで見えているが時に異なる、もしくは時間と共に変

化するもの）の可視化、さらには③製造現場における

暗黙知の可視化など、独自の可視化技術の開発を行っ

ている。特に、マルチマテリアル製造で注目度が高い

炭素繊維強化プラスチック（CFRP）に着目し、実航

空機 CFRP 部材である T800／3900-2B の初期軽微損

傷とされる0°スプリットのリアルタイムモニタリン

グに成功した。暗黙知の可視化として、銅めっきの品

質低下要因である液中一価銅の検出に成功し、その管

理曲線から品質予測へと展開した。また価値分布の判

断を目指し、手始めとしてムラの自動判定法を確立し、

産業分野への橋渡しを開始した。さらに、既設センサ
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や一見無関係な情報、現場情報と、可視化技術とのデ

ータ相関を活用し、直接計測困難な情報を類推する拡

張可視化技術の取り組みに関しては企業連携を積極的

に進め、現実世界でのセンシングのみならず、シミュ

レーション・CAE など CPS 空間を介した拡張可視化

へと展開した。製造企業ニーズオリエンテッドな革新

的可視化技術開発を通して、材料・プロセス・品質の

革新・改善・決断を促す直接的な情報・解決策を提示

することで製造網の構築に貢献するとともに、根源と

なる学術知見の抽出・集積・カスタマイズを行い、学

術、企業、地域を含めた広い産業社会への還元を目指

している。 

 

生物化学プロセス研究グループ 

（Biochemical Process Group） 

研究グループ長：山下 健一 

（九州センター） 

概 要： 

マイクロ化学、ナノ科学技術を用いて、生産現場で

の計測技術開発や生産プロセスの強化などについての

研究を行っている。また、計測データを社会実装する

ために必要な情報技術の開発にも併せて取り組むこと

で、効果の可視化を進めている。マイクロ流体の持つ

高い流体操作性を基盤として、化学産業のみならず、

環境、医療、製薬、バイオ関連、食品産業、化成工業

などへの応用展開に関する検討を行う。具体的には、

流体操作性による最少試料化（微量）、特徴的な分離

操作、集積化などによるその場計測や化学反応自体の

加速による効率的な計測（迅速）、短い実効拡散距離

などの効果を利用した分析（精密）・計測、表面や界

面の化学現象を利用した分析などを行う。特に食品、

農産物、医療関連の計測デバイスの開発を企業や大学

と連携して進める。 

 

⑤【スピントロニクス研究センター】 
（Spintronics Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～） 

 

研究センター 長：湯浅 新治 

副研究センター長：福島 章雄 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：22名（22名） 

経 費：499,923千円（206,384千円） 

 

概 要： 

 電子の電荷のみを用いた従来の半導体エレクトロニ

クス対して、電子の持つ“スピン”の自由度も活用し

た新しいエレクトロニクス技術が「スピントロニクス」

である。IT 社会の発展に伴って急増する電子機器の

消費電力を抑制するために、電子機器が仕事をしてい

ない“入力待ち”時間の消費電力（待機電力）を大幅

に削減する必要があり、そのためには電源を切っても

記憶が保持される「不揮発性メモリ」の開発が不可欠

となる。 

 当研究センターでは、この不揮発性を最大限に引き

出すため、固体中のスピン制御技術を極める学術的基

礎研究からデバイス応用研究まで、スピントロニクス

の技術開発を企業や大学と連携し推進する。 

 当研究センターでは以下の3つのミッションを掲げ

電子スピンを活用したスピントロニクス技術とナノテ

クノロジーを融合した「ナノスピントロニクス技術」

により、大容量・高速かつ高信頼性を有する不揮発性

メモリの開発を行い、この技術を中核にして、待機電

力ゼロの究極グリーン IT である「ノーマリー・オ

フ・コンピュータ」の実現を目指す。また、半導体中

でのスピン注入、スピン操作、スピン検出の「半導体

スピントロニクス技術」を開発し、「スピン・トラン

ジスタ」を開発を進める。さらに、半導体中のスピン

と光の相互作用に基づく「光スピントロニクス技術」

を活用し、光通信ネットワークの高度化のための新デ

バイス「スピン光メモリ」の研究開発を行う。 

・ミッション1 グリーン・イノベーションの実現 

ナノスピントロニクス技術を中核にして、大容量・

高速・高信頼性の不揮発性メモリ STT-RAM およ

び電圧トルク MRAM の基盤技術を開発し、コンピ

ュータの主要メモリを不揮発化することによるグリ

ーン・イノべーションの実現を目指す。 

・ミッション2 半導体スケーリング限界の突破 

MRAM によるメモリの不揮発化だけでなく、ナノ

サイズでも安定に動作するメモリセルを開発するこ

とにより、半導体メモリのスケーリング限界を打破

することも目標とする。 

・ミッション3 革新的電子デバイスの開発 

光メモリ、スピン･トランジスタ、高周波デバイス、

スピンレーザ、ニューロモルフィック回路など、将

来的に IT に革新をもたらすポテンシャルを有する

新デバイスの創出を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金：  

戦略予算「極限微細構造による未踏ハードウエア創出」 

 

外部資金： 

総務省「次世代人工知能技術の研究開発（課題Ⅱ）」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構（ImPACT）「無充

電で長期間使用できる究極のエコ IT 機器の実現」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構（CREST）「トポロ

ジカル磁性体のスピントロニクスデバイスの開発」 
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国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「高効率・高速処理を可能とする AI チップ・次世代コ

ンピューティングの技術開発／次世代コンピューティン

グ技術の開発／未来共生社会にむけたニューロモルフィ

ックダイナミクスのポテンシャルの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（若手研究

（B））「非線形解析に基づくマイクロ波アシスト磁化反

転の理論構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（若手研究

（B））「コーン磁化薄膜を利用した高速・低消費電力

MRAM 素子の理論研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（若手研究

（B））「スピン波共鳴を利用した磁化反転ダイナミクス

の理論的研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（若手研究

（B））「パラフェルミオンの電気的制御を目指した理論

研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（若手研究）

「 Development of novel ferromagnetic tunnel 

contacts for efficient Si spintronic devices」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（若手研究）

「電圧によるスピン波の屈折率制御と電圧制御型スピン

レンズの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（若手研究

（A））「電気磁気効果による反強磁性ドメイン反転特性

の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（新学術領域

研究）「磁気的スピン変換」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（新学術領域

研究）「電気的スピン変換」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（基盤研究

（A））「高異方性垂直磁化膜の創製と磁化反転制御」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（基盤研究

（B））「強磁性金属表面プラズモンを利用する革新的光

アイソレータの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（基盤研究

（B））「低エネルギー高速磁化反転技術のための反強磁

性構造の創製」 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費（基盤研究

（B））「高強度テラヘルツパルスによる極限スピン制御」 

 

発 表：誌上発表44件、口頭発表89件、その他4件 

--------------------------------------------------------------------------- 

金属スピントロニクスチーム  

（Metal Spintronics team） 

研究チーム長：薬師寺 啓 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 MgO-MTJ 素子の巨大 TMR 効果とスピントルク磁

化反転を用いた大容量不揮発メモリ「スピン RAM」

の研究開発を行っている。特に、垂直磁化電極を用い

た nm サイズ MTJ 素子の開発を行い、書き込み時の

低消費電力化と電源を切っても情報が保持される不揮

発性の両立を目指す。また、同じ基盤技術を活用した

新デバイスの研究開発、具体的には、ナノサイズのマ

イクロ波・ミリ波発振器および検波器、物理乱数発生

器、不揮発性スイッチング素子の開発も行っています。

さらに、薄膜成長技術を応用した新規スピントロニク

ス素子の開発も進めている。  

 

半導体スピントロニクスチーム 

（Semiconductor Spintronics team） 

研究チーム長：齋藤 秀和 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 半導体スピントロニクスと呼ばれる新技術を用いた

新奇伝導および光素子の研究開発を行っている。具体

的には、不揮発的に情報を記憶できる（電源を切って

も情報を保持する）スピントランジスタの実現を目指

したシリコン中でのスピン輸送、およびスピン自由度

を利用して円偏光発振するスピンレーザーなどの光デ

バイスの研究開発を進めている。さらに、半導体系材

料を障壁層とした全単結晶磁気トンネル接合とそれを

応用した3端子素子やダイオードなどの新規素子の開

発を積極的に行っている。 

 

理論チーム 

（Theory Team） 

研究チーム長：今村 裕志 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ナノ構造における磁性・スピンダイナミクスを記述

する新規理論の構築、および理論的なアプローチを用

いた新規ナノスピントロニクス素子開発の先導を目指

して研究を行っている。具体的には、ナノ構造におけ

るスピンダイナミクスを利用した超高密度磁気記録の

読み出し・書き込み技術の開発、スピントルクを利用

したナノサイズのマイクロ波発振器の開発、および電
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圧を用いたスピン制御に関する基礎理論の構築・理論

解析を行っている。 

 

電圧スピントロニクスチーム 

（Voltage-driven Spintronics Team） 

研究チーム長：野崎 隆行 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 電流をほとんど用いずに、電界（電圧）によって高

速にナノ磁性体のスピン操作を行う超省電力書き込み

技術の研究を行っている。電圧によりスピン制御を行

う新しい物理現象の探索・起源解明から、効率向上に

向けた新材料・素子構造探索、さらに電圧誘起の高速

スピンダイナミクスの制御、それを用いた安定な磁化

反転技術の開発などに取り組み、電流制御型に比べて

駆動電力が1桁から2桁小さい次世代磁気メモリの実

現を目指している。 

 

TEL-産総研先端材料・プロセス開発連携研究室 

（ TEL-AIST Cooperative Research Laboratory for 

Advanced Materials and Processes） 

連携研究室長：前原 大樹 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 半導体デバイスの超高集積化と低消費電力化を実現

するために、次世代不揮発性メモリを中心に新材料・

新プロセス技術を開発し、その量産技術を実現するこ

とを目指す。 

 

⑥【フレキシブルエレクトロニクス研究センター】 
（Flexible Electronics Research Center） 

（存続期間：2011.4.1～2019.3.31） 

 

研究センター長：鎌田 俊英 

副研究センター長：牛島 洋史 

総 括 研 究 主 幹：白川 直樹、長谷川 達生 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：21名（21名） 

経 費：385,777千円（198,671千円） 

 

概 要： 

1．ミッション 

 社会の隅々にまで行きわたる情報通信技術の普及

には、人々が直接情報の入手・発信に触れるための

ツールとなる情報端末機器の利便性の向上と高度普

及化が重要な課題となっている。当研究センターで

は、こうした課題を解決し、これにかかる新産業創

出、国際競争力強化に貢献していくために、ディス

プレイやセンサなどの情報通信端末機器用のデバイ

ス技術としての使用利便性の向上および省エネルギ

ー化の促進を目指して、軽い、薄い、落としても壊

れない、形状自由度が高いという特徴を備えたフレ

キシブルデバイス技術の開発を推進する。これによ

り、より利便性の高い革新的情報端末機器を社会に

普及させ、新市場創出による経済効果の拡大を図る。

また、これら情報端末デバイスの低消費電力化技術

の開発とともに、フレキシブルデバイスを省エネル

ギー・省資源・高生産性で製造する技術となる印刷

法を駆使したデバイス製造技術の開発に取り組み、

大量普及する情報端末用デバイスの低消費電力化、

製造エネルギーの削減を推進して、グリーン・イノ

ベーションに貢献する。さらに、これらの技術に係

る材料基盤・計測標準化技術の開発に取り組み、産

業基盤支援と国際競争力強化に貢献することを目指

す。 

2．研究開発の課題 

 ミッション遂行のために、下記の研究開発課題を

設定して、技術開発を推進する。 

① フレキシブルデバイス技術の開発研究 

 超薄型、軽量、形状自由度、大面積、耐衝撃性

に優れた情報入出力インターフェースデバイスの

創出を目指し、柔軟性を有するフィルム基板上に

回路・デバイスを設置したフレキシブルデバイス

技術の開発を行う。特に、ディスプレイなどの表

示・出力デバイス、圧力、光、熱応答の入力デバ

イス、無線アンテナ、配線など、回路デバイスな

どをフレキシブルデバイス化する技術を中心に技

術開発を推進する。 

② プリンタブルデバイス製造技術の開発研究 

 フレキシブルデバイスの省エネルギー・省資

源・高生産性製造プロセス技術として、脱真空プ

ロセス、脱高温プロセス、脱フォトリソグラフィ

ープロセスによりデバイスの製造エネルギーを著

しく軽減させ、高速高生産性デバイス製造を可能

にする溶液プロセスに立脚した印刷デバイス製造

技術の開発を推進する。特に、高精度高精細印刷

デバイス製造技術、低温印刷デバイス製造技術、

高機能化印刷デバイス製造プロセス、大面積高均

質デバイス製造技術などを中心に、技術開発を推

進する。 

③ フレキシブルデバイス用材料基盤・評価技術の開

発研究 

 フレキシブルデバイス用材料の開発ならびにそ

れらの基礎物性、寿命、効率、素子性能などにか

かる評価、計測に関する技術の開発を推進する。

特に、有機半導体材料などのデバイス用有機機能

性材料の開発 

3．研究開発の推進体制 

 研究開発の推進に当たっては、当研究センター内
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に下記5つの研究チームを設置し、それぞれ設定研

究課題に対応した研究開発を推進する。 

（ア）フレキシブル材料基盤チーム 

（イ）印刷プロセスチーム 

（ウ）ハイブリッドプロセスチーム 

（エ）フレキシブルデバイスチーム 

（オ）ハイブリッド IoT デバイスチーム 

  特に、当研究センターの研究開発技術は、産業界

の技術開発と密接に関係していることから、関連す

る多業種の企業群からなる技術研究組合を構成し、

その中で企業と一体的な技術開発をすることで、技

術の円滑な産業普及と推進を図っていく。現在、次

世代プリンテッドエレクトロニクス技術研究組合

（JAPERA）、および未利用熱エネルギー革新的活

用技術研究組合（TherMAT）の2つの技術研究組

合に参加し、それぞれ印刷技術に基づくフレキシブ

ルデバイスの製造技術、フレキシブル熱電変換材料

デバイス技術の開発を行っている。さらに、産業界

との情報交換の場としての産総研コンソーシアム

「次世代プリンテッドエレクトロニクスコンソーシ

アム」を設置し、当該関連分野の最新の産業動向を

反映させた技術開発の推進を図っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算 

「スマートテキスタイル基盤技術の研究開発（北陸プロ

ジェクト）」 

 

外部資金： 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO） 

「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期

／フィジカル空間デジタルデータ処理基盤／サブテーマ

Ⅱ：超低消費電力 IoT デバイス・革新的センサ技術／

ヒューマンインタラクションセンサデバイスシステム技

術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会（JSPS） 

「圧電機能開拓のための強誘電性分子固体の研究」 

「超高齢化社会の医療人材不足を克服する次世代医療用

ウエアラブルセンサーの新規開発」 

「多結晶薄膜デバイスのための高空間分解能キャリアイ

メージング技術開発」 

「オットー光学配置を利用したペーパープラズモニック

センサの構築」 

「ヘテロジニアスモデリングによるアダプティブ溶液プ

ロセスシミュレーション手法の開発」 

「シリコーンゴムの動的歪み制御による微細積層印刷エ

レクトロニクスの創出」 

「高感度 MEMS 可動部の完全アディティブ形成技術の

開発とセンサ応用」 

「切り紙構造を利用したフレキシブルディスプレイ」 

「n 型塗布有機半導体材料の高度化のための硫黄-硫黄

相互作用と層状結晶性の構築」 

「超高感度光ポンピング磁気センサを用いた完全非接触

型3次元断層画像化技術の開発」 

「フロッキュレーション解析に基づく環境界面工学の展

開」 

「アルキル化π共役系分子を基材とする液体エレクトレ

ットの開発」 

「層状結晶性有機半導体を用いる全塗布型・超高精細

TFT アレイの開発」 

「超高齢化社会の医療人材不足を克服する次世代医療用

ウエアラブルセンサーの新規開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST） 

「新しい高性能ポリマー半導体材料と印刷プロセスによ

る AM-TFT を基盤とするフレキシブルディスプレイの

開発」 

「ミラー、透明、黒の状態可変技術による革新的省エネ

調光窓の開発」 

「塗布型有機強誘電体材料の開発」 

 

佐賀県産業労働部ものづくり産業課長 

「次世代型高品質スクリーン印刷技術と新規スクリーン

マスクの開発」 

 

文部科学省 

「卓越研究員事業」 

 

経済産業省 

平成30年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助

金） 

「銅ナノ粒子ペーストを用いた大型ガラス基板への高精

度スクリーン印刷と多面取り加工技術を用いた次世代

パワー半導体用実装基板の新製造技術の開発」 

「フレキシブルエレクトロニクスの量産化に向けた耐久

試験装置の高度化」 

 

平成30年度戦略的国際標準化加速事業（政府戦略分野

に係る国際標準開発活動）（募戦38 プリンテッドエレ

クトロニクスの品質評価に関する国際標準化）    

 

発 表：誌上発表59件、口頭発表117件、その他22件 

--------------------------------------------------------------------------- 

フレキシブル材料基盤チーム 

（Flexible Materials Base Team） 

研究チーム長：米谷 慎 

（つくば中央第5） 

概 要： 
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・目的：フレキシブルエレクトロニクスによるグリー

ン・イノベーションを目指し、有機半導体・導電

体・強誘電体などの電子機能性材料を印刷プロセス

に適用するための材料基盤技術を開発する。特に、

プロセス適合性をもつ高性能な電子機能性材料の開

発、材料の特質に立脚した革新的印刷プロセスの開

発、高性能化に必要不可欠となる高度な微視的材料

評価技術の開発を推進する。 

・意義、当該分野での位置づけ：物性物理学・物性化

学・電子工学を基盤とする先端的知見を活用しなが

ら、新規材料・新機能開拓と、印刷プロセスの革新、

微視的評価技術の開発に取り組み、主に学術雑誌を

通した成果発信により情報通信・エレクトロニク

ス・材料分野に貢献する。 

・国際的な研究レベル：銀ナノメタルインクと反応性

表面により高解像度配線を実現できる超簡易印刷法

を世界に先駆けて開発、常温常圧の溶液・印刷プロ

セスで製膜可能な高性能有機半導体や高分極、低損

失、大変位型有機（反）強誘電体の材料を開発、材

料評価技術として電荷変調分光法を用いた有機半導

体のキャリア輸送の研究で世界のトップを走るなど。 

 

印刷プロセスチーム 

（Print Process Team） 

研究チーム長：牛島 洋史 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 IoT 社会の実現を目指し、省エネルギー・省資源で

変量多品種分散製造を行うための、印刷手法を用いた

製造プロセス技術の開発を行なっている。当チームで

開発したスクリーンオフセット印刷法や付着力コント

ラスト平版印刷法に関わる材料、プロセス、評価手法

の各要素技術開発を進めており、この新規印刷工法に

ついて企業とともに装置化および製版技術についても

開発を進めている。Si 製造技術などでは取り組みに

くい曲面への回路パターン形成や3次元の製造技術に

も挑戦している。機能を向上させるための表面処理技

術などの基礎的研究開発を進めながらフレキシブルな

トランジスタアレイやセンサなどのデバイス試作も行

っており、フレキシブルエレクトロニクスやスマート

テキスタイルの実現と高精度グラフィック印刷技術に

よる新産業創出を目指している。 

 

ハイブリッドプロセスチーム 

（Hybrid Process Team） 

研究チーム長：山本 典孝 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 IoT 社会に必要とされる、多品種センサーを量産製

造するためには革新的な製造プロセスが必要となる。

ハイブリッドプロセスチームでは、フレキシブルエレ

クトロニクスの実用化に向け、印刷パターニング技術、

プラズマ焼成技術、レーザー加工技術、ホットメルト

接着接合技術などを用い、フレキシブル配線板の製造

プロセスの生産性を従来のリソグラフィー技術による

製造プロセスと同等にする技術を開発している。 

 2018年度は、プラズマ焼成技術においてプラズマ

化するガスをアルゴンに変えることにより、従来の窒

素に比べより低温・低抵抗な焼結に成功した。印刷製

法による酸化物 TFT の実現においては、9種類の金

属錯体について最適インク組成を決定した。さらに酸

化物前駆体を200 nm 解像度で直接印刷パターニング

することに成功した。カーエレクトロニクスなどに向

けたパワーデバイスの配線技術においては、シングル

ナノオーダーサイズの銅ナノ粒子を用い独自に銅ペー

ストを作製した。ガラス基板上に低抵抗銅配線の作製

に成功し、さらに銅めっきを行うことによりバルク抵

抗化に成功した。 

 

フレキシブルデバイスチーム 

（Flexible Device Team） 

研究チーム長：吉田 学 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：自由形状、大面積軽薄、生体適合性など、優

れた使用感を持つデバイスとしての期待の高いフレ

キシブルデバイスやストレッチャブルデバイスの早

期実用化が望まれている。これらの柔軟なデバイス

は、生体情報や環境情報を取得するためのマルチモ

ーダルセンサとして用いることを想定している。こ

のようなウェアラブルマルチモーダルセンシングデ

バイスにおいて、人間の体動や外部環境変化に伴う

センサーデータへの影響を考慮したデバイス設計や

ソフトウェアによる処理技術の開発が必要となる。

また、センシングのみでなく、センシングデータを

利用して反応するアクティブデバイスなどの開発も

重要である。これらのセンシングデバイスは無線に

よりデータを送受信することが想定されるため、こ

れらのデータのセキュリティを担保するためのデバ

イスも必要不可欠となる。当研究チームでは、これ

らの実現のために、フレキシブルマルチモーダルセ

ンシングデバイスの設計・動作解析技術の開発、高

感度柔軟アクティブデバイスの開発などを推進する。

2017年度は、特に柔軟な材料を用いて、心電など

の複数種の生体情報をセンシングするためのマルチ

モーダルセンサの原理実証を行うとともに、電圧の

入力に対して変位を発生するアクティブデバイスの

開発を重点化していく。 

・手段：大型プロジェクト、技術研究組合との連携、

企業・大学との共同研究などにおける研究開発を積
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極的に推進するとともに、社会のニーズや新規研究

テーマの発掘に努める。またフレキシブルエレクト

ロニクス開発に必要な要素技術の高度化・集積化を

図るため、分野横断的な連携を推奨する。 

・方法論：導電性繊維を用いた高伸縮圧力センサアレ

イの開発や情報機器のための新たなアクティブデバ

イスの開発を行う。低電圧駆動可能な有機エレクト

ロニクスデバイスの創製と応用展開を行う。 

 

ハイブリッド IoT デバイスチーム 

（Hybrid IoT Device Team） 

研究チーム長：植村 聖 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・研究目的：IoT デバイスのユーザビリティの向上に

向けて、非連続的なイノベーション創出に資する

部素材、デバイス、およびそのプロセス技術やア

センブリー技術の基盤的な研究開発を行う。IoT 社

会の実現と進展、わが国の情報通信・エレクトロ

ニクス関連産業の持続的な発展に貢献することを

目的とする。 

・研究手段：IoT デバイスのユーザビリティを向上さ

せるためのフレキシブル化技術、エッジデバイス

としての自律的に電力供給するデバイス技術など、

IoT エッジデバイス製造に関する基盤技術の開発を

行う。IoT デバイスとしては革新的なセンサーの要

素技術の開発とそれらのユーザビリティを向上さ

せるフレキシブル、プリンタブル電子デバイスの

要素技術の開発、またそれらを実用化するための

電子部材をフレキシブル基板上に低ダメージで実

装する技術の開発など、多様な形状の物体などへ

の適応性、耐衝撃性を向上させるフレキシブル実

装・プロセス技術の開発を行う。 

・方法論： 

1）IoT 機器のフレキシブル化、低消費電力化を同

時に成立させるための基盤的技術として低消費電

力な電子回路チップなどの電子部品を低ダメージ

で実装するフレキシブルハイブリッド実装技術の

開発、2）IoT 機器の低消費電力化のため、フィル

ム状の発汗センサー、フレキシブル熱流センサー、

ストレッチャブル湿度センサーなどの実現に向け

た部素材、デバイス設計技術、動作検証の研究開

発を進める。 

 

⑦【先進コーティング技術研究センター】 
（Advanced Coating Technology Research Center） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究センター長：明渡 純 

副研究センター長：土屋 哲男 

総 括 研 究 主 幹：相馬 貢 

 

所在地：つくば中央第5、つくば東、つくば西 

人 員：18名（18名） 

経 費：403,009千円（225,622千円） 

 

概 要： 

 21世紀の“ものづくり”は、最少の資源、最小の

エネルギー消費で、コスト競争力のある製造技術を基

本とすることが強く求められている。また、CO2削減

をはじめとした省エネルギー、省資源化などの環境負

荷低減の観点から、電子機器の小型・集積化、高エネ

ルギー密度、高耐久性の各種電池開発(太陽電池、蓄

電池、燃料電池)、軽量で耐久性の高い自動車部品、

航空機部材などの開発が世界的に大きな潮流になって

きている。これらのニーズに応えるべく新しい材料・

部材・デバイスの創成を実現するためには、多種・多

様な性質を併せ持つセラミックス・合金などの機能材

料を低コストでコーティング可能な製造プロセスが、

今後、益々重要になってくる。 

 こうした背景を踏まえ、当研究センターでは、産業

競争力強化の観点から、従来コーティング技術とはそ

の原理から一線を画すエアロゾルデポジション法

（AD）法や塗布光分解法（光 MOD 法）など、セン

ター独自の先進的なコーティング技術やこれに資する

独自の材料技術を柱に多様な課題を解決し、企業に橋

渡しすることを目的としている。これらの目的を達成

するため、2018年度は、第4期の領域の重点課題

「多様な産業部材に適用可能な表面機能付与技術

の開発」において下記の3つの重点化課題を定め、

多事業分野で実生産に資するレベルまでプロセス技術

の高度化を図っている。 

 ①AD 法では、大型の企業資金獲得につながりつつ

ある蓄電池や燃料電池応用、ガスタービンなどの構造

部材応用に絞り込み、実用性能の達成に取り組むとと

もに、Hybrid AD（HAD）法を用いたオンデマンド

義歯製造技術開発を SIP 革新的設計生産技術・産総

研コーティング拠点（SIP コーティング拠点）を利用

し、生体適合性 Ti 合金基材へのジルコニア成膜を検

討する。 

 ②光 MOD、光化学修飾法などの化学溶液法では、

高感度センサ、電子部品および発光部材の事業化に向

けグリーンデバイス開発（創エネ・蓄エネ・省エネ・

センサ）に資する材料、電子・光デバイスや先進セン

サの開発とそのコーティングインク開発から評価・解

析を行っている。 

 ③リチウム二次電池は、更なる高容量化・低コスト

化実現のため、新しい電極材料、電解質材料をはじめ

とする高性能酸化物材料の開発とコーティング技術を

適用した部材化・電池システム化、また、そのための
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新しい製造プロセスの開拓や、正確な結晶構造・物性

評価技術を適用することで、新しい材料設計を行って

いる。 

また2017年度設立した先進コーティングアライア

ンスの活用によるバリューチェーン連携推進や、地方

公設試、大学との連携活動を全国展開し、より積極的

に地方企業、地域ニーズ把握に努め、ニッチトップを

目指す地方・中小企業の本格的な事業支援を行ってい

る。 

当研究センターの研究拠点は、材料・プロセスに関

する研究ポテンシャルを持つ、つくばセンター（4研

究グループ）で研究を進めている。 

 

領域重点課題： 

・「先進コーティング技術を用いたグリーンデバイス

開発と事業化促進」 

・「省エネ・省資源社会に向けた部材・部品スマート

循環型製造システムの構築」 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

経済産業省 

平成30年度革新的なエネルギー技術の国際共同研究 

開発事業（革新的省エネルギー技術開発） 

・「研究テーマ2．（2）光反応による低消費電力型製

造プロセスとグリーンデバイスの開発」 

平成30年度戦略的基盤技術高度化支援事業 

・「Steel Heater 性能向上のための新規絶縁層形成技

術の開発」 

豪日交流基金 

・「 Establishment of cooperative network for 

Australia and Japan for innovation」 

独立行政法人日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

・「光電極のエネルギー変換効率を革新的に向上させ

る酸化物‐窒化物傾斜構造の創製」 

・「誘電体ナノ分極界面を利用した超高出力全固体リ

チウム二次電池の実現」 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

・「光表面化学修飾法によるポリマー材料のフッ素官

能基化表面改質に関する研究」 

・「ナノ酸化物材料のマイクロ波コーティング技術」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

・「ガーネット型酸化物電解質材料の創出」 

・「プラスチック基材への常温セラミックコーティン

グ法の開発」 

 

発 表：誌上発表30件、口頭発表87件、その他10件 

--------------------------------------------------------------------------- 

微粒子スプレーコーティング研究チーム 

（Fine Powder Spray Coating Team） 

研究チーム長：明渡 純 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当研究チームは、AD 法、HAD 法、サスペンショ

ンプラズマ溶射法（SPS 法）など「微粒子スプレー

法による高機能セラミックスコーティング技術の開発」

を担当。エネルギー関連部材や生体・医療関連部材、

半導体製造関連部材、航空機・自動車関連部材などの

高度化に資する省エネルギー製造技術の確立をミッシ

ョンとし、以下の課題に取り組んでいる。1）AD 法

の高度化に関する研究、2）SPS 法の高度化に関する

研究、3）AD 法の用途拡大に関する研究開発。1）、2）

については、平成30年度戦略的イノベーション創造

プログラム(SIP)／革新的設計生産技術「高付加価値

セラミックス造形技術の開発」を中心にプラズマ援用

によるハイブリッド AD 法のプロセスパラメータの抽

出、また、コーティング拠点として基盤整備を行った。

また、AD 法、SPS 法では民間企業資金を中心にエネ

ルギー関連部材での製造プロセスとしての実用性を検

証した。3）については、実用化支援チームや先進コ

ーティングアライアンスを活用し、出口戦略を見据え

た用途開発を44社の会員企業連携の中で展開し、耐

摩耗・耐傷コーティングによる樹脂基材上へのハード

コーティングによる部材軽量化、金属基材へのセラミ

ックス薄膜形成による高性能放熱基板など、複数の企

業ニーズに応えるテーマに取り組んだ。 

 

光反応コーティング研究チーム 

（Photo-assisted Coating Team） 

研究チーム長：真部 高明 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当研究チームは、「光反応を用いた表面機能付与技

術の開発」を主に担当し、グリ－ン・ライフイノベー

ションに資する材料・部材・デバイスの省資源・省エ

ネルギー製造に貢献するフレキシブルなコーティング

技術の確立をミッションとし、フレキシブルコーティ

ング技術開発、コーティング材料開発、部材・デバイ

スへの応用展開に取り組んでいる。2018年度は、領

域重点課題「省エネ・省資源社会に向けた部材・部品

スマート循環型製造システムの構築」において、機能

を最大限に生かす積層構造部品、低コスト、低エネル

ギーリサイクル原料合成プロセスの開発を重点的に推

進した。 

具体的には、AD 膜と光 MOD 膜の積層構造膜の開

発、光 MOD プロセスによるナノ積層構造超電導膜の

開発、液相マイクロ波プロセスを用いたスマートウイ

ンドウのためのコーティング用ナノ結晶の合成研究を

行った。各種官能基化学修飾コーティング技術の開発

に関しては、カーボン・ポリマー・金属各種基材への
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化学修飾コーティング手法の開発を推進して、5G

（第5世代移動通信）用の低損失基板に向けた高強度

異種材料接合技術を企業と共同で開発に成功した。 

 

エネルギー応用材料研究チーム 

（Energy Conversion and Storage Materials Team） 

研究チーム長：秋本 順二 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 リチウム二次電池は、今後、さまざまな IoT セン

サ・デバイス用電源から自動車用途、定置型電源など

の大型用途での普及・展開が期待されており、そのた

めには安全性向上、長寿命化とともに、更なる高容量

化・低コスト化がキーとなっている。当研究チームは、

このような次世代蓄電池や燃料電池などの実現のため、

新しい電極材料、電解質材料をはじめとする高性能酸

化物材料の開発とコーティング技術を適用した部材

化・電池システム化を目指している。また、そのため

の新しい製造プロセスの開拓や、正確な結晶構造・物

性評価技術を適用することで、新しい材料設計を進め

ている。 

 具体的には、イオン交換合成法、水熱合成法、ゾル

ゲル法などの溶液を用いた素材低温合成技術を開拓・

適用し、高容量チタン酸化物材料、シリコン系負極材

料、新規固体電解質材料の合成・開発を実施した。ま

た、全固体電池部材として、融液からの結晶成長技術

を適用した単結晶固体電解質の開発、ならびに基盤技

術である結晶構造解析技術・物性評価技術の高度化に

関する研究開発を行った。さらに、AD 法を適用した

全固体リチウム二次電池の複合電極の開発を実施した。 

 

グリーンデバイス材料研究チーム 

（Green device Materilals Team） 

研究チーム長：土屋 哲男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当研究チームは、グリーンデバイス開発（創エネ・

蓄エネ・省エネ・センサ）に資する材料、電子・光デ

バイスや先進センサの開発をミッションとして、市場

規模の大きいスマートウインドウ、光デバイス、各種

センサ、光電極、フレキシブル圧電コーティングによ

るエネルギーハーベスティングなどを主なテーマとし、

グリーンデバイス材料合成とのそのコーティングイン

ク開発から評価・解析を行うとともに、光反応コーテ

ィングチームや微粒子コーティングチームとの連携に

よるコーティング部材開発に取り組んでいる。2018

年度は、領域重点課題「先進コーティング技術を用い

たグリーンデバイス開発と事業化促進」を中心として、

樹脂、および金属基板上へのセラミックスコーティン

グ手法を開発した。また、フレキシブル透明導電膜の

開発を行い、オーストラリア連邦科学産業研究機構

（CSIRO）との国際共同研究を基に高効率な有機 EL

発光を実現した。さらに、陽極酸化中間層を用いた高

耐熱ペロブスカイト型サーミスタ温度センサの開発を

行い、室温から450 ℃の広い温度範囲で直線性が良

い薄膜サーミスタセンサの開発に成功した。得られた

サーミスタは極めて良い応答性が得られるとともに、

室温と400 ℃間の温度サイクル特性においてセンシ

ング温度に大きな変動がなく、センサの構造的劣化も

見られない耐久性を有することも確認できた。 

 研究プロジェクトでは、SIP プロジェクト／「SiC

次世代パワーエレクトロニクスの統合的研究開発」に

おいて「高耐熱電子部品の開発と信頼性評価」、革新

的エネルギー技術の国際共同研究開発事業「光反応に

よる低消費電力型製造プロセスとグリーンデバイスの

開発」「太陽光による有用化学品製造」、企業連携では、

「多様な部材・デバイスに関し基礎から応用に関する

共同研究」を実施した。 

 

⑧【集積マイクロシステム研究センター】 
（Research Center for Ubiquitous MEMS and Micro 

  Engineering） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究センター長：松本 壮平 

副研究センター長：高木 秀樹 

総 括 研 究 主 幹：一木 正聡、伊藤 寿浩 

 

所在地：つくば東 

人 員：22名（22名） 

経 費：418,234千円（189,312千円） 

 

概 要： 

  エレクトロニクス・製造領域は、IT 機器の大幅な

省エネ化と高性能化の両立を可能とする世界トップ性

能のデバイスの開発と、省エネ、省資源、低コストの

産業活動の実現を可能とする革新的な製造技術の開発、

および、先端エレクトロニクスを基礎としたセンシン

グ技術と革新的製造技術を結びつけた超高効率な生産

システムによるわが国の産業競争力強化を掲げている。

当研究センターではこの中で、特に情報技術分野に必

要とされる、微細加工を利用したマイクロデバイスに

関する研究開発およびその分野に関連する人材を養成

することをミッションとする。 

  スマートで安全安心な社会の実現に向けて、モノの

インターネット（Internet of Things: IoT）技術が注

目されている。当研究センターは、マイクロ電子機械

システム（MEMS）に関するコア技術である低温接

合技術、ナノ構造作製技術、圧電 MEMS 技術などの

研究開発を通じて、エネルギー、農業、健康医療、自
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動車、社会インフラ監視などの応用分野における

MEMS センサネットシステムの社会実装に取り組み

IoT の実現を目指す。さらに、MEMS プロトタイピ

ングのためのファウンドリー機能の充実を図るほか、

高付加価値で少量多品種の生産に適用可能な製造シス

テムの構築などにより、研究・開発・試作・人材育成

などの産業ニーズに応える。 

  MEMS 技術の実証の場として、これまでに、クリ

ーンルームやデータセンター、およびコンビニでの省

エネを行ってきたが、第4期は社会インフラや産業イ

ンフラの保守や点検などに資するため、ひずみ、振動、

温度など複数のセンシングと通信機能を集積化したネ

ットワーク MEMS システムを開発し、大規模社会実

験を行う。このほか、生体情報のセンシングなどの実

証実験なども行い、関連産業の競争力の強化にも資す

る。産総研では NIMS、筑波大学、KEK、東京大学

と協力してオープンイノベーション拠点 TIA を形成

し、知の創出から産業化までを一貫して支援しており、

MEMS 分野はこの TIA の7つの重要なコア領域のう

ちの一つとなっている。当研究センターは、先端集積

化 MEMS の研究開発や汎用大口径ラインによるデバ

イス試作などを行う「MEMS ファンドリー」の環境

を整備し、精密機械工業と情報産業、装置ベンダー、

材料メーカーを融合した業界とのオープンイノベーシ

ョン拠点形成を目指す。 

◆第4期加速のための重点化課題 

微細加工を利用したマイクロデバイスに関する研究

開発において、2018年度は、下記の3つの重点化課題

に取り組んだ。 

・光応用集積マイクロデバイスに関する研究 

光学応用をめざしたマイクロシステム、ナノフォト

ニクス集積デバイス、および、それらを実現するため

の光 MEMS 集積化技術、光ナノインプリント技術、

超高精細印刷技術、異種材料低温接合技術、接合封止

技術の開発を進める。2018年度は、光導波路・RF・

メタマテリアル応用という観点から、光ナノインプリ

ントや厚膜印刷技術、超高速電子ビーム描画による微

細パターン作製技術の高度化を図った。光ナノインプ

リント法においては、欠陥低減のために導入する凝縮

性ガスの吸収量の調査とパターン品質の評価を行い、

最先端半導体リソグラフィに転用可能な UV 硬化樹

脂において、線幅15 nm のラインパターンの解像を

実証した。厚膜印刷技術では、金属ナノ粒子インクを

利用した光周波数帯で機能するメタマテリアル（光メ

タマテリアル）の作製を行い、世界に先駆けてインク

の光メタマテリアルを実現した。超高速電子ビーム描

画に関しては、容積均一化モールドの概念に基づくモ

ールド設計手法を開発した。また、光機能デバイスの

ための異種材料集積・低温接合プロセスの高度化に関

しては、プラズモニックデバイスの集積・積層化に適

用できる低温接合技術として、厚さ数十 nm の Au 薄

膜を利用して低温接合する技術を提案・実証した。さ

らに、光応用集積デバイス・システム化の検討として、

ポリマーやセラミックスをベースにした光マイクロシ

ステムを実現するための要素技術の検討と技術課題の

抽出を行った。 

・極薄シリコン集積化マルチセンシング IoT デバイ

スの開発 

本研究では、多様なセンシングをワンチップで可能

にする極薄 MEMS 積層マルチセンシングデバイスの

開発と、多種大量なデータを効率的に処理可能なゲー

トウェイを開発する。2018年度は、極薄シリコンプ

ロセス技術の各種 MEMS センサへの展開として、2

枚のピエゾ抵抗素子を用いることで曲面上でも正確に

接触圧が計測可能な極薄シリコンフレキシブル接触圧

センサを開発した。極薄シリコンの二次元、三次元集

積化技術に関しては、スクリーンオフセット印刷によ

り極薄シリコンと印刷配線を一括でフレキシブル基板

やテキスタイル上に転写する新たな実装方法を開発し、

脈波センサを開発した。また、櫛歯型の極薄加速度セ

ンサや積層集積化に必要なインターポーザーを試作し

た。さらに、MEMS センサだけでなく回路を極薄化

してテキスタイルに一体化したスマートウェアによる

心電計測にも成功した。この他、AI によるマルチセ

ンサデータ処理の取り組みとして、オートエンコーダ

や三相全結合ニューラルネットワークにより加速度セ

ンサなど波形データを処理する手法を確立し、歩行状

態、熱中症危険度、舌の動きなどを70～80%の精度

で推定できることを示した。 

・機能化表面利用マイクロデバイスの開発 

部材表面の凹凸微細加工や化学修飾により特殊な光

学特性や液体流動性などの機能を発現させる技術は多

くの産業分野で普及が期待されている。光学やぬれ性

などに関する機能化表面を利用するマイクロデバイス、

およびその最適な機能発現に必要な表面作製プロセス

を開発する。2018年度は、不均一な三次元構造・親

疎水性表面により、微粒子分散系挙動を制御可能なデ

バイスの基盤開発として、機能化表面デバイス設計支

援シミュレーション技術および機能性表面による微粒

子分散系吸着制御技術の開発を行った。機能化表面デ

バイス設計支援シミュレーション技術の開発に関して

は、機能性表面による微粒子吸着制御に適用できる共

通基盤計算コードを高精度化するため、流動液中の粒

子濃度分布の計算に必要な基材表面からの離脱を考慮

した新たな微粒子吸着モデルを提案した。提案モデル

を導入した計算コードは、従来モデルよりも簡易なア

ルゴリズムで数値的に安定して実行できることを確認

した。機能性表面による微粒子分散系吸着制御技術の

開発に関しては、固気液界面現象活用の高度な微小流

体操作・デバイス技術を基に、原子間力顕微鏡
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（AFM）法および単一粒子誘導結合プラズマ質量分

析（spICP-MS）法を導入することにより、微粒子吸

着評価システムを開発した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算「フレキシブルハイブリッドエレクトロニ

クス技術（センサタグ2.0）」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発

機構 

次世代プリンテッドエレクトロニクス材料・プロセ

ス基盤技術開発／⑥フレキシブル複合機能デバイス技

術の開発「極薄シリコン回路と配線・電極形成テキス

タイルによるセンシングウェアの開発」 

インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム

開発プロジェクト／インフラ状態モニタリング用セン

サシステム開発「道路インフラ状態モニタリング用セ

ンサシステムの研究開発」 

インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム

開発プロジェクト／インフラ状態モニタリング用セン

サシステム開発「ライフラインコアモニタリングシス

テムの研究開発」 

戦略的基盤技術高度化支援事業（プロジェクト委託

型）／IoT、AI 等を活用した「超スマート社会」の実

現のための技術／「ウェハーサイズ3次元ナノインプ

リントモールド用超高速電子ビーム加工装置の研究開

発」 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／「高齢者の日常的リスクを低減する

AI 駆動アンビエントセンサ・アクチュエータシステ

ムの研究開発」 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人

工知能技術分野／「空間移動時の AI 融合高精度物体

認識システムの研究開発」 

 

 国立研究開発法人 日本医療研究開発機構 

未来医療を実現する医療機器・システム研究開発事

業／術者の技能に依存しない高度かつ精密な手術シス

テムの開発／「変形切除が可能な肝切除シミュレーシ

ョンシステムに器具の触覚センシングと位置モニタリ

ング可能な医療用ワイヤレスマイクロセンサシステム

を合体した腹腔鏡下肝切除術のリアルタイムナビゲー

ションシステムの開発」 

 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構

生物系特定産業技術研究支援センター 

革新的技術開発・緊急展開事業（うち人工知能未来

農業創造プロジェクト）／「AI を活用した呼吸器

病・消化器病・周産期疾病の早期発見技術の開発」 

国立研究開発法人 科学技術振興機構 

研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラ

ム 試験研究タイプ／「温度差のみで駆動する流体分

離用ネットワークデバイスの開発」 

研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラ

ム 試験研究タイプ／「厚膜ナノ印刷プロセスによる

機能化偏光フィルムの開発」 

プログラム・マネージャー（PM）の育成・活躍推

進プログラム／「イノベーション塾」 

 

静岡県 

静岡県先端企業育成プロジェクト事業化推進助成事

業／「光インターコネクトモジュール用光ナノインプ

リント装置の開発」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

科学研究費補助金（基盤研究（C））「マイクロデバ

イスの高気密封止のための金属の常温接合に関する研

究」 

科学研究費補助金（基盤研究（C））「ナノインプリ

ント領域全域での高速充填と均一残膜を実現するモー

ルド設計技術の研究」 

科学研究費補助金（若手研究（B））「混合凝縮性ガ

スを導入する光ナノインプリント技術の開発」 

科学研究費補助金（若手研究（B））「表面微細構造

を用いたナノ印刷技術の開発と光学応用」 

科学研究費補助金（若手研究（A））「MEMS 筋音

センサを用いた筋肉の定量的評価」 

科学研究費補助金（若手研究）「微粒子で構成され

る高機能マイクロニードルの開発」 

科学研究費補助金（基盤研究（A））「非線形モード

局在型マイクロレゾネータアレイによる超微小質量計

測とバイオセンシング」 

科学研究費補助金（基盤研究（C））「高出力積層圧

電素子の振動発電を電源とする設備状態監視手法に関

する研究」 

 

発 表：誌上発表64件、口頭発表87件、その他15件 

--------------------------------------------------------------------------- 

MEMS 集積化プロセス研究チーム 

（MEMS Integration Process Research Team） 

研究チーム長：高木 秀樹 

（つくば東） 

概 要： 

 MEMS をキーとするセンシングシステムの高機能

化と低コスト化を実現するための、微細加工技術およ

び集積化技術の研究開発を進めている。ナノメートル

オーダーの微細構造を簡便な装置により大面積に形成

可能なナノインプリント技術を、新たに開発した高速

電子ビーム描画装置と組み合わせることにより、非常



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(191) 

に高い生産性を有する微細パターン形成プロセスの開

発を進めた。大面積で光硬化樹脂の残膜厚を一定にす

るための、モールド設計技術と作製プロセスを開発し

た。また、表面の活性化処理を用いた低ダメージ接合

技術により、次世代のデバイスとして期待される高移

動度半導体やスピントロニクスデバイス、省エネルギ

ーと環境保護の面で重要性が増しているパワーエレク

トロニクスなど、異種デバイスおよび異種材料の集積

化への展開を進めた。高気密封止パッケージングを実

現するため、焼きだし脱ガス処理後の接合が可能な薄

膜金属中間層を開発し、MEMS 原子時計のアルカリ

ガスセルや、MEMS の真空封止接合への適用につい

て検討を進めた。 

 

光マイクロナノシステム研究チーム 

（Optical Micro and Nanosystems Research Team） 

研究チーム長：日暮 栄治 

（つくば東） 

概 要： 

 光学応用をめざしたマイクロシステムやナノフォト

ニクス集積デバイスおよびそれらを実現するための製

造技術として、厚膜ナノ印刷技術、光ナノインプリン

ト技術、異種材料低温接合技術の研究開発を進めてい

る。厚膜ナノ印刷技術により、ワイヤーグリッド偏光

フィルムを作製し、偏光サングラスへの適用について

検討を進めた。また、凝縮性ガスを用いたナノインプ

リントプロセスの検討を進め、UV 硬化樹脂において、

線幅15 nm のラインパターンの解像を実証した。ま

た、プラズモニックイメージャを実現するための厚さ

数十 nm の金薄膜を利用して低温で積層・封止する技

術を提案・実証した。また、皮膚内出血に対する UV

の吸光特性を利用した褥瘡早期検出用プロトタイプデ

イバスを実現し、フィージビリティを確認した。 

 

社会実装化センサシステム研究チーム 

（Socially-Integrated Sensor System Research Team） 

研究チーム長：小林 健 

（つくば東） 

概 要： 

 MEMSおよびフレキシブルデバイス設計、プロセ

ス、評価技術、低電力アナログ回路設計技術、無線セ

ンサ端末およびネットワークシステム技術、ビッグデ

ータ解析技術を駆使することによって産業機器、橋梁、

健康医療、それぞれに適したセンサシステムを実現し、

実際の現場に社会実装することでセンサシステムの有

効性を実証する。高速道路や地域冷暖房設備のポンプ

に開発した無線センサシステムを導入し、実証試験を

行った。テキスタイルハイブリッドエレクトロニクス

技術により、着るだけで医療機器に近いレベルの心電

図が測定できる心電ウェアを開発した。また、テキス

タイル電極とAIを組み合わせることによる、舌活動度

診断システムの基本仕様を決定した。 

 

IoT 無線 MEMS システム研究チーム 

（IoT Wireless MEMS System Research Team） 

研究チーム長：一木 正聡 

（つくば東） 

概 要： 

 IoT 無線 MEMS システム研究チームでは、集積マ

イクロシステム研究センターが従来から推進してきた

マイクロ電子機械システム（MEMS）およびセンサ

ネットワーク技術を基盤として、モノのインターネッ

ト（IoT）やサイバーフィジカルシステム（CPS）分

野のデバイス開発、微細加工・実装技術、システム化

技術に関して研究開発を推進した。具体的には、スマ

ート工場向けモニタリングシステム、農業畜産向けセ

ンシングシステム、生体ウエアラブル IoT システム

の開発を行った。これらの取り組みは、未来の産業創

造と社会変革、経済・社会的な課題への対応、科学技

術イノベーションの基盤的な力の強化、人材・知・資

金の好循環システムの構築といった第５期科学技術基

本計画での主要な柱の具体的な取り組みとして中心的

な位置づけとなっており、世界に先駆けた「超スマー

ト社会」の実現（Society 5.0）に貢献するために、

「ウエアラブル（またはユビキタス）」「 IoT」

「MEMS」「データ解析（またはソリューション提

供）」に関係する取り組みを通じて、内外のプロジェ

クトや共同研究などへの貢献を通じて、新たな技術基

盤となる研究開発を推進することを目指した活動を行

っている。 

 

化学バイオ流体デバイス研究チーム 

（ChemBio Fluidics Research Team） 

研究チーム長：高田 尚樹 

（つくば東） 

概 要： 

当研究チームのミッションは、環境低負荷かつ安

心・安全・健康な社会・生活の実現に化学・バイオ分

野の MEMS 技術を通して貢献することである。ミッ

ション遂行のために、特に MEMS 技術および化学・

バイオ・流体技術の融合によるデバイス・インターフ

ェースを含めたデバイスシステム、さらにデバイスを

用いて製造されるものの用途開発を研究開発対象とす

る。具体的には、化学応用に向けた取り組みとしてフ

ァインケミカルズなどの合成を効率良く行う連続製造

プロセスへの応用（触媒化学融合研究センターとの共

同）、バイオ・メディカル機能材料製造のためのデバ

イス開発（計量標準総合センターとの共同）とマイク

ロメートルオーダーの液滴・エマルジョン生成やカプ

セル作製の技術開発、および、デバイス・プロセスに
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利用する微小な流体現象を予測するための共通基盤的

なコンピュータシミュレーション技術の開発を行う。 
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６）地質調査総合センター 
（GSJ: Geological Survey of Japan） 

 

領 域 長：矢野 雄策 

領域長補佐：牧野 雅彦 

 

概 要： 

 地質調査総合センターは、独立行政法人通則法第

35条の5の認可を受けた中長期計画に基づき、地質の

調査に係る研究と開発およびこれらに関連する業務を

行う。地質調査総合センター長は、総合センターにお

ける業務の統括管理を行っている。また、各研究領域

間の融合を推進し、業務を実施している。 

 

①地質調査総合センター研究戦略部 
（Research Promotion Division for Geological Survey 

of Japan） 

 

研究戦略部長：中尾 信典 

研究企画室長：森田 澄人 

 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第7 

人 員：21名（19名） 

 

概 要： 

 研究戦略部は、地質調査総合センターにおける研究

と開発およびこれらに関連する業務に係る基本方針の

企画、立案、総合調整を行う。研究戦略部長は、地質

調査総合センターにおける業務の管理および研究戦略

部の業務を統括管理するとともに、人事マネジメント

および人材育成に係る業務を統括している。また、研

究領域間の融合に係る業務を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

地質調査総合センター研究企画室 

（Research Planning Office for Geological Survey of 

Japan） 

概 要： 

 研究企画室は、地質調査総合センターにおける研究

の推進に関する業務を行っている。具体的には以下の

とおり。 

1．地質調査総合センターの運営に関する業務 

2．原課およびその他関係機関との調整に関する業務 

3．国際連携に関する業務 

4．国内連携に関する業務 

5．技術研究組合に関する業務 

6．地震・火山噴火などの自然災害に対する緊急対応 

 これら業務の結果として、傑出した研究成果の創出、

知的基盤としての地質情報整備、外部研究資金獲得の

増加、所内外および海外での関係機関との連携と総合

センターの存在アピール向上に貢献している。 

1．については、研究戦略や予算編成などの基本方針

の策定、年度計画・年度実績の取りまとめ、プロジェ

クトの企画と総合調整、ユニット間の連携の推進など

を行っている。 

2．については、経済産業省などの省庁原課との連携

調整に関する業務全般、視察への対応などを行ってい

る。 

3．については、地質調査総合センター（GSJ）とし

ての MOU 締結、海外の地球科学研究機関との連携

に関する業務、海外からの研修生の受け入れ、その他

国際機関や国際会議への対応などを推進している。 

4．については、産業技術連携推進協議会の講演会の

開催、地質情報展などのアウトリーチ活動、テクノブ

リッジフェア出展のとりまとめを行うなど、外部機関

との連携の強化を図っている。 

5．については、2016年度に立ち上がった二酸化炭素

地中貯留技術研究組合で、長期モニタリング技術の開

発、長期挙動予測手法の開発、地層安定性評価手法の

開発などを引き続き担当した。 

6．については、災害発生に際して社会的要請に応じ

て緊急調査の実施および成果の発信に係る業務を行っ

ている。2018年度は、口永良部、桜島、霧島（新燃

岳・硫黄島）の噴火に関して、各ユニットとの連携の

もと、火山噴出物の観測・分析を実施し、噴火推移な

どの予測にかかる情報を火山噴火予知連絡会へ提供、

産総研ホームページを通じた情報発信などを実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

［地質調査総合センター研究企画室］ 

研究企画室長 森田 澄人 

［国際連携グループ］ 

グループ長 内田 利弘 

［国内連携グループ］ 

グループ長 斎藤 眞 

 

②【活断層・火山研究部門】 
（ Researth Institute of Earthquake and Volcano 

Geology） 

（存続期間：2014.4～） 

研究部門長：桑原 保人 

副研究部門長：増田 幸治 

副研究部門長：伊藤 順一 

首席研究員：岡村 行信 

首席研究員：篠原 宏志 

総括研究主幹：山元 孝広 

研 究 主 幹：星住 英夫 

 

所在地：つくば中央第七 

人 員：64名（64名） 

経 費：1,042,112千円（運営交付金595,140千円） 
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概 要： 

（1）部門のミッション 

 活断層・火山研究部門は、2014年4月に設置された

研究部門である。設置の背景としては、2011年の東

日本大震災以後、地震・火山噴火などの大規模自然災

害への社会的関心が高まり、より精度の高い地震・津

波や火山情報の提供への期待が大きくなっていること、

原子力施設の立地・廃止・廃棄・最終処分の安全規制

などに関わり、より長期的な視点での地質変動予測研

究に対しての行政・社会ニーズも増加していることが

あった。当部門は、これらのニーズに応えるため、地

震、火山、長期的な地質変動の研究の発展を図ること

とされ、そのミッションは下記の通りである。これは、

2015年度から始まる産総研第4期中期計画の「レジリ

エントな社会基盤の構築に資する地質の評価」に対応

する。 

① 地質の調査や観測を基に、わが国およびアジア太

平洋地域も含めた地震・火山・長期地質変動に関す

る地質情報の整備・社会への提供を行う。 

② 地震・火山・長期地質変動のプロセス・予測手法

の組織的な研究によって社会の災害リスクの軽減に

貢献する。 

③ わが国の地震火山の調査研究の施策、原子力施設

の立地・廃止・廃棄・最終処分のための安全規制施

策に貢献する。 

（2）重点課題と研究概要 

 第4期中期目標・計画達成のため、1）活断層評価

および災害予測手法の高度化、2）海溝型地震評価の

高度化、3）火山活動予測の高度化、4）放射性廃棄

物地層処分の地質環境評価、を4つの重点課題として

研究を進めた。また、これまでも進めてきたアジア太

平洋地域の地震火山情報整備についても、当部門での

重点要的に取り組む課題として設定した。さらに、地

震や火山に関わる突発災害が起こった場合には、その

後の現象の推移の予想や、その時にしか得られないデ

ータの取得のための緊急調査を実施することも重要な

任務である。 

 それぞれの重点課題の中で、外部資金による研究を

交え、下記の研究を実施した。 

1）内陸地震に関しては、標津、糸魚川－静岡構造線、

日奈久の3地域で調査を行った。また、中国地域の

10 km メッシュの応力マップを試作した。また関

東地域の基盤構造の解明、活断層の変形予測手法開

発を進めた。 

2）海溝型地震に関しては、千島・日本海溝・相模ト

ラフ・南海トラフの11地域で地形・地質調査を行

い、津波浸水履歴および隆起履歴に関するデータを

取得し、青森県と高知県の調査データの追加など津

波堆積物データベースの整備を進めた。また南海ト

ラフの深部すべりなどのモニタリングを継続した。 

3）火山に関しては、八丈島火山地質図を出版し、防

災上重要な7火山の火山地質図の整備などを目指し

て、3火山の調査を進めた。また噴火推移評価手法

開発のため、現地での火山ガス観測を行い、大規模

噴火に関わる岩石学的研究を進めた。また、全国の

火山地質を20万分の1縮尺で閲覧可能な新たな火山

データベースの作成も進めた。 

4）放射性廃棄物地層処分の地質環境評価の研究に関

しては、超長期（100万年）の将来にわたる地質変

動および地下水・深部流体が処分場に及ぼす影響の

将来予測・評価手法の開発に向け、沿岸地域での海

水準変動に伴う地下水流動のモデル化や、隆起速度

の高精度評価手法の開発に必要な OSL 年代測定法

の開発を進めた。 

 また、アジア太平洋地域の地震火山情報整備につ

いては、「東アジア地域地震火山情報図」の掲載デ

ータを GIS 化し、WEB 配信を開始した。 

 噴火活動に対応した緊急調査としては、2018年

度に噴火した草津白根火山において、火口近傍域で

の噴出物調査を行ったほか、活動が活発化した霧島

山（硫黄山）の火山ガス観測などを実施した。 

（3）成果の発信 

 上記の調査研究の成果については、国内外の学術論

文や産総研発行の地質図、研究報告、外部機関の調査

報告書などでの公表のほか、プレスリリースの実施や

GSJ 地質ニュース、部門ニュースでの研究紹介の執

筆、また、特に緊急調査に関してはホームページ上で

速やかな情報発信を行った。また、研究成果を行政に

直接的に生かすための活動として、自治体の防災施策

の中に地質情報を適確に活用するための自治体職員研

修（7県から9名の参加）や気象庁職員（5名）への火

山灰の分析・解析研修を実施した。一般への成果普及

として、研究紹介のためのイベント出展や、報道への

積極的な対応も積極的に行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

内陸および沿岸海域の活断層調査（文部科学省 受託研

究 科学技術基礎調査等委託事業） 

 

活断層帯から生じる連動型地震の発生予測に向けた活断

層調査研究（文部科学省 受託研究 科学技術基礎調査等

委託事業） 

 

平成28年熊本地震を踏まえた総合的な活断層調査（文

部科学省 受託研究） 

 

火山噴火の予測技術の開発「火山噴出物分析による噴火

事象分岐判断手法の開発」（文部科学省 受託研究 次世

代火山研究推進事業） 
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火山噴火の予測技術の開発（噴火履歴調査による火山噴

火の中長期予測と噴火推移調査に基づく噴火事象系統樹

の作成）（文部科学省 受託研究 次世代火山研究推進事

業） 

 

平成30年度原子力施設等防災対策費等委託費（火山影

響評価に係る技術知見の整備）事業（原子力規制庁 受

託研究） 

 

平成30年度原子力発電施設等安全技術対策委託費（自

然事象等の評価手法に関する調査）事業（原子力規制庁 

受託研究） 

 

平成30年度原子力施設等防災対策等委託費（確率論的

地震ハザード解析における不確かさ要因の検討）事業

（原子力規制庁 受託研究） 

 

火山ガス組成および火山灰モニタリング技術の開発（科

学技術振興機構 受託研究 SIP（戦略的イノベーション

創造プログラム）「レジリエントな防災・減災機能の強

化」） 

 

マグマ中ガス成分濃度測定に基づく噴火開始条件の解明

（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

火山ガス観測による水蒸気爆発噴火の推移予測研究（日

本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

巨大カルデラ噴火のマグマ溜まりにおける噴火準備過程

の解明（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

海溝型巨大地震発生の理解と予測を目指した粘弾性地震

発生サイクルシミュレーション（日本学術振興会 科学

研究費 若手研究（B）） 

 

正しい K-Ar 年代値とは何か？－アルゴン初期値の質量

分別に関する検討（日本学術振興会 科学研究費 若手研

究（B）） 

 

マグマ脱ガス圧力変動解析に基づく噴火推移過程の解明

（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（B）） 

 

火山体崩壊：マグマ供給系および噴火様式への影響（日

本学術振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

 

動的応力変化による地震の誘発されやすさの定量的評価

（日本学術振興会 科学研究費 若手研究（B）） 

 

非火山域における深部流体の起源と上昇過程（日本学術

振興会 科学研究費 基盤研究（C）） 

ユーラシア東縁における深部流体の分布と起源（日本学

術振興会 科学研究費 国際共同研究加速基金（国際共同

研究強化）） 

 

水蒸気爆発発生機構の解明を目指した浅部熱水系の物理

状態の研究（日本学術振興会 科学研究費 研究活動スタ

ート支援） 

 

地殻ダイナミクス －東北沖地震後の内陸変動の統一的

理解－（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究

（研究領域提案型）） 

 

異なる時空間スケールにおける日本列島の変形場の解明

（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領

域提案型）） 

 

観察・観測による断層帯の発達過程とミクロからマクロ

までの地殻構造の解明（日本学術振興会 科学研究費 新

学術領域研究（研究領域提案型）） 

 

岩石変形実験による地殻の力学物性の解明：流体の影響

（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領

域提案型）） 

 

地殻流体の実態と島孤ダイナミクスに対する役割の解明

（日本学術振興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領

域提案型）） 

 

測地観測によるスロー地震の物理像の解明（日本学術振

興会 科学研究費 新学術領域研究（研究領域提案型）） 

 

浅部マグマ過程のその場観察実験に基づく準リアルタイ

ム火山学の構築（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究

（S）） 

 

地殻応力永年変動（日本学術振興会 科学研究費 基盤研

究（A）） 

 

強震動と液状化の複合作用を受けるライフラインネット

ワークの被害推定システムの開発（日本学術振興会 科

学研究費 基盤研究（A）） 

 

プルーム尾部の地質情報からマントルの大規模上昇を知

る（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究（A）） 

 

沈み込む海山が島弧火山活動に及ぼす影響（日本学術振

興会 科学研究費 基盤研究（A）） 

 

動力学的震源を活用した地震ハザード評価の新展開（日

本学術振興会 科学研究費 基盤研究（B）） 
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地震津波履歴情報の統合利用による古地震・津波の諸相

評価手法の確立（日本学術振興会 科学研究費 基盤研究

（B）） 

 

大陸誕生：ケルマディック弧と小笠原弧からの検証（日

本学術振興会 科学研究費 基盤研究（B）） 

 

地中熱利用システム普及による地下熱環境への影響予測

と監視手法の確立（日本学術振興会 科学研究費 基盤研

究（C）） 

 

盆地端部でのやや短周期パルス地震動の増幅を考慮した

地震危険度評価手法に関する研究（日本学術振興会 科

学研究費 基盤研究（C）） 

 

浅部スロー地震域は津波波源域？1662年日向灘地震の

地球物理学・地質学的検証（日本学術振興会 科学研究

費 基盤研究（C）） 

 

平成30年度原子力施設等防災対策等委託費（宇宙線生

成核種を用いた隆起海岸地形の離水年代評価に関する検

討）事業（原子力規制庁 受託研究） 

 

巨大分岐断層における長期孔内計測データの有用性の実

証（受託研究） 

 

発 表：誌上発表112件、口頭発表283件、その他83件 

--------------------------------------------------------------------------- 

活断層評価研究グループ 

（Active Fault Research Group） 

研究グループ長：宮下 由香里 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 将来発生する内陸地震の規模や時期を予測すること

を目的として、全国の陸上および沿岸海域の活断層を

対象に、活断層の位置や形状を詳細に把握し、過去の

活動履歴を明らかにするための各種調査研究を実施す

る。また、隣接する活断層が同時に活動して地震規模

が大きくなる可能性や、地形表現が不明瞭なため通常

の調査では認定しにくい活断層についても、新たな調

査・評価手法とこれらに必要な年代測定手法の開発研

究を行う。調査の結果得られたデータは、文部科学省

の地震調査研究推進本部に提出し、国としての活断層

評価に活用するほか、既存の研究成果とともに「活断

層データベース」へ収録し、インターネット上で公開

する。さらに、大地震が発生した場合には、地表に現

れた断層のずれなどの地殻変動を把握するため、速や

かに緊急調査を実施し、結果を公表する。 

 

地震テクトニクス研究グループ 

（Seismotectonics Research Group） 

研究グループ長：今西 和俊 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地震が発生する場や発生にいたるプロセスを断層岩

の地質調査、室内岩石実験、数値シミュレーション、

地震観測・解析など多面的なアプローチにより解明し、

地震の規模などの予測精度を向上させるための技術確

立を目指す。高分解能地殻応力場の解明と造構造場の

研究に基づく地震テクトニックマップの作成、脆性か

ら塑性に至る断層変形プロセスの室内実験およびフィ

ールド調査による解明、地震発生の物理モデルに関す

る研究を実施する。超臨界地熱開発域における誘発地

震の発生ポテンシャルの研究、各種データベースの整

備を行う。さらに、グループのコア技術やグループ員

のポテンシャルを生かしたプロジェクト研究に積極的

に貢献するとともに、南海トラフの深部構造・応力状

態解明のための地震観測の維持なども行っている。 

 

地震地下水研究グループ 

（Tectono–Hydrology Research Group） 

研究グループ長：松本 則夫 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 南海トラフ地震の短期・中期予測を目指して地下水

および地殻変動の観測および解析を実施するとともに、

国の南海トラフ地震に関するモニタリング事業および

地震調査研究業務を分担している。東海・近畿・四国

地域を中心に全国で50以上の観測点において地下水

の水位・水圧・水温などを観測し、一部の観測点では、

歪・傾斜・GNSS による地殻変動や地震の同時観測

も行っている。これは、地震予測研究のための地下水

観測網としては質・量において世界有数のものである。

観測データは通信回線などを通じて当グループに送信

され、それらのデータを用いて南海トラフ巨大地震の

予測精度向上に不可欠な深部ゆっくりすべりなどのモ

ニタリングや地震に関連する地下水などの変動メカニ

ズム解明のための研究などを行っている。特に重要な

データは気象庁にリアルタイムで転送し南海トラフ地

震のモニタリングのための監視データとなっている。

観測結果は、解析手法とともにホームページを通じて

公開しており（https://gbank.gsj.jp/wellweb/）、南海

トラフ沿いの地震に関する評価検討会・地震調査委員

会・地震予知連絡会などにデータを報告・説明してい

る。 

 

海溝型地震履歴研究グループ 

（ Subduction Zone Paleoearthquake Research 

Group） 

研究グループ長：宍倉 正展 
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（つくば中央第7） 

概 要： 

 海溝型地震は2011年東北地方太平洋沖地震のよう

にまれに巨大化し、大きな津波を発生させることがあ

る。そのような巨大地震は数百年以上の長いくり返し

間隔を持つため、正確な規模や長期的な発生時期を予

測するには、過去にどのような地震や津波が起きてい

たのかを数千年オーダーで遡って解明する必要がある。

そこで海溝型地震履歴研究グループでは、歴史記録や

地形・地質に記録された痕跡の調査から、過去の海溝

型巨大地震の発生時期や規模を解明し、地球物理学的

な検討を通して震源域・波源域を復元する研究を行っ

ている。2018年度は、千島海溝・超巨大地震の断層

モデルの再検討のための古地形復元、日本海溝・三陸

海岸北部における津波堆積物の構造解析、相模トラ

フ・房総半島南部の隆起痕跡の年代測定と地形解析な

どを実施した。なお南海トラフ沿いに関してはおもに

外部資金で津波堆積物および隆起痕跡の調査を行って

いる。これら各地で得られたデータについては、津波

堆積物データベースで web 公開していき、被害予測

に貢献する成果を社会に提供している。 

 

地震災害予測研究グループ 

（Earthquake Hazard Assessment Group） 

研究グループ長：藤原 治 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地震災害の軽減を目指し、地質学、地球物理学、地

震学、地震工学の融合を意識しながら、地盤変形、地

下構造、強震動、震源破壊過程に関する研究に取り組

む。地盤変形に関する研究では、陸域および海域に分

布する活断層を対象とし、地盤変形予測手法の開発と

実フィールドへの適用性の検討を進める。地下構造と

強震動に関する研究では、陸域および海域の地下構造

調査データに基づき、既往の地震を対象に解析手法を

検証しながら断層の深部形状も含めて地下速度構造と

地震動に関する考察を行う。震源断層の破壊過程に関

する研究では、断層形状と広域応力場にもとづく動力

学的破壊シミュレーションの高度化を進める。 
 

火山活動研究グループ 

（Volcanic Activity Research Group） 

研究グループ長：石塚 吉浩 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 活動的火山の中長期的な噴火予測のため、地質調査、

年代測定、噴出物の岩石学的解析などに基づき、火山

の発達成長過程と過去の噴火履歴を明らかにするため

の研究を実施する。通常の調査では認識できない火口

近傍に埋積された噴出物を明らかにするための調査手

法の開発を進める。また火山の活動年代の空白を解消

するため、10万年前より若い火山岩を対象に年代測

定手法の技術開発を推進する。地質調査総合センター

全体で実施する陸域地質図プロジェクトのコアグルー

プの一つとして、新生代火山岩地域における5万分の

1および20万分の1地質図幅の作成を行う。これらで

得た研究成果を、論文、火山地質図として公表すると

ともに、「日本の火山」データベース（https://gbank. 

gsj.jp/volcano/）に知見を整理して web 公開すること

で社会に情報を提供する。噴火が発生した場合は、噴

火の様式や噴出物の特徴を把握するため、組織的かつ

機動的な緊急調査を実施し、結果を公表する。 

 

マグマ活動研究グループ 

（Magmatic Activity Research Group） 

研究グループ長：田中 明子 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 火山活動の推移予測に資する、噴火機構・マグマ供

給系の物理化学モデルの構築を目指し、マグマ系にお

ける化学反応・力学過程などの素過程の実験・理論的

研究と活動的火山の観測・調査に基づくマグマ活動の

把握およびモデル構築を行う。具体的には、火山ガス

放出量・組成観測、放熱量観測、地殻変動観測など活

火山の観測研究と、メルト包有物や斑晶組織・組成の

解析によるマグマの性質と進化の研究、地質調査に基

づく岩脈貫入や噴火時系列の解析、測定・実験技術・

観測手法・データ解析手法などの開発・確立・改良、

高温高圧実験などを実施する。これらの研究成果は、

論文などを通して社会に還元されるほか、火山噴火予

知連にも報告され、火山活動の評価などの基礎資料と

しても用いられる。 

 

大規模噴火研究グループ 

（Caldera Volcano Research Group） 

研究グループ長：下司 信夫 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 大規模噴火の短期的・長期的な噴火の準備過程およ

び駆動メカニズムの解明とそれを用いた大規模火山の

噴火活動評価を行うため、国内外の大規模カルデラ火

山を主な対象とする地質学的・岩石学的および力学的

な研究を推進する。大規模噴火による噴出物や火山構

造に対する地質学的手法による噴火プロセスの復元や

噴出量・噴出率などの基礎的な噴火パラメータの推定

を行う。また、噴出物に対する岩石学的解析や、天然

の噴出物を用いた高温高圧実験、熱力学計算などに基

づき、大規模噴火のマグマ溜りの深さや大きさ、温度

条件などに関する制約を与える。これらの実際の大規

模火山における観測量を用いて、マグマ溜りの活動に
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起因する地殻変動などのモデルを構築し、大規模火山

のマグマ供給系の活動評価を行う。これらの研究成果

は、論文などを通して社会に還元されるほか、原子力

規制庁による原子力施設に対する噴火影響評価に対す

る基礎資料としても用いられる。噴出物の物質科学的

解析による爆発的噴火の推移把握のため、噴出物微細

組織に注目した解析を行い、マグマ上昇速度などの噴

火パラメータの迅速な把握技術の開発を推進する。こ

れらの成果は、噴火の推移と噴出物の特徴を対応付け

たデータベースの整備などを通して、火山活動の評価

などの基礎資料として用いられる。 

 

地質変動研究グループ 

（Geodynamics Research Group） 

研究グループ長：塚本 斉 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本列島における、長期的な地殻変動（隆起・沈

降・侵食・堆積・地震・断層・火山・火成活動など）

の統合的理解を深めることを目的として、隆起・侵食

速度やそのメカニズムに関する研究、地質・地形学的

手法による第四紀地殻変動の研究、地震・断層活動の

解析による地殻応力場の推定やその変遷史の研究、断

層活動が岩石などに及ぼす力学的・水理的影響に関す

る研究、層理面すべりなどの弱面すべりに関する研究

などを行う。野外で観察された調査事実と年代測定・

室内実験・数値シミュレーションを組み合わせて、長

期的な地殻変動事象の把握とそのモデル化を行う。こ

れらの調査・研究による知見や各種の調査・評価手法

の開発結果は、地質環境の長期変動予測手法や安定性

評価手法の開発に応用される。さらに、原子力規制委

員会による放射性廃棄物の埋設処分（中深度処分や地

層処分など）の安全審査時のバックデータとして活用

され、国による安全規制を科学的にサポートする。 

 

深部流体研究グループ 

（Crustal Fluid Research Group） 

研究グループ長：森川 徳敏 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本列島各地における浅層－深層地下水、温泉、ガ

スなどを調査し、その起源、成因や流動状態を解明す

るための手法を開発することにより、深層に存在する

地下水系や深部流体の流動や循環を明らかにすること

を目的とした研究を行う。具体的には、地下水・ガス

の各種化学・同位体組成の分析より、地下水やガスの

物質収支および形成機構の解明、ハロゲン元素などに

よる深部流体の検出、希土類元素組成による深部流体

上昇過程の解明、希ガス同位体などを用いた超長期地

下水年代測定などである。また、深部流体の上昇が周

辺地層に及ぼす影響、脈鉱物・流体包有物の分析によ

る過去の熱水活動による熱水変質の形成環境の検討を

行う。これらの調査結果による知見や各種地下水調査

手法開発による研究結果は、深層地下水系の長期変動

予測や安定性評価の開発に応用される。さらに、原子

力規制委員会による放射性廃棄物地層処分の安全規制

ガイドライン作成などに活用され、国による安全審査

を科学的にサポートする。 

 

水文地質研究グループ 

（Hydrogeology Research Group） 

研究グループ長：伊藤 一誠 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 放射性廃棄物の処分において重要な地下百～数百

m 程度までの深度における地下水流動とその長期的

変動、物質移行特性の調査・評価手法の研究を行う。

放射性廃棄物の処分の安全規制に関わる支援研究とし

て、原子力規制庁からの委託研究「自然事象などの評

価手法に関する調査」により、地質学的変動や海水準

変動などを考慮した結晶質岩地域、堆積岩地域におけ

る地下水流動系の変遷に関する評価手法、水文学的デ

ータと数値解析手法を用いた地下環境の変動予測手法

の研究および放射性廃棄物処分に伴う地下水モニタリ

ングの最適化に関する研究を実施する。また、交付金

を活用し、関東平野の広域地下水流動系の研究、地下

水の36Cl 年代を用いた堆積岩地域の地下水流動に関

する研究、岩石の化学的浸透現象に関する研究、水理

－力学連成シミュレーションを用いた断層活動や地下

空洞建設による水理学的な影響解析などの研究を実施

する。 

 

③【地圏資源環境研究部門】 
（Research Institute for Geo-Resources and 

 Environment） 

（存続期間：2001.4.1～） 

 

研究部門長：光畑 裕司 

副研究部門長：今泉 博之 

総括研究主幹：相馬 宣和 

丸井 敦尚 

 

所在地：つくば中央第7 

人 員：58名（58名） 

経 費：1,397,320千円（432,616千円） 

 

概 要： 

現代社会の営みは、多くの天然資源の消費の上に成

り立っている。しかし、20世紀後半からの我々人類

の生産および消費活動の活発化は著しく、21世紀の
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近い将来においても天然資源の枯渇が現実的な問題に

なりつつある。また、化石燃料資源の大量消費による

地球温暖化を始めとして、資源と環境の分野は密接に

関連しており、それらの関係を見据えた対応が今なお

差し迫った課題となっている。このような状況を背景

に、地圏資源環境研究部門は、国の資源エネルギー施

策立案や産業の持続的発展に役立てるために、地下資

源の安定供給に向けたポテンシャル評価、および地圏

環境の利用と保全に関する調査を行い、そのための技

術を開発することをミッションとする。 

ミッション達成のための具体的な研究および技術開

発として、以下のユニット戦略課題を設定して取り組

む。 

①地下資源評価 

 ①-1 燃料資源に関する情報整備と評価技術の開発 

 ①-2 鉱物資源に関する情報整備と評価技術の開発 

②地下環境利用評価 

 ②-1 二酸化炭素地中貯留に関する評価技術の開発 

 ②-2 地層処分に関する評価技術の開発 

③地下環境保全評価 

 ③-1 土壌汚染に関する情報整備と評価技術の開発 

 ③-2 地下水の資源と環境に関する情報整備と評価

 技術の開発 

 これらの研究の推進にあたっては、国立研究開発法

人の位置づけを十分に意識し、目的基礎研究、“橋渡

し”前期研究、“橋渡し”後期研究とつながる研究発展

の流れの中で、わが国の経済・産業が順調に推移する

ための資源および環境分野における研究貢献を果たし

ていく。また、社会ニーズを把握しながら、資源の安

定供給や地圏環境の保全に必要な萌芽的・基盤的研究

にもバランスよく取り組む。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

休廃止鉱山等の持続可能な鉱害対策に向けた環境管理プ

ラットフォームの構築 

 

国内石油産業を復興する Oil to Gas（O2G）革命 

 

ガスバリアフィルム用ナノクレイ規格 

 

陸空無人機を活用した地質調査技術高度化 FS 

 

メタン生成補酵素を用いた革新的バイオガス生産システ

ムの創製 

 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

NEDO 先導研究プログラム／エネルギー・環境新技術

先導研究プログラム／「CCS/／触媒化学の融合による

CO2転換技術の開発」 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

二酸化炭素地中貯留技術研究組合 安全な CCS 実施の

ための CO2貯留技術の研究開発に係る再委託「CCS 研

究開発・実証関連事業／安全な CCS 実施のための CO2

貯留技術の研究開発」 

 

経済産業省 エネルギー対策特別会計 エネルギー需給

構造高度化対策費 エネルギー使用合理化設備導入促進

対策調査等委託費「平成29年度鉱物資源開発の推進の

ための探査等事業（資源開発可能性調査）」 

 

経済産業省 エネルギー対策特別会計 エネルギー需給

構造高度化対策費 エネルギー使用合理化設備導入促進

対策調査等委託費「平成30年度鉱物資源開発の推進の

ための探査等事業（資源開発可能性調査）」 

 

経済産業省 エネルギー対策特別会計 電源利用対策費

放射性廃棄物処分基準調査等委託費「平成30年度高レ

ベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業

（沿岸部処分システム高度化開発）」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（A））「光合成とメタン生成のリンケージ：機能特

異分子補酵素 F430分析という新手法の展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「FeS2/H2O/O3反応系における難分解有機化

合物の酸化分解」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「新規重希土類資源としてのアパタイトの資

源ポテンシャル評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「マルチ同位体分析による次世代型リチウム

鉱床の成因と同位体分別に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 国際共同研究加速基金

（国際共同研究強化）「資源創成型 CCS 技術の開発に

向けた国際共同研究（国際共同研究強化）」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「油層の地球化学的・微生物学的特性に合わ

せたテーラーメード型枯渇油田再生技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「生物的石炭分解メタン生成ポテンシャルと

メカニズムに着目した炭層特性評価技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手
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研究（A））「枯渇油田再生化技術開発を志向した原油分

解メタン生成機構の解明と新規微生物の獲得」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「ナノトンネル構造を有する鉄鉱物を用いた

ヒ素・フッ素複合汚染土壌の不溶化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「堆積物環境に優占する未培養アーキアの分

離培養と生理生態機能の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 新学術領域研究（研究領

域提案型）「初期地球解読に向けた陸上蛇紋岩温泉の炭

素循環研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 挑戦的研究（萌芽）「メ

タン生成触媒を用いた革新的バイオガス生産システムの

創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 研究活動スタート支援

「東南アジア地域における環境低負荷型の地域発展を目

指した資源開発由来の水質汚染対策」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「大規模環境汚染に対する合理性・持続可能

性を包括した環境修復フレームワークの構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「ガスクロマトグラフィ

ーによる低濃度試料中の揮発性脂肪酸分析法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究）「イオン吸着型鉱床におけるレアアース吸着鉱物

についての研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的研究（萌芽））「悠久の時間を生き抜く謎を解く－地下

微生物が作る新規物質の同定と測定法の開発－」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「古代西アジアをめぐる

水と土と都市の相生・相克と都市鉱山の起源」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「バックキャスト法による放射性物質汚染に

対するモニタリング・対策の戦略研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「二相流動－変形－化学的浸透の統合的連成

による遅い流れ場での泥質岩岩石物理学の創成」 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「地盤の緩衝能を考慮した自然由来重金属等

盛土の設計思想に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「高次元データ駆動解析による歴史津波堆積

物の高精度判別」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「高圧下微小破壊音測定実験によるスラブ内

地震発生メカニズムの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「環境汚染を内包する産業ランドスケープの

GI 化のためのプラットフォーム構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「人力小規模金採掘が農水産物に与える水銀

汚染の時空間的影響評価と対策手法」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「鉄コロイドによるレアメタル濃集探査のた

めの新同位体指標」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「混濁流による高流砂階のベッドフォームの

堆積構造解明と堆積モデルの構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「硫酸還元反応に着目した帯水層蓄熱による

地下水水質への影響評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「史上最大大量絶滅期の無酸素海洋の要因と

しての火山活動と高一次生産の評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「火山熱水系キャップ構造の実体と浸透率推

定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（S））「深部地下圏における根源有機物からの生物

的メタン生成機構の解明」 

 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 平成

30年度地熱発電技術研究開発事業「地熱貯留層掘削技

術」 

 

東濃西部広域行政事務組合「東濃地区における未利用陶

磁器原料資源に関する基礎調査」 
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環境省 平成30年度環境研究総合推進費「機器分析と

溶出特性化試験を組合せた自然・人為由来汚染土壌の判

定法の開発（サブテーマ：溶出特性化試験に基づく自然

由来汚染土からの元素の溶出挙動の解明に関する研

究）」 

 

環境省 平成30年度環境研究総合推進費「土壌・地下

水中のクロロエチレン等の分解・吸脱着等挙動解析と汚

染状況評価技術の開発（サブテーマ名：多次元シミュレ

ーションに基づく土壌・地下水中の挙動の予測解析に関

する研究）」 

 

環境省 平成30年度環境研究総合推進費「土壌・地下

水中のクロロエチレン等の分解・吸脱着等挙動解析と汚

染状況評価技術の開発（サブテーマ名：塩素化エチレ

ン・エタン類の分解挙動に関する研究）」 

 

公益財団法人原子力安全研究協会 平成30年度除去土

壌等の減容等技術実証事業「次世代を担う人材への除去

土壌等の管理・減容化・再生利用等の理解醸成」 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構「Exp．370．海底

下生命圏を支配する地質学的、物理化学的環境要因の解

明」 

 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 メタン

ハイドレート開発促進事業「取得コア試料の微生物学的

分析」 

 

日本鉱業協会 一般財団法人日本鉱業振興会助成金事業

「海底熱水鉱床試料の比抵抗測定方法の標準化に関する

研究」 

 

一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構 平成30

年度希少金属資源開発推進基盤整備事業（探査基盤技術

高度化支援事業）に係る再委託（その2） 

 

経済産業省資源エネルギー庁 平成30年度国内石油天

然ガスに係る地質調査・メタンハイドレートの研究開発

等事業（メタンハイドレートの研究開発） 

 

公益財団法人前田記念高額振興財団 2018年度前田記

念工学振興財団研究助成「産業廃棄物である石炭燃焼灰

を用いた法面の酸性土壌問題への対策：金属溶出、土壌

侵食、植物生育への影響」 

 

公益財団法人新井科学技術振興財団 平成29年度研究

助成「原油中のナフタレン組成を指標に用いた地下深部

の石油根源岩評価法の確立」 

 

公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団 平成30年

度汚染土壌の処理等に関する検討調査業務 

 

発 表：誌上発表97件、口頭発表199件、その他43件 

--------------------------------------------------------------------------- 

地下水研究グループ 

（Groundwater Research Group） 

研究グループ長：町田 功 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球の水循環系を構成する地下水について、その流

域規模での量・質・流れ・変動などを明らかにする調

査研究を実施するとともに、地下水の開発・利用・管

理・環境改善に関わる評価手法の開発やモデリングの

高度化を行う。また、地下水に関わる知的基盤情報を

水文環境図により公開する。 

 

鉱物資源研究グループ 

（Mineral Resources Research Group） 

研究グループ長：相馬 宣和 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 産業に不可欠な金属鉱物、希土類、非金属鉱物など

の安定確保に貢献するため、各資源のクリティカリテ

ィを適切に踏まえながら、国内外における現地調査・

鉱床の成因解明、資源の探査手法の高度化、鉱石や原

材料の評価と高度分析を行うとともに、具体的な開発

可能性の判断にも通じうる質の高い情報の収集と発信

を行う。 

 

燃料資源地質研究グループ 

（Fuel Resource Geology Research Group） 

研究グループ長：中嶋 健 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 メタンハイドレートなど天然ガス資源をはじめとす

る燃料地下資源の探査技術高度化を目指し、燃料資源

探査法、燃料鉱床形成機構および燃料資源ポテンシャ

ル評価法の研究を行うとともに、わが国土および周辺

海域の三次元的地質調査情報に基づく燃料資源ポテン

シャル把握の精度向上のための基盤的研究を進める。 

 

地圏微生物研究グループ 

（Geomicrobiology Research Group） 

研究グループ長：吉岡 秀佳 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地圏における微生物の分布と多様性、機能、活性を

評価することにより、元素の生物地球化学的循環に関

する基盤的情報を提供するとともに、天然ガスなどの
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資源開発、地圏の利用や環境保全に資する研究を行う。 

 

地圏化学研究グループ 

（Resource Geochemistry Research Group） 

研究グループ長：鈴木 正哉 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地圏内の物質の分布・挙動を、地化学的・地質学

的・鉱物学的手法により明らかにすることを目指し、

燃料資源、非金属鉱物資源・材料およびこれらに関連

する流体などを研究対象として、資源の成因解明・開

発、環境保全、製品化、標準化などに資する研究を行

う。 

 

物理探査研究グループ 

（Exploration Geophysics Research Group） 

研究グループ長：横田 俊之 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地圏の利用や環境保全、資源・エネルギー開発ある

いは地質災害に対する防災などのための基盤技術とし

て、各種物理探査手法の高度化と統合的解析手法の研

究を行うとともに、地層処分や二酸化炭素の地中貯留

などにおける岩盤評価、地下水環境・地質汚染などに

おける浅部地質環境評価・監視、地熱・鉱物・燃料資

源探査などの分野へ物理探査法を適用し、対象に即し

た効果的な探査法の研究を行う。 

 

CO2地中貯留研究グループ 

（CO2 Geological Storage Research Group） 

研究グループ長：徂徠 正夫 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 環境に調和した地下の有効利用を促進するために必

要な技術開発を行う。特に、地球温暖化対策としての

二酸化炭素地中貯留に関わる技術の開発を行うととも

に、環境に負荷を与えない地下利用・資源開発のため

の技術、環境を保全し安全を評価する技術などについ

て研究を実施する。 

 

地圏環境リスク研究グループ 

（Geo-Environmental Risk Research Group） 

研究グループ長：張 銘 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 土壌・地下水汚染に係る調査・評価技術、浄化・対

策技術ならびにリスク評価・管理技術の研究開発と知

的基盤整備を重点的に推進する。また、関連開発技術

と成果を広く社会へ還元するために、休廃止鉱山跡地

管理や原発事故、二酸化炭素地中貯留、核廃棄物の地

層処分および新規材料の環境安全評価などの多くの実

社会問題にも適用し、社会実装と普及を図る。 

 

地圏メカニクス研究グループ 

（Geomechanics Research Group） 

研究グループ長：雷 興林 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 実験岩石力学、地球物理学、構造地質学、熱・水

理・力学連成数値解析などの手法を用いて、地層処分、

CO2地中貯留、超臨界地熱資源開発、注水誘発地震な

どを研究対象として、地圏環境との調和を考えた地下

の有効利用および資源開発に必要な包括研究と技術の

開発を行う。 

 

④【地質情報研究部門】 
（Research Institute of Geology and 

 Geoinformation） 

（存続期間：2004.5.1～） 

 

研究部門長：田中 裕一郎 

副研究部門長：宮崎 一博、荒井 晃作 

首席研究員：池原 研 

総括研究主幹：土田 聡、利光 誠一 

研 究 主 幹：高橋 雅紀 

 

所在地：つくば中央第7 

人 員：76名（76名） 

経 費：1,649,245千円（769,420千円） 

 

概 要： 

1.1 研究目的 

 地質調査に関するわが国における責任機関として、

国の知的基盤整備計画に沿って地質情報の整備と高

度化を実施し、わが国の産業基盤を引き続き強化す

る。 

 地質情報研究部門のミッションは、日本の国土お

よび周辺海域を対象として地質学的な実態を明らか

にし、陸域・海域地質情報を国の知的基盤として整

備することにある。日本は、四方を海に囲まれ、大

地震や火山噴火が頻発する変動帯に位置する。この

ような地質条件の中、防災・資源・環境に関わる社

会的な課題を解決し、社会の安全・安心で持続的発

展を支える地質情報が求められている。そこで、最

新の地質情報を整備し、その科学的根拠に基づいて

地球の過去・現在を知り、地球環境の健全性の評価

および自然災害発生リスクに関する科学的理解と将

来予測を社会に発信する。これにより、①産業立地

評価、自然災害軽減、資源の利用と地球環境保全、

地下利用などに関する科学的根拠の提示、②地球を
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良く知り、地球と共生するための国民の科学的理解

の増進、③国際貢献、④地質情報や調査技術による

地質ビジネスの支援を目指す。 

 

1.2 中期目標・計画達成のための方針 

 地質調査のナショナルセンターとしての地質情報

の整備を実施する。わが国の知的基盤整備計画に基

づいて、国土およびその周辺海域の地質図、地球科

学基本図のための地質調査を系統的に実施し、地質

情報を整備する。具体的には下記の通り。 

・知的基盤整備計画に沿った地質図幅・地球科学

図などの系統的な整備、および1／20万シームレ

ス地質図の改訂を行う。日本の陸域の地質情報

を整備するとともに、地質情報としての衛星デ

ータの整備と活用を行う。 

・南西諸島周辺地域の地質調査を着実に実施し、

日本周辺海域の海洋地質情報の整備を行う。 

・沿岸域の海陸シームレス地質情報の整備を行う。

ボーリングデータを活用した都市域の地質・地

盤情報を整備する。 

・地質調査の人材育成を行う。 

 

1.3 グループ体制と重点課題 

 中長期目標・計画を達成するため、研究グループ

をベースにした基礎・萌芽研究と、ユニット・グル

ープを横断するプロジェクト研究によるマトリック

ス方式を継続して採用する。研究グループは専門家

集団としての特徴を生かし、プロジェクト研究の基

礎を支え、将来のプロジェクト創出の基となる研究

を実施する。当研究部門の組織体制は12研究グル

ープから構成される。当研究部門では研究グループ

を横断する以下の5プロジェクト（P）を設定し、

連携・協力して研究を進める。 

・陸域地質図 P：国土基本情報としての陸域の島弧

地質と知的基盤整備。 

・海域地質図 P：国土基本情報としての海域の島弧

地質と知的基盤整備。 

・海底鉱物資源 P：海底熱水鉱床ポテンシャル評  

価に資するための広域調査。 

・沿岸域の地質・活断層調査 P：陸域－沿岸域－海

域をつなぐシームレス地質情報の整備と活断層の

評価。 

・衛星情報 P：衛星情報の整備と利活用の研究。 

 

1.4 内外との連携 

 社会の要請に積極的に応えるために、地質情報の

信頼性の確保と利便性の向上を図り、国・自治体・

産業界との「橋渡し」を強化して、科学的根拠に基

づいて提言などを行う。 

 他の関連ユニットとの連携を強め、産総研におけ

る地質調査総合センター（GSJ）としての機能を十

分に果たす中核を担うとともに、産総研内外の連携

を推進する。 

 研究によって形作られる地質情報はもちろんのこ

と、地球を理解する科学技術は、地質学的にも関連

の深いアジアをはじめとする世界にとって共通の財

産であり、地質情報研究部門は CCOP（東・東南

アジア地球科学計画調整委員会）などの国際組織や

IODP（統合国際深海掘削計画）、ICDP（国際陸上

科学掘削計画）などの国際プロジェクトを通じて世

界に貢献する。また、地すべりなど地質災害の緊急

課題についても、地質調査総合センターとして迅速

に取り組む。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

（戦略予算）「新たな高分解能曳航型探査パッケージ

AISTs の開発」 

 

（戦略予算）「地質情報の社会利用促進にむけた「ジ

オ・ビュー」技術の調査」 

 

外部資金： 

文部科学省 科学技術人材育成費補助金「卓越研究員事

業」 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 科学技術試験研究

委託事業「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「ジルコン U-Pb 年代を用いた日高衝突境界

周辺の地体構造解析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「海洋地殻進化解析に基づく、三波川帯－御

荷鉾帯－秩父帯北帯の統合的理解」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「新たな変成反応進行過程の提案と反応継続

時間の推定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「松島湾の泥の物理的変遷解明に基づいた閉

鎖性海域の長期環境評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的萌芽研究）「樹木年輪に記録された地磁気・地球環境

変動の SQUID 顕微鏡による超高分解能復元」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「オフィオライト海洋地殻を用いた熱水変質
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に伴う元素移動モデルの確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「過去1,000年間における洪水履歴とそれに

応じた微高地の地形発達過程」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「信頼性の高い3次元地質情報の Web 共有手

法の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「海溝型巨大地震の最大

規模推定に資する地質構造の強度推定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「前弧堆積盆の累積様式から島弧前縁のひず

み履歴を復元する手法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「津波堆積物の地層中への埋没・保存過程と

堆積学的特徴の保存可能性の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「ポリミネラル微粒子を用いた第四紀後期海

底堆積物の高精度 OSL 年代測定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「南関東の前弧海盆における不整合と大規模

な海底地すべりの関係の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「ハロゲンと塩素同位体組成から探るマント

ル不均質とその起源の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的研究（萌芽））「極小アレイを用いた新しい微動探査法

の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（研究

活動スタート支援）「炭質物を利用した新しい地質温度

圧力速度計の開発と地球科学への応用」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究(A)）「堆積環境-生物撹拌-生痕相の関係性の解

明：北西太平洋全域調査からのアプローチ」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「関東平野の高分解能 OSL 年代層序による

地殻変動レジームシフトの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「珪質微化石の殻に記録された海洋環境：同

位体比および極微量元素の種レベル分析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「X 線 CT 計測から拓くサンゴ骨格気候学の

高度化研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「地質情報の3D プリンタ造形による教育・

展示技術の高度化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「地震性浜堤列平野における巨大津波による

侵食堆積過程モデルの構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究）「テクトニクス-気候の相互作用解明に向けた侵食

変動の復元」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（特別

研究員奨励費）「完新世における自然堤防の上方への成

長過程の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的研究（萌芽））「サンゴと有孔虫の飼育実験による白亜

紀末の生物絶滅現象の検討」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「同位体から制約する核

－マントルの共進化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「核―マントルの地震・

電磁気観測」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「アジアにおけるホモ・

サピエンス定着期の気候変動と居住環境の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究（研究領域提案型））「南大洋の古海洋変動ダ

イナミクス」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（S））「海洋酸性化の沿岸生物と生態系への影響評

価実験」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（S））「浅海底地形学を基にした沿岸域の先進的学
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際研究－三次元海底地形で開くパラダイム－」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「西部北極海の海氷減少と海洋渦が生物ポン

プに与える影響評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「日本内湾の堆積物を用いた高時間解像度の

環境復元と人間社会への影響評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「沿岸底生生態―地盤環境動態の統合評価予

測技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「別府湾柱状堆積物の解析にもとづく過去

8000年間の太平洋十年規模変動の復元」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「太平洋イシサンゴ類の保全生物地理学：系

統分類バイアスを考慮した群集形成機構の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「国内古生物標本ネットワークの構築とキュ

レーティング支援方法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「深海における地磁気異常が明らかにする古

地磁気変動」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「完新世の地球環境変動に対するサンゴ礁堆

積物生産量変動モデルの確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「低逆転頻度期の古地球磁場強度長期連続変

動の解明－外核プロセスへの新たな制約」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「最終氷期以降の太平洋子午面循環と気候変

動」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「ドミニカ共和国沿岸の重金属汚染の時空間

的推移と流入実態の調査と負荷源対策の検証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「大陸下マントルの形成とその改変過程：世

界最古のかんらん岩体での物質科学的検証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「サイドスキャンソナーと画像解析を組み合

わせた海底質の面的モニタリング手法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「南海トラフ東部におけるレベル1.5地震・

津波の実態解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「日本周辺の放射性炭素の海洋リザーバー効

果の時空間変化の評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「ゴンドワナ大陸分裂初期過程の解明：白亜

紀スーパークロンに形成した海洋底はどこか？」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「長寿二枚貝ビノスガイの現生および化石試

料の成長線解析による数十年規模気候変動の復元」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「地形発達過程を考慮した自然災害発生リス

クの評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「北極海の急激な海氷減少に直面するアイス

アルジーの運命」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「過去の長期的な環境変化が動植物プランク

トンの多様性に及ぼす影響解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「Web GIS3次元地質モデラーを効率的に活

用するための地層対比支援システムの開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「シームレス地質図を活用した学習モデルの

実践的構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「次世代シーケンシング技術を用いた日本近

海産宝石サンゴの幼生分散の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「リアルタイム・メタボローム計測と時系列

多変量解析による薬物急性中毒発現機序の解析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「同一海山の異なる水深から採取したマンガ
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ンクラストを用いた古海洋循環の復元」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「琉球列島の海底洞窟における大型ベントス

の個体群維持機構に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的萌芽研究）「堆積物の残留磁化獲得過程における生物

学的作用の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（挑戦

的研究（萌芽））「ゲーミフィケーションを用いた地理・

地学の学習支援に関する研究」 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム （革新的深海資源調査技術）「レア

アース泥を含む海洋鉱物資源の賦存量の調査・分析」 

 

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「平成

30年度海洋鉱物資源開発に向けた資源量評価・生産技

術等調査に係るコバルトリッチクラスト国際鉱区等にお

ける環境ベースライン調査業務」 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 戦略的イノベーシ

ョンプログラム（SIP）海洋資源調査「次世代海洋資源

調査技術 海洋資源の成因に関する科学的研究」 

 

一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構「平成30

年度 ISS 搭載型ハイパースペクトルセンサ等の研究開

発 校正・データ処理に係る研究開発に関する研究再委

託」 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構「Exp. 374中新世

以降におけるロス海環境変動史」 

 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター（二枚貝養殖安定化

共同研究機関／代表：水産研究・教育機構） 革新的技

術開発・緊急展開事業（うち地域戦略プロジェクト）

「二枚貝養殖の安定化と生産拡大の技術開発」 

 

発 表：誌上発表164件、口頭発表303件、その他152件 

--------------------------------------------------------------------------- 

平野地質研究グループ 

（Quaternary Basin Research Group） 

研究グループ長：中島 礼  

（つくば中央第7） 

概 要： 

堆積平野とその周辺丘陵地を主な研究対象とし、そ

れらの実態把握と形成プロセスの総合的な理解に努め、

自然災害の軽減・産業立地・環境保全などに貢献す

る地質情報を提供する。この目的のため、陸域地質図

プロジェクトや沿岸の地質・活断層調査プロジェクト

にも積極的に参加し、また関連する内外の諸研究グル

ープや機関とも連携して研究を進める。関東平野、三

河平野、濃尾平野、伊勢平野、駿河湾沿岸、下北半島

などの沿岸平野および会津盆地などの内陸盆地を重点

的に調査・研究している。平野を構成する地層の詳細

な層序・地質特性・地質構造などを把握し、またそれ

らの形成プロセスを明らかにするとともに、地質情報

のマップ化、データベース化を進めている。さらに平

野地域に関連した自然災害が発生した場合は関係諸グ

ループと連携を取り、被害調査などを実施する。  

年代層序や堆積環境復元などに資する古生物学や堆

積学的手法、火山灰層序など、地層の年代や堆積環境

復元に資する基礎研究も進めている。 

 

層序構造地質研究グループ 

（Stratigraphy and Tectonics Research Group） 

研究グループ長：中江 訓 

（つくば中央第7） 

概 要： 

活動的島弧である日本列島と大陸縁辺域であるアジ

ア周辺地域における地質学的実態を把握しその長期的

造構過程を解明するために、① 過去の造山帯（沈み

込み型および衝突型）における堆積盆の形成発達と付

加－大陸成長過程の解明、② 前弧域－背弧域におけ

る堆積環境・火山活動の時空間変遷に基づく弧内堆積

盆の形成過程の解明、③ 高精度微化石層序の構築な

らびに化石生物の解析による堆積環境の復元と古海洋

地理区の解明などの地質学的問題を主要な課題と位置

づけた「層序構造地質の研究」を、系統的かつ総合的

に展開する。さらに国土の基本地質情報整備のために

部門重点課題として実行される「陸域地質図プロジェ

クト」の中核研究グループとして、「層序構造地質の

研究」の成果と最新の地質学的知見を融合し、わが国

の知的基盤情報として各種の陸域地質図整備を担当す

る。 

 

地殻岩石研究グループ 

（Orogenic Processes Research Group） 

研究グループ長：宮崎 一博 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地殻岩石の研究では、変成帯・火成岩体を研究対象

とし、その形成において本質的な沈み込み帯での変

形・変成作用、島弧地殻での変形・変成・火成作用な

どを、地層・岩体の地質調査、岩石・鉱物の化学分

析・構造解析、および形成モデリングにより明らかに

する。また、国土の基本地質情報整備のために部門重
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点課題として実行される陸域地質図および次世代シー

ムレス地質図の研究に、その中核研究グループとして

参画する。陸域地質図の研究においては、地殻岩石の

研究成果および既存の地質体形成過程に関する知見を

融合・適合することにより高精度の地質図の作成を行

う。次世代シームレス地質図の研究では、日本列島に

分布する火成岩および変成岩の分類および区分を担当

する。研究成果は論文・地質図・データベースなどを

通じて公表する。 

 

シームレス地質情報研究グループ 

（Integrated Geo-information Research Group） 

研究グループ長：西岡 芳晴 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 陸域地質図プロジェクトの主要グループとして5万

分の1および20万分の1地質図幅の研究を行う。また、

20万分の1日本シームレス地質図ウェブサイトの改良

を行うとともに、20万分の1日本シームレス地質図

V2の編集を行う。20万分の1日本シームレス地質図を

ベースとした地球科学図の統合データベース「地質図

Navi」の構築およびオープンデータ化，野外地質デ

ータのデータベース化を行う。さらに、地質情報を、

社会に役立つ、新たな価値を創出する情報として発信

するための研究開発や標準の策定を行う。アジアの地

質情報の研究・整備・解析、野外調査を基礎にした地

質学的・地球物理学的研究も実施する。 

 

情報地質研究グループ 

（Geoinfomatics Research Group） 

研究グループ長：中澤 努 

（つくば中央第7） 

概 要： 

情報地質研究グループは、地層や地質試料から新た

な地質情報を抽出し、それらを高度化・統合化するこ

とによって、新たな地質学的視点を創出する研究を行

う。野外地質踏査やボーリング調査、常時微動観測、

各種室内分析、X 線 CT などの機器を用いた解析に

より、基礎的な地質情報を抽出し高精度化するととも

に、それら地質情報の処理技術の開発研究を実施する。

またシームレス化・デジタル化された地質情報を統合

することにより、地質災害軽減などに資する研究を行

い、それらの研究をベースに、都市域の地質地盤図、

海陸シームレス地質図、陸域地質図など、部門が推

進する地質情報整備に積極的に取り組む。地質情報を

公開するための仕様の検討やシステム構築についても

取り 

組む。 

 

リモートセンシング研究グループ 

(Remote Sensing Research Group) 

研究グループ長：岩男 弘毅 

（つくば中央第7） 

概 要： 

産総研では資源探査を中心に JERS-1 (OPS、 

SAR)、ASTER、PALSAR といったセンサー開発、

およびそのデータ利用に関する研究を行ってきた。リ

モートセンシング研究グループは、これらのデータと、

地質情報を統合することにより、環境・資源・防災な

どに資するリモートセンシングに関する研究開発を行

うことを目的とする。具体的には、衛星アーカイブ・

配信に関する研究、品質管理(校正・検証および標準

化)に関する研究、衛星情報の利活用促進のための研

究を実施する。衛星アーカイブ・配信に関する研究で

は日米共同運用中の ASTER を長期アーカイブするた

めの仕組みおよび、その処理に係る研究を、品質管理

に関する研究では光学センサーの経年劣化を把握する

ための代替校正・相互校正手法に係る研究、利活用促

進に関する研究では、特に ASTER を用いた防災、資

源、環境・基盤データ作成に関する利用研究を実施す

る。 

 

海洋地質研究グループ 

（Marine Geology Research Group） 

研究グループ長：片山 肇 

（つくば中央第7） 

概 要： 

海域地質図プロジェクトおよび沿岸域プロジェクト

の中核を担って研究を遂行する。日本周辺海域の海洋

地質情報を整備公開するとともに、それらのデータを

基に日本周辺海域の地質構造発達史、活断層評価、堆

積作用、古環境変動、および海底火山や熱水活動に伴

う地質現象の解明を行うことを目的とする。白嶺など

の調査船を用いて音波探査、堆積物および岩石採取を

行い、それらの解析によって海洋地質図（海底地質図

および表層堆積図）を作成、出版する。これらの調査

で得られたデータをデータベースとして整備しインタ

ーネットでの公開も進める。地質情報に乏しい沿岸海

域についても、小型船舶を用いて音波探査と堆積物採

取を行い、沿岸域の地質情報の整備を進めるとともに

沖合と陸上の地質情報の統合的な解析を行う。これら

の調査およびこれ以外の内外の調査航海や他機関のデ

ータなどを活用し、活動的構造運動や堆積作用、古環

境変動などの海域における地質現象の解明を行う。 

 

地球変動史研究グループ 

（Paleogeodynamics Research Group） 

研究グループ長：渡辺 真人 

（つくば中央第7） 

概 要： 
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  古地磁気・岩石磁気層序および微化石層序学的研究

を統合した高分解能年代スケールを基盤とし、海陸の

地質・古生物学的および地球物理学的情報を統合して、

地質学的時間スケールの地球システム変動やテクトニ

クスを解明する。これらの研究を基盤として、当研究

部門のミッションである陸域・海域地質情報の整備に

貢献する。具体的には以下の研究を進める。1. 新生

代統合高分解能年代タイムスケールに関する研究。微

化石層序、古地磁気強度変化、同位体層序、テフラ層

序、サイクル層序などを統合した高分解能タイムスケ

ールを構築しつつ、日本列島の新生代層序の枠組みの

改善にそれを活用する。2. 日本列島および周辺海域

のテクトニクスと古環境の解明。海陸の地質・地球物

理情報を総合的に解析しモデル化することにより、日

本列島と周辺海域のテクトニクスを解明するとともに

当時の環境を明らかにする。その基礎的解析法として

海底および沿岸域における高分解能表層物理探査、堆

積物の解析および大型化石の古環境指標に関する研究

と技術開発を行う。3. 古地磁気変動の解明。数千年

から数十万年の時間スケールを持つ古地磁気強度・方

位の変動や地磁気エクスカーションの実態解明を進め、

地磁気変動と地球軌道要素・気候変動のリンクの可能

性を探るとともに、岩石磁気学的手法を応用した古環

境研究を進める。これらの3つの研究のポテンシャル

を生かし、陸域・海域地質図・地球物理図作成、海底

鉱物資源ポテンシャル評価・資源情報整備に関して貢

献する。 

 

資源テクトニクス研究グループ 

（Tectonics and Resources Research Group） 

研究グループ長：下田 玄 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 わが国周辺海域における海底鉱物資源の広域ポテン

シャル評価に資する研究を行った。その為にわが国周

辺海域で採取された地質試料に対して地質学的・岩石

学的・地球化学的な研究を行った。これらの複数の研

究手法を組み合わせることで、海底鉱床の生成に重要

な元素の移動や濃集過程を解明し、鉱床形成につなが

る元素濃集過程の指標を科学的に見いだすことを試み

た。岩石学的研究は、日本周辺海域の構造発達史を明

らかにする為に用いた。日本周辺の広大な海域につい

て海底鉱物資源のポテンシャル評価を行う為には、海

底熱水鉱床が形成されるテクトニックセッティング、

すなわち、前弧海底拡大、超低速拡大軸、背弧・島弧

内リフト盆地の形成過程の解明が不可欠である。これ

らの形成過程を科学的に解明することで海底鉱物資源

の広域的なポテンシャル評価に資する研究を行った。

地球化学的な研究は、海底鉱床の生成に重要な元素の

移動や濃集過程の解明に応用することができる。すな

わち、同位体比や化学組成が変化する過程を科学的に

解明することで、鉱床形成につながる元素濃集過程の

指標を科学的に見いだす為の研究を行った。 

 

海洋環境地質研究グループ 

（Marine Geo-Environment Research Group） 

研究グループ長：鈴木 淳 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球環境保全や地質災害などに関する科学的根拠の

提示のため、都市沿岸域の環境、およびそれに大きな

影響を及ぼす海洋地球環境について、その環境変動幅

と変動要因を明らかにする。地球環境問題、すなわち

温暖化 (海域・内水域)、海水準上昇、海洋酸性化に

関係する地質学的諸問題の解明に当たるとともに、そ

れらの過去の変遷を復元する研究に注力する。これら

目標実現に向けて、安定同位体比分析を始め各種地球

化学的分析法および光ルミネッセンス（OSL）年代測

定法などの高度化について重点的に取り組むとともに、

堆積学、海岸工学、古生物学など多様な手法の連携に

より、研究課題に対して総合的なアプローチを取る。

また、部門の重点プロジェクト「海域地質図プロジェ

クト」および「沿岸域の地質・活断層調査」に参画す

る。海底鉱物資源については、生物地球化学および海

洋生態学的手法を用いた物質循環と環境変遷の調査・

分析を企画し、海洋環境ベースライン調査、環境影響

評価の観点からの貢献を図る。 

 

地球化学研究グループ 

（Geochemistry Group） 

研究グループ長：岡井 貴司 

（つくば中央第7） 

概 要： 

地殻における元素の地球化学的挙動の解明を中心と

した地球化学情報の集積・活用と高度な分析技術の開

発を目的とし、元素の地球化学的挙動解明の基礎とな

る地球化学図の作成、あらゆる地質試料の分析の基礎

となる地球化学標準物質の作製、地質関連試料の高度

な分析技術の開発と維持・普及を行う。地球化学図の

研究では、大都市市街地における元素のバックグラウ

ンドを明らかにするために、従来の10倍の精度を持

つ精密地球化学図を作成するとともに、既に公開して

いる地球化学図データベースの充実を図る。標準物質

の研究では、岩石標準試料の国内唯一の発行機関とし

て、ISO に対応した各種地質試料の認証標準物質の

作製を行うとともに、岩石標準試料の各種情報をデー

タベースとして公開する。また、地球化学の基礎技術

として、さまざまな地質試料中の元素の高度な分析技

術の開発と、それらを用いた元素の挙動解明の研究を

行う。 
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地球物理研究グループ 

（Geophysics Group） 

研究グループ長：名和 一成 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球物理データを取得する調査手法、解析技術、シ

ミュレーション技術の開発・高度化を行い、地下地質

構造・地下動態を解明する。重力図・磁気図の作成お

よび重力などの地球物理関連データベースの拡充を行

うとともに、地球物理情報と他の地質情報を統合・連

携した研究を推進する。また、平野部や沿岸域におい

て地震探査や重力・磁気探査など物理探査を実施し地

質・活断層に関する詳細な地下構造を求めることで、

国土の知的基盤地質情報整備とその利活用に貢献する。

これらの研究成果は論文・地球科学図・データベース

や産総研一般公開・地質情報展などを通じて社会に発

信する。各種探査技術を活用して民間企業との共同研

究、技術コンサルティングも実施する。 

 

⑤【地質情報基盤センター】 
（Geoinformation Service Center） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第7 

人 員：26名（8名） 

概 要： 

 地質情報基盤センターは、地質調査総合センターの

研究部門および研究企画室との密接な連携のもとに、

地質・地球科学に関する、信頼性が高く公正な地質情

報を国民に提供している。国土の利用、地震・火山噴

火などの災害対策、資源の確保、環境問題などへの対

応に効果的に使われるべき公共財として、地質情報の

活用の利便性向上を図っている。また、世界的にユニ

ークな地球科学専門の博物館である地質標本館を運営

しており、ここでは地質標本とともに日本や世界の地

質、天然資源、地質災害、地球と人類の関わりについ

ての最新の科学的成果を展示し、土・日・祝日も開館

している。さらに、地質試料などの管理・調製、なら

びにこれらに係る研究支援業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［地質情報基盤センター］センター長 佐脇 貴幸 

次長   宮地 良典 

次長   藤原  治 

総括主幹 加瀬  治 

［整備推進室］ 室長 内藤 一樹 

［出版室］   室長 加瀬  治 

［アーカイブ室］室長 宮地 良典 

［地質標本館室］室長 加瀬  治 

--------------------------------------------------------------------------- 

整備推進室 

（Data Services and Communication Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 整備推進室は、地質情報の整備・統合・発信に関す

るニーズ把握・計画・調整・ウェブサービス、ならび

に法制度・標準化・国際関係・産学官連携に係る管理

機能を所掌する組織として、地質調査総合センター公

式研究成果の地理空間情報に係るデータ整備とウェブ

からの発信、地質情報の利活用調査業務を掌る。

2018年度には、以下の業務を実施した。 

 データ整備では、新規に出版された5万分の1地質

図幅などベクトル数値化を行うとともに、既刊の5万

分の1地質図幅の Shapefile と kml のベクトル形式の

データを追加公開した。ウェブからの発信では、地質

調査総合センター公式ウェブサイトの管理、クラウド

コンピュータ上でのデータベースシステムの運用およ

び改善を進めた。また、地質標本館キッズページの制

作を担当し、更新を進めた。データの標準化では、画

像配信の国際標準化を進め、新規に画像配信システム

を公開した。 

 

出版室 

（Publication Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 出版室は、産総研の「地質の調査」業務に基づく地

質・地球科学に関する研究成果の出版および管理、地

質情報の標準化整備および数値化、ならびにこれら研

究成果の普及に関する業務を掌る。2018年度には、

以下の業務を実施した。 

 各研究部門で作成された地質図・地球科学図の編集

と出版、研究報告書、GSJ 地質ニュースの編集と出

版を行った。また、地質出版物・データベースの著作

物利用申請に対応した。 

 地質情報整備では地質情報に関する標準化を進めて

おり、既刊地質図類のラスタデータ整備を実施した。

また、地質調査総合センターの研究企画室と協力して

地質情報展などの地質関連イベントで成果普及活動を

行うとともに、地質図類のより一層の利活用促進を目

指し、ウェブなどを通じて研究成果品の紹介・普及を

進めた。 

  

アーカイブ室 

（Information Resources Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 アーカイブ室は、「地質の調査」に係るメタデータ

の整備および提供、地質文献資料・地質図などの収

集・管理、地質試料の登録・管理・利用支援・データ
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ベース化および機関アーカイブに関する業務を掌る。

2018年度には、以下の業務を実施した。 

 メタデータの整備については、地質文献データベー

スおよび地理空間情報クリアリングハウスにおいて、

それぞれの管理・運営とデータの追加更新を行った。

文献資料・地質図などの収集活動については、国内外

関連機関との文献交換などを通じて行った。明治～戦

前発行の貴重図などの永久保存のために、簡易修理お

よび脱酸性化作業、他機関所蔵の出版物のスキャニン

グ・複製の保存を行った。文献収集活動などの情報の

整備とデータベースによる提供を組織的に行うことに

より、地質情報の活用を促進した。既刊出版物、地質

標本館グッズ、標準試料の管理・頒布・払い出し・オ

ンデマンド印刷を行った。地質試料の管理については、

登録試料の現品確認を進めた。機関アーカイブに関し

ては、印刷校正データも含め、登録・保管を進めた。 

 

地質標本館室 

（Geological Museum Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質標本館室は、運営グループおよび地質試料調製

グループの2つのグループから構成される。2018年度

においては、以下の業務を実施した。 

 運営グループは、地質標本館の運営、展示および管

理に関する業務ならびに地質標本館における「地質の

調査」に係るアウトリーチに関する業務を担当し、

「関東平野と筑波山－関東平野の深い地質のお話－」

や「地球の時間、ヒトの時間－アト秒から46億年ま

で35桁の物語－」など定期的に特別展を開催したほ

か「化石クリーニング体験教室」などのイベントをは

じめ講演会などの実施ならびに外部出展協力を実施し

た。また、音声ガイダンスを複数の展示物に導入する

など、展示内容の更新を実施した。 

 

 地質試料調製グループは、薄片および研磨片など試

料の調製に関する業務を担当し、岩石薄片・研磨片な

ど1,227枚を作製するとともに、「リケジョサイエン

スカフェ」などで薄片ラボツアーなども実施し、成果

普及活動への協力などを行った。また、技術コンサル

タント契約を1社から請負った。 

 

 両グループとも、技術研修生を受け入れるなど、研

究所外の人材育成などにも協力した。 

 

発 表：誌上発表5件、口頭発表16件、その他26件 
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地質の調査 

① 地球科学図 

 2018年度の各種地質図類の編集・発行は、火山地質図1件、5万分の1地質図幅4件、海洋地質図1件、20万分の1

地質図1件、海陸シームレス地質図1件である。 

刊 行 物 名 
件  数 

発行部数 摘        要 
図類・冊子 

火山地質図 1 ･ 0 2,000 No.20 八丈島火山地質図 

5万分の1地質図幅 4 ・4 各 1,500 「網走」、「吾妻山」、「糸魚川」、「身延」 

海洋地質図 CD-ROM 1  1,000 No.90 沖縄島南部周辺海域海洋地質図 

20万分の1地質図幅 1 ・0 2,000 高知（第2版） 

海陸シームレス地質図 1 ･ 1 ウェブ S-6 海陸シームレス地質情報集「房総半島東部沿岸域」

 

② 地球科学研究報告 

 2018年度の研究報告書は、地質調査研究報告が第69巻1号～6号6件、GSJ 地質ニュース第7巻4号～12号 および

第8巻1号～3号12件、活断層・古地震研究報告1件、地質調査総合センター速報2件である。 

刊 行 物 名 件数 発行部数 摘        要 

地質調査研究報告 6 各 200 Vol.69 No. 1, 2, 3, 4, 5, 6  

GSJ 地質ニュース 12 各 650 Vol.7 No. 4, 5, 6, 7, 8, 9, 10, 11, 12, Vol.8 No. 1, 2, 3 

活断層・古地震研究報告 1 1,450 活断層・古地震研究報告 第18号（2018年） 

地質調査総合センター速報 2 
ウェブ 

300 

No.76 平成29年度沿岸域の地質・活断層調査研究報告 

No.77 平成30年度研究概要報告書 -宮古島･石垣島･西表島周辺海域-

 

③ 普及関連出版物 

 2018年度の普及関連出版物は40件を登録した。そのうち無償が33件（他部門筆頭が6件）、有償（地質標本館グ

ッズ）が7件であった。 

 

④ 刊行物販売状況 

 研究成果普及品のうち「地質の調査」に係るものは、地質情報等有料頒布要領（27要領第122号）により、地質

調査情報基盤センターおよび地質標本館が有料頒布業務を遂行することになっている。2018年度は、下記のように

有料頒布を実施し、収入を得た。 

 

○2018年度 研究成果普及品および標準試料頒布収入 

 地球科学図および地球科学データ集              3,089,905 円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

委託販売収入（6社合計） 1,921 2,979,805 

直接販売収入（地球科学図ほか） 88 110,100 

合     計 2,009 3,089,905 

 

   普及出版物および標準試料                  2,011,290 円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

直接販売収入（普及出版物ほか） 5,741 2,011,290 

標準試料                         9,158,400円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

委託販売収入（2社合計） 758 9,158,400 
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⑤ 文献交換 

 「地質の調査」に係る研究成果物をもとに、国内外の「地質の調査」に関係する機関と文献交換を行い、地質文

献資料の網羅的収集に努めている。さらに、収集資料の明確化と広範囲の利用者の利便性を考慮して、地質文献デ

ータベースを構築し、インターネットで公開を行っている。 

 

 国内外交換先 

 
計 JAPAN EUROPE ASIA AFRICA U.S.A.

 CANADA & 

C. AMERICA 

SOUTH 

AMERICA 
OCEANIA

国 数 147 1 34 37 42 1 10 12 10

機関数 1,033 417 211 160 56 82 29 44 34

 

 交換文献内訳 

 
計 地質調査研究報告 その他報告類

地域地質研究報告 

（5万分の1地質図幅） 
その他図幅 CD-ROM

件 数 14 6 1 4 2 1

所外送付部数 2,217 876 206 593 296 246

国外送付部数 1,851 66 205 876 438 266

 

⑥ 文献情報活動 

 文献交換などで収集した地質文献資料の効果的・効率的な利用を目指して、地質文献データベース（統合版

GEOLIS および貴重資料データベース）を構築しウェブ公開を継続している。2018年度は、オンラインジャーナ

ル RSS 発信データ取得システムのフレームワークの更新についての機能拡張を行った。統合版 GEOLIS の登録数

は9,329件、ウェブ公開で15,828,613件のアクセス数（Webalizer による、以下同様）である。貴重資料データベー

スの登録はなし、アクセス件数は152,651件であった。また、地質文献データベースのデータを使用した Linked 

Open Data(LOD)の構築のため、GBANK 上に統合版 GEOLIS、日本の火山データベース、地質標本データベース

および地質調査総合センター出版物・画像の各データとの LOD データセット（GSJ LD）の構築を継続するととも

に、国際規格 IIIF を採用した画像公開サービスを公開した。 

 

 受 入 

 単行本（冊） 雑誌（冊） 地図類（枚） 電子媒体資料（個） 

購   入  207 88 60 12 

寄贈・交換 114 2,174 227 80 

計 321 2,262 287 92 

製本・修理 （冊） 878 

永久保存版資料の脱酸性化  （冊） 1,730 （件） 654 

     同    簡易補修  （冊）   615 （件） 257 

 

 地質文献データベース登録数・アクセス件数など 

 登録数 登録総数 アクセス件数 

統合版 GEOLIS 9,329 503,238 15,828,613 

貴重資料データベース 0 976 152,651 

計 9,329 504,214 15,981,264 

 

 閲覧・貸出など情報提供 

所外閲覧者 入館者 閲覧件数 貸出件数 

78 4,635 3,954 4,919 
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⑦ メタデータおよびデータベースの整備 

 「地質の調査」の成果である地質図・地球科学図などの情報に関し、インターネットを通じて利活用出来るよう、

メタデータ作成、数値化およびデータベース化を行っている。 

 メタデータ整備業務では、国土交通省国土地理院の地理空間情報クリアリングハウス用の地理標準フォーマット

JMP2.0版に基づくメタデータを1,675件整備しウェブ公開した。 

 

⑧ 数値化・地理空間情報の配信 

 地質図類ベクトル数値化整備業務では、20万分の1地質図幅1図幅、5万分の1地質図幅2図幅および火山地質図1

図幅をベクトル数値化し、データの校正・編集を行った。5万分の1地質図幅32区画の Shapefile と kml 形式のベ

クトルデータを公開した。 

 

○2018年度 地質図・地球科学図データベースおよびメタデータ整備 

１．地質図・地球科学図データベース整備（件数） 

20万分の1地質図幅、5万分の1地質図幅等の数値化数 4 

5万分の1地質図幅ベクトルデータ公開 32 

２．メタデータ整備（件数） 

地理空間情報クリアリングハウス：メタデータ登録数 1,675 

 

⑨ 5万分の1地質図幅調査等に係る機関アーカイブ作成 

 地質図幅をはじめ、重力図や海洋地質図などの産総研地質調査総合センター発行出版物についての、基礎データ

の登録・保管を進めた。2018年度は、17件の校正データ、ならびに41件の基礎データの受付・登録を行った。 

 

⑩ 地質試料の管理 

 岩石試料40点を標本登録した。標本利用（画像利用を除く）は、22件（274点）であった。 
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〇地質標本館関係行事一覧    

実施期間 特別展および速報 講演会 外部出展 イベント 入館者・参加者 

2018/4/17～

8/19 

春の特別展「関東平野と

筑波山－関東平野の深い

地質のお話－」 

   期間中の入館者数 

24,968人 

2018/4/21  

科学技術週間特別講演会

「関東平野を作り上げた

川と海」「縄文時代の霞

ケ浦周辺の環境と貝塚」

  
 

聴講者数 101人 

2018/5/10    1日限定ガイドツアー 参加者数 15人 

2018/6/23    

体験イベント「来て見て

持って帰ろう！きれいな

砂の世界」 

参加者数 90人 

2018/7/21  

一般公開特別講演「縄文

時代の霞ケ浦周辺の環境

と貝塚」「関東平野を作

り上げた川と海」 

  
聴講者数 90人 

2018/8/21〜

11/18 

特別展「地球の時間、ヒ

トの時間－アト秒から46

億年まで35桁の物語－」 

   期間中の入館者数 

12,221人 

2018/8/24    夏休みイベント 化石ク

リーニング体験教室2018 
参加者数 23人 

2018/8/25   
地球なんでも相談 相談数 39組 

2018/10/10

～31 

企画展「化石の日」制定

記念 素晴らしい日本の

石・ニッポニテス 

   期間中の入館者数 

3,257人 

2018/10/21    

化石の日体験イベント

「自分で作ろう！！化石

レプリカ」 

参加者数 99人 

2018/11/13    
茨城県民の日スペシャル

ガイドツアー 
参加者数 99人 

2018/11/20

～2019/2/17 

特別展「明治からつなぐ

地質の知恵 北海道の地

質－北海道命名150周年

－」 

   
期間中の入館者数 

7,025人 

2019/1/19    
体験イベント「来て見て

持って帰ろう！きれいな

砂の世界」 

参加者数 70人 

2019/2/19～

4/14 

特別展「GSJのピカイチ

研究－2018年のプレスリ

リース、主な研究成果よ

り－」 

  期間中の入館者数 

5,423人 

2019/3/16    体験イベント「自分で作

ろう！！化石レプリカ」 
参加者数   85人 

2019/3/29～

31 
  「地質情報展2019北海

道」への出展協力 
 

来場者数 1,101人 

 

〇地質標本館入館者数（2018年度総数 49,919人） 

入館者数 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

個人 2,631 2,604 2,030 7,547 8,637 2,437 2,954 1,698 1,557 1,544 1,565 2,637 37,841

団体 1,006 1,133 1,107 1,259 1,219 1,142 1,161 1,091 1,024 465 552 919 12,078

計 3,637 3,737 3,137 8,806 9,856 3,579 4,115 2,789 2,581 2,009 2,117 3,556 49,919
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〇団体見学への地質標本館内説明実績（対応件数 301件） 

 区分 件数   

学校関係 

小学校 37 学校関係 

中学校 25 地層・岩石の話 

高校 67 地質調査に係る研究成果紹介 

大学・専門学校（国内） 21 地質調査に係る研究成果紹介 

大学・専門学校（海外） 4 地質調査に係る研究成果紹介 

視察・VIP 
視察・VIP（国内） 2 視察・VIP 

視察・VIP（海外） 1 地質調査に係る研究成果紹介 

国際関係 海外研修生等 4 国際関係 

その他 その他（一般団体） 140 その他 

合  計   301 合  計 

 

〇地質標本館室 職場体験学習生・研修受入       

職場体験学習生 

光輝学園つくば市立手代木中学校 1日間（5人） 

中学生の職業観の育成等（中学校のカ

リキュラム対応）  

桜並木学園つくば市立並木中学校 1日間（5人） 

土浦市立第三中学校 1日間（1人） 

芝浦工業大学柏中学校 1日間（6人） 

芝浦工業大学柏中学校 1日間（6人） 
  

博物館実習 

千葉大学 10日間（1人） 

博物館業務に係る試・資料の収集・保

管・展示等の指導 

信州大学 10日間（1人） 

立正大学 10日間（1人） 

東京農業大学 10日間（2人） 

千葉科学大学 10日間（1人） 

駒澤大学 10日間（1人） 

川村学園女子大学 10日間（3人） 

筑波大学 10日間（3人） 

日本大学 10日間（2人） 
  

薄片技術研修 

北海道大学大学院理学研究院技術部 3日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得 

株式会社ダイヤコンサルタント 2日間（1人） 岩石薄片作製に必要な基本技術の習得 

アースサイエンス株式会社 4日間（1人） 乾式研磨法の更なる技術更新を図る 

北海道大学大学院理学研究院技術部 3日間（1人） 乾式研磨法の更なる技術更新を図る 
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７）計量標準総合センター 
（National Metrology Institute of Japan） 

--------------------------------------------------------------------------- 

センター長：臼田 孝 

所在地：つくば中央第3 

概 要： 

 計量標準総合センター（ National Metrology 

Institute of Japan：NMIJ）は、工学計測標準研究

部門、物理計測標準研究部門、物質計測標準研究部門、

分析計測標準研究部門、計量標準普及センター、研究

戦略部から構成される。計量標準の整備は計測技術の

研究開発とともに、計量標準総合センターの重要なミ

ッションであり、産業技術の基盤として大きな発展が

望まれている。計量標準を整備する4つの研究部門と

その成果普及業務などを実施する「計量標準普及セン

ター」、企画調整などを担う「研究戦略部」が互いに

連携を取りながら、経済産業省が企画立案する政策の

もと、計量標準や計測分析技術に関する先導的な研究

開発を行うとともに、質の高い標準供給を行い、わが

国のトレーサビリティ制度と法定計量制度の発展に貢

献している。また、計量標準総合センターは、外部か

らは産総研の計量に関わる活動の中核的な組織として、

国際的にはメートル条約などにおいて日本の代表機関

として位置付けられている。なお計量標準総合センタ

ーの計量標準以外の活動については該当する部署の記

載を参照されたい。 

 計量標準の整備・普及や研究成果の橋渡しに関わる

活動を円滑かつ確実に実施するため、NMIJ 運営協議

会、NMIJ 技術マーケティング会議、物理標準分科会、

化学標準分科会を、それぞれ定期的に開催している。 

 具体的な、主な活動は以下の通りである。 

1）標準整備計画に基づく、既存の計量標準の維持・

改善と新しい標準の研究・開発 

2）高品質な標準の供給、共同研究・技術指導、広

報・啓発活動などによる成果の普及 

3）計量標準の需要動向の調査と、それに基づく標準

整備計画や研究課題への反映 

4）メートル条約、OIML 条約などの国際条約に基づ

く活動（計量標準の国際相互承認［MRA］、各国の国

家計量標準機関［NMI］との研究協力・技術協力な

ど） 

5）計量や計測に関する人材の育成 

6）計量法に基づく計量器の型式承認、基準器検査等 

7）計量や計測に関する橋渡しに関連した他機関との

連携業務等 

--------------------------------------------------------------------------- 

① 研究戦略部 
（Research Promotion Division of National Metrology 

Institute of Japan） 

 

研究戦略部長：藤本 俊幸 

研究企画室長：保坂 一元 

イノベーションコーディネーター：加藤 英幸 

パテントオフィサー：座間 達也 

総括企画主幹：齋藤 則生 

 

所在地：つくば中央第1、第3 

人 員：9名（8名） 

概 要： 

 領域長（計量標準総合センター長）は、理事長の命

を受けて、各研究領域における研究の推進に係る業務

の統括管理を行っている。研究領域間の融合を推進し、

業務を実施している。 

 研究戦略部長は、領域長の命を受けて、各研究領域

の人事マネジメントおよび人材育成に係る業務（企画

本部および総務本部の所掌に属するものを除く。）を

統括している。研究領域間の融合を推進し、業務を実

施している。研究企画室長、イノベーションコーディ

ネーター、およびパテントオフィサー、総括企画主幹

は、研究戦略部長の指示の下、これらの業務の実施を

分掌補佐している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

計量標準総合センター 研究企画室 

（Research Planning Office of National Metrology 

Institute of Japan） 

概 要： 

 当室は、産総研組織規程第6条の規定に基づき、計

量標準総合センターにおける研究の推進に関する業務

を行っている。具体的には、第4期中長期目標の達成

に向けて、産総研のミッションの遂行のための戦略を

策定し、他独法、国立研究開発法人、地域公設試験研

究機関、産業界、大学などへの働きかけと連携の強化、

ならびに領域内外の融合研究などの種々の取り組みを

促進するため、2018年度は主に下記6つの計画の下、

業務を行った。 

1）研究戦略、予算編成などに係る方針の企画および

立案ならびに総合調整 

2）領域プロジェクトの企画、立案および総合調整 

3）領域間連携推進、プロジェクトの企画および立案

ならびに総合調整 

4）関係団体などとの調整 

5）領域長および研究戦略部長が行う業務の支援 

6）領域における研究の推進に関する諸業務の遂行 

 1）については、研究領域における研究の推進に係

る研究方針、研究戦略、予算編成および資産運営に係

る基本方針の企画および立案ならびに総合調整に関す

る業務を行った。また、第4期中長期目標にもとづい

た年度計画の策定を関係各部署・機関と調整の上行っ

た。 

 2）については、研究領域におけるプロジェクトの
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企画、立案および総合調整に関する業務を行った。さ

らに、シーズ発掘、各種連携や融合などへの発展を促

進した。また、領域の成果の発信の支援として、テク

ノブリッジフェアへの参加調整の他、各種講演会およ

び展示会などの企画と運営を行った。  

 3）については、研究領域間の連携の推進、プロジ

ェクトの企画および立案ならびに総合調整に関する業

務を行った。  

 4）については、研究領域における経済産業省その

他関係団体などとの調整に関する業務を行った。他独

法、国立研究開発法人、地域公設試験研究機関、産業

界、大学などへの働きかけにより組織的な対話の機会

を設け、連携の強化やプロジェクトの共同提案などの

発展を支援した。 

 5）については、領域長および研究戦略部長が行う

業務の支援に関する業務を行った。 

 6）については、研究領域における研究の推進に関

する諸業務を行った。委員会などの事務局、各種発注

などの取りまとめなど、領域運営・研究推進に係る諸

業務を遂行した。研究ユニットと情報交換を行い、研

究ユニットの円滑な運営を支援した。また、ユニット

幹部とともに、企業幹部を訪問し、共同研究の推進に

努めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

［計量標準総合センター研究戦略部研究企画室］ 

研究企画室長    保坂 一元 他 

-------------------------------------------------------------------------- 

 

②【工学計測標準研究部門】 
（Research Institute for Engineering Measurement） 

（存続期間：2015.4.1～） 
 
研究部門長：高辻 利之 
副研究部門長：大田 明博 
総括研究主幹：寺尾 吉哉、根本 一 
首席研究員：藤井 賢一 
 
所在地：つくば中央第3、つくば北 

人 員：77名（77名） 

経 費：893,549千円（582.246千円） 

 
概 要： 

 当研究部門では、自動車に代表されるものづくり産

業の高度化に役立つ、幾何学量・質量・力学量・流量

などに関連する国家計量標準の整備と普及、関係する

計測・評価技術の開発・高度化を行っている。これら

開発・高度化した計測・評価技術および計測機器を用

いて、ユーザーが必要とするソリューションの提供に

務める。また、アボガドロ定数精密測定による質量標

準など、次世代計量標準の開発を推進する。さらに、

工業標準化や国際標準化をはじめとする基準認証業務

への貢献を図る。加えて、計量法の規制が要求される、

特定計量器と呼ばれる計量器の型式承認やその検定に

必要な基準器の検査など、商取引における消費者保護

などを目的とした法定計量業務を実施する。 
--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 
交付金 戦略予算 3D 計測エボリューション 
 

交付金 戦略予算 革新的超微小質量・力・トルク計測

技術の開発 
 

交付金 標準基盤研究 高圧気体用圧力計の校正方法お

よび特性試験方法の標準化 
 
交付金 標準基盤研究 座標測定機（CMM）による幾

何形状測定結果の不確かさ算出法の標準化 
 
外部資金： 
国立大学法人九州大学 HFO 系冷媒を含む混合冷媒お

よび高沸点 HFO 系冷媒の音速の測定「省エネ化・低温

室効果を達成できる次世代冷凍空調技術の最適化および

評価手法の開発／次世代冷媒の基本特性に関するデータ

取得および評価／中小型規模の冷凍空調機器に使用する

次世代冷媒の熱物性、伝熱特性および基本サイクル性能

特性の評価研究」 

 
経済産業省 平成30年度工業標準化推進事業委託費

（戦略的国際標準化加速事業（国際標準共同研究開発事

業：水素燃料計量システムなどに関する国際標準化）） 
 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）質量の単位「キログラム」を基礎物理定数に

よって定義するための研究開発 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）高衝撃・高周波領域における三軸加速度セン

サの周波数特性に関する研究 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）AFM による線幅計測の不確かさ低減のため

の探針形状の絶対評価技術開発 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（A）自己校正型ロータリエンコーダを利用した大

口径三次元絶対形状測定システムの開発 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（A）音波と電磁波のマルチスペクトロスコピーに



研 究 

(218) 

よる有極性分子間ポテンシャルの解明 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 新学

術領域研究（研究領域提案型） サーマル分子ピンセッ

ト～溶液中の溶質分子を局所温度分布で摘み動かす技術 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）質量単位キログラムの定義改定のための原子

空孔濃度の精密計測 
 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）電磁力によるトルク計測技術を用いた万有引

力定数の精密測定に関する研究 
 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）ナノポア計測に向けた X 線微小角散乱法の研

究開発 
 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B）反射光が断続しても動作し続けるハイブリッ

ドレーザ干渉型変位計 
 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）超遠隔かつ過酷環境下におけるレーザ超音波

流量計測の基盤技術開発 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究 光学的手法に基づく新たな圧力計測システムの開

発～広範囲を一台で高精度に計測～ 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A）非線形モード局在型マイクロレゾネーターア

レイによる超微小質量計測とバイオセンシング 

 

経済産業省／（一社）研究産業・産業技術振興協会 平

成30年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）

差圧を用いた無電源で吊るさず携帯性・操作性に優れ移

動制限のないポータブル補液ポンプの開発  

 

経済産業省／（公財）長野県テクノ財団 平成30年度

戦略的基盤技術高度化支援事業（回転軸の軸ガタ検出機

能を付加した自己校正型ロータリエンコーダの開発） 

 

経済産業省／株式会社三菱総合研究所 平成30年度工

業標準化推進事業委託費（戦略的国際標準化加速事業：

政府戦略分野に係る国際標準開発活動） 非直交光学式

座標測定システムの精度評価法に関する国際標準化 
 

経済産業省／（一財）製造科学技術センター 平成29

年度エネルギー使用合理化国際標準推進事業 「自動検

査プロセス実現のための測定データ標準処理手順」実機

および市販ソフトウェアによる実行可能性評価実験    
 

静岡県 先端企業育成プロジェクト推進事業（高精度自

由曲面光学素子製造技術の開発） 

 

発 表：誌上発表83件、口頭発表107件、その他33件 
--------------------------------------------------------------------------- 

長さ標準研究グループ 

（Length Standards Group） 

研究グループ長：尾藤 洋一 
（つくば中央第3） 

概 要： 
長さの標準供給は、産業・科学技術の要であり、そ

の安定的供給には大きな期待が寄せられている。この

分野では、高精度な上位の標準から、現場で用いられ

る下位の標準まで、幅広い標準が求められる。これら

の要望に応えるためには、信頼性の高い長さ測定技術

の開発が不可欠である。当グループでは、産業界から

求められ、また国際比較などで求められている長さお

よび平面度などの偏差量に関して標準の確立とそれら

の供給体制の整備を行うとともに、民間との連携によ

って、階層構造に基づくわが国のトレーサビリティ体

系を構築している。 
 

幾何標準研究グループ 

（Dimensional Standards Group） 

研究グループ長：阿部 誠 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 ものづくり産業からの要請の強い、工業製品・部品

の複雑な形状・寸法を2次元または3次元的に評価・

検証するための幾何学量の標準の研究開発を推進して

いる。幾何標準研究グループは産業界からのニーズお

よび研究開発動向に基づき、三次元計測、画像計測、

計測用 X 線 CT、および角度計測などに関する標準の

確立と供給体制の整備を進めるとともに、民間企業な

どとの活発な共同研究などに取り組むことにより橋渡

し機能の一翼を担っている。 

 

ナノスケール標準研究グループ 

（Nanoscale Standards Group） 

研究グループ長：平井 亜紀子 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 主に半導体産業で必要とされるナノメートルサイズ

の寸法・形状標準についての標準設定・供給、研究開

発を行っている。長さ標準にトレーサブルな高分解能

レーザ干渉計、測長型原子間力顕微鏡、干渉顕微鏡、

触針式粗さ計を開発し、走査電子顕微鏡も用いて、一
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次元・二次元回折格子ピッチ、段差、表面粗さ、フォ

トマスクや半導体デバイスの線幅の校正サービスを行

っている。また、これらの標準供給の範囲拡大や信頼

性を高めるための研究開発を実施している。 

 

質量標準研究グループ 

（Mass Standards Group） 

研究グループ長：倉本 直樹 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 質量と重力加速度についての標準設定・供給、研究

開発を行う。質量標準に関しては、プランク定数にも

とづく新たなキログラムの定義への移行に対応するた

めにアボガドロ国際プロジェクトを運営し、X 線結晶

密度法によって原子の数からキログラムを実現するた

めの研究開発を行う。これによって、現行のキログラ

ム原器に代わる新しい質量標準を確立する。また、新

たなキログラムの定義を利用した微小質量計測技術を

開発し、ナノテクノロジーなどに広く貢献するための

計測技術を開発する。分銅の質量校正については

JCSS 校事業者登録制度や依頼試験によって標準を供

給する。重力加速度についてはその国際比較や国土地

理院が主催する国内比較に参加することによって標準

を供給し、国内の重力加速度マップの整備に貢献する。 

 

流体標準研究グループ 

（Fluid Property Standards Group） 

研究グループ長：藤田 佳孝 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 固体や流体の密度、液体の屈折率、粘度、および関

連する流体物性に関する標準の設定、供給範囲の拡張

や高精度化などの計測・校正技術の開発を行う。これ

らに基づき構築した高精度で信頼性の高いトレーサビ

リティ体系による標準供給や流体物性の計測・評価を

通じて、広範な産業分野で求められる製造工程・品質

の管理における信頼性確保や液体材料の物性評価に基

づく高度利用に貢献する。 

 

力トルク標準研究グループ 

（Force and Torque Standards Group） 

研究グループ長：大串 浩司 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 力・トルク（力のモーメント）の各量についてこれ

まで開発を進めてきた国家計量標準の範囲を拡大・高

度化することにより、標準を維持して産業界に安定的

に供給することを主たるミッションとしている。また

他国 NMI との国際比較を積極的に行い、国際整合性

を確保し、世界最高水準の標準維持に努めている。力

に関しては力標準機から力計さらには材料試験機へ、

トルクに関してはトルク標準機からトルクメータ・ト

ルクレンチやトルク試験機へと、国家標準から現場の

一般計測器につながるトレーサビリティを確保するた

めに必要な課題について研究・技術開発を行っている。

重力ではない電磁気など原理に基づく微小力、微小ト

ルク標準の開発や、高精度・高安定な力計、トルクメ

ータの開発にも取り組んでいる。 

 
圧力真空標準研究グループ 

（Pressure and Vacuum Standards Group） 

研究グループ長： 新井 健太 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 圧力真空標準は、圧力計や真空計による圧力測定の

基準であり、産業を支える基盤技術である。当グルー

プでは、世界最高水準の圧力・真空・分圧・リーク標

準を整備し、産業界ならびに科学技術分野からの超高

圧力から極高真空までの計測技術の要望に応える事を

目標として、次世代標準器を含めた研究開発を進めて

いる。既に jcss 校正、あるいは、依頼試験で供給開

始済みの圧力・真空・分圧・リーク標準について、標

準供給を円滑に行うとともに、標準の高度化および供

給技術の効率化を進めている。また、圧力・真空・分

圧・リーク標準および関連する計測技術の高度化のた

めの研究開発を実施し、外部連携による産業界などへ

の技術移転を進めている。国際比較などの国際計量機

関の活動へ積極的に参加し、国際計量システムの構築

に貢献している。関係する国内外規格の標準化活動へ

の参加、国内トレーサビリティ制度への協力も行って

いる。さらに、圧力・真空・分圧・リーク標準および

関連する計測技術の研究開発成果と技術情報の普及に

取り組んでいる。 

 

強度振動標準研究グループ 

（Vibration and Hardness Standards Group） 

研究グループ長：服部 浩一郎 
（つくば中央第3） 

概 要： 
 振動加速度に関連する量と材料強度に関連する量に

ついて、計測標準の維持および供給を行っている。振

動加速度の領域では低周波数振動加速度、中・高周波

数振動加速度、衝撃加速度、および角速度について、

材料強度の領域では、ロックウェル硬さ、ビッカース

硬さ、ブリネル硬さ、およびシャルピー衝撃値につい

て供給を行うとともに、標準供給の範囲拡大およびそ

の信頼性向上のため、関連する測定技術や校正技術の

研究開発を実施している。 

 

液体流量標準研究グループ 
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（Liquid Flow Standards Group） 

研究グループ長：古市 紀之 
（つくば中央第3、つくば北） 

概 要： 
 液体流量の標準の設定と供給および関連する計測技

術の研究開発を担っている。液体（水）流量、石油大

流量、石油中流量、石油小流量の国家標準設備（特定

標準器）を保有し、校正サービスを行いながら、これ

らの標準供給の範囲を広げ、また信頼性を高めるため

の研究開発を進めている。 
 

気体流量標準研究グループ 

（Gas Flow Standards Group） 
研究グループ長：森岡 敏博 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 気体流量、気体流速の標準設定・供給、気体流量測

定技術の開発を行っている。気体中流量、気体小流量、

気体大流速、気体中流速、微風速の国家標準設備（特

定標準器）を保有し、校正サービスを行いながら、こ

れらの標準供給の範囲を広げ、また信頼性を高めるた

めの研究開発を実施している。 
 
型式承認技術グループ 

（Type Approval Group） 
研究グループ長：伊藤 武 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 特定計量器の性能に関する試験データおよび図面審

査の両面から総合評価を行い、計量法にもとづく型式

承認ならびに OIML 勧告に基づく OIML 計量器証明

書の適合性評価を行っている。また、技術革新又は国

際勧告に調和した技術基準を導入するとともに、合理

的かつ効果的な試験･評価方法の検討･策定を行ってい

る。 

 
計量器試験技術グループ 

（Testing and Inspection Group） 
研究グループ長：森中 泰章 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 計量法にもとづき特定計量器であるアネロイド型血

圧計、タクシーメーター、アネロイド型圧力計および

抵抗体温計などの型式承認試験、特定計量器の標準で

ある基準器検査および酒精度浮ひょうの比較検査や計

量器の依頼校正などにより、経済の発展や生活の安

全・安心に努めている。密度標準につながる浮ひょう

の計量標準の供給および標準供給方法の開発、特定計

量器の JIS 原案作成、JCSS の普及活動および OIML

勧告などの規格に関連した国際化対応にも貢献してい

る。 

質量計試験技術グループ 

（Legal Weighing Metrology Group） 
研究グループ長：長野 智博 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 計量法に定められた質量計関連特定計量器の型式承

認試験、同特定計量器の標準となる質量基準器検査、

公的質量標準に関する管理マニュアルの審査など、法

定計量業務に貢献している。基準適合性評価として、

型式承認において活用する質量計の個別要素試験とし

ての依頼試験と OIML 適合性試験を実施している。

また、計量研修センターが実施する各種計量教習に講

師を派遣し、人材育成に貢献している。その他、計量

行政審議会答申による自動はかりの規制化に関して、

計量法関連政省令改正に技術面で貢献し、2019年度

予定している自動はかりの型式承認試験開始に備えて、

試験設備の整備などを進めている。 

 

流量計試験技術グループ 

（Legal Flow Metrology Group） 
研究グループ長：神長 亘 

（つくば中央第3） 
概 要： 

 計量法に基づく型式承認試験、基準器検査のうち、

体積・流量に関する試験・検査を行っている。その他、

国際基準による OIML 適合性試験（自動車など給油

メーター、水道メーター）、校正サービスによる標準

タンク、標準フラスコなどの校正を行っている。また、

これらの技術基準について規格の検討および策定を行

っている。 

 

③【物理計測標準研究部門】 
（Research Institute for Physical Measurement） 

（存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：藤間 一郎 

副研究部門長：島田 洋蔵、石井 順太郎（兼） 

総括研究主幹：市野 善朗 

首席研究員：山田 善郎、金子 晋久 

 

所在地：つくば中央第3、第2、第1 

人 員：69名（69名） 

経 費：970,337千円（481,967千円） 

 

概 要： 

 研究ユニットのミッション： 

 電気、時間（周波数）、温度、光の4つの物理量に

関して、国の知的基盤整備計画にもとづいて計量標準

の整備を行うとともに、特定標準器などの維持管理と
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国際同など性の確保、および計量法校正事業者登録制

度（JCSS）などにもとづく産業界への標準供給を行

う。また、測定方法の高精度化と基礎物理定数の追

及・探求によって、次世代計量標準の開発を進める。

さらに、これら物理量に係る高度計測技術の開発や計

測機器、分析装置、センサーなどの開発を、民間企業

などと連携して行い、民間企業などとの共同研究・受

託研究・技術コンサルティングに結びつく、目的基礎

研究、橋渡し研究に取り組む。 

 研究開発の方針： 

 国の知的基盤整備計画（第2期計量標準整備計画）

に定められた計量標準を計画通り開発・整備するとと

もに、民間企業などへの JCSS 校正などを着実に行

い、計量トレーサビリティの確立・普及に努める。ま

た、当部門が有する、電気・光などに係る高度な精密

計測技術と専門知見を活用して、モノづくり産業に有

用な新たな計測技術や計測装置、センサーなどの開発

を行い、企業への技術の橋渡しを目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

標準予算「ミリ波帯二平衡平板型共振法による誘電体評

価技術の研究」 

戦略予算「ナノ構造と単一電子制御技術を用いた極限量

子計測の実現」 

外部資金： 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「単一光子スペクトル計測によるイメ

ージング技術開発」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（CREST）「半導体非局在量子ビットの電気的制

御と精密測定」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（さきがけ）「広帯域スクイーズド光源による低

侵襲深部多光子分光」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

（産学共創基礎基盤研究プログラム）「高速・高精度テ

ラヘルツ時間領域ポーラリメータの開発と産業応用展開」 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ERATO）「周波数極限化に関する基盤技術開

発（ERATO 美濃島知的光シンセサイザプロジェク

ト）」 

科研費 基盤研究（A）「光周波数標準を用いた光時系

の実現」 

科研費 基礎研究（B）「半導体量子ドット・機械振動

子複合構造の量子極限到達を目指した超伝導回路の開発」 

科研費 基礎研究（B）「セシウム原子を用いたマイク

ロ波およびテラヘルツ波の精密計測技術に関する研究」 

科研費 基礎研究（B）「完全な高抵抗量子化ホール抵

抗による世界最高精度の微小電流測定技術の確立」 

科研費 基礎研究（B）「2種の光コムの融合による高速

かつ高分解能な分光計測技術の開発」 

科研費 基盤研究（C）「集積型量子電圧雑音源を用い

たジョンソン雑音温度計による熱力学温度の精密測定」 

科研費 基盤研究（C）「異種単原子分子を用いた音響

気体温度計による熱力学温度の高精度測定」 

科研費 基盤研究（C）「立体視を利用した超近距離条

件における LED の放射照度測定に関する研究」 

科研費 基盤研究（C）「高安定レーザの作製による光

ポンピング磁気センサの高性能化」 

科研費 基盤研究（C）「あらゆる光をとらえて逃がさ

ない、完全黒体シートをイオンビーム加工でつくる」 

科研費 基盤研究（C）「デュアルコム分光による非平

衡混合気体の温度測定技術の開発」 

科研費 基盤研究（C）「Cs 原子を用いた MHz 帯量子

磁界センサの研究開発」 

科研費 基盤研究（C）「広帯域テラヘルツパルス電力

の精密測定技術の開発」 

科研費 若手研究（A）「単一 Si ナノ粒子と極低温原子

集団の混合システム」 

科研費 若手研究（A）「国際単位系改訂に向けた電気

素量の絶対測定と高速超精密電流測定への展開」 

科研費 若手研究（B）「長期連続運転可能で極めて高

い周波数安定度を有する原子泉の開発」 

科研費 若手研究（B）「レーザー誘起格子を用いた高

温燃焼ガス温度測定法の開発」 

科研費 若手研究（B）「基礎物理乗数に基づく先端エ

ネルギーデバイス評価体系構築に向けた計測基準の開発」 

科研費 若手研究（B）「次世代の時刻供給を担う高安

定光時計の開発」 

科研費 若手研究（B）「微弱光イメージングを可能に

する超伝導転移端センサ多素子読み出しの開発」 

科研費 若手研究（B）「熱放射自己干渉ホログラフィ

による三次元放射温度計測」 

科研費 若手研究（B）「誘電体導波線路一体型誘電体

アンテナの研究」 

科研費 若手研究「表面弾性波を用いた単一飛行電子の

コヒーレント制御」 

科研費 研究活動スタート支援「表面弾性波を用いた単

一飛行電子の量子制御の実現」 

科研費 研究活動スタート支援「交流ハーマン法の高精

度化と単結晶の熱電物性精密評価への応用」 

科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「次世代超

大型光学赤外線望遠鏡 TMT と高分散分光器による宇宙

の加速膨張の直接検証」 

科研費 基盤研究（S）「単電子制御による量子標準・

極限計測技術の開発」 

科研費 基盤研究（A）「トリウム-229核異性体構造の

解明：高精度時計科学の新展開」 

科研費 基盤研究（A）「単電子制御による量子標準・

極限計測技術の開発」 
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科研費 基盤研究（A）「狭線幅かつ高安定な周波数安

定化レーザーに関する研究」 

科研費 挑戦的萌芽研究「浮遊法と放射率フリーの温度

計測法を融合した完全非接触熱物性計測法の構築」 

文部科学省 科学技術人材育成費補助金「卓越研究員事

業」 

埼玉県 平成30年度埼玉県産学連携研究開発プロジェ

クト補助金「未利用熱発電のための高耐久型熱電発電モ

ジュールの開発」 

静岡県 平成30年度先端企業育成プロジェクト推進事

業「耐光性積分球による高出力レーザダイオードの精密

計測技術および高精度パワー･カラーメータの開発」 

公益財団法人さいたま市産業創造財団 平成30年度戦

略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）「ドライ・

ウエット複合めっきプロセスによる IoT 制御用 RFID

タグの開発」 

公益財団法人千葉県産業振興センター 平成30年度戦

略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）「次世代光

通信インフラのための高周波特性評価用の110 GHz 帯

高周波コネクタ測定基準器の開発」 

公益財団法人名古屋産業振興公社 平成30年度戦略的

基盤技術高度化支援事業（機関補助金）「めっきの多層

化とグラフェン複合銀めっきによる大電流電気接点用め

っきの開発」 

公益財団法人釧路根室圏産業技術振興センター 平成

30年度戦略的基盤技術高度化支援事業（機関補助金）

「マイクロ波による食品混入異物の検出装置および異物

除去装置の研究開発」 

国立大学法人東京工業大学 光・量子飛躍フラッグシッ

ププログラム（Q-LEAP）「「量子計測・センシング技術

研究開発」のうち「光子数識別量子ナノフォトニクスの

創成」」 

 

発 表：誌上発表144件、口頭発表237件、その他42件 

--------------------------------------------------------------------------- 

時間標準研究グループ 

（Time Standards Group） 

研究グループ長：安田 正美 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 時間周波数国家標準である UTC（NMIJ）の維

持・管理・供給と国際同など性の確保、および、計量

ユーザへの利活用の促進を行う。また、UTC（NMIJ）

を高安定化、高信頼化するとともに時間周波数比較精

度を向上させるための研究を推進する。 

 次世代の周波数標準を目指す光周波数標準について

は、10-17以下の不確かさを実現すること、および

UTC（NMIJ）の高度化に貢献する事を念頭に研究を

進めている。 

 

周波数計測研究グループ 

（Frequency Measurement Group） 

研究グループ長：稲場 肇 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 光（周波数）コムの開発、およびその応用に関する

研究開発を行っている。時間周波数国家標準 UTC

（NMIJ）を基準として SI メートルを実現する長さ

の国家標準を維持・管理・供給し、国内、および国際

的な計量標準活動に貢献している。また、周波数計測

の不確かさ要因の探索と低減、環境モニターなどのた

めにガスを分光して高速高精度に温度や種類を検知す

る技術、そして分光器を広帯域にわたって校正する技

術などについての研究を行っている。さらに、光コム

に関する保有技術を産業応用するための橋渡し研究に

も積極的に取り組んでいる。 

 

量子電気標準研究グループ 

（Quantum Electrical Standards Group） 

研究グループ長：丸山 道隆 

（つくば中央第3） 

概 要： 

  量子電気標準に関わる研究開発・維持・供給を行っ

ている。量子電気標準とは、量子ホール効果やジョセ

フソン効果、単一電子素子など量子効果を利用した電

気標準である。微細加工技術による素子作製、基礎物

理実験、装置実装、各種不確かさ要因の追求と低減の

研究、従来の標準との整合性の確認、標準供給にいた

るまで、基礎研究からその産業応用にいたるまでさま

ざまな研究を行っている。 

 

応用電気標準研究グループ 

（Applied Electrical Standards Group） 

研究グループ長：金子 晋久 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 交流電圧・電流、インダクタンス、キャパシタンス

などの交流電気関係量・機器に関連する国家標準の供

給を行なっている。また、高精度なサーマルコンバー

タ素子やジョセフソン効果を利用した正弦波などの交

流電圧発生・計測技術、高調波における高精度な電

圧・電流・位相計測技術の開発など、次世代交流電気

標準の開発にも取り組んでいる。 

 リチウムイオン電池や電気二重層キャパシタのイン

ピーダンス特性評価の研究、廃熱利用に関連した熱電

材料のゼーベック係数の新規評価技術・熱電モジュー

ルの新規評価技術などにも、計測機器業界、材料・再

生エネルギー関係業界の企業、外部研究機関と共同し

ながら取り組んでいる。 
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電磁気計測研究グループ 

（Electromagnetic Measurement Group） 

研究グループ長：堀部 雅弘 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 通信機器や電子機器の設計・製造および性能の保証

において、電子回路やデバイスの特性であるインピー

ダンスや電磁波の伝播特性（散乱パラメータ、S パラ

メータ）、材料の電磁波特性の測定は必須となってい

る。これら特性について、kHz から THz の領域に至

る広周波数帯域における計測技術と計量標準の研究開

発および標準供給を行っている。これにより、ベクト

ルネットワークアナライザによる高精度な測定を実現

するとともに、産業分野でニーズの高い材料の誘電率

などの電磁波特性評価技術や、電磁波吸収・遮蔽材料、

平面回路、アクティブデバイスなどの計測および設計

の技術研究開発も行っている。さらに、農産物・食品

などの品質評価を現場で実現することを目的として、

電磁波計測技術に基づく非接触・非破壊センシング技

術の研究を推進している。 

 

高周波標準研究グループ 

（Radio-Frequency Standards Group） 

研究グループ長：飯田 仁志 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 高周波・マイクロ波などの電磁波は、近年、産業分

野で幅広く利用されている。高周波領域の電磁波では、

分布定数的、 波動的な取り扱いが必要となるため、

低周波における電圧、電流、抵抗などに代わって、電

磁波の伝送に関わる高周波電力や高周波減衰量など

種々のパラメータが基本的な測定量として重要になっ

てくる。高周波標準研究グループではこれらの計量標

準の供給を行うとともに、これまでに蓄積した高度な

高周波計測技術を応用し、電波の有効利用を開拓する

テラヘルツ帯計測技術、量子効果に基づく新しい高精

度マイクロ波計測、超高安定マイクロ波発振器を用い

た原子泉一次周波数標準器、セシウム蒸気セルを使っ

た超小型原子時計などの研究を行っている。 

 

電磁界標準研究グループ 

（Electromagnetic Fields Standards Group） 

研究グループ長：黒川 悟 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 放射 EMI 計測用アンテナ、無線通信用アンテナ用

各種標準アンテナの整備、各種アンテナのアンテナ利

得校正方法やアンテナパターン測定法などのアンテナ

の各種特性測定方法の研究開発を行っている。さらに、

50 Hz 以上の低周波磁界標準の整備、20 MHz 以上の

電界標準の整備と校正方法に関する研究開発、光ファ

イバ無線技術を用いた電磁界計測と国際標準化にも取

り組んでいる。新しい標準として、次世代通信用標準

としての300 GHz 帯アンテナ利得標準を整備してい

る。 

 

温度標準研究グループ 

（Thermometry Research Group） 

研究グループ長：中野 享  

（つくば中央第3） 

概 要： 

 －260 ℃の低温から2000 ℃近くの超高温までの温

度標準の設定と、それを用いた温度計校正システムの

開発、および、その開発したシステムを用いた温度の

標準供給を行っている。国際単位系（SI）の新定義

に従った次世代の温度標準の開発を目指し、音響気体

温度計などの熱力学温度計の開発も行っている。さら

に、100 ℃を超える高温域で使用されている接触式

表面温度計の評価装置やそれを用いた校正技術の開発

を行っている。また、液化天然ガスや液化水素などの

運搬・貯蔵で用いられる低温用の温度計、および、高

温耐熱材料の製造工程で用いられる高温用の温度計の

性能評価など、温度標準の技術を活用して産業や研究

の現場で必要とされている要素技術の開発・評価にも

取り組んでいる。 

 

極限温度計測研究グループ 

（Frontier Thermometry Research Group） 

研究グループ長：浦野 千春 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 極低温の0.9 mK から、室温付近までの温度標準を

実現するための技術開発を行うとともに、独自に開発

した3He 循環式無冷媒冷凍機による低温実現技術や

0.1 mK を下回る安定度での温度制御技術などを用い

て、極低温から室温付近までの標準供給を行っている。 

高周波雑音標準についても維持・管理を行っている。

また、他研究グループと共同で絶対熱電能計測のため

の低温度精密温度制御技術の開発などを行うとともに、

トポロジカル絶縁体を用いた量子ホール効果の精密測

定を行っている。熱力学温度測定に向けてジョンソン

雑音温度計などの開発、回転状態分布温度計の高度化

にも取り組んでいる。 

 

応用放射計測研究グループ 

（Applied Radiometry Research Group） 

研究グループ長：雨宮 邦招 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 熱放射、レーザ、LED などに代表されるさまざま
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な放射に対する計測技術の開発およびその応用に関す

る研究を行っている。具体的には、黒体輻射を利用し

た常温付近から超高温域の非接触温度計測、黒体に近

い性質を持つ光吸収体・光放射体の開発および光熱変

換技術、サーモグラフィーやハイパースペクトルセン

サなどのイメージング測定、次世代発光デバイスの高

精度分光計測および放射計測への応用、高強度レーザ

のための放射計測などを対象に、計測法の開発や高度

化に関する研究を推進すると共に、これらに関係する

標準の開発・維持・供給を行っている。 

 

光放射標準研究グループ 

（Photometry and Radiometry Research Group） 

研究グループ長：蔀 洋司 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 国際単位系（SI）における基本単位の一つである

光度の単位（カンデラ：cd）を筆頭に、測光標準お

よび紫外・可視・近赤外域における放射標準の開発・

維持・供給、ならびに関連する精密光放射計測技術の

開発と応用に関する研究を行っている。主な計測の対

象は、放射源の強度・分光特性、光放射検出器の応答

特性、材料の基本光学特性に大別することができ、分

光全放射束標準および仲介標準器の開発、紫外発光ダ

イオードの精密評価技術、分光配光測定技術、広いダ

イナミックレンジを持った放射検出器の応答非直線性

評価技術、色・見え方の定量評価のための三次元分光

反射・透過計測技術など、国家標準の高精度化や範囲

拡張に向けた研究に加え、産業利用につながる橋渡し

研究にも積極的に取り組んでいる。 

 

量子光計測研究グループ 

（Quantum Optical Measurement Group） 

研究グループ長：福田 大治 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 光が持つ量子的な性質を最大限引き出し制御するた

めの基礎研究およびその産業応用に関する研究開発を

行っている。パラメトリック下方変換を用いたスクイ

ーズド光発生による量子光生成技術の開発とこれを励

起光源とした二光子顕微鏡による生体深部イメージン

グ、および、超伝導転移端センサを用いた単一光子分

光計測技術による非侵襲イメージングやナノフォトニ

クスに基づく量子情報処理デバイスなどを研究開発し、

情報通信、医療、精密計測など、さまざまな産業分野

での応用を目指している。また、Single Photon 

Radiometry として単一光子検出器の検出効率の波長

依存性、パルスレーザに対するレーザエネルギー応答

度などの標準開発にも取り組んでいる。 

 

④【物質計測標準研究部門】 

（Research Institute for Material and Chemical 

Measurement）        （存続期間：2015.4.1～） 

 

研究部門長：高津 章子 

副研究部門長：竹歳 尚之 

総括研究主幹：井原 俊英、齋藤 剛、山本 和弘 

 

所在地：つくば中央第3、つくば中央第5 

人 員：76名（76名） 

経 費：799,472千円（486,300千円） 

 

概 要： 

 当研究部門では、化学分析の基礎を支える pH 標準

液や元素標準液、生活・食品の安全性確保に不可欠な

生体関連標準物質や組成系標準物質、高品質な工業製

品の開発・生産で利用される先端材料系標準物質など、

材料・化学産業などへ資する国家計量標準の設定と標

準物質の整備・普及、関係する計測・評価技術の開発

を実施している。また、材料、計量、評価技術などに

係る信頼性が明示されたデータベースの維持・高度化

を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

内部資金： 

戦略予算 「ドーピング検査の国際整合性確保のための

禁止物質の評価技術開発」 

 

標準基盤研究 「流動場分離法を用いたナノ材料分級法

に係る国際規格の提案」 

 

標準基盤研究 「測定および保存に用いる容器などの生

体分子適合性評価技術および品質管理に関する国際標準

化」 

 

外部資金： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト／先端ナ

ノ計測評価技術開発／ナノ物質計測技術開発・ナノ欠陥

検査用計測標準開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「省エネ製品開発の加速化に向けた複合計測分析システ

ム研究開発事業」 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 「既存装置

の新型装置への改修および試料未装荷加熱試験」 

 

内閣府食品安全委員会 「無機ヒ素曝露評価およびその

手法に関する研究」 
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国立研究開発法人科学技術振興機構 「界面熱抵抗計測

技術の開発と固液界面における熱的接合の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A） 「革新的シリカ膜の開発と触媒膜型反応器

によるプロセス強化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B） 「ポジトロニウム消滅による機能性薄膜の

サブナノ空隙化学解析法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B） 「高感度顕微分析を実現する高速クラスタ

ー2次イオン質量分析における照射技術の高度化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B） 「大気圧下での貴金属表面構造とその触媒

活性の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B） 「表面 X 線回折直接法を用いた精密構造解

析による超薄膜化に伴う新規物性発現の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B） 「先端エネルギーと医療応用のための多機

能性ナノポーラス材料の理論設計と実験的創製」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B） 「低速陽電子回折によるトポロジカル近藤

絶縁体表面の原子配列の可視化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「顕微分光法による元素状炭素の特性評価

と風化メカニズムの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「強太陽光環境下での塩素化ナフタレンの

光分解挙動の実態把握」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「MEMS 式熱量計によるナノ粒子表面比

熱の検証と比熱法則拡張への挑戦」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「流動場分離法に立脚したナノセルロース

の長さ・形状評価手法の確立」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「クラスレート水和物の構造相転移を誘発

するゲスト分子の挙動の解明」 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「有効磁気モーメント法と定量磁気共鳴法

の組み合わせによるフリーラジカル数分析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「遮熱コーティングの高温高圧下における

熱拡散率測定技術の開発と遮熱機構の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「医用材料に吸着する超微量タンパク質の

高感度絶対定量法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「陽電子寿命測定による高分子材料の変

形・ひずみのオペランド分析」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「ナノ超流動ヘリウム3の創成と新奇準粒

子状態の局所検出」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「廃 Cs 吸着材中 Cs－135のレーザーアブ

レーション ICP－MS による迅速定量法」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「ヒドリド伝導水素化物の高温高圧合成に

よる新規超イオン伝導体の創成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「高温高圧水の活用による食品残留分析の

グリーン化と迅速化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 「モリアオガエル泡巣（卵塊）の精密解

析：泡立ち機能成分の同定・最適化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B） 「波長計制御型 CRDS 微量水分計を用い

た高感度・高分解能スペクトル測定技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B） 「高速濃度変更可能な小型ガス中微量水分

発生装置の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B） 「測定値間の相関に着目した効率的な試験

所間比較の設計」 

 

一般財団法人日本規格協会 「ISO／TMB／REMCO

対応」 
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一般社団法人研究産業・産業技術振興協会 「サイレン

トチェンジ対策／スクリーニング分析用質量分析装置・

技術の開発研究」 

 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 生

物系特定産業技術研究支援センター 「先端技術を活用

した世界最高水準の下痢性貝毒監視体制の確立」 

 

株式会社三菱総合研究所 「材料中のナノ空隙評価のた

めの陽電子消滅測定法の国際標準化」 

 

株式会社三菱総合研究所 「ゲノム解析および多項目遺

伝子関連検査に関する国際標準化」 

 

株式会社三菱総合研究所 「試験用単分散エアロゾル粒

子の定量発生に関する国際標準化」 

 

公立大学法人首都大学東京 「高感度分析技術に基づく

空港周辺における超微小粒子状物質の動態解明」 

 

公益財団法人名古屋産業科学研究所 「機械保全に資す

る潤滑油オンサイト監視装置の開発」 

 

発 表：誌上発表109件、口頭発表260件、その他85件 

--------------------------------------------------------------------------- 

無機標準研究グループ 

（Inorganic Standards Group） 

研究グループ長：三浦 勉 

（つくば中央第3） 

概 要： 

当研究グループでは、日本国における pH 標準液、

電気伝導率標準液および元素標準液の一次標準液、お

よび高純度無機標準物質や元素分析用の材料系標準物

質などについて、国内ニーズに応じた開発・維持・供

給を行っている。これらの標準を開発するために、一

次 標 準 測 定 法 お よ び そ れ に な り 得 る 測 定 法 

（Harned セル法、電量分析法、滴定法、重量法、同

位体希釈質量分析法、中性子放射化分析法など）を精

確な値付けのために適切に実行するとともに、それら

測定法の高度化およびそれらを用いた応用研究を行っ

ている。 

 

環境標準研究グループ 

（Environmental Standards Group） 

研究グループ長：稲垣 和三 

（つくば中央第3） 

概 要： 

快適な環境や食の安全・安心を担保する上で、検査

などにおける分析の信頼性確保は必要不可欠である。

当研究グループでは、環境・食品分析分野における信

頼性確保に資する研究活動として、無機計測技術の開

発・高度化を推進するとともに、それを基盤とした組

成標準物質の開発・供給および分析実務者の技能向上

支援を推進している。 

 

ガス・湿度標準研究グループ 

（Gas and Humidity Standards Group） 

研究グループ長：下坂 琢哉 

（つくば中央第3） 

概 要： 

当研究グループは、国際単位系にトレーサブルな各

種標準ガスの開発と供給、ppb レベルの微量水分から

露点95 ℃の高湿度までの湿度標準の開発と供給を行

っている。これらの標準のために、高精度な質量測定

に基づく標準ガス調製法やキャビティリングダウン分

光法（CRDS）による高感度分光法の研究を行ってい

る。また、昨今話題となっている温室効果ガスやこれ

に関連する標準ガスの開発を、国内観測機関と協力し

て行っている。 

 

有機組成標準研究グループ 

（Organic Analytical Standards Group） 

研究グループ長：羽成 修康 

（つくば中央第3） 

概 要： 

農産物、工業製品の品質管理や環境へのリスク評価

を適切に行うためには、標準物質の使用や技能試験へ

の参加による分析精度の管理を欠かすことができない。

当研究グループでは、農薬、PCB、多環芳香族炭化

水素（PAH）、ふっ素系界面活性剤（PFAS）や水分

などについて精確な分析法を開発するとともに、食品、 

工業材料、環境試料や標準液などに信頼性の高い特性

値を付与した認証標準物質の供給、残留農薬分析につ

いての技能試験の主催などを行っている。またラマン

分光測定法の標準化を図るため、新材料および標準に

関するベルサイユプロジェクト（VAMAS）などでの

活動を進めている。 

 

有機基準物質研究グループ 

（Organic Primary Standards Group） 

研究グループ長：沼田 雅彦 

（つくば中央第3） 

概 要： 

  食品や環境中の有害成分などの分析に用いられてい

る計測機器の多くは、物質量の物差しである標準物質

による目盛付け（校正）を必要とする。当研究グルー

プでは、計測機器の校正に用いられる有機標準物質に

純度あるいは濃度を精確に付与するために、国際単位

系にトレーサブルな評価技術（凝固点降下法、定量核

磁気共鳴分光法、滴定法など）を適用するとともに、
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簡便に物質量の絶対値が得られる NMR と混合物の分

離分析に適したクロマトグラフィーの利点を組み合わ

せた定量 NMR／クロマトグラフィーなどの新規技術

の研究開発を行っており、研究成果を認証標準物質や

校正サービスにより供給している。また、信頼できる

標準物質をより迅速かつ低コストに供給できる効率的

な開発・供給システムの確立を目指している。 

 

バイオメディカル標準研究グループ 

（Bio-medical Standards Group） 

研究グループ長：加藤 愛 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 健康状態の把握や食品分析、医薬品の品質管理など

のために行われる生体物質の測定は、私たちの健康で

快適な生活の土台となる。当研究グループでは、ステ

ロイドホルモンやアミノ酸などの低分子化合物からタ

ンパク質や核酸などの生体高分子に至るまでのさまざ

まな生体物質を対象に、濃度を正しく決定できる分析

法の開発に取り組み、標準物質開発・供給、国際比較

への参加などの国際整合化活動を行うことで、バイオ

分析や医療計測の信頼性確保に貢献することを目指し

ている。 

 

表面・ナノ分析研究グループ 

（Surface and Nano Analysis Research Group） 

研究グループ長：黒河 明 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当研究グループでは、電子・エックス線・イオンの

マイクロビームを用いた表面化学分析法と、ナノ構造

を有する材料の分析・解析手法の研究開発を行ってい

る。また分析法の精度を向上させるための標準物質の

開発を行い、鉄鋼材料の組成標準物質やナノスケール

の薄膜標準物質を供給している。薄膜の層構造の校正

は迅速な標準供給を行うため依頼試験として対応して

いる。表面化学分析技術の高度化と技術普及化を図る

ため、ISO などでの国際標準化活動や、メートル条

約下で実施される国際比較に参加している。 

 

ナノ構造化材料評価研究グループ 

（Nanostructured Materials Characterization 

Research Group） 

研究グループ長：伊藤 賢志 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  当研究グループでは、半導体デバイス、反射防止膜、

分子選択センサー、イオン分離膜といったナノオーダ

ーの分子構造や極微量成分の制御が重要となる革新的

機能性材料の研究開発、および、製造時の品質管理に

必要な薄膜、表面組成、空孔などに関係する計量標準

の確立、および、ニーズに即した実用標準の開発を推

進している。これまでに、半導体組成分析用認証標準

物質や超微細空孔測定用認証標準物質を開発し、現在、

供給しているとともに、関連分析技術（質量分析法、

吸着偏光解析法、走査型トンネル顕微鏡、X 線回折法

など）の研究開発を行っている。 

 

粒子計測研究グループ 

（Particle Measurement Research Group） 

研究グループ長：桜井 博 

（つくば中央第3、5） 

概 要： 

 当研究グループでは、粒子・粉体・高分子計測に関

わる研究を行っている。粒子、粉体、高分子材料は、

先端材料開発、医療、日常汎用品などで利用されてお

り、また、PM2.5などとして測定されるように、環境

中に存在する粒子もある。粒子サイズなどの特性の精

確な計測を実現するため、ナノ領域を含む粒子・粉

体・高分子標準を供給している。さらに、特性値を高

精度に計測する技術の開発、新しい標準物質や校正技

術の開発、ISO などでの国際標準化活動を行ってい

る。 

 

熱物性標準研究グループ 

（Thermophysical Property Standards Group） 

研究グループ長：山田 修史 

（つくば中央第3） 

概 要： 

省エネルギーや低炭素化社会実現のための断熱・蓄

熱による高効率なエネルギーの利活用技術の開発や、

電子機器・精密機器における発熱とそれに起因する諸

問題の解決など、熱に関連したさまざまな問題の解決

が社会における重要課題となっている。当研究グルー

プでは、これらの課題解決に不可欠となる、さまざま

な先端機能材料の熱物性量および熱関連量に関する高

精度・高機能な計測技術の開発や、熱物性計測により

得られるデータの信頼性を確保するための国際単位系

にトレーサブルな熱物性標準の開発と供給、およびデ

ータベース構築による熱物性情報の提供を行っている。 

 

計量標準基盤研究グループ 

（Metrological Information Research Group） 

研究グループ長：齋藤 剛 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  当研究グループは、RoHS 指令などに対応した添加

剤分析で計量トレーサビリティを確立するための標準

物質の供給、プラスチック添加剤の分析法の開発や

ISO/IEC 規格の活動などを行う高分子分析に関わる
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研究、計測・計量に関係するソフトウェアの認証に関

する技術の研究および、試験所間比較における同など

性評価を中心とした統計的手法の開発・応用を行う応

用統計の研究、測定の不確かさ評価に関する研究とそ

れらの普及啓発活動を行っている。また、有機化合物

の NMR などのスペクトルデータを収集し、ウェブで

無料公開する「有機化合物のスペクトルデータベース

（SDBS）」の運営を行っている。 

 

精密結晶構造解析グループ 

（Accurate Crystal Structure Analysis Research 

Group） 

研究グループ長：後藤 義人 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 イノベーション創出に向けた先端材料の研究開発で

は、原子・分子～ナノレベルの効果に起因する物性を

巧みに応用し、制御することが機能の高度化にとって

益々重要になっている。当研究グループでは、原子レ

ベルの精密な構造解析や物性発現機構の解明に必要不

可欠な基盤技術である X 線結晶構造解析、固体 NMR

などについて精密な計測解析評価手法を開発して、高

い信頼性を得るための材料評価基盤技術の確立を目指

している。具体的には、環境・省エネルギー分野にお

いて重要な次世代高機能材料の開発に必要な固体の原

子構造、分子配向、化学結合状態、電荷・イオン・分

子種の移動現象などに関する情報の解明を目的とした

研究を行っている。とりわけ、軽元素含有材料の結晶

構造あるいは組成・状態変化の解明のため、X 線回折

測定データから解析される構造情報を基に、計算化学

あるいは統計的モデリングの方法との融合による精密

かつ定量的な結晶構造推定技術の高度化を進めている。 

 

⑤【分析計測標準研究部門】 
（Research Institute for Measurement and Analytical 

Instrumentation） 

（存続期間：2015.04.01～） 

 

研究部門長 ：野中 秀彦 

副研究部門長：時崎 高志、齋藤 直昭、権太 聡 

首席研究員 ：鈴木 良一 

総括研究主幹：津田 浩 

研究部門付：齋藤 則生 

 

所在地：つくば中央第2、第3、西事業所 

人 員：59名（59名） 

経 費：924,495千円（366,741千円） 

 

概 要： 

 当研究部門では、医療用リニアックを用いた治療レ

ベル線量標準、食品の放射能測定、環境騒音の低減の

判断基準となる標準などに代表される、安全安心社会

の実現に資する、医療の信頼性、分析・検査産業の発

展を支える放射線・放射能・中性子・音響・超音波に

関連する国家計量標準の整備と普及を行うとともに、

ナノ材料の評価などに必要な微細構造解析と製品や施

設など構造物の非破壊検査のために、陽電子、X 線、

レーザー光やイオンなどをプローブとした先端計測、

評価、分析および検査技術の研究開発を行う。これら

の計量標準と先端計測の連携により、再現性の実現が

必ずしも容易ではない先端計測技術に、計量標準で培

われてきた不確かさの概念や信頼性評価を加味し、産

業界の計測ニーズに対応した円滑な橋渡しの実現を目

指し、分析・検査産業などを通じて普及することによ

り、より豊かで安全な社会の構築に貢献することを目

標とする。 

当研究部門は国家計量標準の整備と普及を主な業務

とする標準3グループと先端計測技術の研究開発と応

用を主な業務とする計測5グループからなり、各グル

ープの業務の概要は以下のとおりである。 

①音響超音波標準研究グループ：規制値以下の環境騒

音確保などのための空中伝搬音の精密計測技術や計量

標準の開発供給、および医療・産業用超音波放射機器

の性能や安全性評価のための水中伝搬音の精密計測技

術や計量標準の開発供給。 

②放射線標準研究グループ：放射線防護や医療用およ

び産業用放射線に関連するβ線、X 線、γ線の線量標

準の開発・維持・供給、および放射線検出器の評価技

術や放射線利用機器の安全性評価技術の提供。 

③放射能中性子標準研究グループ：放射能および中性

子に関わる計量標準の開発・維持・供給、ならびに放

射能測定用食品試料の認証標準物質、中性子の精密計

測など関連する計測技術の開発。 

④X 線・陽電子計測研究グループ：電子加速器により

発生した陽電子ビームを用いた技術の開発、および加

速器技術をベースとしてインフラなどの診断のための

可搬型超小型 X 線検査装置開発。 

⑤ナノ顕微計測研究グループ：次世代産業の中核を担

う基盤材料として期待されているナノ材料の開発の基

盤技術となる計測技術の新規開発。顕微鏡法や質量分

析法において新規要素技術の開発から計測のための試

料調整技術、装置校正技術、データ解析手法、国際標

準化などの開発。 

⑥放射線イメージング計測研究グループ：放射線計測

と電子加速器技術を利用した産業技術の開発を目指し

た、X 線イメージングの研究と産業利用に適した小型

加速器の開発。 

⑦非破壊計測研究グループ：社会インフラの老朽化に

対応する点検や維持に役立つ超音波や画像解析技術を

利用した現場情報の可視化技術の開発と炭素材料の特
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性評価のための計測技術の開発。 

⑧ナノ分光計測研究グループ：光をプローブとした光

学的・分光学的な計測・分析手法の開拓と計測・分析

機器の開発およびこれらの機能材料分析から生体・環

境の診断・モニタリングへの応用。 

 一方、当研究部門では、以下の4つのミッションの

もとに、研究グループの業務内容を整理している。 

I. 安全・安心な社会を実現する計量標準の開発と供

給（①、②、③） 

II. 社会安全・安心に向けた先端計測技術の開発（④、

⑥、⑦） 

III. 新材料開発を支える計測・評価技術の開発（④、

⑤、⑧） 

IV. 独自開発の最先端・革新的計測機器・手法の利用

公開（④、⑤、⑧） 

各グループは、上記ミッションの円滑な遂行のため

にそれぞれが有するコア技術を磨いていくとともに、

新しい標準、計測、分析技術の芽を育んでいる。 

 第4期中期目標期間（2015年度～2019年度）にお

いては、計量標準総合センターの一研究部門として、

産業界のニーズを取り込みながら、計量標準の開発・

維持・供給と先端計測技術とその応用技術の研究開発

を、目的基礎、橋渡し前期および橋渡し後期のそれぞ

れのフェーズを見極めながら推進する。 

第4期の4年目となる2018年度においては、多くの

課題が目的基礎段階から橋渡し段階に進んだことから、

新たな目的基礎に発展するシーズ研究の促進を目的と

して、以下に挙げる当研究部門の予算による独自の萌

芽的研究７課題を実施した。 

「広帯域超音波瞬時音圧の計測原理の有効性検証」 

「セシウム137 線場における空気カーマ測定の不確

かさの向上」 

「新しい陽電子ビーム技術の実験場構築」 

「光学測定のデジタル画像解析による対象情報の抽出」 

「空間コヒーレンスを利用した X 線イメージング手

法の開発」 

「光学手法を用いた電子部品の微小ひずみ・残留ひず

み分布計測システムの開発」 

「ナノ秒からミリ秒までをシームレスに計測する新し

い過渡発光分光計測装置の開発」 

それぞれの課題において、新たな知見や問題点が見い

だされ、目的基礎段階に進める際の検討事項となって

いる。 

なお、当研究部門では、業務内容、研究成果などを、

年報などの研究所発の媒体に加えて、研究部門独自の

パンフレット、公開シンポジウム、計測クラブ（超音

波音場計測クラブ、放射線・放射能・中性子計測クラ

ブ、量子ビーム計測クラブ）、コンソーシアムなどに

より積極的に発信している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

外部資金： 

原子力規制庁 平成30年度放射線安全規制研究戦略的

推進事業費「眼の水晶体など価線量評価に用いる線量計

の試験校正手法の開発」 

 

原子力規制庁 平成30年度放射線安全規制研究戦略的

推進事業費「環境モニタリング線量計の現地校正に関す

る研究」 

 

大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 

「実電池を用いた in situ NBI 技術および解析技術開発」 

 

文部科学省 科学技術試験研究委託事業「微細構造解析

プラットフォーム」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

インフラ維持管理・更新などの社会課題対応システム開

発プロジェクト「インフラ維持管理用ロボット技術・非

破壊検査装置開発／超小型 X 線および中性子センサを

用いたインフラ維持管理用非破壊検査装置開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「高輝度・高効率次世代レーザー技術開発」 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「NEDO 先導研究プログラム／エネルギー・環境新技

術先導研究プログラム／CFRP・異種接合材のための革

新的 X 線検査システムの開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究成果展開事業

【研究成果最適展開支援プログラム 産業ニーズ対応タ

イプ】「中性子フラットパネルディテクタの研究開発」 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推

進事業（ERATO）「熱活性化遅延蛍光分子における励

起状態ダイナミクスの解明」 

 

公益社団法人日本アイソトープ協会「Ir－192小線源基

準空気カーマに対する井戸型電離箱の校正」 

 

公益社団法人日本アイソトープ協会 

「低線量率 線場における電離箱サーベイメータの校正」 

 

公益財団法人三豊科学技術振興協会 

「面内・面外の変形・変位を高精度に同時・動的計測す

る技術の開発」 

 

公益財団法人精密測定技術振興財団 

「超音波診断装置の安全性に資するハイドロホン感度精

密計測技術の開発」 
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国立研究開発法人科学技術振興機構 

「平成30年度日本・アジア青少年サイエンス交流事業

（さくらサイエンスプラン）」 

 

独立行政法人日本学術振興会 平成30年度科学研究費

助成事業（科研費） 

「テラヘルツ帯高強度コヒーレントエッジ放射の利用に

よる自由電子レーザー制御の研究」基盤研究（B） 

「レーザー駆動フェムト秒ガンマ線パルスを用いた中性

子発生」基盤研究（B） 

「分子双極子の強制配向を利用した有機半導体デバイス

の内部電界エンジニアリング」挑戦的萌芽研究 

「J-PARC パルス中性子ビームを用いた鉄鋼材料や植物

中のホウ素の可視化の研究」基盤研究（C） 

「光波面制御を利用した深部計測のための強度干渉断層

イメージング技術の開発」基盤研究（C） 

「プロトン性イオン液体を用いたビーム源の開発：有機

系 SIMS の感度と面分解能の向上」基盤研究（C） 

「光学的マルチスケールひずみ分布計測法の開発と損傷

メカニズムの実験的解明」基盤研究（C） 

「キャビテーション気泡の運動状態の計測制御に関する

研究」基盤研究（C） 

「BNCT 領域の熱外中性子線量精密評価用可搬型検出

器の開発」基盤研究（C） 

「加速器 BNCT 用中性子エネルギー分布測定技術の開

発」若手研究（B） 

「次世代有機光材料の物性研究を切り拓く超広域時間分

解光電子分光法の開発」基盤研究（B） 

「金属原子とタンパク質イオンの反応による新規ラジカ

ル分解質量分析法の開発」若手研究（B） 

「熱流束計測に基づく X 線自由電子レーザーのパルス

エネルギー絶対測定」若手研究（B） 

「陽電子消滅による結晶特異構造のキャリア捕獲・散乱

ダイナミックスの評価」新学術領域研究（研究領域提案

型） 

「フェムト秒電子バンチの6D 位相空間分布計測可能な

単一ショット非破壊モニターの開発」基盤研究（A） 

「立木用 X 線検査装置による国産主要造林樹種の非破

壊的材質および水分特性の評価」基盤研究（B） 

「IVR 医療スタッフの水晶体被ばく防護のより良い最

適化方法に関する研究」基盤研究（C） 

「オペランド計測技術の新規開発による有機 EL 発光機

構の直接解明」基盤研究(C) 

「粒子線治療における高精度線量評価技術の開発と品質

管理システムの構築]  基盤研究（B） 

「非線形逆コンプトン散乱による軌道角運動量を運ぶ光

子の生成」基盤研究（B） 

「LCS－NRF による同位体3D イメージング法の基盤

確立」基盤研究（B） 

「粒子線マイクロドジメトリを目指した高精度超伝導粒

子線検出技術の開拓」基盤研究（A） 

「熱活性化遅延蛍光材料におけるスピン反転メカニズム

の解明とその制御」基盤研究（A） 

「半導体デバイスの微小ひずみ・残留ひずみ分布の高精

度計測技術の開発」 若手研究 

「アラニン線量計による IMRT の線量評価技術の開発」 

若手研究 

「光伝導スイッチによる電界集中型加速方式を用いた超

高電荷・低エミッタンス電子銃開発」研究活動スタート

支援 

「低次元有機半導体材料の光酸化ドーピング手法の開発」 

基盤研究（C） 

「LET 依存性のない重粒子線の線量分布イメージング

検出器の開発研究」基盤研究（C） 

「高密度ポジトロニウム生成のための陽電子ビーム高輝

度化法の開発」基盤研究（B） 

 

発 表：誌上発表126件、口頭発表295件、その他35件 

--------------------------------------------------------------------------- 

音響超音波標準研究グループ 

（Acoustics and Ultrasonics Standards Group） 

研究グループ長：堀内 竜三 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 音響および超音波の標準は、環境、医療、ものづく

りなどの分野において不可欠であり、ニーズに応じた

新規標準の立ち上げや供給範囲の拡大・高度化に必要

な研究開発を行っている。既存の標準の維持・供給や

MRA 対応の国際基幹比較への参加も継続的に実施し

ている。また橋渡しの実現に向けた計測技術の開発や、

将来のシーズとなりうる目的基礎研究にも積極的に取

り組んでいる。 

 音響関連では、音響計測器の JCSS など校正サー

ビスについて、品質システムの継続的運用の下、

JCSS 校正9件、騒音基準器検査24件、低周波域での

マイクロホン音圧感度の依頼試験2件、音響パワー計

測で使用される基準音源の音響パワーレベル校正1件

を実施した。技能試験参照値の付与および仲介器の安

定性確認としてサウンドレベルメータの自由音場レス

ポンス、計測用マイクロホンの自由音場感度、音響校

正器の音圧レベルの依頼試験を計6件実施した。

JCSS 登録申請事業者に対しては、2件の登録審査を

行った。音響パワーレベル標準は校正周波数範囲を現

行の100 Hz～10 kHz から50 Hz～20 kHz へ拡張す

ることを予定している。2018年度は音響パワーレベ

ル比較校正システムの改良を行い、50 Hz～20 kHz

での測定を可能とした。また、マイクロホンの存在に

よる音の反射や回折の影響を受けない計測法として、

レーザーを用いた光学的音圧計測技術の開発を進めて

いる。2018年度は測定システムの感度向上を目的と
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した改良を行った。新たに1 Hz 以下を対象としたマ

イクロホンの音場感度校正法に関する研究にも着手し、

2018年度は液柱気圧計の原理に基づいた校正装置の

設計を行った。 

超音波関連では、天秤法およびカロリメトリ法によ

る超音波パワー校正、光干渉法によるハイドロホン感

度校正の一次校正、同比較校正、超音波音場パラメタ

校正の各標準を維持し、依頼試験を継続した。2018

年度は、23件のハイドロホン感度校正の依頼試験を

実施した。また、医用超音波機器の性能、安全性評価

や産業応用のニーズに応えるため校正範囲の拡張など

を進めた。超音波パワー校正の範囲拡張のため、音源

として電気音響変換効率の異なる2種類の圧電材料を

用いた200 W 用超音波振動子を試作した。超音波パ

ワーの国際基幹比較 APMP.AUV.U-K3に参加し，プ

ロトコルの確認や仲介器の校正，報告書の作成を実施

した。ハイドロホン感度校正では、60 MHz への校正

周波数範囲の拡張のため、校正用音源の更なる小型化

と複合型アンプの導入を実施し、超音波検出感度を一

桁改善した。その結果、校正に用いる60 MHz の超音

波の伝搬距離が従来の3 cm から5 cm に延長され、校

正装置の操作性が向上した。 

 

放射線標準研究グループ 

（Ionizing Radiation Standards Group） 

研究グループ長：黒澤 忠弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 放射線標準は、放射線防護、医療、産業、先端科学

にとって非常に重要であり、ニーズに対応した標準の

立ち上げと高度化、および関連する計測技術の研究開

発、標準の維持・供給、MRA 対応の国際基幹比較に

努めている。特に、ライフ・イノベーションへの貢献

として、放射線を用いた診断・治療の信頼性向上に資

するするために、医療用線量標準などの物理標準の開

発・範囲拡張・高度化などの整備を知的基盤整備計画

に沿って行うとともに、震災復興支援に関連する線量

標準や関連する計測技術の開発などを積極的に進めて

いる。 

2018年度は、医療用リニアックからの高エネルギ

ー電子線標準の開発のために、水カロリーメータの改

良を行った。粒子線治療に関わる標準開発として、炭

素線の線質測定、カロリーメータを用いた熱量測定を

行うとともに、水カロリーメータの開発を引き続き行

った。 

X 線自由電子レーザー用のマイクロカロリーメータ

を開発した。 

水晶体の被ばく線量限度の引き下げについて検討が

行われ、それに関連して測定量である Hp(3)の X 線

場およびβ 線場の構築を行った。 

また環境モニタリング線量計のトレーサビリティ確

保のために、現地校正手法の開発を行った。 

放射線線量計の校正に関して、JCSS32件（γ線16

件、水吸収線量6件、中硬 X 線8件、軟 X 線2件、β 
線0件）、依頼試験4件（γ 線1件、中硬 X 線1件、軟

X 線2件）行った。 

 

放射能中性子標準研究グループ 

（Radioactivity and Neutron Standards Group） 

研究グループ長：柚木 彰 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 放射能計量標準に関して、液体シンチレーション計

数装置を用いた放射能測定の精度向上および対象核種

拡大に向けた開発を継続した。ラドン放射能標準立ち

上げに向けて、多電極比例計数管の特性評価を継続し、

併せて基準となる測定システムとなる校正ループを製

作した。国際比較では、Eu-152試料と測定結果を国

際度量衡局が維持する放射能標準システムに送付した。

また、放射性セシウムを含む小麦試料を用いた放射能

国際比較の測定が終了し、各国データを集計している。

校正サービスについては、JCSS 校正16件、依頼試験

1件を実施した。 

 中性子計量標準に関して、2.5 MeV の速中性子フ

ルエンス標準について、中性子発生に使用するペレト

ロン加速器の安定化のためリーク対策を実施し、来年

度の依頼試験の立ち上げに備えた。Cf-252中性子放

出率と中性子線量標準の国際比較に参加し、巡回検出

器の測定を実施した。水素弾性散乱の角度分布測定を

行い、高エネルギー中性子フルエンス率標準の国際比

較の準備を進めた。校正サービスについては、jcss 校

正1件を実施した。中性子医療応用に関わる技術開発

として電流モードを用いた中性子検出器開発や治療レ

ベルの大強度場における実証試験を実施した。 

 

X 線・陽電子計測研究グループ 

（X-ray and Positron Measurement Group） 

研究グループ長：大島 永康 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 非破壊検査や医療診断では、現場で使用できる小型

軽量ロボットなどに搭載可能な X 線などの非破壊検

査装置が望まれている。研究グループでは、カーボン

ナノ構造体を用いた小型軽量な X 線源、X 線や中性

子を用いた非破壊検査技術、放射線線量計などの技術

シーズを有しており、ニーズに合わせた開発を行うこ

とによってさまざまな状況に対応できる計測技術の開

発を行う。また、先端材料開発では、原子からナノレ

ベルの構造制御が鍵になっており、これらの極微構造

の評価を実現するため、電子加速器を用いて陽電子や
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中性子のビームを発生し、高度に制御して、各種の材

料に適用することによって原子からナノレベルの構造

などを評価する分析・計測技術の研究を実施している。 

2018年度は、カーボンナノ構造体 X 線源と大面積

X 線フラットパネル検出器を用いて、屋外配管の X

線検査実験を行い、配管の減肉検査を既存の検査法よ

り効率的に実施できることを確認した。また、電子加

速器を利用した高強度低速陽電子ビームによる材料計

測技術の機器公開を継続し、外部の計測・分析ニーズ

に応えた。中性子ビームによる材料計測技術では、構

造材料分析用の小型電子加速器を用いた中性子計測シ

ステムの設計とその性能試験を行った。 

 

ナノ顕微計測研究グループ 

（Nanoscopic Measurement Group） 

研究グループ長：藤原 幸雄 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ナノスケールオーダーで構造や特性を制御したナノ

物質や物質・材料の機能を飛躍的に向上させるナノ製

造技術の研究開発において、計測技術は基盤技術とし

て重要である。当研究グループでは、各種プローブを

用いた顕微鏡的手法および質量分析法を中心としたナ

ノ領域の計測技術の研究開発を実施している。具体的

には、原子間力顕微鏡（AFM）や走査型近接場光顕

微鏡（SNOM）などのプローブ顕微鏡によるナノ粒

子の形状観察のための技術開発、質量分析法高度化の

ためのイオン化および検出技術の開発、ナノ製造プロ

セスなどのモニタリング用の水晶振動子センサの開発

である。 

 2018年度は顕微鏡法に関しては、プローブ顕微鏡

の試料前処理技術である凍結乾燥法の高度化を進め、

ナノ物性評価技術（電気や分光などを含む）の研究開

発を行った。同時に、表面走査プローブ顕微鏡の機器

公開を継続し、外部の計測・分析ニーズに適宜応えた。

2017年度に引き続き ISO TC201（表面化学分析）を

通じて、これら手法に関わる国際標準化の推進を行っ

た。質量分析法に関しては、有機分子のラジカル分解

質量分析法における新規金属錯体の有効性を明らかに

した。また、ソフトイオン化の一つである真空紫外レ

ーザー光による一光子レーザーソフトイオン化検出技

術の開発では、有機分子の118 nm 光一光子イオン化

による質量分析を可能とした。イオンビーム技術につ

いては、プロトン性イオン液体を用いたイオンビーム

の有用性を実証した。 

 

放射線イメージング計測研究グループ 

（Radiation Imaging Measurement Group） 

研究グループ長：豊川 弘之 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 電子加速器を用いて発生する X 線、テラヘルツ波、

ガンマ線、中性子などの先端量子ビーム発生手法およ

びその利用方法について研究し、産業に役立つ先端分

析計測技術を開発する。従来にない新規量子ビームを

発生する技術、既存の量子ビームの性能を格段に向上

したり使い易くする技術、量子ビームを高効率かつ正

確に計測する放射線計測技術の開発、および技術を社

会に広く普及させるための研究を行う。これらの一連

の研究活動によって、産総研で開発した技術を社会へ

広く橋渡しする。 

 2018年度は、インフラ検査用の大面積・高感度デ

ジタル X 線イメージング装置を開発し、従来よりも

大面積のデジタル X 線イメージング装置の開発を進

めた。近い将来、産業インフラの非破壊検査を飛躍的

に効率化する技術になると期待される。また、宇宙で

は強力な電磁波を放出するパルサー周辺などでγ 線
渦が自然に発生しており、そのγ 線が宇宙での物質

合成に何らかの影響を与えている可能性があることを

示した。さらに、波長の異なる2種類の円偏光レーザ

ーを電子加速器の電子ビームへ照射することで、実験

室において高エネルギーγ 線渦を発生できることを

示した。放射光施設から発生する高輝度 X 線ビーム

を用いて X 線渦を生成し、三角形のアパーチャーを

用いてトポロジカルチャージを実測することに成功し

た。直線電子加速器から発生したコヒーレントエッジ

放射を用いて電子パルスの時間幅を測定することに成

功した。白金系遷移金属化合物を用いた電子源を試作

し、仕事関数などの物性を測定したところ、電子加速

器の電子銃に適していることが確認された。以上の成

果によって産総研の技術を社会へ広く橋渡しするため

の活動を行った。 

 

非破壊計測研究グループ 

（Non-destructive Measurement Group） 
研究グループ長：遠山 暢之 

（つくば中央第2、西事業所） 

概 要：  

 全視野計測による材料の微視的変形から構造物全体

の巨視的変形評価技術の開発、構造物を伝搬する超音

波の可視化映像から構造物中の欠陥を検出するレーザ

ー超音波検査システムの開発、ならびに炭素材料の適

用環境における材料特性評価とその評価手法の開発を

行っている。 

 2018年度は、サンプリングモアレ法によるリアル

タイム変位計測システムの開発に取り組み、国内外の

橋梁において実地試験を行った。また、モアレ法とフ

ーリエ変換を融合したひずみ計測法を開発し、半導体

デバイスの残留熱ひずみ分布を測定した。超音波可視

化技術においては、レーザー干渉計を用いた完全非接
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触超音波検査システムによって、炭素繊維強化プラス

チックの内部欠陥の検出に成功した。さらに機械学習

にもとづく超音波画像解析技術を開発し、欠陥の自動

検出を実現した。炭素材料の材料特性評価においては、

各種工業用炭素材料の超高温物性試験を行うとともに、

炭素繊維の力学特性評価のために単繊維の引張り試験

装置の開発に着手した。 

 

ナノ分光計測研究グループ 

（Nanoscale Spectroscopic Measurement Group） 

研究グループ長：中村 健  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 先端産業技術各分野の横断的基盤である（生体構成

物質を含む）物質の多様な性質･機能の適切な維持と

効果的・効率的な利活用のためには、種々の計測･分

析・評価手法を駆使した物質系の正確かつ精密な認識

のもとで制御を与え、現状の課題解決と目標達成を実

現することが必要である。このような基盤としての計

測・分析技術のうち、第4期中長期目標期間の開始期

に新たに設立された当研究グループでは、プローブで

ある光と物質の相互作用である吸収・反射・干渉など

の物理現象を利用した先端計測・分析技術の研究開発

を実施している。具体的には、パルスレーザー光によ

る過渡吸収分光法や多光子吸収イオン化を介した分光

法によるナノ物質・材料の表面・界面あるいは気相中

での挙動を高時空間分解能で計測する技術の開発、照

射した赤外線の反射光の検出と解析により不可視領域

にある被写体画像を可視化する技術の開発と高度化、

医療応用などを念頭に置いた光の干渉を用いた断層イ

メージング技術の開発と高度化、などである。 

 2018年度は、レーザー光電子収量分光装置の光源

としてフェムト秒パルスレーザーの白色光による波長

可変な計測システムのプロトタイプを構築した。超広

帯域過渡発光分光分析装置を開発し、時間分解分光の

高度化を図った。不可視領域の可視化技術において深

層学習にもとづくデータ処理法を考案し、赤外線暗視

画像の可視光における色再現性を改善した。深部計測

のための強度干渉断層イメージング技術の開発では、

波面制御に基づくフォーカシング技術との融合により、

散乱媒質を通した高分解能断層イメージングが可能で

あることを実証した。 

 

⑥【計量標準普及センター】 
（Center for Quality Management of Metrology） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第三  

人 員：27名（20名） 

概 要： 

 計量標準は円滑な国際通商を実現するために不可欠

であり、さらに産業技術や研究開発の技術基盤である

とともに、環境・安全を評価するための技術基盤を与

えるなど、国民の生活に密着したものである。 

 社会に必要とされる計量標準を的確に把握してその

整備・普及の方向性を見出し、標準の供給を的確に行

うとともに、計量標準に係わる活動の成果を社会に広

く普及していく役割を担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

計量標準普及センター長：小畠 時彦 

計 量 標 準 調 査 室 長：島岡 一博 

国 際 計 量 室 長：齋藤 則生 

標 準 供 給 保 証 室 長：山澤 一彰 

標準物質認証管理室長：黒岩 貴芳 

法 定 計 量 管 理 室 長：三倉 伸介 

計量研修センター長：小谷野 泰宏 

--------------------------------------------------------------------------- 

計量標準調査室（NMIJ Public Relations Office） 

概 要： 

 計量標準の開発や供給を通じて産業界や社会のイノ

ベーションを促進させるため、研究実施部門と密接に

連携して、計量標準整備計画の策定、維持、改善を図

るとともに、講演会や成果発表会などの開催、報告

書・技術資料の発行などを通して、新しい計量標準に

関する研究成果の発信を行っている。 

 また、計量標準に係る活動内容や研究成果などを広

く普及するため、産技連知的基盤部会、NMIJ 計測ク

ラブ、計測標準フォーラムなどと連携し、NMIJ ホー

ムページ、展示会出展、パンフレットなど、さまざま

な形態の広報・啓発普及活動の企画運営を行っている。 

 

国際計量室（NMIJ International Cooperation Office） 

概 要： 

 国際計量室は計量標準・法定計量の国際活動を支援

する。 

メートル条約、および OIML 条約に関係する各種

国際会議（国際度量衡総会、国際度量衡委員会、各種

諮問委員会、国際法定計量会議、国際法定計量委員会、

APMP、APLMF など）や関連する国内委員会・作業

委員会（国際計量研究連絡委員会、国際法定計量調査

研究委員会など）への対応、国際相互承認（CIPM 

MRA、OIML CS）への対応、各研究部門が参加する

国際比較などの支援・管理、二国間 MoU、LoI にも

とづく国際活動の取りまとめ、AOTS などの研修事

業の支援、途上国向け技術研修の受入支援、海外から

の来訪者への対応、国際機関 APMP 事務局としての

活動および APLMF 事務局との連絡・調整、国際活

動にかかわる広報などを実施している。 

 

標準供給保証室（Metrology Quality Office） 
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概 要： 

 産総研の成果である多岐にわたる物理系計量標準の

供給事務（申請受付、証明書類発行など）を一元的に

行うとともに、その信頼性を保証するために必要な

ISO/IEC 17025、ISO/IEC 17065にもとづいた品質

システムの運営および関連する支援業務を行う。 

 標準供給業務としては、次のものがある。 

  ・特定計量器の検定、比較検査、基準器検査 

  ・特定計量器の型式承認試験 

  ・特定二次標準器の校正 

  ・依頼試験規程にもとづく計量器の校正（一般・特

殊・特定副標準器の校正・OIML 適合試験） 

  ・研究開発品の頒布 

 

標準物質認証管理室（Reference Materials Office） 

概 要： 

 産総研において研究開発された標準物質の頒布に関

する事務を行うとともに、その品質を保証するために

必要な ISO ガイド34、ISO/IEC 17025に基づいた品

質システムの支援業務を実施している。主な業務とし

ては、標準物質の認証のための業務（標準物質認証委

員会の開催、標準物質認証書の発行など）、標準物質

の該当法規に従った安全な管理、標準物質の頒布業務、

標準物質に関わる技術相談、ホームページやカタログ

配布などによる標準物質関連情報のユーザーへの発信

などがある。 

 

法定計量管理室（Legal Metrology Management Office） 

概 要： 

 法定計量管理室は、次の業務において、関連する研

究部門との連携および調整を図る。 

 法定計量システム政策の支援のために経済産業省を

始めとする行政機関や国内産業界との連携および技術

的支援を行う。関連する全国計量行政会議技術分科会

の運営を行う。 

 法定計量業務の技術基準となる標準化（JIS 制定・

改正および標準化調査研究委員会など）作業として、

自動はかり JIS およびタクシーメーターJIS の改正を

行う。併せて、上述の JIS 改正に伴い、計量法政省

令改正に係る検討、提案を行う。 

 国際法定計量に関しては、OIML（国際法定計量機

関）や ISO/IEC の国際文書、勧告および規格などの

発行または改訂に関する国内のテーマごとの作業委員

会に参加し、その内容の検討、審議を行う。また、国

際的な計量器の適合性試験結果の活用に係る OIML 

CS の運営に関与する。 

 計量行政機関、それら関連する団体などを対象に、

法定計量に関する啓発活動として、法定計量セミナー

を始め、法定計量クラブ、技術相談会などの計画、実

施、運営を行う。その他計量研修センター、外部機関

が行う研修会、講習会などへの講師派遣などに関する

実施支援および調整を行う。 

 

計量研修センター（Metrology Training Center） 

概 要： 

 計量研修センターは、都道府県・特定市の計量行政

公務員の研修および民間の計量技術者に対して、一般

計量士、環境計量士の資格付与などのため、一般計量

関係および環境計量関係の教習を企画・実施する研修

機関である。前身は、1952年に当時の通商産業省傘

下に創設された計量教習所で、2001年に独立行政法

人化された産総研に合流した。 

 年間約600人の研修生を迎えて一般計量教習、一般

計量特別教習、環境計量特別教習、短期計量教習、環

境計量講習（濃度、騒音、振動関係）、および計量行

政機関の職員並ならびに計量士になろうとする者のた

めの特定教習などを企画し実施している。また、計測

技術者向けの技術研修などを実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 

・NMIJ 全体会合 2回（4月2日、1月7日） 

・NMIJ 運営協議会 46回 

・2018年度供給開始標準項目 

 物理標準（校正）2、化学標準（校正）2、 

標準物質 7 

・ピアレビューおよび ASNITE 認定審査 

 国際ピアレビュー・ASNITE 認定の合同審査を通じ

て、校正サービス（5件）・標準物質（0件）・OIML 試

験（1件）の合計6技術分野について認定を継続・拡大

した。 

・JCSS 審査などへの技術専門家の派遣 

 延べ44件、技術専門家の派遣を実施した。 

・講演会など 15回 

1. 第14回 NMIJ 国際計量シンポジウム「新時代を迎

える計量基本単位－アンペアの定義改定と将来展望

－」4月25日 日本電気計器検定所本社 

2. 近畿計量協議会（大阪）講師派遣 7月12日 ホテ

ルアウィーナ大阪 

3. NMIJ 標準物質セミナー2018「規制・規格におけ

る標準物質の役割」9月6日 幕張メッセ 

4. 計測標準フォーラム第16回講演会「新時代を迎え

る計量基本単位－ケルビンの定義改定と将来展望－」

9月27日 東京ビッグサイト 

5. NMIJ 法定計量セミナー2018「HAKARU が未来

の技術の橋渡し～自動はかりの技術と展望について

～」9月28日 東京ビッグサイト 

6. 都道府県計量行政協議会技術講習会（東京） 講師

派遣 11月2日 東京都計量検定所 

7. 都道府県計量行政協議会技術講習会（兵庫） 講師

派遣 11月13日 大和製衡株式会社 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(235) 

8. 法定計量セミナー（新潟） 11月15日 

アトリウム長岡 

9. 法定計量セミナー（福岡） 1月29日 

福岡県吉塚合同庁舎 

10. 2018年度計量標準総合センター成果発表会 

2月14日～15日 産総研つくばセンター共用講堂 

11. 山口県計量協会計量管理講習会（山口） 講師派遣 

2月21日 山口県セミナーパーク 

12. （一社）日本計量機器工業連合会「JIS B7607 自

動捕捉式はかり」解説セミナー（東京） 講師派遣 

3月6日 グランドヒル市ヶ谷 

13. 法定計量クラブ（大阪） 3月14日 

CIVI 北梅田研修センター 

14. （一社）日本計量機器工業連合会「JIS B7607 自

動捕捉式はかり」解説セミナー（大阪） 講師派遣 

3月27日 大阪ガーデンパレス 

15. 技術相談会 「質量計、体積計、タクシーメーター

について」計5回開催 産総研関西センター 

 

・技能試験 

1. 残留農薬分析の技能試験コンソーシアム（平成30年）

－玄麦中の農薬分析－ 3月23日～5月31日、参加者38

名 

 

・主なイベント参加 計6回 

1. 産総研つくばセンター一般公開 7月21日 産総研

つくばセンター 

2. 経済産業省こどもデー 8月1日～2日 経済産業省

会議室 

3. 平成30年度全国理科教育大会 2018岐阜大会 科学

の広場 8月9日～10日 岐阜聖徳学園大学 

4. 「JASIS 2018」ブース出展 9月5日～7日 幕張メ

ッセ 

5. INTERMEASURE2018（第28回計量計測展）ブー

ス出展 9月26日～28日 東京ビッグサイト 

6. 日本学術会議公開シンポジウム「新しい国際単位系

（SI）重さ、電気、温度、そして時間の計測と私

たちの暮らし」12月2日 日本学術会議講堂 

 

・出版物発行 1回 

1. 産総研計量標準報告 Vol.9 No.4発刊（2018.6） 
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①物理標準 

最上位に位置する国の計量標準の設定・維持・供給という責務を果たすため、さまざまな量に対する国の計量標準

を整備して、計量・計測器の校正・試験、標準物質の頒布といった形で利用者への標準供給サービスを行っている。 

 

法定計量 
  

種  類 申請受理個数 
検査・ 
試験個数 

不合格個数 
不合格率

（%） 
イ 検定 0 0 0 - 
ロ 型式承認 101 89 9 10.1  
ハ 基準器検査 2,763 2,780 52 1.9 
ニ 比較検査 3 3 0 0.0  

 

校正・試験等 

 種  類 申請受理個数 校正・試験個数 

ホ 
特定標準器による校正  
 （特定二次標準器） 

569 557 

へ 

依頼試験（一般） 202 199 
依頼試験（特殊） 62 60 
特定標準器による校正  
 （特定副標準器） 

12 9 

OIML 適合性試験 4 2 
 

研究開発品等 

 種  類 頒布個数 
ト 研究開発品頒布 3

 

 

 

イ、検 定 

  当所で現在行われている計量法に基づいた検定業務は、精度の極めて高いものと高度の検定設備能力を必要とする 

 特定計量器だけがその対象となっている。 

項 目 
種  類 

申請受理個数 検査個数 不合格個数 
不合格率

（%） 

ガラス製温度計 0 0 0 -
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ロ、型式承認 

 計量器の構造（性能および材料の特性を含む。）をあらかじめ十分に試験して、一定の基準に適合するものに「型

式の承認」を与え、同一構造のものについては、その後の計量器の検定に際し、構造の検定を省略（一部残るものも

ある）し、検定の適正化と効率化を図る制度である。 

              項 目 
種 類 

申請受理個数 
試 験
個 数

承 認 
個 数 

不承認

個 数 

不承 
認率 

（%）新規 追加 計 

タクシーメーター 1 0 1 1 0 1 100

質量計 非自動はかり 11 14 25 21 18 3 14.3

温度計 抵抗体温計 6 1 7 8 6 2 25.0

体
積
計 

水道メーター 5 1 6 7 4 3 42.9

温水メーター 1 0 1 0 0 0 -

燃料油メーター 0 2 2 0 0 0 -

液化石油ガスメーター 0 1 1 2 2 0 0.0

ガスメーター 0 12 12 14 14 0 0.0

小   計 6 16 22 23 20 3 13.0

圧力計 アネロイド型血圧計 11 19 30 21 21 0 0.0

熱量計 積算熱量計 0 3 3 3 3 0 0.0

照度計 0 0 0 0 0 0 -

騒音計 

普通騒音計 0 0 0 0 0 0 -

精密騒音計 0 0 0 0 0 0 -

小   計 0 0 0 0 0 0 -

濃
度
計 

ジルコニア式酸素濃度計 1 0 1 1 1 0 0.0

磁気式酸素濃度計 1 1 2 2 2 0 0.0

非分散型赤外線式二酸化硫黄濃度計 1 2 3 3 3 0 0.0

非分散型赤外線式窒素酸化物濃度計 0 2 2 2 2 0 0.0

非分散型赤外線式一酸化炭素濃度計 1 3 4 3 3 0 0.0

化学発光式窒素酸化物濃度計 1 0 1 1 1 0 0.0

ガラス電極式水素イオン濃度検出器 0 0 0 0 0 0 -

ガラス電極式水素イオン濃度指示計 0 0 0 0 0 0 -

小   計 5 8 13 12 12 0 0.0

合    計 40 61 101 89 80 9 10.1
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ハ、基準器検査 

 特定計量器の製造、修理などの事業を行う者および計量関係行政機関等が、検定、定期検査、立入検査などを行う

場合には、その標準として基準器検査に合格して基準器検査成績書が交付された基準器を用いることになっており、

対象となる計量器の大部分については当所が基準器検査を行っている。 

なお、検定手数料の関係から次の二つに大別される。 

（1）手数料を徴収する検査（計量器メーカーなどが使用するもの） 

 （2）手数料を伴わない検査（計量行政機関などが使用するもの） 

項  目 
種  類 

申請受理個数 検査個数 不合格個数 
不合格率 
（%） 

長 さ 基準巻尺 19 19 0 0.0

質
量
基
準
器 

基準手動天びん 115 115 4 3.5

基準台手動はかり 1 1 0 0.0

基準直示天びん 3 3 0 0.0

特級基準分銅 1,261 1,263 4 0.3

小   計 1,380 1,382 8 0.6

温度基準器 基準ガラス製温度計 138 145 3 2.1

体
積
基
準
器 

基準フラスコ 13 13 0 0.0

基準ビュレット 7 7 0 0.0

基準ガスメーター 107 119 5 4.2

基準水道メーター 44 42 0 0.0

基準燃料油メーター 61 61 0 0.0

液体メーター用基準タンク 105 103 1 1.0

液体タンク用基準タンク 6 6 0 0.0

ガスメーター用基準体積管 5 5 0 0.0

液体メーター用基準体積管 46 46 0 0.0

小   計 394 402 6 1.5
密
度
基
準
器

基準密度浮ひょう 72 72 6 8.3

液化石油ガス用浮ひょう型密度計 59 55 8 14.5

小   計 131 127 14 11.0
圧
力
基
準
器

基準液柱型圧力計 155 156 8 5.1

基準重錘型圧力計 315 317 3 0.9

小   計 470 473 11 2.3

騒 音 基準静電型マイクロホン 24 25 0 0.0

振 動 基準サーボ式ピックアップ 4 4 0 0.0

比
重
基
準
器 

基準酒精度浮ひょう 29 29 0 0.0

基準比重浮ひょう 144 144 10 6.9

基準重ボーメ度浮ひょう 30 30 0 0.0

小   計 203 203 10 4.9

総    計 2,763 2,780 52 1.9
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ニ、比較検査 

 比較検査は、検定と同様に合否の判定を行うが、具体的な器差を明らかにして成績書を交付し、精密な計量に奉仕

する制度である。 

                項  目 
種  類 

申請受理 
個数 

検査個数 不合格個数 
不合格率

（%） 

酒精度浮ひょう 3 3 0 0.0
 

ホ、特定標準器による校正 

特定標準器による校正（特定二次標準器） 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

01.長さ  0 0
02.幾何学量 
 ロータリーエンコーダ 

2
2

2
2

03.時間 
 原子時計 周波数標準器 

289
289

286
 286

04.質量 
 標準分銅 

23
23

23
23

05.力 
 実荷重式、こうかん式又は油圧式力基準機 

17
17

11
11

06.トルク 
 参照用トルクメータ 
 参照用トルクレンチ 

7
3
4

7
3
4

07.圧力 
 ピストン式重錘型圧力標準器  

11
11

8
8

09.真空 
 粘性真空計 

3
3

3
3

10.流量 
 超音波流速計 
 ISO 型トロイダルスロート音速ノズル 
  微風速校正風洞 
 石油用流量計 
 液体流量校正装置 

14
2
1
1

10
0

15
2
1
1
9
2

11.密度 
 シリコン単結晶 

3
3

5
5

14.音響 
 Ⅰ形標準マイクロホン Ⅱ形標準マイクロホン 

9
9

10
10

16.振動加速度 
 振動加速度計 

3
3

3
3

19.直流・低周波 
 ジョセフソン効果電圧測定装置 
 標準抵抗器・標準抵抗装置 
 キャパシタ・標準キャパシタ 
 交流抵抗器 
 誘導分圧器 
  電流比較器 
 交直変換器 

28
4

11
4
2
3
1
3

28
4

11
4
2
3
1
3

20.高周波 
 高周波電力 7 mm 同軸 
 高周波電力 2.9 mm 同軸 
 ピストン減衰器 

63
7
4
2

62
7
4
2
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種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

 可変減衰器（同軸）  
 同軸固定減衰器 
 減衰器 （高周波インピーダンス） 
 固定長エレメント型ダイポールアンテナ 
 広帯域アンテナ 
 ループアンテナ 
 レーザビーム用熱型光パワー測定装置 
 光電検出器 
  電圧測定装置（高周波電圧） 

5
1

31
2
2
1
5
2
1

5
1

31
2
2
1
4
2
1

21.測光量・放射量 
 分光応答度 
 分光放射照度 

4
2
2

4
2
2

22.放射線 
 放射線線量計 

33
33

36
36

23.放射能 
 放射能測定装置（遠隔校正）   

16
16

16
16

24.中性子 
減速材付中性子検出器 

1
1

1
1

25.温度 
 貴金属熱電対 
 白金抵抗温度計 
 赤外放射温度計 

25
15

9
1

21
12

9
0

26.湿度 
 露点計 

18
18

16
16

28.硬さ  0 0
合   計 569 557
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ヘ、依頼試験 

依頼試験（一般） 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

01.長さ  
 距離計 
 固体屈折率 

5
4
1

5
4
1

02.幾何学量 
 ボールプレート 
 ステップゲージ 
 ボールバー 
 CMM による幾何形状測定 
 ロータリーエンコーダ 
 多面鏡 
 平面度  
  オートコリメータ 
 線幅フォトマスク 

32
1
2
1
8
1
2

15
1
1

27
0
2
1
7
1
2

12
1
1

03.時間 
  

0 0

04.質量 
 分銅又はおもり 

27
27

27
27

05.力 
 高精度力計 

1
1

1
1

06.トルク 
 トルクメータ 
 参照用トルクレンチ 

9
5
4

8
4
4

07.圧力 
 液体 
 気体 

4
3
1

4
3
1

08.重力加速度 0 0
09.真空計 
 リーク 
 真空計 
 標準コンダクタンス 

16
10

1
5

16
9
2
5

10.流量 
 気体 
 液体 

14
13

1

15
13

2
11.密度 
  固体材料 

0
0

1
1

12.粘度・動粘度 0 0
13.体積 0 0
14.音響 
 音圧感度（計測用マイクロホン） 
 音場感度（計測用マイクロホン） 
 音響パワーレベル 
 音響校正器 

8
3
2
1
2

10
3
3
1
3

15.超音波 
 音場感度（ハイドロホン）  

23
23

25
25

16.振動加速度 0 0
17.衝撃加速度 0 0
18.角振動・角速度 0 0
19.直流・低周波 0 0
20.高周波 0 0

21.測光量・放射量 
 分光応答度  

1
1

1
1
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依頼試験（特殊） 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

01.長さ 0 0
03.時間 0 0
04.質量 0 0
05.力 0 0
09.真空 0 0
10.流量  0 0
11.密度 
  酒精度浮ひょう 
 重ボーメ度浮ひょう 
 日本酒度浮ひょう 

3
1
1
1

3
1
1
1

12.粘度・動粘度 0 0
13.体積 0 0
14.音響 
  サウンドレベルメータ 

2
2

3
3

16.振動加速度 0 0
19.直流・低周波 
  標準抵抗器 

1
1

1
1

20.高周波 0 0
21.測光量・放射量 0 0
22.放射線 
 照射線量（率）測定器 

2
2

2
2

22.放射線 
 照射線量（率）測定器 

4
4

4
4

23.放射能   0 0
24.中性子  0 0
25.温度   0 0
26.湿度 0 0
27.熱物性 
 熱拡散率 
 熱膨張率（線膨張係数） 

5
1
4

5
1
4

28.硬さ 0 0
29.衝撃値 
 衝撃試験機 

1
1

1
1

30.粒子・粒子特性  
 粒子数濃度 
 気中粒子数 

8
5
3

8
6
2

31.純度 
 高純度有機標準物質 

19
19

18
18

32.薄膜・多層膜 0 0
33.濃度 0 0
34.分子量 
 高分子標準物質 

2
2

2
2

51.計量器の構成要素および検査装置の試験 
 質量計用ターミナル・デジタルディスプレイ 
 質量計用指示計 
  燃料油メーター用販売時点情報管理装置 

11
3
5
3

10
3
5
2

52.その他 
 体積 
 流量 

12
3
9

11
3
8

合   計 202 199
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種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

23.放射能 0 0
25.温度 0 0
27.固体物性 0 0
28.硬さ 0 0
33.濃度 
 標準液 

9
9

6
6

52.その他 45 45
 アネロイド型血圧計 45 45
合   計 62 60

 

特定標準器による校正（特定副標準器） 

種       類 申請受理個数 校 正 個 数 

19.直流・低周波 8 8
 交流電圧用交直変換器 4 4
 交流電流用交直変換器 1 1
 電圧発生装置 1 1
 標準抵抗器 2 2
25.温度 4 1
 温度計用 2 1
 放射温度計校正用 2 0

合    計 12 9
 

OIML 適合性試験 

                項 目 
種 類 

申請受理 
個数 

試験個数 不合格個数 
不合格率 
（%） 

非自動はかり 4 2 0 0.0
合  計 4 2 0 0.0

 

ト、研究開発品 

種    類 頒布個数 

1.熱拡散率試験片（4枚） 0
2.石英ヨウ素セル 3
3.パッシブ型シールドループアンテナ 0
4.ジョセフソン電圧標準素子 0
5.極低温電流比較器インサート 0

合  計 3
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②認証標準物質および標準物質 

 計量標準総合センターでは品質システムを整備し、生産計画にもとづいて標準物質の生産を行っている。特性値は安

定性と均一性を確認し、妥当性が確かめられた測定方法とトレーサビリティの確立された計測標準を用いている。また、

不確かさを算出した上で認証書を付した、認証標準物質（NMIJ CRM）として随時頒布している。また、一部は標準

物質（NMIJ RM）として頒布している。 

 

認証標準物質・標準物質の一覧表 

（NMIJ 認証標準物質・標準物質） 
識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 1001-a 鉄－クロム合金（Cr 5 %） 1
NMIJ CRM 1002-a 鉄－クロム合金（Cr 15 %） 1
NMIJ CRM 1003-a 鉄－クロム合金（Cr 20 %） 1
NMIJ CRM 1004-a 鉄－クロム合金（Cr 30 %） 1
NMIJ CRM 1005-a 鉄－クロム合金（Cr 40 %） 1
NMIJ CRM 1006-a 鉄－ニッケル合金（Ni 5 %） 2
NMIJ CRM 1007-a 鉄－ニッケル合金（Ni 10 %） 2
NMIJ CRM 1008-a 鉄－ニッケル合金（Ni 20 %） 2
NMIJ CRM 1009-a 鉄－ニッケル合金（Ni 40 %） 2
NMIJ CRM 1010-a 鉄－ニッケル合金（Ni 60 %） 2
NMIJ CRM 1016-a 鉄クロム合金（Cr 40 %） 0
NMIJ CRM 1017-a   EPMA 用ステンレス鋼 2
NMIJ CRM 1018-a   EPMA 用 Ni（36 %）－Fe 合金 1
NMIJ CRM 1019-a EPMA 用 Ni（42 %）－Fe 合金 2
NMIJ CRM 1020-a EPMA 用高ニッケル合金 0
NMIJ CRM 3001-c フタル酸水素カリウム 67
NMIJ CRM 3002-a ニクロム酸カリウム 2
NMIJ CRM 3003-b 三酸化二ひ素 25
NMIJ CRM 3004-a アミド硫酸 23
NMIJ CRM 3005-a 炭酸ナトリウム 9
NMIJ CRM 3006-a よう素酸カリウム 6
NMIJ CRM 3007-a しゅう酸ナトリウム 5
NMIJ CRM 3008-a 塩化ナトリウム 11
NMIJ CRM 3009-a 亜鉛 5
NMIJ CRM 3011-a 塩化アンモニウム 4
NMIJ CRM 3012-a トリス（ヒドロキシメチル）アミノメタン 5
NMIJ CRM 3013-a 炭酸カルシウム 4
NMIJ CRM 3201-a 塩酸（0.1 mol kg−1） 1
NMIJ CRM 3402-c 二酸化硫黄 0
NMIJ CRM 3403-b 亜酸化窒素標準ガス（窒素希釈，300 µmol/mol） 0
NMIJ CRM 3404-c 酸素 1
NMIJ CRM 3406-e 一酸化炭素 1
NMIJ CRM 3407-b 二酸化炭素 0
NMIJ CRM 3408-a 窒素希釈酸素（10 µmol/mol） 0
NMIJ CRM 3601-a ナトリウム標準液 Na（1000） 0
NMIJ CRM 3602-a カリウム標準液 K（1000） 0
NMIJ CRM 3603-a カルシウム標準液 Ca（1000） 0
NMIJ CRM 3604-a マグネシウム標準液 Mg（1000） 2
NMIJ CRM 3605-a アルミニウム標準液 Al（1000） 3
NMIJ CRM 3606-a 銅標準液 Cu（1000） 2
NMIJ CRM 3607-a 亜鉛標準液 Zn（1000） 2
NMIJ CRM 3608-a 鉛標準液 Pb（1000） 5
NMIJ CRM 3609-a カドミウム標準液 Cd（1000） 2
NMIJ CRM 3610-a マンガン標準液 Mn（1000） 3
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 3611-a 鉄標準液 Fe（1000） 2
NMIJ CRM 3612-a ニッケル標準液 Ni（1000） 2
NMIJ CRM 3613-a コバルト標準液 Co（1000） 2
NMIJ CRM 3614-a ひ素標準液 As（1000） 2
NMIJ CRM 3615-a アンチモン標準液 Sb（1000） 2
NMIJ CRM 3616-a ビスマス標準液 Bi（1000） 2
NMIJ CRM 3618-a 水銀標準液 Hg (1000) 2
NMIJ CRM 3619-a セレン標準液 Se（1000） 2
NMIJ CRM 3620-a リチウム標準液 Li（1000） 0
NMIJ CRM 3621-a バリウム標準液 Ba（1000） 2
NMIJ CRM 3622-a モリブデン標準液 Mo（1000） 2
NMIJ CRM 3623-a ストロンチウム標準液 Sr（1000） 2
NMIJ CRM 3624-a ルビジウム標準液 Rb（1000） 0
NMIJ CRM 3625-a タリウム標準液 Tl（1000） 2
NMIJ CRM 3626-a すず標準液 Sn（1000） 2
NMIJ CRM 3627-a ほう素標準液 B（1000） 2
NMIJ CRM 3628-a セシウム標準液 Cs（1000） 0
NMIJ CRM 3629-a インジウム標準液 In（1000） 2
NMIJ CRM 3630-a テルル標準液 Te（1000） 2
NMIJ CRM 3631-a ガリウム標準液 Ga（1000） 2
NMIJ CRM 3644-a 銀標準液 Ag（1000） 2
NMIJ CRM 3632-a バナジウム標準液 V（1000） 2
NMIJ CRM 3645-a けい素標準液 Si（1000） 0
NMIJ CRM 3681-a 鉛同位体標準液 7
NMIJ CRM 3802-a 塩化物イオン標準液 Cl-（1000） 1
NMIJ CRM 3803-a 硫酸イオン標準液 SO42-（1000） 0
NMIJ CRM 3804-a アンモニウムイオン標準液 NH4+（1000） 0
NMIJ CRM 3805-a 亜硝酸イオン標準液 NO2-（1000） 0
NMIJ CRM 3806-a 硝酸イオン標準液 NO3-（1000） 0
NMIJ CRM 3807-a りん酸イオン標準液 PO43-（1000） 0
NMIJ CRM 3808-a 臭化物イオン標準液 Br-（1000） 1
NMIJ CRM 3809-a シアン化物イオン標準液 CN-（1000) 3
NMIJ CRM 3811-a 塩素酸イオン標準液 ClO3-（1000） 2
NMIJ CRM 3812-a 臭素酸イオン標準液 BrO3-（2000） 4
NMIJ CRM 3813-a 有機体炭素標準液 TOC（1000） 2
NMIJ CRM 4001-b エタノール 8
NMIJ CRM 4003-b トルエン 17
NMIJ CRM 4004-a 1,2-ジクロロエタン 0
NMIJ CRM 4005-a ジクロロメタン 0
NMIJ CRM 4006-a 四塩化炭素 0
NMIJ CRM 4011-a o-キシレン 1
NMIJ CRM 4012-a m-キシレン 0
NMIJ CRM 4013-a p-キシレン 0
NMIJ CRM 4014-a 1,1-ジクロロエチレン 1
NMIJ CRM 4019-a ブロモホルム（トリブロモメタン） 1
NMIJ CRM 4020-a ブロモジクロロメタン 7
NMIJ CRM 4021-a エチルベンゼン 1
NMIJ CRM 4022-b フタル酸ジエチル 1
NMIJ CRM 4030-a ビスフェノール A 3
NMIJ CRM 4036-a ジブロモクロロメタン 4
NMIJ CRM 4038-a 1,2-ジクロロプロパン 0
NMIJ CRM 4039-a 1,4-ジクロロベンゼン 0
NMIJ CRM 4040-b アクリロニトリル 9
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 4041-b 塩化ビニル 0
NMIJ CRM 4051-c メタン 0
NMIJ CRM 4052-b プロパン 0
NMIJ CRM 4052-c プロパン 0
NMIJ CRM 4054-a アセトアルデヒド 14
NMIJ CRM 4055-a スチレン 6
NMIJ CRM 4056-a ペルフルオロオクタン酸 14
NMIJ CRM 4057-a 1,4-ジオキサン 3
NMIJ CRM 4058-a tert-ブチルメチルエーテル（MTBE） 3
NMIJ CRM 4064-a エタン 0
NMIJ CRM 4074-a トリクロロ酢酸 3
NMIJ CRM 4203-a γ-HCH 標準液 3
NMIJ CRM 4213-a ベンゾ[a]ピレン標準液 0
NMIJ CRM 4215-a 燃料中硫黄分分析用標準液 6
NMIJ RM 4216-a トルエン（燃料中硫黄分分析用－ブランク） 0
NMIJ CRM 4217-a 燃料中硫黄分分析用標準液-高濃度 0
NMIJ CRM 4220-a ペルフルオロオクタンスルホン酸カリウム標準液（メタノール溶液） 11
NMIJ CRM 4221-a ジブチルスルフィド（燃料中硫黄分分析用－高純度） 3
NMIJ CRM 4222-d 水分分析用標準液（0.1 mg/g） 52
NMIJ CRM 4228-a 水分分析用標準液（1 mg/g） 7
NMIJ CRM 4403-a SF6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、排出レベル） 0
NMIJ CRM 4601-a 定量 NMR 用標準物質（1H, 19F）（3,5-ビス（トリフルオロメチル）安息香酸） 3
NMIJ CRM 4601-b 定量 NMR 用標準物質（1H, 19F）（3,5-ビス（トリフルオロメチル）安息香酸） 24

NMIJ CRM 4602-a 
定量 NMR 用標準物質（1H, 19F）(1,4-ビス(トリメチルシリル)-2,3,5,6-テトラフ

ルオロベンゼン) 
8

NMIJ CRM 5001-a ポリスチレン2400 8
NMIJ CRM 5002-a ポリスチレン500 3
NMIJ CRM 5004-a ポリスチレン1000 6
NMIJ CRM 5005-a ポリエチレングリコール400 4
NMIJ CRM 5006-a ポリエチレングリコール1000 3
NMIJ CRM 5007-a ポリエチレングリコール1500 2
NMIJ CRM 5008-a ポリスチレン（多分散） 2
NMIJ RM 5009-a ポリスチレン8500 0
NMIJ CRM 5010-a ポリエチレングリコールノニルフェニルエーテル 1
NMIJ CRM 5011-a ポリエチレングリコール（23量体） 0
NMIJ RM 5012-a ポリスチレン（光散乱用） 0
NMIJ CRM 5101-a しゅう酸塩 pH 標準液 2
NMIJ CRM 5102-a フタル酸塩 pH 標準液 2
NMIJ CRM 5103-a 中性りん酸塩 pH 標準液  3
NMIJ CRM 5104-a りん酸塩 pH 標準液 2
NMIJ CRM 5105-a ほう酸塩 pH 標準液 4
NMIJ CRM 5106-a 炭酸塩 pH 標準液 4
NMIJ CRM 5121-a 電気伝導率標準液（塩化カリウム水溶液（1 mol kg−1）） 1
NMIJ CRM 5122-a 電気伝導率標準液（塩化カリウム水溶液（0.1 mol kg−1））      11
NMIJ CRM 5123-a 電気伝導率標準液（塩化カリウム水溶液（0.01 mol kg−1）） 48
NMIJ CRM 5202-a SiO2／Si 多層膜標準物質 1
NMIJ CRM 5203-a GaAs／AlAs 超格子 0
NMIJ CRM 5204-b 極薄シリコン酸化膜 0
NMIJ CRM 5205-a デルタ BN 多層膜 2
NMIJ CRM 5206-a デルタ BN 多層膜（As ドープ Si 基板） 0
NMIJ CRM 5207-a タングステンドットアレイ 17
NMIJ CRM 5208-a 金/ニッケル／銅金属多層膜 0
NMIJ CRM 5401-a シクロヘキサン（熱分析用標準物質） 14
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 5502-a 動的粘弾性（PVC） 0
NMIJ CRM 5503-a 動的粘弾性（PMMA） 0
NMIJ CRM 5504-a 動的粘弾性（PE-UHMW） 0
NMIJ CRM 5505-a 動的粘弾性（PEEK） 0
NMIJ CRM 5506-a シャルピー衝撃試験（PVC） 0
NMIJ CRM 5507-a シャルピー衝撃試験（PMMA） 0
NMIJ CRM 5601-a 陽電子寿命による超微細空孔測定用石英ガラス 1
NMIJ CRM 5602-a 陽電子寿命による超微細空孔測定用ポリカーボネート 0
NMIJ CRM 5603-a 低エネルギーひ素イオン注入けい素（レベル：3×1015 atoms/cm2） 0
NMIJ CRM 5604-a 低エネルギーひ素イオン注入けい素（レベル：6×1014 atoms/cm2） 0
NMIJ CRM 5605-a ハフニウム定量用酸化ハフニウム薄膜 0
NMIJ CRM 5606-a 陽電子寿命による空孔欠陥測定用単結晶シリコン 0
NMIJ RM 5607-a 陽電子寿命による空孔欠陥測定用ステンレス鋼 1
NMIJ CRM 5701-a ポリスチレンラテックス ナノ粒子（120 nm） 16
NMIJ CRM 5702-a ポリスチレンラテックス ナノ粒子（150 nm） 0
NMIJ CRM 5703-a ポリスチレンラテックス ナノ粒子（200 nm） 3
NMIJ RM 5711-a 酸化チタンナノ粒子（比表面積11 m2/g・大粒子径・表面無処理） 8
NMIJ RM 5712-a 酸化チタンナノ粒子（比表面積57 m2/g・小粒子径・脂肪酸表面修飾） 4
NMIJ RM 5713-a 酸化チタンナノ粒子（比表面積76 m2/g・小粒子径・イソブチル基表面修飾） 6
NMIJ CRM 5714-a カーボンブラック（窒素吸着量－BET100） 1
NMIJ CRM 6001-a コレステロール 4
NMIJ CRM 6002-a テストステロン 9
NMIJ CRM 6003-a プロゲステロン 3
NMIJ CRM 6004-a 17β－エストラジオール 6
NMIJ CRM 6005-a クレアチニン 2
NMIJ CRM 6006-a 尿素 4
NMIJ CRM 6007-a ヒドロコルチゾン 1
NMIJ CRM 6008-a 尿酸 1
NMIJ CRM 6009-a トリオレイン 1
NMIJ CRM 6011-a L-アラニン 12
NMIJ CRM 6012-a L-ロイシン 17
NMIJ CRM 6013-a L-イソロイシン 11
NMIJ CRM 6014-a L-フェニルアラニン 13
NMIJ CRM 6015-a L-バリン 14
NMIJ CRM 6016-a L-プロリン 13
NMIJ CRM 6017-b L-アルギニン 15
NMIJ CRM 6018-a L-リシン一塩酸塩 25
NMIJ CRM 6019-a L-チロシン 16
NMIJ CRM 6020-a L-トレオニン 11
NMIJ CRM 6021-a L-セリン 11
NMIJ CRM 6022-a グリシン 11
NMIJ CRM 6023-a L-メチオニン 11
NMIJ CRM 6024-a L-ヒスチジン 13
NMIJ CRM 6025-a L-シスチン 12
NMIJ CRM 6026-a L-グルタミン酸 12
NMIJ CRM 6027-a L-アスパラギン酸 10
NMIJ CRM 6201-c C 反応性蛋白溶液 0
NMIJ CRM 6202-a ヒト血清アルブミン 12
NMIJ CRM 6204-b 定量解析用リボ核酸（RNA）水溶液 1
NMIJ CRM 6205-a 定量分析用デオキシリボ核酸（DNA）水溶液（1 ng/µL、600塩基対） 7
NMIJ CRM 6206-a オカダ酸標準液 82
NMIJ CRM 6207-a ジノフィシストキシン-1（DTX1）標準液 80
NMIJ CRM 6209-a ヒトインスリン溶液 1
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 6401-b コルチゾール分析用ヒト血清（3濃度レベル） 17
NMIJ CRM 6402-a アルドステロン分析用ヒト血清（3濃度レベル） 22
NMIJ CRM 6901-b C-ペプチド 8
NMIJ CRM 7202-b 河川水（微量元素分析用－添加） 124
NMIJ CRM 7202-c 河川水（微量元素分析用－添加） 26
NMIJ CRM 7203-a 水道水（有害金属分析用－添加） 11
NMIJ CRM 7302-a 海底質（有害金属分析用） 2
NMIJ CRM 7303-a 湖底質（有害金属分析用） 6
NMIJ CRM 7304-a 海底質（ポリクロロビフェニル、塩素系農薬類分析用－高濃度） 0
NMIJ CRM 7307-a 湖底質（多環芳香族炭化水素分類分析用） 6
NMIJ CRM 7308-a トンネル粉じん（多環芳香族炭化水素分析用・有害元素分析用） 2
NMIJ CRM 7402-a タラ魚肉粉末標準物質（微量元素・アルセノベタイン・メチル水銀分析用） 29
NMIJ CRM 7403-a メカジキ魚肉粉末（微量元素・アルセノベタイン・メチル水銀分析用） 14
NMIJ CRM 7404-a スズキ魚肉粉末(有機汚染物質分析用) 13
NMIJ CRM 7405-a ひじき粉末（微量元素・ひ素化合物分析用） 34
NMIJ CRM 7406-a イカ粉末（微量元素分析用） 1
NMIJ CRM 7407-a ヒト血清（有機汚染物質分析用） 0
NMIJ CRM 7501-a 白米粉末（微量元素分析用 Cd 濃度レベルⅠ） 16
NMIJ CRM 7502-a 白米粉末（微量元素分析用 Cd 濃度レベルⅡ） 16
NMIJ CRM 7503-b 白米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 9
NMIJ CRM 7504-a 玄米粉末（残留農薬分析用） 8
NMIJ CRM 7505-a 茶葉粉末（微量元素分析用） 9
NMIJ CRM 7507-a ネギ粉末（残留農薬分析用） 14
NMIJ CRM 7508-a キャベツ粉末（残留農薬分析用） 12
NMIJ CRM 7509-a 大豆粉末（残留農薬分析用） 6
NMIJ CRM 7510-a リンゴ粉末（残留農薬分析用） 9
NMIJ CRM 7511-a 大豆粉末（微量元素分析用） 5
NMIJ CRM 7512-a ミルク粉末（微量元素分析用） 9
NMIJ CRM 7520-a ホタテガイ中腸腺（下痢性貝毒分析用） 1
NMIJ CRM 7531-a 玄米粉末（カドミウム分析用） 22
NMIJ CRM 7532-a 玄米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 42
NMIJ CRM 7533-a 玄米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 16
NMIJ CRM 7541-a 玄米（放射性セシウム分析用） 3
NMIJ CRM 7541-b 玄米（放射性セシウム分析用） 2
NMIJ CRM 7601-a 海水（栄養塩；極低濃度） 24
NMIJ CRM 7602-a 海水（栄養塩；中濃度） 42
NMIJ CRM 7603-a 海水（栄養塩；高濃度） 16
NMIJ CRM 7901-a アルセノベタイン水溶液 23
NMIJ CRM 7906-a ポリクロロビフェニル混合標準液（KC 混合物ノナン溶液） 3
NMIJ CRM 7912-a ひ酸［As（V）］水溶液 13
NMIJ CRM 7913-a ジメチルアルシン酸水溶液 11
NMIJ CRM 8001-a ファインセラミックス用炭化けい素微粉末（α型） 5
NMIJ CRM 8002-a ファインセラミックス用炭化けい素微粉末（β型） 9
NMIJ CRM 8003-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（直接窒化合成）Ⅰ 18
NMIJ CRM 8004-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（直接窒化合成）Ⅱ 32
NMIJ CRM 8005-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（イミド分解合成） 15
NMIJ CRM 8006-a ファインセラミックス用アルミナ微粉末（低純度） 3
NMIJ CRM 8007-a ファインセラミックス用アルミナ微粉末（高純度） 3
NMIJ CRM 8102-a   重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd, Cr, Pb；低濃度） 14
NMIJ CRM 8103-a   重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd, Cr, Pb；高濃度） 5
NMIJ CRM 8105-a   重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd, Cr, Pb；低濃度） 3
NMIJ CRM 8108-b 臭素系難燃剤含有ポリスチレン 29
NMIJ CRM 8109-a 臭素系難燃剤含有ポリ塩化ビニル 0
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識別記号 名   称 頒 布 数 
NMIJ CRM 8110-a 臭素系難燃剤含有ポリスチレン（高濃度） 87
NMIJ CRM 8112-a 重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd, Cr, Hg, Pb；低濃度） 3
NMIJ CRM 8115-a 重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd, Cr, Hg, Pb；低濃度） 17
NMIJ CRM 8123-a 重金属分析用 PVC 樹脂ペレット（Cd, Cr, Hg, Pb；高濃度） 9
NMIJ CRM 8133-a 重金属分析用 PP 樹脂ペレット（Cd, Cr, Hg, Pb；高濃度） 5
NMIJ CRM 8136-a 重金属分析用 PP 樹脂ディスク（Cd, Cr, Hg, Pb；高濃度） 20
NMIJ CRM 8137-a 臭素分析用 PP 樹脂ペレット 0
NMIJ CRM 8152-a ポリ塩化ビニル（フタル酸エステル類分析用） 168
NMIJ CRM 8155-a ABS 樹脂（ペルフルオロアルキル化合物分析用） 0
NMIJ CRM 8202-a 鉛フリーはんだチップ（Sn96.5Ag3Cu0.5）（Pb 低濃度） 3
NMIJ CRM 8203-a 鉛フリーはんだチップ（Sn96.5Ag3Cu0.5）（Pb 高濃度） 1
NMIJ CRM 8301-a バイオエタノール 0
NMIJ CRM 8302-a バイオディーゼル燃料（パーム油由来） 2

化学系標準物質計 2197
NMIJ RM 1101-a-1 熱膨張率標準物質（単結晶シリコン） 形状：1 10
NMIJ RM 1101-a-2 熱膨張率標準物質（単結晶シリコン） 形状：2 1
NMIJ RM 1102-a-1 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 形状：1 0
NMIJ RM 1102-a-2 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 形状：2 2
NMIJ RM 1301-a 熱拡散時間標準薄膜（窒化チタン薄膜／石英ガラス基板） 2
NMIJ RM 1401-a 熱伝導率標準物質(等方性黒鉛) 1
NMIJ CRM 5803-a-1 熱膨張率測定用単結晶シリコン（低温用） 形状：1 0
NMIJ CRM 5803-a-2 熱膨張率測定用単結晶シリコン（低温用） 形状：2 0
NMIJ CRM 5804-b 熱拡散率測定用等方性黒鉛 4
NMIJ CRM 5805-a 熱膨張率測定用高純度銅 0
NMIJ CRM 5806-a 比熱容量測定用単結晶シリコン（低温用） 0
NMIJ CRM 5807-a 熱拡散率測定用セラミックス（Al2O3-TiC 系） 6
NMIJ CRM 5808-a 熱拡散率測定用モリブデン薄膜（400 nm） 1

物理系標準物質計 27
合   計 2224
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③外国出張・招へい、協力協定、国際比較 

外国出張 

出張件数 出張先 出張目的 

133件 

フランス 

 国際度量衡総会 
国際度量衡委員会 
国際度量衡委員会諮問委員会 

 国際法定計量委員会 
 アジア太平洋計量計画 
 アジア太平洋法定計量フォーラム 
 二国間協力 
 その他 

韓国 
中国 

シンガポール 
イギリス 
カナダ 
タイ 

南アフリカ 
ニュージーランド 

香港 
ドイツ 
アメリカ 

スウェーデン 
オランダ 

その他（7経済圏） 

 

外国人招へい 

人数 招へい国または経済圏 招へい目的 

6 
韓国、台湾（3名）、ニュージーランド、

オーストラリア 
ピアレビュー 

4 台湾、フランス、中国、タイ 技術研修 （温度、電気、粒子、環境標準） 
2 イタリア 研究協力（放射線） 
1 ドイツ 卓越研究員 

1 中国 
計測標準フォーラム講演者 
The Kelvin Redefinition and Mise en Pratique of the 
Definition of Kelvin (MeP-K) 

 

AOTS プログラムによる外国人の受入 

 1件 Training course on Implementation for Social and Industrial Infrastructure in Metrology 

バングラデシュ、ブータン、カンボジア、インド、インドネシア、マレーシア、モンゴル、ミャンマー、ネパ

ール、パプアニューギニア、フィリピン、スリランカ、トルコ、ベトナム  （計14名） 

 

外国機関との研究協力覚書締結  

 0件 

 

国際比較（報告書出版） 
分野 （BIPM） 件 数 

時間・周波数 0 
長さ 0 
質量関連量 6 
音響・超音波・振動 0 
測温 1 
物質量 3 
測光・放射 0 
放射線 0 
電気・磁気 1 
合計 11 
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④講習・教習 
2019年度計量教習実績 

計量標準普及センター 計量研修センター 

 

講習・教習名 対 象 者 期  間 場 所 受講者数

一般計量教習 
前  期 

計量士になろうとする者および計量

行政機関の職員 

未実施 － － － 

後    期 2018. 9. 11～12. 7 3月 つくば 31 

一 般 計 量 特 別 教 習 
計量士になろうとする者および計量

行政機関の職員で一般計量教習を修

了した者 

2019. 1.10～3. 8 2月 つくば 30 

環境計量特別

教 習 

濃   度   関   係 2019. 1.10～3. 1 7週間 つくば 5 

 騒 音 ・ 振 動 関 係 2019. 3. 4～3.19 2.5週間 つくば 4 

短 期 計 量 教 習 計量行政機関等の職員 2018. 7. 9～8. 3 1月 つくば 33 

特 定 教 習 

基 礎 計 量 教 習 特定市の職員 2018. 8.20～8.31 2週間 つくば 26 

計量検定所・計量検査

所 新 任 管 理 職 教 習 
都道府県および特定市の新任所長等

管理職 
2018. 6. 4～6. 6 3日 つくば 28 

都道府県・特定市計量 
行 政 新 人 教 習 

都道府県および特定市の新任計量公

務員 

2018. 5. 8～5.10 3日 つくば 34 

2018. 5.22～5.24 3日 
関西 

（池田）
38 

指 定 製 造 
事 業 者 制 度 教 習 

当該制度の検査に携わる都道府県等

の職員 
2018. 6.25～7. 6 2週間 つくば 20 

指定製造事業者制度

フォローアップ教習 

2015年度以前に「指定製造事業者制

度教習」を修了した都道府県等の職

員 

2018.11.20～11.21 2日 つくば 7 

環 境 計 量 証 明 
事 業 制 度 教 習 

都道府県および特定市の職員 2018. 6. 4～6.15 2週間 つくば 13 

一 般 計 量 特 定 教 習 
2017年度以前に「一般計量特別教

習」を修了した者 
2019. 3. 5～3. 8 4日 つくば 8 

特 定 計 量 証 明 事 業 管 理 者 講 習 
当該事業の環境計量士（濃度関係）

であって、ダイオキシン類の実務の

経験一年以下等の者 
2018.10. 1～10. 5 5日 つくば 4 

指定検定機関

講 習 

非 自 動 は か り 指定定期検査機関、指定検定機関、

指定計量証明検査機関および特定計

量証明認定機関の指定等に関する省

令第9条第2項に規定する指定検定機

関の申請を予定している事業者の検

定管理責任者 

2018. 9. 4～9. 6 

各3日 つくば 

15 

燃 料 油 メ ー タ ー 2018. 9. 4～9. 6 3 

自動捕捉式はかり 2018.12.11～12.13 13 

環境計量講習 

濃 度 関 係 

環境計量士の国家試験に合格した者

であって、施行規則第51条（登録条

件）の条件を満たさない者。登録し

ようとする区分に係る環境計量証明

事業者等に属し、かつ、計量に関す

る実務に1年以上従事している者につ

いては、その実務経験が認められれ

ば環境計量士として登録することが

出来るので本講習を受講することは

不要 

2018. 7.10～7.13 

各4日 つくば 

29 

2018. 7.24～7.27 29 

2018. 7.31～8. 3 30 

2018. 8.21～8.24 28 

2018. 9.11～9.14 28 

2018. 9.25～9.28 10 

2018.10.23～10.26 20 

騒 音 ・ 振 動 関 係 

2018. 9. 3～9. 7 

各5日 つくば 

20 

2018.10.15～10.19 23 

2018.11. 5～11. 9 20 

計 量 研 修 
計測における不確か

さ研修（中･上級コー

ス） 
計量関係技術者 2018.10.29～10.30 2日 つくば 22 

合 計 （人） 571 
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８）フェロー 
【フェロー】 

（AIST Fellow） 

 

所在地：臨海副都心センター、中部センター 

人 員：2名 

 

概 要： 

 フェローは、理事長の諮問を受けて、研究者の代表

として他の研究者の指導にあたるとともに、特別な研

究を行っている。 

 2018年度は、2人のフェローを置いている。 

-------------------------------------------------------------------------- 

機構図 

フェロー   辻井 潤一 

フェロー   大司 達樹 
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（２）内部資金 

［研 究 題 目］酸化物系全固体電池研究加速化のための

アライアンス構築 

［研究代表者］小林 弘典（電池技術研究部門） 

［研究担当者］小林 弘典、藤代 芳伸、秋本 順二、

田中 真悟、大谷 実、土田 英二、 

奥村 豊旗、倉谷 健太郎、竹内 友成、

小池 伸二、濱本 孝一、浜尾 尚樹、

片岡 邦光、田口 昇 

（常勤職員14名） 

［研究内容］ 

 産総研が保有する「材料（固体電解質合成）－製造（シ

ート化・通電焼結）―解析（界面分析・シミュレーショ

ン）」の各技術を有機的に結合することで、産総研オリ

ジナルの酸化物系全固体電池を作製することを最終的な

目的とする。領域を跨いだアライアンス体制を構築し、

企業の課題解決に幅広く対応できるようにすることで、

大型の研究資金を受け入れるための体制を構築すること

を目指す。 

実施内容としては、（1）全固体電池作製のための要素

技術開発、（2）全固体電池評価のための技術開発、お

よび、（3）アライアンス体制の構築と広報活動の実施、

について取り組んだ。 

（1）全固体電池作製のための要素技術開発 

 ガーネット系酸化物において、添加元素置換量の検討

を行うことで、4×10-3S/cm を超えるイオン導電率を示

す新規な固体電解質材料の開発に成功した。また、固体

電解質の量産化に寄与する技術を確立し、固体電解質シ

ートならびに正極シートを作製する基本的プロセスを確

立した。全固体電池としての基本性能について予備検討

を行った。 

（2）全固体電池評価のための技術開発 

 TEM-EDS 分析のための試料作製手順や観察条件につ

いて検討を実施することで、固体電解質の測定条件を確

立した。また、固体電解質および固体電解質／電極活物

質界面を対象に第一原理計算の予備検討を実施すること

で、有意義な知見が得られるとの感触が得られている。 

（3）アライアンス体制の構築と広報活動の実施 

 4半期ごとに打ち合わせを実施することで、参加者の

連携を取りつつ、研究開発を円滑に遂行することで、産

総研内での連携体制を構築した。広報活動用リーフレッ

トを作成し、テクノブリッジつくばなどでポスター発表

をすることで、産総研での酸化物系全固体電池への取り

組みについて企業にアピールした。関連事業として、2

件の共同研究を実施した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］全固体電池、酸化物系固体電解質、領域

連携 

 

［研 究 題 目］次世代パワー半導体材料デバイス評価拠

点の構築 

［研究代表者］先崎 純寿（先進パワーエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］堀部 雅弘（物理計測標準研究部門） 

（常勤職員5名、他約10名） 

［研 究 内 容］ 

2領域の連携により、次世代パワー半導体材料および

パワーデバイスの研究開発と連携したウェハ、デバイス、

回路・システムに至る一貫製造プロセスに対応した評価

解析プラットフォームの構築を目指して、評価装置メー

カーと TIA・TPEC などの参画企業を中心に装置提供型

などの共同研究を調整・実施した。 

実施テーマ「（a）次世代パワー半導体材料評価解析技

術開発に関するプロジェクトの推進」では、次世代パワ

ー半導体材料評価解析技術に関する共同研究を「株式会

社リガク」と「レーザーテック株式会社」と連携した

TPEC 新規プロジェクトとして開始し、「X 線トポグラフ

ィ」および「光学検査手法」、「フォトルミネッセンス法」

の3つの検査手法を融合した SiC エピ欠陥解析ソリュー

ションの開発に着手した。また、「日立ハイテクノロジー

ズ」および「キ―サイト・テクノロジー」との各共同研

究では、SiC ウェハの結晶欠陥や加工ダメージなどを電

気的に可視化する検査技術の開発に成功し、これらの成

果を学術会議や学術誌、セミコンなどで報告した。 

実施テーマ「（b）高速動作状態でのデバイス特性の評

価技術の確立とユーザー企業のデバイス開発支援」では、

デバイスの高速動作特性評価を目的とした設備導入のた

めの調査、および基本計測技術の研究開発を進め、パワ

ーデバイスの高速動作特性評価で必要となるデバイスパ

ラメータの抽出法、およびウェハレベルでの測定技術の

高精度化研究を実施した。また、測定設備とデバイスモ

デリングツールの導入を行うとともに、高精度なデバイ

ス計測に必要となる高周波プローブや測定ケーブルの開

発を目的とした共同研究を新規に開始し、測定システム

を構築する連携体制を確立した。さらに、デバイス研究

者と計測研究者で構成されるチームを立ち上げ、領域間

で連携して推進する体制を構築した。 

［領 域 名］エネルギー・環境、計測標準総合センタ

ー 

［キーワード］SiC、GaN、パワーデバイス、評価解析

技術、TPEC 

 

［研 究 題 目］大気中粒子、ガスに含まれるペルフルオ

ロアルキル化合物（PFASs）捕集・測定

技術の国際標準規格化 

［研究代表者］山下 信義（環境管理研究部門） 

［研究担当者］山下 信義、谷保 佐知（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ペルフルオロアルキル化合物（PFAS）は、残留性有

機汚染物質に関するストックホルム条約で製造や使用が
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制限されている化学物質であるが、大気試料中の PFAS

を測定するための国際規格はない。本研究では、大気試

料中PFAS測定方法に関する ISO規格原案の策定と発行

を目的に研究を開始した。 

 2018年度は、規格原案の提案先である ISO/TC 146/SC 

3にエキスパート登録し、他規格との整合性を確保する

ため各作業部会内のドキュメント調査を行った。TC 146

では各規格間の引用が重視されるため、基本となる規格、

特に粒子捕集技術、ガス捕集技術にかかわる規格をもと

に草案骨子を作成し、それに産総研技術の標準操作手順

を組み込む形で ISO 規格草案作成を開始した。 

 また、ダイオキシン国際会議において PFAS に関する

特別ワークショップを開催し、本規格提案について各国

エキスパートのコメントを集約し、サポートチームつく

りを行った。この結果、SC 3会議において本規格提案を

紹介し、新規格提案内容について基本的な合意を得た。

さらに、欧州大気研究の中心機関の一つである

Norwegian Institute for Air Research（NILU）におい

て、本規格提案に賛同する各国エキスパート（ストック

ホルム大学、Norwegian Standard Organization、

Orebro 大学、カナダ環境省、米国 EPA）とキックオフ

会議を開催した。この結果、5機関以上が一堂に会した

技能試験を開催することに合意した。さらに南京大学、

厦門大学、香港城市大学でも同様の技能試験を予定して

おり、欧州、米国、アジアそれぞれの地域で本規格提案

の開発を分担する国際的チーム作りに成功した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］国際標準化、ISO、ペルフルオロアルキ

ル化合物、PFAS、大気 

 

［研 究 題 目］領域を超越したエンジンシステム研究拠

点整備 

［研究代表者］内澤 潤子（省エネルギー研究部門） 

［研究担当者］内澤 潤子、小熊 光晴、佐々木 基、 

木下 幸一、水嶋 教文、黄 魏迪、 

武田 好央、小渕 存、工藤 祐揮、 

森本 慎一郎、伊藤 信靖、野里 英明、

阿部 誠、藤元 弘之、佐藤 理 

（常勤職員13名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 「産（自動車用内燃機関技術研究組合：AICE）」と「学

（SIP 事業）」の取り組みを発展させ、裾野の広い研究者

を持つ産総研の強みを最大限に活かし得る、領域を超越

したエンジンシステムの総合研究拠点を整備する。 

（1）エンジンシステム研究の学連携拠点の構築 

 NVH（音・振動）関連装置を付設した排気量2.0L

クラスディーゼルエンジンの性能試験が可能な実験室

を整備した。また、内燃機関産学官連携コンソーシア

ム運営の一環でSIP事業研究データベースのサーバを

産総研内に構築した。サステナブル技術連携促進シン

ポジウム「モビリティエネルギー」を開催し産総研内

外の研究融合、連携促進を図った。 

（2）見えなかったものを見る、測れなかったものを測

る現象解明研究 

 AICE や SIP 事業において、エンジン排気物の生成

モデルや燃料噴霧の予測モデルを構築した。今後もモ

デル改良を継続的に検討し、高効率エンジン燃焼技術

の効率向上を目指す。 

（3）産業ニーズ対応と標準化・標準物質開発の一体化

研究 

共通 soot 試料の開発を目的とし、soot 構成成分の全

体把握のための均質化手法の検討を行った。また X 線

CT を用いたアッシュの高精度な密度評価手法を検討

した。 

（4）モビリティエネルギーの在るべき姿評価研究 

 内燃機関の高効率化が期待される予混合圧縮着火燃

焼について、着火性に優れたナフサを模した燃料を適

用した検討を行った。また、Well to Wheel での環境

負荷の LCA 評価に向けた課題の抽出、自動車の中長

期（2050年まで）の国内外における予測シナリオなど

について検討した。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］エンジン、内燃機関、燃焼、ディーゼル、

ガソリン、新燃料、LCA、産学官連携、 

研究拠点 

 

［研 究 題 目］次世代電力機器評価施設の拡充による地

元企業などとの連携強化 

［研究代表者］百合野真司（再生可能エネルギー研究セ

ンター） 

［研究担当者］大谷 謙仁、菅原 秀一、末包 和夫、 

志田 浩義、吉岡 康哉、合田 忠弘、 

竹中 清（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 グローバル認証基盤整備事業で産業技術総合研究所福

島再生可能エネルギー研究所に設置されたスマートシス

テム研究棟の機能について、利用企業などの要望を踏ま

えて機能拡充することによって、同棟の有効利用拡大を

目指した。具体的には主に以下の内容を実施した。 

① 次世代型パワーコンディショナ（スマートインバー

タ）に対応させ、スマートインバータ機能開発と試験

を実施できるように、リアルタイム電力系統シミュレ

ータ RTDS を用いてスマートインバータの試験を

HIL（ハードウェア・イン・ザ・ループ）手法で行う

ための研究を実施した。国内初の取り組みとして、ス

マートインバータ機能を実装したパワーコンディショ

ナ（定格出力500 kW）で機能実証試験を実施した。 

② 国内最大規模の電波暗室の利用価値向上のため、サ

イトアッテネーション特性などの性能評価を実施した。

また、EMC 計測事業者との連携による利用拡大を目
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指し、EMC 試験におけるラウンドロビンテスト手法

を検討し、実験による評価を行った。 

［領 域 名］エネルギー・環境 

［キーワード］太陽光発電、電力変換、国際標準化 

 

［研 究 題 目］非競争領域オープンイノベーションによ

る創薬支援センター設立を目指すベース

ラインプロジェクト 

［研究代表者］夏目 徹（創薬分子プロファイリング研

究センター） 

［研究担当者］夏目 徹、担当 IC 新間 陽一、 

福井 一彦、足達 俊吾、今井 賢一郎、 

（常勤職員5名、他4名） 
［研 究 内 容］ 

 医療において、適切な診断をするための指標であるバ

イオマーカーの重要性が増している。血中には細胞によ

り産生されたタンパク質や脂質および親水性の代謝物な

ど多くのバイオマーカー候補分子が存在しており、網羅

的な解析および、IT 技術を用いたデータ解析により、病

気の発症や予後のより高度な予測が可能になると予想さ

れる。しかしながら、血液中の分子を安定的かつ網羅的

に定量解析する手法や、得られた大量のデータから疾患

の層別化や予後の高精度での判断を可能とする IT 技術

についても未だ確立してはいない。当研究センターは複

数の製薬会社との共同研究を通じ、健常人や特定の疾患

患者の血液を準備し、最新のマルチオミクス技術を用い

1000種類を超える血液中分子の網羅的定量を行うとと

もに、IT 技術を用いた解析を行い、安定して計測が可能

となる分子種の選定や、疾患の層別化や予後の高精度で

の判断が可能であるかどうかを検証する研究を行う。最

終的には、複数の製薬会社とともに非競争領域における

オープンイノベーションを実践する創薬支援センター設

立し、創薬の効率化を目指す。2018年度は用いるオミク

ス技術の検討および、検証に用いる血液の選定、購入を

行なった。また、さまざまな大規模データについてその

解析手法の検討および技術の開発、検証を行い、成功し

ている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］血液、未病診断、マルチオミクス 

 

［研 究 題 目］臨床用ヒト iPS 細胞作製技術の確立と産

総研発ベンチャーによる実用化 

［研究代表者］中西 真人（創薬基盤技術研究部門） 

［研究担当者］中西 真人、佐野 将之、岡田水香 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、日本と米国と中心に、臨床用 iPS 細胞を活用し

た再生医療の準備が進められている。しかしながら、既

存の技術で作製したヒト iPS 細胞の品質にはさまざまな

疑問が持たれている。特に問題となっているのが、iPS

細胞の作製時に生じるゲノム DNA の変異である。 

現在の臨床用細胞バンクでは、作製効率最優先で初期

化過程で起こる DNA 二重鎖切断の増加に目をつぶって

いるため、iPS 細胞のゲノム DNA には非常に多くの点

突然変異で欠失・挿入が生じている。そのため、既知の

がん遺伝子に変異が起きていない iPS 細胞1株を選び出

すために、多数の iPS 細胞株を樹立して全ゲノムシーク

エンス検査を行うなど、費用対効果の点で実用化を無視

した研究開発が進められている。 

 本研究では、DNA 二重鎖切断を極力回避した iPS 細

胞の作製法を開発するとともに、その成果を産総研技術

移転ベンチャー「ときわバイオ株式会社」に移転して、

低コストで安全性の高い臨床用 iPS 細胞作製の標準技術

として国際展開することを目指している。 

 2018年度は、2017年度に開発した DNA 二重鎖切断を

抑制できるステルス型 RNA ベクターを使って、自然発

生的な変異が少ないと予想されるヒト臍帯血 CD34陽性

細胞から10クローンの完全に独立した iPS細胞株を形態

を指標に樹立し、多能性マーカーの発現・テラトーマ形

成試験による多分化能の確認・全ゲノムシークエンスに

よる変異の確認を行った。その結果、すべての iPS 細胞

株で多能性マーカーと多分化能が確認でき、さらにゲノ

ム DNA の変異は予想通り少ないという結果を得た。現

在、既存の方法で作製した iPS 細胞株を使って同様の解

析を行っており、その結果と合わせて産総研発の iPS 細

胞作製技術の優位性を検討する予定である。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］iPS 細胞、再生医療、細胞バンク、突然

変異 

 

［研 究 題 目］徐放システムを駆使した細胞／組織製造

技術の高度化 

［研究代表者］伊藤 弓弦（創薬基盤研究部門） 

［研究担当者］創薬基盤研究部門 幹細胞工学研究グル

ープ：伊藤 弓弦、相木 泰彦 

（常勤職員1名、他1名） 

健康工学研究部門 生体材料研究グルー

プ：廣瀬 志弘、安永 茉由 

（常勤職員2名） 

ナノ材料研究部門 大矢根 綾子、 

荒木 裕子、渡辺 曽勤 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療や創薬の分野において、その原材料として幹

細胞（ES 細胞、iPS 細胞、間葉系幹細胞）などの利用が

大きく期待されている。そのため、それら幹細胞を高品

質／低価格で安定大量生産することは、当該分野の発展

に必須と言える。しかしながら細胞培養では、対象とす

る細胞ごとに最適な培養条件があり、時に高額な成長因

子を大量に必要とするため、培養コストが非常に高くな
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るという大きな課題がある。例えば、ヒト ES/iPS 細胞

を培養する際には、繊維芽細胞増殖因子-2（以下、bFGF）

が細胞の多能性維持のために必要であるが、極めて不安

定な bFGF の有効濃度維持のために、頻回（通常毎日）

な培養液交換が必要とされている。本研究では、低比重

のポリエチレン不織布を酸素プラズマで親水化処理した

後、bFGF を吸着させることで、bFGF 徐放性高分子不

織布を作製し、培養液中へ bFGF が安定供給される培養

システム構築を研究している。2018年度は得られた不織

布が、ヒト iPS 細胞の多能性維持培養に有効であること

を多能性マーカーである rBC2LCNレクチンおよび各種

抗体染色により実証している。今後、多能性幹細胞の培

養液添加剤をはじめ、bFGF 安定供給のための材料とし

て有用と期待される。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］幹細胞、培養技術、不織布 

 

［研 究 題 目］福祉・介護関連ヘルスケア産業事業化拠

点の形成 

［研究代表者］大家 利彦（四国センター所長代理、健

康工学研究部門） 

［研究担当者］小林 吉之（人間拡張研究センター）、田

中 正人（健康工学研究部門）、 

井上 恒（香川大学）、田尾 博明（四国

センター所長）、高原 茂幸（香川県産業

技術センター）、蓮井 善文（徳武産業株

式会社）、黒川 信男（四国センター）、

元吉 文男（情報・人間工学領域） 

（常勤職員 名、他 名） 

［研 究 内 容］ 

 歩行計測を中心に、大学、企業、公設試を呼び込んで

共同研究を可能とする OIL 型の事業化拠点を形成する

ことを目指し、床反力計、モーションキャプチャ／解析

装置、体組成計（生体電気インピーダンス式、BIA：

Bioelectrical Impedance Analysis）、医療用トレッドミ

ルなどを含む実験環境を整備した。これにより、大学か

ら、教員学生合わせて10名の受け入れ、四国経済産業局

事業における「歩行計測ラボ」、福祉靴のパイオニア企業

である徳武産業との資金提供型共同研究など新たな連携

が実現した。 

 徳武産業との共同研究では科学的エビデンスに基づく

福祉靴の性能評価に向けた被験者実験ならびに歩行デー

タ解析をおこなった。具体的には、高齢者20人について、

福祉靴を履く前後での歩行姿勢を計測し、産総研の歩行

データベースを使用して躓きにくさ、歩きやすさなどに

関する特徴量を抽出し、福祉靴の効果を確認した。 

［領 域 名］情報・人間工学、生命工学 

［キーワード］歩行計測、モーションキャプチャ―、床

反力、体組成計、トレッドミル、福祉靴 

 

［研 究 題 目］オンチップ PCR 搭載型マラリア診断装

置開発 

［研究代表者］片岡 正俊（健康工学研究部門） 

［研究担当者］片岡 正俊、橋本 宗明、梶本 和昭、 

横田 一道、七里 元督（バイオメディ

カル RI）、飯田 健次郎（物質計測標準

RI）（常勤職員 名、他 名） 

［研 究 内 容］ 

 マラリアはハマダラ蚊を媒介昆虫とするヒト赤血球へ

の寄生虫感染症で、年間患者数2億人を数える世界3大感

染症の一つであり、その根絶には感染者の早期検出・治

療が不可欠である。 

 原虫検出に関して、産総研のオリジナル技術であるマ

イクロチップ細胞整列技術を基に、民間企業との共同研

究により、新たなマラリア患者のドナーとなるマラリア

原虫の低感染状態で症状のない無症候マラリア患者を標

的に、その検出も可能な CD 型超高感度マラリア原虫検

出装置を開発し、さらにフィールド使用に向け操作法を

含めた改良を進めている。一方、治療面では治療薬選択

のための感染マラリア種の同定と薬剤耐性の判定が課題

になる。 

 本研究は、検出場として用いてきたマイクロチャンバ

ーを遺伝子増幅場としても利用することで、感染種の同

定・薬剤耐性の判定が可能で、且つインフラの乏しい流

行地域でも利用可能なオンチップ PCR 搭載型マラリア

診断装置の開発を進めている。本装置によってフィール

ドでの感染者検出から治療薬投与までの一気通貫の処置

が可能となる。臨床検査・治療法との一体的開発を行う

ため、マラリア流行域での現地医療機関との連携を行っ

ている。さらに本技術の展開として、血液中に存在して

がん転移の指標となる循環がん細胞やがん幹細胞を対象

とするがん細胞の一細胞検出・回収・機能解析用診断技

術開発を、大学医学部や企業との共同研究により展開し

ている。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］マラリア、循環がん細胞、医療機器開発、

一細胞機能解析 

 

［研 究 題 目］日印融合を基幹としたバイオ研究の戦略

的アジア展開 

［研究代表者］近江谷 克裕（バイオメディカル研究部

門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、ワダワ レヌー、 

カウル スニル、大西 芳秋、 

戸井 基道、加藤 薫、落石 知世、 

栗田 僚二、冨田 辰之介、田村 具博 

（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研・インド DBT 間 MOU 協定をベースとして設

立された DBT-AIST ジョイントラボ（DAILAB）の運営
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を通じてアジア地域との広い連携を可能とする集中研究

機能、人材育成機能および国内バイオ技術の普及機能を

持った研究ハブの強化・拡充を目標とする。特に、本ジ

ョイントラボでは AIST と DBT の健康・医療分野にお

けるさらなる研究協力の推進と人材育成を含めた研究者

交流を実施する。具体的成果は、1）これまでのインド

での DAILAB 共同研究活動が評価され、DBT より約

8,500万円／年の3年間（更新有）の共同研究契約を締結

した。2）IIT-Guwahati と MTA を締結して微生物研究

に関する研究を加速した。3）企業との連携関係を構築

し、外部連携7件を達成した。4）研究成果を知財に関し

て3件特許申請した。また、研究成果を30報以上の国際

学術雑誌に成果発表した他、総説や国際学会にて情報発

信した。5）2018年1月にインド若手研究者を含めたアジ

ア若手研究者のための最先端技術ワークショップを実施

した。本ワークショップには国内イメージング関連企業

ニコン、オリンパス、アトー社が参加、協力した。6）

ジ ョ イ ン ト ラ ボ 主 催 の ネ ッ ト ワ ー ク 講 演 会

（DAILAB-CAFÉ、日本を中心とした中国、韓国、イン

ドネシア、インドを繋げる）を5回、DAILAB のセミナ

ーをインドで2回、国内で1回実施、産総研のポテンシャ

ルを紹介するとともに、アジアのバイオ関連の若手研究

者の育成を実施した。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］イメージング、スクリーニング、国際連

携 

 

［研 究 題 目］マイクロバイオーム創薬支援に向けた計

測基盤・標準整備（MICROBIOME-PJ） 

［研究代表者］本田 真也 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］関口 勇地、Dieter Tourlousse、 

三浦 大典、野田 尚宏、佐々木 章、

松倉 智子、宮崎 歴（常勤職員7名） 
［研 究 内 容］ 

 ヒト腸内などに存在するマイクロバイオーム（複合微

生物群集）を対象とした創薬（マイクロバイオーム創薬）

に向け、治験を含む臨床研究が加速している。その一方

で、マイクロバイオームの構成や機能を正確に計測する

技術の確立、とりわけその計測の精度管理、および分析

機関間の計測結果の比較互換性の担保が不可避な課題と

なっている。本研究では、マイクロバイオーム創薬やマ

イクロバイオームを標的とした新たな機能性食品開発に

係る計測基盤を整備するとともに、その標準化に向けた

基盤技術を開発、整備することを目標に実施した。 

 マイクロバイオーム計測基盤の高度化を目的に、16S 

rRNA 遺伝子アンプリコン解析、メタゲノム解析を対象

に、その計測技術の高度化・精度管理に関する研究を実

施し、16S rRNA 遺伝子アンプリコン解析の精度管理技

術（調製時のサンプル間のクロスコンタミネーションや

サンプルの入れ違えを検出する技術）を開発し論文発表

を行った。国際連携を目的に米国標準技術研究所（NIST）

とメタゲノム解析に関する共同研究を実施した。 

 また、マイクロバイオーム解析のデータ品質管理に資

することを目的として、蛍光一分子解析技術を用いて核

酸標準物質の絶対定量技術を行った。その結果、核酸標

準物質を蛍光色素で染色し、一分子解析を行うことでモ

ル濃度に紐づく絶対定量が可能なことを明らかにした。 

さらに、マイクロバイオーム創薬などにおけるモデル

動物としてマウスに着目し、その腸内マイクロバイオー

ムの標準化・均質化を目的に、各種マウス糞便試料を対

象とした16S rRNA 遺伝子アンプリコン解析を実施し、

飼育環境によるマイクロバイオームのばらつきを評価す

るとともに、その均質化に関する検討を行った。 

［領 域 名］生命工学 

［キーワード］マイクロバイオーム、計測技術、標準化、

16S rRNA 遺伝子、メタゲノム解析 

 

［研 究 題 目］測定および保存に用いる容器などの生体

分子適合性評価技術および品質管理に関

する国際標準化 

［研究代表者］野田 尚宏 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］松倉 智子、髙木 妙子 

［研 究 内 容］ 

 生体分子解析技術の普及に伴い、生体分子（タンパク

質や核酸など）を保存する容器についてはその品質管理

の標準化が遅れているところである。生体分子の低吸着

特性などを打ち出している保存容器などが上市されてい

るものの、その吸着特性などの評価の規格は作成されて

おらず自主的な評価手法に基づいていることが多い。近

年のバイオテクノロジーの普及を鑑みると、医療や環境

など幅広い分野に普及しており、特に遺伝子関連検査な

どの結果は患者の今後の治療方針などを決める重要な指

針ともなりうるため、そのデータの妥当性・品質管理手

法は極めて重要である。こういった状況を鑑み、測定お

よび保存に用いる容器などの生体分子適合性評価技術お

よび品質管理に関する標準化動向について調査を行うと

ともに、核酸の保存に使われる容器について、核酸の吸

着特性を評価するための手法の開発を行った。具体的に

は、産総研がこれまでに開発している核酸標準物質を核

酸保存容器に添加し、一般的な遺伝子工学実験や遺伝子

関連検査で行われるような移し替えや希釈操作を規定回

数行うことでどの程度容器への吸着が起こるかを評価し

た。また、このような一連の操作に関しての標準的手順

書の原案を作成し、繰り返し実験を行うことでこの標準

的手順書の改訂を行った。また、業界団体などの関係者

とも意見交換して、測定および保存に用いる容器などの

吸着特性や品質管理についての課題などを抽出した。 

［領 域 名］生命工学 
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［キーワード］核酸標準物質、PCR、DNA、RNA、核

酸保存 

 

［研 究 題 目］人とクルマの新たな関係性を構築する協

調型自動運転技術の研究 

［研究代表者］佐藤 稔久（自動車ヒューマンファクタ

ー研究センター） 

［研究担当者］北崎 智之、赤松 幹之、岩木 直、 

武田 裕司、小峰 秀彦、佐藤 稔久、

木村 元洋、木村 健太、木原 健（自

動車ヒューマンファクター研究センタ

ー）、申 ウソク、伊藤 敏雄（無機機

能材料研究部門 電子セラミックスグ

ループ）、 

高見澤 昭文、柳町 真也、 

池上 健梅（物理計測標準研究部門 高

周波標準研究グループ）、 

加藤 晋（知能システム研究部門）、 

橋本 尚久（ロボットイノベーション研

究センター スマートモビリティ研究

チーム） 

［研 究 内 容］ 

 完全自動運転ではなく、人とクルマが運転制御を協調

することで、運転操作と車での移動がより楽しくなる協

調型自動運転技術を確立する。コンセプトは、乗馬にお

ける騎手と馬のように、さまざまな状況や人の意図に応

じてドライバーとシステムの運転制御への関与が変化し、

システム制御に組み込まれるドライバーの意図が時間の

経過と共に広がることで、システムに対するドライバー

の愛着を醸成するものである。運転戦略（ex.渋滞を避け

て目的地に到着する）と運転戦術（ex.前の車を追い越す）

の意図を容易に実現するための新たな操作系を現在の操

作系(ステアリングとペダル)に加えた次世代制御技術の

開発と、産総研の人の計測技術を結集した認知・生理・

行動面からの“愛着”の評価手法の開発を行い、本コン

セプトによる情緒的価値の向上を立証する。 

 2018年度は、以下を実施した。 

●ドライビングシミュレータ上に、運転戦術（例：車列

に割り込む）の意図を直接反映する新しい操作系を開

発した。具体的には、縦方向制御モード（踏込量入力、

角度入力で設定車速の変更）、横方向制御モード（操

舵角入力、操舵角速度入力、車線変更時の左右移動、

自動による車線変更）、ヨー方向制御モード（横方向

制御をヨー方向の角度で実現）を有するジョイスティ

ックをモーション付ドライビングシミュレータへ導

入した。 

●ドライビングシミュレータの新操作系を使って、シス

テムからの関与度を変化させる新しい制御手法を実

装した。 

●エクストリームユーザへのインタビュ、Web アンケー

ト調査などを通じて、モノへの愛着の構成要素を明ら

かにした。 

●磁気センサーを用いて、非接触高精度な心拍計測デバ

イスを試作した。 

●多様な呼気成分をモニタする評価デバイスを試作およ

び設計し、ドライビングシミュレータで評価した。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］認知、行動、生理、自動運転、運転行動、

ドライビングプレジャー、呼気、心磁図、

評価方法、シミュレータ、愛着 

 

［研 究 題 目］超多様化社会に対応する革新的 IoT デバ

イスと AI クラウドを組み合わせたサー

ビス技術の開発（柏拠点戦略） 

［研究代表者］持丸 正明（人間拡張研究センター） 

［研究担当者］持丸 正明、村井 昭彦、小林 吉之、

中嶋 香奈子、大隈 隆史、森 郁惠、

梅村 浩之（以上、人間拡張研究センタ

ー）、多田 充徳、小早川 達（以上、人

間情報研究部門）、鎌田 俊英、 

吉田 学、植村 聖（以上、フレキシブ

ルエレクトロニクス研究センター）、 

廣島 洋、小林 健、魯 健（以上、先

進マイクロシステム研究センター）、 

淡野 正信、赤井 智子（以上、無機機

能材料研究部門）、北本 大、寺岡 啓（以

上、機能化学研究部門）、 

田澤 真人（構造材料研究部門） 

（常勤職員19名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

【目標】 

 生活ビッグデータを蓄積し AI で知識化してサービス

に環流する新産業の創出を目指し、生活場面で使用でき

る IoT デバイス、生活指標の推定モデル、ユーザの心理

属性などに応じた介入技術の開発を行う。 

【研究計画】 

 生活場面の IoT デバイスとして、運動状態・負担を推

定できるウェアラブルデバイスシステム（筋電位8 ch、

100 Hz、精度80 %）を開発する。身体運動ディープデー

タを健常者20名以上で計測。そのデータベースにもとづ

いて IoT デバイスデータから筋力、歩行特徴推定モデル

を開発する。さらに、800名以上の定量調査で、健康維

持行動の心理行動セグメントを解明する。介入技術とし

て、転倒予防技術（暗い場所での蓄光ガラスによる障害

物提示）、歩行習慣化技術（快削感を賦活する素材を用い

た靴）を開発するともに、それらの有効性を検証する。

これらの基盤として、ウェアラブル筋電スーツ技術の知

財化とともに、計5報以上の成果論文化を目指す。 

【年度進捗状況】 

 2017年度に引き続き、身体に装着可能な筋電ウェアの
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開発を進めた。2018年度では、筋電以外の心拍、体温な

どのセンシングもできるシステムとした。この筋電ウェ

アについては、今後、半身型・全身型のスーツセンサ開

発に展開し、他の研究プロジェクトの成果と統合し、エ

クササイズスポーツ中の参加者の身体状態・運動負荷の

モニタリングなどに活用する計画である。また、フレキ

シブル電極を活用した繊維状の圧力センサを開発し、こ

れを産総研・柏センターの会議室イスに合わせたシート

カバーとして成形し、会議室のイス10脚に導入した。無

線でのデータ配信を実現し、会議中の座圧計測を実現し

た。将来的に、これらの技術を活用し、着座している人

のざまざまな心理的な状態（眠気、集中度など）の評価

に展開する計画である。また、人体寸法・歩行・基礎体

力データ（健常者10名）、VR システムを活用した空間行

動データ（健常者80名）を収集し、データベースとして

整備した。これらについては、ウェアラブル運動・位置

センサと統合して、歩行機能評価・可視化に基づく健康

支援サービスや、軽度認知症を対象とした移動支援サー

ビス、もしくは、軽度認知症においても経路が混乱しな

い環境設計ガイドラインに展開する。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］デジタルヒューマン、人間工学、ウェア

ラブルセンサ、材料科学 

 

［研 究 題 目］スポーツ用義足の研究開発を通じた障害

者スポーツ市場開拓への挑戦 

［研究代表者］保原 浩明（人工知能研究センター） 

［研究担当者］保原 浩明、岡根 正光、小林 吉之、

村井 明彦、多田 充徳、持丸 正明、

橋詰 賢、中村 国一、並木 優太、 

久野 元気、坂田 浩之、安間 亮、 

Ying Wai Tang（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 障害者スポーツでは高機能な用具を巧みに使いこなす

ことが競技力向上に必須である。しかしこうした用具の

多くは高額で大型の海外製品であり、日本人の体格、運

動特性を全く加味していない。そこで本プロジェクトで

は、人間計測技術および情報工学手法を用いて、人間－

義足系の客観的評価法を構築し、製品開発、部品の国際

認証、標準化、リハビリテーションの提案などを行い、

障害者スポーツにおける市場開拓に挑戦する。2018年度

は、フォースプレート内蔵トレッドミルにおける歩行お

よびランニング計測を中心とした実験系を確立し、下肢

切断者23名からのべ35回の計測を行った。また、健常者

30名からも同様のデータを取得し、50名以上の均質なデ

ータを一年で取得したことは、大きな成果といえる。本

データセットはさまざまな速度域における歩行とランニ

ング動作の地面反力（3分力）と時空間変数を包含して

おり、学術的な意味だけでなく、将来的には義肢装具メ

ーカや国際標準を策定していくうえでも貴重な基礎デー

タになったといえる。加えて2019年2月21日にはスポー

ツ用義足の国際研究フォーラムを開催し、国内外の著名

な研究者を招き、障害者スポーツに関する社会受容の促

進・理解を深める活動を行った。約120名が参加し、参

加者も国内外の企業、医療機関、研究機関と多岐にわた

り、単なる研究開発のみならず、製品の国際認証および

標準化の実態に関する情報交換も行った。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］義足、バイオメカニクス、スポーツ科学、

パラリンピック 

 

［研 究 題 目］産総研ロボット戦略に基づく大型構造物

組立分野の課題解決に向けたロボットシ

ステムの研究開発 

［研究代表者］河井 良浩（知能システム研究部門） 

［研究担当者］河井 良浩、金広 文男、 

Benallegue Mehdi、阪口 健、 

森澤 光晴、金子 健二、神永 拓、 

梶田 秀司、中岡 慎一郎、熊谷 伊織、

Cisneros Rafael、佐藤 雄隆、 

片岡 裕雄、吉田 英一、吉安 祐介、

Kheddar Abderrahmane、 

Escande Adrien（知能システム研究部

門）、森 彰、井上 純（情報技術研究部

門）（常勤職員16名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 大型構造物組立分野での過酷作業、人手不足などの課

題解決を目指し、産総研ロボット戦略に基づき、ヒュー

マノイドロボットの知能の開発を行っている。2018年度

の成果は以下の通りである。 

 a）尤度マップを用いた物体認識技術の開発：視点と

物体認識の尤度を関連付ける尤度マップを作成、解析し、

認識率向上のため追加学習を行う枠組みを構築した。b）

多点接触状態動的遷移技術の開発：人間と類似した身体

構造を最大限に活用して狭隘な作業空間へのアクセスを

可能とするため、接触の動的変化や摩擦を考慮した多点

接触動作生成・制御アルゴリズムを開発し、狭隘な建設

足場の手摺を用いた移動において、安定な多点接触移動

に成功し、移動速度を30 %向上できることを確認した。

c）エラーリカバリ内蔵タスク技術の開発：ヒューマノイ

ドロボットの汎用性を活かすため、新たなタスクに対応

するのに要する時間を短縮し、タスク実行のロバスト性

を向上させるタスク技術として、ヒューマノイドロボッ

ト HRP-5P の石膏ボード施工デモ用に作成した既存タ

スク記述について、ライブラリ化を行い、記述量を60 %

まで削減した。また、既存の資産を活用するため記述方

式としては従来の方式を継承することとし、その上で

Behavior Trees の概念に基づいたエラーリカバリを内

蔵した記述を可能とした。 

［領 域 名］情報・人間工学 
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［キーワード］大型構造物組立、ヒューマノイド、物体

認識、多点接触、エラーリカバリ 

 

［研 究 題 目］日常生活歩行速度によるフレイルテイ測

定方法と関連機器に関する国際標準化 

［研究代表者］小林 吉之（人間拡張研究センター） 

［研究担当者］小林 吉之、持丸 正明 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 「フレイル」とは、人が高齢になることで筋力や精神

面が衰える状態をさす。 

 「Frailty 測定方法と関連機器」とは、フレイルティの

測定を、日常生活中の歩行特徴などで測るという新技術

とのことと定義する。測定技術、測定器の精度、ビッグ

データの収集・解析のための測定値とそのデータフォー

マットなどの標準化が開発対象となる。 

 測定端末の機能や精度、計測結果のデータなどの標準

化がなされれば、厚労省が進めているデータヘルス計画

などでの日々の生活活動を蓄積したライフログの活用か

ら、国の健保や民間の生命保険などへの活用の突破口に

なる標準開発である。 

 現在、フレイルを含む人の身体能力の評価方法につい

てはほとんど標準化が行われていない。そのため各社ば

らばらの基準で人の身体能力を評価しており、その信頼

性に懸念が示されている。またフレイルは、従来病院な

どの施設で計測された歩行速度で評価されてきた。しか

しこのような状況での歩行速度では、対象者の意思など

が影響するため、個々人の歩行能力を正しく反映してい

ない可能性が指摘されている。そこで近年、日常生活中

の歩行速度を計測することで、より精度高く個々人の歩

行能力を評価する手法が提案されつつある。 

 このような状況下で日本が主導となり新たな国際標準

を作れれば、短期的な国内企業の国際競争力増加だけで

なく、計測されたデータを用いた業界の中長期的な成長

戦略を立てることができると考えられる。 

 上記のような流れの中で、2017年初春に日本規格協会

および業界団体より、日常生活歩行速度によるフレイル

テイ測定方法と関連機器に関する国際標準化に向けての

相談があった。産総研の役割としては、①人の計測に関

する国際標準に長く携わった経験に基づく、国際標準化

に必要なデータの計測・整備、②それらによる円滑な標

準化事業の支援、および③企業が持つ短期的な視野だけ

でない、業界としての中長期的な成長戦略の検討と舵取

り、の3点が求められている。 

 JSA の依頼で検討している国際標準は、日常生活歩行

速度から個々人のフレイルを評価するものであるが、そ

のためには最低限、①日常生活歩行速度によるフレイル

の評価手法、および②日常生活歩行速度測定機器の精度

検証プロトコル、という2つの国際標準を立てる必要が

ある。また、その先にはフレイル以外の指標を評価する

ための、より包括的な国際標準の提案に発展できること

が期待される。 

 産総研からの支援を受けた本研究では、当該規格案に

ついて国内外の専門家らと議論を進めたほか、ISO が開

催した新規国際標準作成のための研修（2017年11月シン

ガポール）を受講し、より質の高い WD 案を作成するた

めの活動を行った。また、JSA が提案してきている歩行

速度によるフレイルティの測定に限らず、さまざまな歩

行属性を用いて、フレイル以外の指標の評価も目指す。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］国際標準、ISO/TC 159/SC 3、日常生活

歩行速度、フレイルティ 

 

［研 究 題 目］Cerebral tissue oximeter の性能と安全に

関する国際標準化 

［研究代表者］谷川 ゆかり（人間情報研究部門） 

［研究担当者］谷川 ゆかり、川口 拓之、山田 亨、

市川 祝善（人間情報研究部門）、 

江田 英雄（光産業創成大学院大学） 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

近赤外光を利用して簡便に脳機能を計測可能な NIRS

装置の中でも、1照射・1受光を一つのプローブセットと

して単数ないし複数のセットをヒト頭部に設置、麻酔や

術中の酸素飽和度の時系列変化をモニタリングする

Cerebral tissue oximeter は2016年10月末に米国より

NP 提案された。この際に米国が提案した装置の性能検

査法、データ解析法は日本や EU の方式と異なる上、そ

れらの製品には非常に不都合かつ装置性能の担保には不

十分という規格であった。そこで、日本の国内対応 PT

活動および国際会議への参加や、同様に不利益が懸念さ

れる EU 各国のエキスパートと連携を図り、この規格作

成に関与し、日本の優位性の確保を目指す。また同時に

NIRS 装置開発ならびに製品化における日本の優位性を

確保するため、装置較正用ファントムや装置のデータフ

ォーマットの国際標準化の可能性についても調査検討を

行う。 

2018年度は、Cerebral tissue oximeter 装置の国際標

準化において、2017年度の議論をもとに、CD 案につい

て議論を進め、米国より CD 案が提出され、回付された。

1月のオークランド会議をはじめ、Web 会議でコメント

ワークを進めた。さらに、これらの会議に伴って、装置

較正用ファントムについても議論を進めた。NIRS 装置

の医療応用におけるデータフォーマットの標準化につい

ては、日本生体医工学会 fNIRS 研究会を中心に、国際標

準案作成について検討を進めた。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］NIRS 装置、バリデーション、医療デー

タフォーマット、ファントム 
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［研 究 題 目］陶磁器製洋食器の食器洗浄に対する耐久

性試験法 

［研究代表者］大橋 優喜（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］大橋 優喜、堀内 達郎、楠本 慶二 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

国内では陶磁器製洋食器の食器洗浄に対する耐久性試

験法に関する標準試験方法が無く、現在各社各機関が異

なる評価試験を行っている。「食洗機可」の表示は現状で

は各自の責任と判断で表示されており、正当な基準はな

いため、流通業界では表示を行わない例も多い。一方、

消費者側からの問合せは多く解決すべき課題となってお

り、標準化の要望が高い。標準化により陶磁器食器の売

買において性能表示が可能となる。また、高品質の製品

が正当に評価され、技術水準の向上も促進される。高耐

久性製品開発の研究は複数の公的研究機関でも実施され

ているが、それらの研究開発においてもこれまで標準試

験法が無く、研究上の困難が発生していた。 

2015年10月から2017年3月までの標準化 FS において、

日陶連（日本陶磁器工業協同組合連合会）、日陶商連（日

本陶磁器卸商業協同組合連合会）、JAPPI（日本陶磁器

産業振興協会）、各地の陶業地の組合関係者、大手洋食器

メーカーなどと意見交換を行って、標準化に対する要望

の強さ、標準化に関連する事情や要求を調査した。また、

製造、流通業界への周知を図った結果として、反対意見

を表明した陶磁器組合との意見交換や調整を行った。特

に現時点で目標としている洋食器の試験法標準化につい

て、大手洋食器メーカーの標準化に対する期待は高く、

実験および標準化において多くの協力を得ながら、JIS

化を目指している。 

2018年度の標準基盤研究では、ボーンチャイナを主な

対象として、大手メーカー品を含む市販の製品以外に、

実験用に陶磁器製平板に上絵具を施した試料を作成して

連続試験および促進試験用として使用し、試験条件決定

のための基礎データ取得のための洗浄試験を継続して実

施した。また促進試験について、市販の洗剤の組成を調

査研究し、模擬洗剤（試験液）の組成を検討した。それ

らの組成により促進試験を実施して、表面劣化の度合い

を調べた。洋食器メーカー、絵具メーカーが有する技術

情報を調査し、促進試験の検討に反映した。さらに2018

年7、9、12月、2019年3月に JIS 原案作成準備委員会を

開催し、原案たたき台を作成した。2019年度より日本陶

磁器産業振興協会（JAPPI）（および産総研）主催によ

り JIS 原案作成委員会を開催する予定。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］陶磁器、ボーンチャイナ、食器洗浄機 

 

［研 究 題 目］光学的応力イメージング技術の標準化 

－応力発光法 

［研究代表者］徐 超男（製造技術研究部門） 

［研究担当者］徐 超男、兵藤 行志（人間情報研究部

門）、立山 博（製造技術研究部門） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

応力発光法は、「応力発光を示す材料を用い、力学的

刺激により発光する応力発光強度を観察もしくは計測す

ることにより、試験体の応力分布、ひずみ分布、きずな

どに相当する情報を求める方法」である。この応力発光

を示す材料（センサ）の原料となる「応力発光体」は、

製造技術研究部門の徐が発明したものである。試験体の

表面力学状態を非接触でもれ点なく計測できる利点を有

する。昨今の撮像素子の技術的進展とも相まって、応用

範囲は社会インフラの非破壊試験や、安全な産業製品の

開発、例えばメディカルデバイスの迅速評価など々へ急

速に拡大している。応力発光法の国内・国際標準化を早

急に推進することにより、当該技術が信頼性高く普及・

活用され、より広い産業分野における製品の安全性のよ

り高効率な評価の実現を可能とする。 

当該標準基盤研究では、応力発光体を用いた「ラウン

ドロビンテスト」を実施しつつ、「応力発光体の性能評

価方法」に関する規格原案を作成することを目的とする。 

2018年度は次の進展があった。 

1) 応力発光体の性能評価法の検討 

応力発光体の性能評価を行うための応力発光体の選定、

混合する最適な樹脂の選定、応力発光標準試料の作成の

仕様および作成方法の精査・確定後、標準試料の作成を

進めた。また、各種 JIS で設定された測定環境下で、輝

度計およびカメラなどを用いて加圧下での標準試料から

の発光を測定する手順を作成した。 

2) ラウンドロビンテストの実施 

海外の技術者・研究者にラウンドロビンテスト内容の

説明を行い、その実施への賛同と参加意向を得ることが

できた。 

3) 光学的応力イメージング技術の標準化推進 

従前に提案した規格原案に対し、標準化ステージの進

展を図った。具体的には、JIS Z 2300 非破壊試験用語改

正委員会において、新規用語としての応力発光法の提案

を継続して行った。また、赤外線サーモグラフィ試験で

ある熱弾性応力測定法の ISO/TC 135/SC 8/WG 2におけ

る検討を PL として推進した（兵藤）。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 および 

情報・人間工学 

［キーワード］標準化、応力発光、非破壊検査 

 

［研 究 題 目］ニューロコミュニケーターの臨床応用に

向けた簡便化と高度化 

［研究代表者］長谷川 良平（人間情報研究部門） 

［研究担当者］長谷川 良平、稗田 一郎、坂本 隆、 

柴田 崇徳、松本 有央、澤畑 博人 

（以上、人間情報研究部門） 
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（常勤職員5名、産総研特別研究員1名、

他1名） 

［研 究 内 容］ 

研究代表者らは、注意の瞬間的高まりを反映した脳波

成分「事象関連電位」に基づく脳波 BMI 装置「ニュー

ロコミュニケーター®」（NC）の開発に取り組んできた。

その開発計画全体には人工知能やロボットの活用による

高度化や事象関連電位の神経基盤の解明などのテーマが

含まれるが、特に現在、最重要と考えるテーマは臨床応

用に向けた準備である。これまで本装置の重度運動障が

い者向けの意思伝達支援技術としての実用化に向けて、

在宅障がい者を対象とした実証実験を実施してきた（約

40件）。その過程で、実験者用の実験装置としてではな

く介護現場で実用的に役立つ福祉機器としての簡便性の

低さ、ならびに、重度障がい者にも併発する認知機能低

下への対応の難しさ、という2つの課題に直面した。 

そこで本研究では、簡便性の高い脳波計測用ヘッドギ

アと、言語や動作による認知検査が困難な想定ユーザー

をも対象にすることが可能な認知機能評価システムの開

発に取り組み、それぞれ試作機の開発に成功した。また、

後者に関しては健常者対象の評価試験も行い、試験結果

のデータベースを構築した。今後は、新規に試作したヘ

ッドギアのユーザビリティ評価や、認知機能が低下した

方々を対象とした評価試験を、連携先医療機関とともに

行うことで、当該技術の早期の実用化を目指したいと考

えている。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］意思伝達支援、認知機能評価、重度運動

機能障がい者、ブレイン-マシン インタ

ーフェース 

 

［研 究 題 目］神経伝達物質のリアルタイム計測技術の

開発と実践 

［研究代表者］山本 慎也（人間情報研究部門） 

［研究担当者］山本 慎也、高島 一郎、山根 茂、 

長坂 和明、仲田 真理子（以上、人間

情報研究部門）、鈴木 祥夫、岡田 智

（以上、健康工学研究部門）、 

増田 佳丈、木村 辰雄（以上、無機機

能材料研究部門） 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

脳は無数の神経細胞が互いの信号を伝達しあうことに

よって、複雑な情報処理を実現している。各々の神経細

胞が電気的に発火すると、軸索を伝わり次の神経細胞に

向けて、電気的に信号を伝達する。伝えられた信号は、

シナプスを介して次の神経細胞に、化学的に信号を伝達

することになる。脳の情報処理は、デジタル的な電気的

プロセスとアナログ的な化学的プロセスの組み合わせに

よって実現している。脳の情報処理を神経細胞レベルで

解明するためには、リアルタイムにこれらの信号を計測

することが必須である。実際、これまでの神経科学の研

究において、20世紀中盤に開発された電気生理学的手法

は、脳における高度な情報処理機構の解明に大きく貢献

してきた。一方、脳内の化学的プロセスに関しては、い

まだ十分な研究が進んでいるとは言い難い。実際、神経

回路は、多数の化学物質（神経伝達物質）を使い分けて、

アナログ的な情報処理をしていると考えられる。また、

パーキンソン病をはじめ多くの精神神経疾患・内分泌疾

患の原因は、これら化学物質であることも知られている。 

本研究では、神経伝達物質の代表例であるドーパミン

をリアルタイムに計測する新手法を、産総研のニューロ

サイエンス・ケミカルバイオロジー・ナノテクノロジー

の知見を融合することによって、開発した。 

［領 域 名］情報・人間工学   

［キーワード］神経伝達物質、ドーパミン、センサー電

極、半導体製膜、ナノプローブ分子 

 

［研 究 題 目］高齢者・視覚障害者の視認性を高める適

正コントラストの標準化 

［研究代表者］伊藤 納奈（人間情報研究部門） 

［研究担当者］伊藤 納奈（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

高齢者および視覚障害者（ロービジョン）にとって見

やすい環境となるには表示の適正な輝度コントラスト

（明暗の差）が必要であるが、未だ標準化された指標は

無い。本 FS では、標準化のための事前調査として、①

輝度コントラスト適正値のニーズ、②公共施設などのコ

ントラストの実態調査、③コントラストの視認性の実験、

について実施した。 

1）コントラスト標準化のニーズのヒアリング 

（一般社団法人）日本福祉用具・生活支援用具協会

（JASPA）より協会内のガイドライン作成のためエレベ

ーターの操作盤、ボタン、表示などの適正コントラスト

値の必要性があると考えている旨の情報を得た。また、

国際標準では ISO/TR21524に記載するサイン表示の輝

度コントラスト適正値とその表記法が明確に決まってお

らず、産総研へ問合せがあった。さらに、日本盲人会連

合、弱視者問題研究会、援護協会へのヒアリングを行い、

日常生活でコントラストが不十分なために歩行に支障が

生じているという回答を得た。 

2）ロービジョン、高齢者の視認可能な輝度コントラス

トの実験データ分析 

さまざまな太さ・濃さの線を提示し見やすさを評価し

たところ、ロービジョンが見やすいと思う輝度コントラ

スト（マイケルソンコントラスト）はどのパターンも高

齢者や晴眼者よりも低く、概ね0.6以上であることが明ら

かとなった。 

3）公共施設での実測調査 

商業施設、鉄道施設、スポーツ施設、医療施設、区役
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所などの公共施設の5種類の施設において、サイン（壁・

床面／特に注目しやすいもの）、誘導ブロック、空間のエ

ッジなど（廊下と壁、壁と扉、段鼻と路面、エレベータ

ー扉と壁）を計測し実際の輝度コントラストの実態を調

査した。新た椎施設は比較的コントラストが高い箇所が

あるが、東京駅周辺商業施設地域などロービジョンにと

って見えにくいものが8割以上あり、施設のほぼ全体が

見えにくい場合もあることが明らかになった。 

1）～3）より、いまだコントラスト適正値については

標準的な値が決まっておらず、実際の環境やサイン表示

でも特にロービジョンに見えにくいものが多いことも明

らかとなった。さらに、高齢者、ロービジョンの適正な

値は若齢者より高いことも示唆され、適正値については

実験的な検討が必要なことも明らかとなった。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］輝度コントラスト、標準化、ロービジョ

ン、高齢者、アクセシブルデザイン、視

認性 

 

［研 究 題 目］二要素認証技術の国際標準化 

［研究代表者］辛 星漢（サイバーフィジカルセキュリ

ティ研究センター） 

［研究担当者］辛 星漢、古原 和邦、関谷 祐美子 

（サイバーフィジカルセキュリティ研究

センター）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 エンティティー認証におけるパスワードはユーザの使

い勝手を考慮すると短い方がよいが、この場合、従来方

式では鍵や認証情報などの漏洩に対して十分な安全性が

確保できない問題がある。例えば、現在ウェブサービス

で最も一般的に利用されている SSL/TLS の PKI サーバ

認証とパスワード認証の組み合わせ方式では、サーバが

保持してあるパスワード検証情報が漏洩した場合や悪意

のあるサーバ管理者は、それを用いてパスワードのオフ

ライン辞書攻撃とパスワードリスト攻撃ができてしまう。

一方、ユーザに秘密鍵を持たせてそれをパスワードで暗

号化した場合、その暗号化された秘密鍵を入手した攻撃

者は、オフライン辞書攻撃でパスワードと秘密鍵を求め

ることが可能である。上記の問題に対して、情報漏洩に

対するレジリエンス（復元力）が求められているが、現

状、それを実現するための標準規格が存在していないた

め、産総研の提案方式を国際標準化することにより、情

報漏洩に対するレジリエンス（復元力）技術の普及とそ

の能力の向上とを目指している。2018年度は、産総研で

発明した方式である LRP-AKE と RSA-AKE2 を

ISO/IEC 11770-4に入れるための修正案（Amendment 2）

の2nd Working Draftを ISO/IEC JTC1 SC27 WG2に提

出し、それに対して寄せられたコメントへの対応を行っ

た結果 Proposed Draft Amendment（PDAM）へ進むこ

ととなった。 

［領 域 名］情報・人間工学 

［キーワード］二要素認証、鍵共有、鍵管理、情報漏洩

対策 

 

［研 究 題 目］材料焼結技術の基盤拡充による企業連携

の拠点機能強化 

［研究代表者］藤代 芳伸（無機機能材料研究部門） 

［研究担当者］藤代 芳伸、劉 崢、三村 憲一、 

永田 夫久江、増田 佳丈、濱本 孝一、

島田 寛之、浜尾 尚樹、山口 祐貴、

細川 裕之、高橋 知里 

（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

中部地域の自動車やエネルギー、電子機器およびこれ

ら産業発展の基となる、無機系新素材のセラミックスお

よび非鉄金属などの機能材料および部材産業への貢献が

重要となる。特に、セラミックスや金属系のバルク機能

部材が、自動車など移動機器の省エネ化および二酸化炭

素削減（磁石や軽量金属など）、エネルギー産業における

高効率化およびスマート化（燃料電池や蓄電池など）、製

造業における熱利用高度化（断熱およびサーマルマネジ

メント部材など）、生活環境における省エネ化の推進（調

光インテリジェント建材など）などの極めて優れた機能

性を発現し、さらなる飛躍的な向上が期待されている。

多様な新素材開発ニーズの中で、特に具体的に緊急性が

高い無機機能バルク素材の焼結技術の実環境解析や高次

構造制御による極限機能化技術の確立を目指した研究を

行った。具体的には、酸化還元雰囲気で1000 ℃へ数分

で加熱可能な環境制御型 TEM 試料ホルダの設計を完了

し、試作検討を進めた。また、中部センター発の新素材・

新焼結技術として、環境に優しいナノカプセルの開発と

その構造解析への期待、口臭センサに向けた酸化セリウ

ムナノ粒子の開発、化学反応を利用したセラミックスの

革新的低温焼結技術の開発、ナノコンポジット磁石の三

次元構造解析などに関して焼結技術のミクロその場解析

を進め、企業の材料構造解析やプロセスメカニズム解析

へニーズに対して技術活用を実施し、実証結果を講演会

などで発信した。 

［領 域 名］材料・化学 

［キーワード］セラミックス、焼結技術、新素材、メカ

ニズム解析技術、高解像度電子顕微鏡解

析技術 

 

［研 究 題 目］固体 PCM 材料の熱システムデザイン 

［研究代表者］尾崎 公洋 

（磁性粉末冶金研究センター） 

［研究担当者］尾崎 公洋、藤田 麻哉、杵鞭 義昭、

中山 博行、申 ウソク、阿部 陽香 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
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 従来にない高性能な固体蓄熱部材を作製することを目

標として、二酸化バナジウムの高密度かつ高強度な部材

開発を行う。これまで、二酸化バナジウムを焼結できる

ことを見いだしていたが、得られる焼結体は脆く部材と

しては使用できなかった。2018年度は、焼結中にバナジ

ウムと酸素の特殊な反応を起こす粉末原料を開発し、こ

れまで固化成型が著しく困難であった二酸化バナジウム

の焼結を容易にし、物質の相変化の潜熱により蓄熱機能

を持ち、緻密で堅牢であり加工可能な二酸化バナジウム

のバルク部材を実現した。酸化バナジウムの粉末を焼結

する際に起こる、酸素とバナジウムの反応を調べて、得

られた知見から、酸化バナジウム系以外の補助原料を添

加しなくても焼結が著しく進行する出発粉末の調整方法

を考案した（特許出願中）。この出発粉末の焼結によって、

高い蓄熱密度と堅牢性を両立させた二酸化バナジウムを

主成分とする相変化蓄熱部材が得られた。比較的大きな

サイズ（直径50 mm×厚さ5 mm）の円盤形状のバルク

部材が容易に得られた。この部材は、ビッカース硬度

Hv 300以上、圧縮強度160 MPa以上の機械強度を示し、

従来材（未調整二酸化バナジウム粉末の焼結体）に比べ

格段に向上しており、部品加工用に調整されたセラミッ

クス材（いわゆるマシナブルセラミックス）と同程度で

あった。このため、切削などにより容易に任意の形状に

加工できる。また、今回開発した二酸化バナジウム部材

の蓄熱密度は、二酸化バナジウム粉末の潜熱由来の蓄熱

密度（約250 J/cm3）の約95 %であり、二酸化バナジウ

ム粉末が持つ特性をほとんど維持したバルク部材である

ことを確認した。 

［領 域 名］材料・化学、計量標準総合センター 

［キーワード］相変化蓄熱材料、バナジウム酸化物、固

体蓄熱材料 

 

［研 究 題 目］樹脂材料化への材料革命を先導する最先

端材料診断拠点の構築 

［研究代表者］北本 大（機能化学研究部門） 

［研究担当者］北本 大、佐藤 浩昭、大石 晃広、 

萩原 英昭、渡邉 亮太、 

Thierry Fouquet、加塩 詩子、 

中村 清香、水門 潤治、新澤 英之、 

陳 亮、山根 祥悟、木原 秀元、 

伊藤 祥太郎、青柳 将、渡邊 宏臣、 

羽成 修康、伊藤 信靖、稲垣 真輔、 

松山 重倫、伊藤 賢志、大島 永康、 

寺崎 正、藤尾 侑輝 

（常勤職員22名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、自動車・航空機などの輸送機器を始めとする多

くの分野で、材料の樹脂化が軽量・低コスト化を目的と

した材料革命の主流を占めている。素材から製品に至る

サプライチェーン全体に渡って樹脂材料に対する信頼性

担保が喫緊の課題となっており、材料評価に対する企業

ニーズは増大の一途をたどっている。そこで、樹脂材料

の化学構造解析や劣化解析技術を有する機能化学研究部

門と有機材料評価の標準化や超高感度センシング技術を

有する計量標準総合センターや製造技術研究部門などと

の領域間連携による評価技術の高度化・パッケージ化に

取り組む。実際の研究では、企業ニーズが極めて大きい

樹脂材料の劣化診断・寿命予測を超初期段階で評価する

ための技術開発を目標として、下記の2つのサブテーマ

を実施した。 

（a）構造解析・寿命予測技術の開発では、樹脂材料に

含まれる酸化防止剤の正確な定量法を開発するとともに、

実材料を模擬して試作した標準試験片の熱酸化劣化過程

での添加剤濃度の変化を分析した。陽電子マイクロビー

ムを用いた微細領域の陽電子消滅寿命測定法や、陽電子

消滅寿命と消滅ガンマ線エネルギーを同時計測する手法

など、樹脂非晶部の局所的な構造変化を解析可能な手法

を開発した。 

（b）劣化診断技術の開発では、自動車部品などに使用

されるポリブチレンテレフタレートの加熱劣化サンプル

について、二次元相関近赤外分光法を用いて、劣化に伴

うわずかな構造変化を検出できることを見出した。また、

輸送機器や家電部品として使用されるガラス繊維充填ポ

リプロピレンについて、応力発光を用いる樹脂-フィラー

界面状態の診断技術の適用性を検討した。 

［領 域 名］材料・化学、エレクトロニクス・製造、

計量標準総合センター 

［キーワード］樹脂材料、高分子、添加剤、劣化診断、

寿命予測 

 

［研 究 題 目］ガスバリアフィルム用ナノクレイ規格 

［研究代表者］蛯名 武雄（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］蛯名 武雄、吉田 肇、新井 健太、 

鈴木 正哉、三好 陽子、犬飼 恵一 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 粘土（ナノクレイ）には、ハイガスバリアフィルムの

製造に用いることができる高品質な粘土と、用いること

ができない安価な粘土があり、それにより、大きな価格

差がある。現状では、粘土製造メーカーによって、カタ

ログの特性データの項目や取得方法が異なっているため、

ユーザーはどのメーカーの粘土を購入すべきか、直ちに

判断ができず、粘土を用いたハイガスバリアフィルムの

開発や普及の妨げになっている。 

本研究では、ハイガスバリアフィルムの製造に適した

粘土の特性と、その測定方法を標準化することにより、

ハイガスバリアフィルムの製造にとって、適した粘土と

不適な粘土の差別化を図るとともに、ハイガスバリアフ

ィルム製造に適した高品質な粘土が得られる技術基盤を

作ることによって、粘土を用いたハイガスバリアフィル
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ムの開発や普及を促進することを目的とする。業界関係

者などとのヒアリングなどを通して、測定データの項目

や取得方法の検討を行い、その結果を反映させた規格案

を作成した。本規格案（ISO／TC229／WG4／PG12；

ガスバリア用ナノクレイ）については、2018年5月の ISO

／TC229ロンドン会議、2018年10月の ISO／TC229ク

アラルンプール総会およびその後開催された三度のウェ

ブミーティングで、内容の議論がされるとともに、国内

エキスパート・関係者と会議を行い規格開発が進んだ。 

［領 域 名］材料・化学、計量標準総合センター、 

地質調査総合センター 

［キーワード］粘土、標準化、フィルム、ガスバリア性 

 

［研 究 題 目］極限微細構造による未踏ハードウエア創

出 

［研究代表者］湯浅 新治（スピントロニクス研究セン

ター） 

［研究担当者］福島 章雄、薬師寺 啓、久保田 均、 

野崎 隆行（常勤職員21名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、10 nm 加工プラットフォームを産総研

に整備し、将来の社会ニーズに備える革新的デバイス実

証を目指すものである。最先端の EB 描画装置を別予算

で導入・立ち上げ・整備を行い、以下の項目について研

究開発を行った。 

・本研究で整備した電子線描画装置を用いて、300 mm

ウェーハ上にMTJ素子を作製するプロセスを開発し、

直径15 nm 以下の MTJ 素子を再現性良く作製するこ

とに成功した。 

・10 nm 世代以降のチャネル材料である極薄膜 GeOI チ

ャネルに対して、薄膜化技術の高度化により

pMOSFET の性能向上に成功した。（VLSI2018, TED

にて発表）。特に、膜厚10 nm 以下の極薄膜チャネル

では、その膜厚揺らぎがその性能に大きく影響を与え

ることを明らかにし、その改善技術（Dozen Digital 

Etching 法）を提示した。本手法は、3次元チャネル構

造形成の鍵となるプロセスであり、その実用化に向け

て信頼性の検討にも入った。 

・機械学習の多並列処理が可能な専用アクセラレータを

開発し、FPGA に実装することによって、その性能を

評価した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造   

［キーワード］超微細加工、EB 描画装置、不揮発性メ

モリ MRAM、GeOI トランジスタ 

 

［研 究 題 目］メタン生成補酵素を用いた革新的バイオ

ガス生産システムの創製 

［研究代表者］金子 雅紀（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］金子 雅紀、辻村 清也 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、メタン生成アーキアが特異的に持つ補酵

素をメタン生成触媒として活用するためのシーズ研究を

行う。2018年度は、ジャーファンメンターおよび精製ラ

インを用いて獲得した補酵素を電気化学的に活性化し、

触媒として作用させることに成功した。今後は反応効率

を上げるための反応セルおよび電極材の開発と反応系の

改良を行う。また、触媒に作用することができる基質の

探索も行っていく。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］メタン生成アーキア、メタン生成補酵素、

触媒反応 

 

［研 究 題 目］スマート製造ツールキットの開発 

－MZ Platform EX－ 

［研究代表者］加納 誠介（製造技術研究部門） 

［研究担当者］加納 誠介、古川 慈之、近藤 伸亮、

髙本 仁志、澤田 浩之、松本 光崇、

増井 慶次郎（製造技術研究部門） 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研が開発した中小企業向け IT 化支援ツール「MZ 

Platform」をベースに、中小企業が独自に各種製造機器

と連携したスマート製造環境を構築できるツールキット

を開発した。 

 製造業における生産形態は、社会からの要請に迅速に

対応可能な「柔軟なものづくり」に移行すると考えられ、

生産システムの数理モデルを核とした計測と予測および

最適化計算で高生産性を実現する「スマート製造環境」

の構築が急務である。このため、計測データを基にした

モデル化技術、ハードウェアおよびソフトウェアのシス

テム統合技術を開発し、実証していく必要がある。2018

年度の研究開発では、ツールキット整備に関して、モデ

ル編集による計測システムと可視化・通知システムに関

するソフトウェア開発および開発したツールキットを用

いたシステム構築人材の育成を行った。モデル編集と可

視化技術に関してサービスレイヤでビジネス展開を実施

している企業との共同研究を実施した。システム統合技

術に関しても工作機械メーカと実工場での利用を想定し

た共同研究を実施した。ロボット状態取得ソフトウェア

開発も並行して行い、複数種類でロボット状態の取得と

検証および MZPlatform との基本データ連携を行った。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］MZ Platform、柔軟なものづくり、スマ

ート製造環境、スマート製造ツールキッ

ト、モデル化技術 

 

［研 究 題 目］複合ナイトライド薄膜を核とした事業展

開への知財アセットの強化 

［研究代表者］秋山 守人（製造技術研究部門） 
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［研究担当者］秋山 守人、田原 竜夫、山田 浩志、 

上原 雅人、本村 大成、石田 秀一、 

Sri Ayu Anggraini、平田 研二、 

市川 直樹（製造技術研究部門）、 

高井 一也、渡辺 一寿、奥田 誠、 

神谷 雅己（イノベーション推進本部）、

馬場 創（エレクトロニクス・製造領域

研究戦略部）（常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代スマートフォン用圧電材料となる、窒化スカン

ジウムアルミニウム（Sc-AlN）薄膜の研究を進め、2017

年度は莫大なライセンス収入（約1億円、特許名：圧電

体薄膜、圧電体およびそれらの製造方法、ならびに当該

圧電体薄膜を用いた圧電体共振子、アクチュエーター素

子および物理センサー（特許第5190841号））を得た。し

かし、スマートフォン市場の競争は激しく、強化しなけ

ればライセンス収入の減額が予期される。また、AlN 系

薄膜は優れた耐熱性やセンサ感度、発電性能を持ち、車

載用燃焼圧センサやスマートフォン用電源、マイクロフ

ォン領域においても期待されている。 

 このような背景から、2018年度は培ってきた薄膜作製

技術に加え、計算科学的な見地での研究を強化し、膜の

特性向上および理論解析に関する研究を実施した。その

結果、新しい材料の発見と、三元系の材料においても有

効な材料探索方法を見いだした。2018年度は、この手法

を積極的に利用していく。また、新しいデバイスの作製

および評価を行い、周辺知財の創出による知財アセット

の強化も進め、事業化展開を図る。さらに、今年度もセ

ンサと AI や IoT を用いた、燃焼圧モニタリング技術や

製造装置の予知保全などへの応用を拡充し、複合ナイト

ライド薄膜技術を中核とした技術開発の拠点化を目指す。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造、 

［キーワード］複合窒化物薄膜、圧電体、高周波フィル

タ、センサ、スマートフォン 

 

［研 究 題 目］光学的応力イメージング技術の標準化－

応力発光法 

［研究代表者］徐 超男（製造技術研究部門） 

［研究担当者］徐 超男、立山 博、末成 幸二、 

有本 里美（製造技術研究部門）、 

兵藤 行志（人間情報研究部門） 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、応力発光法の国内・国際標準化を早急に推

進することにより、当該技術が信頼性高く普及・活用さ

れ、広い産業分野における製品の安全性のより高効率な

評価の実現をはじめ、より安全で効率的な社会の維持・

構築へ貢献することが期待される。 

2018年度は、応力発光体の性能評価の検討を行うため、

応力発光体の選出、応力発光標準試料の作成の仕様およ

び作成方法、標準試料の作成を進めた。また各種 JIS で

設定された測定環境下で、加圧下での標準試料からの発

光を比較評価した。さらに「ラウンドロビンテスト」の

実施に向けて、国内外への実施説明および必要な諸手続

きを進めている。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造、 

情報・人間工学領域  

［キーワード］応力イメージング技術、応力発光法、セ

ンサー、非破壊検査、可視化 

 

［研 究 題 目］フレキシブルハイブリッドエレクトロニ

クス技術（センサタグ2.0） 

［研究代表者］廣島 洋（集積マイクロシステム研究セ

ンター） 

［研究担当者］廣島 洋、小林 健、竹下 俊弘、 

竹井 裕介、山本 典孝、吉田 学、 

延島 大樹、牛島 洋史、白川 直樹、 

野村 健一、日下 靖之、金澤 周介、 

岡田 浩尚、武井 亮平、 

ダニエルジメルカ、鎌田 俊英 

（常勤職員16名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、曲げても壊れず、薄くて軽い高性能なセン

サデバイスを作製するため、集積マイクロシステム研究

センターの極薄シリコン技術とフレキシブルエレクトロ

ニクス研究センターの非加熱実装技術を融合させフレキ

シブルハイブリッドエレクトロニクスの製造技術の確立

を目的としている。 

 2018年度は、極薄シリコン回路やセンサを布などのテ

キスタイルに実装するストレッチャブルハイブリッドエ

レクトロニクス（SHE）技術、および、紙やフィルムに

実装する Silicon on Paper 技術に取り組んだ。SHE 技術

では起毛電極と配線を形成したテキスタイル上に、極薄

MEMS 筋音センサを集積化し、筋肉を刺激しながら状態

をモニタリングすることに成功した。この極薄 MEMS

筋音センサにより、筋肉が電気刺激の周波数の上昇によ

り硬直状態になることを見出した。また、極薄 MEMS

とスクリーンオフセット印刷配線による低コスト化技術

を開発し、高精度脈波センサ作製に適用した。Silicon on 

Paper 技術では、配線の印刷形成が可能な基板となる紙

素材を選定し、スクリーンオフセット印刷法により紙上

に銅ペーストパターンを印刷し、低温低抵抗化処理を行

うことで、紙上への印刷形成による回路配線形成に成功

した。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］フレキシブルハイブリッドエレクトロニ

クス、ウエアラブル、MEMS、プリンテ

ッドエレクトロニクス、極薄シリコン、

非加熱実装、筋音センサ、脈波センサ 
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［研 究 題 目］スマートテキスタイル基盤技術の研究開

発（北陸プロジェクト） 

［研究代表者］牛島 洋史（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］牛島 洋史、吉田 学、植村 聖、 

野村 健一、金澤 周介、延島 大樹、

小林 健、竹井 祐介、竹下 俊弘、 

堀井 美徳、尾上 美紀、藤田 真理子、

上野 尚子（常勤職員10名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

北陸地域に集積する繊維企業は優れた独自技術を有す

るものの電子技術に関する知見に乏しいため、産総研が

優位性を持つ印刷エレクトロニクスや微細加工技術、先

端機能材料を、織布・編立・紡糸・縫製技術の強みを生

かせる形の技術シーズに仕上げれば、生活者に IoT の恩

恵を直接もたらすスマートテキスタイルが実現できるも

のと考え、心電や筋電、心拍、呼吸、体温などを着用者

に気付かれずに測定することができるセンシングウェア

や、座圧分布の時間変化を計測するストレッチャブルな

センシングシートで人の姿勢や動作を検出する椅子など、

一億総活躍社会の構築に資する具体的・象徴的ターゲッ

トを掲げ、洗濯耐性をもった伸縮性導電ペーストとその

印刷技術やテキスタイル表面に導電性インクを印刷して

も裏面に染みず表裏の電極を短絡させない技術などのほ

か、低温で IC と導電糸との電気的接合を行う技術やモ

ーションアーティファクトの少ないテキスタイルセンサ

など、各繊維企業の新事業への効果が目に見える基盤技

術の開発と実証を行い、公設試を通じて橋渡しすること

を想定し、公設試や地域企業と連携を図りながら、それ

らの企業が事業化可能な技術シーズを開発することを目

指す。 

［領 域 名］エレクトロニクス・製造 

［キーワード］スマートテキスタイル、e-テキスタイル、

ウェアラブルデバイス、フレキシブルエ

レクトロニクス、導電性テキスタイル、

バイタルセンシング 

 

［研 究 題 目］新たな高分解能曳航型探査パッケージ

AISTs の開発 

［研究代表者］荒井 晃作（地質情報研究部門） 

［研究担当者］荒井 晃作、井上 卓彦、下田 玄、 

佐藤 太一、片山 肇、名和 一成、 

石塚 治(活断層・火山研究部門)、 

森田 澄人(地圏資源環境研究部門)、 

小畠 時彦（計量標準総合センター工学

計測標準研究部門）、梶川 宏明（計量標

準総合センター工学計測標準研究部門）、

粥川 洋平（計量標準総合センター工学

計測標準研究部門）、井上 絵里 

（常勤職員11名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

海底地質情報の高分解能化を目指し、海底近傍での探

査を可能にする新探査パッケージ AISTs （Advanced 

Integrated Sensors Towing system for High-resolution 

Geo-survey）を開発し、日本周辺海域の有効利用を促進

する。本パッケージは反射法音波探査機のみでなく、高

分解能海底地形探査装置、海底面音響探査装置に加え、

新たに即時観測型高精度磁力計、化学センサー類を同時

運用可能で、より効率的に海底面および海底下の微細地

質構造を明らかにできる世界唯一の装置の開発となる。

領域連携として、曳航深度精度向上と新たな絶対塩分セ

ンサーの開発を行い、曳航技術開発とともに水中での成

分検出精度の向上を目指す。2018年度は、2017年度に導

入した塩分センサーの実用化、光ファイバーケーブルに

よるリアルタイムデータの収集テストを実施する。これ

らの実海域のデータ取得を目指し、海底火山のエリアで

新たなデータ取得に成功した。また磁気探査ユニット、

化学センサデータを現有機器へ統合し、深海地質探査パ

ッケージを構築した。水深計のドリフト特性を明らかに

し、観測現場で水深情報の高精度化する手法を検討した。

電気伝導度センサーに代わる絶対塩分センサーの開発・

小型化を行い、深海での塩分計測の高精度化・実用化へ

の目処を立てた。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］深海曳航、探査技術、高分解能、反射法

音波探査、地形、音響、地層探査、磁力

探査 

 

［研 究 題 目］休廃止鉱山などの持続可能な鉱害対策に

向けた環境管理プラットフォームの構

築 

［研究代表者］光畑 裕司（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］光畑 裕司、保高 徹生、張 銘、 

鈴木正哉（地圏資源環境研究部門）、 

川本 徹、Durga Parajuli（ナノ材料研

究部門）、 

羽部 浩、堀 知行（環境管理研究部門）、 

稲垣 和三、朱 彦北（物質計測標準研

究部門）、 

内藤 航、岩崎 雄一（安全科学研究部

門）（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 日本に97ある休廃止鉱山などの廃水処理の処理コス

トは年間20億円以上が国費負担であり、停止の目処はた

っていない。本研究では休廃止鉱山などの廃水処理など

の環境管理の「卒業」に向けた道筋の構築を目的とし、

産総研内で関連する2領域・2センターの5研究部門が連

携し、以下の研究を推進、従来型の高コスト・高環境負

荷型処理からの脱却を目指した。 

具体的には、①費用対リスク削減効果に基づく鉱山対
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策の優先順位付け、②低コスト・低環境負荷型の調査・

措置手法の開発、③持続可能性を考慮したグリーン・レ

メディエーション・プラットフォームの構築に関する検

討を実施した。 

［領 域 名］地質調査総合センター、材料・化学、エ

ネルギー・環境、計測標準総合センター 

［キーワード］グリーンレメディエーション、休廃止鉱

山、リスク評価、計測手法、措置手法 

 

［研 究 題 目］国内石油産業を復興する Oil to Gas 
（O2G）革命 

［研究代表者］吉岡 秀佳（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉岡 秀佳、坂田 将、金子 雅紀、 

眞弓 大介、須田 好、高橋 幸士、 

朝比奈 健太、張 銘（地圏資源環境研

究部門）、 

  玉木 秀幸、成廣 隆、延 優、 

鎌形 洋一、加藤 創一郎、 

五十嵐 健輔（生物プロセス研究部門） 

 （常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

これまで油田に生息するメタン生成微生物群を用いて

地下の残存原油を天然ガスに変換し回収する生物的原油

メタン変換技術の開発を民間企業と共同で推進してきた。

その結果、油層からメタン生成微生物群を獲得し、独自

の促進剤を用いて原油メタン変換活性の賦活化を実現し

ている。この研究成果をもとに、本研究では現場油層で

の原油-メタン変換反応を検出するためのモニタリング

方法に関して、産総研独自の技術を開発し、そのための

実験室の整備を重点的に行った。具体的には、1）トル

エン分解反応における中核的微生物を特定し、油層環境

におけるトルエン分解細菌を次世代シーケンサーによる

遺伝子解析で検出する技術を確立した。2）トルエン分

解反応で生成する特徴的な中間代謝産物を探索し、

GC/MS で検出する方法を確立した。3）原油中のアルカ

ン定量分析の精度や確度を向上し、油層環境中のアルカ

ン生分解の定量的評価技術を確立した。4）超高感度13C

トレーサー法による原油－メタン変換反応の定量解析と

代謝産物の探索を行うために、専用の実験機器・分析装

置・解析ソフトウェアを備える特別実験室を整備した。 

本研究では、地質調査総合センターと生命工学領域と

の分野融合研究の利点を活かし、地球化学と微生物学、

分子生物学の視点から原油－メタン変換反応を捉える多

角的分析法を採用することで、トルエン分解に着目した

独自のモニタリング指標を開発した。また将来、本開発

技術を実油田に適用する際に不可欠となる原油分解メタ

ン生成微生物コミュニティーの大量培養装置の開発にも

着手した。 

［領 域 名］地質調査総合センター、生命工学 

［キーワード］油層微生物、原油メタン変換、トルエン

分解、モニタリング、大量培養 

 

［研 究 題 目］ガスバリアフィルム用ナノクレイ規格 

［研究代表者］蛯名 武雄（化学プロセス研究部門） 

［研究担当者］蛯名 武雄（化学プロセス研究部門）、吉

田 肇、新井 健太（工学計測標準研究

部門）、 

鈴木 正哉、三好 陽子、 

 犬飼 恵一（構造材料研究部門） 

 （常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

粘土（ナノクレイ）にはハイガスバリアフィルムの製

造に用いることができる高品質な粘土と用いることがで

きない安価な粘土があり、両者には大きな価格差がある。

しかし、品質を示すデータの項目やその測定方法は粘土

販売メーカーによって異なるため、ユーザーはどのメー

カーの粘土を購入すべきか直ちに判断ができず、粘土を

用いたハイガスバリアフィルムの開発や普及の妨げにな

っている。本提案では、ハイガスバリアフィルムの製造

に適した粘土の特性と、その測定方法を国際標準化する

ことを目的とする。 

本規格案を ISO（国際標準化機構）に提案した結果、

ISO の技術委員会の1つである TC229（ナノテクノロジ

ー専門委員会）の議長から、先に提案されたイランの規

格案の内容と重複していることを指摘された。2017年10

月のソウル会議において、本規格案をナノクレイ規格

Part-1とし、イランの規格案を Part-2とすることで合意

した。本規格案は、2017年12月に NWIP（新規事業案件

提案）投票が行われ、2018年3月に採決され、国際標準

化に向けて進むことが決定した。現在、イランとの議論

により、本規格案とイラン案の仕分けは明確になり、日

本の主張点はほぼ受け入れられた。2018年度は国内審議

委員会や規格分科会を数回開催し、国内意見の収集およ

び規格の詳細の調整を行った。本規格案の ANNEX には

メチレンブルー吸着量測定方法を記載し、2019年3月に

制定された同方法の JIS 規格と矛盾が無いように調整中

である。 

［領 域 名］材料・化学、計量標準総合センター、地

質調査総合センター 

［キーワード］粘土、ガスバリアフィルム、国際標準化 

 

［研 究 題 目］陸空無人機を活用した地質調査技術高度

化 FS 
［研究代表者］横田 俊之（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］横田 俊之、光畑 裕司、相馬 宣和 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

近年、ドローン（マルチコプタ）の開発・利用が著し

い。しかしその地質調査への利用は主として空撮や地形

測量に留まっており、地下の探査への適用は、世界中で
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現在研究開発中である。産総研では NEDO プロジェク

トのもと、ドローン懸吊型電磁探査による埋没車両の探

査技術の開発を行った。その技術を基に、さらに民間企

業のニーズを調査したうえで、他の探査センサーも組み

込んで、企業と連携したドローン物理探査技術の構築を

目指している。 

 2018年度は、（1）研究会において現状の技術開発状況

の報告、コンソーシアム構想の提案、関連企業からのニ

ーズ把握、野外航行計測デモへの参加およびコンソーシ

アムへの参画希望調査、（2）欧州物理探査学会主催の浅

層地球科学2018における海外最新技術動向調査、（3）農

研機構農村工学研究部門の圃場実験サイトでの野外航

行・懸吊型空中電磁探査計測デモの開催、（4）国内学会

での野外航行計測実験報告および企業との共同開発研究

への検討、に着手した。 

［領 域 名］地質調査総合センター 

［キーワード］ドローン、懸吊型、空中物理探査、電磁

探査 

 

［研 究 題 目］3D 計測エボリューション 

［研究代表者］高辻 利之（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］高辻 利之、阿部 誠、佐藤  理、 

鍜島 麻理子、松崎 和也、寺崎 正 

（製造技術研究部門）、呂 明子、 

加藤 裕美（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 製品の設計・製造・検査などの一連の工程においてデ

ジタルデータを使って効率化する試みがデジタルエンジ

ニアリングとして取り組まれている。さらにデジタルデ

ータを活用してものづくりの工程の PDCA を有機的に

回すことによって生産性を向上する、クローズドループ

エンジニアリングに対する期待が高まっている。こうし

た動向に対し、45の公設試験研究機関（以下、公設研）、

16社の民間企業オブザーバー、さらに3者の有識者の参

画を得て研究会活動に取り組んだ。2018年度は3D プリ

ンタの造形誤差を簡便に測定・評価して造形精度の向上

にフィードバックするための補正方法とサポートソフト

ウェアを開発し、45公設研において造形誤差を半分以下

に低減できることを実証した。公設研を通した地域支援

ネットワークへの普及を促進し、公設研と地域企業48社

との間での受託研究・共同研究の実施につなげた。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］3D プリンタ、3D スキャナ、3D 造形、

3D 計測、3D ものづくり、クローズドル

ープエンジニアリング 

 

［研 究 題 目］革新的超微小質量・力・トルク計測技術

の開発 

［研究代表者］藤井 賢一（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］藤井 賢一、山本 泰之、藤田 一慧、

西野 敦洋（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 キログラムの基準が人工物であるキログラム原器から

プランク定数に移行すると、これまで測定することが困

難だった超微小な質量、力、トルクなどの力学量をプラ

ンク定数にトレーサブルな方法で測定することが可能に

なる。このため、2019年5月20日からキログラムの新し

い定義が施行されることを積極的に活用し、超微小な質

量・力・トルクなどの計測技術を開発した。さらに、こ

れらの技術を世界に先駆けて微量分析技術やナノテクノ

ロジーなどに応用するために、電圧天びん、光放射圧測

定装置、超微小トルク測定装置などを開発し、企業との

共同研究などを通じてこれらの計測技術を製品化するこ

とを目標として研究開発を行った。 

超微小質量・力計測技術については、静電容量 C の鉛

直方向の変位 z への依存性（dC/dz）の測定から微小な

静電気力を正確に発生できるボルトバランス装置を開発

した。また、MEMS 質量センサーの基本構造を設計し、

dC/dz の校正を省くことが可能な測定原理の検討を進め

た。また、光放射圧の測定による超微小質量・力計測の

健全性を評価するために、ボルトバランスによって光放

射圧を評価する装置も開発し、多様な測定原理を応用し

た計測技術開発を行った。特に、MEMS 質量センサーに

ついては企業との共同研究を実施し、顕微鏡下での微小

質量計測のデモンストレーションを行った。 

超微小トルク計測技術についてはキッブルバランス法

の測定原理を回転系に応用し、国際単位系（SI）の定義

にトレーサブルなトルクとしては世界初となる 0.3 µN·

m の発生に成功した。また、微小トルク標準を供給する

ために、電磁力方式によるトルク計測機器の校正技術を

開発し、その製品化に向けた企業との共同研究を実施し

た。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］微小質量、微小力、微小トルク、電圧天

びん、光放射圧、プランク定数 
 

［研 究 題 目］ミリ波帯二平衡平板型共振法による誘電

体評価技術の研究 

［研究代表者］加藤 悠人、堀部 雅弘（物理計測標準

研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車衝突防止レーダー、短距離無線通信（WiGig）

や第5世代／第6世代携帯電話などの部品（回路・アンテ

ナ）の設計に不可欠な誘電率は、ミリ波帯においては測

定の再現性や信頼性に課題があり、設計に使用できるパ

ラメータとして信頼することができていない。そこで、

産総研の保有するミリ波帯の電磁波計測技術によりミリ

波帯の誘電率測定の再現性を改善し、測定結果の不確か

さを明確にした誘電率計測技術を実現し、その測定手順

や解析方法を標準化に取り組む。そして、国際標準化の
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取り組みと平行して、測定システム（ノウハウ）および

解析プログラムの利用普及を推進してきた。 

 2018年度は、共振器の堅牢性（長期的な使用における

性能の安定性）や測定再現性・精度の評価と改良、解析

プログラムのプログラムの利便性向上を進め、測定方法

自体の妥当性検証のための、国際的なラウンドロビンを

開始した。これに平行して、共振器製造業者、計測器メ

ーカーと連携して、産総研のプログラムをライセンシン

グし、測定システムとしての普及を図り、3件のプログ

ラムのライセンシングを行った。また、原理と実証デー

タに基づき、IEC TC46/SC46F に標準化の新規提案（NP）

を行い、関係者と調整を図りつつ、審議への対応を行っ

た。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］誘電率計測、ミリ波、国際標準化、ライ

センシング 

 

［研 究 題 目］ナノ構造と単一電子制御技術を用いた極

限量子計測の実現 

［研究代表者］金子 晋久（物理計測標準研究部門） 

［研究担当者］金子 晋久、丸山 道隆、大江 武彦、 

浦野 千春、福山 康弘、中村 秀司、

岡崎 雄馬、高田 真太郎、三澤 哲郎、

浮辺 雅弘、牧瀬 圭正、川畑 史郎、

内藤 裕一（常勤職員13名） 

［研 究 内 容］ 

 超高感度の量子技術は、将来新しいデジタル社会の実

現と目指すべき未来社会において重要な技術となる。本

研究では単一電子操作技術を中心にその基盤量子技術の

確立を目指している。さらに SDGs を念頭に、培った関

連精密計測技術を産業界に橋渡しをすることも目標とし

ている。量子素子の作製において、まず量子位相滑り素

子用の成膜装置を整備した。外部大学との協力関係も強

化し窒化モリブデンレニウム成膜条件の最適化を行なっ

た。単一電子ポンプ素子においては、半導体量子ドット

素子中を流れる電子を単一電子分解で実時間測定するこ

とで高周波測定系の動作確認を行った。さらに半導体単

一電子素子を用いて人工分子を形成し、人工分子系で初

めてファノ効果の観測に成功した。（Physical Review B

誌）。外部機関との協力体制を強め、高速単一電子ポンプ

用の装置を完成させた。韓国 KRISS との共同で1 MΩ量

子ホールアレー素子の量子電流電圧変換の実験を開始し、

その基本特性を明らかにした。微小電流検出10 MΩ量子

ホールアレーデバイスの作製も行い検証作業を行った。

微細なメカニカル振動子を用いた核磁気共鳴の制御に成

功し、プレス発表（Nature Comm 誌）を実施した。ま

た、新規核スピン計測に向けた実験環境整備を行った。

異常量子ホール効果の測定を行い、薄膜作製を担当する

理研と協調しながらより高性能な薄膜を作製した。従来

より100倍程度の大きな電流を印加できる素子の作製に

成功し、現在、高感度な抵抗値評価を行うための新型ブ

リッジの開発に取り組んでいる。 

 民間への技術に橋渡しについては、精密電気コンソー

シアムを通じて、共同研究、コンサルテーションを実施

した。 

［領 域 名］計量標準総合センター、エレクトロニク

ス・製造領域 

［キーワード］電子、単一電子、電気素量、電荷センサ、

量子位相滑り、MEMS、メカニカル振動

子、量子ホール効果、集積量子化ホール

素子 

 

［研 究 題 目］ドーピング検査の国際整合性確保のため

の禁止物質の評価技術開発 

［研究代表者］井原 俊英（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］井原 俊英、沼田 雅彦、川口 研、 

山崎 太一、斎藤 直樹、黒江 美穂、

山路 俊樹、五十嵐 正安、中村 哲江、

鮑 新努、大塚 聡子 

（常勤職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、オリンピックなどの国際競技大会で実施さ

れるドーピング検査の国際整合性を支援するため、定量

核磁気共鳴分光法（qNMR）を中核技術としたトレーサ

ブルな分析基盤の構築を行うものある。 

 世界ドーピング防止機構（WADA）が認定する分析機

関が実施するドーピング検査の信頼性確保には、その根

幹となる検査機器の校正に用いる標準物質の品質確保が

必須となっている。そこで、WADA から産総研への計量

学的な支援の要請を受けて優先順位の検討を行った2種

類のドーピング禁止物質について、ヘリウム冷却極低温

プローブを用いた qNMR などによる迅速値付け技術の

確立と認証標準物質の開発に着手した。 

 また、ドーピング禁止物質などの生体関連物質の多く

は類似構造の不純物を含むため、qNMR における不純物

シグナルの重なりによる特性値のバイアスが懸念される。

そこで、この影響排除を可能とする技術の開発を目指し、

装置メーカとの共同研究を開始した。 

 なお、2018年7月1日に計量標準総合センターにドーピ

ング検査標準研究ラボを設置し、信頼性の高いドーピン

グ検査結果を得るために必要となる計量学的に高品質な

標準物質の拡充を体系的に行える体制を構築した。 

［領 域 名］計量標準総合センター、スピントロニク

ス研究センター、触媒化学融合研究セン

ター 

［キーワード］ドーピング検査、ドーピング禁止物質、

世界ドーピング防止機構、定量核磁気共

鳴分光法、認証標準物質 

 

［研 究 題 目］流動場分離法を用いたナノ材料分級法に
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係る国際規格の提案 

［研究代表者］加藤 晴久（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 晴久、中村 文子、伴野 秀邦 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 欧米で急速に進捗するナノ材料の輸出入規制やナノ適

合判定に係る法整備の進展は、本来高品質であるとされ

る国産ナノ材料の競争力にマイナスの影響を与えうる懸

念が高い。優れた国産ナノ材料の特性を示しつつ、ナノ

適合判定を実施するには分級法を用いたナノ材料の特性

評価は欠かすことができない。そこで、本研究ではナノ

材料分級法の中でも最も適用範囲が広く、世界規模で利

用されている流動場分離法に対し、材料の適用範囲なら

びに規定すべき分級条件因子などを決定する評価研究を

実施した。研究代表者はプロジェクトリーダーとして当

該方法に関する国際規格の策定を主導し、その規格は

2018年度6月に ISO の技術仕様書（ISO/TS 21362）と

して発行された。さらに2018年11月 ISO/TC229（ナノ

テクノロジー）総会にて、国際標準へ格上げして策定を

進めることが合意された。 

［領 域 名］計量標準総合センター 

［キーワード］流動場分離法、分級、粒子径、粒子径分

布 

 

［研 究 題 目］測定および保存に用いる容器などの生体

分子適合性評価技術および品質管理に関

する国際標準化 

［研究代表者］藤井 紳一郎（物質計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤井 紳一郎、野田 尚宏 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、容器の生体試料適合性に関する評価技術お

よび製品認証などにおける規格を国際標準化することで、

保存試料の安定性向上と、ユーザーのリスク回避に繋げ

るものである。また、当該国際標準による製品認証を受

けることで、国産容器などの国際競争力向上を狙う。 

本研究では特に、「吸着評価技術の検討および低吸着容

器の開発への応用」、「関連する評価技術・低吸着容器開

発の国内、海外動向の把握」、「生体関連分子の吸着評価

技術に関する国際標準開発」をサブテーマとして設定し、

新規プロジェクト提案を目標とした。提案先としては、

ISO/TC276（バイオテクノロジー）、ISO/TC212（臨床

検査と体外診断検査システム）、ISO/TC34（食品）など

生体試料計測に関する技術委員会を対象として情報収集

を行い、関連する提案がなされていないか調査を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター、生命工学 

［キーワード］容器、生体試料、吸着、計測、核酸標準、

品質管理 

 

［研 究 題 目］高圧気体用圧力計の校正方法および特性

試験方法の標準化 

［研究代表者］梶川 宏明（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］梶川 宏明、小島 桃子、飯泉 英昭、

小畠 時彦（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

水素ステーション、化学プラントなどの高圧ガス利用

施設では、使用する圧力計の定期的な校正・検査が必要

である。現在、高圧気体用圧力計の校正方法について共

通の技術基準はなく、方法の妥当性の検証も十分でない。

校正事業者や検査事業者からは、校正方法やトレーサビ

リティ確保の方法についての技術基準（標準化）が要望

されている。方法の妥当性や校正結果の整合性の検証は、

国際整合性の確保された気体圧力標準と液体圧力標準の

両方を維持している産総研の技術により可能となるため、

産総研が主導して検証実験や規格化を進めることが期待

されている。 

本研究では、高圧気体を利用する事業者に対して圧力

計の校正・検査に関する技術課題とニーズ調査を行い、

調査で挙がった方法について検証実験を行う。複数の方

法で行った校正結果の整合性を確認するとともに、それ

ぞれの方法で適切な校正結果を得るために必要な技術要

件（装置構成や加圧手順など）を明らかにする。技術調

査および検証実験の結果を基に、校正方法・特性試験方

法の規格化を行うことを目的とする。 

 20180年度は、高圧気体用圧力計の校正方法について

の JIS 素案作成のため、検討会を開催した。民間の圧力

計製造業者および校正事業者に委員として参加して頂き、

高圧気体用圧力計を校正する際に利用される方法に関し

て、必要な装置構成、校正準備・本測定・後処理の手順

や注意点などを記載した JIS 素案の作成を行った。また、

一般社団法人日本計量機器工業連合会と共同で日本規格

協会の JIS 原案作成公募制度に応募して採択され、JIS

原案作成委員会および分科会の設置準備を行った。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］圧力校正、圧力計、高圧ガス、水素ステ

ーション 
 

［研 究 題 目］座標測定機（CMM）による幾何形状測定

結果の不確かさ算出法の標準化 

［研究代表者］佐藤 理（工学計測標準研究部門） 
［研究担当者］佐藤 理、阿部 誠、松崎 和也 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

2000年代に入り機械・電機製造業を中心に、製品構想

および設計段階における三次元 CAD の利用と、そこか

ら生成する加工データの活用が増加している。製品の検

査においては、座標測定機（Coordinate Measuring 

Machine: CMM）を中心とする三次元寸法形状測定シス

テムを利用した、設計値と三次元形状測定データとの照

合が行われており、測定の不確かさを考慮して合否判定
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を行うことが求められている（ISO 14263-1:2017）。し

かしながら CMM は複雑な計測システムであり、その測

定の不確かさを算出することは容易ではない。CMM を

使用した検査における測定不確かさ算出法の標準化とし

て、日本側からは産総研を中心として、製造現場にも普

及させやすい、複数姿勢・複数回測定から不確かさを算

出する方法の標準化を ISO 15530シリーズの1パートと

して制定するよう、ISO TC213に働きかけてきた。 

本研究では、今後の ISO における標準化活動において

多くの票数を持つ欧州側と、不確かさ算出法における方

法論などの意見調整を行い、必要な技術的エビデンスを

収集する準備を行った。欧州の複数の国立研究所と連名

で、本手法を含む一連の測定の不確かさ評価手法（ISO 

15530-2 および ISO 15530-5）の標準化推進プロジェク

ト（EUCoM Project）を2018年6月から開始した。本プ

ロジェクトは3年間で実施される。このプロジェクトに

よる成果は、日本をプロジェクトリーダとして提案する

ISO 15530-2の審議において、理論面、技術面での根拠

として活用される。今後の年次展開としては、EUCoM

プロジェクト期間開始から18ケ月目を目標に、マイルス

トーンとして複数姿勢・複数回測定から不確かさを算出

する方法を確立する計画となっている。またプロジェク

ト34ケ月目までに ISO TC213 WG10 での審議のための

検証実験を完了し、ISO 15530-2（日本から）および ISO 

15530-5（欧州から）として提案し、国際標準化を進め

る計画となっている。2018年7月にキックオフミーティ

ングをイタリア  INRIM で開催し、2018年 9月の

ISO/TC213/WG10プエブラ会議（ポーランド）にて、プ

ロジェクト進捗状況ならびに不確かさ算出手順案を報告

した。 

技術面の検討については産総研とドイツ物理工学研究

所が連携して進める。検証実験の実施にあたっては、東

京都立産業技術研究センターも協力することとなった。

検証実験のプロトコル作成に先立ち、複数の幾何公差を

含むゲージを作成し、提案する手法で妥当な大きさの測

定の不確かさを付与できるかを検討した。検討結果は

EUCoM プロジェクト内で共有され、2019年2月の

ISO/TC213/WG10 ジュネーブ会議（スイス）ならびに

2019年3月の EUCoM Project 9th month meeting（チェ

コ、CMI）で報告した。 

［領 域 名］計量標準総合センター 
［キーワード］適合性評価、不確かさ、3D 計測 
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２．事業組織・本部組織業務 
 2015年からの産総研第4期中長期計画の開始に伴い、「コンプライアンスの強化」「『橋渡し』のための研究企画」

「知財・標準化、産学連携等の強化」「研究職と事務職の人事の一元的管理と適材適所の配置、人材育成の強化」「広

報活動の強化」に関する組織および業務体制の見直しを行うとともに、研究支援体制（事業組織）を再編することで、

より一層の業務効率化を図った。 

 

(1) 本部組織・特別の組織 

 2018年度は業務の効率化および適正化を図るため、各組織が所掌する業務の調整、名称の変更、組織の設置など

を以下のとおり実施した。 

・産総研における法務業務の体制を強化するため、法務室から法務部に改編した。 

・環境安全本部 情報基盤部を廃止し、情報セキュリティの統括を担う部署として「情報セキュリティ部」を設置

した。また、情報化推進を担う部署として環境安全本部 環境安全企画部に「情報システム室」を設置した。 

 

 

（組織再編の一覧表は「５．組織編成」に記載） 

 

【本部組織】 

・企画本部 

・コンプライアンス推進本部 

・イノベーション推進本部 

・環境安全本部 

・総務本部 

・評価部 

・情報セキュリティ部 

・監査室 

 

【特別の組織】 

・TIA 推進センター 

 

＜凡 例＞ 

本部・事業組織名（英語名） 

---------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第×、△△センター 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

概 要：部門概要 

---------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在の役職者名） 

---------------------------------------------------------------------- 

××室（英語名） 

（つくば中央第○） 

概要：業務内容 

△△室（英語名） 

（△△センター） 

概要：業務内容 

---------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 
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１）コンプライアンス推進本部 
（Compliance Headquarters） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：7名（3名） 

 

概 要： 

 コンプライアンス推進本部は、研究所のコンプライ

アンス推進に関する体制の構築・取り組みおよび研究

ミスコンダクト（研究成果物などの作成に係るねつ造、

改ざん、盗用など）への対応などを行っている。 

2018年度の主な活動は以下のとおりである。 

1．リスク管理および危機対策の取り組み 

（1）コンプライアンス推進委員会（リスク情報報

告会）の開催 

  顕在化したリスク情報を現場から収集し、理

事長およびコンプライアンス推進担当理事など

に報告するためのコンプライアンス推進委員会

を原則毎週開催した。なお、同委員会では、リ

スク情報ごとに対処方針を検討するとともに、

適宜現場への指示を行った。 

（2）リスク情報の共有 

  リスク情報を月単位で取りまとめ、研究所内

で定期的に開催されている役員の連絡会議およ

び事業所長などの連絡会議において、毎月リス

ク情報を共有し、研究所内への周知および注意

喚起を行った。 

（3）コンプライアンスに関する他機関との連携強

化 

「国立研究開発法人協議会」（国研協）に産総

研の主導により設置された「コンプライアンス

専門部会」の専門部会長および事務局を担い、

2018年度に専門部会を3回開催し、コンプライア

ンスに関する情報共有や意見交換などを行った。 

また、産総研における新たな取り組みである

「コンプライアンス推進週間」を合同で実施し、

国研協統一ポスターを作成するとともに、参加

法人の幹部および管理職を対象とした研修を実

施した。 

 2．コンプライアンスの普及啓発活動 

（1）コンプライアンス出張研修および「コンプラ

イアンス推進週間」 

  全職員を対象とした「e-ラーニング研修」およ

びコンプライアンス推進本部の職員が産総研内の

各事業所および地域センターに出向く「出張研修」

を引き続き実施した。 

 また、産総研初の取り組みとして「コンプライ

アンス推進週間（2018年12月3日－12月7日）」

を設定し、①コンプライアンスに関する意識啓発

のためのハンドブックおよび携帯用カードの作

成・配布、②幹部および管理職を対象とした特別

研修の実施、③部署毎に主体的な取り組み事項を

決定・実施し全部署での共有などを行った。 

（2）「コンプラ便り」の発行 

  コンプライアンス意識向上を図るため、視覚的

に訴えるポスター形式の「コンプラ便り」（職員

向けレター）を毎月発行し、イントラネット上に

掲載するとともに、全事業所および全地域センタ

ーに掲示した。 

3．研究ミスコンダクトへの対応およびその防止策 

（1）研究ミスコンダクトへの対応 

  所内規程に基づき、研究者倫理統括者の指揮

の下、研究ミスコンダクト事案に迅速かつ厳正

に対応した。 

（2）剽窃探知オンラインツールの利用促進 

  不正防止の取り組みの一助として、引用・参

考文献の表示漏れ、意図しない自己剽窃などを

防ぐために剽窃探知オンラインツールを研修や

イントラネットなどで周知し、利用の促進を図

った。 

--------------------------------------------------------------------------- 

構成図（2019/3/31現在） 

［コンプライアンス推進本部］ 

 本部長    中鉢 良治（理事長） 

 副本部長   三木 幸信（副理事長） 

 担当理事   白石 重明 

 担当理事   岡田 武 

 審議役    石井 正一 

 総括企画主幹 吉川 敏之 

［コンプライアンス推進室］ 

 室長     益子 利和 

--------------------------------------------------------------------------- 

コンプライアンス推進室（Compliance Office） 

概 要： 

 コンプライアンス推進室は、コンプライアンス推進

委員会の事務、研究所のコンプライアンス推進に関す

る体制の構築・取り組みおよび研究ミスコンダクト

（研究成果物などの作成に係るねつ造、改ざん、盗用

など）への対応などを行っている。 

 
２）監査室 

（Audit Office） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：6名 

概 要： 

 監査室は、（1）①業務の有効性および効率性、②

事業活動に係る法令などの遵守、③資産の保全、④財

務報告書などの信頼性の実現のため、各業務が適正か

つ効率的に機能しているかモニタリングすることを目



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(275) 

的とした内部監査業務、（2）研究所の財務内容など

の監査を含む業務の能率的かつ効果的な運営を確保す

ることを目的とした独立行政法人通則法第19条第4項

に基づく監事の監査業務の支援に関する業務、（3）

会計検査院法（昭和22年4月19日法律第73号）に規定

する検査への対応に関する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［監査室］ 

  室  長      菊地 正寛 

--------------------------------------------------------------------------- 

2018年度の主な活動 

内部監査については、監査の必要性の高い特定のテー

マに加え、研究ユニットの業務全般について包括的な監

査を実施した。監査を通じて把握・取得した業務の実態

および客観的データについては、分析・評価することに

より、当該業務の合規性、有効性、効率性の把握と課題

などを抽出し、監査対象部署などに対して改善提言など

を行った。また、過年度の内部監査における改善提言に

対する改善状況について、フォローアップ監査を行った。 

監事の監査業務の支援については、監事監査が適正か

つ効率的に行えるよう監事との打合せを十分に行うとと

もに、監査対象部署の事前情報収集、データ作成、日程

調整および監査記録作成などを行った。 

 会計検査院による検査対応業務については、内部監査

と会計検査院による検査の情報を一元的に管理し、関係

部署との情報共有を十分に行うことにより、適切かつ迅

速な対応を行った。 

 
３）評価部 
（Evaluation Department） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：10名（8名） 

概 要： 

評価部のミッションは、公正かつ中立的な立場から

研究所の活動が評価されることを通じて、研究所運営

における PDCA サイクルが徹底されるための要の役

割を果たすことである。 

具体的には、外部委員からなる評価委員会などの事

務局として、委員による指摘が、①研究、研究関連お

よびその他の業務活動の活性化ならびに質的向上と、

②経営層による優れた経営判断に繋がるよう、効果的

かつ効率的に委員会を運営し、また、③評価結果を公

開して透明性確保と国民への説明責任を果たすことで

ある。 

2018年度は、年度評価に加え、第4期中長期目標期

間見込評価（第4期中長期目標期間における2018年度

までの実績および2019年度終了時までに見込まれる

実績の評価）に向けて、他法人の見込評価の事例を調

査し、2つの評価を一体的に実施できるよう、評価プ

ロセスを構築した。 

また、2017年度までの評価プロセスや評価結果を

詳細に分析し、評価書作成ガイドラインとして整備す

ることにより、評価の充実と効率化を図った。 

その上で次の業務を行った。 

1. 2017年度実績の評価 

（1）外部評価 

7領域の研究評価委員会および研究関連業務評

価委員会による2017年度の評価結果を報告書と

して公開した。 

（2）自己評価 

2017年度の自己評価案を取りまとめ、その妥

当性を外部委員からなる自己評価検証委員会で検

証し、その結果を取りまとめた。 

2. 2018年度および第4期中長期目標期間終了時に見

込まれる実績の外部評価 

（1）研究評価委員会 

7領域の研究評価委員会において、2018年度お

よび第4期中長期目標期間終了時に見込まれる研

究成果などの評価を実施した。 

（2）研究関連業務評価委員会 

マーケティング、知財、人材育成などの研究関

連業務および業務運営の改善・効率化、財務内容

の改善などの業務に関し、2018年度および第4期

中長期目標期間終了時に見込まれる実績の評価を

実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

評価部 部長    （兼）加藤 一実 

次長    秋道 斉 

室長    北川 由紀子、蒲生 昌志 

-------------------------------------------------------------------------- 

評価企画室（Evaluation Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

評価に係る業務の企画および立案ならびに総合調整、

外部評価に関する業務（研究評価室の所掌に属するも

のを除く。）、評価に係る業務であって、他の所掌に属

しないものに関する業務を行う。 

 

研究評価室（Research Evaluation Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

外部評価のうち、研究および研究に関連する業務の

評価に関する業務を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 
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 研究評価委員会など 評価報告書 

＊産総研公式ホームページから閲覧可能 

（https://unit.aist.go.jp/eval/ci/report.html） 

 

４）企画本部（Planning Headquarters） 
-------------------------------------------------------------------------- 

所在地：東京本部、つくば中央第1 

人 員：78名（38名） 

概 要： 

 企画本部は、理事長を補佐し、研究所の総合的な経

営方針の企画および立案、研究所の業務の実施に係る

総合調整ならびに業務合理化の推進、研究所の広報な

どに係る業務を行っている。 

 具体的には、理事長の執務補佐を行うとともに、研

究所の経営企画業務として、経済産業省と密接なコミ

ュニケーションをとりつつ、法人運営全体に係わる企

画調整、経営方針の企画立案、中長期計画および年度

計画の取りまとめ、研究資源の配分、研究センター・

研究部門の新設および改廃案の策定、広報業務の企画

立案、研究成果の発信などを行っている。 

 また、国会、経済産業省、総合科学技術・イノベー

ション会議や国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構などの外部機関への総括的な対応を担

っている。 

-------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

【企画本部】 

   企画本部長   岡田 武 

   企画副本部長  渡辺 隆史 

小原 春彦 

中村 安宏 

審議役     五十嵐 光教 

小林 隆司 

田村 修 

矢島 秀浩 

総括企画主幹  藤木 弘之 

        嶋田 隆司 

杢野 由明 

松本 治 

（兼） 小熊 光晴 

  【総合企画室】 

室長      小熊 光晴 

【経営改革推進室】 

室長      上原 一彦 

【報道室】 

 室長      佐々木 正広 

【広報サービス室】 

室長（兼）   五十嵐 光教 

【OIL 室】 

室長（兼）   松本 治 

【人工知能グローバル研究拠点整備準備室】 

室長（兼）   矢島 秀浩 

-------------------------------------------------------------------------- 

総合企画室 

（General Planning Office） 

概 要： 

 企画本部6室を総括し、研究所の総合的な経営方針

および研究方針の企画および立案ならびに総合調整に

関する業務を行っている。 

 

経営改革推進室 

（Governance Reform Office） 

概 要： 

 経営改革推進室は、研究所の組織および人員配置に

かかる基本方針の企画および立案ならびに総合調整、

研究所の経営戦略会議、理事長が参加する外部委員会

などへの対応に関する業務を行っている。 

 

報道室 

（Media Relations Office） 

概 要： 

報道室は、広報業務の企画立案および総合調整、マ

スメディアを通じた広報および取材対応などの業務を

行っている。 

 

広報サービス室 

（Public Relations Information Office） 

概 要： 

 広報サービス室は、コーポレートアイデンティティ

の活用および企画・推進、情報ネットワークを用いた

研究成果などの発信、広報誌など刊行物の発行・頒布、

映像および画像の制作、常設展示施設「サイエンス・

スクエアつくば」の運営、研究所の公開などの企画・

運営、外部イベントへの出展、見学受入などの業務を

行っている。 

 

OIL 室 

（Open Innovation Laboratory Office） 

概 要： 

 OIL 室は、研究所におけるオープンイノベーショ

ンラボラトリ（OIL）の推進に係る制度の整備および

総合調整、OIL に係る研究および開発の進捗および

実施状況の把握に関する業務を行っている。 

 

人工知能グローバル研究拠点整備準備室 

（Planning Office for AI Global Open Innovation 

Arena） 

概 要： 

 人工知能グローバル研究拠点整備準備室は、研究所
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の人工知能技術に関する最先端の研究開発および社会

実装を産学官連携で推進するための柏ハブ研究拠点お

よび臨海ハブ研究拠点の整備ならびに各研究拠点にお

ける研究業務の企画および立案に関する業務を行って

いる。 

 

  



事業組織・本部組織業務 

(278) 

１）報道関係 

2018年度プレス発表件数（所属別） 

所属名 件数 
エネルギー・環境領域 1

電池技術研究部門 1

省エネルギー研究部門 1

環境管理研究部門 3

太陽光発電研究センター 1

再生可能エネルギー研究センター 4

先進パワーエレクトロニクス研究センター 3

創薬基盤研究部門 2

バイオメディカル研究部門 7

健康工学研究部門 2

生物プロセス研究部門 7

創薬分子プロファイリング研究センター 4

情報・人間工学領域 1

情報技術研究部門 1

人間情報研究部門 1

知能システム研究部門 3

自動車ヒューマンファクター研究センター 1

ロボットイノベーション研究センター 1

人間拡張研究センター 1

人工知能研究センター 9

実社会ビッグデータ活用オープンイノベー

ションラボラトリ 
2

材料・化学領域研究戦略部 1

化学プロセス研究部門 4

ナノ材料研究部門 5

無機機能材料研究部門 2

ナノチューブ実用化研究センター 4

機能材料コンピュテーショナルデザイン研

究センター 
2

磁性粉末冶金研究センター 1

先端オペランド計測技術オープンイノベー

ションラボラトリ 
4

数理先端材料モデリングオープンイノベー

ションラボラトリ 
1

日本特殊陶業-産総研ヘルスケア・マテリア

ル連携研究ラボ 
1

UACJ-産総研アルミニウム先端技術連携研

究ラボ 
1

ナノエレクトロニクス研究部門 5

電子光技術研究部門 3

製造技術研究部門 1

スピントロニクス研究センター 1

先進コーティング技術研究センター 2

集積マイクロシステム研究センター 2

フレキシブルエレクトロニクス研究センタ

ー 
4

 

 

 

所属名 件数 

窒化物半導体先進デバイスオープンイノベ

ーションラボラトリ 
1

地質調査総合センター研究戦略部 1

活断層・火山研究部門 6

地圏資源環境研究部門 1

地質情報研究部門 10

計量標準総合センター 1

工学計測標準研究部門 1

物理計測標準研究部門 5

物質計測標準研究部門 4

分析計測標準研究部門 1

企画本部 3

イノベーション推進本部 2

柏センター 1

臨海副都心センター 1

中国センター 1

総計 139

（*発表件数は125件）
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2018年度取材対応件数（所属別） 

所属名 件数

エネルギー・環境領域研究戦略部 4
創エネルギー研究部門 4
電池技術研究部門 9
省エネルギー研究部門 2
環境管理研究部門 12
安全科学研究部門 7
太陽光発電研究センター 12
再生可能エネルギー研究センター 15
生命工学領域研究戦略部 2
創薬基盤研究部門 5
バイオメディカル研究部門 23
健康工学研究部門 3
生物プロセス研究部門 14
創薬分子プロファイリング研究センター 1
情報・人間工学領域研究戦略部 9
人工知能研究戦略部 2
情報技術研究部門 7
人間情報研究部門 29
知能システム研究部門 34
自動車ヒューマンファクター研究センター 9
ロボットイノベーション研究センター 8
サイバーフィジカルセキュリティ研究センタ

ー 
1

人間拡張研究センター 16
人工知能研究センター 54
実社会ビッグデータ活用オープンイノベーシ

ョンラボラトリ 
1

パナソニック-産総研先進型 AI 連携研究ラボ 1
材料・化学領域 1
材料・化学領域研究戦略部 4
機能化学研究部門 4
化学プロセス研究部門 6
ナノ材料研究部門 5
無機機能材料研究部門 3
構造材料研究部門 3
触媒化学融合研究センター 16
ナノチューブ実用化研究センター 2
磁性粉末冶金研究センター 1
ナノエレクトロニクス研究部門 6
電子光技術研究部門 6
先進コーティング技術研究センター 4
集積マイクロシステム研究センター 8
フレキシブルエレクトロニクス研究センター 7
窒化物半導体先進デバイスオープンイノベー

ションラボラトリ 
1

地質調査総合センター研究戦略部 73
地質情報基盤センター 34

 

所属名 件数

活断層・火山研究部門 148

地圏資源環境研究部門 22

地質情報研究部門 44

計量標準総合センター 12

計量標準総合センター研究戦略部 4

計量標準普及センター 1

工学計測標準研究部門 24

物理計測標準研究部門 6

物質計測標準研究部門 7

分析計測標準研究部門 1

理事 1

企画本部 17

イノベーション推進本部 2

イノベーション推進企画室 1

技術マーケティング室 1

大型連携推進室 1

ベンチャー開発・技術移転センター 3

知的財産・標準化推進部 1

ダイバーシティ推進室 1

福島再生可能エネルギー研究所 27

北海道センター 1

東北センター 1

中部センター 1

関西センター 5

中国センター 2

九州センター 7

総計 809
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2018年度マスメディアなど報道件数（媒体別） 

媒体名 件数 
新聞 朝日新聞 91 

読売新聞 98 
毎日新聞 45 
産経新聞 34 
日本経済新聞 124 
日刊工業新聞 364 
フジサンケイ ビジネスアイ 21 
日経産業新聞 105 
化学工業日報 201 
科学新聞 77 
その他 1,019 
小計 2,179 

雑 誌 な

ど 
138 

TV/ 
ラジオ 

NHK 
56 

日本テレビ 7 
TBS 10 
フジテレビ 13 
テレビ朝日 3 
テレビ東京 7 
その他 18 
小計 114 

WEB 
その他 3,407 

総計 5,838 
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２）主催行事など 

2018年度講演会など実施一覧  

開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

1 2018年4月11日 産総研・名大 GaN-OIL シ

ンポジウム2018産学官連携

で実現する次世代窒化物半

導体デバイスの開発－世界

最先端の省エネルギー社会

の実現へ向けて－  

産総研 窒化物半導体先

進デバイスオープンイノ

ベーションラボラトリ 

主催  愛知県  名古屋大学 

2 2018年4月26日 産総研2次電池材料・反応分

析シンポジウム  
産総研 エネルギー・環

境、材料・化学、エレク

トロニクス・製造  

主催  大阪府  関西センター 

3 2018年5月21日 産総研コンソーシアム「製

造技術イノベーション協議

会」2018年度 総会および

講演会  

産総研 九州センター 製
造技術イノベーション協

議会   

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル  

4 2018年7月4日 e-テキスタイルの社会実装

に向けた産学官連携シンポ

ジウム  

産総研、福井県工業技術

センター、e-テキスタイ

ル製品開発研究会、ふく

い産業支援センター  

主催  福井県  福井県工業技術

センター  

5 2018年7月20日 SIP 自動走行システムヒュ

ーマンファクター研究開発

成果発表シンポジウム  

SIP 自動走行システム

HMI 研究開発コンソー

シアム 

主催  東京都  御茶ノ水ソラシ

ティカンファレ

ンスセンター  
6 2018年7月27日 第3回トリリオンセンサ・可

視化研究会講演会「トリリ

オン（1兆個）センサ世界を

拓く技術 」  

産総研コンソーシアム

「製造技術イノベーショ

ン協議会」トリリオンセ

ンサ・可視化研究会 

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル  

7 2018年7月27日 計測標準フォーラム第16回
講演会  

計測標準フォーラム、日

本計量機器工業連合会、

産総研 計量標準総合セ

ンター  

主催  東京都  東京ビッグサイ

ト 

8 2018年9月4日 第17回水文学的・地球化学

的手法による地震予知研究

についての日台国際ワーク

ショップ  

産総研 活断層・火山研

究部門  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター  

9 2018年9月12日 第2回センサシステム技術研

究会講演会 第26回インスペ

クション技術研究会講演会

「生産効率向上のために目

指すべきは何か」  

産総研コンソーシアム

「製造技術イノベーショ

ン協議会」センサシステ

ム技術研究会、インスペ

クション技術研究会鹿児

島県工業技術センター 

主催  鹿児島県  TKP ガーデンシ

ティ鹿児島中央

桜島プレミアム 

10 2018年9月28日 イ ン タ ー メ ジ ャ ー 2018
NMIJ 法定計量セミナー

2018  

産総研 計量標準総合セ

ンター、日本計量機器工

業連合会  

主催  東京都  東京ビッグサイ

ト  

11 2018年10月2日 第20回医療福祉技術シンポ

ジウム  
産業技術連携推進会議、

医療福祉技術分科会、産

総研  

共同主催 広島県  広島大学 霞キャ

ンパス 

12 2018年10月3日 2018年度 産総研 エネルギ

ー・環境シンポジウムシリ

ーズ「水環境の評価、修復

およびそれを支える計測技

術」  

産総研 主催  東京都  機械振興会館ホ

ール 

13 2018年10月5日 産総研オープンイノベーシ

ョン（冠ラボ合同）シンポ

ジウム  

産総研 イノベーション

推進本部、企画本部  
主催  東京都  TKP ガーデンシ

ティ PREMIUM
神保町  
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開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

14 2018年10月19日 産総研・北陸プロジェクト

セミナー  
産総研 主催  千葉県  幕張メッセ 

15 2018年10月23日 第8回 CSJ 化学フェスタ

2018：産業技術総合研究所

特別企画 SDGs の達成に

貢献する産総研発 CERO テ

クノロジー  

産総研 材料・化学領域 主催  東京都  タワーホール船

堀  

16 2018年11月8日 センシング技術コンソーシ

アム オープンシンポジウ

ム  

産総研 主催  東京都  産総研 臨海副都

心センター 

17 2018年11月12日 産総研－理研第4回量子技術

イ ノ ベ ー シ ョ ン コ ア

Workshop  

産総研、理化学研究所 主催  東京都  富士ソフトアキ

バプラザ  

18 2018年12月14日 シンポジウム「新材料で構

成する快適建築空間」－マ

イナスからゼロ、ゼロから

プラス：2つの快適性につい

て－ 

産総研 構造材料研究部

門、環境ハーモニック建

築部材研究会、産総研コ

ンソーシアム「低炭素化

材料評価システム技術コ

ンソーシアム」  

主催  東京都  グランパークカ

ンファレンス 

19 2018年12月17日 固体酸化物エネルギー変換

先端技術コンソーシアム

（ASEC）公開シンポジウ

ム2018（脱炭素社会とコネ

クティッド社会を両立する

ための未来 SO 技術）  

固体酸化物エネルギー変

換先端技術コンソーシア

ム（ASEC）  

主催  東京都  TKP ガーデンシ

ティ PREMIUM
京橋  

20 2018年12月28日～

2019年1月22日 
【安全科学研究部門講演

会】社会ニーズに応える安

全科学研究  

産総研 安全科学研究部

門  
主催  東京都  産総研 臨海副都

心センター   

21 2019年1月16日～ 
1月18日 

Computational Sciences 
Workshop 2019 (CSW2019)
計算科学ワークショップ

2019  

産総研 機能材料コンピ

ュテーショナルデザイン

研究センター  

主催  東京都  両国国際ファッ

ションセンター 

22 2019年1月25日 新世代コンピューティング

シンポジウム／第8回電子光

技術シンポジウム  

産総研 電子光技術研究

部門、ナノエレクトロニ

クス研究部門  

主催  東京都  秋葉原 UDX カ

ンファレンス  

23 2019年1月25日 2018年度 第2回 ふくしま

地中熱利用情報交換フォー

ラム～再生可能エネルギー

先駆けの地を目指して～  

産総研 エネルギー・環

境領域 福島再生可能エ

ネルギー研究センター、

福島県地中熱利用技術開

発 有限責任事業組合 

共同主催 福島県  福島県ハイテク

プラザ  

24 2019年2月1日 ナノテクノロジー国際標準

化ワークショップ～ナノテ

クノロジーの産業化を後押

しする国際標準化～  

産総研 ナノテクノロジ

ー標準化国内審議委員会

主催  東京都  東京ビッグサイ

ト 

25 2019年2月6日 第2回生物化学プロセス研究

会講演会『IoT 時代のセン

サー活用と情報の活用』  

産総研コンソーシアム

「製造技術イノベーショ

ン協議会」 生物化学プ

ロセス研究会 

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル 

26 2019年2月6日 2018年度産業技術総合研究

所中部センター研究講演会 
産総研 中部センター名

古屋国際見本市委員会 
主催  愛知県  名古屋市中小企

業振興会館 
27 2019年2月13日 2018年度出前シンポジウム

in 大分  
大分県工業連合会、大分

県産業科学技術センタ

ー、産総研 九州センタ

ー  

主催  大分県  ソフィアホール 

28 2019年2月14日 テクノブリッジセミナー in 
神奈川  

産総研 主催  神奈川県  崎陽軒ヨコハマ

ジャスト1号館 
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開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

29 2019年2月14日 2018年度計量標準総合セン

ター成果発表会  
産総研 計量標準総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター  
30 2019年2月18日 2018年度  出前シンポジウ

ム in 熊本  
熊本県工業連合会、産総

研 九州センター、熊本

県産業振興協議会セミコ

ン IT 産業部会、熊本県 

主催  熊本県  KKR ホテル熊

本 

31 2019年2月21日 テクノブリッジセミナー in 
福井  

産総研 主催  福井県  福井県工業技術

センター  
32 2019年2月22日～ 

2月25日 
公設試および地域センター

職員向け AI 道場  
産総研 イノベーション

推進本部地域連携推進部

主催  大阪府、 
他 

産総研 関西セン

ター、中国セン

ター、北海道セ

ンター  
33 2019年2月26日 次世代ナノテクフォーラム

2019（未来を拓くバイオナ

ノファイバー）  

産業技術連携推進会議近

畿地域部会（産総研 関
西センター、2府6県の

公設試験研究機関） 

主催  大阪府  千里ライフサイ

エンスセンター 

34 2019年2月27日 テクノブリッジフェア in 熊

本  
産総研 九州センター 主催  熊本県  グランメッセ熊

本 
35 2019年2月28日 第2回センシング材料研究会

講演会『IoT 時代のセンシ

ング材料開発からデバイス

技術まで』  

産総研コンソーシアム

「製造技術イノベーショ

ン協議会」 センシング

材料研究会 

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル 
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主催行事（共同主催を含む）  

開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

1 2018年4月6日 第191回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

2 2018年4月17日～ 
7月1日 

地質標本館2018年度春の特

別展「関東平野と筑波山－関

東平野の深い地質のお話－」

産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館  
3 2018年4月19日～ 

4月20日 
産総研福井サイト開設2周年

記念講演会／個別技術相談会

産総研 主催  福井県  福井県工業技術

センター  
4 2018年4月21日 地質標本館 科学技術週間特

別講演「関東平野を作り上げ

た川と海」、「縄文時代の霞ヶ

浦周辺の環境と貝塚」  

産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館  

5 2018年4月21日 科学技術週間特別イベント

「もっとロボット！」  
産総研 主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンターサイエン

ス・スクエア つ
くば  

6 2018年5月11日 第192回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

7 2018年5月28日～ 
6月1日 

2018年度春期地質調査研修 産総研コンソーシアム

41「地質人材育成コン

ソーシアム」  

主催  島根県  島根県出雲市長

尾鼻周辺（小伊

津海岸）  
8 2018年5月29日 AIST-HTCEセミナー：欧州

における「IoTや光工学の最

新研究開発動向」と「オープ

ンイノベーション拠点 ハイ

テクキャンパス」  

産総研、ハイテクキャ

ンパス アイントフォー

ヘン（HTCE） 

主催  東京都  大手町フィナン

シャルシティ サ
ウスタワー  

9 2018年5月29日 第58回産総研・新技術セミ

ナー  
産総研  東北センター

仙台青葉サイト  
主催  宮城県  産総研 東北セン

ター仙台青葉サ

イト  
10 2018年6月1日 ベンチャー創出セミナー  産総研 イノベーション

推進本部ベンチャー開

発・技術移転センター

主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

11 2018年6月5日 中国地域産総研技術セミナー

in広島  
産総研 中国センター、

広島県立総合技術研究

所  

主催  広島県  広島県立総合技

術研究所  西部

工業技術センタ

ー 
12 2018年6月6日 産総研オープンイノベーショ

ンラボラトリ（OIL）合同シ

ンポジウム  

産総研 主催  東京都  イイノホール＆

カンファレンス

センター 
13 2018年6月7日 第193回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部
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開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

14 2018年6月20日 グランド再生可能エネルギー

2018国際会議産総研スペシ

ャルセッション  

産総研 福島再生可能エ

ネルギー研究所  
主催  神奈川県 パシフィコ横浜 

15 2018年6月23日 体験イベント「来て見て持っ

て帰ろう、きれいな砂の世

界」  

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館  
16 2018年6月26日～ 

7月13日 
GSJ International Training 
Course on Practical 
Geological Survey 
Techniques 2018 - 
application to geological 
disaster mitigation -（2018
年GSJ国際研修）  

Geological Survey of 
Japan  

主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

17 2018年7月2日 第2回構想設計革新イニシア

ティブシンポジウム  
産総研 主催  東京都  産総研 臨海副都

心センター 
18 2018年7月4日 第2回TIAかけはし成果報告

会 －研究・技術の種をお探

しですか？－  

TIA 主催  東京都  東京大学 武田先

端知ビル  

19 2018年7月6日 第194回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

20 2018年7月21日 リケジョ見学ツアーと懇談会

～産総研の最先端技術をのぞ

いてみよう～  

産総研 ダイバーシティ

推進室  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

21 2018年7月21日 産総研つくばセンター 一般

公開  
産総研 つくばセンター 主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター  
22 2018年7月28日 2018年度 産総研 福島再生

可能エネルギー研究所 一般

公開  

産総研 福島再生可能エ

ネルギー研究所  
主催  福島県  産総研 福島再生

可能エネルギー

研究所  
23 2018年8月2日～ 

11月17日 
産総研 ニューロリハビリシ

ンポジウム 2018 「介入研

究のフロンティア」  

産総研 情報・人間工学

領域  
主催  千葉県  機械振興会館 

24 2018年8月4日 2018年度 九州センター 一

般公開  
産総研 九州センター 主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター  
25 2018年8月8日 国立研究開発法人産業技術総

合研究所四国センター一般公

開  

産総研 四国センター 主催  香川県  産総研 四国セン

ター  

26 2018年8月18日 第3回ジオ・サロン「水の座

談会 ～食べて飲んで水を知

る～」   

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  東京都  PRONTO神田店

27 2018年8月20日～ 
8月24日 

研究職5daysインターンシッ

プ(計量標準分野）  
産総研 計量標準総合セ

ンター 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 
28 2018年8月21日～ 

11月18日 
地質標本館2018年度特別展

「地球の時間、ヒトの時間－

アト秒から46億年まで35桁
の物語－」  

産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 

29 2018年8月24日～ 
8月27日 

第7回TIAパワーエレクトロ

ニクス・サマースクール  
TIAパワーエレクトロ

ニ ク ス MG 、 筑 波 大

学、産総研 

共同主催 茨城県  産総研 つくばセ

ンター  

30 2018年8月25日 地質標本館 地球なんでも相

談  
産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
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開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

31 2018年8月28日 テクノブリッジフェア in 茨
城  

産総研 主催  茨城県  ホテル天地閣 

32 2018年8月31日 第195回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

33 2018年9月5日 先端オペランド計測技術シン

ポジウム  
産総研 主催  東京都  富士ソフトアキ

バプラザ  
34 2018年9月5日～ 

9月7日 
産総研  総合職3daysインタ

ーンシップ「広報・産学官連

携体験コース」  

産総研 人事部 主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

35 2018年9月7日～ 
9月9日 

地質情報展2018北海道  産総研 地質調査総合セ

ンター、日本地質学会 
主催  北海道  かでる2・7 北

海道立道民活動

センター  
36 2018年9月7日 JASISセミナー：“ナノ材料

適正管理に向けたCOMS－

NANOによる複合計測シス

テムの開発：ナノ材料規制に

対応した装置開発と標準化の

最新動向”  

ナノ材料計測ソリュー

ションコンソーシアム

COMS-NANO 

共同主催 千葉県  幕張メッセ  

37 2018年9月25日 2018年度「産総研・新技術

セミナー in 高松」  
産総研 四国センター、

香川県産業技術センタ

ー  

主催  香川県  香川県産業技術

センター  

38 2018年9月28日 第59回産総研・新技術セミ

ナー  
産総研  東北センター

仙台青葉サイト  
主催  宮城県  産総研 東北セン

ター仙台青葉サ

イト 
39 2018年10月1日 Symposium on Human 

Informatics (SHI) 2018人間

情報研究部門シンポジウム

2018  

産総研 人間情報研究部

門  
主催  千葉県  柏の葉カンファ

レンスセンター 

40 2018年10月5日 第197回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

41 2018年10月5日 関西バイオ医療研究会 第7
回講演会  

産総研 バイオメディカ

ル研究部門、関西セン

ター 

主催  大阪府  産総研 関西セン

ター 

42 2018年10月9日 第10回TIAシンポジウム －

TIAが生みだすイノベーショ

ン－  

TIA  主催  東京都  イイノホール＆

カンファレンス

センター  
43 2018年10月10日～

10月31日 
地質標本館企画展「化石の

日」制定記念 素晴らしい日

本の石 ニッポニテス  

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
44 2018年10月11日 再エネテクノブリッジ in 秋

田  
産総研 福島再生可能エ

ネルギー研究所 
主催  秋田県  ALVE 秋田市民

交流プラザ  
45 2018年10月17日 ミニマルBGAパッケージン

グ試作ライン  オープニン

グ・ワークショップ  

産総研 九州センター 主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター  
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46 2018年10月21日 地質標本館 化石の日体験イ

ベント「自分で作ろう!!化石

レプリカ」  

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
47 2018年10月23日 医療機器などガイドライン活

用セミナー #18 ／三次元積

層造形技術を用い、東洋人の

骨格構造に最適な次世代イン

プラントの開発を目指して 

日本医療研究開発機

構、産総研 
主催  東京都  トラストシティ

カ ン フ ァ レ ン

ス・丸の内 

48 2018年10月29日～

11月2日 
2018年度秋期地質調査研修 産総研コンソーシアム

41「地質人材育成コン

ソーシアム」  

主催  島根県  島根県出雲市長

尾鼻周辺（小伊

津海岸）  
49 2018年10月29日 2018年度「産総研・新技術

セミナー in 高知」  
産総研 四国センター 主催  高知県  高知県立紙産業

技術センター  
50 2018年10月30日 2018年度「産総研・新技術

セミナー in 愛媛」  
産総研 四国センター 主催  香川県  川之江ふれあい

交流センター 

51 2018年10月31日 第60回産総研・新技術セミ

ナー  
産総研  東北センター

仙台青葉サイト  
主催  宮城県  産総研 東北セン

ター仙台青葉サ

イト 
52 2018年11月1日～ 

11月2日 
産総研中国センターなのセル

ロース工房開設記念講演会・

実技見学会  

産総研 中国センター 主催  広島県  東広島芸術文化

ホールくらら , 
産総研中国セン

ター  
53 2018年11月2日 第198回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

54 2018年11月10日～

11月12日 
THE 12TH ASIAN 
GEOTHERMAL 
SYMPOSIUM(AGS12) 
第12回アジア地熱シンポジ

ウム（AGS12）  

産総研 福島再生可能エ

ネルギー研究所、エネ

ルギー・環境領域 再

生可能エネルギー研究

センター、産総研 地圏

資源環境研究部門、韓

国地質資源研究院 

共同主催 韓国 Korea Institute 
of Geoscience 
and Mineral 
Resources  

55 2018年11月13日 地質標本館  茨城県民の日

スペシャルガイドツアー  
産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館  
56 2018年11月13日～

11月14日 
AIST 太陽光発電研究 成果

報告会 2018  
産総研 太陽光発電研究

センター、再生可能エ

ネルギー研究センター 

主催  茨城県  つくば国際会議

場 

57 2018年11月16日～

11月17日 
2018年度 九州・沖縄 産業

技術オープンイノベーション

デー  

産総研 九州センター 主催  宮崎県  宮崎県工業技術

センター 他  

58 2018年11月19日～

11月20日 
女子大学院生・ポスドクのた

めの産総研所内紹介と在職女

性研究者との懇談会 
Female Graduate Students 
Laboratory Tours and 
Round Table Talk with 
Women Researchers in 
AIST  

産総研 ダイバーシティ

推進室  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 
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59 2018年11月20日 2018年度産総研発ベンチャ

ーTODAY 
－産総研・NEDO発の技術

をビジネスへ－  

産総研 主催  東京都  フクラシア丸の

内オアゾ 

60 2018年11月20日～

2019年2月17日 
地質標本館2018年度特別展

「明治からつなぐ地質の知恵

北海道の地質－北海道命名

150周年－」  

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 

61 2018年11月28日～

11月30日 
国際粉体工業展東京2018：
POWTEX2018  

ナノ材料計測ソリュー

ションコンソーシア

ム:COMS-NANO 

共同主催 東京都  東京ビックサイ

ト  

62 2018年11月30日～

12月4日 
産総研  総合職5daysインタ

ーンシップ＜技術マーケティ

ング＞  

産総研 人事部 主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 

63 2018年12月3日 第10回産総研軽量構造材料

シンポジウム  
産総研 構造材料研究部

門  
主催  愛知県  ホテルメルパル

ク名古屋 
64 2018年12月3日 中国地域産総研技術セミナー

in島根  
産総研 中国センター、

島根県産業技術センタ

ー  

主催  島根県  テクノアークし

まね  

65 2018年12月4日 エネルギー技術シンポジウム

2018特集 “低炭素社会実

現に向けたエネルギー資源利

用の将来像”  

産総研 創エネルギー研

究部門、省エネルギー

研究部門  

主催  東京都  東京国際交流館

プラザ平成  

66 2018年12月4日 「中小企業のIT化からIoT化

を支援するMZプラットフォ

ーム」セミナー  

産総研 東北センター、

北上市産業支援センタ

ー  

主催  岩手県  北上オフィスプ

ラザ  

67 2018年12月4日 2018年度 産総研国際標準推

進戦略／NEDO出口戦略シ

ンポジウムサービス標準と認

証が拓く豊かな日本～安全・

安心・信頼で繋がり合う社会

に向けて～  

新エネルギー・産業技

術総合開発機構、モノ

づくり日本会議  

主催  東京都  イイノホール  

68 2018年12月4日 第8回次世代フレキシブルエ

レクトロニクスシンポジウム

産総研 フレキシブルエ

レクトロニクス研究セ

ンター、次世代プリン

テッドエレクトロニク

ス技術研究組合、産総

研次世代プリンテッド

エレクトロニクスコン

ソーシアム 

主催  東京都  秋葉原コンベン

ションホール  

69 2018年12月5日 医療機器などガイドライン活

用セミナー #19／スマート

治療室ガイドライン解説「手

術室IoTが創る未来と開発ガ

イドライン」  

日本医療研究開発機

構、産総研 
主催  東京都  コングレスクエ

ア日本橋 

70 2018年12月5日 青森県よろず支援拠点  IoT
活用セミナー  

青森県、青森県産業技

術センター工業総合研

究所（あおもりIoT研究

会）、産総研 東北セン

ター、青森県よろず支

援拠点  

主催  青森県  青森県産業技術

センター 工業

総合研究所  

71 2018年12月5日 MathAM-OIL 第3回企業連

携ワークショップ   
産総研 数理先端材料モ

デリング オープンイノ

ベーションラボラトリ

（MathAM-OIL）   

主催  東京都  東京コンベンシ

ョンホール 
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72 2018年12月6日 第29回GSJシンポジウム 地
圏資源環境研究部&#12200;
研究成果報告会  

産総研 地質調査総合セ

ンター 
主催  東京都  秋 葉 原 ダ イ ビ

ル・コンベンシ

ョンホール  
73 2018年12月6日 第2回接着・接合研究シンポ

ジウム  
産総研 接着・接合技術

コンソーシアム接着・

界面現象研究ラボ  

主催  千葉県  幕張メッセ  

74 2018年12月9日～

12月11日 
27th International 
Superconductivity Industry 
Summit  

ISIS-27事務局（産総研

省エネルギー研究部門

内）  

主催  茨城県  オークラフロン

ティアホテルつ

くば  
75 2018年12月10日 コネクトシンポジウム「産業

をつなぎ 産業をつくる 物質

循環技術」  

産総研 主催  東京都  富士ソフト アキ

バホール  

76 2018年12月10日 中国地域産総研技術セミナー

in鳥取  
産総研 中国センター、

鳥取県産業技術センタ

ー  

主催  鳥取県 米子ワシントン

ホテルプラザ  

77 2018年12月11日～

12月12日 
少人数で学ぶ地形判読研修～

室内作業から現地実習まで～

産総研コンソーシアム

41「地質人材育成コン

ソーシアム」  

主催  茨城県  室内作業は産総

研、現地実習は

土浦市やつくば

市周辺  
78 2018年12月11日 コネクトシンポジウム「モビ

リティエネルギー」  
産総研 主催  東京都  イイノホール 

79 2018年12月12日～

12月14日 
The 31st International 
Symposium on 
Superconductivity 
(ISS2018)  

産総研 主催  茨城県  つくば国際会議

場  

80 2018年12月14日 GIC2018年度第59回研修セ

ミナー  
グリーンプロセスイン

キュベーションコンソ

ーシアム（GIC） 

主催  宮城県  産総研 東北セン

ター 

81 2018年12月14日 産総研 出前技術相談会in長
野  

産総研 主催  長野県  テクノプラザお

かや  
82 2018年12月16日 第 16 回 GSJ ジオ・サロン

「宇宙から地質Ⅱ～映画の中

のウソ？ホント!?～」  

産総研 地質調査総合セ

ンター、産総研コンソ

ーシアム41「地質人材

育成コンソーシアム」 

主催  東京都  Connecting The 
Dots 代々木  

83 2018年12月17日 コネクトシンポジウム「イン

フラメンテナンス技術」  
産総研 主催  東京都  御茶ノ水ソラシ

ティ力ンファレ

ンスセンター  
84 2018年12月20日 第199回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

85 2018年12月21日 コネクトシンポジウム「ヘル

スケア」  
産総研 主催  東京都  ベルサール秋葉

原  
86 2018年12月22日 サイエンス・スクエア冬のス

ペシャルデイ！  
産総研 企画本部広報サ

ービス室 
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンターサイエン

ス・スクエア 
87 2019年1月11日 第3回FlowSTシンポジウム 産総研 触媒化学融合研

究センター フロー精

密合成コンソーシアム

（FlowST） 

主催  東京都  ステーションコ

ンファレンス東

京   

88 2019年1月11日 GIC2018年度第60回研修セ

ミナー  
グリーンプロセスイン

キュベーションコンソ

ーシアム（GIC）  

主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター 
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89 2019年1月19日 地質標本館  体験イベント

「来て見て持って帰ろう！き

れいな砂の世界」  

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 
90 2019年1月30日 第8回工総研セミナー「明る

い分光器の拓く未来」  
青森県産業技術センタ

ー 工業総合研究所、産

総研 東北センター  

主催  青森県  工業総合研究所

IoT開発支援棟 

91 2019年2月6日 医療機器などガイドライン活

用セミナー#20スマート治療

室ガイドライン解説 in 大阪

「手術室IoTが創る未来と開

発ガイドライン」  

日本医療研究開発機

構、産総研 
主催  大阪府  ナレッジキャピ

タルカンファレ

ンスルーム  

92 2019年2月6日 2018年度 静岡県先端企業育

成プロジェクト推進事業産総

研・NEDO 合同フォーラム

～成長分野における技術シー

ズの紹介～  

静岡県、産総研、新エ

ネルギー・産業技術総

合開発機構 

主催  静岡県  ホテルアソシア

静岡  

93 2019年2月7日 第3回構想設計革新イニシア

ティブシンポジウム  
産総研 主催  東京都  東京大学大学院

情報学環・福武

ホール 
94 2019年2月8日 第11回サイエンスカフェin鳥

栖  
産総研 九州センター 主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター 
95 2019年2月8日 2018年度 材料･化学シンポ

ジウム「21世紀の化学反応

とプロセス －SDGsの推進

に資する化学技術と材料－」

産総研 主催  茨城県  つくば国際会議

場 

96 2019年2月12日 AIチップ設計拠点活動開始

記念公開シンポジウム  
産総研 エレクトロニク

ス・製造領域、東京大

学VDEC  

共同主催 東京都  東京大学 武田先

端知ビル 

97 2019年2月13日 EBISワークショップ「わが

社で使える放射光」  
産総研 東北センター 主催  宮城県  産総研 東北セン

ター仙台青葉サ

イト 
98 2019年2月13日 第200回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

99 2019年2月16日 第 17 回 GSJ ジオ・サロン

「凸凹（でこぼこ）な日本列

島!? －模型でひもとく大地

の成り立ち－」  

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  東京都  ヤフー   オープ

ンコラボレーシ

ョ ン ス ペ ー ス

「LODGE」  
100 2019年2月19日～ 

4月14日 
地質標本館2018年度特別展

「 GSJ のピカイチ研究－

2018年のプレスリリース、

主な研究成果より－」  

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館 

101 2019年2月19日～ 
2月21日 

BDEC2国際ワークショップ BDEC2神戸実行委員会 主催  兵庫県  理 化 学 研 究 所

計算科学研究セ

ンター  
102 2019年2月21日 第61回産総研・新技術セミ

ナー  
産総研 東北センター 主催  宮城県  TKPガーデンシ

ティPREMIUM
仙台西口  

103 2019年2月21日 産業技術総合研究所 人工知

能研究センター 国際シンポ

ジウム  

産総研 情報・人間工学

領域 人工知能研究セン

ター 

主催  東京都  日経ホール  
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産総研と
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開催地 
会場都道
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104 2019年3月1日 第201回産学官交流研究会

博多セミナー（一金会）  
経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共同主催 福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州本部

105 2019年3月13日 中国地域産総研技術セミナー

in山口  
産総研 中国センター、

山口県産業技術センタ

ー  

主催  山口県 山口グランドホ

テル 

106 2019年3月16日 地質標本館  体験イベント

「自分で作ろう！！化石レプ

リカ（三葉虫）」  

産総研 地質調査総合セ

ンター  
主催  茨城県  産総研 つくばセ

ンター地質標本

館  
107 2019年3月18日 EBISワークショップ「エッ

ジAIがビジネスを変える」 
産総研 東北センター 主催  宮城県  産総研 東北セン

ター仙台青葉サ

イト 
108 2019年3月22日 第4回トリリオンセンサG講

演会第4回トリリオンセン

サ・可視化研究会講演会「－

マルチマテリアルを拓く接

着：手法の見える化とチュー

トリアル－」  

産総研 製造技術研究部

門 産総研コンソーシ

アム 「製造技術イノ

ベーション協議会」ト

リリオンセンサ・可視

化研究会 

主催  佐賀県  産総研 九州セン

ター  

109 2019年3月29日～ 
3月31日 

地質情報展2019北海道  産総研 地質調査総合セ

ンター、日本地質学会 
主催  北海道  かでる2・7 北

海道立道民活動

センター  
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 開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

1 2018年4月6日 プロセッシング計算力学分科

会第60回セミナー   
日本塑性加工学会プロ

セッシング計算力学分

科会   

共催  東京都  産総研  臨海副

都心センター 

2 2018年4月13日 日本学術振興会ナノプローブ

テクノロジー第167委員会第88
回研究会「新生167委員会が提

供するシーズとニーズ、委員

によるショートプレゼンテー

ション」  

日本学術振興会ナノプ

ローブテクノロジー第

167委員会  

後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 

3 2018年4月13日 技術講演会  全国地質調査業協会連

合会、神奈川県地質調

査業協会  

後援  静岡県  みかんの木  

4 2018年4月18日～

4月20日 
CPhI Japan 2018（国際医薬

品原料・中間体展）  
化学工業日報社  後援  東京都  東京ビッグサイ

ト 
5 2018年4月19日 平成29年度 第3回固体潤滑研

究会  
日本トライボロジー学

会   産業協同研究会

固体潤滑研究会  

共催  東京都  産総研  臨海副

都心センター 

6 2018年4月23日～

4月27日 
OPTICS &amp; PHOTONICS 
International Congress 2018 

OPTICS &amp; 
PHOTONICS 
International 協議会 

後援  神奈川県  パシフィコ横浜

7 2018年4月25日 第14回組込み開発企業展示会 組込みシステム産業振

興機構  
後援  愛知県  デンソー本社 

8 2018年4月25日 つくばものづくりオーケスト

ラ技術展示会in産総研  
つくばものづくりオー

ケストラ  
協力  茨城県  産総研  つくば

センター 
9 2018年4月27日～

6月17日 
第 11回「地質の日」記念展

「北海道のジオサイトに見る

岩石」  

第11回「地質の日」記

念展「北海道のジオサ

イトに見る岩石」実行

委員会  

共催  北海道  北海道大学  総
合博物館  

10 2018年5月1日～ 
6月1日 

経済産業省、地質の日企画展

示～近代日本の鉱工業発展を

支えた地質図たち～  

経済産業省  地質の日

企画展示～近代日本の

鉱工業発展を支えた地

質図たち～  

出展  東京都  経済産業省本館

11 2018年5月8日～ 
7月10日 

東京電機大学医療機器国際展

開技術者育成講座  
東京電機大学  後援  東京都  東京電機大学

東京千住キャン

パス 
12 2018年5月10日 自然史講座「再現！ブラタモ

リ長瀞編」  
埼玉県立自然の博物館 共催  埼玉県  埼玉県立自然の

博物館  
13 2018年5月11日 第15回新産業酵母研究会講演

会  
新産業酵母研究会  後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
14 2018年5月11日 ACS on Campus in AIST

（Tsukuba）  
ACS International ，

Ltd.  
共催  茨城県  産総研  つくば

センター 
15 2018年5月17日～

5月18日 
ケ ミ カ ル マ テ リ ア ル

Japan2018 
化学工業日報社  後援  神奈川県  パシフィコ横浜

16 2018年5月17日～

5月19日 
ビジネス創造フェアいしかわ

2018  
石川県産業創出支援機

構  
出展  石川県  石川県産業展示

館 
17 2018年5月20日～

5月24日 
日本地球惑星科学連合2018年
大会  

日本地球惑星科学連合 後援  千葉県  幕張メッセ  国
際会議場 

18 2018年5月21日～

5月22日 
化学とマイクロ・ナノシステ

ム学会 第37回研究会  
化学とマイクロ・ナノ

システム学会  
共催  茨城県  産総研  つくば

センター 
19 2018年5月23日～

5月25日 
第28回食品創造産業展’18  日刊工業新聞西部支社 後援  福岡県  マリンメッセ福

岡  
20 2018年5月24日～

5月26日 
第25回エイチ・エー・ビー研

究機構学術年会  
エイチ・エー・ビー研

究機構  
後援  茨城県  産総研  つくば

センター 
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の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
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21 2018年5月28日～

5月31日 
OCEANS’18 MTS/IEEE 
Kobe/Techno-Ocean2018
（OTO’18）  

The Consortiam of the 
Japanese Organization 
for OCEANS'18 
MTS/IEEE 
Kobe/Techno-Ocean 
2018(CJO)IEEE/Ocean
ic Engineering 
SocietyMarine 
Technology Society   

後援  兵庫県  神戸コンベンシ

ョンセンター

神戸国際会議

場・神戸国際展

示場  

22 2018年5月31日～

6月1日 
第63回固体NMR・材料フォー

ラム、第1回AIST DNP NMR 
シンポジウム  

固体NMR・材料フォー

ラム  
共催  茨城県  産総研  つくば

センター 

23 2018年6月4日～ 
6月5日 

つくばソフトマター研究会

2018  
つくばソフトマター研

究会  
後援  茨城県  産総研  つくば

センター 
24 2018年6月6日～ 

6月26日 
Meets The Dinosaur  三越伊勢丹  後援  東京都  伊勢丹新宿店 

25 2018年6月7日～ 
6月8日 

サービスロボット開発技術展

2018  
サービスロボット開発

技術展実行委員会  
後援  大阪府  インテックス大

阪  
26 2018年6月7日 18-1バイオミメティクス研究

会  
高分子学会バイオミメ

ティクス研究会  
協力  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
27 
 

2018年6月8日 第15回セミナー【ゾル－ゲル

サイエンス＆テクノロジー：

構造・形態制御と機能創出の

最前線】  

日本ゾル-ゲル学会  協賛  東京都  早稲田大学  西
早稲田キャンパ

ス 

28 2018年6月9日 これで防げる学校体育・スポ

ーツ事故～プール事故編～  
 Safe Kids Japan  後援  神奈川県  横浜市情報文化

センター  
29 2018年6月9日～ 

6月10日 
青少年のための科学の祭典

千葉大会  
青少年のための科学の

祭典－千葉大会実行委

員会、日本科学技術振

興財団  

出展  千葉県  流山市生涯学習

センター  

30 2018年6月14日～

6月15日 
第7回JACI/GSC シンポジウム 新化学技術推進協会  後援  兵庫県  ANA クラウン

プラザホテル神

戸  
31 2018年6月14日 茨城県研究開発支援型企業技

術展示会in産総研2018  
茨城県  協力  茨城県  産総研  つくば

センター 
32 2018年6月17日～

6月23日 
グランド「再生可能エネルギ

ー 2018 国 際 会 議 」（ Grand 
RE2018 国際会議）  

グランド再生可能エネ

ルギー 2018 国際会議

組織委員会  

共催  神奈川県  パシフィコ横浜

33 2018年6月20日～

6月22日 
第13回再生可能エネルギー世

界展示会（グランド再生可能

エネルギー2018国際会議併設

展示会）  

再生可能エネルギー協

議会  
共催  神奈川県  パシフィコ横浜

34 2018年6月26日 第2回結晶成長基礎セミナー 日本結晶成長学会  後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
35 2018年6月29日 第19回KFC特別講演会  九州ファインセラミッ

クス・テクノフォーラ

ム（KFC）  

後援  福岡県  九州産業技術セ

ンター 

36 2018年7月1日～ 
7月31日 

2018年度ヒートポンプ・蓄熱

月間  
ヒートポンプ・蓄熱セ

ンター  
後援  東京都  国際ファッショ

ンセンタービル

37 2018年7月1日～ 
9月30日 

自然エネルギー作文コンクー

ル2018  
福島県弁護士会  後援  福島県  福島県弁護士会

福島支部  
38 2018年7月2日 四国マイクロ波プロセス研究

会第17回フォーラム  
四国マイクロ波プロセ

ス研究会  
後援  香川県  サンポートホー

ル高松  
39 2018年7月5日 冷凍技士研修会  日本冷凍空調学会  共催  茨城県  産総研  つくば

センター 
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の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
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40 2018年7月5日～

2019年3月5日 
2018年度多元技術融合光プロ

セス研究会 研究交流会  
光産業技術振興協会  後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
41 2018年7月5日 産業技術総合研究所福島再生

可能エネルギー研究所見学会 
日本エネルギー学会  後援  福島県  産総研  福島再

生可能エネルギ

ー研究所  
42 2018年7月6日 第34回産学官交流のつどい  福島県電子機械工業

会、福島県中小企業団

体中央会  

後援  福島県  ザ・セレクトン

福島  

43 2018年7月7日～ 
9月17日 

第72回企画展「火山列島・日

本－大地との語らい－」  
ミュージアムパーク茨

城県自然博物館  
後援  茨城県  ミュージアムパ

ーク茨城県自然

博物館  
44 2018年7月7日 2018年度福島大学研究・地域

連携成果報告会  
福島大学  後援  福島県  東京第一ホテル

新白河  
45 2018年7月11日～

7月12日 
第12回ビジネスマッチングフ

ェア in Hamamatsu 2018  
浜松商工会議所  後援  静岡県  アクトシティ浜

松 
46 2018年7月11日～

7月12日 
第6回ものづくり岡崎フェア

2018  
岡崎商工会議所、岡崎

市、岡崎ものづくり推

進協議会  

出展  愛知県  岡崎中央総合公

園総合体育館 

47 2018年7月15日 第14回先天性大脳白質形成不

全症市民公開セミナー  
日本医療研究開発機構

（AMED） 
後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
48 2018年7月15日 学都「仙台・宮城」サイエン

スデイ2018  
natural science  出展  宮城県  東北大学  川内

北キャンパス 
49 2018年7月18日～

7月20日 
J-DESCコアスクール・ロギン

グコース基礎コース・アドバ

ンスコース  

日本地球掘削科学コン

ソーシアム  
共催  神奈川県  海洋研究開発機

構  横浜

研究所 
50 2018年7月19日～

7月20日 
第47回医用高分子シンポジウ

ム  
高分子学会  後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
51 2018年7月20日～ 

2019年3月31日 
第8回地域産業支援プログラム

表彰事業（イノベーションネ

ットアワード2019）  

日本立地センター  後援  東京都  東京YMCA会館

52 2018年7月20日 日本学術振興会炭素材料第117
委員会・第326回研究会  

日本学術振興会炭素材

料第117委員会  
協力  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
53 2018年7月26日 教員のための博物館の日  つくば科学万博記念財

団  
協力  茨城県  つくばエキスポ

センター  
54 2018年7月26日 AIイノベーションフォーラム

in五反田バレー  
品川区、品川情報クラ

スター実行委員会  
後援  東京都  大崎ブライトコ

アホール  
55 2018年7月27日 第46回薄膜・表面物理セミナ

ー「ダイヤモンドの形成技術~
応用・未来技術－センシング

からグリーン・パワーデバイ

スまで－」  

応用物理学会 薄膜・

表面物理分科会  
後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 

56 2018年7月27日～

7月29日 
サイエンスフェスタin秋葉原 首都圏新都市鉄道 出展  東京都  TX秋葉原駅構

内イベント広場

57 2018年8月1日～ 
8月2日 

経済産業省こどもデー  経済産業省  出展  東京都  経済産業省本館

58 2018年8月1日～

10月31日 
2018年度ニュービジネス助成

金  
池田泉州銀行  後援  大阪府  池田泉州銀行 

59 2018年8月1日～ 
8月29日 

再生可能エネルギー研究施設

見学などバスツアー  
郡山市生活環境部生活

環境課  
後援  福島県  産総研  福島再

生可能エネルギ

ー研究所  
60 2018年8月2日 第396回講習会第26回26回最

先端の研究室（工場）めぐり

「精密加工の次世代スタイル

を垣間見る－株式会社入曽精

密」  

精密工学会  協賛  埼玉県  入曽精密  
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産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

61 2018年8月3日～

2019年3月31日 
JVA2019（Japan Venture 
Awards 2019）  

中小企業基盤整備機構 後援  東京都  虎ノ門ヒルズフ

ォーラム 
62 2018年8月6日～ 

8月7日 
第16回討論会  日本ゾル－ゲル学会  協賛  大阪府  関西大学  千里

山キャンパス 
63 2018年8月7日 2018年度「機械の日」記念式

典・展示会 ヒトと交錯する

キカイたち  

日本機械学会  後援  東京都  秋葉原UDX  

64 2018年8月9日～ 
8月11日 

女子中高生夏の学校2018～科

学・技術・人との出会い～  
女子中高生夏の学校実

行委員会 
後援  埼玉県  国立女性教育会

館  
65 2018年8月18日～

8月19日 
ふしぎと遊ぼう！青少年のた

めの科学の祭典2018大阪大会

サイエンス・フェスタ  

「青少年のための科学

の祭典」大阪大会実行

委員会 

後援  大阪府  ハービスＨＡＬ

Ｌ  

66 2018年8月25日～

8月26日 
肥前さが幕末維新博覧会関連

イベントSAGAものスゴフェス

タ4 および佐賀県高校生産業

教育フェア  

佐賀県産業労働部  協力  佐賀県  佐賀県総合体育

館、佐賀市文化

会館、佐賀県立

美術館  
67 2018年8月29日 2018年度JCII標準化調査研究

成果発表会  
化学研究評価機構  後援  東京都  御茶ノ水ソラシ

ティカンファレ

ンスセンター 
68 2018年8月31日 日経ウーマノミクス・フォー

ラム ダイバーシティ研究環

境整備と女性研究者の未来 

日本経済新聞社  後援  大阪府  大阪国際会議場

69 2018年9月1日～

2019年1月31日 
2018キャンパスベンチャーグ

ランプリ（CVG）中国  
キャンパスベンチャー

グランプリ中国実行委

員会  

後援  広島県 広島市内  

70 2018年9月2日～ 
9月4日 

第27回日本バイオイメージン

グ学会学術集会  
日本バイオイメージン

グ学会  
共催  茨城県  産総研  つくば

センター 
71 2018年9月4日～ 

9月8日 
第16回全日本 学生フォーミュ

ラ大会  
自動車技術会   協賛  静岡県  小笠原総合運動

公園  
72 2018年9月4日 戦略的標準化活用基礎講座～

先手必勝の標準化競争、戦略

的に標準化を活用～  

つくば研究支援センタ

ー  
協力  茨城県  つくば研究支援

センター 

73 2018年9月5日～ 
9月7日 

JASIS 2018  日本分析機器工業会、

日本科学機器協会  
後援  千葉県  幕張メッセ  国

際展示場  
74 2018年9月5日～ 

9月7日 
JASIS 2018 日本分析機器工業会、

日本科学機器協会  
出展  千葉県  幕張メッセ  国

際展示場  
75 2018年9月6日～ 

9月7日 
全 地 連 「 技 術 フ ォ ー ラ ム

2018」高松  
全国地質調査業協会連

合会  
出展  香川県  高松シンボルタ

ワー  
76 2018年9月9日 第6回はやぶさまつり  はやぶさまつり実行委

員会  
出展  宮城県  角田市スペース

タワー・コスモ

ハウス  
77 2018年9月9日～ 

9月14日 
45th International 
Association of 
Hydrogeologists (IAH) 
Congress（第45回国際水文地

質学会、IAH 2018）  

The IAH Korean 
National 
ChapterKorea 
Institute of Geoscience 
and Mineral Resources 
(KIGAM)Korean 
Society of Soil and 
Groundwater 
Environment 
(KoSSGE)  

後援  韓国 韓国大田広域市

コンベンション

センター  

78 2018年9月12日～

9月14日 
第1回日本活断層学会 活断層

の学校inつくば  
日本活断層学会  共催  茨城県  産総研  つくば

センター 
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79 2018年9月14日 第196回産学官交流研究会 博
多セミナー（一金会）  

経済産業省 九州経済産

業局、産総研 九州セン

ター、中小企業基盤整

備機構 九州本部、九州

産業技術センター、九

州ニュービジネス協議

会  

共催  福岡県  中小企業基盤整

備機構  九州本

部 

80 2018年9月16日 ETソフトウェアデザインロボ

ッ卜コンテスト関西地区大会 
組込みシステム技術協

会 
後援  京都府  京都コンピュー

夕学院京都駅前

校  
81 2018年9月17日 Kyoto Science Session 2018 

科学の世界を語り合おう  
京都大学高など研究院 後援  京都府  京都大学  百周

年時計台記念館

82 2018年9月19日～

9月20日 
2018年度 産業創出講演会in広
島2018年度 産業創出講演会

in岡山  

中国地域創造研究セン

ター、中国経済連合会

後援  広島県、

他 
メルパルク広

島、岡山  

83 2018年9月21日 広島市立大学産学官連携研究

発表会2018～AI（人工知能）

とビックデータでできること

～  

広島市立大学、広島市 後援  広島県 合人社ウェンデ

ィひと・まちプ

ラザ  

84 2018年9月26日～

9月28日 
INTERMEASURE 2018（第

28回計量計測展）  
日本計量機器工業連合

会  
後援  東京都  東京国際展示場

85 2018年9月27日 第3回産業安全フォーラム  保安力向上センター、

化学工業日報社  
後援  神奈川県  川崎市産業振興

会館  
86 2018年9月29日 九州シンクロトロン光研究セ

ンター一般公開  
佐賀県地域産業支援セ

ンター 九州シンクロト

ロン光研究センター  

協力  佐賀県  佐賀県地域産業

支援センター

九州シンクロト

ロン光研究セン

ター  
87 2018年10月3日 標準化と品質管理全国大会

2018 
日本規格協会  後援  東京都  都市センターホ

テル  
88 2018年10月7日～

10月9日 
科学技術と人類の未来に関す

る国際フォーラム第15回年次

総会  

STSフォーラム  後援  京都府  国立京都国際会

館  

89 2018年10月9日～

2019年2月8日 
NEDO Technology Startup 
Supporters Academy  

新エネルギー・産業技

術総合開発機構  
後援  神奈川県  新エネルギー・

産業技術総合開

発機構川崎本部

90 2018年10月10日
～10月12日 

BioJapan2018 World 
Business Forum（バイオジャ

パン2018）  

BioJapan組織委員会 出展  神奈川県  パシフィコ横浜

91 2018年10月10日
～10月12日 

BioJapan2018／再生医療

JAPAN2018  
BioJapan組織委員会、

バイオインダストリー

協会  

後援  神奈川県  パシフィコ横浜

92 2018年10月10日
～10月12日 

エコテクノ2018～地球環境ソ

リューション展/エネルギー先

端技術展～   

福岡県、北九州市、西

日本産業貿易コンベン

ション協会   

後援  福岡県  西日本総合展示

場 

93 2018年10月12日
～10月13日 

おおさき産業フェア2018  未来産業創造おおさき 後援  宮城県  大崎市古川総合

体育館  
94 2018年10月13日 地質探検フィールドワーク

「鳥羽城石垣の観察と地質」 
鳥羽市教育委員会、鳥

羽恐竜研究振興会  
協力  三重県  鳥羽市民文化会

館  
95 2018年10月13日 埼玉県立総合教育センター一

般公開  
埼玉県立総合教育セン

ター  
出展  埼玉県  埼玉県立総合教

育センター  
96 2018年10月13日 地質講演会「鳥羽志摩は地質

の宝庫」  
鳥羽市教育委員会、鳥

羽恐竜研究振興会   
協力  三重県  鳥羽市民文化会

館  
97 2018年10月15日

～10月19日 
第17回世界湖沼会議（いばら

き霞ヶ浦2018）  
第 17 回世界湖沼会議

（ い ば ら き 霞 ヶ 浦

2018）実行委員会  

後援  茨城県  つくば国際会議

場  
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98 2018年10月15日 近畿大学工学部研究公開フォ

ーラム2018 
近畿大学 後援  広島県 広島国際会議場

99 2018年10月16日
～10月19日 

CEATEC JAPAN 2018  電子情報技術産業協会 後援  千葉県  幕張メッセ  

100 2018年10月16日 つくばものづくりオーケスト

ラ技術展示会in産総研  
つくば市、つくばもの

づくりオーケストラ  
協力  茨城県  産総研  つくば

センター 
101 2018年10月17日

～10月19日 
モノづくりフェア2018  日刊工業新聞社西部支

社  
後援  福岡県  マリンメッセ福

岡  
102 2018年10月17日

～10月19日 
びわ湖環境ビジネスメッセ

2018  
びわ湖環境ビジネスメ

ッセ実行委員会  
後援  滋賀県  長浜バイオ大学

ドーム  
103 2018年10月17日

～10月21日 
World Robot Expo（WRE） 経済産業省、新エネル

ギー・産業技術総合開

発機構 

出展  東京都  東京ビッグサイ

ト  

104 2018年10月17日
～10月19日 

第8回ロボット大賞  経済産業省、日本機械

工業連合会  
協力  東京都  東京ビッグサイ

ト  
105 2018年10月17日

～10月19日 
モノづくりマッチング

Japan2018  
日刊工業新聞社  協賛  東京都  東京ビッグサイ

ト  
106 2018年10月19日 ヘルシー・フォービジネスマ

ッチング2018  
四国産業・技術振興セ

ンター  
後援  愛媛県  愛媛県県民文化

会館 
107 2018年10月19日

～10月20日 
ものづくり岐阜テクノフェア

2018  
岐阜県工業会  後援  岐阜県  大垣市総合体育

館、ソフトピア

ジャパンセンタ

ービル  
108 2018年10月20日

～10月21日 
2018 つくば産業フェア＆つく

ば農産物フェア  
つくば市、つくば市商

工会  
協力  茨城県  つくばカピオ 

109 2018年10月20日
～10月21日 

つくば産業フェア  つくば市、つくば市商

工会  
出展  茨城県  つくばカピオ 

110 2018年10月21日 サイエンスデイin多賀城  多賀城市中央公民館  共催  宮城県  多賀城市中央公

民館  
111 2018年10月23日 あ お も り 産 学 官 金 連 携

Day2018  
イノベーション・ネッ

トワークあおもり  
出展  青森県  アートホテル弘

前シティ  
112 2018年10月23日

～10月25日 
第8回CSJ化学フェスタ2018 日本化学会  後援  東京都  タワーホール船

堀  
113 2018年10月25日

～10月26日 
北陸技術交流テクノフェア

2018  
技術交流テクノフェア

実行委員会  
後援  福井県  福井県産業会館

114 2018年10月26日 エンジニアリングシンポジウ

ム2018  
エンジニアリング協会 協賛  東京都  日本都市センタ

ー会館  
115 2018年10月26日 中国地域におけるデジタル技

術活用促進にかかわる懇談会 
中国経済連合会  後援  広島県 広島コンベンシ

ョンホール 
116 2018年10月27日 2018「青少年のための科学の

祭典」名張大会  
りかラボinなばり  出展  三重県  名張市教育セン

ター  
117 2018年10月29日

～11月2日 
The 21st International 
Conference on Principles and 
Practice of Multi-Agent 
Systems(PRIMA2018)  

PRIMA2018実行委員会 後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 

118 2018年10月30日
～2019年3月3日 

明治150年記念 日本を変えた

千の技術博  
国立科学博物館、日本

経済新聞社、BSジャパ

ン  

協力  東京都  国立科学博物館

119 2018年11月1日～

11月2日 
Matching HUB Kanazawa 
2018  

北陸先端科学技術大学

院大学  
共催  石川県  ANA クラウン

プラザホテル金

沢  
120 2018年11月2日 第 5 回「京」を中核とする

HPCIシステム利用研究成果報

告会  

高度情報科学技術研究

機構  
協力  東京都  THE GRAND 

HALL  

121 2018年11月3日～

11月4日 
あいち少年少女創意くふう展

2018  
あいち少年少女創意く

ふう展  
後援  愛知県  トヨタ産業技術

記念館  
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122 2018年11月3日～

11月4日 
2018「青少年のための科学の

祭典」ひたちなか大会  
「青少年のための科学

の祭典」ひたちなか大

会実行委員会  

出展  茨城県  ひたちなか市総

合運動公園 総

合体育館  
123 2018年11月5日 2018年度日本情報地質学会シ

ンポジウム  
日本情報地質学会  協賛  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
124 2018年11月6日 第34回研究助成講演会  カワイサウンド技術・

音楽振興財団  
後援  東京都  カワイ表参道 

125 2018年11月6日 IoTワークショップコンテスト

「WINK2018」  
組込みシステム産業振

興機構  
協賛  大阪府  グランフロント

大阪タワーC  
126 2018年11月6日 第27回日本NCSLI技術フォー

ラム  
日本NCSLI  後援  東京都  大田区産業プラ

ザPio  
127 2018年11月7日～

11月8日 
第7回ふくしま・再生可能エネ

ルギー産業フェア（REIFふく

しま2018）  

福島県産業振興センタ

ー エネルギー・エー

ジェンシーふくしま  

出展  福島県  ビッグパレット

ふくしま  

128 2018年11月7日～

11月9日 
計測展2018 OSAKA  日本電気計測器工業会 協賛  大阪府  グランキューブ

大阪  大阪府立

国際会議場  
129 2018年11月7日～

11月8日 
第7回ふくしま再生可能エネル

ギー産業フェア（REIFふくし

ま2018）  

福島県産業振興センタ

ー  
後援  福島県  ビッグパレット

ふくしま  

130 2018年11月7日 第27回わかやまテクノ・ビジ

ネスフェア  
わかやま産業振興財団 後援  和歌山県  アバローム紀の

国  
131 2018年11月7日 IoTツール展示会およびセミナ

ー  
柏商工会議所  後援  千葉県  東葛テクノプラ

ザ  
132 2018年11月8日～

11月9日 
ビジネスEXPO「第32回北海

道技術・ビジネス交流会」  
北海道 技術・ビジネ

ス交流会 実行委員会 
後援  北海道  アクセスサッポ

ロ  
133 2018年11月8日 板橋製品技術大賞  板橋区産業振興公社  後援  東京都  板橋区立東板橋

体育館  
134 2018年11月9日～

11月11日 
サイエンスアゴラ2018（年次

総会）  
科学技術振興機構  後援  東京都  テレコムセンタ

ービルなど  
135 2018年11月9日 第16回新産業酵母研究会講演

会  
新産業酵母研究会  後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
136 2018年11月10日

～11月11日 
つくば科学フェスティバル

2018  
つくば市、つくば市教

育委員会  
出展  茨城県  つくばカピオ 

137 2018年11月13日
～11月16日 

日本地熱学会2018年学術講演

会  
日本地熱学会  協賛  東京都  北とぴあ  

138 2018年11月14日
～11月16日 

新価値創造展2018  中小企業基盤整備機構 後援  東京都  東京ビッグサイ

ト 
139 2018年11月16日 2018年度第2回次世代ものづく

り技術セミナー  
ひろしまアディティ

ブ・マニュファクチャ

リング研究会 

後援  広島県 サテライトキャ

ンパスひろしま

140 2018年11月17日
～11月18日 

青少年のための科学の祭典

2018 山梨大会  
山梨県立科学館、山梨

県青少年協会、日本科

学技術振興財団、科学

技術館  

出展  山梨県  山梨県立科学館

141 2018年11月19日 第44回電力貯蔵技術研究会  電気化学会エネルギー

会議電力貯蔵技術研究

会  

共催  東京都  産総研  臨海副

都心センター 

142 2018年11月19日
～11月22日 

NARO-MARCO国際シンポジ

ウム「東アジアにおける窒素

循環とその環境影響」  

農業・食品産業技術総

合研究機構  
後援  茨城県  つくば国際会議

場  

143 2018年11月19日
～2019年3月31日 

AI Edge Contest  経済産業省  共催  東京都  SIGNATE  



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(299) 

 開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

144 2018年11月20日 化学物質の安全管理に関する

シンポジウム－非定常な化学

物質リスクの評価・管理の方

向性－  

化学物質の安全管理に

関するシンポジウム実

行委員会  

共催  東京都  東京大学  生産

技術研究所 

145 2018年11月20日
～11月21日 

BIZ SAITAMA さいたま市産

業交流展2018  
さいたま市産業交流展

実行委員会  
協力  埼玉県  ソニックシティ

146 2018年11月20日
～11月22日 

アグリビジネス創出フェア

2018  
農林水産省  後援  東京都  東京国際展示場

147 2018年11月22日
～11月23日 

ロボット・航空宇宙フェスタ

ふくしま2018  
福島県  後援  福島県  ビッグパレット

ふくしま  
148 2018年11月22日 SICE産業応用部門2018年度大

会   
計測自動制御学会産業

応用部門  
共催  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
149 2018年11月23日

～2019年1月14日 
横浜市歴史博物館企画展「神

奈川の記憶」  
横浜市ふるさと歴史財

団  
後援  神奈川県  横浜市歴史博物

館  
150 2018年11月24日 第2回茨城テックプラングラン

プリ  
茨城県  後援  茨城県  つくば国際会議

場  
151 2018年11月24日 地学オリンピック日本委員会

による地球科学普及講演会

「地球をぶらり」  

地学オリンピック日本

委員会  
後援  北海道  城西大学  東京

紀尾井町キャン

パス  
152 2018年11月24日

～11月25日 
2018年度第4回関東RT研究会

セミナー  
日本放射線技術学会関

東支部関東RT研究会 
共催  茨城県  産総研  つくば

センター 
153 2018年11月26日

～11月28日 
15th International 
Symposium on Mineral 
Exploration  

資源・素材学会探査工

学部門委員会  
協賛  京都府  京都大学  

154 2018年11月26日 18-3印刷・情報・電子用材料

研究会および2018年度第4回ナ

ノインプリント技術研究会  

高分子学会  後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 

155 2018年11月28日
～11月30日 

国際粉体工業展東京2018  日本粉体工業技術協会 後援  東京都  東京ビッグサイ

ト   
156 2018年11月28日 中国地域公設試験研究機関功

績者表彰式・成果発表会  
中国地域創造研究セン

ター 
後援  広島県 広島ガーデンパ

レス  
157 2018年12月1日 2018年度福島大学研究・地域

連携成果報告会  
福島大学  後援  福島県  ウエディングエ

ルティ  
158 2018年12月1日～

12月2日 
鳥栖市明治維新150年祭  鳥栖市  出展  佐賀県  サンメッセ鳥栖

159 2018年12月1日～

12月2日 
日本地質学会第125年学術大会

（つくば特別大会）  
日本地質学会  後援  茨城県  産総研  つくば

センター地質標

本館  
160 2018年12月2日 第18回青少年のための科学の

祭典・日立大会  
青少年のための科学の

祭典・日立大会実行委

員会  

後援  茨城県  日立シビックセ

ンター 

161 2018年12月3日～

12月4日 
第44回（2018年）感覚代行シ

ンポジウム  
感覚代行研究会  共催  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
162 2018年12月4日～

12月5日 
第40回風力エネルギー利用シ

ンポジウム  
日本風力エネルギー学

会  
後援  東京都  科学技術館  

163 2018年12月5日 第399回講習会第27回最先端の

研究室（工場）めぐり「今こ

そ現場で熱処理再入門－上島

熱処理工業所」  

精密工学会  協賛  東京都  上島熱処理工業

所  

164 2018年12月5日～

12月7日 
第2回接着・接合EXPO  リード エグジビション

ジャパン 
出展  千葉県  幕張メッセ  

165 2018年12月6日 2018年度北海道資源・素材フ

ォーラム  
資源・素材学会 北海

道支部  
後援  北海道  北海道大学  フ

ロンティア応用

科学研究棟  
166 2018年12月7日 グリーン・イノベーション研

究成果企業化促進フォーラム 
関西広域連合  後援  京都府  メルパルク京都



事業組織・本部組織業務 

(300) 

 開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

167 2018年12月8日～

12月9日 
青少年のための科学の祭典岐

阜大会2018 in 岐阜市科学館 
岐阜市科学館  出展  岐阜県  岐阜市科学館 

168 2018年12月10日
～12月11日 

第90回レーザ加工学会講演会 レーザ加工学会  共催  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
169 2018年12月10日

～12月11日 
未来2019  日本総合研究所  協賛  東京都  ベルサール渋谷

ガーデン  
170 2018年12月13日 日本顕微鏡学会 SEMの物理学

分科会研究会  
日本顕微鏡学会  SEM
の物理学分科会  

後援  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
171 2018年12月13日

～12月15日 
第19回計測自動制御学会シス

テムインテグレーション部門

講演会  

計測自動制御学会シス

テムインテグレーショ

ン部門第19回システム

インテグレーション部

門講演会実行委員会  

協賛  大阪府  大阪工業大学

梅田キャンパス

172 2018年12月20日 つくば市スタートアップ戦略

公表イベント  
つくば市  後援  茨城県  つくば国際会議

場 
173 2018年12月21日 日本学術振興会153委員会第

139回研究会  
日本学術振興会  後援  東京都  日本学術振興会

174 2018年12月22日
～ 
2019年3月10日 

かすみがうら市歴史博物館

2018年度企画展Ⅱ「筑波山地

域ジオパークの自然災害」  

かすみがうら市教育委

員会  
後援  茨城県  かすみがうら市

歴史博物館 

175 2019年1月11日 福岡大学新春産学官技術交流

会2019  
福岡大学  後援  福岡県  福岡大学中央図

書館 
176 2019年1月12日 第5回マンモグラフィX線トレ

ーサビリティ講習会  
日本乳がん検診精度管

理中央機構  
協賛  茨城県  産総研  つくば

センター 
177 2019年1月18日 理研シンポジウム第11回：技

能継承フォーラム「ものづく

り技能継承の現状と展望」  

理化学研究所  協賛  埼玉県  理化学研究所和

光研究所 

178 2019年1月18日 第30回GSJシンポジウム「千

葉の地質と地震災害を知る」 
産総研 地質調査総合セ

ンター、産技連知的基

盤部会地質地盤情報分

科会  

共催  千葉県  千葉市生涯学習

センター  

179 2019年1月19日 第8回産総研サイエンスカフェ

in 関西良い音と悪い音の科学

－お寺のお経がありがたく、

カラスの鳴き声が不快なのは

なぜか－  

産総研 関西センター 共催  大阪府  池田商工会議所

180 2019年1月21日 テクノブリッジ講演会「ロボ

ット×IoT×AIで加速する地域

産業」  

産総研 関西センター、

和歌山県工業技術セン

ター  

共催  和歌山県  和歌山県工業技

術センター  

181 2019年1月22日 JIEP官能検査システム化研究

会 第11回公開研究会&lt;IoT
時代に向けた検査&gt;  

エレクトロニクス実装

学会（JIEP）官能検査

自動化研究会 

協賛  東京都  回路会館 

182 2019年1月22日 産学官金連携フェア2019みや

ぎ  
みやぎ産業振興機構  共催  宮城県  仙台国際センタ

ー  
183 2019年1月25日 つくば医工連携フォーラム

2019  
つくば医工連携フォー

ラム  
共催  茨城県  農林水産技術会

議事務局 筑波

産学連携支援セ

ンター  
184 2019年1月29日 SATテクノロジー・ショーケ

ース2019  
茨城県科学技術振興財

団つくばサイエンス・

アカデミー  

共催  茨城県  つくば国際会議

場  

185 2019年1月30日～

2月1日 
ENEX2019（第43回地球環境

とエネルギーの調和展）  
省エネルギーセンター 出展  東京都  東京ビッグサイ

ト  
186 2019年1月30日 シンポジウム「細胞アッセイ

技術の現状と将来」  
細胞アッセイ研究会  共催  茨城県  産総研  つくば

センター 
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 開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

187 2019年1月30日～

2月1日 
nano tech 2019 第18回国際ナ

ノテクノロジー総合展・技術

会議   

nano tech 実行委員会 後援  東京都  東京国際展示場

188 2019年1月30日 細胞アッセイ研究会シンポジ

ウム  
細胞アッセイ研究会  後援  茨城県  産総研  つくば

センター 
189 2019年1月30日 2018年度九州支部講演会・中

堅企業支援支部セミナー  
軽金属学会九州本部  後援  佐賀県  産総研  九州セ

ンター 
190 2019年1月31日 第17回高分子ナノテクノロジ

ー研究会講座  
高分子学会  協賛  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
191 2019年2月1日 第8回全国組込み産業フォーラ

ムおよび地域協創セミナー  
組込みシステム産業振

興機構   
共催  大阪府  グランフロント

大阪ナレッジキ

ャピタルタワー

C  
192 2019年2月6日～ 

2月7日 
第8回次世代ものづくり基盤技

術産業展－TECH Biz EXPO 
2019－  

名古屋国際見本市委員

会 
出展  愛知県  名古屋市中小企

業振興会館  

193 2019年2月7日 第18回圧電MEMS研究会  圧電MEMS研究会  共催  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
194 2019年2月8日 第3回J-TECH STARTUP 

SUMMIT   
TXアントレプレナーパ

ートナーズ  
後援  東京都  日本橋ホール 

195 2019年2月14日～

2月15日 
京都産学公連携フォーラム

2019  
京都工業会  後援  京都府  京都パルスプラ

ザ  
196 2019年2月19日 めぶきFG ものづくり企業フ

ォーラム2019 技術商談会  
常陽銀行  後援  茨城県  つくば国際会議

場  
197 2019年2月20日 第13回企業情報交換会inいち

のせき  
岩手県南技術研究セン

ター  
後援  岩手県  一関市総合体育

館  
198 2019年2月22日 PCクラスタワークショップin

柏2019  
PCクラスタコンソーシ

アム  
共催  千葉県  東京大学  柏キ

ャンパス 
199 2019年2月22日 ISO/TC85/SC2（放射線防護分

野）国際会議 2019  
ISO/TC85/SC2：
AFNOR（Association 
frncaise de 
normalisation）  

協賛  岡山県  岡山理科大学 

200 2019年2月22日 先端加工技術講演会「EV（電

気自動車）化を支える加工技

術の最前線」   

先端加工機械技術振興

協会  
後援  東京都  霞山会館  

201 2019年2月27日 2018年度第3回次世代ものづく

り技術セミナー  
ひろしまアディティ

ブ・マニュファクチャ

リング研究会 事務局 

後援  広島県 東広島芸術文化

ホールくらら 

202 2019年2月27日 くまもと産業復興支援フォー

ラム2019  
熊本大学  共催  熊本県  グランメッセ熊

本  
203 2019年3月2日～ 

3月3日 
2019年度サービス学会 第7回
国内大会  

サービス学会  後援  東京都  東京工業大学

大岡山キャンパ

ス  
204 2019年3月4日～ 

3月6日 
第7回国際ユニヴァーサルデザ

イン会議2019inバンコク  
国際ユニヴァーサルデ

ザイン協議会  
後援  タイ モンクット王工

科大学  
205 2019年3月5日 第二回リアルワールドOSシン

ポジウム  
第二回リアルワールド

OSシンポジウム  
協賛  東京都  東工大  岡山キ

ャンパス 
206 2019年3月6日 九大-理研-福岡市・ISIT三者連

携フォーラム  
九州先端科学技術研究

所  
後援  福岡県  ハイアットリー

ジェンシー福岡

207 2019年3月8日 シンポジウム「モバイル’

19」  
モバイル学会  共催  東京都  産総研  臨海副

都心センター 
208 2019年3月13日～

3月15日 
Japan Drone 2019（ジャパ

ン・ドローン 2019）  
日本UAS産業振興協議

会（JUIDA） 
後援  千葉県  幕張メッセ  
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 開催日 名称 主催など名称 
産総研と

の関わり 

開催地 
会場都道

府県 
会場名 

209 2019年3月13日～

3月15日 
「災害の軽減に貢献するため

の地震火山観測研究計画」

2018年度成果報告シンポジウ

ム  

災害の軽減に貢献する

ための地震火山観測研

究計画成果報告シンポ

ジウム実行委員会  

後援  東京都  東京大学  武田

ホール  

210 2019年3月15日 中四国環境ビジネスネット 
（B-net）フォーラム2018  

中四国環境ビジネスネ

ット（B-net）フォーラ

ム2018  

後援  岡山県  岡山コンベンシ

ョンセンター 

211 2019年3月18日～

3月20日 
CPhI Japan 2019（国際医薬

品原料・中間体展）  
化学工業日報社  後援  東京都  東京ビッグサイ

ト 
212 2019年3月24日 子育て×サイエンスカフェ ～

人の知恵と人工知能で作る子

どもの安全～  

つくば市  後援  茨城県  つくば市役所 

 

  



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(303) 

３）見  学 

2018年度見学視察対応件数（所属別） 
所属名 件数

創エネルギー研究部門 56
電池技術研究部門 33
省エネルギー研究部門 84
環境管理研究部門 72
安全科学研究部門 32
太陽光発電研究センター 37
再生可能エネルギー研究センター 293
先進パワーエレクトロニクス研究センター 16
創薬基盤研究部門 29
バイオメディカル研究部門 45
健康工学研究部門 80
生物プロセス研究部門 78
創薬分子プロファイリングセンター 11
情報技術研究部門 17
人間情報研究部門 94
知能システム研究部門 50
自動車ヒューマンファクター研究センター 21
ロボットイノベーション研究センター 23
人工知能研究センター 105
機能化学研究部門 51
化学プロセス研究部門 86
ナノ材料研究部門 40
無機機能材料研究部門 37
構造材料研究部門 37
触媒化学融合研究センター 55
ナノチューブ実用化研究センター 27
機能材料コンピュテーショナルデザイン研

究センター 
3

磁性粉末冶金研究センター 8
ナノエレクトロニクス研究部門 232
電子光技術研究部門 48
製造技術研究部門 76
スピントロニクス研究センター 6
フレキシブルエレクトロニクス研究センター 28
先進コーティング技術研究センター 12
集積マイクロシステム研究センター 19
活断層・火山研究部門 25
地圏資源環境研究部門 29
地質情報研究部門 57
地質情報基盤センター 708
工学計測標準研究部門 131
物理計測標準研究部門 152
物質計測標準研究部門 84
分析計測標準研究部門 81
計量標準普及センター 108
エネルギー・環境領域 20
生命工学領域 19
情報・人間工学領域 83
材料・化学領域 6
エレクトロニクス・製造領域 9
地質調査総合センター 78
計量標準総合センター 23
窒化物半導体先進デバイスオープンイノベ

ーションラボラトリ 

1

所属名 件数

実社会ビッグデータ活用オープンイノベー

ションラボラトリ 

13

日本特殊陶業-産総研ヘルスケア・マテリ

アル連携研究ラボ 

3

役員 89
企画本部 208
イノベーション推進本部 274
TIA 推進センター 60
サイバーフィジカルセキュリティ研究セン

ター 
1

ベンチャー開発・技術移転センター 21
人間拡張研究センター 8
環境安全本部 4
総務本部 16
北海道センター 52
東北センター 36
福島再生可能エネルギー研究所 798
つくばセンター 2
臨海副都心センター 128
関西センター 56
中国センター 54
四国センター 8
九州センター 52

総計 5,438

 

５）情報セキュリティ部 
（Information Security Department） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：10名 

概 要： 

 情報セキュリティ部は、全所的な情報セキュリティ

対策、情報セキュリティインシデントの対処、ネット

ワークの構築・運用、情報セキュリティに係るルール

の策定・運用を行っている。 

2018年度の主な業務は以下のとおり。 

・ファイアウォールにより、不審な通信の監視を常時

行った。さらに、内部通信の監視を強化するため、

ファイアウォールを更新した。 

・CSIRT（Computer Security Incident Response 

Team）により、情報セキュリティインシデントの

対処を行った。 

・各拠点に設置されているネットワーク機器の一部を

更新した。 

・情報セキュリティ対策に係る PDCA サイクル確立

のため、産総研内部に対するマネジメント監査

（81組織）、2017年度監査に係るフォローアップ監

査（56組織）、情報セキュリティ部などが外部委託

する業者に対するマネジメント監査（34社）を行

った。 

・セキュリティ・情報化推進委員会を2回開催し、産
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総研の情報セキュリティおよび情報化の推進に関す

る基本方針について審議を行った。 

・「政府機関などの情報セキュリティ対策のための統

一基準（2018年度版）」に準拠した情報セキュリテ

ィポリシー（規程、実施要領および実施ガイド）の

改正を実施した。 

・重大な情報セキュリティインシデントが発生した場

合の優先業務の継続性確保および早期復旧を目的と

し、事業継続計画（BCP）を策定した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［情報セキュリティ部］ 

部 長  （兼）中村 安宏 

部総括  中山 一彦 

 

［セキュリティ企画室］ 

  室長  （兼）中山 一彦 

 

［サイバーセキュリティ室］ 

  室長  久保 真輝 

--------------------------------------------------------------------------- 

セキュリティ企画室 

（Information Security Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 研究所の情報セキュリティに係る業務の企画および

調整、セキュリティ・情報化推進委員会に関する業務、

情報セキュリティに係る業務であって、他の所掌に属

しないものに関する業務を行う。 

 

サイバーセキュリティ室（Cyber Security Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 研究所の情報セキュリティに係る対策および推進、

サイバーセキュリティに係る先導的情報技術の調査お

よび導入、情報ネットワークおよび関連システムの企

画および管理に関する業務を行う。 

 

６）イノベーション推進本部 
（Research and Innovation Promotion 
 Headquarters） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：31名（15名） 

概 要： 

 イノベーション推進本部は、産学官連携、知的財産

の活用、国際標準の推進、ベンチャー創出・支援、国

際連携、地域創生などの業務を、一体的かつ密接に連

携して実施する。特に、マーケティング力の強化、企

業や大学との連携強化、戦略的な知的財産マネジメン

ト、地域イノベーションの推進に重点的に取り組み、

橋渡し機能の強化に努めている。 

 さらに、企業などの外部機関とのインターフェース

となって連携のコーディネートを行う「イノベーショ

ンコーディネータ」を配置し、また、知的財産アセッ

トの戦略的な構築、そのための知的財産施策、テーマ

強化に向けた知的財産支援などを担う「パテントオフ

ィサー」も配置し、本部、領域、研究ユニットが一体

となって外部との連携を推進する体制をとっている。 

 この体制のもと、産業技術に関する産業界や社会か

らの多様なニーズを迅速かつ的確に捉え、有望な技術

シーズの発掘と育成、研究開発プロジェクトの推進と

支援、さらには中小、中堅企業支援や新産業の創出に

貢献する。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

[イノベーション推進本部] 

   本 部 長     渡利 広司 

 

   副 本 部 長   酒井 夏子 

              

   研 究 参 与   松岡 孟 

田中 芳夫 

 

   審 議 役     岡村 和男 

             高井 一也 

             榊原 修 

                          根本 光宏 

 

   総括企画主幹    丹波 純 

谷川 ゆかり 

             宮本 健一 

             丸山 修 

             増井 慶次郎 

石田 敬雄 

 

 

   上席イノベーションコーディネータ            

             綾  信博 

             黒島 光昭 

             山田 澄人 

辰巳 国昭 

             陶山 一雄 

             樋口 哲也 

             尾崎 浩一 

             福井 実 
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   イノベーションコーディネータ 

             粟津 浩一（兼） 

             鷹觜 利公（兼） 

             佐脇 政孝 

             神谷 雅己 

             池上 敬一（兼） 

    林  泰行 

鈴木 隆之   

 

   チーフパテントオフィサー 

             菅生 繁男 

 

パテントオフィサー 

          伊豆 典哉（兼） 

             横地 俊弘 

         桐原 俊夫 

         小林 秀輝 

         川畑 透 

             渡辺 一寿（兼） 

             北川 良一 

 

連携主幹     

         花井 修次 

         佐藤 賀一 

         山賀 純子 

         植田 瀧彦 

 

   イノベーション推進企画室 

   技術マーケティング室 

   大型連携推進室 

   ベンチャー開発・技術移転センター 

   知的財産・標準化推進部 

   産学官・国際連携推進部 

   地域連携推進部 

 

①【イノベーション推進企画室】 
（Research and Innovation promotion planning Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：9名（5名） 

概 要： 

 イノベーション推進本部の各部を統括し、イノベー

ション推進に資する施策の企画および立案、総合調整

を行う。イノベーション推進企画室の2018年度にお

ける主な活動は、次のとおりである。 

・所内競争的資金について、企画本部と協力して事務

局をつとめ、戦略予算、「理研－産総研チャレンジ

研究」の審査や実施の支援を行った。 

・連携の拡大・強化を目的として、主に企業の経営層

を招待して、産総研の技術シーズを紹介する「テク

ノブリッジフェア」を開催した。 
・論文発表の質と量の強化を目的とした産総研論文賞

の事務局を運営し、受賞論文5件を決定し、表彰し

た。 

・日本経済新聞社とタイアップして福島再生可能エネ

ルギー研究所（FREA）の取材記事、および4件の

サステナブル技術連携促進シンポジウムの広告記事

を日経産業新聞に掲載した。 

・産総研の研究成果を活用して事業を行う民間企業に、

産総研の研究施設などの使用を認め、3事業が実施

された。 

・産総研が参画する18の技術研究組合について、事

務手続きに関する総合調整を行った。 

・AI 技術に詳しい人材の育成を目的とし、産総研の

スーパーコンピューター「AI 橋渡しクラウド

（ABCI）」を用いて、産総研研究者を対象に AI 道

場を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

[イノベーション推進企画室] 

   室 長（兼）   丹波 純 

   総括主幹     関根 重幸 

   室長代理     蛯原 和雄    

 

②【技術マーケティング室】 

（Technology Marketing Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：5名（1名） 

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及するため、イノベー

ションコーディネータとともに領域や地域センターを

跨ぐ横断的なマーケティング活動を行い、企業との連

携の強化、拡大を推進している。 

2018年度における主な活動は、次のとおりである。 

・産総研の技術ポテンシャルを活かした指導助言など

を有償で提供する「技術コンサルティング制度」

の活用を進めた。特に、イノベーション推進本部

と各領域のイノベーションコーディネータが協力

して、コンセプト共創型技術コンサルティングを

推進することで、新たな産業分野の企業との包括

的な組織的連携を実現した。 

・イノベーションコーディネータとともに、企業ニー

ズを分析したうえで、産総研全体として企業に提

案する横断的なマーケティング活動を行った。ま

た、企業連携のケーススタディや領域の収集した

マーケティング情報を、技術マーケティング会議

などの開催を通じて共有を進めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2019/3/31現在） 

 

［技術マーケティング室］ 

室長(兼)      辰巳 国昭 

総括企画主幹（兼） 谷川 ゆかり 

連携主幹（兼）   花井 修次 

室長代理      佐々木 貴広 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

③【大型連携推進室】 
（Large-Scale Collaboration Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：7名（5名）  

概 要：  

大型連携推進室では、連携研究室および連携研究

ラボの設置、その他の企業との連携（以下「大型連携」

という。）を推進する上で必要となる企画、立案およ

び連携制度の整備並びに総合調整を行う。 

2018年度における主な活動は、次のとおりである。 

・2018年度、新たに3件の連携研究室、連携研究ラボ

を設置し、既存の連携研究室、連携研究ラボと併

せ合計11件の大型連携の運営・管理を行った。 

・新たな大型連携の開拓に向けて、企業ニーズ分析・

分野横断的なマーケティング活動を行うとともに、

新規パートナー企業の開拓をめざして、2018年10

月に冠ラボシンポジウムを開催した。連携研究

室・連携研究ラボの設置および運営に係るスキー

ムを整理するなど、円滑な大型連携の推進体制の

整備を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［大型連携推進室］ 

室長        申 ウソク 

総括企画主幹（兼） 谷川 ゆかり 

総括主幹      佐藤 隆 

 

--------------------------------------------------------------------------- 
 

④【ベンチャー開発・技術移転センター】 
（Innovation Center for Technology Transfer and 

Startups） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：10名（1名） 

概 要： 

ベンチャー開発・技術移転センターは、産総研の

革新的な技術シーズを事業化に繋ぐ「橋渡し」の出

口の強化を図ることをミッションとして、産総研技

術の事業化支援（ハンズオン支援）およびベンチャ

ー創業とライセンス実績の強化を推進している。 

産業界への技術移転においては、技術移転マネー

ジャーを中心に、産業界の技術ニーズや事業化戦略

の動向などを把握し、研究現場と連携して、既存企

業への知的財産のライセンスなどの技術移転を実施

している。ベンチャーによる事業化においては、「ス

タートアップ開発戦略タスクフォース」（以下、タス

クフォース）によるベンチャー企業を創出する取り

組みと産総研ベンチャー技術移転促進措置実施規程

にもとづく創出後支援を柱に、産総研技術移転ベン

チャーの創出推進と、ベンチャーの企業価値および

収益の向上のための支援を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

[ベンチャー開発・技術移転センター] 

センター長                高井 一也 

副センター長            宮本 健一 

総括主幹                 小池 英明 

スタートアップ・アドバイザー 

技術移転マネージャー 

  [事業企画グループ] グループ長   河野 昭宏 

  [事業化推進グループ]グループ長（兼）宮本 健一 

  [事業支援グループ] グループ長  河原井 和子 

--------------------------------------------------------------------------- 

スタートアップ・アドバイザー（Start-up Advisor） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研内のベンチャー化に適した技術シーズを発掘

するとともに、タスクフォースを統括し、ベンチャー

創業に向けて必要な研究開発やビジネスモデルの策

定・検証、マーケティング、顧客開拓および資金調達

活動などを行っている。創業後は、産総研の職を離れ、

創業したベンチャー企業の経営に参画する。また、既

存の産総研技術移転ベンチャーの事業支援として、ビ

ジネスモデルのブラッシュアップ、イグジット戦略、

販路開拓および資金調達などに関する支援を行ってい

る。 

 

技術移転マネージャー 

（Technology Licensing Manager） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研の研究成果の社会への普及を推進するため、

知財アセット構築に関する知的財産戦略の策定、産業

界における技術ニーズおよび事業化戦略の動向などに

関する情報の収集、技術移転のマーケティング活動、

ライセンス交渉および契約締結などに関する業務を行

っている。 
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事業企画グループ（Business Planning Group） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 ベンチャー開発・技術移転センターの活動に係る企

画・立案、活動に伴う総合調整、予算の管理およびベ

ンチャー企業創出の支援を行っている。 

具体的には、タスクフォースの運営管理に関する業

務、有望な産総研技術移転ベンチャーおよびタスクフ

ォースを部署横断的に支援する「AIST ハンズオン支

援チーム（HOST）」の運営、産総研内部の人材育成

や意識改革を図るために、ベンチャー創出に関する職

員向け研修やセミナーの企画・運営、さらに、成果の

発信のための広報活動を行っている。 

 

事業化推進グループ（Technology Transfer Group） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及するため、技術移転

マネージャーと連携し、保有する知的財産のライセン

スなどの技術移転を推進している。 

 具体的には、研究成果の産業化に向けた技術移転

戦略の構築、産業界における技術ニーズおよび事業化

戦略の動向などに関する情報の収集、秘密保持契約な

どの交渉および締結事務、マーケティング活動、ライ

センス交渉および契約締結、ライセンス収入の徴収・

管理、産総研技術移転ベンチャーへの知的財産に関す

る支援などに関する業務を行っている。 

 

事業支援グループ（Business Support Group） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

産総研技術移転ベンチャーを対象として、創業を行

おうとする者および技術移転を受けた者などに対する

支援、ならびに出資に係る総合調整に関する業務を行

っている。 

 具体的には、産総研の知的財産を用いて起業を希望

する者からの事業プラン、資金調達および販路開拓な

ど、創業前後に関する相談などにグループ員、専門家

により対応すると共に、外部機関を活用してベンチャ

ーの企業価値および収益向上のための支援を行ってい

る。 

 また、「産総研ベンチャー技術移転促進措置実施規

程」にもとづく称号付与および技術移転促進措置の実

施に関する事務を行う。併せて、産総研内外と連携し

新たな支援策の創出を図っている。 

 

2018 年度実績 

○技術移転 

表1 2018年度技術移転関連統計 

実施契約など件数 1,158件 
技術移転収入 480百万円 

 

○スタートアップ開発戦略タスクフォース 

・ベンチャー創出・支援研究事業 6件 

新規案件 4件 

継続案件 2件 

○産総研技術移転ベンチャー 

・産総研技術移転ベンチャー企業数 

新規 6社（累計144社） 

・技術移転促進措置対象期間中ベンチャー企業数 

   23社（2019年3月31日現在） 

・産総研技術移転ベンチャーのうち、スタートアップ 

開発戦略タスクフォース発ベンチャー企業数 

新規 4社（累計56社） 

 

○研修 

・ベンチャー創出セミナー（2018年6月1日、6月7日） 

  実施回数：2回（80名が参加）  

 ・DBJ-AIST ベンチャー創出イベント（2018年6月19 

日）（産総研技術移転ベンチャー9社が参加） 

 

表2 2018年度に称号付与した産総研技術移転ベンチャー一覧 

 企業名 称号付与年月日 創出元研究ユニット 

1 株式会社 SteraVision 2018/4/1 電子光技術研究部門 

2 ソシウム株式会社 2018/4/4 創薬分子プロファイリング研究センター

3 プロテオブリッジ株式会社 2018/4/25 創薬分子プロファイリング研究センター

4 
インデント・プローブ・テクノロジー株式

会社 
2018/4/25 構造材料研究部門 

5 リーグソリューションズ株式会社 2018/6/20 ロボットイノベーション研究センター 

6 アネキサペップ株式会社 2018/12/6 創薬基盤研究部門 
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○ベンチャー開発・技術移転センターの主催のイベント 

・2018年度産総研発ベンチャーTODAY 

開催期間：2018年11月20日 

開催場所：フクラシア丸の内オアゾ 

参加者数：126名 

 

○ベンチャー開発・技術移転センター共催のイベント 

 ・2018年度新技術説明会 

  開催期間：2018年9月20日 

  開催場所：JST 東京本部別館ホール 

  参加者数：295名 

・協創マッチングフォーラム 

開催期間：2019年2月7日 

開催場所：かながわサイエンスパーク 

参加者数：195名 

 ・つくばビジネスマッチング会 

  開催期間：2019年2月14日 

開催場所：産総研臨海副都心センター別館11階 

会議室 

  参加者数：85名 

 

○展示会・見本市への出展・参加 

・P-MEC Japan 2018 

開催期間：2018年4月18日～4月20日 

開催場所：東京ビッグサイト 

 ・イノベーションジャパン 2018 

  開催期間：2018年8月30日～8月31日 

  開催場所：東京ビッグサイト  

・Taiwan Innotech Expo 2018 

  開催期間：2018年9月27日～9月29日 

  開催場所：台北世界貿易センター 

・TOKYO イノベーションリーダーズサミット2018 

開催期間：2018年10月22日～10月24日 

開催場所：虎ノ門ヒルズ 

・P-MEC Japan 2019 

開催期間：2019年3月18日～3月20日 

開催場所：東京ビッグサイト 

 

⑤【知的財産・標準化推進部】 
（Intellectual Property and Standardization 

Promotion Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：22名（6名）  

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及させることにより、

経済および産業の発展に貢献していくことは、産総研

の大きな使命である。このため、知的財産・標準化推

進部では、幅広い分野において活用が見込まれる研究

成果に係る知的財産権の戦略的な取得を支援し、当該

知的財産権を適切に維持・管理するとともに、橋渡し

機能の強化に向けて、研究戦略と一体化した戦略的知

的財産マネジメントの強化を推進している。また、わ

が国の産業競争力強化や安心・安全な社会の実現に貢

献する標準化活動を支援している。そして、産総研の

「知的財産・標準化ポリシー」に沿って、知的財産化

と標準化を一体的に推進している。 

 さらに、職員に対して知的財産や標準化に関する研

修や説明会を開催することにより、研究開発やそれに

より創製される発明などについて、知的財産権および

標準化を強く意識するよう促すとともに、内部弁理士

（パテントリエゾン）、技術移転マネージャー、パテ

ントオフィサー、イノベーションコーディネータおよ

び連携主幹と連携し、産総研内外の知的財産や標準化

に関する各種ニーズに対応している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

[知的財産・標準化推進部] 

   部  長   永石 哲也 

   次  長   渡辺 一寿 

   審 議 役    国岡 正雄 

   [知財・標準化企画室] 室   長 鷲﨑 亮 

              室長代理 廣瀬 敦子  

   [知財管理室]     室  長 飯竹 秀行 

              室長代理 板倉 俊行 

   [国際標準化室]     室   長 坂 勝美 

-------------------------------------------------------------------------- 

知財・標準化企画室 

（Intellectual Property and Standardization Planning 

Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研の知的財産および標準化に関する企画および

立案並びに総合調整を行うとともに、知的財産に係る

各種業務や標準化など支援業務を行うことで、職員の

知的財産マインドの向上や研究成果の最大化、知的財

産化と標準化の一体的推進を図っている。 

 具体的には、知的財産や標準化に関する研修企画業

務、共同研究契約などや技術研究組合の知的財産関連

規程などに関する支援業務、知的財産および標準化に

関する支援業務を幅広く行っている。 

 

知財管理室 

（Intellectual Property Administration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産総研の研究成果について戦略的かつ効率的に知的

財産権を確保するため、研究者が創製した発明などを

速やかに国内外の特許庁に対し出願するとともに、特
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許権、プログラムなど著作権、ノウハウを使用する権

利などの知的財産権を適切に保護し、管理する業務を

行っている。 

 出願時には、研究者、パテントオフィサー、パテン

トリエゾン、技術移転マネージャーなどと連携し、知

的財産を共有する企業や大学などと協力しながら速や

かな発明相談対応、共有者との知的財産権持分契約の

締結、特許明細書などの作成および出願など手続を行

っている。 

特許権などの保護、維持管理にあたっては、「知的

財産・標準化ポリシー」などを踏まえた、外国への特

許出願の要否判断、国内特許出願の審査請求の要否判

断、国内外特許の権利維持の要否判断を審査する特許

審査委員会の事務局業務を行っている。 

また、特許権などの登録や製品化に係る発明者補償

に関する業務も行っている。 

 

2018年度特許関連統計 

国内特許 
出願件数       519件
登録件数       411件

外国特許 
出願件数        180件
登録件数        327件

 

国際標準化室（International Standards Office）  

（つくば中央第1） 

概 要： 

 研究成果の規格化の推進、知的財産活用・標準化に

関する活動の支援、ナノテク標準化などの国際標準化

活動に関する支援・事務局業務、標準化普及のための

広報活動を行っている。 

 また、標準への適合性評価に関する活動の調査・支

援、認証および認定に関する活動の調査・支援、鉱工

業の科学技術に係る依頼試験などの受付、管理および

立ち上げ支援を行っている。 

 

1）標準提案 

 標準化を通じた研究成果の普及や社会からの要請

への対応のため、標準基盤研究や工業標準化推進事

業などの外部制度の活用を通じて、知的財産活用・

標準化のために必要な研究を実施している。 
2018年度 標準提案数 計50件 
 国際標準（ISO、IEC など）   37件 
 国内標準（JIS、TS）   13件 

 

2）国際会議の役職者など 

 産総研の研究者は、ISO などの国際会議の議長、

幹事、コンビーナといった役職者や、技術専門家

（エキスパート）として審議に貢献している。役職

者および将来の役職者候補への渡航旅費補助などを

行い、国際標準化活動を支援している。 
2018年度 国際標準関連機関役

職者数 
計478人 

議長、幹事、コンビーナ のべ 56人 
エキスパート のべ422人 

 

3）鉱工業の科学技術に係る依頼試験 

 産総研の研究成果に基づく試験、分析、校正を有

料で実施している。 
2018年度 依頼試験実施件数 計5件 
 材料および

製品の試験 
火薬類の試験 
 

 2件 
 
 

 基準太陽電

池セル校正 
一次基準太陽電池セ

ルの校正 
 3件 
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2018 年度ユニット別出願件数（届出時のユニット名）                   （2019/3/31 現在）

研究ユニット 
国内出願件数 外国出願件数 外国基礎出願件数 

単 共 計 単 共 計 単 共 計 

太陽光発電研究センター 8 0 8 1 0 1 1 0 1

再生可能エネルギー研究センター 2 6 8 1 2 3 1 2 3

先進パワーエレクトロニクス研究センター 8 10 18 4 1 5 4 1 5

創エネルギー研究部門 4 2 6 1 0 1 1 0 1

電池技術研究部門 10 5 15 7 8 15 6 4 10

省エネルギー研究部門 5 5 10 4 1 5 4 1 5

環境管理研究部門 6 7 13 2 1 3 2 1 3

安全科学研究部門 0 2 2 0 0 0 0 0 0

窒化物半導体先進デバイスオープンイノベーションラボラトリ 1 0 1 0 0 0 0 0 0

エネルギー化学材料オープンイノベーションラボラトリ 1 0 1 0 0 0 0 0 0

創薬分子プロファイリング研究センター 6 1 7 3 0 3 3 0 3

創薬基盤研究部門 5 6 11 3 4 7 3 3 6

バイオメディカル研究部門 11 12 23 8 2 10 8 2 10

健康工学研究部門 7 7 14 2 0 2 2 0 2

生物プロセス研究部門 5 10 15 1 3 4 1 3 4

自動車ヒューマンファクター研究センター 0 0 0 1 0 1 1 0 1

実社会ビッグデータ活用オープンイノベーションラボラトリ 0 0 0 1 0 1 1 0 1

ロボットイノベーション研究センター 3 3 6 0 0 0 0 0 0

人工知能研究センター 2 25 27 1 3 4 1 3 4

情報技術研究部門 2 2 4 2 0 2 2 0 2

人間情報研究部門 9 4 13 2 2 4 2 2 4

知能システム研究部門 2 7 9 0 0 0 0 0 0

触媒化学融合研究センター 16 20 36 9 5 14 8 2 10

ナノチューブ実用化研究センター 1 0 1 0 1 1 0 1 1

磁性粉末冶金研究センター 3 6 9 3 2 5 3 2 5

機能化学研究部門 7 4 11 0 2 2 0 2 2

化学プロセス研究部門 21 17 38 3 3 6 2 3 5

ナノ材料研究部門 14 7 21 3 3 6 3 3 6

無機機能材料研究部門 15 10 25 4 2 6 4 1 5

構造材料研究部門 10 12 22 6 0 6 6 0 6

先端オペランド計測技術オープンイノベーションラボラトリ 1 0 1 0 0 0 0 0 0

スピントロニクス研究センター 6 3 9 2 1 3 2 1 3

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 9 2 11 2 1 3 2 1 3

先進コーティング技術研究センター 8 5 13 5 4 9 3 4 7

集積マイクロシステム研究センター 1 9 10 1 2 3 1 2 3

ナノエレクトロニクス研究部門 8 9 17 7 1 8 6 1 7

電子光技術研究部門 15 10 25 9 5 14 9 4 13

製造技術研究部門 12 7 19 5 1 6 5 1 6

地圏資源環境研究部門 3 1 4 0 0 0 0 0 0

地質情報研究部門 0 2 2 0 2 2 0 2 2

工学計測標準研究部門 1 3 4 1 0 1 1 0 1

物理計測標準研究部門 6 6 12 4 1 5 4 1 5

物質計測標準研究部門 4 6 10 4 2 6 4 2 6

分析計測標準研究部門 2 5 7 1 2 3 1 2 3

ユニット外所属 1 0 1 0 0 0 0 0 0

合計 261 258 519 113 67 180 107 57 164

※外国基礎出願件数：外国出願を行う基礎となった国内出願の件数。 
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2018 年度研究領域別登録件数（登録時の研究領域）                    （2019/3/31 現在）

           登録件数 

領域 

国内 外国 

単願 共願 合計 単願 共願 合計 

エネルギー・環境領域 47 46 93 22 65 87

生命工学領域 30 19 49 25 27 52

情報・人間工学領域 30 9 39 12 4 16

材料・化学領域 70 53 123 35 48 83

エレクトロニクス・製造領域 52 33 85 46 31 77

地質調査総合センター 2 2 4 0 0 0

計量標準総合センター 10 8 18 7 5 12

合計 241 170 411 147 180 327
 
⑥【産学官・国際連携推進部】 
（Collaboration Promotion and International Affairs 

Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：48名（6名） 

概 要： 

 産業界、大学、公的研究機関、海外機関などと産総

研の連携推進および人材交流の促進を通して、第4期

中長期計画における取り組みの大きな柱である「橋渡

し機能の強化」を目的とした活動を行っている。具体

的には、産学官が一体となって研究開発や実用化など

を推進するために、共同研究や受託研究をはじめとし

た各種産学官連携制度の企画・立案および各種契約の

適切な締結、および執行を行っている。また、外部資

金に関するコンプライアンスの推進、海外機関との連

携に伴う海外活動の支援や、試料や技術の提供を適切

に行うための安全保障輸出管理業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

[産学官・国際連携推進部] 

   部   長 谷口 正樹 

   次  長 粟津 浩一 

   次  長 吉成 美智夫 

   部  付 根本 光宏 

   審 議 役 矢吹 聡一 

 [連携企画室]       室長   増井 慶次郎 

              総括主幹 森  祥子 

 [国際連携室]       室長   丸山 修    

              総括主幹  椎名 隆亮 

              総括主幹 橋本 佳三 

              総括主幹 村井 保夫 

              室長代理 渡邊 真理 

 [共同研究支援室]     室長   井庭 一 

              室長代理 鷹巣 加代子 

              室長代理 冨塚 靖 

              室長代理 宮本 英明 

 [プロジェクト支援室]   室長   青柳 岳彦 

              室長代理 大谷 直人 

              室長代理 中村 香子 

 [連携管理室]       室長   田中 隆徳 

              総括主幹 柳堀 昭 

              室長代理 水村 豊 

--------------------------------------------------------------------------- 

連携企画室 

（Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 産学官連携、国際連携活動全般の企画および立案を

行うとともに、産学官・国際連携推進部全体の業務を

円滑に推進するための総合調整を行っている。国内機

関、海外機関との連携協定の締結に関すること、産総

研コンソーシアムの設立手続に関すること、イノベー

ションコンソーシアム型などの大型共同研究の実施に

係る調整などの業務を行っている。また、連携大学院

協定の締結や、優秀な大学院生を研究開発プロジェク

トに参画させるリサーチアシスタント制度などの人材

受入制度を所掌し、運用の支援や改善に努めている。 

 

国際連携室 

（Global Collaboration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 海外の主要研究機関などとの研究ネットワークを構

築・強化し、国際研究協力や人材交流を推進している。

具体的には、研究協力覚書などの締結により、組織的

連携を強化し、研究者の派遣・招へい制度、海外派遣

型マーケティング人材育成事業（人事部に協力）など

による国際的な人材交流を推進している。また、産総
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研に来訪する海外要人の視察対応や、産総研幹部の海

外研究機関への往訪支援、世界研究機関長会議の開催、

ワークショップの企画・運営などを通して、産総研の

国際プレゼンス向上および研究連携の推進・拡大に寄

与している。 

 さらに、外国為替および外国貿易法および関係法令

などを確実に遵守するため、産総研の安全保障輸出管

理体制の整備・輸出管理・監査・教育を実施している。 

 

共同研究支援室 

（Collaborative Research Support Office） 

（つくば中央第1） 

 概 要： 

産総研における外部機関との連携、技術移転などを

図るための共同研究に係る業務を行うとともに、「人」

と「場」を活用した産学官連携活動を推進するため、

技術研究組合からの研究員などの受入に関する覚書締

結および技術研究組合事業に参加する職員に関する覚

書締結などの支援業務を行っている。また、産総研が

蓄積する技術ポテンシャルを基に行う知見の教授など

の橋渡しを実施する技術コンサルティング契約に係る

業務を行っている。 

プロジェクト支援室 

（National Project Support Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

産総研における研究成果の普及、技術移転などを

図るための受託研究および請負研究並びに産総研か

ら他機関への委託研究に係る契約事務などの業務を

行うとともに、受託研究など外部からの研究資金受

入のための支援業務を行っている。 

 

連携管理室 

（Inspection and Administration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 受託研究、個人助成金などの外部研究資金について、

その適正な執行を確保するため、職員説明会の開催、

自主点検などの実施を通じ、産総研における外部研究

資金のコンプライアンス向上に努めている。また、外

部研究資金に係るルールの整備、相談窓口の設置およ

びマニュアルの整備などにより研究者による円滑な事

務手続を支援している。
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１．国内機関などとの連携  

１）共同研究 

 企業、大学や公設研究所などと産総研が、共通のテーマについて対などな立場で共同して研究を行う制度である。 
 

表１ 共同研究ユニット別件数一覧 2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法など 大企業 中小企業 国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 8 2 14 3  27
エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 11 3 43 6 1 64
エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 37 7 33 5  82
エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 19 7 18 14 4 62
エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 12 2 30 5 1 50
エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 26 4 18 3 2 53
エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 17 2 36 32 2 2 91
エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 31 12 72 15  130
生命工学領域 創薬基盤研究部門 47 9 16 12  2 86
生命工学領域 バイオメディカル研究部門 66 12 60 35 4 177
生命工学領域 健康工学研究部門 47 5 19 19 12 102
生命工学領域 生物プロセス研究部門 64 24 13 15 1 117
生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 20 19 18 6  63
情報・人間工学領域 情報技術研究部門 4 2  6
情報・人間工学領域 人間情報研究部門 20 5 15 4  44
情報・人間工学領域 知能システム研究部門 8 1 23 10 4 46
情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 10 1 23   34
情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 6 3 5 4  18
情報・人間工学領域 人工知能研究センター 26 16 57 14 4 1 118
情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 19 7 24 12 1 1 64
情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 2 10 3  15
材料・化学領域 機能化学研究部門 42 1 42 16 2 103
材料・化学領域 化学プロセス研究部門 32 7 44 15 1 99
材料・化学領域 ナノ材料研究部門 45 8 23 11 3 3 93
材料・化学領域 無機機能材料研究部門 34 3 33 10 3 83
材料・化学領域 構造材料研究部門 27 4 32 22 5 90
材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 31 5 35 6 1 78
材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 12 6 2  20
材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 2 14 1  17
材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 7 14 3 1 25
エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 58 20 32 10  2 122
エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 78 8 28 18 1 133
エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 23 6 38 21 6 94
エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 5 5   10
エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 9 3 12 12  36
エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 14 5 22 5 3 49
エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 8 6 22 14 3 53
地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 9 4 4 1 4 22
地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 3 7 22 4 3 39
地質調査総合センター 地質情報研究部門 4 6 4 4 3 21
計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 8 5 18 11 2 44
計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 22 12 19 16 3 72
計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 20 9 38 17 1 1 86
計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 27 15 26 12 1 81

  小計 1,016 275 1,084 450 82 12 2,919

その他 フェロー、本部・事業組織など 33 8 46 6  3 96

  合計 1,049 283 1,130 456 82 15 3,015

   ※国内案件のみ 

※区分の定義 

独法など：特殊法人、公益法人を含む 

国など：国、自治体、公設試を含む 
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２）技術コンサルティング 

産総研の技術的なポテンシャルを活かして、有償の指導助言などを行うための制度である。 
 

表２ 技術コンサルティングユニット別件数一覧                                            2019年3月31日現在 
領域 研究ユニット 大学 独法など 大企業 中小企業 国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 5   5 

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 4   4 

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 1 9 1  11 

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 10 4  14 

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 2 12 2  16 

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 7   7 

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 3 3  6 

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 2   2 

生命工学領域 創薬基盤研究部門 4   4 

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 1 13 4  18 

生命工学領域 健康工学研究部門 2   2 

生命工学領域 生物プロセス研究部門 7 4  11 

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 7 1  8 

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 2   2 

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 4   4 

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 1 2  3 

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 1   1 

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 1 1 9   11 

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 15 5  20 

情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 4 2  6 

情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター   

材料・化学領域 機能化学研究部門 19 2  21 

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 8 1  9 

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 9 1  10 

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 1 5   6 

材料・化学領域 構造材料研究部門 2 2  4 

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 5   5 

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 1  1 

材料・化学領域 
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セ

ンター 
2 1  3 

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 3 1  4 

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 12 2  14 

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 10 5  15 

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 1   1 

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 2 1  3 

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 3   3 

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 1 1 8 10 

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 9 2  11 

地質調査総合センター 地質情報研究部門 6 1  7 

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 2 41 19  2 64 

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 1 17 44 20  82 

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 5 23 1  29 

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 5 3 10 10 3 31 

  小計 7 33 336 99 11 2 488 

その他 フェロー、本部・事業組織など 19 5  24 

  合計 7 33 355 104 11 2 512 

※国内案件のみ 
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３）委託研究 

 産総研で研究するより、産総研以外の者（大学、企業など）に委託した方が、研究の効率性や経済性が期待出来る

場合に、産総研以外の者に委託する制度である。 
 

表３ 委託研究ユニット別件数一覧                             2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法など 大企業 中小企業 国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 15 3 12 2  32

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 2   2

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 4 2   6

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 3   3

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 3   3

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 9 1   10

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1   1

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 8 1 4   13

生命工学領域 創薬基盤研究部門 6 1 5 1  13

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 4 1 1 1 1 8

生命工学領域 健康工学研究部門 3 1 1 5

生命工学領域 生物プロセス研究部門 1   1

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 2 1 4  7

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 3   3

情報・人間工学領域 人間情報研究部門   

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 5 3   8

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 2   2

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 2   2

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 23 3 1  27

情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 2   2

情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 7   7

材料・化学領域 機能化学研究部門 2 1   3

材料・化学領域 化学プロセス研究部門   

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 1 2 1 1 5

材料・化学領域 無機機能材料研究部門   

材料・化学領域 構造材料研究部門   

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 1   1

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 1   1

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 16 2   18

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 1 1   2

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 3 1 1  5

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 1 4   5

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター   

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 8  1 9

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 4 1 1  1 7

地質調査総合センター 地質情報研究部門 1   1

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 4 1  5

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 1  1

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 1   1

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 1   1

  小計 149 18 34 14 5 220

その他 フェロー、本部・事業組織など 3 1   4

  合計 152 19 34 14 5 224

※国内案件のみ 
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４）受託研究 

 企業、法人など他機関から産総研に研究を委託する制度である。その成果は委託元で活用できる。委託元の研究者

を外来研究員として受け入れることも可能である。 
 

表４ 受託研究ユニット別件数一覧 2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法など 大企業 中小企業 国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 6 2 1 5 14

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 1 12   13

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 1 18 2 1 3 6 31

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 11 3 1 4 19

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 4 10 2 1 5 22

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 2 9 3  2 16

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 13 3 1 4 2 23

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 2 7  2 11

生命工学領域 創薬基盤研究部門 4 16 1  2 1 24

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 3 20 1  1 25

生命工学領域 健康工学研究部門 6 2  3 11

生命工学領域 生物プロセス研究部門 2 14  1 17

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 4 10 1   15

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 7 1   1 9

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 1 13 1 1 2 18

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 1 15 1  3 20

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 1   1

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 7 1  8

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 2 34 2 2 4 44

情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 2   2

情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 4 2   6

材料・化学領域 機能化学研究部門 6 2   8

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 7 2 1  10

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 1 9 2   12

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 1 12 1  2 2 18

材料・化学領域 構造材料研究部門 1 2 1 1 5

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 5 7 1   13

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター   

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 2 10   12

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 1   1

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 2 20 7   29

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 1 13 1 1 3 19

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 2 6 2 4 3 17

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 3  1 4

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 4 1  1 6

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 2  1 3

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 10   10

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 5 1 3  5 14

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 3 6 1 1 3 3 17

地質調査総合センター 地質情報研究部門 7 1   8

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 1 3  2 6

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 1 5 2 6 1 15

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 1 6 5 1 1 14

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 9 4 1 2 16

  小計 52 380 67 25 67 15 606

その他 フェロー、本部・事業組織など 2 9   11

  合計 54 389 67 25 67 15 617

   ※国内案件のみ 
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５）請負研究 

 受託研究によることができない研究を他機関からの依頼に応じて産総研が行うものであり、その経費は依頼者に負

担していただく。 

 

表５ 請負研究ユニット別件数一覧 2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法など 大企業 中小企業 国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 1  1

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門   

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 1 2  3

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門   

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 2 1   1 4

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 2   2

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1   1

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター   

生命工学領域 創薬基盤研究部門   

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 1  1

生命工学領域 健康工学研究部門   

生命工学領域 生物プロセス研究部門   

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター   

情報・人間工学領域 情報技術研究部門   

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 1   1

情報・人間工学領域 知能システム研究部門   

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 2  1 3

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 1   1

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 1 2   3

情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 1   1

情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター   

材料・化学領域 機能化学研究部門   

材料・化学領域 化学プロセス研究部門   

材料・化学領域 ナノ材料研究部門   

材料・化学領域 無機機能材料研究部門   

材料・化学領域 構造材料研究部門   

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター   

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター   

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター   

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門   

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 1 3 1  5

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 1   1

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター   

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 1   1

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門   

地質調査総合センター 地質情報研究部門   

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 1   1

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門   

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門   

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門   

  小計 3 7 12 5 1 1 29

その他 フェロー、本部・事業組織など   

  合計 3 7 12 5 1 1 29

※国内案件のみ 
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６）技術研修／産総研リサーチアシスタント制度 

 技術研修は外部機関などの研究者、技術者を産総研が受け入れ、産総研の技術ポテンシャルを基に研修を行う制度

である。技術研修のうち、リサーチアシスタント制度は、優れた研究開発能力を持ち、自立的に産総研の研究開発プ

ロジェクトの業務に従事できる大学院生を雇用する制度である。 
 

表６ 技術研修ユニット別人数一覧                             2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 うち RA
独法な

ど 
大企業

中小 

企業 
国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 22 (3) 3   25

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 7    7

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 57 (10) 1 1   59

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 29  1  1 31

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 24 (2) 16   40

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 25 (2) 10   35

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 47 （14) 1   48

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 14 (4) 1   15

生命工学領域 創薬基盤研究部門 30  1   31

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 82 (8) 2  1 85

生命工学領域 健康工学研究部門 40 (2)  1 41

生命工学領域 生物プロセス研究部門 45 (2) 1 1  13 60

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 4  12   16

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 25 (5)   25

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 38 (8) 1   39

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 40 (23)   40

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 17 (9)   17

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 14 (2)   14

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 130 (38) 1  3 134

情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 17 (9)   17

情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 8 (10)   8

材料・化学領域 機能化学研究部門 9 (2) 1 12  3 25

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 38 (3) 3   41

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 13 (2) 2 4  19

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 41 (4)   41

材料・化学領域 構造材料研究部門 11 (3)  2 13

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 29 (16) 1   30

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 5 (1)   5

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 4    4

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 8 (2)   8

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 46 (16) 3   49

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 52 (6) 4   56

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 39 (9) 1 3 7  50

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 6 (4)   6

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 21 (3) 2   23

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 10 (1)   10

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 23 (6) 1   24

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 9 (5)  20 2 31

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 24 (4) 2 1   27

地質調査総合センター 地質情報研究部門 27 (13)   27

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 8 (2) 5 4   17

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 9 (3) 3   12

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 25 (3) 5   30

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 17 (5) 1 6   24

  小計 1,189 264 18 92 14 30 16 1,359

その他 フェロー、本部・事業組織など 154 74 1 1 1 157

  合計 1,343 338 18 93 15 31 16 1,516

 ※国内案件のみ 
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７）外来研究員 

 外部機関などの研究者などが産総研において研究を行う際に研究員として受け入れる制度である。 

 

表７ 外来研究員ユニット別人数一覧 2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法など 大企業 中小企業 国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 15 3   8 26 

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 1   1 2 

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 8 1   11 20 

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 11 4 1 5 9 30 

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 9 1   13 23 

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 8 4 2   7 21 

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 8 6 1  8 23 

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 13 4 1 1  4 23 

生命工学領域 創薬基盤研究部門 13 4 7 3 2 6 35 

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 28 4 5 2 3 12 54 

生命工学領域 健康工学研究部門 23 1 1 3 10 38 

生命工学領域 生物プロセス研究部門 12 2 1 3 5 23 

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 6 4 5  15 

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 1 1  2 

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 35 13 1 2 3 7 61 

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 6  3 8 17 

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 12 1 1   2 16 

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 8  2 10 

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 56 9 11 4 4 7 91 

情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 11 5  1 2 19 

情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 20 1 1  1 23 

材料・化学領域 機能化学研究部門 2  5 3 10 

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 10 1 2  4 17 

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 8 4 1  8 21 

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 1 1 1 1 4 

材料・化学領域 構造材料研究部門 3 1  1 2 7 

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 1 1 4  2 1 9 

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター   

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 1 1   1 3 

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 1   1 

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 10 2 3 7  15 37 

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 12 4 1  13 30 

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 16 3 5 6 2 6 38 

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 2   2 

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 7 1 1 3 11 3 26 

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 8 1 1 2 12 

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 45 8 2   13 68 

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 16 2 1  6 25 

地質調査総合センター 地質情報研究部門 43 12 1 1 1 23 81 

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 2 1   3 

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 3 1   1 5 

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 2   1 3 

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 10 1 1 1 3 16 

  小計 496 98 68 48 54 226 990 

その他 フェロー、本部・事業組織など 54 22 4 6 81 34 201 

  合計 550 120 72 54 135 260 1,191 

※国内案件のみ 
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８）連携大学院 

 大学と産総研が協定を結び、産総研研究者が大学から連携大学院教官の発令を受け、大学院生を技術研修生として

受け入れ、研究指導などを行う。この制度による大学院生には被指導者であると同時に研究協力者としての側面があ

り、産総研にとっても研究促進を図ることができる。 

（参考：大学院設置基準「第13条第2項 大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は研究所など

において必要な研究指導を受ける事を認めることができる。（後略）」） 

 

表８ 連携大学院ユニット別派遣教員数および受入学生数                   2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 

派遣教員数・受入学生数 

国公立大学 私立大学 教員

数計

学生

数計教授 准教授他 学生 教授 准教授他 学生 

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 1 4 1 2 6 2
エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 1 2 3    3 3
エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 5 1 7 3  4 9 11
エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 1 2 1 1  1 4 2
エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 1 1    1 1
エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 3 2 1  3 6 3
エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1   1
エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 4 1 2  1 7 1
生命工学領域 創薬基盤研究部門 8 7 3    15 3
生命工学領域 バイオメディカル研究部門 13 11 14 3 3 5 30 19
生命工学領域 健康工学研究部門 3 1 2   6
生命工学領域 生物プロセス研究部門 13 8 24    21 24
生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 3 2 1   6
情報・人間工学領域 情報技術研究部門 1 2 2    3 2
情報・人間工学領域 人間情報研究部門 13 4 14 2 1  20 14
情報・人間工学領域 知能システム研究部門 6 1 20 2  2 9 22
情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 2 1 9    3 9
情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 2 1 2  1 1 4 3
情報・人間工学領域 人工知能研究センター 4 5 17 6 1 2 16 19
情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 1 1    1 1
情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター    

材料・化学領域 機能化学研究部門 2 1 1   3 1
材料・化学領域 化学プロセス研究部門 5 3 6 1 6 15 6
材料・化学領域 ナノ材料研究部門 5 1 1  1 6 2
材料・化学領域 無機機能材料研究部門 5 5 1 6 11 6
材料・化学領域 構造材料研究部門 6 2 1   7 2
材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 3 3 16 1   7 16
材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 1 1 1 2   4 1
材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 1 1   2
材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 1 1 2    2 2
エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 3 5  1 8 1
エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 2 2 3 9  5 13 8
エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 8 2 9 2 1  13 9
エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 1 2 1 3 4 3
エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 2 1   3
エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 2 4 1 4 7 4
エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター    

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 1 1    2
地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 1 1   2
地質調査総合センター 地質情報研究部門 1 3 1    4 1
計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 2 1 3 3 3
計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 1  1 1 1
計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 1 2 2 3 5 3
計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 1 1  3 2 3
  小計 132 72 154 76 15 57 295 211
その他 フェロー、本部・事業組織など 9 2 2 1 2 14 2
  合計 141 74 154 78 16 59 309 213
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表９ 連携大学院大学別派遣教員数および受入学生数                                       2019年3月31日現在 

No. 地域 
国公私立 

の別 
大学名 学科名 

派遣教員数・受入学生数 

教授 准教授他 教員数計 学生 

1 北海道 国立 北海道大学 情報科学研究科 1 2 3 2

   生命科学院 3 3 6 12

   総合化学院 2  2

   農学院 4 4 8 10

2 東北 国立 東北大学 理学研究科 2 2 4

3 東北 国立 山形大学 理工学研究科 5 2 7 1

4 東北 国立 福島大学 共生システム理工学研究科 2  2

5 関東 国立 茨城大学 理工学研究科 1 1 2 2

6 関東 国立 筑波大学 システム情報工学研究科 13 7 20 51

   人間総合科学研究科 7 4 11 21

   数理物質科学研究科 12 7 19 17

   生命環境科学研究科 5 2 7 6

   筑波大学（協働大学院） グローバル教育院 5 2 7

7 関東 国立 宇都宮大学 工学研究科 1  1

8 関東 国立 群馬大学 理工学府  1 1

9 関東 国立 埼玉大学 理工学研究科 8 2 10

10 関東 国立 千葉大学 医学研究院 3  3

   工学研究科 1  1

   理学研究院 1  1

11 関東 国立 東京大学 新領域創成科学研究科 3 5 8 8

12 関東 国立 東京工業大学 環境・社会理工学院 1  1 1

   工学院 1  1

   情報理工学院 1 1 2

   物質理工学院 1  1

13 関東 国立 東京農工大学 工学府 3 2 5 7

14 関東 国立 お茶の水女子大学 人間文化創成科学研究科 3 1 4

15 関東 国立 横浜国立大学 環境情報研究院  1 1 1

16 関東 国立 長岡技術科学大学 工学研究科 3 2 5

17 関東 公立 首都大学東京 システムデザイン研究科 2 1 3 1

   理工学研究科 4 2 6

18 関東 公立 横浜市立大学 生命医科学研究科 2  2

19 中部 国立 金沢大学 自然科学研究科  1 1

20 中部 国立 北陸先端科学技術大学院大学 マテリアルサイエンス研究科 3 2 5

21 中部 国立 岐阜大学 工学研究科 3  3

   連合創薬医療情報研究科 1 1 2

   連合農学研究科 4 4 8

   自然科学技術研究科 3  3

22 中部 国立 名古屋大学 工学研究科 2  2 4

23 中部 国立 名古屋工業大学 工学研究科 2  2

24 関西 国立 福井大学 工学研究科 1  1

25 関西 国立 京都工芸繊維大学 工芸科学研究科  1 1

26 関西 国立 大阪大学 理学研究科 1  1

27 関西 国立 神戸大学 工学研究科 3 3 6 3

   人間発達環境学研究科 1 1 2

28 関西 国立 奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 1 1 2

   先端科学技術研究科 1  1

29 関西 国立 和歌山大学 システム工学研究科 1  1

30 中国 国立 広島大学 工学研究科 2 1 3

   生物圏科学研究科 1 1 2

   先端物質科学研究科 1 1 2

31 四国 国立 香川大学 農学研究科 1 1 2

32 九州 国立 九州大学 総合理工学研究院 2 1 3 7

33 九州 国立 九州工業大学 生命体工学研究科 1  1

34 九州 国立 佐賀大学 工学系研究科 4  4

35 九州 国立 鹿児島大学 理工学研究科 2 1 3
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   国公立大学小計 141 74 215 154

36 東北 私立 東北学院大学 工学研究科 5  5 3

37 関東 私立 東邦大学 理学研究科 8 3 11 1

38 関東 私立 千葉工業大学 工学研究科 1  1 3

39 関東 私立 東京理科大学 基礎工学研究科 5 1 6 9

   理学研究科 4  4 2

   理工学研究科 11 2 13 15

40 関東 私立 東京電機大学 工学研究科 5  5 1

41 関東 私立 芝浦工業大学 理工学研究科 4 1 5 3

42 関東 私立 日本大学 工学研究科 1  1

   理工学研究科 1  1 1

43 関東 私立 立教大学 理学研究科 4  4

44 関東 私立 青山学院大学 理工学研究科 1 2 3 3

45 関東 私立 早稲田大学 理工学術院 1 4 5 8

46 関東 私立 東京都市大学 工学研究科 1 1 2 1

47 関東 私立 明治大学 理工学研究科 6  6 1

48 関東 私立 中央大学 理工学研究科 2  2 1

49 関東 私立 神奈川工科大学 工学研究科 7  7

50 中部 私立 金沢工業大学 工学研究科 1  1

51 中部 私立 大同大学 工学研究科 1  1

52 中部 私立 中部大学 工学研究科 2  2 2

53 中部 私立 愛知工業大学 工学研究科  1 1

54 関西 私立 関西大学 理工学研究科 3  3 2

55 関西 私立 関西学院大学 理工学研究科 3 1 4 3

56 関西 私立 近畿大学 システム工学研究科 1  1
       私立大学小計 78 16 94 59

        合計 219 90 309 213

（注）教授、准教授以外の役職で登録されている場合は准教授とする 

 

 

 

 

 

  



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(323) 

９）依頼出張・受託出張 
 外部機関からの要請により、研究打ち合わせ、調査、講演などのために、職員が出張する制度である。 

 

表10 依頼・受託出張ユニット別人数一覧 2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法など 大企業 中小企業 国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 2   2

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 3 3  2 6 14

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 6 1  4 11

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 4 10 2 1 17

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 5 3   1 9

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 7 1  3 4 15

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1 4   4 9

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 1   1

生命工学領域 創薬基盤研究部門 2 2   2 6

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 4 2 3 3  13 25

生命工学領域 健康工学研究部門 11 4   1 16

生命工学領域 生物プロセス研究部門 4 4   8 16

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 10 1 1   12

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 1   1

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 6 3 1  1 11

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 2 2  3 1 8

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター  1 1

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 1 3 1  1 1 7

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 5 7  1 6 19

情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 1 5  2 8

情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 1  1 2

材料・化学領域 機能化学研究部門 2   2

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 5 6   1 12

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 2   2

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 1 1   2

材料・化学領域 構造材料研究部門 2 5  1 8

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター   

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター   

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 11 6   1 18

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 2   2

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 3 1 1   5

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 9  1 1 11

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 2 6  10 18

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター   

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター   

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 31 10  8 3 52

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 1 4 1  6

地質調査総合センター 地質情報研究部門 23 7  1 7 38

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 11 4 6 1 4 2 28

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 5 3   8

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 2 8  9 3 22

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 1 4   4 9

  小計 185 125 13 7 54 69 453

その他 フェロー、本部・事業組織など 12 10 3  9 5 39

  計 197 135 16 7 63 74 492

※国内案件のみ 
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10）委員の委嘱 

 産総研の職員が外部の委員などに就任し、必要とされる情報、アドバイスなどの提供を行う。 

 

表11 委員の委嘱ユニット別人数一覧 2019年3月31日現在 

領域 研究ユニット 大学 独法など 大企業 中小企業 国など その他 合計

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 4 35  3 17 59

エネルギー・環境領域 電池技術研究部門 12 80 1  8 18 119

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 7 91  5 7 110

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 5 46 1  6 19 77

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 8 57 3  8 44 120

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 4 49 1  9 15 78

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 3 37 2 2 12 45 101

エネルギー・環境領域 先進パワーエレクトロニクス研究センター 7 15  2 2 26

生命工学領域 創薬基盤研究部門 8 14 1 1 5 29

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 9 26 1  6 12 54

生命工学領域 健康工学研究部門 23 50 1 7 16 97

生命工学領域 生物プロセス研究部門 8 15 1 1 3 5 33

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 6 1   7

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 8 71 1  4 4 88

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 17 100 4  11 27 159

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 2 57 5  7 7 78

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 4 28 1  2 35

情報・人間工学領域 ロボットイノベーション研究センター 3 49 5 1 5 11 74

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 15 53 6 1 12 8 95

情報・人間工学領域 人間拡張研究センター 2 2 1 1 1 2 9

情報・人間工学領域 サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 1 3   1 5

材料・化学領域 機能化学研究部門 4 47 1 4 17 73

材料・化学領域 化学プロセス研究部門 3 33  4 11 51

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 4 23   7 34

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 5 59 1  5 13 83

材料・化学領域 構造材料研究部門 1 49 1 1 4 14 70

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 13 25 1  5 3 47

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 3   2 5

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 11 20 2  1 2 36

材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 1 31   32

エレクトロニクス・製造領域 ナノエレクトロニクス研究部門 6 92 1  3 15 117

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 9 67  3 6 85

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 4 69  4 18 95

エレクトロニクス・製造領域 スピントロニクス研究センター 3 7   10

エレクトロニクス・製造領域 フレキシブルエレクトロニクス研究センター 3 13   1 17

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 1 16   2 19

エレクトロニクス・製造領域 集積マイクロシステム研究センター 3 19  1 9 32

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 13 62 1 60 43 179

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 3 52 7 2 14 52 130

地質調査総合センター 地質情報研究部門 3 54  15 40 112

計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 1 227 1  12 5 246

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 2 112 2  15 9 140

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 1 135 2  18 27 183

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 10 139  6 18 173

  小計 260 2,233 51 13 286 579 3,422

その他 フェロー、本部・事業組織など 31 211 6 6 112 93 459

  計 291 2,444 57 19 398 672 3,881

※国内案件のみ 
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２．海外機関などとの連携 

１）海外出張 

 研究の推進を目的とした職員の海外出張について、2018年度の出張者総数（国・地域別）は、3,939名。実出張者

数（組織別）は、3,582名。分類のカテゴリーは以下のとおり。 

産総研予算による出張（一部外部予算の充当を含む）…運営費交付金などにより行う出張 

外部予算による出張…文部科学省科学研究費補助金など、外部予算により行う出張 

依頼出張…外部機関からの依頼による出張。依頼元は、公益法人、民間企業、海外の大学・研究機関など。 

 

表12 2018年度外国出張者数（国・地域別） 

                

              人数 

                

国・地域名 

計 

1.産総研予算によ

る出張（一部外部

予算の充当を含

む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

アジア・大洋州地域 

イラン 1   1 

インド 55 40 15  

インドネシア 17 6 8 3 

韓国 220 118 76 26 

カンボジア 8 4 3 1 

シンガポール 257 102 153 2 

スリランカ 1  1  

タイ 147 95 44 8 

台湾 136 91 38 7 

中国 311 164 118 29 

トンガ 1   1 

日本（海外在住） 12 11 1  

ネパール 1   1 

フィリピン 5 4 1  

ブルネイ 2 1 1  

ベトナム 23 14 9  

マレーシア 40 23 12 5 

ミャンマー 13 3 9 1 

モンゴル 6 3 2 1 

ラオス 2 1 1  

オーストラリア  103 30 69 4 

ニュージーランド 28 13 13 2 

パプアニューギニア 2 2   

米州地域 

米国 921 399 493 29 

カナダ 84 34 45 5 

アルゼンチン 5  5  

チリ 3 2 1  

コスタリカ 1   1 

プエルトリコ 1 1   

ブラジル 11 6 5  

メキシコ 29 9 18 2 

ヨーロッパ地域 

アイルランド 21 6 15  

イタリア 126 42 79 5 

ウクライナ 1 1 0  
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              人数 

                

国・地域名 

計 

1.産総研予算によ

る出張（一部外部

予算の充当を含

む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

英国 131 65 60 6 

エストニア 3 2 1  

オーストリア 44 25 17 2 

オランダ 56 41 14 1 

キプロス 4 2 2  

ギリシャ 21 12 8 1 

クロアチア 5 1 4  

スイス 61 28 26 7 

スウェーデン 60 29 25 6 

スペイン 57 21 34 2 

スロバキア 4 1   

スロベニア 4 3 1  

チェコ 36 13 21 2 

デンマーク 35 23 9 3 

ドイツ 284 142 127 15 

ノルウェー 22 12 9 1 

ハンガリー 5 3 2 0 

フィンランド 23 12 11 0 

フランス 304 163 126 15 

ベラルーシ 2 2   

ベルギー 48 19 27 2 

ポーランド 34 17 15 2 

ポルトガル 32 6 26  

リトアニア 2 2   

ロシア 14 4 8 2 

その他 

アラブ首長国連邦 
1 
3 

12 1  

イスラエル 25 10 15  

エジプト 3 1 2  

サウジアラビア 3  3  

トルコ 6 5 1  

ナミビア 1   1 

モーリシャス 1  1  

南アフリカ 5 3 2  

合 計 3,939 1,904 1,833 202 

※1つの出張で数ヶ国にまたがる場合には、それぞれの国にカウントしております。 
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表13 2018年度外国出張者数（組織別） 

                

            人数  

                 

  

組織別 

計 

1.産総研予算によ

る出張（一部外部

予 算 の 充 当 を 含

む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

理事長、理事、フェロー、顧問 20 20   

エネルギー・環境領域 625 272 305 48 

生命工学領域 268 127 133 8 

情報・人間工学領域 882 361 485 36 

材料・化学領域 391 201 177 13 

エレクトロニクス・製造領域 506 247 245 14 

地質調査総合センター 281 145 106 30 

計量標準総合センター 426 259 137 30 

本部組織 107 90 11 6 

事業組織 38 22 11 5 

特別の組織 38 33 5 

合 計 3,582 1,777 1,610 195 

 

 

表14 2018年度外国出張者数（目的別） 

                

              人数  

                 

  

目的 

計 

1.産総研予算によ

る出張（一部外部

予 算 の 充 当 を 含

む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

 国際会議 1,631 845 699 87 

 学会など 1,106 465 617 24 

 動向調査 189 105 77 7 

 実地調査 121 66 47 8 

 在外研究 81 63 12 6 

 共同研究 298 160 128 10 

 技術協力 50 24 8 18 

 交渉折衝 62 40 22  

 在外研修 6 5 1 

 その他 38 4 34 

合 計 3,582 1,777 1,610 195 

 

【各区分の定義】 

国際会議・学会など：国際会議や学会への参加  

動向調査：海外の大学・研究所・企業などを訪問し、動向を調査 

実地調査：地質調査などの野外における調査 

在外研究：海外の大学・研究所などにおける研究 

共同研究：海外の大学・研究所などとの共同研究の実施 

技術協力：JICA 専門家などとして、海外機関における技術協力 

交渉折衝：海外の大学・研究所などにおける交渉、折衝 

在外研修：海外の大学・研究所などにおける研修 

その他：上記に属しないもの 
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２）外国人研究者受入 

 研究の推進を目的として、海外の研究機関、大学などから外国人研究者の受け入れを実施している。2018年度は、

179名を受け入れた。 

 

表15 2018年度外国人研究者受入実績 

受入制度 受入人数 

外国人外来研究員 

（内 JSPS フェロー13人） 
179 

合 計 179 
 

※新規受入分、滞在6日以上 

 

【各区分の定義】 

・外来研究員：産総研以外の者であって、自己の知見、経験などを活かし研究の推進に協力するために行う研究、調査、

指導、助言などを行う者で原則として5年以上研究に従事した者をいう。 

・JSPS フェロー：JSPS フェローシップにより来日している外国人外来研究員 

 

表16 2018年度外国人研究者受入実績（国・地域別） 

              人数 

国・地域別 外来研究員 

アジア・大洋州地域 

インド 43 
インドネシア 1 
韓国 7 
スリランカ 1 
タイ 8 
台湾 5 
中国 55 
パキスタン 1 
ベトナム 7 
米州地域 

米国 10 
カナダ 7 
ヨーロッパ地域 

英国 7 
イタリア 2 
オーストリア 2 
スウェーデン 1 
スペイン 3 
ドイツ 3 
フィンランド 1 
フランス 5 
ベルギー 1 
ポーランド 1 
ロシア 2 
その他の地域 
イスラエル 2 
エジプト 1 
エチオピア 1 
チュニジア 1 
南アフリカ 1 

合 計 179 
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表17 2018年度外国人研究者受入実績（組織別） 

領域 研究ユニット 人数 

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 5 

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 8 

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 16 

エネルギー・環境領域 安全科学研究部門 6 

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 2 

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1 

エネルギー・環境領域 エネルギー化学材料オープンイノベーションラボラトリ 1 

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 43 

生命工学領域 生物プロセス研究部門 7 

生命工学領域 創薬分子プロファイリング研究センター 2 

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 3 

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 4 

情報・人間工学領域 知能システム研究部門 5 

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 12 

情報・人間工学領域 自動車ヒューマンファクター研究センター 1 

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 7 

材料・化学領域 機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 1 

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 1 

材料・化学領域 数理先端材料モデリングオープンイノベーションラボラトリ 1 
材料・化学領域 化学プロセス研究部門 2 
材料・化学領域 ナノ材料研究部門 5 

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 4 

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 4 

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 5 

地質調査総合センター 地質情報研究部門 8 

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 4 

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 6 

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 11 

  TIA 推進センター 4 

  計 179 
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３）国際技術研修 

 「国立研究開発法人産業技術総合研究所技術研修規程」（13規程第23号）に則り、外国の大学および研究機関などか

ら派遣された者に対して研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、産業科学技術の発展および継承を図るために

技術研修を実施している。 

 また、(独)国際協力機構（JICA）や(独)日本学術振興会（JSPS）からの依頼により、JICA 集団研修、個別研修、

JSPS サマープログラム研修を実施している。 

 2018年度は、6日以上滞在の技術研修員受入数は91名、5日以下8名の総数99名を受け入れた。 

（2017年度から継続滞在 [6日以上滞在16名] を含むと、115名となる。） 

 
表18 2018年度 国際技術研修受入実績（制度別） 

制   度 6日以上 5日以下 計 
技術研修（JICA／サマー研修以外） 90 1 91 
JSPS サマープログラム研修    
JICA 集団研修 1 7 8 

小 計 91 8 99 

   2017年度からの継続 

技術研修 16  16 
小 計 16  16 

      
合 計 107    8 115 

 

表19 2018年度 国際技術研修受入実績（組織別） （6日以上滞在） 

領域 研究ユニット 計 JICA 
ｻﾏｰﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑ 
技術研修

エネルギー・環境領域 太陽光発電研究センター 1     1

エネルギー・環境領域 再生可能エネルギー研究センター 1     1

エネルギー・環境領域 創エネルギー研究部門 4     4

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 6     6

エネルギー・環境領域 
エネルギー化学材料オープンイノベーショ

ンラボラトリ 
2   2

生命工学領域 バイオメディカル研究部門 2    2

生命工学領域 生物プロセス研究部門 6    6

情報・人間工学領域 人工知能研究センター 19    19

情報・人間工学領域 情報技術研究部門 16    16

情報・人間工学領域 人間情報研究部門 1    1

情報・人間工学領域 知能システム研究部 4     4

材料・化学領域 触媒化学融合研究センター 1     1

材料・化学領域 ナノチューブ実用化研究センター 1    1

材料・化学領域 ナノ材料研究部門 2    2

材料・化学領域 無機機能材料研究部門 2     2

材料・化学領域 構造材料研究部門 2     2

エレクトロニクス・製造領域 先進コーティング技術研究センター 3     3

エレクトロニクス・製造領域 電子光技術研究部門 8     8

エレクトロニクス・製造領域 製造技術研究部門 2     2

地質調査総合センター 活断層・火山研究部門 2    2

地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門 1 1   0

計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 1     1

計量標準総合センター 物質計測標準研究部門 3    3

計量標準総合センター 分析計測標準研究部門 1    1

  合計 91 1  90
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表20 2018年度 国際技術研修 国・地域別受入一覧表 （6日以上滞在） 

 

表21 2018年度 国際技術研修受入実績（組織別；2017年度からの継続；6日以上滞在） 

領域 研究ユニット 技術研修 

エネルギー・環境領域 省エネルギー研究部門 2

エネルギー・環境領域 環境管理研究部門 2

エネルギー・環境領域 エネルギー化学材料オープンイノベーションラボラトリ 2

生命工学領域 健康工学研究部門 2

生命工学領域 生物プロセス研究部門 1
情報・人間工学領域 人工知能研究センター 1
情報・人間工学領域 知能システム研究部門 4
材料・化学領域 磁性粉末冶金研究センター 1
材料・化学領域 ナノ材料研究部門 1

  合計 16

 

 

 

 

 

 

人数  
国・地域別 

受入人数計 JICA ｻﾏｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 技術研修 

  アジア・大洋州地域 
インド 6   6 
インドネシア 1   1 
シンガポール 2   2 
スリランカ 1   1 
タイ 19   19 
韓国 10   10 
中国 14   14 
日本 1   1 
ネパール 1   1 
ベトナム 1   1 
マレーシア 3   3 
ミャンマー 1 1   
モンゴル 1   1 
台湾 3   3 
  米州地域 
米国 3   3 
カナダ 2   2 
コスタリカ 1   1 
チリ 1   1 
  ヨーロッパ地域 
イタリア 3   3 
オーストリア 3   3 
オランダ 1   1 
ギリシャ 1   1 
ドイツ 1   1 
フランス 8   8 
その他の地域 
イスラエル 2   2 
トルコ 1   1 

合計 91 1  90 
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表22 2018年度 国際技術研修国・地域別受入一覧表 （2017年度からの継続；6日以上滞在） 

人数  
国・地域別 

技術研修 

  アジア・大洋州地域 
韓国 2 
中国 9 
  ヨーロッパ地域 
アイルランド 1 
スペイン 1 
ドイツ 3 

合計 16 
 

４）外国機関などとの覚書・契約など 

 外国機関などとの組織的な研究協力を推進するにあたり、研究協力覚書を締結している。研究協力覚書は、産総研全

体として諸外国の主要研究機関との連携強化を目指して戦略的に締結する包括研究協力覚書、個別研究分野での研究協

力促進を目的とする個別研究協力覚書の2種類がある。有効な包括研究協力覚書、個別研究協力覚書の実績は表23、24

のとおりである。 

 2018年度は、包括研究協力覚書の新規締結および更新は行われなかったが、既存の研究協力覚書の下、組織的な研

究協力や人材交流の促進、国際共同研究の提案などを行った。また研究協力覚書に基づいて、研究機関との間でワーク

ショップなどを実施し、連携成果の確認や新たな研究連携課題の探索など、情報交換の場を設けた。これにより各外国

機関などとの科学技術分野での連携を実施し、研究協力活動、研究者交流の促進を図っている。 

 

表23 外国機関などとの包括研究協力覚書 

国・地域名 機関名 

アジア・大洋州地域 

インド 

科学技術省バイオテクノロジー庁 
（DBT: Department of Biotechnology , Ministry of Science and Technology） 
科学技術省科学産業研究機構 
（CSIR: Council of Scientific and Industrial Research） 

中国 

中国科学院 
（CAS: Chinese Academy of Sciences） 
上海交通大学 
（SJTU: Shanghai Jiao Tong University） 

台湾 
工業技術研究院 
（ITRI: Industrial Technology Research Institute） 

インドネシア 
インドネシア技術評価応用庁 
（BPPT: Agency for the Assessment and Application of Technology） 

マレーシア 
マレーシア標準・工業研究所 
 (SIRIM Berhad) 
※有効期限：～2018/10/17 

ベトナム 
ベトナム科学技術院 
（VAST: Vietnam Academy of Science and Technology） 

タイ 

国家科学技術開発庁 
（NSTDA: National Science and Technology Development Agency） 
タイ国科学技術研究所 
（TISTR: Thailand Institute of Scientific and Technological Research） 

オーストラリア 
連邦科学産業研究機構 
（CSIRO: Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation） 

モンゴル・日本 

モンゴル鉱物資源・エネルギー省 
（MMRE: Ministry of Mineral Resources and Energy in Mongolia）、 
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 
（JOGMEC: Japan Oil, Gas and Metals National Corporation） 

米州地域 

米国 
国立標準技術研究所 
（NIST: National Institute of Standards and Technology） 
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国・地域名 機関名 
ローレンス・バークレー国立研究所 
（LBNL: Lawrence Berkeley National Laboratory） 
国立再生可能エネルギー研究所 
（NREL: National Renewable Energy Laboratory） 
ロスアラモス国立研究所 
（LANL: Los Alamos National Laboratory） 
ローレンス・リバモア国立研究所 
（LLNL: Lawrence Livermore National Laboratory） 
サンディア国立研究所 
（SNL: Sandia National Laboratories） 
ブルックヘブン国立研究所 
（BNL: Brookhaven National Laboratory） 
パシフィック・ノースウェスト国立研究所 
（PNNL: Pacific Northwest National Laboratory） 

ヨーロッパ地域 

ノルウェー 

ノルウェー科学技術大学 
（NTNU: Norwegian University of Science and Technology) 
エネルギー技術研究所 
（IFE: Institute for Energy Technology） 
産業科学技術研究所 
（SINTEF: The Foundation for Scientific and Industrial Research） 

フィンランド 
フィンランド技術研究センター 
（VTT: Technical Research Centre of Finland） 

オランダ 
ハイテクキャンパス・アイントホーヘン 
（HTCE: High Tech Campus Eindhoven） 

フランス 

国立科学研究センター 
（CNRS: Centre National de la Recherche Scientifique） 
原子力代替エネルギー庁技術研究部門 
（CEA-DRT: Commissariat à l'Energie Atomique et aux énergies alternatives） 

ドイツ 

フラウンホーファー研究機構 
（FhG: Fraunhofer-Gesellschaft zur Förderung der angewandten Forschung e. 
V.） 

ドイツ航空宇宙センター 
（DLR: German Aerospace Center） 

ベルギー 

IMEC インターナショナル 
（IMEC: IMEC International） 
欧州委員会 共同研究センター 
（JRC: Joint Research Centre of the European Commission） 

注）2018年度に有効な包括研究協力覚書。 

 
表24 外国機関などとの個別研究協力覚書 

国・地域名 機関名 研究ユニット名 
アジア・大洋州地域 

タイ 

タイ国立計量研究所 
（NIMT: National Institute of Metrology, Thailand） 

計量標準総合センター 

タイ天然資源環境省鉱物資源局 
（DMR: Department of Mineral Resources, Ministry of 
Natural Resources and Environment） 

地質調査総合センター 

アジア工科大学 
（AIT: Asian Institute of Technology） 

情報技術研究部門 

マヒドン大学情報通信学部 
（ICT: Faculty of Information and Communication 
Technology, Mahidol University） 

情報技術研究部門 

タンマサート大学 
（TU: Thammasat University）* 

情報・人間工学研究領域 
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国・地域名 機関名 研究ユニット名 

インドネシア 
インドネシア・エネルギー鉱物資源省地質総局 
（GA: Geological Agency of the Ministry of Energy and 
Mineral Resources of the Republic of Indonesia） 

地質調査総合センター 

シンガポール 
科学技術研究局 
（A*STAR: Agency for Science, Technology and Research） 

情報・人間工学研究領域 

インド 
インド工科大学ハイデラバード校 
（IITH: Indian Institute of Technology Hyderabad）* 

人工知能研究センター 

オーストラリア 
オーストラリア国立標準研究所 
（NMIA: National Measurement Institute, Australia） 

計量標準総合センター 

ニュージーランド 
ニュージーランド GNS サイエンス 
（GNS: GNS Science） 

地質調査総合センター 

モンゴル 
モンゴル鉱物資源石油管理庁 
（MRPAM: Mineral Resources and Petroleum Authority of 
Mongolia） 

地質調査総合センター 

ミャンマー 
ミャンマー鉱山省地質調査・鉱物資源局 
（DGSE: Department of Geological Survey and Mineral 
Exploration, Ministry of Mines） 

地質調査総合センター 

韓国 

韓国標準科学研究院 
（KRISS: Korea Research Institute of Standards and 
Science） 

計量標準総合センター 

韓国技術標準院 
（KATS: Korean Agency for Technology and Standards） 

計量標準総合センター 

韓国地質資源研究院 
（KIGAM: Korea Institute of Geoscience and Mineral 
Resources） 

地質調査総合センター 

韓国窯業技術院 
（KICET: Korea Institute of Ceramic Engineering and 
Technology） 

無機機能材料研究部門 

台湾 
国立成功大学防災研究センター 
（DPRC-NCKU: Disaster Prevention Research Center, 
National Cheng Kung University） 

活断層・火山研究部門 

中国 

中国計量科学研究院 
（NIM: National Institute of Metrology） 

計量標準総合センター 

中国国土資源部地質調査局 
（CGS: China Geological Survey, The Ministry of Land and 
Resources） 

地質調査総合センター 

中国・韓国 

中国計量科学研究院 
（NIM: National Institute of Metrology）、 
韓国標準科学研究院 
（KRISS: Korea Research Institute of Standards and 
Science） 

計量標準総合センター 

米州地域 

カナダ 
カナダ天然資源省 
（NRCan: Department of Natural Resources Canada） 

地質調査総合センター 

米国 

米国地質調査所 
（USGS: U.S. Geological Survey） 

地質調査総合センター 

カリフォルニア大学サンディエゴ校 
（UCSD: University of California, San Diego） 

情報・人間工学研究領域 

メキシコ 
メキシコ計量センター 
（CENAM: National Center for Metrology） 

計量標準総合センター 

ブラジル 
ブラジル国立工業度量衡・品質規格院 
（INMETRO: National Institute of Metrology, Quality and 
Technology） 

計量標準総合センター 

アルゼンチン 
アルゼンチン地質鉱物資源調査所 
（SEGEMAR: Argentine Geological and Mining） 

地質調査総合センター 

ヨーロッパ地域 
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国・地域名 機関名 研究ユニット名 

オーストリア 
オーストリア地質調査所 
（GBA: The Geological Survey of Austria） 

地質調査総合センター 

スイス 
スイス連邦材料科学技術研究所 
（Empa: Swiss Federal Laboratories for Materials Science 
and Technology） 

材料・化学領域 

ドイツ 

ドイツ連邦物理工学研究所 
（PTB: Physikalisch-Technische Bundesanstalt） 

計量標準総合センター 

ドイツ人工知能研究センター 
（DFKI: German Research Center for Artificial Intelligence）

情報・人間工学領域 

オランダ 
オランダ計量研究所 
（NMi: NMi Certin B.V the Nederlands Meetinstituut） 

計量標準総合センター 

ロシア 
ロシア計量試験科学研究所 
（VNIIMS: Russian Scientific-Research Institute for 
Metrological Service of Gosstandart of Russia） 

計量標準総合センター 

英国 

シェフィールド大学 
（The University of Sheffield） 

省エネルギー研究部門 

マンチェスター大学 
（The University of Manchester） 

情報・人間工学領域 

リーズ大学 
（LEEDS: University of Leeds）* 

自動車ヒューマンファクター

研究センター 
アラン・チューリング・インスティテュート 
（Turing: The Alan Turing Institute）* 

人工知能研究センター 

フランス 

国際度量衡局 
（BIPM: International Bureau of Weights and Measures） 

計量標準総合センター 

フランス地質鉱山研究所 
（BRGM: Bureau de Recherches Géologiques et Minières） 

地質調査総合センター 

モンペリエ大学 
（UM: University of Montpellier）* 

情報・人間工学領域 

イタリア 
イタリア地球物理学・火山学研究所 
（INGV: Istituto Nazionale di Geofisica e Vulcanologia） 

地質調査総合センター 

その他の地域 

トルコ 
トルコ鉱物資源開発調査総局 
（MTA: General Directorate of Mineral Research and 
Exploration of the Republic of Turkey） 

地質調査総合センター 

南アフリカ 
南アフリカ地質調査所 
（CGS：Council for Geoscience） 
※有効期限：～2018/12/31 

地質調査総合センター 

米国・ドイツ 

国立再生可能エネルギー研究所 
（NREL: National Renewable Energy Laboratory）、 
フラウンホーファー研究機構太陽エネルギーシステム研究所 
（Fraunhofer ISE: Fraunhofer-Institut für Solare 
Energiesysteme ISE, Fraunhofer-Gesellschaft zur Förderung 
der angewandten Forschung e.V.） 

太陽光発電研究センター 

APMP 加盟国 
アジア太平洋計量計画 
（APMP: Asia Pacific Metrology Program） 

計量標準総合センター 

アボガドロ定数協定

加盟国 

国際度量衡局 
（BIPM: Bureau International des Poids et Mesures）、 
イタリア計量研究所 
（INRIM: Istituto Nazionale di Ricerca Metrologica）、 
オーストラリア国立標準研究所 
（NMIA: National Measurement Institute, Australia）、 
ドイツ連邦物理工学研究所 
（PTB: Physikalisch-Technische Bundesanstalt） 

計量標準総合センター 

注）2018年度に有効な個別研究協力覚書。 *印は30年度新規締結分。 
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５）その他の連携活動 

 

表25 2018年度 主な国際シンポジウムなど（国際連携室扱い） 

国際シンポジウムなど名称 開催場所 開催期間 備考 

ドイツ フラウンホーファー研究機構(FhG.)とのワー

クショップ 
東京（日本） 2018年8月24日 共催 

第7回 世界研究機関長会議 京都（日本） 2018年10月6日 共催 

フランス原子力・代替エネルギー庁・新エネルギー技

術・ナノ材料開発センター（CEA-Liten）とのワーク

ショップ 
グルノーブル（フランス） 2018年11月7-9日 共催 

台湾工業技術研究院（ITRI）とのワークショップ 新竹（台湾） 2018年12月18-21日 共催 

ドイツ フラウンホーファー研究機構(FhG.)レーザー

技術研究所(ILT)とのワークショップ 
アーヘン（ドイツ） 2019年1月21-22日 共催 

カナダ国立研究機関（NRC）とのワークショップ つくば 2019年1月28日 共催 

 

表26 2018年度 主な外国要人来訪（時系列順） 

国地域名・機関名・役職 来訪者 

フィンランド社会保険省 事務次官 パイヴィ・シッランアウケー 

チリ 駐日大使 グスタボ・アジャレス・オサンドン 
国際連合工業開発機関（UNIDO）事務局長 リー・ヨン 
フランス 国立科学研究センター 総裁 アントワーヌ・プティ 
リトアニア 駐日大使 ゲディミナス・バルブオリス 
チェコ 外務省副大臣 マルチン・トラパ 
チェコ 駐日大使  トマーシュ･ドゥプ 
ドイツ フラウンホーファー協会（FhG） 総裁 ライムント・ノイゲバウアー 
香港 駐東京経済貿易代表部首席代表 シェーリー・ヨン 
台湾 工業技術研究院（ITRI） 院長 エドウィン・リュー 
ブラジル 産業開発機構（ABDI） 理事長 ルイーズ・アウグスト・ジ・サウザ・フェレイラ 
香港 行政長官 キャリー・ラム 
EU 欧州委員会 共同研究センター（EU-JRC） 所長 ヴラディミール・シュハ 
アルジェリア 産業鉱業大臣  ユーセフ・ユースフィー 
アルジェリア 駐日大使 香港  モハメッド エル アミン・ベンシェリフ 

香港 技術革新・科学技術局（省）事務次官 WH・チュック 

※ 公式訪問 全83件 

 

⑦【地域連携推進部】 

（Regional Collaboration Promotion Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：16名（8名） 

概 要： 

 地域連携推進部は、地域イノベーション推進のため

に必要となる施策・事業の推進に積極的に取り組んで

いる。地域における「橋渡し」を効果的かつ効率的に

行うため、自治体・公設試験研究機関（公設試）など

との連携を一層推し進めるとともに、公設試と協調し

てシームレスな支援サービスを中堅・中小企業に対し

て行うこと、および産総研の「橋渡し」の波及効果を

最大とするために、特に地域における影響力の大きな

企業（地域中核企業）との関係を強化して、地域連携

を拡大することに注力している。 

 具体的には、以下の活動を行っている。①地域企業

のニーズと産総研のシーズを結びつける橋渡し活動の

担い手として、地域の産学官連携に充分な知識と経験

を有する公設試などの職員または OB の方を産総研イ

ノベーションコーディネータ（産総研 IC）として委

嘱、または雇用している。公設試などとの連携を更に

密にし、産総研 IC の増強と効果的な活用を図る。②

地域中核企業を訪問する、あるいは地域中核企業を産

総研に招待することによって産総研との連携強化を図

るイベント「テクノブリッジ®フェア」、ならびに地域

中核企業とのコミュニケーションを一層高めることを

目的とした連携協議体である「テクノブリッジ®クラ

ブ」の2つを柱とする「テクノブリッジ®事業」を推進

する。各地域センターの「テクノブリッジ®クラブ」

の増強と活用を促すとともに、「テクノブリッジ®フェ

ア」の開催を積極的にサポートする。③中堅・中小企

業への直接的な連携事業としてのスタートアップ事業

を実施し競争的研究資金への応募を支援するとともに、
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技術相談などへの対応に積極的に取り組む。④公設試

相互、および公設試と産総研との協力体制を強化する

ことを目的に組織された産業技術連携推進会議（産技

連）のネットワークの活用を進めるとともに、より効

果的な事業や制度を検討・運用していく。⑤各地域セ

ンターの連携機能の強化を進める。例えば、地域セン

ターのスペース活用や領域との協力体制の強化などに

努める。⑥関東甲信越静地域に対しては、関東地域連

携室を中心に連携強化に努める。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［地域連携推進部］ 

部 長    美濃輪 智朗 

次 長    池上 敬一 

 

［地域連携企画室］室長(兼) 石田 敬雄 

                           

［中小企業連携室］室長   川村 栄浩 

                  室長代理 菅原 敏之 

                   

［関東地域連携室］室長   鷹觜 利公 

                  室長代理（兼） 菅原 敏之 

--------------------------------------------------------------------------- 

地域連携企画室 

（Regional Collaboration Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

地域の中堅・中小企業および公設試験研究機関など

との連携強化を通じて、地域イノベーションを推進す

ることを目的とし、産総研の地域における産学官連携

戦略の策定および各地域センターの産学官連携活動の

支援を行っている。 

中小企業連携室 

（SMEs Collaboration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 ①産業技術連携推進会議事務局として、産総研と公

設試験研究機関とのネットワークの構築・強化に係る

業務、および公設試験研究機関への各種技術支援事業

を実施している。 

 ②中小企業などとの共同研究の推進のため、中小企

業連携コーディネータによるコーディネート活動、お

よび中小企業との連携推進事業として、研究開発規模

が数千万円から億円レベルの競争的研究資金の応募を

支援する「地域企業連携スタートアップ事業」などを

行っている。 

 ③技術相談の総合受付業務などを実施している。 

 

関東地域連携室 

（Kanto Collaboration Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 ①関東甲信越静地域における、公設試験研究機関・

自治体などとの連携ネットワークの構築・強化を行う

とともに、域内の地域未来牽引企業などの中堅・中小

企業との連携強化に向けて、企業の技術支援や産総研

の技術シーズの橋渡しのための業務を行っている。 

 ②産業技術連携推進会議関東甲信越静地域部会事務

局として、域内の公設試験研究機関とのネットワーク

の構築・強化に関する業務を行っている。 

 ③産学官連携共同研究施設（つくば本部・情報技術

共同研究棟）の運営に関する業務を行っている。 
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1）技術相談 

 産総研が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、民間企業、公設試験研究機関などからの技術相談を受ける。 
1) 2018年度「技術相談届け出システム」に入力された件数： 3,473件   
  
2) 拠点別相談件数 

拠点名 相談件数 

北海道センター 178

東北センター 60

つくばセンター 2,036

東京本部 13

臨海副都心センター 31

中部センター 874

関西センター 358

中国センター 20

四国センター 121

九州センター 59

福島再生可能エネルギー研究所 73

上記の合計（※） 3,823

相談件数（拠点間重複を除いた件数） 3,473

※一相談で複数拠点にまたがる案件は、複数カウントされるため正味の相談件数より大きくなっている。 
 
3) 相談者の分類別相談件数 
相談者の分類 全体件数 

大企業 1,379 39.7% 

中小企業 1,245 35.8% 

教育機関 185 5.3% 

公的機関 275 8.0% 

放送出版マスコミ 52 1.5% 

個人 244 7.0% 

その他 93 2.7% 

合 計 3,473 100.0% 
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4）産業技術連携推進会議 

 88の公設試験研究機関（支所を含む）並びに産総研との協力体制を強化し、これらの機関が持つ技術開発力およ

び技術指導力をできる限り有効に発現させることにより、機関相互の試験研究を効果的に推進して、産業技術の向上

を図り、わが国の産業の発展に貢献するために、産業技術連携推進会議を設置し運営している。 

 6技術部会と8地域部会（事務局：地域センター産学官連携推進室）および、8地域産業技術連携推進会議（事務

局：地方経済産業局）を設置し、産業技術関連情報の相互提供、戦略の検討、活動状況および活動成果の情報発信な

どを行っている。 

 

産業技術連携推進会議開催実績              2019年3月31日現在 

部会など名称 開催回数 

総 会 1 
企画調整委員会 1

技 
術 
部 
会 

ライフサイエンス部会 5
情報通信・エレクトロニクス部会 8
ナノテクノロジー・材料部会 12
製造プロセス部会 16
環境・エネルギー部会 12
知的基盤部会 10

地 
域 
部 
会 

北海道地域部会 5
東北地域部会 17
関東甲信越静地域部会 11
東海・北陸地域部会 25
近畿地域部会 19
中国地域部会 16
四国地域部会 15
九州・沖縄地域部会 20

地 
域 
産 
技 
連 

北海道地域産業技術連携推進会議 1

東北地域産業技術連携推進会議 2

関東甲信越静地域産業技術連携推進会議 1

東海北陸地域産業技術連携推進会議 7

近畿地域産業技術連携推進会議 5

中国地域産業技術連携推進会議 3

四国地域産業技術連携推進会議 1

九州・沖縄地域産業技術連携推進会議 12

合  計 225
※技術部会・地域部会の開催回数には傘下の分科会・研究会の開催回数を含む。 

 

７）環境安全本部 

（Environment and Safety Headquarters） 
①【環境安全企画部】 
（Environment and Safety Planning Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：30名 

概 要： 

 環境安全企画部は、安心・安全で良好な研究環境を

持続的に提供することを目的として、環境安全本部傘

下各部との有機的連携のもとに、研究環境安全に係る

基本方針の企画および立案並びに総合調整などを通じ

て、産総研としてふさわしい研究環境の創出および環

境負荷低減に向けたエネルギーの有効活用の促進に関

する業務を行っている。また、産総研のイントラネッ

ト業務システムの運用、情報機器の管理などを所掌し

ており、効率的な研究活動と管理関連業務を支援する

役割も担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［環境安全企画部］ 

部 長  鈴木 浩一 

次 長  掛札 泰司 

 

［環境安全企画室］ 

  室  長        三塚 順 

室長代理       前田 泰則 

 

［施設計画室］ 
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室  長       箕輪 克美 

施設計画グループ長  皆葉 耕治 

施設調達グループ長  木村 昭夫 

 

［情報システム室］ 

 室  長（兼）    掛札 泰司 

--------------------------------------------------------------------------- 

2018年度の主な活動 

1. 省エネルギーおよび地球温暖化対策 

・省エネルギーおよび地球温暖化対策、さらに夏季の

ピークカットに貢献するため、つくばセンター各事業

所および各地域センターなどにおいて下記の対策を策

定・実施した。 

・空調設備の運転時間の短縮 

・厚生別館食堂の営業時間の短縮 

・エレベーター利用の抑制 

・共用施設の照明間引き点灯 

・節電パトロールの実施  

・大容量機器の計画利用 

・日中における多消費電力装置の運転調整 など 

2. 施設整備計画の策定と実行 

・基本インフラの更新時期や建物の閉鎖時期を示した

産総研施設整備計画（2018年度版）を策定した。

計画に基づき、全6棟3,063 m2を閉鎖し、既に閉鎖

済で解体決定された建物について、全5棟2,415 m2

の解体撤去を完了した。 

3. 産総研レポートの作成 

・産総研における環境配慮の取り組みについて、地球

温暖化対策やエネルギー使用の合理化などを「産総

研レポート2018社会・環境報告」として公表した。 

4. スペースの有効活用の推進 

・第4期スペース利活用方針に沿って、年2回のスペ

ース巡視などを踏まえて、事業所などスペース委員

会にて各々の年度計画を作成した。 

 ・事業所などの計画や課題をもとに、産総研全体のス

ペース利活用計画を策定し、事業所などの長の主導

による効率的な研究スペースの確保およびスペース

の有効活用を推進した。 

5. 工事および工事関連役務の提供などの契約業務 

  契約業務の実績として、工事および工事関連役務の

提 

供などの総契約件数は390件、うち入札によるもの

は 

70件。 

6. 基幹業務システムの運用、保守、管理 
・基幹業務システムについて、安定的かつ安全な運用

管理を継続して実施した。また、新知的財産システ

ムについては開発を進め、新薬品・ガス管理システ

ムおよび新たなファイル共有システムについては、

開発を完了し、運用を開始した。 

・イントラネット業務システムについて、震災などの

災害時を想定した訓練を行い、確実な稼働を確保し

た。 
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施設の整備（2018年度に完成した施設・設備） 

 

新営棟建設 

 (1) 目的 

   人工知能（AI 技術に関する最先端の研究開発を推進し、社会実装につなげるため、国内外の叡智を集めた産学

官一体の研究拠点を構築した。 

 (2) 整備費用 59.2億円（平成28年度補正予算施設整備費補助金） 
工事件名 施 工 工 期 

人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点研究棟

（仮称）建築工事 
大末建設株式会社東京本店 

2017年10月13日 
～2018年11月16日

人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点研究棟

（仮称）電気設備工事 
東光電気工事株式会社 

2017年10月13日 
～2018年11月16日

人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点研究棟

（仮称）機械設備工事 
高砂熱学工業株式会社東京本店 

2017年10月13日 
～2018年11月16日

人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点研究棟

（仮称）サーバ室整備工事 
東光電気工事株式会社 

2018年9月21日 
～2019年1月21日

人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点機械設

備（実験機器）設置工事 
高砂熱学工業株式会社東京本店 

2018年8月24日 
～2019年1月31日

人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点機械設

備（ラック前面扉型冷却装置）設置工事 
富士古河 E&C 株式会社 

2018年8月10日 
～2018年11月30日

人工知能に関するグローバル研究拠点 臨海ハブ拠点研究

棟（仮称）建築工事 
東洋建設株式会社関東建築支店 

2017年10月16日 
～2018年12月27日

人工知能に関するグローバル研究拠点 臨海ハブ拠点研究

棟（仮称）電気設備工事 
東光電気工事株式会社 

2017年10月16日 
～2018年12月27日

人工知能に関するグローバル研究拠点 臨海ハブ拠点研究

棟（仮称）機械設備工事 
三機工業株式会社東京支社 

2017年10月16日 
～2018年12月27日

人工知能に関するグローバル研究拠点 臨海ハブ拠点研究

棟（仮称）コンビニエンスストア模擬環境内装工事 
三機工業株式会社東京支社 

2018年9月7日 
～2019年1月21日

人工知能に関するグローバル研究拠点 臨海ハブ拠点機械

設備（設備系中央監視制御装置）設置工事 
ジョンソンコントロールズ株式会社 

2018年8月9日 
～2018年11月30日

 

老朽化対策 

 (1) 目的 

   安全な研究環境の整備のため、特に老朽化が進んでいる研究廃水処理設備、空調設備などの緊急更新を行った。 

 (2) 整備費用 30.5億円（平成28年度補正予算施設整備費補助金） 
工事件名 施 工 工 期 

中部センター機械設備（熱源）改修その他工事 ダイトー株式会社 
2017年12月5日 

～2018年6月30日

つくば中央地区南研究廃水処理施設改修工事 日立造船株式会社東京本社 
2017年2月27日 

～2019年1月31日

つくば西地区研究廃水処理施設改修工事 日立造船株式会社東京本社 
2017年2月27日 

～2019年1月31日
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②【安全管理部】 

（Safety Management Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：24名（11名） 

概 要： 

 安全管理部は、研究所の安全衛生の管理並びに環境 

保全、防災対策などに関する業務を行っている。安全

管理および環境保全は、産総研で働く職員のみならず

周辺住民の安全および環境にも関わる重要な事項であ

る。また、産総研の組織にとっても生命線であり、あ

らゆる種類の事業を実施するにあたって最優先事項で

あると位置付けている。 

 安全管理部は、産総研環境安全憲章に記載する基本

的活動理念を実現、遂行するために、他の関連部署と

の密接な連携と協力のもと、安全文化を醸成すること

によって、安全で快適な研究環境を創出し、これを確

保することを最重要の活動目的としている。この目的

を実現するため、安全ガイドラインやマニュアルなど

の整備と普及などのソフト、および環境安全関連の施

設や設備整備と改善などのハードの両面での活動を行

うとともに、環境影響低減化に向けた活動および事故

防止と被害軽減のため全職員の環境安全に対する意識

の向上を図る活動を重点的に行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［安全管理部］ 

部 長  上岡 晃 

次 長  和田 有司 

部総括  菊地 義男 

 

［安全衛生室］ 

  室  長    兒玉 大作 

総括主幹    白波瀬 雅明 

企画主幹    高原 功 

 

［環境保全室］ 

室  長（兼）  菊地 義男 

室長代理     藤崎 英一 

 

 ［ライフサイエンス実験管理室］ 

  室  長     石村 美雪 

室長代理    木村 信忠 

総括主幹    海老原 達彦 

 

［放射線管理室］ 

  室  長     吉成 幸一 

総括主幹     松本 哲一 

--------------------------------------------------------------------------- 

2018年度の主な活動 

1. 安全衛生管理の水準向上および維持 

 1）安全衛生管理の徹底、強化など 

・安全衛生委員会（各事業所月1回）への出席および

ユニット長巡視（年2回）の立会い、指導を行った。 

・理事長、担当理事および地域センター所長が中部セ

ンターに一堂に会し、第1回地域センター相互巡視

を行い、安全管理に関する取り組みや改善点につい

て意見交換を行った。 

・6月を安全強化月間および9月を労働衛生月間と定

め、安全衛生に関わる意識の向上および安全衛生活

動を図った。 

・グループ／チーム安全衛生会議（最低月1回）の実

施状況の把握および実施の徹底、指導を行った。 

・事故、ヒヤリ・ハット報告の原因分析などを行い、

再発防止策などの周知および安全意識の醸成などに

よる事故低減の対策を行った。 

・安全ガイドラインについて、各種法令改正の反映や

実状にあわせた新たな対策の追加などの改定を行っ

た。 

・薬品・ガス管理に関し、危険物取扱者などの資格取

得の促進措置を講じるとともに、安全講習会（年4

回）と高圧ガス保安講習会（年4回）を開催し、危

険薬品などに関連する事故などの未然防止に取り組

んだ。 

・薬品・ガス管理システムの更新を行い、薬品・ガス

管理に関する手続きを簡略化して利用者の利便性を

図るとともに、資格取得義務の見える化などによる

ガバナンスの強化に取り組んだ。 

・薬品・ガス管理のガバナンス強化のために、未配分

スペースなどの所有者不明薬品の一斉点検、システ

ム登録と現物の整合性の調査を行った。 

・上記の他、資格取得講習会や安全教育の企画および

開催を行った。 

2）環境安全マネジメントシステム（ESMS） 

・各事業所の内部監査に立会い、PDCA の推進と

ESMS の運用に関するアドバイスを行った。 

3）事故防止活動 

・全国総括安全衛生管理者補佐会議（月1回）を開催

し、事故、ヒヤリ・ハット報告および環境安全に関

する各種情報の共有および周知を行った。 

・全国の地域センター所長および事業所長と TV 会議

による安全管理報告会（毎朝）を実施した。また、

報告事項を毎月取りまとめ、各事業所の安全衛生委

員会などを経由して職員など全員へ周知した。 

・全国安全衛生管理担当者会議（月1回）を開催し、

安全衛生に関する意見交換および情報共有を行い、

実務担当者の意識醸成を図った。また、モデル実験

室で安全巡視のポイントについての実習を行った。 

2．環境影響低減化活動 
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・水質汚濁防止法、下水道法、労働安全衛生法などの

法令に基づく特定施設などの届出を行った。 

・廃棄物処理の委託先の処理施設の現地調査を実施し、

処理が適正に行われていることを確認した。 

・フロン排出抑制法の対象機器の点検を実施した。 

・ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の早期処理完

了に向けて策定した計画に沿って PCB 含有物の適

正な処理を推進した。 

・水質汚濁防止法にかかる特定施設などの点検、下水

道法にかかる水質分析、騒音規制法などにかかる環

境測定を実施した。また、事業所などの水質汚濁防

止法にかかる特定施設などの点検状況を調査した。 

・有害物質の漏えい・流出を想定した緊急事態対応訓

練を実施し、良好な取り組みや改善点を共有した。 

3．個別事項の法令遵守並びに施設、設備およびシステ

ムの整備、運用 

 環境や化学物質などの関連法規を遵守するため、危

険物、高圧ガス、ライフサイエンス実験、放射線など

の個別事項の管理監督、薬品・ガスのデータベースに

よる管理を実施した。 

1）化学物質管理 

・薬品・ガス管理システムを用いて、消防法、建築基

準法、高圧ガス保安法などの法令遵守状況を監視し、

管理状況について各事業所の総括安全衛生管理者宛

てに報告を行った。 

・危険薬品などの管理方針を改定し、危険薬品などの

減量化および毒物・劇物の適正管理を推進した。 

・水銀による環境汚染の防止に関する法律の施行にと

もない、水銀および水銀化合物、水銀使用機器を新

たに保有する場合は、事前申請内容を確認し、水銀

削減に取り組んだ。 

2）ライフサイエンス実験管理 

・ライフサイエンス実験の倫理面および安全面から、

実験計画を審議する8つの委員会の運営を行うとと

もに、ヒト由来試料実験、組換え DNA 実験、動物

実験および生物剤毒素使用実験現場の実地調査を実

施した。 

・臨床研究法施行に対応し、新たな届出制度を導入し

た。 

・動物実験の実施に関わる自己点検評価を公開すると

ともに外部検証を受けた。 

・組換え DNA 実験、動物実験、および微生物実験の

従事者向けの教育訓練、ならびに臨床研究法に関す

る講演会を実施した。また、ヒト由来試料実験、医

工学応用実験に関する教育訓練の受講情報を管理し

た。 

3）放射線管理 

・放射線障害防止法改正に伴う各事業所の予防規程改

正を、ワーキングループを設置して支援した。 

・放射線業務従事者などの一元管理を継続して実施し、

法改正対応と一層の効率化推進のために管理システ

ムの改修を行った。 

・放射線業務従事者、エックス線装置使用者などに対

する教育訓練を実施した。放射線教育訓練は法改正

対応ためのカリキュラム変更を行った。 

・各事業所における放射線管理体制を強化するため、

放射性物質の使用および管理に関する現地調査を行

い、法令遵守状況に問題が無いことを確認した。 

・放射線管理業務の効率化を目的として、関西センタ

ーの密封線源施設廃止、臨海副都心センターの非密

封 RI 施設廃止の事前準備を支援した。また、防護

対象核燃料物質の残りについて、国外移管に向けた

規制当局へ書類提出などの手続きを予定通り進めた。 

・つくばセンターに集約化した核燃料物質の法的管理

を継続して行った。 

・福島第一原子力発電所事故に伴い設定された避難指

示区域へ立ち入る研究者の法的管理を行った。 

4）施設の維持保全 

・つくばセンターにおける施設設備の維持管理および

定期点検の実施、電力供給施設および廃水処理施設

の運営管理ならびに植栽管理を行った。 

・施設設備の小規模な修繕について、安全と事業継続

性の確保の観点、また、品質とコストの調和を考慮

して優先順位を判定して実施した。 

4．防災および地震対策 

・緊急地震速報の全国訓練への参加とともに地域セン

ターおよびつくばセンターにおいて防災訓練を実施

した。また、訓練結果などを踏まえ、つくばセンタ

ー防災業務マニュアルの見直しを行った。 

・防災対応マニュアルおよび産総研業務継続計画

（BCP）で定める安否確認の訓練を各地域センタ

ーおよび事業所ごとに実施した。 

 

③【建設部】 

（Facilities Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：13名 

概 要： 

 建設部は、産総研が掲げる世界最高水準の研究とそ

の成果の「橋渡し」を施設整備の面から貢献するため、

施設整備計画に基づく施設・設備の改修工事などを実

施するにあたって、ライフサイクルコストの低減、省

エネ・省資源を効率的かつ効果的に推進し、安全で良

好な研究環境の整備を実施している。また、工事品質

の向上、事故の低減に向けた取り組みや、施設整備業

務の体制強化を図るため、施設専門人材の育成にも取

り組んでいる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2019/3/31現在） 

 

［建設部］ 

部 長  五十嵐 直幸 

部総括  石川 裕 

 

 ［建設管理室］ 

室  長     櫻井 日出男 

 

［建設技術室］     

室  長（兼） 石川 裕 

室長代理    石川 修司 

--------------------------------------------------------------------------- 

2018年度の主な活動 

施設整備費補助金による新営棟建設および老朽化対策

事業を迅速かつ適切に実施するとともに、施設整備計画

に基づく老朽化改修工事、およびユニット依頼工事を効

果的、効率的に実施した。 

 

1．「人工知能に関するグローバル研究拠点整備事業

（柏ハブ・臨海ハブ拠点）」（2016年度補正予算施設

整備費補助金） 

・2017年度から継続してきた上記研究拠点整備事業

に伴う新棟建設工事については、適切な工事監理・

監督を行い、計画どおり施設を完成させた。（柏ハ

ブ拠点：2018年11月完成、臨海ハブ拠点：2018年

12月完成） 

2．「老朽化施設・設備の緊急更新事業」（2016年度補正

予算施設整備費補助金） 

・上記により予算措置された中部センター空調設備改

修工事および、研究廃水処理設備（つくば中央地区、

つくば西地区）の改修工事については、適切な工事

監理・監督を行い、計画どおり施設を完成させた。

（中部センター：2018年6月完成、つくば中央、つ

くば西：2019年1月完成） 

3．「高機能 IoT デバイスに関する 研究拠点整備事業」

（2017年度補正予算施設整備費補助金） 

・耐震などの安全対策と局所クリーン化・空調自動制

御により、ベンチャー企業などが低コストで安心し

て利活用が可能な研究用クリーンルームの新棟建設

工事を計画どおり実施している。（2019年9月完成

予定） 

4．「災害復旧のための施設・設備改修事業」（2018年度

補正予算施設整備費補助金） 

・関西豪雨および北海道胆振東部地震により、破損し

た研究棟（外壁、内装、配電設備）、研究排水処理

設備、研究排水中継槽の復旧を計画どおりに実施し

ている。（2020年3月完成予定） 

5．施設整備計画に基づく老朽化対策工事などの実施 

・上記以外の運営費交付金などにより予算措置された、

施設整備計画に基づく老朽化改修工事、およびユニ

ット依頼工事について、工事中の安全確保、環境保

全に配慮した適切な工法や資材を積極的に採用し、

事業所などとの連携により事業を効果的、効率的に

実施した。 

 
８）総務本部（General Affairs Headquarters） 
①【人事部】 
（Human Resources Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1、つくば中央第6 

人 員：61名（2名） 

 

概 要： 

人事部は、研究所の人事、労務、人材育成、福利

厚生に係る業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［人事部］ 

   部   長   白神 孝一 

   次  長   屋代 久雄 

   審 議 役   菊池 恒男 

          芳賀 英明 

   部 総 括   菊池 義幸          

    

  ［人事室］    室長（兼）菊池 義幸 他 

  ［勤労室］    室長 山口 雄一 他 

  ［人材開発企画室］室長 野々瀬 菜穂子 他 

［厚生室］    室長 田崎 文子 他 

［健康管理室］  室長 木村 さゆり 他 

--------------------------------------------------------------------------- 

人事室（Personnel Office） 

（つくば中央第1、つくば中央第6） 

概 要： 

 ①研究所の人事に係る基本方針に関すること 

②役職員の任用に関すること。 

③個人評価制度の構築、実施に関すること。 

④給与の支給に関すること。 

⑤人件費の把握、見通しに関すること。 

⑥兼業の許可に関すること。 

⑦栄典および表彰に関すること。 

⑧人事委員会に関すること。 

⑨外部人材受入の事前登録に関すること 

⑩障害者の雇用の促進に関すること。 

 

勤労室（Staff Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①職員などの労働条件の基準に関すること。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(345) 

②労使関係に係る総合調整に関すること。 

③服務規律に関すること。 

④役職員などの懲戒などに関すること。 
⑤コンプライアンス推進委員会に関すること（ハラス

メントに関するものに限る。）。 
人材開発企画室 

（Human Resources Development Planning Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①キャリアパス開発および研修企画に関すること。 

②職員などの研修の実施に関すること。 

③その他人材開発に関すること。 

 

厚生室（Welfare Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①役職員などの福利厚生に関すること。 

 ②役職員などの災害補償に関すること。 

 ③宿舎に関すること。 

 ④職員などの退職の相談に関すること。 

 ⑤経済産業省共済組合に関すること。 

 ⑥職員などの社会保険事務に関すること。 

 

健康管理室（Healthcare Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①役職員などの健康診断、健康管理および保健指導に

関すること。 

 ②職員などのメンタルヘルスに関すること。 

 ③産業医に係る業務に関すること。 

--------------------------------------------------------------------------- 

 業務報告データ 

年度特記事項 

１．2018年度採用実績 

①事務職員                           33名 

②研究職員（パーマネント）        28名 

③  〃  （年俸制任期付）        10名 

④  〃  （博士型任期付）        55名 

⑤  〃  （プロジェクト型任期付）    14名 

⑥  〃  （卓越研究員）         3名 

        計            143名 
 
２．2018年度研修実績 
 コース 実施回数 受講者数

①職員など基礎研修 
（e-ラーニング） 

2 2回 6,087名

②階層別研修 12 21回 723名
③プロフェッショナ

ル研修 
11 16回 1,091名

合  計 25 39回 7,901名

 

②【経理部】 
（Accounting Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：41名 

概 要： 

経理部は、独立行政法人制度の趣旨に則り、研究支

援の高度化および組織運営の高度化を、財務および会

計に係る諸施策を通じて実現することにより、産総研

ミッションの遂行に寄与することとしている。 

 なお、財務および会計に係るコンプライアンスとリ

スク管理を適切に行いつつ支援業務を遂行するため

「経理企画室、経理決算室、出納室および調達室」を

配置している。 

 

＜2018年度活動トピックス＞ 

○東京本部小金井支所の国庫納付 

 独立行政法人通則法（平成11年7月16日法律第103

号）第46条の2第2項に基づき、東京本部小金井支所

（東京都小金井市）の建物および附帯設備について、

2018年10月31日に、譲渡により生じた収入の額の範

囲内で主務大臣が定める基準により算定した金額を国

庫に納付した。 

（国庫納付額：7,580,000円） 

 

○つくば苅間サイトの国庫納付 

 独立行政法人通則法（平成11年7月16日法律第103

号）第46条の2第2項にもとづき、つくば苅間サイト

（茨城県つくば市）の建物および附帯設備並びに研究

機器について、2019年1月21日に、譲渡により生じた

収入の額の範囲内で主務大臣が定める基準により算定

した金額を国庫に納付した。 

（国庫納付額：229,238,160円） 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

［経理部］       部長   狩野 篤 

           部総括  小林 富夫 

［経理企画室］  室長    金澤 保志  他 

［経理決算室］  室長    小河原 良雄 他 

［出納室］    室長    山口 勝美  他 

［調達室］     室長    橋本 卓也  他 

--------------------------------------------------------------------------- 

経理企画室（Accounting Planning Office） 

概 要： 

 財務および会計に係る業務の企画および立案並びに

総合調整、予算のとりまとめ、予算の領域別情報の管

理、余裕金の運用、資金の借入および償還、年度計画

に基づく収入額の確定並びに実行予算の配賦の計画お

よび示達、予算の執行管理、財務および会計に係る制

度の整備、運用および推進、財務および会計に係る業
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務の審査、財務分析、財務会計システムの管理、財務

および会計に係る業務であって、他の所掌に属しない

ものに関する業務を行っている。 

○収入件数 約8,900件、収入金額 約1,124億円 

 

経理決算室（Accounting Office） 

概 要： 

 決算、消費税の確定申告、計算証明、有形固定資産

などの管理の統括に関する業務を行っている。 

 

出納室（Treasury Operations Office） 

概 要： 

資金計画、金銭の支払、出納および保管、有価証券

の管理、税務、旅費の支給に関する業務を行っている。 

○支払件数 約13万件、支払金額 約1,194億円 

○旅費件数 約10万件、支払金額 約27億円 

 

調達室（Procurement Office） 

概 要： 

 物件の調達、物件の売払および賃貸借などの契約、

役務の提供などの契約、調達物品などの市場調査、競

争参加者の資格審査、調達業務の調整、政府調達に係

る協定に基づく調達公告などの官報掲載、物件の調達

などに係る監督および検査に関する業務を行っている。 

○全契約件数 約7万6千件 

○政府調達協定の対象案件数 147件、 

契約金額 約194億円 

○インターネット調達 

 インターネットによる購入契約を締結している電子

購買業者の電子購買サイト上で、商品検索・注文を行

い、翌日又は翌々日には指定場所まで納品され、支払

は毎月一括というスキームのインターネット調達を運

用している。文具・事務用品、理化学用品、電子部品、

試薬類、書籍、工具など雑貨の調達が可能。 

利用件数 約6万2千件、利用金額 約12億円 

○グリーン購入法の適用 

 「国などによる環境物品などの調達の推進などに関

する法律」に基づき、産総研として、2018年度にお

ける「環境物品などの調達の推進を図るための方針」

を定め、取り組んでいる。 

 

③【業務推進支援部】 

（General Affairs Support Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第一 

人 員：14名 

概 要： 

業務推進支援部は、研究所における研究支援事務お

よび庶務など業務の総合的な運用方針の調整および業

務効率化の推進、並びに研究所の研究情報の記録・検

認・管理、情報公開および個人情報保護に係る基本方

針の企画・立案・総合調整を行っている。 

 また、研究所における法人文書管理および外部機関

による監査への対応を担っている。 

 

＜2018年度活動のトピックス＞ 

〇法人文書の適切な管理の推進 

 業務運営の透明性を向上させる観点から、文書保存期

間などの基本事項を定めた法人文書分類基準表を公表す

るとともに、法人文書管理に関する e-ラーニングの導

入を行い、産総研における法人文書の適切な管理を一層

推進した。また、秘密文書の運用方法の見直しを行い、

秘密文書として取り扱うべき文書の範囲を明確化した。 

〇個人情報保護の推進 

産総研が保有する個人情報の自主点検について、保有

個人情報の取得先や提供先などが適切に確認できるよう、

第三者から提供を受けた場合の提供元の名称などを自主

点検項目に追加し、各部署が確認すべきポイントの明確

化による点検作業の効率化を図った。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［業務推進支援部］     部長     松崎 一秀 

      部総括  関 浩之 

［業務室］    室長      小笠原 寿浩  

［情報公開・個人情報保護推進室］ 

    室長(兼)  関 浩之  

--------------------------------------------------------------------------- 

業務室（General Affairs Office） 

（つくば中央第一） 

概 要： 

 業務室は、研究所における研究支援事務および庶務

など業務が適正且つ効率的に遂行されることを目的と

し、研究支援業務などを担う事業組織と緊密に意思疎

通を図り、当該業務に係る統一的な運用方針の企画・

立案・総合調整を行っている。また、研究所の研究情

報の記録・検認・管理、法人文書管理および職員の勤

務・服務管理について、研究所の事務の総括を行って

いる。この他、会計監査人による会計監査への総括的

な対応業務を担っている。 

 

情報公開・個人情報保護推進室 

（Disclosure and Personal Information Protection  

Promotion Office） 

（つくば中央第一） 

概 要： 

 情報公開・個人情報保護推進室は、情報公開および

個人情報保護に関する法令などに基づいて研究所の業

務が適正に遂行されることを目的とし、当該業務に係

る基本方針の企画・立案・総合調整を行っている。ま
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た、研究所外部からの情報開示請求などへの対応およ

び研究所が保有する情報の公開および提供に努めてい

る。 

--------------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 

1. 2018年度法人文書など開示実績 

①法人文書開示請求6件※1（うち、開示など決定7件※） 

②保有個人情報開示請求0件 

※2017年度に開示請求があり、2018年度に開示決定

した1件を含む。 

2. 法人文書ファイル保有数：107,926件 

 

④【法務部】 

（Legal Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第一 

人 員：8名 

概 要： 

法務部は、研究所の法務業務を担う部署として、所

内規程類および外部機関との間で締結する契約書など

の審査のほか、利益相反マネージメントの実施、業務

に関する法律相談対応、訴訟事案などの対応を行って

いる。 

 

＜2018年度活動のトピックス 

〇法務部の設置 

産総研のガバナンス向上に資する法務業務を適切に

遂行するために、業務推進支援部に設置されていた法

務室を2018年10月1日付で「法務部」に格上げし、法

務業務の体制を強化した。これにあわせ、訴訟事案を

所掌する「訟務室」を新たに法務部に設置し、組織と

しての対応や対外的な明確化を図った。 

 

〇利益相反マネージメント制度の構築 

産学官連携活動などに係る利益相反マネージメント

の実施として、役職員などによる産学官連携活動およ

び臨床研究を適切に推進するため、利益相反マネージ

メントを実施した。定期自己申告においては2017年

度に引き続き申告率100 %を達成した。また、組織と

しての利益相反マネージメント制度を構築した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［法務部］     部長      若林 智信 

      審議役   安富 正 

［法務室］   室長       林 直樹  

［訟務室]   室長(兼)    安富 正  

--------------------------------------------------------------------------- 

法務室（Legal Office） 

（つくば中央第一） 

概 要： 

法務室は、所内規程類の整備、国内外における研究

機関などと締結する協定書および民間企業などとの共

同研究契約書などのリーガルチェック、顧問弁護士を

活用した法律相談対応を行っている。また、産総研に

対する社会的信頼の確保を目的とした利益相反マネー

ジメントを実施している。 

 

訟務室（Litigation Office） 

（つくば中央第一） 

概 要： 

  訟務室は、不服審査および訴訟事案について適切な

対応を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 

・利益相反マネージメント定期自己申告実施状況 

 （申告者／対象者）：3392名／3392名（実施率100 %） 

 

⑤【ダイバーシティ推進室】 
（AIST Diversity and Equal Opportunity Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：6名（2名） 

概 要： 

 ダイバーシティ推進室は、性別、年齢、国籍などに

かかわりなく、個人の能力を発揮できる環境の実現を

目指し、女性および外国人研究者の積極的な採用と活

躍の支援、ワーク・ライフ・バランスの実現、キャリ

ア形成など、多様性の活用（以下ダイバーシティ）を

総合的に推進することに係る業務を行う。 

 

【2018年度の主な活動】 

 「産業技術総合研究所第4期中長期目標期間（2015～

2019年度）におけるダイバーシティの推進策」、「女性

活躍推進法行動計画」（2016年3月策定）および「次世

代育成支援行動計画」（2017年3月策定）に基づき、職

員の多様な属性がもたらす価値・発想を活かす職場環境

の整備を目指して、関係部署などと連携して以下の活動

を実施した。 

 

●女性研究者の積極的な採用・活躍支援 

 第4期中長期目標期間における、研究職における累積

採用者の女性比率を18%以上とする目標および「女性活

躍推進法行動計画」に基づき、女子大学院生およびポス

ドクと産総研女性研究者との懇談会・ラボツアーの企

画・開催、大学・学会の就職関連イベントへの参加、学

生に向けたパンフレットの配布などを通じ、産総研が女

性にとって働きやすい職場であることを積極的にアピー

ルした。 
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●外国人研究者支援 

 外国人研究者の生活や滞在の支援とともに、情報交換

や交流の場の提供など支援を広げ、各担当部署と連携し

英語による所内業務説明会の開催や、情報発信（英語版

メールマガジンの発行）をするなど、外国人研究者の産

総研での活躍を支えた。また、利用頻度の高い旅費シス

テム、年末調整システムについて、優先的に英語マニュ

アルの新規作成や改訂が促進されるように担当部署に働

きかけ、実現した。 

英語版イントラの整備状況を調査し、関連部署との情

報共有を進めた。 

 

●ワーク・ライフ・バランスの実現 

 例年開催しているワーク・ライフ・バランスセミナー

について、外部専門家による介護に関連したセミナーを

開催し、地域拠点への同時配信を行った。 

 産総研の育児・介護制度のさらなる普及を目的とし、

地域拠点での制度説明会を継続して行った。ワーク・ラ

イフ・バランスランチ会を継続開催し、育児・介護の情

報や懇談の場を提供した。その中で「出産・育児に関す

る制度説明会」を実施した。 

職場環境整備の一環として、会議を9時～17時の範囲

で開催することを推奨するキャンペーンを継続実施した。 

 仕事と育児の両立を促進することを目的とした在宅勤

務制度を継続して行った。 

 

●キャリア形成 

 全所的な人材育成の取り組みの一環として、産総研職

員の多様で柔軟なキャリアを形成できるよう、有識者に

よるダイバーシティ・マネジメントに関する講演会、外

部講師によるキャリア形成支援研修を実施し、キャリア

パス設計の重要性の提示に努めた。 

 キャリアカウンセリングを継続して実施し、地域拠点

において体験カウンセリングを実施した。 

 

●国、自治体および他の研究教育機関などとの連携 

 筑波大学および日本 IBM と連携して実施している文

部科学省科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ

研究環境イニシアティブ（牽引型）」（2016年度～2021

年度）において、女性活躍をさらに推進する事業を実施

した。 

国内20の研究教育機関が参画しているダイバーシテ

ィ・サポート・オフィス（DSO）の会長機関として運

営に携わり、懇話会などの定期的な情報交換の場を設け

て連携を進めた。 

 つくば市の男女共同参画審議会委員を務めるなど、連

携協力を行った。 

 

●ダイバーシティの総合推進 

 ダイバーシティ推進委員会を開催し、関連事項の審議

を行い、全所的な取り組みを展開した。 

育児・介護などで時間制約がある研究職員への支援と

して、補助員の雇用費補助支援を試行し、2019年度の

継続実施が決定した。 

障がい者見学のバリアフリー対応として、担当部署に

働きかけ、常設展示施設付近に点字ブロックやスロープ

が設置された。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在の役職者名） 

 

室  長 佐藤 縁 

総括主幹 永翁 龍一 

 
⑥【業務改革推進室】 
（Office for Business Reform） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

人 員：6名（0名） 

概 要： 

 業務改革推進室は、研究所における各種業務につい

て、「業務フロー」を分析し、所内のニーズを踏まえ

効率性およびアカウンタビリティの観点から見直しを

行うなど、産総研全体の業務改革の推進に係る基本方

針の企画および立案ならびに総合調整を行っている。 

 

＜2018年度活動のトピックス＞ 

〇所内ニーズを踏まえた業務プロセスの見直し 

 研究者が事務作業にかけているコストを分析して可視

化するため、計28名の研究者（7領域の研究ユニット長、

研究グループ長、主任研究員、研究員の4階層）に対し

て、研究業務の実態調査を行った。この結果、各研究者

が調達における仕様書の作成業務に過大な労力が割かれ

ていることが判明したため、事務職員が過去の調達実績

から類似仕様書を探し、提供するといった支援を行い、

年間約180時間（見込み）の仕様書の作成に係る業務時

間の削減につながった。 

 

〇定型業務の作業自動化 

 経理部から各部署に送付する予算化通知書の作成や物

品リサイクル申請の成立・未成立通知に係る定型業務に

対してロボットによる業務自動化を目指したソフトウェ

アである RPA（Robotic Process Automation）や表計

算ソフトのマクロ機能などの活用によって業務を自動化

し、計5業務の作業負担の縮減を実現した。年間約

1,300時間の業務時間を削減し、作業の同一品質確保を

実現した。 

 

〇全所における業務改革意識の向上に向けた取り組み 

①業務改善事例発表会の開催 

 産総研職員の業務改革にかかる士気の高揚を図るため、
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理事長以下役職員が参加する改善事例発表会を開催し、

全4事例の発表を行った。業務改革に対する職員の理解

が増進し、各現場での改善活動が一層促進した。 

②業務改革の推進役の認定と活動支援 

 各部署における業務改善・改革活動をさらに加速させ

るべく、2018年10月より「業務改革マイスター制度」

を創設した。本部組織・事業組織各部署の若手を中心と

する職員を業務改革の推進役（業務改革マイスター）に

認定した。また、業務改革マイスターには、業務改革推

進室が主催する研修・勉強会への参加やオフィス改革の

先進的な取組を実施している官庁・企業への訪問の機会

を設け、業務改善・改革に関するノウハウやスキルを習

得させることにより、各部署における自主的な改善活動

の更なる活発化・高度化に貢献した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在の役職者名） 

 

室  長 嘉目 純一郎 他 

 

⑦【イノベーションスクール】 
（Innovation School） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1、つくばセンター 

人 員：2（2名） 

概 要： 

 「産総研イノベーションスクール制度」は、産総研

特別研究員および産総研にて技術研修を行う大学院生

を対象として、専門分野について科学的・技術的な知

見を有しつつ、より広い視野を持ち、異なる分野の専

門家と協力するコミュニケーション能力や協調性を有

する人材の輩出を目指す事業である。 

社会で必要とされる知識や技能を習得するための講

義・演習、受入責任者の指導のもと産総研における最

先端研究の実践、人材育成にご協力いただける企業に

おいて実施する実践的な長期企業研修など、産総研イ

ノベーションスクール独自のカリキュラムを通して専

門性の高い即戦力として活躍できる人材を輩出するこ

とを目的としている。 

 

2018年度の活動の概要 

・イノベーションスクールの運営の基本方針の企画お

よび立案並びに総合調整に関すること： 

 2018年度は、スクール第12期生として、ポスド

クコースの博士研究員15名、大学院生コースの学

生40名の計55名に対して運営した。具体的には、

マナー・コミュニケーション、企業が期待する博士

人材、知的財産、研究倫理、ビジネスプロデュース、

キャリアデザインなどの講義・演習、および研究ユ

ニットでの研究を行った。そして、ロールモデルと

して就業している修了生を招聘し、「先輩との交流

会」を5月に開催した。また、企業研修をポスドク

コースの15名に対して実施した。 

・大学院生コースとして「研究基礎力育成コース」を

運営し、6日間で延べ20時間の講義・演習を実施し

た。 

・その他イノベーションスクールの運営などに関する

こと： 

講義・演習に関するレポートや、企業研修参加

報告書を取り纏め、優秀なレポートを提出したス

クール生を表彰した。また、研究の意義を異分野

の聴衆に説明する実践の場として、SAT テクノロ

ジーショーケース2019（2019.1.29）にて、スクー

ル生の研究紹介を行った。 

 イノベーションスクール修了生などの交流の場

としての「桜翔クラブ」を支援し、8月に開催した

イノベーションサマースクール(2018.8.27～28)の

運営に協力した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在の役職者名） 

 

［イノベーションスクール］ 

  イノベーションスクール長 加藤 一実   

事務局長         長縄 竜一 

--------------------------------------------------------------------------- 

出版物・プレス発表など業務報告データ 

 

【活動紹介など】 

・「東京医科歯科大学との意見交換」つくば（2018.5.14） 

・「名古屋大学との意見交換」名古屋大学（2018.5.17） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」山形大

学（2018.8.9） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」日経ウ

ーマノミクスフォーラム  大阪府立国際会議場

（2018.8.31） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」2018電

気化学秋季大会 金沢大学（2018.9.25） 

・「筑波大学との意見交換」筑波大学（2018.9.27） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」奈良先

端科学技術大学院大学（2018.10.10） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」女子大

学院生・ポスドクと産総研女性研究者との懇談会、ダ

イバーシティ推進室（2018.11.19） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」産総研

学生セミナー、名古屋（2018.12.3） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」弘前大

学（2018.12.6） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」東京大

学（2018.12.7） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」岩手大

学（2018.12.13） 
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・「産総研イノベーションスクールの制度説明」産総研

サステナブル技術連携促進シンポジウム（2018.12.17） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」産総研

説明・交流会、九州大学（2019.2.27） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」ミニ・

シンフォスター2019 北海道大学（2019.3.12） 

・「産総研イノベーションスクールの制度説明」東京農

工大学（2019.3.28） 

 

９）【TIA 推進センター】 
（TIA Central Office） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1、第2、つくば西 

人 員：38名（16名） 

概 要： 

 TIA 推進センターは、オープンイノベーション拠

点 TIA の形成を通じて、産総研のミッションである

「21世紀型課題の解決」、「オープンイノベーション

のハブ機能の強化」を業務としている。 

 TIA は、つくば市に立地する公的4機関（産総研、

物質・材料研究機構、筑波大学および高エネルギー加

速器研究機構）と東京大学が内閣府、文部科学省およ

び経済産業省の支援と産業界との連携によって構築す

る研究開発・教育拠点である。 

1. スーパークリーンルーム（SCR）の運営  

  近年産業化が著しい IoT 分野での試作能力向上

を図るため、3次元実装関連装置の導入・立上げお

よび評価装置などの更新（計2台）を実施した。ま

た、これらの装置を共用施設として公開する準備を

進めた。 

  300 mm 半導体製造ラインを利用した6つの研究

開発プロジェクトを推進するとともに、約款制度に

より73件の利用申込を受諾し、施設利用を通じて

多くの企業・大学の研究開発を支援するとともに産

総研の保有する技術の普及に貢献した。 

2. 共用施設の運営  

  約款制度によって、SCR、ナノプロセシング施

設（NPF）、先端ナノ計測施設（ANCF）、超伝

導 ア ナ ロ グ ・ デ ジ タ ル デ バ イ ス 開 発 施 設

（CRAVITY）、蓄電池基盤プラットフォーム

（BRP）、MEMS 研究開発拠点（MEMS）およ

び先端バイオ計測施設（BIO）を外部に公開してい

る。中小企業を支援するため、一部の施設では利用

料金の割引を行っている。パンフレットを整備し、

各種展示会にて配布して、共用施設利用の拡大に努

めた。その結果、全7施設の利用契約件数は延べ

327件で、2017年度比約2割増加した。また、NPF、

ANCF は、文部科学省のナノテクノロジープラッ

トフォーム事業を受託しており、同事業の下、産学

官の多様な利用者による設備の共同利用を推進した。 

3. パワーエレクトロニクス拠点運営  

  パワーエレクトロニクス研究拠点の効率的運用の

ためにインフラ、管理体制および所内の制度の整備

を行った。民活型共同研究体 TPEC には企業25社

が参画し、SiC 素材やデバイスからアプリケーショ

ンに渡るオープンイノベーションを推進した。TIA

パワエレ拠点第二ラインである4インチラインは研

究開発ファウンドリーとしての価値提供へとシフト

し、SiC デバイスの高機能化ならびに新材料プロセ

ス対応への設備整備を進めた。2016年度に構築し

た第三ラインである6インチラインは、外部へのサ

ンプル提供用として運用を開始した。 

  また、超電導技術に関する日本型オープンイノベ

ーション拠点として設立した ASCOT は3年目を迎

え、国際超電導シンポジウム（ISS2018）、超電導

スクール2018（参加者43名）を開催した。 

4. TIA 連携プログラム探索推進事業  

  TIA 中核5機関の研究者が連携し、将来のイノベ

ーションの芽となる研究テーマを探す TIA 連携プ

ログラム探索推進事業「かけはし」では、今年度新

たに開始した企業提案課題4件を含めて47件（内、

前年の継続が26件）が採択された。各テーマの参

加研究者が組織の枠を超えて連携し、新領域の開拓

や大型研究資金獲得に向けた戦略立案、体制構築な

どを推進し、TIA はその広報などで支援を行った。 

5. 人材育成 

  TIA 連携棟を中心として開催した「TIA 連携大

学院サマー・オープン・フェスティバル2018」

（7/30～9/7、参加者：383名、うち当所関連216名）

によって人材育成に努めた。人材育成コンソーシア

ム Nanotech CUPAL を活用し、N.R.P.育成対象者

4名を受け入れ、1名を NIMS に派遣するとともに、

8つの N.I.P.コース（育成対象者60名、内22名は企

業参加者、内34名はナノバイオサマースクール参

加者に含まれる）を実施した。また、JST さくら

サイエンスプランによりタイの若手研究者4名を受

け入れた。 

6. 所外連携と広報 

  経団連、つくば国際戦略総合特区の推進機関、茨

城県、つくば市および TGI との連携を深め、各種

展示会への出展、東京での2回のシンポジウムの開

催、パンフレット・ホームページの更新、メールニ

ュースや Facebook による情報発信など、幅広い広

報活動を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2019/3/31現在） 

 

［TIA 推進センター］ 
センター長 金丸 正剛 

副センター長 岡田 道哉 

 綱島 祥隆 

審議役 岩田 普 

 根本 光宏 

 國府田 眞奈美 

上席イノベーションコーディネータ 

 大久保 雅隆 

イノベーションコーディネータ 

    発 正浩 

 有本 宏 

 元木 健作 

 沖  健志朗 

総括企画主幹 小川 晋   

 

［戦略ユニット］ 

  ユニット長     金丸 正剛 

［企画チーム］ 

チーム長      松川 貴 

 

［連携推進ユニット］ 

 ユニット長 青柳 昌宏 

   ［連携調整チーム］ 

 チーム長  柳町 正 

   ［マーケティングチーム］ 

  チーム長  川合 章子 

 

［共用施設運営ユニット］ 

  ユニット長  多田 也 

  ［共用施設ステーション］ 

  ステーション長 多田 哲也 

  ［スーパークリーンルームステーション］ 

   ステーション長 太田 裕之  

    ［パワーエレクトロニクスステーション］ 

  ステーション長 宇良 和浩 
--------------------------------------------------------------------------- 

戦略ユニット 

（Strategy Planning Unit） 

 

企画チーム 

（Planning Team） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

1. TIA の施策の推進（以下「TIA 推進」という。）

に係る基本方針の企画および立案並びに総合調整に

関すること。 

2. TIA 推進に係るプロジェクトの企画および立案並

びに総合調整に関すること。 

3. TIA 推進に係る業務であって、他の所掌に属しな

いものに関すること。 

 

連携推進ユニット 

（Collaboration Promotion Unit） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

1. TIA 推進に係る外部機関との連携、コンソーシア

ムの運営および国際連携に関すること。 

2. TIA 推進に係る情報の収集・分析および調査に関

すること。 
 

連携調整チーム 
（Collaboration Team） 

（つくば西） 

概 要： 

1. TIA 推進に関する外部機関との調整および研究所

内の関係部署との調整に関すること。 

2. TIA 連携棟見学視察対応。 

3. 「科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業」 

（Nanotech CUPAL）の企画運営。 

4. TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」運

営に関すること。 

 
拠点活用推進チーム 
（Consortium Management Team） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

1. TIA の全般に係るマーケティング戦略の企画立

案・実行に関すること。 

2. 魅力ある拠点形成のための各種施策の企画と実行

に関すること。 

3. 共同研究体 TPEC の事務局業務。 

4. TIA パワーエレレクトロニクス MG と SG の事

務局業務。 

5.  つくば応用超伝導コンステレーションズ

（ASCOT）の事務局業務。 

 

共用施設運営ユニット 

（Open Research Platform Unit） 

（つくば西、つくば中央第2） 

 

共用施設ステーション 
（Open Research Facilities Station） 

（つくば中央第2他） 

概 要： 

1. 共用施設ステーションに登録された施設、機器お

よび装置の利用（技術指導を含む。）に係る制度の
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整備および運用並びに総合調整に関すること。 

2. 共用施設ステーションに登録された施設、機器お

よび装置を利用した依頼分析並びに研究用品の依頼

試作および工作に関すること。 

3. 微細加工プラットフォーム事業の運営・実施。 

 

スーパークリーンルームステーション 
（Super Clean Room Station） 

（つくば西） 

概 要： 

1. スーパークリーンルームなどを利用したデバイス

などの設計、試作、評価および実証に係る研究開発

支援に関すること。 

2. スーパークリーンルームなどを利用したデバイス

などの設計、試作、評価および実証に係る技術基盤

の整備および高度化に関すること。 

3. スーパークリーンルームなどを利用したデバイス

などに係る技術指導又は成果の普及に関すること。 

4. スーパークリーンルームの運営に関すること。 

 

パワーエレクトロニクスステーション 
（Power Electronics Station） 

（つくば西、つくば中央第2） 

概 要： 

1. TIA 推進のうち、パワーエレクトロニクス拠点の

運営に関すること。 

2. TIA 推進のうち、パワーエレクトロニクス拠点を

利用した研究などに係る支援に関すること。 

3. TIA 推進のうち、パワーエレクトロニクスに係る

イノベーションの推進の支援に関すること。 

4. パワーエレクトロニクスに係る人材の育成に関す

ること。 

 

10）【情報化統括責任者】 

（Chief Information Officer） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第1 

概 要： 

 情報化統括責任者（CIO）は、産総研の情報化戦略

の企画および立案並びに研究所の情報化に関する業務

の統括をミッションとしている。そのため、産総研の

セキュリティ・情報化推進委員会において、情報セキ

ュリティおよび情報化の推進に関する重要事項を審議

することなどを実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

情報化統括責任者（兼）   島田 広道 

情報化統括責任者補佐（兼） 掛札 泰司 

--------------------------------------------------------------------------- 

2018年度の主な活動 

・セキュリティ・情報化推進委員会において、サーバ仮

想基盤および個別業務システムの構築、移行改修など

について審議した。 
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(2) 事業組織 

 「事業組織」のトップ（「事業所長」、「地域センター所長」）の下に、「研究業務推進部」又は「研究業務推進室」

を配置するとともに、地域センターにおいては、所長の下に第4期から「産学官連携センター」に替わり「産学官連

携推進室」を配置している。 

2018年度は事業組織の再編として以下を実施している。 

・東京本部小金井支所は共同研究終了後、産総研における不要財産となったため、同支所を廃止した。 

・第一事業所 研究業務推進室 会計グループを廃止し、経理部調達室に統合した。これに伴い、経理部調達室に調

達グループ A、調達グループ B を設置した。 

・つくば中央第二事業所「つくば苅間サイト」で実施した、研究開発プロジェクトの目的である「生活支援ロボッ

トの安全性試験・性能試験の事業化」に目途付けできたため、同サイトを廃止した。 

 

【事業組織】 

・東京本部 

・つくばセンター（つくば中央第一事業所、つくば中央第二事業所、つくば中央第三事業所、つくば中央第五事業所、

つくば中央第六事業所、つくば中央第七事業所、つくば西事業所、つくば東事業所） 

・福島再生可能エネルギー研究所 

・柏センター 

・臨海副都心センター 

・北海道センター 

・東北センター 

・中部センター 

・関西センター 

・中国センター 

・四国センター 

・九州センター 

 

＜凡 例＞ 

地域拠点名（English Name） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

所在地：住所 

代表窓口：TEL：、FAX： 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

概 要：部門概要 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

機構図 

（2019/3/31現在の役職者名） 
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１）東京本部（AIST Tokyo Headquarters） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒100-8921 東京都千代田区霞が関1-3-1 

代表窓口：TEL：03-5501-0900 

概 要： 

 産業技術総合研究所は、それぞれの地理的な特長を

生かした活動を行い効率的な運営を行っている。東京

本部を行政との接点、情報収集、広報活動の拠点とし

て産総研の機動的な活動に有効に活用するとともに、

研究現場と隣接して配置され、産学官連携、国際、研

究業務推進などの効率的な組織運営を行っているつく

ばセンターをはじめとする他の事業組織などとテレビ

会議システムの活用などにより、有機的・効率的連携

を図っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

[東京本部] 事業所長  渡辺 隆史 

   [企画本部] 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

２）つくばセンター（AIST Tsukuba） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒305-8561 茨城県つくば市梅園1-1-1 

概 要： 

 産総研つくばセンターは、産総研全体の研究機能の

中核としておよそ70パーセントの研究者や施設が集積

した大規模研究拠点である。つくばセンターでは、グ

リーン・イノベーションやライフ・イノベーションに

かかわる幅広い研究分野をカバーするとともに、分野

を融合したこれまでにない新しい研究成果を目指して

いる。 

さらに、基礎的・基盤的研究から実用に供されるよ

うな製品化の研究までを一貫して行い、わが国の産業

技術を革新する「オープンイノベーションハブ」の役

割を果たすことを目指している。 

つくばセンターは、立地するつくば市や茨城県、さ

らには全国の大学・研究機関・民間企業とも密接な連

携を進め、研究人材の供給や研究成果の移転を促進す

る役割を果たしている。地域の各種の取り組みにも積

極的に参画し、共同研究の推進、技術相談や科学技術

の普及活動を進めている。 

また、つくばセンターは、つくば地域に展開する最

大規模の研究所の一つとして、地域の環境と安全への

取り組みも行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

 

 

 

機構図（2019/3/31現在） 

 

[つくばセンター]  所長 三木 幸信 

 

 [つくば中央第一] 事業所長 小林 勝則 

      [第一研究業務推進室］ 

室長  米山 千佳子 

    [図書グループ] 

      

 [つくば中央第二]  事業所長 原市 聡 

      [第二研究業務推進部］ 

部長  望月 経博 

 

 [つくば中央第三]  事業所長 新井 優 

      [第三研究業務推進室] 

          室長  小林 京子 

 

 [つくば中央第五]  事業所長 大森 隆夫 

      [第五研究業務推進部] 

          部長  小林 良三 

 

 [つくば中央第六]  事業所長 丸山 明彦 

      [第六研究業務推進室] 

    室長  真中 民雄 

 

 [つくば中央第七]  事業所長 渡部 芳夫 

      [第七研究業務推進室] 

          室長  池田 勉 

 

 [つくば西]     事業所長 本田 一匡 

      [西研究業務推進部] 

          部長  吉岡 有二 

           

 [つくば東]     事業所長 宗像 鉄雄 

      [東研究業務推進室] 

          室長  須貝 正秋 

 [エネルギー・環境領域研究戦略部] 

 [創エネルギー研究部門] 

 [省エネルギー研究部門] 

 [環境管理研究部門] 

[安全科学研究部門] 

 [太陽光発電研究センター] 

 [先進パワーエレクトロニクス研究センター] 

 [生命工学領域研究戦略部] 

 [創薬基盤研究部門] 

 [バイオメディカル研究部門] 

 [健康工学研究部門] 

 [生物プロセス研究部門] 

 [情報・人間工学領域研究戦略部] 

--[情報技術研究部門] 
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 [人間情報研究部門] 

 [知能システム研究部門] 

 [自動車ヒューマンファクター研究センター] 

 [ロボットイノベーション研究センター] 

 [サイバーフィジカルセキュリティ研究センター] 

 [人間拡張研究センター] 

 [人工知能研究戦略部] 

 [人工知能研究センター] 

 [材料・化学領域研究戦略部] 

 [機能化学研究部門] 

 [化学プロセス研究部門] 

 [ナノ材料研究部門] 

 [触媒化学融合研究センター] 

[ナノチューブ実用化研究センター] 

[機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センタ

ー] 

[エレクトロニクス・製造領域研究戦略部] 

 [ナノエレクトロニクス研究部門] 

[電子光技術研究部門] 

[製造技術研究部門] 

[スピントロニクス研究センター] 

[フレキシブルエレクトロニクス研究センター] 

[先進コーティング技術研究センター] 

[集積マイクロシステム研究センター] 

[地質調査総合センター研究戦略部] 

[地質情報基盤センター] 

[活断層・火山研究部門] 

[地圏資源環境研究部門] 

 [地質情報研究部門] 

[計量標準総合センター研究戦略部] 

[計量標準普及センター] 

[工学計測標準研究部門] 

[物理計測標準研究部門] 

[物質計測標準研究部門] 

[分析計測標準研究部門] 

[企画本部] 

 [総合企画室] 

 [経営改革推進室] 

 [報道室] 

 [広報サービス室] 

 [人工知能グローバル研究拠点整備準備室] 

 [OIL 室] 

[コンプライアンス推進本部] 

[イノベーション推進本部] 

  [イノベーション推進企画部] 

  [技術マーケティング室] 

  [大型連携推進室] 

  [ベンチャー開発・技術移転センター] 

  [知的財産・標準化推進部] 

  [産学官・国際連携推進部] 

  [地域連携推進部] 

[環境安全本部] 

  [環境安全企画部] 

[安全管理部] 

  [建設部] 

 [情報セキュリティ部] 

[総務本部] 

 [人事部] 

 [経理部] 

［法務部」 

 [業務推進支援部] 

 [ダイバーシティ推進室] 

 [業務改革推進室] 

 [イノベーションスクール] 

[評価部] 

[監査室] 

[TIA 推進センター] 

 [戦略ユニット] 

 [連携推進ユニット] 

 [共用施設運営ユニット] 

 

--------------------------------------------------------------------------- 

研究業務推進部室（General Affairs Division/Office） 

（つくば中央第一、つくば中央第二、つくば中央第三、

つくば中央第五、つくば中央第六、つくば中央第七、つ

くば西、つくば東） 

概 要： 

 つくばセンターの各事業所研究業務推進部室は、研

究支援業務、職員等の勤務および服務管理、物件の調

達業務、施設および設備等の管理等の業務、環境およ

び安全衛生の業務などを行っている。 

 これらの業務を迅速に行うことにより、効率的な組

織運営を図っている。 

 

図書グループ（Library Office） 

つくば中央第七（図書室：つくば中央第二、つくば中央

第三、つくば中央第五、つくば中央第六、つくば中央第

七、つくば西、つくば東） 

概 要： 

 研究活動を行うために不可欠な情報源である学術雑

誌の収集・管理、文献情報の提供、各図書室の運営、

各図書室からの図書情報の一元管理を行っている。 

  オンラインジャーナルによるサービスの提供、文献

データベースの利用促進並びに所蔵データの整理・統

一を推進している。 
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３）福島再生可能エネルギー研究所 
（Fukushima Renewable Energy Institute,  
 AIST） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒963-0298 郡山市待池台2-2-9 

代表窓口：TEL：024-963-1805、FAX：024-963-0824 

人 員：19名（2名）[59名（42名）＜研究ユニット含＞] 

概 要： 

福島再生可能エネルギー研究所は、東日本大震災復

興基本法第3条に基づき制定された「東日本大震災か

らの復興の基本方針」および「福島復興再生基本方針」

などを受けて、産総研が「再生可能エネルギー先駆け

の地、福島」に設立することを決定した新たな研究拠

点であり、福島県郡山市において2014年4月1日に開

所した。 

 福島再生可能エネルギー研究所は「世界に開かれた

再生可能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産

業の集積を通した復興への貢献」をミッションとする、

再生可能エネルギーに関する研究開発に特化したわが

国唯一の国立研究拠点である。研究実施ユニットとし

て再生可能エネルギー研究センターを擁し、再生可能

エネルギーの大量導入を支えるための、導入制約解消

のためのシステム技術開発、一層のコスト低減と性能

向上、適切な技術普及のための研究開発、情報発信を

実施する。 

 連携活動として、当所の掲げるミッションの一つで

ある「新しい産業の集積を通した復興への貢献」の実

現に向けて、開所に先立ち2013年度より「被災地企

業のシーズ支援プログラム」を実施している。この事

業で、東日本大震災により甚大な被害を受けた被災地

（福島県、宮城県、岩手県）に所在する企業が開発し

た再生可能エネルギーに関連した技術や企業が有する

ノウハウに対する技術支援を産総研が経費を負担して

実施し、その成果の当該企業への移転を通じて、地域

における新産業の創出を支援する。2017年度末まで

に累計107件の支援を実施し、内19件が事業化となっ

た。2018年度以降は、従来の企業支援に加え、被災

地企業などがコンソーシアムを組み、これまでの成果

である技術シーズを集積した被災三県発の再生可能エ

ネルギー関連製品の事業化を目指すこととし、2019

年1月に2年目の募集を行った（4月に採択課題決定）。

2つ目の事業として、2014年度より、「再生可能エネ

ルギー分野の産業人材育成事業」を実施し、地元の大

学などからさまざまな制度で学生を受け入れ、最先端

の設備や知見を活用した研究開発への参画を通じて、

将来の再生可能エネルギー分野を担う産業人材の育成

に取り組んでいる。2014年度から延べ341名を受入、

育成を実施した。 

 その他の連携・広報活動として、福島再生可能エネ

ルギー研究所成果報告講演会（5月）、第13回再生可能

エネルギー世界展示会（6月）、福島再生可能エネルギ

ー研究所一般公開（7月）の開催、再エネ×テクノブ

リッジ®in秋田（10月）、ふくしま復興・再生可能エネ

ルギー産業フェア2018（11月）、ENEX2019 第43回

地球環境とエネルギーの調和展（1月、2月）への出展、

開催などを実施した。 

 自治体との連携においては、東日本大震災からの復

興再生を目的とし福島大学（2012年2月）、郡山市

（2012年11月）東北大学（2014年2月）、福島県

（2014年3月）と包括連携協定を締結し、福島県およ

び郡山市とは人事交流として、延べ5名の受入れを実

施している。 

 大学との連携においては、福島再生可能エネルギー

研究所として、2015年2月に福島県内の3つの高等教

育機関（会津大学、日本大学工学部、福島工業高等専

門学校）と再生可能エネルギー分野の研究開発、人材

育成の推進を目的として、連携・協力に関する協定を

締結している。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［福島再生可能エネルギー研究所］ 

所  長：中岩 勝 

所長代理：坂西 欣也 

所長代理：（兼）古谷 博秀 

   上席イノベーションコーディネータ：近藤 道雄 

 

    ［産学官連携推進室］ 

     室  長：安田 進 

 

    ［研究業務推進室］ 

     室  長：川鈴木 宏 

     室長代理：武井 勇二郎 

新井 美穂 

           

    ［分散電源施設運営室］ 

     室  長：百合野 真司 

     室長代理：荒 弘和 

 

［再生可能エネルギー研究センター］ 

 

４）柏センター（AIST Kashiwa） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒277-0882 千葉県柏市柏の葉6-2-3 

    東京大学柏Ⅱキャンパス内 

代表窓口：04-7132-8861 

サイト：東京大学連携研究サイト： 

    〒277-8589 千葉県柏市柏の葉5-1-5 

    東京大学柏キャンパス第2総合研究棟4階 

人  員：5名（1名）[11名（6名）＜研究ユニット含＞] 
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概 要： 

 柏センターは、2016年度第2次補正予算「人工知能

に関するグローバル研究拠点整備事業」により、人の

機能を高める「人間拡張技術」を産学官一体で推進す

る拠点として整備され、東京大学柏Ⅱキャンパス内に

2018年11月1日に設置された。 

 当センターには、人やデバイスを評価するためのさ

まざまな試験環境や計測設備が整備されている。セン

サー、ロボット、身体力学、感覚・認知科学、サービ

ス工学、統合デザインの研究者が集まり設立された人

間拡張研究センターでは、サイバー空間とフィジカル

空間を高度に融合させたシステムによって人の活動の

質を向上させる、新たな研究開発を推進している。 

 また、2018年8月1日より、AI 技術において重要と

なる世界最速レベルでビッグデータを用いた学習計算

が可能な AI 橋渡しクラウド ABCI（AI Bridging 

Cloud Infrastructure）の本格運用を開始している。

優れた演算能力を持つ世界トップレベルの計算インフ

ラの利用を促進することで、研究開発や新たなビジネ

スの創出を支援している。 

 当センターは、所在地である「柏の葉エリア」の立

地を活かし、東京大学を始めとした各研究機関との連

携の強化や、地域での社会実装を目指した研究開発を

展開することも特徴としている。このほか、技術系人

材のための人材育成事業「産総研デザインスクール」

を立ち上げ、技術を社会に橋渡しできる人材の育成を

推進している。 

 2019年3月27日には、同年4月からの本格稼働を前

に、開所記念式典を執り行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 

構成図（2019/3/31現在） 

                 

［柏センター］所  長 廣島 洋  

       所長代理 黒羽 義雄 

所長代理 雨宮 慶幸 

 

    ［研究業務推進室］   

      室 長 沼山 政彦 

    ［産学官連携推進室］ 

      室 長 廣島 洋 

    ［デザインスクール準備室］ 

室 長 大場 光太郎 

［人間拡張研究センター］ 

 

５）臨海副都心センター 
  （AIST Tokyo Waterfront） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒135-0064東京都江東区青海二丁目3番地26号 

代表窓口：TEL：03-3599-8001、FAX：03-5530-2061 

人 員：28名（3名）[160名（131名）＜研究ユニット含＞] 

サイト：早稲田大学連携研究サイト： 

    〒169-8555 東京都新宿区大久保3-4-1 

    早稲田大学西早稲田ｷｬﾝﾊﾟｽ63号館4階、5階 

    東京工業大学連携研究サイト： 

    〒152-8550 東京都目黒区大岡山2丁目12-1 

    東京工業大学（大岡山ｷｬﾝﾊﾟｽ） 

    本館1階、地下1階 

概 要： 

 臨海副都心センターは、文部科学省および経済産業

省の連携協力によって整備された国際研究交流大学村

に、産学官連携の役割を担う研究拠点として、2001

年4月1日に設置された。 

 2005年4月からは、新たにバイオテクノロジーと情

報工学の融合研究のための施設として、バイオ・IT

融合研究棟の運用を開始、また、2019年1月には、

人・機械協調 AI 研究の施設としてサイバーフィジカ

ルシステム研究棟の運用を開始し、人工知能技術に係

る研究開発への重点化を図るとともに、バイオ技術や

製造技術などの融合研究に取り組んでいる。 

 現在、当センターには4つの研究ユニット（創薬分

子プロファイリング研究センター、サイバーフィジカ

ルセキュリティ研究センター、人工知能研究センター、

創薬基盤研究部門）が置かれ、新産業の創出や市場拡

大につながる独創的かつ先端的技術シーズの研究開発

とともに国内外の研究者との交流や研究成果の情報交

換を行っている。 

 2018年度における外部機関と当センターが行った

連携研究は、共同研究223件、受託研究73件である。 

 当センターの広報活動として、2018年度に内外の

企業・政府関係者など282名が視察に訪れており、国

際的な産学官による研究交流拠点としての役割を果た

している。 

 また、成果普及および啓蒙活動については、展示コ

ーナーとしてライフ・テクノロジー・スタジオを平日

に公開（来訪者864名）するとともに、一般公開（8

月25日（土）／来場者：1,012名）を実施するなどの

活動を行っている。 

 さらに、当センターでは、地独東京都立産業技術研

究センターなどと共催で、臨海地区の企業、大学、公

的研究機関などが結集する場を提供することを目的と

して、2013年度より「臨海地区産学官連携フォーラ

ム」を開催している。2018年度は、5月、10月および

2月の計3回開催し、組織間の連携を促進することでお

互いの活動の一層の活性化を図ることにより、臨海発

の新たなオープンイノベーションの創出を目指してい

る。 

加えて、バイオ・IT 融合領域における産総研の成

果普及活動としてヘルスケア・サービス効果計測コン

ソーシアムを運営し、48機関（内、民間企業29社）

でヘルスケア・サービスの①社会実装、②品質可視化、
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③国際標準化を推進する連携活動を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［臨海副都心センター］所  長 鈴木 光男 

所長代理 湯本 勲 

イノベーションコーディネータ 

     三宅 正人 

  ［産学官連携推進室］ 

室  長 中井川 浩司 

室長代理 川勝 博司  

  ［研究業務推進部］ 

           部  長 田崎 英弘 

           部総括  加藤 信隆 

    ［管理グループ］グループ長 村山 正成 

    ［会計グループ］グループ長 佐藤 憲市 

    ［環境安全グループ］グループ長 

 （兼）加藤 信隆 

 ［創薬分子プロファイリング研究センター］ 

 ［サイバーフィジカルセキュリティ研究センター］ 

 ［人工知能研究センター］ 

   ［創薬基盤研究部門］ 

 

６）北海道センター（AIST Hokkaido） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒062-8517 札幌市豊平区月寒東2条17丁目2-1 

代表窓口：TEL：011-857-8400、FAX：011-857-8900 

サイト：札幌大通りサイト： 

〒060-0042 札幌市中央区大通西5丁目8 

    TEL：011-219-3359、FAX：011-219-3351 

人 員：17名（5名）[52名（40名）＜研究ユニット含＞] 

概 要： 

 北海道センターは「バイオものづくり」をテーマと

した北海道の中核的研究機関としての役割のほか、農

業などの第一次産業の高度化に関して、オール産総研

での連携、北海道内各研究機関などとの連携を推進す

るための戦略的地域イノベーションハブを目指してい

る。 

 生物プロセス研究部門では、植物および微生物を用

いた物質生産プラットフォームの開発などバイオテク

ノロジーを応用した研究を推進している。特に、細胞

内に生産プロセスを構築し、バイオプロセスによる物

質生産工場としての産業化を目指すスマートセルに関

する研究を展開している。また、ヒト核内受容体を利

用して、さまざまな農水産素材や加工品の機能性を分

析するなど、地域の企業と協力しながら地域性のある

課題を解決するための研究を進めている。 

 創エネルギー研究部門メタンハイドレートプロジェ

クトユニットは、メタンハイドレート資源の実用化を

目指すナショナルプロジェクトの中心的な役割を担っ

ている。 

 地域連携拠点の強化として、道内3国立大学、北海

道能開大、4高専、札幌市立大、独法研究機関、北海

道経済産業局、自治体、経済団体など22機関で組織す

るR&Bパーク札幌大通サテライト（HiNT）の事務局

を運営し、企業の技術開発・新事業創出のための各種

相談に対するワンストップサービス、セミナー・交流

会などの人的交流を促進する場の提供、新規ビジネス

のためのファシリティ提供などにより、産業界、行政

と産総研との連携を強化している。2018年度には、

2,937人の HiNT 利用、202件の技術相談があった。 

 北海道センター独自の活動として2003年度より

「バイオテクニシャン育成事業」を実施し、専門学校

生を受け入れ、バイオ技術者としての人材育成支援を

推進してきた。2018年度は13名を受け入れ、これま

でに総数85名のバイオテクニシャンを輩出している。 

 広報活動として、産総研北海道センター講演会（全

5回）などの開催、ビジネス交流会などのイベント出

展（全3件）、近隣住民一般市民を対象にした一般公開、

中高生の職場体験、視察・見学者（380名）の受入な

どを行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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［北海道センター］ 

    所長     扇谷 悟 

    所長代理   長尾 二郎 

    イノベーションコーディネータ 

           永石 博志、長野 伸泰 

           井上 慶一、今村 琢磨 

           日高 青志、奥村 幸広 

           吉岡 武也 

 

［産学官連携推進室］ 

    室長  （兼）長尾 二郎 

 

［研究業務推進室］ 

    室長     松本 卓 

 

［生物プロセス研究部門］ 

［創エネルギー研究部門］ 

 

７）東北センター（AIST Tohoku） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒983-8551 仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

代表窓口：TEL:022-237-5211、FAX：022-236-6839 

サイト：仙台青葉サイト： 

〒980-0811 仙台市青葉区一番町4-7-17 

TEL：022-726-6030、FAX：022-224-3425 

    東北大学連携研究サイト： 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(359) 

    〒980-8577 仙台市青葉区片平2-1-1 

    東北大学 材料科学高等研究所 

    TEL：022-237-8195 

人 員：17名（5名）[45名（33名）＜研究ユニット含＞] 

概 要： 

 東北センターは、東北地域における研究拠点および

連携拠点として、先端的な低環境負荷型化学ものづく

りのイノベーションを目指すとともに、東北6県の公

設試験研究機関との連携を基軸にした広域連携のハブ

機能としての役割を果たしている。 

 当センターには、化学プロセスイノベーションの推

進をミッションとする化学プロセス研究部門が置かれ

ている。当研究部門では、化学産業における省資源・

省エネルギー・低環境負荷型の化学プロセスへの革新

的な転換を目指した技術の研究・開発を実施している。

また、当部門の開発した技術を企業に「橋渡し」する

ことを目的として42社の企業会員から構成される「グ

リーンプロセスインキュベーションコンソーシアム

（GIC）」では、年間5回の研修セミナーを開催して研

究情報の発信と会員企業との交流促進に努めている。

その結果、2018年度は会員企業と12件の共同研究を

実施し、研究部門の研究シーズを核とした連携強化が

図られている。また、当研究部門が独自開発した粘土

膜系新素材「クレーストⓇ」の実用化に向けた取り組

みを促進するコンソーシアム「Clayteam」では、企

業会員50社と5件の共同研究、2件の技術コンサルテ

ィングにより具体的な製品づくりを積極的に進めてい

る。 

 また、2016年6月に開所した産総研・東北大数理先

端材料モデリングオープンイノベーションラボラトリ

（MathAM-OIL）は、2018年12月に第3回企業連携

ワークショップを東京で開催した。 

 主な連携推進活動としては、理事長訪問型テクノブ

リッジフェア（TBF）を宮城県で2回実施し（4月、6

月）、企業3社を訪問してトップダウン型の連携構築に

努めた。広域コラボ47事業では、東北各地の工業会な

どで産総研の研究成果や連携制度を紹介するイベント

を2回開催した。さらに東北コラボ100事業として連

携担当者が東北地域の研究開発型企業を訪問し、連携

ネットワークの拡大と深化に向けた活動を推進した。 

公設試との連携では、産業技術連携推進会議（産技連）

による各種の連携支援事業を合計6回実施した。 

 連携顧客に対する活動としては、2019年1月には産

学官金連携フェア2019みやぎを経済団体などと共催

して研究成果の紹介や技術相談を実施した。産総研全

体の新しい研究成果を東北地域産業界に発信する「産

総研・新技術セミナー」は、公設試などと協働して年

4回開催した。 

 2018年度からあらたに東北地域の中小企業経営者

を対象に、新事業への気づきを得ていただく「TAI プ

ロジェクト」に取り組み、少人数制の勉強会である

EBIS ワークショップを7回開催した。 

 地域の皆様への組織と研究活動の紹介では、8月に

産総研東北センター一般公開を開催し、428名の来場

があった。7月には学都「仙台・宮城」サイエンス・

デイ2018に共催・出展した。 

 当センターに設置されている、高温高圧実験室など

を備えた東北産学官連携研究棟（とうほく OSL）は、

2018年度末で、31実験・研究室が使用され、東北地

域における新たな産業技術創生のための研究開発が行

われている。また、仙台市中心部に連携オフィスとし

て仙台青葉サイトを設置し、産技連東北地域部会事務

局、東北航空宇宙産業研究会事務局、東北再生可能エ

ネルギー研究会事務局として、公設試験研究機関・大

学・企業との連携業務の中核として活動している。 

-------------------------------------------------------------------------- 
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所  長：松田 宏雄 

所長代理：伊藤 日出男 

上席イノベーションコーディネータ：南條 弘 

 

  ［産学官連携推進室］ 

   室 長：（兼）伊藤 日出男 

 

  ［研究業務推進室］  

   室 長：青木 一彦 

 

  ［化学プロセス研究部門］ 

 

  ［産総研・東北大数理先端材料モデリング 

   オープンイノベーションラボラトリ 

（MathAM-OIL）］ 

 

８）中部センター（AIST Chubu） 

--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：〒463-8560 

    名古屋市守山区大字下志段味字穴ケ洞2266-98 

代表窓口：TEL:052-736-7000、FAX:052-736-7400 

サイト：名古屋駅前サイト： 

    〒450-0002 名古屋市中村区名駅4丁目4-38 

    TEL：052-583-6454 

名古屋大学連携研究サイト： 

    〒464-8601 愛知県名古屋市千種区不老町 

TEL：052-736-7611 

石川サイト： 

    〒920-8203 石川県金沢市鞍月2丁目1番地 

TEL：076-268-3383 

人 員：30名（7名）[137名（113名）＜研究ユニット含＞] 

概 要： 
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 中部センターは、ものづくり産業が高度に集積した

中部地域において、機能部材技術を核とした「材料系

ものづくりの総合的な研究拠点化」を目指しており、

材料・化学領域に属する無機機能材料研究部門、構造

材料研究部門および磁性粉末冶金研究センターならび

に、エレクトロニクス・製造領域に属する窒化物半導

体先進デバイスオープンイノベーションラボラトリが、

材料・プロセス・計測評価技術に関わる高度な研究を

展開している。また、中部地域の産業界、大学、公設

試や行政機関との緊密な連携により、広範な産業・社

会ニーズに応える連携拠点として活動している。特に、

中部センターだけでなく全産総研が有する革新的な技

術シーズを、中部地域を中心とした企業による事業化

に繋ぐ「橋渡し」の役割を果たしている。2018年度

に実施した主な研究成果発信、産学官連携などの活動

を以下に示す。 

①研究成果発信：中部センター所属の4研究ユニット

で中部センター研究発表会・オープンラボを開催し

31件の研究発表、7件の研究現場の紹介を行い、延

べ人数で109名の参加者があった。「TECH Biz 

EXPO 2019」（来場者10,518名）において、中部セ

ンター研究講演会を開催し、10件の研究講演、成果

などの展示を行い、196名の参加者があった。北陸

地域でのシーズ発信活動として富山市でイノベーシ

ョンシーズ講演会（参加者44名）を開催した。フロ

ンティア材料フェア in 中部では、未来モビリティ材

料に関する講演会、58件のポスター発表などを行い、

延べ376名の参加があった。その他、2018年度の延

べ見学者数は108名に達している。 

②知的財産権取得状況：知的財産権の取得を積極的に

推進し、国内特許62件、外国特許32件を出願した。

技術相談件数は874件あった。 

③連携拠点、連携活動：連携・協力提携協定を締結し

ている名古屋大学および名古屋工業大学それぞれと

連携協議会を開催すると共に、連携強化のため技術

交流会や共同研究構築のための FS 調査研究を実施

した。特に名古屋大学とは、2015年度から全産総

研の事業として実施している。中部地域の公設試験

研究機関とは、産業技術連携推進会議東海・北陸地

域部会の活動を通じ、産総研を中核とした連携を構

築するための活動を展開した。6公設試、4公益法人

の職員を産総研イノベーションコーディネータに委

嘱し、地域企業との連携の強化に努めた。産業界を

はじめとする外部機関との連携も積極的に展開し、

共同研究175件、受託研究27件を行った。 

 当地域のイノベーション創出基盤を強化すること

を目的として中部地域の産学官連携に携わる9機関

が共同運営する「名古屋駅前イノベーションハブ」

で10周年記念講演会を開催、84名の参加があった。 

④人材育成など：連携大学院の拡充強化に努め、8大

学（名古屋大学、名古屋工業大学、岐阜大学、北海

道大学、長岡技術科学大学、大同大学、中部大学、

愛知工業大学）に10名が就任している。また、地域

住民へのアウトリーチ活動として、8月に一般公開

を開催した（参加者2,491名）。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［中部センター］所  長 淡野 正信 

        所長代理 山内 幸彦 

        所長補佐 片桐 泰明 

        上席イノベーションコーディネータ 

             中村 守、飯田 康夫 

        イノベーションコーディネータ 

             吉村 和記 

        産業技術総括調査官 

             （兼）中尾 節男 

        パテントオフィサー 池山 雅美 

  ［産学官連携推進室］室長 兼松  渉 

    ［連携業務グループ］グループ長 杉浦 宏幸 

        ［連携推進グループ］グループ長 

                  （兼）兼松  渉 

  ［研究業務推進部］部長 浦井 聡子 

    ［管理グループ］グループ長 長谷 新司 

    ［会計グループ］グループ長 西田 幸治 

    ［環境安全グループ］グループ長 中島 秀 

   無機機能材料研究部門 

構造材料研究部門 

   磁性粉末冶金研究センター 

   窒化物半導体先進デバイス 

オープンイノベーションラボラトリ 

日本特殊陶業-産総研ﾍﾙｽｹｱ･ﾏﾃﾘｱﾙ連携研究ラボ 

UACJ-産総研ｱﾙﾐﾆｳﾑ先端技術連携研究ラボ 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

９）関西センター（AIST Kansai） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

代表窓口：TEL：072-751-9601、FAX：072-751-9620 

サイト：福井サイト： 

〒910-0102 福井市川合鷲塚町61 

    字北稲田10 福井県工業技術センター内 

   TEL：0776-55-0152 

   大阪大学連携研究サイト： 

   〒565-0871 大阪府吹田市山田丘2-1（P3） 

   大阪大学フォトニクスセンター4階 

   京都大学連携研究サイト： 

   〒606-8501 京都府京都市左京区吉田本町 

   京都大学吉田キャンパス 

国際科学イノベーション棟4階 
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人 員：37名（12名）[153名（128名）＜研究ユニット含＞] 

概 要： 

 関西センターは、旧大阪工業技術研究所、旧電子技

術総合研究所大阪ライフエレクトロニクス研究センタ

ー、旧計量研究所大阪計測システムセンター、旧地質

調査所大阪地域地質センターの4所を母体としている。 

 現在、当センターには、3研究部門・2研究センター

（電池技術研究部門、バイオメディカル研究部門、無

機機能材料研究部門、先進パワーエレクトロニクス研

究センター、サイバーフィジカルセキュリティ研究セ

ンター）が置かれている。 

 関西センターは、持続的発展可能な社会の実現、産

業競争力の強化、地域産業の発展への貢献を目指し、

健康な暮らしを支える技術、豊かな暮らしを創る技術、

安心・安全な暮らしを守る技術の生活に密着する研究

開発を推進している。 

 関西地域は、産業界とアカデミアが集積し、産学官

連携が組みやすい構造にある。この特徴を活かし、産

総研の研究ポテンシャルを地域産業の振興に役立たせ

る連携活動も、積極的に展開している。近畿経済産業

局をはじめ、企業、大学、公的研究機関、自治体、企

業団体や研究開発支援団体などとの交流・連携を深め

ている。 

 産総研の研究活動を紹介するため、「産総研福井サ

イト開設2周年記念講演会」（福井市）、「関西センター

創立100周年記念シンポジウム」（大阪市）、「AIST 関

西懇話会講演会」（2回、大阪市）、「e-テキスタイルの

社会実装に向けた産学官連携シンポジウム」（福井市）、

「第4回電池技術研究部門フォーラム：新電池材料創

出のための研究開発手法」（大阪市）、「テクノブリッ

ジ講演会：ロボット×IoT×AI で加速する地域産業」

（和歌山市）、「産総研テクノブリッジセミナー in 福

井」（福井市）、「次世代ナノテクフォーラム2019：未

来を拓くバイオナノファイバー」（豊中市）、「関西バ

イオ医療研究会講演会」（3回、池田市）などを開催し

た。 

 連携業務の2018年度実績（共同研究132件、技術研

修59件、受託研究32件、国内特許出願（単願37件、

共願25件）、外国特許出願（単願30件、共願65件））

には活発な産学官連携の実態が表われている。 

 また、科学技術の啓蒙普及を主眼に開催した研究所

公開（8月25日：来場者707名）、サイエンスカフェ

（1回：参加者11名）を実施した。毎回多数の参加者

を得ており関西センターに寄せられている期待は大き

い。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

[関西センター] 所  長 角口 勝彦 

        所長代理 栗山 信宏 

         上席イノベーションコーディネータ 

         境 哲男、福井 実 

        イノベーションコーディネータ 

坪田 年、齋藤 俊幸 

 [産学官連携推進室] 

    室長 （兼）中村 徳幸 

    室長代理 木原 和彦 

    総括主幹 田中 隆裕、谷垣 宣孝、 

矢野 伸一、村瀬 至生、 

伊達 正和 

    [連携業務グループ] グループ長 宮下 幸隆 

    [連携推進グループ] グループ長 

（兼）谷垣 宣孝 

  [研究業務推進部] 部長 亀卦川 広之 

    [管理グループ] グループ長 乾 直樹 

    [会計グループ] グループ長 平松 宏之 

    [環境安全グループ] グループ長 小川 正和 

  [電池技術研究部門] 

  [バイオメディカル研究部門] 

  [無機機能材料研究部門] 

  [先進パワーエレクトロニクス研究センター] 

  [サイバーフィジカルセキュリティ研究センター] 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

 

10）中国センター（AIST Chugoku） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒739-0046 広島県東広島市鏡山3-11-32 

代表窓口：TEL：082-420-8230、FAX：082-423-7820 

人 員：13名（4名）[34名（25名）＜研究ユニット含＞] 

概 要： 

 中国センターは、中国地域における中核的な研究拠

点として活動を展開しており、機能化学研究部門では

再生可能資源から高効率かつ低環境負荷で各種の基

礎・機能性化学品を製造し、高度利用するための基盤

技術開発を進めている。特に、化学品製造プロセスの経

済性評価や、機能性材料の合成技術、微生物や酵素を利

用した生産技術などの開発を行っている。また、バイオ

マスの主成分であるセルロースからナノセルロースやバ

イオマスフィラーを製造し、そのポテンシャルを生かし

た樹脂複合材料や高性能材料の開発を行っている。さら

に、バイオベース化学品をはじめとする有機系材料の分

析・評価技術の開発にも取り組んでいる。 

 また、産総研の中国地域におけるイノベーションハ

ブとして、企業の技術相談・支援に注力するとともに、

大学、公設試との連携を推進している。  

 中国センター産学官連携推進室は、地域企業の技術

課題と産総研の研究成果のマッチングの強化などを目

的として、企業訪問やメルマガ発信などを継続して行

っている。また、産総研中国センターシンポジウム、
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産業技術連携推進会議中国地域部会、中国地域産総研

技術セミナー、中国四国地域公設試験研究機関研究者

合同研修会などを開催した。さらに、大学との包括連

携協定に基づき、講演会や連携協議会などを開催した。

また、広島県と連携協定を締結し、実証事業などにお

ける研究支援や県内企業の IoT 化に向けた支援、人材

交流などの検討を開始した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［中国センター］所  長   田澤 真人 

        所長代理   榊 啓二 

        所長補佐   浜本 幸男 

  上席イノベーションコーディネータ 中村 修 

  イノベーションコーディネータ   三島 康史 

  ［中国センター産学官連携推進室］ 

     室  長     須田 洋幸 

  ［中国センター研究業務推進室］ 

     室  長     山口 洋二 

  ［機能化学研究部門］ 

バイオベース材料化学グループ 

   バイオ変換グループ 

   セルロース材料グループ    

 

11）四国センター（AIST Shikoku） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒761-0395 香川県高松市林町2217番地14号 

代表窓口：TEL(087)869-3511、FAX(087)869-3553 

人 員：12名（2名）[33名（23名）＜研究ユニット含＞] 

概 要： 

 四国センターは、1994年7月に香川県が技術・情

報・文化の複合拠点として旧高松空港跡地に整備した

「香川インテリジェントパーク」内に立地し、「研究

拠点」として健康工学研究部門の研究成果や技術を活

用した「健康関連産業の創生」に取り組むとともに、

「連携拠点」として全産総研のポテンシャルを活用し

たものづくり基盤技術力の向上および先端技術の導入

による「ものづくり産業の競争力強化」に取り組んで

いる。 

 健康工学研究部門は「持続可能な社会の中で健康か

つ安全・安心な質の高い生活の実現を目指し、生体工

学、生物学、材料化学、物理学、などの知識や知見を

結集・融合することに人間や生活環境についての科学

的理解を深め、それに基づいて、人と適合性の高い製

品や生活環境を創出するための研究開発を行う。」こ

とをミッションとし、四国センターでは、特に、1）

健康状態の可視化、2）生活環境における健康増進を

戦略課題として、糖尿病などの予知診断のためのバイ

オマーカー測定・診断デバイス開発、感染症の超早期

診断機器の開発、および水中の有害物質の選択的除去

や抗菌成分の長期間放出が可能な材料の開発などに取

り組んでいる。 

 四国地域の企業を中心に組織化した「四国工業研究

会」への研究成果の発信や普及、イノベーションコー

ディネータを中心とした個別企業との対話や技術相談、

テクノブリッジフェアの開催など、四国地域における

工業技術の振興、産業の発展を目指した活動を実施し

た。また、公設試職員に産総研 IC を委嘱して公設試

との連携を強化し、さらに香川県と産総研との包括協

定に基づく、先端技術活用型研究開発支援事業を実施

し、自治体とも共同で産業振興に取り組んだ。 

 「四国地域イノベーション創出協議会」の副事務局

として、産総研と経済局・自治体との情報共有を主と

した連絡会議の開催に加え、産業支援機関などの支援

ツールを活用することで企業の多様なニーズに応える

活動を実施、「高機能素材活用産業創出フォーラム」

および「四国 CNF プラットフォーム」の活動を支援

した。 

 また、“四国産業技術大賞・革新技術賞”として、

技術開発成果が特に優秀であった四国内企業2社の表

彰を実施した。 

 「産業技術連絡推進会議」の四国地域部会食品分析

フォーラム分科会（20の公設試を含む30会員で構成）

では、地域特産食品の機能性成分の分析法を標準化し、

食品商品への機能性成分量表示を図り、わが国の地域

食品関連産業の振興を期することを目的としている。

今年度は、サンポートホール高松にて推進会議を行っ

た。 

 また、食品機能性評価技術研究会（四国4県と和歌

山県の公設試と農研機構で構成）ではセミナーを2回

開催した。さらに、中小製造業の IT 化支援を目的に

産総研で開発されたソフトウェア作成ツール MZ プラ

ットフォームの普及を目的とする活動を2017年より

開始し、今年度は普及活動として愛媛県で講習会を開

催した。 

 12月には、組織や県の枠を越えて、四国内の大学、

公的研究機関、公設試、高専、企業、産業支援機関な

どの研究・開発に携わる人々が一堂に会し、「健康・

介護・食品」と「ものづくり・防災・環境・エネルギ

ー」を中心とする多様な技術シーズを学ぶとともに、

今後の交流のための人的ネットワークを形成すること

を目指した、「四国オープンイノベーションワークシ

ョップ」を徳島市で開催した。 

 産業界向けの講演会として、四国4県の公設試や産

業支援機関の協力のもと「新技術セミナー」を計5回

開催した。青少年に科学技術のおもしろさを体験する

機会を提供し、理解増進を図ることを目的に一般公開

を開催、625名の参加があった。 

 四国センターが代表として申請した地域未来促進法

に基づく四国地域連携支援計画（機能性食品関連分野）
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が3月25日付で承認され、四国地域における23の支援

機関が産学官金で連携して機能性食品関連分野に係る

事業者のビジネスや課題解決を支援していくこととな

った。 

 その他、今までの50年間の活動を記念し、記録とし

て残すことを目的として、「四国センター五十年史」

を刊行した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［四国センター］所  長 田尾 博明 

        所長代理 大家 利彦     

    イノベーションコーディネータ 矢野 哲夫 

  ［産学官連携推進室］ 

       室  長 中田 正人 

  ［研究業務推進室］ 

       室  長 三田 芳弘 

       室長代理 松浦 晃久 

  ［健康工学研究部門］ 

       研究部門長 達 吉郎 

       副研究部門長（兼） 大家 利彦 

     生体ナノ計測研究グループ 

     生活環境制御研究グループ 

     細胞光シグナル研究グループ 

     バイオマーカー診断研究グループ 

  

  （以下、つくばセンター） 

     セラノスティックデバイス研究グループ 

     人工臓器研究グループ 

     生体材料研究グループ 

     界面・材料研究グループ 

 

12）九州センター（AIST Kyushu） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1 

代表窓口：TEL：0942-81-3600、FAX：0942-81-3690 

サイト：福岡サイト： 

    〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東 

    2-13-24（一財）九州産業技術センター内 2F 

    TEL：092-292-5051 

    九州大学連携研究サイト： 

    〒819-0395 福岡県福岡市西区元岡744番地 

    九州大学伊都キャンパスウエスト1号館4階 

人 員：15名（5名）[37名（27名）＜研究ユニット含＞] 

概 要： 

 九州センターは、九州地域におけるオール産総研の

窓口として、「研究拠点」と「連携拠点」の二つの機

能を活用した研究開発とその成果の「橋渡し」に取り

組んでいる。 

 「研究拠点」としては、「製造技術研究部門」の4グ

ループを設置し、スマート製造・製造網の実現に資す

るためのさまざまなセンシングシステム、センサネッ

トワーク技術、データ利用技術の研究開発を推進して

いる。また、「太陽光発電研究センター」の1チームを

設置し、世界で類を見ない23種類以上の太陽電池の屋

外曝露施設の運営により、実環境性能や長期信頼性評

価技術の開発を推進している。 

さらに、2015年12月に開設したミニマルファブシ

ョールームにミニマル BGA パッケージング試作ライ

ンを整備し、2018年9月に｢ミニマル IoTデバイス実証

ラボ｣の活動を開始した（ショールームへの来訪者累

計1,664名；2019年3月末）。ミニマルファブが実用的

な多品種少量生産システムであることを実証するとと

もに九州発の新たなデバイス産業の創出を支援すると

いう当ラボの取り組みを広く周知するため、同年10月

に「ミニマル BGA パッケージング試作ライン オープ

ニング・ワークショップ」を開催し、170名の参加を

得た。 

 ｢連携拠点｣としては、産学官連携推進室を設置し、

九州・沖縄地域の関係機関と密接に連携した事業を推

進している。九州経済産業局、公設試との連携強化に

向けた事業としては、産技連九州・沖縄地域部会など

が一体となって地域企業などへ技術情報提供などを行

う場である「九州・沖縄 産業技術オープンイノベー

ションデー」（11月宮崎市、セミナー来場者：139名）

や、参加者の技術者としての資質の向上と研究者間の

人的ネットワーク形成に資するための「九州・沖縄地

域公設試および産総研九州センター研究者合同研修会」

（8月霧島市、参加者35名）を開催した。また、九州

経済産業局、中小機構九州本部、九州産業技術センタ

ーおよび九州ニュービジネス協議会との5者共同主催

による「産学官交流研究会 博多セミナー」を中小機

構九州本部において毎月第一金曜日に開催し、産学官

の出会いと交流・相談の場を提供した（2018年度の

参加者：延べ825名）。 

 研究成果の橋渡し加速に向けた企業との連携拡大の

場としては、佐賀、長崎、熊本各県の工業連合会会員

企業を対象とした｢両肥ものづくり連携推進フェア｣を

開催し、産総研の成果展示、ラボツアー、理事長との

面談などを行った（9月鳥栖市、参加者133名）。また、

熊本大学主催の「くまもと産業復興支援プロジェクト

フォーラム2019」の中で、ポスター出展とセミナー

を開催した（2月熊本県益城町、セミナー参加者：54

名）。さらに、出前シンポジウムを大分市と熊本市で

開催した（2月、大分市参加者：57名、熊本市参加

者：66名） 

 自治体、大学との連携では、佐賀県から「佐賀県リ

ーディング企業創出支援事業」の委託を受け、4件の

企業との共同開発に取り組んだ。九州大学、佐賀大学

とは連携大学院制度により教員への併任・学生の受け
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入れを行い、また複数の共同研究を行った。 

 さらに、産総研コンソーシアム「製造技術イノベー

ション協議会（5研究会、会員数98）」を運営し、総会

講演会を含む8回の講演会（参加者:延べ204名）を開

催した（注：他の研究会、学会などとの共催を含む）。 

一般向けのイベントとしては、「産総研九州センタ

ー一般公開」（8月鳥栖市、来場者：411名）や、「産総

研サイエンスカフェ in 鳥栖」（2月鳥栖市、来場者：

30名）を開催した。 

--------------------------------------------------------------------------- 

機構図（2019/3/31現在） 

 

［九州センター］ 

       所長          平井 寿敏 

       所長代理        野中 一洋 

       産業技術総括調査官（兼）野中 一洋 

       上席イノベーションコーディネータ 

                 坂本 満 

   イノベーションコーディネータ 

（兼）野中 一洋 

                 上杉 文彦 

                 

   ［産学官連携推進室］ 

       室長          大庭 英樹 

 

   ［研究業務推進室］ 

       室長          戸田 昭彦 

       室長代理        前川 陽 

   ［製造技術研究部門］ 

 

   ［太陽光発電研究センター］  
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◆図書蔵書数 

◆図書蔵書数

蔵書  平成30年度末

蔵書数 製本冊数 蔵書数

購入 寄贈 除籍・移動 計 （冊） 購入 寄贈 除籍・移動 計 （冊） （冊）

北海道センター 外国 0 4 0 4 650 0 0 0 0 0 324

国内 0 169 0 169 1,967 0 52 △ 6 46 44 3,246

計 0 173 0 173 2,617 0 52 △ 6 46 44 3,570

東北センター 外国 0 46 0 46 330 0 15 △ 2 13 0 224

国内 0 87 0 87 1,223 0 7 0 7 0 35

計 0 133 0 133 1,553 0 22 △ 2 20 0 259

つくばセンター

 第２事業所 外国 0 1 0 1 73 0 0 0 0 0 0

国内 3 1 △ 4 0 402 0 0 0 0 0 0

計 3 2 △ 4 1 475 0 0 0 0 0 0

 第３事業所 外国 0 469 0 469 2,463 0 1 △ 2 △ 1 1 455

国内 0 50 0 50 272 0 0 0 0 0 74

計 0 519 0 519 2,735 0 1 △ 2 △ 1 1 529

 第５事業所 外国 0 0 0 0 168 0 0 0 0 0 0

国内 1 0 0 1 816 0 0 0 0 0 0

計 1 0 0 1 984 0 0 0 0 0 0

 第６事業所 外国 0 0 0 0 149 0 0 0 0 0 15,345

国内 1 0 △ 11 △ 10 567 0 1 0 1 0 2,099

計 1 0 △ 11 △ 10 716 0 1 0 1 0 17,444

 第７事業所 外国 57 3,582 △ 57 3,582 89,623 138 12 △ 11 139 184 146,574

国内 0 3,972 △ 123 3,849 78,199 117 186 △ 11 292 459 43,113

計 57 7,554 △ 180 7,431 167,822 255 198 △ 22 431 643 189,687

 東事業所 外国 191 84 0 275 18,479 12 2 0 14 18 37,280

国内 0 171 0 171 14,884 3 53 △ 11 45 55 10,130

計 191 255 0 446 33,363 15 55 △ 11 59 73 47,410

 西事業所 外国 0 86 0 86 8,874 1 0 0 1 166 23,242

国内 0 160 0 160 11,393 0 47 0 47 47 11,400

計 0 246 0 246 20,267 1 47 0 48 213 34,642

中部センター 外国 6 26 △ 201 △ 169 7,270 8 16 △ 1,188 △ 1,164 8 43,366

国内 0 116 0 116 10,202 29 782 0 811 45 12,981

計 6 142 △ 201 △ 53 17,472 37 798 △ 1,188 △ 353 53 56,347

関西センター 外国 21 55 △ 1 75 11,642 9 9 △ 15 3 8 26,662

国内 22 90 0 112 9,436 1 73 △ 195 △ 121 73 6,884

計 43 145 △ 1 187 21,078 10 82 △ 210 △ 118 81 33,546

中国センター 外国 0 0 0 0 1,517 0 14 0 14 0 5,839

国内 0 58 0 58 4,028 0 0 △ 4 △ 4 10 3,074

計 0 58 0 58 5,545 0 14 △ 4 10 10 8,913

四国センター 外国 0 1 0 1 1,569 0 0 0 0 0 6,609

国内 0 36 0 36 3,811 0 0 0 0 0 2,663

計 0 37 0 37 5,380 0 0 0 0 0 9,272

九州センター 外国 0 7 0 7 1,493 0 0 0 0 0 6,191

国内 0 19 0 19 3,131 0 0 0 0 0 1,767

計 0 26 0 26 4,624 0 0 0 0 0 7,958

産総研　合計 外国 275 4,361 △ 259 4,377 144,300 168 69 △ 1,218 △ 981 385 312,111

国内 27 4,929 △ 138 4,818 140,331 150 1,201 △ 227 1,124 733 97,466

計 302 9,290 △ 397 9,195 284,631 318 1,270 △ 1,445 143 1,118 409,577

※産業技術総合研究所全センターで利用可能な電子ジャーナルタイトルは約3,300誌、電子ブックタイトルは約32,700冊

センター・事業所 区分

単行本 雑誌

30年度受入数（冊） 30年度受入数（冊）

 
 

2018年度末

2018年度受入数(冊) 2018年度受入数(冊) 
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Ⅲ．資   料 
 従来の工業技術院年報で大部分を占めていた研究発表、特許登録などのデータは、産業技術総合研究所年報からは、

研究ユニット別の成果などにて記載している。これらのデータは、産業技術総合研究所公式ホームページ

（http://www.aist.go.jp/）データベースにて提供されている。 
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１．研究発表 
  

誌上

発表

口頭

発表

著書・

刊行

物・調

査報告

地球科

学情報

計量技

術情

報・工

業標準

化 

ソフト

ウェア 
データ

ベース 
イベン

ト出展 
プレス

発表
総計

理事 2    2
フェロー 1    1
エネルギー・環境領域研究戦略部 43 28   1 72
創エネルギー研究部門 109 163 10   1 283
電池技術研究部門 67 163 10   17 1 258
省エネルギー研究部門 155 298 14   6 2 475
環境管理研究部門  94 277 10 1   9 2 393
安全科学研究部門 92 253 15 2   6 368
太陽光発電研究センター 135 316 15 1   2 1 470
再生可能エネルギー研究センター 122 204 11 1   4 3 345
先進パワーエレクトロニクス研究センター 68 181 8 3    5 265
生命工学領域研究戦略部 38 159 5   6 208
創薬基盤研究部門 87 133 11   3 2 236
バイオメディカル研究部門 195 346 23  1 24 7 596
健康工学研究部門 79 155 20 4   7 2 267
生物プロセス研究部門 148 245 26   12 6 437
創薬分子プロファイリング研究センター 46 48 1   3 4 102
情報・人間工学領域研究戦略部 22 32   1 55
情報技術研究部門 124 152 4 1   2 283
人間情報研究部門 169 233 9 4   13 1 429
知能システム研究部門 111 170 10 1   6 3 301
自動車ヒューマンファクター研究センター 47 73 6    1 127
ロボットイノベーション研究センター 48 51 2   2 1 104
人工知能研究センター 335 395 22 3  1 12 7 775
サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 35 46 1    82
人間拡張研究センター 33 74 1   4 112
材料・化学領域 6    6
材料・化学領域研究戦略部 14 29 1    1 45
機能化学研究部門 82 180 11 1   7 1 282
化学プロセス研究部門 96 230 12   12 3 353
ナノ材料研究部門 115 201 6   14 8 344
無機機能材料研究部門 133 282 8   32 4 459
構造材料研究部門 92 174 21 6   12 305
触媒化学融合研究センター 76 151 7   5 2 241
ナノチューブ実用化研究センター 20 69 3   2 5 99
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 71 175 9   4 2 261
磁性粉末冶金研究センター 17 47 3    1 68
先端オペランド計測技術オープンイノベーションラボ

ラトリ 
20 27   1 1 49

エレクトロニクス・製造領域研究戦略部 1    1
ナノエレクトロニクス研究部門 188 363 11   6 4 572
電子光技術研究部門 250 414 20 1   33 4 722
製造技術研究部門 117 292 15   15 1 440
スピントロニクス研究センター 44 89 2   1 1 137
フレキシブルエレクトロニクス研究センター 59 117 9 1   8 4 198
先進コーティング技術研究センター 30 87 3   5 2 127
集積マイクロシステム研究センター 64 87 3   9 3 166
窒化物半導体先進デバイスオープンイノベーションラ

ボラトリ 
14 45   2 1 62

地質調査総合センター 2    2
地質調査総合センター研究戦略部 3 2 1 2   32 40
活断層・火山研究部門 112 283 19 36   22 6 478
地圏資源環境研究部門 97 199 15 4   14 329
地質情報研究部門 164 303 20 91 2   32 7 619
地質情報基盤センター 5 16 3 10   12 1 47
計量標準総合センター 1 2 1 1    5
計量標準総合センター研究戦略部 4 1    5
工学計測標準研究部門 83 107 3 15   14 1 223
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誌上

発表
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報・工

業標準
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ソフト

ウェア 
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イベン

ト出展 
プレス

発表
総計

物理計測標準研究部門 144 237 9 23   5 5 423
物質計測標準研究部門 109 260 15 65   3 2 454
分析計測標準研究部門 126 295 15 9 3  5 3 456
計量標準普及センター 6 4 22   9 41
TIA 推進センター 3 5 1    9
評価部 3    3
企画本部 1    1
イノベーション推進本部 376 2 1    379
環境安全本部 2 1    3
総務本部 1   11 12
つくばセンター 1    1
つくば中央第五事業所    1 1
臨海副都心センター 1    1
東北センター 1    1
中部センター 1 4 2    7
関西センター 2 10    12
四国センター 1    1
九州センター 1 1    2

5147 9000 485 144 167 3 2 468 122 15538
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２．兼  業 

2018年度兼業一覧 

()内は役員兼業の数を示している 

所属／依頼元 
高等教育

機関 
公的機関 公益法人 民間企業等 総計 

創エネルギー研究部門 4 2 12 3 21

電池技術研究部門 3 3 8 2 16

省エネルギー研究部門 3 3 23 8 37

環境管理研究部門 14 8 47 5 74

安全科学研究部門 13 10 19 21(1) 63(1)

太陽光発電研究センター 4 3  7

再生可能エネルギー研究センター 6 2 2 2 12

先進パワーエレクトロニクス研究センター 2   2

創薬基盤研究部門 7 1 18 1(1) 27(1)

バイオメディカル研究部門 30 8 18 15(4) 71(4)

健康工学研究部門 9 2 9 3(2) 23(2)

生物プロセス研究部門 8 1 13 2 24

創薬分子プロファイリング研究センター 3 1 8(3) 12(3)

情報技術研究部門 6 4 10 6 26

人間情報研究部門 27 3 30 13(6) 73(6)

知能システム研究部門 21 4 9 5 39

自動車ヒューマンファクター研究センター 7 6 1(1) 14(1)

ロボットイノベーション研究センター 12 3 5(1) 20(1)

人工知能研究センター 20 11 32 22(3) 85(3)

サイバーフィジカルセキュリティ研究センター  1 1

人間拡張研究センター 2 1  1 4

機能化学研究部門 5 3 1(1) 9(1)

化学プロセス研究部門 5 7 1 13

ナノ材料研究部門 5 1 6 2(2) 14(2)

無機機能材料研究部門 7 3 1(1) 11(1)

構造材料研究部門 5 2 1 8

触媒化学融合研究センター 9 3 6  18

ナノチューブ実用化研究センター 1  2 3

機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター 4 5  9

磁性粉末冶金研究センター 1 1  2

ナノエレクトロニクス研究部門 5 3 12 3 23

電子光技術研究部門 6 11 3(2) 20(2)

製造技術研究部門 7 4 4 4 19

スピントロニクス研究センター 1   1

先進コーティング技術研究センター 1 1 1  3

集積マイクロシステム研究センター 1 1   2

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 1   1

活断層・火山研究部門 5 3 2 1 11

地圏資源環境研究部門 11 7  18

地質情報研究部門 10 7  17

地質情報基盤センター 4   4

工学計測標準研究部門 4 1 9 2 16

物理計測標準研究部門 6 2 6 1 15

物質計測標準研究部門 4 1 4 1 10

分析計測標準研究部門 4 6 3(3) 13(3)

地域センター 1 4 19 9 33

本部組織・事業組織・その他 20 16 44 16(2) 96(2)

総計 331 106 428 175 1040 
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３．中長期目標 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッシ

ョン） 

1. 政策体系における産総研の位置付け 

国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下「産総研」

という。）は、鉱工業の科学技術に関する研究開発等の

業務を総合的に行う国立研究開発法人として、経済産業

省がその所掌事務である「民間における技術の開発に係

る環境の整備に関すること」、「鉱工業の科学技術の進

歩及び改良並びにこれらに関する事業の発達、改善及び

調整に関すること」、「地質の調査及びこれに関連する

業務を行うこと」、「計量の標準の整備及び適正な計量

の実施の確保に関すること」を遂行する上で、中核的な

役割を担っている。 

産総研は、この役割を果たすため、①鉱工業の科学技

術に関する研究開発、②地質の調査、③計量の標準の設

定並びに計量器の検定、検査、研究開発、計量に関する

教習、④これらに係る技術指導及び成果普及、⑤技術経

営力の強化に資する人材の養成等の業務を行うこととさ

れている 。 

現下の産業技術・イノベーションを巡る状況を見ると、

これまで我が国企業は世界最高水準の品質の製品を製

造・販売することで世界をリードしてきたが、近年、大

企業においても基礎研究から応用研究・開発、事業化の

全てを自前で対応することは一層難しくなってきている。

他方で、我が国には、まだ事業化に至っていない優れた

技術シーズが数多くある。イノベーションは、技術シー

ズが企業や研究機関など様々な主体の取り組みにより、

事業化に「橋渡し」されることで、初めて生み出される

ものである。その意味で、革新的な技術シーズを迅速に

事業化につなげていくための「橋渡し」機能の強化によ

るイノベーション・ナショナルシステムの構築が、我が

国の産業競争力を決定づける非常に重要な要素となって

いる。 

こうした状況認識の下、経済産業省の産業構造審議会 

産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会の「中間

とりまとめ」（平成26年6月）において我が国のイノベ

ーション・システム構築に向けての提言がなされ、「日

本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日）及び「科学

技術イノベーション総合戦略2014」（平成26年6月24日）

においては、産総研及び新エネルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）において「橋渡し」機能強化に先行

的に取り組み、これらの先行的な取組について、適切に

進捗状況の把握・評価を行い、その結果を受け、「橋渡

し」機能を担うべき他の研究開発法人に対し、対象分野

や各機関等の業務の特性等を踏まえ展開することとされ

た。 

加えて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成

26年12月27日閣議決定）においては、地域イノベーシ

ョンの推進に向けて、公設試験研究機関（公設試）と産

総研の連携による全国レベルでの「橋渡し」機能の強化

を行うこと等を通じて中堅・中小企業が先端技術活用に

よる製品や生産方法の革新等を実現する仕組みを構築す

ることとされた。 

また、地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生

活・社会経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、

国の公共財として国民生活の安全・安心の確保やイノベ

ーション促進、中堅・中小企業のものづくり基盤等、国

民生活や社会経済活動を幅広く支えており、社会資本と

同様に国の責務として整備すべきソフトインフラである。 

現下において、地質情報については、東日本大震災以

降レジリエントな防災・減災機能の強化の必要性が高ま

る中、その重要性が再認識されているところである。ま

た、計量標準については、イノベーション創出の基盤で

あり、昨今の高度化する利用者ニーズへの対応を図るこ

とが求められている。 

さらに、産総研は、「特定国立研究開発法人による研

究開発等の促進に関する特別措置法」（平成28年法律

第43号）により、平成28年10月1日から特定国立研究開

発法人（以下「特定法人」という。）に指定されること

となった。このため、特定法人として、同法の目的であ

る「世界最高水準の研究開発の成果の創出並びにその普

及及び活用の促進を図り、もって国民経済の発展及び国

民生活の向上に寄与する」ことが期待されており、具体

的には、同法に基づき策定された「基本方針」により、

以下を基本的な方向とする取り組み等を特定法人として

進めることが求められている。 

・国家戦略に基づき世界最高水準の研究成果を創出、普

及及び活用の促進、国家的課題の解決を先導 

・我が国全体のイノベーションシステムを強力に牽引す

る中核機関として、産学官の人材、知、資金等の結集

する場の形成を先導 

・制度改革等に先駆的に取り組み、他の国立研究開発法

人をはじめとする研究開発等への波及・展開を先導 

・法人の長の明確な責任の下、迅速、柔軟かつ自主的・

自律的なマネジメントの確保 

 

2. 本中長期目標期間における産総研のミッション 

こうした現下の状況や政府方針を踏まえ、平成27年

度から始まる新たな中長期目標期間における産総研のミ

ッションは以下のとおりとする。 

第一に、産業技術政策の中核的実施機関として、革新

的な技術シーズを事業化につなぐ「橋渡し」の役割を果

たすものとする。この「橋渡し」については、これまで

の産総研における取組方法の変革が求められること、我

が国のイノベーション・システムの帰趨にも影響を与え

うること、所内でも多くのリソースを投入し取り組むこ

とが不可欠であることから、最重要の経営課題と位置づ

けて取り組むべきものである。また、地域イノベーショ

ンの推進に向けて、公設試等とも連携し、全国レベルで
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の「橋渡し」を行うものとする。さらに、産総研が長期

的に「橋渡し」の役割を果たしていくため、将来の橋渡

しの基となる革新的な技術シーズを生み出す目的基礎研

究にも取り組むものとする。 

第二に、地質調査及び計量標準に関する我が国におけ

る責任機関として、今時の多様な利用者ニーズに応える

べく、当該分野における知的基盤の整備と高度化を、国

の知的基盤整備計画に沿って実施するものとする。また、

新規技術の性能・安全性の評価技術や標準化等、民間の

技術開発を補完する基盤的な研究開発等を実施するもの

とする。 

第三に、これらのミッションの達成に当たって、研究

人材の拡充と流動化、育成に努めるとともに、技術経営

力の強化に資する人材の養成を図るものとする。 

 

Ⅱ．中長期目標の期間 

産総研の平成27年度から始まる第4期における中長期

目標の期間は、5年（平成27年4月～令和2年3月）とす

る。 

 

Ⅲ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に

関する事項 

 第4期中長期目標期間においては、研究開発の成果の

最大化その他の業務の質の向上のため、以下のとおり、

「橋渡し」機能の強化及び地質調査、計量標準等の知的

基盤の整備を推進するとともに、これらの実現のため業

務横断的に研究人材の拡充、流動化、育成及び組織の見

直しに取り組むものとする。 

また、産総研の強み等も踏まえ、同期間に重点的に推

進するべき研究開発の方針は、別紙１に掲げるとおりと

するとともに、研究領域を一定の事業等のまとまりと捉

え、評価に当たっては、別紙２に掲げる評価軸等に基づ

いて実施することとする。 

 

1. 「橋渡し」機能の強化 

「橋渡し」機能については、将来の産業ニーズを踏ま

えた目的基礎研究を通じて革新的な技術シーズを次々と

生みだし、これを磨き上げ、さらに橋渡し先として最適

な企業と連携して、コミットメントを得た上で共に研究

開発を進めて事業化にまで繋げることが求められるもの

であり、当該機能は、広範な産業技術の各分野に関して

深い専門的知見と基礎研究から製品化に至る幅広いリソ

ース、産業界をはじめとした関係者との広範なネットワ

ーク、さらに大規模な先端設備等を有する我が国を代表

する総合的な国立研究開発法人である産総研が、我が国

の中核機関となって果たすべき役割である。 

産総研は、これまでも、基礎研究段階の技術シーズを

民間企業等による事業化が可能な段階にまで発展させる

「橋渡し」の役割を、様々な分野で行ってきたところで

あるが、第4期中長期目標期間中にこの「橋渡し」機能

を抜本的に強化することを促すため、同目標期間の終了

時（令和2年3月）までに、受託研究収入等、民間企業

からの資金獲得額を、現行の3倍以上とすることを目標

として掲げ、以下の取り組みを行うものとする。なお、

当該目標の達成に当たっては、大企業と中堅・中小企業

の件数の比率に配慮するものとする。 

民間からの資金獲得目標の達成に向けては、年度計画

に各研究領域の目標として設定するとともに、産総研全

体として目標を達成するための PDCA サイクル等の方

法について、中長期計画に記載するものとする。 

 

【目標】 

本目標期間の終了時（令和2年3月）までに、民間企

業からの資金獲得額として、受託研究収入等を、現行

（46億円／年）の3倍（138億円／年）以上とすること、

及び、産総研が認定した産総研技術移転ベンチャーに対

する民間からの出資額を、現行（3億円／年）の3倍（9

億円／年）以上とすることを最も重要な目標とする。 

【重要度：高】【優先度：高】 

本目標期間における最重要の経営課題である「橋渡し」

に係るものであり、また、我が国のイノベーション・シ

ステムの帰趨にも影響を与えうるものであるため。 

【難易度：高】 

マーケティング力の強化、大学や他の研究機関との連

携強化、戦略的な知的財産マネジメント等を図ることが

必要であり、これまでの産総研における取組方法の変革

が求められるため。 

併せて、一定金額規模以上の橋渡し研究を企業と実施

した案件については、正確な事実を把握し、PDCA サ

イクルの推進を図るため、その後の事業化の状況（件数

等）の把握を行うものとする。 

 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

 「橋渡し」機能を持続的に発揮するには、革新的な

技術シーズを継続的に創出することが重要である。こ

のための目的基礎研究について、将来の産業ニーズや

内外の研究動向を的確に踏まえ、産総研が優先的に取

り組むべきものとなっているかを十分精査して研究テ

ーマを設定した上で、外部からの技術シーズの取り込

みや外部人材の活用等も図りつつ、積極的に取り組む

ものとする。また、従来から行ってきた研究テーマに

ついては、これまで世界トップレベルの成果を生み出

したかという観点から分析・検証して世界トップレベ

ルを担う研究分野に特化するものとする。 

 これにより、将来の「橋渡し」研究に繋がる革新的

な技術シーズを創出するとともに、特定法人の目指す

世界トップレベルの研究機関としての機能の強化を図

るものとする。 

 目的基礎研究の評価に当たっては、研究テーマ設定

の適切性に加え、優れた論文や強い知財の創出（質及
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び量）を評価指標とする。 

 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 将来の産業ニーズや技術動向等を予測し、企業から

の受託研究に結び付くよう研究テーマを設定し、研究

開発を実施するものとする。 

 「橋渡し」研究前期の評価に当たっては、研究テー

マ設定の適切性に加え、強い知財の創出（質及び量）

等を評価指標として設定するものとする。 

 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 「橋渡し」研究後期においては、事業化に向けた企

業のコミットメントを最大限高める観点から、企業か

らの受託研究等の資金を獲得した研究開発を基本とす

るものとする。 

 「橋渡し」研究後期の評価に当たっては、産業界か

らの資金獲得額を評価指標として設定するものとする。 

 

（4）産総研技術移転ベンチャー支援の強化 

先端的な研究成果をスピーディーに社会に出してい

くため、産総研技術移転ベンチャーの創出・支援を進

めるものとする。評価に当たっては産総研技術移転ベ

ンチャーに対する民間からの出資額を評価指標として

設定するものとする。 

 

（5）技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施 

 企業からの技術的な相談に対して、研究開発の実施

による対応のみならず、産総研の技術的なポテンシャ

ルを活かした指導助言等の実施についても、適切な対

価を得つつ積極的に推進するものとする。 

 

（6）マーケティング力の強化 

 橋渡し機能の強化に当たっては、①目的基礎研究を

行う際に、将来の産業や社会ニーズ、技術動向等を予

想して研究テーマを設定する、②「橋渡し」研究前期

を行う際に、企業からの受託に繋がるレベルまで行う

ことを目指して研究内容を設定する、③「橋渡し」研

究後期で橋渡し先を決定する際に、法人全体での企業

からの資金獲得額の目標達成に留意しつつ、事業化の

可能性も含め最も経済的効果の高い相手を見つけ出し

事業化に繋げる、④保有する技術について幅広い事業

において活用を進める、という4つの異なるフェーズ

でのマーケティング力を強化する必要がある。 

 これら4フェーズにおけるマーケティング力を強化

するためには、マーケティングの専門部署による取組

に加え、各研究者による企業との意見交換を通しての

取組、さらには、研究所や研究ユニットの幹部による

潜在的な顧客企業経営幹部との意見交換を通しての取

組が考えられるが、これらを重層的に組合せ、組織的

に、計画的な取組を推進するものとする。 

（7）大学や他の研究機関との連携強化 

 産総研が自ら生み出した技術シーズのみならず、大

学や他の研究機関（大学等）の基礎研究から生まれた

優れた技術シーズを汲み上げ、その「橋渡し」を進め

るべく、優秀な研究者が大学と公的研究機関等、複数

の機関と雇用契約関係を結び、どちらの機関において

も正式な職員として活躍できるクロスアポイントメン

ト制度の導入・活用や、大学等の研究室単位での産総

研への受け入れ、産総研の研究室の大学等への設置に

より、大学等との連携強化を図るものとする。 

 こうしたクロスアポイントメント制度の活用につい

ては、「橋渡し」機能の強化を図る観点に加え、高度

研究人材の流動性を高める観点から重要であることを

踏まえ、積極的な推進を図るものとする。 

 

（8）戦略的な知的財産マネジメント 

 「橋渡し」機能の強化に当たっては、研究開発によ

って得られた知的財産が死蔵されることがなく幅広く

活用され、新製品や新市場の創出に繋がっていくこと

が重要であり、戦略的な知的財産マネジメントが鍵を

握っている。 

 このため、まず優れた研究成果について、特許化す

るか営業秘密 とするかも含め、戦略的に取り扱うこ

ととし、いたずらに申請件数に拘ることなく、質と数

の双方に留意して、「強く広い」知財を取得するもの

とする。 

 また、積極的かつ幅広い活用を促進する観点から、

受託研究の成果も含め、原則として研究を実施した産

総研が知的財産権を所有し、委託元企業に対しては当

該企業の事業化分野における独占的実施権を付与する

ことを基本とする。なお、企業からの受託研究の成果

ではない共通基盤的な技術については非独占実施権を

付与するなどにより活用を図るものとする。 

 さらに、知的財産マネジメントや知的財産権を活用

した事業化に向けた体制整備等、戦略的なマネジメン

トの実現に向けた組織的な取組を行うものとする。 

 

（9）地域イノベーションの推進等 

① 地域イノベーションの推進 

 産総研のつくばセンター及び全国8カ所の地域セン

ターにおいて、公設試等と密接に連携し、地域におけ

る「橋渡し」を推進するものとする。特に、各都道府

県に所在する公設試に産総研の併任職員を配置するこ

となどにより、公設試と産総研の連携を強化し、橋渡

しを全国レベルで行う体制の整備を行うものとする。 

 また、第4期中長期目標期間の早期の段階で、地域

センターごとに「橋渡し」機能の進捗状況の把握・評

価を行った上で、別紙に掲げる重点的に推進するべき

具体の研究開発も踏まえつつ、橋渡し機能が発揮でき

ない地域センターについては、他地域からの人材の異
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動と併せて地域の優れた技術シーズや人材を他機関か

ら補強することにより研究内容の強化を図るものとす

る。その上で、将来的に効果の発揮が期待されない研

究部門等を縮小若しくは廃止するものとする。 

② 福島再生可能エネルギー研究所の機能強化 

 平成26年4月に開所した福島再生可能エネルギー研

究所については、これまで国や福島県の震災復興の基

本方針に基づいて整備が行われてきたところ、エネル

ギー産業・技術の拠点として福島の発展に貢献するた

め、再生可能エネルギー分野における世界最先端で、

世界に開かれた研究拠点を目指し、引き続き当該分野

に関する研究開発に注力するものとする。また、地元

企業が有する技術シーズ評価を通じた技術支援及び地

元大学等との連携による産業人材育成に取り組むこと

により、地元企業等への「橋渡し」を着実に実施する

とともに、全国レベルでの「橋渡し」を推進するもの

とする。さらに、発電効率の極めて高い太陽電池や世

界第3位の地熱ポテンシャル国であることを活かした

大規模地熱発電、再生可能エネルギーの変動を大幅緩

和するエネルギー貯蔵システム等の再生可能エネルギ

ーに関する世界最先端の研究開発・実証拠点を目指し

強化を図るものとする。強化に当たっては、東日本大

震災復興関連施策の動向等を踏まえつつ、それまでの

取組の成果を評価した上で、平成27年度中にその具

体的な強化内容を明らかとし、残りの中長期目標期間

において取り組むものとする。 

 

（10）世界的な産学官連携拠点の形成 

 世界的な競争が激しく、大規模な投資が不可欠とな

る最先端の設備環境下での研究が重要な戦略分野につ

いては、国内の産学官の知を糾合し、事業化への「橋

渡し」機能を有する世界的な産学官連携拠点の形成を、

産総研を中核として進め、国全体として効果的かつ効

率的な研究開発を推進するものとする。 

 特に、オープンイノベーションに繋がる研究開発の

推進拠点である TIA については、融合領域における

取組や産業界への橋渡し機能の強化等により、一層の

強化を図るものとする。 

 

（11）「橋渡し」機能強化を念頭に置いた研究領域・研

究者の評価基準の導入 

 「橋渡し」研究では事業化に向けた企業のコミット

メント獲得が重要であることから、「橋渡し」研究を

担う研究領域の評価を産総研内で行う場合には、産業

界からの資金獲得の増加目標の達成状況を最重視して

評価し、資金獲得金額や受託件数によって、研究資金

の配分を厚くするなどのインセンティブを付けるもの

とする。但し、公的研究機関としてのバランスや長期

的な研究開発の実施を確保する観点から、インセンテ

ィブが付与される産業界からの資金獲得金額や受託件

数に一定の限度を設けることも必要である。また、具

体的な評価方法を定めるにあたっては、一般に一社当

たりの資金獲得金額は小さい一方、事業化に関しては

大企業以上に積極的である中堅・中小企業からの受託

研究等の取り扱いや、研究分野毎の特性に対する考慮

などを勘案した評価方法とすることが必要である。 

 他方、研究領域内の各研究者の評価については、目

的基礎研究や「橋渡し」研究前期で革新的な技術シー

ズの創出やその磨き上げに取組む研究者と、「橋渡し」

研究後期で個別企業との緊密な関係の下で研究開発に

従事する研究者がおり、研究段階によっては論文や特

許が出せない場合もあること等を踏まえる必要がある。

このため、目的基礎研究は優れた論文や強い知財の創

出（質及び量）、「橋渡し」研究前期は強い知財の創

出（質及び量）等、「橋渡し」研究後期は産業界から

の資金獲得を基本として評価を行うなど、各研究者が

意欲的に取り組めるよう、各研究者の携わる研究段

階・研究特性を踏まえて適切な評価軸の設定等を通じ

てインセンティブ付与を行い、結果として、研究領域

全体として効果的な「橋渡し」が継続的に実施される

よう努めるものとする。 

 

1. 地質調査、計量標準等の知的基盤の整備 

我が国の経済活動の知的基盤である地質調査や計量標

準等は、資源確保に資する探査・情報提供や産業立地に

際しての地質情報の提供、より正確な計測基盤を産業活

動に提供する等の重要な役割を担っており、我が国にお

ける当該分野の責任機関として、これらの整備と高度化

を通じて我が国の産業基盤を引き続き強化するものとす

る。 

その際、他の研究機関等との連携も積極的に図るとと

もに、国の知的基盤整備計画に基づいて知的基盤の整備

を進め、その取組状況等を評価する。その評価に当たっ

ては、PDCA サイクル等の方法について、中長期計画

に記載するものとする。 

こうした業務への貢献を産総研内で評価する場合には、

「橋渡し」とは異なる評価をしていくことが必要かつ重

要であり、各ミッションに鑑み、最適な評価基準を適用

するものとする。 

【目標】 

国の知的基盤整備計画に基づき知的基盤の整備を進め

る。 

【重要度：高】【優先度：高】【難易度：中】 

地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生活・社会

経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、産総研

は我が国における責任機関として知的基盤整備計画に基

づく着実な取組が求められているため。 

 

2. 業務横断的な取組 

（1）研究人材の拡充、流動化、育成 
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 上記1．及び2．に掲げる事項を実現するとともに、

技術経営力の強化に資する人材の養成を図るため、以

下の取り組みにより、研究人材の拡充と流動化、育成

に努めるものとする。 

 第一に、橋渡し研究の実施はもとより、目的基礎研

究の強化の観点からも、優秀かつ多様な若手研究者の

確保・活用は極めて重要であり、クロスアポイント制

度や大学院生等を研究者として雇用するリサーチアシ

スタント（RA）制度の積極的かつ効果的な活用を図

ることとする。また、現在、新規研究者採用において

は、原則として任期付研究員として採用し、一定の研

究経験の後に、いわゆるテニュア審査を経て定年制研

究員とするとの運用がなされているが、採用制度の検

討・見直しを行い、優秀かつ多様な若手研究者の一層

の確保・活用に向けた仕組みの構築を進めるものとす

る。 

 さらに、産総研における研究活動の活性化に資する

だけでなく、民間企業等への人材供給を目指し、実践

的な博士人材等の育成に積極的に取組むものとする。

具体的には、産総研イノベーションスクールの実施や

リサーチアシスタント（RA）制度の積極活用等を通

して、産業界が関与するプロジェクト等の実践的な研

究開発現場を経験させるとともに、事業化に係る人材

育成プログラムなどを活用することによって、イノベ

ーションマインドを有する実践的で高度な博士研究人

材等の育成を進めるものとする。 

 第二に、特に、「橋渡し」機能の強化に向けたマー

ケティング機能強化に当たっては、内部人材の育成に

加え、企業等外部人材を積極的に登用するものとする。 

 第三に、「橋渡し」研究能力やマーケティング能力

を有する職員の重要性が増大する中、こうした職員の

将来のキャリアパス構築も重要であり、優れた「橋渡

し」研究能力やマーケティング能力を有する職員につ

いては、60歳を超えても大学教員になる場合と比べ

遜色なく、その能力と役割を正当に評価した上で処遇

を確保する人事制度等の環境整備を進めるものとする。 

 第四に、ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女

がともに育児や家事負担と研究を両立するための具体

的な方策、女性の登用目標や必要に応じた託児施設等

の整備等を含む具体的なプログラムの策定等を行い、

女性のロールモデルの確立と活用を飛躍的に増大させ

るための環境整備に取組むものとする。 

 

（2）組織の見直し 

 上記に掲げる事項を実現するため、本部組織と各研

究領域等との役割・責任関係のあり方も含め、現在の

組織・制度をゼロベースで見直し、目的基礎研究から

実用化までの「橋渡し」を円滑かつ切れ目無く実施す

るため、研究領域を中心とした最適な研究組織を構築

する。 

 「橋渡し」機能を強化するには、中核となる研究者

を中心に、チームとして取り組む体制づくりも重要で

あり、支援体制の拡充を図るとともに的確なマネジメ

ントが発揮できる環境を整備するものとする。 

 また、産学官連携や知財管理等に係るイノベーショ

ン推進本部等の本部組織についても、研究領域との適

切な分担をし、産総研全体として「橋渡し」機能の強

化に適した体制に見直すこととする。「橋渡し」の一

環で実施する産学官連携等については、産業界のニー

ズ把握と大学等の有する技術シーズの分析を行い、そ

れらのマッチングにより課題解決方策の検討と研究推

進組織に対して、研究計画の設計まで関与できる専門

人材を強化するものとする。 

 

（3）特定法人として特に体制整備等を進めるべき事項 

① 法人の長のマネジメントの裁量の確保・尊重 

法人の長が国内外の諸情勢を踏まえて法人全体の見

地から迅速かつ柔軟に運営・管理することが可能な体

制を確保するものとする。 

② 世界最高水準の研究開発等を実施するための体制の

強化 

〇 国際的に卓越した能力を有する人材を確保・育成

するための体制 

優れた若手、女性、外国人研究者を積極的に登用

し、世界最高水準で挑戦的な研究開発を担う体制を

整備するものとする。 

〇 研究者が研究開発等の実施に注力するための体制 

研究者の研究上の定型作業、施設・整備の維持管

理、各種事務作業に係る負担を軽減し、研究に専念

できる環境を確保するための体制を整えるものとす

る。 

〇 国内外機関との産学官連携・協力の体制や企画力

の強化 

世界最高水準の研究開発成果の創出、成果の「橋

渡し」の実現に向け、大学、産業界及び海外の研究

開発機関等との連携・協力を推進するものとする。

また、外部との連携や技術マーケティング等にも総

合的に取り組むための企画・立案機能の強化等を図

るものとする。 

〇 国際標準化活動を積極的に推進するための体制 

技術的知見が活用できるテーマであり、かつ、戦

略的に重要な研究開発テーマや産業横断的なテーマ

について、民間企業等と連携して国際標準化活動を

推進するための体制を整備するものとする。 

③ 適正な研究開発等の実施を確保するための体制の充

実 

国民の負託を受けて信頼ある研究開発を実施してい

くために、国の指針等を踏まえ、適切な法令遵守・リ

スク管理体制を適切に構築し、その実施状況について

適切な方法により社会に発信するものとする。 
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Ⅳ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

1. 究施設の効果的な整備と効率的な運営 

我が国のオープンイノベーションを推進する観点、さ

らには「橋渡し」機能の強化を図る観点から、産学官が

一体となって研究開発を行うための施設や仕組み等を含

め戦略的に整備・構築するとともに、それら施設等の最

大限の活用を推進するものとする。 

 

2. PDCA サイクルの徹底 

各事業については厳格な評価を行い、不断の業務改善

を行うものとする。評価に当たっては、外部の専門家・

有識者を活用するなど適切な体制を構築するものとする。

また、評価結果をその後の事業改善にフィードバックす

るなど、PDCA サイクルを徹底するものとする。 

 

3. 適切な調達の実施 

調達案件については、主務大臣や契約監視委員会によ

るチェックの下、一般競争入札を原則としつつも、随意

契約できる事由を会計規程等において明確化し、公正

性・透明性を確保しつつ、合理的な調達を実施するもの

とする。 

 

4. 業務の電子化に関する事項 

 電子化の促進等により事務手続きの簡素化・迅速化を

図るとともに、利便性の向上に努めることとする。また、

幅広い ICT 需要に対応できる産総研内情報ネットワー

クの充実を図ることとする。情報システム、重要情報へ

の不正アクセスに対する十分な強度を確保するとともに、

震災等の災害時への対策を確実に行うことにより、業務

の安全性、信頼性を確保することとする。 

 

5. 業務の効率化 

運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加され

るもの、拡充分等は除外した上で、一般管理費（人件費

を除く。）及び業務経費（人件費を除く。）の合計につ

いて前年度比1.36 %以上の効率化を図るものとする。

ただし、平成27年度及び平成28年度においては、平成

27年4月に定めた業務の効率化「一般管理費は毎年度

3%以上を削減し、業務費は毎年度1%以上を削減するも

のとする。」に基づく。 

なお、人件費の効率化については、政府の方針に従い、

必要な措置を講じるものとする。給与水準については、

ラスパレイス指数、役員報酬、給与規定、俸給表及び総

人件費を公表するとともに、国民に対する説明責任を果

たすこととする。 

 

Ⅴ．財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金を充当して行う事業については、本中長

期目標で定めた事項に配慮した中長期計画の予算を作成

し、効率的に運営するものとし、各年度期末における運

営費交付金債務に関し、その発生要因等を厳格に分析し、

減少に向けた努力を行うこととする。また、保有する資

産については、有効活用を推進するとともに、不断の見

直しを行い保有する必要がなくなったものについては廃

止等を行う。 

さらに、適正な調達・資産管理を確保するための取組

を推進することとし、「平成25年度決算報告」（平成

26年11月7日会計検査院）の指摘を踏まえた見直しを行

うほか、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

（平成25年12月24日閣議決定）等既往の閣議決定等に

示された政府方針に基づく取組について、着実に実施す

るものとする。特に、「独立行政法人改革等に関する基

本的な方針」において、「法人の増収意欲を増加させる

ため、自己収入の増加が見込まれる場合には、運営費交

付金の要求時に、自己収入の増加見込額を充てて行う新

規業務の経費を見込んで要求できるものとし、これによ

り、当該経費に充てる額を運営費交付金の要求額の算定

に当たり減額しないこととする。」とされていることを

踏まえ、本中長期目標の考え方に従って、民間企業等か

らの外部資金の獲得を積極的に行う。 

 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要事項 

上記のほか、産総研の運営を一層効果的かつ効率的に

するとともに、適切な運営の確保に向けた見直しとして、

以下等の取組を行うものとする。 

 

1. 広報業務の強化 

産総研の研究成果の効率的な「橋渡し」を行うために

も、産総研の主要なパートナーである産業界に対して、

活動内容や研究成果等の「見える化」を的確に図ること

が重要であり、広報業務の強化に向けた取組を行うもの

とする。また、「橋渡し」のための技術シーズの発掘や

産学官の連携強化等の観点からも、大企業、中小企業、

大学・研究機関、一般国民等の様々なセクターに対して

産総研の一層の｢見える化｣につながる取組を強化するも

のとする。 

 

2. 業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの

推進 

産総研が、その力を十分発揮し、ミッションを遂行す

るに当たっては、調達・資産管理、研究情報管理、労務

管理、安全管理などを含む業務全般や公正な研究の実施

について、その適正性が常に確保されることも必要かつ

重要である。このため、研究者中心の組織において業務

が適正に執行されるよう、業務執行ルールの不断の見直

しに加え、当該ルールの周知徹底、事務職員による研究

者への支援・チェックの充実、包括的な内部監査等を効

率的・効果的に実施するものとする。 

また、コンプライアンスは、産総研の社会的な信頼性

の維持・向上、研究開発業務等の円滑な実施の観点から
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継続的に確保されていくことが不可欠であり、昨今その

重要性が急速に高まっている。こうした背景やこれまで

の反省点等も踏まえ、コンプライアンス本部長たる理事

長の指揮の下、予算執行及び研究不正防止を含む産総研

における業務全般の一層の適正性確保に向け、厳正かつ

着実にコンプライアンス業務を推進するものとする。 

さらに、「橋渡し」機能を抜本的に強化していくに当

たっても、適切な理由もなく特定企業に過度に傾注・依

存することは避ける必要がある。このため、国内で事業

化する可能性が最も高い企業をパートナーとして判断で

きるような適切なプロセスを内部に構築するとともに、

コンプライアンス遵守に向けた体制整備等、ガバナンス

の強化を図るものとする。 

 

3. 情報セキュリティ対策等の徹底による研究情報の保

護 

 これまでと同様に電子化による業務効率化を推進する

こととするが、「サイバーセキュリティ戦略について」

（平成27年9月4日閣議決定）を踏まえ、研究情報等の

重要情報を保護する観点から、外部の専門家の知見を活

用しつつ、情報セキュリティの確保のための対策を徹底

するものとする。また、営業秘密の特定及び管理を徹底

するものとする。 

 

4. 内部統制に係る体制の整備 

 内部統制については、法人の長によるマネジメントを

強化するための有効な手段の一つであることから、「独

立行政法人の業務の適性を確保するための体制等の整備」

（平成26年11月28日付け総務省行政管理局長通知）等

に通知した事項を参考にしつつ、必要な取組を推進する

ものとする。 

 

5. 情報公開の推進等 

 適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、

適切かつ積極的に情報の公開を行うとともに、個人情報

の適切な保護を図る取組を推進するものとする。具体的

には、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律」（平成13年12月5日法律第140号）及び「個人情報

の保護に関する法律」（平成15年5月30日法律第57号）

に基づき、適切に対応するとともに、職員への周知徹底

を行うものとする。              

 

（別紙1）第4期中長期目標期間において重点的に推進

するべき具体の研究開発の方針 

 

【エネルギー・環境領域】 

○新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

 太陽光についてはコスト低減と信頼性向上を実現する

とともに、複合化や新概念に基づく革新太陽電池の創出

を図るものとする。また、再生可能エネルギー大量導入

のためのエネルギーネットワーク技術、さらには大規模

地熱利用技術等にも取り組むものとする。 

 

○エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発 

 再生可能エネルギー等を効率良く水素等の化学エネル

ギー源に変換し貯蔵・利用する技術を開発すると共に、

電源の多様化にむけた車載用、住宅用、産業用の蓄電技

術を開発するものとする。 

 

○エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発 

 省エネルギー社会を実現するために、ワイドギャップ

半導体パワーエレクトロニクス技術、熱エネルギーの利

用技術、自動車用エンジンの高効率燃焼技術等を開発す

るものとする。 

 

○エネルギー資源を有効活用する技術の開発 

 メタンハイドレート等のエネルギー資源の有効利用に

かかわる技術を開発するものとする。 

 

○環境リスクを評価・低減する技術の開発 

 産業と環境が共生する社会の実現に向けて、ナノ材料

等の環境リスクを分析、評価する技術、レアメタル等の

資源循環を進める技術並びに、産業保安を確保するため

の技術を開発するものとする。 

 

【生命工学領域】 

○創薬基盤技術の開発 

 創薬のリードタイムを短縮するために、古典的新薬探

索から脱却し、短時間に低コストで成功率の高い創薬プ

ロセスを実現する創薬最適化技術、ゲノム情報解析技術、

バイオマーカーによる疾病の定量評価技術などの新しい

創薬の基盤となる技術を開発するものとする。 

 

○医療基盤・ヘルスケア技術の開発 

 豊かで健康なライフスタイル実現のために、再生医療

等の基盤となる細胞操作技術と幹細胞の標準化を行うも

のとする。また、健康状態を簡便に評価できる技術の開

発を行うとともに、生体適合性の高い医療材料や医療機

器の研究開発を行うものとする。 

 

○生物機能活用による医薬原材料等の物質生産技術の開

発 

 遺伝子組換え技術を用いて微生物や植物の物質生産機

能を高度化し、医薬原材料等の有用物質を効率的に生産

する技術を開発するものとする。 

 

【情報・人間工学領域】 

○ビッグデータから価値を創造する人工知能技術の開発 

 ビッグデータの分析・試験・評価による知的なサービ

ス設計等を支援するため、脳のモデルに基づく人工知能
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技術や人工知能の活用を促進するプラットフォーム技術

など、人工知能が効率良く新たな価値を共創する技術を

開発するものとする。 

 

○産業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジ

カルシステム技術の開発 

 ひと、もの、サービスから得られる情報を融合し、産

業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジカル

システムを実現する統合クラウド技術や軽量でスケーラ

ブルなセキュリティ技術、そこから得られるデータをサ

ービスの価値に繋げる技術などを開発するものとする。 

 

○快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価技術の

開発 

 人間の生理・認知・運動機能などのヒューマンファク

ターを明らかにし、安全で快適な社会生活を実現するた

め、自動車運転状態をはじめとする人間活動の測定評価

技術を開発するものとする。また、人間の運動や感覚機

能を向上させる訓練技術の研究開発を行うものとする。 

 

○産業と生活に革命的変革を実現するロボット技術の開

発 

 介護サービス、屋内外の移動支援サービス、製造業な

ど様々な産業においてロボットによるイノベーションの

実現をめざし、人間共存型産業用等のロボットや評価基

準・評価技術などの関連技術を開発するものとする。ま

た、環境変化に強く自律的な作業を実現するロボット中

核基盤技術を開発するものとする。 

 

【材料・化学領域】 

○グリーンサステイナブルケミストリーの推進 

 再生可能資源等を用いて、高効率かつ低環境負荷で、

各種の基礎及び機能性化学品を製造し、高度利用するた

めの基盤技術を確立するものとする。また、空気を新た

な資源として利用可能な触媒技術の開発にも取り組むも

のとする。 

 

○化学プロセスイノベーションの推進 

 各種の基礎及び機能性化学品等の製造プロセスの高効

率化・省エネルギー化を実現するための化学プロセス技

術を開発するものとする。また、高温・高圧等の特異な

反応場を積極的に利活用し、精密な制御が可能な新しい

化学プロセス技術を開発するものとする。 

 

○ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発とその応

用技術の開発 

 ナノカーボン高効率合成およびナノカーボン複合材料

製造技術等、ナノ材料のナノ構造精密制御技術や複合化

技術、及び先端計測技術を開発するものとする。また、

材料・デバイス開発促進のために、高度な計測技術、理

論・計算シミュレーションを利用した材料開発を行うも

のとする。 

 

○新たなものづくり技術を牽引する無機機能材料の開発 

 無機系新素材の創製とスケールアップ製造技術及び部

材化技術を開発し、資源制約の少ない元素だけを使った

高耐熱磁石等の、耐環境性および信頼性に優れた各種の

産業部材を提供するものとする。 

 

○省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材料と部材

の開発 

 省エネルギー社会構築を目指し、軽量構造材料などの

設計やプロセス技術の開発によって、輸送機器の軽量化

に資する構造部材、ならびに広い温度領域を想定し、各

温度領域に適した熱制御部材を開発するものとする。 

 

【エレクトロニクス・製造領域】 

○情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技

術の開発 

 情報データの処理量や通信量の増加に対応するため、

省電力で高性能な IT 機器を実現する情報処理・記憶デ

バイス技術とその集積化技術、あるいはフォトニクス関

連技術等を開発するものとする。更なる高性能化に向け

たポストスケーリング集積化技術の確立や新しい情報処

理技術の創出を目指すものとする。 

 

○もののインターネット化に対応する製造およびセンシ

ング技術の開発 

 社会インフラや生産設備の維持管理を効率化・高度化

させるために、あるいは安全な社会生活を実現するため

に、新たなセンシング技術、センサネットワーク技術、

収集データ利用技術などを開発するものとする。 

 

○ものづくりにおける産業競争力強化のための設計・製

造技術の開発 

 産業や社会の多様なニーズに対応した製品を省エネ、

省資源、低コストで製造するために、設計マネジメント

技術、印刷デバイス技術、ミニマルファブ技術、複合加

工技術などを開発するものとする。製品の更なる高付加

価値化を目指し、高機能フレキシブル電子材料等の新材

料、機能発現形成型技術等を開発するものとする。 

 

○多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与技術の開

発 

 パワーモジュール、燃料電池、構造材料等、種々の産

業用部材、基材に対し自在なコーティングを可能とする

ために、コーティング技術を高度化するものとする。 

 

【地質調査】 

○地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の整
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備 

 我が国の知的基盤整備計画に基づいて、国土およびそ

の周辺海域の地質図、地球科学基本図のための地質調査

を系統的に実施し、地質情報を整備するものとする。 

 

○レジリエントな社会基盤の構築に資する地質の評価 

 国および地域の防災等の施策策定に役立てるために、

地震・火山活動および長期地質変動に関する調査と解明

を行い、地質災害リスクの予測精度向上のための技術を

開発するものとする。 

 

○地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発 

 国の資源エネルギー施策立案や産業の持続的発展に役

立てるために、地下資源のポテンシャル評価および地圏

環境の利用と保全のための調査を行い、そのための技術

を開発するものとする。 

 

○地質情報の管理と社会利用促進 

 国土の適切な利用と保全などを目指して、地質情報や

地質標本を体系的に管理するとともに、効果的に成果を

発信することにより、地質情報の社会利用を促進するも

のとする。 

 

【計量標準】 

○計量標準の整備と利活用促進 

 知的基盤整備計画に基づき、物理標準と標準物質の整

備を行うとともに、計量標準の利活用を促進するため、

計量標準トレーサビリティシステムの高度化を進めるも

のとする。さらに、単位の定義改訂に対応するなどの次

世代計量標準の開発を推進するものとする。 

 

○法定計量業務の実施と人材の育成 

 計量法の適切な執行のため、特定計量器の基準器検査、

型式承認試験等の試験検査・承認業務を着実に実施する

とともに、計量教習などにより人材育成に取り組むもの

とする。さらに、新しい技術に基づく計量器の規格策定

等にも積極的な貢献を図るものとする。 

 

○計量標準の普及活動 

 中小企業なども計量標準の利活用ができるよう環境を

整備し、情報提供や相談などにより計量標準の普及に取

り組むものとする。また、計量標準の管理・供給、国際

計量標準と工業標準への貢献及び計量標準供給制度への

技術支援を行うものとする。 

 

○計量標準に関連した計測技術の開発 

 計量標準に関連した計測・分析・解析手法及び計測機

器、分析装置の開発、高度化を行うものとする。また、

計量に係るデータベースの整備、高度化に取り組むもの

とする。 
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（別紙２）国立研究開発法人産業技術総合研究所における評価軸 

 研究領域等 評価軸 関連する評価指標、モニタリング指標 

橋渡し」機

能の強化 

エネルギ

ー・環境領

域 

○革新的技術シーズを事業化につ

なげる橋渡し研究が実施できて

いるか。 

 

 

 

 

 

（目的基礎研究） 

○将来の橋渡しの基となる革新的

な技術シーズを生み出す目的基

礎研究に取り組んでいるか。 

 

 

 

（「橋渡し」研究前期） 

○民間企業との受託研究等に結び

つく研究開発に取り組んでいる

か。 

 

 

 

（「橋渡し」研究後期） 

○民間企業のコミットメントを最

大限高めて研究開発に取り組ん

でいるか。 

・民間からの資金獲得額（評価指標） 

・大企業と中堅・中小企業の研究契約件数の比率

（モニタリング指標） 

・技術的指導助言等の取組状況（モニタリング指

標） 

・マーケティングの取組状況（モニタリング指標）

・研究人材の育成等の取組状況（モニタリング指

標） 

・国際標準化活動の取組状況（モニタリング指標）

 

（目的基礎研究） 

・テーマ設定の適切性（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果（評価指標） 

・論文の合計被引用数（評価指標） 

・論文数（モニタリング指標） 

・大学や他の研究機関との連携状況（モニタリング

指標） 等 

 

（「橋渡し」研究前期） 

・テーマ設定の適切性（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果（評価指標） 

・知的財産創出の質的量的状況（評価指標） 

・戦略的な知的財産マネジメントの取組状況（モニ

タリング指標） 等 

 

（「橋渡し」研究後期） 

・民間からの資金獲得額（評価指標）【再掲】 

・具体的な研究開発成果（評価指標） 等 

生命工学領

域 

情報・人間

工学領域 

材料・化学

領域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

地質調査 

計量標準 

（その他本

部機能等） 

○戦略的な知的財産マネジメント

に取り組んでいるか。 

○公設試等と密接に連携し、地域

における「橋渡し」機能の強化

に取り組んでいるか。 

○世界的な産学官連携拠点の形成

及び活用がなされているか。 

○優秀かつ多様な研究者の確保が

図られているか。 

〇産総研技術移転ベンチャーへの

支援強化が図られているか。 

・戦略的な知的財産マネジメントの取組状況（モニ

タリング指標） 

 
・公設試等との連携の取組状況（モニタリング指

標） 
 

 

 

・産学官連携拠点の形成の取組状況（モニタリング

指標） 
 

 

・採用及び処遇等に係る人事制度の整備状況（モニ

タリング指標） 

・民間からの出資額（評価指標） 等 

 

地質調査、

計量標準等

の知的基盤

の整備 

地質調査 

○国の知的基盤整備計画に基づい

て着実に知的基盤の整備に取り

組んでいるか。 

・地質図・地球科学図等の整備状況（評価指標） 

・地質情報の普及活動の取組状況（モニタリング指

標） 

計量標準 

○国の知的基盤整備計画に基づい

て着実に知的基盤の整備に取り

組んでいるか。 

○計量法に係る業務を着実に実施

しているか。 

・計量標準及び標準物質の整備状況（評価指標） 

・計量標準の普及活動の取組状況（モニタリング指

標） 

 

 

・計量法に係る業務の実施状況（評価指標） 
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業務横断的な取組 

○技術経営力の強化に資する人材

の養成に取り組んでいるか。 

※この他の事項については、「「橋

渡し」機能の強化」において評

価を実施するものとする。 

・産総研イノベーションスクール及びリサーチアシ

スタント制度の活用等による人材育成人数（評価

指標） 
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４．中長期計画、年度計画 

【第4期中長期計画】 

 国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総

研」という。）は、平成13年4月の発足以来、基礎的研

究の成果を「製品化」に繋ぐ役割を担い、基礎的研究か

ら実用化研究まで一体的かつ連続的に取り組んできた。

同時に、研究分野や研究拠点の枠にとらわれることなく

全産総研の視点から人材、施設・設備、予算等の研究資

源を最適化し、社会的・政策的課題に応じて研究実施体

制を見直すなど、イノベーション創出と業務の効率化を

進めてきた。結果として、産総研の技術シーズに基づい

た社会インパクトのあるいくつかの実用化事例も創出し

てきているが、数多くの革新的技術シーズを事業化にま

でつなげるため、更なる強化を図る必要がある。 

 現下の産業技術・イノベーションを巡る状況を見ると、

これまで我が国企業は世界最高水準の品質の製品を製

造・販売することで世界をリードしてきたが、近年、大

企業においても基礎研究から応用研究・開発、事業化の

全てを自前で対応することは一層難しくなってきている。

さらに技術の複雑化、高度化、短サイクル化が加わるな

ど、産業技術・イノベーションを取り巻く世界的潮流は

大きく変化している。他方で、我が国にはまだ事業化に

至っていない優れた技術シーズが数多くある。イノベー

ションは、技術シーズが企業や研究機関など様々な主体

の取り組みにより、事業化に「橋渡し」されることで、

初めて生み出されるものである。その意味で、革新的な

技術シーズを迅速に事業化につなげていくための「橋渡

し」機能の強化によるイノベーション・ナショナルシス

テムの構築が、我が国の産業競争力を決定づける非常に

重要な要素となっている。 

 こうした中、我が国としても「橋渡し」機能の抜本的

強化が必要との認識の下、経済産業省の産業構造審議会 

産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会の「中間

とりまとめ」（平成26年6月）において我が国のイノベ

ーションシステム構築に向けての提言がなされ、「日本

再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日）及び「科学技

術イノベーション総合戦略2014」（平成26年6月24日）

においては、産総研及び新エネルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）において「橋渡し」機能強化に先行

的に取り組み、これらの先行的な取り組みについて、適

切に進捗状況の把握・評価を行い、その結果を受け、

「橋渡し」機能を担うべき他の研究開発法人に対し、対

象分野や各機関等の業務の特性等を踏まえ展開すること

とされている。 

 加えて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成

26年12月27日閣議決定）においては、地域イノベーシ

ョンの推進に向けて、公設試験研究機関（公設試）と産

総研の連携による全国レベルでの「橋渡し」機能の強化

を行うこと等を通じて中堅・中小企業が先端技術活用に

よる製品や生産方法の革新等を実現する仕組みを構築す

ることとされている。 

 また、地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生

活・社会経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、

国の公共財として国民生活の安全・安心の確保やイノベ

ーション促進、中堅・中小企業のものづくり基盤等、国

民生活や社会経済活動を幅広く支えており、社会資本と

同様に国の責務として整備すべきソフトインフラである。 

 中でも地質情報については、東日本大震災以降レジリ

エントな防災・減災機能の強化の必要性が高まる中、そ

の重要性が再認識されているところである。また、計量

標準については、イノベーション創出の基盤であり、昨

今の高度化する利用者ニーズへの対応を図ることが求め

られている。 

 さらに、産総研は、「特定国立研究開発法人による研

究開発等の促進に関する特別措置法」（平成28年法律第

43号）により、平成28年10月1日から特定国立研究開発

法人（以下「特定法人」という。）に指定されることと

なった。このため、特定法人として、同法の目的である

「世界最高水準の研究開発の成果の創出並びにその普及

及び活用の促進を図り、もって国民経済の発展及び国民

生活の向上に寄与する」ことが期待されており、具体的

には、同法に基づき策定された「基本方針」により、以

下を基本的な方向とする取り組み等を特定法人として進

めることが求められている。 

・国家戦略に基づき世界最高水準の研究成果を創出、普

及及び活用の促進、国家的課題の解決を先導 

・我が国全体のイノベーションシステムを強力に牽引す

る中核機関として、産学官の人材、知、資金等の結集

する場の形成を先導 

・制度改革等に先駆的に取り組み、他の国立研究開発法

人をはじめとする研究機関等への波及・展開を先導 

・法人の長の明確な責任の下、迅速、柔軟かつ主体的・

自律的なマネジメントの確保 

 こうしたイノベーションを巡る世界的潮流や国家戦略

等を踏まえ、産総研の平成27年度から平成31年度まで

の新たな中長期目標期間においては、以下の通り取り組

む。 

 第一に、産業技術政策の中核的実施機関として、革新

的な技術シーズを事業化に繋ぐ「橋渡し」の役割を果た

すことを目指す。このため、技術シーズを目的に応じて

骨太にする「橋渡し」研究前期及び実用化や社会での活

用のための「橋渡し」研究後期に取り組むとともに、

「橋渡し」研究の中で必要となった基礎研究及び将来の

「橋渡し」の芽を産み出す基礎研究を目的基礎研究とし

て推進する。この「橋渡し」については、これまでの産

総研における取り組み方法の変革が求められること、我

が国のイノベーションシステムの帰趨にも影響を与えう

ること、所内でも多くのリソースを投入し取り組むこと

が不可欠であることから、最重要の経営課題と位置づけ

て取り組む。また、地域イノベーションの推進に向けて、



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(383) 

公設試等とも連携し、全国レベルでの「橋渡し」を行う

ものとする。さらに、産総研が長期的に「橋渡し」の役

割を果たしていくため、将来の橋渡しの基となる革新的

な技術シーズを生み出す目的基礎研究にも取り組む。 

第二に、地質調査及び計量標準に関する我が国における

責任機関として、今時の多様な利用者ニーズに応えるべ

く、当該分野における知的基盤の整備と高度化を国の知

的基盤整備計画に沿って実施する。また、新規技術の性

能・安全性の評価技術や標準化等、民間の技術開発を補

完する基盤的な研究開発等を実施する。 

 第三に、これらのミッションの達成に当たって、新た

な人事制度の導入と積極的な活用等を通じて研究人材の

拡充と流動化、育成に努めるとともに、技術経営力の強

化に資する人材の養成を図る。 

 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に

関する事項 

 第4期中長期目標期間においては、研究開発の成果の

最大化その他の業務の質の向上のため、以下のとおり、

「橋渡し」機能の強化及び地質調査、計量標準等の知的

基盤の整備を推進するとともに、これらの実現のため業

務横断的に研究人材の拡充、流動化、育成及び組織の見

直しに取り組む。 

 特に研究組織に関しては、①融合的研究を促進し、産

業界が将来を見据えて産総研に期待する研究ニーズに応

えられるよう、また、②産業界が自らの事業との関係で

産総研の研究内容を分かり易くし、活用につながるよう、

次の7つの領域を設ける。領域の下には研究ユニット

（研究部門および研究センター）を配置し、研究開発等

の業務は各研究ユニットにおいて実施する。 

 また、産総研の強み等も踏まえ、同期間に重点的に推

進する研究開発等は、別表１に掲げるとおりとするとと

もに、領域を一定の事業等のまとまりと捉え、評価を実

施する。（評価軸や評価指標については本文中項目ごと

に記載） 

 

（1）エネルギー・環境領域 

 エネルギー・環境問題の解決に欠かせない技術を提

供することを目指し、新エネルギーの導入を促進する

技術、エネルギーを高密度で貯蔵する技術、エネルギ

ーを効率的に変換・利用する技術、エネルギー資源を

有効活用する技術、及び環境リスクを評価・低減する

技術を開発する。 

 

（2）生命工学領域 

 健康長寿社会を実現するための技術を創出すること

を目指し、創薬基盤技術、医療基盤・ヘルスケア技術、

及び生物機能活用による医薬原材料等の物質生産技術

を開発する。 

 

（3）情報・人間工学領域 

 産業競争力の強化と豊かで快適な社会の実現に繋が

る人間に配慮した情報技術を提供することを目指し、

情報技術の研究と人間工学の研究を統合し、ビッグデ

ータから価値を創造する人工知能技術、産業や社会シ

ステムの高度化に資するサイバーフィジカルシステム

技術、快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価

技術、産業と生活に革命的変革を実現するロボット技

術を開発する。 

 

（4）材料・化学領域 

 最終製品の競争力の源となる革新的部材・素材を提

供することを目指し、材料の研究と化学の研究を統合

し、グリーンサステイナブルケミストリーの推進及び

化学プロセスイノベーションの推進に取り組むととも

に、ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発とそ

の応用技術、新たなものづくり技術を牽引する無機機

能材料、及び省エネルギー社会構築に貢献する先進構

造材料と部材を開発する。 

 

（5）エレクトロニクス・製造領域 

 世界をリードする電子・光デバイス技術と革新的な

製造技術を創出することを目指し、エレクトロニクス

の研究と製造技術の研究を統合し、情報通信システム

の高性能化および超低消費電力化技術、もののインタ

ーネット化に対応する製造およびセンシング技術、も

のづくりにおける産業競争力強化のための設計・製造

技術、及び多様な産業用部材に適用可能な表面機能付

与技術を開発する。 

 

（6）地質調査総合センター 

 地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の

整備、レジリエントな社会基盤の構築に資する地質の

評価、地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発、

及び地質情報の管理と社会利用促進を行う。 

 

（7）計量標準総合センター 

 計量標準の整備と利活用促進、法定計量業務の実施

と人材の育成、計量標準の普及活動、及び計量標準に

関連した計測技術の開発を行う。 

 

1. 「橋渡し」機能の強化  

 「橋渡し」機能については、将来の産業ニーズを踏ま

えた目的基礎研究を通じて革新的な技術シーズを次々と

生みだし、これを磨き上げ、さらに橋渡し先として最適

な企業と連携して、コミットメントを得た上で共に研究

開発を進めて事業化にまで繋げることが求められるもの

であり、当該機能は、広範な産業技術の各分野に関して

深い専門的知見と基礎研究から製品化に至る幅広いリソ

ース、産業界をはじめとした関係者との広範なネットワ
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ーク、さらに大規模な先端設備等を有する我が国を代表

する総合的な国立研究開発法人である産総研が、我が国

の中核機関となって果たすべき役割である。 

 産総研は、これまでも、基礎研究段階の技術シーズを

民間企業等による事業化が可能な段階にまで発展させる

「橋渡し」の役割を、様々な分野で行ってきたところで

あるが、第4期中長期目標期間中にこの「橋渡し」機能

を抜本的に強化することを促すため、同目標期間の終了

時（令和2年3月）までに、受託研究収入等に伴う民間

資金獲得額を、現行の3倍以上とすることを目標として

掲げ、以下の取り組みを行う。なお、当該目標の達成に

当たっては、大企業と中堅・中小企業の件数の比率に配

慮する。 

 民間からの資金獲得目標の達成に向けては、年度計画

に各領域の目標として設定するとともに、目標達成度を

領域への予算配分額に反映させること等を通じて産総研

全体として目標を達成するための PDCA サイクルを働

かせる。さらに、領域においては、領域長の下で目的基

礎研究、「橋渡し」研究前期、「橋渡し」研究後期、及び

マーケティングを一体的かつ連続的に行うことで目標達

成に向けた最適化を図る。 

 

【目標】 

 本目標期間の終了時（令和2年3月）までに、民間企

業からの資金獲得額として、受託研究収入等を、現行

（46億円／年）の3倍（138億円／年）以上とすること、

及び、産総研が認定した産総研技術移転ベンチャーに対

する民間からの出資額を、現行（3億円／年）の3倍（9

億円／年）以上とすることを最も重要な目標とする。 

【重要度：高】【優先度：高】 

 本目標期間における最重要の経営課題である「橋渡し」

に係るものであり、また、我が国のイノベーションシス

テムの帰趨にも影響を与えうるものであるため。 

【難易度：高】 

 マーケティング力の強化、大学や他の研究機関との連

携強化、戦略的な知的財産マネジメント等を図ることが

必要であり、これまでの産総研における取り組み方法の

変革が求められるため。 

 併せて、一定金額規模以上の橋渡し研究を企業と実施

した案件については、正確な事実を把握し、PDCA サ

イクルの推進を図るため、その後の事業化の状況（件数

等）の把握を行う。 

 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

 「橋渡し」機能を持続的に発揮するには、革新的な

技術シーズを継続的に創出することが重要である。こ

のための目的基礎研究について、将来の産業ニーズや

内外の研究動向を的確に踏まえ、産総研が優先的に取

り組むべきものとなっているかを十分精査して研究テ

ーマを設定した上で、外部からの技術シーズの取り込

みや外部人材の活用等も図りつつ、積極的に取り組む。

また、従来から行ってきた研究テーマについては、こ

れまで世界トップレベルの成果を生み出したかという

観点から分析・検証して世界トップレベルを担う研究

分野に特化する。 

 これにより、将来の「橋渡し」研究に繋がる革新的

な技術シーズを創出するとともに、特定法人の目指す

世界トップレベルの研究機関としての機能の強化を図

る。 

 目的基礎研究の評価においては、将来の橋渡しの基

となる革新的な技術シーズを生み出しているかを評価

軸とし、具体的な研究開発成果及び論文の合計被引用

数を評価指標とする。さらに、研究テーマ設定の適切

性、論文発表数及び大学や他研究機関との連携状況を

評価の際のモニタリング指標として用いる。また、知

的財産創出の質的量的状況も考慮する。 

 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 将来の産業ニーズや技術動向を予測し、企業からの

受託研究に結び付くよう研究テーマを設定し、必要な

場合には国際連携も行いつつ、国家プロジェクト等の

外部資金も活用して研究開発を実施する。 

 「橋渡し」研究前期の評価においては、民間企業か

らの受託研究等に将来結びつく研究開発に取り組んで

いるかを評価軸とし、具体的な研究開発成果及び知的

財産創出の質的量的状況を評価指標とする。さらに、

テーマ設定の適切性及び戦略的な知的財産マネジメン

トの取り組み状況等を評価の際のモニタリング指標と

して用いる。 

 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 「橋渡し」研究後期においては、事業化に向けた企

業のコミットメントを最大限高める観点から、企業か

らの受託研究等の資金を獲得した研究開発を基本とす

る。 

 産総研全体の目標として前述の通り民間資金獲得額

138億円／年以上を掲げる。「橋渡し」研究後期の評

価においては、民間企業のコミットメントを最大限に

高めて研究開発に取り組んでいるかを評価軸とし、民

間資金獲得額及び具体的な研究開発成果を評価指標と

する。さらに、戦略的な知的財産マネジメントの取り

組み状況を評価の際のモニタリング指標として用いる。 

 

（4）産総研技術移転ベンチャー支援の強化 

先端的な研究成果をスピーディーに社会に出してい

くため、産総研技術移転ベンチャーの創出・支援を進

める。具体的には、研究開発の成果の実用化及びこれ

によるイノベーションの創出を図るため、研究開発の

成果を事業活動において活用しようとする者に対し、

出資並びに人的及び技術的援助等の業務を進める。特
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に出資に関する業務を実施するにあたっては、①外部

有識者の委員会による審議等、②管理者等の設置、③

出資先の選定、④出資後の状況把握及び対応、⑤利益

相反マネジメント、等の措置を講じる。評価に当たっ

ては産総研技術移転ベンチャーに対する民間からの出

資額を評価指標とする。 

 

（5）技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施 

 企業からの技術的な相談に対して、研究開発の実施

による対応のみならず、産総研の技術的なポテンシャ

ルを活かした指導助言等の実施についても、適切な対

価を得つつ積極的に推進する。具体的には、受託研究

等に加えて、産総研が有する技術の強みを活かした指

導助言等を実施する制度を拡充し、技術面からのコン

サルティングを通じて適切な対価を得つつ民間企業へ

の「橋渡し」を支援する。これにより、研究開発から

事業化に至るまで切れ目のない連続的な技術支援に資

する「橋渡し」機能の一層の強化を目指す。評価に当

たっては、コンサルティングが産総研の「橋渡し」機

能の一部として重要な役割が期待されることから、得

られた収入は評価指標である民間資金獲得額の一部と

して取り扱う。 

 

（6）マーケティング力の強化 

 橋渡し機能の強化に当たっては、①目的基礎研究を

行う際に、将来の産業や社会ニーズ、技術動向等を予

想して研究テーマを設定する、②「橋渡し」研究前期

を行う際に、企業からの受託に繋がるレベルまで行う

ことを目指して研究内容を設定する、③「橋渡し」研

究後期で橋渡し先を決定する際に、法人全体での企業

からの資金獲得額の目標達成に留意しつつ、事業化の

可能性も含め最も経済的効果の高い相手を見つけ出し

事業化に繋げる、④保有する技術について幅広い事業

において活用を進める、という4つの異なるフェーズ

でのマーケティング力を強化する必要がある。 

 これら4フェーズにおけるマーケティング力を強化

するためには、マーケティングの専門部署による取り

組みに加え、各研究者による企業との意見交換を通し

ての取り組み、さらには、研究所や研究ユニットの幹

部による潜在的な顧客企業経営幹部との意見交換を通

しての取り組みが考えられるが、これらを重層的に組

合せ、組織的に、計画的な取り組みを推進する。すな

わち、マーケティングの中核たる研究ユニットの研究

職員は、上記①～④を念頭に置き、学会活動、各種委

員会活動、展示会等あらゆる機会を捉えて技術動向、

産業動向、企業ニーズ、社会ニーズ等の情報を収集し、

普段から自分自身の研究をどのように進めれば事業化

に繋がるかを考えつつ研究活動を行う。さらに、マー

ケティングを担う専門人材（イノベーションコーディ

ネータ）と連携したチームを構成し、企業との意見交

換等を通じて、民間企業の個別ニーズ、世界的な技術

動向や地域の産業動向などを踏まえた潜在ニーズ等の

把握に取り組む。収集したマーケティング情報は各領

域がとりまとめ、領域の研究戦略に反映する。また、

領域や地域センターを跨ぐ横断的なマーケティング活

動を行う専門部署を設置し、マーケティング情報を領

域間で共有する。さらに、マーケティング情報に基づ

き、領域をまたぐ研究課題に関する研究戦略や連携戦

略の方向性に反映する仕組みを構築する。加えて、産

総研と民間企業の経営幹部間の意見交換を通じたマー

ケティングも行い、研究戦略の立案に役立てるととと

もに、包括的な契約締結等への展開を図る。 

 なお、イノベーションコーディネータは研究職員の

マーケティング活動に協力して、民間企業のニーズと

産総研のポテンシャルのマッチングによる共同プロジ

ェクトの企画、調整を行い、民間資金による研究開発

事業の大型化を担う者として位置づける。マッチング

の成功率を上げるため、研究ユニットや領域といった

研究推進組織内へのイノベーションコーディネータの

配置を進めるとともに、それぞれが担当する民間企業

を定めて相手からの信頼を高める。イノベーションコ

ーディネータに要求される資質として、民間企業、外

部研究機関等の多様なステークホルダーに対応できる

経験や、人的ネットワークなどを有することが求めら

れることから、内部人材の育成に加え、外部人材を積

極的に登用して、その専門性に適した人材の強化を図

る。 

 

（7）大学や他の研究機関との連携強化 

 産総研が自ら生み出した技術シーズのみならず、大

学や他の研究機関（大学等）の基礎研究から生まれた

優れた技術シーズを汲み上げ、その「橋渡し」を進め

る。これまで大学や他の研究機関との共同研究や兼業

等の制度を用いて連携に取り組んできたが、さらに平

成26年度に導入したクロスアポイントメント制度等

も積極的に活用し、基礎研究、応用研究・開発、実証、

事業化といった各段階において他の機関に所属する優

秀な人材を取り込んで最大限に活用する。これにより、

組織間の連携推進を実効的に進めるとともに、多様な

連携の方策から最適な仕組みを選びつつ推進する。こ

れに加えて大学等との連携強化を図るため、大学等の

研究室単位での産総研への受け入れ、産総研の研究室

の大学内もしくは隣接地域等へ設置する「オープンイ

ノベーションアリーナ（OIA）」を平成28年度からの

5年間で10拠点形成することを目指し、本目標期間中

に積極的に形成に取り組む。 

 クロスアポイントメント制度の活用については、

「橋渡し」機能の強化を図る観点に加え、高度研究人

材の流動性を高める観点から重要であることを踏まえ、

積極的な推進を図る。 
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（8）戦略的な知的財産マネジメント 

 「橋渡し」機能の強化に当たっては、研究開発によ

って得られた知的財産が死蔵されることがなく幅広く

活用され、新製品や新市場の創出に繋がっていくこと

が重要であり、戦略的な知的財産マネジメントが鍵を

握っている。 

 このため、まず優れた研究成果について、特許化す

るか営業秘密とするかも含め、戦略的に取り扱うこと

とし、いたずらに申請件数に拘ることなく、質と数の

双方に留意して、「強く広い」知財を取得する。 

 また、積極的かつ幅広い活用を促進する観点から、

受託研究の成果も含め、原則として研究を実施した産

総研が知的財産権を所有し、委託元企業に対しては当

該企業の事業化分野における独占的実施権を付与する

ことを基本とする。具体的には、民間企業等のニーズ

を踏まえて民間企業が活用したい革新的技術や産業技

術基盤に資する技術を創出するために、マーケティン

グにより把握した産業動向や技術動向に加えて特許動

向などの知的財産情報を活用し、オープン＆クローズ

戦略に基づいた研究の実施と研究成果の戦略的な権利

化を進める。なお、企業からの受託研究の成果ではな

い共通基盤的な技術については非独占的な知的財産権

の実施許諾や国際標準への組み込みによる成果普及を

目指す等、知的財産の戦略的活用を図る。 

 さらに、これらの取り組みのため、知的財産や標準

化の知見と研究開発に関する知見の双方を有するパテ

ントオフィサーを、領域およびイノベーション推進本

部に配置し、知的財産活用化に向けた体制の強化を図

る。パテントオフィサーは、知的財産情報の分析支援

や、それに基づく領域の知的財産戦略の策定に取り組

む。また、パテントオフィサーを中心とした会議体を

設置し、知的財産の創出、活用、並びに技術移転を連

続的・一体的にマネジメントすることにより、民間企

業への「橋渡し」の最大化を目指す。 

 

（9）地域イノベーションの推進等 

① 地域イノベーションの推進 

 産総研のつくばセンター及び全国8カ所の地域セン

ターにおいて、公設試等と密接に連携し、地域におけ

る「橋渡し」を推進する。特に、各都道府県に所在す

る公設試に産総研の併任職員を配置することなどによ

り、公設試と産総研の連携を強化し、橋渡しを全国レ

ベルで行う体制の整備を行う。具体的には、産総研職

員による公設試への出向、公設試職員へのイノベーシ

ョンコーディネータの委嘱等の人事交流を活かした技

術協力を推進し、所在地域にこだわることなく関係す

る技術シーズを有した研究ユニットと連携して、地域

中堅・中小企業への「橋渡し」等を行う。加えて、公

設試の協力の下、産総研の技術ポテンシャルとネット

ワークを活かした研修等を実施し、地域を活性化する

ために必要な人材の育成に取り組む。 

 さらに、第4期中長期目標期間の早期の段階で、地

域センターごとに「橋渡し」機能の進捗状況の把握・

評価を行った上で、橋渡し機能が発揮できない地域セ

ンターについては、他地域からの人材の異動と併せて

地域の優れた技術シーズや人材を他機関から補強する

ことにより研究内容の強化を図る。その上で、将来的

に効果の発揮が期待されない研究部門等を縮小若しく

廃止する。 

 

② 福島再生可能エネルギー研究所の機能強化 

 平成26年4月に開所した福島再生可能エネルギー研

究所については、これまで国や福島県の震災復興の基

本方針に基づいて整備が行われてきたところ、エネル

ギー産業・技術の拠点として福島の発展に貢献するた

め、再生可能エネルギー分野における世界最先端で、

世界に開かれた研究拠点を目指し、引き続き、当該分

野に関する研究開発に注力する。また、地元企業が有

する技術シーズ評価を通じた技術支援及び地元大学等

との連携による産業人材育成に取り組むことにより、

地元企業等への「橋渡し」を着実に実施するとともに、

全国レベルでの「橋渡し」を推進する。さらに、発電

効率の極めて高い太陽電池や世界第3位の地熱ポテン

シャル国であることを活かした大規模地熱発電、再生

可能エネルギーの変動を大幅緩和するエネルギー貯蔵

システム等の再生可能エネルギーに関する世界最先端

の研究開発・実証拠点を目指し強化を図る。強化に当

たっては、東日本大震災復興関連施策の動向等を踏ま

えつつ、それまでの取り組みの成果を評価した上で、

平成27年度中にその具体的な強化内容を明らかとし、

残りの中長期目標期間において取り組む。 

 

（10）世界的な産学官連携拠点の形成 

 世界的な競争が激しく、大規模な投資が不可欠とな

る最先端の設備環境下での研究が重要な戦略分野につ

いては、国内の産学官の知を糾合し、事業化への「橋

渡し」機能を有する世界的な産学官連携拠点の形成を、

産総研を中核として進め、国全体として効果的かつ効

率的な研究開発を推進する。 

 特に、オープンイノベーションに繋がる研究開発の

推進拠点である TIA については、融合領域における

取り組み、産業界への橋渡し機能の強化等により、一

層の強化を図る。具体的には、①TIA でこれまでに

作った技術シーズの「橋渡し」、②新たな次世代技術

シーズの創生、③オープンイノベーション推進のため

のプラットフォーム機能の強化に取り組む。このため、

他の TIA 中核機関（物質・材料研究機構、筑波大学、

高エネルギー加速器研究機構）や大学等と連携して、

材料研究からシステム開発に至る総合的なナノテクノ

ロジー研究開発プラットフォームを整備して、これを
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外部ユーザーにワンストップで提供し、拠点の利便性

を向上させる。また、拠点運営機能にマーケティング

機能を付加し、拠点を活用する産学官連携プロジェク

トや事業化開発を企画提案することにより、研究分野

間・異業種間の融合を促進してイノベーションシステ

ムを駆動させる。さらに、上記のプラットフォームを

活用する人材育成の仕組みを強化し、これを国内外に

提供して国際的な人材流動の拠点を目指す。 

 

（11）「橋渡し」機能強化を念頭に置いた領域・研究者

の評価基準の導入 

 「橋渡し」研究では事業化に向けた企業のコミット

メント獲得が重要であることから、「橋渡し」研究を

担う領域の評価を産総研内で行う場合には、産業界か

らの資金獲得の増加目標の達成状況を最重視して評価

し、資金獲得金額や受託件数によって、研究資金の配

分を厚くするなどのインセンティブを付ける。但し、

公的研究機関としてのバランスや長期的な研究開発の

実施を確保する観点から、インセンティブが付与され

る産業界からの資金獲得金額や受託件数に一定の限度

を設ける。また、具体的な評価方法を定めるにあたっ

ては、一般に一社当たりの資金獲得金額は小さい一方、

事業化に関しては大企業以上に積極的である中堅・中

小企業からの受託研究等の取り扱いや、研究分野毎の

特性に対する考慮などを勘案した評価方法とする。 

 他方、領域内の各研究者の評価については、目的基

礎研究や「橋渡し」研究前期で革新的な技術シーズの

創出やその磨き上げに取り組む研究者と、「橋渡し」

研究後期で個別企業との緊密な関係の下で研究開発に

従事する研究者がおり、研究段階によっては論文や特

許が出せない場合もあること等を踏まえる必要がある。

このため、目的基礎研究は優れた論文や強い知財の創

出（質及び量）、「橋渡し」研究前期は強い知財の創出

（質及び量）等、「橋渡し」研究後期は産業界からの

資金獲得を基本として評価を行うなど、各研究者が研

究開発に必要な多様な業務に意欲的に取り組めるよう、

研究職員の個人評価においては各研究者の携わる研究

段階・研究特性を踏まえて適切な評価軸を設定して行

う。こうした評価の結果に対しては研究職員の人事や

業績手当への反映等の適正なインセンティブ付与を行

い、結果として、研究職員が互いに連携し、領域全体

として効果的な「橋渡し」が継続的に実施されるよう

努める。さらに、個人の業績に加えて、研究ユニット、

研究グループ等に対する支援業務、他の研究職員への

協力等の貢献、マーケティングに関わる貢献も重視す

る。こうして領域全体として効果的な「橋渡し」が継

続的に実施されるように取り組む。 

 

（12）追加的に措置された交付金 

 平成27年度補正予算（第1号）により追加的に措置

された交付金については、「一億総活躍社会の実現に

向けて緊急に実施すべき対策」の生産性改革の実現及

び「総合的な TPP 関連政策大綱」のイノベーション

等による生産性向上促進のために措置されたことを認

識し、IoT 等先端技術の研究開発環境整備事業のため

に活用する。 

平成28年度補正予算（第2号）により追加的に措置

された交付金については、「未来への投資を実現する

経済対策」の21世紀型のインフラ整備のために措置

されたことを認識し、人工知能に関するグローバル研

究拠点整備事業のために活用する。 

 

2. 地質調査、計量標準等の知的基盤の整備 

 我が国の経済活動の知的基盤である地質調査や計量標

準等は、資源確保に資する探査・情報提供や産業立地に

際しての地質情報の提供、より正確な計測基盤を産業活

動に提供する等の重要な役割を担っており、我が国にお

ける当該分野の責任機関として、これらの整備と高度化

を通じて我が国の産業基盤を引き続き強化する。その際、

他の研究機関等との連携も積極的に図るとともに、国の

知的基盤整備計画に基づいて知的基盤の整備を進め、そ

の取り組み状況等を評価する。こうした業務への貢献を

産総研内で評価する場合には、「橋渡し」とは異なる評

価をしていくことが必要かつ重要であり、各ミッション

に鑑み、最適な評価基準を適用する。知的基盤整備の評

価においては、国の知的基盤整備計画に基づいて着実に

知的基盤の整備に取り組んでいるか、及び計量法に関わ

る業務を着実に実施しているかを評価軸とし、地質図・

地球科学図等の整備状況、計量標準及び標準物質の整備

状況、及び計量法に係る業務の実施状況を指標とする。

さらに、地質情報の普及活動の取り組み状況、計量標準

の普及活動の取り組み状況を評価の際のモニタリング指

標として用いる。さらに、国が主導して平成26年度か

ら毎年定期的に行うことになった知的基盤整備計画の見

直しとも連動し、PDCA サイクルを働かせる。 

 

【目標】 

 国の知的基盤整備計画に基づき知的基盤の整備を進め

る。 

【重要度：高】【優先度：高】【難易度：中】 

 地質情報や計量標準等の知的基盤は、国民生活・社会

経済活動を支える重要かつ不可欠な基盤であり、産総研

は我が国における責任機関として知的基盤整備計画に基

づく着実な取り組みが求められているため。 

 

3. 業務横断的な取り組み 

（1）研究人材の拡充、流動化、育成 

 上記１．及び２．に掲げる事項を実現するとともに、

技術経営力の強化に資する人材の養成を図るため、以

下の取り組みにより、研究人材の拡充と流動化、育成
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に努める。 

 第一に、橋渡し研究の実施はもとより、目的基礎研

究の強化の観点からも、優秀かつ多様な若手研究者の

確保・活用は極めて重要であり、クロスアポイント制

度や大学院生等を研究者として雇用するリサーチアシ

スタント制度の積極的かつ効果的な活用を図る。また、

現在、新規研究者採用においては、原則として任期付

研究員として採用し、一定の研究経験の後に、いわゆ

るテニュア審査を経て定年制研究員とするとの運用が

なされているが、採用制度の検討・見直しを行い、優

秀かつ多様な若手研究者の一層の確保・活用に向けた

仕組みの構築を進める。例えば産総研においてリサー

チアシスタントやポスドクを経験して既に高い評価を

得ている者、極めて優れた研究成果を既に有している

者、及び極めて高い研究能力を有すると判断できる者

については、テニュア化までの任期を短縮する、もし

くは直ちにテニュア職員として採用するなど、優秀な

若手研究者の確保・活用の観点から柔軟性を高めた採

用制度を検討し、平成27年秋の新入職員採用試験か

ら導入する。 

 また、研究者の育成においては、E ラーニングを含

む研修等により、研究者倫理、コンプライアンス、安

全管理などの基礎知識や、職責により求められるマネ

ジメントや人材育成の能力の取得、連携マネジメント

等の多様なキャリアパスの選択を支援する。 

 さらに、産総研における研究活動の活性化に資する

だけでなく、民間企業等への人材供給を目指し、実践

的な博士人材等の育成に積極的に取り組む。具体的に

は、産総研イノベーションスクールの実施やリサーチ

アシスタント制度の積極活用等を通して、産業界が関

与するプロジェクト等の実践的な研究開発現場を経験

させるとともに、事業化に係る人材育成プログラムな

どを活用することによって、イノベーションマインド

を有する実践的で高度な博士研究人材等の育成を進め

る。産総研イノベーションスクールにおいては、広い

視野とコミュニケーション能力を身につけるための講

義と演習、産総研での研究実践研修、民間企業インタ

ーンシップ等の人材育成を実施し、民間企業等にイノ

ベーティブな若手博士研究者等を輩出する。 

 第二に、特に、「橋渡し」機能の強化に向けたマー

ケティング機能強化に当たっては、内部人材の育成に

加え、企業等外部人材を積極的に登用する。 

 第三に、「橋渡し」研究能力やマーケティング能力

を有する職員の重要性が増大する中、こうした職員の

将来のキャリアパス構築も重要であり、優れた「橋渡

し」研究能力やマーケティング能力を有する職員につ

いては、60歳を超えても大学教員になる場合と比べ

遜色なく、その能力と役割を正当に評価した上で処遇

を確保する人事制度（報酬・給与制度を含む）等の環

境整備を進める。 

 第四に、ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女

がともに育児や家事負担と研究を両立するための具体

的な方策、女性の登用目標や必要に応じた託児施設等

の整備、在宅勤務制度の試行的導入等を含む具体的な

プログラムの策定等を行い、女性のロールモデル確立

と活用を増大させるための環境整備・改善に継続的に

取り組む。 

 

（2）組織の見直し 

 上記に掲げる事項を実現するため、本部組織と各領

域等との役割・責任関係のあり方も含め、現在の組

織・制度をゼロベースで見直し、目的基礎研究から実

用化までの「橋渡し」を円滑かつ切れ目無く実施する。

具体的には、研究組織をⅠ．の冒頭に示した7領域に

再編したうえで各領域を統括する領域長には「1.『橋

渡し』機能の強化」を踏まえた目標を課すとともに、

人事、予算、研究テーマの設定等に関わる責任と権限

を与えることで領域長が主導する研究実施体制とする。

領域内には領域長の指揮の下で研究方針、民間企業連

携など運営全般に係る戦略を策定する組織を設ける。

戦略策定に必要なマーケティング情報を効果的かつ効

率的に収集・活用するため、この組織内にイノベーシ

ョンコーディネータを配置し、研究ユニットの研究職

員と協力して当該領域が関係する国内外の技術動向、

産業界の動向、民間企業ニーズ等の把握を行う。領域

の下に研究開発を実施する研究ユニットとして研究部

門及び研究センターを配置する。このうち研究センタ

ーは「橋渡し」研究後期推進の主軸となり得る研究ユ

ニットとして位置づけを明確にし、研究センター長を

中核として強力なリーダシップと的確なマネジメント

の下で研究ユニットや領域を超えて必要な人材を結集

し、チームとして「橋渡し」研究に取り組める制度を

整備する。また、研究センターにおいては、「橋渡し」

研究に加え、将来の「橋渡し」につながるポテンシャ

ルを有するものについては、目的基礎研究も実施する。 

 また、産学官連携や知財管理等に係るイノベーショ

ン推進本部等の本部組織についても、領域との適切な

分担をし、産総研全体として「橋渡し」機能の強化に

適した体制に見直す。「橋渡し」の一環で実施する産

学官連携等については、産業界のニーズ把握と大学等

の有する技術シーズの分析を行い、それらのマッチン

グにより課題解決方策の検討と研究推進組織に対して、

研究計画の設計まで関与できる専門人材を強化するた

め、内部人材を育成するとともに、外部人材を積極的

に登用する。 

 さらに、機動的に融合領域の研究開発を推進するた

めの予算を本部組織が領域に一定程度配分できるよう

にするとともに、研究立案を行うために必要に応じて

本部組織にタスクフォースを設置できるようにする。 
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（3）特定法人として特に体制整備等を進めるべき事項 

①理事長のマネジメントの裁量の確保・尊重 

 理事長が国内外の諸情勢を踏まえて産総研全体の見地

から迅速かつ柔軟に運営・管理することが可能な体制を

確保する。 

②世界最高水準の研究開発等を実施するための体制の強

化 

・国際的に卓越した能力を有する人材を確保・育成す

るための体制 

特に世界的な競争の激しい研究領域を中心として、

世界最高水準で挑戦的な研究開発を実施するため、若

手、女性、外国人研究者を含む国内外の多様なトッ

プ・新進気鋭の研究者や優れた技術を集結させる体制

を整備する。 

・研究者が研究開発等の実施に注力するための体制 

研究者の研究上の定型作業、施設・整備の維持管理、

事務作業に係る負担を軽減するため、これらの作業の

効率化や改善を一層進めるとともに、研究者が研究に

専念できる環境を確保するための仕組みや体制を整え

る。 

・国内外機関との産学官連携・協力の体制や企画力の

強化 

世界最高水準の研究開発成果の創出、成果の「橋渡

し」の実現に向け、大学、産業界及び海外の研究開発

機関等との連携・協力を推進する。また、内部人材の

育成に加え、企業等外部人材を積極的に登用するなど、

外部との連携や技術マーケティング等にも総合的に取

り組むための企画・立案機能の強化等を図る。 

・国際標準化活動を積極的に推進するための体制 

技術的知見が活用できるテーマであり、かつ、戦略

的に重要な研究開発テーマや産業横断的なテーマにつ

いて、標準化を通して産業競争力を強化する「橋渡し」

役を担うべく、民間企業等と連携して国際標準化活動

を推進するための体制を整備する。 

③適正な研究開発等の実施を確保するための体制の充実 

 国民の負託を受けて信頼ある研究開発を実施していく

ために、国の指針等を踏まえ、適切な法令遵守・リスク

管理体制を適切に構築し、その実施状況について適切な

方法により社会に発信する。 

 

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

1. 研究施設の効果的な整備と効率的な運営 

 我が国のオープンイノベーションを推進する観点、さ

らには「橋渡し」機能の強化を図る観点から、産学官が

一体となって研究開発を行うための施設や仕組み等を戦

略的に整備・構築するとともに、それら施設等の最大限

の活用を推進する。 

 

2. PDCA サイクルの徹底 

 各事業については厳格な評価を行い、不断の業務改善

を行う。評価に当たっては、外部の専門家・有識者を活

用するなど適切な体制を構築する。また、評価結果をそ

の後の事業改善にフィードバックするなど、PDCA サ

イクルを徹底する。 

 

3. 適切な調達の実施 

 調達案件については、一般競争入札等（競争入札及び

企画競争・公募をいい、競争性のない随意契約は含まな

い。）について、真に競争性が確保されているか、主務

大臣や契約監視委員会によるチェックの下、契約の適正

化を推進する。「独立行政法人改革等に関する基本的な

方針」（平成25年12月24日閣議決定）を踏まえ、一般競

争入札を原則としつつも、研究開発型の法人としての特

性を踏まえ、契約の相手方が特定される場合など、随意

契約できる事由を会計規程等において明確化し、「調達

等合理化計画」に基づき公正性・透明性を確保しつつ合

理的な調達を実施する。 

 第3期から継続して契約審査体制のより一層の厳格化

を図るため、産総研外から採用する技術の専門家を契約

審査に関与させ、調達請求者が要求する仕様内容・調達

手段についての技術的妥当性を引き続き検討するととも

に、契約審査の対象範囲の拡大に向けた取り組みを行う。 

 

4. 業務の電子化に関する事項 

 電子化の促進等により事務手続きの簡素化・迅速化を

図るとともに、利便性の向上に努める。また、幅広い

ICT 需要に対応できる産総研内情報ネットワークの充

実を図る。情報システム、重要情報への不正アクセスに

対する十分な強度を確保するとともに、震災等の災害時

への対策を確実に行うことにより、業務の安全性、信頼

性を確保する。 

 

5. 業務の効率化 

 運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加され

るもの、拡充分等は除外した上で、一般管理費（人件費

を除く。）及び業務費（人件費を除く。）の合計について

は前年度比1.36 %以上の効率化を図るものとする。た

だし、平成27年度及び28年度においては、平成27年4月

作成における業務の効率化「一般管理費は毎年度3 %以

上を削減し、業務経費は毎年度1 %以上を削減するもの

とする。」に基づく。 

なお、人件費の効率化については、政府の方針に従い、

必要な措置を講じるものとする。給与水準については、

ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総

人件費を公表するとともに、国民に対する説明責任を果

たすこととする。 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 運営費交付金を充当して行う事業については、本中長

期目標で定めた事項に配慮した中長期計画の予算を作成
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し、効率的に運営するものとし、各年度期末における運

営費交付金債務に関し、その発生要因等を厳格に分析し、

翌年度の事業計画に反映させる。 

 目標と評価の単位である事業等のまとまりごとにセグ

メント区分を見直し、財務諸表にセグメント情報として

開示する。また、事業等のまとまりごとに予算計画及び

執行実績を明らかにし、著しい乖離がある場合にはその

理由を決算書にて説明する。 

 保有する資産については有効活用を推進するとともに、

所定の手続きにより不用と判断したものについては、適

時適切に減損等の会計処理を行い財務諸表に反映させる。 

さらに、適正な調達・資産管理を確保するための取り組

みを推進することとし、「平成25年度決算検査報告」

（平成26年11月7日）会計検査院）の指摘を踏まえ、関

連規程の見直し、研究用備品等の管理の適正化を図るた

めに整備した制度・体制について、フォローアップを実

施するとともに、必要に応じて見直しを行う。 

 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成

25年12月24日閣議決定）等既往の閣議決定等に示され

た政府方針に基づく取り組みについて、着実に実施する。

特に、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に

おいて、「法人の増収意欲を増加させるため、自己収入

の増加が見込まれる場合には、運営費交付金の要求時に、

自己収入の増加見込額を充てて行う新規業務の経費を見

込んで要求できるものとし、これにより、当該経費に充

てる額を運営費交付金の要求額の算定に当たり減額しな

いこととする。」とされていることを踏まえ、経済産業

省から指示された第4期中長期目標の考え方に従って、

民間企業等からの外部資金の獲得を積極的に行う。 

 

1. 予算（人件費の見積もりを含む）【別表２】 

（参考） 

［運営費交付金の算定ルール］ 

毎年度の運営費交付金（G（y））については、以下の数

式により決定する。 

G（y）（運営費交付金） 

＝｛（A（y-1）－δ（y－1））×α×β＋B（y-1）×ε｝

×γ＋δ（y）－C 

・G（y）は当該年度における運営費交付金額。 

・A（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費（一般管理費相当分及び業務経費相当分）

※のうち人件費相当分以外の分。 

・B（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費（一般管理費相当分及び業務経費相当分）

※のうち人件費相当分。 

 

・C は、当該年度における自己収入（受取利息等）見込

額。 

※運営費交付金対象事業に係る経費とは、運営費交付金

及び自己収入（受取利息等）によりまかなわれる事業

である。 

・α、β、γ、εについては、以下の諸点を勘案した上

で、各年度の予算編成過程において、当該年度におけ

る具体的な係数値を決定する。 

α（効率化係数）：毎年度、前年度比1.36 %以上の効率

化を達成する。 

β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用す

る。 

γ（政策係数）：法人の研究進捗状況や財務状況、新た

な政策ニーズや技術シーズへの対応の必要性、経済産業

大臣による評価等を総合的に勘案し、具体的な伸び率を

決定する。 

・δ（y）については、新規施設の竣工に伴う移転、法

令改正に伴い必要となる措置、事故の発生等の事由に

より、特定の年度に一時的に発生する資金需要につい

て必要に応じ計上する。δ（y-1）は、直前の年度に

おけるδ（y）。 

・ε（人件費調整係数） 

 

2. 収支計画【別表３】 

 

3. 資金計画【別表４】 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

（第4期：15,716,781,000円） 

想定される理由：年度当初における国からの運営費交付

金の受け入れが最大3ヶ月遅延した場合における産総研

職員への人件費の遅配及び産総研の事業費支払い遅延を

回避する。 

 

Ⅴ．不要財産となることが見込まれる財産の処分に関す

る計画 

関西センター尼崎支所の土地（兵庫県尼崎市、

16,936.45 m2）及び建物について、国庫納付に向け土壌

汚染調査など所要の手続きを行う。 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に係る経費 

・知的財産管理、技術移転に係る経費 

・職員の資質の向上に係る経費 

・広報に係る経費 

・事務手続きの一層の簡素化、迅速化を図るための電子

化の推進に係る経費 

・用地の取得に係る経費 

・施設の新営、増改築及び改修、廃止に係る経費 

・任期付職員の新規雇用に係る経費 等 

 

Ⅶ．その他業務運営に関する重要事項 

上記のほか、産総研の運営を一層効果的かつ効率的に
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するとともに、適切な運営の確保に向けた見直しとして、

以下等の取り組みを行う。 

 

1. 広報業務の強化 

 産総研の研究成果の効率的な「橋渡し」を行うために

も、産総研の主要なパートナーである産業界に対して、

活動内容や研究成果等の「見える化」を的確に図ること

が重要であり、広報業務の強化に向けた取り組みを行う。

また、「橋渡し」のための技術シーズの発掘や産学官の

連携強化等の観点からも、大企業、中小企業、大学・研

究機関、一般国民等の様々なセクターに対して産総研の

一層の｢見える化｣につながる取り組みを強化する。 

 

2. 業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの

推進 

 産総研が、その力を十分発揮し、ミッションを遂行す

るに当たっては、調達・資産管理、研究情報管理、労務

管理、安全管理などを含む業務全般や公正な研究の実施

について、その適正性が常に確保されることも必要かつ

重要である。このため、研究者中心の組織において業務

が適正に執行されるよう、業務執行ルールの不断の見直

しに加え、当該ルールの周知徹底、事務職員による研究

者への支援・チェックの充実、包括的な内部監査等を効

率的・効果的に実施する。 

 また、コンプライアンスは、産総研の社会的な信頼性

の維持・向上、研究開発業務等の円滑な実施の観点から

継続的に確保されていくことが不可欠であり、昨今その

重要性が急速に高まっている。こうした背景やこれまで

の反省点等も踏まえ、コンプライアンス本部長たる理事

長の指揮の下、予算執行及び研究不正防止を含む産総研

における業務全般の一層の適正性確保に向け、厳正かつ

着実にコンプライアンス業務を推進する。 

 さらに、「橋渡し」機能を抜本的に強化していくに当

たっても、適切な理由もなく特定企業に過度に傾注・依

存することは避ける必要がある。このため、国内で事業

化する可能性が最も高い企業をパートナーとして判断で

きるような適切なプロセスを内部に構築する。 

 加えて、コンプライアンス遵守に向けた体制整備等、

ガバナンスの強化を図る。具体的には次の措置を講ずる

とともに、必要に応じて不断の見直しを行う。 

 業務執行については、調達・資産管理、委託研究、共

同研究、旅費に係るルールを平成26年度に厳格化した

ところ、毎年度、そのルールを全職員に対し周知徹底す

る。また、研究ユニットにおける事務手続に対応する支

援事務職員を配置する等のサポート体制を維持するとと

もに、毎年度、その執行状況をチェックする。 

 同時に、内部監査においても、テーマごとの監査に加

え、研究ユニットごとの包括的監査を実施する。 

 また、研究不正の防止のための研修を毎年度実施する

とともに、研究記録の作成、その定期的な確認及びその

保存を確実に行う。 

 

3. 情報セキュリティ対策等の徹底による研究情報の保

護 

 これまでと同様に電子化による業務効率化を推進する

が、「サイバーセキュリティ戦略について」（平成27年9

月4日閣議決定）を踏まえ、研究情報等の重要情報を保

護する観点から、「政府機関の情報セキュリティ対策の

ための統一基準」に準拠した情報セキュリティ関連規程

類の改訂等を行うとともに、情報セキュリティ委員会に

外部の専門家を加えるほか、外部専門家に依頼してチェ

ックを行うなど、情報セキュリティ対策を一層強化する。

さらに、これに関わる研修やセルフチェックを通じて情

報セキュリティの確保のための対策を職員に徹底する。

また、営業秘密の特定及び管理を徹底する。 

 第4期の早期に情報セキュリティ規程等に基づき情報

セキュリティ対策を十分に施した信頼性と堅牢性の高い

情報システム基盤を構築し、維持・向上を図る。 

 

4. 内部統制に係る体制の整備 

 内部統制については、法人の長によるマネジメントを

強化するための有効な手段の一つであることから、「独

立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」

（平成26年11月28日付け総務省行政管理局長通知）等

に通知した事項を参考にしつつ、内部統制に係る体制の

整備を進める。 

 

5. 情報公開の推進等 

 適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、

適切かつ積極的に情報の公開を行うとともに、個人情報

の適切な保護を図る取り組みを推進する。具体的には、

「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」

（平成13年12月5日法律第140号）及び「個人情報の保

護に関する法律」（平成15年5月30日法律第57号）に基

づき、適切に対応するとともに、職員への周知徹底を行

う。 

 

6. 施設及び設備に関する計画 

 下表に基づき、施設及び設備の効率的かつ効果的な維

持・整備を行う。また、老朽化によって不要となった施

設等について、閉鎖・解体を計画的に進める。 

 エネルギー効率の高い機器を積極的に導入するととも

に、安全にも配慮して整備を進める。 

施設・設備の内容 予定額 財源 

・外壁・屋根改修 

・エレベーター改修 

・電力関連設備改修 

・給排水関連設備改修 

・空調関連設備改修 

・研究廃水処理施設改

修 

総額 
41,001百万円 
 

施設整備

費補助金
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・その他の鉱工業の科

学技術に関する研究

及び開発、地質の調

査、計量の標準、技

術の指導、成果の普

及等の推進に必要な

施設・設備 

（注）中長期目標期間を越える債務負担については、当

該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘案し、

合理的と判断されるものについて行う。 

 

7. 人事に関する計画 

（参考１） 

期初の常勤役職員数     3,006人 

期末の常勤役職員数の見積もり：期初と同程度の範囲を

基本としながら、受託業務の規模や専門人材等の必要性

等に応じて増員する可能性がある。 

（参考２） 

第4期中長期目標期間中の人件費総額 

  中長期目標期間中の常勤役職員の人件費総額見込み 

：133,095百万円 

（受託業務の獲得状況に応じて増加する可能性がある。） 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員

諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職

員給与に相当する範囲の費用である。 

 

8. 積立金の処分に関する事項 

なし 

 

《別表１》 第4期中長期目標期間において重点的に推

進する研究開発等 

 

1. エネルギー・環境領域 

1‐（1）新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

 太陽光についてはコスト低減と信頼性向上を実現する

とともに、複合化や新概念に基づく革新太陽電池の創出

を図る。また、再生可能エネルギー大量導入のためのエ

ネルギーネットワーク技術、さらには大規模地熱利用技

術等にも取り組む。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・国内産業振興に向けて、Si、CIGS 等の太陽光発電シ

ステムにおける発電コスト低減と信頼性向上を達成す

る技術を開発する。また、スマートスタック等の先進

多接合技術や新概念による発電効率の極めて高い太陽

電池を創出し、国際競争力の向上に資する。 

・再生可能エネルギーの変動を大規模で緩和するための

大型パワーコンディショナーの制御技術やエネルギー

ネットワーク技術を開発する。また、深部超臨界水利

用ギガワット級地熱発電等の地熱・地中熱資源の利用

技術開発を行う。 

1－（2）エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発 

 再生可能エネルギー等を効率良く水素等の化学エネル

ギー源に変換し貯蔵・利用する技術を開発すると共に、

電源の多様化にむけた車載用、住宅用、産業用の蓄電技

術を開発する。今後のマーケティングにより変更される

可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・再生可能エネルギー等の長時間貯蔵や海外の未利用エ

ネルギーの輸送に資するエネルギー貯蔵・輸送技術と

して、メチルシクロヘキサン（MCH）、アンモニア、

ギ酸等の水素・エネルギーキャリア高効率利用技術を

開発する。また、化学エネルギーの有効利用のための

高効率燃料電池や液体燃料利用によるダイレクト燃料

電池技術を開発する。 

・次世代リチウムイオン電池のためのレアメタルフリー

の高性能材材料を開発すると共に、リチウムイオン電

池を越える硫化物電池や全固体型電池等の新概念蓄電

技術を開発し、国際競争力の向上に資する。 

 

1‐（3）エネルギーを効率的に変換・利用する技術の

開発 

 省エネルギー社会を実現するために、ワイドギャップ

半導体パワーエレクトロニクス技術、熱エネルギーの有

効利用技術、自動車用エンジンの高効率燃焼技術、高温

超電導コイル化技術等を開発する。今後のマーケティン

グにより変更される可能性はあるが、現時点では次の研

究開発が見込まれる。 

・先進的なパワーエレクトロニクス技術確立に向けて、

SiC のウェハ高機能化技術、デバイス技術／モジュー

ル化技術とその量産化技術等を開発する。また、パワ

ーエレクトロニクス産業の幅を広げる GaN、ダイヤ

モンドなどポスト SiC 半導体の材料基盤及びパワー

デバイス化技術等を開発する。 

・未利用熱を有効活用する高効率熱電変換等の排熱利用

技術、蓄熱、断熱、ヒートポンプ等を活用した熱マネ

ジメント技術を開発する。また、自動車産業に資する

クリーンディーゼル車向け高効率エンジン燃焼のため

の基盤技術を開発する。省エネルギー電力機器を実現

する、高温超電導コイルを開発する。 

 

1‐（4）エネルギー資源を有効活用する技術の開発 

 メタンハイドレート等のエネルギー資源の有効利用に

かかわる技術を開発する。今後のマーケティングにより

変更される可能性はあるが、現時点では次の研究開発が

見込まれる。 

・未利用エネルギー資源の開発・利用を目指して、メタ

ンハイドレート資源からの天然ガス商用生産に必要な

基盤技術や、流動層燃焼プロセスを基盤とする褐炭等

の低品位炭や非在来型資源等の環境調和型利用技術を

開発する。 
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1‐（5）環境リスクを評価・低減する技術の開発 

 産業と環境が共生する社会の実現に向けて、ナノ材料

等の環境リスクを分析、評価する技術、レアメタル等の

資源循環を進める技術並びに、産業保安を確保するため

の技術を開発する。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・環境の変化を検出するための分析・モニタリング技術

を開発するとともに、環境負荷を低減するための水処

理監視・制御技術や都市鉱山技術によるレアメタルリ

サイクル等、資源循環等対策技術の開発を行う。 

・化学物質や材料、エネルギーを適切に利用するための

リスク評価・管理手法を開発するとともに、産業事故

の防止及び被害低減化に向けた技術開発を行う。 

 

2. 生命工学領域 

2‐（1）創薬基盤技術の開発 

 創薬のリードタイムを短縮するために、古典的新薬探

索から脱却し、短時間に低コストで成功率の高い創薬プ

ロセスを実現する創薬最適化技術、ゲノム情報解析技術、

バイオマーカーによる疾病の定量評価技術などの新しい

創薬の基盤となる技術を開発する。さらに、創薬支援ネ

ットワークにおける技術支援にも取り組む。今後のマー

ケティングにより変更される可能性はあるが、現時点で

は次の研究開発が見込まれる。 

・産総研が優位性を有しているバイオと IT を統合した

医薬リード化合物最適化技術の高度化・高速化を進め、

新薬開発の加速および開発コストの低減に資する創薬

基盤技術を開発する。 

・産総研がもつ優れた糖鎖解析技術や天然物ライブラリ

ー等を用いた解析技術を応用して、疾患に特異的に反

応する分子標的薬の開発に資する基盤技術の開発を行

う。 

・生体分子の構造、機能を理解するとともに、得られた

知見を活用し、新しい創薬技術基盤、医療技術基盤を

開発する。 

 

2‐（2）医療基盤・ヘルスケア技術の開発 

 豊かで健康なライフスタイル実現のために、再生医療

等の基盤となる細胞操作技術と幹細胞の標準化を行う。

また、健康状態を簡便に評価できる技術の開発を行うと

ともに、生体適合性の高い医療材料や医療機器の研究開

発を行う。今後のマーケティングにより変更される可能

性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・先進医療技術を確立するための基盤となる幹細胞等の

細胞操作技術と医療機器・システムの技術開発。さら

にガイドライン策定と標準化による幹細胞ならびに医

療機器等の実用化支援。 

・健康状態を簡便に評価する技術や感染症等の検知デバ

イスの開発を目指して、健康にかかわる分子マーカー

や細胞の計測技術、生理状態の計測技術、そのデバイ

ス化技術の研究開発を行う。 

 

2‐（3）生物機能活用による医薬原材料等の物質生産

技術の開発 

 遺伝子組換え技術を用いて微生物や植物の物質生産機

能を高度化し、医薬原材料等の有用物質を効率的に生産

する技術を開発する。今後のマーケティングにより変更

される可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込

まれる。 

・産総研が有する完全密閉型植物工場やロドコッカス属

細菌等を用いたバイオプロセスによる高効率な物質生

産技術の開発を進め、医薬原材料、有用タンパク質、

生物資材、新機能植物品種、化石燃料代替物質、化成

品原料などの有用物質の高効率生産技術開発を行う。 

 

3. 情報・人間工学領域 

3‐（1）ビッグデータから価値を創造する人工知能技

術の開発 

 ビッグデータの分析・試験・評価による知的なサービ

ス設計等を支援するため、脳のモデルに基づく人工知能

技術や人工知能の活用を促進するプラットフォーム技術

など、人工知能が効率良く新たな価値を共創する技術を

開発する。今後のマーケティングにより変更される可能

性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・大量のデータを解析し意味のある情報を引き出して利

活用する、ビッグデータを用いた人工知能の要素技術

に関する研究開発を行う。脳のモデルに基づく脳型人

工知能や静的データから得られる知識と動的に得られ

るデータを融合して学習・理解するデータ知識融合人

工知能などの基礎技術の研究を行う。 

・実世界のビッグデータを収集・蓄積・解析する要素技

術の研究を行うとともに、これらをシステム化して人

工知能プラットフォームを構築する技術の研究開発を

行う。 

 

3‐（2）産業や社会システムの高度化に資するサイバ

ーフィジカルシステム技術の開発 

 ひと、もの、サービスから得られる情報を融合し、産

業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジカル

システムを実現する統合クラウド技術や軽量でスケーラ

ブルなセキュリティ技術、そこから得られるデータをサ

ービスの価値に繋げる技術などを開発する。今後のマー

ケティングにより変更される可能性はあるが、現時点で

は次の研究開発が見込まれる。 

・遍在するセンサやロボットなどのエッジデバイスをネ

ットワークして得られる生活や生産の膨大なデータや

情報の流通と処理を円滑にすることで、ひと、もの、

サービスから新たな価値を創造する統合クラウドを研

究開発する。 
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・安心して利用できるサイバーフィジカルシステムを実

現するためのセキュリティ基盤として、ソフトウェア

工学や暗号技術を用いてシステムの品質と安全性を向

上する技術を研究開発する。 

 

3‐（3）快適で安全な社会生活を実現する人間計測評

価技術の開発 

 人間の生理・認知・運動機能などのヒューマンファク

ターを明らかにし、安全で快適な社会生活を実現するた

め、自動車運転状態をはじめとする人間活動の測定評価

技術を開発する。また、人間の運動や感覚機能を向上さ

せる訓練技術の研究開発を行う。今後のマーケティング

により変更される可能性はあるが、現時点では次の研究

開発が見込まれる。 

・ひとの活動の基盤となる様々な状況の認識プロセスを、

ひとの感覚やこころの状態、ひとのからだの機能やそ

の状態として測定し、測定結果からひとのこころやか

らだの状態を評価する技術を開発する。 

・障がい者や高齢者などが、自らの残存機能を活かして

人や社会とのコミュニケーションを実現し、向上させ

るための機能訓練・機能支援技術の研究開発を行う。 

 

3‐（4）産業と生活に革命的変革を実現するロボット

技術の開発 

 介護サービス、屋内外の移動支援サービス、製造業な

ど様々な産業においてロボットによるイノベーションの

実現をめざし、人間共存型産業用等のロボットや評価基

準・評価技術などの関連技術を開発する。また、環境変

化に強く自律的な作業を実現するロボット中核基盤技術

を開発する。今後のマーケティングにより変更される可

能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・高齢者の機能と活動を向上させるため、高齢者の運

動・コミュニケーション機能を支援するロボット技術、

介護者を支援するロボット技術と生活機能モデルに基

づく介入効果の定量評価技術・高齢者支援ロボット技

術の基準作成等を行う。 

・ロボットの空間計測、動作計画、過酷環境移動などの

ロボットの基盤技術の研究と、生活支援ロボット等に

おける応用研究を行う。 

 

4. 材料・化学領域 

4‐（1）グリーンサステイナブルケミストリーの推進 

 再生可能資源等を用いて、高効率かつ低環境負荷で、

各種の基礎及び機能性化学品を製造し、高度利用するた

めの基盤技術を確立する。また、空気を新たな資源とし

て利用可能な触媒技術の開発にも取り組む。今後のマー

ケティングにより変更される可能性はあるが、現時点で

は次の研究開発が見込まれる。 

・シェールガス等の非在来型資源や、バイオマス等の再

生可能資源から、高効率かつ低環境負荷で、各種の基

礎及び機能性化学品を製造するため、原料処理、微生

物・酵素によるバイオ変換、触媒による精密合成など

に関わる技術開発に取り組む。 

・化学品の高付加価値化や高度利用を目指し、分子や界

面の制御、素材の形成・機能化、材料特性評価・標準

化などに関わる技術開発を一体的に進め、機能性化学

材料の多様な産業分野への展開に資する。 

 

4‐（2）化学プロセスイノベーションの推進 

 各種の基礎及び機能性化学品等の製造プロセスの高効

率化・省エネルギー化を実現するための化学プロセス技

術を開発する。また、高温・高圧等の特異な反応場を積

極的に利活用し、精密な制御が可能な新しい化学プロセ

ス技術を開発する。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・高い効率で機能性化学品などを開発・製造するために、

特異空間や特異反応場を利用した高温・高圧技術、マ

イクロリアクター技術などの開発や、これを支える流

体や物性制御の技術開発を通じ、低環境負荷型の反応

プロセス技術の基盤を構築する。 

・基礎及び機能性化学品の製造プロセスの省エネルギー

化に貢献するため、高い性能の膜分離や吸着吸収分離

などに係る材料・プロセスの開発に取り組み、高機能

な分離技術の基盤を構築する。 

 

4‐（3）ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発

とその応用技術の開発 

 ナノカーボン高効率合成及びナノカーボン複合材料製

造技術等、ナノ材料のナノ構造精密制御技術や複合化技

術、及び先端計測技術を開発する。また、材料・デバイ

ス開発促進のために、高度な計測技術、理論・計算シミ

ュレーションを利用した材料開発を行う。今後のマーケ

ティングにより変更される可能性はあるが、現時点では

次の研究開発が見込まれる。 

・CNT 及びグラフェンなどのナノカーボン材料の構造

を精密に制御するスーパーグロース法、e-DIPS 法等

の製造技術や、CNT の各種分離技術、CNT の複合材

料化技術など、省エネルギーに貢献する新素材やフレ

キシブルデバイス等の新デバイス創出等に資する研究

を遂行する。 

・物質回収や効率的エネルギー利用等に資する材料やデ

バイス開発のためにナノ粒子やナノ薄膜の微細構造制

御や複合化ならびに積層技術、及び先端計測技術を開

発する。また、高度な理論・計算シミュレーションを

展開し、環境やエネルギーに貢献する次世代材料の開

発を加速する。 

 

4‐（4）新たなものづくり技術を牽引する無機機能材

料の開発 
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 無機系新素材の創製とスケールアップ製造技術及び部

材化技術を開発し、資源制約の少ない元素だけを使った

高耐熱磁石等の、耐環境性及び信頼性に優れた各種の産

業部材を提供する。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・新機能粉体の創成及びそのスケールアップ製造技術を

開発する。それにより、新機能粉体の実用化を実現す

る。 

・新素材のバルク組織化技術を開発する。それにより、

耐環境性及び信頼性に優れたエネルギー・環境部材や

ヘルスケア部材を提供する。 

 

4‐（5）省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材

料と部材の開発 

 省エネルギー社会構築を目指し、軽量構造材料などの

設計やプロセス技術の開発によって、輸送機器の軽量化

に資する構造部材、ならびに広い温度領域を想定し、各

温度領域に適した熱制御部材を開発する。今後のマーケ

ティングにより変更される可能性はあるが、現時点では

次の研究開発が見込まれる。 

・輸送機器の軽量化などで輸送エネルギーの削減に貢献

するために、材料創生・加工・評価技術を活用し、信

頼性の高い軽量構造材料の開発を行うとともに、実用

化に向けた部材化技術、プロセス技術の開発を行う。

これをもって省エネルギー社会構築への貢献を目指す。 

・材料の組織や相、構造を制御することによって、生活

環境から工場までの広い温度領域において熱エネルギ

ーを制御する材料を開発するとともに、実用化に向け

た部材化技術、高信頼性化技術、プロセス技術の開発

を行う。これをもって省エネルギー社会構築への貢献

を目指す。 

 

5. エレクトロニクス・製造領域 

5‐（1）情報通信システムの高性能化および超低消費

電力化技術の開発 

 情報データの処理量や通信量の増加に対応するため、

省電力で高性能な IT 機器を実現する情報処理・記憶デ

バイス技術とその集積化技術、あるいはフォトニクス関

連技術等を開発する。更なる高性能化に向けたポストス

ケーリング集積化技術の確立や新しい情報処理技術の創

出を目指す。今後のマーケティングにより変更される可

能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込まれる。 

・大規模化するデータに対応して高性能な情報処理を高

エネルギー効率で行うための技術として、ギガバイト

クラスの集積度を持つ相変化メモリ技術、シリコン

MOSFET の駆動力省エネ性を超えるロジックデバイ

ス技術、これらを三次元集積する技術を開発する。 

・揮発性メモリ STT-MRAM の大容量化と省電力化の

実用化技術、およびさらなる低消費電力で動作する電

圧トルク MRAM、スピン演算素子の基盤技術を開発

する。 

・シリコンフォトニクス技術を中核として、ネットワー

クのエネルギー効率を3-4桁高める光パスネットワー

ク技術の開発と普及、これとチップ間、チップ内の光

インターコネクトを利用した高性能集積デバイス技術

を開発する。 

・通常の CMOS 集積回路では実現できない新規の情報

処理技術を創出するために必要となる新材料技術およ

び新原理デバイス技術を開発する。 

 

5‐（2）もののインターネット化に対応する製造およ

びセンシング技術の開発 

 製造レジリエンス強化と産業競争力強化を目指した製

造網（Web of Manufacturing）の実現と社会インフラ

の維持管理を効率化・高度化を可能とする新たなセンシ

ング技術、センサネットワーク技術、収集データ利用技

術などを開発する。今後のマーケティングにより変更さ

れる可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込ま

れる。 

・生産ラインの予防保全や障害対応、設備総合効率向上

のために、過酷環境下等、定常的モニタリングが困難

とされてきた状況でも適用可能な計測技術や、設備へ

のセンサ後付けなどによる比較的簡便に収集したデー

タ群から設備状況に関わる情報を導出する間接モニタ

リング技術を開発する。また、それらの情報に基づい

て生産性やメンテナンス性などの生産システム評価を

行えるデータモデル構成技術及び分析技術を開発する。 

・社会インフラや産業インフラの保守や点検等に資する

ため、ひずみ，振動，温度など複数のセンシングと通

信機能を集積化したネットワーク MEMS システムを

開発し、大規模社会実験を行う。さらに、構造物をそ

の場・非破壊でかつ簡便に検査診断するために、高エ

ネルギー分解能の超伝導検出器の多画素・多重化技術

や過酷環境計測デバイス、光イメージング技術や生体

非侵襲センサを開発する。 

 

5‐（3）ものづくりにおける産業競争力強化のための

設計・製造技術の開発 

 産業や社会の多様なニーズに対応した製品を省エネ、

省資源、低コストで製造するために、設計マネジメント

技術、印刷デバイス技術、ミニマルファブ技術、複合加

工技術などを開発する。製品の更なる高付加価値化を目

指し、高機能フレキシブル電子材料等の新材料、機能発

現形成型技術等を開発する。今後のマーケティングによ

り変更される可能性はあるが、現時点では次の研究開発

が見込まれる。 

・顧客価値の高い製品・システムの開発を可能にするた

めに、複数業種の製造民間企業における共通問題を抽

出し、デライト設計の質向上を実現する上流設計マネ
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ジメント環境を構築する。 

・エレクトロニクス・MEMS の変量多品種オンデマン

ド生産技術として印刷デバイス製造技術およびミニマ

ルファブ技術、フレキシブルで高効率なマイクロナノ

レベルの製造技術の開発を行う。また、それらの技術

を活用して、大面積フィルムデバイス、MEMS セン

サ等の開発を行う。 

・付加製造の高度化と、切削、プレス、電解加工などの

加工技術の深化と体系化を進めるとともに、これらの

複合化により、加工物に合わせた高効率な加工を行う

ことが可能な複合加工プロセス技術を開発する。積層

造形に関しては、レーザー、電子ビーム、インクジェ

ット技術を活用した高速化、高精度化、傾斜構造化な

どプロセスの高度化の研究を行う。複合加工に関して

は、電解加工とレーザー加工の複合化による医療用脳

血管用極細管ステント等の医療機器やエネルギーデバ

イスなどを想定し、そのために必要な材料・形状を低

コスト・高能率で製造する。 

 

5‐（4）多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与

技術の開発 

 パワーモジュール、燃料電池、構造材料等、種々の産

業用部材、基材に対し自在なコーティングを可能とする

ために、コーティング技術を高度化する。今後のマーケ

ティングにより変更される可能性はあるが、現時点では

次の研究開発が見込まれる。 

・AD（エアロゾルデポジション）法や、光 MOD（金

属有機化合物分解）法、LIJ（レーザー援用インクジ

ェット）法などの産総研が世界を先導するポテンシャ

ルを有する先進コーティング技術を核に、産総研の基

礎研究ポテンシャルを活かし成膜メカニズム解明に基

づくプロセスの高度化と、それを基にした多事業分野

での民間企業への橋渡しを実現する。 

 

6. 地質調査総合センター 

6‐（1）地質調査のナショナルセンターとしての地質

情報の整備 

我が国の知的基盤整備計画に基づいて、国土およびその

周辺海域の地質図、地球科学基本図のための地質調査を

系統的に実施し、地質情報を整備する。今後のマーケテ

ィングにより変更される可能性はあるが、現時点では次

の地質の調査が見込まれる。 

・知的基盤整備計画に沿った地質図幅・地球科学図等の

系統的な整備、及び1/20万シームレス地質図の改訂を

行う。日本の陸域の地質情報を整備するとともに、地

質情報としての衛星データの整備と活用を行う。 

・南西諸島周辺地域の地質調査を着実に実施し、日本周

辺の海洋地質情報の整備を行う。 

・沿岸域の海陸シームレス地質情報の整備を行う。ボー

リングデータを活用した都市域の地質・地盤情報を整

備する。 

・地質調査の人材育成を行う。 

 

6‐（2）レジリエントな社会基盤の構築に資する地質

の評価 

 国および地域の防災等の施策策定に役立てるために、

地震・火山活動および長期地質変動に関する調査と解明

を行い、地質災害リスクの予測精度向上のための技術を

開発する。今後のマーケティングにより変更される可能

性はあるが、現時点では次の地質の調査が見込まれる。 

・地震・津波の痕跡調査、過去の巨大地震の復元、活断

層の評価手法の高度化ならびに海溝型地震に係わる地

殻深部の高精度変動モニタリング技術の開発を行う。 

・火山地質調査、年代測定技術による過去の火山噴火履

歴の系統的解明、火山地質図の整備ならびに噴火推移

評価手法の開発を行う。 

・地下深部の長期安定性に関する予測・評価手法の開発

のため、10万年オーダーの地震・断層活動、火山・

マグマ活動、隆起・侵食活動ならびに地下水流動に関

する長期地質変動情報を整備する。 

 

6‐（3）地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発 

 国の資源エネルギー施策立案や産業の持続的発展に役

立てるために、地下資源のポテンシャル評価および地圏

環境の利用と保全のための調査を行い、そのための技術

を開発する。今後のマーケティングにより変更される可

能性はあるが、現時点では次の地質の調査が見込まれる。 

・地下資源評価として、燃料資源、鉱物資源ならびに地

熱・地中熱に関するポテンシャル評価と調査を実施す

る。 

・地下環境利用評価として、二酸化炭素地中貯留等に関

する地質モデリング技術の開発と調査を実施する。 

・地下環境保全評価として、資源開発や各種産業活動等

に起因する土壌・地下水に関する評価手法の開発と調

査を実施する。 

 

6‐（4）地質情報の管理と社会利用促進 

 国土の適切な利用と保全などを目指して、地質情報や

地質標本を体系的に管理するとともに、効果的に成果を

発信することにより、地質情報の社会利用を促進する。

今後のマーケティングにより変更される可能性はあるが、

現時点では次の地質の調査が見込まれる。 

・整備された地質情報や地質標本を体系的に管理する。 

・信頼性の高い公正な地質・地球科学情報を、出版物や

WEB、地質標本館等を通じて国民へ提供する。 

・国や自治体、民間企業、研究機関や一般社会での地質

情報の利用を促進する。 

 

7. 計量標準総合センター 

7‐（1）計量標準の整備と利活用促進 
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 知的基盤整備計画に基づき、物理標準と標準物質の整

備を行うとともに、計量標準の利活用を促進するため、

計量標準トレーサビリティシステムの高度化を進める。

さらに、単位の定義改訂に対応するなどの次世代計量標

準の開発を推進する。今後のマーケティングにより変更

される可能性はあるが、現時点では次の研究開発が見込

まれる。 

・ユーザーニーズ、規制対応など緊急度の高さ、グリー

ン・ライフ・震災対応等の優先分野を勘案し定期的に

更新される知的基盤整備計画に基づいて、長さ、質量、

時間などの物理標準と高純度、組成系などの標準物質

の開発・範囲拡張・高度化等、整備を行う。 

・計量標準の利活用を促進するため、定量 NMR、計測

計量に係るセンサや参照標準器等の開発を通じ、計量

標準トレーサビリティの高度化を進める。 

・アボガドロ定数精密測定や光格子時計の開発を含め、

単位の定義改定や関連する国際勧告値に関わる物理定

数の精密測定、および新たな定義に基づき計量標準を

実現する現示技術など、次世代計量標準の開発を推進

する。 

 

7‐（2）法定計量業務の実施と人材の育成 

 計量法の適切な執行のため、特定計量器の基準器検査、

型式承認試験等の試験検査・承認業務を着実に実施する

とともに、計量教習などにより人材育成に取り組む。さ

らに、新しい技術に基づく計量器の規格策定等にも積極

的な貢献を図る。今後のマーケティングにより変更され

る可能性はあるが、現時点では次の業務が見込まれる。 

・特定計量器の基準器検査、型式承認試験等を実施する。

また、当該業務の現状を把握し、現行の国内技術基準

の国際基準への移行、新しい技術に基づく計量器の規

格策定等にも積極的な貢献を図る。 

・法定計量技術を教習して、国内の法定計量技術者の計

量技術レベルの向上を図る。 

7‐（3）計量標準の普及活動 

 中小企業なども計量標準の利活用ができるよう環境を

整備し、情報提供や相談などにより計量標準の普及に取

り組む。また、計量標準の管理・供給、国際計量標準と

工業標準への貢献及び計量標準供給制度への技術支援を

行う。今後のマーケティングにより変更される可能性は

あるが、現時点では次の業務が見込まれる。 

・中小企業なども含むより広いユーザーに計量標準の利

用を促進するため、情報提供及び講習・技能研修活動

の拡充を図る。工業標準化、国際標準化へ貢献する。 

・計量標準の管理・供給を行う。製品の認証に必要とな

る計量標準の国際同等性を確保する。計量法の運用に

係る技術的な業務と審査、およびそれに関連する支援

を行う。 

 

7‐（4）計量標準に関連した計測技術の開発 

 計量標準に関連した計測・分析・解析手法及び計測機

器、分析装置の開発、高度化を行う。また、計量に係る

データベースの整備、高度化に取り組む。今後のマーケ

ティングにより変更される可能性はあるが、現時点では

次の研究開発が見込まれる。 

・計量標準に関連した計測・分析・解析手法及び計測機

器、分析装置の開発、高度化を行う。工業標準化や国

際標準化を推進し、開発した機器・技術、コンサルテ

ィング業務により、ユーザーが期待するソリューショ

ンを提供する。 

・研究開発の基盤強化に資する信頼性の高い物質のスペ

クトルデータや熱物性データ、国内外の計量標準サー

ビスに関する情報を更新・拡充し、ウェブサイトを通

じて広く提供する。 
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≪別表２≫予算      

        

中長期目標期間：2015～2019 年度予算      

      （単位：百万円）

区    別 

エネルギ

ー・環境領

域 

生命工学

領域 

情報・人間

工学領域 

材料・化

学領域 

エレクト

ロニク

ス・製造

領域 

収入               

  運営費交付金 50,462 32,878 28,425  38,686  35,614 

  施設整備費補助金 0 0 0  0  0 

  受託収入 39,210 4,607 8,715  2,298  1,113 

   うち国からの受託収入 15,750 1,851 3,501  923  447 

     その他からの受託収入 23,460 2,757 5,214  1,375  666 

  その他収入 8,481 6,758 5,534  8,028  7,132 

              

  計   98,153 44,243 42,673  49,011  43,859 

支出               

  業務経費 58,943 39,636 33,959  46,714  42,746 

   うちエネルギー・環境領域 58,943 0 0  0  0 

     生命工学領域 0 39,636 0  0  0 

     情報・人間工学領域 0 0 33,959  0  0 

     材料・化学領域 0 0 0  46,714  0 

     エレクトロニクス・製造領域 0 0 0  0  42,746 

     地質調査総合センター 0 0 0  0  0 

     計量標準総合センター 0 0 0  0  0 

     その他本部機能 0 0 0  0  0 

              

  施設整備費 0 0 0  0  0 

              

  受託経費 39,210 4,607 8,715  2,298  1,113 

   うち国からの受託 15,750 1,851 3,501  923  447 

     その他受託 23,460 2,757 5,214  1,375  666 

              

  間接経費 0 0 0  0  0 

              

  計   98,153 44,243 42,673  49,011  43,859 
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      （単位：百万円）

区    別 
地質調査総合

センター 

計量標準総

合センター

その他本部

機能 
法人共通 合計 

収入               

  運営費交付金 26,984 32,981 34,425 29,101 309,556

  施設整備費補助金 0 0 0 41,001 41,001

  受託収入 5,411 3,124 104 8,470 73,052 

   うち国からの受託収入 2,173 1,255 42 2,209 28,151 

     その他からの受託収入 3,237 1,869 63 6,261 44,901 

  その他収入 5,213 8,591 10,747 13,507 73,991 

              

  計   37,608 44,696 45,227 92,080 497,601

支出               

  業務経費 32,197 41,572 45,173 0 340,939

   うちエネルギー・環境領域 0 0 0 0 58,943

     生命工学領域 0 0 0 0 39,636

     情報・人間工学領域 0 0 0 0 33,959

     材料・化学領域 0 0 0 0 46,714

     エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 42,746

     地質調査総合センター 32,197 0 0 0 32,197

     計量標準総合センター 0 41,572 0 0 41,572

     その他本部機能 0 0 45,173 0 45,173

              

  施設整備費 0 0 0 41,001 41,001

              

  受託経費 5,411 3,124 104 0 64,582 

   うち国からの受託 2,173 1,255 42 0 25,942 

     その他受託 3,237 1,869 63 0 38,640 

              

  間接経費 0 0 0 51,078 51,078

              

  計   37,608 44,696 45,277 92,080 497,601
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≪別表３≫収支計画      

中長期目標期間：2015～2019 年度収支計画      

      （単位：百万円）

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学

領域 

情報・人

間工学領

域 

材料・化

学領域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

費用の部   109,931 47,674 50,530 56,456 44,290

  経常費用 104,652 43,641 46,175 51,159 39,636

   エネルギー・環境領域 51,834 0 0 0 0 

   生命工学領域 0 34,857 0 0 0 

   情報・人間工学領域 0 0 29,866 0 0 

   材料・化学領域 0 0 0 41,082 0 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 37,592

   地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

   計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

   その他本部機能 0 0 0 0 0 

   受託業務費 34,475 4,051 7,662 2,020 979 

   間接経費 0 0 0 0 0 

   減価償却費 18,343 4,734 8,647 8,057 1,065

  財務費用 0 0 0 0 0 

   支払利息 0 0 0 0 0 

  臨時損失 5,279 4,033 4,355 5,297 4,654

   固定資産除却損 0 0 0 0 0 

  会計基準改定に伴う退職給付費用 4,739 3,620 3,910 4,756 4,178

   会計基準改定に伴う賞与引当金繰入  540  412  445  542  476

        

収益の部  110,317 47,660 49,746 55,349 45,010

  運営費交付金収益 44,377 28,915 25,000 34,024 31,322

  国からの受託収入 15,750 1,851 3,501 923 447 

  その他の受託収入 23,460 2,757 5,214 1,375 666 

  その他の収入 8,738 6,825 5,654 8,140 7,145

  資産見返負債戻入 12,713 3,281 6,022 5,590 776

  財務収益 0 0 0 0 0 

   受取利息 0 0 0 0 0 

  臨時利益 5,279 4,033 4,355 5,297 4,654

   固定資産売却益 0 0 0 0 0 

  退職給付引当金見返に係る収益 4,739 3,620 3,910 4,756 4,178

  賞与引当金見返に係る収益 540 412 445 542 476

              

純利益（△純損失） 386 (14) (784) (1,108) 720 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0 0 0 

総利益（△総損失） 386 (14) (784) (1,108) 720 
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      （単位：百万円）

区    別 
地質調査総

合センター

計量標準

総合セン

ター 

その他本

部機能 
法人共通 合計 

費用の部 38,589 49,446 42,571 48,598 488,085

  経常費用 35,056 44,903 40,156 45,313 450,692

   エネルギー・環境領域 0 0 0 0 51,834

   生命工学領域 0 0 0 0 34,857

   情報・人間工学領域 0 0 0 0 29,866

   材料・化学領域 0 0 0 0 41,082

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 37,592

   地質調査総合センター 28,315 0 0 0 28,315

   計量標準総合センター 0 36,559 0 0 36,559

   その他本部機能 0 0 39,722 0 39,722

   受託業務費 4,757 2,747 92 0 56,783

   間接経費 0 0 0 44,916 44,916

   減価償却費 1,983 5,596 343 397 49,165

  財務費用 0 0 0 0 0 

   支払利息 0 0 0 0 0 

  臨時損失 3,533 4,543 2,415 3,284 37,393

   固定資産除却損 0 0 0 0 0 

  会計基準改定に伴う退職給付費用 3,172 4,079 2,168 2,949 33,571

  会計基準改定に伴う賞与引当金繰入 361 464 247 336 3,822

              

収益の部 39,291 49,221 43,781 51,135 491,510

  運営費交付金収益 23,732 20,006 30,272 25,592 272,240

  国からの受託収入 2,173 1,255 42 2,209 28,151 

  その他の受託収入 3,237 1,869 63 6,261 44,901 

  その他の収入 5,241 8,669 10,752 13,513 74,677

  資産見返負債戻入 1,375 3,879 237 275 37,393

  財務収益 0 0 0 0 0 

   受取利息 0 0 0 0 0 

  臨時利益 3,533 4,543 2,415 3,284 37,393

   固定資産売却益 0 0 0 0 0 

  退職給付引当金見返に係る収益 3,172 4,079 2,168 2,949 33,571

  会計基準改定に伴う賞与引当金繰入 361 464 247 336 3,822

              

純利益（△純損失） 702 (225) 1,210 2,538 3,425 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0 0 0 

総利益（△総損失） 702 (225) 1,210 2,538 3,425 
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≪別表４≫資金計画      

        

中長期目標期間：2015～2019 年度資金計画     

      （単位：百万円）

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学

領域 

情報・人間

工学領域 

材料・化学

領域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

資金支出   98,153 44,243 42,673 49,011 43,859

  業務活動による支出 86,300 38,900 37,520 43,093 38,563

   エネルギー・環境領域 51,825 0 0 0 0 

   生命工学領域 0 34,849 0 0 0 

   情報・人間工学領域 0 0 29,858 0 0 

   材料・化学領域 0 0 0 41,072 0 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 37,584

   地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

   計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

   その他本部機能 0 0 0 0 0 

   受託業務費 34,475 4,051 7,662 2,020 979 

   その他の支出 0 0 0 0 0 

  投資活動による支出 11,853 5,343 5,153 5,919 5,296

   有形固定資産の取得による支出 11,853 5,343 5,153 5,919 5,296

   施設費の精算による返還金の支出 0 0 0 0 0 

  財務活動による支出 0 0 0 0 0 

   短期借入金の返済による支出 0 0 0 0 0 

  次期中期目標期間繰越金 0 0 0 0 0 

              

資金収入 98,153 44,243 42,673 49,011 43,859

  業務活動による収入 98,153 44,243 42,673 49,011 43,859

   運営費交付金による収入 50,462 32,878 28,425 38,686 35,614

   国からの受託収入 15,750 1,851 3,501 923 447 

   その他の受託収入 23,460 2,757 5,214 1,375 666 

   その他の収入 8,481 6,758 5,534 8,028 7,132 

  投資活動による収入 0 0 0 0 0 

   有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0 0 

   施設費による収入 0 0 0 0 0 

   その他の収入 0 0 0 0 0 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 

   短期借り入れによる収入 0 0 0 0 0 

  前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 
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      （単位：百万円）

区    別 
地質調査総

合センター

計量標準総

合センター

その他本部

機能 
法人共通 合計 

資金支出   37,608 44,696 45,277 92,080 497,601

  業務活動による支出 33,067 39,298 39,809 44,910 401,460

   エネルギー・環境領域 0 0 0 0 51,825

   生命工学領域 0 0 0 0 34,849

   情報・人間工学領域 0 0 0 0 29,858

   材料・化学領域 0 0 0 0 41,072

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 37,584

   地質調査総合センター 28,309 0 0 0 28,309

   計量標準総合センター 0 36,551 0 0 36,551

   その他本部機能 0 0 39,718 0 39,718

   受託業務費 4,757 2,747 92 0 56,783 

   その他の支出 0 0 0 44,910 44,910

  投資活動による支出 4,542 5,397 5,468 47,170 96,141

   有形固定資産の取得による支出 4,542 5,397 5,468 47,170 96,141

   施設費の精算による返還金の支出 0 0 0 0 0 

  財務活動による支出 0 0 0 0 0 

   短期借入金の返済による支出 0 0 0 0 0 

  次期中期目標期間繰越金 0 0 0 0 0 

              

資金収入 37,608 44,696 45,277 92,080 497,601

  業務活動による収入 37,608 44,696 45,277 51,078 456,599

   運営費交付金による収入 26,984 32,981 34,425 29,101 309,556

   国からの受託収入 2,173 1,255 42 2,209 28,151 

   その他の受託収入 3,237 1,869 63 6,261 44,901 

   その他の収入 5,213 8,591 10,747 13,507 73,991 

  投資活動による収入 0 0 0 41,001 41,001

   有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0 0 

   施設費による収入 0 0 0 41,001 41,001

   その他の収入 0 0 0 0 0 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 

   短期借り入れによる収入 0 0 0 0 0 

  前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 
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【平成30年度計画】 

 独立行政法人通則法第31条第1項及び第35条の8に基

づき、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、産

総研）の平成30年度の事業運営に関する計画（以下、

年度計画）を次のように定める。 

 

Ｉ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に

関する事項 

1. 「橋渡し」機能の強化 

・第4期中長期目標期間終了までに民間資金獲得額 を

138億円／年以上にすることを目指し、平成30年度は

基準となる第4期中長期目標に定める現行の額（46億

円1）の2.6倍である119.6億円/年を産総研全体の目標

として掲げる。 

・また、産総研技術移転ベンチャーに対する民間からの

出資額が、現行の額（3億円）の2.6倍である7.8億円

／年以上となることを目標として、ベンチャーへの支

援に取り組む。 

・民間資金獲得額の増加とともに大企業との研究契約に

偏ることのないよう、中堅・中小企業の資金提供を伴

う研究契約件数の比率は第4期中長期目標策定時点の

水準（約1/3）を維持するよう努める。 

・各領域においては、領域長の下で目的基礎研究、「橋

渡し」研究前期、「橋渡し」研究後期、及びマーケテ

ィングを一体的かつ連続的に行う。領域ごとの数値目

標を表１の通り定める 。 

・各領域は一定金額規模以上の「橋渡し」研究を企業と

実施した案件について、その後の事業化の状況（件数

等）の把握を行う。 

 

表１ 領域ごとの民間資金獲得額の目標（億円） 
 

平 成 30 年

度目標 

（参考） 
平成 23年度

～平成 25年

度実績の平

均 
エネルギー・環境領域 41.1 19.0 
生命工学領域 15.2 5.0 
情報・人間工学領域 14.5 4.8 
材料・化学領域 19.9 6.6 
エレクトロニクス・製

造領域 
19.0 6.3 

地質調査総合センター 2.9 1.0 
計量標準総合センター 7.2 2.4 

 

（1）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

 

 
1 民間からの受託研究収入、共同研究収入（研究設備の現

物譲渡を含む）、知財収入を合算した額。この他に領域に振

り分けられない民間資金獲得額は 0.9 億円。 

（2）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 

（3）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 

（1）～（3）に関わる研究開発等の年度計画につい

ては領域ごとに別表1に記載する。 

 

（4）産総研技術移転ベンチャー支援の強化 

・産総研技術移転ベンチャーの創出を推進するため、ス

タートアップ開発戦略タスクフォース等ベンチャー創

出支援事業において、事業化に向けたマーケティング

活動、ビジネスモデル構築及びプロトタイプの開発を

推進する。また、民間企業から産総研技術移転ベンチ

ャーへの出資を促進するため、ビジネスインキュベー

ション機関及びベンチャーキャピタル等とのネットワ

ークを活用した連携活動並びに事業計画・ビジネスプ

ランのブラッシュアップ等の事業支援を強化する。 

 

（5）技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施 

・多様な民間企業ニーズに応えるために、「技術コンサ

ルティング制度」を活用し、産総研の技術的なポテン

シャルを活かした指導助言等を実施する。 

・コンサルティング制度に関する職員への周知などによ

って、職員の理解の促進を図ると共に、民間企業への

説明を徹底して、研究現場での一層の活用を図る。さ

らに産総研の総合力を活かした大型連携の構築に向け

て、イノベーションコーディネータが主導する共創型

技術コンサルティングを促進する。一方、技術コンサ

ルティングの大幅な増加を踏まえ、顧客満足度のモニ

タリング調査を実施し、業務品質の向上を図るととも

に、効率的な技術コンサルティング制度の運用のあり

方を検討する。これらの取組みを通じて、年度計画を

大幅に上回った平成29年度技術コンサルティング収

入を上回ることを目標とする。 

 

（6）マーケティング力の強化 

・各研究領域において、領域の特性に応じた技術マーケ

ティング活動を実施する。マーケティング強化のため、

目的基礎研究や「橋渡し」研究前期に追加的に措置さ

れる交付金については、 民間資金獲得強化の方針を

導入する。 

・異なる領域や地域センターをまたがる横断的なマーケ

ティング活動を行う機能の充実及び効率的な運用を図

る。 

・大型連携を図るため、シーズプッシュ型のマーケティ

ングに加えて、民間企業との活発なコミュニケーショ

ンによるニーズプル型や、コンセプトを共創するマー

ケティングを領域横断的な技術コンサルティングなど

によって推進する。 

・多様な経験、資質、人的ネットワーク等を有したマー
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ケティングを担う専門人材の強化のため、企業連携活

動への参加機会や基礎的な企業連携研修（年2回程度）

等、連携ノウハウを共有する場を設定し、内部人材の

育成を引き続き行うとともに、専門性に基づいた外部

人材の登用を継続し、当該専門人材の更なる高度化に

向けた研修等のあり方を検討する。 

 

（7）大学や他の研究機関との連携強化 

・クロスアポイントメント制度と従来の連携制度を併用

することで、基礎研究、応用研究・開発、実証、事業

化といった各段階において他の機関に所属する優秀な

人材を取り込んで最大限に活用する。これにより、組

織間の連携推進を実効的に進めるとともに、多様な連

携の方策から最適な仕組みを選びつつ推進する。これ

に加えて大学等の研究室単位での産総研への受け入れ

や、産総研の研究室の大学内もしくは隣接地域等への

設置を通じて、大学等との一層の連携強化を図る。 

・革新的基礎研究力を有する大学等から生まれた優れた

技術シーズや優秀な研究人材を活用し、産総研におけ

る「橋渡し」機能の強化を加速させるための拠点「オ

ープンイノベーションラボラトリ」の整備を、平成

30年度も積極的に進める。 

 

（8）戦略的な知的財産マネジメント 

・知財戦略会議を開催し、「強く広い」知的財産権の取

得等を目指した産総研全体としての知的財産戦略の策

定及び知的財産マネジメント強化策の検討を行う。 

・特許審査委員会を開催し、知財戦略会議で策定された

知的財産戦略を踏まえた国内外の出願・審査請求等要

否の審査を行う。 

・知財戦略会議や標準化戦略会議等を活用して、知的財

産活動と標準化活動との一体的推進を図る。 

・目的基礎研究や「橋渡し」研究前期の研究成果である

萌芽技術について、オープン＆クローズ戦略も含めた

戦略的な知的財産アセット構築の支援を実施する。 

・セミナー・シンポジウムの開催や普及・啓発用資料の

充実化等によって、知的財産や標準化に関する普及・

啓発及び産総研内外への情報発信を図る。 

・パテントオフィサー等の知的財産専門人材の育成に取

り組む。 

・平成32年5月のリリースに向けて新しい知的財産管理

システムの開発を継続する。 

・知的財産の活用において、出口シナリオの企画・立案

機能を強化するため、知的財産情報の発信と有望案件

の発掘・検討を推進し、技術移転マネージャーを中心

に、研究現場と連携した技術移転活動を強化する。 

 

（9）地域イノベーションの推進等 

① 地域イノベーションの推進 

・地域における「橋渡し」の推進のため、自治体や公設

試との連携関係の強化や、「産総研イノベーションコ

ーディネータ」制度のさらなる拡充と活用等により、

地域中核企業との研究連携を推進する。具体的には、

地域中核企業との連携研究（共同研究、受託研究、中

小企業庁や国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）等の戦略的基盤技術高度化

支援事業（サポイン事業）及び中堅・中小企業への橋

渡し研究開発促進事業（橋渡し事業）、自治体予算に

よる補助事業や委託事業、内部予算を用いた予備研究

や追加研究、技術コンサルティング等）を、合わせて

75件以上行う。 

・平成27年度に各地域センターが所在する地域ごとに

創設した、地域中核企業からなる「テクノブリッジク

ラブ」を活用し、地域中核企業との連携強化を推進す

る。当該年度は、「テクノブリッジクラブ」加盟企業

が350社以上となるよう拡充を図るとともに、加盟企

業との200件以上の連携研究を行う。 

・産業技術連携推進会議の技術部会と地域部会を通じて、

公設試の技術レベル向上を図るための研究会や研修、

地域経済の現状を踏まえたプロジェクトの共同提案等

の取り組みを積極的に実施する。 

・地域センターごとに「橋渡し」機能の進捗状況、課題

を把握し、地域センターの連携機能強化に向けて、企

画・調整を行う。 

・まち・ひと・しごと創生本部決定の「政府関係機関移

転基本方針」を踏まえて石川県及び福井県に整備した

拠点を中心として、県及び公設試との連携により、地

域中堅・中小企業への「橋渡し」等を推進する。 

 

② 福島再生可能エネルギー研究所の機能強化 

・福島再生可能エネルギー研究所は、再生可能エネルギ

ーに関するわが国唯一の国立研究機関として以下に示

すように多様な最先端研究開発を推進すると共に、被

災地復興、地方創生に資する産学官連携、人材育成等

を加速させる。 

・太陽光発電技術は、結晶シリコン型太陽電池の低コス

ト化、スマートスタック太陽電池等のさらなる高効率

化を図り、劣化メカニズムの究明や性能評価技術の開

発を行う。風力発電技術は、LIDAR 技術の水平・鉛

直展開による風力アセスメント技術の高度化、翼のプ

ラズマ制御技術による高効率化の研究に取り組む。エ

ネルギーネットワーク技術は、次世代スマートインバ

ータの導入拡大に資する試験方法の開発等を行う。地

熱については、超臨界地熱発電技術に関する試掘への

詳細事前検討に入る。地中熱については、東北主要地

域のポテンシャルマップの高精度化と、新規地域のポ

テンシャルマップ作成を行う。水素キャリア技術は、

変動再エネ由来水素を用いた MCH 製造の実証、アン

モニア合成プラント本格稼働による触媒の適正評価、

各キャリアの熱機関での高効率化を行う。水素・熱シ
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ステムは、再エネを用いた水素製造・貯蔵・利用を含

むエネルギーマネージメントシステムを、実際のビジ

ネスの場に移設して実証開始する。 

・平成30年度から始まる新たな事業（被災地企業等再

生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業）

では、従来の個社企業支援事業に加え、被災地企業等

がコンソーシアムを組み、これまでの成果である技術

シーズを集結した被災地三県発の再生可能エネルギー

関連製品の事業化を目指す。また、併せて当該事業に

地元大学等の学生を参画させることで、グローバルか

つ専門的人材の育成に向けた取組みを図る。 

 

（10）世界的な産学官連携拠点の形成 

・オープンイノベーションを推進して事業化への「橋渡

し」を加速させる世界的な産学官連携拠点の形成を目

指し、SCR 新棟建設事業を進めるとともに、老朽化

が進んだ既存 SCR の機能の見直しを図り、研究開発

環境の維持と安全対策強化を行う。海外研究拠点との

連携や革新的なアイデアを持つ企業等によるオープン

イノベーションが可能となるように、SCR、NPF、

MEMS ラインの連携を強化して IoT デバイスの研究

開発能力を向上させる。 

・オープンイノベーション推進のためのプラットフォー

ム機能の強化に資する事業の一環として、拠点運営機

能にマーケティング機能を付加し、SCR の IoT 技術

開発拠点としての価値を向上させる施策を実施する。

具体的には、中小企業やベンチャー企業などの多様な

ニーズへ応え、さらに積極的に利用方法を提案するた

め、プロセスインテグレーターを配置する。イノベー

ションコーディネーター（IC）と連携して、プロセ

スインテグレーターが活動することで、SCR の利用

拡大を図る。 

・また、より高度な半導体製造装置等の整備を進め、量

産開発に資する6インチ大型ウェハーを用いた SiC パ

ワーデバイス試作ラインの稼働率を向上させ、オープ

ンイノベーション拠点としての価値を一層高める。 

・さらに、共用施設ステーションでは、TIA 中核他機

関等との連携を強化し利便性の向上を図る。また、

IC 等によるマーケティング機能を付加することによ

り、共用施設ネットワークマネージメントグループ等、

構成する各マネジメントグループやステークホルダー

グループを活用して、オープンプラットフォーム機能

の強化と企業連携活動を加速する。 

・各機関の多様な技術を融合させ、複数領域での大型研

究資金獲得に向けた戦略立案と体制構築を行うため、

TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」を推

進する。TIA 中核機関間の連携を促進し新たなシー

ズ創出を加速するだけでなく、企業発案の課題も企画

し、新しい知の創造と産業界への橋渡しに貢献する。 

・ナノテクキャリアアップアライアンスや TPEC 人材

育成等、今後の TIA の人材育成機能の方向性となり

うる、民間企業の人材育成に資する機能を強化する。 

 

（11）「橋渡し」機能強化を念頭に置いた領域・研究者

の評価基準の導入 

・「橋渡し」研究では事業化に向けた企業のコミットメ

ント獲得が重要であることから、平成29年度も引き

続き「橋渡し」研究を担う領域への研究予算は民間資

金獲得実績を最重視して行う。 

・各領域の評価に際しては、数値目標を掲げた民間資金

獲得額、論文発表数、論文の合計被引用数、実施契約

等件数、イノベーション人材育成人数の達成状況に加

え、具体的な研究成果や知的基盤の整備状況等、上述

の評価軸、評価指標及びモニタリング指標に基づいて

行う。評価結果については平成31年度の研究予算の

予算配分に反映させる。 

・人事評価制度について、引き続き、以下の取り組みを

実施する。 

1）「橋渡し」への貢献に対する具体的な評価事例を、

職員に公表する。 

2）平成30年度は3年に1回開催している評価者研修を

実施する。 

 

（12）追加的に措置された交付金 

 

2. 地質調査、計量標準等の知的基盤の整備 

・我が国の経済活動の知的基盤である地質調査や計量標

準等については、我が国における当該分野の責任機関

として、これらの整備と高度化を通じて我が国の産業

基盤を引き続き強化する。平成30年度は特に以下の

業務に取り組む。詳細については別表１に記載する。 

・知的基盤整備の評価においては、国の知的基盤整備計

画に基づいて着実に知的基盤の整備に取り組んでいる

か、及び計量法に関わる業務を着実に実施しているか

を評価軸とし、地質図・地球科学図等の整備状況、計

量標準及び標準物質の整備状況、及び計量法に係る業

務の実施状況を指標とする。さらに、地質情報の普及

活動の取り組み状況、計量標準の普及活動の取り組み

状況を評価の際のモニタリング指標として取り扱う。 

  

【地質調査総合センター】 

・国民生活・社会経済活動を支える地質情報の整備のた

め地質調査を進めるとともに、5万分の1地質図幅4区

画、20万分の1地質図幅1区画を出版する。海洋地質

図は沖縄島南部周辺海域を出版する。また、相模湾沿

岸域の海陸シームレス地質情報集を公開する。さらに、

3D 地質地盤図作成に向けて東京23区の基準ボーリン

グ調査を進める。 

・地質災害に強い社会構築のため、陸域4断層帯・海域

1断層帯以上の活断層調査と、沿岸5地域以上で地
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震・津波履歴調査を行い、国へ情報提供を行う。また、

防災上重要な3火山以上で火山地質図作成の調査を進

める。さらに、中国地方のテクトニックマップ作成を

進める。 

・国の中深度処分及び地層処分の基準整備に向け、地質

変動事象に対する深部流体の移動や周辺地層への影響

等の評価・検討を行う。 

・非在来型エネルギー資源の創出に向け、メタン生成菌、

メタンハイドレート、超臨界地熱の開発研究を進める。 

・機能性鉱物材料の実用化に向け、技術開発を進める。 

・地下環境保全のため、表層土壌評価基本図の全国整備

に向けた枠組構築と予備調査を実施する。また、苫小

牧地域の水文環境図を出版し、他の地域の調査・編集

を進める。 

・CO2地中貯留の実現のため、苫小牧 CCS 試験サイト

で圧入時の重力モニタリングの観測精度の高度化を進

める。 

・国土の適切な利用と保全などを目指して、地質情報等

の体系的管理、効果的な発信、社会利用の拡大を進め

る。 

 

【計量標準総合センター】 

・物理標準については、力計、高温熱電対、パワーアナ

ライザ等の物理標準の開発・範囲拡張・高度化等の整

備を知的基盤整備計画に沿って行う。 

・標準物質については、既存標準物質の安定性評価を行

い供給を継続するとともに、知的基盤整備計画に沿っ

て化学・材料評価のための標準物質を開発し、併せて

水道法等の規制に対応した標準物質の濃度校正方法の

開発とその技術移転を行う。 

・計量法に係る業務については、特定計量器の基準器検

査、型式承認試験等の効率的な実施に取り組む。特定

計量器に新たに追加された自動はかりの技術基準及び

型式承認試験設備の整備を行う。また、計量教習、計

量講習、計量研修を実施し、法定計量技術に関わる人

材育成を行う。 

・計量標準の利用を促進するため、情報提供及び講習・

技能研修活動の拡充を図り、計量標準に関連する工業

標準化、国際標準化へ貢献する。また、国際比較等を

通じて計量標準の管理を行い、計量法トレーサビリテ

ィ制度に定められた参照標準等の供給を行う。 

 

3. 業務横断的な取り組み 

（1）研究人材の拡充、流動化、育成 

・優秀かつ多様な研究人材の獲得のため、以下の制度の

活用を進めるとともに、制度の一層の活用に向けて必

要に応じ制度改善を図る。 

1）クロスアポイントメント制度の活用により、大学

等の優れた研究人材の受け入れと同時に、産総研の研

究室の大学等への設置を通じて組織の枠組みを超えた

研究体制を積極的に活用する。 

2）リサーチアシスタント制度を活用し、優秀な若手

人材を確保する。 

・極めて優れた研究成果を上げている者、極めて高い研

究能力を有すると判断できる者については、テニュア

化までの任期の短縮及び直ちにテニュア化する採用を、

引き続き積極的に適用する。 

・クロスアポイントメント制度の活用を引き続き拡大し、

平成29年度実績と同等以上の人数受け入れ・出向を

目標とするとともに、本制度を活用した民間企業への

職員出向の実施を目標とする。 

・研究者の育成において、以下の取り組みを行う。 

1）職員が研究者倫理、コンプライアンス、安全管理

などの必要な基礎知識を習得するよう、e-ラーニング

等の研修を引き続き徹底させるとともに、必要に応じ

て受講内容等について見直しを図る。 

2）研究職員の研究能力及びマネジメント能力向上を

研修により支援する。特にユニット長等研修をはじめ

とする階層別研修について見直しを実施し、職責によ

り求められるマネジメントや人材育成の能力の向上を

図る。 

3）産業界のニーズや社会情勢を踏まえ、研修内容を

見直しつつ、研究職員の多様なキャリアパス形成を支

援する研修を実施する。また、パテントオフィサー人

材育成に向けた研修を実施する。 

・産総研イノベーションスクールにおいては、産業界に

イノベーティブな若手博士研究者等を輩出することを

目的とし、若手博士人材および大学院生等を対象に、

講義・演習と産総研における研究実践、長期企業研修

などを実施する。また、修了生の人的ネットワーク構

築を継続的に支援する。さらに、希望するスクール生

以外の大学院生にも講義聴講を可能とし、将来的なイ

ノベーションスクールへの応募に繋げる。 

・マーケティング機能体制強化のため、引き続き海外派

遣型マーケティング人材育成事業等の研修を実施し、

内部人材を育成する。 

・「橋渡し」機能強化につながる多様な外部人材の登用

を引き続き行う。 

・優れた研究能力やマーケティング能力、又は研究所の

適切な運営管理マネジメント能力等を有する定年後の

職員について、その能力等に応じた適切な処遇のもと、

必要な人材の登用を引き続き行う。 

・多様な属性を持つ人材のポテンシャルを生かし、個人

の能力を存分に発揮できる環境を実現させて産総研の

研究開発力強化や「橋渡し」機能の充実を目指すため、

産総研「第4期中長期目標期間におけるダイバーシテ

ィの推進策」に基づくアクションプランや、産総研

「女性活躍推進法行動計画」に基づく取り組みを継続

して推進する。 

・男女が共に育児等と仕事とを両立することができ、ラ



資 料 

(408) 

イフイベントに左右されずに高い業務パフォーマンス

を発揮できるような、ワーク・ライフ・バランスの実

現を目指し、産総研「次世代育成支援行動計画」に基

づく取り組みを推進する。 

 

（2）組織の見直し 

・更なる業務の適正化及び効率化を目指し、継続的に組

織・制度の見直しを実施する。研究推進組織は産業界

の動向や民間企業、社会ニーズへ対応するため、柔軟

な見直しを実施する。 

・また、パートナー企業のニーズに、より特化した研究

開発の実施を目指し、企業との大型共同研究等を行う

ための組織「連携研究室(冠ラボ)」の設置を進める。 

・さらに、革新的基礎研究力を有する大学等から生まれ

た優れた技術シーズや優秀な研究人材を活用し、産総

研における「橋渡し」機能の強化を加速させるため、

大学等外部機関の構内に連携研究を行うための研究組

織「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」を

引き続き整備する。 

・産総研全体として「橋渡し」機能の強化を図る体制を

維持する観点から本部組織等について、必要に応じて

柔軟に見直す。 

・多様な経験、資質、人的ネットワーク等を有したマー

ケティングを担う専門人材の強化のため、企業連携活

動への参加機会や基礎的な企業連携研修（年2回程度）

等、連携ノウハウを共有する場を設定し、内部人材の

育成を引き続き行うとともに、専門性に基づいた外部

人材の登用を継続し、当該専門人材の更なる高度化に

向けた研修等のあり方を検討する。 

・機動的に融合領域の研究開発を推進するための理事長

戦略予算を本部組織等の決定に基づき、領域に一定程

度配分できるようにする。 

 

（3）特定法人として特に体制整備等を進めるべき事項 

＜理事長のマネジメントの裁量の確保・尊重＞ 

・各界の有識者である外部委員で構成される経営戦略会

議を開催し、会議で出された研究所の進むべき方向に

ついての提言を、理事長による組織運営マネジメント

に反映する。 

・理事長戦略予算の位置づけを明確化し、当該予算で実

施する課題は、各領域、地域センターおよび本部事業

組織の提案の中から、理事長、副理事長、本部長の合

議で決定する。 

＜国際的に卓越した能力を有する人材を確保・育成する

ための体制＞ 

・優れた研究実績を有する、又は高いマネジメント能力

を有する国際的に卓越した研究人材の確保・育成を引

き続き目指す。 

＜研究者が研究開発等の実施に注力するための体制＞ 

・平成29年度から開始した科研費の実績報告書の作成

に関する当該予算の収支データの取りまとめ作業及び

その科研費電子申請システム（日本学術振興会電子申

請システム）への取り込み作業等を研究代表者に代わ

って事務局が行う取り組みを継続するとともに、その

他の外部資金の執行等に関して研究者の事務作業に係

る負担を軽減するための運用等を検討・実施する。 

・施設・設備の維持管理については、産総研施設整備計

画及び産総研スペース利活用計画に基づき、老朽化対

策や研究スペースの集約による効率化等を図る。 

・研究者が研究に専念できる環境を整備するため、研究

支援人材の確保に向けた施策を検討する。 

・特例随意契約については、「特定国立研究開発法人の

調達に係る事務について」（平成29年3月10日内閣総

理大臣決定、総務大臣決定）に基づき、研究資金の不

正使用防止のためのガバナンスを徹底し、適切な調達

を実施する。 

・また、国の調達制度改革に向けた取り組みを踏まえ、

より迅速かつ効果的な調達を実現するため、調達実績

の把握・分析等を行い、制度改善に向けた取り組みを

推進する。 

＜国内外機関との産学官連携・協力の体制や企画力の強

化＞ 

・パートナー企業のニーズに、より特化した研究開発の

実施を目指し、企業との大型共同研究等を行うための

組織「連携研究室(冠ラボ)」の設置を進め、平成29年

度実績と同等以上の設置数を目標とする。 

・ 大学等外部機関の構内に連携研究を行うための研究

組織「オープンイノベーションラボラトリ（OIL）」

を引き続き整備する。また、橋渡しの実現に向け、シ

ンポジウム等の開催、担当 IC の配置、知財取扱指針

の整備等、OIL 運営体制の強化を図る。 

・ 外部機関との組織的連携に関する包括協定および覚

書等を戦略的に締結し、橋渡しの実現に向けた新たな

大学、産業界及び海外機関等との連携・協力を推進す

る。また、締結済の協定及び覚書については、連携状

況の把握に努め、見直しを図る。 

・ 知的財産の活用において、出口シナリオの企画・立

案機能を強化するため、知的財産情報の発信と有望案

件の発掘・検討を推進し、技術移転マネージャーを中

心に、研究現場と連携した技術移転活動を強化する。 

・ 企業等との研究開発プロジェクト経験や産業界・学

界とのネットワークを有する人材を、イノベーション

コーディネータ等として内部登用するために、連携ノ

ウハウを共有する研修等の場を設定し、その参加を通

じた育成を行う。さらに、企業における研究開発や事

業化経験等を有する外部人材の採用を継続する。 

・技術コンサルティングや情報検索ツール等を活用して

企業のニーズ分析を行い、領域や地域センターを限定

することなく産総研の総合力を発揮するための連携と

研究課題の提案を行う。 
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＜国際標準化活動を積極的に推進するための体制＞ 

・標準化戦略会議を開催し、産総研の標準化戦略の策定

を行う。 

・標準化戦略会議等を活用して、戦略的な標準化提案を

促進する支援策の検討を行う。 

・民間企業等と連携しつつ標準化に取り組む案件につい

て、標準化提案に繋がるように支援を実施する。 

・標準化活動の支援策等を通じて、標準化活動を担う人

材の確保に取り組む。 

＜適正な研究開発等の実施を確保するための体制の充実

＞ 

・文部科学省の「研究活動における不正行為への対応等

に関するガイドライン」を踏まえ、研究倫理教育の実

施を通じて産総研の研究成果の信頼をより高め、法令

順守・リスク管理に取り組む。 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

1. 研究施設の効果的な整備と効率的な運営 

・産学官が一体となって行う研究開発を行うため、連携

先の要望に柔軟に対応できる施設・仕組み等の整備、

構築、見直しを進めるとともに、産総研の施設等を活

用した共同研究の他、企業による分析、計測等により、

引き続き橋渡し機能の強化を図る。 

 

2. PDCA サイクルの徹底 

・評価の実施及び評価結果の各部署へのフィードバック

に当たっては、必要に応じて改善を行い、更なる充実

とともに効率化を図る。 

・年度評価に加え、第4期中長期目標期間にかかる平成

31年度当初の見込評価に向けて、効果的かつ効率的

な実施方法を決定し準備を進める。 

・評価結果を領域への予算配分額に反映させること等を

通じて産総研全体として目標を達成するための

PDCA サイクルを働かせる。 

 

3. 適切な調達の実施 

・契約監視委員会を開催し、一般競争入札に係る一者応

札・応募状況等の点検のほか、「平成30年度調達等合

理化計画」の策定並びに「特例随意契約」の点検を行

う。また、委員会点検による意見・指導等については、

全国会計担当者会議等において共有し、改善に向けた

取り組みを行う。 

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成

25年12月24日閣議決定）を踏まえ、一般競争入札を

原則としつつも、特定国立研究開発法人としての特性

を考慮し、契約事務取扱要領の「随意契約によること

ができる場合」に基づき、適切かつ合理的な調達を実

施する。 

・民間企業での技術的な専門知識を有する契約審査役を

引き続き雇用し、政府調達基準額以上の調達請求にか

かる仕様内容や調達手段について、審査を実施する。 

・地域センターの契約案件については、前年度の競争入

札等手続きによる契約のうち、契約額が上位から数え

て10 %にあたる契約案件の契約額を、平成30年度の

契約審査役が行う審査の基準額とする。 

 

4. 業務の電子化に関する事項 

・ファイアウォールによる24時間のセキュリティ監視

を徹底するとともに、平成29年度に導入を開始した

次期ファイアウォールの運用を開始し、不正アクセス

に対する十分な強度を確保する。 

・インターネットバックアップ回線、所内ネットワーク、

イントラ業務システムについて、震災等の災害時を想

定した訓練を行う等、確実な稼働を確保する。 

 

5. 業務の効率化 

・運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加され

るもの、拡充分等は除外した上で、一般管理費（人件

費を除く。）及び業務費（人件費を除く。）の合計につ

いては前年度比1.36 %以上を削減する。 

・給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、

給与規程、俸給表及び総人件費を公表し、国民に対す

る説明責任を果たす。 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

・運営費交付金を充当して行う事業について、セグメン

ト毎、ユニット毎等の執行状況を定期的に調査し、引

き続き予算の計画的・効果的な執行を促す。 

・運営費交付金債務の発生要因等と分析される、各種状

況変動により生じる執行残額を早期に検知することで

債務減少を図る。 

・財務諸表において、5領域、2総合センター、その他

本部機能、法人共通の区分でセグメント情報を開示す

る。また、セグメントごとに予算計画及び執行実績を

明らかにし、著しい乖離がある場合にはその理由を決

算報告書により説明する。 

・不用となった資産については、所内及び他機関に対し

情報を開示し、有効活用を図る。また適時適切に減

損・除却等の会計処理を行う。 

・適正な研究用備品等の管理制度・体制を継続するとと

もに、必要に応じ見直しを行う。また、国等の委託事

業で取得した研究用備品に関し、適正な資産管理を行

う。 

・第4期中長期目標期間終了までに民間資金獲得額を

138億円／年以上にすることを目指し、平成30年度は

中長期目標策定時点から160 %増である119.6億円／

年を産総研全体の目標として掲げる。 
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1. 予算（人件費の見積もりを含む）【別表２】 

 

2. 収支計画【別表３】 

 

3. 資金計画【別表４】 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

・なし 

 

Ⅴ．不要財産となることが見込まれる財産の処分に関す

る計画 

・関西センター尼崎支所については、引き続き自治体及

び関係機関と協議を行い、国庫納付に向けた手続きを

進める。 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

・剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に係る経費  

・知的財産管理、技術移転に係る経費 

・職員の資質の向上に係る経費 

・広報に係る経費 

・事務手続きの一層の簡素化、迅速化を図るための

電子化の推進に係る経費 

・用地の取得に係る経費 

・施設の新営、増改築及び改修、廃止に係る経費 

・任期付職員の新規雇用に係る経費 等 

 

Ⅶ．その他業務運営に関する重要事項 

1. 広報業務の強化 

・プレス発表や取材対応などを通じ、マスメディアに対

し、研究成果や組織経営に関する情報を積極的に提供

することにより、記事化および TV 報道につなげる。

また、引き続き会見による発表、記者との懇談・意見

交換会の開催及び理事長からのトップメッセージの発

信に取り組む。 

・産総研の存在をアピールするため、地域の展示会、イ

ベント等へ積極的に研究成果等を出展する。 

・一般公開では、地域住民への研究紹介に加えて子供向

けの体験テーマの増強を図る。 

・常設展示施設「サイエンス・スクエア つくば」では、

引き続き産総研への理解を深めるための取り組みとし

て、特別展示や特別見学ツアーを実施する。 

・広報誌「産総研 LINK」では産業界にとって魅力的な

記事の掲載に努めるとともに、電子版等を活用した情

報発信を行い、購読者増加の取り組みを行う。 

・産総研 HP の充実を図るとともに、ソーシャルメディ

アネットワークを使用して、広く一般国民へ事業概要

や研究成果の情報発信を拡大する。 

 

2. 業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの

推進 

・リスク情報を迅速に現場から収集し、迅速かつ着実な

リスク管理及びコンプライアンス推進の取組みを実施

する。 

・e-ラーニング研修を着実に実施し、組織文化を一層強

化することに重点を置いた研修を開催する他、「コン

プライアンス推進週間」を新たに設け、組織一体とな

った取組みを実施する。 

・国立研究開発法人協議会に参加する27法人における

リスク管理機能を向上させること等を目的として、平

成29年度に設置された「コンプライアンス専門部会」

の事務局を担い、コンプライアンスに関する情報交換

及び課題の検討等を実施する。 

・剽窃探知オンラインツールの利用促進の他、研修等で

の研究不正に係る事例紹介を通して、研究不正の防止

を図る。 

・所内のニーズを踏まえた業務改善・効率化に取り組む。

また、業務フロー分析等を基にした全所的な業務改革

に取り組む。 

・役職員が「橋渡し」となる産学官連携活動等を適切に

推進するため、個人としての利益相反マネージメント

及び臨床研究に係る利益相反マネージメントを確実に

実施するとともに、当該実施にあたっては、国、他機

関の動向を把握しつつ、効率的かつ効果的な実施を目

指す。また、出資制度や連携研究ラボ等産学官連携制

度の多様化に対応するため、組織の利益相反マネージ

メントについての制度化に着手する。 

・内部監査として、研究ユニットごとの包括的な監査及

び個別業務等に着目したテーマごとの監査を効率的・

効果的に実施する。 

・監事監査が効率的・効果的に行えるよう監事への情報

の提供等必要な支援を行う。 

・平成29年度から見直された研究記録制度の実施状況

を把握するとともに、確実で安定な運用を図る。また、

不断に制度の改善・見直しを講じる。 

 

3. 情報セキュリティ対策等の徹底による研究情報の保

護 

・外部の専門家を情報セキュリティ委員会の委員として

委嘱し、その知見を活用し、情報セキュリティ対策を

検討・実施する。 

・平成30年度に改定が予定されている「政府機関の情

報セキュリティ対策のための統一基準」に準拠するた

め、産総研情報セキュリティポリシー（情報セキュリ

ティ関連規程類）の改訂の準備を進める。 

・全役職員等を対象として情報セキュリティ研修及び定

期セルフチェックを実施し、情報セキュリティの脅威

と対策方法を周知徹底する。 

・外部専門機関（情報セキュリティ監査企業）による情

報セキュリティ監査を実施し、各部署が実施している
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情報セキュリティ確保のための取り組み等について改

善を促す。 

・平成29年度に策定した高度サイバー攻撃対処のため

の対策導入計画に基づき、情報セキュリティ対策の強

化と体制整備を進める。 

・「サイバーセキュリティ戦略について」（平成27年9月

4日閣議決定）を踏まえ、次期基幹業務システムハー

ドウェアの構築を進める。 

 

4. 内部統制に係る体制の整備 

・「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等

の整備」（平成26年11月28日付け総務省行政管理局長

通知）等で通知された事項を参考にしつつ、内部統制

に係る所内体制の整備を進める。 

 

5. 情報公開の推進等 

・法令等に基づく開示請求対応及び任意事項の情報公開

を適切かつ円滑に実施する。 

また、法人文書の適切な管理を推進するため、部門等

に対する点検等を効果的に実施する。 

・個人情報の適切な取扱いを確保するため、部門等に対

する点検及び監査を実効的かつ効率的に実施する。 

・個人情報保護に関する職員の理解を増進するため、セ

ルフチェック及び e-ラーニング等を活用した周知徹

底を行う。 

 

6. 施設及び設備に関する計画 

・産総研施設整備計画（平成30年度版）を策定し、同

計画に基づき施設及び設備の整備と、老朽化した建物

の閉鎖・解体を進める。 

・平成28年度2次補正予算で実施する、人工知能に関す

るグローバル研究拠点整備事業における新営棟建設

（柏・臨海）及び老朽化対策（研究廃水処理施設改

修・空調設備改修）を着実に整備する。 

・平成29年度補正予算で実施する、高機能 IoT デバイ

スに関する研究拠点整備を着実に推進する。研究拠点

整備にあたっては、エネルギー効率の高い機器を積極

的に採用する。 

 

7. 人事に関する計画 

 

8. 積立金の処分に関する事項 

 

《別表１》 第４期中長期目標期間において重点的に推

進する研究開発等 

 

1. エネルギー・環境領域 

1‐（1）新エネルギーの導入を促進する技術の開発 

・Si 太陽電池については、注入マスクとイオン注入技

術を用いた低コストプロセスを確立するとともに、裏

面電極型セルの高効率化を図る。CIGS 系太陽電池に

ついては、新発見の熱光照射効果の機構解明と熱光照

射条件の最適化を進め高効率化に取り組む。モジュー

ルの3つの劣化モード（物理的・機械的劣化、化学的

腐食劣化、電圧誘起劣化）を誘発する要因のうち、紫

外光、湿熱、高電圧の3つの負荷の組合せによって生

じる劣化メカニズムを究明し、当該分野の学術的深耕

を図るとともに信頼性向上に結び付ける。評価・標準

技術について、新たに開発される新型太陽電池の性

能・信頼性の正しい評価と改善に必要な性能評価技術

を開発する。 

・スマートスタック太陽電池に関しては、Ⅲ－Ⅴ族トッ

プセル、Si ボトムセルをそれぞれ改良し、さらなる

変換効率向上を図る。H-VPE 装置の改良を行い、さ

らなる高速成長を目指すとともに、InGaP/GaAs タ

ンデムセルを試作する。ペロブスカイト太陽電池の界

面制御技術において、独自の界面制御材料を開発する

とともに、ペロブスカイト粒界制御による性能向上に

取り組む。結晶シリコン太陽電池で実現可能で従来の

SQ 限界を超えられる非平衡太陽電池の新コンセプト

として新規に提案した「熱回収型太陽電池」の基礎的

な実証に取り組む。 

・次世代 PCS（スマートインバータ）の導入拡大に資

する試験方法をハードウェアとソフトウェアの両面か

ら開発する。スマートインバータ実機に対する国際標

準的な機能検証を行えるようにすると共に、スマート

インバータによる電力系統サポート機能の効果を分析

可能なシミュレーション技術を開発する。 

・深部超臨界地熱資源利用ギガワット級発電技術の開発

に関して、試掘への詳細事前検討に入る。地熱チーム

は国内研究者のリーダーシップを取り、有望地点の地

下情報収集、資源量評価、試掘・試験プランの策定、

機器・素材・シミュレータ開発を開始する。 

・東北主要地域の高精度な地中熱ポテンシャルマップを

作成するため、地中熱チームは、これまでに構築した

各地域の地下水流動・熱輸送概念モデルに地質調査や

熱応答試験の結果を反映させ、データの評価と解析を

行う。また、新たに新潟平野および大阪平野等のポテ

ンシャルマップ（暫定版）を作成する。  

 

1‐（2）エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発 

・再生可能エネルギーシステム構築について、変動再エ

ネ由来水素を用いた MCH 製造を実証する。その際、

これまでに開発した電解シミュレータモデルや MCH

製造触媒の基盤的研究成果を活用する。また MCH 製

造量の大規模化を図り、MCH 利用技術の実証に貢献

する。アンモニア合成について、合成プラントを本格

稼働させ、産総研開発触媒のプラントでの適正等を評

価する。各キャリアの利用技術について、特に燃焼利

用技術に焦点を当て、各キャリアに適する熱機関での
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高効率・クリーン化を推進する。ゼネコンとの共同研

究において、構築した再生可能エネルギーを用いた水

素製造、貯蔵、利用を含むエネルギーマネージメント

システムを、実際にビジネスが行われている場所に移

設して、実証を開始する。 

・ガソリン車並みの走行距離となる電気自動車のために、

高エネルギー密度を示す新型電池が不可欠であり、硫

化物電池及びコンバージョン材料を用いたナノ界面制

御電池への期待は大きい。硫化物電池では、組成及び

組織制御した金属多硫化物を合成し、高容量、高導電

性及びサイクル特性の良好な複合硫黄系正極材料を探

索する。また、ナノ界面制御電池については表面修飾

などの技術により電極材料を高度化し、合成のスケー

ルアップを図る。さらには、金属多硫化物及びコンバ

ージョン材料を負極と組み合わせたフルセルを構築し、

300 Wh/kg を示すことを確認する。 

 

1‐（3）エネルギーを効率的に変換・利用する技術の

開発 

・先進的なパワーエレクトロニクス技術の確立に向けて、

SiC デバイス/パワーモジュールの量産技術について

民間企業と共同研究を行う。平成30年度は西事業

SCR 棟の最先端 SiC パワーデバイス量産試作ライン

において、ダイオード、MOSFET の量産試作を行い、

6インチ対応標準プロセスを確立する。また、平成29

年度に開発した低オン抵抗トレンチ MOSFET を基盤

技術とし、1.2 kV 耐圧クラス SiC-MOSFET の更な

る低オン抵抗化を目指してスーパージャンクション構

造の作製プロセスを開発する。パワーモジュールにお

いても、13 kV 用パルス電源用小型パッケージに高速

動作用実装技術を活用して実用に益する tr≦50 ns 高

速動作との両立を目指すと共に、1,200 V 定格2 in 1

モジュールで高パワー密度実装を進め、300 A 大容量

化を目指す。また、これら高性能モジュールを活用し

た新たな次世代パワエレ機器応用の開発を進める。 

・SiC 次世代パワーエレクトロニクス実現に向けて、

SiC ウェハ、SiC デバイス、SiC モジュールの各技術

領域で各要素技術の高度化とそれらの総合的評価を進

める。平成30年度は、ウェハでは伝導度の面内分布

の均一化および制御範囲の拡大を進め、n 型バルクウ

ェハでは比抵抗5 mΩcm 以下、p 型バルクウェハでは 

50 mΩcm 以下、かつ基底面転位（BPD）密度＜ 

100 cm-2を3～4インチウェハで達成する。また高耐圧

デバイス用エピウェハ（エピ層厚：250  m）のキャ

リアライフタイム2～20  s（均一性：±10 %）の設

計値で達成する。またデバイスキラー欠陥密度＜ 

0.5 cm-2（BPD＜0.1 cm-2）を達成する。デバイスで

は、スーパージャンクションデバイス構造による耐圧

6.5 kV の MOS トランジスタの動作実証、並びに超

高耐圧20 kV の SiC-IGBT と PiN ダイオードの試作

及びその両者を組合せたスイッチング特性評価を行う。

また、再結合促進層による順方向劣化対策の有効性を

示す。モジュール開発では、29年度の信頼性評価結

果に基づいた実装状態での動作性能や耐久性の改善を

図り、－40～250 ℃温度サイクル試験1000回、パワ

ーサイクル試験（最大接合温度250 ℃）30000回を達

成する。また、劣化の加速係数把握に基づき、加速劣

化試験法を提案する。 

・ダイヤモンド、GaN 等、将来実用化普及が期待され

るワイドギャップ半導体の材料・デバイス化技術を開

発する。平成30年度は、ダイヤモンドでは実用的ウ

ェハ実現に向け、CVD 合成装置の結晶保持機構の改

良で、クラックのない厚さ1 cm を超えるバルク単結

晶を作製する。また、1 cm2級内製ウェハ上に電界集

中緩和構造を有した pin ダイオード作製と絶縁破壊電

界強度等の特性評価を通じてデバイス化プロセスにお

ける要素技術整理と課題抽出を行う。 

・国内自動車業界の産業競争力強化に向けて、クリーン

ディーゼル車向け等、高効率エンジン燃焼及び排気制

御の基盤技術を開発し、民間企業への橋渡しを推進す

る。自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）事業

「EGR 凝縮水挙動解明及びデポジット堆積予測技術」

では、排ガス中に含まれる Soot の影響がデポジット

生成に及ぼす影響を解明すると共に、前年度の成果で

ある排ガスサンプリング手法の分析精度の向上を目指

し、EGR デポジット生成メカニズム解明へと導く。

同じく AICE 事業「噴射尿素からのアンモニア生成

モデル構築研究」では、前年に引き続きラボ反応シス

テムを用いて、SCR 触媒上に付着した尿素の分解経

路を明らかにし、さらにその反応速度を求める。特に、

NH3、HNCO 以外の固体副生成物（シアヌル酸、ビ

ウレット等）の生成と分解の挙動を明らかにする。 

・燃料噴霧・着火・燃焼に関する高度解析技術の開発を、

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の「革

新的燃焼技術」や民間共同研究等で継続して推進する。

具体的には、これまで構築してきた燃料噴射モデルの

精度を更に改善し、通常の1・3次元エンジン数値解

析ツールと連動できる新たなプラットフォームを開発

することで、次世代エンジンの開発効率向上と究極の

最適化に貢献する。またプラズマ支援燃焼研究におい

ては、促進効果をもたらした中間化学種のプラズマ中

での形成メカニズムの解明に加え、これまでに開発し

たプラズマ支援燃焼装置を実エンジンに適用して、そ

の熱効率向上効果を実証する。 

・国内産業振興に向けて、省エネルギー化に資する未利

用熱有効利用のための熱マネジメント技術を開発する。

未利用熱エネルギー調査では、工場調査を実施し、未

利用熱エネルギー活用技術の導入可能性と導入効果の

推定、評価を行う。 

・熱電発電については、平成29年度に引き続き高性能



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(413) 

熱電材料を組み合わせて、モジュールの試作と高効率

発電実証を行う。長時間の発電性能評価を実施し、劣

化メカニズムの解明と劣化抑制対策の指針を決定する。 

 

1‐（4）エネルギー資源を有効活用する技術の開発 

・メタンハイドレート資源からの天然ガス商用生産に向

けて、第2回海洋産出試験地にて取得されたコア解析

等を通してモデルの再構築等を行うとともに、ガス生

産試験結果や地層変形モニタリング結果の検証等を通

して、生産挙動評価技術等の高度化を行う。 

・褐炭等の未利用炭化水素資源の高効率かつ環境調和型

利用技術を開発するため、高効率でありながら、CO2

の分離・回収も可能な化学ループ燃焼を用いた次世代

火力発電技術の基盤研究開発を実施する。三塔式循環

流動層コールドモデルを作成し、これらのデータから

長時間循環流動層反応装置と運転条件の設計指針を提

供する。さらに長時間循環反応装置を製作し、天然ガ

スや低品位炭を燃料とした連続試験を実施し、酸素キ

ャリアの性能と基盤技術の確立を検証する。 

 

1‐（5）環境リスクを評価・低減する技術の開発 

・水質分析技術の開発に関しては、高毒性重金属の迅速

分析技術の開発、低コスト・倫理許容性のある有害化

学物質の生体影響評価の基盤技術として、ヒト iPS

細胞曝露試験系の確立と評価指標となる RNA の探査、

および曝露応答関連物質の高感度・簡便な検出法の開

発を行う。微生物を利用した廃水処理システムに関し

ては、産業・環境ニーズの高い廃水種の処理高度化に

係る研究開発を引き続き行う。処理性能の鍵となる微

生物群の動態を高解像度に解析することで、運転維持

管理に必要な各種パラメータを最適化する。水質制

御・浄化では、途上国周辺地域向け飲料水の光触媒浄

化技術開発に必要な検討を引き続き行うとともに、下

水等排水からの微量有害陰イオンの除去技術開発を行

う。 

・都市鉱山技術によるレアメタルリサイクル等、資源循

環等対策技術を開発する。物理選別プロセスでは、多

様なプリント基板に適用可能な、各種選別装置の自律

制御を目指して、装置内粒子運動シミュレータと装置

間マルチ搬送システムの基本設計を行う。また、製品

データベースに登録する品目、機種を一層拡充すると

ともに、2D、3D 画像解析を融合した廃製品自動認識

装置（試作機）を開発する。化学分離プロセスにおい

ては、希土類元素に対し、合金隔膜と溶融塩を用いた

分離法について複数元素の回収方法の探索及び吸着剤

について相互分離のための溶離剤の検討を進めるとと

もに、二価白金族イオンに対し、抽出分離速度への溶

剤の影響及び他元素からの選択的沈殿分離機構を調べ

る。CFRP のリサイクルについては、処理条件と回

収炭素繊維の物性との関係を明らかにすると共に、臭

素系難燃剤含有樹脂の脱ハロゲン化技術を開発する。

また、木質やプラスチック廃棄物の熱分解に関し、エ

ネルギー収支や物質収支データを基に経済性試算を行

う。 

・安全管理政策に資するリスク評価研究では、セルロー

スナノファイバーの安全性評価のために、微量分析分

析評価法、気管内投与試験、皮膚透過性試験等の手法

を開発する。また、現場調査・模擬排出試験を実施し

て、応用製品からの暴露シナリオを抽出する。フィジ

カルハザード評価では、複数の爆発影響因子を考慮し

たリスク評価技術を開発する。JIS 規格改正への貢献

を目指し、火薬類の安定度試験法を開発する。鉱工業

のイノベーションを支える評価技術の開発では、水素

エネルギーキャリアのリスク評価書を完成させる。ま

た、アジア地域のグローバルサプライチェーンデータ

ベース構築の着手と新材料開発における代替効果の定

量手法を開発する。 

 

2. 生命工学領域 

2‐（1）創薬基盤技術の開発 

・医薬リード化合物最適化技術の高度化・高速化のため

に、効率的なターゲット探索、ゲノム情報解析技術、

薬効・毒性評価技術の開発を行う。平成30年度はメ

タゲノム、オミクス情報などのビッグデータを統合的

に解釈するための IT 技術の開発を進めるとともに、

引き続き細胞操作技術と微細加工技術を活用して作製

した身体・臓器モデルによる精密な薬効・毒性評価を

可能とする技術の基盤を開発する。 

・がんや自己免疫疾患等の診断薬・治療薬の開発を目指

して、糖鎖、糖タンパク質、ペプチド等を活用した創

薬技術の開発を行う。平成30年度は治療の標的とな

る糖タンパク質の探索と、標的を捕捉するためのプロ

ーブ開発を実施する。また創薬支援ネットワークの一

員として、次世代天然物化学技術研究組合等を介して

産業界での創薬開発の支援を行う。 

・生体分子の構造と機能を明らかにすることにより、効

果的な薬剤開発を支援する基盤技術の開発を行う。平

成30年度は、細胞等を生きたまま高分解能で観察で

きる生体分子イメージング、及び創薬最適化のための

タンパク質の立体構造解析技術の高度化を進める。さ

らにバイオリソースの創薬への高度利活用、高効率な

化学合成技術による低分子医薬探索、及びバイオ医薬

品連続生産等の基盤技術開発を推進する。 

 

2‐（2）医療基盤・ヘルスケア技術の開発 

・幹細胞等を用いた再生医療技術の基盤技術開発を目指

して、幹細胞等操作技術とそのための医療機器技術の

開発を行う。平成30年度は、複数遺伝子を安全に導

入できる産総研の RNA ベクター技術の優位性を活か

した高効率な細胞リプログラミング技術、および幹細
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胞の品質管理技術の改良を進め、これらの産業界への

技術移転を促進させる。 

・健康状態や疾病の早期・簡便な評価法の開発を目指し

て、健康評価のためのバイオマーカー探索と評価デバ

イスの開発を行う。平成30年度は、微細加工技術な

どを駆使し高速かつ安価にがん、生活習慣病、感染症

などの疾病を診断するための高速遺伝子解析技術、免

疫アッセイなどの生体分子計測技術やこれらに用いる

ための新規材料を開発する。また引き続き医療機器等

の品質・有効性・安全性等に関する標準化・ガイドラ

イン化を進めるとともに、医療機器支援ネットワーク

の一員として産業界での医療機器開発の支援を行う。 

 

2‐（3）生物機能活用による医薬原材料等の物質生産

技術の開発 

・効率的な物質生産技術の構築を目指して、遺伝子組換

えとゲノム編集技術を活用した生物による物質生産技

術の開発を行う。平成30年度もスマートセルインダ

ストリーを実現する基盤技術開発を目指して、引き続

き植物の遺伝子操作技術と特殊栽培技術を融合した高

効率な有用物質生産技術、及び代謝系改良により物質

生産に資する有用微生物の開発を行う。またゲノム編

集の基盤技術やその応用技術の開発を進める。 

 

3. 情報・人間工学領域 

3‐（1）ビッグデータから価値を創造する人工知能技

術の開発 

・現在は神経科学的現象を説明する自然科学的モデルに

とどまっている脳型人工知能について、工学応用可能

な機械学習アルゴリズムの形に統合した情報処理技術

として完成するとともに、有用性を実証することを目

指す。平成30年度には、脳の情報処理をアルゴリズ

ムのレベルで理解するため、時間構造を持つ情報処理

を実現する視覚認知モデルの改良と評価を進めるとと

もに、認識処理のメカニズムの解明とモデル化を進め

る。 

・データ知識融合人工知能について、連続値と離散値の

組み合わせや時間的変化をともなう実世界のデータと

知識を融合するための新しい確率モデリング技術の研

究開発を実施する。平成30年度は、平成29年度まで

に構築したプロトタイプの性能向上に向けた新規な手

法の開発を進めるとともに、これまでに開発した手法

の公開を進める。 

・人工知能の先端的な要素技術をモジュール化した先進

中核モジュールと、それらを統合し、人工知能の多様

な応用に迅速に適用するための次世代人工知能フレー

ムワークの研究開発を実施する。平成30年度は、観

測・データ収集、認識・モデル化・予測、行動計画・

制御、自然言語処理、の各要素機能モジュールを、人

工知能処理向け大規模・省電力クラウド基盤上で大規

模なデータに適用し、評価・検証を実施する。構築し

たモジュールの社会実装に向けた企業連携の取り組み

も進める。 

 

3‐（2）産業や社会システムの高度化に資するサイバ

ーフィジカルシステム技術の開発 

・生産現場、生活場面での人間行動センシング技術と、

それを通じて得られる実世界ビッグデータを集約、分

析し、製品の価値向上、サービスの生産性向上に繋げ

る統合クラウド技術を開発する。平成30年度は、1）

車両測位技術（VDR）の産業橋渡しとして、物流現

場など3箇所での応用実証を行う、2）歩行者自立測

位技術（PDR）と全身姿勢推定に基づく人間行動セ

ンシング技術を改良し、後ろ歩きや横歩きなど移動の

多様性に対応する。業務内容推定の精度を90 %以上

に高める。3）人間行動センシングデータから業務ス

キルレベルなどを表現できる人間モデルを生成する技

術を開発する。この人間モデルを含むサービス現場シ

ミュレーターを開発し、現場で生産性の評価等に用い

られる指標を誤差を5 %以内で推定する。これらの技

術群について企業連携やライセンス提供に繋げる。 

・安全なサイバーフィジカルシステムの実現を目指し、

演算性能や電力に制約のある大量のエッジデバイス上

でも実用的な速度で処理が可能な暗号技術と、それを

用いたプライバシ保護や認証技術に関する研究開発を

実施する。RSA 暗号等の従来技術では、効率性、機

能性、安全性のいずれも不十分であり、格子問題等の

数学的構造に基づき、エッジデバイスに適した軽量で

高機能な暗号・認証技術の実現を目指す。平成30年

度は、前年度までに設計を行った関数暗号、ID ベー

ス暗号、匿名認証等の高機能暗号について、安全性と

効率性を両立するパラメータ設定手法等を明らかにし、

そのうえで厳密な性能評価および安全性評価を行う。

また、関数暗号に対し、高い安全性と効率性を維持し

たまま、利用可能な関数クラスを拡充する等の機能拡

張を行う。 

 

3‐（3）快適で安全な社会生活を実現する人間計測評

価技術の開発 

・戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）自動走

行システムの最終年度として、ヒューマンファクター

研究開発（平成28年度より3年間）のまとめを行う。

産総研が担当しているドライバー状態の指標化につい

ては、公道実験にてドライバー状態指標と運転引継ぎ

等ドライバー行動との関係をデータとして取得し、前

年度に取得したベースラインデータと統合して検証を

行う。また再委託先の筑波大学、慶応大学の成果と合

わせて、プロジェクト全体のとりまとめを行う。 

・健康起因事故撲滅コンソーシアムについては、脳卒中、

心疾患、てんかんの3疾患についての継続研究を終了
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して成果をデータベースとしてまとめ、コンソーシア

ム参加企業（11社）に移管するとともに、国土交通

省先進安全自動車推進計画（国交省 ASV）への移管

を行う。また認知症に関わる新たなプロジェクト立ち

上げ準備として、医学、工学両面からの定期的な講演

会（勉強会）を企業参加を募って実施し、平成31年

度のプロジェクト化を目指す。 

・高齢者が自らの残存機能を維持、増進して自立移動が

できるようにするために、装着型センサで歩行・走行

機能を計測、評価して可視化する技術を開発する。平

成30年度は、装着型センサを用いた運動の計測技術

と、力学指標の計算技術を2箇所以上の現場での実証

試験に適用する。また、視覚や触覚刺激に対する運動

の変化を計測することで、人の運動変容モデルを構築

する。このモデルを、歩行の矯正や運動スキルの向上

に関する2件以上の共同研究で活用する。下肢切断者

用の義足についても、新たに1社以上の企業と連携し、

現場と実験室での評価を行う。また、倒立振子を用い

た義足走者の力学モデルを構築し、義足のバネ・ダン

パ特性の変化がスプリントタイムに与える影響を

20 %以下の誤差で予測できるようにする。 

 

3‐（4）産業と生活に革命的変革を実現するロボット

技術の開発 

・ロボット介護機器の安全評価技術および安全試験装

置・手順の改良を行う。平成29年度までに開発した

安全評価技術の適用範囲を拡大するため、AI を用い

た自律走行システムについて従来の安全基準と整合し

た技術の調査検討を進める。ロボット介護機器の

Internet of Things（IoT）化等の計測技術の研究開

発を進め、それを活用した介護現場での生活データ収

集実験を実施、その分析に基づきロボット介護機器の

評価や介護サービスの改善を行う。座り乗り型モビリ

ティロボットの安全性向上、搭乗者の操作・判断支援

技術に関する研究開発を行い、搭乗型ロボットによる

自律走行や、日常的な人自身による移動に適用可能な

技術を開発する。未活用領域へのロボット導入・普及

を目指して、ロボットのプラットフォーム化とそのた

めのミドルウェア技術の研究開発を実施する。 

・ドライバー不足やコスト抑制に対応し、過疎地域や交

通弱者への移動手段として期待されている自動走行技

術を活用した新たな移動サービスである端末交通シス

テムの社会実装を目指し、必要な技術開発、社会受容

性や事業面の検討等を行う。平成30年度は、技術の

確立に基づいた事業性、社会受容性の評価を行うため、

小型電動カートを用いた遠隔型自動走行システムの実

証を3地域（北谷町、輪島市、永平寺町）で行い、利

用者、交通事業者等の受容性評価、事業性の評価など

を1か所、延べ2週間以上の走行実証で実施する。ま

た、小型バスを用いた自動走行システムは、1地域

（日立市）で延べ1週間程度の走行実証評価を同様に

実施し、次のサービス実証につながる知見やデータの

取得と整理を行う。 

・大型構造物の生産現場における過酷環境での作業に対

応するロボットシステム実現のために、これに必要な

ロボット知能と身体を開発している。平成30年度は、

視点と認識尤度の相関を利用した認識フレームワーク

の構築、接触の動的変化や摩擦を考慮した多点接触動

作生成・制御アルゴリズムの開発等を行い、狭隘な建

設足場の移動やアクセスしにくい場所でのボルト締め

作業等の実現を通じてロボット知能の性能、信頼性、

自律性を向上させる。 

 

4. 材料・化学領域 

4‐（1）グリーンサステイナブルケミストリーの推進 

・企業ニーズに基づき、酸化、ウレタン化に注力し、競

争力の高い高機能材料をターゲットに、ハロゲン不使

用かつ低温で進行する環境低負荷なプロセスを確立可

能な新規触媒反応を開発する。 

・バイオベース化学品（D-アミノ酸、バイオ界面活性

剤等）の合成手法の高効率化に引き続き取り組むとと

もに、特性を生かした用途開拓を進める。セルロース

ナノファイバーによる各種材料の高機能化に向け､ナ

ノファイバー複合材料の物性評価や利用技術を拡充す

る。 

・高機能な有機ケイ素部材の製造プロセスを実現するた

めの触媒技術及び触媒プロセス技術に関し、従来法で

は合成が困難であった、構造が精密に制御され分子量

分散度の小さいシリコーン化合物の効率的な製造法を

開発する。 

・レブリン酸エステル合成については、実用化を推進す

るため、パルプ原料に対応した高性能触媒を開発する。

また、セルロース以外の未活用生物資源を原料とした

機能性化学品合成用触媒の開発に着手する。 

・化学材料の多様化・高付加価値化に向け、徐放や分離

機能を有する材料、光応答性の粘接着剤、摩擦・付着

を制御できる材料等の開発を進める。また、実材料の

劣化構造解析や寿命予測等に向け、各種の材料評価手

法の高度化や複合化を推進する。 

 

4‐（2）化学プロセスイノベーションの推進 

・高効率で精密制御を可能とするマイクロ化学プロセス

の構築を目指し、 マイクロ波加熱技術においては、

磁場を利用する定在波形成技術を確立し、これまで加

熱制御が難しかった金属やシート等への照射を可能と

する方法を開発する。また、ギ酸から高圧水素を連続

的に発生させる要素技術開発については、平成29年

度に開発した100 MPa 級の高圧水素発生プロセスを

安定に連続作動するために触媒の耐久性の向上を図る。 

・粘土膜等との材料複合化技術に基づいた分離・遮蔽特
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性を制御する技術開発を目指し、平成30年度におい

ては、平成29年度までに開発した耐熱性ガスバリア

膜材料を用いた電子基板の試作と評価を行い、その用

途の可能性を検証する。 

・高機能な分離膜の開発とその実用化を目指し、昨年度

に明らかとした高シリカチャバザイト分離膜としての

脱水性能に基づいて、平成30年度は企業と共同して

更なる膜の緻密さが要求されるガス分離膜としての性

能評価と長尺膜並びにモジュール化の製造技術を開発

する。 

・水素精製用炭素膜は、水素精製プロセスのシミュレー

ションを行い、従来の吸着プロセスからの省エネ性を

評価する。また、水素ステーションを想定した膜分離

システムの設計計算を実施する。さらに、膜メーカー

における炭素膜の量産化技術開発支援を継続し、膜モ

ジュールの長尺化および大面積化を推進する。 

・物質の吸着と移動特性を利用する高機能相界面の創成

による新しい反応・分離プロセスの提案を目指し、平

成30年度は新規界面活性剤の構造の拡充による特異

相界面の機能向上と用途拡大を行う。また、ナノ多孔

質材料の製造プロセスを最適化するとともに、機能向

上と用途開拓を目指す。 

 

4‐（3）ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発

とその応用技術の開発 

・次世代単層カーボンナノチューブ（CNT）合成技術

における各種プロセスの最適化および合成技術のスケ

ールアップをベンチプラントを用いて実現し、将来的

なプラント建設を可能とするデータを収集する。 

・企業がおこなっている CNT 分散液、膜、糸、複合材

の実用化および安全性評価を、CNT アライアンス・

コンソーシアム事業を通じて支援する。 

・CNT／ゴム・樹脂複合材料について、量産化可能な

ゴム・樹脂中への CNT 分散方法を探求し、CNT 複

合材料の実用化に向けた橋渡し実用化研究を行う。 

・グラフェン合成のスループットを向上させるとともに、

基材としての CVD 合成 h-BN の大面積化をはかり、

その基礎特性評価と高品質化を進める。また、単一構

造 CNT の自動分離システムの高度化を推進し、さら

に CNT 軽量導線開発のための eDIPS 法による高導

電性 CNT 合成プロセスの検討を実施する。 

・CNT 電線において、CNT 導電阻害部を可視化する手

法を開発することで、導電メカニズムを明らかにする。 

・CNT 表面状態を制御可能な修飾法、ならびにその定

量的評価法を開発する。 

・光吸収法による CNT の細胞取り込み量評価法につい

て、国際標準化機構（ISO）において国際規格化する。 

・ロックイン式発熱解析法によって、グラフェンのグレ

インバウンダリを簡便に可視化する手法を開発する。 

・遠心沈降法などによって、分散液中のセルロースナノ

ファイバーの形状分布を測定する手法を開発する。 

・アンモニアおよびアンモニウムイオンを対象とした吸

着剤の安定性の向上や、造粒化など、実用化に必要な

材料基礎特性の向上及び他材料との複合化を進める。

また、導電性高分子材料による有機熱電モジュールの

高性能化に引き続き取り組み、本年度は無線センサデ

バイスへの給電の実証を行う。更に、蓄電可能な熱化

学電池の研究にも着手する。 

・不揮発性メモリーの電気特性、二次電池の充放電過程、

FRP（Fiber reinforced plastic）の機械強度、触媒担

持多孔質体における化学反応を伴う流体解析などに関

わる順方向計算シミュレーションを実施する。その結

果をもとに、最適「機能」を得るために必要な材料要

件を明らかにする。 

・産総研独自の電子顕微鏡技術を活用し、各要素技術の

最適化を図りつつ、低次元材料の原子レベル構造変化

のその場観測や、化学・物理特性の検証を可能とする

イメージングと分光技術の開発を進める。ポリマーと

金属など異種材料の接着界面を透過電子顕微鏡を用い

て精密に解析し、接着メカニズムの解明を進める。 

・計算シミュレーションデータを活用するデータ科学解

析や人工知能解析を行い、必要なシミュレーションデ

ータ構造構築技術やその実験データとの同化技術に関

する研究を実施する。さらにそれら材料の「機能」を

最大化するために必要な材料化学情報を逆予測する。

以上の結果をもとに、順方向予測技術の向上のための

研究を実施する。 

 

4‐（4）新たなものづくり技術を牽引する無機機能材

料の開発 

・高品質なチタン酸バリウムナノキューブの低コスト量

産プロセスを企業と共同開発し事業化に向けるととも

に、三次元高次階層構造を部材サイズへ拡大するため、

汎用成形プロセスにおける自己組織化条件を確立する。 

・単分散コアシェル微粒子を使い、樹脂で固定化された

コロイド結晶等の作製プロセス技術や加飾応用に資す

る構造発色技術開発を試みる。新規ヘルスケア部材と

して、企業との連携により、生体に安全なバイオコア

シェル粒子の厚さ制御技術の確立や、生体内での分

解・再組織化が可能なリモデリング型人工生体部材を

創出する。 

・産総研開発の電気化学セルを集積したコンパクト電源

や電解装置などの作動条件の拡大に向け、2 A/cm2以

上の高電流密度でのセラミック電気学セルの構造的制

御や性能検証を実施し、システム利用に向けた材料技

術への課題の解析と新規界面構造などの提案を行う。

高温駆動の複数センサを集積化し、材料及び動作条件

の最適化を行い、可搬型モジュール化を実現する。新

規構造の熱電変換デバイスについて、企業と連携しな

がら生産性に優れた部材化プロセスを確立する。 
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・民間企業と進めている Sm-Fe-N 異方性焼結磁石の開

発を加速する。特に界面制御技術を完成させ、焼結磁

石の保磁力を向上させる。また、産総研にて開発した

高保磁力を有する Sm-Fe-N 微細粒子を焼結に適した

粒子にするための表面制御技術開発を民間企業と取り

組む。 

・安定性を向上させた磁気熱量材料のアウトソーシング

化を図り、民間企業と取り組んでいる磁気冷凍システ

ムの開発を加速する。 

・光アップコンバージョン材料の開発及び実用化へ向け

た取り組みとして、有機系での大面積化に向けた均一

成膜化手法の構築と波長域拡大、未踏領域である無機

系での広帯域赤外光変換実現に向けた基礎検討を、併

せて実施する。 

・平成29年度に開発したプロトン電導性電気化学セル

にて、次世代燃料電池開発に不可欠な、2セル以上の

スタックレベルでの作動検証を可能とする接続技術な

どを確立する。さらに、酸化物を含む新規導電性材料

の探索と部材化プロセスを開発し、安全・安心を支え

るセンサ等のデバイスへの活用を探索する。 

・従来の溶融プロセスでは達成困難な革新的低脆性ガラ

スを実現するため、光による選択加熱を用いた新規ガ

ラス合成法の開発を進める。実用化に向けた民間企業

との連携に向け、技術移転可能な合成条件や原理を明

らかにする。 

・固体蓄熱材料の部材化を進めると共に、アプリケーシ

ョンに応じた特性を出すための材料開発に取り組む。 

・産総研で開発した高性能ソフト磁性材料のさらなる大

量合成に取り組み、安定的に合成できる条件を見出し、

企業連携に繋げる。 

 

4‐（5）省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材

料と部材の開発 

・開発した難燃性マグネシウム合金溶接継手の信頼性

（疲労特性等）を調べるとともに、信頼性に及ぼす組

織や組成の影響を明らかにする。アルミニウム合金の

電磁攪拌プロセスにについて、組織微細化プロセスの

大型ビレット（φ300 mm）へ適用する際の課題と必

要技術の抽出、及び晶出物微細化の可能性について検

討を行う。マイクロ波プロセスの炭素繊維強化プラス

チックへの活用において、成形技術におけるマイクロ

波の最適な照射方法、効率的な加熱技術を検討すると

同時に、炭素繊維のマテリアルリサイクルの技術開発

を推進する。 

・木質流動成品の製品化において生じる企業の要求に対

応した共同研究を実施する。特に、コストの問題に対

して、共同研究先の垂直連携による課題解決を図る。

今後の展開としてバイオマス系素材の微細構造制御技

術の要素技術の開発、評価を推進する。 

・断熱材開発においては、0.20 W/mK の熱伝導率、20 

MPa の圧縮強度を発現可能な形態をシミュレーショ

ン等により探索し、材料・組織設計を行う。メタライ

ズ放熱基板では、耐温度サイクル性に優れた部品の汎

用的設計指針を構築するとともに加速劣化試験を提案

する。セラミックス3 D 造形法では、基盤技術の高度

化を進め、連携先企業での部材化に応用できるよう発

展させる。 

・生活環境温度領域における熱の流れをダイナミックな

変化により制御する新規材料の窓部材化技術、信頼性

評価技術を高度化し、共同研究を推進する。降雪、結

露等による障害を抑制するため、刺激（温度）に応答

し、高速で機能変化が可能な高機能透明樹脂フィルム

の開発を行う。 

 

5. エレクトロニクス・製造領域 

5‐（1）情報通信システムの高性能化および超低消費

電力化技術の開発 

・高速大容量ストレージ用の超格子型メモリの構造と作

製プロセスの最適化および超格子型セレクターの動作

実証を企業との連携により行う。微細化が益々困難に

なるロジック回路を低消費電力化する技術として、Si

トンネル FET についてナノスケール寸法制御により

MOSFET を上回るオン/オフ比の達成を目指すと共に、

Ge 系チャネル CMOS について n 型と p 型の間の性

能バランス改善を図る。金属内包 Si クラスタや遷移

金属ダイカルコゲナイド等の新材料に関して、量産に

適した作製プロセスの開発を進めつつ、デバイス応用

におけるメリットを明確化する。3次元集積について

は、5  m 以下の微細なシリコン貫通電極構造の信頼

性を高めるとともに、300 mm ウェーハ積層技術を実

際のデバイスに適用できるレベルにまで高度化する。  

・半導体関連産業の振興に向けて、不揮発性メモリ

MRAM の高度化のための研究開発を行う。平成30年

度は、電圧トルク MRAM の基盤技術として、電圧磁

気異方性変化効率100 fJ/Vm 以上と書き込みエラー率

10-6（エラー訂正なし）を両立する磁気トンネル接合

素子を量産スパッタ成膜により実現する。また、10 

nm 技術世代の STT-MRAM 実現に向けた基盤技術と

して、全エピタキシャル磁気トンネル接合薄膜を大径

シリコンウェーハ上に形成する成膜技術を確立し、室

温における磁気抵抗比100 %以上を得る。スピントロ

ニクス技術を用いた高周波素子の開発では、2個以上

のスピントルク発振素子からなるショートタームメモ

リ特性を有する演算アレイを開発し、ニューロモルフ

ィックコンピューティングの基盤技術を構築する。 

・引き続き民間企業等と連携しながらシリコンフォトニ

クス技術の開発を進める。ダイナミック光パスネット

ワーク（DOPN）の実運用を継続しながら、平成29

年度に終了する文部科学省イノベーション推進事業

「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」を継承
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し拡張する「サイバーフォトニックプラットフォーム

コンソーシアム」を新設、システム面からの検討を進

める。平成29年度起業の DOPN 事業化のベンチャー

企業活動を技術的に支援する。シリコンフォトニクス

スイッチは、次世代データセンタへも適用できるよう

に、特性改善を推進する。平成29年度に終了する産

総研コンソーシアム「PHOENICS」は、「シリコン

フォトニクス・コンソーシアム」として体制を一新し、

産総研 SCR でのシリコンフォトニクス・ファブの民

間利用促進の活動を行う。NEDO「超低消費電力型

光エレクトロニクス実装システム技術開発」プロジェ

クトの下で、シリコン及びポリマー導波路による高性

能光エレクトロニクス実装基板の開発を進める。 

・超伝導量子アニーリングに関して、超伝導量子ビット

と周辺回路をフリップチップ接続した回路を作製し、

極低温での動作評価を行う。これと並行して、超伝導

量子アニーリングシミュレータを用いて、エラー機構

を解明しその抑制方法を検討する。半導体量子ビット

に関して、スピンカプラーの基本構造を試作し、ビッ

ト間結合の実現可能性について基礎的な検討を行う。

脳型情報処理に関しては、平成29年度までに開発し

た集積回路用低消費電力材料を用いて作製した微細化

アナログ抵抗変化素子の信頼性を評価する技術を開発

し、その評価プロトコルを策定する。また、3端子型

アナログ抵抗変化素子である強誘電体ゲート FET に

ついて、人工シナプスとしての活用可能性を検証する。 

・ニューロモルフィック回路に関して、平成29年度に

開発したスパイク時刻依存可塑性（STDP）とリーク

付き積分発火（LIF）の機能を示す酸化物チャネル電

界効果素子とパルス電圧発生回路等を組み合わせ、

STDP シナプス回路と LIF ニューロン回路を開発す

る。また、新規透明電子デバイスの創生に向け、平成

29年度までに開発した Sn 系ワイドギャップ半導体の

薄膜化を行う。加えて、キャリア発現機構に関する知

見を基に、半導体特性の更なる向上および薄膜の p

型／n 型半導体制御技術の確立を目指す。 

 

5‐（2）もののインターネット化に対応する製造およ

びセンシング技術の開発 

・平成29年度までに開発した各種モデル間の関係分析

技術を高度化し、多様なデータや計測技術を適切に組

み合わせて製品の品質向上、設備のメンテナンス計画

作成等を支援するスマート工場設計手法の開発を、

SiC ウエハの潜傷検知や企業での実証課題などを具体

例として行う。プロセスに影響を与えうる多様な因子

の関係を精査・構造化することでの間接的なセンシン

グの試行と比較・検証のための直接的なセンシング技

術の開発も合わせて行う。さらに、生産ラインの状況

をメンテナンス、品質向上等の様々な目的に応じて適

切に可視化するためのモニタリングシステムの機能設

計を実施し、関連する要素技術開発を行う。具体的に

は、計測データのサイバー空間への転写・統合可視化

手法、モデル・データ間の関係をインタラクティブに

分析する技術等の開発を行い、平成31年度以降臨海

センターに新設する「モデル工場」で検証実証を行う

ための準備を進める。 

・平成30年度は、NEDO プロジェクトのインフラ状態

モニタリング用センサシステム開発および次世代プリ

ンテッドエレクトロニクス基盤技術開発を中心に、圧

電 MEMS 自立発電振動検出デバイス、グラファイト

印刷ひずみセンサシート、心電計測ウェア等を試作し、

これらを用いたセンサネットワークシステムの社会実

装および実証試験を行う。超伝導アレイ検出器を搭載

した走査電子顕微鏡について、電子ビームの低加速化

により分析性能を向上するとともに、同技術の普及の

ため測定例を蓄積する。また、超伝導アレイ検出器に

ついて多重読出回路を低雑音化する。 

 

5‐（3）ものづくりにおける産業競争力強化のための

設計・製造技術の開発 

・平成29年度に引き続き、デザインブレインマッピン

グを用いたワークショップ支援の各種共同研究で事例

やノウハウの蓄積を行うと共に、上流設計マネジメン

ト環境としての「構想設計の手法と道具」の企業内検

証及び事業化企業の探索を行う。橋渡し活動拡大のた

めのプラットフォームとしての「構想設計革新イニシ

アティブ」の立ち上げを検討するとともに、書籍出版

及びセミナーなどの普及活動も行う。 

・AI センサなど任意箇所設置型の次世代情報端末機器

として期待の高いフレキシブルデバイスを、高効率・

高生産性、カスタマイズ生産する技術として、印刷法

と極薄 MEMS 技術を駆使してデバイスを製造するフ

レキシブルハイブリットエレクトロニクスデバイス製

造技術を開発する。平成30年度は、フレキシブル実

装技術、伸縮性フレキシブル AI センサ、柔軟圧電材

料、極薄 MEMS チップ集積化技術の開発に取り組み、

フレキシブル基板上で高安定実装および1000回以上

の連続安定印刷パターン形成技術、5000回以上の曲

げ耐性を有する高信頼性伸縮変形性センサシート、圧

電定数 d33が30 pm/V 以上を示す誘電体による圧電

センサを開発する。また、これらによりウェアラブル

心電筋電計測 AI センサを開発し、実証試験を行う。  

・多品種少量生産向けのミニマルファブ技術につき、こ

れまで開発してきた各種デバイスの集積プロセスの高

度化を進めると共に、新規デバイス作製レシピを開発

する。これと並行して、平成28年度補正予算によっ

て導入された装置群を用いて前工程及びパッケージ工

程のノウハウを蓄積し、プロセス技術の完成度を実用

レベルに高める。これらの装置群をプロセスノウハウ

およびデバイス作製レシピとともに産総研臨海副都心
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センターに移設し、所内外のユーザーに対する試作サ

ービスを実施する体制を整備する。 

・積層造形技術について、粉体素材の高品位化、積層造

形に適した新たな材料開発と加工雰囲気制御、プロセ

スモニタリング技術の開発とこれらの融合によりプロ

セスの高度化を図り、新たな材料、新たな応用展開を

図る。現在進行している国プロでの開発及び企業との

橋渡し共同研究を進め、プロジェクト終了後の展開を

検討する。国プロで開発完了したバインダジェット造

形法では橋渡しを進めると共に、砂型素材から新たな

材料への展開を図る。高速 CAE 等他の技術・プロセ

スと連携による設計技術・制御技術の高度化に向けた

新たな展開を図る。 

・脳血管治療を想定し、電解加工が難しいチタン合金に

ついても電解レーザ複合加工の適用技術の開発を行い、

細管加工用電解レーザシステムとしてチタン製極細ス

テントを試作する。電解砥粒複合研磨法において、高

純度のガス供給に必要とされる複雑形状のバルブ部材

の鏡面化への適用により本方式の有効性・可能性につ

いて検討する。電磁成形においては、プレスと加熱を

複合化し、金属と CFRP などの異種材の接合を行い、

その接合加工性を評価する。 

 

5‐（4）多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与

技術の開発 

・エアロゾルデポジション法では、Li 蓄電池のプロト

タイプ試作で、IoT センサ用電源に利用可能な電解質

＆正極材の複合層を開発ならびに、Li デンドライト

成長のメカニズム解明のための評価・解析を行う。構

造部材応用では、HAZ 値2 %以下、鉛筆硬度6H 以上

の樹脂部材グレージング層形成に目途をつける。また、

義歯インプラントや調湿部材応用では、製品レベルの

仕様に合ったプロトタイプ試作・評価を行う。光

MOD では、照明、スマートウインドウ、電子部品、

センサ、光電極などの実用化を目的とした部材の試作

と性能・信頼性評価を行なう。また光化学修飾法では、

成膜効率や信頼性向上のためメカニズム解明とそれを

基にした新規プロセスを開発する。 

 

6. 地質調査総合センター 

6‐（1）地質調査のナショナルセンターとしての地質

情報の整備 

・中長期的に取り組んでいる地質図幅未整備区画の解消

をめざし整備を行う。20万分の1地質図幅の改訂およ

び5万分の1地質図幅の整備について、重点化した地

域を中心に調査研究を実施し、5万分の1地質図幅4区

画､20万分の1地質図幅1区画の出版を行う。平成29年

度に正式公開したシームレス地質図 V2では、外部サ

イトからの利用を可能とする Web API サービスを整

備するとともに、最新の地質情報に基づく改訂を行う。

衛星リモートセンシング ASTER センサを運用し、衛

星情報の配信提供サービスを強化する。 

・日本周辺の海洋利用促進のため、石垣島周辺海域の海

洋地質調査の実施、および海洋地質の知的基盤情報の

整備を行い、沖縄島南部周辺海域の海洋地質図の出版

を行う。また、日本周辺海域の海底鉱物資源調査によ

る鉱物資源の成因及び資源賦存ポテンシャルの情報整

備、そのための技術開発を行う。 

・安心安全な社会活動を支えるため、伊勢湾・三河湾沿

岸域の陸域及び海域の地質・活断層調査を実施する。

また、相模湾沿岸域の海陸シームレス地質情報集の公

開を行う。ボーリングデータを活用した都市域の地

質・地盤情報整備として、東京23区域のボーリング

調査と既存ボーリングデータの対比作業を進める。 

・昨年同様、12人（目標）以上のリサーチアシスタン

トを採用し、「地質の調査」ができる人材を育成する。

イノベーションスクールでは、関連業界とも連携しつ

つ、社会で即戦力となる地質技術者を1名以上育成す

る。 

 

6‐（2）レジリエントな社会基盤の構築に資する地質

の評価 

・地質災害に強い社会を構築するために、陸域4断層

帯・海域1断層帯の5地域以上の活断層調査、千島・

日本海溝、相模トラフ、南海トラフ沿いなど日本列島

沿岸の5地域以上で地震・津波履歴調査を行い、政府

関係機関へ情報を提供する。中国地方地域のテクトニ

ックマップの試作を進め、テクトニックマップを活用

した活断層の評価手法（最大規模、活動性等）の開発

に着手する。災害予測高度化のために、地震に伴う地

盤変形予測および地震動予測の信頼度向上を目指す。

また、南海トラフの深部すべり等のモニタリングおよ

び深部すべり履歴データ整備の継続と高度化を行う。 

・地質災害リスクの軽減のために、防災上重要な3火山

以上で火山地質図作成の調査を進め、噴火履歴解明に

関わる年代測定を行う。大規模噴火に関わる噴火履歴

情報整備のため、国内外の大規模噴火火山の活動履歴

の解明、構造調査を進めるとともに、大規模噴火推移

のデータベース構築を進める。噴火推移評価手法開発

のため、噴火・脱ガス過程、マグマ供給系の発達過程、

マグマ活動を規制する地殻活動の解明を行う。 

・国（規制庁）の中深度処分及び地層処分の許可基準規

則及び審査ガイドの整備スケジュールを受け、関連す

る受託研究成果を取りまとめることで、規制庁の審査

ガイド骨子案に反映させる。具体的には、隆起・侵食

活動、断層活動、地すべり再活動等の地質変動事象の

調査・解析、その将来予測・評価手法についての検討、

深部流体の分布、上昇過程の解明と、深部流体が周辺

地層に与える影響について検討、および沿岸域の長期

的な地下水流動場の水理・水文学的評価を行い、将来
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予測手法と地下水モニタリング手法の検討を進める。 

 

6‐（3）地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発 

・アルゼンチン、ミャンマーの金属鉱物資源について、

現地調査と鉱石分析等により開発可能性を評価する。

国内休廃止金属鉱山の資料をコンパイル・電子化し、

開発可能性調査に向けたデータ整備を行う。粘土鉱物

等の機能性鉱物材料の吸着性能評価および工業的利用

に関する実用的な技術開発を継続し、標準化と民間企

業への知財実施許諾に向けた検討を実施する。また、

国内窯業原料の資源量調査を継続する。表層型メタン

ハイドレートの開発対象海域の抽出に向けた精密海底

地形調査及び表層堆積層調査の実施、および国内在来

型燃料資源探鉱地域における根源岩ポテンシャル評価

を行う。油層微生物による原油分解メタン生成過程に

おけるトルエン等の分解機構、及び含メタンハイドレ

ート海底堆積物由来の微生物のメタン生成活性の温度

等の依存性を明らかにする。東北、北海道を対象に超

臨界地熱資源の資源量評価を行う。また、AI による

地熱資源評価法の検討を開始する。東北・北陸地域や

地中熱利用促進を要望する地域を対象に1地域以上で

の地中熱ポテンシャルマップ作成等を行う。 

・モニタリング技術の開発では、引き続き、苫小牧

CCS 実証試験サイトにおいて圧入時の高精度重力モ

ニタリングを実施するとともに、実用化に向けた並行

観測と、土壌水分および地下水等のノイズ成分除去方

法の検討を行う。また、CO2長期遮蔽性能に関わる地

化学－水理評価手法、および地層安定性評価のための

ジオメカニックモデリング技術の開発を行う。幌延沿

岸域やその他の沿岸域の深層地下水を採水し、地下環

境や地下水流動を評価する。また、注揚水試験、海底

湧出地下水調査などの関連調査技術の高度化も実施す

る。これらの結果を総合的に取りまとめ、陸域から海

域へ連続する地下水流動解析や長期安定領域判定等を

通じた沿岸域地下水環境の評価を継続する。 

・土壌汚染に係る分析・対策およびリスク評価技術の高

度化と国際的連携を加速し、新規法規制汚染物質及び

複合汚染浄化技術の開発を重点的に行う。表層土壌評

価基本図の全国版整備へ向けた枠組の構築と予備調査

に着手する。また、リニア中央新幹線沿線地質特性と

残土リスク管理に係る評価技術を高度化する。水循環

基本計画を視野に入れ、苫小牧地域（勇払）の水文環

境図を出版する。筑紫平野（改訂版）、和歌山平野、

新潟平野の編集を進める。さらに、地下水データベー

スの整備、工業用地下水資源の開発と安定供給に資す

る調査・情報発信を継続する。 

 

6‐（4）地質情報の管理と社会利用促進 

・地質の調査業務において取得・整備された地質情報や

地質標本について、組織成果物としての体系化の下で

標準化を含めた品質管理を行うとともに、成果の1次

データのアーカイブ管理を研究記録管理の一環として

進める。 

・体系化した研究成果を組織出版物として発行するとと

もに、電子化・標準化を計画的に推進する。公式ウェ

ブサービスへのコンテンツの追加・更新を進め、オー

プンデータとしての配信を促進する。地質標本館の展

示改修を行い、地質の恩恵、利用、リスクについての

国民の理解を深める展示・解説を行う。 

・地質情報の利活用に関するユーザーニーズおよび社会

の動向の把握を行うとともに、公式ウェブサイトや地

質標本館、アウトリーチ業務ならびに関係各機関との

連携を通じ、社会における地質情報の二次利用促進を

進める。地質標本館の展示・解説を通じて、企業等へ

地質情報の具体的な活用法を紹介していく。 

 

7. 計量標準総合センター 

7‐（1）計量標準の整備と利活用促進 

・物理標準については、力計、高温熱電対、パワーアナ

ライザ等の物理標準の開発・範囲拡張・高度化等の整

備を知的基盤整備計画に沿って行う。 

・標準物質については、既存標準物質の安定性評価を行

い供給を継続するとともに、知的基盤整備計画に沿っ

て化学・材料評価のための標準物質を開発し、併せて

水道法等の規制に対応した標準物質の濃度校正方法の

開発とその技術移転を行う。 

・定量 NMR については、有機化合物の純度評価手法と

しての発展を目指した国際度量衡局（BIPM）との共

同研究をさらに継続するとともに、トレーサビリティ

体系構築のための基準物質の供給を維持し、必要に応

じて更新を行う。併せて、本法の国際同等性確立に向

けた国際度量衡委員会物質量諮問委員会（CCQM)に

おける国際比較の実施を支援する。 

・プランク定数からキログラムの定義を実現する現示技

術の不確かさを更に低減させるための研究開発を継続

するとともに、1889年以来のキログラムの定義改定

に貢献する。光格子時計については、不確かさ評価を

行うとともに長期連続運転を実施し、UTC（NMIJ）

のモニターを行う。 

 

7‐（2）法定計量業務の実施と人材の育成 

・特定計量器の基準器検査、型式承認試験等については

効率的な実施に取り組む。特定計量器に新たに追加さ

れた自動はかりの技術基準及び型式承認試験設備の整

備を行う。現行の国内技術基準である JIS を OIML

勧告、ISO/IEC を基本とする国際基準に整合又は現

状に見合うように改正作業を行う。新たな OIML 証

明書制度（OIML-CS）に対応する体制の整備を図る。

計量制度見直し（平成28年度計量行政審議会答申）

について、具体的に実行するための調査、検討を行う。
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また、関係する政省令改正などの検討及び関係機関に

対し必要な提言を行う。 

・計量教習、計量講習、計量研修を計20回以上実施し、

法定計量技術に関わる人材育成を行う。政省令改正に

伴い、新設される教習、講習を計画、実施する。 

 

7‐（3）計量標準の普及活動 

・計量標準の利用を促進するため、情報提供及び講習・

技能研修活動の拡充を図る。計量標準に関連する工業

標準化、国際標準化へ貢献する。水素ディスペンサー

の計量値を国家標準にトレーサブルに校正・試験する

技術を開発し、OIML R139を発行する。残留農薬分

析の技能試験コンソーシアムを運営し、分析機関の技

能向上のための玄麦中農薬分析の比較試験を実施する。

また、計量研修センターにおいて、不確かさ評価に関

する研修を行う。 

・国際比較等を通じて計量標準の管理を行い、計量法ト

レーサビリティ制度に定められた参照標準等の供給を

行う。計量標準の国際同等性を向上させるため、特に

アジア・太平洋地域に技術協力を行い、連携を強化す

る。計量法の運用に係る技術的な審査に関連する支援

を行う。 

 

7‐（4）計量標準に関連した計測技術の開発 

・ユーザーが抱える計測課題を解決するため、開発、高

度化した計測・分析・解析手法及び計測機器、分析装

置を利用して、技術指導や機器公開による計測支援等

を行う。 

・目的基礎研究の研究課題に取り組む。特に単一電子制

御技術、高温比熱容量測定等の研究に注力する。単一

電子制御技術については、単一電子ポンプのエラー評

価を行うとともにポンプの集積化による量子電流の逓

倍を実現する。また、高温比熱容量測定に関しては、

断熱法を用いた測定システム試作機を開発し、各要素

技術の性能確認・向上を図る。 

・「橋渡し」研究前期の研究課題に取り組む。特に高耐

久な極低反射光吸収体、X 線非破壊イメージング等の

研究に注力する。高耐久な極低反射光吸収体について

は、高耐久性を保ったまま、紫外～中赤外域で反射率

0.5 %以下となる世界最高水準の極低反射率吸収体を

実現する。X 線非破壊イメージングに関しては、これ

までに開発した X 線発生装置等を用いて、工業製品

等の内部を X 線で非破壊イメージングする手法を確

立する。 

・「橋渡し」研究後期の研究課題に取り組む。特に、電

磁波センシング技術、構造物の変位・振動計測の研究

に注力する。電磁波センシング技術においては、民間

企業等と共同で食品の品質や異物混入を非破壊で検出

する技術を開発し実証する。構造物の変位・振動計測

については、構造物に取り付けたマーカーの撮影画像

から構造物の微小な変位・振動を計測する画像利用計

測技術を用い、計測現場でリアルタイムに計測結果を

出力できるカメラと解析用 PC を一体化したシステム

を構築する。 

・スペクトルデータや熱物性データ、国内外の計量標準

サービスに関する情報を更新するとともに、ユーザー

の利便性向上を目指した高度化を行う。日本国内で入

手可能な標準物質のデータベースに関し、更新手順の

改善や利用者のニーズに応じた掲載内容の見直しを行

い、利便性向上を目指す。また、平成30年度に予定

されている SI 基本単位改定に関わる最新情報を、

NMIJ ウェブサイトの特設ページを通じて発信する。 

 

 
 



資 料 

(422) 

別表２       

        

2018 年度予算      

      （単位：百万円）

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学領

域 

情報・人間

工学領域 

材料・化学

領域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

収入               

  運営費交付金 10,301 6,425 6,708 8,754 7,095

  施設整備費補助金 0 0 0 0 0 

  受託収入 5,610 1,297 2,903 2,267 1,829

   うち国からの受託収入 934 62 531 54 77

     その他からの受託収入 4,676 1,235 2,372 2,213 1,752

  その他収入 3,405 1,169 1,740 1,580 1,803

              

  計   19,316 8,890 11,351 12,601 10,727

支出               

  業務経費 13,706 7,593 8,448 10,334 8,898

   うちエネルギー・環境領域 13,706 0 0 0 0 

     生命工学領域 0 7,593 0 0 0 

     情報・人間工学領域 0 0 8,448 0 0 

     材料・化学領域 0 0 0 10,334 0 

     エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 8,898

     地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

     計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

     その他本部機能 0 0 0 0 0 

              

  施設整備費 0 0 0 0 0 

              

  受託経費 5,610 1,297 2,903 2,267 1,829

   うち国からの受託 934 62 531 54 77

     その他受託 4,676 1,235 2,372 2,213 1,752

              

  間接経費 0 0 0 0 0 

              

  計   19,316 8,890 11,351 12,601 10,727
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       （単位：百万円）

区    別 
地質調査総

合センター

計量標準総

合センター

その他本部

機能 
法人共通 合計 

収入              

  運営費交付金 5,559 6,535 5,722 5,753  62,850 

  施設整備費補助金 0 0 0  0  0 

  受託収入 3,843 866 367  361  19,344 

   うち国からの受託収入 3,657 78 62  86  5.541 

     その他からの受託収入 186 789 305  275  13,804 

  その他収入 1,406 1,081 1,971  728  14,883 

              

  計   10,808 8,483 8,060  6,842  97,078 

支出              

  業務経費 6,965 7,617 7,693  0  71,253 

   うちエネルギー・環境領域 0 0 0  0  13,706 

     生命工学領域 0 0 0  0  7,593 

     情報・人間工学領域 0 0 0  0  8,448 

     材料・化学領域 0 0 0  0  10,334 

     エレクトロニクス・製造領域 0 0 0  0  8,898

     地質調査総合センター 6,965 0 0  0  6,965

     計量標準総合センター 0 7,617 0  0  7,617 

     その他本部機能 0 0 7,693  0  7,693 

              

  施設整備費 0 0 0  0  0 

              

  受託経費 3,843 866 367  0  18,983 

   うち国からの受託 3,657 78 62  0  5,455 

     その他受託 186 789 305 0  13,528 

              

  間接経費 0 0 0  6,842  6,842 

              

  計   10,808 8,483 8,060  6,842  97,078 

 

  



資 料 

(424) 

別表３       

        

2018 年度収支計画      

      （単位：百万円）

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学領

域 

情報・人間工

学領域 

材料・化学領

域 

エレクトロ

ニクス・製

造領域 

費用の部   20,818 8,491 11,245 12,973 10,793

  経常費用 20,818 8,491 11,245 12,973 10,793

   エネルギー・環境領域 12,215 0 0 0 0 

   生命工学領域 0 6,767 0 0 0 

   情報・人間工学領域 0 0 7,528 0 0 

   材料・化学領域 0 0 0 9,209 0 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 7,930

   地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

   計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

   その他本部機能 0 0 0 0 0 

   受託業務費 5,000 1,156 2,587 2,021 1,630

   間接経費 0 0 0 0 0 

   減価償却費 3,604 569 1,129 1,743 1,234

  財務費用 0 0 0 0 0 

   支払利息 0 0 0 0 0 

  臨時損失 0 0 0 0 0 

   固定資産除却損 0 0 0 0 0 

              

収益の部  20,769 8,597 11,427 12,893 10,836

  運営費交付金収益 9,180 5,725 5,978 7,801 6,322

  国からの受託収入 934 62 531 54 77

  その他の受託収入 4,676 1,235 2,372 2,213 1,752

  その他の収入 3,482 1,181 1,764 1,616 1,829

  資産見返負債戻入 2,497 394 782 1,208 855

  財務収益 0 0 0 0 0 

   受取利息 0 0 0 0 0 

  臨時利益 0 0 0 0 0 

   固定資産売却益 0 0 0 0 0 

              

純利益（△純損失） △ 49 106 182 △ 80 43

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0 0 0

総利益（△総損失） △ 49 106 182 △ 80 43

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(425) 

       （単位：百万円）

区    別 
地質調査総

合センター

計量標準総

合センター

その他本部

機能 
法人共通 合計 

費用の部   10,270 8,260 7,704 6,119  96,675

  経常費用 10,270 8,260 7,704 6,119  96,675 

   エネルギー・環境領域 0 0 0 0  12,215 

   生命工学領域 0 0 0 0  6,767 

   情報・人間工学領域 0 0 0 0  7,528 

   材料・化学領域 0 0 0 0  9,209 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0  7,930 

   地質調査総合センター 6,207 0 0 0  6,207 

   計量標準総合センター 0 6,788 0 0  6,788 

   その他本部機能 0 0 6,855 0  6,855 

   受託業務費 3,425 772 327 0  16,917 

   間接経費 0 0 0 6,098  6,098 

   減価償却費 639 701 521 21  10,161 

  財務費用 0 0 0 0  0 

   支払利息 0 0 0 0  0 

  臨時損失 0 0 0 0  0 

   固定資産除却損 0 0 0 0  0 

              

収益の部  10,659 8,272 7,809 6,231  97,495 

  運営費交付金収益 4,954 5,824 5,099 5,127  56,011 

  国からの受託収入 3,657 78 62 86 5,541 

  その他の受託収入 186 789 305 275  13,804 

  その他の収入 1,419 1,096 1,982 729 15,098 

  資産見返負債戻入 443 486 361 15  7,041 

  財務収益 0 0 0 0  0 

   受取利息 0 0 0 0  0 

  臨時利益 0 0 0 0  0 

   固定資産売却益 0 0 0 0  0 

              

純利益（△純損失） 389 12 105 112 820

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0 0 0

総利益（△総損失） 389 12 105 112 820

 

  



資 料 

(426) 

別表４       

        

2018 年度資金計画      

     （単位：百万円）

区    別 
エネルギー・

環境領域 

生命工学

領域 

情報・人間

工学領域 

材料・化学

領域 

エレクトロニ

クス・製造領

域 

資金支出   19,316 8,890 11,351 12,601 10,727

  業務活動による支出 17,214 7,923 10,116 11,230 9,560

   エネルギー・環境領域 12,215 0 0 0 0 

   生命工学領域 0 6,767 0 0 0 

   情報・人間工学領域 0 0 7,528 0 0 

   材料・化学領域 0 0 0 9,209 0 

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 7,930

   地質調査総合センター 0 0 0 0 0 

   計量標準総合センター 0 0 0 0 0 

   その他本部機能 0 0 0 0 0 

   受託業務費 5,000 1,156 2,587 2,021 1,630

   その他の支出 0 0 0 0 0 

  投資活動による支出 2,102 967 1,235 1,371 1,167

   有形固定資産の取得による支出 2,102 967 1,235 1,371 1,167

   施設費の精算による返還金の支出 0 0 0 0 0 

  財務活動による支出 0 0 0 0 0 

   短期借入金の返済による支出 0 0 0 0 0 

  次期中期目標期間繰越金 0 0 0 0 0 

              

資金収入  19,316 8,890 11,351 12,601 10,727

  業務活動による収入 19,316 8,890 11,351 12,601 10,727

   運営費交付金による収入 10,301 6,425 6,708 8,754 7,095

   国からの受託収入 934 62 531 54 77

   その他の受託収入 4,676 1,235 2,372 2,213 1,752

   その他の収入 3,405 1,169 1,740 1,580 1,803

  投資活動による収入 0 0 0 0 0 

   有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0 0 

   施設費による収入 0 0 0 0 0 

   その他の収入 0 0 0 0 0 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 

   短期借り入れによる収入 0 0 0 0 0 

  前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(427) 

      （単位：百万円）

区    別 
地質調査総合

センター 

計量標準

総合セン

ター 

その他本部

機能 
法人共通 合計 

資金支出   10,808 8,483 8,060 6,842 97,078

  業務活動による支出 9,632 7,559 7,183 6,098 86,513

   エネルギー・環境領域 0 0 0 0 12,215

   生命工学領域 0 0 0 0 6,767

   情報・人間工学領域 0 0 0 0 7,528

   材料・化学領域 0 0 0 0 9,209

   エレクトロニクス・製造領域 0 0 0 0 7,930

   地質調査総合センター 6,207 0 0 0 6,207

   計量標準総合センター 0 6,788 0 0 6,788

   その他本部機能 0 0 6,855 0 6,855

   受託業務費 3,425 772 327 0 16,917

   その他の支出 0 0 0 6,098 6,098

  投資活動による支出 1,176 923 877 745 10,565

   有形固定資産の取得による支出 1,176 923 877 745 10,565

   施設費の精算による返還金の支出 0 0 0 0 0 

  財務活動による支出 0 0 0 0 0 

   短期借入金の返済による支出 0 0 0 0 0 

  次期中期目標期間繰越金 0 0 0 0 0 

              

資金収入 10,808 8,483 8,060 6,842 97,078

  業務活動による収入 10,808 8,483 8,060 6,842 97,078

   運営費交付金による収入 5,559 6,535 5,722 5,753 62,850

   国からの受託収入 3,657 78 62 86 5,541

   その他の受託収入 186 789 305 275 13,804

   その他の収入 1,406 1,081 1,971 728 14,883

  投資活動による収入 0 0 0 0 0

   有形固定資産の売却による収入 0 0 0 0 0 

   施設費による収入 0 0 0 0 0

   その他の収入 0 0 0 0 0 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 

   短期借り入れによる収入 0 0 0 0 0 

  前年度よりの繰越金 0 0 0 0 0 

 

  



資 料 

(428) 

５．職  員 

2018年度形態別・機能別職員数 

所属名称 役員 職員

              

総計
研究職

          

事務職

等 
（内）

パーマ

ネント

（内）

招へい

型任期

付 

（内）

プロジ

ェクト

型任期

付 

（内） 
研究テ

ーマ型

任期付 

（内） 
博士型

任期付 

理事 11   11
監事 2   2
フェロー 1 1 1   1
エネルギー・環境領域   
エネルギー・環境領域研究戦略部 14 13 13   1 14
創エネルギー研究部門 44 44 39  5 44
電池技術研究部門 43 43 38  5 43
省エネルギー研究部門 43 43 37 3  3 43
環境管理研究部門 55 55 48 1  6 55
安全科学研究部門 40 40 36  4 40
太陽光発電研究センター 42 42 36 3 1 2 42
再生可能エネルギー研究センター 39 39 20 3 1 15 39
先進パワーエレクトロニクス研究センター 36 36 29 4 1 2 36

生命工学領域   
生命工学領域研究戦略部 13 12 12   1 13
創薬基盤研究部門 36 36 29  7 36
バイオメディカル研究部門 105 105 84 2  19 105
健康工学研究部門 45 45 37 1  7 45
生物プロセス研究部門 57 57 47 1  9 57
創薬分子プロファイリング研究センター 18 18 11 2  5 18

情報・人間工学領域   

情報・人間工学領域研究戦略部 17 16 15 1   1 17
人工知能研究戦略部 7 4 4   3 7
情報技術研究部門 15 15 13  2 15
人間情報研究部門 51 51 47  4 51
知能システム研究部門 43 43 36 2  5 43
自動車ヒューマンファクター研究センター 18 17 12 1  4 1 18
ロボットイノベーション研究センター 17 17 16  1 17
人工知能研究センター 82 81 49 26  6 1 82
サイバーフィジカルセキュリティ研究センター 35 35 26 4  5 35
人間拡張研究センター 32 32 26 2  4 32

材料・化学領域   
材料・化学領域研究戦略部 19 18 18   1 19
機能化学研究部門 50 50 38 2  10 50
化学プロセス研究部門 45 45 39  6 45
ナノ材料研究部門 47 47 44  3 47
無機機能材料研究部門 54 54 46 1  7 54
構造材料研究部門 48 48 41 1  6 48
触媒化学融合研究センター 37 37 28 4  5 37
ナノチューブ実用化研究センター 15 15 13 1  1 15
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究セン

ター 
32 32 28 2  2 32

磁性粉末冶金研究センター 22 22 18 1  3 22
エレクトロニクス・製造領域   
エレクトロニクス・製造領域研究戦略部 19 17 16 1   2 19
ナノエレクトロニクス研究部門 67 67 56 4  7 67
電子光技術研究部門 91 91 81 3  7 91
製造技術研究部門 68 68 61  7 68
スピントロニクス研究センター 22 22 17  5 22
フレキシブルエレクトロニクス研究センター 21 21 17  4 21



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(429) 

所属名称 役員 職員

              

総計
研究職

          

事務職

等 
（内）

パーマ

ネント

（内）

招へい

型任期

付 

（内）

プロジ

ェクト

型任期

付 

（内） 
研究テ

ーマ型

任期付 

（内） 
博士型

任期付 

先進コーティング技術研究センター 18 18 17  1 18
集積マイクロシステム研究センター 22 22 14 1  7 22

地質調査総合センター 1 1 1   1
地質調査総合センター研究戦略部 9 8 8   1 9
活断層・火山研究部門 64 64 53 1  10 64
地圏資源環境研究部門 58 58 46  12 58
地質情報研究部門 76 76 66 1  9 76
地質情報基盤センター 26 8 8   18 26

計量標準総合センター 1 1 1   1
計量標準総合センター研究戦略部  9 8 8   1 9
工学計測標準研究部門 73 73 68  5 73
物理計測標準研究部門 69 69 58  11 69
物質計測標準研究部門 76 76 73  3 76
分析計測標準研究部門 59 59 52 1  6 59
計量標準普及センター 27 20 20   7 27

コンプライアンス推進本部 7 3 3   4 7
監査室 6   6 6
評価部 10 8 8   2 10
情報セキュリティ部 10   10 10
企画本部 78 38 38   40 78
イノベーション推進本部 31 15 15   16 31
 イノベーション推進企画室 9 5 5   4 9
知的財産・標準化推進部 24 5 5   19 24
産学官・国際連携推進部 48 6 6   42 48
地域連携推進部 12 5 5   7 12

環境安全本部 1 1 1   1
 環境安全企画部 30   30 30
 安全管理部 24 11 11   13 24
 建設部 13   13 13
総務本部   

 人事部 61 2 2   59 61
 経理部 45   45 45
 業務推進支援部 8 1 1   7 8
 法務部 8   8 8
 ダイバーシティ推進部 8 4 4   4 8
 業務改革推進室 6   6 6
 イノベーションスクール 2 2 2   2
つくばセンター    

つくばセンターつくば中央第一事業所 16   16 16
つくばセンターつくば中央第二事業所 34 1 1   33 34
つくばセンターつくば中央第三事業所 16 1 1   15 16
つくばセンターつくば中央第五事業所 27   27 27
つくばセンターつくば中央第六事業所 14   14 14
つくばセンターつくば中央第七事業所 16   16 16
つくばセンターつくば西事業所 22   22 22
つくばセンターつくば東事業所 13 1 1   12 13
福島再生可能エネルギー研究所 19 2 1 1   17 19
臨海副都心センター 28 3 3   25 28
北海道センター 17 5 5   12 17
東北センター 17 5 4 1   12 17
中部センター 30 7 7   23 30
関西センター 37 12 12   25 37



資 料 

(430) 

所属名称 役員 職員

              

総計
研究職

          

事務職

等 
（内）

パーマ

ネント

（内）

招へい

型任期

付 

（内）

プロジ

ェクト

型任期

付 

（内） 
研究テ

ーマ型

任期付 

（内） 
博士型

任期付 

中国センター 13 4 4   9 13
四国センター 12 2 1 1   10 12
九州センター 15 5 5   10 15
柏センター 5 1 1   4 5
TIA 推進センター 38 16 12 1 3   22 38
職員合計 13 3023 2326 1977 1 88 3 257 697 3036
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